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1. はじめに 
筆者（河地）はかつて PHPの講義で他のサイトを

用いてウェブサービスの構造を分析し，API として
実装するプログラムを書いた．そのあと、ネットワ

ーク技術者になりそのプログラムを公開しようと考

えた．しかし PHPの講義知識だけでは公開に当たっ
ては様々な問題があり、それを解決しなければなら

なかった．昨今では個人でもアプリケーションを無

料で公開する人も出てきているがセキュリティに関

しては意識していない人が多い．特に講義で作られ

たアプリは高確率でセキュリティ対策を行っていな

いことが多い。これはセキュリティが非機能要件で

あるので、教員自身が重要視していないことが原因

である．この研究発表では PHPでプログラムを公開
するにあたっての安全なプログラムの作り方につい

て説明する． 
今回のプログラムは以下図１の動作を行う． 

 
図 1	 想定する PHPプログラムの動作 

 
今回使用するバージョンは Apache 2.6系、PHPは

5.5系，MySQLは 5.5系である． 
 

2. 確認すべき項目 
PHPのプログラムで確認すべき点は最新版の関数

やクラスを用いているか，入力に適切なエスケープ

処理を施しているか，そして、データベースを用い

るのであれば SQL インジェクション対策を施して
いるかどうかである． 
2.1 関数が公式で非推奨 
筆者はかつて PHP の古い参考書	 具体的には

PHP5.2 系で書かれたものや PHP 入門サイトを用い
てプログラムを書いていた．しかし、それが数年後

に PHP 公式から非推奨になる場合がある．例えば，
MySQL を取り扱う関数群 mysql があるがこれは
PHP5.5以降非推奨となった． 

//DB接続	 なければ DIEする 
$link = mysql_connect(‘localhost’, ‘DBユーザー

名’, ‘パスワード') 
 or die(mysql_error()); 
//データベースが違えばエラーを返す 
if(!mysql_select_db(‘データベース名')){ 
    die('Could not select database: ' . mysql_error()); 
} 
もし，古い教科書や更新されていない PHP入門サ

イトを見て作られたプログラムがあれば一度確認す

ることを推奨する． 
2.2 入力文字列 
次は入力文字列の確認である．特に HTML で

POST された文字列は何も対策を施されていないと
悪質な JavaScript 埋め込み攻撃（クロスサイトスク
リプティング・通称 XSS 攻撃）や後述する SQL イ
ンジェクション攻撃の原因になる．例えば、簡単な

文字列検索プログラムをセキュリティ対策もなしに

作ったとしよう．その場合入力部にスクリプトタグ

を埋め込まれたら埋め込んだ攻撃者の思いのままに

なってしまう． 
2.3 SQLインジェクション攻撃 

SQLを用いて結果を出すアプリケーションにおい
て一番気を付けなければならない．例えば以下の

SQL文について考える． 
$sql=Select * from table_X where name =’$name’; 
ここでの変数 name は 1 単語で検索することを想

定している．だが，この変数 name が何も対策しな
いでおくとこのような値が代入される． 

‘;Delete from table_x— 
変数内で別の SQL命令を書き、後で書かれたコー

ドが実行されてしまうのである．PHPの場合変数に
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型を指定しないため、仮に where文を id=$idに変え
たとしてもこれは 

0;Delete from table_x 
で攻撃できてしまう．これらを応用すると本来は

触れることができないユーザー情報のテーブルを攻

撃者が閲覧することができ，場合によってはデータ

ベースサーバーの OS の攻撃の糸口まで発展できて
しまう場合がある． 

 
3. 対策 
これら 3つの確認すべき項目を挙げたがこれらに

よる対策は 
関数を公式で推奨されているものに切り替える 
入力部についてユーザーから入力されたものは基

本的には信用せずエスケープ処理を施してからやる

ようにする 
特に SQL は SQL 専用のエスケープ処理関数が用

意されているので PHP の汎用エスケープ関数を利
用せずこちらを使う 
である．以下、順を追って説明しよう 

3.1 関数が公式で推奨のものに切り替える 
まず、PHP公式サイトで今まで使っていた関数に

これがある場合は新しい関数に切り替える．入れ替

えないと，次のバージョンで関数が削除され一切使

えなくなる可能性がある．その場合 PHPマニュアル
でこのような旨の文が出る． 
警告 
 
この拡張モジュールは PHP バージョン で非推

奨になりました．将来のバージョンで削除される予

定です． 
そのあとに推奨される関数が出てくるのでそれを

選択する．今回の場合は mysql を mysqli と
PDO_MySQLのどちらかを使うことが推奨されてい
る．mysql 関数の感覚，すなわち文字列連結でやる
場合は mysqliを，オブジェクトのように取り扱いた
い場合は PDO_MySQLを使うことをお勧めする． 
3.2 入力文字列 
先ほど、	 でも述べたが基本的にユーザーが入力

したものは信用しないことが大原則となる．そこで

プログラムが安全な変数として使えるよう、エスケ

ープ処理を行う必要がある．例えば，’ “ () <>等
の文字は想定されるプログラムによっては不要にな

る場合がある．また、ブラックリストを用いて特定

文字列の入力があった場合はエラーを返す方法もあ

る． 
3.2..1 SQLを使用しないエスケープ処理 

’ “ () <>等の文字は削除して文字列だけを表示す
る関数や数字であるかどうかを確認する関数が PHP
で用意されている．is_string関数や is_int関数等を用
いればよい． 
3.2..2 SQLインジェクション対策 
	 これについては 2通りある．一つは PDO_MySQL
を用いてプレースホルダで SQL を書く方法．IPA

によればこの実装が一番安全であるそうだ．だが環

境の都合で使えない場合は mysqliで実装する．2.1
の例ならばこのような書き方になる 
	 //DB接続	 なければ DIEする 
$link = mysqli_connect(‘localhost’, ‘DBユーザ

ー名’, ‘パスワード') 
 or die(mysqli_error()); 
//データベースが違えばエラーを返す 
if(!mysqli_select_db(‘データベース名')){ 
    die('Could not select database: ' . mysql_error()); 

} 
 そして入力部には必ず SQL用のエスケープ処理を
施す．そして一番重要なのは使う SQL 構文は必ず
定数として定義しておくことである．SQL構文の定
数と SQL で使う変数を連結するときは quote メソ
ッドでやることを IPAではお勧めしている．注意点
は PHP 標準のエスケープ関数は使用しないことで
ある．必ずデータベース固有の関数を使用すること

を推奨する． 
 
4. まとめ 
ほかにも画像掲示板をやっていればディレクト

リ・トラバーサルやログインシステムを実装してい

るのであればセッション対策をセットで行う必要が

ある．作ったプログラムに合わせてセキュリティ対

策を行うことが重要である．PHPでプログラムを書
いている人はやや古いがサイバーテロの技法は必ず

読んでおくべきである．PHPに関するあらゆる攻撃
が書かれている．WEBで正誤表が公開されているの
でそれを確認してから読むことをお勧めする．また，

IPA では，セキュリティ実装に必要なチェックリス
トを用意している．サーバー環境に合わせて確認す

ることをお勧めする．こうすることで初めて公開に

耐えうるプログラムが出来上がるのである．PHPで
学習環境を整える教員はぜひ参考にしていただきた

い． 
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携帯電話販売員の通勤途上での学習を想定したスマートフォン学習コンテンツについて，電車内利用に焦

点を当てた教材プロトタイプを実際の試用を通じ評価した．その結果，動画視聴に要する時間の表示や字

幕情報による動画の補完が学習者から好評価を得た一方，動画中に字幕を表示させる場合には流通するス

マートフォンの中でも最小レベルの画面においても識別可能な文字サイズを検証する必要がある点，特定

の学習ページに手間無く遷移するための方法を検討すべき点，などの課題が判明した． 
キーワード：モバイルラーニング，eラーニング，動画メディア 

 
 

1. はじめに 

携帯電話販売員は端末や各種サービスなどの商品

知識に加え，来店者のニーズに応じた提案など対人

的・手続き的なスキルの習得が要求される．しかし，

新人に対する導入研修は短期間で商品知識の記憶に

終始せざるを得ず，さらに配属後は集合研修やＯＪ

Ｔが困難という問題があり，スキル習得のための学

習機会が不足しやすい．その対策の一つとして，通

勤途上や店頭での空き時間などに実施可能なモバイ

ルラーニングに着目した．渡辺らは，実験として電

車環境において小画面の端末で 5分程度の学習を実

施させた際，振動・騒音など特殊要因が存在するも

のの，動画コンテンツに文字情報を提示することで

部屋環境と同様に学習効果を担保できる可能性が示

唆されたとしている(1)．本稿ではスマートフォン学

習コンテンツの電車内利用に焦点を当て，その教材

プロトタイプを評価した結果を報告する． 
 

2. 実験方法・材料・評価方法 

勤務経験１か月以内の携帯電話販売員 6名を選抜

し，東京およびその周辺エリアで 10分以上の乗車が

見込める場面（路線・区間・時間帯などは指定せず）

で教材プロトタイプを用いたスマートフォン学習を

実施させた．端末は個人が所有するスマートフォン

とし，受講直後にアンケートを実施した． 

 LMS（Learning Management System）の仕様は web

ブラウザを介して配信するタイプで，学習ページ・

テストページを任意の順番に配列でき，文字・画像・

動画（ストリーミング配信）を提示できる．またテ

ストの出題形式は単一選択・複数選択・記述のいず

れかを設定できる． 
 学習画面は画面上段に画像もしくは動画が表示さ

れ，その下に文字情報が表示される．画面最下段に

ある「次へ」「戻る」をタップすると画面が遷移する． 
 プロトタイプ教材は a:来店者の利用状況からニー

ズを類推する b:ニーズを満たす性能を特定する c:

商品カタログを参照しながら提案すべき機種を選択

する，という手続き的知識の習得支援を目的とした． 

学習者は導入ページ（1 ページ）で学習目標・学習

時間・合格条件などを知った上で，動画視聴ページ

（1 ページ）で接客の模範演技および字幕による情

報提示で商品提案の実行イメージを持ち，解説ペー

ジ（3 ページ）では動画キャプチャや画像を交えな

がら a,b,cの事例および要点を学習し，最後にテスト

ページで手続き的知識の習得状況を確認する，とい

う 8ページ構成にした (図 1)．想定した学習時間は
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5 分間である．また，電車内利用に向け留意した点

は以下の 3点である． 

(1) 動画はストリーミング配信である点を考慮し

て途中でバッファリングされない程度の長さ

として 1 分 15 秒に納めた.また、視聴所要時

間を再生窓の下部に表記した． 
(2) 動画中では適時，字幕（Microsoft PowerPoint

で制作，適切なフォントサイズは 44ptと仮定）

による情報提示を行った(図 2)．またテキス

ト本文では適時，太文字・赤文字で強調した． 
(3) 動画は画面を縦向きの状態で視聴する小画面

モードで再生開始するが，ボタンをタップす

ることで画面を横向きの状態で視聴する大画

面モードに変更できる仕様にした. 
 

 
図 1 プロトタイプ教材の学習ページ構成 

 

   
図 2 動画視聴ページ 

 
3. アンケート結果とプロトタイプ教材の評価 

「学習時間の長さ(5 分)は適切だったか」に対し

て 6名中全員から「適切だった」との回答が得られ

た．同じく(2)についての「動画コンテンツの長さ（1

分 15秒）は適切だったか」という質問に対しては 3

名から「適切だった」残る 2 名からはそれぞれ「2

分くらいでも問題無い」「5 分くらいでも問題無い」

との回答が得られた.また「視聴時間が表示されてい

たので安心した」などのコメントが得られた. 

留意点(2)については「動画中の字幕と学習課題が

関連しているので，理解しやすかった」との好評価

が得られた. 

一方留意点(3)については「動画を大画面モードで

視聴したためスマートフォンを横向きに構えたが，

学習ページの閲覧に戻る際，画面を縦向きに構え直

す必要が生じるなど煩わしさを感じた」との回答が

あった．この点を追加で問い合わせたところ，この

回答者は画面サイズが 4.3 インチのスマートフォン

を用いており，動画中に提示された字幕が小画面モ

ードでは読み取りにくかったためそうした，との回

答が得られた．なお，教材制作時に想定した画面サ

イズは現在の主流である4.7から5.0インチの範囲と

していた．その他，「数ページ前を見直したい場合，

1 ページずつ画面遷移しなければならないため手間

だった」などのコメントが得られた。 

 
4. 今後の課題 

Webブラウザの仕様上，テキスト本文のサイズは

スマートフォンの画面サイズとは関係なく，教材制

作時に指定したフォントサイズ通りに表示される．

しかし，動画中に挿入した字幕などの文字情報は画

面サイズが小さくなればそれに比例して小さくなる

ため，小画面モードでの視聴が可能でなおかつ動画

視聴を妨げない文字サイズや提示の仕方を検討する

ためには，流通するスマートフォンに想定される最

小画面サイズ（4.3 インチ程度）での検証が必要と
なる．また，学習者が教材中の特定ページに移動し

たい場合の効率的な操作手段についても LMS の機
能拡張を含めながら併せて検討していきたい． 
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授業動画を用いた授業観察を支援する 
授業リフレクションシステムの開発と東京学芸大学への導入 

A Development of a System for Enhancing Student Reflection Using Videos of Class  
and an Introduction of the System to Tokyo Gakugei University 
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 あらまし：本論文では，東京学芸大学における事前・事後指導や教職実践演習などで実施している授業

観察を通したリアルな学びを支援する授業リフレクションシステムを開発した．本システムは，学生らが授業

動画を閲覧しながらアセスメント活動を繰り返すことで，自らが授業力や学習支援などの力量を形成していく

ことを支援する．また，ここでの授業リフレクションの記録は，他の学内の基幹システムと連携することで，学

生の eポートフォリオとして活用できるよう設計された． 
キーワード： 授業リフレクション，授業研究，授業観察，授業動画，教員養成，eポートフォリオシステム 

1. はじめに 
近年，教員養成に関わる高等教育機関には，教師によ

り高い実践的指導力を身につけさせる『質の向上』と，教

師として必要な資質・能力を持たせる『質の保証』が，強く

求められるようになった． 
このような中，東京学芸大学では，教職員と学生が利

用する全学の情報を一元的に統合し、学内の基盤システ

ム間を連携するポータルシステム（学芸ポータル）を開発

した(1)．そして，現在は，教員養成機能の充実プロジェクト

の下，ICT を活用した教員養成機能の高度化と教育の情

報化に対応した教員養成の実現のため，附属学校と大学

間の連携を密にし，協働で教員養成を行える環境整備を

行っている．この一環として，附属学校とからの授業風景

を大学からリアルタイムで閲覧でき，同時に授業動画とし

て蓄積するシステムを開発した(2)．このシステムは，実際

の授業観察を通した授業研究をリアルタイムに行うには有

効であるが，全員が同時に一つの教室に集合する必要が

あること，既に蓄積されている授業動画を活用するための

支援がないことが危惧されている． 
そこで，本論文では，先の問題点を解決する，授業動

画を用いた授業観察や授業研究を支援する授業リフレク

ションシステムを開発した．本システムは，授業動画を閲

覧しながらアセスメント活動を繰り返すことで，授業力や学

習支援などの力量形成を支援する． 

2. 開発要件 
近年，授業動画を用いた授業観察や授業実施後の振

り返りの支援を目的としたシステムが開発されている(3),(4)．

しかし，本論文で開発するシステムは，本学の全ての学

生と教職員だけでなく，附属学校教職員までが利用可能

な実用システムでなければならない．さらに，本システム

による学習成果とその記録（以下，授業リフレクション記録）

は，教師としての力量形成のために使われる e ポートフォ
リオとして機能することが求められる．よって，システム要

件として以下が挙げられた． 
要件①： 基幹システム群と連携が実現される． 
要件②： 教員同士で授業動画を共有できる． 
要件③： 細かい利用者権限や公開設定ができる． 
要件④： 教員は，授業動画を組み込んだ教材（以下，授

業リフレクションページ）を特定の利用者に配布できる． 
要件⑤： 各種アセスメント活動を行うことができる． 
要件⑥： アセスメント活動の結果の見える化がされる． 
要件⑦： 授業動画とその授業の基となった学習指導案と

の関係を把握できる． 
要件⑧： 授業リフレクション記録が，学生らの e ポートフォ
リオとして蓄積・活用できる． 

3. 授業リフレクションシステムの開発 
本システムは，LAMP環境上に開発された．HTML5に

対応したブラウザ上で動作し，自動的に利用可能な動画

形式に変換できるよう実装した．また，Shibboleth による
シングルサインオン(SSO)で，基幹システム群との連携を
実現したため，学生や教職員らは，学内ネットワーク上の

他のシステムから本システムにシームレスにアクセスする

ことができる．（要件①に対応） 

4. 授業リフレクションシステムの利用手順 
本システムの利用手順例について説明する． 

［教員の活動］ 
授業リフレクションページを作成し配布する． 
1) 授業動画を新規登録する．登録された動画は，システ
ム上で自由に閲覧・管理でき，公開設定を行うことで，

他の教員と共有することができる．（要件②に対応） 
2) 授業動画を選択し，再生範囲の指定，当該授業のメタ
情報の入力，アセスメントの際の「評価の観点」や「評価 
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図１ 授業リフレクションページの実画面例 

基準（ルーブリック）」を指定することで，授業リフレクショ

ンページを作成する．また，授業動画の基となった学習

指導案を指定することができる．（要件⑦）に対応） 
3) 配布対象を決定し，配布を実施する．配布対象は，個
人，授業履修者，所属の単位で，役割（学生／大学教

員／附属教員／職員／その他）に限らず指定できる．

（要件③・④に対応） 
［配布対象の学生らの活動］ 
配布されたページを用いて活動を行う． 
4) トップページには，授業リフレクションページの一覧が
あり，配布されたページは，新着として表示される． 

5) 授業リフレクションページのタイトルをクリックすると，
授業リフレクションページが表示される（図１）． 

6) 授業動画を閲覧しながらアセスメント活動（自己評価
／相互評価／教員評価）を行う（Ａ）．アセスメントは，教

員が事前に指定してある場合は，評価の観点またはル

ーブリックが表示されるので，それに基づき評価を実施

する．（要件⑤に対応） 
7) アセスメントの自由記述のコメントは，動画再生経過時
間と連動し，アセスメントの種類ごとにタブで分けて表示

される（Ｂ）．また，コメントされた時間を横軸、文字数を

縦軸にマッピングし見える化することで，アセスメント状

況を動画の箇所と対応させ，一目で確認することができ

る（Ｃ）．（要件⑥に対応） 
8) 授業動画の基となった学習指導案を参照することで，
学習内容や想定していた教師や生徒の活動を認識す 

ることができる．（要件⑦に対応） 
9) 各人の授業リフレクション記録は，ページごと自身の
成果物として蓄積・管理される．（要件⑧に対応） 

5. 東京学芸大学の eポートフォリオ 
東京学芸大学では，①の学芸ポータルを中心に②～

⑪のシステムが有機的に連携し，大きな e ポートフォリオ
システムとして機能している（図２）．本論文で開発した授

業リフレクションシステムは，図２中の⑦である．学生は，

これらシステム群を継続的に利用することで，教員養成に

関わる学生のエビデンスを蓄積・活用でき，教育の質保

証のためのアカウンタビリティの達成を可能にする． 

 

図 2 東京学芸大学の eポートフォリオの概念図 

6. まとめ 
本論文では，授業動画を用いた授業リフレクションシス

テムを開発した．本システムを教職実践演習と教育実習

の事前・事後指導で実際に使用したところ，学生から好評

を得ることができた．今後は，多くの授業や実習で利用し，

継続的な実践とその評価を行う予定である． 
付 記 

本システムは，東京学芸大学における教員養成機能の充実

プロジェクトの授業観察・評価記録システム活用プロジェク

トチームの成果として開発された． 
謝 辞 

本システムの開発では，㈱VeRSION2 に多大なる尽力を頂い

た．この場をお借りして感謝申し上げたい． 

参考文献 
(1) 森本康彦ら: “東京学芸大学における全学情報統合連携シ
ステム「学芸ポータル」の構築”, 教育システム情報学会第 37
回全国大会講演論文集, pp.252-253 (2012) 

(2) 加藤直樹ら: “教員養成機能充実のための遠隔授業観察・
収録システムの導入”, 東京学芸大学教育実践支援センター
紀要, 第 9集, pp.91-98 (2013) 

(3) 加藤由香里: “授業観察システムを利用した授業検討会にお
ける FDer の役割 ”, 教育システム情報学会誌 , 31(1), 
pp.110-118 (2014) 

(4) 鈴木真理子ら: “授業研究ネットワーク・コミュニティを志向し
た Webベース「eLESSER」プログラムの開発と評価”,  日本教
育工学会論文誌, 33(3), pp.219-227 (2010) 

（Ｃ） 

（Ａ） 

（Ｂ） 
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大学院授業における反転授業の実践と評価 
 

Pracitice and Evaluation of flipped classroom of graduate school 
 

松橋崇史*1, 飯沼瑞穂*1 , 中村太戯留*1, 水谷衣里*1, 千代倉弘明*1 
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*1東京工科大学メディア学部 
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あらまし：英語の課題文献を用いる大学院の授業（授業名：ソーシャルデザイン，履修者 32名）におい

て反転授業を実施した．履修者は，英語の課題文献の読み込みをサポートするビデオを参照しながら文献

を読み込み，同時に，複数人グループで課題文献に関連する課題に回答する．授業時は課題文献内容の確

認と，ICTを活用した統合型グループウェアを用いて課題回答の共有を行った．授業終了後にアンケート

調査を実施し，反転授業の評価を行った．  
  
キーワード：反転授業，大学院，英語文献，グループウェア 

 
 
1. はじめに 
反転授業(flipped classroom，flipped learning)とは，

従来の講義と課題の実施タイミングを逆にしたもの

で，説明型の講義をオンライン教材にして授業時間

外の課題とし，従来課題として出題される応用課題

を教室で対話的に学ぶという授業のことである

（Baker,2000）． 
Baker（2000）はグラフィックデザインの授業にお

いて，次のことを達成することを念頭に，反転授業

のスタイルを提案している．授業時間内の講義時間

を減らすこと，講義内容の理解と応用に注力するこ

と，学生が能動的に学習できるようにすること，学

生が問題意識を持って学習できるようにすること，

そして学生が仲間から学ぶ機会を設けること．結果

として，学生は学習意識が高まり，位置づけを明確

にした学習ができるようになり，そして学習内容が

含意することを考えるような批判的思考にも手が届

くようになったことを報告している．Lage, Platt,& 
Treglia（2000）は，経済学の授業において，10分ほ
どのミニ講義による反転授業を実施し，授業中には

実験やグループワークを行ったところ，学生は通常

の講義形式の授業よりも反転授業をより好んだとし

ている． 
一方，Strayer（2007）は，統計学入門の授業におい

て，同様に比較調査を行ったところ，学生は反転授

業の形式に満足していなかったこと，そして不安や

戸惑いを感じていたことを報告している． 
こうした先行事例を含め，反転授業に関しては，

効果があるとする見解と，効果がないかマイナスの

効果という見解とに分かれている．前者は，専門的

な科目を対象とした調査を行っているのに対して，

後者は，入門的な科目を対象としているという点に

違いがあると考えられる．このことから，すでに問

題意識が育成されている学生を対象とし，比較的少

人数の学生を対象とした専門的な科目においては反

転授業がプラスに働くのに対して，問題意識が十分

に芽生えていない学生を対象とした入門的な科目に

おいては効果がないかマイナスに働く可能性が考え

られる．角舘他（2012）は，医学教育における臨床
研究において(i.e., 前者に該当)，ブレンデッド型遠
隔学習（本稿でいう反転授業）が，議論できる仲間

の数を増やすこと，臨床研究に対する自信を高める

ことに寄与している可能性を報告している．このこ

とから，反転授業は，問題意識が育った学生を対象

とした授業，ないし一つの授業であれば問題意識が

育った段階で導入するのが効果的である可能性が考

えられる． 
一方，高岡他（2011）は，e-Learning（自学習）を

主としたプログラミングの導入教育においては(i.e., 
後者に該当)，ドロップアウトする学生が多いこと，
ドロップアウト兆候者を対象とした対面授業による

補習が有効であることを報告している．反転授業に

おけるオンライン教材化された説明型の講義は自学

習であるため，ドロップアウトする学生を減らすた

めの工夫が必要であると考えられる(重田,2014)． 
反転授業に対するこれらの知見を踏まえ，本稿で

は大学院の授業における反転授業の実践と評価につ

いて報告する． 
  

2. 授業内容 
2014 年度開講の東京工科大学大学院メディアサ
イエンス専攻の新科目「ソーシャル・デザイン」(担
当教員：飯沼瑞穂准教授，松橋崇史助教，水谷衣里

講師)においてビデオ録画システムを活用した反転
授業を行った．英語の論文を読破し，その内容につ

いての議論に授業内で参加することが大学院では求

められる．しかし教員が英語論文を課題として学生

に与えても，英語論文の背景や英語の専門用語の解

説，特に英語の表現にかかわる紹介にまで授業内で

時間を割くことは，なかなか時間の制約上，行って

こなかった．その問題を解決するために，正規の授

業時間外を使った英語の学術論文の輪読のサポート
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として，反転授業を行うことにした．本授業では，

学生は「ソーシャル・デザイン」に関連する論文を

輪読する．その際に事前知識や英語の表現について

提供され Youtube上にアップされた，10分～20分の
輪読ビデオをあらかじめ見て，課題をこなしてから

授業に参加する．図 1は英語の表現の解説に特化し
たサンプルビデオ画像である． 

 

 
 
「ソーシャル・デザイン」では今日，社会が抱え

る様々な課題をイノベーションやデザイン思考を用

いて解決する方法について多角的な視点から考察し

ている．現在，人類が直面する複雑な諸問題の解決

のためには，従来の問題解決方法とは異なるパラダ

イムが 必要である．そこで，近年注目をされている
ソーシャル・デザインに焦点を当て議論を進めてい

る．ソーシャル・デザインの具体的な対象分野とし

ては，コミュニケーション，教育，福祉， 医療，国
際開発，地域，都市計画など多岐にわたる．  
授業では，ソーシャル・デザインの基本的な考え

方を理解し，問題意識を共有するために初回の 2回，
ならびにテーマが変わる回（6回，11回）や受講者
が発表する回（10回，15回）では反転授業を実施し
なかった． 
輪読ビデオを課した後の授業では，授業冒頭に輪

読課題の内容の確認を行った．併せて，輪読課題に

関する課題を複数人のグループで行う課題として課

し，その内容を講義用のグループウェア（図 2）で共
有し，授業冒頭で議論することにした．これらは，

理解を促すと共に，十分に理解ができなかった学生

がディスカッションに乗り遅れないように配慮する

ためである． 
 

3. 評価方法 
授業終了後に履修者に対して，授業で試行的に行

った内容についてのアンケート調査を実施し，①授

業時間外に参照した参考ビデオの評価，②文献課題

の理解を浸透させるために授業冒頭で行った内容確

認と，グループウェアを用いた課題共有の評価，③

反転授業によって確保できた時間で行ったディスカ

ッションの評価を行う．そして，これらの評価結果

と，大学院の授業評価アンケートの結果の関係性を

分析する．大学院の授業評価アンケートでは，①講

義の進め方，②講義の知識習得への貢献，③授業の

レベルの適切性などを把握する． 
評価結果の分析や改善のための課題は発表時に報

告する． 
 
 

参考文献 
(1) Baker, J.W.: “The “classroom flip”-Using web course 

management tools to become the guide by the side-”. Paper 
presented at the 11th International Conference on College 
Teaching and Learning, Jacksonville (2000) 

(2) Frederickson, N., Reed, P., & Clifford, V. :“Evaluating web-
supported learning versus lecture-based teaching” 
Quantitative and qualitative perspectives.Higher Education, 
Vol50, 645-664(2005) 

(3) 角舘直樹, 次橋幸男, 他: 教育実践研究臨床研究に関
するブレンデッド型遠隔学習プログラムの教育効果

測定の試み. 医学教育, Vol43，No3, pp.205-210 (2012) 
(4) Lage, M.J., Platt, G.J., and Treglia, M.: “Inverting the 

classroom: A gateway to creating an inclusive learning 
environment”. Journal of Economic Education, Vol31, 30-
43 (2000) 

(5) 中村太戯留，脇田玲，千代倉弘明，田丸恵理子，上林
憲行: “スキル習得型の学習における反転授業の活用
法の検討”，2012 年度日本認知科学学会第 29 回大会
論文集，pp430-433(2012) 

(6) 重田勝介:”反転授業-ICT による教育改革の進展”, 情
報管理, Vol.56, no.10, pp677-684(2014) 

(7) 高岡詠子, 大澤佑至, 吉田淳一:“e-Learning 学習履歴
を用いたドロップアウト兆候者早期抽出手法の提案” 
検証および今後の可能性. 『情報処理学会論文誌』, 
Vol 2, No12, pp.3080-3095 (2011) 

 
 

図 1 輪読ビデオのサンプル画像 

図 2 反転授業に関する課題回答を共有するた
めのグループウェア 
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概念マップを用いた理解の異同の抽出と 
それに基づく対話活動支援の実験的評価 
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あらまし：効率的な対話活動を行うためには，学習者間における理解の異同の明確化が重要となる．本研

究では，構成部品が統一されることで理解の異同の明確化が可能なキットビルド概念マップを理解の外化

手段として用いることを提案する．この利用により，概念マップ上で学習者同士の理解の異同抽出が即自

的に可能になるので，焦点を絞った対話が可能になると期待できる．この効果を検証するため，一般的に

授業で用いられる紙への外化との比較実験を行ったので，その結果を報告する． 
キーワード： 対話活動，概念マップ，キットビルド，理解の異同 

 
 
1. はじめに 
近年，学習者同士が話し合って，自分の考えと他

者との考えの違いを捉えることで，それらが妥当な

ものか検討するといった対話活動が重要視されるよ

うになってきている． このような対話活動において
は，自身の理解を明確に持ち相手との理解の異同を

認識することが重要であるとされている(1)．そのた

めの有力な手法の一つに理解の外化が挙げられる．

外化を行うことで理解の整理ができ，また外化物上

で対話相手との理解の異同を比較できる．一般的な

外化では紙媒体等に自由な形式で行われるが，理解

の異同を明確化するという点において，自由な形式

は表現の自由度が高いため直接的な比較が難しいと

考えられる． 
そこで本研究では，理解の異同の明確化が可能な

外化手段としてキットビルド概念マップ(2)の利用を

提案する．本稿ではキットビルド概念マップと小学

校での授業実践例を紹介したあと，対話活動におけ

る有用性を一般的な紙媒体への自由な形式の外化と

比較した実験の結果について述べる．  
 

2. キットビルド概念マップ 
キットビルド概念マップとは，全ての学習者に同

じ概念マップの構成部品を与えて理解を外化させる

手法である．概念マップ(3)とは，概念をノード，概

念間の関係をリンクとして意味構造を表した図的表

現であり，理解の外化・整理に有効な手段とされて

いる．キットビルド概念マップでは，教師が正解と

なるゴールマップを作成し，それをノードとリンク

に分解してキットとする．学習者はそのキットを基

に概念マップを作成するので，全ての学習者マップ

が同一の部品で構成されることになり，各学習者の

マップの異同の抽出がシステムで可能になる． 
 

3. 小学校での授業実践 
本節ではキットビルド概念マップを利用した対話

活動の実践例として，小学校における授業実践を紹

介する．小学校 4年生 2クラス 70名を対象に，「月
の形と太陽」の単元について授業を実施した．使用

したゴールマップを図 1に示す．学習者が対話活動
を通してマップを積極的に変更している様子が確認

できた．また，対話活動を行う前後で学習者に作成

してもらったマップを比較すると，マップの正解率

が向上していることも確認できた．このことから，

対話活動の際にマップを用いることが学習者に受け

入れられ，対話活動を通してマップを改善していく

活動が行われたと考えられる．この実践では学習者

は複数の相手と対話を行ったので，対話相手との理

解の異同を埋める活動が行われたのかどうか分から

ず，一般的な外化方法と比較してキットビルド概念

マップが優れているかどうかも検証しきれていない．

よって次章では対話のペアを指定し，紙媒体への自

由な形式の外化とキットビルド概念マップによる外

化の比較実験を行うことで以上の点を検証した実験

について述べる． 
 

図 1 月の形と太陽 
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4. 紙媒体への自由な外化との比較実験 
本章ではキットビルド概念マップと紙媒体を比較

した実験について述べる． 
4.1 概要 
被験者は大学生 22名 11ペア，対話が円滑に行わ

れるようにお互いに面識がある被験者を選び，「哺乳

類の分類」を題材として対話を行ってもらった．被

験者にはキットビルド概念マップ(以下 KB と呼ぶ)
による外化を用いた対話と紙媒体への外化を用いた

対話の両方を行ってもらった．用いたゴールマップ

を図 2に示す．実験の流れは以下の通りで，外化方
法を入れ替えて再度同じ流れで行った． 

(1)プレテスト[8min] 
(2)理解の外化[8min] (KB or 紙媒体) 
(3)対話活動[10min] 
(4)理解の外化[8min] (KB or 紙媒体) 
(5)ポストテスト[8min] 
KBによる外化を KB群，紙媒体への外化を自由外
化群として，KB 群の後に自由外化群を行った被験
者を後自由外化経験者，自由外化群の後に KB 群を
行った被験者を先自由外化経験者とする．自由外化

群では，KB 群で与えられるキットと同じ情報をキ
ーワードとして与えている．(1)と(5)のペア間のテス
ト回答の一致率の変化を，異同に対する対話がなさ

れたかどうかの評価基準として分析を行った． 
4.2 実験結果 
プレ・ポストテストの一致率の変化をまとめたも

のを表１に示す．各群を経験した順序効果を想定し

た分析を行うため，「先・後自由外化経験者」を被験

者間要因(水準数 2)，「プレ・ポスト」を被験者内要
因 1(水準数 2)，「KB・自由外化による外化手段の違
い」を被験者内要因 2(水準数 2)とし，テストの一致
率について 3要因分散分析を行った． 
その結果，KB 群の方が自由外化群よりも一致率

が高い傾向が見られた(F(1, 8)=3.606 , p < 0.1)．外化
方法の経験順序で分析すると，先自由外化経験者に

おいては KB 群の方が有意に一致率が高い (F(1, 
8)=6.338 , p < 0.05)が，後自由外化経験者では外化方
法の違いによる一致率の差は見られなかった． 
4.3 実験結果の考察 
先自由外化経験者に着目すると，外化手段の違い

による差がポストテストで有意に確認されたので，

キットビルド概念マップが学習者間の理解の一致に

有効であることが確認できた．これはキットビルド

概念マップが同一の構成部品を提供し，学習者間の

理解の異同が明確になったため，差分を一致させる

ような対話が可能になった結果といえる．後自由外

化経験者では KB 群と自由外化群に一致率の差は見
られなかった．この理由として紙媒体への表現方法

に KB 群が影響したことが考えられる．先自由外化
経験者のほとんどは紙媒体へ理由などを中心に文章

形式で外化していたが，後自由外化経験者は，全員

が与えられた言葉のみを用いて KB 形式で外化して
いた．この結果からキットビルド概念マップ形式の

記述方法は紙媒体でも効果があると考えられる．以

上の結果から，キットビルド概念マップを用いて外

化させることで学習者間の理解の異同が明確になり，

理解の差分に対する対話が促進されると考えられる． 
 

5. まとめと今後の課題 
対話活動を促進させる外化手段として，理解の異

同の明確化が可能なキットビルド概念マップを提案

した．実践例として小学校での授業実践を紹介し，

マップの正解率が上昇したことから実際の授業での

有用性を確認した．大学生での検証実験では紙媒体

への自由な形式の外化と比較してキットビルド概念

マップを用いた方がテスト回答の一致度が高くなる

結果が得られた．このことから理解の異同を意識し

た対話の促進にキットビルド概念マップが有効であ

ることが確認された．検証実験では対話活動の前に

教授活動を行っていないため，今後は教授活動によ

って学習者に正しい知識を獲得させた後，マップを

用いた対話活動を行い一致率や正解率の変化等を調

査する予定である． 
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表 1ペーパーテストの一致率 
図 2 哺乳類の分類のゴールマップ 
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あらまし： 講義において出欠データは受講者の出欠状況を把握する上で重要なデータである．近年，エンロールメントマネ
ジメント活動のひとつとして在学生の出欠情報を科目横断に把握する取り組みがある．学習管理システム (LMS)上の各学習
コースには在学生がそれぞれ受講登録されており，コース毎に出欠情報を記録するには便利である．一方で，学習コースを横断
し集計することは容易ではない．本研究では，学習コースを横断して出欠情報を集計し管理する方法について検討を行った．

キーワード： 出欠管理，学習管理システム，LMS，Moodle，エンロールメントマネジメント

1. 背景および問題点

教務サービスのオンライン化や携帯端末および ICカード
といった本人認証を容易に行う手段により出欠情報をデジタ
ルデータで取得および収集し，可視化や分析により学習支援
や学生支援に活用する方法がこれまで検討されてきた．近年
では，講義単体ではなく大学組織として出欠情報を管理・把
握し，組織が学生支援を行うエンロールメントマネジメント
活動の視点からもデジタル化された出欠情報の重要度は増す
と考えられる．小松らは，収集した出欠情報を可視化し，教
職員が休退学の可能性のある学生を早期に発見する取り組み
を行っている [1]．野口らは，講義における出欠登録を行うシ
ステムの開発を行った上で，寮での点呼情報，摂食状況とを
合わせ，教職員と保護者がそれらの情報を確認することで学
生支援の充実を図った [2]．伊藤らは，修学指導支援を目的と
して，出欠情報と単位修得状況をもとに将来の単位修得状況
を予測する試みや出欠情報と成績情報をもとに成績予測を行
う試みを行っている [4]．これらの考察や分析はいずれも出欠
情報と他の情報を合わせることで，学習者行動の変化を発見
し，それをもとに学習や生活の支援活動を行う取り組みであ
る．これらの取り組みを行うには出欠情報を如何にして収集
するか，そして管理するかが重要である．
一般に学習管理システム (LMS)が講義で利用される場合，
講義の受講者が全員登録され，受講者の学習履歴が管理され
る．このため講義に参加する受講者毎の情報を記録するには
都合がよい．また，LMSでは教師や学生といった立場によっ
て表示を変えることが可能なため，立場に合った表示で情報
提供できる点も都合がよい．LMSは，コース毎に講義への出
欠情報を記録するには便利である．一方で，LMS はコース
毎に学習情報を管理することを目的としているため，たとえ
同一の学習者が複数の学習コースへ登録されていたとしても
学習コースを横断し集計することは容易ではない．以降では，

学習コースを横断して出欠情報を集計し管理する方法につい
て検討を行った．今回，出欠情報をコース横断的に管理集計
するまでの行程として，出欠情報を収集する，収集された出
欠情報を個人毎に LMSへ入力する，コース横断的に出欠情
報を扱う，というそれぞれの行程にわけ，運用コストを最小
にし，間違いのリスクを最小とする運用方法について検討し，
行程のすべてが有機的につながるかの検討を最後に行う．

2. 出欠情報を収集する

出欠情報の収集手段は様々である．講義内に出欠用紙が回
覧されたり，口頭による点呼で行われる場合は，用紙等に出
欠情報が記録される．PCやスマートフォンを通して学生が
Webページから出席登録作業を行う場合は，直接データ化さ
れ，データ化された情報がシステム内に記録される．ICカー
ドを利用した出席登録の場合，リーダ本体に記録されるタイ
プとリーダがネットワーク経由でシステムサーバへ記録する
タイプが考えられる．指紋認証，静脈認証といった物理認証
を利用した場合においても ICカードによる出席登録と同じ
く，リーダ側に記録されるタイプとシステムサーバへ記録す
るタイプが考えられる．
直接データ化されない紙や点呼による出欠情報の収集が行
われる場合，それをデータに加工する処理が必要であり，紙
などに記録されている 1次データを処理することで 2次デー
タとなる．2次データとなって始めて電子データとなる出欠
情報は 1次データから 2次データに加工する際に誤りができ
るだけ起きない手法を採用すべきである．
Webページを利用する出席登録は，1次データを扱うこと

を可能とする．出席登録に利用するシステムが LMS本体で
あれば，出欠情報が 1次データのまま直接入力され，理想的
である．しかし，出欠登録と LMSが同一システムでない場
合には，出席登録用のWebシステムに保存されるため，次
節の LMSへ入力する方法が問題となる．
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ICカードを始め，物理認証を利用した出席登録手法では，
1次データを直接扱うが，リーダが保有するにせよシステム
サーバが保有するにせよ，次節の LMSへ入力する方法が問
題となる．

3. 出欠情報を LMSへ入力する

LMS へ直接出席登録される場合にはオンラインコース内
において出欠情報を扱うことができる．紙などの記録である
1次データから 2次データへ加工する場合には，加工された
2 次データを LMS へ如何にして入力するかが問題となる．
LMS以外のシステムへ出欠情報が 1次データとして記録さ
れる場合には，システムへ記録された 1次データを LMSへ
如何にして入力するかが問題となる．
紙などへ 1次データとして記録された出欠情報は，可能な
限りミスがないように LMSへインポート可能なデータ形式
へ加工され LMSへインポートされる．LMS以外のシステム
へ出欠情報が記録される場合には，別システムに記録されて
いる 1 次データを LMS へインポート可能な形式へ加工し，
LMSへインポートされる．LMSが CSVファイルによりイ
ンポート可能であれば，1次データを LMSへインポート可
能な CSV 形式に加工することにより LMS へインポート可
能である．
オープンソース LMSのMoodleであれば，出欠情報を「評
定 (Gradebook)」機能により管理することになる．Moodle
の「評定」機能では，CSV形式と XML形式で「評定」に書
き込むためのインポートが可能である．さらに，XML形式
であれば，XMLファイルの URIを指定して XMLファイル
をインポート可能である (図 1)．

図 1 Moodle で XML ファイルを使い評定に値をインポートする
画面

出欠情報を LMSへ自動的に入力するためには，LMSにイ
ンポート可能な 2次データが自動的に生成されることと生成
された 2次データが自動的に LMSにインポートされること
が条件となる．

4. コース横断的に出欠情報を扱う

この節では出欠情報が LMSへすべて入力された状態を前
提に検討する．各学習コースにおいて保有される出欠情報は
各コース内での閲覧に限られる．つまり，LMSでは学習コー

スを横断して出欠情報を閲覧することはできない．学習コー
スを横断して出欠情報を閲覧するためには，学習者が所属す
るすべてのコースの出欠情報が集計され，表示される必要が
ある．学習者個人がコース横断的に一覧でき，教職員が複数
の学習者の出欠情報をコース横断的に一覧できる機能を考え
ると，全学習者が登録されたコース（出欠管理用コース）を
作成し，出欠管理用コースに出欠情報がインポートする方法
が考えられる．
出欠情報を集計する方法についてはいくつか考えられる．

1つは，前節の LMSへインポートするための 2次データを
別システムに集約し，出欠情報を集計した上で出欠管理コー
スへインポートする方法である．もう 1つは，出欠管理コー
スへすべてのコースの出欠情報をインポートし，LMS上で
集計する方法である．

5. 行程の有機的な接続について

これまでの行程が有機的に接続するためには，それぞれの
行程におけるデータ処理と処理された出欠情報の受け渡しが
焦点となる．
1次データが紙に記録された情報であれシステムに記録さ
れたデータであれ，LMS へインポートできる情報となるよ
う加工処理が必要であるため，2 次データへの加工は LMS

へのインポート形式に依存する．
出欠情報の集計処理を LMS外部で行う場合は LMSの改
良は必要とせず，別途システムで集計処理し出欠管理コース
へインポートする方法となるため，事前に全コースの出欠情
報を LMSへインポートする必要はなく，別途準備する集計
処理用のシステムへインポートすることで有機的にシステム
が接続される．集計処理結果を表示する部分をも集計処理用
のシステムに持たせるという考え方もある．

6. ま と め

本報告では，出欠情報を収集する行程から科目横断的に出
欠情報を集計処理し，処理した結果を受講者も教職員も閲覧
できる行程までについて検討を行った．具体的には，Moodle
に科目横断的に出欠情報を閲覧できる機能を持たせることが
できないか検討を進めている．今後は，有識者との意見交換，
利用者との意見交換を進め，実装を行う予定である．
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大学教育における履修管理支援のためのシステム開発 
 
Constructing and application of the course registration management system 
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あらまし：大学教育における履修計画では，シラバスと履修要綱をもとに将来を見据えて受講科目を選択

しなければならないが，これが入学したばかりの大学１年生が最初に突き当たる壁になることも少なくな

い．本研究では履修計画作業を ICT化するとともに，実際にWebサーバ上にシステムを構築し運用中で
ある．更にモバイルアプリケーション化も進行中である．本稿では実際に運用してわかった問題点とシス

テムの今後の展望について述べる． 
キーワード：カリキュラム，シラバス，モバイル，Webサービス 

 
1. はじめに 
大学における履修計画作業は履修要綱を参照しな

がら机上で作業するケースが多い．神奈川工科大学

（以下本学）においても最終的な履修登録はWebシ
ステムによるものだが，この目的は事務サイドの作

業効率化をねらったものである．学生は年度の初め

に 1年間の履修計画を立てるが，カリキュラムは複
雑で例外が多く，なおかつ情報が分散しているため，

必要な情報を得るために労力を割いてしまい，未来

を見据えた計画を立てることができなくなりがちで

ある．また単位の計算などを手動で行うため，ミス

が生じる可能性も高い． 
本研究ではシラバスや卒業要件等の履修計画に必

要な情報を連携し，Webシステムとして提供するこ
とにより，学生に科目間の繋がりを認識させ，将来

を見据えた計画を支援するためのソフトウェアシス

テムである「履修管理システム」（以下 RMS）を構
築し運用中である．更にデータベースを利用した

Android アプリケーションの開発も行った．本稿で
は新たに開発した Android アプリケーションの構成
と，実際に学生に適用した結果から RMS の今後の
展望を述べる． 

 
2. Webシステムの構成 

RMS の基本構成は，時間割画面・科目リスト画
面・要件画面・ツリー画面から成り立っている(図
1)．時間割画面は本システムの中心的な画面であり，
表示された前期・後期の履修可能科目から履修した

い科目を選択することで履修計画を構築していく．

科目リスト画面，要件画面，ツリー画面ではそれぞ

れ，全科目の表示と修得済み単位数の登録，要件の

単位集計と比較，各科目の関連性の表示を行う機能

を提供することで，ユーザの将来のキャリアパスを

見据えた履修計画作業をサポートする． 
なお、本システムは機密データが含まれるため、

SSLにより通信はすべて暗号化している。 

 
図 1 システム構成図 

 
図 2 Androidアプリケーションの時間割表示画面 
 

3. Androidアプリケーションのシステム構成 
Android アプリケーションを提供する目的は「学

生の履修計画を支援する」ことではなく，「普段の学

生生活において，いつでも時間割等の確認が行える」

ことである．この目的を達成するため，データベー 
スを利用し時間割とともに教室・担当教員の表示，

ウィジェットによる次の時限の科目の表示を実装し

た（図 2）．これに補講・休講科目の表示，テストや
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課題提出の日程・メモを追加する機能を今後実装す

る予定である．機能の詳細は参考文献(2)にて述べら

れている． 
 
4. サーバログ解析結果 

RMSの運用結果から，カリキュラムツリーの機能
拡張，授業のレビュー機能の追加，RMSの管理シス
テムの実装，履修計画や利用状況の評価，の 4項目
に関して改善の余地を考察する． 
4.1 カリキュラムツリーの機能拡張 
現在のRMSにおいてカリキュラムツリー画面は 4

年間の専門科目の繋がりを見ることが出来るという

だけで，他の画面との連携がされていないため利用

率もやや低めにとどまっている（図 3）．そこで新た
に履修予約（仮称）機能の追加を検討している．履

修予約とは今後履修したい，もしくは履修しようと

考えている科目を科目リストやカリキュラムツリー

上であらかじめ予約できる機能である．履修予約の

利点は，カリキュラムツリーを見ることで「予約し

た科目を履修するまでにどの科目を履修すればよい

のか」が一目でわかるようになる点である．これに

より従来以上に科目間の関係を意識した履修計画が

可能となる． 

 
図 3 各画面のアクセス率 

 
4.2 授業レビュー 
本学において授業評価は授業時間内に紙のアンケ

ートによって行われているが，これは決められた選

択肢において評価を定めるものであり，なおかつ評

価の結果は統計データしか学生には公表されていな

い．これでは，授業評価の有用性は講師が参考にす

る程度でしかなく，学生が講義選択の際に参考にす

ることができない．そこで RMS に学生主体の授業
レビューシステムを実装することが考えられる．こ

れは学生自身が自分の履修した講義の評価を 5段階
の数値と一言コメントによって行い，学生・教員と

もにすべての評価結果を参照できるというものであ

る．このシステムを実装することにより，学生の視

点から講義の評価を行うことにより，他の学生はそ

の講義を履修するかどうかの参考にして，結果とし

て不合格者の減少や学習意欲の向上を実現できる． 

4.3 管理システム 
現状の RMS ではシステムの管理が手作業によっ

て行われているため非常に効率が悪い．例として，

時間割画面上の科目入力とユーザ情報の修正が挙げ

られる．時間割画面上の科目入力では時間割表から

開発者が科目を抽出し，入力を行っている．ユーザ

情報の修正はサーバの端末上で SQL を直接入力し
て行っているため多人数だと多くの時間がかかる．

これらの作業や他の非効率的な作業も合わせると，

システムの開発時間を大きく損失させている．この

ためこれらの作業を効率化する必要がある．上記の

例であれば時間割表のデータを渡すと自動的に時間

割画面に反映され，ユーザの情報は WEB 上の管理
画面で修正できるといったような機能が実装された

管理システムの構築が必要である． 
4.4 履修計画の評価 

RMS のデータベースから得られるデータの解析
は今後の研究・開発に有用である．今後得られたデ

ータを基に RMS に登録している学生の学年ごとの
平均取得単位数と，理想の取得単位数を比較して，

RMS を利用している学生がどのように計画をして
単位を習得しているのかを見ることができる．また，

各学生の履修科目から，どのコース・分野に寄って

いるのかという属性をレーダーチャートにして評価

することも可能である（図 4）． 
 

 
図 4 単位取得率から見る履修属性の可視化例 

 
5. おわりに 
 2013 年度および 2014 年度にシステムを運用した
結果を踏まえ，RMSに必要であると考えられるシス
テムの改善点を提案した．主な提案としてカリキュ

ラムツリーの機能拡張，授業のレビュー機能の追加，

RMSの管理システムの実装，履修計画や利用状況の
評価が挙げられた．今後これらの提案を基に RMS
の機能改善をしていく予定である． 
 

参考文献 
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プログラミング教材としての音声認識ウェブシステム
Exercises of Web programming with the Speech-input Enabled Web-based system
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あらまし：本発表では、音声認識に対応したウェブシステムを題材としたプログラミング教育の課題を紹介する。
2007年から和歌山大学システム工学部デザイン情報学科で実施している演習授業では、3名が構成するチームが 3
週間で音声認識ウェブシステムを開発する。本課題は、ウェブプログラミングの基礎の習得と同時に、音声認識ユー
ザインタフェースの設計を学ぶことができる内容として構成されている。また、2014年度からは教材をHTML5を
用いた実装に更新することで、最新のウェブ技術を体験できる内容となった。
キーワード：ウェブプログラミング, 音声認識, ユーザインタフェース設計, 演習課題

1 はじめに
著者の「w3voiceシステムを用いた音声ウェブアプ

リケーションの開発」は、課題解決型のプログラミン
グ演習課題である。音声認識プログラムと連動したし
たウェブシステムの開発を課題としている。本課題を
学部 3年生対象の演習授業の一部として採用しており、
3名が一つのチームを構成し、システムの仕様作成から
実装、評価と報告書の作成を行う。2007年度から 2013
年度までに 40チームが本課題を履修し、全チームがシ
ステム開発を遂行している。
受講生が開発したシステムの例を図 1に示す。本シ
ステムは、プロ野球の試合結果を表示するウェブサイ
トと連動しており、例えば「中日の 8月の試合結果を
見せてください。」等の発話によるクエリに対して、結
果のウェブページを表示するものである。この他にも、
Google Mapや占い、ウェブ通販サイトなど、さまざ
まなサイトと連動したシステムを作成した事例がある。

2 音声ウェブシステムw3voice
著者が 2007年に公開したw3voiceシステム [1, 2]は、

音声認識等を内部処理とする音声入力ウェブシステム
を作成するための簡易なフレームワークである。クラ
ウドサービスに拡張可能なサーバ・クライアント型の
アーキテクチャを採用している。ウェブブラウザ側の
プログラムは Javaアプレットとして実装されており
音声信号の録音と、録音された信号をウェブサーバに
送信する機能を担当する。一方、ウェブサーバ側は一
般的なCGIプログラムである。受信した音声信号に対
して認識や加工処理をし、ユーザに最終的に提示する
HTMLドキュメントを生成する。音響信号は、HTTP
の POSTメソッドによって、無圧縮のビットストリー
ムのままサーバに送られる。
w3voiceシステムの公開時は、音声認識システムは

今ほど一般的なものでなく、多くのクラウドサービス
は登場していなかった。今では、音声認識システムを
手軽に利用できる。Google Chromeブラウザは、同社
のクラウドサービスと連動することで、音声認識機能
を標準搭載している。このため、w3voiceシステムが
実現してきたウェブベースの音声認識システムの開発
は難しくなくなっている。

(1) 

(2) 

図 1: 完成したシステムの例（この例では「日本野球
機構オフィシャルサイト」を一部引用して使用）

しかしながら、Google社の音声認識サービスは未公
開な部分が多く、システムの規模が巨大である。ウェブ
APIとして公開されている部分は限定的であり、ブラッ
クボックスとしての利用が求められている。w3voiceシ
ステムを用いた開発では、認識処理はウェブサーバ上
のCGIプログラムに過ぎないため、一般的なウェブプ
ログラミングの知識を利用することができる。また、音
声認識プログラムに Julius[3]を利用することで、オー
プンソースソフトウェアでシステムすべてを実装する
ことができる。仕様がすべて公開されているため、初
歩的なものから、発展課題となる高度システムまで幅
広くカバーすることができる。このため、本システム
を用いることで、ウェブプログラミングの基礎の習得
とともに音声認識システムの内部構造を扱う課題を提
供することができる。

3 課題構成
本課題は、大きく a)～c)までのステップで構成され

る。全内容を 3週間で遂行することを課題としている。
a) システムの仕様作成 提供するサービスと、連動し
て表示するウェブサイトを決定する。システムが応答
できるクエリを最低 10個決め、仕様書に明記すること
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を課している。10クエリは、f)の評価で用いるととも
に、受講者が構想するシステムの複雑性を知る材料と
する。場合によっては、仕様の再検討を要求する。
クエリは、自然文章を基本とするが、孤立単語（キー

ワード）の入力も許可する。文章や複数の単語の組
み合わせ（AND 検索）が受理できる複雑なシステ
ムを完成させた場合は高い評価を与える。また、仕
様書の段階で音声認識結果から抽出するキーワード
に対応する URL のリストを作成することを課して
いる。例えば、クエリが「和歌山大学」の場合は、
http://www.wakayama-u.ac.jp/が対応するURLと
なる。URLの文字列内にパラメータを埋め込むことが
可能である。パラメータを URL内に直接埋め埋め込
めない場合は、cookie等を用いた外部ウェブサイトと
の連動が可能である。
b) 音声認識用文法の作成 上記の仕様に基づき、音
声認識用の単語辞書、文法を作成する。Juliusは大語
彙連続音声認識が可能であるが、あらゆるドメインの
発話の受理は困難である。一般に、受理するドメイン
に適応した言語モデルのカスタマイズが必要である。
Juliusでは記述文法を利用できるため、受講者に想定
される単語の選定と記述文法の作成を指導している。
自然文章では、同じ内容を意図する場合でも、さまざ
まな言い回しが考えられる。単語の省略形なども存在
し、それらを柔軟に受理する文法を記述するためには
試行錯誤が必要である。
なお、言語モデルの他に音響モデルを用意する必要

があるが、音響モデルのカスタマイズは複雑であるた
め、本課題では、フリー配布のモデルを使用している。
c) Perl言語によるコアプログラムの実装 Juliusは、
音声信号をテキスト文字列に変換するプログラムであ
る。後処理として、Juliusが出力したログから不要部分
を削除し、認識結果の文字列からキーとなる単語を抽
出、対応する URLを出力するプログラムを実装する。
簡単なテキスト処理を理解する必要があり、現状では、
実装言語には Perlを使用している。Perlは CGIとの
相性が良いこと、テキスト処理の参考書が豊富に存在
することが Perlを採用している理由ではあるが、PHP
や Ruby, Python等の多言語を使用することも可能で
ある。本学科では、このときに多くの学生がプログラ
ミングでの正規表現をはじめて使用することになる。
なお、この段階までは、プログラムは Linuxのシェ
ル上で動作する。
d) サンプルプログラムの解読 w3oiceシステムの開
発キットに含まれるサンプルを解読し、音声認識ウェ
ブシステムの仕組みを理解するためのステップである。
サンプルには、w3voice システムの Java アプレット
とHTMLドキュメント、Juliusの認識結果を出力する
CGIプログラム（Perl）が含まれる。取得したファイル
をサーバ上の public_html等のディレクトリにコピー
し、プログラム中のパスを適切に設定する必要がある。
CGIプログラムの基本的な設置方法を確認するために
も必要なステップとなっている。
e) システムの統合 c)で作成したプログラム（認識結
果からの情報抽出、応答の出力）を w3voiceシステム
に組み込むことでウェブアプリケーション化する過程
である。ウェブページとして提示する HTMLの出力部
分を作成する。授業では、CSS等を用いたデザインも

採点対象としている。
f) 報告書の作文 完成したシステムを a)で定めた仕
様に基づき評価し、報告書を作成する。期待通りに動
作しなかった場合は、その理由を考察することを課し
ている。これまでの事例では、b)で作成した文法が不
十分であり、被験者の発話文章に含まれる言い回しを
受理できないことが誤動作の原因として挙げられるこ
とが多い。言動の多様性を理解することがユーザイン
タフェースの設計を学ぶ上では重要であり、本課題は
その理解に貢献していることを確認することができた。

4 HTML5の導入による実装方法の更新
これまでの w3voiceシステムでは、さまざまな PC

環境でプラグインなしで動作することを期待し、コン
ポーネントを Javaアプレットで実装していた。Java
は、今でも Androidの開発などで多用されているが、
PCのブラウザ上ではセキュリティの理由により動作
が制限されることが多い。この結果、これまでに開発
してきた音声認識ウェブシステムが動作しない（動作
が許可されない）ことが多くなってきている。
現在では、次世代HTML規格の集合であるHTML5
の標準化が進み、音声信号のライブ (マイク)入力を可
能とする API（WebRTCやWebAudio API）がブラ
ウザに搭載されている。この状況を踏まえ、w3voiceシ
ステムを新たにHTML5によって再実装し、2014年か
ら利用を開始した。新 w3voiceシステムは、PC及び
Android 端末の Google Chromeブラウザで安定に動
作する。不具合が残るが Firefoxでも動作し、標準化が
進むことでさらに動作環境が広がることが期待される。
また、HTML5化に伴い Javascriptを利用した動的な
HTMLドキュメントの生成を課題に追加した。ウェブ
サーバとクライアント間のプロトコル及びウェブサー
バ上のCGIプログラムは、従来のw3voiceシステムと
互換があるため、ノウハウなどのこれまでの教育資源
を引き続き利用することができる。

5 今後の予定
従来のw3voicシステムと同様に、HTML5版の音声

入力ウェブアプリケーションの開発キットをフリーソ
フトウェアとして 9月に公開する予定である [4]。また、
教材としての利用価値を高めるために、本課題でも利
用しているチュートリアルの一般公開を予定している。
フィードバックをいただければ幸いである。
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あらまし：著者らは，アルゴリズム作成時の様々な制御，作成したアルゴリズムの採点，課題や学生の分

析など，授業支援のための機能を備えたビジュアルプログラミング環境 ATを開発し，プログラミング初
学者に手続き型・構造化プログラミングの基本概念（逐次実行・制御構造・演算・変数など）と，これを

用いた問題の分解・整理（アルゴリズム的思考）を教えるための授業において使用している．本稿では，

ATの概要と授業支援のための機能について述べる． 
キーワード：ビジュアルプログラミング環境，プログラミング教育，アルゴリズム的思考，授業支援 

 
1. はじめに 
著者らは信州大学工学部情報工学科の学部 1年生

を対象に，プログラミング教育の前段階として「ア

ルゴリズム的思考」についての授業を実践している
(1)．アルゴリズム的思考については様々な研究が行

われているが，我々は，アルゴリズム的思考を「与

えられた問題を，決められた操作や制御構造のみを

組み合わせて解決する思考」と定義している(2)． 
この授業を受講した後に学生が学ぶプログラミン

グ言語が C 言語であるため，この授業では手続き
型・構造化言語のパラダイムに則って問題を解決す

る手順（アルゴリズム）を記述することにしている．

また，アルゴリズムを記述するために必要になる，

変数・制御構造などの概念や，値の代入・算術演算・

論理演算などの操作についての学習を行う． 
受講する学生の大多数がプログラミング未経験者

であるため，アルゴリズムを記述する方法として，

プログラミング言語を用いていない．従来は日本語

で記述していたが，アルゴリズムを構成する操作の

粒度と記法を統制するために，日本語プログラミン

グ言語に近い用語と文法の制約を設けることになり，

その書き方を習得する必要が生じた(1)．また，記述

されたアルゴリズムを自動的に実行することができ

ないため，評価を行う際にその動作を想定する必要

が生じた．そのため，評価に多くの時間と労力を要

し，学生へのフィードバックを十分に行うことがで

きないという問題も生じていた． 
そこで筆者らは，以下の要件を満たすものとして，

ビジュアルプログラミングに着目した． 
¥ アルゴリズムの記述が容易である 
¥ 可能な操作の粒度が統制されている 
¥ 自動的に実行することが可能である 

 
既存のビジュアルプログラミング環境は，プログ

ラムを作成するための十分な機能を有している一方

で，授業で用いる上で機能に不足があったため，著

者らは授業支援機能を有するビジュアルプログラミ

ング環境（以下，AT）の開発を行った．本稿では
ATの概要と授業支援のための機能について述べる． 

 
2. ATの概要 

ATは Webアプリケーションとして実装され，ア
ルゴリズムエディタと課題管理画面，課題確認画面，

システム管理画面から構成されている． 
アルゴリズムエディタはアルゴリズムを作成する

ための編集画面で，アルゴリズムを構成するブロッ

クとして，変数および配列の用意（宣言）・値の代入・

算術演算（加減乗除，剰余）・論理演算（＜，≦，≧，

＞，＝，≠）と，条件分岐（if-else）・繰り返し（while
型，for 型），変数の値の入力・出力を備えている．
また，アルゴリズム作成時に大まかな見通しを記述

するための「計画」というブロックも用意している

（図 1左）．ここで作成したアルゴリズムを実行する
際，指定したブロックごとに一時停止し，そのとき

の変数の値を随時参照する（図 1右上）ことが可能
である．この機能を用いることで，アルゴリズムの

動作を確認することができる．図 1では，選択ソー
トの途中で一時停止している状況を示しており，次

に実行するブロックが赤い枠，停止直前に実行した

ブロックが青い枠で示されている． 
課題管理画面は，教員が学生に提示する課題を作

成し，提出された解答の評価を行うための画面で，

課題確認画面は学生が提示された課題とその評価を

確認するための画面である．課題については次章で

述べる． 
システム管理画面は，次章で述べる使用可能なブ

ロックの組み合わせの設定などに加え，ユーザ管理

などを行うための画面である． 
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図 1 アルゴリズムエディタ（選択ソートの一部） 

 
3. 授業支援機能 
上述の通り，AT はビジュアルプログラミングを

行う機能に加えて，授業で用いることを想定した支

援機能を有している．これらの機能をアルゴリズム

作成・課題・分析の 3つに分類し，それぞれについ
て以下に述べる． 
3.1 アルゴリズム作成に関わる支援機能 
授業では，アルゴリズムの構成要素となる操作や

概念を段階的に導入していく．導入の途中段階にあ

る学生がアルゴリズムを作成する際に，未導入のブ

ロック（操作・概念）が表示されると混乱を招く可

能性がある．このことを防ぐために，AT ではブロ
ックの種類ごとに使用の可・不可を定める機能を提

供している．ブロックの使用可・不可の組み合わせ

については，課題ごとに異なる組み合わせを適用す

ることが可能であるため，授業の進行に伴って使用

可能なブロックを増やしていくことができる． 
また，作成したアルゴリズムの実行の可否を制御

する機能を提供している．AT 上で作成したアルゴ
リズムは実行可能であるため，正しく動作しない場

合に場当たり的な修正と実行結果の確認を繰り返し

てしまうことが起こり得る．このことを防ぎ，動作

の過程を考えることを促すために，作成したアルゴ

リズムの実行を制限することを可能にしている． 
アルゴリズムの大まかな見通しを記述する「計画」

ブロックは他のブロックを入れ子にすることができ，

入れ子になったブロックを隠す（折りたたむ）こと

ができる（図 1の上部 2つおよび最下部の「計画」
ブロックは折りたたまれている）．教員が事前に，大

まかな見通しを示し，入れ子になった操作を行うブ

ロックを隠した計画ブロックを用意することで，学

生は大まかな見通しを適切な順番で接続し，実際に

動作するアルゴリズムを作成することができる．こ

の機能によって，大まかな見通しから詳細な操作に

問題を分解していく過程を確認することができる． 
3.2 課題に関わる支援機能 
教員は学生に提示する課題を作成することができ

る．課題は問題文とテンプレートアルゴリズムを含

み，各課題について前述の使用可能ブロックや実行

の可否を設定することができる．テンプレートアル

ゴリズムを提供することで，アルゴリズムを 1から
作成する形式の課題だけでなく，アルゴリズムの一

部を作成するような穴埋め問題や，与えられたアル

ゴリズムの動作を読み取る問題など，多様な問題を

提示することが可能である． 
学生は課題の解答をアルゴリズムエディタ上で作

成し，システム上で提出することができる． 
提出された課題の採点を支援する機能として，変

数の初期値・入力と対応する出力（正解）の組み合

わせを登録し，提出された解答が正解を出力するか

を自動的に確認するテスト機能と，解答に評定（例

えば優・良・可など）とコメント（自由記述）を付

加する採点機能を提供している．  
3.3 分析に関わる支援機能 

AT では，提出された解答について分析を行う機
能を提供している．提出された解答の採点結果に基

づいて S-P 表を作成し，課題および学生の注意係数
の分布を示すグラフを表示することができる．これ

らの結果を確認することによって，提示した課題の

質の向上や，理解度の低い学生を早期発見し対処を

行うことが可能になる． 
 

4. おわりに 
筆者らはプログラミング言語を学習していない学

生へアルゴリズム的思考法教育を行うために，授業

支援機能を有するビジュアル環境 AT の開発を行っ
ている．本システムは著者らが実践している授業の

他に，プログラミング言語の授業での補完的な利用

も行われている． 
これらの授業においてアンケート等による調査を

継続的に行っており，その結果に基づいてシステム

の改善を行う予定である． 
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あらまし：本研究の目的は，日本の高等教育機関で学ぶ留学生に要求される，アカデミックレベルの日本

語に関する学習過程をモデル化し，日本語学習スキルの向上に役立つ学習戦略を体系化するとともに，そ

れぞれの留学生の日本語能力や学習習慣，学習状況などの特徴に応じた学習環境を支援するための構成要

素をシステム上のオブジェクト（部品）として実装することにより，これらの組み合わせや再利用を容易

にするオオブジェクトマッシュアップアプローチの実現を目指すことである． 
キーワード：アカデミックジャパニーズ，聴解ストラテジ，ストラテジオブジェクトマッシュアップ 

 
 
1. はじめに 
 日本の高等教育機関で学ぶ留学生にとって，大学

や大学院における日本語の講義・研究指導に実際に

対応できる日本語能力（アカデミックジャパニーズ）

を向上させることは非常に重要な課題である．日本

語に関する文法・語彙・読解に関する優れた留学生

でも，実際の講義の場面で講師の専門用語や話し言

葉が聞き取れないというケースが知られている．

日々の教育・研究活動と並行して日本語能力を向上

させるためには，学習者が効果的に第二外国語能力

を向上させるための能動的な方策である学習戦略

（ストラテジ）を適切に選択し，適用することが必

要となる．例えば，「聴解」学習におけるストラテ

ジとしては，(a) 学習の計画やモニタリング・評価
などといった学習を統制するプロセスを対象とした

メタ認知ストラテジ，(b) 個々の学習課題に直接関
与する認知ストラテジ，(c) 学習者の相互コミュニ
ケーションに関与する社会的ストラテジ，といった

アプローチが知られている(1)．これらのストラテジ

は聴解力向上において重要な役割を果たすが，実際

に日本の大学・大学院で勉学に励む留学生の実情を

考えると，(a) メタ認知ストラテジを意識する習慣
が乏しい学習者にとっては，運用するための負担が

大きい，(b) 状況に応じて効果的な認知ストラテジ
を学習者自身が適切に選択することが容易ではない，

(c) 第二外国語でコミュニケーションを行う社会的
ストラテジの実践的な機会を作り出すことが難しい，

などの問題が想定される． 
 
2. オブジェクトマッシュアップアプローチ 

(1) アカデミックジャパニーズスキル学習におけ
る学習戦略モデルの構築 
本研究では，留学生のアカデミックレベルの日

本語能力を向上させることを目的に，従来研究で

提案されている学習戦略を運用する際に行って

いる手法やプロセスである学習タクティクス(2)を

調査・分類する．学習タクティクスは一種の手続

き的知識としてモデル化するとともに，「メタ認

識ストラテジ」，「認識ストラテジ」，「社会的スト

ラテジ」などに代表される学習戦略との対応関係

を図 1のようにオントロジにより体系化する． こ
れにより，同一の学習戦略に対しても学習者の能

力や状況に応じて異なる学習タクティクスを適

用するという学習過程を表現することが可能と

なる．なお，学習戦略モデルは，「知的活動に関

する記述的なモデル」であり，「機能の設計やそ

の妥当性の説明に有用」である形を目指す(3)． 

図 1 オブジェクトマッシュアップアプローチ 
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(2) 学習支援オブジェクトの実装とオブジェクト
マッシュアップアプローチの開発 

学習支援オブジェクトとは，学習戦略モデルで記

述された学習タクティクスの構成要素に対応す

る支援機能の部品として実装するものである．本

研究では支援システムのフレームワークとして，

それぞれのオブジェクトのデータ入出力及び制

御形式を共通化することにより，学習者がオブジ

ェクトを組み合せることによって，特定の支援機

能を実現できるような形とする．それとともに，

学習者自身が Web 上のコンテンツやオブジェク
トを組み合わせ，再利用を容易にするオブジェク

トマッシュアップ環境を Web サービスとして開
発する． 
(3) 社会的ストラテジ実現のためのプラットフォ
ーム開発と適応的な学習支援機能の実現 
学習者の相互コミュニケーションは，言語能力

の向上を促進する重要なストラテジの一つであ

り，本研究で対象とする主体的学習環境とも適切

に組み合わせる必要がある．本研究では，学習者

間のコミュニケーションのための基盤に加えて，

他の学習者のオブジェクトマッシュアップとの

比較を行うことにより，語学スキルの学習活動を

持続的に活性化させる．それぞれの学習者が生成

した支援機能としてのオブジェクトマッシュア

ップを学習戦略モデルと対応付けて蓄積・分析す

るエージェントを開発するとともに，学習戦略モ

デルに加えて学習者の状態や能力に応じた支援

機能の提供を実現する． 
 

3. オントロジに基づくマルチレイアモデル 
 

 
図 2 マルチレイアモデル 

 図 2に 4つのレイヤからなる本研究のモデルを示
す．最下層のオブジェクトレイヤでは，システムが

様々なストラテジオブジェクトを提供する．学習者

はこの中からいくつかを選択し，自分の状況やニー

ズにあったオブジェクトマッシュアップを第二層の

レイヤで構成し，聴解トレーニングを行う．構成さ

れたマッシュアップは，第三層の聴解タクティクス

と第四層のストラテジに関係付けられている．これ

により，学習者が，(A)自分にあった学習環境（マッ
シュアップ）を構成できるだけでなく，(B)他の学習

者が構成したマッシュアップを参照することや，(C)
エージェントが，レイヤの間の関連情報と学習者の

状態を収集し，適切なオブジェクトを推薦すること

が可能となる． 
 
4. フレームワーク 
 図 3に開発するシステムのフレームワークを示す．
まず，学習者はいくつかのオブジェクトを選択し，

自分なりの学習環境を構成する．次に，聴解トレー

ニングをしながら，他の学習者が利用したマッシュ

アップを参照したり，エージェントによって推薦さ

れたオブジェクトを利用したりすることで，学習環

境を再構成する．これを繰り返すことによって，学

習者が自分にあった学習環境を見つけ，適切なスト

ラテジに従って学習できるようになることを目指す． 

 
図 3 システムフレームワーク 

5. おわりに 
本研究は，従来の特定の学習戦略に基づいた支援

システムと比較して，複数の学習戦略を対象とでき

るプラットフォームの拡張性に加えて，学習戦略の

構成要素を学習者が自由に組み合せることによって，

新たな支援機能を利用することができる点に大きな

意義がある．また，学習を通じて意識すべきストラ

テジが学習環境に埋め込まれるため，学習者のメタ

認識的な負担が軽減され，より効果的な学習環境を

実現することが期待される．次の課題は，様々な学

習戦略モデルに基づいて支援機能の構成要素をシス

テム上のオブジェクトとして設計・開発する．プロ

トタイプシステムとして，「聴解力」を対象とした学

習支援オブジェクト群を Web サービスとして実装
するとともに，Web上で公開されている学習リソー
スと開発した学習支援オブジェクト群をユーザーイ

ンターフェース上で組み合せることで支援機能を構

成するオブジェクトマッシュアップ機能を実現する． 
参考文献 
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あらまし：過去の人物の行動とその結果の良し悪しを示した教訓は，我々の未来の行動に対する示唆を与

えてくれる．本研究では歴史的事象を用いた教訓の獲得手法を提案し，本手法の習得を通して教訓獲得能

力を育成することを目的とする．また，教訓獲得までの過程である，登場人物の役割と状態変化の抽象化，

複数の歴史的事象からの共通の状態変化の抽出を段階的に習得することを支援する教訓獲得能力育成支

援システムを構築する． 

キーワード：歴史学習，抽象化支援，共通事象の抽出，教訓獲得 
 
1. はじめに 
歴史的事象は過去の人物の行動とその結果を示し

ている．歴史的事象から行動の是非を判断すること

は，私たちの未来の行動に対する示唆を与えてくれ

る．行動に対する指針は教訓と呼ばれており，歴史

的事象から我々の未来の行動の選択に活用できる教

訓を得ることは，歴史の本質の学びにつながると言

われている[1]．これまでの歴史学習は年号や歴史的
事象名など暗記学習に依存してしまう傾向があり，

教訓の発見までは対象とされてこなかった． 
池尻らは，歴史のカードゲーム教材を通して，歴

史的イベント間の関連を現代のイベントに対応させ

る学習方法を提案した[2]．この手法では現在の状況
と類似した歴史的事象が存在するときに，歴史的事

象の解決方法を参考に新たな解決方法を提案する能

力は育成できる．しかし，過去の歴史的事象のみか

ら，様々な状況に適用可能な教訓を生成することは

できない． 
本研究では歴史的事象から教訓を生成する手法を

提案することを目的とする．また，提案した手法に

沿って教訓を生成させることで，教訓獲得能力を育

成させるシステムを構築する． 
2. 教訓発見手法 
教訓とは特定の行動や意図に対する結果の良し悪

しを示したものである．歴史的事象から教訓を獲得

するためには，歴史的事象中のイベントがもたらす

状況の変化を抽象化する必要がある．一方，教訓は

歴史的事象中のどの人物の行動を見るかによって異

なる．頻繁に発生する行動は獲得する価値がある教

訓とみなすことができるため，複数の事象と共通し

て起こる状況の変化を抽出し，そこから良し悪しを

判断したものを教訓とする．  
図 1に本研究で提案する教訓発見までの過程を示

す．教訓獲得は 4つの段階で構成される． 
1. 歴史的事象の理解：歴史的事象の事実や出来事

などの基本的な理解を実現する． 
2. 歴史的事象の抽象化：歴史的事象を登場人物の

役割と登場人物のプロパティの変化で捉える． 
3. 複数の歴史的事象の共通箇所の抽出：抽象化し

た歴史的事象同士を比較して共通点を発見す

ることで，繰り返し発生するプロパティ変化を

理解する． 
4. 教訓の生成：複数の歴史的事象で共通して発生

するプロパティ変化を教訓の形式で理解する． 

 
図 1 教訓獲得過程 

「鎌倉幕府の徳政令」と「江戸幕府の棄捐令」を

用いて例を示す．段階 1で個々の事象の内容を理解
した後，段階 2で個々の事象に関するプロパティ変
化を考える．「徳政令」の武士と「棄捐令」の旗本の

プロパティの変化を図 2に示す．武士と旗本のプロ
パティの変化は同じ形になっていることが分かる．

よって，段階 3ではこの状態変化を抽出する．ここ
で，武士と旗本は両者とも借金をしているため，「債

務者」とみなすことができる．段階 4では登場人物
の役割とプロパティ変化の結果をまとめて，「債務者

が借金を帳消しにしてもらうと，お金が借りづらく

なり，所持金が減ってかえって生活が苦しくなる」

という教訓を導き出すことができる． 

 
図 2 抽象化の例 
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3. 教訓獲得能力育成支援システム 
2 章で提案した 4 つの段階のうち，段階 1 以外は

これまでの歴史学習では実践されておらず，学習者

自身で実践するのは困難である．段階 2～4に沿って
学習でき，さらに個々の段階の困難さを軽減するよ

うな支援をするシステムを構築することは，教訓獲

得能力を育成することにつながる．本研究では，登

場人物のプロパティと役割の抽象化，複数の歴史的

事象からの共通点の発見，および教訓の生成を段階

的に支援できるシステムを構築した． 
 図 3に歴史的事象から登場人物のプロパティを抽
象化するための画面を示す．学習が開始されると，

歴史的事象に登場する人物が縦軸に，イベントが横

軸に配置された画面が表示される．解説表示部に掲

載されている歴史的事象に関する説明文を見ながら，

イベントによって変化する人物のプロパティ変化を

入力していく．本システムでは，プロパティをあら

かじめ「お金」「権力」「土地」に限定し，それらの

変化を「down」「up」「変化なし」から選択するだけ
で容易に抽象化ができるようになっている．また，

システムが解答を保持しており，解説文に応じた抽

象化が生成されていない場合はヒントとして該当す

る解説文の色を変更するようになっている． 

 
図 3 プロパティ抽象化画面 

対応する 2つの歴史的事象のプロパティが抽象化
されると，共通箇所を抽出する画面を表示すること

ができる（図 4）．本画面では 2つの歴史的事象の抽
象化を上下に並べて表示することで，共通箇所の比

較を容易にしている．共通箇所は，教訓をどの人物

のどのプロパティの変化によって捉えるかによって

異なるため，必ずしもすべてのプロパティ変化を選

択する必要はない．そこで，上下に配置されたプロ

パティの抽象化から，学習者が教訓と捉える個所を

クリックして選択することにより，学習者の視点に

よる共通箇所を抽出することができる． 

 
図 4 共通プロパティ変化選択画面 

人物の役割は，教訓生成として選択されたプロパ

ティ変化によって変化する．共通のプロパティ変化

が選択された後に，図 5の人物を抽象化する画面が
表示される．図 5の上部には横軸に 2つの歴史的事
象のイベント，縦軸に 2つの事象の登場人物，そし
て中心に共通して選択されたプロパティ変化が表示

されている．縦軸に配置された人物に共通する役割

を選択肢から選択することで，人物を抽象化するこ

とができる．人物の役割の候補は，「債権者」「債務

者」「権力者」「非権力者」となっている． 
人物が抽象化されると図 5の下部に作成した抽象
化が文章形式で表示されると共に，意図表示部に対

象となっている歴史的事象の意図が表示される．意

図通りの状態変化を人物に与えることができたのか

を判断することで，行動に対する結果の是非を考え

ることができ，教訓を導き出すことができる． 

 
図 5 人物の抽象化と教訓生成支援画面 

4. おわりに 
本稿では，歴史的事象の抽象化により教訓を発見

する歴史学習方法とその支援システムを提案した．

評価実験からは，本システムを用いることで，シス

テムが与えた抽象化レベルに沿った教訓が生成でき

るようになることが明らかになった[3]．今後は学習
者自身で抽象化レベルを設定できるようにするため

の手法を考案していきたい． 
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あらまし：著者らは，スマートデバイスと連携するセンサや内蔵カメラの映像データを分析・活用し，運

動フォームの改善等を支援するアプリケーションの開発を行っている．これまで，こうした汎用機器を用

いた支援では，対象者のパフォーマンスが生理面・機能面からも改善や維持につながる可能性があるか等，

妥当性の検証を支援する例が少なかった．そこで，デバイスを用いた特定の支援に対し，事前に多角的な

パフォーマンス評価に基づくことで，競技者の課題設定の妥当性を予測的に検証する枠組みを提案する． 
キーワード：課題設定支援，成長予測，運動フォーム指導，パフォーマンス評価，スマートデバイス 

 
 
1. はじめに 
スポーツの指導・学習の現場でも，小型で高性能

なスマートデバイス及びそのアプリケーションを活

用し，特定の競技を対象に，スキルの獲得支援を行

う例が見られる（1）．スポーツにおける支援の汎用性

を高める観点からは，市販されているデバイス単体，

または簡単な付属品(センサ等)を併用するだけで，
手軽にトレーニング(訓練)のヒントとなる情報が得
られ，指導・学習につながる仕組みが重要である．

著者らも，この枠組みの中，運動フォーム変化に関

係が深い情報の視覚化を通して，スポーツの指導・

学習に役立つシステムの開発を行っている（2）． 
従来，これらデバイスを用いた運動フォーム支援

は，一般的に汎用機器の需要が高いと考えられる初

学者を対象とする事例が多かった．近年は，高性能

で携帯性の高いデバイスが登場しており，JISSのよ
うな本格的に競技に取り組むアスリート(競技者)の
訓練を支援する現場でも，その機能性を生かし，支

援への実用的な導入に期待が高まっている． 
そこで，本研究では，従来開発と支援が進んでい

る初学者と，今後本格的に導入が期待される競技者

に対する要件の違いを議論・整理する．その上で，

手軽なスマートデバイスを用いた運動フォーム支援

を支持しつつも，競技者への課題設定支援では，生

理面・機能面からのパフォーマンス評価に基づく必

要性を述べ，妥当性を検証する枠組みの提案を行う．  
 

2. 競技者の支援要件について 
スマートデバイスを用いた運動フォームを支援す

るシステムの関わりの観点から，対象としての初学

者と競技者における要件の違い(図 1)を議論する．  

2.1 初学者に対するシステムの教師的役割 
初学者の運動フォームにおける課題は，通常，あ

る程度明確かつ限定され，支援として，その改善に

主眼がおかれる．このため，支援の要件として，競

技ルール上の評価指数(タイム・スコア等)の促進と
共に，システムから事前に設定された課題をどれだ

け実現できているかという点に支援の比重が置かれ

る．このことから，システムは教師的な役割を持ち，

課題に対して，満たされていない差分の情報をフィ

ードバックする役割を持つ事が多い．また，支援期

間は数週間から数か月程度の期間であり，その達成

度推移に注目されることが多い（3）．課題の明確性や

短期間の支援からは，いわゆる肉体的負担などを考

慮する必要性は必ずしも高くなく，パフォーマンス

面から支援の妥当性を検証することは必須ではない． 
2.2 競技者に対する課題設定支援の必要性 
競技者と初学者の大きな違いは，運動フォームに

限定しても，課題が多様であり，課題設定そのもの

を競技者自身やコーチ等の指導者が行う必要がある

点である．つまり，システムは，教師の役割よりも，

真の教師(選手本人・指導者)が課題を判断する材料
を提供する役割が求められる．このため，課題を見

出す試行錯誤の過程で，その設定が支援されること

に対する需要は非常に高い．一方で，試行錯誤の中

でも，競技者は成長を続けており，肉体的な負担が

少なからず生じている．長期・連続的になることも

想定すると，大胆な課題設定を伴う試行錯誤に潜む

リスク(怪我)といった観点を考慮する必要がある．
このため，課題設定の妥当性をパフォーマンス面の

成長予測から検証する枠組みは重要と考えられる． 
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図 1 初学者と競技者のシステムに関わる違い 

 
3. 課題設定の支援に関する先行研究事例 
著者らは，スマートデバイスを用いた競技者の課

題設定支援の先行研究を行っている．その内容と成

長予測から検証する枠組みに向けた課題を説明する． 
3.1 センサ情報からの指標に基づく課題設定支援 
課題設定を行う仕組みについて，スマートデバイ

スと連携するセンサ情報に基づき，指導者，運動機

能や運動生理等の専門家がパフォーマンス面から，

ソーシャルサービス(twitter)上で容易に議論できる
仕組みを提案した（2）．そして，センサ閾値の設定に

基づき，運動フォームに絡むヒントが，訓練時に競

技者へ通知される仕組みである(図 2)．ただし，課題
設定時のパフォーマンス面からの妥当性検証は，全

て専門家の判断に依存する．このため，競技者・指

導者のみで，競技者の成長を予測することは難しい． 
3.2 カメラ映像の加工に基づく課題設定支援 
センサ情報は，運動フォームの課題を具体的な指

標として数値化できる．一方で，課題に対する改善

方法(腕や脚の動き等)を具体的に指示し，前回の訓
練結果との比較を行う場合は，動きの違いが理解し

やすい画像を用いることが有用である．そこでスト

ロボ写真のように連続的な動きを合成し，動きの特

徴が視覚化できるアプリケーションを開発している

（図 3）．課題設定と同じく，改善の指示も試行錯誤
である．この観点からは，課題設定時に，このよう

な訓練結果の予測画像を生成することも欠かせない．  
 

 
図 2 センサと連携するスマートデバイスの支援例 

 
図 3 iPhone上の画像処理により提示される画像例 
 

4. パフォーマンス評価からの成長予測 
先行研究の事例から，課題設定時における成長予

測は重要であり，汎用的なスマートデバイスのセン

サ情報の数値を課題設定の指標として活用できる状

況ではあったが，その解釈は専門家の意見なしには

難しかった．そこで，課題設定の指標と紐づける形

で，事前に多角的なパフォーマンス評価を行うこと

により，システムが成長予測のモデルを持つ仕組み

を提案する．また，図 3のような運動フォームの予
測画像も自動生成する．これにより，課題設定時に，

その妥当性を検証できると考える．このモデルの構

築のため，筋硬度や関節可動域，筋力，床反力等の

計測を検討する．これらは，JISSが所有する超音波
診断装置(SuperSonic Imagine社製 Aixplorer)，Biodex 
System 4，フォースプレート等を活用して実施する． 

 
5. おわりに 
本研究では，汎用機器だけでは取得できない，競

技者の生理面や機能面のパフォーマンスを事前評価

する必要性を述べた．これにより，成長予測を踏ま

えて，課題設定に妥当性の検証を行うことを提案し

た．検証により，競技者がスマートデバイスを用い

た支援システムによる訓練を日常的に長期に実施し

た場合でも，怪我等に配慮した支援が実現できる．

今後特定の競技を対象に，パフォーマンス面からの

検証も含めたシステム開発と実験を行う予定である． 
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思考オントロジーによる文章の論理構造の変換方法の提案 
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あらまし：筆者らは平成 22年度より書くことで思考を訓練する職場研修を実施してきた．本研究の目的
は，この研修のために開発した書きやすい表現と眺めやすい表現に対する自動変換手法を検討することで
ある．二つの記述表現を，思考をベースにオントロジーに定義することで思考を通して表現を変換する方
法について述べる． 
キーワード：知識工学，知識表現，オントロジー 

 
1. はじめに 
「思考」という行為は頭の中に内在し，かつ暗黙

的なものであるため，これを鍛えることは難しい．

これを良くするためには，表現を用いたトレーニン

グを行うことが重要となる．バーバラ・ミントは，

「通常，私たちは，自分の考えを口に出したり，書

き表したりするなどして，初めてその考えを具体的

に認識します．そうしたプロセスなしに，自分の考

えをはっきり認識することなどほとんど不可能な話

しです．言い換えると，自分の考えを明確に伝えた

いと思うならば，まず，『自分の頭の中に雑然と存在

するいくつもの考えが，それぞれどのように関連し

ているのか』を明らかにすることが先決です．」と述

べ，書くことと考えることの強い関係性について，

書く技術と思考技術を一緒にトレーニングすること

の重要性を論じている(1)． 
医療分野では思考力を高めるためにリフレクティ

ブジャーナルやナラティブメソッドをはじめとする，

学習トレーニングが広く実施されている．またビジ

ネス研修でも若手社員の思考力を鍛えるケースメソ

ッドが行われている． 
筆者らは，実際の病院看護部と連携し，研修の教

具として文章を論理構造で意味づけする思知(しち)
ツールと，論理構造をグラフに表すツール悟知(ご
ち)ツールを開発した(2)．これらのツールは，学習者

らの仕事の経験上の思考を文章に書き表し，またそ

の論理構造を視覚的に吟味することを可能にするも

のである(3)． 

2. 思考トレーニング支援ツール 
図 1に思知および悟知の画面例を示す．思知と悟

知は，自らの経験をもとに葛藤を生み出し，そこか

ら新たな知識を生み出すための，思考を外化するツ

ールである． 

 

図１ 思知(左）悟知(右) の画面 

 思知表現では，文章を断片に分けて書き，これを
「ステートメント」と呼ぶ．ステートメントの論理

的役割として(「事実（患者）」，「事実（医学）」，「前
提」，「指針」，「推定」，「仮定」，「判断」，「医判」，「結

果」，「葛藤」，「反省」，「解消」，「構築」）の 13通り
の中から一つを選ぶ．さらに根拠に相当するステー

トメントを指定する．図 2に思知表現の具体的な例
を示す． 

  
図 2 思知表現の例 
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図２では，判断タグをつけて，「笑顔クラブやライ

フロンを渡して摂取してもらった」というステート

メントが記述されている．この時，通し番号の ID
が自動的につく． さらに，この判断に基づく根拠と
なるステートメントとして ID:Yを指定している． 
悟知表現では，自らの思考の文章断片をノード，

論理的関係をリンクとして，論理的依存関係を有向

グラフで表現することにより，思考を図表表現とし

て表す． 

 

図 3 悟知表現の例 
図3は図2の思知表現を悟知表現に図示している．

上部分はステートメントが「患者の経口摂取したい

という希望を優先する」という「指針」ノードを表

す．下部分はステートメントが「笑顔クラブやライ

フロンを渡して摂取してもらった」という「判断」

ノードを表す．この二つのノードが「看護的判断す

る」というリンク名で結ばれている．これは，上部

分が下部分の根拠になっていることを示している． 
本研究では，これらの異なる表現ツール間におい

て連携を行う際に生じる問題点を挙げ，その解決手

法についての紹介をおこなう． 
 

3. 表現間における変換 
表現がN通りのとき，その間の変換プログラムは，

2N通り準備しなければならず，新たに表現を追加す
るためのコストが大きい問題がある． 
そこで，本稿ではあらかじめ思考を定義し，これ

を用いて表現構造を定義させることにより，定義と

の間の 2種類の変換のみ準備すれば，すべての表現
の変換を手軽に実現できると考えた．この概要を図

4に示す． 

 
図 4 変換手法の概観 

本稿では，前述の 13 種類の思考活動を「主体」，
「入力」，「出力」で構成するオントロジーに定義し

た．この上に思知の表現構造および悟知の表現構造

を図 5のように表した． 
思考の入力（図中の星印）に相当する思知・悟知

表現を星印で，出力（図中の四角）に相当する思知・

悟知表現を四角印で示す．このように定義された 13
種類の思考を介して表現間の思考の内容を変換する

ことが可能となる． 
例えば図２の思知表現における根拠 ID:Y は，思

考の入力（星印）を介して，図 3の悟知表現の上部
分へと変換される．逆に悟知表現（図 3）中の「判
断」ステートメント「笑顔クラブやライフロンを渡

して摂取してもらった」は，思考の出力（緑四角）

を介して，思知表現の「判断」タグとステートメン

トへと変換される． 

 
図 5 思考オントロジーと思知・悟知記述の関係 
このように，オントロジーにおける「思考」を媒

介にして，「思知表現の記述」と「悟知表現の記述」

を変換することができる． 
 

4. むすび 
書くことで思考を鍛える研修で利用する“書きや

すい”表現と，“眺めやすい”表現について，自動的

に変換を行うための仕組みについて述べた．あらか

じめ定義した“思考”を媒介にすることで，変換プ

ログラムを準備する手間を軽減できる点が特徴であ

る．今後は実装した変換システムを実際の研修に導

入して，複数の表現から記述する効果を評価する予

定である． 
参考文献 

(1) バーバラ・ミント著，山崎康司訳：考える技術・書く
技術，ダイヤモンド社，(1999) 

(2) 崔，田中，陳，松田，池田，“医療サービス改善のた
めの思考スキル育成プログラム”，信学技報, vol. 113, 
no. 377, ET2013-77，(2014) 

(3) 京谷，松田，崔，陳，池田，岡室，瀬田，瀧，”文章
の論理構造の可視化を通した思考トレーニング”，日
本教育工学会全国大会，(2013) 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 26 ―



信念対立解明アプローチを基礎とした 
異文化理解力涵養プログラムのためのシステム開発 
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あらまし：自国と他国との文化的背景・価値観の相違から生じる意見の食い違いや衝突を解消するワーク

ショップを京極の信念対立解明アプローチに沿って設計する．信念対立とは，疑う余地のない信念が矛盾

する事態に直面した時に引き起こされる確執であり，ディスカッションを通じて相手の意見と自らの意

見を比較し，振り返ることで意見を涵養させることができると考えた．そのワークショップを支援する教

育システムを開発する． 
キーワード：信念対立解明アプローチ，異文化理解力涵養ワークショップ，教育システム 
 

 
1. はじめに 
筆者らは平成 22 年度より効果的な訓練が難しい

とされるメタ認知スキル育成を目的に，京極の「信

念対立解明アプローチ」をベースに，思考外化ツー

ルを用いた共創教育を専門知識を有しない大学初年

次生および高度専門職である医療従事者を対象に実

施してきた(1),(2)．この結果，専門知識の有無によら

ず，適切な課題設定のもとで自己内対話プロセスを

顕在化させ熟考を促すことにより，メタ認知スキル

を議論を通じて構成できることが分かってきた．こ

の方法を異文化を理解し，国際交流力の熟達支援に

も適応できないかと考えた． 
 京極は信念対立を『疑いの余地なき信念が矛盾す

る事態に直面すると引き起こされる確執』とし，信

念を言葉に解明するアプローチを提案している(3)． 

本稿では，自らの思考を整理する自己内対話と，

実際に他者と議論する他者対話によるワークショッ

プをより円滑に進める教育システムについて述べ，

異文化理解力涵養するワークショップ（以下WSと
呼ぶ）の詳細については瀬田(4)に譲る． 

 
2. 教育システムの設計 

WSは一つの議論を 4人程度のメンバーで構成す
る．WS におけるステークフォルダには主に，ケー
スライタ(CW)とディスカッションメンバ(DM)がい
る．WSにおいて CWと DMの立場は交代で担当す
ることにしている．図１にユースケースを示す．以

下，CW による教育システムの手順，および，設計
意図について述べる． 

① 自己内対話 1: CW は他国の人との間に起きた意
見の食い違いをシーン（「場面」と意見の「衝突」）

に記入する．つづけて自ら(You)の「意見」，その理
由や根拠となる「信念」，さらにその理由・根拠と

なる「背景」を記入する．さらに，他者(Other)の
立場で同様に「意見」，「信念」，「背景」を記入する．

ここで完成した文章を特にケースと呼ぶ． 
次に，これまでの思考は十分か，これ以上の思考

がありえないかを考えさせるために，質問を記入

させる．記入は，まず，あらかじめシステムに準備

された汎化質問から一つを選ばせ，質問と答えを

記入させる．汎化質問は，「意見」，「信念」，「背景」

ごとに準備し，”自ら(You)”と”他者(Other)”との間，
および①自己内対話 1 と②議論との間で共通であ
る． 
 議論に先立って自己の立場や考えの前提を明示

的に知ること，異なる判断指針に立つ他者を想定

することで相手の価値観や前提の違いを理解する

異文化理解への気づきが生まれると意図している． 
② 議論: ケースを題材にして議論を行う．ケースを
一つ選び，メンバー全員で①と同様の方法で質問

を作成する．汎化質問を一つ選びそれに対する回

答を作成する．①の自己内対話においてあらかじ

め質問の答えを考えてから議論に望むことで自分

は，質問のバリエーションが十分でない，優先順位

が適切につけられていないことに気づくことを意

図している． 
③ 自己内対話 2: 自己内対話 1で作成したケースお
よび質問と，議論で作成された質問を参照させて，
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もう一度自己内対話を行い，ケースを作り直す． 
④ リフレクション: ③のケースの書き直しについ
て，議論のどの質問がきっかけとなったかを考え

させる．自国の文化，道徳観，倫理観に沿った相手

の理解では本当の意味での異文化間コミュニケー

ションが成立しないこと，自分の思考の前提，判断

の指針，異なる背景/前提に立つ対立する考えの様
相に目を向けて明示的に思考することの重要性に

気づかせることを意図している． 

 
図１ 教育システムのユースケース図 

 
図 2  「意見」の汎化質問 

 

3. 教育システムの開発 
 図 3に議論を行う際のシステム画面を示す．この
画面は指導者によってプロジェクターなどに投影さ

れることによりメンバー全員が共有している．この

とき CWはノート PCなどを通して自らが①で作成
したケースおよび質問を個人的に参照する．DMも，
CWのシーンから自ら作成したDMのケースをノー
ト PCなどを用いて参照する． 
共有画面は，左端の CWのケース，中央に議論で
作成された質問，右端が質問入力フォームの３つで

構成される．議論を通して，指導者は，まず，プル

ダウンメニューから質問を作成するフィールドを選

ぶ．フィールドには，自分の意見，信念，背景，他

者の意見，信念，背景の６つがある．次にリストボ

ックスから汎化質問を選び，質問および答えをそれ

ぞれのフォームに自由記述する．作成した質問は画

面中央の表に順次追加される． 

 
図 3 議論を行う際のシステム画面 

4. まとめ 
異文化理解力を涵養するワークショップのための

教育システムの設計および開発について述べた．一

旦，自己内対話で完成したはずの記述を，他者との

議論を経て，システムがさらなる記述を促すことを

意図して設計した．今後，さらに実際のワークショ

ップへ導入し分析，評価する予定である． 

参考文献 
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の思考育成プログラム”,電子情報通信学会, 信学技報, 
vol. 113, no. 377, ET2013-77, p55-60 (2013)  

(3) 京極真: “チーム医療・他職種連携の可能性をひらく
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デジタルドローイング 
－美術入門者に対するドローイング学習支援－ 
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ドローイングは美術学習における基礎的なスキルの一つとされ，入門者はこのスキルを習得する必要が

ある．本研究の目的は美術入門者のためのドローイング学習支援システムの構築である．本システムを

2012 年から専門学校の美術クラスで利用している．本稿では，美術クラスにおけるこれまでの運用から
ドローイング学習支援環境について提案する． 
キーワード：美術教育，ドローイング，スキル学習，デジタルペン，個人学習支援 

 
 
1. はじめに 
ドローイングは，美術教育における基本的な技法

と位置づけられ[1]，入門者が最初に学ぶべき内容と
される[2]．ドローイングの学習は，描いては誤りを
修正し，再び描くことを何度も繰り返しながら正し

い手法を身につけていくスキル学習である[3–6]．個
人でこの学習を行う場合，自分の癖や弱点に自ら気

付くのは困難である．そのため，美術スクールや専

門学校等に通い，指導者から直接指導を受ける形態

で学習が進められることが多い．しかしながら，美

術スクールにおいては，一人の指導者に対して複数

の学習者が指導を受けることとなる為，一人の指導

者が個々の学習者のドローイング過程に対してすべ

てを把握し指導することは困難である．  
本研究の目的は，美術入門者に対するドローイン

グ学習支援環境を構築することである．学習支援環

境をネットワーク環境に置くことで，学習者は時間

と場所に制約を受けることなく指導者からアドバイ

スや評価が得られる．ここでは，ドローイングの再

生およびドローイングプロセスモデルに基づいて学

習者のドローイング過程を解析した結果を，学習者・

指導者に提示することで，スキル獲得を促進させる

ことができる学習環境の実現を目指す．本稿では，

美術クラスにおけるこれまでの運用からドローイン

グ学習支援環境について提案する． 
 
2. ドローイング学習支援環境 
本研究におけるドローイング学習支援環境は，筆

記具としてデジタルペンを，プラットフォームとし

て LMS（Learning Management System）を利用する．
デジタルペンが記録したドローイングプロセスデー

タを LMS に蓄積し，学習者および指導者らがドロ
ーイングプロセスを閲覧できるようにする[7]．これ
により，オンラインでもオフラインの学習に近い体

験が得られる．ドローイングプロセスの再生を時間

と場所とに制約を受けずに再生ができる為，オフラ

インクラスでは難しかった，指導者が全ての学習者

への指導が可能となる．学習者は，他学習者のドロ

ーイングプロセスを閲覧することが可能となる． 
LMSに蓄積した，ドローイングプロセスデータは

2つの場面で利用される．1つ目は，ドローイングプ
ロセスビューワ（図 1）を用いた学習者および指導
者の利用であり，2 つ目はシステムによる解析と評
価である． 
オフラインクラスでは，指導者が入門者へより多

くのストロークを描くように指導する．つまり，沢

山のストロークを描くためには，対象物をよく観察

する必要があり，多くのドローイングテクニックが

必要とされるからである．しかし，鉛筆や木炭とい

った筆記具を用いたドローイングでは，学習者は，

 
図 1 ドローイングプロセスビューワ 
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感覚でしか把握できず，初心者がストローク数を意

識することは難しい．我々の提案するシステムでは，

ストローク数を提示することができ，過去のストロ

ーク数や，同じ学習グループのストローク数の平均

を提示が可能である．加えて，ドローイングプロセ

スデータを幾何的特徴から解析することにより，筆

圧の推移や線種などの提示をすることが可能である． 
 

2.1 ドローイング学習の流れ 
2012年からの評価実験[9]を踏まえ，本システムに

よるドローイング学習の流れを図 2に示す．  
1)学習者は課題に対するモチーフを構成しデジタ

ルペンでドローイングを行う．2) 学習者はドローイ
ングプロセスデータを LMS に登録する．3) 学習者
は自身のドローイングプロセスを再生しセルフレビ

ューを追加する．4) 指導者は学習者のドローイング
プロセスを再生し，学習者のドローイングプロセス

に指導コメントと評価を追加する．5) 学習者は指導
者からの指導や評価のチェックおよび他学習者のド

ローイングプロセスを再生して振り返りを行い，次

回のドローイング目標の設定をする．6) システムは，
ドローイングプロセスを元に学習者のマッチングを

行う．7) 学習者は相互評価を行う． 
この学習の流れをブレンド型学習で取り入れる場

合，2週間を目安に一連のサイクルを回す． 
 

2.2 課題設定 
課題として，モチーフを机の上に構成し，A3サイ

ズの用紙に 20分間でドローイングをする．モチーフ
には，紙箱, 紙袋とする．選択理由はドローイング学
習に適した基礎的な形状をしており，初心者にとっ

て描きやすいこと，入手しやすいからである．モチ

ーフの描画順序は，紙箱が紙袋に比べ，規則正しい

形状をしているため，最初に紙箱を複数回描き，次

に紙袋を複数回描く．複数回描くのは，ストローク

数を意識づけさせやすくするためである．時間制限

は，時間内に描ききることの意識づけおよび，ドロ

ーイングプロセスを比較しやすくするために設定し

た．なお，20分間は，初心者にあまり負担をかけな
い時間であり，ある程度のボリューム感のある絵を

描くことのできる時間として設定した． 

3. ブレンド型学習での活用 
2012 年から日本外国語専門学校 海外芸術大学留
学科にて“デジタルドローイング”という授業科目

でドローイング学習に活用している．この学科は１

年間でアート＆デザイン留学に必要な美術と語学の

スキル習得を目指す．入学する学生の多くが美術入

門者であり，美術予備校や美術大学・専門学校で学

んだ学生は少ない．美術の基礎スキルの学習は前期

に実施するため，ドローイングスキルも短期間での

獲得が求められる．本学習支援環境をブレンド型学

習として授業に取り入れた．授業の実施時期と回数

は，毎年 4月から 3か月間，2週間毎に計 6回行い，
モチーフはそれぞれ 3回描いた．本ツール利用者数
は，2年間で学生 50名と指導者 3名が利用した．ド
ローイングプロセスデータは合計 297取得した． 
利用結果として，学生は自身および他学生のドロ

ーイングプロセスを再生して振り返ることで内省を

促し，ドローイングスキルの獲得が促進された．指

導者は学習者のドローイングの習得度合いをより細

かく把握することが可能になった． 
 

4. おわりに 
本稿では，本研究で提案しているドローイング学

習支援システムを用いたドローイング学習環境の提

案として学習の流れと課題設定を行った．そして，

専門学校におけるブレンド型学習の利用について報

告した．今後は，ドローイング学習支援の評価検証

を行い，ドローイングプロセスモデルを使った個人

学習支援機能の充実を図る． 
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ョンを制作し，協調的な学習を目指した作品への相互評価する実習に取り組んだ．実践の結果，受講生は

興味や関心よりも対策を知りたい題材を選択する傾向がわかった．また，題材ごとの重要な用語について
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1. はじめに 

Twitter や LINE などのソーシャルメディアの普及

によって，多様な情報を手軽に発信・共有できるよ

うになった一方で，安易な言動が原因でトラブルを

生じたり，社会問題に発展したりする場合もある．

大学では，学生を被害者だけでなく加害者にしない

ため，一般情報教育科目で情報倫理教育を実施して

いるが，演習中心の授業で情報倫理教育のために授

業時間が十分あるとはいい難いのが現状である． 
これまでに，一般情報教育科目への効率的な情報

倫理教育な導入を目指し，情報倫理を題材としたプ

レゼンテーション制作とその相互評価の実践を行っ

てきた(1)．本稿では，協調的な学習を目指して相互

評価を発展させ，実践前後の調査から情報倫理教育

として効果を調べた授業実践について報告する． 
 

2. 実践した一般情報教育科目 
実践した授業科目は，H 大学と同短期大学部で共

通で開講された 1 年次の一般情報教育科目である．

半期の必修科目で，授業目標は学生生活に必要とな

る情報リテラシーの修得である． 
全 15 回の授業は，ガイダンスや各種設定が終わる

3 回目以降を，複数回の授業で 1 つのテーマを扱う

「ユニット」として構成した．ユニットは，インタ

ーネットの活用，文書作成，データ処理，プレゼン

テーションの順で，本実践は最後の 4 回分の授業で

構成される「総合的な演習」で実施した． 
本実践は，筆者が 2013 年度に授業担当者となった

クラスを対象とした．大学 3 学科で各 1 クラスと短

期大学部 1 学科 1 クラスの計 4 クラスで，受講生は

全体で 157 名となった． 
 

3. プレゼンテーション制作の実践 
3.1 テーマの選択と作品の制作 

プレゼンテーションの実習で，受講生一人ひとり

が作成したプレゼンテーションを全員の前で発表す

るのは時間の都合上難しい．そこで，プレゼンテー

ションに自動的に再生する設定をすることで，テレ

ビ CM のような映像として誰もが自由に視聴できる

ようにして発表する機会を設けることとした． 
4 回分の授業のうち最初の 2 回は，授業担当者が

提示した情報倫理における 9 つのテーマから 1 つを

選択して，テーマに関連するトラブルに巻き込まれ

たり引き起こしたりする事例を解説して，情報倫理

を啓発するプレゼンテーションを制作した． 
テーマは自由に選択できるが，特定のテーマに希

望者が集中しないよう，選択可能な人数をクラス人

数の 2 割までを上限に設定した．上限の設定と選択

状況のリアルタイムな共有のため， Moodle の投票

機能を活用してクラスごとに選択させた． 
全体の構成は，事例を起承転結のストーリーとし

て 4 枚程度のスライドで説明し，最後のスライドで

事例と関連する注意点や対処方法を解説してまとめ

させた．さらに，アニメーションを設定した上で，1
分前後でプレゼンテーションを自動的に再生するよ

う設定させた．図 1 は受講生が実際に制作したプレ

ゼンテーションである． 
 

 
図 1 受講生の作品（テーマ：著作権の侵害） 
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3.2 相互評価の実施 
3 回目の授業では作品の相互評価を，クラス単位

で Moodle のフォーラム機能を利用して行った．事

例の紹介や作品のアピールポイントをまとめた文章

に作品のファイルを添付して，記事としてフォーラ

ムに投稿させ，クラス全体で共有した． 
デザインの統一，レイアウトの見易さ，アニメー

ション効果の適切さ，テーマに沿ったストーリー，

解説のわかりやすさ，全体的な役立ち度の 6 つの評

価項目を 5 段階（1 点～5 点）での評価する紙の評価

シートを配布した．自分の作品への評価に加えて，

協調的な学習を意識して，異なる 8 つのテーマの作

品を評価させて，評価シートに記入させた．その後，

その評価結果の合計点（30 点満点）を作品が添付さ

れたフォーラム上の記事に反映させた． 
紙の評価シートに記入された詳細な評価結果は，

Moodle のフィードバック機能を活用して収集した

上で，授業担当者が手作業で受講者ごとに自己評価

と他者からの評価の平均をまとめたシートを作成し，

印刷して 4 回目の授業で配布した． 
 

4. 実践結果 
4.1 テーマの選択結果 
受講生全体のテーマごとの選択率を表 1 にまとめ

た．選択した主な理由はテーマによって異なり，「迷

惑メール」は自分や知人が経験したから，「個人情報

の漏えい」「著作権の侵害」「ネット詐欺」「情報の信

ぴょう性」は注意点や対処方法を知りたいからと，

作りやすさや興味・関心よりも，ネット上で身を守

るのに役立つ情報として選択したことがわかった． 
 

表 1 テーマごとの選択結果（n=141） 
テーマ 選択率 

個人情報の漏えい 6.4 % 
嫌がらせ・誹謗・中傷 12.8 % 
迷惑メール 16.3 % 
売買のトラブル 17.7 % 
コンピュータウイルス 9.2 % 
不正アクセス 2.1 % 
著作権の侵害 16.3 % 
ネット詐欺 10.6 % 
情報の信ぴょう性 8.5 % 
 
なお，2 クラス（54 人）にだけ，高校までに学校

で教わったテーマを尋ねたところ，「情報の信ぴょう

性」を除いた 8 つのテーマについて半数以上が学習

したことがあるという結果が得られた． 
4.2 相互評価の結果 
お互いに評価が成立した受講生は．提出が遅れた

り授業を欠席したりした者がいたため．受講生全体

の約 68%に留まり．1 つの作品あたりの評価者数 9.8
人となった． 
自己評価と他者からの評価を比較すると，自己評

価の全体平均は 21.0（SD=3.4），他者からの評価の

全体平均は 24.7（2.1）となり，他者からの評価のほ

うが高いという，今までの実践(1)と同様の傾向とな

った．また分布（図 2）をみても他者からの評価は

高い点に集中しており．8 割以上の受講生が他者か

らの評価のほうが自己評価よりも高いことから．「お

互い様効果」が生じたことが示唆される． 
 

 
図 2 自己評価と他者評価の分布 

 
4.3 実践の学習効果 
最後の 4 回目の授業で，情報倫理の学習に役立っ

た実践での活動について複数回答を可として尋ねた

結果，プレゼンテーションの制作は 75%，自己評価

は 15%，他者への評価は 36%が役立ったと回答して

おり，相互評価もある程度は意味のある活動と見な

されたことがわかった． 
また，9 つのテーマに関連する用語を 3 つずつ，

計27の用語についてどの程度説明できるかを4段階

（1～4）で自己評価する調査を，2 クラスに限定し

て実践の前後で実施した．自己評価の結果を点数と

して扱い合計すると，実践前は平均 50.0（SD=13.9）
に対して実践後の平均は 66.1（SD=13.3）と向上し

た．自己評価であることと，作品制作や相互評価で

用語を見ただけかもしれないが，作品制作だけでな

く相互評価も情報倫理に対する知識や理解を高めら

れることが伺える． 
 

5. まとめ 
情報倫理に対して理解をより深められるように，

今年度の実践では，すべてのテーマを対象とした相

互評価，評価へのルーブリックの導入，事前事後調

査の改善を検討している．これらの成果は大会発表

にて報告する予定である． 
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視覚障害者の電子黒板と電子教科書の活用

Research on usage method of “Media board and Digital books” for Visually 
impaired students 

村上 佳久
Yoshihisa MURAKAMI 

筑波技術大学 障害者高等教育研究支援センター
Tsukuba University of Technology 
Email: pata_2000@yahoo.co.jp 

あらまし：視覚障害者向けの電子黒板や電子教科書を利用した新しい教育実践を行った。視覚障害教育特

有の多種類の教材を連動させる技術を開発したが、実践面では多くの課題を残した。また、タブレット端

末などが利用出来ない学生向けに黒白反転印刷を開発した。

キーワード：視覚障害，電子黒板，電子教科書，デジタル・ディバイド

1. はじめに
近年、小・中・高等学校などの学校現場に 50 イ

ンチ以上の大型ディスプレイを利用した電子黒板が

導入され、全国の学校に広がりを見せている。視覚

障害者を対象とする盲学校などにも多くの電子黒板

が導入されるようになった。

一方で、携帯型のタブレット端末と共に電子教科

書も多くの学校現場で普及するようになって来てお

り、盲学校などでも実証研究が進められている。

しかし、この電子黒板や電子教科書は、視覚障害

者が利用するためには注意が必要である。一般的に

黒板は、書いたものを見るための道具であるが、視

覚障害者の中でも全盲や準盲は、黒板の文字を読む

ことは極めて困難である。黒板が利用出来るのは弱

視であるが、その弱視でも見え方は様々で、教科書

でも全盲と弱視で利用する教科書の種類も異なり、

点字や文字拡大本や音声教科書などが利用されるた

め、一斉授業などには多くの困難が生じる。

ここでは、視覚障害者のための電子黒板や電子教

科書を利用について、実験的に実践授業などを通じ

て検証したので報告する

2. 視覚障害学生の利用する教科書
一般の晴眼者と異なり、視覚障害学生が利用する

教科書は次の通りである。

(1) 普通文字(10p) 
(2) 拡大文字(12p,14p,18p,24p,36p) 
(3) 点字

(4) DAISY（録音図書）

一般の文字の大きさが 10p（ポイント）とすると、

弱視向けに大きさの様々な拡大文字が必要で、全盲

向けに点字と、点字が読めない全盲や強度弱視向け

に DAISY と呼ばれる CD の録音図書が利用される。

また弱視学生の中には、拡大読書器を併用して、

非常に大きな文字サイズで利用する場合もある。

さらに、全盲や強度弱視向けには、図や絵の代わ

りに、触ってわかる図（触図）を用意する必要があ

り、教材を用意する負担は相当大きなものとなる。

3. 視覚障害学生の利用する電子教科書
これらの視覚障害学生向け教科書を電子化すると、

(1) 普通文字

(2) 点字

(3) 音声

の３種類となるが、これを別々に用意するのは非

常な労力を伴う。(1)

本来の教科書は、正確無比でなければならないが、

即応性を考えると、口頭での説明も含めて訂正可能

であるので、普通文字の電子教科書を作製し、点字

は普通文字から点訳（漢字仮名交じり文を点字に変

換）ソフトウェアで、リアルタイムに変換する。但

し、変換ミスや日本語特有の同音異義語が多いため、

98％程度の正確さとなる。

また、音声もテキスト文から音声に変換する、

TTS(Text to Speech)ソフトウェアによってリアルタ

イムに変換される。こちらも点訳ソフトウェア同様

の 98％程度の正確さとなる。

即応性を考慮し、１つの教材で３種類の電子教科

書を利用可能となる。

4. 電子黒板
視覚障害学生の場合、全盲や強度弱視は黒板を見

ることは極めて困難である。軽度弱視などは黒板を

参照することは可能であるが、見えにくいことも多

いため、単眼鏡などを利用して、自身が見えやすい

大きさに拡大して黒板を見る。

教員がチョークなどを利用して手書きする黒板は、

視覚障害学生にとっては見えづらいことが多く、き

ちんとした楷書体で書く必要がある。しかし、電子

黒板を利用すると文字ははっきりしており、手書き

文字よりも見えやすいことは、学生の感想からも判

明している。

そこで、電子黒板と連動するタブレット端末と共

に利用すると、自分自身の視覚障害に合致した文字

の大きさで黒板を参照することが可能なため、弱視

にとっては授業における黒板閲覧が飛躍的に向上す

る。したがって、盲学校や視力障害センターなどの
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教育機関などでも電子黒板とタブレット端末との組

み合わせは不可欠だと思われた。

図 1 70 型電子黒板

5. 電子教科書と電子黒板の連携
電子黒板と電子教科書を連携させて、視覚障害学

生向けに授業を試行した。

授業では、大型電子黒板に電子教科書の内容に準

拠した PowerPoint の画面を提示し、その内容をタブ

レット型端末に無線 LAN で送り、弱視向け対応と

する。文字サイズは、タブレット端末の画面拡大機

能に委ねる事とする。

一方、点字や音声は前述の様に点訳や TTS ソフト

ウェアでリアルタイムに点字に変換し、Bluetooth や

無線 LAN で、点字ディスプレイや携帯電話、スマ

ートフォンに送信する。このシステム開発によって、

３つの電子教科書が、ほぼリアルタイムで利用する

ことが可能となった。(2) 

図 2 Android 端末

6. 問題点
この試行では、学生からは不評が多かった。特に

全盲の学生からは、全員がリアルタイムの電子教科

書は不要との意見であった。理由は、全盲が点字を

読む速度が各自で異なり、多くの学生が教員の声と

資料として配付される点字の方を参照するためであ

り、「教員の声が聞こえる限り、リアルタイムの点字

の必要は感じない」との意見であった。

また、点字を読めない全盲や強度弱視の学生は音

声を利用するが、「教員が話す内容と同じ物を音声デ

ータで配信する必要はない」と、これまた否定的で

あった。

唯一、黒板を利用していた弱視学生からは、手元

で黒板を参照出来るため非常に好評であったが、弱

視の数名の学生からタブレット端末を長時間利用す

ると目がまぶしいと言った羞明が起こることが指摘

され、透過光を利用するタブレット端末が利用に適

さない弱視の存在が浮き彫りにされた。タブレット

端末の様な透過光のメディアよりも反射光のメディ

ア（印刷物）が必要なデジタル・ディバイド学生の

存在である。このような反射光メディアを利用する

学生の多くが、黒白反転を求めていた。(3)

そこで、協力会社と共に白色トナーを開発し、黒

色用紙に白色トナーで印刷することにより、黒白反

転印刷を実現し、デジタル・ディバイドに対応した。

図 3 黒白反転印刷と通常の印刷

7. おわりに
本研究は、視覚障害学生の電子黒板と電子教科書

の利用に関する研究であった。しかし現実に両者の

連携や様々な種類の教科書を電子化して授業で展開

したが、弱視学生の多くには利便性が向上したが、

全盲や強度弱視の学生には利便性が少ないものであ

った。学生個々の障害の程度の個体差が大きく、一

斉対応では対応出来ない事が露呈し、視覚障害学生

に対する教育実践の難しさを露呈した。

しかし、この過程で開発したデジタル・ディバイ

ド向けの白色文字印刷は、反射光でした対応出来な

い視覚障害学生にとっては非常に効果的で有意義な

物となった。

8. 謝辞
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養護教諭養成課程の学生を対象とした保健管理実習における 
映像フィードバックシステムの活用の効果 

Practice of Learner-Centered Classes using Video Feedback System 

 for the Students in a School-Nurse Training Course 
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あらまし：映像フィードバックシステムは，「映像で自分の実技を振り返る」，「授業とリアルタイムで

教員と受講者からの評価が得られる」などの機能を有している．鎌倉女子大学では，養護教諭養成課程

の学生を対象とした実習授業の中でこの映像フィードバックシステムを利用している．本稿では，本シ

ステムを活用した授業の実践から得られた教育効果について，学生の自己評価と教員の評価，学生の相

互評価，アンケート結果から報告する. 

キーワード：養護教諭養成，映像フィードバック，振り返り学習，可視化 
 

1. はじめに 
近年，大学教育においては，新しい社会を創出で

きる人材の養成が求められ，それに応える形で大学

の教育改革が進展する中，認知的，倫理的，社会的

能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力の育成

を目的とした多くの研究や実践が行われている．学

修者の能動的な学修への参加を取り入れたアクティ

ブラーニングは，授業形態において「学生参加型授

業」「協調学習・共同学習」「PBL(Problem-Based 
Learning」など，研究の視点や授業の目的によって
様々に呼ばれている． 
その中で，映像を活用した学生参加型授業の実践

および教育効果の検証に係る研究(1),(2)の一環として，

鎌倉女子大学では，映像フィードバックシステムを

利用し，学生の参加意識，学習意欲向上に繋がる効

果的な教授法の検討を継続的に実施している(3)． 
本稿では，今年度の授業実践の内容，得られた効

果について報告する． 
 

2. 本演習の目的 
「養護活動実習」は，養護活動で必要な知識・技

術を習得することを教育目標としている．その中で，

身体測定器具の操作は全員が器具の扱いに慣れ，保

健指導までを含めた実践的な技術を身につけるため

に時間がかかる．この点で，実技演習が重要であり，

自分の映像を見ることを取り入れることが適してい

ると考えられる．映像フィードバックシステムを取

り入れた実技指導は，昨年度から授業に取り入れて

いる．今回は，事前指導として昨年度の映像を予習

に取り入れることの効果の検証，学生の主体的・能

動的な学びを引き出す教授法の検討を目的とし授業

を行った． 

3. 実践内容 
3.1 映像フィードバックシステムの概要と利用 
昨年度と同様，PF-NOTE（株式会社内田洋行・株式

会社フォトロン）を用いた．ビデオカメラによる録

画と同時に，評価者の手元のクリッカーからの信号

をレシーバーで受け記録し，映像と評価者からの内

容をＰＣ画面で再生することができる．授業では，

学生が身長計測の実技を行う様子を前方 1.5m から

撮影した．実技を見ている学生は，「良い」または「気

になる」と思った瞬間にクリッカーのボタンを押し

評価を行った．実施対象は養護教諭養成課程の 2年

生で Aクラス 21名，Bクラス 22名の合計 43名であ

る．50音順で２クラスに分割して授業を行っている．  

 
3.2 演習の目標と教示内容 
身長計測の目標および学生への教示は次の内容で

行っている． 
目標：技術水準に則して正確に測定できる 

教示：目標を達する上で，次の 5点に留意する． 

(1)両かかとをよくつける 

(2)両かかと・臀部・背の一部が触れた状態 

(3)身体の正中線と尺柱が重なる 

(4)両上肢は体側に垂れさせる 

(5)頭部を正位（眼耳水平位）に保つ 

 

3.3 授業展開 
毎回授業は 2 時限続きで行われている．A クラス

のみ事前学習として，先の授業において，昨年度の

同じ演習のフィードバック映像を視聴させた．教科

書を用いての身長計測技術と計測にあたっての留意

点に関する説明は，2 クラスとも同じ内容・方法で

行った．2回の授業の流れは，図 1のとおりである． 
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図１ 授業の流れ 

 

4. 実施結果と考察 
4.1 実技評価とアンケート 
実技終了後，自己評価および，映像での振り返り

学習への気づきや感想について，択一式と自由記述

式のアンケートを実施した．アンケート内容は以下

のとおりである．（１）のみ☑形式 5点満点自己評価
とし，(2)～(5)は自由記述式で行った． 
(1)身長計測実技自己評価（５項目） 

(2)映像を見た後の気づき 

(3)他者を評価することについて気づきと感想 

(4)自分への評価を見たことについて気づきと感想 

(5)事前に画像を見て参考になった点 

4.2 結果と考察 
自己評価，教員評価およびアンケートから得られ

た結果と考察について，主なものを以下に述べる． 
(1)自己評価（５項目）について 

y1（学生の自己評価），y2（教員の評価），（図２）
y3（学生と教員の一致度）（図３）とし，平均の差の
検定を行ったところ，y1と y2について 5%の有意水
準で 2つのクラスに有意な差は認められなかった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 学生の自己評価と教員の評価の分布 

 
一方，評価点数の分布において，事前に映像を視

聴していた Aクラスの方が，視聴していなかった B
クラスと比較して教員評価が高く，自己評価は低い

傾向が見られた．また，一致度について平均の差の

検定を行ったところ，10%の有意水準で Aクラスと B

クラスでは有意な差が見られた．この結果から，事

前学習で映像を見ることにより，学習のポイントと

評価のポイントの把握ができていたことと，実技に

おいてその知識が反映され，計測技術習得に効果的

であったと考えられる． 
  
 
 
 
 
 
 
 

図３ 学生の自己評価と教員評価の一致度 

 

(2)映像を見た後の気づきについて 

映像を見た後の気づきについて，自由記述式の回

答をまとめると，表１の結果となった．この回答内

容とクラスについて独立性の検定を行ったところ，

5%の有意水準で独立でないことがわかった．このこ
とから，実技の自己評価、気づきの観点や気づき内

容にクラス差があったと考えられる． 
表１ 映像視聴後の気づき 

回答内容 A クラス Bクラス 

概要的な気づき 10 5 

具体的な技術に関する気づき 1 5 

指示に関する気づき 7 7 

確認についての気づき 0 7 

説明についての気づき 0 3 

指導上の気づき 4 6 

 

 
5. おわりに 
養護教諭養成課程の学生を対象とした映像フィー

ドバックシステムを利用した「養護活動実習」の実

践内容と結果について報告した． 
本システムの効果的な活用について 2年間の実践
内容を検証し，学生の授業参加意識，意欲向上に効

果的な教授法の検討に反映させていく予定である． 
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(3) 年森敦子，西牧眞里：”映像フィードバックシステム
を活用した学生参加型授業の実践および教育効果の

検証 ”，鎌倉女子大学学術研究所所報 , Vol.13, 
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農業における担い手育成のための ICTシステム化を目指したコンテンツ制作 
 
Production of Contents for ICT Systematization to Educate the Practitioners of 

Agriculture 
 

鈴木 直美*1, 池本  有里*1, 山本  耕司*1 
Suzuki Naomi *1, Ikemoto Yuri*1, Yamamoto Kohji*1 

*1
四国大学 

*1 Sikoku University 
Email: isoda@keiei.shikoku-u.ac.jp 

 
あらまし：徳島県内では，人参，ブロッコリーなど年間を通して多くの野菜が全国に出荷されている．こ

れら野菜の育成手法は非常に貴重な財産であり，就労を目指す若年者に地域のコアな情報を効率的に伝達

することにより，就農への導入がスムーズになると考えられる．また，近年，食の安全や環境保存などを

背景にして，農業における GAPの導入が急務となっている．そこで，本稿では，教育支援システム化を目

指す上で，育成手法に関する映像を作成し，これらに GAPに関する情報を付加した知識伝達のためのコン

テンツ制作を行ったので報告する． 

キーワード：GAP，教育，若年者育成，映像コンテンツ 
 
 
1. はじめに 
近年，農業生産工程管理（GAP）導入による農産

物の安全確保が大きな政策課題であり，GAPにおけ
る記帳負担を軽減する等のシステムが開発されてい

る．ここで，農業生産工程管理（GAP：Good 
Agricultural Practice）とは，「農業生産活動を行う上
で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検

項目に沿って，農業生産活動の各工程の正確な実施，

記録，点検及び評価を行うことによる持続的な改善

活動のこと」である．（１） 

しかし，GAPシステムの運用管理などのコスト負
担，認知不足，生産者の高齢化等により，徳島県西

部などの中山間地域の小規模生産地や担い手を育成

する教育機関では整備が遅れているのが現状である．

そこで筆者らは，現場ニーズに応じた GAP導入を支
援するため，ICT 企業や地元農業高校等教育機関と
ともに，GPLで無償配布できる OSS版システムの開
発を行っている． 
本システムにおいては，農業高校等教育機関，未

農業熟練者や高齢農業就業者等への利用普及を図る

ため，GAP 教育支援機能に実装すべき熟練農業者
「匠」のノウハウや栽培履歴等をデータベース化・

映像コンテンツ化し，利用できるようにする．本稿

では，農業高校等教育における，GAPを意識した熟
練した農業技術伝達のための映像コンテンツ化につ

いて報告する． 
 

2. GAPシステムの必要性 
農業生産には，食の安全や環境保存など，様々な

取り組みが求められている．同時に農業経営におい

ては，生産者の高齢化，小規模生産地がある一方，

生産する農産物の多品目化，生産規模の拡大，従業

員数の増加など経営者が管理すべき点はますます複

雑化している．そこで，今後の農業経営には，生産

工程を適切に管理し，経営改善を図ることが重要な

課題となっている． 
農業生産活動における各工程の正確な実施，記録，

点検及び評価を基にした GAPの導入によって，事務
管理労働に要する負担は相当のものになる．しかし，

GAPによって記録された情報は，グローバル化する
農業経営において起こり得る多くの課題に対処する

有効な解決策にもなる． 
平成 24年度に農林水産省が実施した「農業生産工

程管理（GAP）及び環境に配慮した農産物に関する
意識・意向調査」（平成 24年 12月 20日公表）結果
では，農業者モニターの 52.4%が GAPに取り込んで
いなかった．GAPに取り組んでいない理由（複数回
答（2つまで））(農業者）を下記に示す． 

 
図１．GAPに取り組んでいない理由 
（複数回答（2つまで））(農業者）（2） 

 
農業生産の方法は，栽培する作物や気象，立地条

件などの条件によって異なることから，GAPはそれ
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らの条件を考慮して取り組むことが基本とされてい

る．図 1の GAPに取り組んでいない理由について，
第 1 は PR，あるいは第 2，第 4 の理由と相まって
TPP との関連の中で，今後は海外へ農産物輸出等に
おいて，必然的に解決されると考えられる．しかし

ながら，第 3の理由は対策が必要であり，地域の情
報に精通した指導者および指導方法の確立，またコ

ストや作業負担を軽減するためのシステム作りが重

要である． 
 

3. 映像コンテンツ化の利点 
平成 25年度実施の高等学校学習指導要領（農業）

に GAP教育が盛り込まれるなど，若い世代からの教
育が重要となっているが，GAP指導の歴史はまだ浅
く，GAPの普及は急務である． 
また，次世代農業を確立するための農業人材の育

成には，多角的な取組が必要となる．育成する人材

としては，農業経営者および農業技術者・作業者が

想定できる．農業経営者は，経営戦略や経営計画を

担当し，農業技術者・作業者は，経営の戦略と計画

に沿った農作業の実施を担当する． 
農業における人材育成は，熟練した農業技術者・

作業者の作業技術を，非熟練者に継承・支援し，そ

の成長を促すことといえる．人材育成のためには，

熟練した農業技術者・作業者が実施している農作業

工程を，具体的に伝達する必要がある． 
これらの農作業の行程を伝達する方法は，農作業

の時期と内容の詳細な情報を記録し，伝達すること

であるが，手作業による記録では労力がかかり，省

力化にも限界がある．しかし，ICT 情報通信技術の
活用によって，比較的簡易に記録する技術が開発さ

れている．そこで，より高度な水準の農業技術を，

具体的な営農情報や ICTを活用して伝達し，熟練の
農業技術者を育成することができれば，営農の将来

に明るい光を期待できるようになると考えられる． 
本研究では，GAP導入を視野に入れた農作業情報

を撮影し，ノウハウやコツを解説した映像データ化

することで，熟練した作業工程を具体的に伝えるこ

とができるシステムを作成する．さらに，農作業熟

練者の作業技術は，気象条件，作業条件，土壌・前

作などの圃場条件，生育・品種の特性など栽培条件，

周辺環境などの立地条件など多様な状況に応じて使

い分けることが多い．地域に密着した農業に関する

情報や作業技術を映像データにおり込み，視覚的に

提示することによって，より効率的で分かりやすい

情報伝達をすることを目指す． 
 

4. 農作業映像コンテンツの制作 
本研究では，徳島県で注力している作物のひとつ

ある「ブロッコリー」に着目し，生産プロセスの各

段階（育苗，圃場準備，定植，管理，出荷調整など）

におけるフィールドワーク・映像撮影，現地インタ

ビュー調査を実施し，映像制作を行った．図 2に収
穫作業撮影の様子を，図 3に育苗撮影映像の一部を 

 
図 2 収穫作業の撮影の様子 

 

 
 

 
図 3 育苗撮影映像の一部 

 
 

示す．作業手順や技術伝達の情報に，GAP導入の知
識を加えた映像コンテンツとしての構成を行った． 

 
5. まとめ 
農業は食糧供給の役割に加え，国土の保全や自然

環境の保全，良好な景観形成など様々な役割を持っ

ている．しかし，農業就業人口は減少傾向に歯止め

がかからず，高齢化が進展し，担い手が不足してい

る．食の安全，環境保全のために求められる GAP
が，これらの就農者の負担となるべきではない．GAP
を省力的に導入するシステムや，熟練農家の技術を

映像としてコンテンツ化することによって，新規就

農に寄与し，今度の付加価値農業の展開に貢献でき

るのではないかと考える． 
 
 

引用・参考文献 
(1) 農林水産省「農業生産工程管理（GAP）とは」， 

http://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/gap/g_summary
（最終アクセス日 2014年 6月 23日） 

(2) 農林水産省，「農業生産工程管理（GAP）及び環境に
配慮した農産物に関する意識・意向調査」平成 24年
12 月 20 日発表，http://www.maff.go.jp/j/finding/mind/
（最終アクセス日 2014年 6月 23日） 
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スマートフォンでの吟詠による俳句入力の構築  
The Construction of Inputting Haiku with Voice in Smartphones 
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あらまし：我々は，携帯情報端末で俳句アプリケーションをいくつか開発し，学生に愛される俳句アプリ

ケーションの実用化を目指してきた．俳句の入力方法は，携帯端末では，従来指入力が普通であったが，

今回はスマートフォンの音声認識の性能の向上により，吟詠による入力でも十分実用に耐えうるようにな

ってきた．そこで，今回は，音声認識の入力機能を俳句アプリケーションに組み込みその実用性に関して

実験を行ったのでここに報告する． 
キーワード：Smartphone 音声認識 俳句 指入力 戸外 

 
 
 
1. はじめに 
我々は,数年前から現在までAndroid OS携帯情報

端末で，俳句アプリケーションを開発してきた．(1)

最初は，フィーチャフォンで開発し，現在では，

スマートフォンの Android OS ver.2.0から始まり，
ver.4.02 まで開発している．この経過としては，
ver.2.0の場合，ハードウェアに依存する GDPや実
空間透視カメラであるセカイカメラなども制御す

る必要があったため，開発を対象にしたスマート

フォンに依存する必要があった．その後，ver.4.02
とバージョンが上がり，Android OS のバージョン
に依存しない，俳句アプリケーションを開発した．

ここでは，その機器に音声認識機能を組み込み，

音声入力を使用しで吟詠をしてもらい，今までの

指入力との差異を認識してもらった． 
 
２. 携帯電話の音声認識技術の動向 
携帯情報端末の音声入力のツールとしては，

iPhone OSでの「Siri」，Android OSでの「しゃべ
ってコンシェル」や「Google音声入力」などがあ
る．これらの音声認識技術を活用した音声入力の

ユーザインターフェイスが，数年前から汎用化し

てきている．これは，ビックデータの処理を高速

化する技術や声による感情やストレスを把握する

応用技術の研究にも及んでいる．米国では，1990
年代から音声認識技術を活用したツールが普及し

ていたが，Appleの iPhoneに搭載された Siriが有
名である．話しかけるだけで，スケジュールの入

力やメッセージ送信，Web検索など容易に可能と
なる．また，Andorid OSでは，Google 音声入力は，
携帯に話しかけると Google 検索を行ってくれる．
使用するのは，タップと音声だけで，従来のキー

ボード入力は必要としない．しゃべってコンシェ

ルも同様に，ユーザの要求として，「検索したいこ

と」や「やりたいこと」などをキャラクターに話

しかけると，最適な回答を画面に表示する．現在，

このようなツールは，かなり実用的に耐えうるレ

ベルとなっており，今回俳句を詠む，つまり「吟

詠」し音声入力することを行い，従来の指入力と

比較してどのような相違点があるかを検証するこ

とを試みた． 
 
３．俳句アプリケーションの音声入力の機能 
 俳句アプリケーションの構成画面を図 1に示す． 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
図 1に示すように，前回の開発画面の数を少なく

し，「検索機能」「俳句投稿機能」「目的地検索機能」

図１ 俳句アプリケーションの各機能の画面 
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の３機能に集約した(2)．各機能の概略は下記のと

おりである． 

①語句検索機能：Webブラウザを使用した語句検

索機能であり，俳句活動支援アプリケーションの

配下でスマートフォン標準の Web ブラウザを連

携させる方式を取っている． 

②俳句投稿機能：「投稿」ボタンを押すことで起動

され，5，7，5に対応（3行）するように文字入力

が可能となっていたが，音声入力に対応して一行

で対応するようにしている．下記に今回の使用し

た Googleの音声認識機能である Android標準 API

（ Android SDK1.5 以 降 ） で 利 用 可 能 な

android.speech の RecognizerIntent クラスを使用し

た．その音声入力フローの主要部分を図 2に示す． 

③目的地検索機能：GPS データと Google Map を

用いて，現在地の地図を表示する機能である．ま

た，目的地に指定した場所(GPS 座標)に対して，

画面上の矢印で目的地を示す． 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．アプリケーションの実験と結果 
 ここでは，以前に開発した Android OS ver.4.02

を搭載したスマートフォンに音声入力機能を組み

込み，テキスト入力での選択も可能とした．今回

特に，音声入力の操作性を中心に実験を行い評価

と課題点を探し出した．使用機材は，アプリケー

ション開発を行ったスマートフォン（AQUOS PHONE）

を使用した．本実験は，被実験者 12名（院生：1

名，ゼミ学部生 11名）で実施した．図 3に，実験

のアンケート結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
５．終わりに 

今回，スマートフォンに音声入力機能を組み込

み，テキスト入力評価を踏まえてアンケートを取

った．その結果実用には耐え得るが下記の点の要

望が主としてあがった． 
・5-7-5 で区切ることができないので，17 文字を

連続して読む必要があり少し創作し難い． 

・俳句特有の用語は通常音声検索 DB で最初に表

示される確率は低く，大方修正する必要があった． 

・また，高確率で入力結果が期待通りでないので，

手入力で修正が必要になる． 

・声を出して風情を出すこともできるが，大勢い

る観光地で声を出すには抵抗がある． 

上記の問題が主としてあげられたが，よりよい

音声入力システムの構築を目指して俳句アプリケ

ーションの改良に努めたい． 
 
研究課題の「携帯情報端末の活用による俳句・

連句創作活動支援システムの構築とその授業への

応用」（課題番号：23501180）の中の研究として行
った. 

 
参考文献 

(1) 高田伸彦, 鈴木雅実,柳澤良一,浅見健司:Android  

OS 上での俳句アプリケーションの開発,教育システム情

報学会研究報告,vol.26,no5,pp113-118（2012） 

   (2)高田伸彦,鈴木雅実,柳澤良一他：携帯俳句のアプリケー

ションの開発と文科系学生による評価  信学技報 

Vol.113 No.482, pp243-248 (2014) 

図２ 音声入力とテキスト入力による動作フロー 

図3 俳句アプリケーションの各機能の画面 
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タブレット端末と LMSを用いた授業の試行 
－大学の情報教育における利用法を求めて－ 

 
A Pilot Study on the Use of Tablets and LMS for Information Literacy Courses 

in University Education 
 

岩﨑 日出夫*1 
Hideo IWASAKI*1 

*1
東海大学札幌教養教育センター 
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あらまし：大学教育，主に情報教育におけるタブレット端末の用い方を探ることを目的として，LMS 利
用に関する 2種類の授業を試行した．第 1の授業はタブレット端末から LMSを使用する PC不使用の（一
般の講義でも実践可能な）授業である．第 2 の授業は動画教材の閲覧にのみタブレット端末を使用し，
LMS利用など他の学習活動には PCを使用する授業（タブレット端末をセカンド PCとして利用する授業）
である．  
キーワード：タブレット端末，LMS，ICT活用教育，情報教育，大学教育 

 
 
1. はじめに 
タブレット端末（あるいはその後継端末）によっ

て，教材の電子化，一人一台などが，最終的には一

般化すると考えられる．今はその過渡期であり，適

材適所の教育活用法を見出すこと，教育上，運用上，

技術上の問題点を明確化することなどが課題である．

我国のタブレット端末の教育利用の研究は，大学教

育より小・中学校教育が先行している感がある．本

研究では，大学教育，主に情報教育におけるタブレ

ット端末の用い方を探ることを目的とし，その予備

的試みとして，情報リテラシー科目において，iPad
と Moodle を用いた授業を行い，受講学生へのアン
ケートを行った．本報告はその授業の概略とアンケ

ート結果の一部を報告するものである． 
 

2. 授業の概略 
iPad のみを使用し，PC を使用しない授業と iPad

と PCの両方を使用する授業の 2種の授業を行った．
以下に，それぞれの授業の概略を述べる． 
2.1 第１の授業（iPad使用，PC不使用）(1) 
	 第 1 の授業は，PC の代わりに iPad を用いると，
どのような問題が生じるのか，あるいはどのような

利点が生じるのかを検討するための予備的試みであ

る．受講者に iPadを使って Moodleの多選択肢問題
と記述問題の小テストを行わせた．タブレット端末

として 7台の iPad2と 16台の iPad mini（初代）（両
者ともすべて WiFi モデル）を用意し，毎回の出席
者が 23 人以下の 4 クラス（理系 3，文系 1 クラス，
計 60人）において，学生一人ひとりに配布（一時的
に貸与）して授業を行った．Moodle稼働用コンピュ
ータとしてノートパソコン（Macbook Pro Mid 2012，
MacOS 10.8.4）を用い，MoodleはVer. 2.4（MAMP2.0.5）
を用いた．50 台まで端末の接続が可能な無線 LAN
ルータを用い，教室内 LANを構築した．4クラスと

も同一の授業（情報リテラシー）であり，試行実施

日の授業はまずパワーポイントによる講義を行い，

その後講義内容に関する小テストを Moodle の多選
択肢問題と作文問題によって行うものであった．

Moodleへのアクセスには iPad標準搭載のWebブラ
ウザ Safari を使わせた．学生は普段の授業ではパソ
コンを用いて Moodleを利用しており，Moodleの利
用そのものには慣れていた．この試行は 2013年度春
学期に PC室にて 1回実施された． 

 
2.2 第２の授業（iPadと PCの両方を使用） 
第 2の授業は， iPadをセカンド PCとして利活用

する方法を検討するための予備的試みである．2013
年度秋学期に，第１の授業とは別の情報リテラシー

科目において実施された．アンケート調査の対象と

なった期間の授業内容は Microsoft Excel による各
種グラフの作成実習である．グラフ作成法の動画を

予め iPadの「ビデオ」アプリに組み込み，その iPad
を配布（一時的に貸与）して授業を行った．動画の

閲覧以外の活動（Moodleの利用等）はすべて PCで
行わせた．この授業では，iPad2：10 台，iPad3：1
台，iPad4：1台，iPad mini（初代）：20台の計 32台
が用意され，毎回の出席者が 32人以下の 4クラス（理
系 3，文系 1クラス，計 68人）に対して学期末まで
実施された．ただし，アンケート調査は 2度の試行
授業実施後に行った． 
 
3. アンケートの結果 
質問 1〜5は授業 1，質問 6,7は授業 2の回答であ

る． 
 
質問 1	 iPad などのタブレット端末を所有していま
すか？（N=60） 
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質問 2	 iPhone などのスマートフォンを所有してい
ますか？（N=60） 

 
質問 3	 iPad の操作方法について詳しい説明が必要
でしたか？（N=60） 

 
質問 4	 moodleの記述式問題における文字入力のし
易さについて，iPadの場合とパソコンの場合を比較
してください．（N=60） 

 

質問 5	 moodleの多選択肢問題（小テスト）の選択
肢の選び易さについて，iPadの場合とパソコンの場
合と比較してください．（N=60） 

 
質問 6	 iPad の動画（課題の解法例）を用いること
で理解度が増したと思いますか？（N=68） 

 
質問 7	 iPad を用いることで学習意欲が増したと思
いますか？（N=68） 

 
4. まとめ 
現時点で学生のタブレット端末の使用体験は無い

か少ないので，短期的な授業利用では操作法の説明

が必要と思われる．作文問題ではパソコンより記述

しにくいが 8割で圧倒的であり，選択問題ではパソ
コンより選択しにくいが 4割で少なくはない．授業
内活動のほとんどを PC で行わせ，動画教材の閲覧
に iPadを使わせた．この使い方は高評価であった． 
 

参考文献 
(1) 岩﨑日出夫:“iPadとMoodleを用いた大学授業の試行”， 

東海大学高等教育研究， 第 11号， pp.30-45 （2014） 
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スマート端末を用いた反応時間測定機能つき 2択テストの開発
Development of Testing Application on Smart Devices

with Function of Measuring Response Times
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あらまし: 本研究では，小学生を対象とした，数の大小比較テストを行うスマート端末用のアプリケーショ
ンを開発している．このアプリケーションの目的は，整数，小数，分数の大小判断課題を通して，数表象の
発達過程を検証することであり，このため問題提示から解答操作までの反応時間を測定し記録する機能を備
えている．本稿では，本アプリケーションの特徴および処理の概要について説明するとともに，小学生を対
象に行った実証実験の概略を報告する。
キーワード: モバイル,タブレット, eテスティング

1 はじめに

本研究は，小学生を対象として数の大小を判断す
る課題をスマート端末上で行い，整数の数表象から小
数および分数の数表象への発達パスを明らかにする
ことを目的としている．研究背景として，分数の理解
がその後の数学成績に影響することが明らかになり，
分数学習の重要性が指摘されている．一方，分数知識
の発達過程については不明なことも多く，整数知識と
分数知識の間にどのような関連性があるのかを明ら
かにすることが課題の一つに挙げられている [1]．数
の概念の獲得状況を推定する一つの方法として，数
（例えば整数）を 2つ提示し，どちらが大きいかを選
択するまでに要した反応時間を測定するというもの
がある．
しかしながら，ペーパーテストとは異なり，このよ
うな反応時間を計測するテストを小学校のクラス単
位で実施するのは，従来は設備等の問題から容易で
はなかった．本研究では，iPodや iPadといった可搬
型のスマート端末上で，反応時間計測機能を持つア
プリケーションを開発することで，通常の教室内で短
時間にテストを実施することを可能としている．
本稿では，主に本研究の一部として開発したスマー

ト端末用アプリケーションの特徴や機能について説
明し，本アプリケーションを用いて行った実験結果に
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図 1: 処理の流れ（全体）

ついても概略を紹介する．

2 処理の概要

アプリケーション全体の処理の流れを図 1に示す．
まず，被験者の識別のためにクラス-出席番号を入力
してもらい，次に左右のボタンを指で押下する練習
を数回行う．これは，操作の慣れによる影響をできる
だけ除去するためである．テストは，整数，小数，分
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図 2: 問題提示の画面遷移

数の 3カテゴリの数に対して行い，それぞれのカテ
ゴリが終了すると，この選択画面に戻るようになって
いる．各カテゴリごとに規定回数，問題提示と解答
を繰り返した後，各問の問題，解答，正誤，反応時間
(msec)などを端末内のローカルファイルとして記録
し，実験終了後に取り出している．
次に，問題提示の画面を図 2に示す．各回ごとに，
最初に一旦画面をクリアし，500msec経過後に画面の
中心に “+”記号を表示する．更に 500msec経過後に
問題を提示する．ここで提示するのは例えば 2 - 4，3
- 9といった異なる数のペアであり，大きい方の数字
の下のボタンを指で触れることにより選択する．何
も操作がなければ，5000msecでタイムアウトするよ
うに設定している．整数，小数，分数の各カテゴリご
とに 8ペアを，左右を入れ替え 2回ずつ，計 96回試
行している．

3 実験および結果

大阪府内の公立小学校 1校の 3年生から 5年生の
計 311名が本研究に参加した．iPodを一人 1台ずつ
配布し，実験者が前で演示しながら進め，練習問題，
整数の大小判断課題を行った後，クラスごとに小数お
よび分数を順序を入れ替えて行った．[2, 3]
いつくかの分析を行ったが，ここでは整数と分数の

関連性について説明する．3つの学年ごとに数の大小
判断課題の平均 RTの散布とその相関係数を図 3に示
す．その結果，3年生と 4年生では有為な相関が見ら
れたのに対し，5年生では有為な相関は得られなかっ
た．これらの結果は 4年生までに学習する同分母の
分数の大小判断は整数の心的数直線を利用する形で
処理しているが，5年生で学習する異分母異分子の分
数においては対応できない可能性を示唆しており，異
分母異分子の分数概念と整数概念との間には連続性
がない可能性がたかい．
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図 3: 整数および分数の散布図と相関係数

4 まとめ

反応時間測定機能を持ったスマート端末用の 2択テ
ストアプリケーションを開発した．本来は心理実験が
目的であったが，問題提示の部分は容易に差し替え可
能であり，通常の教室で簡易に利用できることから，
通常の教育におけるテストとしての応用を検討して
いる．

参考文献
[1] Siegler, R. S., Duncan, G. J., et. al.: Early predictors of
high school mathematics achievement. Psychological Sci-
ence, 23, 691-697 (2012).

[2] 岡本真彦, 川添充, 小島篤博: 小学校算数における数感
覚の連続性・非連続性 -整数から小数・分数へのパス-,
第 15回認知発達フォーラム (2013).

[3] OKAMOTO, Masahiko, KAWAZOE, Mitsuru, KOJIMA,
Atsuhiro and MAKIOKA, Shougo: A continuity or dis-
continuity from whole number to decimal fraction and
fraction in elementary school in japan. Proc. of the 38th
Conf. of the International Group for the Psychology of
Mathematics Education. (2014,掲載予定).
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産業クラスター理論による産学連携教育に関する考察

Study on industry-university cooperation education by industrial cluster theory 
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近年、産業クラスターは新産業を生み出すことで注目されてきた。本研究では、地域のものずくり中心の

産業クラスター内に新たに情報産業を生み出すために、大学が中心となる役割を果たしているケースから

産業クラスターの理論に新たな視点を提示するものである。産業クラスター内に新たな情報産業を育成す

るためには、地域の特性に合わせた技術者を育成し、コミュニティネットワークを構築することが求めら

れる。そのため大学がその役割を果たすための条件やその方法について考察を行う。 

キーワード：ネットワーク，コンソーシアム，暗黙知，技術移転

1. はじめに
経済産業省中小企業庁の2012年の中小企業・小規

模事業者の数の速報[1]（以下表1）によると、中小企

業・小規模事業者の数は、1986年以降長期に渡って

減少傾向にあり、今回の集計結果でもそのトレンドが

持続していることが明らかになり。そのような厳しい

状況を踏まえ、企業数の減少を食い止め、反転させる

ことを目指し、経済産業省 では、中小企業・小規模

事業者の支援に全力で取り組んでいるとしている。そ

の中の施策として産学連携があげられている。 

 

表 1 中小企業・小規模事業者の数 

 
 

産学連携は、戦略論における産業クラスター理論の

中心的な機能として、産業社会の重要な戦略として位

置 づ け ら れ て い る 。 Porter(1990)[2] お よ び

Saxenian(1994) [3]によると，産業クラスターとして地

域に産業が集積することにより、新事業が生み出さ

れ、既存の産業も再生するとしている。また、産学

連携による新技術の開発が産業クラスター内の新事

業を生み出すとしてきた。そして、産学連携は、新

たな技術を生み出す大学の機能に着目し、大学に特

許の取得を奨励し、そのライセンス提供による新事

業の創設を目指してきた。そのため、全国の各大学

に TLO（Technology Licensing Organization：技術移

転機関）を設置を推進してきた。経済産業省は TLO
を大学の研究者の研究成果を特許化し、それを企業

へ技術移転する法人であり、産と学の「仲介役」の

役割を果たす組織です。大学発の新規産業を生み出

し、それにより得られた収益の一部を研究者に戻す

ことにより研究資金を生み出し、大学の研究の更な

る活性化をもたらすという「知的創造サイクル」の

原動力として産学連携の中核をなす組織だとしてい

る。総務省の平成 20 年版 情報通信白書(2008) [4]に

よると TLO の数は 1995 年に 0 であったものが 2000
年に 14 になり、2008 年には 52 であるとする。そし

て、大学の特許の実施許諾は以下の図のように増え

ているが、新規事業を多く生み出しているとみること

はできなのではないだろうか。

近年 Saxenian(1994) [3]によると、地域のオープンで

相互互恵的なネットワークが現在の産業クラスター

の比較優位を生み出すとしている。それでは、地域

のオープンで相互互恵的なネットワークを推進する

産学連携の在り方とはどのようなものか考察する必

要があると言えるであろう。

2. 先行研究
本章では、産業クラスターにおけるネットワーク

の在り方に関する先行研究をレビューする。

 [5]は、域内に存在する主

体の間に密なネットワークが張り巡らされ、情報や

知識の恒常的な流動が存在し、それへのアクセスが

可能であり、必要な資源の存在場所を容易に特定出

来、また、方向性の共有と信頼に基づいて資源の交

換がスムーズに出来ようになることで、共同学習、

共同研究開発、共同事業といった共同作業を行うこ

とも容易になり、イノベーションの創発力を高める

としている。 [6]は、地理

的に近接した結合が密なネットワークの存在が粘着

性の高い暗黙知のスピルオーバーを高めるとし。暗

黙知は、変化のスピードの早い先端産業において特

に重要性が高いとし、技術が未成熟で幅広い探索が

必要な段階では、大学を含めた外部の知識を広く吸

収することが欠かせないとする。坂田ら(2007)[7]は、

ネットワーク分析により、先端技術産業の集中と成

長が著しい地域に、情報・知識の迅速な交換・融合

や共同事業、産学連携に適した広域的なネットワー

クが形成されているという事実は、優れたネットワ
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ークの存在が先端産業の育成に寄与している可能性

があることを示しているとする。また、イノベーシ

ョン創発と‘small-world’型のアーキテクチュアの

間に関係があるとする．これまでの研究では柔軟で

濃密なネットワークの存在が産業クラスターに必須

のものであることを示されている。今後は、そのネ

ットワーク構築の具体的な方法を検討する必要があ

る。

3. 考察
本章産業クラスターにおけるネットワーク構築の

方法として産学連携コンソーシアム型の有効性をケ

ースから考察する。

静岡大学組込みソフトウェア技術コンソーシアム
[8]は 2008 度から、会員企業 30 社と「制御系組込み

システムアーキテクト養成プログラム」を展開して

いる。2012 年までに 130 名余のアーキテクトを輩出

したという。それにより地元企業に不足している、

組み込みソフトウェアアーキテクトの養成を行って

いる。そして組込みソフトウェア技術研究会を開催

し，企業別適用を意図したモデリング手法、および

プログラムツールの活用について取組みを進めてい

る．それによりコンソーシアムが提供する教育プロ

グラムの修了生の更なる研鑽やネットワークコミュ

ニティーの場としている．

京都デザインイノベーションコンソーシアム[9]は、

京都大学デザインスクール（情報学研究科）と産業

界の連携により、領域横断的な問題発見・解決を行

うために 2014 年に設立された。社会の複合的な問題

を解決することのできる人材の育成を推進し、イノ

ベーションを推進する中間組織体であるとする。そ

こでは、京都大学と企業の方々との交流の場として、

「ワンコインランチ」を開催している。京都大学も

しくは企業のスピーカーが、自分の研究テーマ、興

味のあること、業務内容などを語って後、参加者間

で議論をするという。限定された時間・空間でのコ

ミュニケーションから、新しい産官学のコラボレー

ションへ発展するという。

アニメ・マンガ人材養成産官学連携コンソーシア

ム[10]（代表校：東京工科大学）は、アニメ・マンガ

分野の専門的技術水準の策定とその学習システムの

整備を行っている。アニメ分科会では、産業界の現

状の課題に対応するため国際競争力のあるアニメ教

育を体系化している。「観る・創作する・感動する」

という人にしか出来ない活動を低年齢層から取り入

れ、創造を促す、アニメーションを利用した新しい

教育をおこなっている。また、マンガ分化会では、

昨今のマンガ業界のデジタルツールの導入への対応

のため、すでにプロとして活躍しているマンガ家へ

の技術習得支援や、教育機関でのデジタルツールに

よる創作指導を行っているとする。

 これら 3 つのケースを見ると、最新の情報技術を

どのように使い既存の産業を革新させる教育により

産業クラスターのネットワークを構築、活性化して

いることが分かる。

4. まとめ
これまで述べた 3 つのケースをまとめると以下の

ような表 2 になる。

表 2 ３つの教育型コンソーシアム
 組み込みソフト

ウェアアーキテ

クト

デザインイノベ

ーション

アニメ・マンガ

人材養成産官

学連携

地域 浜松 京都 東京蒲田

大学 静岡大学 京都大学 東京工科大学

企業 楽器メーカー、

輸送機メーカー

電機メーカー、

通信会社、建設

会社など

出版社、アニメ

スタジオ

企業数 30 38 統括 10 
マンガ 10 
アニメ 10 

活動 組み込みソフト

ウェアアーキテ

クト教育

サービスデザイ

ン（情報学）教

育

マンガ・アニメ

ーションのデ

ジタル教育

これまでの考察で、地域の産業特性に合わせた情

報技術教育型の大学コンソーシアムはネットワーク

を構築する可能性があり、特に既存の産業を活性化

させる情報技術を見極めることが重要だと考えられ

る。そして、本研究の今後の課題は、これら情報技

術教育型コンソーシアムの産業クラスターに与える

効果を測定することである。
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(9) 京都デザインイノベーションコンソーシアム
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穴埋め式講義スライドを配信する簡易LMSの試作と授業での実践 
Prototype and Practice of Simplified LMS to Provide Incomplete Lecture Slides 

三好 康夫 
Yasuo MIYOSHI 
高知大学理学部 

Faculty of Science, Kochi University 
Email: miyoshi@is.kochi-u.ac.jp !

あらまし：穴埋め式講義スライドの公開機能と履修者の穴埋め履歴の管理機能による成績評価への利用を
可能にした簡易LMSを試作した。HTML5で穴埋め式のスライドを記述すれば，そのままスクリーンに投
影して授業を行うことができ，受講生はWebブラウザでスライド資料を閲覧して穴埋めに解答できる。実
際に計算機演習室で行う授業で使用を試み，容易に成績評価に利用できることを確認した。また，受講生
へのアンケートを実施し，使用感等についての評価を行った。 
キーワード：穴埋め，講義スライド，HTML5，PDF !

1. はじめに 
筆者が開講している講義はスライドを用いて行って
いるが，板書と違い受講生が全てをノートにとること
が難しいため講義スライドをWebや紙で配付している。
しかし，スライド資料が配られると授業を聞くだけに
なり退屈に感じて集中力が低下している受講生が見ら
れたため，スライドの一部を穴埋めにした資料を配付
するようになった。しかし，スライドの一部を穴埋め
にしたプリントを配布する場合，投影用のスライドと
印刷用の穴埋めスライドの2種類を作成しなければな
らず，面倒であった。また受講生の穴埋め状況を確認
したくても，配布プリントではプリントを回収して採
点し返却する必要があるため困難である。 
そこで，穴埋め式講義スライドの公開機能と履修者
の穴埋め履歴の管理機能による成績評価への利用を可
能にした簡易LMS “ClozeSlide” を試作した。本稿では，
ClozeSlideの機能と特徴について述べ，実際に計算機
演習室での授業で使用を試みてみた実践結果を報告す
る。授業実践によりClozeSlideを評価するため，PDF形
式の穴埋めスライド資料を使用した授業の実践も行い，
受講生へのアンケートにより比較を行った。 

2. 試作した簡易LMS “ClozeSlide” の概要 
2.1. 特徴 
ClozeSlideのサーバアプリケーションはPythonの
Djangoフレームワーク(1)を利用して開発した。LDAP
モジュールを用いたことにより，新たにアカウントを
発行することなく学内のLDAPサーバで認証を行うこ
とができている。将来的には筆者以外の教員にも利用
してもらえるよう教材登録のインタフェースを開発す
る必要があるが，現時点では一切開発しておらず，
Djangoの標準の管理画面から登録を行うことになる。 
穴埋めスライドはHTML5で記述し，穴埋め箇所は
後述する独自タグを用いて表現する。HTML5での記

述は煩雑であるため，Markdown記法(2)も利用でき
る。独自タグやMarkdown記述はサーバ側でHTML5に
変換され，図1のようにWebブラウザ上でスライド表
示することができる。スライド表示にはGoogleのテン
プレート(3)を利用しており，カーソルキーによるペー
ジ切り替えやアニメーションといった一般的なプレゼ
ンテーションソフトと同様の操作が可能である。 
2.2. 主要な機能 
(1) 穴埋めの正誤判定機能 
Webブラウザで表示した穴埋め講義スライドの穴埋
めの空欄をクリックするとダイアログが表示され，解
答を入力することができる。正解するとスライド内に
解答が埋め込まれて表示されるが，誤答の場合は「×」
と表示される(図1)。正解するまで何度も解答するこ
とができ，ログイン時には解答した内容や時刻がサー
バに記録される。未ログイン時にも穴埋めの正誤判定
は行われるが，サーバに記録されないためページを再
読み込みすると正解していた穴埋めは空欄に戻る。 
スライド作成時には穴埋め箇所を “{p1q1}” のような
独自のタグで指定する。括弧で括られた任意の文字列 
“p1q1” は穴埋め問題のキーIDであり，このキーIDに対
応した正解データを別途データベースに登録しておく

図1. 穴埋めスライドの表示例
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ことで正誤判定が可能となる。正誤判定はAjaxでサー
バに問い合わせて行われるため，HTMLやJavaScriptに
正解データは埋め込まれておらず，受講生はソースコー
ドからカンニングできないようになっている。 
(2) 受講生以外への非公開機能 
スライドは穴埋めのための独自タグやMarkdownを
含んだHTML5で記述すると既に述べたが，Djangoテ
ンプレート言語も使用可能である。例えば，スライド
内に受講生以外への公開の許諾が取れていない内容が
含まれていてコンテンツの一部を非公開にしたい場合
等に，Djangoテンプレート言語を使用することで，受
講生向けと受講生以外向けとで異なるスライドを表示
させることが可能である。 
(3) 計算機演習室での利用向けの時間チェック機能 
筆者は計算機演習室で行う科目を開講していること
が多く，演習室では授業中に授業を聞きながらWebブ
ラウザで穴埋めに解答させることができるため，演習
室向けにログイン時間や穴埋め解答時間をチェックす
る機能を実装した。これにより正確な出席管理が可能
になり，図2のように学生自身がその場ですぐに確認
できるようになった。また，穴埋めに解答した時間が
授業時間を過ぎた場合には得点を減点 (半分) するよう
にし，授業に対する集中が促されることを期待した。 

3. 授業での実践 
3.1. 実施科目 
2013年度後期に「ヒューマン・コンピュータ・イ
ンタラクション(HCI)」という計算機演習室で開講す
る2年生対象の専門科目 (受講生24名) にて，試作した
ClozeSlideを使用した。24名中1名は一度も授業に出席
せずClozeSlideにもログインしていないため23名の利
用状況を確認した。全15回の講義で計161カ所の穴埋
めがあったが，未解答の穴埋めを100カ所以上残した
受講生が2名と30カ所以下残した受講生が4名いた以
外は，全員が全ての穴埋めに解答していた。ただし，
解答された穴埋めの約15%は授業時間外に解答されて
いた。そして穴埋めの得点(M=83.7, SD=20.3)と出席状
況との間には強い相関(r=.95, p<.001)が確認できた。 

また，この科目は試験を実施せずレポートを元に成
績評価を行う科目であったが，穴埋めの得点が自動計
算されていたので容易に成績評価に利用できた。 
3.2. PDF穴埋めスライド資料を使用した実践 
2014年度前期 (本稿執筆時は開講期間中) に計算機
演習室で開講している3年生対象の専門科目「情報ネッ
トワーク論」(受講生39名) では，ClozeSlideではなく
Apple社のKeynoteで穴埋めスライドを作成し，PDF形
式でMoodleを使って受講生に公開した。受講生は授
業中にMoodleにログインしてPDFをダウンロードして
受講している。穴埋めに解答したものを提出させるこ
とはしていないため，成績評価には利用できない。 
3.3. 受講生へのアンケート 
情報ネットワーク論の第10回目の授業の前後空き
時間に受講生へ穴埋めスライドに関するアンケートを
実施した。アンケートはMoodle上で実施し，回答者
は27名であった。うち16名はClozeSlideを使用したHCI
も受講していたため，ClozeSlideとの比較についての
アンケートにも回答してくれた。 
穴埋め式の資料についての質問に対し，18名が穴
埋め資料が良い，9名が穴埋めでない資料が良いと回
答した。穴埋めに否定的な受講生は，正解を公開して
ほしいとのことであった。またPDFの穴埋め資料に対
し，25名(92.5%)が全てあるいはほとんどの穴埋めを
埋めていると答えた。穴埋めの仕方は，PDFファイル
にAdobe Reader等で直接書き込んでいるのが23名，印
刷する等して紙に書き込んでいるのが5名(複数回答あ
り)であった。一方ClozeSlideとの比較において，希望
する講義スライドの公開方法についての質問に対し，
8名(50.0%)がClozeSlide方式，5名(31.3%)が穴埋めPDF，
2名(12.5%)が穴埋め紙配付，1名(6.25%)が穴埋めでな
いPDFが良いとの回答が得られた。PDFが良いという
意見は，オフラインで講義資料をチェックしたいとい
うことのようである。ClozeSlideでもスライドの印刷
は可能であり，印刷ダイアログからPDFとして保存す
る方法をアナウンスすると良さそうである。その他，
ClozeSlideの各機能については概ね好評であった。 

4. おわりに 
試作した簡易LMSを授業に導入し手応えを得た。現
状ではレポート提出機能等といった未実装な機能が多
く，今後も開発を継続したい。Moodleのモジュール
化も検討している。またClozeSlideと動画授業コンテ
ンツとを連携させた反転授業にも取り組みたい。 
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探求の共同体と自己調整学習理論にもとづいた 
統合的な協調学習支援システム（C4）の開発と評価 
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あらまし：本稿では, 探求の共同体(CoI: Community of Inquiry)と自己調整学習理論(SRL)にもとづいて設計

された統合的な協調学習支援システム(C4: C quad)の開発と形成的評価の結果について報告する．C4 は, 大
学における英語学習時のオンラインディスカッション活動を支援することを主な対象とし, 個人学習と

協調学習の両方を支援するようにデザインされた. 具体的にはCoIからは社会的存在感と認知的存在感を

高めるための機能を, SRL からは, 自分やメンバの貢献度の可視化やアクセス状況の提示機能が実装され

ている. 個人プロファイル, ログイン状況表示, Chatbot, 貢献度表示,  構造図つきチャット機能, 構造図

共有が主なものである. 大学生７名による実証的な形成的評価の結果, 貢献度表示以外の機能の操作性に

ついて高い平均値を示した. チャット機能の一部である「お気に入り」ボタン, 構造図の作成, 構造図の

共有機能により, 社会的存在感を高めグループ作業がしやすくなることが示唆された.  
キーワード：協調学習, Chatbot(会話型エージェント), 探求の共同体, 自己調整学習, 外国語教育 

 
 
1. はじめに 

外国語教育では, 学習者中心でコミュニカティブ

なアプローチが重視され, より実践的な学習機会を

提供する必要がある . そこで , CMC(Computer 
Mediated Communication)を活用した言語教育の研究

や実践が増加し言語学習への効果についても報告さ

れている(1)(2). これらの研究や実践に共通している

課題として, 学習者間の質の高いインタラクション

をどのように保証するかである(3). 本研究では探究

の共同体(CoI: Community of Inquiry)4)と自己調整学

習理論(SRL)(5)をベースに, 英語でのオンラインディ

スカッションを支援する統合的なシステム (C4：

Constitution, Cognitive, Collaboration, and Chat)を開発

した. 本稿では, そのデザイン, 開発物のイメージ, 
形成的評価の結果を報告する.  

 
2. C4のデザインと開発 

システムのデザインにあたり, 学習は個人の学習

とグループで行う協調学習の 2 種の活動を対象とし

た. クラスサイズが大きい CALL(Computer Assisted 
Language Learning)などでの使用を想定し, テキスト

ベースの CMC(Computer Mediated Communication)を
採用した. 表 1 に C4に実装した機能・モジュールと

適応したフレームワークと理論を整理した. 個人学

習に対し 3 種, 協調学習には 3 種, 個人・協調学習に

は 1 種の機能・モジュールを実装することとした. 	  
個人とグループの活動では, コミュニケーション

の円滑化と活性化を図るために CoI で必要とされる

社会的存在感を高めるための工夫を採用した. 例え

ば, 個人の存在感を伝えるために写真や趣味などを

公開しパーソナライズすることができる. また, デ
ィスカッション中でもメンバの顔写真が表示される

ことにより各メンバの社会的存在感を意識できるよ

うにした . また , 構造図作成機能つきチャット 
“CD-Chat”機能には, 絵文字や「お気に入り」ボタン

があり, テキストベースのコミュニケーションにお

いて容易に感情を表現できるように配慮した.  
批判的思考の概念も含むCoIの認知的存在感には, 

これらの論理的思考を促進するために, 個人活動で

はソクラティス式問答法にもとづいて話しかける

Chatbot (Mondo くん)とペアで会話ができるように

機能を設計した. また, 協調学習時において, 批判

的・論理的思考を高めるために構造図機能も追加し

た. 本学習活動以外の活動とも連携を取りやすく, 
学習の記録も容易に残せるため, C4はMoodle上で使

用可能なモジュールとして開発した.    

I1-25

― 49 ―



3. 形成的評価の方法と結果 
3.1 形成的評価の方法 

システムの形成的評価は, システムのインターフ

ェースと操作性を中心にシステムの検証を行った. 
評価者として, 国立大学７名（男性 1 名, 女性 6 名）

が参加した. 検証は, 小グループによる C4 システム

を使用した英語によるディスカッション, システム

機能に関する 5 件法のアンケート, インタビューの

手順で行われた. ディスカッションでは, ２グルー

プに分かれ, ４０分間, 日本の入試制度についてオ

ンラインでディスカッションを行った.  
3.2 形成的評価の結果 
	 形成的評価アンケートの平均値について貢献度表

示以外の機能に対し, 操作性について高い値を示し

た. グループ作業のしやすさに関して「お気に入り」

ボタン, 構造図の作成, 構造図の共有機能で平均値

４以上を示した. インタビュー結果より貢献度表示

については, 表示の変化が分かりづらいとの回答が

あった. これは, 貢献度表示のアルゴリズムでは短

期間では変化が顕著でないためある程度の学習期間

での使用により再検証する必要がある.  
 

4. おわりに 
本稿では CoIと SRL にもとづいて設計した統合的

な協調学習支援システムの開発とその形成的評価に

ついて報告した．今回の形成的評価ではアンケート

とインタビュー調査を中心に行った. 今後は, 実際

の発言における CoIと学習行動から SRL に関する検

証を行いたい. また, グルーバル人材育成に関連し

て異文化への態度や批判的思考についても考慮して

研究を発展したいと考える.  
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表 1 C4 の機能・モジュールと適用したフレームワーク・理論 

学習活動	 機能/モジュール名	 機能の説明	 適用したフレームワーク・理論	 

個人学習	 個人プロファイル	 個人の写真や趣味などの情報を追加できる.	 	 CoI*1(社会的存在感)	 

	 ログイン状況表示	 システムへのアクセス状況を視覚的に提示する.	 	 SRL(共同調整,	 リソース管理,	 

計画),	 CoI(社会的存在感)	 

	 Mondoくん	 ChatbotのElizaの仕組みを応用し,	 ソクラティスの問答を疑似

体験できる.	 自分の学習を批判的に捉え深化させ,	 グループ学

習の準備や,	 調査が必要な項目などを把握することができる.	 	 

批判的・論理的思考,	 CoI(認知

的存在感),	 ソクラティス問答	 

個人・協

調学習	 

貢献度表示	 各メンバのグループ学習における貢献度を示す.	 	 SRL*2(社会調整・共同調整,	 モニ

タリング,	 自己内省)	 

協調学習	 CD(Chat	 &	 

Discussion)-	 

Chat	 	 

チャットをグループメンバで行うことができる.	 絵文字が使用

可能.	 各発言に対し個別に返信ができ,	 「お気に入り」ボタン

が押せるようになっている.	 	 

CoI(社会的存在感)	 

	 CD-Map	 (構造図)作成	 構造図を作成できる機能.	 チャットの発言を批判的に読み,	 重

要な発言の関係性を視覚的に整理し分析することが可能.	 	 

批判的・論理的思考,	 CoI(認知

的存在感),	 コンセプトマップ	 

	 CD-Map	 (構造図)共有	 作成した構造図をグループ内で共有することができる.	 	 CoI(社会的存在感・認知的存在

感)	 

注：*1 探求の共同体(Community	 of	 Inquiry),	 *2 自己調整学習(Self-regulated	 Learning).	 	 
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留学生を対象としたロジスティック関数による漢字のフリガナ表示システム 

Reading aid system of Kanji(Chinese) Character By using Logistic Function for Foreign 
student
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あらまし：非漢字語圏の留学生にとって日本語，特に漢字を覚えることは大変難しいと思われる．そこで

本研究では，講義で使用されているスライドからテキスト情報を取得し，その中に含まれる漢字情報にフ

リガナを振ったものを表示するシステムを作成する．フリガナを振る個数はロジスティック関数を利用し，

学習者の理解度に見合った数を決定する．非漢字語圏の留学生に利用してもらうことで漢字の学習及び講

義の理解度の促進を目標とする． 

キーワード：ロジスティック関数，留学生，フリガナ表示 

1. はじめに
現在，日本には約 13万人もの外国人留学生が在籍

している．出身国も幅広く，中でも中国からの留学

生が大半を占めている．この理由の 1 つに，やはり

中国が日本と同じ漢字圏内であり，勉強する際に，

日本語に馴染みやすいという点が大きいのではない

かと推測する．しかし，非漢字語圏の留学生にとっ

て日本語，特に漢字は覚えるのが大変難しいと思わ

れる．そこで本研究では，留学生を対象に大学で行

なわれている講義で使用されているスライドデータ

より，テキスト情報を取得しその中に存在する漢字

情報にフリガナを振ったものを表示するシステムを

作成する．漢字へのフリガナ数は，ロジスティック

関数を利用することで，学習者の理解度に見合った

数を決定する．本システムを利用してもらうことで，

漢字の学習及び講義の内容の理解度を促進すること

を目標としている 

 

2. フリガナ表示システム
本研究で作成したシステムは，講義で利用してい

る PPT データのテキスト情報を MeCab[1]を用いて形

態素解析することで，フリガナ情報を取得する．そ

して取得したフリガナ情報を漢字の後ろに付与する

ことでフリガナ付きのテキストデータを表示する．

留学生はそのデータを見て学習をする．また，講義

回数を進めるにつれて 1 単語ごとのフリガナを減ら

していくことで，漢字の記憶を促す．フリガナの削

減にはロジスティック関数を用いる．講義 1 回目で

は漢字に対して 100%フリガナを振り，最終講義の 15

回目には最小で 50%までフリガナを削減する．フリ

ガナ削減の例を図 1 に，形態素解析で取得した漢字

とフリガナの例及びフリガナの表示例を表 1 と図 2

に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 フリガナ削減の例 

 

表 1 漢字とフリガナのリスト 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 フリガナ表示の例 
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3. フリガナ削減について
各講義回を x とし、ロジスティック関数を用いて漢

字 1 単語ごとのフリガナ数を削減する指標 y を、以

下の式で定義する。

1 * ( * )
Max Miny Min
b exp c x

−
= +

+

Maxはフリガナ最大数， Minはフリガナ最小数，

b , cは定数である．b の値は y の下がり始める点に

関係し， cの値は傾きに関係する．

 初 め の 基 準 と し て 100Max = , 50Min = ,

0.5b = , 0.6c = とする．この値を講義 1 回分毎にテ

ストを行い，その結果によって次回のフリガナ数を

変更していく．

図 3 フリガナ数削減のロジスティック曲線

また、講義に出てきた漢字から 20 問程度のテストを

実施し、そのテスト結果よりから(100-(テスト結果))%
が目標値と誤差±5%以内ならロジスティック曲線は変更

しない．それ以外ならば，ロジスティック曲線に変更を加

える．

3.1 テスト結果が良かった場合 

テストの結果が良好であった場合，b の値を変更

して次回のフリガナ数が(100-(テスト結果))%となる

図 4 テスト結果が良かった際のロジスティック曲線 

ようにする．例として 8 回目の講義のテストで，

予定よりも良い点数を取り，b の値をテスト結果に

合うように 0.5 から 1.5 に変更した場合の曲線を y2
として図 4 に示す．

 

3.2 テスト結果が悪かった場合 

テストの結果が不良であった場合も，b の値を変

更し次回のフリガナ数が(100-(テスト結果))となる

ようにする． 8 回目の講義のテストで，予定よりも

悪い点数を取り，b の値をテスト結果に合うように

0.5 から 0.1 に変更した場合の曲線の変化を y2 とし

て図 5 に示す．

図 5 テスト結果が悪かった際のロジスティック曲線 

 また，ロジスティック曲線を変更した場合でも，

今後のテスト結果の状況次第で順次変更を行い，学

習者の理解度に適したフリガナ数の曲線に更新して

いく．

4. まとめと今後の課題 
本研究では，講義で使用されている PPT のスライ

ドデータよりテキスト情報を取得し形態素解析する

ことで漢字にフリガナを付与し表示するシステムの

作成を行った．漢字へフリガナを振る際に，ロジス

ティック関数を用いて学習者に適したフリガナ数を

決定しフリガナを付けるようにした．今後の課題と

して，漢字語圏内でない留学生を対象に本システム

を利用してもらい，通常の講義を受けた場合との違

いを分析したい．
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VOD講義の話題区間の共起語による類似性検出 
 

Detecting similarity for topic segment in VOD Lecture using Co-occurrence 
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あらまし： VOD講義の内容に対する検索機能として，我々は字幕データに対する検索語の出現頻度をも
とに近似分布の当てはめを行い，その成分から利用者の意図する映像区間の推定を行っている．本研究で

は共起語に着目し，講義スライドのページ単位の共起語の出現確率からコサイン類似度による類似性を調

査した．また、類似度の連続性から関連区間についても推定できるようにした． 
キーワード：VOD講義，コサイン類似度，共起度，区間推定 

 
 
1. はじめに 
現在，インターネット環境を利用して講義を行う

VOD 講義が多くの大学で行われている．しかしな
がら，現状のシステムでは VOD の内容に対する検
索機能がほとんど作成されていないため，講義のタ

イトルからいくつか候補を選び，動画を再生して目

的のコンテンツを探す必要ある．これまでに我々は

字幕データに対する検索語の出現頻度をもとにし，

検索語が現れる確率に混合正規分布や混合ベータ分

布に当てはめ，得られる近似分布の成分から利用者

の意図する映像区間の推定を行っている．それらを

調査する上で，検索語と検索語に共起する単語で推

定区間の部分的に一致する関係が見られた．そこで

本研究では，講義スライドのページ単位で字幕の単

語の出現確率を求め，コサイン類似度を用いてスラ

イドごとの類似性と，単語の出現確率に単語の共起

度から求められる共起距離を反映させたスライド間

の類似性を調査した． 
 

2. VOD システムによる e-Learning 講義シス
テム 

本研究で作成しているシステムは，岡山理科大学

を含む関連 6大学で構成している教育コンソーシア
ム[1]における単位互換制度を利用した VOD による
e-Learning 講義のシステム上に別途追加する形で開
発している． 

2007年度データベースの講義では，1回の講義は
3つのセクションに分かれており，1つのセクション
は 20～30分程度となっている．また，各セクション
の最後に講義内容に関する課題があり，講義の内容

の理解を確認するために用いられる．  
 

3. 講義の話題の連続性の調査 
講義の話題の関連性を調べるにあたり，スライド

が切り替わるときに話題の変化がある．そこで，ス

ライド単位の発話内容の類似性をコサイン類似度に

より調査した． 

3.1 コサイン類似度 
 1 つのスライドにおける字幕の単語の出現確率を
ベクトルで表し，スライド xの字幕単語𝑤𝑤𝑖𝑖の出現確
率を𝑥𝑥𝑖𝑖，スライド y の字幕単語𝑤𝑤𝑖𝑖の出現確率を𝑦𝑦𝑖𝑖と
するとき，類似性𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐を次の式で表す． 

𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 =
∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖 ∙ 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

√∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖2𝑛𝑛
𝑖𝑖=1 ∙ √∑ 𝑦𝑦𝑖𝑖2𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

全ての単語の出現確率からスライドごとのコサイ

ン類似度を調査した結果を表 1に示す． 
3.2 共起度 
映像区間の推定を行う上で検索語と検索語の共起

語には少なからず関連性が見られる．そこで関連性

の大きさを決めるために共起度を定義する．単語間

の関連性の強さを表す共起度の算出法を以下に示す． 
スライドの字幕全体 D，検索語𝑤𝑤𝑖𝑖，検索語と共起
する語𝑤𝑤𝑗𝑗，𝑤𝑤𝑖𝑖が出現する文𝑆𝑆𝑖𝑖，𝑤𝑤𝑖𝑖と 1 つの𝑤𝑤𝑗𝑗の文節
の差𝐷𝐷(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑗𝑗)，𝑤𝑤𝑗𝑗の頻度𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑤𝑤𝑖𝑖)とするとき，共起度 
𝐶𝐶𝑐𝑐𝐶𝐶(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑗𝑗)を次の式で表す． 

𝐶𝐶𝑐𝑐𝐶𝐶(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑗𝑗) =  ∑ ∑
√𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑤𝑤𝑗𝑗)

𝐷𝐷(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑗𝑗) + 1𝜔𝜔𝑗𝑗∈𝑆𝑆𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖∈𝐷𝐷
 

 検索語を「キーワード」としたとき，上記の式で

得られた共起度の高いもの 5件（「広告」，「サイト」，
「一つ」，「ビジネス」，「関連」）が選ばれる．スライ 
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表 1：単語の出現確率によるスライドの類似度 

 
 
表 2：単語の出現確率(検索語：キーワード) 

 
 

ドごとに，「キーワード」とそれらの共起語の出現確

率を表 2に示す． 
3.3 共起距離による重み付け 
 表 2に示している結果には，検索語と共起語の類 
似度である共起度について考慮されていない．そこ

で共起度から共起距離を定義し，それによって重み

付けを行った．共起距離の定義は次の通り． 

共起距離 =検索語の共起度
共起語の共起度

= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑖𝑖)
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶(𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑗𝑗)

 

講義のセクション全体で検索語とその共起語の頻

度を調べ，スライドごとに出現確率を求める．次に

スライドの単語の出現確率に共起距離による重み与

え，ベクトルとして，コサイン類似度により関連性

を求める．共起距離を乗じたスライドごとの単語の

出現確率を表 3，表 3 から導いたコサイン類似度を
表 4に示す． 

 
4. 類似の比較 
連続してスライドの類似度が高くなっている範囲

について，表 1と表 4で比較を行った．まず表 1で
はスライド 6～8，10～15のあたりで多少の類似関係
が見られる．それに対して表 4では関係が大きいで
あろうスライドの類似度が 0.7 以上の高い数値とな
り，より特徴的な結果となっている．特にスライド

3～5，7～9，11～15はそれぞれの範囲のスライド全
ての類似度が高くなっている．また，スライド 6は
離れているがスライド 11～15 にかけて高い類似度
が出ている．これらの結果について，実際に VOD 

表 3：共起距離による重み付けを行った単語の出現
確率(検索語：キーワード) 

 
 
表 4：共起距離による重み付けを行った場合の類

似度(検索語：キーワード) 

 
 
を見て調査した． 

VOD を見た結果，スライド 3～5，7～9，11～15
がそれぞれ一つの話題，スライド 6はそれ以降の話
題全体の概要であると分かった．ただし，スライド

3，7については次の話題の概要でもあるとも言える． 
以上のことから共起距離による重み付けを行った

場合には，特に関係の強い区間が得られると考えら

れる． 
  

5. まとめ 
本研究では VOD 講義のスライドの区間で，コサ

イン類似度により話題の類似性を調査した．また検

索語を決め，検索語とその共起語の出現確率に共起

距離による重み付けを行った場合も調査した．その

結果として，重み付けを行った調査では特に似てい

る区間を得られた．ただし，今回の結果は一つの検

索語だけで調査したものであり，他の単語では違う

結果が出る可能性がある．今後の課題として多くの

検索語，また他のセクションでも試してみたい． 
 

参考文献 
(1) 北川, 大西:“対面講義と e-learning(LMS + VOD) とを

併用した講義形式の実践と分析”, 日本教育情報学会
学会誌 Vol.22 No.3, pp.57-66（2007） 

(2) 伊藤, 藤井, 石川:“音声文書検索を用いたオンデマン
ド講義システム”, 電子情報通信学会技術研究報告 SP 
音声,Vol.101, No.523, pp.55-60（2001） 

スライド番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
1 1 0.14 0 0 0 0.04 0 0 0.06 0 0.08 0 0 0 0.01 0.35 0.37
2 0.14 1 0.34 0.15 0.18 0.23 0.21 0.21 0.22 0.48 0.39 0.23 0.17 0.19 0.23 0.5 0.21
3 0 0.34 1 0.58 0.31 0.44 0.59 0.44 0.51 0.56 0.59 0.43 0.36 0.29 0.27 0.48 0.16
4 0 0.15 0.58 1 0.5 0.26 0.48 0.39 0.49 0.21 0.33 0.2 0.24 0.25 0.27 0.14 0.09
5 0 0.18 0.31 0.5 1 0.2 0.19 0.22 0.23 0.21 0.21 0.12 0.15 0.22 0.2 0.09 0.06
6 0.04 0.23 0.44 0.26 0.2 1 0.53 0.59 0.39 0.36 0.47 0.39 0.47 0.37 0.32 0.29 0.2
7 0 0.21 0.59 0.48 0.19 0.53 1 0.62 0.75 0.37 0.52 0.36 0.37 0.28 0.27 0.28 0.12
8 0 0.21 0.44 0.39 0.22 0.59 0.62 1 0.57 0.34 0.4 0.23 0.37 0.24 0.3 0.21 0.14
9 0.06 0.22 0.51 0.49 0.23 0.39 0.75 0.57 1 0.31 0.49 0.29 0.33 0.25 0.28 0.22 0.15
10 0 0.48 0.56 0.21 0.21 0.36 0.37 0.34 0.31 1 0.61 0.45 0.31 0.32 0.31 0.54 0.15
11 0.08 0.39 0.59 0.33 0.21 0.47 0.52 0.4 0.49 0.61 1 0.66 0.52 0.43 0.47 0.48 0.27
12 0 0.23 0.43 0.2 0.12 0.39 0.36 0.23 0.29 0.45 0.66 1 0.7 0.53 0.55 0.37 0.18
13 0 0.17 0.36 0.24 0.15 0.47 0.37 0.37 0.33 0.31 0.52 0.7 1 0.45 0.54 0.19 0.19
14 0 0.19 0.29 0.25 0.22 0.37 0.28 0.24 0.25 0.32 0.43 0.53 0.45 1 0.51 0.18 0.19
15 0.01 0.23 0.27 0.27 0.2 0.32 0.27 0.3 0.28 0.31 0.47 0.55 0.54 0.51 1 0.18 0.18
16 0.35 0.5 0.48 0.14 0.09 0.29 0.28 0.21 0.22 0.54 0.48 0.37 0.19 0.18 0.18 1 0.2
17 0.37 0.21 0.16 0.09 0.06 0.2 0.12 0.14 0.15 0.15 0.27 0.18 0.19 0.19 0.18 0.2 1

検索語 共起語1 共起語2 共起語3 共起語4 共起語5
スライド番号 キーワード 広告 サイト 一つ ビジネス 関連

1 0 0 0 0 0 0
2 0 0 0 0 1 0
3 0 0 0.833333 0.166667 0 0
4 0 0 1 0 0 0
5 0 0 1 0 0 0
6 0.857143 0 0.142857 0 0 0
7 0.1 0 0.9 0 0 0
8 0 0 1 0 0 0
9 0.076923 0 0.923077 0 0 0
10 0 0 0 0 0 0
11 0.333333 0.333333 0.25 0.083333 0 0
12 0.444444 0.388889 0.111111 0 0 0.055556
13 0.266667 0.6 0.133333 0 0 0
14 0.5 0.3 0.1 0.1 0 0
15 0.25 0.6 0.1 0 0 0.05
16 0 0 0 0 0.666667 0.333333
17 0.25 0.25 0 0.25 0.25 0

検索語 共起語1 共起語2 共起語3 共起語4 共起語5
スライド番号 キーワード 広告 サイト 一つ ビジネス 関連

1 0 0 0 0 0 0
2 0 0 0 0 1 0
3 0 0 0.855909 0.144091 0 0
4 0 0 1 0 0 0
5 0 0 1 0 0 0
6 0.974766 0 0.025234 0 0 0
7 0.417026 0 0.582974 0 0 0
8 0 0 1 0 0 0
9 0.349173 0 0.650827 0 0 0
10 0 0 0 0 0 0
11 0.678223 0.2206 0.079009 0.022168 0 0
12 0.747614 0.212774 0.029031 0 0 0.010581
13 0.552639 0.404442 0.04292 0 0 0
14 0.798486 0.15583 0.024805 0.020879 0 0
15 0.536077 0.418476 0.033307 0 0 0.01214
16 0 0 0 0 0.679623 0.320377
17 0.634477 0.206371 0 0.082954 0.076198 0

スライド番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
1
2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.9 0.11
3 0 1 0.99 0.99 0.03 0.8 0.99 0.87 0.11 0.04 0.06 0.03 0.05 0 0.02
4 0 0.99 1 1 0.03 0.81 1 0.88 0.11 0.04 0.06 0.03 0.05 0 0
5 0 0.99 1 1 0.03 0.81 1 0.88 0.11 0.04 0.06 0.03 0.05 0 0
6 0 0.03 0.03 0.03 1 0.6 0.03 0.5 0.95 0.96 0.81 0.98 0.79 0 0.94
7 0 0.8 0.81 0.81 0.6 1 0.81 0.99 0.64 0.59 0.52 0.6 0.5 0 0.55
8 0 0.99 1 1 0.03 0.81 1 0.88 0.11 0.04 0.06 0.03 0.05 0 0
9 0 0.87 0.88 0.88 0.5 0.99 0.88 1 0.54 0.49 0.44 0.49 0.42 0 0.44
10
11 0 0.11 0.11 0.11 0.95 0.64 0.11 0.54 1 1 0.95 0.99 0.94 0 0.98
12 0 0.04 0.04 0.04 0.96 0.59 0.04 0.49 1 1 0.94 1 0.93 0.01 0.98
13 0 0.06 0.06 0.06 0.81 0.52 0.06 0.44 0.95 0.94 1 0.9 1 0 0.93
14 0 0.03 0.03 0.03 0.98 0.6 0.03 0.49 0.99 1 0.9 1 0.89 0 0.98
15 0 0.05 0.05 0.05 0.79 0.5 0.05 0.42 0.94 0.93 1 0.89 1 0.01 0.93
16 0.9 0 0 0 0 0 0 0 0 0.01 0 0 0.01 1 0.1
17 0.11 0.02 0 0 0.94 0.55 0 0.44 0.98 0.98 0.93 0.98 0.93 0.1 1
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単純化による問題解決行き詰まりの自己克服支援 
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あらまし：問題解決に行き詰まったとき，まずその問題を解ける問題まで単純化してみる，ことが行きづ

まりの自己克服のための有力な方法とされている．この方法を自力で行うことは必ずしも簡単ではないた

め，その足場かけとして，本研究では，まず「問題の単純化」を定義し，学習者が問題解決に行き詰まっ

た時により単純な問題を提示する単純化方略の提案と，その方略を用いて問題演習を支援することのでき

る学習支援システムの設計・開発を行っている．本報告では初等力学を対象に単純化方略を用いたシステ

ムを高専での力学の授業で利用したのでその結果を報告する． 
キーワード：問題解決，行き詰まり，自己克服の支援，単純化方略，初等力学 

 
 
1. はじめに 
問題の解き方に関する知識を得た学習者は，その

後，問題演習に取り組んでいく．このとき彼らは，

問題を解くために必要な知識を持っているにも関わ

らず，しばしば問題解決に行き詰る．このような学

習者に対する支援として，一般的には再度解き方に

関する教授活動を行うことが多い．しかし，学習者

の行き詰まりの原因がどこにあるのかを明確にしな

いまま，ただ解き方を教え直しても，学習者はしば

しば受動的に解き方を受け入れてしまうことになり，

効果的な学習とはならない可能性がある．効果的な

学習をするには，まず学習者自身に行き詰まりの原

因を認識させることが不可欠であるといえる．もし

学習者は問題を解く上で必要な知識を持っているが，

それをうまく使えないだけであるとすると，行きづ

まりの原因を認識させ，克服すべき課題を焦点化し

てやるだけで，問題解決の失敗を克服できる可能性

がある．本研究では，これを誤りの自己克服と呼ん

でいる．つまり，持っている知識をうまく使えない

が故の問題解決の行きづまりを克服することを指し

ている．また，必要な知識が足りていなかった場合

も，行きづまりの原因が認識されていれば，獲得す

べき知識とその意義が明らかにできるため，より効

果的な学習につながると期待できる．  
ポリアは，「問題をいかにして解くか」(1)において，

問題解決に行き詰った時，その問題を単純化して解

いたうえで，その解決を土台として元の問題に戻っ

て解くことが有効である，としている．これは前述

の自己克服の具体的な方法になっているといえる．

本稿ではこれをポリアの問題単純化方略と呼ぶ．こ

の方略は一見簡単そうに見えるが，元の問題を単純

化するとはどういうことかは自明ではない．本研究

では，「問題の単純化」を定義し，学習者が問題解決

に行き詰まった時に，より単純な問題をシステマテ

ィックに提示する機能を開発し，ポリアの問題単純

化方略の実現を目指した．この単純化は，行き詰ま

りの原因が解けた問題と単純化して解けるようにな

った問題の差分に存在するといえるように定式化で

きており，その差分を学習者に提示することで，誤

りの自己克服を促進できると期待している． 
本研究では，初等力学を対象に単純化方略を実装

したシステムを開発し，実践的利用も行ったので，

それについても報告する． 
 

2. 問題の単純化と派生問題 
先行研究では，物理の力学の問題を「状況」と「解

法」で定義している(2)．これを図 1 に示す．「状況」
は，質量 mや重力加速度 gなどの属性と，属性を結
ぶ数量関係(重力 G=mg など)を持っている．「解法」
は問題文中に与えられる属性を「状況」の持つ数量

関係で繋ぎ合わせることで定義される．これを解法

構造と呼び，これは木構造で表せられる．葉は問題

文中に与えられる属性，根は求める属性，それ以外

は計算途中で出てくる属性と属性間を結ぶ数量関係，

およびノード間を結ぶエッジで構成される． 
 

 
図 1 問題と解法構造 

I1-28
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また，先行研究では，「状況」と「解法」のどちら

かが関連した問題を派生問題と呼んでいる(2)．派生

問題は，「状況」を単純/複雑化した特殊化/一般化問
題，「解法」を単純/複雑化した部分化/拡張化問題が
ある．特殊化は「状況」が持つ属性を特定の値にす

ることであり(図 1の場合，傾斜角を 0にするなど)，
一般化はその逆である．部分化は解法構造の一部を

抜き出すことであり(図 1の場合，物体に働く斜面方
向の重力 Gy’を求めさせる問題にするなど)，拡張化
はその逆である．このように問題を捉えると，問題

は最も単純な問題を複雑化，つまり「状況」と「解

法」を複雑化することで成立していると言える． 
上記で述べた単純化は，問題が持つ数式の単純化

であるため，ある問題の単純化問題が持つ数式は，

元の問題が持つ数式に包含されている．このことか

ら，元の問題が解けると，より単純な問題は解ける

と言える． 
 

3. 単純化方略 
3.1 単純化方略の概要 
 本研究では，単純な問題を部分化/特殊化問題とし
て定義し，学習者が問題解決に行き詰まった時に，

より単純な問題を提示する単純化方略を提案してい

る．この方略では，解決に行き詰まった問題を段階

的に単純化し，学習者が解決できる問題を発見させ

た後，元の出来なかった問題に段階的に再び取り組

ませる．このとき，出来た問題と出来なかった問題

の差分は行き詰まりの原因となり，学習者が問題を

解くために必要な知識を既に持っているならば，そ

れを認識することが行き詰まりの自己克服へとつな

がると仮定している． 
3.2 差分注視機能と差分接続問題 
単純化方略には出来た問題と元の出来なかった問

題の差分に着目させる機能として，差分注視機能と

差分接続問題がある．この差分注視機能は，学習者

が出来る問題を見つけた直後に使用する機能で，出

来た問題と元の出来なかった問題を並べ，それらの

差分をハイライトすることで，学習者に行き詰まり

の原因を着目させる． 
差分接続問題は，出来ない問題と出来た問題をつ

なぐような問題であり，差分注視機能を経ても行き

詰まりを克服できない学習者に出題される．問題に

行き詰った学習者は解法のどこかで行き詰ったと言

える．接続問題はこの行き詰った部分を解法に持つ

ことで，行き詰った部分に着目させる問題である．

接続問題は出来た問題の解法構造と元の出来なかっ

た問題の解法構造の差分を取ることで生成される．

接続問題は 3種類あり，出来る問題と出来ない問題
の関係が部分化/拡張化の場合において，(1)部分化さ
れたことで無くなった解法構造を持つ問題，出来る

問題と出来ない問題の関係が特殊化/一般化の場合
において，(2)省略される属性を求めさせる問題，(3)
変化する数量関係を使わせる問題がある． 

3.3 単純化方略を用いたシステム 
 本研究では，単純化方略を用いた問題演習システ

ムをタブレット上で開発した．システムでは，学習

者はまずシステムが用意した初期問題を選び，問題

に行き詰まれば，単純化方略に基づき，問題を単純

化していく．正解できる問題を見つけたならば，差

分注視機能を経て，元の出来ない問題の克服を試み

る．それでも克服できないときは，差分接続問題を

出題し，それができたならば，再度出来なかった問

題の克服を試みる．もし，接続問題ができなかった

ときは，接続問題を単純化方略に基づき，単純化し

ていく． 
 
4. 実践的利用 
4.1 実践方法 
 商船系高等専門学校 1 年生 130 名（4 クラス）を
対象に，力学の授業でシステムの実践的利用を行っ

た．手順は，システムの操作説明(10 分)，システム
演習(20 分)，事後アンケート(10 分)で行った．単純
化方略を用いた本システムが自己克服活動を支援し

うるものか調査を行った． 
4.2 結果・考察 
アンケートに不備がある被験者やログデータから

対象を特定出来ない被験者を除いた，103 名を有効
データとした．「この問題演習は力学の学習に役立っ

たか？」のアンケート項目に 77名から肯定的意見を
得た．また，ログデータから被験者の振る舞いを特

徴ごとに分類した．自己克服活動を行った「自己克

服型学習者」，問題に正解することで出来る問題が分

かり，取り組むべき課題が明確になった「課題顕在

型学習者」，1問も正解することができなかった「未
解決型学習者」である．それぞれ，59.22%，22.33%，
18.45%の割合で存在した．本来，難しいであろう自
己克服をした学習者が 6割弱存在したことから，単
純化方略による行き詰まりの自己克服支援は期待し

た効果を発揮したと言える．また，課題顕在型学習

者は自身の課題が明確になった点で，未解決型学習

者はそもそも問題演習をする段階に達していないと

わかった点で，それぞれの学習者群においても本演

習を行う意義はあったと言える． 
 
5. まとめと今後の課題 
問題解決行きづまりの自己克服支援機能を実現し，

実践的利用を通して有効性を確認した．今後の課題

として，行き詰まりの原因となる差分を説明する機

能の拡張や単純化方略の適用範囲の拡大，フェーデ

ィング方法の考案などが挙げられる． 
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作問活動モニタリングツールとその机間指導における実践活用 
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あらまし：算数文章題を対象とした単文統合型の作問学習支援システム「モンサクン」を用いた学習者の

作問活動の結果の集計・可視化を行うモニタリングツールを開発し，タブレット端末で利用可能にし，実

際の授業で用いてもらったところ，教授者は机間指導のためにこれを用いた．教授者へのインタビューお

よび学習者の作問活動のログから，教授者は作問活動に特徴的な変化があった場合に，個別指導を行って

いることが確認できた．この結果は，モニタリングツールの有用性を示すとともに，教授者に対して提供

する情報の高度化の可能性を示唆している．  
キーワード：作問学習，算数の文章題，モニタリングツール，タブレット端末，机間指導 

 
 
1. はじめに 
問題を解くのではなく作ることによる学習として

作問学習が提案されており，解法の定着に有効であ

るとされている(1)．しかし，学習者によって作成さ

れる問題は異なり，教授者による個別診断が困難で

あるため，実際の授業ではあまり行われていない．

そこで，学習者の作問結果を自動で診断可能な作問

学習支援システムと，その結果の集計・可視化支援

を行える学習支援環境「モンサクン」が開発され，

実際の小学校での作問学習を実現し，有効な結果を

得ている(2)．モンサクンでは，二項演算で計算でき

る文章題を 3つの単文として捉え，それらを並べ替
えさせることによって作問を行う「三文構成モデル」

を採用することによって，計算機による作問結果の

診断を可能としている．本稿では，モンサクンにお

ける学習結果の集計・可視化支援を行うモニタリン

グツール「モンサクン Analyzer」とその実践利用に
関して報告する． 

 
2. モンサクン Analyzer 
2.1 モンサクン Analyzerの概要 
現在，三文構成モデルによって算数文章題の二項

演算の作問学習を支援する「モンサクン Touch」が
開発されており，それに伴い，モンサクン上での学

習結果の集計・可視化を支援する教師用のモニタリ

ングツール「モンサクン Analyzer」の開発を行った．
このシステムは教授者が学習者のモンサクン上での

学習結果をモニタリングするためのシステムであり，

モンサクンを用いた授業で使用することを想定して

いる．本システムでは学習者の正誤数，誤りの種類

別の割合などをクラス全体，または学習者ごとにリ

アルタイムで提示することができるため，本システ

ムを用いることによって，学習者の学習状況の形成

的評価が可能となる．モンサクン Analyzerのインタ
フェース画面を図 1に示す． 

 

 
図 1 モンサクン Analyzerインタフェース画面 

 
2.2 関連研究 
現在，システムを用いることによる授業内におけ

る教師のモニタリングについては，レスポンスアナ

ライザを活用した授業(3)や，生徒が選択肢の中から

自分自身の理解度に近いものを教授者に示し，その

情報を基にした授業(4)などが行われているが，これ

らはいずれも学習者が選んだ選択肢しか把握するこ

とができない．そのため，学習者の思考のプロセス

を把握することは困難であり，教授者が学習者それ

ぞれに合った指導を行うことは難しい．それに対し

て，本研究で開発したモンタリングツールでは，学

習者の誤りの種類や，学習者が実際に解いたログな

どを教授者に提示することにより，教授者は学習者

の思考のプロセスに基づいたモニタリングを行うこ

とができる． 
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3. 実践利用 
3.1 実践概要 
本研究にて設計・開発したシステムの有用性を検

証するために，小学 3年生を対象としたモンサクン
を用いた実践授業を 11時限行った後，授業内におけ
るモンサクン Analyzerの使い方，モンサクンを用い
た授業において役に立つかどうか，などの観点から

教授者へのインタビューを行った． 
3.2 実践結果 
教授者へのインタビューから，授業内でモンサク

ンAnalyzerをどのように使ったかという質問に対し，
(1)授業の最初にモンサクンを用いた演習を行い，そ
の出来具合に応じて授業で扱う例題を決めている，

(2)生徒別の成績を見て誤りの多い学習者に対して
個別に指導を行っている，(3)前回の授業の出来具合
に応じて授業で扱う課題を決めている，というコメ

ントが得られたため，本システムを用いることによ

ってより良い授業が行うことができているといえる． 
また，図 2に示しているように，教授者は，モン

サクン Analyzerを使って，全体の成績，生徒別の成
績を把握しながら机間指導を行っており，(i)できて
いる生徒へのポジティブな声掛けや，(ii)進度の遅い
生徒への個別のフォローを行っている様子が見受け

られた． 
 

 
図 2 モンサクン Analyzerの利用風景 

 
4. 教授者のモニタリング 
4.1 背景 
教授者へのインタビューから，生徒別の成績を見

て誤りの多い学習者に対して個別に指導を行ってい

るというコメントが得られたことから，システムか

ら得られる情報が教授者の活動に影響を与えている

ことが示唆された．そこで，机間指導を行っている

映像を視聴・調査することで授者の行動の分析を行

った． 
4.2 分析手法 

4 時限分の授業映像のうち，机間指導を行ってい
る総計 62分間を視聴し，教授者がどのような人に指
導や，ポジティブな声掛けを行っているのかを調査

することで，教授者がモニタリングツールのどのよ

うな情報を用いて指導やポジティブな声掛けをおこ

なっているのか分析を行った． 

4.3 分析結果 
教授者が個別指導を行った回数は，計 5回（20分）
であった．それぞれの学習者の個別指導直前の作問

活動を調べた結果，(1)よくできている学習者(授業全
体で正解率が 8 割程度)が行きづまった時）（1 回），
(2)あまりできていない学習者(授業全体で正解率が
5割程度)が行きづまっている時（4回）であった．  
また，ポジティブな声掛けを行った回数は計 4回
であり，(i)学習者があるレベルをクリアしかけてい
る時（そのレベルの最終課題まで残っている課題が

2 課題以下）（1 回），または(ii)誤りが続いていた学
習者が正しく問題を作り出した時（直近で正しく問

題を作っているが，それ以前は 3回以上連続して間
違っている）（3回）であった． 
これらの結果から，教授者の机間指導にモニタリ

ングツールからの情報が大きな影響を与えることが

示唆された．現時点では，教授者がモニタリングツ

ールのどのデータをそのように見た上で指導を行っ

たかについてまでの精密な分析はまだできない．今

後，教授者にモニタリングツールのどの情報を基に

して指導やポジティブな声掛けを行っているのかに

ついてより精密な調査・分析を行う予定である．ま

た，映像による分析には限界があるため，RFIDによ
って教授者の行動情報を取得することにより，教授

者が自身の行動情報をリアルタイムで把握できるよ

うにシステムの拡張を行う．これらの結果に基づい

て，教授者に有用な情報をより積極的に提示するモ

ニタリングツールの設計・開発も予定している． 
 

5. まとめ 
モンサクンを用いた授業における教師用のモニタ

リングツールを開発し，実際の授業で利用した結果，

システムから得られる情報が教授者の机間指導に活

用されていることが分かった．今後は，教授者が自

身の行動情報をリアルタイムで把握できるようにす

るために，RFIDで教授者の行動情報を取得すること
によるシステムの拡張を行う予定である． 
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あらまし：学習理論や教授理論，教師の研究会などでは様々な教授知識が蓄積されているが，これらを整

理し比較する基盤が無く様々な解釈ができるためにそれらを適切に利用しているか診断するのは難しい．

本研究では，OMNIBUSオントロジーを共通の概念基盤とし，理論や研究会などのスコープを規定すること

で，その範囲での教授知識の正しい利用の診断を可能にし，そのスコープの教授知識習得のための授業設

計演習システムを提案する．   

キーワード：認知ツール, 授業研究 
 
 
1. はじめに 
授業を設計するにあたって，学習理論や教授理論

といった理論的知識，個々の教師や教師のコミュニ

ティにおいて蓄積されている実践的知識を活用する

ことが授業の幅を広げ，質を向上させるのに役立つ

と考えられるが，実際には個々の教師が自分の過去

の経験にのみ基づいて設計していることが多いと言

われている(1)． 
この原因の一つは，様々な理論的，実践的な教授

知識の抽象度や事例固有性の高さによって，これら

を比較対照する共通の記述基盤が無いために，各教

師がそれらを自分の授業に利用できるか判断し，実

際に適用することが難しいことにあると考えられる． 
OMNIBUS オントロジー(2)は，このような問題に

対して多種多様な教授知識を記述するための共通の

語彙・概念として提案されたものである．このオン

トロジーでは既存の教授知識に含まれる様々な学習

目標，学習者や教授者の行為を体系的に定義すると

共に，個々の教授知識を学習目標とそれを達成する

方法との関係として記述する枠組みを定義している． 
本研究では，OMNIBUS オントロジーを用いて，

ある教師コミュニティで共有されている教授知識を

記述することと同時に，具体的な授業計画を記述し，

本稿では OMNIBUSオントロジーを用いた，あるス
コープ内における教授知識を学ぶ授業設計演習につ

いての方法とそれを実現するシステムを提案する． 
 

2. OMNIBUSオントロジーによる授業の展開
と意図のモデル化 

OMNIBUS オントロジーでは，一般性のある教授
知識と具体的な授業記述の 2種類のレベルの記述が

できる．前者は，授業で考えられる大なり小なりの

学習目標の種類毎にそれぞれの理論的・実践的知識

で提案されている異なる学習・教授方法を整理する

ものである．これを方式知識とよんでおり，ある学

習目標に対してどのようなバリエーションの学習・

教授方法があるかを整理できる．後者は，教師が具

体的に計画した，または実施したものに対応する．

これは，学習内容や対象者などに依存したものであ

り，本研究では原理的には前述の方式知識の組み合

わせで記述することが可能であると考えている． 
具体的な授業記述については，さらに 2つのレベ
ルに分けて記述するようになっている．個々の活動

とその意図を記述するレベルと授業全体の意図の構

造を記述するレベルであり，前者は学習指導案の本

時の流れで記述されるものに対応し，後者は授業の

ねらいと本時の流れをつなぐものに対応する．これ

らをそれぞれ授業活動フローモデル，授業活動意図

モデルとよんでいる．特に後者の授業活動意図モデ

ルの内容は，学習指導案中に記述が明確にされてい

ないこともあり，記述されていても文章として記述

されているために，授業全体の目標が個々の活動と

どう対応するかを読み取ることが難しいことも多い． 
図 1に授業活動フローモデルと授業活動意図モデ

ルを図示したものを示す．このモデルは木構造で記

述されており，根には授業の全体目標，その下にそ

の目標を達成するための手段が階層的に記述されて

いる．この構造により，授業全体で達成したい大き

な目標から，それを達成するための具体的な行為ま

での関係がモデル上に記述される．この構造の葉に

現れる具体的な活動の部分を授業活動フローモデル

とよび，それより上の抽象的な意図の構造を授業活
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動意図モデルとよんでいる．授業活動フローモデル

は前述のように学習指導案の本時の流れに対応する

ものであり，学習指導案では基本的に個々の教師に

よって自由に記述されているが，授業活動フローモ

デルとして記述することによって OMNIBUSオント
ロジーによって統制された語彙と構造で記述するこ

とができ，共通の基盤の上で比較対照が可能となる． 
 

 
図 1 OMNIBUSによる授業のモデルの一部 

 
3. 授業設計の演習化 
本研究では，OMNIBUS オントロジーで定義され

る授業活動フローモデルと授業活動意図モデルを用

いることで授業設計の演習化を提案する．学習指導

案はともすれば形式も個々の教師や学校，研究会と

いったレベルで異なり，記述内容に関しては各教師

が自由に書いていることが多い．これを 2つのモデ
ルで形式化し，構成要素を統制することによって，

評価可能にすることが目標の一つである．ただし，

妥当な内容を定めるものをユニバーサルに設定する

わけではなく，理論やコミュニティといった範囲毎

に設定することによって，多種多様な学習観や教授

観に対応する．モデルの枠組みと，理論やコミュニ

ティで異なる評価の基準の組み合わせによって，そ

の範囲内で教授知識が適切に利用されているかの診

断を行う． 
演習という学習形態は，一般に学習者が課題を解

き，それに対して正誤判定を行い，フィードバック

を学習者に返すという流れで構成される．学ぶ対象

を授業設計で用いる教授知識とすることが本研究で

考えている授業設計演習である．そして，ここでは

ある理論やコミュニティの中に限定して，その範囲

の教授知識を，他者が作った具体的な授業計画を利

用して学ぶことを目指すものである．そして，他者

の作った授業計画を倣うことを通じて教授知識の獲

得とその適用方法を学ぶものとする． 
授業設計演習では，以下の 3つの学習段階を設定

する． 
1. 知識の獲得段階 
2. 知識の適用段階 
3. 知識の応用段階 
各段階における目標を授業活動フローモデルと授

業活動意図モデルと以下のように対応させることで，

演習を構成し，システムによる評価を実現する． 

1. 授業活動意図モデルから学習指導案と授業

活動フローモデルを作成できる 
2. 授業活動意図モデルを修正し，違う場面を想

定して学習指導案と授業活動フローモデル

を作成できる 
3. 自分で最初から学習指導案，授業活動意図モ

デル，授業活動フローモデルを作成できる 
以上のような授業設計演習を実現するためのシス

テムについて考える． 
 

4. 知識の獲得段階の演習方法例 
知識の獲得段階は授業活動意図モデルから学習指

導案と授業活動フローモデルを作成できるというも

のであった．そのための演習方法の一つとして，図

2のように授業活動意図モデル中の教授知識と授業
活動フローモデルの対応箇所，また授業活動フロー

モデルと学習指導案中の対応箇所をつなぐという演

習が考えられる．これによって学習する教師は学習

指導案の記述に対して，それがどのような教授知識

を用いて行われているのかを学習することができる． 
 

 
図 2 知識の獲得段階 つなぐ演習 

 
5. まとめ 
本稿では，OMNIBUS オントロジーに基づく授業

活動フローモデルと授業活動意図モデルを用いて学

習指導案などに記述される具体的な授業計画を用い

て，教授知識を知り，その適用方法を学ぶ演習につ

いて提案した．一般に授業計画を評価するのは難し

いが，理論やコミュニティといった範囲を規定する

こと，そして教授知識を OMNIBUSオントロジーに
基づいてコンピュータ処理可能なレベルで記述する

ことによって，その範囲内での評価が可能になる．

今後はさらに演習方法を考えるとともに，システム

の実装を行う． 
 

参考文献 
(1) Nunes, M. B. and McPherson, M.: Why Designers can-not 

be Agnostic about Pedagogy: The Influence of 
Constructivist Thinking in Design of e-Learning for HE, 
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Intelligent Environment, pp. 7–30, Springer (2007) 
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学による学習・教授理論の組織化と Theory-aware オ
ーサリングシステムの実現-”, 人工知能学会誌 24(5), 
351-375, 2009. 
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算数文章題解決における数量的統合過程の対象的行為化としての算数三角ブ

ロックシステムと教材知識のオーサリング支援機能 
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あらまし：複数の四則演算が含まれる算数文章題解決を構造的に理解する過程である数量的統合過程を支

援する算数三角ブロックシステムを開発している。このシステムを用いた演習では児童は文章中に現れる

概念と算数三角ブロックを用いて概念間の数量関係を構築することになり，これは数量的統合過程の対象

的行為化になっているといえる。本発表では,この算数三角ブロックとその実践利用について紹介すると

ともに,教師自らが本システムで利用可能な問題を作成するためのオーサリング支援システムについても

報告する。 
キーワード：算数文章題，数量的統合過程，算数三角ブロック，オーサリング支援 

 
 
1. はじめに 
算数文章題の問題解決は，変換，統合，プラン化，

実行の 4つの過程で行われるとされている．中でも
統合過程が最も困難であり，躓きやすいと言われて

いる(1)．この統合過程は，変換過程で理解した一文

毎の理解を，ひとつのまとまった意味として理解す

る過程であり，言語的に理解する言語的統合過程と，

数量関係までをも理解する数量的統合過程に整理で

きる．統合過程は学習者が頭の中で行う過程である

ことから，学習者の理解を診断することが困難であ

る上，指導を行うことが困難であると言える． 
この数量的統合過程を支援するモデルとして算数

三角ブロックを提案している．また，この算数三角

ブロックを用いて，問題の構造を構築する演習を行

わせることで，数量関係的統合過程の対象的行為化

を行った算数三角ブロックシステムを開発し，実践

を通して算数三角ブロックの有用性を確認した． 
また，この算数三角ブロックシステムで学習者に

考えさせる問題を教師が自ら用意することで指導し

たい内容に則した演習を行わせることが可能である

と考えられる．そこで，教師が自ら問題作成できる

オーサリング支援システムを開発し，評価を行った． 
 

2. 数量的統合過程の外化表現 
2.1 算数三角ブロック 
数量的統合過程では，概念同士を演算関係で結び

つける．これを実現する枠組みとして算数三角ブロ

ックを提案している．この算数三角ブロックは言葉

の式表現(2)を用いた単一の二項演算を基本単位とし

た三つ組み構造となっている．単一の算数三角ブロ

ックは，和差乗除のいずれかの演算子を持っており，

任意の三つの概念の演算関係を表現している．また，

一致する概念を介して三角ブロック同士をつなぐこ

とが可能であり，階層的に演算を表現できる．  
2.2 特徴的な構造記述 
算数三角ブロックを用いた数量的統合過程の外化

表現には，（1）物語形（2）求答形（3）積和標準形
の三つの特徴的な構造記述が存在すると考えられる．

物語形は，文章中の物語の流れに沿って構築された

構造であり，求答形は解の導出過程に沿って構築さ

れる構造である．また，積和標準形は，和と積の演

算関係のみで構築される構造である(3)． 
 

3. 演習用システムとその実践利用 
3.1 算数三角ブロックシステム 
算数三角ブロックを学習者に構築させる演習を行

うためのシステムである算数三角ブロックシステム

を開発している．このシステムで，学習者は二つの

演習を行う．まず，問題文と問題文から抽出できる

概念が与えられる．これらと，各演算子を持つ算数

三角ブロックを用いて問題の構造を構築する．次に，

学習者は構築した構造を基に，実際に答えを求める

演算を行う．各演習の間にシステムは学習者の解答

を診断し，誤りに応じたフィードバックを行う． 
3.2 実践利用 
小学生を対象に本システムの実践利用を行った．

この実践は，（1）数量的統合過程が存在し，この過
程が数量を表す概念間の二項演算の連結で表現でき，

（2）特徴的な構造記述が存在する，を検証すること
が目的である．広島大学付属小学校 6年生 75名を対
象に，演習 80分，アンケート 10分で行われた． 
実践の結果，全 9 問中平均正解率が 7.5 問，また

全問達成者が 39名であることから，大半の児童が演
習をよく行えていたことがわかる．また，アンケー
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トでは，「問題の意味を知るのに役立ったか」「これ

までの算数の文章題を解くときにもやっていること

だと思うか」を問う設問も用意しており，それらの

どの設問においても 7割以上の児童が肯定的な回答
を示している．よって，構造の構築に違和感はなく，

演習によって児童の考えが外化されていることがわ

かる．また，児童らが構築した構造は三つの特徴的

な構造が主に表れていることがわかる（図 1）．この
ことから算数三角ブロックが妥当なものであること

がわかる． 
 

 
図 1児童によって構築された構造の割合 

 
4. オーサリング支援 
本システムを用いた演習には，教師が指導したい

内容に則した問題が不可欠である．これを教師が自

ら作成できるオーサリング支援システムを開発した． 
4.1 オーサリング支援の必要性 
算数三角ブロックシステムで用いる問題の問題デ

ータとして，問題文とその問題文から抽出できる概

念が必要である．また，学習者が構築した構造を判

定するために，抽出した概念間の演算関係も必要と

なる．これらを考える際，特に概念を問題文から抽

出することが困難である．これは，問題文中には直

接現れないが，概念同士の演算結果として現れる中

間概念が存在するからである．これを支援するため

に，教師が問題文から概念を取り出しながら，その

概念間の演算関係を定義できる，また概念間の演算

関係を定義しながら必要な概念の抽出ができるよう

なシステムが必要であると考えられる． 
4.2 システムを用いた問題データ作成 
開発したオーサリング支援システムには，問題編

集，構造編集，関係編集の状態があり，それらを遷

移させながら問題データを作成する．問題編集状態

で，問題タイトルと問題文の定義を行う．構造編集

状態では，問題文から抽出できる概念を定義するこ

とができる．ここで，その概念が持つ名前，数値，

属性，問題文との対応，を定義する．関係編集状態

では，＋，－，×，÷の演算子を持つ算数三角ブロ

ックを生成でき，構造編集状態で作成した概念間の

演算関係を定義する．システムの状態は自由に変更

でき，概念間の演算関係を定義するときに，必要な

概念が抽出できていなくても，状態を遷移させて必

要な概念の抽出が可能となる（図 2）． 

 
図 2 問題データ作成例 

 
5. 評価実験 
5.1 目的 
開発したオーサリング支援システムを用いて，問

題データを作成することができるかを確認すること

を目的に評価実験を行った．情報系大学生 1名，大
学院生 3名，小学校算数教諭 1名に本システムを用
いた問題データ作成を行ってもらった． 
5.2 結果 
実験の結果，すべての被験者が本システムを用い

た問題データ作成を行うことができた．また，実験

を終えた被験者から「使いやすかった」「問題作成に

ストレスを感じなかった」との声を頂いた．また，

小学校算数教諭からは「三角ブロックの作成は困難

な課題ではない」「様々な算数文章題に対して三角ブ

ロックを作成できる」との声を頂いた．これらのこ

とから，本システムを用いることで，少ない負担で

問題データの作成を行うことができると考えられる． 
 

6. まとめと今後の課題 
算数文章題解決における数量的統合過程の活動の

支援を目的とした算数三角ブロックとその演習用シ

ステムを説明した．また，この演習用システムで使

用する問題の問題データの作成を支援するシステム

を開発し，評価を行った．今後の課題としては，算

数文章題の問題同士の関係を調査，分析，分類する

ことで，学習者の理解に合わせて次に演習させる問

題を教師に提示する機能が実現できるのではないか

と考えられる．また，問題間の関係を意識させるよ

うな演習も実現できると考えられる． 
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あらまし：昨今，脳波を用いた BMI，BCI が注目されており，多数の実現例も存在する．しかし，その

多くは，数百万円以上の高額な脳波計を用いて計測を行っている．我々は，それに対して，3 万円程度の

安価な簡易型脳波計ヘッドセットを用いて BMI，BCI の実現に向け研究を行った．今回，操作対象とし

て選択したのが，仮想物体とロボットアームの制御である．本論文では，安価な脳波計での仮想物体とロ

ボットアームの制御方法を考案，考察し，未来への展望を提案する．

キーワード：BMI，BCI，EEG，VR，ロボットアーム

1. はじめに
昨今，BMI（ブレイン・マシン・インターフェイ

ス），BCI（ブレイン・コンピュータ・インターフェ

イス）の研究は，急速に進みつつあり，さまざまな

方法で脳情報を取り出し，その情報に意味付けを行

うことで，実現してきている．過去の研究では，脳

波を用いて，BMI，BCI を実現した例は，少なから

ずある．

今回，我々は，脳情報の中でも，比較的容易に計

測できる脳波に注目し，仮想物体（1）（VR: Virtual 
Reality）とロボットアームの制御（2）に関する 2 つの

関連研究を挙げ，検討を行い，それに基づき，研究

を行った．

我々は，3 万円程度の安価な簡易型脳波計ヘッド

セットを用いて，BMI，BCI を実現することを目的

としている．加えて，仮想物体の制御の研究に関し

ては，脳波でアバター等を操作することに加え，3D
ディスプレイ，3D プロジェクタを用いて，より没入

感の高い体験を得られるようにすることも目的とし

ている．

2. 創造性，独創性
従来の研究では，数百万円の脳波計を使用し，脳

波を計測している．それに対して，我々は，3 万円

程度の安価な簡易型脳波計ヘッドセットを用いて研

究を行った．

また，VR の制御の研究として，脳波を計測し，

そのフィードバックとして，アバターの操作を行っ

ているが，モニター越しであるという点に VR の要

素の１つである「没入感」を欠いていると考えた．  

その改善方法として，3D ディスプレイ，3D プロ

ジェクタ等を用いることで，没入感を高められると

考えた．

3. 実験方法（仮想物体・ロボットアーム）
仮想物体とロボットアーム制御は，脳波取得から，

コンピュータによる信号送信まで，同じシステムを

使用している．

 今回，我々が使用している脳波計は，NeuroSky 社

の B3-Band である．この脳波計は，3 万円程度で入

手できる．仕様として，電極が 2 つ，前頭葉に装着

し，前頭葉の脳波を取得する．取得できる脳波とし

て，生データ，集中度，リラックス度が取得できる

（図１）．

人の脳には，機能局在性があり，前頭葉は，物事

に集中したときに，脳波に動きが現れることが知ら

れている．我々は，その特性を生かし，脳波計から

取得できる脳波データのうち，集中度に注目した．

取得できる脳波のうち，集中度は，0 から 100 の

値で取得でき，比較的，人間の意志での操作が可能

である．その集中度に閾値を設け，集中度が仮に 50
を上回ったときにある特定のコマンドを送信する方

法で，BMI，BCI の実現を行った．

3.1 仮想物体の制御

仮想物体の制御として，前項の集中度が 50 を上回

ったときに，特定の動作をするようにプログラミン

グして利用した．今回，例として，テトリスの操作

を，脳波を用いて行った．

テトリスの操作を行う上で，必要となる動作は，

ブロックの左右操作，回転である．ブロックの左右

の動きを，脳波計から取得された集中度でコントロ

ールした．具体的には，集中度が 50 を超えると，ブ

ロックを左へ，50 を下回るとブロックを右へという

操作である．今回，ブロックの回転は，キーボード

より操作を行った．
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次に，脳波で，仮想物体を制御する際に，より没

入感を高めるために 3D ディスプレイや，

ェクタ，自作した透過スクリーンなどを使用し，没

入感を高める試みを行った．

3.2 ロボット制御

ロボットアームの制御についても，

験方法で挙げた方法を用いて実現させている．今回

は，ロボットアーム（図 3）の操作を行った．

まず，ロボットアームの操作として，ロボットア

ームの手の開閉を脳波計から取得された集中度を用

いて行った．脳波計から取得された集中度が，

上回ると，ロボットアームの手を閉じ，下回ると開

くといったものである．

図 1 取得された脳波信号

図 2 脳波を用いたテトリス操作

図 3 ロボットアームの制御

する際に，より没

ディスプレイや，3D プロジ

ェクタ，自作した透過スクリーンなどを使用し，没

ロボットアームの制御についても，3 で挙げた実

験方法で挙げた方法を用いて実現させている．今回

）の操作を行った．

まず，ロボットアームの操作として，ロボットア

ームの手の開閉を脳波計から取得された集中度を用

いて行った．脳波計から取得された集中度が，60 を

上回ると，ロボットアームの手を閉じ，下回ると開

取得された脳波信号

脳波を用いたテトリス操作

ロボットアームの制御

4. 考察
今回行った実験をもとに考察を行う．

3 万円程度の安価な脳波計から取得できる

ータのうち，人の意思で比較的操作が可能である値

は，集中度であった．実験より，被験者の集中度を

スイッチとして仮想物体，ロボット制御を行うこと

が可能になった．しかし，集中度を動作の

のスイッチとして利用しているため，対象の動作が

限られるという問題が残った．この問題を解決する

方法を検討する．

1 つ目の方法として，短く区切った時間内で，集

中，リラックスを行い，それを数回試行しコマンド

として利用する方法である．具体的には，

（10 秒）を集中する．次の

3 区間目をリラックスしたとする．集中を「

ラックスを「0」としたとすると，

マンドになる．1，0，0 のコマンドは，ロボットを

左旋回させるコマンドとして事前に用意しておくと，

ロボットは左旋回といった方法である．

2 つ目の方法として，今回使用した脳波計は，前

頭葉の脳波のみを取得しているため，「物事に集中し

ている」ことは把握できるが，「何に集中しているの

か」を把握することは出来ない．そこで，別の脳波

計として，「Emotiv EEG」という

計を利用する方法である．この脳波計は，

極がついでおり，脳全体の脳波を計測することが可

能である．脳に機能局在性が存在することを考慮に

入れると，多数の場所の脳波を計測することで，「何

に集中しているのか」を推測することが可能になる

と考えている．

5. 展望
我々の研究の最終目標は，

人の意思を推測し，意思通りに操作できる

を行うことである．10 万円程度の脳波計で，成功さ

せることにより，実用化が容易になると考えられる．

また，応用範囲として，仮想物体

制御の研究を行っていることで，手や足が不自由な

身障者が，仮想空間で没入感を感じながら「旅」を

することや，身障者が自分の手足のように感覚的に

ロボットを操作できるようになることで，心のケア

や支援・援助といった方法として，また，新しいエ

ンターテイメントとして提案することができると考

えている．

参考文献
(1) http://www.keio.ac.jp/ja/press_release/2007/kr7a43000000

a9k2.html （2007）
(2) 飯田貴昭: ”脳波を用いたロボット制御

ス・メカトロニクス講演会講演概要集

1A1-E26(3)（2010）

今回行った実験をもとに考察を行う．

万円程度の安価な脳波計から取得できる脳波デ

ち，人の意思で比較的操作が可能である値

実験より，被験者の集中度を

，ロボット制御を行うこと

しかし，集中度を動作の ON，OFF
のスイッチとして利用しているため，対象の動作が

限られるという問題が残った．この問題を解決する

として，短く区切った時間内で，集

中，リラックスを行い，それを数回試行しコマンド

として利用する方法である．具体的には，1 区間目

秒）を集中する．次の 2 区間目をリラックス，

区間目をリラックスしたとする．集中を「1」，リ

」としたとすると，1，0，0 というコ

のコマンドは，ロボットを

させるコマンドとして事前に用意しておくと，

ロボットは左旋回といった方法である．

として，今回使用した脳波計は，前

頭葉の脳波のみを取得しているため，「物事に集中し

ている」ことは把握できるが，「何に集中しているの

か」を把握することは出来ない．そこで，別の脳波

という 10 万円程度の脳波

計を利用する方法である．この脳波計は，16 個の電

極がついでおり，脳全体の脳波を計測することが可

能である．脳に機能局在性が存在することを考慮に

入れると，多数の場所の脳波を計測することで，「何

に集中しているのか」を推測することが可能になる

我々の研究の最終目標は，10 万円程度の脳波計で，

人の意思を推測し，意思通りに操作できる BMI，BCI
万円程度の脳波計で，成功さ

せることにより，実用化が容易になると考えられる．

仮想物体，ロボットアーム

制御の研究を行っていることで，手や足が不自由な

身障者が，仮想空間で没入感を感じながら「旅」を

することや，身障者が自分の手足のように感覚的に

ロボットを操作できるようになることで，心のケア

や支援・援助といった方法として，また，新しいエ

ンターテイメントとして提案することができると考
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クイズ掲示板の機能開発と運営上の規約作成
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あらまし：筆者らは、クイズをインフォーマル・ラーニングの一環であると捉え、クイズに特化した掲示

板を開発している。掲示板はすでに公開しているものの、利用したユーザから多くの改善要求が寄せられ

ており、現在、対応している最中である。また運営上の規約についても整備した。クイズ掲示には、一般

的な掲示板とは異なる特有のトラブルが起きがちであり、それに対応できる規約を整備する必要がある。

本発表では、新たに追加した機能や、作成したクイズ掲示板の運営上の規約の作成について報告する。

キーワード：クイズ、インフォーマル・ラーニング、掲示板

1. はじめに

筆者らはクイズを「自発的な学び」を誘発する有

効な手段と考えており、クイズに必要な諸機能を持

つ掲示板の開発を、2012 年度から行っている。

先行研究として、ナレッジ・コミュニティの一つ

「人力検索はてな」でクイズを発表していたクイズ

作者の属性調査を行い、年齢層や学歴、性別、クイ

ズに関する態度などを調査した（1）。次に、そのアン

ケートに応じてくれたクイズ作者に、クイズ専門の

掲示板を作るとしたらどんな機能が欲しいかについ

て、20 の機能を 10 点満点で回答させることでイン

タビュー調査した(2)。その後、クイズ掲示板のプロ

トタイプを作成し(3)、いくつかの機能を実装し(4)、さ

らに機能を付け加えて公開した(5)。掲示板の URL は

http://www.bmiquiz.com/ である。さらにクイズを作

問することの教育効果について実験を行った(6)。

本発表では、最新の機能追加についての発表(5)以

降、さらに新たに追加した機能や、クイズ掲示板の

運営上の規約を整備した件について報告する。

 

2. 開発した掲示板

開発した掲示板の概要を示す。クイズの出題には

会員登録が必要となる。メールアドレスとハンドル

で会員登録を済ませログインすると、クイズの閲覧

画面となる。閲覧画面を図 1 に示す。

図 1 クイズの閲覧画面 

クイズの閲覧画面でクイズを選択すると個別のク

イズ画面が示される。クイズの出題時には締め切り

日時と時刻、ジャンル、画像を設定できる。また問

題や回答への評価やランキング一覧の閲覧、過去の

クイズのジャンル・キーワード・出題者などによる

検索も可能である(5)。

3. 追加した機能

今回、追加した機能は以下の通りである。

[1] 会員でなくてもクイズを閲覧できる機能

[2] 問題について、出題者からヒントを追加する

機能

[3] 各回答について、出題者が個別にコメントで

きる機能
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[4] 掲示板に投稿があると、すぐ管理人にメール

が行く機能

[5] 不適切な行為があった場合、管理人に通報で

きる機能

4. つ⣙のᩚഛ

掲示板を円滑に運営するには、掲示板利用に関す

る規約の作成が必要となる。本研究で開発している

掲示板は、クイズ、それも新たに創作されたクイズ

を重視するため、通常のナレッジサイトの規約を参

考にしつつも、独自の規約が求められる。

筆者らは以下の手順で規約を定めた。

[手順 1] 国内の代表的なナレッジ・コミュニティ

４サイト（人力検索はてな、Yahoo!知恵袋、教えて

GOO、OKWave）の規約を集める。

[手順 2] 重複した部分を削除しひとつにまとめる。

[手順 3] クイズ専門の掲示板の規約に不要な規約

を削除する。

[手順 4] 過去のトラブルを参考にしつつ、クイズ

掲示板に必要な条項を追加する。

筆者の一人は「人力検索はてな」というナレッジ・

コミュニティでクイズを長年、出題してきた経験が

あり、クイズ掲示板に起きる可能性がある特有のト

ラブルについて経験を積んでいる。現在までに「人

力検索はてな」で経験したトラブルには以下がある。

各トラブルと、本規約での方針を示す。

[1] クイズの正解を思いついた人が、出題者が正

解を発表する前に、SNS、ブログ、掲示板等、他の

回答者の見えるところに回答してしまうマナー違反

→一律に禁止し、違反した場合は警告する。何度

も繰り返したり、悪意で行っていたりするユーザは、

管理人の判断で会員を強制退会させる。

[2] クイズの問題に不備があったとき、回答者が

出題者を必要以上に非難する事態。

→本掲示板は創作クイズを歓迎するクイズ掲示板

であり、回答者よりは出題者を保護するという姿勢

を明示する。クイズの創作時には不備がつきもので

あり、回答者は出題に不備を感じたら、それを非難

するのではなく、改善案を提案する、出題者の意図

を自分なりに推測した上で、仮にその推測が正しい

場合は、自分はどう回答をしたいかを示すよう求め

る。

[3] クイズの問題に不備があり、出題者が途中で

それに気付いたとき、問題文の訂正を認めるかどう

か、また訂正前にすでに回答してしまった人に対す

る扱いをどうするか。

→明らかな誤字など軽微な訂正は無条件に認める。

問題に重大な欠陥があった場合、問題の取り下げに

より対処するか、問題文の訂正により対処するかは

出題者にゆだねる。

[4] クイズが難しすぎ、締め切りが間近になって

も誰も回答する人がいない場合、ヒントの追加を認

めるか。

→出題者によるヒント追加を認めるが、できれば

ヒントを出す前に回答者に時間的猶予を持って「ヒ

ントが必要か」を尋ねることが望ましい。

[5] クイズが知識依存であり、たとえばあるアニ

メを観た人には容易に解けるが、そうでない人には

決して解けないような問題だった場合どうするか。

→出題前に「知識依存がある」問題であることを

示すことが望ましい旨を規約に明記する。

[6] 出題者が各回答者につけた評価に偏りがあり、

あきらかに良い回答なのに不当に低い評価点をつけ

ていた場合どうするか。

→運営側からは特に関与しない旨を明記する。

[7] 「わかりません」という一言だけなど、あき

らかに回答として不十分な回答を繰り返す回答者を

どうするか。

→通報機能により管理人が判断し対処する。

[8] きわどい冗談を含むなど、年齢によるレーテ

ィングが必要と思われるクイズについてどう管理者

として対応するか。

→クイズの質やその出題者の他の問題も考慮し、

管理人が総合的に判断する。

[9] 著作権問題をクリアしていない画像を用いた

出題がなされたらどうするか。

→規約には著作権をクリアした画像のみを使うよ

うに明記する。現実の運営では、他のナレッジ・コ

ミュニティの運営を参考にしつつ判断する。

5. ࡾࢃ࠾

規約とクイズ掲示板は現在も改良中である。発表

時に最新版を示す。

ཧ⪃ᩥ⊩
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スポーツ競技者に対するフィットネス測定の質保証
－測定スキルの向上を支援する CMS の提案－
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- Proposal of CMS to Support Improvement of Testing Skill -
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あらまし：フィットネス測定は，科学的な側面からスポーツ競技者の体力を評価し，競技力向上に役立つ

データや知見を提供するために実施されているが，これらのデータの活用には，測定値の妥当性，信頼性

が保証されていることが大前提である．本研究では，フィットネス測定の質保証を目的とした「測定者養

成」に関する取り組みの現状と課題を整理し，スキル習熟の観点より改善方策としての CMSを検討した． 

キーワード：測定の質保証，国際競技力向上，スキル習熟支援，CMS，ブレンディッドラーニング

1. はじめに
国立スポーツ科学センター（Japan Institute of 

Sports Sciences：JISS）においては，競技力に関わる

フィットネスの諸要因についてスポーツ科学の側面

から調査・測定を実施し，競技力向上に役立つデー

タや知見を提供している（1）．フィットネス測定は，

選手個人の体力的な強みと弱みがどこにあるかを明

確にするために行われる．また，トレーニング強度

の設定や，計画・実行されたトレーニングプログラ

ムが効果的かつ効率的に進行しているかのモニタリ

ングにも利用される．更に，多くの選手のデータを

集約することによってタレント発掘（ Talent 
Identification）や評価基準値の作成等，2 次的な活用

も期待される．

これらの 1 次的，2 次的なデータの活用には，測

定値の妥当性，信頼性が保証されていることが大前

提である．Australian Institute of Sport (AIS)では独自

の測定品質保証プログラム（National Sport Science 
Quality Assurance Program）を実施しているが（2），JISS
においても，2001 年の開所以降，統一された測定マ

ニュアルを作成し，それをもとに測定の標準化を図

っている．また，測定者の養成については，開所以

降さまざまな取り組みを経て，2010 年より「習熟度

チェック」を含む独自の測定者養成プログラムをス

タートさせた．本研究では，こうした「測定者養成」

の取り組みにおける現状と課題を整理し，スキル習

熟の観点より改善方策としてのContent Management 
System（CMS）を検討した．

2. JISS における測定者養成の概要
JISS における測定者養成は主に①測定講習会・研

修会，②自主学習・自主練習，③習熟度チェックの

３つの段階に分けられる．

2.1 測定講習会・研修会

 JISS においては，4 月の第 2 週を目安に新人職員・

研究員を対象とした「測定講習会」および「測定研

修会」が開催されている．「測定講習会」は測定に関

する心構えや基本的知識の獲得を目的に，講義形式

で実施されている．一方，測定に関する技能の習得

を目的とした「測定研修会」では，熟練した測定者

の実演をもとに，実際の測定で用いられる機器・装

置を使った実習を行っている．

2.2 自主学習・自主練習

「測定講習会」，「測定研修会」を実施したのち，

測定を担当することになる新人職員・研究員は自主

学習・自主練習を実施する．JISS 職員・研究員によ

り作成された測定マニュアルにより，各測定項目に

関する専門的知識の学習を行う．また，マニュアル

に記載された測定手順をもとに，新人同士を測定

者・被測定者として実際の測定を実施しつつ，測定

のスキル習熟を図る．スキルの習熟具合の確認には，

各測定項目別に作成された「チェックシート」を用

いる．

2.3 習熟度チェック

 自主学習・自主練習を終えると，測定に関する知

識の確認とスキルの習熟度の確認を兼ねた「習熟度

チェック」を受けることになる．習熟度チェックは，

測定の準備から，実際の測定，選手へのデータのフ

ィードバック，片づけまで，実際の測定業務の流れ

に近い状況下で行われる．習熟度チェックの受験者

は，数人の評価者の前でこれら一連の流れを実施し，

評価を受ける．評価者は測定の途中や測定後におい

て口頭試問を実施することもある．評価に関しては

自主学習・自主練習で用いたチェックシートとリン

クさせた独自の評価シートを用いて，各評価項目が
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基準に達しているか否かを総合的に評価する．結果

は受験者へフィードバックされ，合格者は選手を対

象とする実際の測定業務の担当になることが許可さ

れる．不合格者はフィードバック結果をもとに，専

門知識の確認やスキルの改善を行い，習熟度チェッ

クを再度受験することになる．

図 1 測定者養成の流れ

表 1 チェックシートの例（機材例：Biodex System4）
項目 評価ポイント 

PC 立ち上げ マニュアルの手順に従っているか． 

データベース接続 正しい接続先を選択しているか． 

被験者登録・選択 
マニュアルの手順に従っているか．登

録方法は正しいか． 

プロトコル選択 正しいプロトコルを選択できているか． 

測定の事前説明 分かりやすい説明か． 

選手固定 
怪我の有無や体調の確認をしている

か．マニュアルの手順に従っているか． 

回転中心 正しく中心に設定されているか． 

可動域設定 
マニュアルの手順に従っているか．特

に最大伸展位の決め方． 

ウォーミングアップの実施 
十分に力が出せる状態にさせたか．手

順を含め，チェックを行う． 

測定中の手順説明 分かりやすい説明か． 

測定中の対応 ＰＣ操作，選手への対応は適切か． 

測定値評価 

測定中のデータ確認は行っているか．

レポート作成ウインドウの操作はマニュ

アルに従っているか． 

選手への測定値の説明 正しい知識に基づいた説明か． 

測定時間 
測定準備から測定値説明までの間で

30 分とする．（測定時間は 20 分程度） 

3. 測定スキルの向上を支援する CMS の提案
従来の測定者養成の仕組みは，講習や実習，自主

学習・自主練習が中心であるが，使用できる機材の

事情などから非効率な部分も存在する．このため，

自主学習を目的とした CMS を導入し，従来の対面

指導を補う形でのブレンディッドラーニングを提案

したい．JISS はアスリートに対するフィットネス測

定において国内代表的な役割を担っており，本モデ

ルは関係機関への波及効果が期待できる．

3.1 実技指導用動画教材の配信

チェックシートは，あくまで評価者の立場で作成

されており，新人には，実際の機材を使用しても，

なかなか理解できない場合が多い．また，お手本と

なる熟練測定者の実演を見る機会も限られている．

このため，業務の空き時間等でも，効率的に知識獲

得や技能習得ができるよう，熟練測定者の実演や解

説を収めた動画教材を作成し，CMS 内において配信

する．これによって，実機がない場合でも，実技の

自主学習の機会が設けられる．

3.2 予習・復習用テスト教材の導入

練習用機材は数が限られる一方で，実際の測定機

材も兼ねているため，通常，多人数が同時使用でき

ない他，練習機会も限られる．このため，予習・復

習用のテスト教材を CMS 内に配信し，限られた実

機練習・対面指導の学習機会を支援する．予習用テ

スト教材によって，測定に必要となる基礎知識を事

前に習得する一方で，事後にテストを実施する場合

は，自らの習熟度を客観的に振り返ることが可能と

なる．

3.3 問題事例の収集システム

実際の測定では，さまざまな競技者に柔軟に対処

する必要があり，陥りやすい失敗事例の蓄積も重要

である．このため，マニュアルでは対応できない，

実際の測定に即した問題と解決事例を収集する．収

集には，熟練測定者も積極的に関わることで，実際

の測定にも活用できる PBL (Problem Based Learning)
に基づく支援システムとして CMS 内に導入する．

4. まとめ
測定者養成に上記のような CMS を導入すること

により，新人職員・研究員の効果的・効率的なスキ

ル習熟が期待できる．また，問題事例の収集につい

ては，新人だけでなく，一定のスキルを持つ測定者

にも応用可能であり，実際の測定業務で生じる課題

を解決するための支援システムへと展開できる．
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測定講習会・研修会

•基本的知識の確認・習得

•実際の測定を観る・体験する

自主学習・自主練習

•専門知識の習得

•測定マニュアル・チェックシートを
用いて測定スキルの習熟を図る

習熟度チェック

•専門知識の理解度の確認

•測定スキルの習熟度の確認
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あらまし：我々は 3年前から農地に Webカメラを設置し、教室から農地の様子を確認できる農業体験学
習支援システムを開発している．本システムでは，リンゴの実やリンゴの木全体の画像，農作業画像，各

種環境データを記録できる．しかし，これらの膨大な情報から授業に活用する情報を取捨選択し，教材に

するには多大な負担がかかる．そこで，これらの情報を少ない負担で教材として活用することを目的とし

たオーサリングツールを提案する. 
キーワード：オーサリングツール，教材作成支援，農業体験学習，総合の学習 

 
 
1. はじめに 
我々は 2011 年より農業体験学習支援システムを

開発し，岩手県内の小学校で運用してきた(1)．本シ

ステムでは，農地に設置したWebカメラで撮影され
る写真を閲覧できる Web アプリケーションとなっ
ている．これにより，小学校にいながら農地の様子

が確認できるようになり，児童のリンゴへの興味を

喚起させることにつながった．しかし，本システム

で撮影されるリンゴの実やリンゴの木全体の写真，

さらに農作業の写真は，年間 10000枚超にも及ぶが，
それらのデータのほとんどは学習のために活用され

ていないのが現状である．この膨大な写真の中から

授業に活用できる学習に有効な画像を検索すること

が困難であること，また，検索した画像を活用して

学習コンテンツを生成するのに時間がかかることな

どが問題点として挙げられた．そこで，本稿では，

教員が教育の現場で簡単に教材を作れるようにする

ことを目的とした，農業体験学習用オーサリングツ

ールを提案する． 
 

2. 先行研究 
先行研究で開発した農業体験学習支援システムの画

面例を図 1に示す．本システムは小学校と連携して
いる農地にWebカメラを設置し，撮影された写真は
モバイル WiFi ルータを経由してサーバにアップロ
ードされる．リンゴの実と木の写真は 5 時から 19
時まで毎時一枚の間隔で撮影される．農作業は人感

センサを用いて，人を感知したときに随時撮影され

る．現在，岩手県内の 3箇所の農地にWebカメラを
設置している．そのため，児童たちは普段，農業体

験で訪問している農地の様子だけでなく他の地域の 

 

図	 1	 農業体験学習支援システム	 
 

農地の様子と比較することもできる．児童はWebペ
ージ（http://kansatu.net）にアクセスし，小学校を選
択することで，実の写真，木の写真，農作業の写真

を確認できる．しかし，主に使われているのは一年

間のリンゴの成長を捉えた画像を連続再生している

動画に留まっている．また，撮影画像や環境データ

を組み合わせることによって，理科や社会などの他

の教科教育として活用できる可能性はあるが，他教

科との連携が薄い．システムの評価実験を行ったと

ころ，「時期情報を付与してほしい」，「早送り再生で

任意期間の切り出しをしたい」といった意見も得ら

れている． 
 
3. 研究課題と解決へのアプローチ 
本研究で提案するオーサリングツールでは，農地

の撮影画像や環境データなどの膨大なデータから学

習教材の素材として活用可能な画像やグラフ（以下，

素材）を抽出することが課題となる．そこで，本研

究ではこの素材を抽出する手法を検討する．素材は 

A1-1
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表	 1	 理科・社会で活用できる素材案	 
教科 学年 学習指導要領 素材案 データ抽出方法 

  日陰は太陽の光を遮るとでき，日陰の位置

は太陽の動きによって変わること 
晴れた日の 1日の農地全体の画像の

連続再生動画	 

気象庁のデータから快晴の日

を判別し，その日一日の農地

全体の写真を抽出	 

 3年 地面は太陽によって暖められ，日なたと日

陰では地面の暖かさや湿り気に違いがある

こと 

①晴れの日の土壌温度と気温 
②日なたと日陰の土壌温度と土壌湿

度を比較したグラフ	 

①昼と夜の温度差が著しい季

節の晴れの日の土壌温度と気

温を抽出	 

②湿度が低い晴れの日の土壌

温度と気温を抽出	 

  植物の成長は，暖かい季節，寒い季節など

によって違いがあること 
季節ごとに分類した実の画像の連続

再生動画と気温を比較したグラフ	 

実の写真と気温を季節ごとに

分類して抽出	 

 4年 天気によって 1 日の気温の変化の仕方に違
いがあること 

天気の異なる 2日間の気温を比較し

たグラフ	 

気象庁のデータから雨と晴れ

の日を判別し，その日一日の

気温を抽出	 

理科  植物の発芽には，水，空気及び温度が関係

していること 
2 年分の開花までの実の画像の連続

再生動画と気温と湿度を比較したグ

ラフ	 

積算温度(3)を用いて発芽前か

ら開花までの画像と環境デー

タを 2年分抽出	 

  植物の成長には，日光や肥料などが関係し

ていること 
肥料散布中の農作業画像の連続再生

動画	 

肥料散布中の農作業画像を抽

出	 

 5年 花にはおしべやめしべなどがあり，花粉が

めしべの先に付くとめしべのもとが実にな

り，実の中に種子ができること 

開花してから収穫されるまでの実の

画像の連続再生動画	 

開花から収穫までの実の写真

を抽出	 

  雲の量や動きは，天気の変化と関係がある

こと 
晴れた日の 1日の農地全体の画像の

連続再生動画	 

気象庁のデータから晴れの日

を判別し，その日一日の農地

全体の写真を抽出	 

  地域には生産や販売に関する仕事があり，

それらは自分たちの生活を支えていること 
代表的な農作業画像を時系列上にま

とめた年表	 

代表的な農作業を判別し，そ

の作業を表す特徴的な画像を

数枚抽出	 

社会 3，4年 地域の人々の生産や販売に見られる仕事の

特色及び国内の他地域などとのかかわり 
農作業ごとに分類した画像の連続再

生動画	 

農作業ごとの画像を抽出	 

  
5年 

食料生産に従事している人々の工夫や努

力，生産地と消費地を結ぶ運輸などの働き 
農作業ごとに分類した画像の連続再

生動画	 

農作業ごとの画像を抽出	 

 
小学校の学習指導要領に沿った授業を展開できるも

のに絞る．まず，総合的な学習の時間の学習指導要

領の目標である「横断的・総合的な学習」(2)という

部分に着目し，総合の学習と理科・社会の科目との

繋がりのある画像や環境データを抽出する．理科・

社会の学習指導要領を参考にして，本システムに蓄

積されたデータを活用した素材案を検討した．検討

結果を表 1に示す． 
 
4. オーサリングツールの概要 
	 図 2にオーサリングツールの概要図を示す．表 1  

 

図	 2	 オーサリングツール概要図	 

の素材案を基に画像抽出を行う．次に，これらを素

材として生成する．教員はオーサリングツールから

素材を選択し，組み合わせることで教材を作る．	 
 

5. おわりに 
本稿では先行研究によって蓄積されたデータから

農業体験学習用教材の素材作成方法を提案した．現

在実際の教育現場でどのようなコンテンツがどのよ

うな場面で必要とされ，どのような形で利用される

のか模索中である．今後は教科書との関連性の評価

を行い，設計案の改善を随時行う．さらに，実際に

小学校で評価実験を行いオーサリングツールの有効

性について検討したい． 
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あらまし： 近年，学びの過程において学習者の学習記録を蓄積し学習評価に活かすことが求められるように
なった．本研究の目的は，学習者の学習記録の蓄積・活用を電子的なワークシート（e ワークシート）を用
いて支援する e ポートフォリオシステムを開発することである．本稿では，その最初の段階として，e ワー
クシートの項目の抽出を行い，項目構成ルールを明らかにし，形式化を行うことで，e ワークシート項目構
成モデルを提案した．本モデルに基づくシステムは，有意味なルールに則り，e ワークシートの項目の好ま
しい構造を保ちながら機械的に学習記録を扱うことが可能になると期待できる． 
キーワード：eワークシート，項目構成ルール，eポートフォリオ，学習記録，eポートフォリオシステム 

1. はじめに 
現在，初等中等教育において，きめの細かい学習

指導の充実と児童生徒一人一人の学習内容の確実な

定着を図ることが求められており，高等教育におい

ても，学生の学習成果による教育の質保証・質向上

のための取り組みが必要不可欠になっている． 
その中で，授業における学びの過程および成果の

記録（以下，学習記録）を蓄積し学習評価に活かす

ことが求められるようになった．この学習記録は，

問いに対する解答とその正誤の結果だけでなく，学

習者の問題解決過程における思考と判断の流れや，

議論や対話，自己評価や教師によるフィードバック

など，授業を通した密な学習エビデンスの記録であ

る．しかし，学習者が授業の内外でこれら学習記録

を蓄積・活用することは容易な作業ではない（問題

点①）．この問題点を解決するために，大学等を中心

に，学習記録を eポートフォリオとして扱うことで，
学習支援や教育の質保証に役立てるシステムが使わ

れるようになった．しかし，これら e ポートフォリ
オシステムは，学習者自らが自身の活動を制御・調

整しながら学習を進め，システムをツールとして活

用することが求められるため，学習者が有効活用す

るのは容易ではない（問題点②）．特に，初等中等教

育機関では，e ポートフォリオシステムを導入活用
している機関は稀である． 
一方，学習記録をとる一つの方法として，ワーク

シートがよく用いられる．ワークシートは，教師が

学習者にとらせたい学習記録に対応する項目を載せ，

ワークシートに沿って学習を進めることでワークシ

ート上に学習記録が記述される．しかし，一般にワ

ークシートは紙ベースで用いられ，あらかじめ項目

が固定で印刷されるため，項目を個別に扱うことは

物理的に困難であり，e ポートフォリオシステムで
学習記録を蓄積・活用するには適さない（問題点③）．

文科省では，紙ベースのワークシートを電子的に扱

うデジタルワークシートを提案しているが(1)，単に

紙ベースのワークシートを電子的に扱えるだけに過

ぎず，問題点③は解決されない． 
以上のように，現在，学習者が学習記録を蓄積・

活用することは容易ではなく支援を必要としている．

そこで，本研究では，先の問題点を解決することを

目的に，授業における学習者の学習記録の蓄積・活

用を電子的なワークシートを用いて支援する e ポー
トフォリオシステムを開発することを目指す．なお，

本研究が想定する電子的なワークシートは，単なる

紙ベースの代替ではなく学習記録の項目ごとの蓄

積・活用を可能にする形式的な枠組みを有するもの

であり，デジタルワークシートと区別して，「eワー
クシート」と呼ぶ． 
本稿では，eワークシートの項目の抽出を行い(3.)，

次に，e ワークシートの中でどの項目を，いくつ，
どの順序で配置できるか（以下，項目構成ルール）

を明らかにし，形式化を行うことで，e ワークシー
ト項目構成モデルを提案した(4.)．本モデルに基づく
システムは，有意味なルールに則り，e ワークシー
トの項目の好ましい構造を保ちながら機械的に学習

記録を扱うことが可能になると考えらえる． 

2. e ワークシートによる学習記録の蓄積と活用 
本研究が想定する e ワークシートによる学習記録

の蓄積・活用のイメージを図１に示す． 
教師は，学習者に授業の中で蓄積させたい学習記

録に対応する項目から成る e ワークシートをシステ
ム上で構成する．学習者は，その e ワークシートを
用い学習を進めることで，それが足場かけとなり，

学習が誘導され自ら取り組むことが可能になると同

時に，教師が意図した学習記録の入力が行われる．

入力された学習記録は，システムによって項目ごと

に別々に蓄積・管理され，一般の e ポートフォリオ
として活用可能になる． 
一度蓄積された学習記録は，e ポートフォリオと

して自由に扱うことが可能になる．例えば，ある授

業で用いた e ワークシートは，項目構成を管理する
ことでいつでも再現できるだけでなく，他の授業等

にも再利用できる．また，ある問題群の解答や，レ
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ポートと自己評価だけを抽出して表示したりと，動

的かつ適応的なショーケースとして活用できる．さ

らに，ある eワークシートの項目と別の eワークシ
ートの項目を結合させ，新たな e ワークシートして
表示したり再利用したりすることができる． 

 
図１ eワークシートによる学習記録の蓄積・活用例 

3. eワークシートの項目の抽出 
	 本章では，まず e ワークシートを構成する項目に
ついて，既存のワークシートから抽出を行った．具

体的には，実際に現場で使われているもの（85件），
書籍に載っているもの（45 件），WWW 上で公開さ

れているもの（22 件）から項目を網羅的に抽出し，
著者らでブレーンストーミングを行い，それらを e
ワークシートの構成項目として分類を行った（表 1）． 

4. 形式化 
次に，前章で抽出した項目の相互関係等を明らか

にし，整合性のとれたワークシート間の関係を抽出

した．そして，森本ら(2011)の手法を取り入れ(2)，拡

張 BNF記法を用いて，eワークシート項目構成ルー
ルを定義した（図 2）．なお，図 2の各ノードは，表
１の項目に対応している． 

5. eワークシート項目構成モデルの優位性 
e ワークシート項目構成モデルに基づいたシステ

ムを開発するで，以下の優位性を保証しながら，e
ワークシートを構成し活用することが期待できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 	 eワークシート構成項目 
 分類 項目 対象者 

付加

情報 
メタ記録 メタ情報，タイトル，説明，日時 － 

 
学習

指導 

知識理解 解答，理解 学習者 

思考 考え，予想，推測 学習者 

判断 決定，検討，選択 学習者 

表現 処理，分析，まとめ，議論，表現 学習者 

技能 活動，調査，発表，解決，創造 学習者 
 

学習

支援 

課題提示 問題，指示 教師 
資料提示 参考資料，連絡事項，作業物 教師 

足場かけ ヒント，補足説明 教師 
 

学習

評価 

学習目標 ゴール 教師／学習者 
評価基準 教師／学習者 

自己評価 感想，省察，評価結果 学習者 
相互評価 コメント，学び合い，評価結果 学習者 
教師評価 フィードバック，評価結果 教師 
他者評価 フィードバック，評価結果 保護者等 

 
・網羅性(Exhaustiveness) 
現在使われているあらゆるワークシートから項目

を抽出したことで，実際に使われ得るすべての項目

について網羅的にカバーできる． 
・健全性(Soundness) 

e ワークシート項目構成ルールによる項目間の関
係や出現順序を規定できるため，項目の出現順序や

対応関係の矛盾といった，好ましくない e ワークシ
ートの構造を排除できる． 
・柔軟性(Flexibility) 
構造を固定することなく，e ワークシート項目構

成ルールの規則内で，様々な構造のバリエーション

が期待できる． 

6. まとめ 
本研究は，e ワークシート項目構成モデルを提案

した．今後は，本モデルに基づくシステムを開発す

ると共に，開発システムを用いた授業実践を重ねな

がら，本項目構成ルールの最適化を図り，より有用

性の高いモデルに改善する予定である． 

参考文献 
(1) 文部科学省：“学びのイノベーション事業実証研究報

告書”，（2014） 
(2) 森本康彦，喜久川功，宮寺庸造：“e ポートフォリオ

活用のための蓄積文法と支援システムの開発”，日本
教育工学会論文誌，35(3)，227-236，（2011） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<eワークシート>::=[メタ情報](<学習目標>( ([タイトル]{[説明]} 
        	  ([問題]<学習指導１>|[指示]<学習指導２>){<資料提示>}{<足場かけ>}{<学習評価>} )+ )<学習評価>) 
<学習指導１>::=<解決過程><知識理解> 
<学習指導２>::=<解決過程><技能> 
<学習評価>::=<自己評価>(<相互評価>|<教師評価>|<他者評価>)* 
<解決過程>::=（<思考>|<判断>|<表現>）+ 
<学習目標>::=[ゴール]{[評価基準]} 
<知識理解>::=([解答]|[理解])+ 
<技能>::=([活動]|[調査]|[発表]|[解決]|[創造])+ 
<思考>::=([考え]|[予想]|[推測])+ 
<判断>::=([決定]|[検討]|[選択])+ 
<表現>::=([処理]|[分析]|[まとめ]|[議論]|[表現])+ 
<資料提示>::=([参考資料]|[連絡事項]|[作業物])+ 
<足場かけ>::=([ヒント]|[補足説明])+ 
<自己評価>::=([感想]|[省察]|[評価結果])+ 
<相互評価>::=([コメント]|[学び合い]|[評価結果])+ 
<教師評価>::=([フィードバック]|[評価結果])+ 
<他者評価>::=([フィードバック]|[評価結果])+ 
<  >：非終端ノード, [  ]：終端ノード, {  }：省略可能ノード, ＋：1 回以上の繰り返し, *:0 回以上の繰り返し 

図 2 	 eワークシート項目構成モデル 
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あらまし：近年，Wikipedia などの情報を活用して汎用的なオントロジーを構築する研究が実施されてい
る．本研究では問題の自動生成に活用できる知識ベースの構築を目的とし，多肢選択式問題の情報から知

識ベースを自動構築する手法を提案する．本手法を実現できれば検定試験の過去問題から知識を体系化で

き，各検定試験の出題分野の傾向や年度ごとの比較を容易にできるようになる．また，検定試験の作問を

支援することもできる． 
キーワード：知識ベース，オントロジー，検定試験，多肢選択式問題，ご当地検定 

 
 
1. はじめに 
近年，Wikipedia などの Web 上の知識をリソース

として，汎用的な大規模オントロジーを構築する研

究が行われている(1)(2)．これらの研究では，これまで

より低コストで非常に大規模なオントロジーを半自

動的に構築することが可能である．しかし，Web上
で扱われている知識のみにしか対応していない． 
一方，試験問題の作成現場では，作問負担が問題

となっており，問題の自動生成に関する研究が行わ

れている(3)(4)．これらの研究では，Web 上の情報や
問題作成者が入力した情報をリソースとして問題を

生成することが多い．Web上の情報を活用した場合，
Web上に記載されていない情報に関する問題が生成
できず，問題作成者が入力した情報を活用する場合

は，問題作成者に負担が生じる．本研究では，問題

作成者に負担をかけずに Web 上の情報に依存しな
い問題自動生成用の知識ベースの構築を目的とし，

検定試験の過去問題をリソースとした知識ベースの

自動構築手法を検討する． 
 

2. 構築する知識ベースの概要 
本研究では，検定試験で最も多く使われている多

肢選択式や一問一答式の問題で，答えが名詞の問題

を活用して知識ベースの構築を行う．実際に活用す

る問題には，共同研究を行っている盛岡商工会議所

が主催する岩手県盛岡市のご当地検定「盛岡もの識

り検定（以下もりけん）」の過去問題を用いる． 
我々はまず以下の手順により，もりけんの過去問

題から盛岡をルートとした知識ベースの構築を人手

で行った．知識ベース構築手順の概要を図 1に示す． 
(1) 問題文と答え（分類対象）を抽出 
(2) 問題文から「その問題で問われている知識」を

読み取り，この知識の上位概念をカテゴリとし

て各問題に付与 
(3) 盛岡をルートとしたカテゴリツリーに(2)で付

与したカテゴリを追加（親子関係の構築） 
(4) 追加したカテゴリの末端に分類対象である答

えを追加 
構築した知識ベースの一部を図 2に示す．なお，

図 1，図 2において，四角の要素が分類の対象を表 
 

 
図 1	 人手による知識ベース構築手順の概要 

 

 
図 2	 人手で構築した知識ベースの一部 
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し，丸の要素が分類対象の親カテゴリを表す．図 1
の設問 8では，答えは「アイヌ語」だが，問題では
金田一京助についての知識が問われているため，こ

の問題のカテゴリは「人物」となる．このように，

答えの名詞のみを参照したカテゴリ分類は行わず，

ルートの「盛岡」とその問題で問われている知識（ア

イヌ語）を結ぶ知識（金田一京助が研究した言語）

を考慮し，カテゴリの分類を行った．また，分類対

象とその親との親子関係の意味合いを付与する必要

がある．例えば図 2では「宮沢賢治」の子要素とし
て「詩人」と「注文の多い料理店」があるが，これ

らは「宮沢賢治（の職業は）詩人」，「宮沢賢治（の

作品は）注文の多い料理店」という繋がりになって

おり，それぞれ意味合いが全く異なる．作問支援と

いう観点においては，この親子間の関係性が非常に

重要な役割を果たすと考えられる． 
手動での分類作業の結果を踏まえ，問題自動生成

のための知識ベースの要件を以下のように定義した． 
¥ 多様な階層の深さに対応 
¥ 答えの名詞（分類対象）の上位概念ではなく，

その問題で問われている知識とルート（盛岡）

との関連を考慮した分類を行う 
¥ 分類対象とその親との関係性（意味的なつなが

り）を付与する 
	 以上の要件を満たす知識ベースを構築することに

より，リソースとした過去問題とほぼ同じ問題が生

成できるだけでなく，類似問題の生成も期待できる． 
 

3. 知識ベースの自動構築手法 
本稿で提案する知識ベースの自動構築手法の概要

を図 3 に示す．2 章を元に，我々は以下の手順で知
識ベースの自動構築を行うこととした． 
(1) 各問題について問題文と正解選択肢を抽出し，

トリプル(5)に変換 
(2) カテゴリ階層の作成 
(3) インスタンスの作成 
(4) 作成したカテゴリとインスタンスの関係性を

付与 
3.1 各問題をトリプルに変換 
まず，各問題から抽出した情報を用いて「主語—

述語—目的語」のトリプル形式に変換する．もりけん

の場合，主語は問題文の先頭から助詞が出現する前

までの名詞が該当する．述語はそれ以降から「〜は

どこですか」などの文末より前の部分となる．また，

目的語は正解選択肢が該当する． 
3.2 カテゴリ階層の作成とインスタンスの作成 
トリプルに変換後，分類対象（インスタンス）を

選出する．本稿ではインスタンスを目的語（正解選

択肢）として扱う．また，主語の名詞が属するカテ

ゴリを「その問題で問われている知識」のカテゴリ

と判断し，主語の名詞が属するカテゴリ階層を作成

する．その後，作成したカテゴリ階層の末端に先ほ

ど選出したインスタンスを追加する． 

 
図 3	 知識ベース自動構築手法の概要 

 
3.3 カテゴリとインスタンスの関係性を付与 

3.2節で追加したカテゴリ，及びインスタンスの関
係性を付与する．トリプルの場合，この関係性の部

分は述語が該当するため，述語をカテゴリとインス

タンスの関係性とし，付与することとする． 
 
4. まとめと今後の課題 
本稿では，検定試験の過去問題から知識ベースを

構築することを目的とし，ご当地検定の過去問題か

ら地域に関する知識ベースを自動生成する手法につ

いて提案した．本研究により問題の自動生成支援が

可能となるほか，各検定試験の出題分野の傾向や年

度ごとの比較を行うことが可能となる．今後は評価

実験を行っていく予定である．また，今回は画像や

地図を用いた問題を対象外としたが，それらへの対

応も行っていく．更に今回構築した知識ベースを観

光業などの他分野へ展開したり，他の検定試験の知

識ベース構築への適用についても検討していきたい． 
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対象世界におけるプログラムの挙動を視覚化する教材の作成支援環境 
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あらまし：これまでにプログラムの挙動を視覚化するツールが多く開発されているが，教材作成者の説明

意図を対象世界の見え方に反映させることができるものは少ない．そこで本稿では，対象世界の見え方を

教材作成者が定義できるオーサリングツールと，その定義に基づきプログラムの挙動を視覚化するシステ

ムを構築した．また，開発したオーサリングツールの使用の難易度や所要時間を評価する実験を行った． 
キーワード：プログラミング学習支援，アルゴリズム学習支援，教材作成支援, 視覚化 

 
1. 研究の背景・目的 
 アルゴリズム・プログラムの理解において，挙動

をイメージすることは重要である．しかし初学者が

挙動を正確にイメージすることは難しい．そのため

これまでに Jeliot3(1)，PROVIT(2)などプログラムの挙

動の視覚化ツールが数多く開発されている．これら

の既存ツールはプログラムの挙動を一定の方法で視

覚化する．しかし，プログラミング教育の現場で教

師が用いる図は説明対象ごとに最適な視覚化方法

（木構造の様な抽象データ型の構造の視覚化，処理

済み範囲の明確化，処理内容に対するコメントなど）

で描かれている．これを教材作成者の説明意図と呼

ぶことにする．本研究ではこの説明意図に基づいて

プログラムの挙動を視覚化するツール，および説明

意図を記述できるオーサリングツールを開発した．  

 多くの既存ツールではプログラミング言語が提供

するデータ構造を直接視覚化する．これに対し我々

のツールでは上述の説明意図を反映させた図で視覚

化する．我々はそれぞれを実装ビュー，概念ビュー

と呼ぶ．実装ビューはプログラムのトレース結果に，

概念ビューは座学で理解したアルゴリズムの挙動に

対応付けやすい．しかし初学者はしばしば両ビュー

の対応関係の把握に困難を感じる．そこで我々のツ

ールは，実装ビューと概念ビューの両方でプログラ

ムの挙動を提示し，両者の対応関係も視覚化する．  

概念ビューを提示する教材を作成する方法として，

対象のプログラムから作成する場合，対象プログラ

ムに描画命令を埋め込むなどの煩雑な作業が必要と

なる．プログラムの挙動を示すスライドや動画とし

て教材を作成することも考えられるが，処理対象デ

ータが固定されるという大きな欠点がある．  

そこで，我々は説明意図を記述するルールの仕様

をデザインし，教材作成者が比較的簡便に概念ビュ

ーの見え方を定義できる手法を開発した． 

2. 基礎的考察 
2.1 要求仕様 

開発するシステムの要求仕様は以下の通りである．  
（１） ソースコードからプログラムの挙動を実

装ビュー，概念ビュー上で再現できる 
（２） 教材作成者が概念ビューの見え方をルー

ル形式で指定できる 
先行システム(3)においてプログラミング・アルゴ

リズム学習を支援するために，ソースコード，対象

世界，操作系列の対応関係を視覚化する学習支援環

境が構築されている．（１）はこのシステムの機能に

含まれているためこれを流用する（2.3にて詳述）． 
（２）の要求を満たすために概念ビューの見え方

の指定に必要な情報を整理すると以下の様になる．  
A．概念ビュー上にある物（オブジェクト） 
B．オブジェクトの属性に応じた見え方 
C．プログラム実行に伴う概念ビューの変化 
A，B を定義するために，静岡大学情報学部のプ

ログラミング，アルゴリズムを対象とする授業の教

材からアルゴリズムの説明時に用いられる図の事例

を調査し必要なオブジェクトと属性を決定した．結

果を表 1に示す．特殊なオブジェクトとしてオブジ
ェクト同士の関係を表すものがある．例えばオブジ

ェクト tableは他のオブジェクトの位置関係を表す． 
同じ事例研究からCとしてはオブジェクトの生成，

削除，属性変更を記述できればよいことが分かった．  
表 1 必要なオブジェクトと属性 

オブジェクトの種類 属性 

square(正方形),circle (丸), 
rectangle(長方形) 

対応する変数名,表示座標, 

線の色,背景色,文字色 

label(文字列) 表示座標,文字列,文字色,表示位置 

connector(結線) 繋げるオブジェクト,線の幅,線の色 

table 表示座標, 属するオブジェクト， 

オブジェクトのレイアウト 

balloon(吹き出し) 
対象のオブジェクト, 

 文字列, 吹き出しの種類 

line(線) 
座標, 線の色, 線の幅,  

線の長さ, 線の角度  
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2.2 説明意図記述ルール 
説明意図記述ルールは以下の形式とする．  

 
[条件] [命令] [オブジェクト ID]  

[オブジェクトの種類] [属性] 
 
[命令]は変化を記述するものであり create（生成），

delete（削除），update（属性の変更）の 3 種類があ
る．[条件]は[命令]を実行する条件を記述するもので
あり，「特定のステートメントが実行された時」，「特

定の変数が指定の範囲を取る時」の二つを条件とし

て記述できる．[属性]は表 1 に示した属性の値を記
述できる．記述例を以下に示す． 
 

state==3 create OBJ1 circle low X1 Y1 black white black 
 
 このルールにより ID が３であるステートメント
が実行された時，OBJ1という circle型のオブジェク
トが生成される．OBJ1 の「対応する変数」属性に
low という変数名が指定されているので，変数 low
の値が OBJ1 の中に表示される．それ以降のパラメ
ータは表示座標，線の色，背景色，文字色を示す． 
 
2.3 概念ビューの生成 
 概念ビューの生成は以下の方法で行う．まず先行

システムのソースコード解析機能を拡張したものを

用いて，ソースコードのステートメントに ID を割
り当てるとともに，プログラムの実行ステップ列を

生成し，ステップごとの変数の値を抽出する．ステ

ートメント ID はルールの条件記述に用いる．実行
ステップごとに表示すべきオブジェクトやその変化

をルールから決定し，描画データを作成する．以上

より得た変数の値と描画データを基にプログラムの

挙動に応じた概念ビューを生成する．生成した概念

ビューの例を図 1に示す． 

 
図 1 概念ビュー 

3. プログラム挙動視覚化システム 
図 2はプログラム挙動視覚化システムのユーザイ

ンタフェースである．＜1＞はソースコードを表示す
る領域であり，現在注目しているステートメントが

赤色で強調表示される．＜2＞には再現するステップ
の進行，後退などの命令ボタンが置かれる．＜3＞は
実装ビューである．＜4＞は概念ビューである． 

 
4. 評価実験 
構築したシステムを用いた教材作成において作業

の難易度や時間コストが現実的であるか評価する予

備実験を行った．被験者はプログラミング授業にお

けるTA相当の能力を持つ大学院生 1名（被験者 a），

大学生 2名（被験者 b，c）である．被験者は十分に
教材作成に馴れた状態になるまでチュートリアルを

受け，選択ソートの概念ビューの説明意図を表現す

る説明意図記述ルールを記述した．また，対比の為

に同等の内容を説明するパワーポイントスライドを

作成した．被験者全員がシステムを使用して教材を

作成出来た．作成に要した時間を表 2に示す． 
表 2 実験結果 

 被験者 a 被験者 b 被験者 c 
チュートリアル 56分 43分 52分 
システム 32分 30分 33分 

パワーポイント 23分 33分 29分 
 
実験結果からシステムを利用することに充分馴れ

れば十分実用的な時間で教材を作成できることが分

かる．所要時間はパワーポイントによる教材作成と

概ね同程度であるが，システムで作成した教材は処

理対象データを変更した場合でもルールを変更せず

にプログラムの挙動を再現できるためパワーポイン

ト教材と比較して質が高い教材と言える． 
 
5. むすび 
現在のシステムは多重ポインタを含むプログラム

に対応していない．対応する文法事項の拡張が必要

である．また，現時点ではプログラム挙動可視化シ

ステムの学習効果の評価を行っていない．これらは

今後の課題である．  
 

 
図 2 プログラム挙動可視化システム 
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あらまし： 講義を受講した学生が自己の受講態度と他の学生の受講態度の違いを後で比較することがで

きれば，今後の受講態度の改善や学習意欲の向上に役立つ．そこで本稿では，複数の受講者が存在する受

講シーンを記録した三次元映像データから受講態度を反映した情報を抽出して可視化することで，自己と

他者の受講態度の比較を容易とする映像提示手法を提案する．

キーワード：受講者映像，三次元可視化，受講態度，振り返り 

1. はじめに
授業改善に有効な情報を収集することなどを目的

として，授業中の受講者の様子をビデオカメラで撮

影し，授業後に映像を見ながら受講者の姿勢や講師

の位置などの情報を付与して分析する手法が提案さ

れている (1)．我々はこれまで，深度センサを用いて

受講者の三次元情報を獲得し，姿勢評価の基準とな

る仮想的なオブジェクトを配置することで受講者の

様子を様々な角度から観測する手法 (2)や，受講者映

像内の注目受講者をマウスドラッグによって選択す

るインタフェースに関する手法 (3)を提案してきた．

本研究ではさらに，受講者が受講後に自己の受講

態度と他の受講者の受講態度を比較検証することで，

受講者自身が受講態度を反省し，今後の受講態度の

改善に活かす枠組みを考える．本稿ではこの実現の

ために，受講者映像の三次元可視化において，自己

と他者の受講態度の違いを容易に比較可能とする可

視化について検討する．

2. 自己と他者の受講態度の比較が容易な可

視化
本研究では，受講態度を表す情報として，受講者

の頭部の動きの大きさを考える．動きの大きさに基

づく可視化によって，そわそわした受講態度，落ち

着いた（集中した）受講態度，寝ている，などの判

断がしやすくなる．このとき，頭部の動きの大きさ

は授業の内容や形態によっても変わるため，動きの

大きさの標準的な基準を設定することは困難である．

そこで本研究では，自己の受講態度と他の受講者の

受講態度のズレを気づきやすくするために，自己の

受講態度を基準とした他の受講者の相対的な受講態

度を可視化する．また，どのような受講態度を持つ

集団に属しているかを把握しやすくするために，複

数の受講者の平均的な受講態度を基準とした相対的

な受講態度を可視化する．可視化手法としては，主

観的な判断が容易なマーカー表示による方法と，客

観的な分析が容易なグラフベースによる方法を提案

する．

2.1 頭頂位置の動きの大きさの推定

各受講者領域は，床から 1.4m 程度の高さに設置し

た深度センサで受講者の様子を観測して獲得した三

次元点群データから受講者が存在する範囲を真上か

ら俯瞰的に見た画像を生成し，受講者を含むように

マウスドラッグで矩形領域を指定することで獲得す

る．指定した各矩形領域の床面に垂直な方向につい

て，机の高さ以上で床からの高さが 1.2m 程度以下の

範囲内の直方体領域中の点群が各受講者を表現する

点群であるとする．このとき，各受講者領域につい

て，最も高い位置に存在する点の位置をその受講者

領域内に存在する受講者の頭頂位置であるとみなす．

そして，過去数回分の頭頂位置の移動距離に関する

分散を求め，これをその時点での頭部の動きの大き

さとする．

2.2 受講態度の可視化

自己の受講態度と他の受講者の受講態度のズレは，

青色～緑色～赤色で表現した疑似カラーで可視化す

る．自己については頭部を指し示す緑色の矢印マー

クを提示し，他の受講者については，プライバシー

等を考慮して，頭部を覆うように配置した球体状の

マーカーを，自己より受講態度が落ち着いていれば
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青色に近く，そうでなければ赤色に近くなるように

着色して合成提示する．

また，どのような受講態度を持つ集団に属してい

るかを把握しやすくするために，各受講者について

頭部の動きの大きさに関する偏差値を求め，値が 50
の受講者の矩形領域を緑色とし，それより大きい場

合には赤色に近く，小さい場合には青色に近くなる

ように矩形領域を着色する．

ゼミ活動におけるプレゼン発表時の受講者の様子

を深度センサに付属のカメラで撮影した映像の例を

図 1 に示す．獲得した映像を何度か視聴し，落ち着

いて話を聞いている学生（受講者 A）と，そわそわ

している学生（受講者 F）を自己として指定して可

視化した様子を，それぞれ図 2(a)，図 2(b)に示す．

図 1 ゼミ活動における受講者の例

(a) 基準：受講者 A   (b) 基準：受講者 F
図 2 受講態度の提示例

図 3 受講者の受講態度の変化(基準：受講者 A)

図 4 受講者の受講態度の変化(基準：受講者 F)

また，受講者 A と受講者 F の受講態度を基準(常
に分散 0)としたときの他の受講者の受講態度の時系

列変化を，それぞれ図 3，図 4 に示す．図 2(a)と図 3
から，受講者 A から見れば，他の受講者の受講態度

は落ち着きがないことが見て取れる．一方，図 2(b)
と図 4 から，受講者 F からみれば，他の受講者は相

対的に落ち着いている，あるいは，自己の受講態度

が相対的に落ち着いていなかったときがあるという

様子が把握可能であることが分かる．また，全ての

受講者の頭部の動きの大きさ（分散）の偏差値を求

めてプロットしたグラフを図 5 に示す．このグラフ

から，各受講者がどのような受講態度を持つ集団に

属するかを把握することが可能である．

図 5 頭部の動きの大きさの偏差値に基づく

受講態度の変化

3. おわりに
本稿では，自己と他の受講者の受講態度の比較を

容易とする可視化手法に関する検討を行った．受講

者の受講態度として頭部の動きの大きさに着目し，

自己の受講態度を基準とした他の受講者の受講態度，

及び，受講者全体の受講態度を基準とした自己の受

講態度を疑似カラー表現することで，受講態度の比

較を容易とする手法を提案した．

今後の課題としては，受講者領域の自動検出や，

ノイズの除去，他の受講者の完全 CG 化などが挙げ

られる．
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あらまし：著者らは｢古代建物の３Ｄモデルを自動生成する考古学と歴史教育支援システム｣を開発した．

本システムは，インターネットと CG，AR，3D プリンターなどの手段を利用し，歴史教育用コンテンツ

を提供できる．本文では，学生が自ら参加して歴史事件のゲームを作成できる環境の構築を目指して実験

を行ったので報告する． 
キーワード：歴史教育支援システム，3D モデル，建築物の生成，キャラクターの動画生成，仮想現実 

 
 
1. はじめに 

著者らは｢古代建物の３Ｄモデルを自動生成する

考古学と歴史教育支援システム｣を開発した（1）（2）．

本研究では，重要文化財の 3DCG の作成や，プログ

ラムによる古代建築の自動生成，AR を用いた CG
と実写の合成を実現した．しかし，3D モデルは建物

に限られていた．今回従来のシステムを拡張し，教

育エンターテインメントを試作した．本文では，建

物のモデリングとテクスチャの改良と人物の 3DCG
の作成を試みたので報告する． 

 
2. システムの概要 

著者らは古代の建物の発掘地図に基づき 3D モデ

ルを自動生成する歴史教育支援システム開発を行っ

てきた．本システムは，復元した古代の 3D モデル

を現在の地理環境に有機的に合成し，学習者は建物

と周囲の位置関係，地理環境を把握でき，歴史学習

に役立てることできると考えられる．復元した古代

の建築物などを歴史教科書の上にリアルタイムで表

示，古代の建築物のミニチュアの作成が可能である．

従来の研究成果をベースにし，携帯端末でも利用で

きるような歴史学習のゲームを考案した． 
 

3. 実験 
3.1 歴史ゲームの試作 

従来のシステムで復元した古代都市モデルをゲー

ム統合開発環境 Unity3D に読込，歴史ゲームを試作

している．図 1 の背景の建物は美濃国分寺の 3DCG
モデルである．3ds Max を利用して作成した． 
 
 

 
図 1 教育エンターテインメントの試作 

 
3.2 日本の建築のモデリング 

日本の建築の 3DCG モデルを試作し，データベー

スを作成している．現在約 25 点の建物を制作してあ

る．これらの建物はゲームの背景としての利用が考

えられる． 
 

  
図 2 日本の建物（岐阜喫茶店，作者長田） 
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3.3 キャラクターのアニメの試作 

図 3 はＭＭＤとフリーのモデル素材を使用し手動

で作成した音楽付きダンスアニメである．885 フレ

ームからなる． 

 
図 3 キャラクターのアニメの試作結果 

 
さらに，図 4 は 3DCG キャラクター（3）を，モー

ションキャプチャーのハードウェア，「Microsoft 
Kinect for Windows」を使用する事により作成したア

ニメーションである．  
本格的なモーションを作るには多くの機材が必要

だが，簡単な手を振る，蹴るなどの簡易モーション

なら Kinect を用いて作成可能である．手動よりアニ

メーション付けをする作業を短縮することができる． 
 
3.4 精緻な３Ｄモデルの試作 

日光東照宮五重塔を 3ds Max で制作した．屋根と

柱は配列ツールやインスタンスを利用し，作業の効

率化を図った．全部で 80 種類のテクスチャを制作し

た．すべてのパーツに対してテクスチャを張った． 

図 5 日光東照宮五重塔 全体図 
 

4. おわりに 
本研究では歴史教育支援システムを構築した．こ

のシステムは古代の建物を復元し自動生成すること

ができる．また作成された古代の建物を Google Earth
の地理環境の中で閲覧したり，古代の建物を歴史教 

 
図 6 日光東照宮五重塔 詳細図 

 
科書の上に表示し，3D プリンターで造形を行うこと

が可能であることを確認した． 
ゲーム統合開発環境 Unit3D を利用して簡単なゲ

ームをスマートフォンに書き出すことができた．キ

ャラクターと音声を導入し，建築の細部の表現の改

良を試みた．今後現実感のある学習エンターテイン

メントの実現を期待している．  
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図 4  Kinect を用いて人の動きから動画作成 
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制御体験学習システムとシミュレータの開発

Dvelopment of Hands-on Educational System for Control and Simulator 
Software
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岡山商科大学
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Email: komatsubara@po.osu.ac.jp 

あらまし：制御の仕組みになじみのない小中高校生などの層を対象とした体験学習システムを開発し，試

験運用をおこなった．このシステムでは遠隔地からでも制御対象のラジコンカーを動かせるよう，インタ

ーネットを介して走行命令の入力ができるため，複数の学校が参加してゴールを競うといった学習形態を

とることもできる．さらにフィードバック制御を感覚的に学習できるよう，画面上をセンサーを備えた車

がプログラムによりライントレース走行するシミュレータを開発した．本稿では制御体験システムの特徴

と，その試験運用結果，ならびにライントレーサシミュレータの概要について紹介する．

キーワード：制御，ライントレース，シミュレータ，遠隔学習

1. はじめに
中学校の技術・家庭科技術分野の計測制御向け教

材には，価格面での負担を軽くすることが望まれる．

そこで本研究では価格面を考慮するとともに，さら

に教材自体を手元に用意せずともネットワークを通

じて教材を動かすことができ制御の体験ができるシ

ステムを提供することを目標に，教材システムを開

発し試験運用を行った．

ある程度高度なレベルの制御システム教育用教材

としては例えば LEGO Mindstorms NXT を用いて，

比較的手軽に制御理論の教育を行った例(1)などがあ

る．また，LEGO Mindstorms RCX や同 NXT は中学

校における技術・家庭科技術分野の教材としても一

部で使用されているが，実際に LEGO Mindstorms 
RCX をライントレース教材として用いている中学

校の担当教諭から聞き取り調査を行ったところ，シ

ステムの価格と予算の問題や，高度な機能を持って

いるが故に担当教員の知識も要求される点，ソフト

ウェア開発用 PC が古い場合には処理能力上トラブ

ルが生じるなどの課題があるという．

中学校や高等学校において，制御分野に興味を持

たせるためには実際に何かを動かしてみるという体

験学習は大きな意味を持つと考えられる．ライント

レース走行は物が動くということが強く実感できる

という点で優れたテーマであるが，走行をプログラ

ムするためのシステムを内蔵したものは構造が複雑

になりやすく価格も高価となる．ある場所に設置さ

れた走行体や制御システムをネットワークを経由し

て動かし，その様子をインターネットテレビ電話に

より観察しながら，走行プログラムの修正等を行っ

ていくことで，遠隔地からも容易に利用することが

可能となる．

この体験学習システムではシンプルなオープンル

ープ制御をおこなう．体験のための学習としては意

味のあるものだが，制御学習の次の段階はフィード

バック制御である．ライントレースカーが中学校の

技術家庭科教材向けに販売もされているが，照明の

具合や走行路のラインの色の濃さなどにより思った

ようには走行しない場合もある．本研究ではまずは

画面上を仮想的に走行するライントレースカーのシ

ミュレータにより，センサーの読み取りとそれによ

る走行制御を経験できるよう，シミュレータソフト

ウェアを開発した．

2. 制御体験学習システムの概要
実際に走行命令を入力して走行体を制御する体験

学習用システムでは，走行体には市販玩具のラジコ

ンカーを用いることができる．本システムでは，ラ

ジコンカー添付の無線コントローラを改造し，USB
インターフェイスを介して PC に接続した．この

USB インターフェイスを通して，ラジコンカーの前

進後退およびハンドルの左右を簡単な走行命令デー

タにより制御することによりラジコンカーをコンピ

ュータで走行させることができる(2)．

走行を行う際には，参加者はスタートからゴール

までの一連の走行命令をインターネットブラウザか

ら Web サーバーに送信，保存する．これにより複数

の参加者が作成する走行データを効率よくコース走

行に使用することができ，またネットワークに接続

できれば複数の遠隔地の会場から同時に本システム

を用いた授業を行うことができる．

制御命令は小学生でも容易に作成できるように簡

易なものとした．前進後進とハンドルの左右を組み

合わせた命令語に，その状態の継続時間を付加した

ものとなっている．たとえば，前進での右旋回を 0.5
秒ならば，「 FR,50 」のようになる．

上記システムを用いた授業を中学校技術科の授業

の一部として実施した．この授業の補助者の一人と

して岡山商科大学の学生が大学内からネットワーク

で参加する形で行われた．大学側にもコースとラジ
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コンカーを用意した．大学および中学校のそれぞれ

の会場で，現地のコースでラジコンカーの実物を目

の前で動かすことができるとともに，相手の会場の

ラジコンカーをリモートで制御できることを確認で

きた．参加した生徒はインターネットテレビ電話映

像によって，その動きを確認しながら走行データを

修正して学習を行うことができた．

3. ライントレーサ・シミュレータ
前述の遠隔体験学習システムでは，開ループ制御

の学習を行うことができるが，閉ループ制御に関し

ては具体的な学習は行えない．計測・制御分野の学

習には，開ループ制御から閉ループ制御へと段階を

踏んで発展させていくことが望ましい．そこで，コ

ンピュータ画面上でライントレースを行うシミュレ

ータ(Gsimulator)を開発し，容易に閉ループ制御の学

習まで行えるようにした．

Gsimulator は，コースとして設定された図の上を

走行するライントレーサを簡単なプログラムにより

制御し，ゴールを目指すというものである．走行体

は黄色の長方形で，現在の走行体の向きが矢印で表

示される．，その 4 隅に走行体の背景の色を識別する

センサーが 4 個設置されている．センサーは背景の

白，赤，青，緑，黒の 5 色を識別し，これに応じて

走行体の進行方向を変化させるようにプログラムを

作成することができる．走行方向は前後 2 方向で操

舵は左右の 2 値であるので，4 つのセンサーの使い

方によってかなり自由度の高い走行をプログラムに

より行わせることもできる．Gsimulator の表示画面

例を図 1 に示す．

シミュレータ画面内には「命令」欄があり，ここ

にセンサー読取り値によって走行方向を変えるなど

のプログラムを入力する．

使用できる命令には，単純走行命令と条件判断走

行命令があり，F，FR，FL，B，BR，BL，STOP の

各命令が単純走行命令である．FR, 50 のように指定

する．前進後退を F か B で表し，その命令の継続時

間を 100 分の 1 秒単位で数値指定する．この命令群

ではセンサーとは無関係に走行を行う．単純走行命

令を繰り返し実行する場合は loop 命令を使用する．

次に条件判断走行命令は，if が先頭にあり，その

後にセンサー名(a, b, c, d, e, ab, cd) と色，単純走行命

令(f，fr など)を走行時間指定なし(1 ステップのみ実

行)か，あるいは走行時間を付加して指定する．

例： if  a  blue  fr 
この例の場合，左前のセンサーの感知色が青であ

れば fr を 1 ステップ実行する．センサー名とセンサ

ー位置の関係は，a 左前，b 右前，c 左後，d 右後，

ab 左右前両方，cd 左右後両方を意味する．

条件判断走行命令実行時には，if 命令のセンサー

感知色条件が成立した場合には，第 4 パラメータ以

降の単純走行命令を実行し，それ以下の行は評価せ

ず，条件判断走行命令ブロック先頭行に戻る．条件

が成立しない場合は，次の行の命令の評価に移行す

る．最終行まで評価して条件が成立しなかった場合

は，現在の走行状態を継続して 1 ステップ実行した

後，条件判断走行命令ブロックの先頭行に戻って命

令評価を継続するというループ動作を行う．

道幅が大きい場合，コースの曲がり具合によって

はどうしてもコースから出てしまう場合がある．こ

うしたコースをセンサーにより走行するには切返し

が必要となる．これを実現するための命令が，
 if ab-b blue br 10

のような命令である．これは，a と b が両方とも青

になった場合，その直前の b の状態をチェックし，b
が a より先に青になっていた場合に条件成立とする．

このとき，右後退命令 br を一定時間実行することで

切返しの動作が実現できる．

走行コースは一般的なペイントソフトウェアなど

を使用してコースファイルを作成することもできる．

また Gsimulator にはあらかじめ 7 つのコースが用意

されている．ユーザが作成したコース図として横

400 ドット，縦 600 ドットの画像を使用することが

できる．

図 1 ライントレーサ・シミュレータ画面例

4. おわりに
小中高校生を対象とした制御体験学習システムを

開発し，遠隔地の中学校と連携して実際にライント

レースカーを動かす授業を行うことができた．さら

にフィードバック制御の学習を PC 上で行うことが

できるシミュレータを開発した．今後，シミュレー

タを用いた試験運用を行い，その効果を検証したい．

参考文献
(1) KIM, Yoonsoo, "Control Systems Lab Using a LEGO 

Mindstorms NXT Motor System." IEEE Trans. Educ., 
54:452-461  (2010) 

(2) 小松原実 : "中学校技術科における複数学校間同時

遠隔連携授業", 電気・情報関連学会中国支部第 63
回連合大会講演論文集，pp.377-378  (2012) 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 84 ―



AR 観光ブックレットを活用した観光まちづくりの

実証実験と教育情報システム

Experimental Demonstration & Education Information System 
on Tourist town planning utilizing Augmented Reality type Tourist Booklet 

河合 博子*1, 河合 岳夫*2
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あらまし：本研究は、群馬県の上信電鉄沿線一帯に点在する多数の観光資産（登録が決定した富岡製糸場

等絹産業遺産群の世界遺産）を,AR(拡張現実)技術,手のひらサイズのブックレット,ソーシャルメディア分

析・ビジネスインテリジェンス、スマートフォン等の ICT 活用と産官学連携によって観光まちづくりに

つなげようとする実証実験である.本報告は、実証実験の方法と教育情報システムの概要を説明する.  

キーワード：拡張現実，Twitter 分析，情報教育システム，AR 観光ブックレット

1. はじめに

近年,AR（拡張現実）技術や Twitter 分析が多くの

観光まちづくり事業に活用されている.本研究は,群
馬県の南西部に位置する上信電鉄沿線一帯地域の観

光資源に関して,手のひらサイズの写真集ブックレ

ットに画像認識型の AR(拡張現実)技術を組み合わ

せ,物語りの観光資源情報を重畳表示させる「AR 観

光ブックレット」を提案し, 導入する実証実験であ

る．大学生が行った現地調査や世界遺産登録前後の

Twitterのつぶやき分析などを含む教育情報システム

を説明する.

この「AR 観光ブックレット」の実証実験は、地

域の市町村と連携し,本学学生の参画によってすす

め,観光資源のブランド認知に貢献することをねら

いとしている．

本稿は、本研究の概要と「AR 観光ブックレット」

のプロトタイプとブックレットコンテンツ制作に関

わる予備調査の途中経過を説明するものである.

２．「AR 観光ブックレット」

研究対象となる上信電鉄沿線一帯とその拡張地域

には,２０１４年６月２１日に世界登録が決定した

富岡製糸場跡や絹産業遺産群の荒船風欠,観光資源

を筆頭に,はるか２億年前の恐竜の足跡がある神流

町恐竜センターや日本の旧石器時代の存在を証明す

ることになった岩宿遺跡,また,武家時代末の名勝庭

園を復元した楽山園,日本の地殻変動を物語る下仁

田ジオパークなど多数存在し, 今日のまちの姿につ

ながる物語がある.そうした物語を素材として用い

て、観光ブックレットを作成し、その名所写真をＡ

Ｒマーカーとする.

AR 技術は,スマートフォンのアプリを紙媒体にか

ざすだけで人間の視界や現実の映像（写真・絵）に

追加情報（動画・音声ナレーション・テキスト・CG
など）を重畳表示させることで人間の認知力に働き

かける技術である. 既にいくつかの自治体の観光パ

ンフレットで利用され,群馬県でも地元新聞の朝刊

や雑誌で頻繁に使われ,一般の人々にも従来の広告

とは異なる価値が知られ始めている.

図 1 観光ブックレット試作品（カバー）（注１）

例えば、現実世界の素晴らしい自然景観や歴史的

建造物の写真に AR アプリを使って元の写真に重畳

表示される歴史的人物の様相,かつての建物や現在

の建物が対比されることで,近代化の意味や時間の

B1-4
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経過など新たな意味を加えることができる．

2. 実証実験

本研究の実験対象は,上信電鉄沿線に点在する歴

史的資産や復元された建造物,および自然や博物館

など観光スポットの要所である. 実験協力者は,県内

外における、特定の市の図書館への訪問者などであ

る.
AR は,対象となる中高大学生や一般社会人自身が

所持しているスマートフォン , iOS 搭載または

Android OS 搭載のどちらの端末でも表示可能な設

定とした. Twitter 分析には,NTT コムウエアのインサ

イトキャッチャーとクラウドのデータベースを活用

した.実証実験の全体イメージを図２に示す．

図２ 実証実験の全体イメージ

   [1]のｐ63 に加筆修正
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参考文献
[1] 河合博子:“AR 観光ブックレットによる上信電鉄沿線

の観光まちづくり支援に関する検討（1）”, 高崎商科大学

叢書第９号商学研究 III, pp.53-63（2014）

注 1 AR 観光ブックレット制作・監修：河合博子 イラ

スト補助カイコガ：知原桃子 カイコ：「こぴょ」, 表紙

の電気機関車のイメージ：「上信電鉄百年史」上信電鉄株

式会社編総務部監修 1995 より, 風景写真の一部は：富岡

県税事務所及び関係市町村より提供いただいた.
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長期記憶を実現しやすい英単語学習システムの開発と評価
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あらまし：様々な英単語学習システムがあるが，今回，長期記憶を実現する英単語学習システムの開発に

取り組み実験した．結果，本学習システムの一週間後の長期記憶率は，間違えた問題を再度解かせるよう

な e-learningシステムの 1.62 倍，学校でプリントを配るような学習方法の 1.67倍の平均点の向上が見

られた．

キーワード：英単語学習，e-learning，学校教育，記述式，数値的差異

1. はじめに
英単語の暗記には様々な学習教材や学習法が存在

する．例えば，ゲーム機，タブレット，スマートフ

ォン，パソコンなど様々なディジタルデバイスを利

用した英単語学習 e-learning システム(1)(2)(3)(4)(5)や以

前から学校現場にあるような，英語の授業などで配

られる英単語が順番通りにリスト化されたプリント

を順番に埋めていく学習方法がある．しかし，これ

らには 2 つの問題点がある．1 つ目は，ディジタル

デバイスを使った e-learning の英単語学習に見られ

るような間違えた問題のみを再び表示させたりして

再テストする学習方法があるが，間違えた問題を覚

えさせることには特化していても，一度覚えた問題

を忘れさせないようにする仕組みは存在していない

ところに問題がある．そして，間違えた単語を再び

テストしていくような勉強法は長期記憶が得られな

いことがカーピック(6)の実験よって報告もされてい

る．2 つ目は，学校などで配られるような順番にな

らべられた英単語のリストのプリントを上から順番

に解いていき英単語を書いていく学習方法があるが，

これでは順番通りに書いていくと英単語の訳を流れ

を順番通りや位置関係で覚えてしまい，単語本来の

意味を確認しないまま答えを書いてしまうところに

問題がある．今回この 2 点を解決する英単語学習シ

ステムを構築し，学習効果を実験した結果を報告す

る．

2. 英単語学習システム「WORD BIRD」
本研究では，これらの問題点を解決するために，

英語教員が Excel で作成した英単語リストをアップ

ロードすると，単元内の英単語がランダムで並び替

えられて PDF 出力させる英単語学習サービス

「WORD BIRD」を開発した（図 1）．

図 1 WORD BIRD

3. 実験設定
上記の問題点で挙げた 2 グループと本学習システ

ム 1 グループの合計 3 つにわけて行った（表１）。被

験者高校 1 年生 93 名に行ってもらい，グループ分け

は過去 6 回分の単語テストの成績から能力が均等に

なるようにし，また、学習する英単語に関しては受

験単語 140 語を事前にテストした．全員が不正解な

単語 55 語があったため、それを 40 語に絞り，学習

してもらった．また，途中のテストで満点になった

生徒は学習を終了してもらった．

表 1 実験グループ

本 実 験 復 習 方 法 テスト方法 類 似 学 習 法

グループ

α

間違えた問題

のみ覚える

すべての単語を

ランダムに並べ

てテスト

本学習システム

グループ

β

間違えた問題

のみ覚える

すべての単語を

番号順に並べて

テスト

学校が配るプリン

トを解く学習方法

グループ

γ

すべて覚える 間違えた問題の

みランダムに並

べ替えてテスト

既存の

e-learningシステム

C1-1
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4. 実験当日
欠席者が各グループから数名欠席者がいたが，当

日の各グループの平均正答数の変化グラフは以下の

通りである（図 2）．

図 2 学習当日の平均正答数変化グラフ

1 回目と 2 回目の伸び率を比較するとグループα

とグループγは大幅に伸びているものの，グループ

βは伸びなかった．グループβは番号順に覚えるこ

とに先行しており，本来の単語の意味を確認しない

まま学習していることが伺えた．

5. 一週間後の記憶保持数と t 検定
一週間後，抜き打ちで再度テストを行った．一週

間後のテストは実践上，英単語は番号順には表示さ

れないので，ランダムに並び替え採点も教員側で行

った．また，一週間後，欠席者がグループαから 1
名，グループβから 1 名いた．平均正答数は以下の

図 3 の通りである．グループαはグループβの 1.67
倍，グループγの 1.62 倍の平均正答数の向上が見ら

れた．

図 3 一週間後の平均値

 また，t 検定の方もグループαとグループβの検定

は p 値は 0.010380（p<=0.05）となり，グループαと

グループγの p 値は 0.010876（p<=0.05）となり，双

方とも帰無仮説を棄却でき，有意差があることもわ

かった．

6. まとめ
今回，学習の長期記憶に焦点をあてて学習システ

ムを設計し，実験をおこなった．結果，本学習シス

テムは，学校教育で行われる番号順に並べられた英

単語を学習する方法と従来の e-learning 英単語シス

テムのものより一週間後の記憶率はそれぞれのもの

より約 1.6 倍の平均点の向上が見られることが示唆

された．

間違えた問題のみを解いていくという方法は一見

効率よさそうに見え，確かに満点になるスピードは

他より早かった．しかし，一週間後の記憶率はさほ

どよくないことがわかる．実際そのような e-learning
システムが数多く構築されているが，今回，人は知

識を使う時覚えている，ということがカーピックら

の研究や本実験から確認を得ることができた．そし

て，先行研究を踏まえ，間違えた単語のみを確認し，

すべての単語を番号順ではなくランダムにテストし

解いていくという学習方法が一番長期記憶は実現し

やすいことが本実験で判明した．人はインプットよ

りアウトプットで知識を覚えているということであ

る．そして，ランダムにすることで意味を極力確認

させることを加えて，連続性で覚えてしまうことを

防ぐ設計にすれば，従来の学校教育の学習法や

e-learning システムの学習法を大きく改善すること

ができる．

参考文献
(1) 長岡 弘美：“履歴情報を用いた英単語ツールの開発”，

情報処理学会 ，Vol69  , pp9-13,  (2007)
(2) 鄒 亜亨：“リスニング学習履歴データに基づく誤り

パターンの検出システム”，日本教育工学会論文

誌 ,Vol36,pp49-52, 2012-12-20(2012)
(3) 株式会社 IE インスティテュート：“nintendoDS 英単

語ターゲット 1900DS”，株式会社 IE インスティテ

ュート，(1995)
(4) インターチャネル・ホロン. :“アルクの英語マスタ

ー 10 分間”，インターチャネル・ホロン (2007)
(5) 栄光ゼミナール：“高校英単語 エイタンザムライ

DS”，栄光ゼミナール (2009)
(6) Jeffrey D. Karpicke：“The critical importance of retrieval 

for learning”．Vol. 319  no. 5865  pp. 966-968 , Science 
15 February 2008(2008)
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動きを伴う学習活動における人の位置情報取得提示方法に関する検討 
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あらまし：本研究では，人の位置情報を学習者の行動履歴に活用することを考え，動きを伴う学習活動

における人の位置情報取得提示方法を検討している．ここでは，取得したデータをどのように提示すれ

ば，学習者の学習事項に関する定着度や弱点，つまずき等の一端が捉えられるか，その方法を探ってい

る．本稿では，kinectを用いて位置情報取得提示ソフトを試作し，室内におけるユーザの位置情報を取
得して，取得したデータをプロットする方法を検討した．試作したソフトを用いて試用実験を行い，ユ

ーザの位置情報（移動）が正常にプロットされるかどうかを検証するとともに，学習事項に関する定着

度やつまずきの一端を捉えるために，取得したデータをどのように提示すればよいかについて考察した． 
 
キーワード：位置情報，情報提示，行動履歴，Kinect，外国語活動 

 
 

1. はじめに 
 実空間における人や物の位置や動きに関する情

報が取得できれば，様々な分野に活用することが期

待できる．訓練や教育の分野においても，各種セン

サによりこのような情報を取得し活用する取組が進

められている(1)(2)． 
 本研究では，人の位置情報を学習者の行動履歴

に活用することを考え，動きを伴う学習活動におけ

る人の位置情報取得提示方法を検討している (3)．こ

こでは，取得したデータをどのように提示すれば，

学習者の学習事項に関する定着度や弱点，つまずき

等の一端が捉えられるか，その方法を探っている． 
 本稿では，kinect を用いて位置情報取得提示ソ
フトを試作し，室内におけるユーザの位置情報を取

得して，取得したデータをプロットする方法を検討

する．試作したソフトを用いて，指示を聞いて動く

といった活動を例に試用実験を行い，ユーザの位置

情報（移動）が正常にプロットされるかどうかを検

証するとともに，学習事項に関する定着度やつまず

きの一端を捉えるために，取得したデータをどのよ

うに提示すればよいかについて考察する． 
 以下，２章では試作した位置情報取得提示ソフ

トについて述べ，３章では試作ソフトを用いた試用

実験について述べる．４章で学習者の学習事項に関

する定着度やつまづきの一端を捉えるために，取得

したデータをどのように提示すればよいかについて

考察する．そして，５章で本稿を総括する． 
 

2. 位置情報取得提示ソフトについて 
図 1および図 2に試作ソフトの画面例を示す．図

2 のウインドウ①が問題の選択ウインドウであり，
問題番号を選択すると，該当する問題映像がウイン

ドウ②より出力される．映像音声の再生回数等に関

するデータについては，「問題映像番号, データ取得
時刻」等のデータフォーマットを準備する． 

 

 
図 1 試作ソフトの画面例 

 
図 2のウインドウ③がユーザの位置をプロットし
て提示するウインドウである．ウインドウ③上の

START ボタンを押すと Kinect 関連データの取得を
開始し，ENDボタンにより取得を終了する．取得し
たデータは SAVEボタンによりテキストとして保存
される．保存したデータは LOADボタンによりデー
タを呼び出し，PLAY ボタンにより，ユーザの動き
（移動）がマトリックス上に再生される．人の位置
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に関するデータについては，Kinectで取得可能な 20
か所の人体部位データのうち，頭のデータを取得す

る．ここでは，「ユーザ ID, データ取得時刻，X座
標，Z 座標，マトリックス番号」等のデータフォー
マットを準備し取得する． 
 

 
図 2 試作ソフトの各ウインドウ例 

 
3. 試用実験 
試用実験でモニタする主な人の動きについて述べ

る．ここでは，図 3のように，室内の計測可能な範
囲に，学校や郵便局等のイラストが置かれている．

ユーザは「～へ行ってください」「～へ行ってから－

へ行ってください」等の映像音声指示を聞いて，該

当する場所（イラスト）まで動く．このような実験

により，図 2ウインドウ③のマトリックス上にユー
ザの位置情報（移動）が正常にプロットされるかど

うかを検証する．そして，プロットされたデータを

どのように提示すれば，ユーザの定着度やつまずき

の状況が把握できるかについて考察する． 
 

 
図 3 試用実験の様子 

 
4. 考察 
ユーザの動きを図 2のウインドウ③のようにプロ

ットした場合，時間とともに移動する様子が提示さ

れ，ユーザが動いたプロセスを具体的に詳細に把握

することができる．一方，外国語で指示を聞いて動

くといった外国語活動への応用を考える場合，指示

が聞き取れたか，指示が理解できているのかを確認

するため，目的地へ到達できたか，あるいは間違っ

た場所へ行ったのか等，ユーザの状況が一目で把握

しやすいものも望まれる．そのため，図 4のように，
時間軸を用いてユーザが到達した場所を時系列で表

示することもわかりやすく提示する一方法と考える． 
 

 
図 4 時系列で到達した場所を提示する方法 

 
また，図 2のウインドウ③のように，ユーザの位
置がプロットされただけでは，ユーザが指示された

場所に到達したのか，間違った場所に行ったのか等

がわかりづらいため，目的の場所やその他の関連す

る場所をマトリックス上にアイコンで提示すること

により，ユーザがどこに到達したかが一目で把握で

きるような工夫も考えられる． 
 
5. おわりに 
本稿では，kinect を用いて位置情報取得提示ソフ

トを試作し，室内におけるユーザの位置情報を取得

して，取得したデータをプロットする方法を検討し

た．試作したソフトを用いて試用実験を行い，ユー

ザの位置情報（移動）が正常にプロットされるかど

うかを検証するとともに，学習事項に関する定着度

やつまずきの一端を捉えるために，取得したデータ

をどのように提示すればよいかについて考察した． 
今後は考察の結果をもとに，学習者の状況を一目

で把握しやすいものにするため，時間軸を用いて到

達した場所を時系列で提示する方法や，目的の場所

等を試作ソフト画面のマトリックス上にアイコンで

提示する等の改善を行っていきたい． 
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大学初修中国語ブレンディッドラーニング用教科書による実践 
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あらまし：我々は，大学の初修中国語学習における効果的なブレンディッドラーニングを実現するために，

ブレンディッドラーニング用教科書を開発，出版した．今回，これを利用して二つの大学の実授業を対象

とした通年に渡る実践を行った結果，いずれにおいても，本教科書による学習意欲の向上と一定の学習到

達度が確認されたが，授業の実施形態の違いにより，自習の促進効果が異なることも確認された． 
キーワード：大学初修中国語，ブレンディッドラーニング，教科書，インストラクショナルデザイン 

 
 
1. はじめに 
第二外国語としての初修中国語は，言語学的特徴

や授業時間数の制約などにより，授業後の自習が不

可欠であるが，近年の日本の大学では，学習意欲の

低下や授業外の学習不足といった問題が顕著となっ

ている．こうした問題を解決するために，我々は，

通常の対面授業と授業後の eラーニングを組み合わ
せたブレンディッドラーニング（Blended Learning；
以下 BL）に着目し，ID理論に基づき，BLによる 3
段階学習プロセス，ならびに BL 用 e ラーニング教
材の動機づけ設計指針を提案するとともに(1)(2)，これ

に基づき，BL用教科書『中国語の ToBiRa』（以下：
『ToBiRa』）を開発，出版した(3)(4)．本稿では，同教

科書による二つの大学の実授業を対象に行った通年

に渡る実践とその結果を報告する． 
 

2. 初修中国語 BL用教科書『ToBiRa』 
『ToBiRa』は，大学における第二外国語初修中国
語用教科書として，週 1コマ，全 30回の授業に対応
する構成となっている．ここでは，我々が提案する

3 段階学習プロセスに基づき，コミュニケーション
能力の育成を目指しながら，体系的な学習内容を提

供できるよう，対面授業用テキストや DVD 映像，
授業後復習用 e ラーニング教材（学習管理システム
Moodle により提供・管理可能），次回の授業用テス
ト・発展学習など，複数の教材を用意した．また，

復習用 e ラーニング教材では，学習者の学習意欲を
より高めるために，同様に我々が提案する eラーニ
ング教材設計指針に基づき，動機づけ設計を行った． 

これにより，学習者に対しては，学習意欲の向上，

自習の促進，学習効果の向上が期待される学習環境

を提供し，担当教員に対しても，学習管理をはじめ

BLの実施を支援することを目指している． 
 

3. 『ToBiRa』による授業の実践 
3.1 対象授業 
今回の実践は，2013 年度初修中国語授業として，

M大学（以下：M大）で開講される週 2コマのうち
第一著者が 1コマ分担当する授業，および T大学文
学部（以下：T 大文学）で開講される週 1 コマで第
二著者が担当する授業を対象とした．なお，今回，

M大における対象授業は，受講者は 4学科の学習者
から構成され，前期は 25名，後期は前期の受講者か
ら 3 名減少した 22 名であった．また T 大文学の対
象授業も前期が 25名，後期は 22名に減少した． 
3.2 実践の概要 
今回の実践では，第一著者は，M 大で『ToBiRa』

を用いて提案 3 段階学習プロセスによる BL を実施
した．ここでは，学習管理システムを使用し，e ラ
ーニングを利用した復習状況を記録し，その結果を

成績に反映させるとともに，授業の冒頭に実施する

確認テストも成績評価の対象とした． 
一方，第二著者は，T 大文学で『ToBiRa』を用い

て非提案 BL を実施する．ここでは，学習管理シス
テムは使用せず，e ラーニング利用の復習を学習者
の任意とするとともに，確認テストも実施しない． 
3.3 結果と考察 
まず，復習状況について，M大では，前期後期を
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通じてほとんどの学習者が復習を行っていたが，締

切内の実施率は，概ね 5割以下で推移している（表
1）．一方，T 大文学では，復習用 e ラーニング教材
を利用した学習者は，前期では受講者全体の 5割半
ば，後期は 7割強に増え，かつその中の一部の学習
者は，試験前の準備だけではなく，普段より自発的

に利用していたことが確認された（表 2）． 
また，定期試験結果を見ると，前期では，M大と

T大文学の平均点は，それぞれ 75.2と 60.3であり，
15点ほどの差がある．それに対し，後期では，それ
ぞれの平均点は 73.4 と 66.2 となっており，その差
が 7点に縮小したことが確認できる（表 3）． 
さらに，アンケート結果からは，両大いずれにお

いても，授業用テキストに対する学習者の肯定的な

評価がうかがえるとともに，6～7割の学習者が eラ
ーニング教材を利用して継続的・意欲的に復習でき

たとし（図 1），多くの学習者が「勉強しやすい」「非
常に役に立った」「効率的に，楽しんで復習できた」

「学ぶ意欲がわいた」といった感想を記していた．

しかしながら，一部の学習者が PC利用のWeb教材
を面倒に感じていることも確認された． 
以上の結果から，『ToBiRa』を用いて，提案 3 段
階学習プロセスによる BLを実施したM大において
は，学習意欲を高め，自習を促進し，一定の学習到

達度が認められたと考える．また，非提案 BL を実
施した T大文学においても， eラーニングの利用を
学習者の任意としたにもかかわらず，一部学習者

が積極的に eラーニングに取り組み，また，全体的
に『ToBiRa』のテキストと eラーニング教材に対す
る評価が高いなど，週 1コマ授業という制約の中で，
次第に学習者の学習意欲と学習効果が向上したこと

が推察される．  
 

4. まとめ 
本稿では，我々が開発した初修中国語 BL 用教科
書『ToBiRa』の実践，およびその結果について報告
した．今後，他の教員を含め，更なる実証実験を重

ね，有効性の検証，改善を行う予定である． 
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表 1 M大：復習実施状況（学習履歴により確認） 
授業回(第～回) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 
前期 

(N=25) 
実施者数 

  
25 25 25 24 25 25 25 25 

 
24 23 23 

締切内 20 ― 19 12 13 13 22 12 12 10 18 
後期 

(N=22) 
実施者数 22 22 22 22 22 22 21 20 

 
19 19 19 19 

 締切内 8 10 13 9 10 7 18 8 6 4 10 19 

 斜線は，eラーニング復習課題を課さなかった授業回を示す．また，前期の第 4回は，記録が未保存． 

表 2 T大文学：復習用 eラーニング教材の利用状況 

 利用者数 個人ペース 
の自習 

授業後 
の復習 

試験前 
の準備 

前期(N=25) 14 1 4 14 

後期(N=22) 16 2 3 16 

アンケートにより確認．なお，利用形式に関しては複数選択可． 

表 3 定期試験結果（m：平均，SD：標準偏差） 
 M大(N=24※, 22) T大文学(N=25, 22) 

定期試験 m SD m SD 
 前期：発音＆ユニット 1 75.2 17.1 60.3 15.4 
 後期：ユニット 2 73.4 18.0 66.2 19.3 

※）M大前期授業受講者 25名のうち 24名が受験した． 

 
図 1 学習者の感想 
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イメージで覚えるユーザ参加型英単語学習システムの開発と実践

Development and Practice of the Vocabulary Learning System Associated with Images in 
Which the Users Participate
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あらまし：この研究の目的は，学校教育においての英単語を受動的に学ぶスタイルから能動的に学ぶスタ

イルへの学習システムの構築を模索するものである．英単語の学習法として，その単語のイメージを頭に

思い浮かべ学習することが有効だと考えられている．本論文では，iPad，スマートフォン，デジタルカメ

ラなどで様々な写真を撮り，その写真に関連する英単語や例文を加えて投稿し，学習者間で英単語辞書を

構築していく学習システムを開発した．そのシステムを実践，運用した結果を報告する．

キーワード：英単語学習，e-learning，学校教育，学習者共有，イメージ学習

1. はじめに
近年，様々なディジタルデバイスが普及し，多く

の英単語学習教材が開発されるようになってきてい

る(1)～(5)．また，インターネット上でもユーザ間で知

識を共有したり，配信しあったりして成立するメデ

ィア knowledge community や Consumer Generated 
Media（以下 CGM）といったコンテンツメディアも

普及し，利用者が拡大している．これらの時代背景

がある中で，学習分野に関しても， knowledge 
community や CGM の要素を取り入れた学習システ

ムは急務であると言える．その中で，今回は英単語

学習に焦点をあて，ユーザ参加型の学習システムを

構築した．タブレット，スマートフォン，デジタル

カメラなどで様々な写真を撮り，その写真に関連す

る英単語や例文を加えて投稿し，学習者間で英単語

辞書を構築していく学習システムを開発・実践した

結果を報告する．

2. 先行研究
従来の e-learningといえば WBT を代表するような

学習コンテンツが用意されておりそれらを学習する

システムが多かった．WBT はコンテンツありきのサ

ービスでありそれが主体となっていたが，CSCL の

登場によって少しずつ e-learning の仕組みが変化し

つつある．インターネット上のサービスにおいても

ただの Web ページ配信から knowledge community や

CGM 要素を含んだコンテンツメディアの登場が多

くなってきた．確かに，多くのインターネット上の

サービスが普及した現在，数多くの利用者が存在す

るのは動画共有サイトやブログなどの CGM 的要素

を含んだコンテンツメディアやインターネット上で

参加者同士がお互いの質問に答え，疑問を解決する

ナレッジコミュニティである．これを再び e-learning
にあてはめた場合，利用者が持続的に学習する

e-learning システムというものを考えると，学習者が

学習コンテンツを作り合い，それを学習者全員で共

有する仕組みが必要である．そして，教員はファシ

リテイトとしてその学習コンテンツをサポートする

存在になっていく必要があると考える．

今回は，数々の学習科目がある中で英語を選択し，

英単語を覚えやすくする学習方法の調査に取り組ん

だ．英単語には，発音，イメージ，文脈，ゲームで

覚えるというような様々な学習方法が存在する．多

くの英単語学習システムを俯瞰しても大概このカテ

ゴリの勉強法の一部を利用している．だが，どのカ

テゴリが一番効果的かという問いを解決する必要が

ある．その中で，英単語を効果的に覚える方法とし

て，長谷川ら(6)の研究がある．これによればイメー

ジいわゆる画像を使う学習方法が他の 3 つに比べて

長期記憶が得られやすいというものであった．英単

語を覚えるためには，学習対象物のイメージをもと

に英単語を瞬時に思い浮かべる学習法が有効だと考

えられおり，被験者アンケートでも「イメージが沸

いて覚えやすかった」や「画像と関連付けできるの

で頭に残りやすい」との回答もある． そこで，これ

らの背景と先行研究を組み合わせ，学習者が主体的

に参加し，学習コンテンツを作り合い，それを共有

しあう学習システム，かつ，英単語の学習の際にイ

メージを利用した学習方法を取り入れた e-learning
システムの設計を考え，さらに教員評価（ファシリ

テイト）を付け加えた ICT 学習システムを実装・実

践することにした．

3. 英単語画像投稿システム「英単語カメラ」
学習者が身近にある物体や動作の写真をタブレッ

ト，スマートフォン，デジタルカメラで撮り，その

物体・動作に関する英単語を調べ，例文を付け加え

て投稿するという「英単語カメラ」というサービス

を開発した（図 1）．
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図 1 英単語カメラトップ

学習者が英単語，訳，例文，コメントを投稿する

と，その英単語は DB の中で管理され，投稿ステー

タスが教員の承認待ち状態になる．そして，教員が

単語や画像などをチェックし，誹謗中傷や著作権違

反などの訂正や修正をし，評価ポイントを加えると

公開される．評価ポイントは 5 ポイントを基準とし，

最低 0 点，最高 10 点に教員が変更できる．公開に関

しては，教員がログインした際には，投稿した生徒

名が表示されるようにし，学習者がログインした際

には公開した生徒名は表示させないように設計した．

評価ポイントが上がると，キャラクター画像が変化

し，成長するゲーム性も設けた．そして，学習者同

士で共有し，解答を見ながら学習していく．また，

解答を押すと，DB クエリでは単語の綴りでソート

をかけているため，同じ綴りの英単語であっても，

その動詞や名詞の意味の答えが 5 個ずつ表示される

仕組みにもなっている．これにより，一つの単語の

意味だけでなく，他の意味など網羅的に把握できる

ようにもした．また，インタフェースに関しては，

iPad でブラウジングして利用する可能性が高いので，

iPad の画面回転にも対応できるように，画像をタッ

プすると画像も回転する機能も付け加えた．

4. 実践
英語があまり得意ではなかったという高校生 2 年

生 55 名に行ってもらった．約半年間にわたり，実践

した． iPad が生徒個人に割り当てられており，これ

らを使って写真をとって画像を投稿したり，イラス

トを書いたりして投稿するように指示した．また，

投稿する英単語は名詞から始めて，その次に動詞，

次に全品詞と変化させていった．その結果は以下の

表 1 にまとめた．

表 1 投稿単語の集計

品詞 単語数 承認数 投稿数

名詞 158

313 357
形容詞 4
動詞 149
副詞 1
接続詞 1

 開発当初，名詞の写真を撮るのは容易であるが，

動詞の画像をとるのは難しいと思っていたが，意外

と動詞の単語も投稿された．アクセス数に関しては，

多い週で 700 プレビュー程度（トータルアクセス数），

少ない週で 30 プレビュー程度（トータルアクセス数）

であった．

5. まとめ
実際の利用を見ていると，学習者は写真を撮って

投稿することはするが，自らイラストを描いて投稿

することは少ないということもわかった．また男女

別で比べてみると女子より男子のほうが投稿されや

すいという結果にもなった．また，投稿された単語

等を見ると，高校生より小学生や中学生のほうがよ

り楽しみやすく学習しやすいサービスではないかと

思った．高校生で学習する単語や受験単語は抽象的

な形容詞や動詞が頻出するので，抽象的なものは画

像として投稿されにくい．そのような意味で，より

下の年齢の学習層が効果的かとも思った．また，よ

りよい投稿は教員からの発問や発言が重要であり，

ここの点も考慮しなければならないとも感じた．今

後の開発及びシステムの改善に活かしていきたい．
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あらまし：本発表は，e ラーニング受講者に対してデジタルストーリーテリング（DST）コンテンツによ

るピアサポート環境を設定し，DST コンテンツへのアクセスと他の変数を分析して，支援の方法や内容を

探るものである．結果的に DST コンテンツにアクセスした学生の方が，eラーニングコンテンツ受講，SNS

での発言，ノート提出率，出席率においてよい値を示していたが，これが DST コンテンツ視聴の効果であ

るかどうかは，さらに検討が必要である． 
キーワード：デジタルストーリーテリング，ピアサポート，モデリング，自己調整学習 

 
 
1. はじめに 

本研究では非同期分散型 e ラーニングにおける受

講者の自己調整学習を支援する方法として，修了者

によるデジタルストーリーテリング（DST）コンテ

ンツを提供し，ピアサポートとしての効果を検討す

る．DST は，物語性のある話をメディアのブレンド

によって補強するプロセスであり，画像・音声・動

画などのデジタルメディアを組み合わせたコンテン

ツが制作される（1）．DST は学習者のリフレクション

を促し，足場かけの効果を持つことが指摘されてい

る(2),(3)．本研究は，自己調整学習支援の観点から先輩

受講者の学び方に関する DST コンテンツをモデル

として提供する意義を探るものである． 
 

2. 対象と方法 
2.1 授業・受講者 
対象となるのは，2013 年度後期に地方国立大 A 大

学において気象学の基礎を学ぶ教養科目であり，同

一の教員が担当して同一内容の 2 コマが同時開講さ

れた．全 15 回の授業のうち，第 6 回までは主に座学

で，e ラーニングは授業の後半に予定された実習の

予習教材として合計 4 本提供された．実習において，

学生は実際の気象データを用いてグループで天候の

予測に取り組んだ．e ラーニングの内容は，実習で用

いる天気図やデータの読み方が中心であり，実習 1
回あたり 1 本（15～20 分程度）が課せられた． 
履修学生は 2 コマ合わせて 190 名であった．全員

が 1・2 年生であり，Ａ大学の 5 各部のうち 4 学部の

学生が履修した． 
2.2 DST コンテンツ 

DSTコンテンツには，前年度同一の授業を受講し，

全ての e ラーニングを期限内に視聴して，単位を取

得した学生 4 名（3 学部，女性 3 名，男性 1 名）が

出演した．一本 2～3 分で，「締め切りを守って受講

できた理由」や「受講時に心がけたこと」などのテ

ーマで前年度の受講を振り返ってもらった．年齢の

近い先輩の語りを用いたのは，ピアサポートとして

の効果を考慮に入れたからである． 
コンテンツは初回 e ラーニングの締め切り後であ

る 11 月 16 日に「先輩の声（e ラーニング受講のポ 

 
図 1 制作した DST コンテンツ例 

D1-1

― 95 ―



 
イント）」と題して e ラーニングと同じ LMS から公

開した（図 1）．DST コンテンツ活用への呼びかけは，

公開直前の対面授業と受講学生全員が使用している

SNS における教員の日記内で行った． 
なお，コンテンツの順序効果を相殺するため，授

業ごとにコンテンツを LMS 上で異なる順序に配置

した．図 1 では出演者の氏名と顔画像を隠してある

が，実際には本人の了解を取った上で実名・実写映

像が提示されている． 
2.3 リサーチクエスチョン・対象データ 

本研究で提供した DST コンテンツは分量的にも

内容的にもパイロット的に制作したものであり，今

回の試行結果を受けて今後コンテンツを増やして行

く予定である．また，今回は DST コンテンツを視聴

するかどうかを学生側の自主性に任せた． 
したがって本研究では，今後の本格活用に先立っ

て，DST を活用する学生の特徴を，学習活動記録と

SRL との関係の観点から確認する．具体的に用いる

データとして，e ラーニングのアクセスログ，SNS に

おける発言，欠席回数，授業開始時に実施した SRL
アンケートの結果などを DST コンテンツ視聴の有

無を基準に比較する． 
 

3. 結果 
3.1 DST コンテンツ視聴状況 

DST コンテンツを 1 本でも視聴した学生は 190 名

中 41 名（履修登録者数比 21．6％）であり，そのう

ち 29 名が 4 本とも視聴していた． 
視聴時期を視聴本数ベースでみると，第 2 回 e ラ

ーニングの前が最も多く全視聴本数の 52．2%を占

める 71 本であり，以下第 2 回と第 3 回の間の 41 本，

第 3 回と第 4 回の間の 17 本，第 4 回以降の 7 本と

なった．また，より詳細に視聴時間を確認したとこ

ろ，多くの場合，学生は e ラーニング受講直前，あ

るいは直後に DST コンテンツを視聴していた． 
3.2 視聴した学生の学習活動 
表 1，2 に示すように，DST コンテンツを視聴し

た学生の方が，e ラーニングの受講割合，受講順位，

SNS における発言，課題である受講ノート提出率，

出席率のいずれにおいても良い値となった． 
しかし，DST コンテンツ公開前からこのような傾

向がみられることから，このような値を示したのが

DSTコンテンツの効果であると考えるのは早計であ

る．そこで，次に授業開始時の SRL アンケートの結

果を DST コンテンツ視聴の有無によって比較した． 
3.3 SRL 尺度との関係 

SRL 関連の 33 項目のうち，DST コンテンツ視聴

学生と非視聴学生間の差が大きかった 5 項目を表 3
にまとめた．情緒的な方略が多く，いずれも視聴し

た学生の方が低い値を示している． 
 

表 1 学習活動の特徴 
DST 
視聴

e ラーニ

ング全部

視聴 

SNS 発言

あり 
ノート 
全 部 提

出 

欠 席 あ

り 

有 
N=41 

32（78%） 41（100%） 35（85%） 13（32%）

無 
N=137

87（64%） 129（94%） 87（64%） 70（51%）

（実数，（ ）内は割合） 
表 2  e ラーニング受講順位平均値 

DST 視聴(N) 1 回 2 回 3 回 4 回 
授業
1 

有 (20) 34．0 29．1 33．6 36．3
無 (74) 38．0 38．9 40．6 38．5

授業
2 

有 (21) 29．0 28．9 30．7 32．3
無 (63) 32．0 36．9 38．9 38．9
表 3 SRL アンケートとの関係 

質問項目 視

聴 
非 
視

聴 

差

分

多くの誘惑に負けて何度も逃避を

繰り返す 

2.72 3.15 .43

学習計画を立てて学習を始めた場

合，計画とずれても気にしない 

2.39 2.76 .37

次の日にしよう，次の日にしよう

と先延ばししてしまう 

2.82 3.15 .33

自分の想像以上にすべてに時間が

かかってしまう 

2.36 2.67 .32

すぐに飽きてしまう 2.67 2.98 .32

 
4. 考察と課題 
本研究では，e ラーニング受講学生に対して先輩

学生による DST コンテンツを提供し，どのような学

生が視聴したのかを確認した．その結果，モチベー

ションが高い，あるいは情緒的方略にすぐれた学生

が活用しているのではないかと示唆された． 
今後は，モチベーションや情緒的方略に問題のあ

る学生にも DST コンテンツを視聴するよう導くこ

とによってどのような効果があるかを確認していく． 
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あらまし：ネットワーク社会では，SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)が普及し，同じ目
的や興味関心が近いユーザ間でコミュニティが形成され，知識の共感・共有がなされている．本研究で

は，SNS 活用によって，社会性を帯びたインフォーマルな学習活動を支援し，幅の広い生産的能力を
育むための自由度の高い学習環境を構築したいと考えた．そこで，SNSを活用した学習環境を設計し，
学習者が他者とコミュニケートしながら，他者に共感・反応されるような創造物を生み出すプロセスを

学ばせることを考案した．この学習環境によって，学習者は，想起出来なかったアイディアを発見し，

創造物の付加価値の変動を把握することができる．本稿では，SNS ベースの学習環境の中で，学習者
が対人認知能力を形成する過程とその支援方法について詳述する．  
キーワード：対人認知能力 SNS ソーシャルメディアマーケティング 学習環境デザイン  

 
 

1. はじめに 
 インターネット空間では，Facebook や Twitter
といった SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービ
ス）が普及し，束縛要因が少なく自由度の高いイン

フォーマルな学習（物理的かつ時間的制約はなく，

教科書や教師の存在を絶対としない．特定または不

特定多数の学習者で学ぶ学習）が展開されている．

このような学習場では，様々なコミュニケーション

の形態で情報のやりとりや意思の交換がなされてい

る．各々のコミュニティは，同じ目的や趣味・嗜好

が近い者同士で形成されており，知識の共感・共有

がなされている．そして，“個”の学習者は，公開さ

れた他者の投稿記事やコメント，他者と他者とのコ

ミュニケーションのやり取りを観察しながら，他者

やコミュニティと自己との係わり合い方を判断して

いる．  
 このように多様化されたコミュニケーションの形

態が展開される中で，学習者の「対人認知能力」を

形成支援することが重要であると考えた． 本研究で
は，認知科学的視点から，SNSベースの学習活動に
着眼し，対人認知能力の形成支援の方略を探究して

いる． 
 

2. 対人認知能力 
本研究の目的は，社会性を重視した自由度の高い

学習環境を構築し，対人認知能力を形成支援するこ

とである．対人認知能力とは，「自己の価値観・過

去経験・パーソナリティなどによって，他者に対す

る接し方や距離感，自己にとっての役割や関係性を

認知する能力」と定義づける． 
SNSベースの学習場において，個の学習者は，公

開された他者の投稿記事やコメント，他者と他者と

のコミュニケーションのやり取りを観察しながら，

他者やコミュニティと自己との係わり合い方を判断

していた．インターネット空間では，“個”対“個”，

“個”対“多”のみならず，“多”対“多”のコミュ

ニケーションの形態で学習が展開されている．多様

化するコミュニケーションの形態の中で，学習者は

対人認知しながら，その能力を形成している． 
 インターネット空間におけるインフォーマルな学

習では，次に示す三つの形態の対人認知能力を形成

支援することが重要であると考える． 
 

2.1 個対個の形態 
 一対一の対人関係の中

で，自己と他者との係わ

り合いを認知し，双方向

のコミュニケーションが

展開される．対する“個”

のパーソナリティと自己

のパーソナリティを比較し，対人関係を築いていく． 
 

2.2 個対多の形態 
電子メールで“個”か

ら“多”（複数の“個”）

へ一斉に情報発信するよ

うなコミュニケーション

の形態である．それによ

って，“個”は，複数の

“多”のそれぞれに対し

て対人認知する． 
 

2.3 多対多の形態 
 学習者と他者が，“多”

 
図 1 “個”対“個” 

 
図 2 “個”対“多” 
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対“多”のコミュニ

ケーションの形態

で学習活動する．学

習者らは，自らの意

見や，趣味嗜好の写

真や動画を投稿し，

それを他者が閲覧

し，評価やコメント

のやり取りを行っ

ていた．自己と他者

から表出された発話データ，学習履歴，学習行動特

性，自己と他者の役割，参加関与するコミュニティ

とその度合い，自己と他者との係り合い方を判断す

る．インターネット空間には，図 3に示すよう不特
定多数の他者で形成されたコミュニティが多数存在

している．これらコミュニティ間では，SNSによっ
て，公開された他者の投稿記事やコメント，他者と

他者とのコミュニケーションのやり取り，振る舞い

方や様相を観察することができる． 
 
3. SNSを活用した学習環境 
 本研究では，「学習者がSNS上で自らの考え，ア
イディアを発信し，他者からの反応を得る．その反

応を本システムがテキスト解析し，学習者へフィー

ドバックする」という仕組みを考案した．システム

の構成について具体的に述べる．図4に示すように，
ある学習者が学習を開始（①）し，コメントや学習

成果物を投稿すると，それを他者が閲覧し，評価や

コメントをする．システムは学習者や他者からの投

稿記事を随時学習資源レポジトリへ登録（②）する．

学習資源レポジトリからログデータをデータベース

へ抽出（③）し，ログデータ分析機構で解析（④）

する．ここでは，他者からのコメント，学習成果物

に対する評価内容，対人認知関係が可視化される．

この可視化データを抽出（⑤）し，eポートフォリオ
として学習者へフィードバック（⑥）する．それを

学習者が閲覧し，再度自らの考えや学習成果物を再

投稿する． 
本研究を遂行すると，知識の共感・共有を指向し

たSNSベースの学習環境の枠組みが提供できる．さ
らに，他者からの評価コメントを判断材料とした知

識の再構築が促される．本システム構成を基に，SNS
を活用した学習支援システムを開発した．既に，イ

ンターネット上には様々なサービスを提供したソー

シャルメディアがあるが，これらのソーシャルメデ

ィアを一斉に学習環境へ利用するには，学習者やコ

ンテンツが混沌状態となると考えた．そこでオープ

ンソースのパッケージであるOpenPNEを利用し自
作SNSを開発した（図5に自作SNSのインターフェー
スを示す）．OpenPNEは，プロフィール機能，メッ
セージ機能，足跡機能，お気に入り機能，日記機能，

コミュニティ機能，コミュニティ検索機能がデフォ

ルト機能として備わっている． 

次に，他者からの反応をテキスト解析し，その結果

を可視化表示することにより，学習者の意思決定，

知識の再構築を促進することを試みた．そのために

自作SNSへ「見える化エンジンAPI（(株)プラスアル
ファ・コンサルティングによるSaaS型のテキストマ
イニングサービス）」を組み込み，視覚的にデータ

解析結果を学習者へ随時提示できるようにした．見

える化エンジンAPIは，自作SNSで保有するデータ解
析に特化しており，語の係り受けを分析した上で，

大量のテキストデータのサマリをグラフィカルな図

で可視化する．性別，年齢などのユーザ属性情報か

ら分析結果を抽出でき，傾向分析，比較分析，顧客

ニーズ発見に活用できる．これらの解析結果と，そ

れに伴って変動された学習成果物を時系列に表示し，

学習者のeポートフォリオとして蓄積した．学習者が

eポートフォリオを閲覧し，学習過程を振り返りなが

ら学習を進める事ができるようにした． 

 
図4 SNSを活用した学習システムの構成 

 

4. おわりに 
 インターネットの普及が，情報のやりとりや意思

の交換において，個人と社会との関わりの形態を大

きく変容させた．“学習”という概念も個別学習と同

時に特定のグループでの学習，さらには不特定のグ

ループでの学習の機会が提供されるようになった．

人と人との係わり合いから生じる観察，協働といっ

た行為は，知識の共感・共有／再利用を促す効果が

ある． 
本研究の学習環境は，ソーシャルメディアに関す

るリテラシ能力を身につけるための実践場・訓練場

として有効であるといえる． 

 

参考文献 
(1) 長谷川忍，高橋咲江，柏原明博：“インフォーマルな

経験情報の共有に基づく就職活動支援 SNSの開発”，
教育システム情報学会研究報告，pp.199-210 （2010） 

(2) 山内弘一，不破泰：“留学生支援と交流活性化に特化
したインフォーマル情報を利活用する SNSの構築”，
教育システム情報学会研究報告，pp.80-93 （2011） 

 
図 3 “多”対“多” 
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講義室の座席配置決定手法
　

新池　一弘

舞鶴工業高等専門学校

あらまし 高等教育現場で学ぶ学生は，彼らの自由意思で座席を選び講義を受けているが，講義に対する学習効
果の観点からは疑問が生ずる．例えば講義室に 名の学生が在籍する場合，座席の組み合わせは 通り存在す
るので，学生個々人にとって最良な座席を人の手で見出すのは大変な困難と多くの時間を要する．そこで本研究
では，最適化手法を適用した講義室の座席決定方法について提案する．
キーワード：座席配置問題，遺伝アルゴリズム，粒子群最適化

はじめに
高等教育現場での座席配置は，学生の自由意思で

決められているが，その弊害として学生による不要な
私語や雑談により騒がしくなり，講義の妨げとなるこ
とがある．講義室の座席配置を教員が決定する場合，
多大な労力と時間を要する．しかし，座席配置を適切
に行うことで，学生の学習効果の向上を期待するこ
とができる．
そこで本研究では，座席配置問題を組合せ最適化

問題 と捉え，最良の座席配置を見出す方法を提案
する．最適化手法には，遺伝アルゴリズム お
よび粒子群最適化 を採用し，座席配置問題
の最適化を行う．
まず，座席を決定するときの学生個々人に関する要

因を内的要因，１人の学生とその学生の周りに座る
学生との要因を外的要因とし，座席配置問題の目的
関数を提案する．次に， および より見出さ
れた座席配置について考察する．

座席配置問題
学生個々人の着席行動の つに，視力や聴力等の

身体的要因，受講する科目に対する興味度や成績等
の要因が考えられる．これらの要因は全て学生個々人
に関する要因であり，この要因を内的要因と呼ぶ．
内的要因以外の要因として， 人の学生の周囲に着

席する学生との相互作用に関するものがある．例え
ば，友人関係にある学生は集まる傾向があり，逆に友
人関係にない学生は離れた場所の座席を選択する傾
向がある．この要因は， 人の学生とその他の学生に
関するものであり，これを外的要因 と呼ぶ．
座席配置問題の定式化は，まず，学生に座席をラン

ダムに与え，次に学生の座席に対する評価値を算出
する．問題は，学生個々人の評価値の最小値を最大化
することである．
いま， を学生数， を座席配

置問題の解とする．学生 が座る座席の内的要因に関

する評価式 を以下に示す．

ここに， と は学生 の座席に対する内的要因お
よび要因数を示し， は内的要因の重みであらかじ
め与えられる．
学生 と学生 間の外的要因に関する評価式を以

下に示す．

ここに， はコーチングテストから得られ
た学生 の性格適性を表し， は，学
生 の性格適性を表す．教室の机を碁盤の目に配置
した場合，学生 の周囲には 名から 名の学生の
座席が存在する．学生 と学生 の周囲に座る学生
との評価式を以下に示す．

ここに， は学生 の周囲にいる学生数を示し，
は に対する重みであらかじめ与えられる．学生
の目的関数 は次式で示される．

ここに， は と の重みであらかじめ与えら
れる．

遺伝アルゴリズム
座席配置問題では，学生の出席番号を個体表現に

用いる．交叉則は，まず親個体 および を 行
列の配列で表す．次に，交叉点 および をラン
ダムに決定し，交叉範囲内の小行列を およ
び とし，親個体 の小行列 を除く
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全ての遺伝子を子個体 にコピーする．さらに，親
個体 の 行 列目から 行 列目まで各遺伝子
をスキャンし，親個体 の小行列 内の遺伝
子と一致したものを子個体 の小行列 にコ
ピーする．最後に，上記の操作を子個体 の小行列

の遺伝子が全て決定するまで繰り返す．
突然変異則は，ランダムに 人の学生を入れ替え

るという手法で，親個体 および より，突然変
異個体 および を生成する．また，選択則は，
個体群からランダムに選ばれた親個体 および ，
交叉によって生成された子個体 および ，突然
変異によって生成された突然変異個体 および
の 個体から目的関数値の高い 個体を選択する．

粒子群最適化
における つの個体は，位置ベクトル ，速度

ベクトル ，これまでの探索で発見した最良解
とその評価値 を有する．また群れ全体とし
て，全ての個体がこれまでの探索で発見した最良解

とその評価値 を有する．各個体は，そ
れぞれの最良解へと向かうベクトル ，群
れ全体の最良解へと向かうベクトル ，前
回の探索における速度ベクトル に対する新たな速
度ベクトル をそれぞれ生成し，現在の探索位置
から新たな位置 へと移動する．ここで， は

探索回数を示す．各個体の速度ベクトル の更新
式は，次式で示される．

ここに， および は ～ の乱数， ，
および はそれぞれ重みを示す．また，各個体の位
置ベクトル の更新式は，次式で示される．

粒子と座席配置の対応は，原点からの距離が短い
順番にならべた粒子を座席番号の 番から順番に割
り当てる．原点からの距離が同じである粒子が複数
個存在する場合， 軸との成す角度の小さい順番に座
席番号順に割り当てる．同様の方法で全ての粒子を
座席に割り当てる．

計算機実験
提案手法に基づき計算機実験を行う．学生個々人に

対する内的要因には，講義中の不要語の頻度，講義中
の教員の声の聞こえ，黒板の文字の見え，講義の興
味度および希望する座席番号を採用する．また， 人
の学生とその学生の周りに着席する学生との関係を
表す外的要因には，コーチングテストから得られた
種類の性格適性であるコントローラタイプ，プロモー

表 による計算結果

表 による計算結果

タータイプ，サポータータイプおよびアナライザータ
イプの評価値を採用する．
表 および表 は， および を適用し，それ

ぞれシミュレーションを 回行った結果を示す．表
中の は計算回数， は 回のシミュレーション
に要する平均時間， はそれぞれの計算回数におけ
る 回のシミュレーション結果の目的関数値の最良
値， は 回のシミュレーションにおける目的関
数値の平均値をそれぞれ示す．
表 および表 から，計算回数が増えるにつれて

目的関数値 および平均値 が改善していること
がわかる．また， による計算機シミュレーション
は，表 の を適用した結果より目的関数値が高
いこともわかる．

おわりに
本稿では，学校教育現場における教室の座席配置

問題に，遺伝アルゴリズムおよび粒子群最適化を適
用する手法を提案し，計算機シミュレーション結果を
比較した．その結果， および は，座席配置
問題に適用可能であると考えられる．今後は，実際の
学校教育現場に本提案手法を適用することで，学習
効果の向上に貢献することである．

参考文献
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学習管理システムの組織的運用における利用教員の調査

An analysis of institutional utilization of Learning M

Hironori EGI

*1Information Science and Technology Center, Kobe University
*2
東京農工大学総合情報メディアセンター

*2Information Media Center, Tokyo University of Agriculture and Technology

あらまし：本稿では，学修管理システムを

を対象として，教員へのアンケート調査の結果について報告する．これまでに，全学の講義科目における

利用の振興を行うとともに，利用教員を対象とした調査を実施した．約

した．その結果，授業資料の電子的配付が利用の主たる目的であり，レポート回収や小テスト，電子掲示

板を利用する教員は多くはないといった傾向に大きな変

いた．また，操作の煩雑さや作業にかかる時間への負担感が利用上の課題であったが，今回の調

様の結果が得られた．

キーワード：学習管理システム，教育支援，利用者調査，

1. はじめに
本研究は，組織的な情報資源の有効活用と教育機

能の向上といった観点から，学習管理システム

(LMS)の全学的な利活用の支援を目的とする．学習

管理システムは授業実施の支援を目的とした情報シ

ステムであり，講義資料の配付やレポート課題の回

収，電子掲示板による議論や小テストの実施などの

機能を備えている．特定の教育目的を達成する実践

のために用いられるだけでなく，教育用の情報シス

テムの一部と位置づけて LMS を導入・展開してい

る大学も増加している．2013 年度の調査では，国立

大学の 76.0%，私立大学の 41.3%において，全学の

授業科目に対してサービスの提供を行っている

このような LMS の全学導入や運用における費用

的・人的コストに対する効果を高めるためには，学

内において幅広くかつ積極的な利用を促す必要があ

る．しかしながら，各大学における組織的な利活用

の状況については，十分に分析されているとはいえ

ない．そこで，2006 年度から LMS
盤システムとして運用している理工系の大学を対象

とし，これまでの利用の振興活動を踏まえた上で，

全学の教員を対象としたアンケート調査を実施する．

その結果から，学習管理システムの利活用の推進に

役立てるために，組織的な利用状況と教員の意識を

明らかにする．

2. 組織的な運用事例の状況
本研究では，2006 年度から LMS

進めている関東地方の理工系国立大学

を対象とし，授業科目における LMS
関する分析と比較を行う．

N 大学は理工系の 2 学部と大学院で構成されてお

り，教員は約 400 名，学生は約 5800

学習管理システムの組織的運用における利用教員の調査

An analysis of institutional utilization of Learning Management System
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学修管理システムを(LMS)を全学の教育基盤と位置づけて導入・展開している大学

を対象として，教員へのアンケート調査の結果について報告する．これまでに，全学の講義科目における

利用の振興を行うとともに，利用教員を対象とした調査を実施した．約 1 年後に同内容で再度調査を実施

授業資料の電子的配付が利用の主たる目的であり，レポート回収や小テスト，電子掲示

板を利用する教員は多くはないといった傾向に大きな変化はなかったが，それぞれの利用割合が微増して

操作の煩雑さや作業にかかる時間への負担感が利用上の課題であったが，今回の調

学習管理システム，教育支援，利用者調査，moodle 

本研究は，組織的な情報資源の有効活用と教育機

能の向上といった観点から，学習管理システム

の全学的な利活用の支援を目的とする．学習

管理システムは授業実施の支援を目的とした情報シ

ステムであり，講義資料の配付やレポート課題の回

収，電子掲示板による議論や小テストの実施などの

機能を備えている．特定の教育目的を達成する実践

なく，教育用の情報シス

を導入・展開してい

年度の調査では，国立

において，全学の

授業科目に対してサービスの提供を行っている(1)．

の全学導入や運用における費用

的・人的コストに対する効果を高めるためには，学

内において幅広くかつ積極的な利用を促す必要があ

る．しかしながら，各大学における組織的な利活用

の状況については，十分に分析されているとはいえ

LMS を全学の教育基

として運用している理工系の大学を対象

とし，これまでの利用の振興活動を踏まえた上で，

全学の教員を対象としたアンケート調査を実施する．

その結果から，学習管理システムの利活用の推進に

役立てるために，組織的な利用状況と教員の意識を

LMS の利用を全学で

進めている関東地方の理工系国立大学(以下 N 大学)
LMS の利用状況に

学部と大学院で構成されてお

5800 名である．学内

共同利用施設の情報系センターが中心となって，

2006 年度後期よりオープンソースの

Moodle を全学に向けて提供している．

テムとの授業担当・シラバスと履修のデータ連携

活用のための教員向け講習会

配布，教授会での説明を通じて利活用の促進をはか

ってきた．

図 1 に 2006 年度後期から

の推移を示す．Moodle には時間割に登録されている

全ての科目が登録されているが，教室で開講される

学部の講義科目が利用の中心である．

する科目数は毎年増加している．一方，大学院の利

用科目数は一定となっており，学部と比べて利用は

少ない．

 また，付属施設を含めた常勤の専任教員で

を利用した記録のある教員の割合は，

35.3%，2011 年度に 35.9%，2012
年度では 54.4%であった．各

利用割合は，59.9%と 58.8%

図 1 Moodle を利用する科目数の推移

学習管理システムの組織的運用における利用教員の調査

anagement System

*2

Information Science and Technology Center, Kobe University

Information Media Center, Tokyo University of Agriculture and Technology

を全学の教育基盤と位置づけて導入・展開している大学

を対象として，教員へのアンケート調査の結果について報告する．これまでに，全学の講義科目における

年後に同内容で再度調査を実施

授業資料の電子的配付が利用の主たる目的であり，レポート回収や小テスト，電子掲示

化はなかったが，それぞれの利用割合が微増して

操作の煩雑さや作業にかかる時間への負担感が利用上の課題であったが，今回の調査でも同

共同利用施設の情報系センターが中心となって，

年度後期よりオープンソースの LMS である

を全学に向けて提供している．学務情報シス

テムとの授業担当・シラバスと履修のデータ連携，

活用のための教員向け講習会や利用の手引き冊子の

配布，教授会での説明を通じて利活用の促進をはか

年度後期から 2013 年度までの科目数

には時間割に登録されている

全ての科目が登録されているが，教室で開講される

学部の講義科目が利用の中心である．Moodle を利用

する科目数は毎年増加している．一方，大学院の利

用科目数は一定となっており，学部と比べて利用は

常勤の専任教員で Moodle
を利用した記録のある教員の割合は，2010 年度に

2012 年度に 41.8%，2013
であった．各学部に所属する教員の

58.8%であった(2013 年度)．

を利用する科目数の推移
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3. 学習管理システムへの教員の
 授業を担当する教員が，学習管理システ

てどのような意識を持っているかを調査し，組織的

な利活用の状況を明らかにする．アンケート調査は，

2014 年 1 月から 2 月にかけて実施した．

在籍している教員 412 名に対して電子メールを送付

し，Web アンケートへの回答を依頼した．うち，

名から回答があり，回収率は 39.6%であった．「主な

授業形態」「Moodle の使用状況」「利用の目的・用途」

「利用上の課題」「今後利用したい機能」それぞれに

ついて，多肢選択(Moodle の利用状況以外は複数回

答可)と自由記述で回答を得た．

 Moodle の使用状況については「現在使用している」

と回答した教員が 47.3%，「以前使用していたが，現

在は使用していない」と回答した教員が

利用記録から得られた割合と概ね同程度であった．

 使用している教員と使用経験がある教員からの，

利用の目的・用途に関する回答結果を図

(N=85)．教員の 7 割前後が授業スライドや補足事項

の資料公開に利用している． 一方で，レポートの回

収や小テスト，電子掲示板(フォーラム

下となっている．

 次に，Moodle を利用する上で障壁となっている事

項に関する回答結果を図 3 に示す(N=85)
らは操作が煩雑である，ならびに作業に時間がかか

るという回答が最も多く，各々4 割程度であった．

これはファイルをアップロードして標題の設定を行

図 2 Moodle 利用上の課題(複数回答

図 3 Moodle で今後利用したい機能

学習管理システムへの教員の意識調査
授業を担当する教員が，学習管理システムに関し

てどのような意識を持っているかを調査し，組織的

を明らかにする．アンケート調査は，

月にかけて実施した．2013 年度に

名に対して電子メールを送付

アンケートへの回答を依頼した．うち，163
であった．「主な

の使用状況」「利用の目的・用途」

「利用上の課題」「今後利用したい機能」それぞれに

の利用状況以外は複数回

の使用状況については「現在使用している」

，「以前使用していたが，現

在は使用していない」と回答した教員が 4.9%であり，

割合と概ね同程度であった．

使用している教員と使用経験がある教員からの，

利用の目的・用途に関する回答結果を図 2 に示す

割前後が授業スライドや補足事項

一方で，レポートの回

フォーラム)等は 2 割以

を利用する上で障壁となっている事

(N=85)．選択肢か

らは操作が煩雑である，ならびに作業に時間がかか

割程度であった．

これはファイルをアップロードして標題の設定を行

複数回答) 

で今後利用したい機能(複数回答) 

う，利用可能期間，期間後の提出や再提出等といっ

た複雑な条件設定が煩雑であることが理由と考えら

れる．

4. 意識調査の結果と経年変化
2012 年度にも同じ項目で利用教員に対する調査

を実施しており(2)，その結果と概ね同様の傾向が見

られた．授業スライド資料や，それ以外の補足資料

を公開するために使用している教員が多く，印刷物

の配布や管理の手間を省いたり，電子的に受け取り

たいという要望が LMS 利用の主たる動機となって

いると考えられる．また，それ以外の

や小テスト，電子掲示板を利用する教員は多く

いといった傾向に大きな変化はなかったが，それぞ

れの利用割合については微増していた．

他の大学における利用分析においても，ファイル

の公開と授業実施の振り返りを記録する「授業記録」

が 4 割前後使われている一方で，

課題提出が1割未満であったり

テスト機能の利用コースは約

3 割程度のコースで利用されている

がある．

また，操作の煩雑さや作業にかかる時間への負担

感が利用上の課題であったが，今回の調査でも同様

の結果が得られた．

5. おわりに
本稿では，全学 LMS の利用状況と，教員に対す

るアンケート調査の結果について整理した．利用教

員は授業資料の電子的配布を主に行っているが，操

作の煩雑さ低減やサポートの充実への期待があると

いった傾向が明らかになった．今後の課題として，

ユーザとコースのログデータからの利用状況の集計

を行った上で，本稿で得られた結果と組み合わせた

分析を進めていくことが挙げられる．
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実物生成による 3DCG学習の実質化とその方略
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あらまし：本学では，これまでデジタル表現技術者養成プログラムの授業や修了研究で 3DCG アニメー
ションを制作している．これまで，この作品の展示方法は動画の再生であったが，造形と同時に着色でき
るカラー3D プリンタで出力できれば，効果的な展示やプレゼンテーションへ展開できる．今回，カラー
3D プリンタの導入に当たり，教育・研究目的への活用に向けた運用方針の決定やそれに基づいた，利用
計画の立案について報告する．
キーワード：3Dプリンタ，3DCG，プレゼンテーション，デバイス活用

1. はじめに
本学では，高度情報化社会に対応できる表現力の
高い人材を育成するプログラムとして，「デジタル表
現技術者養成プログラム」（以降，本プログラムとす
る）を 2009年 4月より開講している(1)．本プログラ
ムを受講する学生は，それぞれの所属学部の専門科
目に加え，およそ 2 年にわたり画像，映像，Web，
3DCG（3-Dimensional Computer Graphics）などに関係
する科目を受講し，様々なデジタルコンテンツの制
作について学ぶ．本プログラムの 2年次には，その
集大成として位置づけられる「デジタル表現修了研
究」（以降，修了研究とする）が開講されている．修
了研究では，本プログラムで学んだことを活かして
修了作品を制作し，作品展や発表会を行っている．
これまでの修了研究の中で数名の学生が 3DCGアニ
メーションを制作している．

3DCG アニメーションとして良い作品はできてい
るが，展示において他のアニメーションとの差別化
が明確ではない．また，制作工程のほとんどがパソ
コン内で完結しているため、学生に物を作ったとい
う実感が湧きにくいことが考えられる．もし，プレ
ゼンテーションや展示の際にモデリングしたものが
実物として存在すれば，効果的な演出となり，学生
が自分の作品としてより実感できると思われる．
つまり、3DCG を実体化できる 3D プリンタを利

用できれば，本プログラム以外にも建築デザインや
工芸デザインなど学生に対してより効果的な教育が
可能となる．
本稿では，3D プリンタの導入とそれを利用する

3DCGの学習に適した方略の検討を報告する．

2. 3Dプリンタの必要性
本プログラムの学生は，授業で 3DCGを学習して

いる．使用しているソフトウェアは，Shade3D で，
モデリングと静止画のレンダリングを行っている．
また，修了研究において一部の学生は，3dsMaxを使
用した 3DCGアニメーションを制作している．この
修了研究において制作した 3DCGアニメーション作
品は動画として修了研究作品展に展示される．
授業とは別に，理工学部設立 50周年事業のひとつ

としてキャンパスの 3D 化がある．こちらは本プロ
グラムの修了生が 3dsMaxを使用し 3DCGアニメー
ションとして制作している．
いずれの 3DCGアニメーションも，作品として良
いものに仕上がっているが，展示方法やプレゼンテ
ーションにおいて他の 2D アニメーション作品との
との差別化が明確ではない．また，パソコン内で完
結しているため、学生に物を作るという実感が湧き
にくいようである．そのため，モデリングの際の多
少のずれや不自然な部分などは見過ごされがちであ
る．

3DCG アニメーションをより良い作品とし，プレ
ゼンテーションや展示で効果を得るためには，キャ
ラクターにしても建築物にしても細かい点までの確
認が必要である．それを可能にする方法のひとつが
実物での確認や展示である．
そのためには、モデリングデータを実体化し出力

できる 3D プリンタが有効である．そこで筆者らは
3DCD の学習を効果的なものにすることを目的とし
て 3Dプリンタを導入することとした．
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3. 3Dプリンタの導入
3.1 機種の選定
導入にあたり求める 3D プリンタの条件は，以下
の 4つである．
１） 積層ピッチを狭くすることで曲面成型時の

滑らかさを保持させ、高精度で 3D データを
高精度に造形表現が可能

２） ラピッドプロトタイピング用として成形時
間が短く、サポート材をなるべく使用せず、
あるいは使用しても速やかに簡易な方法で
除去可能

３） 視覚的なデザイン確認のために着色機能が
備わっており、成形に合わせフルカラーで確
認可能

４） ある程度の強度を持ち、持ち運びが可能でプ
レゼンテーション等での使用に耐える成形
物が作成可能

これらを踏まえて，導入する 3D プリンタの機種
の候補をあげた（表 1）．選定した候補について性能
や価格を検討した結果，表 1 の a）の石膏粉末を使
用したインクジェット粉末石膏積層方式を必要な条
件を全て満たす方式として選定した．

3Dプリンタとあわせて，出力するためのソフトウ
ェアを操作するための高性能ワークステーションも
導入した．導入した 3D プリンタとワークステーシ
ョンを図 1に示す．3Dプリンタとワークステーショ
ンは，LANで接続されており，データの転送などは
ネットワークを介して行われる．

4. 3Dプリンタ出力
実際に運用方法などを立案するため，既存の 3Dモ

デリングデータを利用し出力を行った．
モデリングは 3dsMaxで行い，3Dプリンタ用のソ

フトウェアである 3DPrint が読み込めるファイルフ
ォーマットの内，色やテクスチャの情報を正しく読
み込めたものは VRML（Virtual Reality Modeling 
Language）形式であった．モデリングデータを読み
込むことができれば 3DPrint から 3D プリンタへの
出力操作は容易であった．3DPrintの画面と実際に出
力したものを図 2に示す．
但し，出力にかかる時間は，１辺が 2～3センチの

直方体１個でも１時間ほどかかった．１辺が 10cmを
超えるような大きなものや複数個のデータ出力には，
さらに長い時間を要した．
出力後，紛体を取り除くだけで実物を取り出すこ
とが出来た．但し，硬化させていないため細かな部
分は脆いため，カラーボンド等で硬化させるまで取
り扱いには注意が必要であった．

5. まとめ
モデリングする 3DCG ソフトウェアは違っても，

VRML 形式でモデリングデータを書き出すことで
3Dプリンタに出力できることが確認できた．

出力された実物を手に取り動かしてみることで、
大きさや構造を実感することができ，モデリング時
の不整合や欠陥を確認できる．これらをモデリング
にフィードバックすることで、より実質的なで精度
の高いモデリングへ改良することができた．
但し，出力は容易であるが時間とコストがかかる

ため，事務機器のレーザープリンタやインクジェッ
トプリンタのように安易に出力することはできない．
そのため，「誰の指示で，誰が，いつ，何の目的で，
何を，どの大きさで，何個出力するのか」など 3DCG
教育における方略を立案し運用する必要がある．
本稿で報告した研究の一部は平成 25 年度文部科

学省「地（知）の拠点整備事業」の支援を得て地域
環境コンテンツデザイン研究所を中心に実施してい
る．したがって，この方略の立案と運用は，学内の
地域環境コンテンツデザイン研究所や「地（知）の
拠点整備事業」に関係する教職員で決定する．

参考文献
(1) 古賀崇朗，中村隆敏，藤井俊子，高﨑光浩，角和博，

河道威，永溪晃二，久家淳子，時井由花，田代雅美，
米満潔，田口知子，穗屋下茂：就業力を育むデジタル
表現技術者養成プログラムの実践，佐賀大学全学教育
機構紀要，創刊号，佐賀大学全学教育機構 p.79-91(2013）

表 1 導入する 3Dプリンタの候補機種

形式 価格帯 積層ピッチ（mm）
フル
カラー
着色

サポート材

a) インクジェット
粉末石膏積層方式 数百万円～ 0.09～0.1 可能 不要

b) インクジェット
液体樹脂積層方式 数千万円～ 0.016～0.032 不可能 要

c) 光造形方式 数千万円～ 0.01～0.1 不可能 要

d) 熱溶解樹脂積層方式 数十万円～ 0.254～0.330 不可能 要

 
(a) 3Dプリンタ     (b)ワークステーション
図 1 導入した機器

  
(a) ソフトウェア画面    (b)出力されたもの
図 2 3Dプリンタ出力
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LMSを用いた化学教育におけるタブレット利用の影響と効果 
 

Effect and Impact of the Tablet PC on Teaching Chemistry by Using LMS 
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あらまし：LMSを利用する基礎化学の授業において，デスクトップ PCを利用する方法から可動型机とタ
ブレット（iPad）を利用する方法への変更を試みた．各人にタブレットを配布し，LMS(Learning Management 
System)上の資料，投票機能，フォーラム機能等を利用しながら授業を行ったところ，デスクトップ PCを
用いて行った場合に比べて，学生同士の対話が活発に行われる傾向であった．一方，課題の解答としてフ

ォーラムに記述された文章の文字数，復習課題として提出された文書内の文字数に有意な差は認められな

かった． 
キーワード：LMS，タブレット，対面授業，化学教育 

 
 
1. はじめに 
学生の授業への受動的な参加への反省から，能動

的学習としてのアクティブ・ラーニング（溝上 2007）
が注目されている．この手法では，学生の参加促進，

ディスカッション，プレゼンテーションのツールと

してタブレットなど携帯可能なタブレットやその他

の ICTを活用した事例も報告されている．（林 2010） 
我々も，学生の能動的な授業への参加を促すこと

を目的として，ARCS モデルを適用した授業をデザ
インするとともに，LMSを活用した授業の展開を試
みている．（Oikawa, et.al. 2013）当該授業は，学生の
興味を引くような動画等を用いた予習教材，授業で

利用する各種資料，アンケート，クイズ，復習を促

すための課題等を LMS 上に準備し，これらの授業
を活用しながら授業を展開するものである．この授

業は，通常の教室の授業とは異なり，LMSを利用す
る授業であることから，コンピュータ実習室で行わ

れ，学生はデスクトップ PCの前に着座し，LMSに
接続した状態で，教師の説明を聞く，問題に答える，

周囲と対話するなどしながら，学習を進めるもので

ある． 
本研究では，当該授業を，デスクトップ PC を利

用する変わりに，アクティブ・ラーニングでしばし

ば利用されるような，移動型の机とタブレットを組

み合わせた環境で授業を試行し，その効果と影響に

ついて検討した． 
 

2. 授業の実施 
2.1 授業内容の概要と対象 
東海大学では，理学部の学生に対して，学生自身

の専門とは異なる知識，考え方を学習することによ

り，より幅広い科学的思考能力を養うことを目的と

した科目郡が開講されている．本研究で用いた授業

は，数学科，情報数理学科，物理学科の学生のうち，

化学を不得手とするあるいは通常の授業を受けるに

十分な化学の知識等を有しない学生に対して，化学

分野における自然現象の基本的な捉え方，考え方を

学ぶための科目として，その内容が設計されている． 
2.2 教室レイアウト 
本研究でのタブレットを用いた授業における教卓

および学生用机のレイアウトを図１に示した． 
従来の授業は，教卓方向に向く固定型の机上に設

置されたデスクトップ PCの前に各人が着座し，各々
が LMSを利用しながら，学習活動を展開していた．
なお，１テーブルには２名が隣り合わせで着座でき

る． 
これに対して本研究で用いた教室は，可動式の机，

椅子および iPadが６０台設置されており，フリーレ
イアウトの教室となっている．実際の授業では，机

４台を１ブロックとして向かい合わせに配置し，学

生各人が貸与された iPad から LMS に接続しつつ授
業が展開する． 
2.3 学生数および構成 
デスクトップ PCを用いた授業（2013年度春学期）

およびタブレットを用いた授業（2014 年度春学期）
の各履修者の分布を表１に示した．数学科，情報数

理学科，物理学科に向けて開講している授業である

が，物理学科の学生が占める割合が多い． 
2.4 授業の方法 
当該授業を履修する学生は，事前に動画等で構成

された予習課題を閲覧し，LMS上に自己の意見，調
査結果等を授業前に提出する．予習課題は学生の興

味を引くこと，また，学生の関心事を課題によりあ

る程度誘導することで，学生の関心事と授業の焦点

との整合性を高めることが狙いである． 
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授業では，LMS上に準備されたプレゼンテーショ
ン資料，テキスト，クイズ，アンケート，フォーラ

ム等を利用しながら，講義，演習，ディスカッショ

ンなどが進められる． 
授業終了後は，翌週の授業までに，今回学習した

内容のまとめや，まとめの過程で生じた疑問点に関

する調査・学習結果を LMS上に提出する． 
 

3. 結果 
3.1 学生の活動 
従来のデスクトップ PCを用いた授業においても，

解くべき課題によっては，近隣の学生と相談しなが

ら進めるよう指示を行ったが，隣同士でも意見交換

は一部の学生に限定され，個別に学習する傾向であ

った．LMS上のフォーラムと呼ばれる電子掲示板を
用いた意見交換においても，自己の意見は書き込む

ものの，他の学生の発言に意見を書き込む行為はな

かった． 
一方，タブレットを用いた授業では，机が対面し

ていること，学生間の距離が近いことから，同一ブ

ロック内での対話が活発になる傾向であった．しか

し，対話が活発な分，フォーラムへの書き込みは、

デスクトップ PC利用時より減少する傾向であった． 
一部のディスカッションでは，複数のタブレット

間で共有できる電子ホワイトボードシステムを用い

たが，画面解像度，入力の簡便性などの点から，学

生の評価は高くなく，むしろその手軽さからか，小

型ホワイトボードとマーカーを用いた方法が支持さ

れた．グループとの課題に対する発表も、多くの場

合ホワイトボードが利用された． 
3.2 ユーザーインターフェイス 
デスクトップ PC を利用した授業とタブレットを

用いた授業では，LMS上の同一の教材を用いた．教
材の表示形式は，LMS側でデバイスの種類を判断し
て提供するため，表現方法の一部が異なるが，その

差は軽微であり，ほぼ同一の表示形式であった． 
操作性に関しては，デスクトップ PC では，操作

がマウスによるクリック／ドラッグであるのに対し，

タブレットではタップ／フリックであるため，一部

の教材で操作上の不具合が発生した．また，文字を

入力するような演習問題の場合，タブレットでは表

示されるソフトウェアキーボードが入力欄を覆い隠

し，記述内容が見えない場合が生じた．これらの結

果から，教材を構成する際のレイアウトについて，

タブレットを利用する場合には考慮が必要であるこ

とが示唆された．また，当該授業では，フォーラム

上に意見を書き込む課題が多く設けられている．こ

の場合タブレットでは画面上のソフトウェアキーボ

ードによる入力を行うことになり，デスクトップ PC
で利用されるメカニカルなキーボードのようなブラ

インドタッチ等が行えず，その分学生の入力の負担

が増加するものと予測された．授業当初は，やはり

操作不慣れであったが，各フォーラムに記述された

文字量について，従来のデスクトップ PC を用いた
場合とタブレットを用いた場合について t 検定を行
ったところ，有意差は認められなかった．（p=0.10 > 
0.05） 
3.3 学習量への影響 
学生の能動性が学習内容のより深い理解に繋がる

ならば，疑問点の発見，それに対する調査，学習量

が増加し，結果として復習課題の文書量が増大する

と期待できる．しかし，授業後に提出された復習課

題に関して，文字量について分析を試みたところ，

いずれも有意な差は認められなかった．(p=0.24 > 
0.05) 

 
4. おわりに 
今回の授業は試行的な意味も有り，タブレットの

活用を前提に設計された授業では無かったが，当該

授業形式が学生にとっては目新しいこともあり，好

意的に捉えている学生が多かった．今後は，教材や

授業をタブレットに最適化した設計を行った場合や，

問題演習に活用した場合についても検討し，その効

果を考察したい． 
 

 
図 1 教室レイアウト 

 
表 1 履修者分布（人） 

授業形態 数学科 情報数理学科 物理学科 
PC利用 2 0 17 

iPad利用 2 1 16 
 

参考文献 
(1) 溝上慎一, 加賀英徳, 中村勝則:“アクティブ・ラーニ

ング導入の実践的課題”, 名古屋高等教育研究 , 7, 
pp.269-267 （2007） 

(2) 林一雅:“ICT支�型ラーニングス�ースにおける
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pp.113-116 （2010） 

(3) Oikawa, Y., Nakajima, K., Matsuba, Y., Suzuki, K., Kita, 
T., & Nakano, H.: “Designing a Blended Undergraduate 
General Chemistry Course Using the ARCS Model”, A 
paper presented at ICoME 2013 (International Conference 
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音声を伴った板書データ共有機能を備えた 
中国語学習支援システムの開発 

 
A Chinese Language Learning Support System with Voice and Hand-written 

Information Sharing on Online Lesson 
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あらまし：本稿では，教師と学習者によるタブレット端末での利用を想定した，音声を伴った板書データ

共有機能を備えた中国語学習支援システムの設計・開発について述べる．本システムを用いて，タブレッ

ト端末上の電子黒板の内容及び音声によるやりとりを，教師と学習者間でリアルタイムに共有するととも

に，再生可能なデータ形式で記録しておくことで，学習者の事後学習に役立てたり，学習コンテンツとし

て再利用したりすることができる． 
キーワード：中国語，学習支援，タブレット，HTML5，電子黒板，遠隔学習 

 
 
1. はじめに 

タッチ入力，音声録音，データ通信機能等を備え

た高性能なスマートフォンやタブレット端末の普及

に伴い，これらの端末で利用可能な教育・学習用途

向けの様々なアプリケーションが提供されるように

なっている．中国語学習を支援するための e-Learning
システムについても，文法・語彙・発音といった基

本学習から，中国語会話や翻訳といった上級者向け

の学習を支援するものまで，多くの有用なアプリケ

ーションが利用可能となっている． 
本研究では，少人数クラスにおける教師と生徒間

での利用を想定した，タブレット端末を活用した中

国語学習支援システムの設計・開発について述べる．

本システムでは，タブレット端末のタッチ入力画面

を電子黒板に見立て，リアルタイム・データ通信に

より，電子黒板の内容を，タブレット端末を所有す

る者同士で共有することにより，中国語レッスンを

行う．タッチ画面上の電子黒板に描かれた内容を記

録しておき，レッスンにおいて発話された音声情報

を関連付けることにより，後からビデオを見るよう

にレッスン時の電子黒板の内容を再生することがで

きる． 
中国語学習において，漢字（簡体字や繁体字）の

書き方，及び発音の習得は必須(1)である．漢字の書

き方については，書き順を理解することが要求され

るので，電子黒板上に描かれた内容を，書かれた順

序で再生できる機能は有用であると考えられる．ま

た，発音については，ピンイン，注音，ウェード式等

の表記方法を用いて，声調も含めた発音の仕方を確認

することができるが，実際の中国語の発声では声調が

変化する場合もあるので，それらを矢印等で図示しな

がら説明することで生徒への理解を促すことができる． 
 

2. 関連研究 
これまで，中国語学習の支援するために，マルチ

メディアを活用した学習教材，Web 環境での遠隔学

習を支援するシステム，スマートフォンやタブレッ

ト端末等で利用可能な中国語学習アプリケーション，

ゲーム性を取り入れた小中学生向けの学習教材等，

多くの e-Learning システムが開発されている．  
文献(1)において，湯山等は，中国語発音教育にお

いて声調感覚の習得を補助するための声調波形表示

機能を備えた学習補助システムを提案している．ま

た，菊地等は，日本語と中国語の文章及びその発音

を聞くことのできる音声付遠隔学習システムを Web
環境上に構築している(2)． 

 
3. 中国語学習支援システム 
3.1 システム構成 

 

 
図 1 システム構成 

 
本システムは主として，(i)電子黒板を備えたクラ

イアント GUI，(ii)音声を伴った電子黒板の内容をク

ライアント間で共有するためのコミュニケーショ
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ン・サーバ，(iii)各レッスンにおいて記録された電子

黒板の内容を生徒及び一般の人々へ公開するための

コンテンツ配信サーバ，により構成される（図 1）． 
 

3.2 クライアント GUI 
本システムのクライアント GUI は，スマートフォ

ン，タブレット，及び PC の Web ブラウザから利用

可能となっている．iOS や android OS を搭載したモ

バイル端末ならば，ネイティブアプリとしてインス

トールし，使用することができる． 
クライアント GUI 上の電子黒板を図 2 に示す．利

用者は，タッチ入力が可能なデバイスを用いること

で，電子黒板上でペンの色や太さを変更しながら，

手書きで文字や図を描くことができる．また，図 3
は，各レッスンにおいて記録した電子黒板の内容を，

事後学習等において利用者が確認するための，学習

コンテンツ選択 GUI を示している．一つのレッスン

の内容は，複数の電子黒板として保存することがで

き，選択した各電子黒板の内容は音声情報を伴って，

ビデオのように再生することができる． 
 

 
図 2 電子黒板 GUI 

 
図 3 学習コンテン

ツ選択 GUI 
 

3.3 各サーバの機能概要 
コミュニケーション・サーバは，リアルタイム通

信機能を備えており，少人数クラスにおいて，教師

及び生徒が記述した電子黒板の内容をレッスンの参

加者全員で共有することができる． 
また，コミュニケーション・サーバ内の記録モジ

ュールにより，各レッスンにおける複数の電子黒板

の内容を図 4 に示す構成で保存することができる．

本システムでは，電子黒板の記述内容を時系列のコ

マンドデータ（表 1）として保存し，さらに，板書

しながら発声した音声情報も電子黒板の内容と時刻

で関連付けて保存することができる（図 5）．なお，

図 4 の座標パスにおいて，手書き入力の軌跡は，SVG
の path 要素を利用して記録されている． 

記録された電子黒板の内容は，コンテンツ配信サ

ーバ内の再生モジュールにより，レッスン時に電子

黒板に描いた順序でビデオのように再生することが

できる．ここで，コンテンツ配信サーバは，各レッ

スンの内容を，レッスンを受講した生徒だけではな

く，一般の人々へも配信する機能を備えており，こ

れにより，様々な中国語学習コミュニティーによっ

て展開される中国語レッスンを共有の学習コンテン

ツ・アーカイブとして記録し，中国語の学習に興味

や関心のある人ならば誰でも，これらの学習コンテ

ンツを閲覧することが可能となる． 
 

 
図 4 電子黒板の構成 

 
表 1 コマンドデータの例 

ID 黒板 ID 座標パス 色 太さ ユーザ 時刻 

1 1-1 M155,153L156, 
153L157,… #00b2ff 0.75 teacher 20140620 

09:04:29

2 1-1 M176,151L201,1
51L202,… #ff0033 1.25 student1 20140620 

09:05:34
 

 
図 5 音声データの対応付け 

 
4. まとめ 

本稿では，教師と学習者によるタブレット端末で

の利用を想定した，音声を伴った板書データ共有機

能を備えた中国語学習支援システムの設計・開発に

ついて述べた． 
今後の課題として，実際のシステム利用によるユ

ーザビリティ評価から得られるフィードバックに基

づいて基本機能の改善・拡張を行うとともに，実証

実験により本システムの中国語学習支援に関する有

用性を評価していく予定である． 
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法律用語の暗記支援用ゲームアプリの開発 
 

Development of Gaming App to Support Memorizing Keywords in Law 
Learning 
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あらまし：法律学習は「条文に始まり，条文に終わる」と言われるように，条文の理解が重要である。一

問一答形式の問答集を用いることが一般的であり，回答の中にポイントとなるキーワードを含んでいる

か否かにより条文の理解度を判断している。条文の理解が十分に定着していない段階では，一部のキーワ

ードが抜けやすく，独学の暗記学習だけでは気づきにくいのが問題となっている。そこで，キーワードの

抜けを気づきやすくするためにアクション性を持たせたゲームアプリを開発することにより，暗記学習

の支援を行う。 
キーワード：ゲーム教育，アプリ開発，タブレット 

 
 
1. はじめに 
一般的な法律学習では，基本書を用いて定義や趣

旨，論証等をレジュメに整理し，回答する上で重要

となるキーワードを確認するようにしている。なぜ

なら，基本となる用語は条文上に定義が規定されて

いるので，勝手に自分勝手な解釈で用語を使用する

ことは混乱を招く元となるからである。同じように，

判決等の法を適用する際に用いられる文書では，条

文の趣旨等を説明するのに重要なキーワードを含ん

だ表現を用いることが通例となっている。キーワー

ドは専門家達によって慎重に選ばれたものであるか

ら，正しく使用することで解釈に疑義が生じること

を防いでいる。定義やキーワードを忠実に用いる訓

練は初期段階における法律学習の特徴であると言え

る。条文等の基礎理解が十分に定着していないと，

一部のキーワードを落とすこともある。 
そこで本研究では，キーワードの抜けを気づかせ

るように視聴覚効果を追加したアプリを開発するこ

とにより，重要なキーワードの暗記の支援を図る。

あわせて検定システムを実装し，段階的かつ継続的

な学習を促す。これにより，導入教育における学生

へのモチベーションの向上を図る。 
 

2. 提案システム 
本研究で提案するクイズ型学習アプリのサンプル

画面を図１に示す。なお，画面のレイアウト等は開

発段階のものである。画面は出題エリアと解答エリ

アの大きく２つのパートに分けられる。出題エリア

には質問および穴埋め形式のヒントが表示される。

また，解答エリアには穴埋め箇所に応じて「解答１」 

 

図１ 開発中のアプリ画面（サンプル問題） 
 
「解答２」のようにタブで区切られた選択肢（最大

で４択）が表示されている。タブを切り替えること

で答えの分かるところから解答できるようにしてい

る。適切と思われる選択肢をタップし，正解してい

れば出題エリアの該当する空欄に正解が表示される。

重要キーワードを赤色で表示することで，学習者に

記憶の定着を促している。本アプリでは初学者を対
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象とし，法律学習への抵抗感を減らせるよう，なる

べく負荷をかけない学習スタイルを目指している。

例えば，クイズを解くための制限時間を１分間に制

限するモードを用意し，短時間の繰り返し学習によ

る知識定着を図っている。 
 

表１ サンプル問題および重要キーワードの例 
質問 回答例 
在 外 者 と

は？ 

国内に住所又は居所を有しない

者，法人であれば営業所を有しな

い者です。 
特許権の効

力とは何で

すか？ 

特許権者が業として特許発明を独

占的に実施し得ることを内容とす

る権利をいいます（68 条）。 
 
表１にサンプル問題と解答，および重要キーワー

ドの例を示す。表の網掛け部分が重要キーワードで

ある。一問一答形式で知識の定着を図る学習法は国

家試験のひとつである弁理士試験の口述試験対策等

の法律学習法として広く用いられている。 
 

表２ 提案する検定システムの級別学習内容 

級 概要 

10 アイデアや創作の重要性を知る。 

9 有名な発明家，クリエイタ，コンテンツ

を知る。 

8 著作権や特許の考え方を知る。 

7 著作権や特許の注意事項を知る。 

6 知財制度の概要を知る。 

5 著作権や著作物利用の判断基準に関する

基礎的な事例を判断する。 

4 知財制度の基礎知識を理解する。 

3 知財管理技能検定３級に出題される基礎

的な用語の知識を習得する。 

2 知財管理技能検定３級に出題される基礎

的な知財制度の知識を習得する。 

1 知財管理技能検定３級に出題される基礎

的な事例問題への対応方法を理解する。

 
表２に本アプリに導入する「なんちゃって知財人

検定」の各級の学習目標を示す。最も基本的なレベ

ルは１０級であり，主に初等教育における創造マイ

ンドを育む教育を想定している。何も知らない状態

から徐々に学習を進めて自信を深め，国家資格レベ

ルへの知識習得を可能となるようにレベル分けして

いる。１～３級は，国家資格の知的財産管理技能検

定３級に出題されるレベルに相当する。 
図２は検定結果を表示する画面である。合格した

級をグラフで表示することで段階的な達成感が得ら

れ，継続的な学習を期待できる。３級以上の検定を

クリアすると金，銀，銅のバッチを取得できるので，

学習のインセンティブにもつながっている。知識の

定着度にあわせてレベルアップすることで，気軽に

楽しみながら学習を進められるよう配慮している。 
 

 

図２ 開発中のアプリ画面（検定結果） 
 
本報告で開発中のアプリは，平成 26 年度後期より

香川大学で開講される全学共通科目「地域コンテン

ツと知財管理」にて，学生の学習支援用に利用する

予定である。当該科目は非同期型 e-Learning による

開講科目であり，途中でドロップアウトしないよう

にするため，何らかのモチベーション維持を図る方

法が必要と考えている。講義の進行に伴い，「今日は

６級問題にチャレンジしてみよう」などの課題を与

えていくことで，段階的な学習を期待できる。 
 

3. おわりに 
本報告では，知財教育における導入教育用に穴埋

め形式のゲーム型アプリを開発すると共に，段階的

な学習を図るための検定システムの実装を行った。

アプリは開発段階のものであり，実際の教育現場で

の試行を経て，改良を図っていく予定である。 
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Web環境における簿記初学者の繰り返し学習の提案 
 

Proposal of iterative learning for bookkeeping beginners on the Web 
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あらまし：教育効果のボトムアップを目的として「情報教育支援システム」を試作し，昨年からは新たな

コンテンツとして簿記仕訳学習を加え，システム名を「教育支援システム」に変更し，開発を進めている．

これまでに比べ，簿記初学者が学習しやすいように改良し，学習環境の改善と共にモチベーション向上へ

の取り組みを目指している．ゲーム的要素を組み込むことでモチベーションを向上させ，繰り返し学習に

取り組ませることを期待している． 
キーワード：ゲーム要素，簿記，繰り返し学習 

 
 
1. はじめに 
基礎情報教育科目における教育効果のボトムアッ

プを目的とし，「情報教育支援システム」の開発を進

め，昨年より「教育支援システム」（以下，本システ

ム）とシステム名を改め，一部の機能を試験的に

Web環境へ移行している．これまではコンテンツと
して主に MS-Word，MS-Excel，MS-PowerPoint，と
いったMS-Office製品を中心として ITリテラシ教育
にフォーカスを当て開発を進めてきたが，昨年から

新たに初級簿記教育の機能を加えた．この初級簿記

教育の機能とは，本システムとは別に以前から試作

していた Web 版初級簿記教育デジタル支援システ
ムを背景とし，基礎を見直し新しい機能として加え

るように開発をしている．簿記教育の一部をデジタ

ル化した開発目的は，簿記講義の効率を改善するこ

とで教育効果を向上させることにある． 
簿記を習得するためには，繰り返し問題を解くと

いう作業が不可欠であると感じている．だが学生の

講義時間外の学習時間は減少傾向にあり，復習をや

らない学生も多い．そのため，簿記の教育効果向上

のポイントの一つが講義時間内に答案練習の時間を

確保することにある．講義時間における答案練習の

時間をできるだけ多く取れるようにすることは学生

の理解向上につながり，わかることで学生が面白い

と感じてもらえれば積極的に復習をする機会が増え，

簿記の教育効果を向上させると期待している． 
そこで本研究では，復習する習慣が弱い簿記初学

者であっても，学習しやすいように学習環境の改善

と共にモチベーションの向上につながる，繰り返し

学習を提案する． 
 

2. 初級簿記教育の機能 
簿記は仕訳に始まり仕訳に終わるといわれるほど，

仕訳の理解は必須である．そのためまず覚えなくて

はならない基本用語に勘定科目があげられる．そし

て勘定科目名とその科目の分類（資産，負債，資本，

費用，収益のいずれに属すのか）を覚えなくてはな

らない．その上で貸借の概念を理解し，どのような

取引がどのように仕訳けられるのかを習得していく．

そこで，勘定科目名とその分類を覚える機能を追加

した．勘定科目名が画面に表示され，資産，負債，

資本，費用，収益の 5つのボタンのいずれかを一つ
押下すると成否を表示する． 
次に基本仕訳の学習機能である．仕訳の原理の理

解は学生により個人差があり，それをサポートする

ために復習の板書を行う．しかしこうした余分な板

書は授業進捗の遅れにつながり，講義時間を想像以

上に消費してしまう．そのため，基本仕訳を学習で

きるようにした．その仕訳の画面では転記を同時に

表示させる仕様とし，勘定科目を特定できるよう勘

定科目一覧を用意した．そして解答入力欄に入力後

は転記ボタンを押下で正否が表示される．その解答

が正解であった場合のみ転記が実行され次問題へと

遷移する． 
さらに仕訳の問題だけでなく，簿記の決算処理に

ついては，決算の流れを理解させるために，どのよ

うに決算処理が行われていくかを黒板に文字や金額

を書き加えながらその作成過程を動的に説明し，意

味を理解させる必要がある．動的な板書は効果的で

あるが効率性に問題があり，プリントなどを併用し

ても問題の解決は困難である．そこで簿記一巡の理

解のための仕訳問題を用意し学生に仕訳を行っても

らい，その仕訳をもとに転記が行われ総勘定元帳が

作成されることを確認させる．次に，その総勘定元

帳をもとに残高試算表が作成され，最後に残高試算

表から 6桁試算表の残高試算表欄に転記が行われ，
残高試算表欄からそれぞれどの勘定科目が損益計算

書欄と貸借対照表欄に転記されていくのか，その過

F1-1

― 111 ―



程を手順ボタンの押下により確認させることができ

る． 
 

3. 学習時間の測定 
昨今，学生は講義外の学習が少ない傾向にあり，

大学の限られた講義数の中で復習すべき内容を補う

ことは困難である．全国大学生活共同組合連合会（全

国大学生協連）が行っている「学生生活実態調査」

によると，授業を除く 1週間の勉強時間は平均 4.58
時間（1日 39.2分）となっている．このような背景
において，学生のモチベーションを向上させること

が，学習効果の向上と教育の質を確保する重要な要

素と考えている． 
本システムにおいて，学生の学習時間を測定する

ことによるモチベーションの向上を図る．学習者は

前章で述べた機能を利用し，学習した時間を測定し

た累計を確認することができる．これにより学生は

自身の学習時間を把握することができる．これだけ

でなく，他者との比較を行うことができる順位付け

を表すランキング表を付加した．学生が自身の勉強

時間を把握するだけでなく，同じ講義を受ける受講

生内でそれを比較し，全体の順位を認識することで

モチベーションの向上につながると考えている．こ

の学習時間の見える化により，学生間で学習時間を

競うようになると考えている．また簿記初学者に必

要な反復学習が定着するとも考え，繰り返し学習と

しての効果が望めるものと期待している． 
 

4. 学習目標の設定 
学生の継続的な学習においては，学生自身でその

目標を設定することが重要であると考えている．学

習に対する目的として，単位取得に必要な講義だか

ら受ける，というのも十分必要な要素である．しか

しそれ以上に受講することで身に付く学習内容を理

解し学習した方がより良い結果を出すことになり，

同時にモチベーションの向上につながる．その目標

はより具体的な短期・中期・長期といった目標が必

要であると考えている．簿記初学者において長期目

標は検定試験の合格，あるいは受講している講義の

単位取得であるかもしれない．それは各学生に依存

するが，どちらの目標値においても各学生に設定さ

せ，それを達成するための短期・中期的な目標を学

生自身が設定する．例えば長期目標が資格取得であ

れば，中期的目標は学習を開始して 3ヶ月以内に簿
記一巡を理解，そして短期的目標は学習開始 1ヶ月
で勘定科目の暗記と科目の分類になるかもしれない．

各学生がそれぞれの目標を本システム上で設定し，

同講義内の学生と共有することで他の学生に宣言す

ることになる．また他の学生がどのような目標で講

義を受けているのかを理解することができる．目標

を設定し，学習の計画を学生自身が考え設計するこ

とで，目標が明確になり，その宣言に対する目的と

責任が出ると考えている．これにより，目標達成度

を図る試験を学生自身で組み立てることが可能とな

り，意識の向上につながると期待している．さらに

教員は目標と達成度を図る試験を評価することがで

きる．学生の設定した目標を不適切と判断すれば，

コメント付きで修正を要請することができる．その

ため，適切な学習を継続的に行えるような仕組みと

なっている． 
 

5. おわりに 
これまで MS-Office 製品をコンテンツの主として
試作してきた本システムに，昨年から新たに初級簿

記教育の機能を加え，開発を進めている．初級簿記

教育の機能は，勘定科目名と科目の分類から始まり，

基本仕訳の学習，さらに簿記の決算処理の流れとな

っている．これらの機能を簿記初学者が学習しやす

いように，学習時間の測定やその公開，さらに学習

目標の設定を学習者自身で行える機能を追加し，学

習環境の改善と共にモチベーション向上に取り組ん

だ．また，学習時間の順位付け等を行うことで，ゲ

ーム的要素を組み込み，他者との競争心に踏み込む

ような仕掛けとした．さらにこのような仕組みは，

繰り返し学習に取り組ませるきっかけになると期待

している． 
今後は学習時間の測定に留まらず，解答時間の計

測やその順位付け，あるいは学生が互いに評価し，

それをアイコン等といった分かりやすい形で表現で

きる仕組みを構築したいと考えている．またその評

価に対して順位を付ける，といったゲーム要素をさ

らに取り入れ，学生同士が刺激し合える学習環境を

提供していきたい． 
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学生の大学入学時点におけるパソコンリテラシーに関する評価
Assessment of computer literacy of students in university admission 
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金沢大学総合メディア基盤センター
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あらまし：今年度の新入学生に対して，入学時点におけるパソコン操作に関する能力について，アンケー

トによる主観的な評価とテストによる客観的な評価を課した．その結果を評価し，そこに生じる（生じな

い）差について検証する．

キーワード：情報教育，教育の質保証，情報リテラシー

1. はじめに
金沢大学では，2006 年度から新入学生全員に入

学時にノートパソコンの準備をさせるとともに，学

内での情報活用環境の整備を進めてきた(1)．これを

背景にして，全大学 1 年生を対象とした必修授業

「情報処理基礎」を開講した．この授業は，ICT に

関する基礎的な内容を，実習を主として学ばせ，金

沢大学学生として最低限の ICT 活用能力を身につ

けさせることを目的としている．この授業で，情報

モラルや PC リテラシー等について，アンケート調

査を実施している．2014 年度は，調査項目の中で，

学生の ICT に関する基本的な知識やパソコン操作

について，自身の能力を主観的に評価するとともに，

48 問からなるテストもおこなった．調査方法の違

いから，質問内容が完全に一致することはないが，

同一分野についてその結果を比較していくこととし

た． 
 

2. アンケート・テスト概要
アンケートとテストには，金沢大学学生・教職

員用のポータルサイト「アカンサスポータル」を使

用した (2)(3)．その一機能である学習管理システム

（以下，LMS という．）のアンケート機能と小テス

ト機能を用いて，毎年 22 コース作られる情報処理

基礎の授業用コース内に作成して行った． 
アンケートは，PC リテラシー等の他にも調査し

ているが，そこから①情報処理基礎程度の知識，②

パソコンの全般の基本的な操作，③パソコンで行う

文章作成の基本的な操作，④パソコンで行う表計算

の基本的な操作，⑤パソコンを利用して行うプレゼ

ンテーションの 5 項目 134 問の設問を用意している．

評価自体は，主観的な自己評価であり，各設問に対

して，「できる（100％）」から「できない（0％）」

まで，5.段階評価とした．加えて，「そもそも，何

を聞いているか分からない」「学んでいない，作業し

たことがない」という選択肢も用意し，単に「でき

ない」に該当しない場合にも対応できるようにして

ている． 

テストは，インターネット検定「.com Master 
BASIC」カリキュラムに準拠した問題を，NTT コ

ムチェオ株式会社からの協力によって 48 問選び，

45 分 100 点満点として実施した．回答は 4 から 6
個の解答から選択する単数選択式問題である．試験

としては，設問によって配点が異なっているが，本

稿における評価では，正答を選択した場合のみを評

価対象とした． 
本稿における調査の有効回答数は，1,153 名分であ

り，全新入生に対して 64.96％の回答率である．アン

ケート，テストともにそれぞれの回答率はもっと高

いが，調査のために両方を解答しているもののみを

抽出した．

 
3. 調査結果の評価方法
アンケートとテストでは，その評価項目が異なる

ため直接の比較はできない．しかし，アンケート調

査の項目については，「インターネット接続の種類と

特徴を説明できる」等の比較的広い範囲での質問と

なっている．一方で，テストでは，「無線 LAN 規格

のうち，最大伝送速度が最も遅いものを選べ」のよ

うに，個別具体的な知識について問いかけているも

のが多い．そこでテストで解答を求めている知識を，

アンケートで訪ねている調査項目内の一部と位置づ

け比較することとした．

その上で，アンケートの回答結果とテストの回答

とをクロス集計し，アンケートの回答毎の正答率を

評価した．これはアンケート調査の選択肢が，「でき

る（100％）」から「できない（0％）」までの 5.段階

評価であり，ある調査項目で「大体，できる（75％）」

と回答した回答者グループにおいては，その項目に

関連する知識をテストで問うたときの正答率が同じ

くらいになることを期待しての評価方法である．た

だし，この評価方法においては，選択肢毎の回答者

グループが形成されるため，その分布によっては回

答者数自体が少数となり，正答率の評価自体が難し

くなる．

F1-2

― 113 ―



4. 評価結果
図 1，2 は，前節の評価方法の結果例である．図 1

は，「OS の役割を説明できる」というアンケート調

査項目の結果に対して，「オペレーティングシステム

（OS）の説明として正しいものを１つ選びなさい．」

というテストの正答率を評価したもの，図 2 は，「イ

ンターネット接続の種類と特徴を説明できる」とい

うアンケート調査項目の結果に対して，「無線 LAN
規格のうち，最大伝送速度が最も遅いものを選びな

さい．」というテストの正答率を評価したものである

どちらもアンケート調査の結果は，説明できない

方に偏っているが，正答率自体は，アンケートの回

答者グループによる違いはほとんど見られない．図

1 では，OS の役割を説明できると答えているかどう

かにかかわらず，テストでの正答率は高い．図 2 の

結果も同様である．ただし，その正答率全体の高さ

には図 1 と 2 で大きな差があり，それはテスト自体

の問題内容によっていると考えられる．

この評価結果から，アンケート調査によって得ら

れる学生自身の主観的な評価での出来不出来は，客

観的な評価（正答率の違い）では見えにくいことが

分かる．これが直接，主観的評価の結果を否定する

ことには繋がらないが，扱いに注意が必要なことは

示唆される．

5. まとめ
今回の評価による結果は，アンケート調査の結果

の取りまとめを慎重に行うべきという示唆を与えた

ように考えられる．今回実施したアンケートとテス

トの各項目や問題は，それぞれが詳細に対応するべ

きものでは無い．また，ある程度の対応を認められ

るものであっても，問題の難易度等を慎重に検討し

たものでも無い．そのため評価結果自体がどこまで

使用できるか判断が難しいものである．そこで，今

後，アンケートの項目とテストの問題を明確に対応

させたものを準備し，調査を実施する必要があるだ

ろう．
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図 2 インターネットに�する評価結果
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モバイル端末を用いた演習について(2) 
 

Exercise(2) using a mobile internet device 
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あらまし：本学では初年時の学生を対象としたパソコンを用いた情報処理演習を学内 LANに接続さ

れた演習室で行っている。パソコンはWeb検索、メールの送受信などインターネットにアクセ
スできる情報端末として学内で利用できるが、2010 年以降の iPad、スマートフォンなどの手
軽なモバイル端末が普及する中で、コミュニケーションの手段はどこでも利用できるモバイル

端末に移った。これまでのパソコンのリテラシーの演習に代わって、日常生活で誰もが利用す

るモバイル端末に対する演習の検討を行ってきた。「モバイル端末を用いた演習」の第２報とし

て、新入生に対して実施した「モバイル端末の利用状況」のアンケート調査に基づき、大学に

おけるモバイル端末を用いた演習について報告する。 
 
キーワード：情報処理演習、リテラシー教育、ケイタイ、スマホ、タブレット端末 

 
1. はじめに 

2010年 6月の iPhone 4の販売以来、「インター
ネット機能やスケジュール管理機能などを強化し

た高性能な携帯電話」であるスマートフォン（以

下、スマホと略す）が普及し、本学においても、

2012、2013年と年々スマホの所有する学生は増え、
2014年の新入生のほぼ 100%がスマホを所有して
いる。大学内においても、個人のモバイル端末は

インターネット、メールを利用する主要な情報端

末になっている。高機能なスマホも、学生たちは

電話機能とメールを主として利用してきた「ケイ

タイ」と同じように手引書なしで利用している。 
本学の大学初年時のパソコンのリテラシー教育

として Windows の基本操作とアプリケーション
の利用方法を課題とした情報処理演習を実践して

いるが、2010年度以降モバイル端末に対応するた
め、ゼミナールなどの少人数の学生を対象にして

実験的に演習を実践してきた。Windowsパソコン
の仮想化ソフト上で動く Android-x86を使用した
MID の疑似体験ができる演習、Wi-Fi 接続の
Android タブレット端末を利用した演習、さらに
Android のプログラム開発、スマホ、タブレット
の活用方法などをテーマとした。手引書なしで使

用しているスマホであるが、電話機能、メール、

Web 検索以外にどのようなアプリがあるのか学習
が必要になる。また、機能的にパソコンと同じ情

報機器であるので、情報倫理を含んだモバイル端

末に対応した情報リテラシーの学習も必要となる。 
2012 年以降、初年時学生に対するモバイル端末
のアンケート調査を実施して、モバイル端末の利

用状況とこれからのリテラシー教育としての演習

の検討を行ってきた。本発表ではモバイル端末を

用いた演習についての第 2報を報告する。 

2．大学での情報処理演習 
本学の大学初年時のパソコンを利用した情報処

理演習は、Windowsのアプリケーションを利用し
た演習で、メールの送信、Web 検索、Word を使
用した文書作成、Excelを使用したデータ処理が主
な課題である。小学校、中学、高校からの学校教

育におけるパソコンを使用した演習の応用であり、

大学のパソコンを使用したレポート作成、卒業論

文などの課題、企業における業務にも対応できる

スキルの習得にも対応している。 
スマホを利用した演習内容を検討したが、現在演

習において教員と学生とのあいだのメールの送受

信に利用している。学生との連絡を取る場合、学

生に電子メールを送信してもパソコンを立ち上げ

てメールソフトを開かないと電子メールは読むこ

とができない。スマホにメールを送信すれば直ち

に学生とコミュニケーションがとれる。しかし、

教員は学生のスマホのメールアドレスを管理して

いないので、教員からのメールをスマホに転送す

る設定を演習で行い、学生のスマホに教員からの

メールが届くようにしている。大学のお知らせも

電子メールで送信し、スマホに届く。 
演習を始める前に演習内容を説明したお知らせ

メールを返信することが、演習の出席の条件にな

っている。さらに出席状況の確認、レポート提出

状況の確認など、スマホを利用している。現在、

スマホは出席の確認メールの送信に限定される。 
モバイル端末はパソコンと同じように、Web の
検索、メールの操作、文書の表示、さらに音楽、

写真、動画、漫画、小説、ゲームなどのコンテン

ツを利用できる情報端末であり、アプリを含んだ

使い方がこれまでのパソコンの使い方と異なり、

何ができるのかも未知数である。モバイル端末を
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活用するための演習について演習環境、演習内容

などを検討している。 
 

3．モバイル端末のアンケート 
日常生活からビジネスまで室内で利用するパソ

コンの学習は大学教育においても必須であるが、

「モバイル端末の使い方を学習する演習」が必要

かどうかを検討するため、学生がモバイル端末を

どのように利用しているのか調査した。2012年以
降 3年にわたり「IT機器の所有と利用に関する」
アンケートを実施した。対象者は入学した 1 回生
で、4月から 5月の演習時間内におこなった。2012
年 114名、13年 149名、14年 103名のアンケー
ト結果が得られた。表１にアンケートの質問項目

を、表２にアンケート結果を示す。 
スマホの所有率は 2012 年 69%から 13 年 92%、

14 年 100%と増加し学生はほぼ全員所有している
状況になっている。学生にとってスマホは日常生

活における必需品であり、友人とのコミュニケー

ションの機器だけでなく、音楽を聞く、ラジオを

聴く、TVを見る、ゲームで遊ぶ、写真を撮るなど
にも利用している。メール、Web 検索はスマホで
すまし、レポート作成以外パソコンを利用しない。

個人のパソコンの必要性は低下している。iPadな
どのタブレット端末の所有率は低い。音楽、ゲー

ム、デジカメ、ワンセグ TV はスマホで代用して
いる。充電器の利用時間の制約で、音楽プレーヤ、

ゲーム機との使い分け、別途外付け充電器の携帯、

大学のパソコンで充電など利用技術のスキルは持

っている。さらに、LINE を使って電話を使用し
ないなどコスト意識も持っている。 

 
4．モバイル端末の利用 
一般の授業において、モバイル端末の利用もされ

るようになってきている。出席の管理、アンケー

トの集計、さらにこれまでパソコン教室でしか見

ることができなかったWebページが個人のスマホ
で見ることができる。授業に対応したアプリも販

売され、eラーニングなどの端末として利用できる。
モバイル端末が「仕事・生活にどのように役に立 

 
表１ モバイル端末に関するアンケートの質問項目 
1．パソコンを持っていますか。 
2．モバイル端末を持っていますか 複数回答 
3．モバイル端末の主な利用 3つ 
4．音楽プレーヤを持っていますか 
5．ポータブルゲーム機を持っていますか 
6．デジカメを持っていますか 
7．メールは主に何でしますか 
8．Webの検索は何でしますか 
9．Dropboxなどのファイルサーバの利用 
10．カレンダーなどの PCとの同期 
11. GPSなどの利用 
12. 追加した主なアプリ 

つのか」を学習することによってスマホの登場によ

って変化しつつあるリテラシーも変化する。ケイタ

イと異なり、高機能になったモバイル端末は役に立

つアプリと使い方を学習すれば、パソコンの学習と

同じように、リテラシーのスキルアップになる。表

３に演習課題を示す。Wi-Fi 接続を利用すると大学
のリソースにアクセスできる。 
 
5．おわりに 
アンケート結果をまとめてみると、学生にとって

スマホは日常生活においてなくてはならないコミュ

ニケーション機器になっている。マニュアルがなく

ても利用できる情報端末であるが、活用するには使

用目的に会ったアプリと使い方を学習する必要があ

る。室内のWindowsパソコンに代わって、モバイ
ル端末が実用的に利用する時代になるかもしれない。

モバイル端末をどのように利用していけばよいのか

は、これからの情報処理の課題となる。Wi-Fi環境
の整備とともに、テーマを決めてモバイル端末を用

いた演習を実践させていく必要がある。 
 
参考文献 
桝井他：大学における Android 端末の演習環境、
JSISE 第 36回全国大会、2011  
桝井他：大学におけるタブレット端末を用いた演習

について、JSISE 第 37回全国大会、2012  
桝井他：モバイル端末を用いた演習について、JSISE 
第 38回全国大会、2013 
 

表２ アンケート結果 
1. ほとんどの学生がスマホを所有し、パソコンの所有

率が下がっている。レポート作成のパソコンは大学

のパソコンを使用する。 
2. iPadなどのタブレット端末の所有率は低い。モバイ

ル端末を２台持つ経済的余裕がない 
3. スマホの主な利用は、連絡（メール・電話）、Web

検索、SNS（LINE、Twitter、Facebook）、アプリ
（カメラ、音楽、ゲーム、動画） 

4. SONY の音楽プレーヤ、アップルの iPod の所有率
は高かく、ゲーム機も任天堂の DS、SONYの PSP、
デジカメも機種名は不明だが持っているという学生

も多くいたが、スマホで代用している。 
5. Web検索・メールなどの操作はスマホで行い、パソ

コンを必要としない。 
6. SNS、ネットゲーム、乗換案内、お天気情報など日

常生活に必要なアプリがインスト－ルされている。

LINEはほぼ 90%の端末に入っている。 
表３ 演習課題 

1. ケイタイとスマホの違い 
2. 何ができるのか 
3. どのようなアプリがあるか。使い方及び活用方法 
4. 仕事・生活にどのように役に立つのか 
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上信電鉄観光自転車の導入と地域学修・情報処理教育への活用 
 

Introduction of Joshin Dentetsu Sightseeing Bicycle, and Its Utilization 
for Regional Study and IT Education. 

 

 竹上 健† 宮川良伸‡ 
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あらまし：文部科学省の「地（知）の拠点整備事業」に採択された高崎商科大学では，新たに「地域志向

教育研究費制度」が設けられ，この制度を活用して，ローカル鉄道「上信電鉄」の「サイクルトレイン」

と組合せたレンタル観光自転車の導入を行った．利用者増を主目的として，上信電鉄沿線の観光スポット

を効率的に観光してもらおうと，その移動の足を提供しようとした企画であるが，今後，高崎商科大学生

の地域学修への活用とともに，情報処理の課題テーマ提供としての活用を図っている．本稿では，レンタ

ル観光自転車システムについて説明するとともに，今後の展開について議論する．  
 

キーワード: 上信電鉄，サイクルトレイン，観光自転車，地（知）の拠点整備事業，地域志向教育研究費 
 

1. はじめに 

高崎商科大学の「地（知）の拠点整備事業［１］」では，

上信電鉄沿線において「点から線」の活動展開を計画

している．地域観光まちづくり支援のために自転車を

活用しようとする本研究では，上信電鉄沿線の観光・

地域活性支援の方策として，上信電鉄の「サイクルト

レイン［２］」と組合せたレンタル観光自転車システムを

提案し，平成 26年 4月より貸し出しを開始した． 
自転車は健康増進に役立ち，初期導入費用も比較的

安価で，排気ガスなども出さない優良な交通手段であ

る．この自転車を上信電鉄高崎駅に配備し，希望者に

は無料で貸し出し，手軽に足代わりとして利用できる

環境を整備することは，上信電鉄の利用者増や地域観

光まちづくりに貢献できると考えられる．また，高崎

商科大学生と上信電鉄沿線地域在住者とのコミュニケ

ーションのきっかけになる可能性もきわめて高く，地

域学修教育の場への展開も期待できる． 
2. 「地（知）の拠点整備事業」とは 

「地（知）の拠点整備事業」は平成 25 年度から文
部科学省が実施した支援事業で，自治体と連携して全

学的に地域を志向した教育・研究・地域貢献を進める

大学等を支援し，地域コミュニティの中核的存在とし

ての大学の機能強化を図ることを目的としている．こ

の事業では，学内組織が連携し「地域のための大学」

として全学的に地域再生・活性化に取り組み，教育カ

リキュラム・教育組織の改革につなげていくことが要

求される． 
3. 地域志向教育研究費 

「地（知）の拠点整備事業」に採択されたことから，

高崎商科大学には新たに「地域志向教育研究費制度」

が設けられた．この制度は，大学が地域を志向する大

学として取組みを推進するため，各教員の地域志向を

踏まえた教育・研究及び社会貢献活動を改善・進展さ

せ，地域再生・活性化の拠点となる大学の形成に資す

ることを目的としている．  
4.  地域観光まちづくり支援の一提案 

4.1 上信電鉄と自転車とのコラボ 

高崎商科大学は，高崎から富岡を経由して下仁田に

至る上信電鉄沿線の山名・根小屋地区に立地し，同電

鉄に「高崎商科大学前」駅も設置されている． また，
高崎市では平成 25年 4月より「通称：高チャリ［３］」
が開始され，富岡市でも上信電鉄上州富岡駅前で無料

のレンタル自転車がシステム化されている．さらに，

富岡市観光課では新たに電動アシスト自転車の貸出し

を開始している．本研究では，これらの先行事例と足

並みをそろえつつ，システムを参考にしながら，上信

電鉄サイクルトレインを利用するレンタル観光自転車

を導入した． 
4.2 上信電鉄のサイクルトレイン 

上信電鉄には自転車をそのまま持ち込めるサイク

ルトレインが運行されており，平日は午前 9時台から
午後 2時台の上下計 13本，土日・祝日は午前 7時台
から午後 2時台の上下計 19本の列車が利用可能とな
っている．持込み料金は無料で，1人 1台の持込みが
可能である．自転車は 2両編成の後部側車両に乗せる
ことになっており，列車がワンマンで運行されている

関係で，利用できる駅は常に駅員のいる「上信高崎」

「吉井」「上州福島」「上州富岡」「下仁田」の 5 駅に
限定されている．なお，個人所有の自転車持込みの場

合は事前に上信電鉄への連絡が必要となっている． 
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4.3 導入した「上信電鉄観光自転車」 

新幹線などを経由して上信電鉄を利用する観光客

を主な対象として，上信高崎駅構内に複数台の自転車

を配備し，サイクルトレインを活用してもらう前提で，

高崎駅での貸し出しと返却を行うシステムを導入した．

観光自転車システムの概要は以下のとおりである． 
①上信電鉄高崎駅でのみ貸し出しと返却を行う． 
②利用者自身が貸出簿に氏名・電話番号などを記入．

駅員は身分証明書などで氏名を確認して貸し出す． 
③利用者は，自転車を上信電鉄サイクルトレインで「吉

井」「上州福島」「上州富岡」「下仁田」のいずれか

の駅まで運んで周辺を自由に観光する． 
④利用はサイクルトレイン運行時間帯となり，当日返

却を基本とする．宿泊観光には申請により許可する． 
4.4 観光自転車としての車種と条件 

準備した観光自転車の条件は以下の通りである． 
①観光利用の雰囲気があり，「変速機」「前かご」「泥よ

け」「ライト」「鍵」がついていること．また，二人

乗り防止のため後部に荷台のない車種を選定した． 
②表示プレートは大げさにならないものにした． 
③利用者の好みに対応できるよう，3車種準備した． 
④整備や定期点検は自転車組合高崎支部に依頼した．

搭乗者自身の事故傷害補償と事故を起こした際の

賠償責任補償に対応した TS保険［４］に加入した． 
5. 実践学習への展開 

5.1 地域学修への活用 

学生に地域について学修させるには，フィールドワ

ークとして実際に地域に出向かせることが一番の方法

と考えられる．2 年次必修科目である教養演習Ⅱの授
業を土曜日に振り替え，学生 8名とともに上信電鉄観
光自転車を利用して，世界遺産登録目前の富岡製糸場

をメインとした地域めぐりに出かけた．図 1, 図 2 は
そのときの状況の一例である．コースとしては，上信

高崎駅⇒上州富岡駅→龍光寺（工女の墓）→富岡製糸

場→小幡（城下町，楽山園）→笹森稲荷（古墳）→上

州福島駅⇒上信高崎駅で，走行距離は約 10kmであっ
た．午前 9時に集合し午後 2時半に解散したことから，
大学の授業 3コマ分の活動をしたことになる． 

5.2 情報処理の課題テーマの提供 

教養演習Ⅱで受け持つ学生は情報系のコースに所

属しており，PCの基本操作は理解していることから，
今回自転車で周った地域について，写真や略図を織り

込んだ「観光マップ」を作成する課題を出した．2 名
でチームを組み，「初めて観光に訪れた人々にとってわ

かりやすく十分満足して使ってもらえる観光案内とな

るように」とだけ指示し，各チームで自由に作成する

ものとした．図 3は，学生が作成中の富岡市内の自転
車による観光マップを示している． 
他に，観光自転車を利用した方々に対してのアンケ

ートの作成を指示した．アンケートは A4版 1枚で作
成するものとし，質問項目は学生が相談しながら考え

ることとした．今後，改善項目の把握に活用する予定

である．また，自転車には，速度などが測れる器具を

追加で取り付けているが，この器具の「取扱説明書」

の作成も課題とする予定である． 
6. まとめと今後 

本稿では，上信電鉄のサイクルトレインと組み合わ

せたレンタル観光自転車の導入について説明するとと

もに，地域学修の場への展開や情報処理の課題テーマ

提供としての活用について報告した．現在このシステ

ムは，「上信高崎」「吉井」「上州福島」「上州富岡」「下

仁田」の 5つの駅しか利用できないという重大な問題
を抱えており，今後，利用可能駅の増大を検討してい

く必要がある． 
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図１ サイクルトレインで移動中の状況   図２ 正門とは反対側から富岡製糸場見学  図３ 学生が作成中の自転車観光マップ 
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ミーティング支援システムにおける HTML5を利用した 
描画画面共有機能の開発 
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あらまし：企業や大学のミーティングでは，発表者はスクリーンに投影する資料を利用して発表する場合

がある．一方参加者は多くの場合，口頭のみで質問やコメント等を伝える．この時，意図した内容が伝わ

らりにくい場合がある．この問題を解決するために，本研究室ではこれまでにスクリーンに投影している

画面に対し，参加者のパソコンやタブレット端末から自由に線を描画できるミーティング支援システムを

開発してきた．今回は HTML5を利用して，画面共有と共有する画面に対し，文字や線などを描画できる機

能をミーティング支援システムに実装した．これにより，Webブラウザからミーティング支援システムを

利用できる． 

キーワード：ミーティング支援システム， 画面共有，描画共有，HTML5 

 

 
1. はじめに 
企業や大学では，仕事や研究を円滑に進めていく

ために小規模なミーティング(以下，小人数ミーティ
ング)が継続的に実施されている 1)． 
 少人数ミーティングでは，ホワイトボード・大型

ディスプレイ・プロジェクタとスクリーンなどを用

いて情報を共有している．本研究では，プロジェク

タとスクリーンを利用したミーティングを想定する．

プロジェクタとスクリーンを利用する場合，発表者

はスクリーンに投影する資料を利用して発表する．

一方参加者は多くの場合，口頭のみで質問やコメン

ト等を伝える．この時，意図した内容が伝わりにく

い場合がある．この問題を解決するため我々はこれ

までに，スクリーンに投影している画面に対し，参

加者のパソコンやタブレット端末から自由に線を描

画できるミーティング支援システム(以下，本システ
ム)を開発してきた．本システムを利用することで，
参加者は口頭だけでなく，描画情報を用いて質問や

コメント等を伝達できる．しかし，本システムを利

用する場合，利用者は専用のクライアントソフトを

使わなければならない．そのため，毎年人が入れ替

わる大学などの研究機関では，その都度学生のパソ

コンやタブレット端末にクライアントソフトをダウ

ンロードする必要がある．そこで本研究ではHTML5
を利用して，画面共有と共有する画面に対し，自由

に線を描画できる機能を本システムに実装した．こ

れにより，参加者は専用のクライアントソフトをダ

ウンロードせずに，Webブラウザから本システムを
利用できる． 
2. 関連研究 
企業や大学のミーティングを支援することを目的

としたシステムは多く開発されている(1-3)． 
石戸谷らのシステムでは，大型ディスプレイとタ

ブレット端末を用いる．このシステムでは，個々の

タブレット端末から入力した文字や画像などを大型

ディスプレイに表示することにより情報を共有して

いる．また，ミーティングの内容をクラウド環境に

保存している．これにより，ミーティングの内容を

後に閲覧できる．このシステムはタブレット端末に

対して専用のクライアントソフトを提供している．

そのため，利用者は事前にクライアントソフトをダ

ウンロードしておく必要がある． 
また，パソコンの画面を共有することのできるシ

ステムとしては，VNCや Skypeなど様々なシステム
がある．しかし，これらのシステムも専用のクライ

アントソフトが必要であることが多い．Webブラウ
ザのみで画面を共有できるシステムとして

ScreenLeapがある．ScreenLeapは，送信者側で Java
アプレットを使用することで，Webブラウザのみで
の画面共有を可能にしている．しかし ScreenLeapは，
画面を共有するのみであり，共有画面に対し自由に

線を描画できない． 
3. ミーティング支援システム 
本システムの構成を図 1に示す．本システムはサ

ーバとクライアントで構成される． 
サーバはクライアントのグループを作成し，画像

データや描画データを中継する． 
クライアントは発表者側クライアントと参加者側

クライアントに分かれる．発表者側クライアントに

は，プロジェクタに接続したパソコンを使用する．

発表者側クライアントでは，パソコンの画面をキャ

プチャした画像データをサーバに送信し，スクリー
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図 1システム構成図 

ンに表示する．参加者側クライアントには，パソコ

ンかタブレット端末を使用する．参加者側クライア

ントでは，サーバから画像データを受信し表示する

ことで，画面を共有できる．また参加者は，共有画

面に対し自由に線を描画できる．共有画面に線が描

画された時，線の色と座標(以下，描画データ)がサ
ーバに送信される．そしてサーバは，受信した描画

データを他のクライアントに転送する．他のクライ

アントは，自分の共有画面に対して受信した描画デ

ータを元に自動的に描画する． 
3.1 HTML5を利用した描画画面共有機能 

1章で記述した通り，本システムを利用する場合，
利用者は専用のクライアントソフトが必要になる．

そのため利用者は，予めクライアントソフトをダウ

ンロードしておく必要がある．そこで本研究では，

HTML5 を用いて画面共有と，その画面に対し自由
に線を描画できる機能(以下，本機能)を本システム
に実装した．これにより，クライアントソフトが不

要になる． 
本機能は画像データと描画データの送受信に

WebSocketを用いる．WebSocketとは Webブラウザ
と Web サーバ間でソケット通信ができる技術であ
る．これにより，Webブラウザから任意のタイミン
グでデータの送受信ができる．共有画面や描画内容

の表示には，Canvas機能を用いる．Canvas機能とは
HTML5と JavaScriptで線の描画や画像の表示などが
できる技術である．本機能では，共有画面を表示す

る Canvas の上に描画内容を表示する透明な Canvas
を重ねる．これにより，共有画面が更新されても，

描画情報が上書きされない． 
利用者は，Webブラウザを用いてサーバにアクセ

スする．アクセスすると，図 2に示す「ホーム画面」
が表示される．本機能を利用する場合，「参加者側」

を選択する． 参加者側を選択した後のユーザインタ
ーフェイスが図 2．に示す「参加者側画面」である．
「参加者側画面」は共有画面や描画内容を表示する

「画面表示部」と設定を変更する「コントロール部」

で構成される． 
コントロール部では接続の解除，描画機能のオ

ン・オフ，色の変更，描画情報のクリア，共有画面

のサイズの変更ができる．タブレット端末では，描

画機能がオンの時に，共有画面をスワイプすること

で画面に対し描画できる．オフの場合，共有画面を

動かすことができる．また画面サイズを変更するこ

 
図 2ユーザインターフェイス 

とで画像の拡大・縮小ができる．これにより画面サ

イズが小さいタブレット端末でも共有画面を全て表

示できる． 
4. 実験・考察 
本システムの評価実験としてクライアントの接続

数におけるサーバのメインメモリ(以下，MM)の使用
量を計測した．実験では，8 台のパソコンと 7 台の
タブレット端末計 15台を 1台ずつサーバに接続し，
その際のMMの使用量を計測した．なお，共有画面
にはストップウォッチを動かしているデスクトップ

画面(1920×1080pixel)を用いた．また実験は，サー
バ・クライアント共に同一 LAN 内で実施した．実
験の結果，接続台数による増加は無く，最大 160MB
のMMを使用した．また，各クライアント間の遅延
は，最大 2秒未満であった． 
次に，15台のクライアントを接続した状態で，何

人まで同時に描画できるかを検証した．検証の結果，

3 人同時に描画した際，全てのクライアントでシス
テムがフリーズした．原因は，本機能がシングルス

レッドで動いているからだと考えられる．シングル

スレッドの場合，一度に多くの処理が来ると，全て

の計算を終えるまで Web ブラウザが更新されない．
これにより，システムがフリーズしたように感じて

しまう． 
5. 結論・今後の予定 
本研究では，HTML5 を利用した画面共有と，そ

の画面に自由に線を描画できる機能を開発した．こ

れにより，クライアントソフトを使用せずに画面と

描画情報の共有ができる． 
今後は，HTML5 による「発表者側」の機能の開

発と本機能の安定性を上げるための機能のマルチス

レッド化を予定している． 
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あらまし：近年，多くの教育現場ではグループ学習が実施されている．グループ学習では理解度や意識の

違いからグループ学習に全く参加しない学生が出てしまうこともある．本研究ではグループ学習における

発言頻度向上を目的としたグループ学習支援システムを提案する．本システムでは、学生が属性情報を入

力し事前に編成されたグループ内で学生に適した配役（ファシリテーターなど）を選出する．また,学生
の配役に対し支援を行う． 
キーワード：グループ学習，グループ編成，ファシリテーター支援，学習者特性・行動分析 

 
 
1. はじめに 
	 近年，教育現場において児童生徒参加型のグルー

プ学習形式の授業を取り入れた教育プログラムが定

着しつつある．一般的な講義形式では学生は受動的

であるのに対し，グループ学習では学生の主体的な

授業への参加を促すことができる．それにより，学

生相互の学び合いが生じ，学びの深まりと広がりを

起こすものとして有効であるとされている．しかし，

メンバー間の理解度や意識の違いからグループ全体

で意見の偏りや，積極的に授業に参加する人とそう

でない人が現れてしまうという課題がある(1)．そこ

で本研究では，グループ学習におけるメンバー間の

発言頻度向上を目的としたグループ学習支援システ

ムを提案する．具体的には，グループの中からファ

シリテーターを選出し，そのファシリテーターに対

し支援を行うことで，グループの議論を活性化させ

る．それにより，グループ全体の発言頻度を向上さ

せることを狙う． 

 
2. グループ学習の事前調査 
我々はまず，事前調査としてグループ学習におけ

るメンバー間の発言内容や発言頻度を調査すること

とした． 
2.1 科目概要 
本学ソフトウェア情報学部 1年生向けに行われて

いるリメディアル科目「情報基礎数学 A」を受講す
る学生 70名を対象とし，調査を行った．情報基礎数
学 Aは反転授業形式の講義であり，各回の授業前に
授業で扱う単元を e ラーニングで予習し，授業の始
めに事前テストを行う．その後，教員から出題され

る発展的な問題 5問をグループで協力し合いって答

えを導き出す．授業の最後に事後テストを行い，事

前テストとの点数の比較を行う．グループは第 1回
授業時にプレースメントテストの成績をもとに 1グ
ループ 4～5人のグループを 16組作った．グループ
学習が行われる時間は各授業約 35～45分である． 
2.2 調査概要 
	 本調査では各グループ（16組）にボイスレコーダ
ーを配布し，グループ学習時の音声を録音して発言

内容の分析を行った．発言内容の分析は学習内容に

関連のある発言か，そうでない発言か，そしてグル

ープ毎の発言回数を調査した． 
2.3 分析結果と考察 
グループ毎の発言数と，学習内容と関連のある発

言数，関連のない発言数をまとめたものの一部を表

1 に示す．表 1 からグループによって発言数に差が
あり，学習内容に関連のない話が多いグループがあ

ることが分かる．また，グループ全体で話し合いを

行うのではなく，グループ内の友人同士数人で話し

合いを行っているグループや，男女間での会話が極

端に少ないグループも見られた．それに加え，全体

の発言数がほぼないグループも見受けられた．更に

メンバー間で授業への参加意欲の温度差が感じられ，

積極的に話す人とそうでない人がいた． 
我々はこれらのことが起こる原因を考察した結果，

学生が以下のような要因を抱えているのではないか

と考えた．  
・	 自分が参加しなくても他の人がどうにかして

くれると考えている 
・	 知識がないため話についていけない 
・	 場が静かであると話を切り出しづらい 
そこで，本稿ではグループにファシリテーターを 
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表 1	 グループ毎の発言数と発言内容 
グループ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
関連性の 
ある発言 

46 94 18
9 

13
8 

10
6 

10
0 

96 17
3 

関連性の 
ない発言 

44 10
6 

79 67 61 42 35
5 

16
0 

合計 90 20
0 

26
8 

20
5 

17
7 

14
2 

45
1 

33
3 

 
９ 10 11 12 13 14 15 16 
未

録

音 

14 ７ 64 90 52 159 51 
２ ７ 42 36 103 98 21 
16 14 142 126 155 257 72 

 
配置することにより，学生が抱える発言数の低下要

因をなくし，グループ内の発言頻度の向上やメンバ

ーの講義への参加意欲の向上を目指すこととした．

なお，本研究では情報基礎数学のグループ学習を対

象とし研究を進めることとする． 
 

3. グループ学習におけるファシリテーター 
ファシリテーターとは，会議やミーティングなど

複数の人が集まる場において議事進行を務める人の

ことである．ファシリテーターは中立的な立場を守

り，参加者の心の動きや状況を見ながら議論の方向

性を修正し，問題解決に導く役割を持つ(2)．また，

グループ学習においては，ファシリテーターになっ

た者はグループ討論への参加意欲が高まり，更にグ

ループ学習が活発化し，グループ内での学習が深ま

るということが明らかにされている(1)． 
本研究では，ファシリテーターとして適正のある

学生にファシリテーター役を担当してもらい，その

学生にファシリテーターとして求められる行動を取

れるように支援する． 
 
4. グループ学習における発言頻度向上支援 
本稿で提案するシステムの概要を図 1に示す．本

システムは，ファシリテーターの選出機能と，ファ

シリテーターへの支援機能の二つの機能を持つ．フ

ァシリテーター選出については，適正判断を行った

上でファシリテーターの適正があるかどうか判断し，

グループのメンバー内で最もファシリテーター役に

適している人を選出する．適正判断については，事

前に学生に成績や性格等の属性情報をシステムに入

力してもらい，その結果から判断する．入力方法は

アンケート方式を想定しており，５段階で入力して

もらう．適正判断項目は参考文献をもとに作成する．
(3)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
ファシリテーター支援機能では，ファシリテータ

ーとしての行動指針を示すことで，ファシリテータ

ーとなった人がファシリテーターの役割を適切に行

えるようにし，かつ負担が大きくなることを防ぐ．

具体的には，まずファシリテーターの役割をグルー

プ全員に把握してもらう．ファシリテーターには議

 
図１：システム概要図 

 
論の方向性が間違っていないか，意見の促しができ

ているかなどの項目提示を行い随時確認してもらう

ようにする．また，グループ内の学生にランダムに

番号を振り分け，その順にファシリテーターから意

見を促してもらうことで発言頻度の偏りがなくなる

ようにする．更に知識の差を埋める為に，毎回の問

いに関するヒントをシステム側で段階的に表示する． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

5. 期待される効果 
提案システムを用いることにより，ファシリテー

ターを経験した人は議論の全体を見据えて話の論点

を捉える力がつくことや参加意欲の向上が期待され

る．また，グループ学習内において，議論の活発化

や，学習内容がより深くなること，メンバー間の相

互の信頼関係が得られることが見込まれる．更に各

個人において発言力や学習効果の向上が期待される． 
 

6. まとめと今後の課題 
本稿では，グループ学習における発言頻度の向上

を目的とした，グループ学習支援システムを提案し

た．本稿ではグループ学習の事前調査結果から，フ

ァシリテーターが重要であると考え，ファシリテー

ターの選出と支援を行うこととした．今後は，提案

したシステムの開発を進めていき，評価も行ってい

きたい．評価については，事前調査で得た発言頻度

とシステム導入後の発言頻度を比較することを検討

している．また，グループ編成にもシステムを用い

ることで，グループ学習により効果的なグループ編

成を行えるようにしたい．  
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あらまし：理工系大学の授業において，教師と学習者グループ間のコミュニケーションにより，課題解決

（レポート作成）を支援する協調学習支援システムについて検討を，我々は行ってきている．本稿におい

ては，システムにおける同期的協調作業場と個人作業場の機能を用いて行った試行的な実践と，試作状況

にある教材，および例題の知的検索機能について述べる． 
キーワード：高等教育，理工系大学，コミュニケーション支援，対話的な授業，知的検索支援 

 
 
1. はじめに 
本研究においては，工学系の専門科目の授業と連

携して実現可能な協調学習を目ざして，試行を行っ

てきた結果，1）学習者が個人で課題に取り組むなか
でぶつかった困難や見つけたアイデアを他の学習者

と共有して，課題解決をしてゆく場を設け，使える

知識の獲得を妨げる生半可な知識理解と試行錯誤に

よる課題解決に代わって，2）学習者達が，課題解決
の場において，教材やノートから，課題解決に使え

る適確な知識を，主体的に探し出し，3）そうした知
識の組み合わせによって計画を立てながら課題解決

を行わせることにより，知識の使い方や連関を学ば

せること，こうした活動のなかで，4）課題解決過程
のレポートを編集させ，5）授業において発表させて
検討することによって，教授者と学習者間で課題解

決方法や問題点の共有を図ることが必要であり，6）
学習者が上記のような活動においては，少なくとも，

初期の段階において，教師からの支援を欠かすこと

ができず，教師と学習者グループ間のコミュニケー

ションが重要となることを認識した． 
そのため，まず，学習者がリアルタイムで行う描

画を共有させることにより，全ての場面において協

調作業における対話を支援する協調作業場を提供す

る．各メンバには，個人作業場と参照場を提供して，

課題解決に使われる知識教材の検索，検索された教

材知識を利用した課題解決の計画（プランニング），

ならびにレポートの編集を支援し，それらの暫定的

な結果は，協調場に上げられて検討され，その結果

は当該メンバが自分の参照場に表示し，個人場で再

試行ないし改訂される．レポートについては，教師

と学習者グループ間，およびグループメンバ間にお

いて協調場を利用して，授業における発表とそれに

対する議論を支援する(1)(2)(3)． 

2. 支援システムを用いた学習活動 
システムは，作業場（個人，協調），教材参照場，

プラン編集場を提供する（図 1）．個人作業場におい
ては，教材検索の支援，課題解決プランニングの支

援，レポート作成の支援の 3つの支援がおこなわれ，
検索された教材や作成されたプランやレポート（以

下，オブジェクト）は，要請により，協調作業場に

取り上げられ，それを，いわば下敷きにして，その

上で，グループが，手描きや文字入力によりプラン

編集やレポートドラフト作成を行いながら，課題解

決に向けた議論をおこない，それらを共有している

教師は介入を，およびグループメンバはアドバイス，

追加，および修正の提案を行うことができる．この

際，全メンバの教材参照場に協調作業場で選ばれた

任意のオブジェクトを配信して参照情報を共有する

ことができる． 
教材参照場においては，サーバに登録・蓄積され

た教材を検索すべく，検索要求を作成し，その結果

としての関連教材を閲覧できる．検索については，

教師により編集された教材の意味表現（概念（キー），

および知識（フレーム）の組み合わせと，フレーム

のスロットとキーの単一化による）を検索対象とし，

学習者により編集された検索要求（ある教材の意味

表現の部分）とのマッチングがサーバにおいて行わ

れ，学習者に対し，マッチングのスコアでソートさ

れた関連教材の一覧を提示する 
 

3. 試作システムと試行的実践 
システムはサーバ・クライアント型のWebベース

システムであり，サーバとクライアント間のメッセ

ージングや教材，プランの意味表現には XML 形式
を採用している．試作システムについては，サーバ

部は Java Servlet，JSP等による実装であり，教材検 
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図 1 支援システムの構成要素とそれらの間の関係 

 

 
図 2 教材とその意味表現（手がかり表現） 

 

 
図 3教材検索要求の編集と教材検索 

 
索部については Prologで実装した．試作システムの
クライアント部（各場）は Javaアプリケーションに
よる実装とした． 
試行的実践として，プランニングに基づいた課題

解決を協調で行わせてレポートを作成させて発表さ

せる活動を，その時点で完成していた作業場の機能

を用い，電磁気学の授業において行った．まずは発

言しやすい環境を作るために，電磁気学の授業の履

修をしている学習者を，彼（女）らの希望に基づき，

6 名ずつ 9 つのグループに分けた．そのグループそ
れぞれに，プランニングを行わせるために，1 台の
タブレット PC を配布した．学習テーマの区切りに
課題を出し，教員が講義をしながらテーマに使用す

る知識の候補を与え，その中から学習者グループに

課題解決に必要な知識を選ばせた．学習者は，その

選んだ知識を箱として作業場に作図して線でつなぎ，

知識同士を連関させながらプランマップを作る方法

でプランニングを行った．その後協調作業場にプラ

ンニング結果をあげて公表し，教員がガイドして比

較・検討をさせた．これらのプランマップに基づい

た協調問題解決を，課外において，指名したグルー

プに行わせた．指名したグループには，各学習者に

個人作業場と協調作業場を持たせた協調環境をあた

え，レポートの編集を協調で行わせた．次の授業で

作成したレポートの発表を行わせて，他のグループ

に問題点や優れた点を発見させた．プランマップに

よるプランニングは，抽象された知識を課題解決手

順に具体化する手段として認識され，手書きに基づ

いた協調作業場は，紙の利用に比べて円滑に他の学

習者とアイデアを共有することができ，協調作業を

確実かつ容易にした． 
また，参照場については，電磁気学のほぼ全分野

をカバーする教材を 55ほど用意し，それぞれに対応
した意味表現を編集した（使用したキーの個数は約

100，フレームの個数は 60）．被験者（上記電磁気学
を受講した学生）10名による実験を行った結果，学
習内容に対する理解が十分でない学習者にとって，

検索要求作成支援が必要となることが明らかとなっ

た．このことから，学習者が設置したノード（キー，

もしくはフレーム）に対して，教材中で共起するノ

ードをメニュー提示するという機能を実装した(3)．  
教材参照場，プラン編集場の試作ができつつある

現在においては，それらを学習者グループの予習に

おいて使用させるべく，予習の活動について事前の

検討と予備的な実践を行っているところである． 
 

4. まとめと今後の課題 
教師と学習者グループ間のコミュニケーションと

教材・例題検索を支援する学習支援システムと，そ

れを用いた試行的実践について述べた．プラン編集

場についても試作を進めており，プラン編集場を使

用した授業，およびグループ作業（例題検索による

プランの参照と共有，それらに基づく議論）の試行

を予定している． 
 
本研究は JSPS科研費 24501164の助成を受けたもの
です． 
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“学習者個人に係わる要因”分析によるストーリー中心型カリキュラム（SCC）
アドオンの方向性の再検討 

Review of the SCC's add-on based on Parrish's individual factors 
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あらまし：これまでに試行してきた、熊本大学大学院教授システム学専攻ストーリー中心型カリキュラム

（Story Centered Curriculum：SCC）への付加学習方法（アドオン）の見直しを行うため、SCC 学習者

が行った「学習経験の要因モデル」の“学習者個人に係わる要因”の評価に対する分析を行った。その結

果、４つの要因のうちの「開放性」を高める仕掛け、そして、「意図」で言及された自らの実際の業務を

活用した「プレゼンス」「信頼感」の向上を目指す仕掛けの必要性を確認することができた。 

キーワード：学習支援、学習経験の要因モデル、社会人学習、ストーリー中心型カリキュラム（SCC） 
 
 
1. はじめに 

熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム

学専攻（以下、GSIS）では 2008 年よりストーリー

中心型カリキュラム（SCC）1 が提供されており、

第一筆者は熊大 SCC の付加学習方法（以下、アドオ

ン）に関する研究に取り組んでいる（以下 SCC は熊

大 SCC を指す）。SCC では「ストーリー文脈が学習

者の職業や経験と異なるため現実感が持てない」「ス

トーリーに入り込みにくい」などの声のあることが

わかっているが、その解決策としてシナリオを安易

に変更することは SCC に結びつけられたコンピテ

ンシーを損なうおそれもあり現実的ではない。そこ

でアドオンによる解決を目指している。これまでに、

SCC 学習者自身2 の現実・体験とストーリー文脈と

の関連に着目した研究結果に基づいたアドオンを提

案し、主に LMS（Learning Management System）

の外で学習者同士の関係づくりを支援するアドオン

を試行してきた(2)。利用者からは続けて欲しいとの

声もあったが、利用者数が少ないなどアドオンには

改善の余地がある。そこで、アドオンの方向性をこ

れまでよりも広く探るために、SCC 学習者が SCC

という学習経験をどう評価しているのかを新たに分

析した。本稿では、その結果を報告する。 

                                                        
1 SCC は、GBS（Goal-Based Scenario）を系譜に持つ「現実

的な文脈の中で『失敗することにより学ぶ』経験を擬似的に

与えるための学習環境として物語を構築するための理論」を

実現した学習カリキュラム(1)。ｅラーニング開発会社の中途

採用社員という役割のもと、毎週の業務命令の達成というス

トーリー文脈に沿って学習が進められる。教材設計・LMS 検

討など多岐にわたる業務命令の達成は、“ｅラーニングの専門

家として必須の知識・スキル”に対応するコンピテンシーと

結びつけられている。 
2 ほぼ 100%が社会人学習者である。 

2. 分析の枠組み 
GSIS カリキュラムの中には、「SCC の学習体験を

主な題材として SCC 設計手法を学ぶ科目」が存在す

る。その中のタスクの一つに「学習経験の要因モデ

ル」(3) を手がかりにした SCC 学習評価がある。この

タスクでは、(1)SCC は「挑戦的な企て」レベルにあ

るか、(2)学習状況に係わる 5 つの要因（直接性・可

塑性・切迫性・共鳴性・一貫性）から見た SCC はど

うであったか、(3)学習者個人に係る 4 つの要因（意

図・プレゼンス・開放性・信頼感）による SCC 学習

中の自分はどうであったか、を考えさせる。今回は

学習経験のレベルを高めるためのアドオンの方向性

の再検討に定め、上記の(3)について分析を行った。 

学習者個人に係わる４つの要因を以下に示す3。 

意図（Intent）学習目的や興味に留まらず、態度・価値・

期待・信念・嗜好・自らが置かれていると思う立場の

認識などを含む広範なもの。学習者が自らの意図を意

識した場合には経験の質が高まる可能性が増す。 

プレゼンス（Presence）心身ともに「そこにいること

being-there」で関与が始まり、「ともにいること

being-with」で対話や異なる視座からの学びを可能に

する。さらに「らしくあること being-one's-self」は

現状を素直に認めた学びの契機となる。 

開放性（Openness）個人としての信念やこだわりは守

りつつも、それが変化していくことを拒まないという

気持ち。状況にのめり込んでいくためには必須の要素

となる。 

信頼感（Trust）良い結果が生まれることを信頼し、疑

義を保留し、辛抱強く、直近の報酬がなくても関与し

続けられること。 

                                                        
3 上記は抜粋。詳しくは参考文献(3)を参照のこと。 
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3. 分析結果 
2012 年度 9 人、2013 年度 4 人の書き込みを分

析対象とした。学習者は、評価５を「高い」評価１

を「低い」とする５段階で SCC 学習中の自分を評価

した。要因毎に評価数を数えたのが表１である。 

表１ “学習者個人に関わる要因”への自己評価 
 意図 プレゼンス 開放性 信頼感 合計 

評価 5 5 3 4 7 19 

評価 4 6 7 4 4 21 

評価 3 1 3 5 2 11 

評価 2 1 0 0 0 1 

評価 1 0 0 0 0 0 

どの要因も「高い（評価５）」「やや高い（評価４）」

が６～８割を占めており、全体の「低い（評価１）」

と付けた人はいなかった。「やや低い（評価２）」を

付けた人も「意図」の１人だけであった。SCC 学習

者は学習経験のレベルを高く保つ要因を備えた学習

者であると考えられるだろう。以下、個々の要因に

ついて、評価の具体的な理由を見てみたい。 

3.1 「意図（Intent）」 

ほとんどの学習者が現実の職場での必要性などを

理由として挙げていた。「意図」の背景には、現実の

職場があると考えてよいだろう。 

現実において「自らが置かれていると思う立場」を常に
意識している。これが大前提にあり（中略）SCC での「ミッ
ション」「具体的な課題」を認識して取り組んできた。 

中には SCC 設計者の“意図”を測りかねたことが

学習経験レベルに影響を与えたものもあった。 

今はまだ学習者としての（SCC への）印象が設計者の
どのような意図と関連しているのか見極めきれない。 

3.2 「プレゼンス（Presence）」 

多くのタスクで必須となっている相互コメントを

通じて学びが深まっていったとする意見が多く見ら

れた。代表的な記述は次のようなものである。 

コメントすることに最初は抵抗があったが、コメントの
やりとりやコメントすることで理解が深まり、自分が
GSIS の中で学んでいることを実感できた。そのために、
その後グループでの活動では、積極的に貢献することやグ
ループの助けになろうと試みることができた。（後略） 

また、相互コメント以外に触れたものもあった。 

フォーマル、インフォーマルに同期生と交流が出来、ま
た機会あるごとに先生方に実際にお会いしてお話し出来
たことがプレゼンスを高めた。 

しかし中には、遠隔でのプレゼンスの作り方に課

題を感じているものもあった。 

ここでつっこみ返してもらいたいなと思うところで反
応がないこともしばしば。対面では相手の反応を見て対応
を調整できるが、遠隔教育ではむずかしい。 

3.3 「開放性（Openness）」 

自分を十分に開放できたとする記述と、なかなか

開放できないという記述とが拮抗していた。 

さまざまな新しい知識を新鮮に思い、楽しく感じつつも、
自分の軸がなくなりつつあるのではという不安感もある。 

学びたい反面、フィードバックを恐れる気持ちの

あることを素直に認めた記述もあった。 

「再提出」のフィードバックをもらったときは正直落ち
込んでしまう。フィードバックのコメントを読むのが怖く
てアクセスを拒んでしまうときもあった。 

3.4 「信頼感（Trust）」 

GSIS のカリキュラムや教員に信頼感を寄せるも

のが多かった。また、同級生への信頼感について言

及するものもあった。 

チームでの課題取組時に、メンバーの持つスキルや見識
は大いに頼りになった。 

4. まとめ 
以上の結果を用いて、現在試行中のアドオンの考

察を行った。現在のアドオンは主に“LMS 外で学習

者同士の関係づくりの支援”をねらいとしているが、

特に、「開放性」を促す仕掛けを強化する必要がある

のではないか。なぜなら、４つの要因のうち、「開放

性」はやや低い評価となっており、また、SCC 学習

者はこのタスクに引き続いて行われた SCC 学習者

による SCC 改善提案の中でも「開放性」に関する提

案は極めて少なかったため、設計者側からの働きか

けが求められていると考えられる。この点からも、

学習の早い段階で「開放性」を高めることは有用だ

と考えられる。 

次に、「意図」としてほとんどの学習者が自らの職

場での経験を挙げていることから、これらを活用す

ることにより「プレゼンス」の向上や「信頼感」の

醸成に比較的容易に取り組めるのではないか。SCC

学習者に所与のものである自らの職場体験から、

SCC で中途社員として働く意味を考えさせるなど、

SCC を俯瞰するような仕掛けをアドオンに組み込

んでいくことが考えられる。 

参考文献 

(1) 根本淳子, 鈴木克明: ゴールベースシナリオ（GBS）理

論の適応度チェックリストの開発，日本教育工学会論

文誌, 29(3), pp.309-318 (2005) 

(2) 竹岡篤永, 高橋暁子, 根本淳子, 柴田喜幸, 鈴木克明: 

ストーリー文脈と自分の現実・体験とを結びつけるア

ドオンの試行, 教育システム情報学会第 38 回全国大

会発表論文集, pp.97-98 (2013) 

(3) 鈴木克明: 学習経験の質を左右する要因についてのモ

デル, 教育システム情報学会, 24(4), pp74-77 (2009) 

本研究は JSPS科研費25330409の助成を受けたものです。 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 126 ―



e ラーニングにおける学習期間の違いによる学習行動の分析

Analysis of Learning Performance in Semester and Quarter Systems on 
e-Learning Cource.  

西尾 信大*1， 畑 耕治郎*1， 上田 勇仁*2

Nobuhiro NISHIO*1, Kojiro HATA*1, Hayato UEDA*2

*1大手前大学
*1Otemae University 

*２株式会社デジタル・エデュケーショナル・サポート
*2Digital Educational Support Co., LTD. 

Email: nishio@otemae.ac.jp 

あらまし：本研究では，学習期間が学習者の行動に及ぼす影響について，e ラーニング科目の学習ログ
をもとに分析を行った．これまで大手前大学で提供してきた eラーニング科目について，教材の内容や構
成を変えずに，学習期間を 4ヵ月から 2ヵ月に変更することで学生の学習行動の変化を定量的に測定し，
分析を行ったものである．その結果，学習期間が短縮されたことで，計画的に学習に取り組めない学生に

期限超過や課題の積み残しが若干増えたものの，学習ログ上は大きな差異は見られないという結果が得ら

れた．その一方で，学生アンケートや担当教員へのヒアリングからは，学習期間が短期化したことで時間

不足や課題の質低下とみられる部分もあるとの意見が得られた．

キーワード：学習行動，学習期間，eラーニング，学習ログ

1. はじめに

現在，大手前大学（以下，本学という）には，2
学期制を取り入れている通学教育課程と，通期制（1
年間に履修登録ならびに試験を 4回実施する 4クー
ル制）の通信教育課程(1)がある．今後，通学-通信の
枠を越えた多様な学習活動を実現したり，授業運営

の効率化のため，通学教育課程と通信教育課程の開

講方法を統合する方策の検討も行っている．

また近年，グローバル化や効率的な学習の推進を

めざし，多くの大学で学期制の見直しが始まってい

る．いくつかの大学では実際に通年制から 2学期制
や 4学期制への変更が始まっている．メリットとし
ては，諸外国の学期制度に近づけることで留学生の

受け入れ，送り出しがしやすくなること，就職活動

や課外活動に集中できる時期が設定できること，集

中的に学習することでモチベーションが維持しやす

いこと，入学や卒業時期の多様化への対応が可能で

あること，などが挙げられている．一方デメリット

としては，他大学の学期とのズレや教職員，学生へ

の負担増などがあり，両側面からの議論が行われて

いる．

2. 研究の目的

本研究は，これまで 2学期制に準じて 4ヵ月で開
講してきた eラーニング科目の学習期間を短縮し，4
学期制に近い 2ヵ月とした場合，学生の学習行動に
どのような変化が生じるか，また課題や成績にどの

ような影響を及ぼすかを定量的に知り，今後の e ラ
ーニング科目の開講方法の見直しの参考とすること

を目的としている．

開講方法の見直しは単なる開講期間の変更にとど

まらず，学習効果，教育の質保証をはじめ，分野や

科目と開講期間の関連性など，検討すべき課題は多

岐にわたる．これらのうち学習ログに関わる部分に

ついて，本研究から引き続き分析を進めたい．また

本学の通信教育課程は，インターネットを活用した

e ラーニングによる科目を多く設置しており，その
一部は，通学教育課程とほぼ同じ教材を用いている

ことから，通信・通学課程での学習行動比較も今後

分析の対象とする予定である．

3. 研究の方法

3.1 調査の背景

本学通学課程では 2008年度から本格的に eラーニ
ングを導入した．2013年度末までに学習管理システ
ム（以下，LMS）にはのべ 100科目，約 21,200名の
学習ログが蓄積されている．e ラーニング科目は，
一般的な対面授業と同様に全 15回（2単位）で構成
され，すべての学習活動を LMS 上で行う．授業の
進行は，一度にすべての教材を公開するのではなく，

各回の教材を順次毎週公開していく方法を採用して

いる．学生には，教材の公開後指定された期日まで

に学習を終えることを推奨しており，この学習期間

のことを「出席認定期間」と定めている．出席認定

期間を過ぎての学習も可能としているが，その場合
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は遅刻扱いとなり成績評価に影響することを学習者

に伝えている．ただし，第 15回の出席認定期間を終
えると，その科目にはシステム的にアクセスできな

くなる．そのため定められた期間内にすべての教材

の学習を終えることが一つの学習条件となる．

2013年度までは，各回の出席認定期間を 2週間と
し，各回を 1週間ずつずらして開講し，約 16週です
べての学習を終える開講スケジュールを設定してい

た．これは，祝日等授業がない日の影響で多少のズ

レはあるものの，概ね対面授業の 2学期制と合致し
ていた．

2014年度，eラーニング科目で試行的に 4学期制
に則った開講期間（以下，クール制という）を取り

入れ，各回の出席認定期間を 2週間，毎週 2回分を
同時に開講（最終第 15回のみ 1回分）し，約 9週間
ですべての学習を終えるスケジュールを設定した．

これにより，2013年度までは約 4ヵ月であった学習
期間が，半分の約 2ヵ月となった．

図 1．新旧開講スケジュールのイメージ

3.2 調査の対象

調査対象科目として，2014年度第 1クールに eラ
ーニング科目として開講した 3科目について，2013
年度第 1 学期（以下，2 学期制という）に開講した
同じ科目と比較した．これらの科目は年度ごとに教

材細部の見直しや修正等は行っているが基本的な授

業設計，コンテンツ構成は変えておらず，2013年度，
2014年度ともほぼ同一の教材である．比較データは
学習ログおよび受講後アンケートで，対象人数は 2
学期制（2013年度）が 523名，クール制（2014年度）
が 446名である．この人数はすべての履修登録者を
対象としており，学習期間途中でドロップアウトし

た学生も含んでいる．

4. 結果

4.1 達成率

本学の eラーニング科目では，全 15回の教材をす
べて学習し終えた人数の割合を「達成率」と定義し，

各学期の学習完了の指標としている．

2学期制での達成率は 61.95%だったが，クール制
では 56.95%と約 5%低下している．

4.2 学習時間（ビデオ教材の総閲覧時間）

各科目におけるビデオ教材の総閲覧時間を比較す

ると，2学期制で平均 5.5時間であったものが，クー
ル制では 8.2時間に増加している．

4.3 満足度

受講後アンケートでの各科目に対する満足度は

「満足（「とても満足」，「満足」の合計）」と答えた

学生が 2 学期制で 89.7%，クール制で 87.9%であっ
た．

また，クール制の受講後アンケートでは，学生自

身が学習しやすいと考える開講期間は，48.6%が 2
学期制，51.4%がクール制との回答が得られた．

4.4 教員の印象

担当教員にヒアリングを行ったところ，クール制

になったことで，時間不足（日数不足）と思われる

学習行動や，後半になるほど課題の質低下がみられ

る学生が増えたとの印象が出た．これは達成率の低

下とも関係していると考えられる．また開講期間が

短いことで，中間課題の採点やコメントのフィード

バックで一時的に多忙になるが，ほかの科目と繁忙

期がずれ，業務ピークのシフト効果があるとの声が

あった．また一部の学生から，就職活動と重なった

ため学習を終えることができなかったとの申し出も

あったという．

5. まとめ
本研究では eラーニングによる正課授業において，

教材の内容や構成を変えずに学習期間を 4ヵ月から
2 ヵ月に変更した場合の学習行動および学生が受け
る印象について比較分析を行った．その結果，本学

で提供している eラーニング教材では学習行動に大
きな変化は見られないこと，学生はある程度まとめ

て学習できることをメリットと感じていることが予

見される結果が得られた．教員も短い期間での指導

はメリットがあると感じる一方で，短期間にフィー

ドバックを行わなければならなくなるため，教員を

サポートする体制が必要であることがわかった．

本稿では，第 1クール終了時点での中間集計を行
なった結果を報告したが，今後，第 2-第 4クールに
ついても継続して分析をすすめることとしている．  

参考文献
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A survey of relationship between metacognition about “Fundamental
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1

1 2 3 4 5

9 . 0.778 0.212 0.062 0.033 0.290
7 0.710 0.164 0.246 0.181 -0.082
18 . 0.605 0.014 0.218 0.370 0.184
12 0.307 -0.051 0.187 0.243 0.176

2
1 0.136 0.701 0.323 0.109 -0.097
2 . 0.391 0.665 0.222 0.008 0.261
3 0.006 0.571 -0.076 0.097 0.115
5 0.043 0.539 0.451 0.371 -0.014
4 . . 0.172 0.341 0.263 0.350 0.208

3
14 0.209 0.005 0.814 0.074 0.138
10 0.402 0.323 0.515 0.218 -0.108
11 0.245 0.362 0.442 0.376 0.008
15 0.202 0.171 0.437 0.319 0.065
13 0.060 0.278 0.390 -0.044 0.299

4
17 0.190 0.146 0.068 0.957 0.134
6 0.351 0.297 0.282 0.423 0.105

5
8 0.118 0.082 0.078 0.140 0.866
16 0.279 0.102 0.068 0.329 0.382

2

1 2 3 4 5 6 7 8

13 0.802 0.133 0.284 0.037 -0.021 0.016 0.085 -0.137
14 0.745 0.127 -0.089 0.067 0.228 0.169 -0.027 0.056
12 0.621 0.011 -0.095 -0.230 -0.039 0.048 0.245 0.514
11 0.349 0.119 0.152 -0.216 0.064 0.086 0.125 0.211

2
17 0.033 0.767 -0.135 -0.054 0.053 -0.155 0.050 0.054
5 SNS 0.198 0.676 0.120 0.093 0.100 -0.037 0.030 0.035
7 0.403 0.444 0.268 0.108 -0.057 0.421 0.039 -0.114

3
3 0.106 0.205 0.670 -0.026 -0.104 0.059 -0.087 -0.082
10 -0.006 -0.264 0.604 -0.105 0.122 -0.054 -0.035 0.168

4
2 -0.012 -0.009 -0.007 0.725 -0.038 0.018 0.184 -0.083
6 -0.134 0.133 -0.222 0.596 0.138 0.000 -0.306 0.167
4 0.304 0.041 0.428 0.467 -0.086 -0.021 -0.041 -0.146

5
15 0.135 0.176 -0.044 -0.020 0.939 0.075 0.041 -0.233

6
9 0.030 -0.106 -0.057 -0.045 -0.007 0.622 0.137 -0.053
8 . 0.286 -0.071 0.108 0.079 0.340 0.521 0.027 0.194

7
16 . 0.122 0.103 -0.132 0.050 0.049 0.192 0.769 -0.096

8
1 -0.010 -0.207 -0.010 -0.046 -0.122 -0.113 -0.028 0.316

18 -0.021 -0.100 -0.013 -0.019 0.033 -0.040 0.072 -0.412

4
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教員の ICTスキルに関する質的研究 
－グラウンデッド・セオリー・アプローチから－ 

 
Qualitative Research of Teachers’ ICT Skills 

- Adopting Grounded Theory Approach - 
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あらまし：小・中・高校等の教員に対する ICT 活用指導力の啓蒙，研修等が過去から多く行われているに

もかかわらず，必ずしも全教員が共有する能力にはなり得ていない状態が全く解消されていない．このよ

うな教員間の ICT 利用能力及びその指導力の両極化をいかに解決していけばよいのか，本発表では，グラ

ウンデッド・セオリー・アプローチに基づいた解決策について，現時点では理論的な提案を行うこととす

る．  
キーワード：質的分析，質的評価，グラウンデッド・セオリー・アプローチ，teacher proof  

 
 
1. はじめに 
文科省の調査によると日本の小・中・高校等の教

員のうち「授業中に ICT を活用して指導する能力」

を有している教員の割合は７割近くに達するという
(1)．しかし，この指導能力の内容や程度，また教員

間のデジタルデバイドの実態については必ずしも明

らかにはなっていない． 
教員のデジタルデバイドが生じる原因については，

年齢や校務分掌，個人的な趣味など様々な要因が経

験的ないし印象批評的に語られはするが，その実態

が科学的に解明されることはあまりない． 
そこで，本研究では教員間の ICT 利用能力の両極

化ともいえる現状をいかに解決していけばよいのか

について，近年質的研究法として注目されているグ

ラウンデッド・セオリー・アプローチ（以下，GTA
と略）に基づいて,その解決策について理論的提案を

行うこととする． 
 

2. 教員のデジタルデバイドと GTAの適用 
2.1 GTAの特徴	 

GTAは A.ストラウス，B.グレーザーによって創出
された質的調査の方法論である(2)．ここでは，ある

概念を明らかにするのに，その概念に内包するカテ

ゴリー，あるいはクラスを抽出し，それぞれのカテ

ゴリーの特性を構造的側面やプロセス的側面などか

ら階層化，関連づけを行いそこから仮説を導き出し，

最終的に理論化していくという実施手順を取る(3)． 
教職は多くの業務が教師個人に複雑に重なり合い，

また教師個人の属性も影響を与えるため，例えば本

研究対象である ICT 指導能力に焦点づけてそれを明

らかにしていかなければならない場合，このような

GTAの研究手法は最適であると考えられる．	 

2.2	 GTAの適用手順 
基本的に GTA の手法では大量のデータを必要と

する．本研究では，まずその実現可能性を明らかに

するために，少数ながら実データを収集し，それを

基に GTAの適用のノウハウを取得することとした．
とりあえず，茨城大学で実施された 2014年度教員免
許状更新講習「情報教育の新課題」を受講した３０

名程度の教員を対象に GTA の適用手順をあてはめ
て考察していくこととした． 

2.３	 教員のデジタルデバイドを取り巻く要素	 
我々はまずブレインストーミングを行い，教員の

デジタルデバイドを取り巻く要素について案を出し

た．要素は年齢，性別，校務分掌，情報機器の所持，

所持している情報機器の使用用途など，約５０項目

が挙げられた．これらの要素は大きく４つのグルー

プに分類できると考え，「個人プロフィール」「学校

での立場」「プライベート」「パソコン等のスキル」

に大別した．また，大別した４つのグループそれぞ

れについて要素同士の関係性を考え，仮の構造化を

行った．また同時にこの時点でグループの内部だけ

ではなく，他のグループの要素と関係する要素がな

いかということも検討した． 
 
3. アンケート調査 
3.1 アンケートの実施 
教員のデジタルデバイドを引き起こす要素の構造

化から，それぞれの要素に関する質問項目を作り出

し，アンケートを作成・実施した．アンケートを行

った目的・対象については以下の通りである． 
●目的…ブレインストーミングによって現れた

教員のデジタルデバイドに関する要素

がどのように作用しているかを調べる． 
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●対象…現役教員 28名 
内訳：小学校教員…7名 
中学校教員…6名 
高校教員…14名 
特別支援校教員…1名 

3.2 アンケートの集計 
	 アンケートの結果は以下のように集計した． 

 
 

図 1	 アンケート集計結果の一部 
	  
	 図 1 に多く見られる選択式の質問だけではなく，
「ICT を活用した際にしたよい経験，悪い経験」の
ような具体的なエピソードを聞きたい質問は，記述

式で回答してもらった．集計結果によって前述した

要素を大別した 4つのグループの内部，または他の
グループの要素とどのように関連付けられるかを検

証した． 
 
4. データの構造化 

 

 
図 2	 構造表 

 
上記で述べたアンケート集計の結果から，共通す

る点をさらに探るためのクロス集計を行った．その

結果を受け，「2.3	 教員のデジタルデバイドを取り
巻く要素」の中で導き出した仮の構造表から要素を

絞り込み，新たに構造表を作成した．それが図 2で
ある． 

	 仮の構造表と比較すると，各々のカテゴリー（「個

人プロフィール」「学校での立場」「プライベート」

「パソコン等のスキル」）の中の繋がり，カテゴリー

外の繋がりいずれにおいてもほとんど異なる結果と

なった．アンケート集計前に予想していたデジタル

デバイドを生み出す要因と，アンケートで実際に教

員から得たそれとでは，大きな差違があったという

のが，今回の結論である． 
 
5. 最後に 
	 今回の発表で紹介した内容はあくまでも GTA に
よる分析の手順を検討したものであり，その実デー

タに信頼性がある訳ではない．また，この後にも最

終的な目的である教師間のデジタルデバイドの解明

と解決に至るためには図３に示すようにまだまだ多

くの手順が必要である． 
 

 
 

図３ 
 
	 しかし，経験や主観からの単純な帰結ではなく，

本手法のように科学的な質的研究法を緻密に構築す

るアプローチが根本的解決に必要である．その点，

GTA はすでに複雑な事象の問題解決に成果を上げ
ていると言われるが（例えばアメリカにおける看護

学の例(4)）日本にはまだまだこの方面での研究の蓄

積は多いとは言えない(5)．本発表の意義はそこにあ

ると考える． 
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NFC タグを用いた障がい児の理解を助ける教育支援法の検討

Possibility of an Image Display with the NFC Trigger  
for Handicapped Children's Education 
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あらまし：障がい児に対して動画を用いた教育支援を行うにあたり、障がい児自身が必要な動画を選択・

視聴するには支障が多い。そこで、NFC タグで動画再生する方法を実践し、程度の違いによる弱視者へ

の適用や軽度の知的障がい児に有用かどうか等を考察する。

キーワード：NFC タグ，障がい児，特別支援学校，映像教材，スマートデバイス  

1. はじめに
近年は、スマートフォンや携帯電話等を用いてQR

コードを読み取り、様々な情報を簡単に入手できる

ようになった。QR コードは数字のみならず、英語

や日本語、多言語に及ぶ情報を格納することができ、

私たちは、専用のアプリを起動して、読み取りさえ

すれば、その情報を得ることができる。ただし、前

述のように、読み取る際に専用アプリを起動する必

要がある。また、QR コードを読み取る場合、焦点

を合わせるのに手間取るなどといった問題を抱えて

おり、高齢者や障がい者にとっては決して使い易い

ものとは言えない。

本研究では、このような問題点を解決する 1 つの

手段として、NFC に着目した。NFC タグを用いると、

スマートフォンなどの対応機種をかざすだけで、読

み取りにエラーや手間がかかるといった煩わしさが

なく、簡単に情報が得られるため、QR コードの課

題を解決できる。したがって、障がい者や高齢者へ

の適用も可能となる。

筆者らは、スマートデバイスのスクリーンに動画

による解説などを適宜再生することで、障がい児の

教育や自立支援に役立てる試みを実施している。今

回は、NFC タグをトリガにしてスマホなどに解説動

画を表示させることにより、障がい児の教育や自立

支援に適用できないかと考え、実施したので報告す

る。

2. NFC タグとは
NFC とは、ソニーとフィリップス（現 NXP セミ

コンダクターズ）が共同開発し、国際標準規格とし

て承認された近距離無線通信技術である。日本国内

やアジアで普及している FeliCa や、世界中に普及し

ている MIFARE などの非接触 IC カードの上位互換

性があり、NFC の通信規格を搭載している機器同士

が双方向に通信できるため、幅広い活用が見込まれ

ている。

NFC は Near Field Communication の略称で、

13.56MHzの周波数を利用する通信距離 10cm程度の

近距離通信に限定され、「かざす」だけで、誰でもが

簡単にデータ通信可能となってなる。例えば NFC 機

能を搭載した携帯電話を、NFC タグに「かざす」だ

けで、目的の動作を実行させることができる。ただ

し、その機器固有の動作をどうさせるかは、NFC に

何を書き込むかということに加え、機器がその情報

を受け取ってどう動作するかをプログラムしておく

必要がある。携帯電話の代わりに、NFC 搭載のスマ

ートフォンやタブレットをかざす場合は、対象の機

器に留まらず、かざした側の情報端末上に固有の動

作をさせることもできる。すなわち、スマホに簡単

に情報提供できることは、その利用範囲を無限に広

げ、ICT 利活用の価値を大きく高めることになる。

3. NFC タグで動画再生するシステム
スマホやタブレット側で NFC の情報を受け取り、

固有の動作をさせるためには、その内容を記述した

アプリを動作させる必要がある。そこで、そのアプ

リ開発を、ワンソースで記述し、簡単な操作でマル

チプラットフォームに対応できるフレームワークを

採用することが望ましいと考え、Ruby ベースで動作

する Rhodes で開発することとした。

4. 障がい児への適用

4.1 特別支援学校での運用

徳島県立ひのみね支援学校の協力のもと、当該支

援学校の特長ある教室の前で NFC タグにスマホや
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タブレットをかざすと、その教室が動画で説明

るというアプリを Rhodes で開発する

の手順は、

①教室の特長的なところを撮影し、

秒程度に編集する。

②動画は端的に説明するナレーションと、雰囲気

を高める音楽をつける。

③作成した動画をスマホ対応サーバに置き、その

URL を NFC タグに書き込む。

④アプリを Rhodes で作成する。

⑤アプリを端末にインストールする。

⑥アプリを起動すると自動的に NFC
を開始する

⑦端末が NFC タグにかざされると、アプリは指定

された動画がダウンロードされているかをチ

ェックする。

⑧動画が既にダウンロードされていれば、そのま

ま自動的に再生される。

⑨動画がダウンロードされていない場合は、ダウ

ンロード後に自動再生される。

⑩ダウンロードデータが大きくなり過ぎないよう、

不要な動画は自動的に削除される。

⑪再生が終了すると自動的に再度

けを開始する。

異なる NFC タグにそれぞれ別の動画を指定する

ことで、タグの数だけ説明動画を自動再生でき、複

数の教室を別々に紹介することができる。また、回

線負荷や初回ダウンロード時の遅延の問題は払拭で

きないが、一度再生した動画であれば待ち時間なく

再生が可能となるメリットは大きい。

4.2 システムの概要

NFC タグは様々なタイプがあるが、今回使用した

のは直径 2.5cmの円形タグ（図 1左）と、

の矩形タグ（図 1 右）である。

図１ 使用した NFC タグ

スマートフォンを NFC タグにかざすと、アプリが

NFC の内容を読み込み、プレーヤーを立ち上げて再

生する。その様子を示したのが図 2
グはシールになっており、教室の入口

くことで簡単に準備ができる。また、今回は教室紹

介の動画を再生するようにしたが、特別な装置や道

具に貼っておいて、利用者がその利用方法など知り

たい時、スマホなどをかざすことで説明動画を見る

ことができるなど、応用の範囲は広い。

タブレットをかざすと、その教室が動画で説明され

で開発することとした。そ

①教室の特長的なところを撮影し、20 秒から 30

②動画は端的に説明するナレーションと、雰囲気

③作成した動画をスマホ対応サーバに置き、その

⑤アプリを端末にインストールする。

NFC の待ち受け

タグにかざされると、アプリは指定

された動画がダウンロードされているかをチ

⑧動画が既にダウンロードされていれば、そのま

⑨動画がダウンロードされていない場合は、ダウ

ンロード後に自動再生される。

⑩ダウンロードデータが大きくなり過ぎないよう、

不要な動画は自動的に削除される。

⑪再生が終了すると自動的に再度 NFC の待ち受

タグにそれぞれ別の動画を指定する

動画を自動再生でき、複

数の教室を別々に紹介することができる。また、回

線負荷や初回ダウンロード時の遅延の問題は払拭で

動画であれば待ち時間なく

再生が可能となるメリットは大きい。

タイプがあるが、今回使用した

）と、3.5cm×1.8cm

タグにかざすと、アプリが

み込み、プレーヤーを立ち上げて再

2 である。NFC タ

グはシールになっており、教室の入口等に貼ってお

くことで簡単に準備ができる。また、今回は教室紹

介の動画を再生するようにしたが、特別な装置や道

具に貼っておいて、利用者がその利用方法など知り

たい時、スマホなどをかざすことで説明動画を見る

ことができるなど、応用の範囲は広い。

図２ NFC をトリガに再生した教室説明動画

5. 結果および考察
特別支援学校で学ぶ児童の障がいには様々

ルがあるが、今回協力してもらった学校は、小学部、

中学部、高等部があり、比較的重度の障がいのある

子どもたちが生活している。基本的には先生がつ

添っているが、教室に入っても教室全体を見ること

のできない弱視の児童にとって

レットを置いて教室の説明動画を見ることができれ

ば、大いなる理解の助けとなる。

秒の動画で全体の様子、個別の機能などを映像とナ

レーション音声で説明し、軽い

映像はmp4に変換してストリーミングサーバから

映像 H.264 コーデック、音声

サイズは横 640、縦 360 とし、映像ビットレート

1Mbps、音声ビットレート 128Kbps
ダウンロード再生している。

できるが、支援学校内はまだ無線

く、再生にストレスを感じる。そこで、

成したアプリに動画再生リストが大いに役立った。

4.1 の⑦から⑩の機能がストレスなく再生する助け

となり、利用が促進される結果となった。

6. まとめ
本研究で作成した NFC をトリガとしてスマート

デバイスで再生する説明動画は、特別支援学校の教

諭から、実に役立つという高評価をもらっ

的には成功したと思われるため

考えて、さらに多くの説明を必要とする施設や装置、

本などの動画の作成を行うとともに、動画はストリ

ーミング再生できるようにし、より快適な活用を目

指して改良を加えたいと考えている。
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できるが、支援学校内はまだ無線 LAN の設備がな
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成したアプリに動画再生リストが大いに役立った。
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、さらに多くの説明を必要とする施設や装置、

動画の作成を行うとともに、動画はストリ

ーミング再生できるようにし、より快適な活用を目
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概要：本研究では発達段階や様々な条件に基づいた検索機能をつけたデータベースを構築

し,教材利用者が教材についてのディスカッションがおこなえる SNS機能を設置すること
により,学校種別や組織を超えて情報共有が可能となる特別支援学校を中核とした教材共
有ネットワークを構築した．	  

 
キーワード： 特別支援教育，教材共有，インクルーシブ教育,	 SNS,	 データベース 
 
 

1. はじめに 

特別支援学校では各学校で児童生徒の障がいに対応

した様々な教材を開発し，日々の教育活動に活用して

いる．これらの教材は Web ページにて公開されてい
るものも数多くあるが，発達段階やそれぞれの児童生

徒に対応した課題を元にして検索機能を備えたデータ

ベースは少ない．また，各学校との連携および共有機

能は付加されていない.これらの点を考慮し，連携と共
有機能を重視した教材共有データベースを構築し，

2013年8月から公開を開始した．  
学校の枠を超え様々な組織や関係者が互いの教材に

関する情報を共有しながら個々の児童生徒に対応した

教育活動に活用し，それを元に個々の発達段階に合わ

せた教材の開発と提供がおこなえるツールとなった． 

2. 教材共有データベースの開発 

2.1 教材データベースのデザイン 
データベース構築にあたり以下の点を考慮した．①

データベースの知識がなくても現場の特別支援学校の

担当教員が管理できるシステム．②現場から教材の画

像等のアップロードを簡単にするため，スマートフォ

ンに対応させる．③ページ内に書き込みができる会員

と閲覧のみの利用者とを分ける．④児童生徒の発達水

準等に合わせた教材検索機能を組み込む．⑤インクル

ーシブ教育システムを構築するためのツールとなるよ

うデータベース以外に情報交換をする機能を付加し，

SNSとしても活用できる．これらを考慮し，基本シス
テムはNetcommonsを利用することとした． 

2.2 教材共有ネットワーク 
構築した教材共有データベースは教材共有ネットワ

ーク-Teaching Materials Shared Network-TMSNと
名づけた（以下TMSNとする）． 

 
図1	 TMSNトップページ	 

TMSNに収録された教材は，奈良県立奈良養護学校
で構築されていた教材データベースの約250個の教材
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データを元に，新たな機能を付加し，地域の学校や事

業所，奈良養護学校教職員，他の特別支援学校や家庭

がそれぞれ所有している教材や役立つ情報を一ヶ所に

集約しさらには，教材や情報に対して相互に意見交換

や質問ができるWebサイトの構築を目ざした．(1) 

 

3. TMSNの機能 

3.1 教材データベース 
教材データの検索は発達水準(2)（宇佐川,1997），自
立活動 6区分(3)，課題領域，キーワードからの全文検

索およびそれぞれの組み合わせによる検索機能を備え

ている．教材データベースは非会員も利用できるが,
会員登録をした会員に限りそれぞれの教材に関する利

用者等からのコメントが投稿できるようになっている.
利用者にとって使い易い教材へと改良するための情報

共有がおこなえるものである. 

3.2 Flash教材 
	 TMSN 内の会員エリアには Flash で作成された教
材を設置している.Flash 教材は児童生徒の個々の障
がいに合わせて作成されたもので，Windows タブレ
ットPC等を用いることによって画面に触れタッチす
ることにより動きや音声が再生される． 

3.3 会員コミュニティとしての掲示板 
	 会員間での情報共有と議論の場として会員コミュニ

ティを設置した.会員コミュニティには,教材に関する
ディスカッションの場としての「教材ディスカッショ

ンルーム」と様々な意見や要望などを書き込む場とし

ての「みんなの広場」を設置している.「教材ディスカ
ッションルーム」では保護者が家庭で自作できる教材

のデータベース上へのアップロードのリクエストや,
作り方,指導方法などがやり取りされつつある. 

4. 地域との連携 

	 TMSN の会員コミュニティは地域の特別支援学校
を中核とした小中学校，施設などをひとつのグループ

としグループごとに連携するツールとして活用するた

めの拡張機能を有している．この機能を用いて地域の

特別支援学校を中核とした連携と情報共有の場を作る

ことによって，これらを実現するためのツールとして

の役割を果たすことができる． 
 

5. まとめと今後の課題 

	 運用をはじめて以来、TMSN の会員数は 144 名
（2014/06/18 時点）となった.しかしながら教材コン
テンツの量はまだ十分なものと言えず、SNS機能につ
いても書き込みの量は少ない.今後、活発な議論が
TMSNで展開される仕組みを考える必要がある. 
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あらまし：筆者は自閉症者を対象とした，非同期型遠隔ケース会議支援システムを開発している．開発に

あたり，ケース会議を試行的に実施した結果，行動要因に関連する議論はある程度実施されるものの，議

論内容が深まらず，内容が拡散する傾向がみられた．そこで，本稿では，アノテーションの挿入意図を限

定することにより，議論の焦点化が実現可能かどうかについて検証した結果について報告する． 
キーワード：自閉症，特別支援教育，動画アノテーション，ケース会議  

 
 
1. はじめに 

 
自閉症はコミュニケーションおよび意思伝達面に

おける質的障害である．自閉症者を指導する際，教

師は表面化した行動を観察し，行動を引き起こす原

因（以降，行動要因と表記）を特定する必要がある．

そのため，教師が複数名で特定の自閉症者の行動を

分析する形式であるケース会議が，客観的に行動要

因を特定するという観点で有用であると考えられる． 
一方で，中央教育審議会による「特別支援教育を

推進するための制度の在り方について（答申）」では

「外部の専門家の総合的な活用を図ること」と示さ

れており，ケース会議に外部専門家を介入させる効

果を報告されるなど（1），ケース会議においても専門

家が介入することが望ましいと指摘されている．従

って，専門家と教師が協働してケース会議を実施す

る事が理想的といえるが，移動等にかかる時間的コ

ストが大きい．時間的コストの削減という観点では，

テレビ会議システムの利用が考えられるが，同期型

であるため時間を拘束される点や，テレビ会議を実

現するためのネットワーク環境が整備されていない

といった課題がある．そこで，筆者らは非同期型遠

隔ケース会議支援システム CAJON の開発を目指し
ている． 
筆者らはこれまでに行動要因の特定を目的として，

図 1に示すような吹き出し型動画アノテーション機 

図１ 動画アノテーション機能 

能（以下，アノテーションと表記する）を搭載した

システム VISCO を提案しており（2），自閉症者の意

思をアノテーションで表現することで行動要因への

着目を促し，他者のアノテーションを比較参照する

活動を通して，行動要因に関連した気づきを獲得で

きる可能性が示唆された．VISCOは専門家がケース
会議に参加することを前提としているが，Webを介
してアノテーションを専門家と共有することで，非

同期型遠隔ケース会議が実現可能と考えた．具体的

には，アノテーション機能を用いて教師が議論した

うえで，専門家が挿入したアノテーションを参照す

ることで，気づきの獲得が可能となり，教師が挿入

したアノテーションや教師が議論した内容を，専門

家が参照することで具体的な助言が可能となる． 
これらの仮説を前提に，VISCOを用いてケース会

議を試行的に複数回実施した（ただし，ケース会議

に専門家は参加していない）．結果，行動要因に関連

する議論はある程度実施されるものの，議論内容が

深まらず，内容が拡散する傾向がみられた．従って，

議論内容を焦点化するための仕組みが必要である． 
そこで，本稿では，アノテーションの挿入意図を

限定することにより，前述の課題が解決可能かにつ

いて検証した結果について報告する．今回は試行的

に，対象児の肯定的な行動に限定してアノテーショ

ンを挿入させた．肯定的な行動に限定した理由とし

て，不適応行動と比較するとアノテーションを挿入

する際の観点が絞られるため，議論内容を焦点化し

やすいと考えたためである． 
 
2. 調査の概要 
被験者は，教師を目指す大学生 6名とする．調査
は，3名ずつの 2群に分けて実施し，2群とも同じ動
画を使用した．動画は，兵庫県内の公立小学校の通

常学級に在籍し，発達障害の傾向が顕著に見られる

X 児（7 歳男児）を対象とする．実験では，X 児が
肯定的な言動をしている場面と不適応行動を起こし

ている場面がどちらも含まれるように編集した約
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10分間程度の動画を使用した．まず，動画を閲覧し，
アノテーションの挿入を個別で実施した後，グルー

プ内で共有したものを各群で閲覧し，議論してもら

った．ここで，実験群はX児の肯定的な言動にのみ，
アノテーションを挿入してもらい，統制群は児童の

気持ちを推測させた上で，アノテーションを挿入し

てもらった．議論終了後，各群でグループ・インタ

ビューを実施した． 
 
3. 結果と考察 
まず，両群のアノテーションに着目すると，Ｘ児

が教師を呼ぼうとする場面に対して，「先生，こっち

来て！」（実験群），「あれ，先生ついてこんの？」（統

制群）など，両群とも X児の相手にして欲しい気持
ちをアノテーションで表現している．しかし，実験

群は「やっと先生相手してくれた」，「先生と遊びた

い」，「もっと先生に注目してほしい」のように，X
児が教師を意識している点に限定してアノテーショ

ンが挿入されているのに対し，統制群は，「うるさい

なあ。なんでもええねん。こっち来てくれたら。」「先

生の言うこと聞きたくない」「反抗したい」「書いて

っていってるやん！」「自分のしたいようにさせてよ」

のように，肯定的なアノテーションのみではなく，

教師に対するX児の反抗的な気持ちもアノテーショ
ンとして表現している．従って，アノテーションの

挿入意図を限定することにより，アノテーションの

内容が拡散することを防ぐ可能性がある． 
また，Ｘ児が教師のためにカーテンを開けると推

測される場面において，実験群は，「褒められて、照

れくさいなー」「そんな褒めんなや、照れるやんけ。

まぁそんなにいうならしたるけどな」のように，教

師に対する意識を具体的にアノテーションで表現し

ているのに対し．統制群は，「右からは引っ張られへ

んのか。」，「あれ？どうしたら開くんやろう」のよう

に，教師に対する意識を捉えることができていない．

このことから，アノテーションの挿入意図を限定す

ることで，児童の意識を具体的に捉えることができ

る可能性があると考えられる． 
一方で，動画の中で最も教師に反抗的な態度を取

っている場面では，統制群は「うざいなぁ…。自分

のしたいことしたいし。」「先生がきにいらん」「先生

怒るかなー。次何いたずらしよかな。」「どいてよ。

邪魔やし。」「触れるな。遊びたいねん。」「俺の気持

ちなんてわからんやろ。」のように，アノテーション

が多く挿入されていたのに対し，実験群は，ほとん

どアノテーションを挿入することができていない．

このように，アノテーションの挿入意図を限定する

ことで，アノテーションを容易に挿入できる場面と

困難な場面が明確に分かれてしまう可能性が示唆さ

れた． 
次に，討議内容をラベルで表現し，【児童理解】と

【支援】の 2つのカテゴリで整理した． 
【児童理解】に着目すると，実験群は X児の肯定

的な言動が，教師と関わっている場面や，教師が注

目している場面に多いことから，不適応行動の要因

を「構って欲しいから」とした上で，行動を否定的

に捉えず，「通常学級の中でX児を適切に位置づけ，
友達関係を大事にしていきたい」といった考え方が

議論の中で示されている．一方，統制群は，X 児を
「反抗的な児童で，授業にすら参加できていない」

といった否定的な捉え方をしている．このことから，

アノテーションの挿入意図を限定することで，特定

の観点で分析および議論をすることが可能となり，

客観的に児童を捉えることができる可能性があると

考えられる． 
一方，【支援】に着目すると，実験群は，「子ども

をマイナスな目線で見てしまいがちだが，プラスな

目線で見よう」というような教師の意識の改善や，

怒ることだけでなく，褒めることの重視等の内容が

挙がっていた．一方で，統制群は，学習面や生徒指

導の面においても，X 児を個別の指導し，環境構成
や視覚的支援等の具体的な支援方法を挙げていた．  
最後に，グループ・インタビューにおいて，実験

群は，児童の肯定的な言動に限定してアノテーショ

ンを挿入するという条件について，「不適応行動に目

が行きがちなので，とても難しかった」，「肯定的な

言動を見るだけではなく，不適応行動を含めた X児
の全体を見なければいけない」と指摘している．従

って，実験群においても挿入意図を制約しない場合

において，議論が拡散した可能性が考えられる．一

方，統制群については，「論点が絞れず，難しい」と

いう話題が終始被験者から出された．議論において

も，「通常学級での教育は厳しい」といった，抽象的

な結論が出されており，議論内容が焦点化されてい

ないことが分かる． 
 

4. まとめ 
実践の結果，アノテーションの挿入意図を限定す

ることで，議論内容が焦点化される可能性が示唆さ

れた．ただし，今回の実践では，肯定的な言動に着

目しているが，不適応行動についても議論内容を焦

点化する必要がある．その点について今後検討して

いきたい． 
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あらまし：特別支援学級の児童は，しばしば文章理解が困難であるという特徴を持つ．そのため，算数的

文章を作ることでその構造の理解を促進する作問学習のような，高度な演習は行うことができない．ここ

で筆者らは，三つの文章を組み合わせることによる作問学習支援システムを開発しており，作問における

言語的な困難さを簡易化している．そこで本研究ではこのシステムを特別支援学級の算数授業への導入と

結果，今後の展望について報告する． 
キーワード：作問学習，特別支援，学習支援システム，三文構成モデル 

 
 
1. はじめに 

問題への解法の適用条件を習得する有用な方法と

して，問題を作ることによる学習がある（1）．しかし

作問学習において，学習者は算数文章題の構成を考

えながら文章を構築せねばならず，教授者はその問

題を診断しなければならない．そのため，有用であ

りつつも非常に負荷の高い演習となっているため，

広く行われているとは言いがたい．一方，特別支援

学級では，普通学級より丁寧に算数文章題について

教授される（2）．従って普通学級で負荷の高い作問の

実施事例は見うけられない． 
筆者らは，三つの文章を組み合わせることによる

作問法と，インタラクティブ学習支援システムを開

発している．この作問方式では，自然言語文の作成

を，単文の選択と組み合わせという形に簡略化して

いるが，算数文章題の構造の組み立てはタスクとし

て残している．このため，学習としての意義を残し

つつ演習の負荷を大幅に軽減しており，これまでの

実践事例からも一時限で数多くの作問が行えること

を確認している（3）．従って，特別支援でも一から文

章を構築することを不得手とする児童も，このシス

テムを用いることで作問学習が可能になるのではな

いかと考えた．この実証の一事例として，本稿では

三文構成モデルとシステム，そしてそれを用いた実

践結果について報告を行う． 
 

2. 作問学習支援システム「モンサクン Touch」 
2.1 三文構成モデルの作問演習 

本研究では，加減算における二項演算の算数文章

題を対象としている．図 1 に算数文章題の例を示す．

二項演算の算数文章題は，二つの存在を表す数と，

その二つの関係を表す数で構成されているためであ

る．これを三文構成モデルと呼ぶ（4）．例に示す場合

においては，りんごとみかんの個数が存在を表す文，

それらをあわせた個数が関係を表す文の三文として

捉えられる．従って三文構成モデルの作問において

は，学習者は与えられる作問課題に沿って，三つの

文章を選択し，組み合わせることで作問を行える． 
このように一から文章を書かせるのではなく，児

童にとってわかりやすい文章を与え，それを組み立

てさせることにより作問を行わせることで，演習の

負荷を軽減している．また，オブジェクトや数量の

関係といった，算数において重要な関係性は保持し

たままであるので，学習としての意義も保っている． 
 

 
図 1 加減における二項演算の算数文章題の一例 

2.2 作問学習支援システム：モンサクン Touch  
以上のモデルを採用した作問学習支援システムと

して，モンサクン Touch を開発している．システム

はタブレット上で動作し，一般教室での利用が可能

である．システム上では，作問課題として数式とお

話を与えられ，学習者は上述の三文構成モデルの作

問演習を行える．システムは組み合わされた問題の

数量，オブジェクト，文章の構成を診断することで，

単なる正誤のみではなく，どのような誤りをしたの

かまでフィードバック可能である．また，課題はレ

ベル１−５までレベル分けしており，段階的な演習が

可能である． 
モンサクン Touch で学習者が行った演習結果は，

教師用のモニタリングツールで確認することができ

る．ここでは(a)各々の授業の学習者の平均，(b)各授

業の学習者ごと，に作問数，その正誤数，そしてフ

ィードバックに応じた誤りの内訳をグラフで確認す

ることができる．また，学習者がどのレベルのどの

課題にまで取り組んだかの進捗も確認できる．また，

学習者ごとにログも閲覧可能である．これらのデー

タは授業中，リアルタイムで演習支援システムより

りんごが５個，みかんが８個あります． 
りんごとみかんは合わせていくつですか？ 
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送られ，可視化される．このツールを用いることで，

教授者は学習者の誤りの増加，学習者の誤りの内訳，

進捗が止まっていることを確認できるため，演習中

に学習者の行き詰まりを把握し，指導を行うことが

できる．また，授業後，これらのデータだけでなく

ログデータなどを確認し，学習者の演習の様子を把

握することで，次の時限の授業内容の構築に役立て

ることもできる． 
 

3. 実践授業 
3.1 実践内容 

実践を受けた児童は，長崎県公立小学校の特別支

援学級の児童，5 年生男子 1 名と 6 年生男子 1 名で

ある．担当教員によれば，6 年生児童は四則の計算

は多桁，一桁ともに可能で，5 年生児童は二桁の計

算までは安定しているが，三桁以上になると繰り上

がりが苦手である．児童らはいずれも言語能力が十

分ではなく，１，２年生の文章題を解くことはでき

るが，作問学習については実施が困難であるという

評価であった．従ってモンサクンを用いた作問演習

に有効性が見込める児童であると言える． 
実践は合計六時間（1 時限 45 分，3 週間）かけて

行い，プレ・ポストテストについては一連の授業を

実施する前後に別の授業として行っている．授業で

は最初の 30 分を作問法の教授，残りの 15 分をモン

サクンによる演習時間としている．プレ・ポストテ

ストでは，三文構成モデルで表記した問題解決テス

ト，問題解決テストに余分な情報を１つ含んだ過剰

問題解決テスト，各 16 問を実施した． 
 

3.2 実践結果 
図 2 にモンサクン上で行った作問のログを示す．

横軸は何時限目の演習かを表す時限数，それぞれの

時限で扱ったレベルを示す．縦軸はそれぞれの時限

における作問数と正解率である． 
結果から，児童は 1 時限あたり，平均して 23 問の

問題を作成し，正解率は 48%であった．今回用いた

作問課題では，標準で 6 枚のカードから 3 枚のカー

ドを選択，並び替えることで作問を行う．そのため，

ランダムで正解する可能性は約 1%であり，児童は

十分に考えながら作問をしていたと言える．また，

授業の様子からも，児童は熱心に作問活動を行って

いることが確認できた．レベル 4，5 で成績が落ち込

んでいるのは，逆思考問題を作成する課題であり，

普通学級でも同様の結果が得られているものである．

また，最終日には復習としてレベル 1 の課題を行っ

ており，非常に高い正解率が得られている．このこ

とから，児童が単文統合型の作問能力を向上させた

ことも確認できた． 
問題解決，情報過剰問題解決テストの結果を表 1

に示す．問題解決テスト，過剰問題解決テストとも

に正解率が向上しており，問題解決能力についても

児童のパフォーマンスが向上した可能性が示唆され

ている． 
 

 
図 2 各授業における作問の正解率 

 
表 1 プレ・ポストテストの結果（平均） 
被験者 プレテスト ポストテスト 

正解数 正解率 正解数 正解率 
問題解決 9.00 0.56 12.00 0.75 
過剰問題解決 7.50 0.47 11.50 0.72 

 
4. まとめ 

筆者らは作問学習を三つの文章によって行うこと

のできる三文構成モデルの作問とそのインタラクテ

ィブ支援システムを開発しており，これは文章に関

する作問の負荷を大幅に軽減している．そこで，こ

のシステムを利用することで，特別支援学級の児童

にも作問学習が行えるようになるのではないかと考

え，実践利用を行った．その結果，児童は十分な量

の作問を行え，また，問題解決能力の向上も見込ま

れることが確認できた．なお，担当教員は，この結

果を十分に意義のあるものと判断しており，継続的

な利用・観察を希望していたが，異動があったため，

特別学級での同教員による継続的な利用は実現して

いない．現在，別の特別学級の教員と利用に関して

の検討を行っている最中である．また，同担当教員

とは，異動先の小学校においてさらに利用を行うこ

とを計画中である． 
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あらまし：高等教育機関の情報システムの構築がオンプレミスからクラウド環境上へ急速に移行している．

アカデミッククラウドとしてサービスの提供が相次いでいる．一方，利用規模を限定したプライベートク

ラウドも，普及が進むと考える．しかし，クラウドは要素技術の複雑な組み合わせであり，デザインの指

針等が必要になる．そこで，本稿ではプライベートクラウド構築の指針について考察する． 
キーワード：プライベートクラウド，ハイパーバイザ，分散ファイルシステム，SDN 

 
 
1. はじめに 
高等教育機関では二十一世紀以降，情報化が急速

に進み，ハンドアウト資料，履修登録情報等いろい

ろな情報がPCやスマートホン等の情報端末を通じ，

学生や教職員間でやり取りされる．その裏側で，

LMS，履修登録システム等の情報システムが運用さ

れている．情報システムの数は増える一方である．

情報システムの増加は，システムの運用管理者の負

担を大きくする．そこで，運用コストの増大に対し，

コストを減らすため，情報システム構築のインフラ

のクラウド化に注目が集まっている．また，単に運

用コストの軽減だけではなく，運用の柔軟性や，継

続性の確保という点からもクラウド技術に注目が集

まっている． 
クラウドと呼ばれる技術は，計算機環境の仮想化

技術を統合したものである．情報システム構築のイ

ンフラを仮想化することで，物理的な資源と情報シ

ステムの関係が，直接から間接になる．インフラの

仮想化より，物理的な資源の管理を，システムの運

用管理から切り離すことが可能になる．つまり，ス

トレージの故障やそれに伴う交換作業が発生しても，

システムが停止することはない． 
北海道大学，九州大学，情報通信機構等において

大規模なアカデミッククラウドの構築がおこなわれ，

サービスの提供が始まっている．また，AmazonAWS，
さくらインターネットの VPS のような商用サービ

スも始まっている．一方，大学内といった限られた

使用を目的とした中小規模のクラウドの運用，プラ

イベートクラウド構築の事例は，それほど多くない．

プライベートクラウドを構築する場合の指針は存在

していない．クラウドは関連する技術が膨大であり，

クラウドデザインのガイドラインのようなものが必

要である． 
本稿では，高等教育機関におけるプライベートク

ラウドの設計法について考察する．クラウドへの要

望，クラウド構築技術を概観し，構成要素の検討を

おこなう．高等教育機関におけるプライベートクラ

ウドをどのように構成するばよいか考察する． 
 

2. プライベートクラウドに求められるもの 
大学の情報システムのインフラをクラウド化する

場合，求められる機能について整理する．大きく，

以下の三つのものが考えられる． 
（１）データの保護 
（２）資源の可用性 
（３）サービスの継続性 
まず，データの保護は，情報システムにとって，

最も重要な問題である．情報システムにとって，デ

ータは，物理的な資源の保全より重要である．シス

テムにはさまざまな情報が蓄積されている．そのデ

ータが突然破壊した場合，影響は計り知れない．こ

れまでデータの保護は，データベースからのバック

アップをシステム運用管理者がおこなってきた．デ

ータベースからのバックアップ，リストアを，シス

テム運用管理者の作業とするのではなく，プライベ

ートクラウドの基本機能の中に埋め込み，コストや

ミスを減らすという点からも，自動的に複製が作成

される形が求められる． 
次の資源の可用性とは，物理的な計算機資源を冗

長構成とすることで耐障害性を高めることである．

従来，情報システムの冗長性という場合，物理的な

機器を複数個用意しそのシステムを構築することを

意味していた．システム物理的に二重化するため，

何かあった場合の障害への対は容易となる．一方で，

金銭的には倍のコストが掛かることになる．そこで，

金銭的なコストと耐障害性を両立させる方法が求め

られる．物理的な資源を冗長化するとしても，特定

の情報システムのためではなく，複数の情報システ

ムで共有するような枠組みが求められる．共有する

ことで，金銭的なコストが減ることになる．物理的
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な資源の冗長性を，共有を前提に実現することであ

る． 
最後に，サービスの継続性が挙げられる．各種の

情報サービスが生活の基盤となることによって，サ

ービスはいつも動いていることが前提となっている．

障害でサービスが停止することは許されない．物理

的な資源の冗長化によりシステムの継続的な稼働の

可能性は高まるが，それだけでは十分とは言えない．

なぜなら，情報システムが稼働し続けたとしても，

ネットワーク上の経路が確立されなければ，利用者

はサービスを利用することができない．利用者とサ

ービスの間の通信を確立する必要である．計算機の

資源の仮想化だけではなく，システムと利用者のネ

ットワーク環境の抽象化，仮想化が求められるとい

うことである．経路を抽象化することで，物理的な

経路が変更されたとしても，利用者がそのことを意

識する必要がなくなる．つまり，物理的な経路は常

に同じとは限らなくなる． 
 

3. プライベートクラウドの構成 
ここでは，プライベートクラウドの構成について

述べる．上述の要求に応えるようなプライベートク

ラウドは，以下の３つの仮想化機能の組み合わせで

ある． 
（１）計算資源の仮想化 
（２）ストレージの仮想化 
（３）ネットワークの仮想化 
まず，計算資源の仮想化は，一般的な仮想機械を

拡張したものである．仮想機械とは，計算機のシミ

ュレータのことである．XenServer や VMwareESXi
のようなハイパーバイザと呼ばれる仮想計算機の実

行ソフトが用いられる．計算機の処理能力が上がる

につれ，一台の物理計算機上で，複数の仮想計算機

をシミュレーション出来るようになった．さらに，

仮想計算機の実行を，複数の物理計算機を用いて構

築するようになった．このような計算機群を計算プ

ールと呼ぶ．計算プール上の任意の計算機で，仮想

機械のイメージが実行される．言い換えると，仮想

計算機と物理計算機の対応は，動的に変更可能とな

る．そのため，計算プールでのイメージの実行や停

止等を外部から制御する機能（コントローラ）が必

要になる．2010 年以降，OpenStack，CloudStack，
Wakame 等さまざまなソフトが開発されている． 
次に，ストレージの仮想化とは，ネットワーク経

由でアクセス可能なハードディスク（ストレージデ

バイス）を提供するものである．計算機プールに対

し，仮想計算機のイメージを実行するための作業用

の共有ディスクを提供するものである．また，仮想

計算機のイメージを保存しておくものでもある．ネ

ットワーク上に分散する複数のハードディスクが抽

象化され，単一ボリュームに見えるようにしたもの

であり，分散ファイルシステムと呼ぶ．プライベー

トクラウドでの，ストレージの仮想化といった場合，

分散ファイルシステムを用いるのが実用的である．

分散ファイルシステムには，GlasterFS，Gfarm，Ceph，
Hadoop 等さまざまな実装が存在している．  
三番目のネットワークの仮想化とは，利用者のイ

ンターネット環境から，プライベートクラウドへの

アクセスを保証することである．そのために，まず，

プライベートクラウドのネットワークの構成が仮想

化されている必要がある．プライベートクラウドを

構成する計算機プール，コントローラ，分散ファイ

ルシステムは，見掛け上，一つのプライベートネッ

トワークで繋がる．次に，利用者との間の経路を仮

想化する必要がある．動的な経路の変更に柔軟に対

応するためである．例えば，A 大学から B 大学の計

算プールへとイメージが移動し，A 大学側のプライ

ベートネットワークのリンクがダウンした場合，利

用者はB大学側からプライベートクラウドへアクセ

ス出来なければならない．ルーターによる経路情報

の動的な変更は，柔軟に対応可能とは言い難い．そ

のために，利用者との経路を予め抽象化しておく必

要がある．ネットワークの仮想化は，2010 年以降，

SDN(Software Defined Networking)と NFV(Network 
Functions Virtualization)をキーワードに，急速に普及

しつつある．SDN を実現する方法として，OpenFlow，

OpenDaylight，Contrail が注目を集めている． 
 
4. まとめ 
本稿では，高等教育機関におけるプライベートク

ラウドの構築の概況について述べた．大規模なアカ

デミッククラウドの運用は始まったが，一方で，プ

ライベートクラウドの利用も広がると考える．まず，

プライベートクラウドに求められる機能を分類した．

基本的に，運用の可用性と，継続性が求められる．

次に，プライベートクラウドを構成する方法につい

て整理した．計算機の仮想化，分散ファイルシステ

ム，ネットワーク仮想化を組み合わせることでプラ

イベートクラウドが構成される．  
今後，ここに示した方法を持ちて実際にプライベ

ートクラウドを構築し，継続的データを収集し，検

証を進める予定である． 
 

謝 辞 
 本研究の一部は，科学研究費補助金基盤研究(C)

（課題番号 25350333）の支援を受けた． 
 

参考文献 
(1) 棟朝雅晴,髙井昌彰:“北海道大学アカデミッククラウ

ドにおけるコンテンツマネジメントシステムの展開”, 
第 10 回情報科学技術フォーラム(FIT2011), 第 4 分冊, 
pp.15-18 （2011） 

(2) 横山重俊, 桑田喜隆, 吉岡信和:“アカデミッククラウ

ドのアーキテクチャの提案と評価”, 情報処理学会論

文誌, Vol.54, No.2, pp.688-698 （2013） 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 144 ―



プライベートクラウド連携による LMS 減災フレームワークの構築 
 

Building a Disaster Reduction Framework for the LMS 
using Private Cloud Collaboration 

 
戸川 聡*1, 金西 計英*2 

Satoshi TOGAWA*1, Kazuhide KANENISHI*2 
*1四国大学経営情報学部 

*1Faculty of Management and Information Science, Shikoku University 
*2徳島大学大学開放実践センター 

*2Center for University Extension, The University of Tokushima 
Email: doors@shikoku-u.ac.jp*1 

 
あらまし：大学などの教育機関では，LMS，各種 ePortfolio，キャンパスポータルシステムなど，様々な

教育支援システムが運用されている．今日の大学における教学活動は，これら教育支援システムの存在な

くして円滑な運営は困難といえる．これは，地震など災害被災時においても例外ではない．本稿では，プ

ライベートクラウド連携による LMS 減災フレームワークを提案する．試作システムにより行った実証実

験にて，一定の有効性を認めることができた． 
キーワード：クラウド間連携，プライベートクラウド，システム減災 

 
 
1. はじめに 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災は，東北地方

を中心に甚大な被害をもたらした．特に津波による

被害は，生活基盤そのものに壊滅的な被害を与え，

現在も復興の途中にある．我々が拠点を置く四国地

方は，近い将来，南海地震の発生が予測されている．

東日本大震災，阪神淡路大震災の例を見るまでもな

く，災害に対する備えは必要不可欠である．これは

大学においても例外ではない．  
一方，大学の情報化は急速に進んだ．Moodle 等，

LMS（Learning Management System）機能を有する教

育支援システムは一般的に用いられている．また，

これまでの LMS に加え，Learning ePortfolio，Teaching 
ePortfolio，キャンパスポータルシステム等，様々な

教育支援システムが運用されている．これらの教育

支援システムは，単に教材などのコンテンツが保持

されるだけではなく，学習者の学習履歴も保持され

る．被災によるシステムと学習履歴の喪失は，大学

における教学活動の継続に重大な影響を与える． 
利用者認証において連携が進み，Shibboleth 基盤

の認証連携も導入されつつある（１）．また，大学コン

ソーシアムを構成し，協定に基づく講義実施例も存

在する（２）．ここでも LMS 連携や認証機構の連携な

くして円滑な大学間連携は困難と言える．ある大学

における教育支援システムと学習履歴損失は，当該

大学における教学活動継続に影響を与えるだけでは

なく，コンソーシアム全体の e-Learning 環境にも影

響を及ぼす． 
サーバやストレージ仮想化技術（Infrastructure as a 

Service: IaaS）を基盤としたプライベートクラウド構

築事例は，既に多く存在する．北海道アカデミック

クラウドなどの構築事例は，HPC（High Performance 
Computing）分野での応用や，計算機資源の有効活用

が主な目的となる．これらの事例は，情報システム

の分散化から集中化への回帰と言え，被災時におけ

る情報システムの減災効果は小さいと考えられる． 
そこで本稿では，プライベートクラウド連携によ

る LMS 減災フレームワークを提案する．システム

仮想化基盤と分散共有ストレージによるプライベー

トクラウド間連携機構を構築し，被災時における教

育支援システムと学習履歴の継続的利用を目指す．

プロトタイプシステムの概要を示し，評価実験結果

について述べる． 
 

2. LMS 減災フレームワーク 
図 1 に，提案する LMS 減災フレームワークの構

成を示す．本フレームワークは，各組織に構築され

る仮想システム基盤と，分散ストレージから構成さ

れる．LMS および認証システムなどの教育支援シス

テムは，各組織に構築されるプライベートクラウド

基盤上で稼働する仮想マシンとして構成される．  

 
図 1 LMS 減災フレームワーク 
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また，各プライベートクラウド基盤を横断する形

で，分散ストレージシステムが構築される．分散ス

トレージシステムに保持されるデータは，学習履歴

を含む LMS を仮想マシン化したものである．この

ため，教育支援システム，学習履歴，教材データが

仮想ディスクイメージとして保持される．また，こ

の仮想ディスクイメージは，単一のデータファイル

ではなく，相応の冗長性を確保した複数のチャンク

として保持される．この結果，組織Aの学習履歴が，

組織 B の管理者などから閲覧される可能性が低い． 
組織Aのプライベートクラウド基盤が被災により

停止する場合，組織 A の LMS は組織 B のプライベ

ートクラウド基盤へライブマイグレーションにより

移動する．これによりシステムおよび学習履歴の保

持を担保する．仮に，組織 B へのシステムライブマ

イグレーションが実現できなかった場合，仮想ディ

スクイメージは，組織 A および組織 B いずれの分散

ストレージにも更新されている．このため，組織 B
のプライベートクラウド基盤を借用し，保持される

仮想ディスクイメージより LMS を起動できる．こ

れにより，被災した組織 A のシステム運用継続を担

保できると考える． 
 

3. プロトタイプシステム 
図 2 に，評価のため構築したプロトタイプシステ

ムの構成を示す．プロトタイプシステムは，仮想マ

シンを保持するノードコンピュータ 8 台と，拠点間

接続のための VPN ルータ 2 台，管理コンソールとし

ての VMM（Virtual Machine Manager）から構成され

る．各ノードコンピュータは，ハイパーバイザとし

て KVM（Kernel Virtual Machine）（３）を導入し，ライ

ブマイグレーション制御のため Libvirt Virtualization 
Toolkit（４）が導入される．また，分散ストレージ機

構を構成するため，Sheepdog（５）分散ストレージシ

ステムが各ノードに導入される．分散ストレージへ

のチャンクデータ書き込み，および読み出しは，VPN
接続を介して各プライベートクラウド基盤のノード

コンピュータで処理される． 
また，表 2 に各ノードコンピュータの仕様を示す． 
 

 
図 2 プロトタイプシステムの構成 

 

表 1 ノードコンピュータ仕様 

CPU AMD Opteron 3250 HE 
(Quad Core) 

DRAM 容量 16 Gbytes 

HDD 容量 250Gbytes 
(SATA600) 

OS Ubuntu Server 14.04 LTS 
64 ビット版 

 
表 2 実験結果 

ノード 1～ノード 2 間 23.2 秒 
ノード 1～ノード 5 間 25.6 秒 
 

4. 実験と考察 
 提案するフレームワークの有効性を検証するため，

評価実験を行った．実験は 2014 年 5 月 26 日に実施

した．同一組織において，仮想的に別セグメントネ

ットワークを構成し，それぞれのセグメントを

Layer2 VPN で接続した．LMS を実行する仮想マシ

ンに割り当てる仮想ディスクイメージは 10GB とし

た．この環境下において，同一セグメント内，およ

び Layer2 VPN を介したセグメント間でライブマイ

グレーションを実行し，マイグレーションに必要な

時間を計測した． 
 表 2 に実験結果を示すとおり，VPN 接続を介した

マイグレーションにおいて，多少時間を要している

が，概ね実用的な範囲内でマイグレーションが完了

している．LMS に保持される教材の容量や，学習履

歴にも左右されるため，長期の LMS 運用が継続さ

れた場合の検証が必要だが，概ね良好な結果である

と言える． 
 

5. おわりに 
 本稿では，プライベートクラウドシステムの連携

による LMS 減災フレームワークの提案を行った．

システム仮想化と分散ストレージを用いたプロトタ

イプシステムを構築し，評価実験を行った．システ

ム仮想化とライブマイグレーションによるシステム

保持と，分散ストレージシステムによるデータ保護

について，一定の成果を得た． 
 今後は，システムのライブマイグレーションと連

動した名前解決の実現につき，課題解決を行う．  
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指輪型発光デバイスによる影ポインティングシステムの操作性の改善
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あらまし：著者らは以前スクリーン上の影を使ってマウスのポインティング操作を行うことができる影ポ

インティングシステムを開発した．しかし，投光器を使用していたため，手軽に移動して使うことができ

なかった．そのため，使用の際には発光デバイスを指に装着することで投光器を使用せずにシステムを使

用することを考えた．本稿では，開発中の発光デバイスについて評価と考察を行った．

キーワード：赤外線，発光デバイス，影，ポインティングデバイス

1. はじめに
通常，パソコンの画面をスクリーンに投影して講

義などで使用する際，操作はマウスやキーボードな

どを使用する．そのため，スクリーン上をレーザポ

インタや指示棒などで指示しながら説明していても，

パソコンの操作のために指示動作を一旦止めなけれ

ばならない．このような操作環境では，話者は余計

な移動が必要となり，説明に中断が生じてしまう．

そこで我々は，パソコン画面が投影されたスクリー

ン上で，ユーザが指を動かすだけで主なマウス操作

が行えるポインティングシステム（以後，システム

Ⅰと呼ぶ）の開発を行った(1)．システムⅠでは，投

光器からの IR（赤外線）光を指先の再帰性反射シー

トで反射させ，その反射光を利用することでポイン

ティング操作を行うことができた．システムⅠによ

り，ユーザは人差し指と中指の指先に反射シートで

作成した指サックを装着するだけで，スクリーン前

での直観的なポインティング操作が可能となった．

一方でシステムⅠには，反射シートを装着した指先

にカーソルの位置を合わせているため，ユーザの手

が届く程度の比較的小規模なスクリーンでの使用に

限定される点や，使用中にはユーザがスクリーンに

触れられる範囲内でしか移動ができないなどの制約

があった．そこで，スクリーン上の手の影でポイン

ティング操作を行えるシステム（影ポインティング

システム）を開発した(2)．影ポインティングシステ

ムは，システムⅠと同様に，IR 投光器と反射シート

で作成した指サックを使用した．影ポインティング

システムでは，スクリーン上に映ったユーザの手の

影を使うため，ユーザはスクリーンから離れた場所

での操作が可能となった他，影の大きさが変わって

も動作に支障がないため，大型のスクリーンでも使

用が可能となった．指先の影の位置にカーソルを合

わせる方法は，ダイクロイックミラーを用いてプロ

ジェクタとセンサーカメラの光軸を合わせることで

実現した．このシステムでは，ユーザの使用時の制

限が軽減された． 

しかし，投光器の使用はシステム全体の構成を大

きくするので，システムを気軽に持ち運んで使用す

ることができない点や，投光器からの IR をユーザの

指先に装着している反射シートで反射が可能な範囲

でしか使用できない点など，いくつかの問題の原因

となった．そこで，投光器からの IR を指先で反射さ

せるのではなく，指先に IR を発光するデバイスを装

着するシステムを検討することとした．ただし，こ

のデバイスは，システムⅠや影ポインティングシス

テムのように，なるべくユーザがシステムを意識せ

ずに使用できる形状となることを優先し開発を行っ

ている．本論文では，現在開発中の IR 発光デバイス

の状況と評価について述べる． 

2. IR発光デバイスの試作
IR 発光デバイスは，使用時には発光したままでよ

いので，電池ケースを利用して指輪型のデバイスを

開発した（図 1）．このデバイスは，6mm 幅の平ゴ

ムを輪の形にし，電池ケースの背面に取り付けるこ

とで，指先に固定できるようにした．電池ケースに

設置した切換えスイッチ（図 1）は電源の ON-OFF
を行うためのもので，ポインティングの操作中は

ON の状態のままで使用する．IR LED は，少しでも

指先と同じ位置になるように電池ケースに固定した

ものの（図 1），LED の発光部が指先の位置からずれ

るため，意図した点からカーソル位置がずれる現象

が起きる場合がある．
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3. ポインティング操作の実装
影ポインディングシステムに実装したマウス操作

は，カーソル移動，左ボタンを用いた「クリック」・

「ダブルクリック」・「ドラッグ」である．これらは

Wii リモコンに搭載された CMOS センサーが感知し

た(3)IR 光の個数の変化や，2 個の IR 光の位置関係の

変化，IR 光の停止時間などを使って実現した．IR
光の個数は，1 個の状態は人差し指の指先だけを

CMOS センサーから見える状態にし，2 個の IR 光が

必要なときには，人差し指と中指の指先を見える状

態にすることで調整するようになっている．

この影ポインティングシステムでのポインティン

グ操作は，被験者から概ね使いやすいとの評価結果

を得たため，今回の発光デバイスを使用するシステ

ムにおいても，ポインティング操作は変更しないこ

ととした．  

4. 指示動作についての評価
 発光デバイスを使用したときの指示動作の正確性

や特徴を調べるために，評価実験を行った．実験で

は，縦 147cm 横 197cm の大きさの大型のスクリーン

上に直径 2cm（1pixel 程度）の円型のポイント点を

ランダムに表示し，そのポイント点上にカーソルを

合わせてクリック動作を行う動作を続けて 50 回繰

り返した際の，カーソルの平均移動速度とクリック

した位置とポイント点中心の距離を計測した．また，

比較のために，普通のマウスと，角度センサーを用

いた空中マウスを使用した場合で同様の計測を行っ

た．

5. 評価結果と考察
図 2 に，スクリーン上のポイント点へのカーソル

の平均移動速度とクリック動作時でのポイント点か

らのずれとの関係を示す．図 2 より，普通のマウス

は，移動速度に関係なく，ポイント点とのずれが少

なく，正確に指示動作を行えることがわかる．しか

し，空中マウスと発光デバイスについては比較的素

早い操作よりも，ゆっくりと操作したときにずれが

大きいことがわかる．空中マウスと発光デバイスは

どちらも腕全体を使って操作しなければならないの

で，腕の重さなどが操作精度に影響していると考え

られる．このとき，空中マウスでは内蔵された加速

度センサーの特性などで腕の細かな動きがキャンセ

ルされるのに対し，発光デバイスでは腕の小さな動

きでもカーソルの動きに反映してしまうことで，細

かい動きを行うときの指示動作が不正確になってし

まったと考えられる．

また，ずれの大きさが 30pixel 以上の点については，

ポイント点からのずれとしては値が大きすぎる．こ

れは，カーソル移動などの操作中に，システムが何

らかの原因で誤ってクリック操作を検知した可能性

が高い．指の傾きや手の位置によって容易に起き得

るので，操作精度を高めるためには，誤検知を解決

する必要がある．

6. まとめ
発光デバイスを使用することで，システムを小さ

くすることができたため，影システムを手軽に移動

して使用することができるようになった．しかし，

指示動作についての評価結果から，現在開発中の指

輪型発光デバイスでは指示動作で誤動作が多いこと

や，目標指示位置へのずれが大きいことがわかった．

今後は，これらを改善し，正確に動作するデバイス

の開発を進める予定である．
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図 1  指輪型デバイス

図 2  カーソルの移動速度とポイント点からのずれ
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あらまし：ｅポートフォリオの段階的な導入と展開を実施していくために，Barrettが提案する 3段階の導
入プロセスによるモデルを実証的に適用し，まずモデルの第 1段階であるクラウドストレージを設計・導
入した．同時に情報リテラシー科目の一環としてｅポートフォリオの導入教育を位置づけることで，学生

による他の科目での活用の素地を作った．モバイルの普及に伴い学習環境の変化を考慮した展開の検討

や LMSとの連携の必要性などの課題も明らかになった． 

キーワード：教育改革，ボトムアップ，Office365，クラウド，タブレット PC 
 
 
1. はじめに 
中央教育審議会（以下，中教審と記す）によって，

「我が国の高等教育の将来像（答申）」（平成 17年 1
月，中教審）(1)のなかで示されたアドミッション・ポ

リシー，カリキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポ

リシーの明確化にて教育課程の改善や出口管理の強

化を図るとの提案により，多くの高等教育機関でこ

れら 3つのポリシーが策定された．その後，「学士課
程教育の構築に向けて（答申）」（平成 20年 12月，
中教審）(2)では，卒業時の出口管理の強化に触れ，「学

生が，自らの学習成果の達成状況について整理・点

検するとともに，これを大学が活用し，多面的に評

価する仕組み（いわゆる学習ポートフォリオ）の導

入と活用を検討する」ことが学習成果の達成度を評

価する方策として期待が示された．それに従い，各

種補助金事業等も活用され，大学や学部・学科規模

でのｅポートフォリオの導入が図られている． 
多くの場合，大学としてのｅポートフォリオの導

入は，取り組みの教育目標に沿ったカリキュラム設

計の見直しやｅポートフォリオを活用した授業設計

も必要となることから，教育改革には多くの困難を

伴う． 
ｅポートフォリオを段階的に導入・展開していく

ボトムアップ型のアプローチをとれば，緩やかにか

つ確実に教育改革を実施していくことができ，上記

の問題点を回避できる可能性がある．段階的なｅポ

ートフォリオの導入・展開を実現する方法として，

Barrett が提案するモデル(3)（以下，ｅポートフォリ

オ段階的開発モデルと記す）がある．この K-12を対
象とするモデルが提唱する振り返りや相互評価とい

ったｅポートフォリオにおける学習活動を中心とし

たスキームは，大学に求められるｅポートフォリオ

にも共通と考えられるので，大学での導入にも適用

できる可能性が高いと考えられる． 
本論文では，このｅポートフォリオ段階的開発モ

デルを大学に適用し，その際に生じる特有の課題を

明らかにし，その解決とｅポートフォリオ導入・展

開に関する知見を得ることを目的とする． 
 

2. システム設計と導入教育 
ｅポートフォリオ段階的開発モデルは，レベル 1

からレベル 3の 3段階を経る．各レベルでストレー
ジを中心に学習活動が連続的につながるよう設計さ

れており，異なるレベルでの複数ｅポートフォリオ

の教育実践が可能である．本稿では，レベル 1の設
計および導入教育について扱う．現状の学内システ

ムを整理した上でｅポートフォリオを構成するシス

テムを設計し，同時に 1回生必修科目の授業におい
て導入教育を行った． 
2.1 システム設計 
レベル 1の実現のため，次のような構成とした． 

① ストレージの選定 

ストレージは学修成果物を蓄積していく最も基本

となる機能である．レベル 2，レベル 3と展開する
ためには，例えばブログやWebサイトからストレ
ージ上のファイルへ直接リンクできるのが望まし
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い．本学では，学内メールシステムにマイクロソフ

ト社のクラウドメールシステム（Microsoft 
Office365 for Education）を利用している(4)．よっ

て，Office365のサービスの一つとしてすでに利用
可能であり，かつ学生および教職員が日頃から利用

しているオフィスドキュメントとも親和性が高い

SharePoint Onlineをストレージに採用した．
SharePoint Onlineのサイト機能および付属の
OneDrive for Businessをストレージとした利用イメ
ージを図 1に示す．  
② フォルダの構造化 

ストレージは，学生が自身の学修成果物を効率的

に探し出せるよう，授業毎に構造化されたフォルダ

構成にて整理することとし，フォルダの構造やフォ

ルダ名やファイル名について命名規則を策定した． 
③ タブレット PCの貸与 

本学では現在，試行的取り組みとして１回生全員

に Windowsタブレット PCである Surface Pro2 を貸
与し，授業に活用している． 

④ イメージスキャナによるデジタル化 

 学内にイメージスキャナを設置した．学生は直接

タブレット PCを接続し，自由に利用可能である． 

2.2 導入教育 
レベル 1 の実現のため，1 回生必修の情報リテラ

シー科目「情報処理演習Ⅰ」の授業にて次のような

導入教育を行った．  
① ストレージの設定 

授業では，Microsoft Office と共に OneDrive for 
Business のクライアントソフトウェアをインストー
ルさせた．これにより OneDrive for Business とロー
カルドライブが自動同期され，学生は特に OneDrive 
for Businessを意識することなく利用することが可能
となった．クラウドとローカルの違いについては授

業で説明した． 

② フォルダの構造化 

ストレージはｅポートフォリオによる学修成果物 
を蓄積する基本となる機能である．カリキュラム

等に準じて構造化されたフォルダ構成で整理する，

あるいはファイルやフォルダにタグをつけて管理

することが効率的な振り返りのためには重要であ

る．授業では，フォルダで構造的に保存する手段や

方法を説明した． 

③ タブレット PCの貸与 

ｅポートフォリオでは，学生自身のデータについ

て自分で責任を持つことが学生に求められる．本学

では，一人一台自由に使える Surface Pro2 を配布し
ているので，データに対する責任感や所有者意識で

あるオーナーシップを養う観点からも非常に有効

である． 

④ イメージスキャナによるデジタル化 

学内設置のイメージスキャナが利用できるよう，

ドライバソフトウェアのインストールを行わせた．  
 
3. まとめと今後の課題 
ｅポートフォリオ段階的開発モデルのレベル 1を

実現するため Microsoft Office365 for Education の
Share Point Onlineを中心としたシステム設計と授業
での導入教育を報告した．大学にとって親和性の高

いクラウドストレージを選定することで，レベル 2，
レベル 3への展開を見越した導入が可能となる．ま
た，情報リテラシー科目の一環としてｅポートフォ

リオの導入教育を位置づけることで，他の科目での

活用の素地を学生の間に作ることができる． 
今後の課題として，大学生はほぼ全員がスマート

フォンを所持している現状を前提に，レベル 2，レ
ベル 3では，BYOD等，一人一台のコンピュータや
モバイルといった学習環境を考慮した展開の検討が

挙げられる．さらに，他の課題として，LMS上に提
出された学修成果物のポートフォリオへの再利用の

困難さが挙げられる．本学では LMSとして CEASを
導入しているので，LMSとクラウドストレージとの
連携することにより，学修成果物の効率的かつ効果

的な学習の振り返りへの再利用が期待できると考え

る．今後これらの課題に取り組む予定である． 
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図 1 レベル１：ストレージとしてのポートフォリオ

(Barrettの図を本学の構成に改変) 
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EPUB 3を利用したインタラクティブな電子教科書の可能性
The possibility of an interactive eTextbook with EPUB 3

奥田茂人 ，江見圭司† ＊

Shigeto OKUDA and Keiji EMI

京都コンピュータ学院 ，京都情報大学院大学† ＊

Kyoto Computer Gakuin and the Kyoto College of Graduate Studies for Informatics

＜概要＞ 我々は，数式を用いた電子教科書としてのノベルゲームを作成してい

る。これには，電子書籍と EPUB 3を用いている。今回は更に，MathML を使う
ことによって数式を追加した。

＜キーワード＞ EPUB 3，HTML5，MathML，電子教科書

1. はじめに

1.1. 基本的な技術

EPUB（Electronic PUBlication）は，アメ
リカの標準化団体である IDPF（ International
Digital Publishing Forum）によって公開され
ている電子書籍の国際標準形式である。現

在，この EPUB は HTML5を利用できる
EPUB 3に進化している。そのため，EPUB
3を使ってインタラクティブな電子書籍を

作成できるようになった[1]。更に，MathML
（Mathematical Markup Languag）は，W3C
（World Wide Web Consortium）によって公
開されている数式を記述するための XML
アプリケーションである。MathMLは HTML
5でサポートされているので，数式をブラ

ウザで表示できる。

1.2. 利用者がEPUB 3を使うことの意味

EPUB は国際規格形式なので，EPUB 形
式の電子書籍は特定の企業やサービスに依

存しない。ある企業のサービスが終了して

も，ユーザーは別の EPUB リーダーで同じ
電子書籍を読める。これは EPUB が電子書
籍をハードウェア依存から解放するという

ことを意味している。

1.3. EPUBの機能

EPUB で採用されている技術は数多くあ
る。主な技術に，HTML（テキスト），CSS
（レイアウト），SVG（図形）などがある。
これらは全て無償公開されている。他にも，

ハイパーリンクを利用してユーザーが見た

いページを表示することができる目次機能

や，SMIL（Synchronized Multimedia Integration
Language）を使って音声を聞きながら本を
読むことができる朗読機能がある。

2. HTML5から引き出されたEPUB 3のインタラ

クティブな機能

2.1. HTML5のマルチメディア機能とインタラ

クティブ機能

従来の HTML では，ユーザーが動的ア
クションを表現するときは，「Flash」のよ
うなアプリケーションをブラウザにインス

トールする必要があった。しかし，HTML
5は「audio」や「video」といったタグを使
うだけで，動的アクションを表示できる。

また，『HTML5と関連技術』は Javascript
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に対応しているので，ユーザーはインタラ

クティブな表現ができる。この Javascript
は HTML5の canvas 機能で使われている。
これは図形を描画するための機能である。

2.2. MathML

MathML は，数式を記述し，その構造と
内容を保存するための XML アプリケーシ
ョンである。これは，数式の表記を統一す

ることを狙っている。MathML 仕様書のバ
ージョン３は，2010年10月20日に W3C の
勧告として公開された[2]。

MathML がない場合，数式を表現するた
めに画像を使う必要がある。MathML は，
タグを使うだけで数式を表現できる。

3. HTML5の問題点

EPUB 3は HTML5によってインタラクテ
ィブな電子書籍を利用できるが，各ブラウ

ザでインタラクティブ機能への対応が異な

る。そのため，Google Chromeの Readium[3]
や FireFox の EPUBReader[4]などのブラウ
ザで使える機能が異なる。これは HTML5
に依存している EPUB 形式の電子書籍への
影響が大きい。

4. 数式を用いた電子教科書としてのノベル

ゲーム

我々は，基本的な数学を学ぶための電子

教科書としてのノベルゲームを作った。こ

れは大学生が対象であり，楽しく数学を学

ぶための教材である。図1 は私たちの小説

のサンプルページである。そして，図2 は

数式のサンプルである。図2 は EPUB 内で
MathML を利用している。通常，ウェブペ
ージ上で MathML のサンプルを見かけるこ
とはあるが， EPUB 形式の電子書籍内で
MathML を使った数式のサンプルを見かけ
ることはない。

現在，MathML のタグで記述された数式
は，Firefox のアドオンソフト『FireMath』
を使うことブラウザ上に表示できる。我々

が作成した MathML を追加したノベルゲー
ムは，この FireMathを使って表示している。

図1 我々のノベルゲームのサンプル

図2 EPUBでの MathML
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授業における補足情報を提示するための検索支援ツールの開発 
 

Development of a Search Support Tool 
for the Supplementary Information in Subjects 

 
森 真幸*1, 冨永 哲貴*2, 廣瀬  健一*2 

Masayuki MORI*1, Hiroki TOMINAGA*2, Kenichi HIROSE*2 
*1大阪大学 
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*2産業技術短期大学 

*2College of Industrial Technology 
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あらまし：本稿では，CGや画像処理などビジュアル情報処理教育において，授業における学生の集中力
の向上を目的とし，授業スライドの表示と用語辞書検索の機能により学習をサポートするツールの開発

を行う．本ツールでは用語辞書の検索履歴から，必要な情報を授業範囲内から自動的に提示することで，

学生の理解不足を補うことが可能である．本発表では開発したツールについて述べるとともに，授業にお

ける学習効果について検討する． 
キーワード：辞書システム，ビジュアル情報教育，Webアプリケーション 

 
 
1. はじめに 
講義授業を受講する過程で，教師によって次々に

説明される用語を受講者が必ずしもすべてその場で

理解できるとは限らない．授業は過去に説明した用

語を踏まえたうえで進行するため，わからない用語

があれば，それまでの資料や参考書などから調べて

学生が自分なりに補足する必要ある．しかし，授業

中に用語を調べるために時間をかけては教師の説明

を聞くことに集中できず，さらに分からない用語が

増えることになる． 
そこで本研究では，講義授業において受講者の学

習を補助するため，用語辞書検索により授業の補足

情報を提示するシステムを提案する．本システムは

主に教師がスライドを提示して講義を行う授業で受

講者が利用し，用語理解のサポートをすることを想

定している．また，受講者が分からない用語の情報

を即座に提示するだけでなく，他の関連する用語に

ついても候補として表示し，少ない操作で必要な情

報の提供を可能にする． 
 

2. 辞書作成 
コンピュータグラフィックスや画像処理などビジ

ュアル情報処理の講義授業での使用を想定し，用語

辞書データを作成した．表１に辞書データが保持す

る情報を示す．辞書データには授業で使用される教

科書から用語を抜き出し，テキストと画像による解

説を詳細情報として登録している．図 1に辞書デー
タから試作した検索システムを示す．試作システム

には Learning Management SystemであるWeb4uの辞
書機能を使用し，キーワード入力から用語を検索す

ることが可能である(1)(2)．このシステムでは学生がパ

ソコンで授業スライドを表示させながら使用するこ

表 1 CG辞書が保持する情報 

保持する情報 詳細 

CG用語 検索対象になる文字列．見出し語． 
参考 文献の章番号．もしくはページ番号． 
関連語句 関連する CG用語．見出し語． 
画像 画像ファイルの指定． 
説明文 CG用語の詳細． 
備考 "説明文"の補足． 図 1 検索システムの試作 
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と想定し，パソコンのモニタの左端に縦長のウィン

ドウで表示する．授業内で使用し受講生を対象にア

ンケート調査を実施したところ，検索機能によりわ

からない用語の情報を即座に調べることに一定の評

価が得られた(3)．しかし，検索結果には検索した用語

の情報しか提示されないため，教科書のように節，

章，頁に渡って学習を進めていくことができないと

いう指摘があった． 
 

3. 提案システム 
試作システムへの指摘から，提案システムでは検

索結果だけでなく関連する情報を受講者が選択可能

にする． 
3.1 概要 
提案システムの概要を図 2に示す．教師は事前に

授業スライドの各頁に用語リストを登録しておき，

受講者が授業スライドとともに閲覧できるようにす

る．受講者が用語リストから選択すると，システム

は選択した用語の詳細情報だけでなく関連する他の

用語の一覧を提供する．本システムはWebアプリケ
ーションとしての開発を行う．学習者は教師の講義

の間，必要に応じてWebブラウザを用いて本システ
ムを使用する． 
3.2 画面構成 
図３に提案システムの画面構成案を示す．試作シ

ステムとは異なり，Webアプリケーション内に授業
スライドを表示し，全画面で使用できるようにする．

用語リストには授業スライドの頁の用語が表示され

る．用語リストから用語を選択することで，辞書デ

ータからの検索結果が表示される．検索結果には，

見出し語と詳細情報の画像とテキストの冒頭のみの

簡易表示とし，候補順に上からリスト化される．こ

のリストから選択することで詳細情報が表示される．

また，選択時に関連する用語のリストを表示し，検

索結果と同じく選択することにより詳細情報を表示

させることを可能にする． 

 
4. おわりに 
本研究では，講義授業で使用するビジュアル情報

処理用語辞書を拡張し，辞書データに含まれる関連

語句の詳細情報を容易に閲覧できるシステムを提案

した．今後，提案システムの開発を行う．また，受

講者の操作履歴を活用した情報提示を検討する．提

案システムでは授業スライドの用語リストは事前に

教師がシステムに登録する必要がある．受講者が選

択した用語や続けて閲覧した関連語句から，システ

ム側から受講者に必要な用語リストを提示する機能

を検討する．さらに，ビジュアル情報処理の技術解

説など，用語を中心とした辞書の枠に収まらない情

報を提示する機能や，学習内容を確認できるテスト

機能を検討し，学習をサポートする総合的なツール

を目指す． 
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図 2 提案システムの概要  

授業スライド 用語リスト 検索結果 

関連語句 

詳細情報 

図 3 提案システムの画面構成案 
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協調作業やコミュニケーションを促進する画像掲示板の開発
Development of an Image BBS System

that Promotes Communication and Collaboration
大川内 隆朗*1, 脇本 健弘*2
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あらまし：従来の画像掲示板システムは、一枚の画像に対してテキストベースで コメントを行う形式が

主流であった。しかし、同手法では一部のトピックに対して、視覚的に詳細に触れるようなコメントを行

うことや、情報量の多いコメントを残すことが難しかった。本研究では、一枚の画像の細部に対し、マル

チメディアを利用したより柔軟で情報量の多いコメントを行うことを可能とする画像掲示板を開発した。

キーワード：画像掲示板、コメント機能、ヒューマン・インターフェース

1. はじめに
従来の画像掲示板は、一枚の画像に対してテキス

トベースでコメントを行う形式がほとんどであった。

そこにはいくつかの問題が含まれる。一点目は、画

像中のいずれかの部分に対象を絞ってコメントをす

るが難しいことが挙げられる。一枚の画像の中には、

トピックとなりうる複数の要素が含まれていること

が多い。例えば、ある人物が映った一枚の写真につ

いて他者と会話を行う際に、そのトピックは、被写

体の顔や容姿であることも考えられるし、服装につ

いて言及することもあるだろうし、あるいは人物で

はなく背景や撮影場所について会話が行われること

も考えらえる。したがって、画像全体ではなく画像

の中の一部分を視覚的に特定してコメントを行う機

能があれば、より円滑にコミュニケーションを行う

ことができると考えられる。

二点目の課題は、コメントの方法である。テキス

トベースのコメントの場合、データや視覚的な情報

を伝えることが困難である。例えば、デザインを決

めるための会話を行う際に、ある模様に対して、別

の模様を持ち出して「こういうイメージの方が良い

のではないか」という提案を、手書きや画像ファイ

ルのコメントを通じて行いたい場合が考えられる。

以上の二点の課題を踏まえ、本研究では、一枚の

画像中の特定の箇所に言及し、またテキストのみで

なく手書きや添付ファイルでコメントを残すことが

できる画像掲示板を開発した。

2. 先行研究
1.の問題点として挙げた、画像コンテンツの一部

に着目するシステムとしては、映像の分野の研究が

参考になる。例えば、各シーンの画像や音声の特徴

点をとらえることで、盛り上がりなどを把握し、映

画などの長時間のコンテンツを自動的にハイライト

する研究が挙げられる（1）。映像の場合、一部分に着

目する動機付けとして、視聴の効率性を向上させる

目的がある。すなわち、長時間のコンテンツをすべ

て視聴することはコストが大きいので、より短い時

間で要点を把握しようというものである。一方、画

像の場合、一つのコンテンツ全体を十分に閲覧した

としても、そこまで大きく時間を割くことは少ない。

したがって、要約という視点からのハイライト抽出

はあまり行われてこなかった。本研究では、以上の

ような効率性からの視点ではなく、コミュニケーシ

ョンの視点から一枚の画像の中の特定の部分に着目

する方法を提案する。

情報の管理やコミュニケーションを促進する手段

として、2D や 3D、あるいは現実空間を利用した付

箋アプリケーションやアノテーションシステムがい

くつかある（2）。また lino(3)では付箋に添付ファイル

を付ける機能が存在する。しかし、いずれのシステ

ムも一部の機能に特化したものが多く、コミュニケ

ーションを考慮したうえで汎用性の高い機能を一通

り揃えたシステムは無かった。

3. 開発したシステム

3.1 システムの画面

開発したシステムは図１のようなインターフェー

スを持ち、主な特徴は次の二点である。

図 1 システムのインターフェース
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（a） 箇所を特定したコメント

パレットから線の色や太さを指定し、画像中でコ

メントを行いたい箇所に円や四角のほかに手書きで

範囲指定し、コメントを残すことが可能である。

（b） マルチメディアを利用したコメント

コメントを行う方法は、テキスト、手書き、ファ

イルの三種類を用意した。また三種類のコメント方

法の中から複数を併用することも可能である。

3.2 利用シーン

本システムでは従来の画像掲示板システムと比較

して、次のような利用方法が可能である。

（a） 加筆

図 2 は元々、「正三角形に 3 本の線を足して、8 個

の正三角形を作る」というテーマによる画像である。

同画像に対する解答やコメントは、視覚的に提示す

ると非常に明確であるが、テキストで同じ内容を伝

えることは困難である。

図 2 加筆によるコメント

（b） 部分的コメント

既存の Web 上の付箋システムやサービスでも、画

像の一部に付箋を貼ったりすることは可能であるが、

図 3 のように複数のポイントを示すようなことは難

しかった。複数のポイントを示してコメントするこ

とで、より柔軟で詳細な伝達を行うことが可能とな

る。

書道や設計、デザイン等の分野においては、一つ

のコンテンツ中のより詳細な箇所／複数の箇所に言

及し指示や議論を行うことが考えられる。また絵画

やエンターテインメントの分野においては、視覚的

な表現によるコメントが可能となることで、コミュ

ニケーションの量や質が向上することが考えられる。

本システムのような総合的な機能を持った画像掲

示板により、多くの分野でより詳細な指示、より柔

軟な表現によるコメントが可能になり、コミュニケ

ーションが促進されると考える。

図 3 複数のポイントを示すコメント

4. 今後の展開
現在、本システムはコメントを行う機能と、簡単

な閲覧機能のみを実装している。コミュニケーショ

ンをより促進させるようなフィードバックの方法を

検討する必要がある。例えば、画像中のコメントが

集中的に行われるような箇所に対して、色が濃く表

示されると、多くの人がその画像中のどこに着目し

ているかがわかり、そこからまた新しいコミュニケ

ーションが生まれる可能性もある。

本システムの今後の展開として、主に数学を対象

とした教育活用を考えている。現在、多くの学習分

野で遠隔教育を利用した試みが進んでおり、数学分

野においても教師が生徒に一方的に解き方を教える

教授型の授業は見られるが、生徒が問題を解くなど

の演習を通したオンライン学習の試みは少ない。そ

の理由としてツールの問題が考えらえる。例えば、

数学の図形を利用した証明問題などでは、オンライ

ンでは生徒の解法を示すことが困難であったし、ま

た数式入力などの制限もあり、教員も生徒とインタ

ラクションを円滑に行うことが難しかった。本シス

テムを利用することにより、数式を手書きで書いた

り、問題の図形に直接手を書き加えることで視覚的

に解法を示したりすることも可能となる。

 今後は本システムの教育的な利用方法について検

討を行い、その分野や狙いに特化した機能を追加し

たうえで、本システムの有効性に対する検証実験を

行う予定である。
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郷土の偉人動画から道徳を学ぶ小学校児童の反応とその教育効果

Reactions and their Educational Effects of Children in Elementary School   
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あらまし：筆者らは、郷土の偉人 10 名の功績を物語で説明する動画を作成し、郷土の偉人それぞれの生

き方から道徳を学ぶ小学校教材を作成した。それらは小学校現場で平成 25 年度から活用され始めている。

その実践例による児童の反応や教員の意見をもとに、その教育効果を考察する。

キーワード：郷土の偉人，小学校道徳教育，映像教材，教材データベース，デジタル教材  

1. はじめに
徳島県教育委員会は平成 24 年、徳島県小学校道徳

教育部会の協力のもと、「子どもたちに伝えたい郷土

（徳島）の偉人」と称する事業を実施した。そこで

は、徳島県出身の偉人 10 名が、それぞれに成長過程

で経験した苦悩や努力、強い意志などを学び、子ど

もたちが生きる力にする小学校道徳教材を作成する

というもので、デジタル教材として筆者らが制作を

担当した。そこで注意したところは、

① どの教師も的確な授業展開ができるよう、映

像を再生しては一時停止して、そこまでの課

題に対して子どもたちから意見を引き出すこ

とのできる構成にすること

② ストーリー性があり、動画と音声によって臨

場感あふれる鑑賞物として、大人も感動とと

もに楽しんで視聴できるものとすること

の二点である。

 これら成果物は 2 枚組の DVD に収録し、徳島県

内の全小学校へ配布した。各校では AV 機器を用い

て、教師の教育経験や専門教科に因らず一律な教育

効果が得られるよう指導マニュアルを詳細に作成し

ている。また一方で、教員によってはデジタル教材

の活用に長けた人もいることから、必要に応じて総

合教育センターの教材 DB からインターネットを通

じて教材コンテンツの画像等を受信し、適宜授業を

より分かり易く展開できるようにも配慮した。 

 前回、その教育システムの概要について報告した

が、本稿はその教育システムを活用して授業に展開

した事例を紹介する。

2. 本取組みの経緯と実践
平成25年2月に行われた教育再生実行会議におい

て、所謂いじめの問題等への対応で、偉人や歴史上

の人物を道徳教材に含めることに留意するとした提

言案を手交された首相は、教育再生を果たすにはま

ず、子どもたちが日本に生まれたことを喜びと感じ

る教育の実現が必要であると肯定している。徳島県

ではこの具体を平成 23 年度に既に検討し、平成 24
年度の重要な教育施策に位置づけ、その作業を粛々

と進めてきた。

徳島県には、例えば、米国ワシントン大聖堂に肖

像が残されている世界三大聖人のひとり賀川豊彦や、

幕末から維新にかけて樺太を探検し、日本国領の標

しを立てた岡本韋庵など、歴史的に偉業を成した人

物を数多く輩出している。しかし、郷土の誇りとな

るこれらの人物が、日本国はもとより、地元徳島県

においても、ほとんど知られていないのが実情であ

る。

しかし、このような身近にいた郷土の偉人が、ど

のように苦悩し、不屈の精神をもって偉業を成した

かなどを学ぶことは、規範意識を高め、自助努力を

肯定することに加え、現在のグローバルな社会にお

いて各方面から危惧されている国の競争力の欠如を

補えるのではないかと期待する声がある。

このような現状をふまえ、教育の目的を達成する

ため、徳島県教育員会では小学校道徳教材として県

内の偉人を取り上げ、これを子どもたちに分かりや

すく、興味深く伝えることで、自分に置き換えて考

えるという動機付けを図る教材を作った。

このようにして作られたこれらの教材を、平成 25
年度から活用した授業が始まっている。 

3. 多様な教育現場での活用を目指すシステム
この教材は 10 名の偉人の人生における道徳の授

業内容に相応しい部分をクローズアップして、それ

ぞれの別個の学習教材として 10 作品を作成し、2 枚

組の DVD に収めている。授業では、DVD が再生で

きる機器を用いて、テレビで視聴したり、プロジェ

クターとスピーカーで視聴したりして指導すること

を想定している。
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教師は、再生や一時停止の操作を行いながら、指

導の手引の指導例を参考に、「説明」部分を映像で視

聴させ、一時停止してその映像に合わせた発問を行

う。発問は DVD には収録しておらず、教師自らが

行う。指導の手引の「○発問」は、児童や学級の実

態に合わせて発問を行うことによって指導でき、中

心発問は「◎発問」とし、子どもたちが自分の心に

問い掛けて多様な価値観が引き出せ、道徳的価値の

追求や把握へと結びつけるねらいがある。

4. 教材の実践と評価
4.1 研究授業での実施事例
徳島市内の小学校で、平成 25 年６月に、郷土の偉

人として岡本韋庵を採り上げた研究授業が行われた。

生徒数 29 名の 6 年 2 組のクラスで、担任教師は指導

の手引きをもとに指導案を作成し，それに沿って進

められた。児童は目を輝かせながら映像を食い入る

ように見て，教師の質問には積極的に答え、また、

しっかり考えて討論していた。

図１ 郷土の偉人・岡本韋庵をもとに学習する児童

このクラスを担当した教師は、DB から教材を単に

ダウンロードするだけでなく、子供たちがよりリア

ルに意識できるよう、極寒の地をイメージする凍っ

たラーメンの写真や、怖そうなヒグマの写真を大き

く示し、岡本韋庵の当時の気持ちを理解させる工夫

をしていたため、児童の反応は驚きや感動など情緒

豊かな授業展開がなされていた。

4.2 小学校道徳部会研究大会における実施事例１
平成 25 年 11 月、徳島市内の小学校を会場に、徳

島県道徳教育研究大会が開催された。公開授業 45
分、授業研究分科会 50 分、課題別分科会 90 分が順

次行われ、午後から全体会というスケジュールで進

行された。この公開授業は、5 年生までが 2 クラス

ずつ、6 年生が 3 クラスの計 13 クラスが同時進行で

実施され、郷土の偉人教材を利用した授業は 5 年 2
組と 6 年 3 組の 2 クラスであった。

5 年 2 組は、夢に向かって〜人生は敗者復活戦ぞ

〜という題で、蔦文也の野球部監督時代の勝てなか

った時代の苦悩から甲子園で活躍するに至った人生

訓をもとに授業が展開された。蔦監督のことを聞い

たことがあるという児童たちもいて、身近な人の偉

業とその影の努力を知り、児童の心が教師の思う以

上に高揚し、それを上手く教師が導いて、実に印象

深い授業がなされた。映像は、単に活躍している写

真だけでなく、否定的なことを言われるシーンやコ

ツコツグランド整備する姿などをイメージ映像で再

現し、音声や音楽で感情移入できる内容に作り上げ

ていたため、児童はもちろん、授業参観している研

究大会参加の先生たちも感動で涙する姿も見られた。

6 年 3 組の授業は、真理の探求〜日本の文化のル

ーツを求めて〜というタイトルで、苦労してアジア

を遠く調査して回った文化人類学者の鳥居龍蔵をも

とに学習した。難しい内容ではあるが、映像が助け

になって、児童ががんばり抜く力の大切さを学べる

よう、一人一人に問い掛ける落ち着いた授業展開が

なされていた。

一方、授業研究分科会では、自分のよさをはぐく

むという主題で、徳島県南部にある木岐小学校 6 年

生を担当する教師が、自分のよさを知り、夢や目標

を持って、自分自身を高め、努力を重ねていこうと

する意欲を高める授業の実践例を示した。木岐小学

校には書家の小坂奇石が書いた書が飾られており、

小坂は身近な偉人として児童には馴染みがある。そ

の奇石の苦悩した心情を、道徳的観点からリアルに

映像で表現したデジタル教材は、より強く児童の心

に響いているということだった。

5. まとめ
この教材は、「徳島県教育振興計画」の基本目標「郷

土に誇りを持ち、社会の一員として自立したたくま

しい人づくり」の達成を図るため、「郷土（徳島）の

偉人」の生き方や功績から、子どもたちが、自分の

生まれ育った郷土（徳島）を誇りに思い、自己や社

会の未来への夢や目標を抱き、理想を求めて主体的

に生きていこうとする心を育むことをねらいとして

いる。利用は始まって１年。まだ活用方法を探って

いる段階ではあるが、これら 10 人の郷土の偉人が、

子どもたちの心に響く教材として活用されている実

績が少しずつ表れてきている。この成果が目に見え

るのは、郷土を誇りに思う子どもたちが増え、郷土

（徳島）に貢献する人材が育ってから評価されるも

のであり、長い時間がかかる。

今後の実践例を参考に、教材が示すあきらめない

心を持って、授業展開時の成果や課題について、継

続して情報を集め、分析していきたいと考えている。
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問題解決を主題とするビデオとオンラインレポートを活用した

授業実践における学習者の経験的知識と理解状況の関係
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あらまし 大学生を対象として組織における問題解決を主題とする授業実践を行った．組織マネージメ

ントの模様を扱ったドキュメンタリービデオと，学習者の意見共有を目的としたオンラインレポートを

用いた．授業は，学習者のアルバイトやサークルにおける問題解決経験を既有知識として活用すること

を狙いとした設計になっている．評価アンケートやレポート内容の分析結果から，問題解決経験をレポ

ートに記載した学習者の方が，記載しなかった学習者より理解度が高くなることが示唆された．  
キーワード  問題解決，動機付け，組織における学習，既有知識の活用，自他の意見の比較 

 

1. はじめに

筆者らは，近年個人に求められている，問題解決力，

リーダシップ，自ら学ぶ力を主題に，大学3年生向け

に授業実践を行っている(1-2)．本実践では，ビデオとオ

ンラインレポートを活用して，学習者が過去のバイト

などの経験を通じて暗黙的に有していると思われる知

識を，ビデオの内容や他者の意見と結び付けて深化さ

せることを狙いとしている．本稿では，レポートにお

ける学習者の経験に関する記述と理解状況の関係の分

析を行う(2)． 

2. 学習主題

本実践では，単に問題解決の手法を解説するのでな

く，現実の組織におけるメンバーの問題解決への関わ

り，リーダシップや動機付けの役割，そのような活動

を通じた人間の経験や学習，などを学習主題としてい

る．以下に概要を示す．詳細については先行研究（1）

を参照されたい． 
(1) 組織における問題解決 
情報社会の組織では，メンバーが協同して，問題に

関する事実の情報を収集・共有し，原因を深く分析し

たうえで解決策を立案・実行するロジカルシンキング

の考え方が有効である．また，効率的で精度の高い問

題解決を図るために，解決の仮の結論となる「仮説」

を置き，この仮説の観点で情報収集や解決策立案を進

める仮説思考が重要視されている．ロジカルシンキン

グに関することを学習主題 1-1，仮説思考に関するこ

とを学習主題1-2とする． 
(2) リーダシップの役割 
上記の問題解決手法がうまく機能するためには，組

織の誰もが自由に情報を発信し，問題解決に関与する

という価値観を，リーダが醸成してメンバーの動機付

けを行うことが重要である．また，議論を繰り返して

も，方向性が定まらなければ，組織は自壊してしまう．

従って，組織の方向性を定めることも，リーダの重要

な役割である．メンバーの動機付けに関するものを学

習主題2-1，組織の方向付けを学習主題2-2とする． 
(3) 人間の経験と学習 
環境の変化の速い情報社会においては，必要なこと

は自ら学ぶ「不断の学習」を進める能力が求められる．

上に述べた問題解決手法やリーダシップは書籍や教育

コースだけで身に付くわけではない．一方で，現場の

経験だけでは，これらの能力を体系的に獲得できる保

証はまったくない．これらの能力の獲得には，体系的

な知識を実践で活用し，実践における経験から既有の

知識を振り返ってさらに深く統合・理解する，という

内省的な学びが必要となる．経験主義的学習に関する

ものを学習主題 3-1，系統主義と経験主義の統合に関

するものを学習主題3-2とする． 
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3. 授業設計

上記の学習主題を深い理解を促すため，本授業では，

(1) 学習者の既有知識と学習主題の結び付け，(2) 主題

に関する真正な状況・文脈の提示，(3) 他者の考えを

知る機会の設定，といった観点に着目した設計を行っ

た．具体的には，リゾート施設の経営再建を扱ったド

キュメンタリービデオを視聴させ，これについてのレ

ポートを課す．ビデオ視聴とレポート提出は2回繰り

返し，ビデオの視聴前に他者レポートを紹介して，多

様な視点からの学習主題への理解を促している(1)． 

4. 評価

1 回目のレポートでは，ビデオの主人公が組織にお

ける問題解決のためにどのような行動をとっているか

について，300 字程度のレポートを記述させる．この

とき，自分のバイトなどの経験とできるだけ結びつけ

るよう指示する．これは，上記の「学習者の既有知識

と学習主題の結び付け」を促すためである． 
授業実践は2011~13年の3年間実施した．2回目の

レポートを紹介した授業後にアンケートを行った．1
回目のレポートで自分の経験に言及していた群（3 年

間合計97名）としていなかった群（同68名）の比較

を表 1，表 2 に示す(2)．表 1 では，いずれの質問項目

も，言及有りの群が無しの群を上回る傾向にある．特

に，「内容の理解」，「経験と学習内容の結びつき」，「学

習の動機付け」について有意差が見られた．表2では，

ビデオ視聴前は，どの質問項目についても群間の差は

みられないが，視聴後の理解度は，言及有りの群が無

しの群を上回る傾向にあり，特に，学習主題2リーダ

シップの役割に関連した質問項目で有意差が見られた． 

参考文献
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表1 授業の感想 

質問 

上段：平均 
下段：標準偏差 

言及 
有り 
97名 

言及 
無し 
68名 

有意差 

内容は理解できた 6.14 
0.85 

5.78 
0.81 ** 

内容は役に立った  6.08 
0.87 

5.82 
0.85 + 

内容に共感した 5.95 
1.20 

5.75 
1.16 n.s. 

自分の経験と結びついた 5.61 
1.13 

4.99 
1.00 *** 

問題解決についてもっと学んで

みたいと思った 
5.59 
1.12 

5.50 
1.24 n.s. 

動機付けやチームでの働き方に

ついてもっと学びたいと思った 
5.84 
0.98 

5.50 
1.04 * 

n.s.: 有意差なし，+: p<0.1, *: p<0.05, **: p<0.01, ***: p<0.001 
 

表2 授業の理解度 

質問 
関連 
学習 
主題 

上段：主観的理解度，下段：標準偏差 
(a)：ビデオ視聴前 (b)：1回目視聴後 (c)：2回目視聴後 
言及

有り 
言及

無し 
有意

差 
言及

有り 
言及

無し 
有意

差 
言及

有り 
言及

無し 
有意

差 

組織における問題解決の重要性 
1-1 
1-2 

3.97 
1.34 

3.96 
1.20 n.s. 5.46  

0.95  
5.29 
0.71 n.s. 5.54 

0.98 
5.50 
0.81 n.s. 

問題解決の手法（事実と課題の共有・ロジ

カルシンキング・仮説思考） 
3.93 
1.31 

3.49 
1.10 n.s. 5.29 

0.94 
5.19 
0.76 n.s. 5.50 

0.84 
5.28 
0.79 + 

組織におけるリーダシップや動機付けの

重要性 2-1 

4.24 
1.28 

4.22 
1.11 n.s. 5.45 

0.95 
5.21 
0.78 + 5.45 

0.91 
5.16 
0.82 * 

動機付けやコーチングの手法 3.86 
1.38 

3.91 
1.06 n.s. 5.51 

0.86 
5.24 
0.77 * 5.45 

0.94 
5.01 
0.68 *** 

組織におけるコンセプトの重要性※ 2-2 3.96 
1.50 

3.88 
1.53 n.s. 5.51 

0.88 
5.24 
0.80 + 5.55 

0.92 
5.14 
0.90 * 

経験を通じた人間の学習・成長 3 4.54 
1.20 

4.32 
1.13 n.s. 5.38 

0.82 
5.28 
0.73 n.s. 5.21 

0.90 
5.03 
0.83 n.s. 

言及有り：97名（※78名），言及無し：68名（※50名） n.s.: 有意差なし，+: p<0.1, *: p<0.05, **: p<0.01, ***: p<0.001 
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あらまし：本稿では，多人数教育の効率化をはかるために，ティーチングサイクルの提唱とその実践を述
べる．ティーチングサイクルとは，理解度の近い学習者相互，進捗度の異なる学習者間，さらにティーチ
ングアシスタントも含めた半学半教の場を，授業時間内に積極的に設け運用する教育手法である．本手法
により，学習者個人の理解度の差異を利用して，進捗度の早い学生から順番に効率よく個別指導出来るよ
うになった．
キーワード：ティーチングサイクル，多人数教育，個別指導，機械設計

1. はじめに
現在，M.トロウによる高等教育システムの段階(1)

ではユニバーサルアクセス型の時代になった．しか
し対応する教員の増員，教室等設備の拡充はにわか
には困難である．そのため，マス型と言われる，多
人数教育が現在も行われている．
そこで，多人数教育の効率化をはかるために，テ

ィーチングサイクルを提唱した．この教育手法を多
人数教育である機械設計の授業に適用し，その効果
を確認した．本論文は，ティーチングサイクルを機
械設計授業に導入した効果について述べる．

2. 機械設計
工学系の大学，特に機械工学系の学科において機

械設計および設計製図の授業は，ものづくりをおこ
なえるエンジニア育成のための主要な科目と位置づ
けられている．機械設計は，設計条件を自ら設定し，
寸法の仮決定を行い強度計算の結果，問題があれば，
仮決定に戻って修正する，というフィードバックを
繰り返し適正な寸法を決定する過程の習得である．
このことは，理論式に当てはめれば一発で答えが出
るという，これまでの授業に慣れてきた学習者にと
って非常に理解しにくい行程である．
機械設計は，仮定計算や結果の評価が設計者の考

え方により変わること，設計条件や設計者の理解
度・進捗度が異なることなどから，直接考え方を聞
ける個別指導が必須である．また，近年においては
特に，学力等の個人差が拡大しつつあるため，個別
指導の必要性が増加している．しかし，機械設計は
多人数教育であるため，授業時間内に全員に対して
個別指導を行うことは従来困難であった．

3. ティーチングサイクル
講義時間内に(a)進捗が同じ学習者同士の教え合

い，(b)進捗の早い学習者が遅い学習者を教える，さ
らに(c)TA が進捗の早い学習者を指導する，相互の
教え合いと進捗の異なる学習者同士の半学半教の場
を積極的に設け運用する「ティーチングサイクル
(TC: Teaching Cycle in classroom hour)」を提唱する．
ティーチングサイクル概要を図１に示す．

図 1 ティーチングサイクル概要

ティーチングサイクルは，進捗の同じ学習者相互
に教え合うサイクル(相談)，進捗の異なる学習者相
互の教え合うサイクル(助言・教授)，TAによる教授
のサイクル(指導・教授)，そして，教員の最終判定
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による多段構造を取る．このことにより，進捗に応
じた段階を経て，最終的に全員が授業目標に到達す
る．

4. 設計計算支援プログラム(DCAP) 
本授業における設計課題は，機械要素として重要

な歯車を用いた歯車減速機とした．歯車減速機の仕
様は学籍番号を元に各人が異なるように設定されて
いる．そのため，すべての条件の組み合わせを事前
に計算し，その表を見ながら学生を個別指導するこ
とは，教員にとって煩雑である．  
そこで，設計仕様は学籍番号を元に設定されるた

め，その学籍番号を入力するだけで，学生の進捗度
に応じて強度計算結果や寸法チェックに必要な箇所
のみの表示を行う，設計計算支援のためのプログラ
ム(DCAP: Design Calculation Assisting Program)の開
発を行った(2)．DCAP は教員が個別指導した時刻を
記録できるため，授業時間内に学生と何回ディスカ
ッションが行えたか，また，その累計である個別指
導の延べ人数等の情報を取得できる．図 2に記録開
始からの経過時間および学籍番号(末尾２桁)を示す．
例えば，12 番の学生は，記録開始から①40 分②53
分③2:02分④2:21分の 4回指導を受け，データが更
新されていることがわかる．また，経過時間ごとに
図中の○印を累計したものを，図 3に示す．図 3よ
り，授業終了時刻（2:24）には延べ 337 名の学生が
個別指導に訪れたことがわかる．

図 2 個別指導記録(2013/9/20) 

図 3 個別指導累計人数

5. まとめ
多人数教育を効率化し，授業時間内に個別指導が

行えるよう，ティーチングサイクルを提唱し，多人
数教育である機械設計授業に適用した．多人数教育
においても授業時間内に個別指導が行えたかを
DCAP を用いて確認した．導入前は，学習者が 1～
3[回/日]個別指導に訪れ，相談に来ない学習者が約
10[人/日]存在した．この相談に来ない（来られない）
学習者は最終的に設計が完了しなかった．本手法に
より，授業時間内に個別指導可能な延べ人数が約
300[人/日]になることが分かった．また，最大は約
18[回/日]，最低でも１[回/日]は必ず教員の個別指導
を受けたことが確認できた．ティーチングサイクル
を用いることにより，教員は最終判定に達した学習
者に対して個別指導を行えばよいため，学習者全員
が一斉に教員の元に来て指導不能に陥ることがない．
本手法により，学習者個人の進捗(理解度)の差異を
利用して，進捗度の早い学生から順番に整然と，教
員は個別指導が行えるようになった．さらに，教員
の時間に余裕が出来るため，理解の遅い学習者に対
して教室内巡回による積極的な個別指導も行えるよ
うになった．
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情報リテラシー科目における 
クイズ形式問題の出し方と学生の取り組み結果との関係 
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あらまし：基本的なコンピュータ用語を学習するための Web クイズ形式の問題を用意し，その出し方・
学習結果の成績評価への組み入れ方を年度・期によって変えた．この方法の違いが，学生の問題への取り

組み結果に影響を及ぼすかどうかを調べた結果，問題をする期限を毎週設定すると，学生の解答問題数は

多く，問題を全くしなかった学生の割合は低く，解答問題数と試験の点数との間の相関は弱くなることが

分かった．そして，この影響は半期は続くが 1年になると薄れることも分かった． 
キーワード：授業デザイン，授業実践，eラーニング，ブレンディッド学習，情報リテラシー教育 

 
 
1. はじめに 
情報リテラシー関連の講義科目で，授業に出て来

る基本的なコンピュータ用語を学習するためのWeb
クイズ形式の問題を作成し，授業時間外にその問題

に取り組むよう指導してきたが，問題の出し方・学

習結果の成績評価への組み入れ方を年度・期によっ

て変えた．本研究では，問題の出し方・成績評価へ

の組み入れ方によって，学生の問題への取り組み結

果が異なるのかどうかを，解答問題数と試験の点数

を用いて分析したのでその結果を報告する． 
 

2. 対象 
本研究の対象科目は，2012・2013年度の“情報処

理のしくみⅠ・Ⅱ”という大学の情報デザイン学科

1 年次生を主な対象にした情報リテラシー関連の講
義科目である．ここで“Ⅰ”は前期，“Ⅱ”は後期の

必履修科目である．そして，分析対象者は期末試験

を受験した学生とした． 
 

3. 作成した問題 
2012 年度は，“情報処理のしくみⅠ・Ⅱ”の授業に

実際に出て来る英語，英語由来のカタカナ語，英語

の略語の中から，学生に是非知っておいてもらいた

い語を選び，Webクイズ形式の 5択または 7択の問
題とした．2013年度は，英語には関係が無いが基本
的で重要はコンピュータ用語をこれに追加したため

問題数が少し増加した． 
これらの問題は，授業の復習用の問題として

Moodle上に作成し，学生には授業時間外に各自取り
組むように指示した． 

 
4. 出題方法と評価方法 

2012年度前期は，問題を最初にすべて提示し，期
末試験までに問題に正解すれば成績評価に加点する

ようにした．しかし 5章の結果からもわかるように，
学生は普段はあまり問題をせずに試験前に集中的に

取り組み，また解答した問題数も十分多いとは言え

なかったため，後期は，期末試験の 1週間前に，作
成したコンピュータ用語の問題のみから成る試験を

実施し，この結果を成績評価に加点するようにした． 
2013年度は，学生の取り組みをさらに促進するた

め，毎週その週の授業分の問題を提示し，次の授業

までに正解すれば成績評価に加点するようにした． 
 

5. 実践結果 
5.1 取り組み状況 
先ず，学生が取り組んだ問題数を日別に求め，そ

の推移を調べた．2012年度前期は，普段の授業期間
中の解答問題数はそれ程多くなく，期末試験が近づ

くに連れて多くなり，試験の前日に大きなピークが

あることが分かった(1)．2012年度後期は，期末試験
の 1週間前にコンピュータ用語のみの試験を実施し
たため，ピークがその前日になったが，これ以外は

前期と同じような傾向になった(1)． 
図1は，2013年度前期の結果である．2013年度は，
毎週次の授業までに問題に正解すれば成績評価に加

点されたので，解答問題数の小さなピークが 1週間 
 

 
図 1 解答問題数の推移（2013年度前期） 
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周期で発生していることが分かる．そして，2013年
度後期もこれとほぼ同じ傾向であった． 
表 1の上部は，半期毎の問題数の総数、学生が解

答した問題数、期末試験の受験者数，解答問題数が

0 であった学生数を示している．そして，これらの
値を用いて解答問題数を問題数と試験受験者数で

割った 1 問当たり・1 人当たりの解答問題数と，問
題を全くしなかった学生の割合を求め，表の下部に

その結果を示している．なお，前期も後期も期末試

験を受験した前期後期共通の学生は，2012年度は 51
名，2013年度は 37名であった． 
表 1より，1問当たり・1人当たりの解答問題数は

2013年度前期のみ多く，問題を全くしなかった学生
の割合は 2013年度前期のみ低いことが分かる．2013
年度前期は，毎週問題をする期限を設定し，その取

り組みが成績評価に影響したため，他の年度・期で

は取り組まないような学生が問題に取り組んだと考

えられる．しかし，後期は 1 問当たり・1 人当たり
の解答問題数も問題を全くしなかった学生の割合も

2012年度と同程度になっている．これが，毎週期限
を設定する方法の効果が半期しか続かないことを意

味しているのか，それとも 2013年度の前期試験のみ
受験した学生と後期試験のみ受験した学生との差に

よるものなのかを確認するため，2013年度の前期も
後期も期末試験を受験した共通の 37 名に限定した
結果を表 2に示す．表 2より，1問当たり・1人当た
りの解答問題数は 2013 年度前期のみ多いことが分
かる．問題を全くしなかった学生の割合は，2013年
度前期のみ低いが，後期も 2012年度に比べると低い．
これらのことから，毎週期限を設定する方法の効果

は半期は続くが，1 年になると効果は薄れることが
分かる． 

 
表 1 実践結果 

 2012年度 2013年度 
前期 後期 前期 後期 

問題数 144 217 216 257 
解答問題数 6969 8921 13695 7717 
試験受験者数 66 65 56 47 
解答問題数が 0の学
生数 34 32 7 21 

1 問当たり・1 人当たり
の解答問題数 0.73 0.63 1.13 0.64 

問題を全くしなかった
学生の割合（%） 51.5 49.2 12.5 44.7 

 
表 2 実践結果（前期後期共通の学生のみ） 

 2013年度 
前期 後期 

1 問当たり・1 人当たりの解答問題数 1.21 0.78 
問題を全くしなかった学生の割合（%） 13.5 32.4 

 
5.2 解答問題数と試験の点数との関係 
図 2 は，2012 年度前期と 2013 年度前期の各学生

の解答問題数と期末試験の点数との関係を示してい

る．2012年度後期と 2013年度後期は，2012年度前
期と同じようなグラフになった．また，表 3は解答
問題数と期末試験の点数との間の相関係数を示して

いる． 
ドリル形式の教材の解答問題数と試験の点数との

間には中程度の相関があることが知られている
(2), (3) 

が，今回の結果と一致している．ただ，今回は問題

の取り組み結果の成績評価への入れ方が 3 とおり
あったが，問題をする期限を毎週設定した 2013年度
前期のみ少し相関が弱いことが分かる．これは，他

の年度・期では取り組まないような学生が問題に取

り組んだ影響を受けていると考えられる．つまり，

2013 年度前期は頑張って問題に取り組んだものの
試験の点数は低く，そのためか後期は問題に取り組

まなくなった学生の影響であると考えられる． 
 

  
図 2 解答問題数と試験の点数との関係 

（左：2012年度前期，右：2013年度前期） 
 
表 3 解答問題数と試験の点数との間の相関係数 

 2012年度 2013年度 
前期 後期 前期 後期 

相関係数 0.486 0.521 0.382 0.486 
 

6. まとめ 
本研究では，基本的なコンピュータ用語を学習す

るためのWebクイズ形式の問題の出し方・学習結果
の成績評価への組み入れ方を年度・期によって変え，

この方法の違いが，学生の問題への取り組み結果に

影響を及ぼすかどうかを調べた．その結果，問題を

する期限を毎週設定すると，学生の解答問題数は多

く，問題を全くしなかった学生の割合は低く，解答

問題数と試験の点数との間の相関は弱くなることが

分かった．そして，この影響は半期は続くが 1年に
なると薄れることも分かった． 
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災害図上訓練研修における設計能力向上の評価の試み
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あらまし：筆者が所属している機関では，地方自治体の災害対応に必要となる能力を図上訓練によって身

につけることを目的とした研修を実施している．本研究では，この研修の受講者が所属機関で期待される

行動を明らかにすることを目的として，地方自治体の防災担当者が図上訓練の設計能力向上の評価を試み

た．

キーワード：災害図上訓練，研修カリキュラム設計

1. はじめに
我が国では東日本大震災の発生以降，個人/地域/

組織それぞれの単位で防災および災害対応力の向上

を目指した防災訓練をはじめとした活動が活発に行

われている．災害対策基本法は，2013 年 4 月の一部

改正 1)により「市町村防災計画は地区居住者等が協

働して行う防災訓練について定めることができる」，

「地方公共団体の住民が防災に寄与することの例示

として，防災訓練を追加すること」と明記されるこ

とになったことから，防災や災害対応に関する訓練

や演習の需要が高まっている．

本研究では，防災や災害対応に関する訓練/演習の

企画運営に必要な環境（図１）を構築することを目

指している．これは既往の訓練/演習および関連する

研究成果を企画運営フローの項目に基づいて共有化

し、新規企画運営者が状況やねらい、制約条件等に

基づいた検索結果から訓練/演習を企画運営できる

Web ベースのシステムを構築することである．

地方自治体では災害発生後に災害対策本部を設置

して地域に係る災害応急対策を実施するものとして

いる．何について対応すればよいのかは地域防災計

画に記載されている一方で，どのように対応すれば

よいかという危機管理対応の作法が存在しない．こ

の災害対策本部を運営する能力を向上させるものと

して図上訓練がある．図上訓練は，吉井(1)によれば

時間の経過とともに変化する災害発生後の状況を想

定・付与し，状況に応じた対応を机上で行う訓練で

ある．人と防災未来センターでは災害対策本部運営

の考え方として目標管理型災害対応を図上訓練とい

う手法を通じて身につけることをねらいとした研修

(2)を実施している．しかし受講者が研修受講後に所

属組織で期待する行動が研修企画側でも明確化され

ていない．これを踏まえて本稿では，この研修を通

じて受講者が所属組織における訓練の企画運営能力

を定性的に評価することを試みた．

2. 研修概要
人と防災未来センターでは，地方自治体の防災担

当者が図上訓練という手法を通じて目標管理型災害

対応の考え方に基づいた災害対策本部運営を身につ

けることをねらいとした，災害対策専門研修特設コ

ース「図上訓練を用いた災害対策本部運営広報コー

ス」を実施している．平成 25 年度は 12 月 3 日～4
日の 2 日間，受講者は府県から 8 名，市町から 26
名，自衛隊より 1 名である（退職後に自治体で再就

職予定）．

研修カリキュラム設計の制約条件として，全国の

自治体（府県，市町）から職員が参加しているため，

各参加者の管轄している地域の特性や災害対策本部

の体制および仕事のやり方がバラバラであること，

訓練参加者が演習の設定・ルール等を訓練前から把

握してないために，これらを認識するまでに時間を

要することを考慮した．制約条件を踏まえて検討し

た訓練カリキュラム（表１）の設計コンセプトは下

記の四点である，第一に，演習は 1 県 2 市（仮想地

域）の 3 グループで実施することで，災害対策本部

の体制や仕事のやり方が少しでも似ているグループ

図１ 防災や災害対応に関する訓練/演習の

企画運営に必要な環境
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での演習を行えるようにした．仮想 2 市も市町の参

加者から人口が同じ 2 グループを抽出した．第二に，

オリエンテーションに時間をとり，訓練のねらいと

演習の設定・ルールへの説明を徹底するようにした．

それだけでなく，訓練の設計意図を理解してもらう

ための講義を訓練終了後に実施するようにした．第

三に，作戦会議は各演習実施前に時間を長くとるこ

とで，演習の段取りを決定できる時間を確保した．

第四に，演習は最大震度 7 の地震災害を対象として

2 回実施するようにした． 1 回目は演習ルールに慣

れることを目的として災害発生 4 時間後において災

害発生から 3 日後までの目標を明確にした災害対応

計画を立てるように設計した．2 回目は目標管理型

災害対応を実感できることを目的として災害発生 3
日目において災害発生から 1 週間後までの目標を明

確にした対応計画を立てるようにした．

3. 企画運営能力向上の評価
研修による受講者の企画運営能力向上の評価は事

前アンケートと事後課題の比較によって行った．

3.1 事前アンケート

事前アンケートでは，受講者が災害対策本部事務

局を対象とした訓練/演習の企画運営に関する経験

および参加の有無と，企画運営/参加した訓練/演習

を「名称」「目的」「訓練/演習の方式とその理由」「訓

練/演習の評価手法とその理由」から記入するように

した．

図２は受講者の訓練/演習に関する企画運営経験

の有無を示したものであるが，全体の 20％は企画運

営経験があり、半数以上が訓練/演習に参加したこと

すらないことがわかる．

3.2 事後課題

事後課題では災害対策本部事務局を対象とした訓

練/演習を「名称」「目的」「訓練/演習の方式とその

理由」「訓練/演習の評価手法とその理由」「実施スケ

ジュール」「企画運営体制」「カリキュラム」の視点

から記入していただいた．事後課題は 13 名から提出

され，そのうち 11 名は事前アンケートより企画運営

経験がなかった．

4. 考察
事後課題の成果の中で訓練/演習の評価手法に関

する箇所を抜粋したものを表２に示す．訓練/演習の

評価には「時期」「評価者」「評価対象」「評価基準」

で行うかが必要となるが，多くの場合，外部からの

「評価者」が規定されるにとどまり，評価対象と評

価基準の設定までは行われてなかった．この研修に

おける評価基準を明確化と，地方自治体での適用事

例の紹介が課題であることが明らかとなった．

参考文献
(1) 吉井博明:“図上演習の意義と方法”, 消防科学と情報,

No.88（2007）
(2) 人と防災未来センター:“目標管理型危機管理本部運

営図上訓練（SEMO）の開発”, DRI 調査研究レポー

ト, Vol.22 （2010）

表２ 事後課題成果（評価手法）

表１ 研修カリキュラム

図２ 受講者の訓練/演習に関する

企画運営経験の有無

評価手法 選定理由

・外部（県、他市町防災担当）による全体評価
・危機管理課長及び担当による対応内容の評価
・報道機関によるアウトプットに対しての評価

・実際の災害対策本部（激甚災害クラス）の運営経験がないために、全体が問題点
すら理解できていないために客観的な評価が必要だと思われる。

　①振り返りとして、班内ミーティングを行う
　②班内ミーティングを経て、全体ミーティングを行い班内ミー
ティングの内容を伝えるとともに、全体での振り返りを行う。こ
の、全体ミーティングには、企画側も積極的に
ミーティングに参加する。
　③記者クラブからの講評を頂く
　④講師からの講評を頂く。

小さい組織から徐々に意見を集約し、最後には全体でミーティングすることにより、問
題意識の統一を図る。また、記者クラブや講師からの評価を必ず入れるが、行政内同
士の評価であれば、深い箇所までの指摘ができにくいので、あえて外部者に講評を
お願いするほうが効果的である。

状況付与を行う職員（災害対策本部役）と民間業者に派遣され
た職員の両方が参加業者へ出向いて直接担当者に対して評価
を行い、後日評価書を送付する。

情報伝達と現場対応との両面から評価を行うことができるため。

外部評価（講師等の知識、経験を有する人） 訓練参加者では本部運営の善し悪しを評価することが困難なため。
人と防災未来センターの図上演習の講義を受けた職員による評
価

コントローラー兼評価者として、本部運営の良し悪しを判断。

・内部評価者（自衛隊ＯＢ）による、チェックシートに基づく評価
・プレイヤーによる自己評価シートに基づく自己評価

　評価を実施するためには、客観的、適切な評価が必要であることから、図上訓練に
対する企画立案等の経験が豊富で、当該訓練の企画立案を手掛ける当室の危機管
理指導員（自衛隊ＯＢ、役職等はなし）がチェックシートに基づき実施する。
　また、プレイヤーについても、自己評価シートに基づき自己評価を行い、プレイヤー
個々の災害対応行動の反省や訓練の設定、運営上の問題点、意見など、訓練全体
の評価・検証を行うことができる。

・危機管理室管理職（訓練・演習に関わらない）による外部評価
・自己評価

・外部から客観的に訓練演習の評価を行う。
・訓練参加者に訓練の意義を考えてもらう。

事務分掌に記載している事ができているか。
（わがままを言うと与えられた状況付与以外に考えられる事に応
用ができていたか 等。）

まずは基本となる事務分掌の動きができているかの確認を行いたい。それから次の
ステップアップの訓練と考えます。

コンサルを採用した外部評価性の導入
内部評価では正確な振り返りができないため、災害対応力の向上には結びつかな
い。

内部検証員による検証（次長、参事による全体評価）
　外部検証員による検証（消防本部コントローラーによる評価）

災害発生時の県庁の初動を確認する小規模の訓練であり、外部検証員による総括
的な評価よりも、対応について熟知している内部検証員による評価が適していると考
えたため。ただし、消防と関わる部分については消防本部の意見を伺う必要があると
考えたため。

1. 状況共有できるか
2. 大局をみて対応しているか
3. 先手をうって対応しているか
4. 情報は自ら取りにいっているか
5. 予想外にも対応する柔軟性があるか

災害を疑似体験するだけ、ただ付与状況に書くだけでは意味がない。
最初に目的をはっきりさせ、評価も自分でできるようにさせる。

外部評価者による評価を実施。
　外部評価者とのディスカッションを実施。

職員間の防災訓練において、指導的立場、演習運営実施サイドに立つ職員は必要
だが、普段から内部でともに業務を実施している職員が評価しても、受講職員に対す
る説得力が弱い。このため、スペシャリストである外部評価者からの評価が必要であ
る。
　また、参加人数がさほど多くないため、外部評価実施後に、外部評価者と訓練参加
者とのディスカッションを行い、疑問点等を議論し、習熟度をさらに向上する。

外部講師による評価
研修において、評価項目のシートを受け取ったが、現時点で評価できる職員は危機・
防災対策課の職員の中でも、研修に参加した職員に限られるが、プレーヤーとコント
ローラーとして参加することから評価できる職員がいないため。

（1�����1��1�）
�講式

（1��1��1��25）
�リ�ンテーション

人と防災未来センター(DRI)研究員

平成25年12月3日(火)

（11�3��12�3�） 休 憩

（��������5）�リ�ンテーション （2日目）

平成25年12月4日(水)

（1��25�1��45）講義１�災害対策本部での業務
人と防災未来センター研究主幹 近藤 伸也

（1��45�11�3�）講義2�災害時の�報対応
大阪読売サービス(株) 企画編集委員 安富 信

（12�3��13�45）自己��・班分け
図上訓練ルール説明 DRI研究員 .

（13�45�14�3�）作�会議

（1�����1��3�）作�会議
翌日の図上訓練に向けた改善、準備

（13�45�14�3�）作�会議
役割分担の確認

（14�3��1��3�）�１�図上訓練
地震発生当日

（1��3��1����）本部長レク
状況認識の統一など

（1�����1��5�）振り返り
各グループ･担当ごとに振り返り

（1��5��1����）講評
演習全体の視点から受講者にアドバイス

（���5���2�）作�会議 役割分担の再確認。

（��2��11�2�） ���図上訓練
発生2日後

（11�2��11�5�） 本部長レク
１週間後までの災害対応計画案などの説明

（13����14�3�）
記者会見シ�ミレーション
報道記者

災害対応（演習）を踏まえた記者発表を行う。

（12����13���） 休 憩

（14�45�1����）振り返り
各グループ・班ごとに振り返り

（1�����1��35）発表
振り返り内容について発表
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数学ｅラーニングコンテンツ仕様の策定とコンテンツ開発への利用

On a formulation of “Mathematics e-Learning Contents
Specification” and it’s applications to some systems

吉冨賢太郎
Kentaro Yoshitomi

大阪府立大学高等教育推進機構
Faculty of Liberal Arts and Sciences, Osaka Prefecture University

Email:yositomi@las.osakafu-u.ac.jp

あらまし : 大学における数学教育において,ｅラーニングは到達度評価や課題利用などその利用用途は広く
重要性は高い. しかし, 教材開発を行えるのが, システムを利用する一部教員に限定されるという場合が多
く,コンテンツの拡充が一般に進んでいない. 一方,システムの違いがあっても数学ｅラーニング教材の構成
要素は類似している. そこで,大阪府立大学における数学到達度評価システムと STACK 3.0のコンテンツに
ついて実装ベースでの比較検証を行った結果,言わば数学ｅラーニングコンテンツ仕様と呼ぶべきものを策
定することができた. 本講演ではこの仕様案について具体的な実装事例の紹介とともに提案する.
キーワード : 数学教育,ｅラーニング, TEX,コンテンツ共有,教材開発

1. はじめに
大阪府立大学において運用している数学到達度
評価システム (以下評価システム) (3)は数式処理シ
ステム (以下 CAS)の一つである Mathematica とそ
のWebインターフェイスである webMathematicaを
ベースとしたシステムである. 本システムは 2009年
運用開始の Web数学学習システム (以下 WebMath)
をベースとしたシステムである. WebMath では, 線
形代数と微積分学における 1000を越える問題を実
装しており, 評価システムもこれらのコンテンツの
乱数化による対応を想定していた. しかし,実際は以
下の理由でコンテンツが不足した.
1⃝単に数値を乱数化するだけでは評価システムと
して十分なパラメータを得ることができない.

2⃝適切な乱数化を行わないと問題のレベルや本質
までが変わる場合がある. 場合によっては,非教
育的なパラメータとなる場合もある.

これらの問題を解消するためには, 次のようにコン
テンツに関する本質的な改良が必要となる.
[1]式内に現われる数値だけでなく, 式のパターン
も複数用意し, 式と数値の組み合わせから評価
に的したものを選択する.

[2] 数値の乱数化において, 難易度の公平性の担保
とパターン数の確保の両立のため, 適切なパラ
メータの選択基準を明確にする必要がある.

これらの問題は教材パラメータの精査と蓄積の不足
が主たる要因と考えられる.

2. 研究の目的と経緯
前節に述べた教材パラメータの充足には教材のデー
タベース化・共有化が効果的であり重要である. その
ためには,システムに依存しない教材データの仕様が
必要である. 本講演では,多様なシステムのコンテン
ツ構造分析により教材データの標準化について提案

し,実装の応用例を例示する.
評価目的でよく用いられているシステムとして,
現在 Moodle プラグインとなった Maxima 利用の
STACK3.x があげられる. 筆者が検証した段階では,
textタイプの form 入力のみ対応しているが, Web
ベースのｅラーニングシステムであり,コンテンツ構
成は評価システムと見かけ上共通点が多い. しかし,
コンテンツデータ自体には互換性はない.
筆者は少なくともこれらのシステムでの教材共有
を想定したコンテンツ構造の考察を進めてきた (2). コ
ンテンツ類似性を実際に検証し,多様なコンテンツで
の比較検証のため STACKを実際に導入した. 利用し
たコンテンツについては, Mathbank (1)で公開されて
いるデータからデータをインポートし,評価システム
からも典型的なコンテンツを選択し,問題データを構
造的に分類して移植の観点から類似点や相違点を検
証,実際に移植を行った.
これらの移植実証実験から,コンテンツ仕様と呼ぶ
べきものが明らかになってきた. システム間の直接
的コンテンツ変換が仮に可能としても,他のシステム
や将来のシステム改訂を考慮すれば,コンテンツの標
準仕様の決定と仕様に基づく教材データの開発が望
ましいと考えられる. また, 仕様が明確化され, 教材
データが潤沢になれば他システムへの半自動的なエ
クスポートも期待され,今後開発されるシステムの仕
様策定の指標となることが期待される.
以上のような観点から,数学ｅラーニング教材の標
準仕様について,以下に実装例とともに仕様案を提示
する. 仕様は最終的なものではなく,今後他システム
への移植実験を経ながら随時更新されるべきもので
ある. 現段階では, 分類上, 最上位層を定義したに過
ぎないが,互換性を損なわないよう,より抽象的な上
位層から策定して行く方針である.
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Field 概要 必須
Header 分類, 問題名, キーワード等 *
ProbAns 問題文と解答欄 *
Parameters パラメータ *
LevelInfo パラメータレベル情報
Feedbacks 解答判定と応答メッセージ *
CASInfo CAS 機能情報
Implements 実装例

図 1 仕様案～構成要素～

3. 仕様案
図 1に仕様案の概略をあげた. Fieldにあげた項目
毎にその機能について説明する.
Headerは問題データの分類やキーワードを持ち,
データベース化時の検索と分類に用いる. ProbAns
は問題文と解答欄の情報である. 問題と解答欄が混
合されている場合も含め,一つの項目とした. この項
目で使用される変数は問題・解答変数と呼び,以下の
Parameters に基づいて定義され, Feedbacksで
解答判定に使用される. Parametersは問題文にお
いて使用される問題のパラメータである. 問題・解答
変数で直接用いられる式の形式が異なる場合は使用
する乱数も異なるので,パラメータと問題・解答変数
(問題文や解答例として直接使用される変数),および
レベルのセットとして 1つ以上のエントリーを持つ.
LevelInfoはパラメータで指定するレベルのレベ
ル付け基準となる情報を与える. 利用者は,この情報
を元にパラメータを選択する. Feedbacksは入力さ
れた解答と問題・解答変数を元に解答判定を行い,正
解の場合も含め,必要に応じて返す学生へのメッセー
ジを記述する.
CASInfoはデータが使用する CAS機能について
の情報である. 解答例作成や解答判定に積分や微分の
機能を使用する場合など, CASに要求される機能に
ついて補足する. 仮に整数や有理数の範囲での計算
のみ要求されるデータの場合ならば, Rubyや Python
などの多倍精度の演算が可能なスクリプト言語でも
実装できることを意味する. 同じコンテンツでも,必
要な計算は CASで行っておくことで,代数化してお
けばこのようなコンテンツが作成でき適用可能シス
テムの幅は広がる.
これらの仕様で評価システムの問題を整理し TEX
マクロを使って記載した例が図 2である. また,仕様に
沿ったデータを評価システムから作成した後, STACK
に移植したもの,逆に STACKから評価システムに移
植した例を図 3にあげた. STACKから評価システム
に移植した例はMathbank (1)にある問題である. また,
仕様データをまず作成し,それを元に,評価システム
と STACKに実装した例が図 4である. STACKに実
装した例はMathbank(1)にアップロードしてある. TEX
によるマクロ化の実装例も講演で紹介する.

4. 今後の予定と課題
現在のところ,仕様データを用いた STACKや評価
システムへの手動による実装は, 十分効果的に働い
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分野/単元 [41] 微積分学 1/不定積分の計算 (有理関数)

レベル 初歩～上級
問題名 有理関数の不定積分

問題文 不定積分 I =

�
Qx

Px
dx を求めよ.

解答欄 I = [[ ans1(Ax) ]]

◃ パラメータレベル基準
(0) 基礎: 部分分数分解を必要とせず, 高校の範囲で求められる.

(1) 初歩: 部分分数分解を必要とせず, 逆三角関数などを必要とする.

(2) 初級: 分母が 1次式の互いに素な 2～3個の積に分解するかまたは, 1次の項が非 0な既約な 2次多項式である.

(3) 中級: 分母が 0～2つの 1次式と重複度 1の既約 2次式の 1～2つの積に分解する.

(4) 上級: 分母の既約多項式の因子の重複度の最大値が 2で分母の次数は 4～5.

(5) 超級: 分母が重複度 3以上の既約 2次多項式を因子に含む.

◃ CAS情報 (対応 CAS,要求機能等 FYI

解答判定に微分計算が必要

Level/0-5: 0 (基礎)

パラメータ 1 a ∈ {0,±1,±2, . . . ,±9}, b ∈ {0,±1,±2, . . . ,±9}, a ̸= b, c = b − a

問題・解答変数 1

(Px,Qx,Ax) ∈
�
(x+ a, x+ b, x+ c log |x+ a|)

�

Level/0-5: 1 (初歩)

パラメータ 2 a ∈ {2, 3, . . . , 5}, b ∈ {2, 3, . . . , 5}, c = a · b

問題・解答変数 2

(Px,Qx,Ax) ∈
��

a2x2 + b2, 1,
tan−1(ax/b)

c

� �

Level/0-5: 2 (初級)

パラメータ 3 b ∈ {2, 3, . . . , 9} c ∈ Z, c <
b2

4
d ∈ {±1,±2, · · · ,±6}, e ∈ {±1,±2, · · · ,±6}, 2e ̸= d,

f = 2e − b · d, g =
�

4c − b2,

問題・解答変数 3

(Px,Qx,Ax) ∈
��

x2 + bx+ c, dx+ e,
f

g
tan−1 2x+ b

g
+

d

2
log(x2 + bx+ c)

� �

Level/0-5: 2 (初級)

パラメータ 4 (a, b) ∈ {0,±1,±2, . . . ,±6}, a ̸= b, c = a − b

問題・解答変数 4

(Px,Qx,Ax) ∈
��

(x+ a)(x+ b)2, 1,
(x+ b) log (|x+ a|/|x+ b|)− c

c2(x+ b)

� �
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� �
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� �
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� �
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問題文 不定積分 I =

�
Qx

Px
dx を求めよ.

解答欄 I = [[ ans1(Ax) ]]

◃ パラメータレベル基準
(0) 基礎: 部分分数分解を必要とせず, 高校の範囲で求められる.

(1) 初歩: 部分分数分解を必要とせず, 逆三角関数などを必要とする.

(2) 初級: 分母が 1次式の互いに素な 2～3個の積に分解するかまたは, 1次の項が非 0な既約な 2次多項式である.

(3) 中級: 分母が 0～2つの 1次式と重複度 1の既約 2次式の 1～2つの積に分解する.

(4) 上級: 分母の既約多項式の因子の重複度の最大値が 2で分母の次数は 4～5.

(5) 超級: 分母が重複度 3以上の既約 2次多項式を因子に含む.

◃ CAS情報 (対応 CAS,要求機能等 FYI

解答判定に微分計算が必要

Level/0-5: 0 (基礎)

パラメータ 1 a ∈ {0,±1,±2, . . . ,±9}, b ∈ {0,±1,±2, . . . ,±9}, a ̸= b, c = b − a

問題・解答変数 1

(Px,Qx,Ax) ∈
�
(x+ a, x+ b, x+ c log |x+ a|)

�

Level/0-5: 1 (初歩)

パラメータ 2 a ∈ {2, 3, . . . , 5}, b ∈ {2, 3, . . . , 5}, c = a · b

問題・解答変数 2

(Px,Qx,Ax) ∈
��

a2x2 + b2, 1,
tan−1(ax/b)

c

� �

Level/0-5: 2 (初級)

パラメータ 3 b ∈ {2, 3, . . . , 9} c ∈ Z, c <
b2

4
d ∈ {±1,±2, · · · ,±6}, e ∈ {±1,±2, · · · ,±6}, 2e ̸= d,

f = 2e − b · d, g =
�

4c − b2,

問題・解答変数 3

(Px,Qx,Ax) ∈
��

x2 + bx+ c, dx+ e,
f

g
tan−1 2x+ b

g
+

d

2
log(x2 + bx+ c)

� �

Level/0-5: 2 (初級)

パラメータ 4 (a, b) ∈ {0,±1,±2, . . . ,±6}, a ̸= b, c = a − b

問題・解答変数 4

(Px,Qx,Ax) ∈
��

(x+ a)(x+ b)2, 1,
(x+ b) log (|x+ a|/|x+ b|)− c

c2(x+ b)

� �

図 2 仕様書式例 (TeXによる記載例)

評価システムから STACK STACKから評価システム

図 3 仕様書経由による移植実装例

図 4 同一仕様データからの手動実装例

ており,手動実装だけならば現在の最上位層の分類で
対応可能である. しかし,より多くの教材の開発と共
有・利用を目指す観点から今後さらに多くのコンテ
ンツのデータ化と新規開発を進め,仕様の下位層の分
類をシステム普遍性に留意しながら進めて行く必要
がある. 抽象的な分類として十分な階層まで定義で
きれば,「自動生成を視野に入れた仕様の下位層の具
体化」「データベース化とXML形式等によるデータ
入出力の実現」が今後の課題となる.

参考文献
(1) 数学問題共有サイトMathbank, http://mathbank.jp/
(2) 吉冨賢太郎，川添充：“数学ｅラーニングシステムの
教材データベースの構成要素と運用方法の検討”, 教
育システム情報学会研究報告 (JSiSE Research Report)，
Vol.28,no.1(2013-5)

(3) 吉冨賢太郎，川添充：“学習目標データベースを基盤とする
数学到達度評価システムの開発”，教育システム情報学会
研究報告 (JSiSE Research Report)，Vol.27, no.2(2012-7)
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数学補習用 eLearning システム構築の試み（４） 

The Attempt of Making an eLearning System for Supplementary Lesson of 
Mathematics (4) 

稲葉 宏和， 桶 敏 

Hirokazu INABA， Satoshi OKE 
石川県立大学生物資源環境学部教養教育センター 

Liberal Arts Education Center, Faculty of Bioresources and Environmental Sciences, Ishikawa Prefectural 
University 

Email: inaba@ishikawa-pu.ac.jp 

あらまし：2010 年度より数学が不得意の学生を対象に数学補習の eLearning を行っている。Moodle に数

学の補習コースを作成し、解説や小テストを配置した。数学では答えだけでなく、それに至るプロセスが

重要である。特に数学が不得意な学生は計算過程を意識して考えることに慣れていない。その計算過程を

理解できるようにするため、小テストとして計算過程の穴埋め問題を作成した。参加学生には好評であっ

た。本発表では 2013 年度の取り組みを中心に報告する。 

キーワード：補習，数学，Moodle 

１．はじめに 
石川県立大学は、石川県農業短期大学を母体に

2005 年に開学した 1 学部 3 学科、1 学年の定員が 120
名程度の小規模の農学系 4 年制大学である。理系の

大学ではあるが、理工系とは異なり農学系であるた

め数学に苦手意識を持っている学生が多い。しかし、

専門科目を学習する際、専門書の中の数式を理解す

ることが必要となる。そのため、基礎的な数学の学

力が必要である。

 2006 年より新入生を対象に行っているプレース

メントテストの結果から、例年三割程度の新入生が

文系の高 3 レベルに達していないことが分かってい

る。また、入試科目としての数学はセンター試験の

み(2006 年までは選択、2007 年から必須)であり、個

別学力試験では課してはいない。

教養科目「数学」の受講者に行ったアンケートで

は、高校での数Ⅲ・C の履修者は半数程度である。

また、他大学の 2 次試験で数学を受験した学生は三

割程度である。入学科目の関係で、高校では文系ク

ラスだった学生も一部入学している。

 これらの理由から、高校数学の履修が十分でない

学生が多く、これが苦手意識の学生の多さにつなが

っている。

数学が不得手な学生が講義の内容を理解するには

補習が有効であると考えられる。数学の補習は少人

数対面で行うのが理想である。しかし、実際には学

生と教員の時間を合わせることが難しい。そこで時

間と場所を選ばないという利点を持つ eLearning で

補習を行うことを計画した。eLearning では、いつで

も・どこでも・何度でも学習することが可能となる。

 2010 年度より石川県立大学教育改善プロジェク

ト「数学補習用 eLearning システム構築の試み」を

行っている。過去 3 年間の成果を踏まえ、4 年目で

ある 2013 年度の取り組みについて報告する。

２．システムについて 
 eLearning システムとして、石川県立大学で使用さ

れている LMS（Learning Management System）の

Moodle を利用している。Moodle 上に数学の補習の

コースを作成し、補習の eLearning を行っている。

LMS のサーバーを毎年更新しているので、新たにソ

フトウエアなどのインストール・設定が必要となる。

また、数学では、固有の記号が多いため eLearning
で扱うことが難しい。Moodle 上では、TeX を用いた

数式表示が可能である。そこで、実際に数式が表示

できるよう、TeX の設定・調整を行った。

３．2010～2012 年度の結果・課題と取組(1)-(4) 
 2010～2012 年度の結果より、参加方法や教材の更

新時期などの運用上の課題、数式などの表示、「小テ

スト」の設問方法などコンテンツの課題などが見出

された。

補習コースは教養科目「数学」で 12 週行った。教

材は講義の進行に合わせて学習項目ごとに解説と小

テストの組で構成し、毎週 2・3 項目を提示した。

３．１ 参加方法 

2010 年度は最初の申し込みのみで、途中参加や１

回だけの自由参加も認めなかった。アンケートでは

途中参加や必要と思える回だけの参加を希望する意

見があったため、2011 年度は自由参加とした。これ

により、途中参加や必要な回のみの参加も可能とな

った。

その結果、2010年度の申込者は 24名であった。「小

テスト」の参加者は約 12 名/問であった。

自由参加とした 2011 年度の「小テスト」の参加者

は 62 名、約 23 名/問となった。2012 年度の「小テス

ト」の参加者は 51 名、約 13 名/問であった。 

2013 年度の「小テスト」の参加者は 47 名、約 9

E2-2
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名/問であった。

３．２ 教材の更新日について 

2010 年は、準備の関係で、教材の更新が講義の日

（水曜日）の 2 日後（金曜日）になってしまった。

復習の意味からも当日に更新すべきであった。そこ

で、2011･2012 年度以降は講義当日（水曜日）もし

くは翌日（木曜日）に更新するよう改善した。2013
年度はすべて講義当日（水曜日）に更新をした。

３．３ 教材の表記 

2010 年度の教材では、数式に読みにくいものがあ

った。

そこで 2011 年度以降、数式がきれいに表示される

よう数式表示用マクロ emath をインストールし、設

定・調整を行った。これにより以前に比べて数式が

明瞭になった。

また、数式内にカナ文字を表示することも可能と

なったので、小テストの穴埋め問題の式の中の解答

番号を数字から文字に変更した。これにより、数式

内の数字と混同しないよう改良できた。

３．４ 小テストの設問方法 

数学の学習において、答えだけでなく途中の計算

課程は非常に重要である。特に、本取り組みの対象

である補習の必要な学生は、どのように計算すれば

よいかが分からない場合が多い。

そこで、計算過程をできる限り省略せず詳しく書

き、計算を辿れるようにした。利用する公式も利用

する毎に表示し、どの公式をどこで使ったのかが分

かるようにした。そのため、計算過程の表示が煩雑

になった。しかし、補習が必要な学生にはそのよう

な詳しさが必要であると考えた。

2010 年度は、問題によって小テスト形式の穴埋め

の箇所が多くなりすぎるなど設問方法に課題が見出

された。2011 年度以降、数字の穴埋めの割合を少し

減らし、多肢選択の解答を増やした。これにより、

入力箇所を減らし、煩わしさを減らすよう改良した。

３．５ 「小テスト」の難易度 

 2011 年度以降に全員を参加可能としたため様々

な学力の学生が参加した。アンケートでは少し難易

度の高い問題も出題して欲しいという意見があった。

2012 年度は新たな取り組みとして、要望のあった

少し難易度の高い問題を「挑戦してみよう」と題し

て、8 題出題した。2013 年度は特にこの点について

大きく改善を試みた。 

４．2013 年度の取り組み(5) 
 過去 3 年間の実施結果をもとに、2013 年度は特に

多様な学力の学生への対応するため、2012 年度に新

たに導入した「挑戦してみよう」の全面的な改訂し、

問題数も大幅に増やした。

 2011 年度以降に全員を参加可能としたため、様々

な学力の学生が参加したため。少し難易度の高い問

題も出題して欲しいという要望があった。そこで、

2012 年度からの新たな取り組みとして、要望のあっ

た少し難易度の高い問題を「挑戦してみよう」と題

して、一部の分野を中心に 8 題出題した。

2013 年度は、2012 年度より始めた「挑戦してみよ

う」の問題内容を全面的に改訂し、23 問と数を大幅

に増やし、すべての分野で出題した。過去の試験問

題を参考に問題を作成した。問題も「小テスト」よ

り途中の計算過程を少し省略し、途中の過程を自分

で考える必要があるようにした。

2012 年度の「挑戦してみよう」は、全部で 8 問、

参加者は 27 名、約 12 名/問が解答した。

2013 年度の「挑戦してみよう」は、全部で 23 問、

参加者は 29 名、約 9 名/問が解答した。

５．まとめ 
2010 年度から引き続き数学補習用の eLearning シ

ステムの構築と補習用教材開発を試みている。2013
年度は 4 年目である。

過去 3 年間の成果と課題を踏まえ、講義の内容に

即した補習用教材（コンテンツ）を試作・改良し、

補習の eLearning を行った。過去 3 年間の試行によ

り見出された、参加方法や教材の更新時期などの運

用上の課題点、数式の表示、小テストの設問方法な

どコンテンツの課題点について改善に取り組んだ。

さらに、2013 年度は、2012 年度に新たにコースに

8 題追加した「小テスト」より少し難易度の高い問

題「挑戦してみよう」を大幅に改訂した。問題数も

23 題と増やし、内容も試験問題を参考にしたものに

変更した。

 アンケートなどから補習の eLearning は参加学生

には概ね好評であった。2013 年度の主な取り組みで

あった、大幅に改訂した少し難易度の高い「挑戦し

てみよう」についても好評であった。
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文系学生向け統計学習教材のためのメタデータ作成 
 

Basic Design of Metadata of Learning Materials  
to help Non-Science Majors Learn Statistics  

 
吉根 勝美 

Katsumi YOSHINE 
南山大学経済学部 

Faculty of Economics, Nanzan University 
Email: kyoshine@nanzan-u.ac.jp 

 
あらまし：特定分野の専門家には，専門のための統計理論とデータ分析手法が必要である一方，一般の社

会人には，仕事上の課題解決のための統計知識とデータ処理手法が必要であり，文系学生の多くが卒業後

使う統計学は後者である．統計を学ぶための題材は多種多様遍在しており，自ら学びたい学習者にも，コ

ースウェア作成者にも不便な状況である．本稿では，様々な題材を統計学習のために活用することを目的

としたメタデータの設計を試みる． 
キーワード：高等教育，統計学教育，学習教材のメタデータ化 

 
 
1. はじめに 

昨年（2013 年）は，統計学やデータの重要性が，

一般のビジネスパーソンにあらためて認識された１

年であった．年初に出版された一般向けの統計学の

本(1)が 30 万部を超えるベストセラーとなり，その後

も，類書が次々と発売され，経済紙・経済誌でも，

統計学に関する特集記事が掲載された．ビジネスの

活性化等を目的に，国や自治体等が保有する公共デ

ータをオープンにする動きがみられる(2)(3)．このよう

に，統計学は，特定の専門分野の専門家が利用する

ものだけではなく，一般の社会人がデータを分析す

るためのツールとなり，データを解釈し，社会背景

を考察し，意思決定や問題解決のためのリテラシー

となった． 
小中高の学校教育では，統計教育を重視する傾向

が始まっている．新しい学習指導要領では，2009 年

度に先行実施された中学数学に「資料の活用」が追

加され，１年生でヒストグラムや代表値等を学ぶ．

2012 年度に先行実施された高校の数学Ⅰには「デー

タの分析」が追加され，データの散らばりとデータ

の相関等を学ぶことが必修となった． 
一方で，これから社会人となる大学生が，統計学

教育を受ける環境が十分に整備されているとは，必

ずしもいえない．統計教育の質保証制度を確立しよ

うとしている統計教育大学間連携ネットワークの活

動は，2012 年に始まったところである(4)． 
大学における統計教育は，特に文系の大学生にと

って，専門的過ぎたり，具体性に欠けたりする可能

性が高い．大学の授業では，専攻分野に適合した統

計学を学ぶので，卒業後，特定分野の専門家になら

ない社会人にとっては，大学で学んだ統計学を，仕

事で扱うデータにどのように活用すればいいのか，

分かりにくいだろう． 
特定分野の専門家になる可能性の低い文系大学生

には，できるだけさまざまな統計データを目に触れ

させることが望ましい．しかし，実際の統計データ

は多種多様遍在しており，学生にとっては，自分が

どのようなデータを見るべきかわからないし，見た

いデータが分かっていても，どこにあるかわからな

いことが多い．そこで本稿では，さまざまな統計デ

ータや題材を，統計学を学ぶのに役立つ教材として

活用できるようにすることを目的とし，どのように

メタデータを付与すればよいかについて検討する． 
 

2. 統計を学ぶための題材と統計データ 
統計学を学ぶのに有用な資料は，インターネット

を通じて数多く公開されている．例えば，総務省統

計局は，学習指導要領改訂により内容の充実が図ら

れた統計教育学習に対応するために，統計学習サイ

トを開設している(5)．国連欧州経済委員会（UNECE）
によるガイドブック“The Making Data Meaningful”
は，統計に関わる職に携わる人が，テキスト，表，

グラフ，地図などを使って，一般の人々に統計を伝

えるのに役立つ実用的なツールとなることを意図し

ており，現在 Part 4 まで公開されている(6)． 
文系学生にとっては，統計理論を学ぶばかりでは

なく，表計算ソフトを利用して，実際の統計データ

を統計分析し，わかったことを文章に書く実習を繰

り返すことが望ましい．筆者が経済学部の学生に対

して行っている授業で使用した統計データを抜き出

したところ，今年４月以降だけでも，次のように多

岐にわたる．内閣府「GDP 速報値」／経済産業省「商

業動態統計調査」／総務省「家計調査」「小売物価統

計調査」「小売物価統計調査（動向編）」／厚生労働

省「賃金構造基本統計調査」／国税庁「民間給与実

態統計調査」／文部科学省「学校保健統計調査」． 
 

3. 統計データの記述 
ウェブ上のさまざまなリソースを，カード目録の

ように記述する語彙であるダブリン・コアは，リソ
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ース記述の基礎として広く使われており(7)，統計デ

ータの所在情報や書誌情報の記述にも，ダブリン・

コアの基本記述要素（表 1）が適用できる． 
例えば，小売物価統計調査年報 平成 25 年(8)の一

部の書誌情報は，例えば次のように記述できる． 
タイトル 第 1 表 調査品目の月別価格及び年平

均価格 － 県庁所在市及び人口 15 万以

上の市「1001 うるち米（単一原料米，

「コシヒカリ」）」～「1101 まぐろ」 
作成者 総務省 
記録形式 Excel97-2003 ブック 
資源識別子 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do? 

sinfid=000024595377 
実際の統計表は，図 1 のように提供されており，

例えば次のようにして，データの構成要素を記述す

る必要がある．ただし，統計データごとに構成要素

は異なる． 
品 目 番 号

／ 品 目 名

／ 銘 柄 ／

単位 
 

1001／うるち米（単一原料米，｢コシヒ

カリ｣）／国内産，精米，単一原料米（産

地，品種及び産年が同一のもの），袋入

り（5kg 入り），「コシヒカリ」／1 袋，

……，1101／まぐろ／めばち又はきは

だ，刺身用，さく，赤身／100g 
都 市 番 号

／都市名 
1／札幌，2／函館，3／旭川，……，81
／那覇 

年月 2013 年平均，2013 年 1 月，……，2013
年 12 月 

 
4. 教材としての統計データ 

表計算ソフトによる統計分析の実習を繰り返すに

は，実習内容に応じた統計データが必要である．例

えば，季節変動を取り除く実習ならば，月単位の時

系列データが必要であるが，時系列データからトレ

ンドを抽出する実習ならば，長期間（例えば 10 年以

上）の年単位の時系列データが必要である． 
そこで，統計データに付与するメタデータには，

書誌情報や構成要素の他に，実習内容に適した統計

データに，分野を問わずにアクセスできるようにす

るための記述を加えたい．そこで，実習課題そのも

ののほかに，データの枠組みをメタデータとして付

与することを提案する．図 1 のデータを例にすると，

「1 年分の月次データ」と「都市別データ」がデー

タの枠組みである．共通の枠組みをもつデータなら

ば，同じ実習内容に適用できるはずであり，実習内

容とデータの枠組みとの関連を別途記述する（図 2）． 
 

5. まとめ 
データ公開の方法としてリンクト・オープン・デ

ータ（LOD）が普及するにつれて，CSV や Excel デ
ータとして公開されていた統計データも LOD とし

て公開するという動きが欧米を中心に始まっており，

経済産業省統計データの一部を RDF 化した試案も

発表されている(9)．こうした動きも考慮しつつ，多

種多様な統計データに対して，統計学の学習に有用

なメタデータの作成を進めたい． 
 

参考文献 
(1) 西内啓：“統計学が最強の学問である データ社会を生

き抜くための武器と教養”，ダイヤモンド社 (2013) 
(2) 各府省情報化統括責任者連絡会議：“日本のオープン

データ憲章アクションプラン”，http://www.kantei.go. 
jp/jp/singi/it2/cio/dai53/plan_jp.pdf (2013) 

(3) オープンデータ流通推進コンソーシアム：“2013 年度

のオープンデータに関する優れた取り組みの表彰”，
http://www.opendata.gr.jp/news/1403/140313_000615.php 
(2014) 

(4) 統計教育大学間連携ネットワーク：“平成 24 年度総合

報告書”，http://www.jinse.jp/pdf/24souhou.pdf (2013) 
(5) 総務省統計局：“統計学習サイト”，http://www.stat.go. 

jp/edu/ (2010～) 
(6) UNECE：“Making Data Meaningful”，http://www.unece. 

org/stats/documents/writing/ (2009～2012) 
(7) 神崎正英：“セマンティック HTML/XHTML”，毎日

コミュニケーションズ (2009) 
(8) 総務省：“小売物価統計調査年報 平成 25 年”， http:// 

www.stat.go.jp/data/kouri/doukou/2013np.htm (2014) 
(9) リンクト・オープン・データ・イニシアティブ：“統

計表から RDF へ”，http://linkedopendata.jp/works/ 
statslod/ (2013) 

 
表 1 ダブリン・コアの基本記述要素 

タイトル 
Title 

寄与者 
Contributor 

出処 
Source 

作成者 
Creator 

日付 
Date 

言語 
Language 

キーワード 
Subject 

資源タイプ 
Type 

関係 
Relation 

内容記述 
Description 

記録形式 
Format 

時空間範囲 
Coverage 

公開者 
Publisher 

資源識別子 
Identifier 

権利管理 
Rights 

 

 
図 1 表計算ソフトの形式で提供されるデータの例 

 

 
図 2 実習内容とデータの枠組みとの関連性 

季節変動の除去 

散布度の算出 

トレンドの抽出 年次データ（長期） 

月次データ（長期） 

月次データ（１年） 

都市別データ 
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大学院における技術者倫理教育の実践事例 
 

Engineering ethics education for graduate students majoring Computer Science 
 

中西 通雄 
Michio NAKANISHI 

大阪工業大学情報科学部 
Faculty of Information Science and Technology, Osaka Institute of Technology 

Email: naka@is.oit.ac.jp 
 

あらまし：情報系の技術者倫理教育では、著作権、特許、個人情報、プライバシー、情報セキュリティ

などの事例をもとにした講義やグループ討議が行われることが多い。著者は、むしろそういった専門的

な事例をとりあげる前に、学期の前半でまず技術者として考えるべきことは何か、問題点をどのように

考えていくべきかを学生に教える必要があると考える。担当している大学院情報系の技術者倫理教育科

目は複数の教員によるオムニバス形式であるが、本稿では著者が担当した 90 分×5 回の授業内容、学

生による授業評価、および今後の授業内容について紹介する。 

キーワード：技術者倫理教育，内部告発，倫理綱領 
 
 

1. はじめに 
工学系学部においては、技術者倫理に関する教育

が必須となっていることが多い。その教育内容とし

ては、土木・機械・化学・電気など、専門分野ごと

に関連する事例が中心にとりあげられている。情報

系の学部・研究科におけるテーマとしては、知的財

産権（著作権、特許等）、個人情報、プライバシー、

情報セキュリティなどが挙げられる。 
筆者が文献(3)で述べたように、大学生に対する教

育では、学部 1 年生ぐらいで「気づきのステージ」

として一般授業で話題を提供し、学生の成長過程に

応じて学部専門科目の中で「育成のステージ」とし

て事例に関して討議を交えた授業を行う、さらに大

学院では「定着のステージ」として授業を用意する

ことが提唱されている(2)。つまり、育成ステージで

積み上げてきた技術者倫理意識は時間の経過ととも

に低下するので、大学院においても繰り返しとりあ

げるのがよいのである(2)。また、授業方法には学生

に討議・発表させることが有効であることは、ほぼ

どの文献でも共通して言われている(1)～(4)。 

本稿では、筆者の担当する大阪大学大学院情報科

学研究科の授業科目「情報技術と倫理」における実

践内容を紹介する。同様の内容は 2010 年に文献(3)
で紹介しているが、その後の内容の変更や 2014 年度

の実践結果を含めた最新の報告である。 
 

2. 技術者倫理科目の内容構成 
大阪大学基礎工学部や工学部では、学部 1 年生で

PBLの一環として技術者倫理のテーマも含めている

学科もあるが、全学科ではない。また 3 年生あたり

で「工学倫理」などの名称で技術者倫理の授業が行

われている場合もある。今年度の受講学生に質問し

たところ、次のとおりであった（回答者数 66）。 
 2 単位の学部専門科目を履修した：37 名(56％) 
 学部科目の中で、90 分×２回以上技術者倫理・工

学倫理の内容を受講した：7 人(11％) 
 学部科目の中で 90分×1回程度あった：7人(11％) 
 履修したことはない：15 人(23％) 

 
前述のように大学院科目の「情報技術と倫理」は

学部からの積み上げをベースとしたいが、学部で履

修していない学生も 3 割ほどいることから、ある程

度基礎的な部分をおさえておく必要がある。また、

教員からの一方的な講義にとどまらずに、実際の事

例や仮想事例をとりあげて、グループ討議をするこ

とで、学生の理解度・倫理意識が高まるようにした

い。これらを考えて本授業内容を構成している。第

1 回はガイダンスおよび情報技術に関連する倫理的

問題の事例をリストアップさせている。第 2 回から

第 6 回が筆者の担当であり、内容は後述する。第 7
回以降は各回をそれぞれ一人の教員が担当するオム

ニバス形式であり、教員の専門分野における倫理的

問題を取り上げている。2010 年度の授業内容は次の

とおりであった。 
 

第 7 回 集積システム設計と知的所有権  

第 8回 企業の製造物責任－品質保証の立場から 

第 9回 ビジネス分野における倫理, 内部統制 

第 10 回 ヒューマンエラーとユーザインタフェース 

第 11 回 営業秘密・技術の流出 

第 12 回 マルチメディア工学に関する問題 

第 13 回 プライバシー保護、ソフトウェアの安全性  

第 14 回 ハードウェアの信頼性と PL 法 

第 15 回 失敗を生かす（失敗学） 

 
3. 実践事例紹介 
筆者の担当した第 2 回から第 6 回の 5 週分の授業

では、基礎的部分をおさえるという目標に従って、

従来から敢えて情報という分野に限定せずに内容を

組み立てている。毎年、少しずつ内容を変化させて

おり、表 1 に 2014 年度の授業概要を示す。 
第 1 週から内部告発に関連するテーマが多いが、
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「内部告発は最後の手段であり、そうしなくてもよ

いような組織風土づくり、組織内で議論を行いやす

くすることが必要である(4)。」というスタンスで扱っ

ている。また、企業風土について考えさせている。

第 3 週のチャレンジャー号の事件では、内部告発や、

経営者の帽子をかぶるという見方にとどまらず、「技

術的逸脱の状態化」にも触れている。 
最終回の宿題として、5 週分の授業に対する授業

に対する意見などを聴取した。この結果、全般的な

評価は高かった。特にビデオ視聴とグループ討議が

好評であった。模造紙にまとめたものを発表させた

際には、昨年度の反省をもとに、Web カメラで撮影

してそれをプロジェクタに投影するようにしたが、

見にくいので PowerPointにすべきという声もあった。

3 年前までは PowerPoint にまとめさせる方式をとっ

ていたが、グループ討議が希薄になっているように

感じてやめた経緯があるので、代替策を考えねばな

らない。また、討議や発表の時間がもう少し必要と

いう意見も多くあり、扱う事例を減らすなどして改

善する必要がある。 

倫理綱領を調べさせる課題や、研究者倫理に関す

る仮想事例は、大学院生を対象とするこの授業で適

切という声が多かった。また、宿題の出題には賛否

あり、面倒だが文章にまとめることで考える機会に

なったといった肯定的な意見がある一方で、授業時

間内にすべてを終わらせてほしいという意見もあっ

た。授業時間外学習にやりがいを感じさせるような

テーマ設定にしたり、フィードバックを工夫するこ

とが課題である。 
 

参考文献 
(1) 札野順ほか：“改訂版 技術者倫理”，放送大学教育振

興会，東京（2009）  
(2) 阿部隆夫：“技術者倫理意識の形成過程とそれに適し

た教育への取組”，工学教育，第 57巻，第 5 号，pp.67-72
（2009）  

(3) 中西通雄：“情報系学生に対する技術者倫理教育”，教

育システム情報学会全国大会 (2010) 
(4) 中村収三：“技術者による実践的工学倫理第 3 版”，化

学同人，東京（2013） 

表 1. 2014 年度の授業内容 

週 授業内容 
グループ 

討論 
宿題 

1 1） なぜ技術者倫理を学ぶのか 

ABET、JABEE、Seoul Accord、技術士、誇り高い技術者

になる 

2） 「三菱自動車のリコール隠し事件」 

3） 基礎資料 2ページ配布(3)、ワークシート作成 

何が問題で

あったか 

何が一番の問題であったと思う

かを 400 字以内で、メールで提出

2 1） 三菱自動車リコール隠し事件 

追加資料 1ページ配布、宿題の主な意見を紹介 

2） 「技術者の自律」DVD 25 分 

 ＋ワークシート作成 （７ステップの予行演習） 

 なし 

3 1） チャレンジャー号爆発事件(1) 

簡単な解説（詳細資料は事前配布）、ビデオ上映、 

コロンビア号爆発事件との比較、および「技術的逸脱の

常態化」は軽く触れる程度にとどめた 

2） ディジョージの内部告発の要件 

3） ７ステップガイドを紹介 

７ステップガイドに従って、ワークシート作成 

ボジョリー、

経営陣、NASA

の立場で、 

7 ステップを

実施 

学会の倫理綱領や企業などの行

動規範で、組織外へ内部告発する

ように記載しているものがある

か調べよ。メールで提出 

4 1） 日本化学会・日本原子力学会・日本機械学会・電気学会

の倫理綱領、ACM・IEEE の Code of Ethics 

2） 公益通報者保護法の紹介 

3） 「ギルベインゴールド」ビデオ上映 25 分 

グループ討議＋模造紙にまとめる 

どう行動す

るか、内部告

発をすべき

か 

消費者教育として、被害回避の教

育から発展させるとすればどの

ような内容を 400 字程度でまと

め、WebCT で提出 

5 1） 模造紙へのまとめの続き  

2） 発表 

3） ５回の講義の流れの振り返り 

 情報技術者である前に、技術者であること。技術者として

の倫理をどのように考えていくか、考え方の基礎を学んだ。

次回以降は、情報科学の各分野に関する問題を取り扱う。 

発表に対す

る質疑 

KOAN で提出(各 400 字程度) 

1） 学部時代の技術者倫理の学

習経験は 

2） 日本学術会議の声明「科学者

の行動規範について」に書か

れている「研究倫理の教育」

をどのような内容で実施す

べきか 

3） 授業の感想 

など。 
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情景図を用いた算数問題の作成環境の実現 
 

The Development of Learning Environment for  
Arithmetical Problem-Posing Using Illustrations 

 
江藤 光*1, 梅津 孝信 1, 平嶋 宗 2, 竹内 章 1 

Hikaru ETO*1, Takanobu UMETSU1, Tsukasa HIRASHIMA2, Akira TAKEUCHI1 
1九州工業大学大学院 情報工学府 

*1Graduate School of Computer Science and System Engineering, Kyusyu Institute of Technology 
2広島大学大学院 工学研究科 

2 Graduate School of Engineering，Hiroshima University 
Email: etou@minnie.ai.kyutech.ac.jp 

 
あらまし： 問題を解くのではなく，問題を作らせる学習の有用性が指摘されている．算数教育の分野で
も，学習者に文章問題を作成させる学習が行われている．しかしながら，文章問題の作成は初学者にとっ

て容易なことではない．問題を解く学習の場合であれば，文章問題を解けない学習者に対して，問題文の

情報を絵で表現し可視的に具現化させて提示することで，学習者の理解を支援する方法がある．そこで本

研究では，文章を使わず，可視的に具現化され理解しやすい，絵を用いた表現で問題を作成させることを

考えた．この，絵を用いた表現で問題を作成する環境を計算機上で実装し，小学二年生四名による環境の

試験的利用についても報告する． 
キーワード：作問学習，学習支援システム，可視化，算数初等教育 

 
 
1. はじめに 
教育現場において，問題を解くのではなく，学習

者に問題を作らせる作問学習の有用性が指摘されて

いる（1）．算数の分野でも，文章問題を作らせる学習

が行われている． 
平嶋らは作問学習支援システム「モンサクン」を

開発した(2)(3)．モンサクンでは，さまざまな単文があ

らかじめ用意されており，学習者はその単文を組み

合わせる形式で文章問題を作成する．このモンサク

ンの使用実験を通し，モンサクンを用いた学習は有

用であると確かめられたが，同時に，モンサクンで

上手く問題を作ることが出来ない学習者の存在も確

認された． 
問題を解く学習の場合であれば，文章問題を解け

ない学習者に対して，問題文の情報を絵で表現し可

視的に具現化させて提示することで，学習者の理解

を支援する方法がある．そこで本研究では，文章を

使わず，可視的に具現化され理解しやすい，絵を用

いた表現で問題を作成させることを考えた．学習指

導要領には目標のひとつとして，「数量関係のある情

景を式に表したり，式を具体的な情景に結びつけた

りする能力の育成」が上げられており，文章での問

題作成だけでなく，絵の上での問題作成にも学習的

な意味があると思われる． 
この，絵を用いて問題を作成する環境を計算機上

で実装した．また，小学二年生四名による，この絵

での作問環境の試験的利用についても報告する． 
 

2. 作成する問題の構造 
算数の文章問題には様々なものがあるが，本稿で

は，物が増える増加問題，物が減る減少問題，二つ

の物の数を合計する合併問題の三種類を取り扱う． 
本システムで取り扱う問題の構造は，平嶋らが開

発したモンサクンに基づいたものとなっている．モ

ンサクンでは，算数の文章問題は，何がいくつ存在

しているかを表す「存在文」が二文，その二文の存

在文で表される物体の，数量的な関係を表す「関係

文」が一文の，計三文からなる．例えば「リンゴを

3 個持っています．リンゴを 2 個買いました．リン
ゴが 5個になりました」という問題は，最初と最後
の文が存在文，二番目の文が関係文であり，3+2=5の
数量関係が成立する． 
絵での問題作成においても，存在を表す絵二枚と，

関係を表す絵一枚の，計三枚の絵で問題を構成する．

開発したシステムでは，食べ物・お金・人の三種類

の存在を扱うことができる．食べ物とお金は必ず人

が所有しており，人ひとりと，お金もしくは食べ物

数個がセットとなった絵をひとかたまりとして扱う．

人は特定の所在地にいる状態で表現され，所在地ひ

とつと，人が数人のセットでひとかたまりとして扱

う．図 1の左側に，この存在の絵の例を示す． 
関係の絵では，あげる/もらう，買う/売る，（人が）
移動する，の三種類の絵を用意している．あげると

もらう，買うと売るは，動作主をどちらとするかの

違いであり，どちらも同じ絵で表現することができ

る．開発したシステムはこの三種類の関係の他に，

（二つの数を）合わせる，という関係も扱うことが

できる．絵としては用意しておらず，二つの存在絵

を組み合わせて，その合算を表現する．図 1の右側
に，この関係の絵の例を示す． 
なお，増減の問題を扱う場合は，三枚の絵の間に

時系列が存在する．増減前の存在を表現する絵，増
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減を表現する絵，増減後の存在を表現する絵，の順

に時系列が存在する．この時系列を表現するため，

本システムで用意されている全ての絵には「あさ」

「ひる」「ばん」の時系列情報が付与されている．学

習者はこの時系列についても矛盾のないように問題

を絵で作成しなければならない． 
 
     存在を表す絵       関係を表す絵 

          
図 1 システムで用いる絵 

 
3. 絵による作問システム 
システム画面を図 2に示す．学習者は，システム

から数式（図 2左上）と，絵（図 2右）を与えられ
る．与えられた絵から必要なものを抜き出して組み

合わせることで，与えられた数式で解くことができ

るような問題を絵で作成する（図 2左下）． 
 

 
図 2 システムのインターフェイス 

 
システムが与える絵（図 2右）は，絵で表現され

た問題を複数問組み合わせて一つの大きな絵にした

ものである．食べ物を買って増える様子を書いた絵

や人が移動して増える様子を書いた絵などが一つの

絵の中に矛盾のないように存在している．一つの問

題は二つの存在絵と一つの関係絵から構成されてい

るため，実際にはこの絵は，複数の存在絵と関係絵

の組み合わせからなっているとも言える．どの存在

絵と関係絵が組み合わさり問題を成しているかは学

習者には提示されていない． 
学習者は，それら複数の問題が混在している絵の

中から，与えられた数式で解くことができるものを

探し出さなければならない．どの存在絵と関係絵が

問題を構成しているかは提示されていないため，実

際の作業は，複数の存在絵と関係絵の集合から，シ

ステムが与えた計算式と同じ数量関係が成立する組

み合わせを見つけ出すことになる．操作としては，

絵の集合から存在絵二つと関係絵一つをドラッグ＆

ドロップで抜き出し組み合わせて問題を作成する． 

存在絵と関係絵は時制や物体の数，数量関係など

の情報を持っており，その情報を用いて，学習者が

作成した問題を診断する．問題の正誤と，誤答であ

ればその理由をフィードバックする． 
 

4. 評価実験 
小学校二年生四名に，単文の組み合わせで作問す

るモンサクンと本稿で作成した絵での作問環境の両

方を利用してもらい，差が出るかを確かめた． 
被験者には作問ついてとシステムの利用法を説明

し，四名のうち二名は先にモンサクンを利用し，そ

の後絵での作問環境を利用してもらった．これを第

一群とする．残り二名は，先に絵での作問，その後

モンサクンを利用してもらった．これを第二群とす

る．システム利用の時間は，それぞれ 15分である． 
 

表 1 作成した問題数の集計 
 

 
被験者 モンサクン 本システム 

正答 誤答 正答 誤答 
第一

群 

A 2 9 5 1 
B 6 1 6 0 

第二

群 
C 0 2 1 3 
D 2 2 4 1 

 
結果を表 1に示す．表中の数字は，15分で正しい
問題を作った数と誤った問題を作った数を示す．被

験者 A, Dは，モンサクンよりも絵での作問の方が正
答が多い．被験者 Bはどちらの環境でも多くの問題
を作成している．被験者 Cは，どちらの環境でも問
題が作成できていない． 
以上から，文章による作問が上手く出来ない学習

者には，絵による作問が有効な場合があると考えら

れる．また，文章による作問が出来る学習者は，絵

による作問も行うことが出来ると考えられる． 
 

5. おわりに 
本稿では，絵を用いた表現で問題を作成させる環

境を開発した．試験的利用により，文章では問題を

作れない学習者であっても，絵であれば問題を作成

できる可能性を示唆した．今後の課題として，さら

なる実験や，扱える問題の拡張を行いたい． 
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学生が作成した問題の質向上のための相互評価手法の提案 
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あらまし：著者らはこれまで学習者が問題を作成し，その問題をグループ内の学習者と相互に評価する学

習活動を実践してきた．これにより，学生間のコミュニケーション機会の増加や理解力の向上が期待でき

る．しかし，作成された問題には誤りや不備が残っているため，問題の再利用性が低かった．そこで，学

生が作成した問題の質向上のための相互評価手法を提案する．本稿では，大学の授業で実践した作問と相

互評価の結果から本手法の有効性を評価する． 
キーワード：作問学習，グループ学習，相互評価 

 
 
1. はじめに 
	 著者らは，学習者自身が問題を作成し，その問題

を共有することで学習を進める WBT システム
「CollabTest」を開発し，教育現場での作問学習・相
互評価を実践してきた（1）．しかし，作成した問題を

学生同士で相互評価した場合，誤りに気づくことが

できていない学生もおり，問題に誤りや不備が残っ

たまま教員に提出されることが多々あった．そのた

め，問題の再利用性が低くなっているのが現状であ

る．これは，評価する学習者の理解度の低さと、評

価する際の手順の違いが要因として考えられる．そ

こで，本稿では学生が作成した問題の質向上を目的

とした相互評価手法を提案する．また，評価者の理

解度と評価手順などを把握することを目的として実

施したアンケート結果について述べる． 
 
2. システムの提案 
2.1 システム概要 
問題を評価するには，その内容に対して理解して

いる必要がある．さらに，問題の質を向上させるに

は，誤りを発見するための観点や方法などの評価者

としての能力が必要となる．そこで，問題の誤りを

全て発見できるようになるまで繰り返し問題を評価

し，評価者としての能力を高めたあと，グループメ

ンバーが作成した問題を相互評価できるシステムを

提案する． 
2.2 システム利用の流れ 
(1)問題の評価 
	 教師があらかじめ講義で学んだ単元に関する問題

に対して意図的に誤りを含めた問題を登録しておく．

学習者は誤りを含んだ問題を評価する．1 つの問題
には種類の異なる誤り（問題文の誤字・脱字，答え

の誤り，解説の計算ミスなど）を複数含める． 

(2)評価不備の判定 
	 評価能力向上システムが学習者からの評価結果を

受け取り，誤りの発見数と正しい指摘数を自動判定

する．全ての誤りを発見した場合は(4)へ，発見でき
なかった場合(3)を行なう. 
(3)アドバイス生成機能 
	 誤りを発見できなかった箇所と，その誤りを発見

するためのアドバイスをする(フィードバック機能)．
誤りの種類は分類しておき，分類グループに対応す

るアドバイスを提供し(1)を再度行なう． 
(4)評価者認定 
	 正しい指摘と全ての誤りを発見することができた

場合，評価者として必要な考え方や見方，理解度が

あると判断し，評価者として認定する． 
(5)学生が作成した問題の評価 
	 評価者としての認定を得ることができた学習者は，

学生が作成した問題を評価することができることに

する． 
	 以上に示したように，1 つの問題に含まれている
誤りをすべて指摘できるようになるまで繰り返し問

題を評価させることによって，問題を評価する能力

を高めるとともに理解度を高めてもらう． 

 
図 1 システムの流れ 
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3. 問題評価の結果と分析 
3.1 調査概要 
	 評価者の理解力，評価手順と評価能力との関連を 
分析するため岩手県立大学ソフトウェア情報学部 1
年生の「情報基礎数学 C」(受講者 86名)を対象とし
て，調査を行った．この講義では数学の問題の作成

と相互評価を「CollabTest」を利用して行っている．
各回の授業は予習を必須としており，授業前に e ラ
ーニング教材を使って自学自習(予習)し，授業では
事前・事後テストやグループ学習，作問演習を行っ

ている．今回の調査では，ベクトルを対象とした授

業を対象とした． 
	 CollabTest を活用した 2 回目の作問演習の前に，
意図的に誤りを含ませた問題の評価と，評価に関す

るアンケート調査を実施した．調査では，問題文と

答え，選択肢，解説に誤りを合計 5つ含ませたベク
トルの問題を利用した．学生には，問題文と図，4
択の選択肢，答えを導く計算過程を示した解説を閲

覧してもらい，問題を評価してもらった．誤りの箇

所，誤りの修正案，解説の分かりやすさなどについ

て記述してもらった． 
3.2 アンケート内容 
	 評価項目については（2）を参考にして作成した．ま

た，評価手順については①問題文を読む，②答えを

見る，③選択肢を見る，④解説を読む，⑤答えを求

める，⑥その他の 6つの中からどの順序で評価して
いくのかを選択してもらい，さらに，特に着目して

見る観点を「誤字・脱字」，「表現の適切さ」，「内容

の正確さ」，「その他」の中から選んでもらった． 
3.3 問題評価結果の分析 
問題の評価結果のデータは 86名から収集した．ま

た，評価手順に関するアンケートは 85名が回答した．
評価結果のデータを分析した結果，38種類の評価手
順が得られた．誤り発見数と正しい指摘数ごとに分

類したグループの人数と，ベクトルの授業で実施し

た事前・事後テストの平均点を表 1〜3 に示す．事
前・事後テストの平均点は 10点満点のテスト 10回
分，合計 100点満点の得点を表している． 

 
表 1 誤りの発見数毎のテストの平均点と所属人数 
誤り発見数 0個 1個 2個 3個 4個 5個 
平均点 34.7 50.9 46.0 54.3 53.8 51.3 
人数 3人 17人 33人 18人 12人 3人 

 
表 2 正しい指摘数毎のテストの平均点と所属人数 
正しい指摘数 0個 1個 2個 3個 4個 5個 
平均点 57.3 42.6 47.8 54.9 52.2 66.0 
人数 8人 21人 27人 16人 13人 1人 

 
表 3 評価時に注目して見ている観点の回答人数 
注目して 
いる観点 

誤字・

脱字 
表現の

適切さ 
内容の

正確さ 
その

他 
なし 

人数 18人 5人 20人 2人 40人 
3.4 考察 
	 表 1〜3の結果からテスト得点と誤り発見数・正し
い指摘数の相関係数を算出した．表４に求めた相関

係数を示す．表 4よりテスト得点と誤り発見数・正
しい指摘数の間には相関がないことが分かった．つ

まり，テストの得点が高くなくても誤りの発見や正

しい指摘ができていたことが示唆される．今回調査

は，ベクトルの授業を 6回分受講したあとに実施し
たため，問題を評価した学生はベクトルに関する知

識をある程度持っていたため，このような結果にな

ったと考えられる． 
	 また，解説の誤りを発見している人のうち問題文

の誤りを発見できなかった人の割合は 22%，問題文
の誤りを発見している人のうち解説の誤りを発見で

きていなかった人の割合は 24%であった．このこと
から，全体の約半分の人が誤りを発見している箇所

に偏りがあることが分かった．これらの偏りを減ら

すことで，より多くの誤りを発見できると考える． 
	 評価手順では表 5より，問題文を見たあとに解説
部分を見る，最後に選択肢を見るということが，誤

りを多く発見できる順序だと考えられる．表 5は 3.2
章で示した評価手順①~⑥に対応している． 
 
表 4 テスト得点と誤り発見数・正しい指摘数との相

関係数 
テスト合計点と誤り発見数 0.168 
テスト合計点と正しい指摘数 0.132 

 
表 5 誤り発見数 0個と 5個の人の評価手順 

0個 ①→⑤→③→②→④，①→③→②→④→⑤， 
①→②→③→④→⑤ 

5個 ①→④→⑤→②→③(2名)，①→⑤→②→④→③  
	  
4. まとめ 
問題を評価する際，誤りや不備を発見できていな

いことで，問題の質が低くなり，再利用性が低くな

っている．そこで，アンケートを実施し，現状とし

てどのようにして問題の評価をしているのか調査し

分析した結果，理解度が高くなくても誤りの発見や

正しい指摘ができるといえることが分かった．これ

らの結果を考慮し，システムを利用してもらうこと

で問題の質が高くなり，再利用性が高くなるように

したいと考えている． 
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あらまし：本稿では, 数学, 情報, 医療看護などの体系性の高い知識項目の学習が求められる科目を想定
して, 知識の体系性を可視化した知識マップ上に, 協調的な作問を通じて知識の修得状況を学習者全体で
共有できる学習支援システムを提案する.さらに実際に本機能を実装したシステムを授業で活用し, 知識
の修得状況の観点から, システムの有用性を評価する. 
キーワード：LMS, CSCL, 作問学習 

 
1. はじめに 
数学，情報 医療看護などの高度な専門知識を必要

とする学問領域では，確実に知識を修得した上でそ

れを活用することが重要となる. そのため, これら
の学問領域では知識の体系性が重視され, 体系性は
知識相互の関係性を表した知識体系(以下, 知識マ
ップと呼ぶ)で表現されることが多い.  
本研究では, こうした知識マップで表現される知

識体系を有する科目において, 学習者が相互にマッ
プ上の知識を参照して学習することが, 知識修得の
観点で効果的と考えた. そこで, 知識の体系性を可
視化した知識マップを用いて, 協調的な作問を通じ
て知識の修得を学習者全体で共有し学習できるシス

テムを提案し, 実際に本機能を実装したシステムを, 
看護過程論の科目に適用して効果検証を行った. 

 
2. 提案システム 
学習者がマップ上の知識を参照するためには，そ

れらを何らかの手段で可視化する必要がある．これ

を狙い, 知識マップを ICT システムで可視化できる
学習システムを提案する. 具体的には, 学習者が知
識マップ上の各知識と紐づいた演習問題のセットを

解くことで知識の修得を図るものである．加えて，

学習者自身が新たな問題を作成し,それを知識マッ
プ上に紐付けることで, 学習者間で相互に問題を解
き合い, 知識を深めあうことも狙ったシステムとす
る.学習システムは知識可視化システムと作問シス
テムから構成される. これらのシステムのしくみに
ついて以下に述べる． 

2.1 知識可視化システム 
知識可視化システムは , 既存の知識修得型の

WBT（Web-Based-Training）システム(1)が保有する演

習問題と知識を知識マップ上に紐付ける形で実装し

た. 学習者が可視化された知識マップの中から学習
したい知識を選択すると, 選択した知識に紐づいた
教材に取り組むことができる. また, 知識ごとに教
材の取り組み状況を確認することもできる. 

 
2.2 作問システム 
学習者が演習問題を作成できる作問システムを，

知識可視化システム上に実装した. 本システムは作
問した演習問題に対して知識の紐付けができる機能

を有している. 登録された演習問題を知識マップ上
で閲覧できることで，知識可視化システム上での知

識共有を実現している.  
本研究では, この機能を活用して学習者同士が相

互に演習問題を解き合うことで, 新たな知識の発見
につながると仮定した. 問題作成に関する機能とし
ては, 問題文作成・解答欄作成・ヒント作成・知識
登録・確認の計 5つのステップ形式で問題を作成で
きる. 知識登録とは, 学習者が作成した問題がどの
ような知識を持つかを学習者自身が登録する（知識

と紐付ける）機能であり, 学習者同士が相互に演習
問題を知識可視化システムから取り組むことが出来

る. なお, 学習者が登録した知識が正しいかどうか
は, 教員が確認することとした. 
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3. 授業の概要 
ある大学の看護学科における講義「看護過程論」

を対象に本システムを導入し検証を行った. 本講義
は, 学部 2 年生を対象としたもので, 2014 年前期に
開講された. 看護過程論では, 看護を実践するため
の進め方の手順や考え方を学ぶ. また, この基礎的
な看護領域での学習が，今後の看護の各領域での学

習へとつながっていく. そのため, 看護師国家資格
試験で出題される各領域の問題は, この看護過程が
基盤となると言って良い. 本講義では看護の基礎的
技術に関する知識を修得することを目標としている. 
知識の修得と活用を積極的に行うため，座学とグル

ープ学習, 作問を組み合わせることで知識の拡充や
創発を狙った授業モデル(図 1)を設計した. なお, 本
研究での看護における知識マップの作成は, 看護過
程論の担当教員が作成し, 知識可視化システムに適
用した. 

 

 
図１	 設計した授業モデル 

 
図１の授業モデルでは, [1]教員が学習者に対し, 

知識可視化システムを用いて, 予習課題を授業外で
行わせる. 予習課題の教材は事前に教員が用意して
おり, 教材と知識の関連付けも教員が行っている. 
[2]学習者が予習課題で学んだ内容について, 教員が
対面授業を行う. [3-a]教員が学習者に対し, 知識可
視化システムを用いて, 復習課題を授業外で行わせ
る. [3-b-1]それと同時に, 学習者に個人課題として
予習課題と対面授業で学んだ知識を活用して作問シ

ステムで作問を行わせる. そして作問した問題を学
習者自身が所属するグループ内に公開する. なお, 
グループ分けについてはあらかじめ教員が行ってい

るものとする. [3-b-2]その後, 学習者自身が所属す
るグループ内の他の学習者の作成した問題を解き, 
相互に学習を行う. [4]復習課題や各個人が作問した
問題をグループ内で互いに解き合った知見をもとに

グループ学習を行う. このグループ学習では, これ
までに得た知見を元に次のグループ課題に向けた話

し合いが行われる. [5-1]学習者にグループ課題とし
て, グループ学習で学んだ知識を活用して作問シス
テムを用い, グループ毎に一問のみ作問を行わせる. 
そして各グループが作問した問題を学習者全体に公

開する. [5-2]公開された各グループの作問を学習者
全員が相互に解き合い, 学習を行う.  

4. 評価 
本研究はシステムを開発し, 授業を通じた評価を

図っている段階である. 以下に有用性の評価の計画
を述べる. 

 
4.1 知識の修得に関する評価 
	 知識の修得については, 各知識と紐づいた演習問
題のセットを解くことで得られたと解釈し, 学習者
の学習状況から判定した. 表 1は, 2014年 6月 18日
時点でのある学習者の取組状況である. 表１の場合, 
この学習者は表に示す 3つの知識を取得したものと
解釈する. 現在, 継続してシステムに蓄積された学
習履歴を元に学習者個々の知識の修得状況を分析し

ている. その傾向を分析することでシステムの有用
性の評価を行う.  

 
表 1 ある学習者の知識別の演習問題の取組状況 
知識名	 演習問題数(個)	 正解回数(回)	 

看護過程の意義	 3	 3	 

看護過程を学ぶ目的	 1	 2	 

看護過程の各段階	 2	 2	 

…	 …	 …	 

 
4.2 授業モデルの各プロセスに関する評価 
	 授業終了後に, 図１に示した学習プロセスごとに
以下の項目でのアンケートを実施する予定である.  
 
l 本授業モデル（図 1）の授業としての評価 
l 各学習プロセスでの知識の修得状況 
l 知識の修得と予習・復習の関係 
l 協調的な作問の知識修得への影響 
 
5. まとめ 
	 知識の体系性を可視化した知識マップを用いて, 
協調的な作問を通じて知識の修得を学習者全体で共

有し学習できるシステムを提案し, 実装システムを, 
看護過程論の科目に適用した. 今後, システムの有
用性の評価を行い, 評価結果を示したい. 
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あらまし：近年，様々な検定や試験が行われている．各試験の作問現場では作問者への負担が問題となっ

ている．そこで，作問負担の軽減を目的とし，知識ベースと出題テンプレートを用いた作問支援機能を提

案する．本稿では，全国各地で開催されているご当地検定を対象とした作問支援機能について述べる．本

機能では，出題したいキーワードを入力するだけで多数の問題候補を提示できるため，作問者の作問負担

の軽減につながることが期待できる． 
キーワード：作問，知識ベース，ご当地検定  

 

 
1. はじめに 
	 近年，情報処理技術者試験や TOEIC，ご当地検定
等の様々な検定や試験が行われている．これらの試

験の作問現場では，作問者への負担が大きいことが

問題となっており(1)，作問支援を目的とした問題の

自動生成に関する研究が行われている(2)．しかし，

問題生成の事前準備として，問題を生成するための

リソース情報に XML のタグを付与などの作業を作
問者がしなければならず，作問者にかかる負担はま

だ大きいと言える．そこで，本稿では作問負担軽減

を目的に，問題文と解答の自動生成を行う作問支援

機能を提案する． 
 

2. 目的達成へのアプローチ 
菅原ら(3)は，多肢選択式問題における誤答選択肢

の作成負担が大きいことに着目し，誤答選択肢を自

動生成するシステムを開発している．これに対し本

研究では，問題文と解答を自動生成し一問一答形式

の問題として生成することとする．これにより，作

問者は生成できる問題の種類が増加するだけでなく，

菅原らの研究と組み合わせることにより問題文，解

答，誤答選択肢の全てを自動生成することが可能と

なる．また，作問者が指定したキーワード（問題で

問いたい知識）に対して複数の聞き方で問題を生成

することにより，様々な出題意図に対応可能にする．  
 

3. 知識ベースと出題テンプレートを用いた
作問支援 

3.1 作問支援機能の概要	 
本研究で提案する作問支援機能の概要図を図 1に

示す．本研究では，対象とする試験の専用知識ベー

スと，出題テンプレートを用いて一問一答形式の問

題を自動生成する．なお，本稿では共同研究を行っ

ている盛岡商工会議所が主催する岩手県盛岡市のご

当地検定「盛岡もの識り検定（以下もりけん）」の問

題を対象とし，もりけん専用の知識ベースと出題テ

ンプレートを用いて問題の自動生成を行う． 
作問支援機能の利用の流れとしては，まず初めに，

作問者は問いたい知識のキーワードを入力する．シ

ステムは入力されたキーワードから知識ベースを参

照し，キーワードに関する関連知識を収集する．こ

の関連知識を出題テンプレートに当てはめて一問一

答形式の問題を複数生成する．作問者はその中から

適切な問題を選択し，場合によっては編集する． 
3.2 作問支援に用いる知識ベース	 
	 本研究で用いる知識ベースの一部を図 2に示す．
図 2では，知識ベースの人物カテゴリーについて示
している．本研究で用いる知識ベースのカテゴリー

以下は，分類項目，要素，付加情報の 3つに分かれ
る．例えば「金田一京助」という人物については，

人物カテゴリーの子要素に「金田一京助」という人

名がある．金田一京助の子要素には「職業」や「出

身校」などその人物についての情報に関する分類項

目がある．分類項目の子要素には「言語学者」や「盛

岡中学校」など，分類項目に対する具体的な値（問

題の答え）となる要素が入る．要素の子要素には 
 

 
図 1 本システムの概要図 
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図 2 知識ベースの一部 

 
詳細となる付加情報が入る．この知識ベースは，古

舘らが自動構築する手法[4]を検討しており，本研究

では知識ベースが構築されていることを前提とする． 
3.3 作問支援に用いる出題テンプレート	 
	 知識ベースの人物カテゴリーに対応した出題テン

プレートを表 1に示す．表 1の要素や付加情報は，
図 2の要素，付加情報に対応している．また，分類
項目毎に対応した連結語があり，それらを表 2に示
す．連結語を使用する例として，金田一京助が持つ

言語学者という要素を使用する場合を挙げる．言語

学者の分類項目は職業であるため，表 2で示す分類
項目の職業に並ぶ，連結語の「であり，」と対応して

いる．よって，その 2つを組み合わせ「言語学者で
あり，」という問題文の一部を生成する．そして，テ

ンプレート文中の「は誰か」という文末に，最も近

い位置に配置する場合は，最終連結語を使用し文法

的な誤りを除いた上で生成する． 
	 テンプレート①による問題文の構築例として，キ

ーワードを「金田一京助」にしたものを挙げる．本

キーワードの分類の出身校は「盛岡中学校」という

要素を持っているため，連結語と組み合わせ「盛岡

中学校に通っていた人物は誰か」という問題文が構

築される．しかし，知識ベース中に同じ要素を含む

分類項目を持つ「石川啄木」が存在するため，これ

では答えが複数存在し，一意に決まらない．そこで

分類の職業が持つ要素を加える．これにより「盛岡

中学校に通い，言語学者である人物は誰か」という

問題を構築し，歌人・詩人の要素を持つ「石川啄木」

が答えから外れる．このように，分類項目の中の要

素と，それに対応する連結語を問題文に追加してい

くことで，問題文から導き出せる答えを一意に定め

られるようにする．  
	 テンプレート②は①の要素へ，その要素が持つ「付

加情報」の情報を付加するものである．問題文の構

築の例としてキーワードを「石川啄木」としたもの

を挙げる．このキーワードをテンプレート①を使い

問題文の構築をすると，「盛岡中学校に通い，歌人・

詩人であった人物は誰か」といったものになる．そ

れに対して②を使用すると，「現在は盛岡一高である

盛岡中学校に通い，歌集『一握の砂』を書いた歌人・

詩人は誰か」といった問題文ができる．②のテンプ 

表１ 人物カテゴリーの出題テンプレート 
No テンプレート文 

① 「要素」「連結語」は誰か 

② 「付加情報」「要素」「連結語」は誰か 

③ 「人名」の「分類項目」は何か 
 

表 2 カテゴリー人物における分類項目の連結語 
分類項目 連結語 最終連結語 

職業 であり， である 

出身校 に通い， に通っていた 

出身地 に生まれ， に生まれた 

状態 となり， となった 
 

レートは問題文から導き出せる答えを，より詳細に

説明した問題となる． 
テンプレート③は人物の人名ではなく，人物が持

つ要素を問う．キーワードが「金田一京助」である 
ことを仮定し例を挙げると，解答を「盛岡中学校」

とする場合，「金田一京助の出身校は何か」のような

問題文が構築される．しかし，金田一京助が持つ「出

身校」の分類項目には「盛岡高等小学校」も含まれ

ているため，この問題は重複解を持つ．その場合，

テンプレート中の「分類項目」の直前に「付加情報」

を加え，「現在は下橋中学校である金田一京助の出身

校は何か」といった問題文なり，答えが一意に定ま

るようにする． 
 

4. まとめと今後の課題	 
本稿ではもりけんを対象とし，知識ベースと出題

テンプレートを用いて一問一答形式問題の自動生成

機能について提案した．今後は，出題テンプレート

をより汎用性の高いものにし，生成された問題とも

りけんの過去問題を比較・評価することによって，

本手法の有効性を検証する．  
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産学連携による「社会人基礎力」の育成と評価システム構築の試み

An Attempt to Foster "Fundamental Competencies for Working Persons" and 
Develop Evaluation System by Industry-University Cooperation

福重 八恵, 前田 利之
Yae FUKUSHIGE, Toshiyuki MAEDA

阪南大学経営情報学部
Faculty of Management Information, Hannan University

Email: fukusige@hannan-u.ac.jp

あらまし：社会人基礎力の育成を目的とした，産学連携や地域連携による教育プログラムを導入する大学

が増えている．また，社会人基礎力の評価方法も，自己評価だけでなく，学生同士による評価や教員評価，

外部評価を加えるなど，様々な試みが進んでいる．本稿では，阪南大学経営情報学部のゼミナールで試み

た，産学連携による社会人基礎力の育成と評価システムの構築について，成果と課題を報告する．

キーワード：社会人基礎力，評価，産学連携

1. はじめに
経済産業省によると，近年，産業競争力として「新

しい価値のある商品やサービスをいかに早く創り出

すか」が問われ，企業現場では，新しい価値創出に

向けた課題の発見，解決に向けた実行力，異分野と

融合するチームワークなどの能力が強く求められて

いる．他方，従来それらの能力を「自然に」磨く場

であった家庭や地域社会などにおける教育力は落ち

込んでおり，「職場や地域社会で求められる能力」に

係る需要と供給のバランスは大きく崩れている．こ

れまで大人へと成長する過程で「自然に」身に付く

と考えられていた「職場や地域社会で求められる能

力」は，「意識して育成しなければいけない能力」に

なったといえる．また，中央審議会大学分科会大学

教育部会では，産業界や地域が今求めているのは，

「予測困難な時代の中で，どんな状況にも対応でき

る多様な人材である」とした上で，「学士課程教育は，

学生の思考力や表現力を引き出し，その知性を鍛え，

課題の発見や具体化からその解決に向かう力の基礎

を身につけることを目指す能動的な授業を中心とし

た教育が保証されるよう，質的に転換する必要があ

る」とし，大学教育の転換を「喫緊の課題」と位置

付ける審議をまとめている．かかる状況を背景に，

社会人基礎力の育成を目的とした，産学連携や地域

連携による教育プログラムを導入する大学が増えて

いる．また，社会人基礎力の評価方法も，自己評価

だけでなく，学生同士による評価や教員評価，外部

評価を加えるなど，様々な試みが進んでいる．阪南

大学では，ゼミナール（専門演習）の一部で，企業

や地域と連携し，社会が抱える課題の解決に取り組

みながら，専門知識と実践力の修得を目指す教育が

取り入れられている．本稿では，阪南大学経営情報

学部の中から，ベンチャービジネスのゼミナールで

試みた，産学連携による社会人基礎力の育成と評価

システムの構築について，成果と課題を報告する．

2. 研究目的と研究方法

2.1 2012 年度研究からの発展

2012 年度は，株式会社ワオ・コーポレーションが

開発したキャリア教育支援 E-Learning のコンテンツ

分析と商品改善案の策定を行い，プレゼンテーショ

ン及びディスカッションを実施するという教育プロ

グラムによって，社会人基礎力の育成を図った．そ

れについては，福重・前田(2013)による報告の通り，

一定の成果をみてとることができた．2013 年度はこ

れを発展させ，後述の通り，学生自らが課題を発見

し，解決策として戦略の立案や商品・サービスの企

画に取り組むという教育プログラムを実施した．そ

の有効性について，図・表 1 が示す評価結果，企業

のコメント，学生アンケートなどから検討する．

社会人基礎力の評価については，2012 年度は，経

済産業省が掲げる 3 つの能力・12 の要素－(1)前に踏

み出す力：主体性，働きかけ力，実行力，(2)考え抜

く力：課題発見力，計画力，創造力，(3)チームで働

く力：発信力，傾聴力，柔軟性，状況把握力，規律

性，ストレスコントロール力－をそのまま用いて評

価を実施した．2013 年度は，株式会社ワオ・コーポ

レーションとの共同研究によって，図・表 1 の通り，

評価項目及び結果返却シートを改良したものを用い，

これについて学生アンケートを実施した．

2.2 教育プログラムの概要

本プログラムの活動期間は 2013 年 11 月 1 日から

2014 年 3 月 1 日である．2012 年度とほぼ同じ 4 ヵ月

間に，3 年生 10 名と 2 年生 2 名が参加した．

学生はまず，ケース・スタディコースと新商品・

新サービス企画コースのいずれかを自由に選択する．

ケース・スタディコースの選択者は 2 名以上のチ

ームに分かれ，興味のある業界の企業についてイン

ターネットなどで調べ，組織や戦略等に特色ある 2
社を選び，それらの比較分析を通して経営課題を明

らかにする．最終的にいずれか 1 社について，課題
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解決につながる戦略を立案し，一連の調査・分析結

果や戦略等を当該企業にプレゼンテーションできる

よう資料作成する．その後，分析過程で生じた疑問

点や課題及び戦略の妥当性等についての質問票と，

企業へのフィールドスタディ依頼状を作成する．そ

れらをもとに教員から企業へフィールドスタディを

依頼し，了承を得た後，学生が出向いてプレゼンや

ヒアリング，現地調査等を実施して結果をまとめる．

新商品・新サービス企画コースの選択者は 2 名以

上のチームに分かれ，様々な社会的課題についてイ

ンターネットなどで調査する．興味の持てた課題を

選択し，その解決につながる商品やサービスについ

て，ディスカッションと調査を繰り返しながら，既

存の商品やサービスとは異なる新商品・新サービス

を考案し，企画書としてまとめる．

両コースとも，参加学生は，企業を交えて実施す

る中間発表会や最終成果発表会で，プレゼンテーシ

ョンやディスカッションを行う．

3. 結果と考察
 最終成果発表会直後に，参加学生の社会人基礎力

について，自己評価，学生同士による評価，教員及

び参加企業による評価を実施した．結果は図・表 1
が示す通り厳しい評価となった．最終成果発表会に

おける，学生に対する企業担当者のコメントも極め

て厳しいものであり，2012 年度（福重・前田(2013)）

図 1 評価チャート

とは対照的な結果となった．これらから，本教育プ

ログラムは，参加学生の学力水準に対して難易度が

高く，目に見える成果を出すことが困難であったこ

とが伺われる．2012 年度のように，企業から与えら

れた課題に取り組むプログラムの方が，教員から具

体的な指導を受けることもでき，4 ヵ月という期間

で成果を出しやすかったと考えられる．

しかし，学生アンケートでは，本教育プログラム

は社会人基礎力の向上に役立ったかという問いに対

し，全員が役に立ったと答えた．また，企業を交え

て行う成果発表会やディスカッションについても，

12 名中 11 名が役に立ったと答えた．さらに，活動

終了後に学生が書いたレポートには，次のような記

述がみられた．「理想と現実の差は大きく，私たちは

その壁を乗り越えることができませんでした．」「努

力不足を実感させられ，自分たちが妥協してしまっ

ていたことに気付かされました．」「知識も経験もな

いからこそ，時間を作り，しっかりと調査すること

の大切さ，チームでの共有，ディスカッションを通

して，様々な人の考え・意見を取り入れることの大

切さを学びました．」これらの記述やアンケート結果

から，参加学生は，企業からの厳しい評価を社会の

現実として受け止め，成果を出すことの難しさを知

った点で，自身の成長を実感したと推察される．

 社会人基礎力評価シートは，経済産業省が掲げる

項目をそのまま用いた従前の評価シートと，改良を

加えた今回のシートとを比較して，「今回の方が評価

しやすい」が 8 名，「どちらも評価しやすい」が 3
名，「従前の方が評価しやすい」が 1 名であった．

4. まとめ
本教育プログラム及び改良版評価シートについて

一定の成果をみてとることができた．評価シートに

ついては，参加学生から自由記述で改善案等の意見

を得ているため，今後の改良に生かしていく．また，

今回は手書きの評価シートを用いたが，次回以降は

スマートフォンでの入力に移行する計画である．

謝辞：本研究の一部は，JSPS 科研費 23653112，
25285142,25380630 の支援を受けている．

表 1 評価項目・評価の観点・レベル
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ルーブリックを用いた相互レビューと学習者特性の関連 
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あらまし：ルーブリックを用いた相互レビューと学習者特性の関連を明らかにするために大学生を対象

に調査を実施した．その結果，直感的・言語的な学習スタイルの学生ほどルーブリックが，視覚的な学習

スタイルの学生ほど他者のレビューが，授業への自己効力感が高い学生やピア学習に慣れた学生ほど相

互レビューが役立つと感じていることが明らかとなった．社会的スキルが高い学生には実名による相互

レビューの効果が低い可能性が示唆された． 
キーワード：相互レビュー，ルーブリック，学習者特性，匿名 

 
 
1. はじめに 
自由記述問題やパフォーマンス課題などの応用学

習において，相互レビューやルーブリックの活用は

有効である．本研究では，大学の授業においてルー

ブリックを用いた相互レビューを導入する際に考慮

すべき学習者特性を明らかにすることを目的とする．

具体的には，ルーブリックを用いた相互レビューを

より役立つと感じるのは，言語的な学習スタイルが

強い学生や社会的スキルの高い学生，自己効力感が

高く日常的にピア学習を行なっている学生であると

いう仮説を立て，調査を実施し検証する． 

2. 方法 
教職課程の授業において，独学教材の企画書の作

成を課し，LMS上の掲示板に実名で提出させた．次
に，3 人グループを組み，教材企画書について掲示
板上で相互レビューしてもらった．その後，表 1 に
示すルーブリックを用いて再び相互レビューしても

らった．ルーブリックは教科書(1)を参考に作成した． 
相互レビューの後，対面型の授業中に LMS のア
ンケート機能を利用して以下の質問について回答を

求めた．実施時期は 2014年 6月初旬であった． 
相互レビューおよびルーブリックに関する質問：「他

者からの評価が自分の教材企画書の改訂に役立った

か」，「他者を評価することが自分の教材企画書の改

訂に役立ったか」，「他者を評価する際に匿名がよい

か」，「他者から評価される場合匿名がよいか」，「ル

ーブリックが他者の教材企画書をレビューする際に

役だったか」，「ルーブリックが自分の教材企画書の

改訂をするのに役だったか」の 6 項目について「5.
あてはまる」~「1.全くあてはまらない」の 5件法の

質問とその理由（自由記述）の回答を求めた． 
ILS(Index of Learning Styles)：Felder & Silverman 
(1988)の 4領域(直感的-感覚，内省-行動，言語-視覚，
全体-順次)における学習スタイルを測定する2 択式44
項目(2)に回答を求めた． 
KiSS-18(Kikuchi’s Social Skill Scale・18項目版)：菊
池(2007)の社会的スキルを身につけている程度を測
定する 18項目の質問(3)に「5.いつもそうだ」~「1.い
つもそうでない」の 5件法で回答を求めた． 
授業への自己効力感，ピア学習：Pintrich, smith, Garcia 
& McKeachie (1991)のMSLQ(Motivated Strategies for 
Learning Questionnaire) (4)のうち自己効力感因子 9項
目，ピア学習因子 3 項目について「6.とてもそう思
う」~「1.全くそう思わない」の 6件法で回答を求めた． 

3.  結果と考察 
有効回答者は 23名であった．ILSは 4領域の得点
を，KiSS-18，授業への自己効力感，ピア学習に関す
る質問についてはそれぞれ合計得点を算出した．算

出した得点と相互レビューおよびルーブリックに関

する質問への回答との順位相関を求めた結果を表 2
に示す． 

ILSの「直感的-感覚」と「他者の課題を評価する
際にルーブリックが役立つ」が有意な負の相関

(r=-.52, p<.05)を示した．感覚の強い学習スタイルの
学生は，ルーブリックに含まれる抽象的な表現や慣

れない評価法が原因でルーブリックをうまく使いこ

なせなかった可能性があると考えられる． 
「言語的-視覚的」と「他者からのレビューが役立
つ」が有意な負の相関(r=-.46, p<.05)を，「言語的-視
覚的」と「自己評価にルーブリックが役立つ」が有
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意な正の相関(r=.42, p<.05)を示した．ルーブリック
は言語情報であるため，言語的な学習スタイルの学

生はルーブリックを用いた学習との親和性が高いと

考えられる．一方で，視覚的な学習スタイルの強い

学生は他者からのレビューがより役立つことから，

ルーブリックを用いた相互レビューは，言語的-視覚
的の双方のスタイルの学習者にとって効果的である

ことが示唆された． 
「KiSS-18」と「他者へのレビューが役立つ」が有
意な負の相関(r=-.48, p<.05)を示した．つまり，社会
的スキルが高い学生ほど他者へのレビューを行なう

ことが自分の課題の改善には役立たないと感じてい

た．実名による相互レビューの場合，相手の課題に

改善が必要だと思えても円滑な関係維持のために厳

格な評価や率直な指摘を避けるため，自分にとって

役立たない作業に終わってしまう可能性が考えられ

る．これは，仮説とは逆の結果となった． 
「授業に対する自己効力感」と「他者へのレビュ

ーが役立つ」が正の相関傾向(r=.39, p<.10)を示した．
自己効力感の高い学生ほど，他者の課題をレビュー

する際に得られた知見を自己の課題の改善に役立て

ている可能性が明らかになった． 
「ピア学習」と「他者へのレビューが役立つ」が

有意な正の相関(r=.50, p<.05)を，「ピア学習」と「他
者へのレビューは匿名が良い」が有意な負の相関

(r=-.44, p<.05)を示した．日常的に相互学習を行なっ
ている学生ほど，他者からのレビューを役立てるこ

とができていると感じていた．加えて，日常的にピ

ア学習を行なっていない学生ほど他者へのレビュー

は匿名の方がよいと考えていることが分かった． 
自由記述では，他者の企画書の評価によって自分

の企画書の問題点を明らかにできたことや新しいア

イディアをもらえたこと，指標としてルーブリック

を用いることで相手を評価しやすくなったことなど

の効果についての記述が多くみられた．匿名の方が

安心して評価できるという意見がある一方，実名の

方がモチベーションが上がるという意見があった． 
これらの結果から，ルーブリックを用いた相互レ

ビューが様々な学習者特性の学生にとって役立つ学

習方法であることが示された．今後は，ピア学習に

慣れていない学生を考慮して匿名による相互レビュ

ーから始め，慣れてきたら徐々に実名での相互レビ

ューを行なうといった授業設計の改善を試みたい． 
表 2 相互レビューとルーブリックに関する 

回答と各得点間の順位相関係数 
  ILS 

KiSS 
-18 

授業に対
する自己
効力感 

ピア学習 
  (-)直感的- 

感覚(+) 
(-)言語的- 
 視覚的(+) 

他者からのレビューが
役立つ  -.46*   .50* 
他者へのレビューが
役立つ   -.48* .39†  
他者評価にルーブリ
ックが役立つ -.52*     
自己評価にルーブリ
ックが役立つ  .42*    
他者へのレビューは
匿名が良い     -.44* 
†p<.1, *p<.05 
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表 1 教材企画書の評価ルーブリック 
 レベル 0［要改善］ レベル 1［良い（合格ライン）］ レベル 2［たいへん良い］ 
A.様式 サンプルを踏まえ，必要事項をすべて含ん

だ様式になっていない． 
サンプルを踏まえ，必要事項をすべて含ん
だ様式になっている． 

書体の選択がなされていたり，適切な空間
が取られていたりなどの見易くするための工
夫がある． 

B.タイトル タイトルだけでは教材の内容がどのようなも
のかが分かりにくい．タイトルと内容が合致
していない． 

タイトルから教材の内容がおおよそ推測で
きる． 

タイトルが，内容を適切に表しつつ，学んで
みたいと思わせるような表現になっている． 

C.選択の理由 よく知らないことを教材にしようとしている．
あるいは，1時間程度(60~90分)で学習して
もらうのが難しい内容である．教材による独
学が現実的ではない内容である．協力者が
実在していない． 

よく知っていて，1 時間程度の教材による独
学で学習できる内容である．協力者に協力
してもらえそうである． 

教材で学習してもらうにあたって，誰の助け
もなしに教材が「独り立ち」するためにどのよ
うな工夫が必要かについて具体的なアイデ
ィアが含まれている． 

D.目標の設定 目標が学習者ではなく，教授者の目標にな
っている．あるいは，外部から観察できない
学習者の内側の変化（「理解する」，「理解
を深める」，「覚える」，「知る」等）で表現され
ている．評価の条件が示されていない． 

目標は学習者の外部から観察可能な行動
（目標行動）として表現されている．加えて，
学習課題の種類（「言語情報」，「知的技
能」，「運動技能」，「態度」）に正しく分類で
きている．評価の条件が示されている． 

複数の種類の学習課題（「言語情報」，「知
的技能」，「運動技能」，「態度」）が複数の
目標行動として設定されている． 

E.合格基準 目標や事前／事後テストの設問に合格基
準が明示されていない．あるいは，合格かど
うかの判断が主観的で，教材作成者以外に
わかりにくい． 

目標もしくは事前／事後テストの設問に客
観的な合格基準が示されている． 

学習者が自分自身を合格かどうか判断でき
るような合格基準が示されている． 

F.事前／事後
テスト 

目標および目標の学習課題とテストの内容
が対応していない．もしくは，事前テストと事
後テストの内容が同じレベルではない． 

目標および目標の学習課題と事前／事後
テストの内容が対応している．加えて，事前
テストと事後テストの内容が同じレベルにな
っている．さらに，具体的なテストが用意さ
れている． 

テストには，学習者が回答しやすい工夫が
なされている．学習課題を踏まえたテスト問
題としていくつかの種類（例えば，「論文
体」，「完成法（穴埋め法）」，「多肢選択法」
等）の問題が用意されている． 

G.前提条件
（前提テスト） 

教材で学習する資格があるかどうかを確か
めることができない．必要でない場合，その
理由が具体的に説明されていない． 

資格のある学習者だけが教材で学習できる
ようになっている．必要でない場合，その理
由が具体的に説明されている． 

（必要な場合には）学習者が回答しやすい
具体的なテストが用意されている． 
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テレビ会議を用いた遠隔授業参観に関する離島の学校教員の評価

Evaluation of Distance Classroom Visitations by Teachers in Remote Islands

森下 孟, 迫田 孝志
Takeshi MORISHITA, Takashi SAKODA

鹿児島大学教育学部
Faculty of Education, Kagoshima University
Email: morishita@edu.kagoshima-u.ac.jp

あらまし：テレビ会議を用いた遠隔授業参観の経験を有する離島の学校教員の評価では，他校との交流や

専門的研修が受けられる点に良さを感じていたが，多くの回答者は通信障害や音質・画質の不安定さに不

満を感じていた．離島の学校特有の課題を背景に，地理的制約を解消し教員としての資質向上につながる

点でテレビ会議活用へのニーズは高いが，限られた通信・機器環境下での技術的改善が課題である．

キーワード：離島の学校，地理的制約，テレビ会議，遠隔授業参観

1. はじめに
離島では，地理的環境や時間的制約などから，教

員らが，教育委員会や教育センター，大学が開催す

る現職教員向けの教員研修への参加に課題がある．

従って，これらの制約を超越し，離島にいながら新

たな知識の習得や技術向上を図り，学び続ける教員

であるためには，テレビ会議システムや e-Learning
システムなどの ICT（Information and Communication 
Technology）を活用した遠隔教員研修の実施が必要

となる．また，四方を海に囲まれた離島では極小規

模校が多く，年齢の近い同僚や先輩など教員同士が

意見交換をしたり教育活動に関して悩みを相談した

りする機会が限られる．そのため，離島・へき地の

学校教員はより多くのコミュニケーションをとる場

を求めており(1)，教員研修などを通じて他の教員と

関わる機会を設ける必要がある．

そこで本研究では，離島の学校教員を対象とした

遠隔教員研修体制を構築し効果的な研修方法を開発

することを目的とする．本稿では，既存テレビ会議

システムを用いた遠隔授業参観に関する離島の学校

教員の評価をもとにその特徴と課題を明らかにする．

2. 既存テレビ会議システム
K 県総合教育センターでは，Web ブラウザ上で 10

地点まで同時接続可能なテレビ会議システムを有し

ている．教員らは，インターネットに接続可能なコ

ンピュータと Web カメラを用いて，このテレビ会議

システムにアクセスし，事前に発行された ID，パス

ワードを用いてテレビ会議に参加することができる．

図 1 は上述のテレビ会議システムを活用した遠隔

授業研究会の様子である．左上の会場が配信校であ

り，4 会場が参観会場として接続している．

3. 調査方法
本研究では，K 県 M 村，T 村の公立小・中学校教

員を対象としたアンケート調査を実施した．M 村は

3 つの有人島があり，総人口は 400 名ほど（15 歳未

満の人口割合は約 17.0%(2)）で，4 つの小中併設校を

有する．T 村は 7 つの有人島があり，総人口は 700
名ほど（15 歳未満の人口割合は約 11.0%(2)）で，分

校を含めて 7 つの小中併設校を有する．

アンケート調査用紙は両村の全小・中学校に対し

て 2014 年 5 月に送付し，所属する全教員に回答して

もらった．調査項目は次の通りである．なお（1）で

は，「授業者として」または「参観者として」テレビ

会議を通じて授業研究に参加した回数，大学や教育

委員会などの研修にテレビ会議を通じて参加した回

数を回答してもらった．また，（2）及び（4）では自

由記述にて回答し，（3）では「とてもそう思う－そ

う思う－そう思わない－全くそう思わない」の 4 段

階尺度評価にて回答してもらった．

（1）あなたは，これまでにテレビ会議を通じた研修

や授業研究に参加したことはありますか．

（2）上記で「参加したことがある」と回答された方

は，その時の感想などを教えてください．

（3）あなたは，テレビ会議システムなどを通じて，

島外の公開研究授業や授業研究会を参観でき

るとしたら，それらの授業や研究会を参観して

みたいと思いますか．

（4）上記のようにお答えになられた理由は何ですか．

図 1 テレビ会議を用いた遠隔授業研究会の様子

（個人情報に配慮し画像を一部加工している）
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4. 結果
前章のアンケート調査の結果，両村の小中併設校

全 11 校（分校を含む）から計 84 名（学校管理職を

含む）の回答が得られた（表 1）．表 2 は問（1）に

対する結果である．計 32 名が「参観者として，テレ

ビ会議を通じて授業研究に参加したことがある」と

回答しており，全回答者の 3 分の 1 以上は，テレビ

会議を通じて授業を配受信した経験を有していた．

テレビ会議を通じた他校の研究授業を参観した感

想（問（2））では，「多くの先生方と意見交換ができ

てよかった」「専門的な内容の研修を受けることがで

き役に立った」など，他校との交流・意見交換がで

きること，専門的な研修が受けられることに良さを

感じていた．一方，「回線トラブルが必ずと言ってい

いほど起こり，会がスムーズに進まない」「音声が途

切れたり，子どもの反応が分かりづらかった」「（カ

メラが固定され）授業が一部分しか見られないため，

授業研究時に意見も言いづらい」など，通信障害や

音質・画質，カメラの台数・画角への不満があった．

問（3）に対して，26 名（31.0%）が「とてもそう

思う」，38 名（45.2%）が「そう思う」，20 名（23.8%）

が「そう思わない」と回答した．「とてもそう思う」

「そう思う」と回答した理由（問（4））には，①「船

便の関係で島外の研究授業や授業研究会を参観しに

行けないことが多いから」など，地理的制約により

島外に出かけることが難しいこと，②「校内に同じ

専門の先生がいないから」「日頃一人で授業をつくっ

ているので，他校の授業を参観することで刺激や多

くの学びを得たいから」など，同じ学年・教科を持

つ先輩・同僚が校内にいない場合，自分と同じ担当

学年や教科の授業を参観したいこと，③「専門教科

外の教科の指導方法を学びたい」など，複数教科を

担当している場合，その専門外教科の指導法を学び

たいことなどがあった．一方，「そう思わない」と回

答した理由には，①「授業は生でみないと伝わらな

い」など，授業はテレビ会議などを介さず直接見る

のが良いこと，②「授業の全体像がつかみにくい」

「見たい所が見られない」「声，つぶやき，表情はほ

とんど聞こえない，見えない」など，テレビ会議の

技術的限界を感じていること，③「教員数が少ない

ので，（授業参観中の時間を）自習にできない」など，

時間的余裕や児童生徒の自習活動への懸念があった．

5. 考察
離島の学校教員の 3 分の 1 以上はテレビ会議を用

いた遠隔授業参観の経験を有していた．他校との交

流・意見交換や専門的な研修が受けられる点で良さ

を感じていたが，回答者の多くは通信障害や音質・

画質の不安定さに不満を感じていた．これらは，テ

レビ会議を活用した遠隔教育において一般的にみら

れる技術的課題と共通する．一方，テレビ会議を用

いた島外の公開授業研究などへの参加希望は多い．

その背景には，同じ学年・教科を持つ同僚などがい

表 1 回答者数内訳（名）

小学校 中学校 小中兼任 計

男性 18 25 5 48
女性 19 13 4 36
計 37 38 9 84

表 2 テレビ会議による研修や研究授業の参加状況

1 回 2 回 3 回≦

授業者として，テレビ会議
を通じて授業研究に参加
したことがある

5 0 0

参観者として，テレビ会議
を通じて授業研究に参加
したことがある

16 10 6

大学や教育委員会などの
研修にテレビ会議を通じ
て参加したことがある

5 0 3

ないこと，配属教員数の都合から複数教科を指導す

る必要があり，その指導法に関する悩みや不安を抱

えていることなど，極小規模校特有の課題があると

考えられる．総じて，地理的制約を解消し教員とし

ての資質向上につながる点で，テレビ会議活用に対

する離島の学校教員らの期待は高いといえる．

6. まとめ
テレビ会議を用いた遠隔授業参観に関する離島の

学校教員の評価をもとに，離島の学校特有の課題で

ある地理的制約や同僚の少なさ，複数教科を指導す

ることに関わる不安などから，離島の学校ではテレ

ビ会議活用へのニーズが高いことが明らかになった．

一方，テレビ会議システムへの技術的不満があり，

多くはテレビ会議を用いた遠隔教育における一般的

な課題と共通していた．離島の学校の限られた通

信・機器環境のもと，遠隔授業参観をよりスムーズ

に行うことができるレベルまでテレビ会議の音質や

画質などを改善することが今後の課題である．
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あらまし：病院内に設置された院内学級では、様々な学年の子供達にたいして、個々の病状に応じて

入院や治療などが行われる。このため子供達は空間的にも心理的にも閉鎖的な状況に置かれがちであ

る。そこで、我々外界との接触が困難な子供達が容易にコミュニケーションをとるためのツールとし

て双方向遠隔通信環境による遠隔教育を試行している。本稿では中国やサウジアラビアと複数の院内

学級を結んだ遠隔授業における問題点について報告する。 

 
キーワード：院内学級 テレビ会議システム 遠隔教育 初・中等教育 教育実践 

 
1 はじめに 

院内学級とは病院内に設置された病気の子供達

が療養しながら学習する教室であり、長期や短期

の入院のため生じる学習の遅れを少しでも解消す

ることが第一義的な目的である。また入院や治療

などで、空間的にも心理的にも閉鎖的、抑圧的な

状況に置かれやすい病気療養児にとって、「気持

ちの開放を図る、外に開かれた友人との交流を図

る」ことは回復へ向けての意欲を育てることにつ

ながる。これらの課題を実現するための有効な手

段は、同時双方向通信による等身大のリアルタイ

ムコミュニケーションや SNS などの非同期的なコ

ミュニケーションを導入することであると考えら

れる[1,2]。テレビ会議システムなどを用いて、

国内外のさまざまな人々とリアルタイムなやりと

りを通して、学習目的ばかりではなく、子供たち

の心理的な開放を図り、病状回復の意欲向上に大

きな効果を上げるものと期待される。本稿では北

大、、阪大、関西医科大学院内学級と中国、サウ

ジから行った遠隔授業についてが報告する。 

 

2 院内学級の LAN環境 

北大病院には医療用 LAN の他に北大の学内 LAN 

である HIENS にも接続している。院内学級には数

台の PC を設置し、HIENS に直接接続している。

児童は SNS やメールにより友人や教員、家族など

コミュニケーションを日常的にとることができる。

院内学級では HINES の他に札幌市教育ネットワー

クに接続している。運用は札幌教育ネットワーク

支援センターにより行われており、現在、おおよ

そ 340 拠点が全て 10MＢで接続されており、校内

クライアントは、ファイアウォールを介してイン

ターネットに接続している。 

 
図 1 Polycom HDX7000-720 

 

3テレビ会議システム Polycom 

 我々が用いているテレビ会議システムは

Polycom 社の HDX7000-720(図１)である。これら

は、インターネットでリアルタイムの音声・動画

通信を行うためのプロトコル H.323 に準拠し、携

帯電話などのような低帯域から HDTV などの広帯

域までの利用を想定されているビデオ規格

H.264/H.263 等と、音声規格 H.323 等を採用する

ことにより高品質の双方向通信を実現可能にした

テレビ会議システムである。本体内蔵のカメラは

リモコン操作が可能で、相手側のシステムも
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Polycom であれば相手側のカメラも操作可能であ

る。また、視野設定をプリセットに記憶させるこ

とで、リアルタイムで行わなければならないカメ

ラ操作を簡単化できるので、相手側の Polycom も

含めてカメラ、音響などのさまざまな操作を一人

で行うことも可能である。また、ベッドサイドテ

ィーチングや屋外からの遠隔授業を行うために、

ノート型 PC にテレビ会議ソフトウェア Polycom 

PVX をインストールし、Wi-Fi やモバイルネット

ワークを通して利用している。 

 

図2 北京からの遠隔授業 

 

4. 海外との遠隔授業 

これまで我々は、学内 LAN を通して SINET 経

由で、アラスカ大学，国立天文台ハワイ観測所と

テレビ会議システムで結び、ゲストティーチャー

による出前授業や異文化の紹介などを行ってきた。

北海道大学では平成１８年４月に北京オフィスを

開設し、テレビ会議システム Polycom 7000が設置

され常時接続が可能となったことから、「異文化

理解・環境・コミュニケーション・各教科の発展

的補完の総合的な取り組みと位置づけ、漢字・熟

語の意味の相違や食文化の違いなどをクイズ形式

で学びながら、異文化理解と自国文化の再認識、

各教科の今後の学習の動機付けとなるべく授業を

構築しているところである。 

昨年からは中国に加えてサウジアラビアから定

期的に遠隔授業を行っている。キングサウード大

学の学内 LANを利用し、Polycom PVXをインス
トールしたノート PC を用いている。中学生は社
会科でイスラム諸国の学習を始めたところでもあ

り、日本とは文化、宗教がかなり異なっているこ

とからとても興味深い様子で、サウジアラビア人

の先生と活発に質疑応答が行われている。授業が

講師からの一方通行にならないように、アラビア

語の文字や数字によるクイズを行い、参加する児

童全員に発言してもらうようにている。 

これらの遠隔授業は Polycom の多地点接続機能

により、スケジュールが合えば Polycom VSX6000

を持つ大阪大学病院院内学級にも遠隔授業に参加

してもらっている（図２、画面左北京、右阪大病

院院内学級)。 

4 月に行ったサウジの授業から、阪大院内学級

に加え、テレビ会議システムを持たない関西医科

大学院内学級にもテスト的に参加してもらった。

Polycom の映像を TwitCasting を使って、ライブ

配信し、iPad により視聴してもらった。ただ、

画質、音質がよくない上に、視聴するだけの一方

通行だったので、子供達が飽きるなど問題点が多

く解決すべき課題が多く見つかった。 

遠隔授業全般に関する問題点しては、国内外か

らの授業が定期的に行えるとは限らない事、病気

療養児の容態によっては授業に参加できない事な

どがあげられる。機会の問題についは、今後多く

の院内学級と連携し、互いに提供できる授業を融

通するなどのネットワーク化を進めて行けないか

考えている。機会が多いとはいえない海外からの

遠隔授業を教室ばかりでなくさらに病棟・病室を

結んで中継、他大学病院の院内学級にも中継する

ことにより、ネットワーク上で壁を取り払ったオ

ープンな学習スペース構築にめざしていきたいと

考えている。身近な国であり日本と共通点の多い

中国の文化、遠く日本とは異質な文化を持つイス

ラム圏に興味を持ってもらい、異文化理解と自国

文化の再認識を促し、さらに進んで知りたい・学

びたいという意欲を持ってもらい、同時に前向き

に治療に取り組み、病状回復への意欲に結びつけ

られる事を期待している。 
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物理層の学習を可能とする 
IPネットワーク構築演習支援システムの提案 
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あらまし：大学等の教育機関ではネットワーク技術者の養成を目的とした教育が実施されている．我々は

これまでに，遠隔地に設置されたネットワーク機器にリモートアクセスすることでネットワークの構築演

習を実施できるシステムを開発してきた．本研究では，これまでに開発したシステムを基に，ネットワー

クにおける物理層の学習を可能とするシステムを提案する．本システムにより，ケーブルの種類判別や結

線方法についての学習も可能となる．  
キーワード：物理層 ネットワーク構築演習 スキル学習 

 
 
1. 序論 
コンピュータネットワークの普及と複雑化に伴い，

確かな知識とスキルを持ったネットワーク技術者の

育成が求められている．ネットワークの学習には，

実際のネットワーク機器を用いたネットワークの構

築演習が有効である．しかし，演習環境の準備には

時間とコストがかかる．そこで，様々なアプローチ

からネットワークの構築演習を支援するシステム
(1)(2)が研究されてきた．これらのシステムは，ネット

ワークの構築演習におけるネットワーク層を中心と

した学習を目的として開発されている．ネットワー

クの構築演習ではネットワーク層に加え物理層の学

習も重要である．ところが，これらのシステムは，

物理層の学習を対象としていない． 
そこで，本研究では，初学者に向けた物理層の学

習を対象とするネットワークの構築演習を可能とす

るシステム(以下，本システム)を提案する．本シス
テムは，これまでに開発したリモートラボシステム

を基に開発する．これは，遠隔地に設置されたネッ

トワーク機器にリモートアクセスすることでネット

ワークの構築演習を実施できるシステムである．本

研究の関連研究として立岩らのシステム (3)がある．

立岩らのシステムには，一部物理層のトラブルシュ

ーティングを可能とする機能が実装されている．し

かし，立岩らのシステムはトラブルシューティング

の演習環境の提供を目的としたシステムである．そ

のため，ネットワークの構築演習の発展的な学習が

中心となり，物理層の基礎的な学習はできない． 
本システムでは，ケーブルの種類判別や結線方法

といった物理層の基礎的な学習を目的とした機能を

開発する．また，発展的な学習として物理層のトラ

ブルシューティングも実施できるよう設計する． 
 

2. 物理層の学習 
Cisco 社の提供するシスコネットワーキングアカ

デミー(以下，CNA)は，ネットワーク実習の代表的
な教育カリキュラムである．CNAで提供される教材
では，初めに物理層を含むネットワークの基礎につ

いて学習する．また，CNＡで実施されるネットワー
クの構築演習では，ネットワーク機器同士を物理的

に正しく接続してから各機器の設定を開始する． 
 ケーブルの接続 
ストレートケーブル，クロスケーブル，

Back-to-Back ケーブルを適切なネットワーク機器と
接続する． また， Back-to-BackケーブルはDTE/DCE
を判別する． 
 インターフェイスの判別 
イーサネットインターフェイス，シリアルインタ

ーフェイスを適切なケーブルで接続する． 
 

3. 物理層のトラブルシューティング 
ネットワークの構築演習の発展的な学習にトラブ

ルシューティングを用いた学習がある．トラブルシ

ューティングでは，pingや tracerouteなどの診断ツー
ルを用いて，トラブルの原因を特定する．CNAでは，
初学者に対して物理層から原因を特定していくボト

ムアップ方式のトラブルシューティングを推奨して

いる．  
 

4. 提案システム 
ここでは，今回提案するシステムについて説明す

る．システムの構成案を図 1に示す．本システムは
クライアントサーバモデルで設計する．サーバはネ

ットワーク機器，通信管理部，ネットワーク管理部

で構成する．クライアントは容易にネットワークの

構築演習を実施できる環境を提供するため，WEBア
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プリケーションとして開発する．以下にサーバとク

ライアントの設計方針と本システムでの学習手順を

示す． 
4.1 サーバ 
4.1.1ネットワーク機器 
ネットワーク機器はルータやスイッチなどの演習

用機器と各種ケーブル，さらにサーバと演習用機器

を繋ぐシステム用スイッチで構成される．ネットワ

ーク機器は結線およびリモートアクセスのための

Telnet の設定が施された状態で用意し，サーバで管
理できるようネットワークを設計する．ルータ間は

Back-to-Back ケーブルを用いて接続し，スイッチ間
はクロスケーブルを用いて接続する．そして，ルー

タとスイッチ間はストレートケーブルを用いて接続

する．システム用スイッチは各ポートをトランクポ

ートまたはアクセスポートに設定し，演習用機器と

接続する．また，演習用スイッチの仮想インターフ

ェイスに IPアドレスを設定し，他の演習用機器と接
続することで疑似的なホストを作成する． 
4.1.2通信管理部 
通信管理部はクライアント・サーバ間，サーバ・

ネットワーク機器間の通信を分離して設計する．ク

ライアント・サーバ間は，ソケットを用いて通信す

る．サーバ・ネットワーク機器間は，Telnet を用い
て通信する．これにより，クライアント・ネットワ

ーク機器間の通信をサーバで制御する． 
4.1.3ネットワーク管理部 
ネットワーク管理部は，学習者が個別のネットワ

ークで構築演習を実施できるよう設計する．まず，

演習用機器を複数のネットワークに分割する．そし

て，サーバがそれぞれのネットワークに仮想的な ID
を設定し，学習者が使用中のネットワークに所属す

る演習用機器と対応づける．これにより，ネットワ

ークの構築演習を学習者ごとの個別のネットワーク

で管理する．  
4.2 クライアント 
クライアントは Flash を用いて開発する．学習者

は Flash Playerが動作するWEBブラウザを用いるだ
けで，遠隔地に設置された演習用機器にアクセスで

きるよう設計する．これにより，ネットワークの構

築演習を一般的な WEB サービスとして提供する．
また，クライアントはネットワークの構築演習を支

援するための GUIを学習者に提供する．ルーターや
スイッチなどの演習用機器や各種ケーブルは実際の

写真を用いて表示する． 
4.3 学習手順 
ここでは，本システムで提案する学習手順を説明

する．本システムの GUIのイメージを図 2に示す．  
①WEBブラウザを用いてサーバへアクセスし，ネ

ットワークの構築演習を開始する．構築演習開始後，

ケーブルが接続されていない演習用機器が表示され

る．②ケーブルを接続する接続元演習用機器を選択 

 
図 1：システムの構成案

 
図 2：GUIのイメージ図 

する．③ケーブルを接続するインターフェイスを選

択する．④接続するケーブルの種類を選択する． ⑤
接続先演習用機器で②から④の手順を実施すること

で，演習用機器同士が接続される．接続後，正しく

接続されているか演習用機器の接続部を表示して確

認する．⑥ネットワークを構築後，通信を確認する．

設定ミスがないのにもかかわらず正しく通信できな

い場合，物理層に問題があることを想定して，その

原因を特定する． 
 

5. 結論 
本稿では，物理層の学習を可能とする IPネットワ
ーク構築演習支援システムを提案した．今後は，シ

ステムの実装を進め，物理層の学習とトラブルシュ

ーティングの学習に用いて，その有用性を評価する

予定である．  
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あらまし：本研究は，ネットワーク初学者に対してネットワーク上で動作するルーティングプロトコルに

ついての学習支援を目的としている．本システムはルーティングプロトコルを用いてネットワークを構築

する際の，コンバージェンスまでの過程を確認できるものである．本システムを用いることで，学習者は

自身が構築したネットワーク上で動作する動的ルーティングがどのようにルーティング情報を交換し、収

束していくかを確認できる． 
キーワード：ネットワーク構築，動的ルーティング，ルーティングコンバージェンス 

 
 
1. はじめに 
近年，コンピュータネットワークの普及により，

大学等の教育機関においてネットワーク技術者の養

成を目的とした教育が実施されている．ネットワー

クの学習において，実際にネットワーク機器を操

作・設定する演習が有用である．ネットワーク機器

に設定を施すことで，知識の定着や実践的なスキル

の修得が期待できる．しかし，実機を用いた演習だ

けでは，書籍を用いた講義とは異なり，ルータの内

部処理について学習できない． 
ルータの内部処理には，ルーティング，パケット

転送処理，キューイングなどがある．我々はこのう

ちルーティングの処理に注目する．ルーティングの

学習支援に関する研究として，川西らのパケット経

路制御アプリ(1)がある．これは，Web ブラウザを用
いてネットワークトポロジを作成し，送信元と宛先

のホストを選択することでパケットが通る経路を視

覚化するシミュレータである．これに対し，我々は

動的ルーティング学習支援システム(以下，本システ
ム)を開発してきた(2)．本システムは，ルーティング

プロトコルのルーティングアップデートを確認でき

るシステムである．本稿のルーティングアップデー

トとは，ルーティングプロトコルの更新メッセージ

(以下，更新メッセージ)によるルーティングテーブ
ルの更新とする．これまでに開発したシステムでは

更新メッセージとルーティングアップデートの確認

が可能であった．しかし，受信した更新メッセージ

をどのように処理し，ルーティングテーブルを更新

するのか確認できない．また，RIP のタイムアウト
などの要因でのテーブルの変化にも対応していない． 
そこで，本研究ではルータが受信した更新メッセ

ージだけでなく，ルータの設定や動的ルーティング 

 
図 1 システム構成図 

のタイムアウトなどの情報を基にネットワークのコ

ンバージェンスまでの過程を再現する機能(以下，本
機能)を開発した．本機能を用いることで，学習者は
自身が構築したネットワークの収束過程をステップ

ごとに確認できる．また，収束過程において任意の

タイミングでのルーティングの動作を確認できる． 
2. 動的ルーティング学習支援システム 
本章では，これまでに開発してきた動的ルーティ

ング学習支援システムについて述べる． 
2.1 概要 
 本システムの構成を図１に示す．本システムは，

仮想マシンを利用することで，１台のコンピュータ

のみを用いてネットワークの構築演習を実施できる． 
 また，学習者自身が構築したネットワーク上でや

りとりされる更新メッセージとルーティングアップ

デートについてリアルタイムに確認できる．さらに，

本システムは録画・再生機能を備えている．これに

より，学習者はネットワークの構築手順とルーティ

ングアップデートの動作を関連付けて後に閲覧でき

る． 
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図 2 ルーティングアップデート確認用 GUI 

 

 
図 3 コンバージェンスまでの過程再現用 GUI 

 

2.2 ルーティングアップデート可視化機能 
 ルーティングアップデート可視化機能は，ネット

ワーク上を流れる全てのパケットをキャプチャする．

キャプチャしたパケットのうち，ルーティングアッ

プデートに関係するものだけを解析し，図２に示す

GUIを用いて学習者に情報を提示する．このGUIは，
ネットワーク上のルータが持つルーティングテーブ

ルと各ルータが受信した更新メッセージを表示する．

この GUIを参照することで，ネットワーク上の全て
のルータが受信した更新メッセージと，ルーティン

グアップデートを関連付けて確認できる． 
3. コンバージェンスまでの過程再現機能 
本章では，今回開発したコンバージェンスまでの

過程再現機能について述べる． 
本機能は，仮想マシンを用いてネットワークを構

築した際の，ルーティングプロトコルの設定や更新

メッセージの受信などのイベントを各仮想マシンか

ら取得する．この情報を基に，学習者がネットワー

クを構築した手順を再現する．再現する際には，動

画のように再現するのでは無く，取得したイベント

を１つのステップとして，ステップごとに再現する．

再現時に使用する GUIを図３に示す．トポロジ表示
部では再現するネットワークのトポロジが表示され

る．また，パケットの経路をアニメーションで確認

できる．イベントリストでは各ルータから取得した

イベントを時系列に並べて表示する．このリストか

ら一つの行を選択することで各機器の設定を選択し

た時点での設定に書き換えることができる．また，

コントロール部により１つずつステップを進めるこ

とも可能である．詳細情報表示部では，各ステップ

で起こったイベントの詳細な情報が表示される．図

3 ではルーティングテーブルが書き変わった様子が
示されている． 
このように提示することで，実際のネットワーク

機器を用いた演習では確認できない収束までの過程

を順を追って確認できる．また，ネットワーク構築

過程の任意のタイミングのルーティングテーブルを

再現できる．これにより，収束前のネットワークに

おけるルーティング処理の動作を確認できる． 
4. 動作検証 
本機能についての動作検証を実施した．以下に検

証方法とその結果について述べる． 
今回の動作検証では，ルータ 3台を直列に接続し

両端にホストを接続したネットワークを用いて，ル

ーティングプロトコルとして RIPを動作させたネッ
トワークを再現した．検証の手順を次に示す． 
１．全ての機器のインタフェースの設定 
２．ルータに対して RIPの設定 
３．ネットワークの保存 
４．本機能によるネットワークの再現 
５．任意のタイミングでホスト間での経路を確認 

検証の結果，本機能は目的通りの動作をしているこ

とを確認した．また，手順 5よりネットワークが収
束する前のルーティングテーブルにおけるルーティ

ングの動作を確認できることがわかった． 
5. おわりに 
本研究では，動的ルーティング学習支援システム

におけるコンバージェンスまでの過程再現機能を開

発した．本機能では，動的ルーティング学習支援シ

ステムを用いて構築したネットワークが収束するま

での過程を順を追って再現する．本機能を用いるこ

とで，ルータが受信した更新メッセージをどのよう

に処理しルーティングテーブルを更新しているかを

確認できる．また，任意のタイミングでのネットワ

ークを再現することで，実機を用いた演習では確認

できない収束過程でのルーティング処理について確

認できる． 
しかし，本機能は現在 RIPにしか対応しておらず，

OSPF など他のルーティングプロトコルの再現がで
きない．また，RIP の経路集約や，スプリットホラ
イズンなど対応していない設定がある． 
そこで今後の予定として，本機能を拡張し，OSPF

など他のルーティングプロトコルに対応させる必要

がある．また，経路集約など対応していない設定項

目に対応させる必要がある．今回は動作の検証のみ

を実施した．今後は，本機能を備えた動的ルーティ

ング学習支援システムの有用性を評価する実験を行

う予定である． 
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あらまし：インターネットの普及に伴い，SQLインジェクションなどの Webサイトの脆弱性を狙った攻
撃が増加している．また，セキュリティ学習に実環境を用いることは，現状のシステムに影響を及ぼすた

め危険である．そこで本研究では，仮想ネットワーク上に不正アクセス対策機器であるWAFを動作させ，
Web サイト攻撃のフィルタリングやログの収集・解析を実施する．これにより，利用者は仮想環境を用
いて安全にWebサイト攻撃の対策学習を実施できる． 
キーワード：セキュリティ学習，不正アクセス ，SQLインジェクション，WAF，仮想ネットワーク 

 
 
1. 序論 
インターネットの普及に伴い，不正アクセスによ

る被害が多発している．中でも，Webサイトの脆弱
性を狙った攻撃が問題となっている．Webサイトへ
の不正アクセス事件で大きく報道される項目のうち，

約 8割が SQLインジェクションによって引き起こさ
れている(1)．SQLインジェクションとは，Webアプ
リケーションへの入力を介して Web アプリケーシ
ョンと連動するデータベースに不正な SQL 命令を
実行させる攻撃である．この攻撃の対策方法の一つ

として Web アプリケーションファイアウォール(以
下，WAF)などの対策機器の導入が有効である．とこ
ろが警察庁の調査により，不正アクセス対策を実施

し，システムの脆弱性を検証している組織は，5 分
の1程度であることが分かった(2)．その理由として，

不正アクセス対策に必要な知識を有したエンジニア

の不足や，外部委託するための予算がないといった

問題が指摘されている．そのため，各組織は独自で

不正アクセス対策の教育を実施する場合がある．し

かし，エンジニアの教育に実環境を用いることは，

現状のシステムに影響を及ぼすため危険である． 
そこで本研究では，これまで開発してきた『仮想

マシンを活用した不正アクセス対策学習支援システ

ム(3)』を基に，WAFを導入したWebサーバを仮想ネ
ットワーク上で動作させることで，Web攻撃対策の
学習ができる機能(以下，本機能)を開発した．これ
により，学習者は実環境に影響を与えず，仮想ネッ

トワーク上で安全に Web 攻撃対策の学習を実施で
きる． 

 
図 1 ネットワーク構築支援 GUI 

2. 仮想マシンを活用した不正アクセス対策

学習支援システム 
このシステムでは，User Mode Linuxを用いて作成

した仮想マシンを，仮想的なネットワーク機器とし

て動作させる．そして，ホストやルータなどのネッ

トワーク機器同士を相互に接続することで，1 台の
PC 上で実機を用いた場合と同様のネットワークの
構築演習が可能となる． 
2.1 システム概要 
構築したネットワーク上で仮想的なファイアウォ

ールを動作させる．これにより，ネットワーク上を

流れるパケットのフィルタリングやログの収集，フ

ィルタリングのテストができる． 
2.2 ネットワーク構築支援 GUI 
学習者が扱う GUI を図１に示す．『ネットワーク
図表示部』は，仮想ネットワークの物理トポロジを

表している．仮想マシンは，『機器追加パネル』から
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画像をドラッグ＆ドロップすることで，選択した機

器を生成できる．『コンソール部』は，生成した仮想

マシンのターミナルと接続しており，コマンドの入

力とその結果が確認できる．また，『機器一覧パネル』

では，各機器の簡易的な設定情報の確認ができる． 
 

3. 研究内容 
本機能では，構築したネットワーク上で仮想的な

Webサーバを動作させる．Webサーバとして用いる
仮想マシンの作成には，設定に GUI を利用できる
Virtual Boxを使用した．このWebサーバは，図２に
示した SQL インジェクションの実験ページを持っ
ており，このページで学習者は，SQLインジェクシ
ョンの体験や，WAF を用いた Web 攻撃のフィルタ
リング，ログの収集・解析ができる．以下に本機能

の具体的な利用方法を示す． 
3.1 ユーザ登録 
学習者は，最初に実験用の新規ユーザの登録を行

う．登録情報には，『ID，名前，住所，電話番号，
メールアドレス，パスワード』を利用する．各項目

を入力後，送信ボタンを押下することで登録が完了

する． 
3.2 通常ログイン 
作成したユーザアカウントの IDとパスワードを，

ログインページで正しく入力し，ログインボタンを

押下することで通常のログインができる． 
3.3 SQL インジェクション体験 
ログインページで，IDには任意の文字列を入力し，

パスワードに，SQLインジェクションが発生する『' 
OR 1='1』の文字列を入力し，ログインボタンを押下
する．これにより，図３のように現在登録されてい

るアカウント情報が全て表示されてしまう． 
3.4 Web 攻撃フィルタリング 
本機能では，Web 攻撃のフィルタリングに WAF

を利用する．フィルタリング設定ページで，フィル

タリングしたいWeb攻撃を選択する．選択された攻
撃をWAFが検知した際，そのアクセスを拒否する． 
3.5 ログ収集・解析 
不正な命令が実行された際，WAFはログを収集す

る．また，ログの内容を解析することで，攻撃ごと

にログを確認できる． 
 

4. 動作検証 
本機能の動作検証として，最初に，実験用ユーザ

アカウントを作成した．次に作成したアカウントを

用いて，通常の方法でログインできるか確認した．

確認後，ユーザ ID 入力部分には何も入力せず，パ
スワード入力部分に，SQLインジェクションが発生
する『' OR 1='1』の文字列を入力し，ログインを試
みた．これにより，現在登録済みのアカウント情報

が全て表示されることを確認できた．次に，WAFを
動作させ，SQLインジェクションをフィルタリング

 
図 2 SQLインジェクション実験用ページ 

 
図 3 SQLインジェクション実行結果 

する設定を適用した．適用後，再び SQLインジェク
ションを実行した．その結果，エラーメッセージ 403
番の Forbidden が表示された．これにより，SQL イ
ンジェクションのフィルタリングを確認できた．最

後に SQL インジェクションを正しく検知できてい
るか，WAFのログを確認した．ログより，Webペー
ジが SQL インジェクションによって攻撃されてい
るのを確認できた．以上の結果から，本システムは

期待した動作をしていることが分かった． 
 

5. 結論 
本研究では，Webサイト攻撃対策の学習ができる

システムを開発した．本システムは仮想ネットワー

ク上で，実際に SQLインジェクションを発生させる
ことで，攻撃手法と被害について学習できる． 
今後は SQL インジェクション以外の Web 攻撃で
あるクロスサイトスクリプティングやバッファオー

バーフローなどの対策を学習できるよう，機能の拡

張を検討している． 
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データベース授業における応用力理解度のついて 

藤田 智子†  安達 和年‡ 

玉川大学工学部†  松蔭大学観光メディア文化学部‡ 

 

 

1. はじめに 

松蔭大学では，データベースⅠとデータベー

スⅡを開講しており，データベースⅠ（基礎編）

を合格した学生のみがデータベースⅡ（応用編）

を受講できる仕組みになっている．また、玉川

大学に於いてはデータベースという講義の中で

基礎と応用と開発演習を実施している。本稿で

は，応用編受講した学生の SQL の理解度につい

て考察する． 

 

2. 演習環境 

松蔭大学で実施しているデータベースの講義

では，MyPC を利用し SQL 言語について演習を中

心に行っている．学生が MyPC を持参しての授業

のため，演習は動作の安定したフリーソフトウ

ェアを利用して実施している．2014 年現在，学

生 MyPCの殆どが OSは Windows7または Windows8

であり，Office 系のソフトはインストールされ

ているが，Access はインストールされていない．

演習で使用するソフトウェアは，OS の変化と共

に変更しているが，現在使用しているソフトウ

ェアはインターネット上からダウンロード可能

な フ リ ー ソ フ ト ウ ェ ア の 「 A5:SQL － MK2 

Ver2.10.1」である(図１)． 

また，このソフトウェアに接続するデータベ

ースは Access2003/2007 であり，使用している

データは Microsoft 社が作成した Northwind.mdb

と学生が作成したデータベースである．

Northwind.mdb に関しては，フィールド名は英語

から日本語に変更したものを学生に配布してい

る． 

 
図 1 A5:SQL－MK2ソフトウェア 

 

玉川大学に於いても同様のソフトを利用して

SQL 言語に関しては授業を実施している。システ

ム開発演習においては、SQL Server と Visual 

Studio2010の C#を利用して行っている。 

 

「A5:SQL－MK2」は検索対象となるテーブルの登

録データもダブルクリックで Excel のような画

面で表示される(図２)． そのため，学生はどの

ようなデータが登録されているか事前に知るこ

とが可能である． 

 
図２ A5:SQL－MK2テーブル登録データ 

 

3. 演習内容 

松蔭大学では，使用するテーブルは２つ以上

とし表の結合と射影，射影と算術演算式，表の

結合と選択，副問い合わせ（関係演算子，IN，

ALL，EXISTS，SOME，ANY，DISTINCT），グルー

プ化，グループ化の選択（HAVING），ソートな

どを中心に SQL 言語の習得を目的とした演習を

行っている． 

玉川大学に於いてはまずはテーブル１つで基

本的な SQL 言語の演習後、松蔭大学と同様２つ

以上のテーブルを利用しての SQL 言語の演習、

最後にシステム上でどのように利用されている

かを体験するためのプログラミング演習を行っ

ている．授業配分は，1 テーブルでの演習に

40％，２つ以上のテーブル演習に 20％，プログ

ラミング演習に 40％となっている．  

4. 授業成果 

松蔭大学では where でのテーブルリンクまで

が 90%、join でのリンクは 70%位の理解度で、テ

ーブルリンク以外のソートや、グループ化は 90%

理解している.これは、履修者の数が少ないこと

が起因していると考えられる. 

Information education by the SQL language in the liberal arts student 
† Tomoko FUJITA・Faculty of technology, Tamagawa University 
‡ Kazutoshi ADACHI・Sightseeing media culture faculty, Shoin University 

H2-4

― 197 ―



このことから、試験の合格率もデータベース

Ⅰと比較すると大幅に上がった． 

玉川大学では旧構造の where でのテーブルリ

ンクまでが 70%、join でのリンクは 50%位の理解

度で、テーブルリンク以外のソートや、グルー

プ化は 90%理解できている. 

 

5. 考察 

松蔭大学ではデータベースⅡまで学習をする

と，学生にはかなり考える手段が身につき学習

する姿勢が変わってくる．しかし，データベー

スⅠ終了後，データベースⅡを履修する学生の

数は，データベースⅠの合格者の人数から判断

するとまだ少数である．データベースⅠを合格

した学生が継続してデータベースⅡを履修する

ように演習内容や学習手順などを検討し，学生

の考えるのは面倒であるという意識を如何に克

服しながら，考える力を育成することができる

か，考えることの面白さを伝えられるか，より

詳細な検討が必要であると考えられる． 

玉川大学に於いてはテーブルをリンクする事

は理解しているが，join を使ってのリンクに関

しては曖昧な学生が残る。与えられた複数のテ

ーブル間でのリンクは Where を使った旧構造で

あれば問題ないが，演習時に作成するテーブル

の正規化に関しては，第２正規化あたりから曖

昧になり，第３正規化に至っては正しいテーブ

ル分割ができない学生が半数近くいる．それら

の学生の多くが，テーブルをつなぐために ID を

作成すると言った考えはなく，文字列の項目で

テーブルをリンクするような構成で作成する．

今後は，テーブルを「どう正規化するのか」と

いう点について，経験値を増やすためにもテー

ブル分割がある程度の形にできるような演習も

取り入れながら，複数テーブルのリンクをより

正確に記述できるように演習を行う必要がある

と考える．t-検定を実施した結果 2012 年の成績

では玉川と松蔭の学生では有意差が認められた

が、2013 年は有意差が見られない．（表１,表２）

2013 年の度数分布でも受講学生数の差はあるも

の，分布形状に有意差は見られなかった．（図

３）ただ、データの数が 100 を切った状態であ

るので本当の意味で有意差がないとは言えない． 

今後、データを蓄積して分析を継続的に行っ

ていきたい． 

 
図３ 2013年 度数分布 

 

表１ t-検定での比較（2012年） 

2012年玉川・松蔭 
  

t-検定: 分散が等しくないと仮定した２標本による検定 

  63 75 

平均 68.51389 79.77778 

分散 251.3519 88.69444 

観測数 72 9 

仮説平均との差異 0 
 

自由度 14 
 

t  -3.08329 
 

P(T<=t) 片側 0.004048 
 

t 境界値 片側 1.76131 
 

P(T<=t) 両側 0.008097 
 

t 境界値 両側 2.144787   

   
 

表２ t-検定での比較（2013年） 

2013年玉川・松蔭 
  

t-検定: 分散が等しくないと仮定した２標本による検定 

  45 60 

平均 68.25 63.4 

分散 227.5336 434.9714 

観測数 68 15 

仮説平均との差異 0 
 

自由度 17 
 

t  0.852793 
 

P(T<=t) 片側 0.202815 
 

t 境界値 片側 1.739607 
 

P(T<=t) 両側 0.405629 
 

t 境界値 両側 2.109816   
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臨床工学技士教育訓練支援システムに関する研究 
 

Study on the Clinical Engineer Education and Training Support System 
 

金平 蓮*1, 堀 秀生*1, 川口 和紀*1, 藤本 英雄*2 
Ren KANEHIRA*1, Hideo FUJIMOTO*2 

*1藤田保健衛生大学 医療科学部 
*1 School of Health Sciences, FUJITA Health University 

*2名古屋工業大学 
*2 Nagoya Institute of Technology  
Email: kanehira@fujita-hu.ac.jp 

 
あらまし：臨床工学技士は医療機器の操作、点検、管理等様々な業務があり高度な専門知識と技術力が必

要である。しかし、大学での教育課程において、授業と実習での限られた時間の中ではこれらをすべて習

熟するのは困難である。そこで本研究では、ICT 技術を用いた臨床工学技士教育訓練支援システムを提案

し、医療機器操作の習得における問題点を明らかにすると同時に、研究課題を絞り込み、学習訓練支援シ

ステムの構築を行う。 
キーワード：教育訓練システム、スキル学習支援，臨床工学技士，医療機器の操作 

 
 
1. はじめに 

現在では医学と工学の結びつきは益々深まり、医

療の現場で様々なしかも高度な医療機器が診断と治

療に必要とされるようになってきた。臨床工学技士

（Clinical Engineer, CE）は、医療機器の操作、管理、

点検、修理まで広範囲に及ぶ業務がある。そのため、

高度な専門知識と技術力が要求される。 
しかし、臨床工学技士の育成において、限られた

時間の中で、数多くの医療機器の原理や操作法を習

熟することは難しく、実際の操作手順は複雑で、実

機器による練習時間も少ないため、学生らの理解は

十分とは言えず、病院実習では知識不足と感じた人

も少なくないのが現状である。そこで、臨床工学技

士教育課程において、ICT (information communication 
technology)を用いたコンピュータ教育訓練支援シス

テムが期待されつつある(1)。 
本研究では今までのスキル学習を中心とした教育

訓練システムの研究開発技術(2)(3)を活かし、情報科学

と工学技術を融合して、実装置を準備することなく、

作業を模擬体験、いつでもどこでも繰返し練習でき

るコンピュータ教育訓練支援システムの提案を行っ

た(4)。本論文では、臨床工学専攻の学部教育におい

て、医療機器の操作法習得における問題点を明らか

にすると同時に、研究課題を絞り込み、問題解決の

提案およびコンピュータ教育訓練支援システムの構

築を行う。 
 

2. 調査研究と研究課題 
2.1 臨床工学技士を対象とする調査研究 

具体的な研究内容を決定するにあたり、医療の現

場に立つときにまず何が求められているかを知るた

め、現場経験のある教授、および本学の臨床工学科

の 4 年生にアンケートに協力して頂き、調査研究を

行った。 

まず現場の声を得るために臨床工学技士の免許を

持っている臨床経験のある各部門の教員にアンケー

トを取った。調査アンケートにおいて、質問：実習

の時間は必要十分を満たしているか？に対して、答

えは Yes が 25％であり、No が 75％であった。質問：

教育訓練システムの必要性を感じるか？に対して、

答えは Yes が 100％であった。教育訓練システムの

必要性について、すべての先生が必要と感じて、そ

の必要性を確認することができた。 
調査において、操作法の訓練や実技用のシミュレ

ータの必要性について、各部門の先生からそれぞれ

次のような答えが得た。 
人工心肺装置の習得では、シミュレータは必要で

ある。例えば、様々な病態に合わせた術式、または

トラブルをシミュレートさせて対応を訓練させたい。 
心臓ベースメーカの習得では、学生の理解が容易

になるので必要である。ペースメーカのモードを確

認するシステムがあれば良いと思う。例えば、Ⅲ度

房室ブロックにはどのようなモードをどのように使

うかのようなシミュレーション。 
人工透析装置の習得では、新人教育に際しシミュ

レータの需要は高い。例えば、透析運転時の操作工

程で適正なら青、ミスしたら赤などランプやアラー

ムを設ける。また、運転中や終了時の偶発的トラブ

ルを想定した対応はシステムで再現。 
人工呼吸器の習得では、換気量、換気数、回路内

圧を測定し、O2と CO2 の関係を表示できるものが必

要である。また、血圧もシミュレートできると役に

立つ。 
2.2 臨床工学専攻の学生を対象とする調査研究 
 本学臨床工学科の 4 年生を対象としたアンケート

調査において、｢4 年生になってから（病院実習前）

人工心肺装置の操作手順を忘れてしまったところが

いくつかある」の質問に対して、答えた 31 名の学生
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全員で Yes という結果であった。理由として時間が

経ちすぎていると装置に触れる機会がないことが多

く挙げられた。 
本学の 4 年生のアンケート調査において、｢コンピ

ュータを用いて模擬体験ができるシミュレータがあ

れば、復習や予習のときに使ってみたいか。｣の質問

に対して、90％の人はシミュレータがあれば使って

みたいと答えた。 
調査研究の結果から、教育学習の支援システムの

研究開発において、操作法や実技の訓練を重視する

シミュレーションシステムの必要性が確認された。

調査結果を踏まえて、それぞれの問題点を解決する

ため、本研究では、マルチメディア教材の開発が大

きな課題と考え、知識の学習支援と同時にスキルア

ップと直結できる総合支援のシミュレーションシス

テムの研究開発を行っている。 
 

3. 教育訓練システム 
3.1 問答方式のスキル学習支援 

研究事例として、人工呼吸器のモード決定法およ

びトラブルシューティングの２つ課題を絞って、マ

ルチメディアを活かした e ラーニングを用いること

で、学習効果向上を図るシステムの構築を試みた。 
まず解決すべき課題について調べてきた資料をも

とに学習用の電子教材をまとめあげる。そして、そ

れらの知識を一問一答方式にしたり、簡易な解説を

載せたり、関連操作の動画を提示したり、警告音な

どの音声も用いたり、パソコンや携帯端末から学習

できるシステムの構成を行った。 
人工呼吸器のスキル学習支援として「Q & A mode 

question set」を用いて問答方式の問題、解説、評価の

例題を作成した。図 1 に問題集の一例「人工呼吸器

~モード決定とトラブルシューティング~」の画面を

示している。この電子教材を用いることにより、問

題を解いたり解説を見たり、更にリアルタイムで正

解率の評価を受けたり、繰り返し練習を行うことが

できる（図 2）。 

図 1 問答方式のスキル学習とリアルタイム評価 

図 1 の画面にある①「問題に挑戦する」をクリッ

クすると問題や選択肢が提示され、それを見て解答

する。問題を回答してから解説を見たい場合は、②

「解説を見る」ボタンを押すと、答えと解説文が見

られる。そして、自己申告で問題を正解した場合は

③の○ボタンを、その逆は④の×ボタンを押すと、

自分のこの問題の正解率⑤とチャレンジ回数⑥も確 

 
図 2 問答方式による学習支援 

認でき、学習評価を受けることができる。 
スキル学習支援システムを用いて、文章の説明を

読むだけではなく、学習内容と応じて質問を答えた

り、リアルタイムに正誤判断を受けたり、理解を深

められることが確認された。 
3.2 トラブル対処法の教示 
医療ミスを無くすため、トラブルが起こったとき

の対処法は臨床工学技士にとって、一つ大きな課題

である。研究事例の人工呼吸器本体のトラブル（回

路内の結露、加温加湿器への滅菌蒸留水の補充不足

による気道の乾燥、過度の吸湿）を例として、対策、

チェックポイントを設け、一つずつ確認とチェック

することによって、その操作方法を確実に身につけ

るように工夫した。同時に、アラームの音、点灯の

画像、図形によるチェック、及び操作の動画なども

用意され、参照することができる。 
 

4. まとめ 
本論文では臨床工学専攻の学生を対象とした医療

機器の知識学習と技能訓練の支援システムの構築に

おいて、調査研究を通して問題点及び研究課題を明

らかになった。そこで ICT を用いたスキル学習支援

システムの提案と構築を行った。研究事例の人工呼

吸器の知識や操作法を授業、教本、実習の支援シス

テムとして、問答方式の電子教材や、動画や図形、

音声などマルチメディアを活かした e ラーニングを

用いることで、スキル学習の効果向上が確認された。 
今後の研究課題としては、医療機器の操作訓練は

見て触って身につけることが最も重要であるので、

もっと操作支援に関する研究の展開が必要である。 
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社会福祉士養成教育における ICT 活用の取り組み
－模擬面接を対象とした ICT 教材の開発と教育実践－

An action of the ICT utilization in the social worker training education
- Development and the educational practice of ICT teaching materials for sham interviews -
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あらまし：福祉専門職養成教育において，ICT を活用した教育実践とその研究については，医療や看護領

域とは異なり皆無であった．そのような中，これまで佐藤・坂本で取り組んできた福祉専門職養成教育，

特に社会福祉士養成教育における ICT の活用に向けた検討を踏まえ，本報告では実際に開発した ICT 教

材の教育実践例について報告し，今後の改善点について考察を行う．

キーワード：福祉，社会福祉士養成教育，コミュニケーションスキル，ICT 活用

1. はじめに
少子高齢化が進展する現代社会にあって，国民の

福祉ニーズはますます多様化，高度化してきている．

地域包括ケアシステムを中心とした介護の在り方な

ど，支援の中心的担い手である社会福祉士には高度

な知識とスキルが求められる．福祉人材の確保にお

いて，厚生労働省は ICT を活用した教育の推進を指

摘している．

しかし，そのような現状であるにも関わらず，福

祉専門職教育において ICT を活用した教材の開発と

いうのは皆無に等しい現状であった．佐藤と坂本は，

これまで介護福祉士養成教育，社会福祉士養成教育

の２点について ICT活用の可能性を検討してきた．（1）

そして社会福祉士養成教育における，クライエント

（利用者）と直接的にコミュニケーションをとる技

法，特にマイクロカウンセリングに焦点化し，ICT
を活用した教材の開発に取り組んできた．（2）

本報告では，実際に開発した ICT 教材の紹介と，

その教育実践について報告を行う．

2. 教材全体の概要
今回開発，実践した教材は，社会福祉士養成課程

のカリキュラムの中の科目「相談援助演習」の教材

である．150 時間の学習を，多くの大学では 2 年生

から 4 年生にかけて行う．本教材は，その中でも最

初の方で学習する内容である，援助のための面接技

術の基礎を学び，マイクロカウンセリングに焦点化

して実践的なコミュニケーション能力を獲得するこ

とを目指すものである．

教材を活用した学習全体の全体の流れは，図 1 の

通りである．使用した基本的応答技法に関するチェ

ックシートは，相談援助演習でよく使われている教

材を活用した．（3）①から③までの学習の流れと実践

については，相談援助演習の授業教材としては一般

的によく使われている内容である．

我々が開発に取り組んでいる教材は，撮影した模

擬面接場面を，ICT を活用してさらに学ぶことので

きる教材にすることであった．方法としては大学内

の LMS（Learning Management System）として導入

されている Moodle を活用し，教材のソフトウェア

を開発し，録画データを学生がパソコンやスマート

フォンで閲覧し，各技法活用のチェックやコメント

を入力することができるようにした．

3. ICT 教材の実践結果と考察
今回の学習では，12 名の学生が参加し，すべての

学生がワーカー役とクライエント役を担当した．

図 2 はパソコン用の学習画面，図 3 はスマートフ

ォン用の学習場面である．いずれも，ワーカーの表図 1 学習の全体の流れ
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情が見える動画データを

視聴しながら，基本的応答

技法の各技法が活用でき

ているかチェックし，総合

コメントを書き込めるよ

うになっている．今回の実

践では，パソコン版とスマ

ートフォン版の二つを用

意したが，12 名全ての学

生がスマートフォン版の

学習画面を選択し，自ら所

有しているスマートフォ

ンを使用して取り組んだ．

コメントの書き込みは

授業時間内という制約か

ら，①自分がワーカー役を

した面接，②自分がクライ

エント役をした面接，③シ

ナリオ作成時のパートナ

ーがワーカー役をした面

接，④同じくパートナーが

クライエント役をした面

接，の順番で取り組んでも

らった．

その際，1 台の Android
スマートフォンにおいて

動画再生に不具合が生じ

た．また別の softbank 回線

の iPhone5c においてコメ

ントが送信できなくなり，

そのままシステムにログ

インできなくなるという

不具合が生じた．それ以外

については，特に問題が生

じることもなく，すべての

学生がこの ICT 教材に取

り組むことができた．

使用後に学生に感想を提出してもらったところ，

「評価するためには録画の方がよい」や「録画した

のを見る方が客観的に見て評価出来た」，あるいは

「自分の姿を見るのは新鮮だった」，「映像で見ると

自分を客観的に見ることができた」などのように全

体的に好意的な意見が多く，特に自己の振り返りと

いう点において大きな気づきがあったと考えられる．

教材開発中は，コメントを多くもらうことでスキル

トレーニングになると思われたが，それ以上に動画

データを視聴し，自己を客観的に振り返ることが出

来た点が学生にとって大きかったようである．

4. 今後の課題
今後の課題として，パソコン版を実践出てきてい

ない点をまずは挙げることができる．

さらに，今回の実践において発生したスマートフ

ォン版の不具合の修正も必要である．また「速度制

限にかかったら大変なので容量が小さいと嬉しい」

という学生の意見は，学生のスマートフォンをその

まま活用してもらう際には配慮した方が良いと思わ

れた．

学生の感想として，「自己を客観的にふりかえるこ

とができた」点を評価する声が多く見られたが，し

かしこの点については，ICT を活用する前からビデ

オ録画を学生に視聴させている教員が少なくなく，

ICT 活用ならではの成果とは言い難い．そういう意

味では，Moodle というシステムを十分に活用できて

いないといえる．この点ついては，今後の重要検討

課題である．
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新人看護師を対象とした多重課題シミュレーションに関する

事前学習 eラーニング教材の開発計画
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あらまし：多重課題シミュレーション研修は臨床現場での適切な優先順位が判断できるようにすることを

目的とし、主に新人看護師を対象に多くの病院で実践されている。第一筆者の所属機関では 2011年より
全ての病棟で共通のシナリオを利用して実践しているが、時間的・人的な問題からシミュレーションがや

りっぱなしとなってしまうなどの課題が存在していた。今回、シミュレーション研修の効果・効率を高め

るための事前学習 eラーニング教材の開発計画に関して、その経過と課題を報告する。
キーワード：看護教育，シミュレーション教育，eラーニング，GBS, インストラクショナルデザイン

1. はじめに
臨床の現場で患者状況が変化する中、優先順位を

考えながら看護を行うことは重要である。第一筆者

は自治医科大学での多重課題シミュレーション（臨

床現場で起こる様々な出来事を題材として、複数患

者に対して、優先順位を決めて看護業務を行う演習）

に関して 2011 年度より実践および改善に携わって
いる（1）。しかし、「事前課題や前提テストなどが未

実施であり、学習者のレベルが不均一である」「単一

のシナリオのみを扱っており、一般的な多重課題の

状態に対する学習機会となっていない」「各自が一回

ずつシミュレーションを行って評価を受ける形であ

り、学習効果が不十分である」といった課題もある。

多重課題シミュレーションの事前学習として、特

に知的技能を学習課題とした多重課題時の判断に関

する eラーニングを導入することで、シミュレーシ
ョンを単体で行うよりも学習効果は高まることが期

待される。現実的な文脈の中で「失敗することによ

り学ぶ」経験を擬似的に与えるための学習環境とし

て物語を構築することを目的とし、Roger Schankに
よって提唱されたゴールベースドシナリオ（GBS）
が提唱されている（4）（5）。本発表では、GBS を用い
たシミュレーション研修の事前学習用 eラーニング
教材の開発計画に関し、その経過と課題を報告する。

2. 先行研究の調査
2.1 eラーニングによるシミュレーション事前学習
医療シミュレーションの事前学習としての eラー

ニング利用に関する実践研究では、前提知識の確認

という位置づけで行われているものが多い（2）（3）。し

かし、多重課題のように多数のシナリオが想定され

る場面に対し、シミュレーションおよび現場での意

志決定に必要となる知的技能を学習課題とする教材

は、調査した範囲内ではほとんど見つからなかった。

2.2 医療分野での GBS形式の eラーニング
GBS 理論を用いた看護分野における教材開発に

ついては、岡崎による研究がある（6）。岡崎は手術室

における災害対策に関する eラーニングでの独学教
材を開発しており、教材の形成的評価・総括的評価

を経て学習効果の検証を行っている。一方、この研

究で作成された教材は単体での独学教材としての利

用を想定しており、「シミュレーション教育の事前学

習」という立ち位置にはなっていない。

3. 研究目的および期待される成果
2011 年度より実施している院内多重課題シミュ

レーションの学習効果・効率を向上するために、e
ラーニングによる多重課題学習教材の設計を試みる。

本研究の成果として、以下が期待できる。

1. eラーニング教材のため、多忙な勤務時間を
避け、空き時間でも学習できる

2. GBS により、病棟での典型的な多重課題の
場面を脳内シミュレーションで学習できる

3. シミュレーション医療教育でのインストラ

クショナルデザインの実践例を提示できる

4. 新人看護研修の実施方略を ISD で見直すこ
とのモデルケースとなる

4. 研究方法
本研究の教材は「多重課題シミュレーションの事

前学習教材」という位置づけである（図 1）。そのた
め、形成的評価として「教材そのものの評価」に加

えて「シミュレーションの学習効果への影響」とい

う評価も必要になる。そのため、教材の総括的評価
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を行う前に、シミュレーションと組み合わせた形成

的評価を検討する必要がある。ここでは教材の設計

および形成的評価までの手順を整理する。

4.1 eラーニング教材の設計
e ラーニング教材の設計にあたっては、まずシミ

ュレーションの出口（学習目標）および入口（受講

者の前提条件）を整理する。その後、シミュレーシ

ョンの入口として求められる学習者のパフォーマン

スに対し、GBS の学習目標として設定できるもの
（特に言語情報や知的技能に関わるもの）を抽出し、

eラーニング教材としての開発を行う。
4.2 形成的評価
前述のように、教材の形成的評価としては GBS

教材の評価およびシミュレーションと組み合わせて

利用した研修の評価、2種類を行う必要がある。GBS
教材の評価としては、学習者の満足度や学習達成度

の評価（Kirkpatrick レベル 1・2）、シミュレーショ
ンの学習効果の変化（レベル 3）を調査する必要が
ある。シミュレーションの学習効果の変化は、研修

全体としての評価としてとらえることもできる。

また、シミュレーションの実施時間を教材設計以

前と比較することで、GBS教材としてのレベル 4評
価を行うことが可能である。なお、研修全体として

のレベル 3・4の評価には、学習後における病棟業務
の行動変容、多重課題状態におけるインシデントの

発生件数などの中・長期的な調査が必要となる。

図 1 作成する教材の位置づけ

5. 作成する教材の立ち位置
多重課題シミュレーションの事前学習教材という

目的に加え、新人看護師の研修体制改善を ISDとし
て実施するモデルケースとなることも念頭に置く。

従来であればシミュレーションのみであった研修に

ついて、可能な限り e ラーニングを通じて知的技能
の学習を完了できるようする。また、シングルタス

クとしての運動技能をパーツごとにシミュレーショ

ンできる環境を作り、学習者が個別に練習し、フィ

ードバックを得られるようにする。模擬病棟環境で

のシミュレーションは最終評価の位置づけとする。

6. 教材の設計および開発
本教材では、多重課題場面における知的技能の利

用（場面ごとの適切な判断）を繰り返しの学習によ

り定着させることが必要となる。このため、学習者

の判断結果に応じて患者の様態などが変化するシナ

リオとし、失敗がある場合には繰り返しの学習を促

すよう、学習意欲を刺激する仕組みとする。

シナリオについては現実の多重課題場面を早期で

きるものとする必要があるため、これまでのシミュ

レーションで用いたものをベースに複数のシナリオ

を作成し、SME（Subject Matter Expert）である教育
担当の看護師と内容に関する意見交換を行っている。

また、e ラーニングの動作検討および担当者への説
明のために、moodle のレッスン機能を用いた GBS
教材のプロトタイプ開発を進めている(図 2)。

図 2 GBS教材のプロトタイプ画面例

7. おわりに
多重課題シミュレーションの学習効果・効率を向

上するために、GBSに基づく eラーニングによる多
重課題学習教材の設計計画を整理した。現在、プロ

トタイプとしての eラーニング教材設計を進めてお
り、夏以降に実施される多重課題研修と合わせ、教

材の作成完了および形成的評価の実施を検討する。
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患者コミュニケーション教材作成のための看護観察知のインタビュー手法 
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あらまし：医療の質を高めるには患者の訴え（主観データ）に耳を傾けることが重要であり，熟練看護師

はそのための能力を身につけている．本研究ではこの能力が看護実践でどのように現れるかについての教

材の作成をめざす，方法としては電子カルテ上の主観データに注目し，それがどのような看護観察知によ

り得られたかをインタビューする．そこでは医療行為の文脈を問題指向で示すことで，看護師による看護

実践の振り返りを促す. 

キーワード：看護実践,ナラティブ,プロブレム,現場教育 

 
 
1. はじめに 
医療サービスの質を高めるために,疾病や障害と

いった医学的な問題だけでなく，患者の生活や心理

面でかかえる問題（プロブレムと呼ぶ）を，医療者

は捉えることが理想である(1)と言われている． 
プロブレムを把握・解消するために看護師は患者

の訴え(主観データ)を収集する必要がある.患者の訴
えは患者が語るものだけでなく，患者の表情・しぐ

さなどから患者の不安・異常を観察し,それに基づき
思考する(2)という非言語コミュニケーションを含む

高度な能力である．本研究ではこの能力を看護観察

知と呼ぶ. 
看護観察知は経験知であり体系化が難しく，それ

を病院内で共有するには,ナラティブが有効である
と言われている(3).ナラティブは看護師の実践をスト
ーリー形式で記述したものであり、そこから看護師

の臨床で経験した出来事における観察や考え方を知

ることができる．一方で,ナラティブから看護観察知
を学ぶには、看護観察知の理解に不可欠であるがナ

ラティブに表出されていない情報（以降は潜在情報

と略記）を見いだすこと,その潜在情報が看護観察知
を理解するうえで果たす役割を認識すること, が難
しいという障壁がある.この障壁を軽減し,看護観察
知を学びやすいナラティブベースの教材を作成する

ことが本研究の目的である． 
その第一歩として,本稿ではナラティブのどこに

看護観察知の学びに重要な情報が潜在しているの

か・看護観察知の価値はどのようなものかをナラテ

ィブから明示する手法について検討する．具体的に

は，看護観察知を理解するうえで必要だがナラティ

ブに含まれない情報を収集するためのインタビュー

手法と，収集した情報が看護観察知の理解において

果たす役割のモデリング手法が含まれる． 
 

2. 看護観察知の教材としてのナラティブ 
本稿では，多様な看護観察知のうち以下の 2つを

教育目的として，看護観察知の教材としてのナラテ

ィブが含む情報を検討する． 
 不断の注意力：患者のケアと一見関係なさそうな
ことについても普段からよく観察している．（注

意力と略記） 
 即興的実践力：観察したことを，即興的に医療行
為での工夫に活かせる．（即興力と略記） 
ナラティブは，看護観察知の発揮の表出であるが，

ナラティブから看護観察知を理解することには,ナ
ラティブには潜在情報があることや，そこに含まれ

る情報が看護観察知で果たす役割が曖昧であること

に難しさがある．このことを、以下のナラティブに

そって説明する．  

肺炎による呼吸不全を患っている Sさんに対し,
入眠よりナルコーシス(麻痺状態)が発生した.呼
吸を維持するために眠らせないことがここで

は大切である．そこで，とっさの判断で Sさん
と民謡を一緒に歌うことにした.結果 S さんは
会話ができるまで回復した． 
このナラティブを理解するには，以下の情報を合

わせて知る必要である．しかし，上述のナラティブ

では，それを聞き手が推察するという前提に語られ

ており，明示されていない． 
1. 眠らせないためには,普通なら世間話する 
2. 高齢男性は世間話を好まない傾向がある 
3. Sさんは民謡なら歌ってくれそうと考えた． 
4. 観察の根拠は，数日前にデイルームで民謡が流
れていた時に，Sさんがそれに反応しているよ
うに思われた． 

S さんに民謡を歌わせたことを即興力の発揮として
理解するには 1と 2を知る必要がある.さらに，3の
考えとそれが 4という観察に基づいたものであるこ
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とを知る必要がある．また，4 が注意力の発揮であ
ることを教える必要がある． 

3. 看護観察知を顕在化するインタビュー手法 
看護観察知を理解するうえで重要な潜在情報を熟

練看護師からインタビューし，それに基づいて，看

護実践をモデリングすることで，看護観察知の学習

教材を構成する． 
3.1 潜在情報のインタビュー 
潜在情報をインタビューで収集するためには，イ

ンタビュアーに必要な知識を整理することが第一歩

となる．そこで看護観察知の潜在情報を，看護観察

知の理解における役割という観点から整理する．表

１に 2章に示した情報が果たす役割を示す． 
表 1 看護観察知の潜在情報とその役割 
潜在情報 役割 質問文 

世間話をする 通常の手段から

の逸脱の明確化 
（即興力） 

通常はどうするので

すか？ 

年配の男性は世

間話を好まない 
工夫の必要性の

明確化 
（即興力） 

通常のやり方ではな

ぜだめなのですか？ 

デイルームで S
さんが民謡に反

応していた 
（主観データ） 

工夫を想起させ

た観察の明確化 
（注意力） 

どうして民謡であれ

ば可能だと考えたの

ですか？ 

このような、看護観察知の理解において情報が果

たす役割の整理を現在進めている．これは教材化に

向けてのインタビューの基礎というだけでなく，相

対的に経験の浅い看護師がナラティブを理解する際

のガイドとなる． 
3.2 医療行為とその目的のモデリングに基づく看護

観察知の見える化 
潜在情報をインタビューで収集し，それを学習者

に示すだけでは,看護観察知を理解させるのは難し
い.その一因として，ナラティブには多様な医療行為
が含まれているが，それらが看護観察知を理解する

うえで果たす役割には曖昧性があることに注目する.
この役割を明示化させるために,本研究ではプロブ
レムモデリング(4)を活用する.プロブレムモデリング
とは,あるプロブレムの解消（目的）と，その手段の
関係を時系列で表現したものである.医療行為には
プロブレム（目的）・行為・手段を示すという役割が

ある．2 章で示したナラティブのモデルを図 1 に示
す. 
まず即興力として,「民謡を歌わせる」という行為
がなぜ特殊なのかは，それが「患者を眠らせない」

という行為の手段であり，それが通常行われている

「世間話をする」という手段と比べて特殊であるこ

とが表現されている．つまり,普段なら世間話をする
のに対し,Sさんが民謡に反応していることに気付い
ていたことを活かし民謡を歌わせたというのが熟練

看護師の工夫である. 
この工夫するに当たり即興力が発揮されているこ

とが以下のように表現される．まず,Sさんに（世間
話が拒絶される可能性が高いのに対し）民謡を歌わ

せることができると考えた根拠（主観データ）がい

つ収集されたものであるのかは,以前にデイルーム
で流れていた民謡のメロディに Sさんが反応してい
るように思われたというものである.この主観デー
タを収集した際,デイルームで収集できたことは分
かっているものの,その目的・行為については不明で
ある.ここで重要なのは,この主観データの収集が何
らかの目的を持った行為ではなかったことである．

患者に対し特定の目的がなくとも注意深く観察して

いること，すなわち注意力が発揮されていることを

表現している． 
このモデリングにおいて，行為は時系列にそって表

現される．これは，インタビューを受ける熟練看護

師や，患者コミュニケーション教材としてナラティ

ブを学ぶ看護師が，自らの行為を振り返ること，ナ

ラティブを業務内に位置づけることを容易にするこ

とを意図している． 

 
図 1 目的・行為・手段の関係モデル 

4. むすび 
本稿では熟練看護師が語るナラティブについて看

護観察知を理解するうえで必要な情報を収集するイ

ンタビュー手法について述べた.収集された情報を

付加したナラティブおいて，看護観察知がどのよう

に存在するのかモデルにより表現する手法を示した．

モデルは，プロブレム（目的），行為，手段を峻別す

ることを意図したものであるが，観念的なものにと

どまっている．ナラティブの分析をすすめることで，

インタビュー知識とモデルの表記方法を洗練させた

い．  
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陶芸スキルを題材とした言語的説明の身体化 
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あらまし：デジタル教材は新しい学習環境を提供する可能性がある．例えば，マルチメディアやヴァーチ

ャルリアリティを融合したデジタル教材が形式知や身体知の理解を支援するようになるかもしれない．本

研究では，陶芸初心者のための説明的文章を例に形式知の身体化について検討している．具体的には，ロ

クロ成形時の身体知（経験知）を説明した言語的表現を例にして，ハプティックインタフェースを用いた

表現の可能性を調査している．本稿では，ロクロ成形データの計測から説明支援が可能か確かめる実験法

について検討する． 
キーワード：教育システム情報学会，全国大会，Microsoft Word，テンプレート 

 
 
1. はじめに 
陶芸の入門書に 「ろくろは両手にかかる力加減で

急に形が崩れる」といった内容の記述がある．身体

知を形式知で伝えようとした説明的文章である．言

語的な意味やイメージはなんとなくわかる．さらに

形が崩れた写真があればどう崩れるのかもわかる．

映像で表現されればその経過も見える．タブレット

PC とデジタル教材でそのような学習環境は実現で
きる．しかし，「力加減」との関係を感覚的に伝える

のは困難である．視覚や聴覚以外の力覚，味覚，臭

覚などは，やはり身体の同じ伝達経路を介して説明

した方が直感的である．これまで様々なインタフェ

ース装置が研究開発され利用されてきた．将来，現

在は困難なインタラクションもマルチモーダルイン

タフェースとして装備されるかもしれない． 
言語による説明を通じた理解においては，「事物の

把握というのは，身体化という方法によって可能に

なる」，そして「身体化とは，認識主体の身体知に基

づく把握のことであり，言語においてはメタファー

の方法に他ならない」とあり，しかし，「コトバとい

う形式知に対して，掬い上げることのできない部分

が暗黙知として残されてしまう」とある(1)．本研究

では，言語による説明（形式知）で取り残される身

体知（経験知）を説明できるようにすることで形式

知の身体化を目指している．具体的には，陶芸を例

にハプティックインタフェースを用いた説明支援に

ついて検討している(2)．言語による説明を支援する

視聴覚メディアのように力覚メディアでも支援しよ

うということである．これは言語以外による説明手

段を増やし，知を伝えようと説明する側を支援する

ことであるが，説明される側に対してはその知の理

解を支援することになる．一方，スキル獲得を支援

するには，そのスキルのトレーニング支援環境や理

論の学習支援環境が必要となる(3)．本研究の内容は

これら言語とスキルの間に位置するものとみなせる． 
以下，本稿ではそのような説明支援が可能なのか，

ロクロ成形データを用いた実験法について述べる． 
 

2. ロクロ成形データの計測 
ロクロ成形時，「力加減で形が崩れる」ことの説明

を googleで検索すると様々な表現が得られる．崩れ
方をオノマトペで表現したり，テレビの視聴体験を

前提としたワンシーンをメタファーに用いたりして

知識を伝えようとしている．伝えたい知には，作業

の難しさ，形が崩れる要因，崩れ方などがある．入

力となる力覚などは，作業環境や材料や作品の大き

さ形状などで異なる．それらが同じでも，感覚は人

によって異なり，説明も主観的な表現になるので人

それぞれである．結局，共有できるのは体験に対す

る入力のみということになる．言語的に説明しても

取り残される形式化前の体験の入力を視聴覚や力覚

で支援するという経験知の説明形態があってもよさ

そうである．そこで，「力加減で形が崩れる」現象を

どのように計測すればよいか，ノート PC，Falcon，
デジタルビデオカメラ，三脚などを持ち込んで実際

のロクロ成形作業を調査した． 
調査の結果，小さな作品では粘土が飛び散るよう

な勢いで形が崩れることはないこと，大きな作品で

そのようになるのは，粘土の可塑性と遠心力による

ので作品が広がるにつれロクロの速度を落とさない

ためであることなどがわかった．また，小さな作品

でも急に形が崩れるのは，一定の力と速さで手を移

動しないためであった．また，ロクロでは，手で成

形する場合とコテなどの道具を使って成形する場合

がある．説明支援という観点からはそれほどの精度

は不要なので計測しやすいコテでの成形を対象にす

ることにした．「力加減で形が崩れる」データを計測
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するためには，コテを移動しながら力をかけられる

ような装置が必要である．検討した結果，ロクロ成

形時の荷重を計測するために図 1(a)のようなモデル
を考え，デジタルフォースゲージやスライド可能な

スタンドを利用して計測システムを構築した．スタ

ンドのスライド部分の角度により水平方向の移動量

を変更でき粘土への力が調整できる．図 1(b)は，角
度を 15 度にしてコテによる成形データを計測して
いる様子であり，粘土が裂けた瞬間である．力が外

向きに強くなり限界を超えたことが原因である．図

1(c)は，この計測開始から形が崩れるまでの時間の
計測データをグラフ化したものである．同グラフは，

ロクロの回転で 0N 前後を振動した後，フォースゲ
ージを移動するにつれて粘土の内側面に接触し，

徐々に荷重が増加し，粘土が外側に広がりはじめて

荷重が少し減少しながら上方向に向かい，限界を超

えて粘土が裂けた瞬間から急激に荷重が減少し，粘

土がコテに絡んで振動している現象を示している． 

3. 実験に向けて 
計測したデータを使用して，ハプティックインタ

フェースにより説明支援が可能か，可能ならどの程

度可能か調べるための実験方法を検討した． 
図 2 は，実験システムのイメージである．3 次元

感触インタフェースに成形用のコテを固定し，モニ

タに映像を表示して，動画とともにサンプリングさ

れた荷重を映像と同期して提示する．手でコテを軽

く握り，力を感じ取る．その際，能動的に動作せず

に反力を受け止めることで体験を共有させる． 
説明的文章は漫然と読んだのでは実感としては何

も伝わってこない．実験では，説明的文章だけを読

んでわかることやわからないこと（疑問）を被験者

から抽出する．同様に，文章，写真，映像，感触を

それぞれ組み合わせて被験者の実感を抽出する．こ

れらの組み合わせや実験の順番を変えながら，伝え

ようとしていることが伝わるか，伝わっているか，

表現の意図が共有されているかなど比較する．説明

的文章は伝えようとする知識に応じて複数用意して

それらを組み合わせて実験する． 

 
4. おわりに 
陶芸のロクロ成形について文章による説明をイン

タフェースのマルチモーダル化により支援できるか

どうか調査している．本稿では，ロクロ成形時の荷

重の計測とそのデータを使用した実験法について述

べた．今後，計測データと実験システムによる評価

を行う予定である．更に，能動的な行為に対するフ

ィードバック法や効果も確認してゆく必要がある． 
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(a) 計測モデル 
 

 
(b) 計測の様子 

 

 
(c) 計測例 

 
図 1 ロクロ成形データの計測 
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図 2 実験システム 
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力覚デバイス装置を用いた刷毛塗り技能操作訓練支援システムの開発 
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あらまし：小・中学生の指導者に対するものづくり教育の指導技能を支援するための教材として，一般的

には視聴覚教材が用いられる．しかし，視聴覚情報だけに依存した学習ではその効果に限界があり，力加

減や動作の力覚や触覚情報の習得も必要であると考えられる．これまで力覚フィードバック装置を用い

て学習者の力覚や触覚を解析し，習得すべき技能を明らかにした例は，溶接作業を習得するシステムなど

に見られる．しかし，中学校の教育現場などで活用できる技能習得システムはなく，力覚フィードバック

装置を用いて熟練者の「暗黙知」の一つである力覚や触覚を感じながら技能を習得する支援システムを開

発することが求められる．そこで本研究では，ものづくり技能の伝承の必要性がある筋交い刷毛による塗

装技能を評価するための計測システムを構築することを目的とし，これまでの成果を報告する． 
キーワード：小中学生，ものづくり教育，技能習得，力覚フィードバック，筋交い刷毛，Torus 型 SOM 

 
 
1. はじめに 
昨今，我が国の多くの小・中学生は，ものづくり

に対して高い不器用意識を感じている．その背景に

は指導者の技能と指導技術の習熟の不足があり，学

習者に対して的確な指示を出すことができていない

ことが強く関与していると考えられる(1)． 
小・中学生の指導者の技能指導を支援するための

教材として，従来視聴覚教材が用いられているが，

視聴覚情報だけでの学習はその効果は限定的である．

暗黙的技能に関する知識，すなわち力加減や動作の

力覚や触覚情報の習得も別の形の教材で提供すべき

であると考えられる．  
上述した問題に対応するため，これまで力覚フィ

ードバック装置を用いて学習者の力覚や触覚を解析

し，習得すべき技能を明らかにした例は，溶接作業

を習得するシステムなどで確認できる(2)．一方で，初

等・中等教育の現場で活用できる技能習得システム

は開発されていない．力覚フィードバック装置を用

いて熟練者の「暗黙知」の一つである力覚や触覚を

感じながら技能習得を支援するシステムを開発する

ことが求められている． 
そこで本稿では，ものづくり技能の伝承の必要性

がある塗装技能の一つである筋交い刷毛塗りの運行

技能を習得する支援システムを提案することを目的

とし，力覚フィードバック装置を用いて刷毛塗り技

能評価システムを構築したので，ここに報告する．

本稿ではとりわけ，刷毛塗りのクセに基づいて被験

者の関係性を Torus 型 SOM(3)で明らかにする． 

2. 計測システム 
本システムの構成を示したものが図１である． 本

シ ステ ムでは ， SensAble Technologies 社 製 の

PHANTOM Omni を使用し，エンコーダスタイラス

部に中学校現場で主に使用している刷毛を取り付け

たものである． 
 

3. 実験プロトコル 
筋交い刷毛による刷毛塗り塗装の経験の乏しい大

学生ら 10 名を被験者とした．以下の(a)-(g)の指示に

従い課題を与え，作業を行う． 
(a) 長方形枠の枠線の外から刷毛を動かし始め，刷

毛が枠線を完全に越えたら折り返す． 
(b) 刷毛は，右から左，左から右，右から左，左から

右へと 2 往復する． 
(c) 刷毛の柄の中央付近を，鉛筆を持つようにして

図 1 計測システム 
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持つ． 
(d) 刷毛は，塗装する面と垂直に構え，刷毛の運行で

は，刷毛の角度を変えないで動かす． 
(e) 刷毛は，一定の圧力を上から加え，塗装する面と

平行に動かす． 
(f) 刷毛は，長方形枠の長手方向に沿って平行にまっ

すぐ動かす． 
(g) 刷毛は，同じ速度で動かす． 
実験は個別に行われ，1 名およそ 10 分の時間を要

した．実験の手順は次のとおりとした． 
① 実験の説明：筋交い刷毛の持ち方，動かし方，支

援システムの概略について説明する(1 分). 
② 刷毛の運行練習をする(1 分). 
③ 作業 1：練習をする(1 分). 
④ 作業 2：実際に課題について作業を行う(1 分). 
⑤ 測定幅（120mm）において刷毛の位置変化を 0.001

秒単位で収集し，傾向を分析する． 
 
4. 評価手法 
計測には x 座標をトリガとし，x が+60 から x-60

に変化する間の z の値の変化を評価に用いる．z の

値は不変であることが理想であるため，z に変動が

ない理想軌道との累積誤差を算出し，これを被験者

の特徴抽出に利用する．具体的には，図 2 に示すと

おり，1ストロークにつき 100点の特徴点を算出し，

各特徴点から次の特徴点までの増加の割合をベクト

ル値として活用する．また，被験者の特徴は刷毛塗

り開始直後に表れているということを確認し，塗り

直後の 16 点から得られた 15 点の特徴情報を 4 スト

ロークで構成し，計 60 次元のベクトルで各被験者を

表現する．以上に対して Torus 型 SOM を適用する． 
 
5. 結果 

 SOMのマップサイズを 30×24，学習係数を 0.01，
近傍半径を 30，学習回数を 10000，ガウス関数の打

ち切り閾値を 0.03 とし，以上の条件のもとで学習を

行った．処理の結果を出力層に可視化したものを図

3 に示している．図 3 で P は被験者を表している．

P10，P4，P9 は，2 回目 4 回目のストローク，すなわ

ち左から右への移動において開始直後での誤差が高

い被験者である．一例として図 4 に P4 のベクトル

を示す．図 4 では，横軸は次元，縦軸の高さはベク

トルの大きさを表している．P1 及びその付近は，1

回目と 3 回目のストロークで誤差が大きい被験者で

あり，図 4 と同様の形で図 5 に示す． 
 
6. おわりに 
本稿では，力覚フィードバック装置を用いて刷毛

塗り技能評価システムを構築すると共に，Torus 型

SOM を用いて被験者の刷毛塗り運行軌道を評価す

ることで，被験者の刷毛塗りの特徴に応じた分類を

行った．実験結果の詳細は当日発表で述べる． 
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図 2 Torus 型 SOM のベクトル値定義法 

誤差累積の変動

時間
特徴点の抽出

各特徴点の値を
基準とした増加
の割合をベクト
ル値として設定

特徴点の数：1ストロークにつき100点

図 3 Torus 型 SOM による可視化結果 

図 4 P4 の各ベクトル次元の大きさ 

図 5 P1 の各ベクトル次元の大きさ 
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全身動作と手指動作を統合表示したモーションナビゲータⅡの開発

Development of Motion Navigator II for showing Whole Body Motion 
integrating Body with Fingers

佐藤 優太*1, 曽我 真人*2, 瀧 寛和*2

Yuta SATO*1, Masato SOGA*2, Hirokazu TAKI*2
*1和歌山大学大学院システム工学研究科

*1 Graduate School of Systems Engineering, Wakayama University
*2和歌山大学システム工学部
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あらまし：本研究では，既存のスキル動作学習支援システム「モーションナビゲータ」に手指動作を追加

表示するためのシステムを構築する．先行研究ではモーションナビゲータを使用することで熟練者の視点

からスキル動作を学習することができるようになった．しかし，このシステムには手指の動きまでは提示

されておらず対象動作の選択に制限がかかってしまう．そこで，データグローブを用いて手指のモーショ

ンデータを取得ならびにデータ形式を変換し，既存のモーションナビゲータの身体姿勢のデータ形式に統

合する手法を提案する．また，統合によって実現したモーションナビゲータ II を動作学習に適用する実

験を行った． 

キーワード：モーションナビゲータ，学習支援，手指動作，データグローブ，HMD

1. はじめに
本研究室では，過去にヘッドマウントディスプレ

イを用いたスキル動作学習支援システム「モーショ

ンナビゲータ」の開発を行った(1)．これはあらかじ

め熟練者からモーションデータと頭の向きのデータ

を取得しておく．そして，学習者が装着するヘッド

マウントディスプレイに，AR(拡張現実感)を用いて

熟練者の視点から見た熟練者の動きを現実空間に重

畳表示する．さらに，学習者は映し出された熟練者

の CG のボーンアニメーションと，学習者自身の身

体の動きを重ね合わせて追従することで熟練者の動

きを模倣することが可能となる．しかし，このシス

テムは手指の提示は行っておらず手のひらの向きの

提示までに留まっていた．

そこで，本研究ではデータグローブを用いて手指

のモーションデータを取得した後，本システムで円

滑にデータを扱うためにデータを 1 つに統合するシ

ステムを開発する．また，本システムが手指動作を

提示できるようにシステムの改良も行う． 

2. 研究目的
モーションデータを統合するシステムを開発する

ために手指の動作データを変換し，身体動作データ

に統合する手法を提案することを主目的とする．ま

た，その手法によりモーションナビゲータ II を開発

し，動作を確認すること，そして，動作学習への応

用の有用性を検証することを応用の目的とする．

3. システム構成
本システムではデータ取得時とデータ提示時で使

用するシステムが異なる．

データ取得時では PC2 台，ウェアラブル型モー

ションキャプチャシステム，データグローブを使用

する(図 1)．学習支援時（データ提示時）の場合，PC1
台，方向センサ，ウェブカメラ，ヘッドマウントデ

ィスプレイで構成される(図 2)．

図 1 動作データ取得時のシステム構成

図 2 学習支援時のシステム構成

3.1 モーションナビゲータと取扱データ

モーションナビゲータの概要については前述した

とおりである．具体的なデータについて，モーショ

ンデータはモーションキャプチャシステムの場合

BVH ファイルとして出力される．しかし，データグ

ローブの場合 CSV ファイルで出力される．これは各

機器に付属するアプリケーションのデフォルト出力
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フォーマットに依存するためである．よって複数の

データフォーマットを扱う機能はモーションナビゲ

ータに備わっていないので扱うデータをモーション

ナビゲータに適応できるフォーマットに変換する必

要がある．

3.2 モーションデータの統合

 本研究では，手指のモーションデータをモーショ

ンナビゲータで扱い可能とするために，モーション

データを 1 つに統合する手法を選択した．これは，

モーションデータを 1 つにすることで，全身動作と

手指動作を完全に連動させることができるためであ

る．統合の流れは，データは手指以外のモーション

データをベースにして，手指のモーションデータを

BVH ファイルの形式に合わせて統合するというも

のである．具体的には，BVH ファイルのヒエラルキ

ー部(身体の骨組みを構成する部分)に手指の情報を

書いたテキストを挿入し，モーション部(角度情報を

フレーム単位で記述した部分)に手指に対応したデ

ータを数値変換し，挿入する．この時，手指以外の

全身のモーションデータと手指のモーションデータ

のフレームレートが違う場合は，フレームレートの

高い方にあわせて，レート変換をする．一連の流れ

を図 3 に示す． 

手指のモーションデータを BVH 形式が使用する

オイラー角に変換させるにおいて，データグローブ

の値はデータ取得者の関節可動域を利用した相対値

を取っている．そのため，関節可動域の指標として，

日本リハビリテーション医学会が定める関節可動域

を使用して，数値計算を行った(2)．

3.3 モーションデータ統合システム

前述した手法を用いて，我々はデータの統合を自

動化するシステムを開発した．これにより，モーシ

ョンナビゲータにおいて扱うデータを 1 つに扱うこ

とができる．本システムは両手のモーション付加と

片手(左手・右手)のモーション付加をプログラム上

で選択した後，指定したファイルを統合して 1 つの

新たなモーションデータを生成するという仕組みで

ある．モーションデータの流れについて図 4 に示す．

4. 動作学習への適用と考察
本研究では，従来の学習方法に対して有用性を検

証するために対象動作を変化球の投球に設定し，評

価実験を行った．結果として t 検定では，本実験に

おける対象動作では従来手法に対するシステムの有

用性を示すことができなかった．対象動作が適して

いなかったことや HMD の重量について深く考慮し

ていなかったことが，原因だと考えられる．

アンケートによる主観評価では，今回の対象動作

では第三者視点で熟練者の動きを観察した場合にシ

ステムが有効であるという意見が多かった．また，

熟練者の動きを第三者の視点から見ることを制限し

た実験群 Bについては対象動作がシステムに不適切

であるという意見が多かったことから，熟練者の視

図 3 モーションデータ統合手法

図 4 モーションデータの流れ

点を統合するシステムを使った学習は動きの大きい

動作には不向きであると推察できた．
 

5. まとめ
本研究では，熟練者の視点を統合して学習するシ

ステムに手指動作と取り入れたシステムの開発をし

た．システムに手指が問題なく表示されていること

から，モーションデータを統合するシステムはうま

く機能したが，動作範囲の大きい動作が本システム

の学習に不向きであることから，AR を用いて第三

者視点で熟練者の動きを自由な角度で見ることがで

きるシステムや学習者の動きを学習者にフィードバ

ックするシステムを利用した新たなアプローチが必

要であることがわかった．

モーションナビゲータシステムをより有効的に運

用するために，今後は学習者自身の動きのフィード

バックや熟練者視点と第三者視点の切り替え，装着

機材の削減，選定等の問題を解決する必要がある．
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高校１年生に対する情報モラルに関する基礎的学習指導実践について 
 

A Practice of Basic Information Ethics Education for Tenth Grade Students 
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あらまし：高校 1 年生を対象にした宿泊研修において，例年携帯電話会社による出張型教室を実施してい

たが，生徒らが携帯電話やスマートフォンを使うことに対する問題意識を持ちにくかった．そこで，生徒

らに問題意識を持たせ，情報モラル教育の基礎となるよう工夫した３時間の講習を実践した．その結果，

多くの生徒らが，携帯電話やスマートフォンの短所を自覚し，情報発信の気軽さや依存症に対する警戒感

を持つことができた． 
キーワード：授業実践，情報モラル，携帯電話，スマートフォン，高校生 

 
1. はじめに 

教科情報で扱う情報モラル教育は質量ともに充分

とは言えず，携帯電話・スマートフォン使用を題材

とした情報モラル指導は，携帯電話会社による出張

型教室（１）などに頼る高校が多い．富良野高等学校

においても，高校 1 年生を対象とした新入生宿泊研

修において，携帯電話会社による出張型教室を行っ

ていた．しかし，携帯電話会社による使用を前提と

した講習では，使うことに対する問題意識を持ちに

くかった．そこで，携帯電話・スマートフォンの長

所と短所をあげさせ，高校生にとって本当に必要な

ものかを話し合うことによって，質的にも量的にも，

携帯電話・スマートフォンの使用を考え直す契機と

なるよう工夫した情報モラル講習を計画し実践した． 
 

2. 情報モラル講習実践 
2.1 講習の概要 

富良野高等学校が 1 年生 150 人（男子 70 人，女子

80 人）を対象に，2014 年 5 月 8 日～10 日の 2 泊 3
日で，国立大雪青少年交流の家で実施した新入生合

宿研修において，その第 1 日目 13:35～16:45 の約 3
時間で，主として携帯電話・スマートフォンを題材

とした情報モラル講習を，表 1 の通り行った．大雪

青少年交流の家の体育館で実施し，講師は著者の一

人（村田）が務めた．講義形式の一斉学習は，スラ

イドを備え付けのスクリーンにプロジェクタ投影し

ながら行い，グループでの討論や発表は 8 人程度が

車座になって行った． 
2.2 講習の内容と展開 
(1) ダンバー数・コミュニケーションの限界 

宿泊研修の前に，予め学校で「顔を見たら，名前

がわかる人の数」など 9 項目から成るアンケート調

査を行って，○○する人の数（友人・知人の数）を

尋ねた．その集計結果も示しながら，ダンバー数（気

遣いしながら持てる友人・知人の数）が約 150 人で

あることを説明した．さらに，ダンバー数がコミュ

表 1 講習の内容と展開 
 内容 学習形式・形態 時間（分） 

第
一
部 

ダンバー数・コミュニケーションの限界 講義 一斉 35 

63 
グループ作り   10 
ワークシート１「家族にたずねてみよう」 討論，発表 グループ 14 
ワークシート２配布，説明 講義 一斉 4 

休憩   11 11 

第
二
部 

ワークシート２「話し合おう」必要か 
討論，発表 グループ 

24 

71 ワークシート２「話し合おう」長所と短所 20 
ワークシート２「話し合おう」守るべきこと 15 
やっかいな脳の説明 講義 一斉 12 

休憩   10 10 

第
三
部 

情報メディアの適正使用に必要な３要素 

講義 一斉 

6 

35 
自由と責任，個人性と責任能力 10 
不特定多数の人たちへの情報発信 7 
まとめ 3 
アンケート用紙配布，記入   9 
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ニケーションの限界でもあり，ネット上で多すぎる

友人を持って，SNS に依存する人がいることを説明

した． 
(2) ワークシート１「家族にたずねてみよう」 

予め学校でワークシート１を配布し，「1 人で家に

いるとき」「1 人でバスや電車に乗っているとき」「3
～4 人の友だちが集まったとき」などに何をするか

を，自分の場合を書いた上で，父母や祖父母が高校

生だったときに何をしていたかを尋ねて記入し，宿

泊研修に持参させた．暇つぶしに携帯電話やスマー

トフォンをする自分に対し，父母や祖父母の時間の

使い方に気付き，携帯電話やスマートフォンの使い

過ぎや，それらが必ずしも必要だとは言えないこと

に気付かせることを狙ったものである． 
(3) ワークシート２「話し合おう」 

ワークシート２を当日配布し，まず，携帯電話，

スマートフォンは，高校生にとって必要か，必要で

ないかの意見を選ばせ，その理由を書かせた．さら

に，携帯電話とスマートフォンの長所と短所をあげ

させ，使うときに守るべきことをあげさせた．これ

らをグループ毎に発表させた． 
(4) 情報メディアの適正使用に必要な 3要素 

情報メディアを適正に使用するために，情報モラ

ル，社会性，法的責任能力が必要であることを述べ，

これらは成長とともに身に付けていくものだと説明

した． 
(5) 個人性と責任能力 

責任能力が充分にない未成年者が個人性の高い情

報メディアを使うと，保護者が持つべき責任がある

にも拘わらず，未成年者の行為を監督しがたい状況

になり，保護者が監督責任を果たせない． 
その意味で，高校生のインターネット使用を自動

車運転に例えると，仮免路上教習中にあたる．高校

生になって使うのであれば，高校進学までに，仮免

許に相当する知識と技能を身に付けておく必要があ

るが，現状は非常に心許ない．また，路上教習時に

同乗する教習指導員にあたるインターネット使用に

熟練した教育者の指導を受けながら使用するわけで

もない．現在の高校生は，非常に困難な状況の中で，

自分で適正に使用することが求められている． 
(6) 不特定多数の人たちへの情報発信 

あるシューズメーカーの広告「歩くから人間」と，

ある NGO の啓蒙広告「赤ちゃんの指、5 本ずつあり

ますか？」を題材にして，不特定多数の人たちへの

情報発信は，プロでも失敗することがあるほど難し

く，勉強も訓練もしないで，誰でもできることでは

ないと説明した． 
 

3. 事後アンケート結果と考察 
講習の最後にアンケートを実施した．表 2 の 10

項目の内容を生徒らに示して，初めて学んだもの，

よく理解できたものを，複数選択可としてチェック

を入れてもらった． 
初めて学んだと答えた生徒が最も多かった項目は

No.1（ダンバー数）であった．次に多かったのは No.3
（わかっていながらしてしまう理由として説明した

脳の特徴），その次は No.6（未成年者の法的責任能

力）と No.10（不特定多数の人たちへの情報発信は

難しい）であった． 
また，すべての項目で，60%以上の生徒が「よく

理解できた」と答え，特に多かったのは，No.1（ダ

ンバー数）と No.2（友人を作りすぎて SNS に依存）

で，次いで No.5,6,7（法的責任能力に関する項目）

であった． 
自由記述の感想欄には，責任や情報発信の難しさ

に関するものが多く，使い過ぎに気を付けたいと自

戒する者もいた． 
 

4. おわりに 
生徒同士の話し合いや発表に時間を使ってしまい，

第 3 部の内容の一部を割愛せざるを得なかった．そ

のため，生徒に伝わらなかったのではないかと心配

したが，アンケート結果からは概ね良い評価を得た． 
 

参考文献 
(1)NTT ドコモ：”ケータイ安全教室出張型教室のご案内”, 

https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/social/educatio
nal/safety/delivery_class/ （2014） 

表 2 アンケート結果（初めて学んだこと・よく理解できたこと） 

No. 内容 
初めて学んだ よく理解できた 

人数 割合 人数 割合 

1 人間関係を保てる人の数に限界があること（ダンバー数） 142  0.947  125  0.833  

2 SNSで友人を作りすぎて依存する人が増えていること 61  0.407  115  0.767  

3 人間の脳には，やっかいな（原始的な）部分があること 114  0.760  101  0.673  

4 携帯電話やスマートフォンの必要性は，それほど高くないこと 47  0.313  97  0.647  

5 自由の行使には，責任を伴うこと 61  0.407  112  0.747  

6 未成年者の法的責任能力（14歳未満はゼロ，14～18歳で大きくなる） 98  0.653  108  0.720  

7 未成年者が持てない責任は，一般に保護者が負うこと 51  0.340  109  0.727  

8 未成年者が個人性の高い情報メディアを使うことに問題があること 70  0.467  90  0.600  

9 匿名でのコミュニケーションは，思っていた以上に難しいこと 94  0.627  90  0.600  

10 不特定多数の人たちへの情報発信は，思っていた以上に難しいこと 98  0.653  105  0.700  
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高校教科情報との接続とスマートデバイス時代を 
意識した情報リテラシー教育 

 
Information literacy Education in consideration of Informatics for high school 

students and Smart Devices 
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Akira YAJIMA*1 

*1
大阪国際大学グローバルビジネス学部 
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あらまし：高校生を取り巻く環境が激しく変化している．教科情報が「情報の科学」「社会と情報」の 2
科目となったこと，大部分の高校生がスマートフォンなどのスマートデバイスを所持するようになってい

ることなどが，大きな変化であろう．これらの変化に大学がどのように対応すべきか，高校教科情報から

社会人のジェネリックスキルへの接続についての実践例を報告する． 
キーワード：スマートデバイス，教科情報，情報リテラシー，ジェネリックスキル 

 
 
1. はじめに 
大学における情報リテラシー教育は常に変化を要

求されている．学習指導要領の改訂など，高等学校

までの教育内容の変化に対応するのみならず，ツー

ルやデバイスの変化，社会人に要求されるジェネリ

ックスキルの変化など，様々な変化に対応する必要

がある． 
高等学校までの教育内容の変化という点では，教

科情報が「情報 A」「情報 B」「情報 C」の 3 科目か
ら「社会と情報」「情報の科学」の 2科目となった． 
また，現在は誰でもインターネットに接続できる

コンピュータ（スマートフォン）を持ち歩く時代で

あり，新たな情報リテラシーのカリキュラムの作成

が必要である(1)． 
情報社会は日々変化している．数学の教科書であ

れば 10 年前のものを用いて学習しても何ら問題な
いが，高等学校の教科情報がスタートした 2003年の
教科書は現在では使えない．学生が大学を卒業した

後も情報社会は変化するのであるから，学生時代の

情報社会に精通すること以上に，将来にわたって情

報社会とつきあう姿勢を身につけることが重要であ

る．ソフトウェアの変化，サービスの変化によって

取り残されてしまう人材を育成する教育をしてはい

けない． 
変化へ対応するためには情報科学の基礎的な理解

が必要である．情報社会のしくみを支える情報科学

に関しては，その変化が緩やかであり，大学時に学

習した情報科学の内容は大学卒業後も有効である．

この意味で，情報科学の理解と情報化社会への適応

は両輪であるから，社会人への出口となる大学にお

いて，この両輪のバランスを整える必要がある． 
 

2. 共通教科情報への対応 
教科情報の履修に関しては，1 科目が必修である

点は変わらないが，多くの高等学校で生徒に履修さ

せていた「情報 A」がなくなった影響は大きい．「情
報 A」「情報 B」「情報 C」が並列でありながら，内
容としては最も基本的な「情報 A」と，より高度な
内容も含む「情報 B」や「情報 C」の間にはレベル
の差があった．2科目への変更は，3科目から「情報
A」をなくして，「情報 B」と「情報 C」の 2科目を
残して再編したような雰囲気がある．このため，教

科書の内容を理解することができない生徒が増える

ことが予想される．大学としては，新たな 2科目か
らの 1科目を選択してきた新入生が，これまで以上
に情報に対して難しい印象を持っていることを予想

しなければならないであろう． 
そして多くの高等学校が「社会と情報」のみを開

講し，「情報の科学」の履修者は少ないことも予想さ

れている．もちろん両科目は背反した内容ではなく，

「社会と情報」科目でも情報科学を扱っているので，

「社会と情報」の学習内容を一通り身に付ければ，

基本的な情報科学は身に付くはずである．ただ，理

系的科目である「情報の科学」を避けて「社会と情

報」の開講を学校で選択しているのであれば，情報

科学をできるだけ避けた授業が展開されると考えら

れる． 
 

3. デバイスの変化への対応 
近年は，大部分の学生が入学時にスマートフォン

を所持しており，インターネットの利用は，大学や

自宅以外にも拡大している．この変化にも大学は対

応しなければならなくなった．学生スマートフォン

の扱いを含めた情報リテラシー科目の教育実践も報

告されている(2)．学生にとってスマートフォンは大

学入学前から自分が使いこなしているデバイスであ

るため，大学の授業で教育されるものではないとい

う認識がある．しかしながら，学生のスマートフォ

ン利用方法は，教員が期待する利用方法ではなく，

教員と学生にはギャップが存在する． 
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3.1 スマートデバイスでの教育 
新しいデバイスの登場は，常にそれを用いた教育

を産み出す．ICT を活用した教育の延長に，スマー
トデバイスを利用した教育は存在している．しかし，

基本的な枠組みは古くから存在するCAIと大きく変
化しているとはいえない． 
スマートデバイスの場合，学習者は操作に習熟し

ている場合が多く，スマートデバイスを活用した教

育を推進する際の障害は教員側にあることもしばし

ばである． 
3.2 スマートデバイスの教育 
新しいデバイスの登場により，デバイスそのもの

や，そのデバイスで用いるツールの操作教育も必要

となる． 
LMSが普及しはじめた頃，学生に，インターネッ

トに接続された PCから LMSを利用させる場合にに
は，事前に何らかのガイダンスが必要であった．OS
によるファイルの操作，リムーバブルメディアの扱

い，LMSの利用方法などである． 
スマートデバイスを利用については，前述の通り，

学生は慣れており，新しいツールに対しても戸惑う

ことなく利用できる学生がほとんどである． 
一方で，SNS等を利用する学生に対する情報モラ

ル教育の重要性が増してきている．これらの情報モ

ラル教育をスマートデバイスの教育として扱うこと

も可能である． 
3.3 スマートデバイス利用のねらい 
スマートデバイスの利用を情報リテラシーとして

扱うことのねらいは，デバイスを様々な場面で有効

に活用しょうとする態度を育成することであるとい

える．学生は，日常生活において，スマートデバイ

スを積極的に用いているが，娯楽や友人との繋がり

のための利用に終始している．他の使い方を学生に

示し，体験させることで，デバイスを有効活用する

態度を育成しなければならない．学生が社会人とな

ったときに，新たなデバイスやツールに対して，業

務での有効な活用に積極的となる態度の育成が大学

に求められているはずである． 
 

4. 情報リテラシーカリキュラム例 
大阪国際大学では，2014年度にビジネス学部と現

代社会学部をグローバルビジネス学部に改組するに

あたり，従来の「ITの基礎理解」科目群を「ICTの
活用」科目群として再編成した．大学生に求められ

る情報リテラシーの変化に対応する必要があったた

めである．大きな変更点は，2 単位必修科目「コン
ピュータ基礎演習」を設定したことである．座学科

目は「情報の科学」「情報の社会」の 2科目であり，
高等学校教科情報との繋がりが分かりやすい名称と

した．同科目群の実習科目は Excel が 2 科目，デー
タベース１科目，マルチメディア 1科目となった．
科目群計 10単位中 6単位以上の取得が卒業要件であ
る．この 6単位には必修科目 2単位分が含まれてい

る．表 1に必修科目のカリキュラムを示す． 
 

表 1 コンピュータ基礎演習カリキュラム 
回	 内容	 

1 OIUメール・moodle 
2 moodle・iBook・Adobe Reader 
3 情報モラル (1) :座学授業 
4 情報モラル (2)：座学授業 

5-6 Wordの基礎 
7 Google ドライブ 

8-9 Wordの文書作成と文字書式・段落書式 

10 スマートデバイスアプリ  (1):iMovie, 
iPhoto, CamScanner 

11 Excelの概要 

12 スマートデバイスアプリ  (2):Evernote, 
OneDrive, DropBox 

13-15 Excel:数式作成・書式・参照方法 

16 スマートデバイスアプリ (3):各種学習ア
プリ 

17 Word:表作成とビジネス文書 

20 スマートデバイスアプリ (4):ニュース・
教養・記録・ファイル作成アプリ 

21-22 Excel:基本的な関数・グラフ 
23-25 Word:図形描画・レポート作成 
26-29 PowerPoint 

30 総合演習:レポート作成とプレゼンテー
ション 

 
5. おわりに 
学生の環境や学習履歴の変化に伴い，情報リテラ

シー教育の内容も変化する．情報モラルやデバイス

やツールを適切に活用しようとする態度は，このよ

うな変化があったとしても求められる能力であり，

情報リテラシーカリキュラムを検討する際には重視

しなければならないであろう． 
 

参考文献 
(1) 矢島彰, 田窪美葉, 石川高行, 安達康生:“教科情報の

リメディアル教育としての大学情報基礎教育”, 第 38
回教育システム情報学会全国大会講演論文集 , 
pp.189-190 （2013） 

(2) 桝井猛, 梶木克則, 那須靖弘, 吉川博史:“モバイル端
末を用いた演習について”, 第 38 回教育システム情
報学会全国大会講演論文集, pp.423-424 （2013） 
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プレゼンテーション授業における相互評価に関する事例報告-2- 
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あらまし：前回の事例報告では，分析力，情報発信力，プレゼンテーション能力向上を目的としたプレ

ゼンテーション授業に，ルーブリックを導入した相互評価の取り組みについて紹介した．ルーブリック

を用いることで相互評価に客観的視点を取り入れることができた．本報告では前回の報告後に行った評

価基準の見直しと，授業実施方法について改善を内容について報告する． 

キーワード：プレゼンテーション，ルーブリック，相互評価，アクティブラーニング， 
 

1. はじめに 
厚生労働省の調査結果によると，コミュニケーシ

ョン能力とプレゼンテーション能力は企業へ採用さ

れる可能性に関わっているとされている（厚生労働

省 2004年(平成 16年)「若年者の就職能力に関する

実態調査」）．これを受けて著者は「プレゼンテーシ

ョン演習」を通じコミュニケーション能力とプレゼ

ンテーション能力の向上を図っている．またプレゼ

ンテーション能力の客観的評価基準確立が求められ

る中，他者との関わりの中で評価する方法が数多く

報告されている． 
著者は前回の報告にて，プレゼンテーションの評

価手段としての WEB アンケート活用について報告
した．ここではプレゼンテーション授業において相

互評価を行う方法としてインターネット上の WEB
アンケートシステムを用い，その有効性について検

証した．本稿では前回の報告以降に行った相互評価

方法の見直しと，授業内容の改善について検証を行

った． 
 

2. 研究概要 
本研究はプレゼンテーション演習において，効果

的な相互評価方法の構築を行うことを目的としてい

る．相互評価については，様々な研究報告が行われ

ているが，本研究においては前回同様，プレゼンテ

ーション前に配布する，ルーブリックをもとにした

評価シートに感想を記入させた後，発表終了後相互

に意見交換を行う方法と同時に，評価シートをもと

に WEB アンケートを用いて評価する方法について
研究を続けてきた． 
評価に用いたルーブリックは，前回使用した「ル

ーブリックを用いた評価基準」を踏襲した（表 1）．
この評価項目は，大きく「資料」と「発表」に分け

られ，「資料」の中に「内容」「文書構成」「ビジュア

ル化」，「発表」の中に「発表姿勢」「発声」「アイコ

ンタクト」の基準を設けた．それぞれを３段階に分

けることで，発表者と視聴者は基準を満たすことが

できているか客観的に確認できるようになっている． 
表 1 ルーブリックを用いた評価基準 

分類 観点 基準 

資料 

内容 

全てに適切な材料が整っており，

要求された内容が記述されてい

る 

材料は十分に揃っているが，記載

内容に不備がある 

材料が不十分で，内容に不備があ

る 

文章構成 

文章は論理的な順序で記述され，

視聴者は内容を容易に理解する

ことができる 

文章は論理的な順序で記述され

ているが，部分的に校正不足の記

述がある 

不適切な表現や，日本語の文法に

誤りがある 

ビジュアル化 

図や表，図解などが効果的に用い

られている 

視覚に訴えかける工夫がされて

いる 

文章だけで構成されている 

発表 

発表姿勢 

聞き手を意識して発表できてい

る 

聞き手を意識しようという，努力

は見られる 

聞き手のことを考えずに 

発表している 

発声 

はっきりと大きく発声している 

声は大きいが聞き取りづらい 

語尾がわかりづらい 

小さな声で聞き取れない 

アイコンタクト 

聞き手を見ながら発表している 

聞き手を見ているが，すぐに手元

/画面に視線が行く 

手元の資料ばかり見ている 

画面ばかり見ている 

このルーブリックをプレゼンテーションの前に発

表者と視聴者に配布し，発表時に意識させることに

より，高い評価となるよう学生に働きかけ，視聴時

にはプレゼンテーションをこのルーブリックに基づ

いて評価を行うよう指導した．学生達はルーブリッ

クに基づいた自己評価と，他者評価を行い，プレゼ
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ンテーション終了後相互に評価結果を交換して次回

発表に反映した． 
WEBアンケートを用いた評価についても，同様に

ルーブリックを事前に配布し，発表視聴後 WEB ア
ンケートページで回答する．この手法は匿名性が保

たれるという利点があったが，発表視聴から時間を

置いて回答したときなどには，学生にとって好まし

い取り組みとは受け止められなかった．WEBアンケ
ート回答のしやすさについて聞いたアンケート結果

（表 2）にあるように，一人ずつWEBアンケートを
行う方がやりやすかったようである．無記名のコメ

ントの中には「視聴後にアンケートをまとめて実施

すると，一人ひとりに集中できないため，結局誰の

評価をしているかわからなくなったことがある」と

いうものも有った．WEBアンケートは一人ずつ実施
することが望ましかったが，上記のアンケート結果

を受けて実施方法についての検討を行った．しかし，

演習実施教室において，発表視聴とコンピュータ端

末操作を同時に行う環境が提供できていないことな

どの制約から，発表毎に一人ずつアンケートを実施

することは困難となり，2013年度後期に実施した授
業では，WEBアンケートを取りやめ，口頭のみによ
る相互評価に変更した． 

表 2 WEBアンケート回答のしやすさ 

（%） 

と
て
も 

回
答
し
や
す
い 

回
答
し
や
す
い 

回
答
し
に
く
い 

と
て
も 

回
答
し
に
く
い 

一人ずつ実施 84.6 15.4 0.0 0.0 

3人まとめて実施 46.2 23.1 23.1 7.7 

5人まとめて実施 15.4 15.4 23.1 46.2 

全員の発表後に実施 0.0 7.7 7.7 84.6 

口頭による相互評価の方法は，一人の発表が終了

した後，視聴者から複数名指名し，ルーブリックに

よる評価基準に従ってコメントを述べさせることに

より相互評価を実施した．しかし口頭で相互評価を

行う場合には互いに気を使うことが多く，当たり障

りのないコメントになりがちである．本研究におい

ても同様のことが想定されたため，予め相互評価の

際には「良かった箇所」「改善すればより良くなるこ

とが期待される箇所」など褒める内容に限って相互

評価を行わせた．さらに今回アクティブラーニング

の手法を取り入れた少人数グループによるディスカ

ッションに取り組んだ．直接的に伝えることが遠慮

される評価項目に関して少人数グループによるディ

スカッションを通して意見交換を行わせ，「互いの気

づき」として報告させることにより，間接的に伝わ

るように実施した． 
アクティブラーニングの手法を取り入れた意見交

換は以下のように実施した． 
① プレゼンテーション実施 
② 良かった点・改善が望まれる点を評価 

③ 3～4人に分かれ意見交換 
④ メンバーを換え意見交換 
⑤ ディスカッション結果の報告 
グループディスカッションにおける指導として，

自らの発表についてと，他者の発表を聞いての相互

について発見したことを話し合うよう指導している．

相互評価の際，大人数の前で発言できなかった内容

が，グループディスカッションにおいて相互に言え

ることが期待される． 
 

3. 授業概要 
本研究は「プレゼンテーション演習」「プレゼンテ

ーション応用」という演習科目 2科目と関連して取
り組んでいる．プレゼンテーション資料作成におい

て注意すべき点を座学で学んだ後，PowerPoint を利
用したスライドを作成する．テーマとプレゼンテー

ション対象（ターゲット）が指定されてスライド作

成が行われる．テーマは「紹介」を目的としたもの

から，「説明」「説得」など目的が毎回異なり，想定

されるターゲットも同年代から小学生向け，中高年

向けなどと細かく設定している．ターゲットを指定

することにより，相手に合わせた言葉遣いを考える

ことなどもプレゼンテーション準備の中に組み込ま

れるようになる．プレゼンテーションの演習一回の

行程には「P（構成を考える）」-「D（資料を作成し
発表する）」-「C（相互評価を受ける）」-「A（評価
をもとに改良する）」というサイクルが生じることか

ら，反復学習にも有効と考えられる． 
指定されるテーマの中にはスライドの代わりに印

刷資料を用いた「1 対 1 プレゼンテーション」や，
作成者と発表者の役割を入れ替える「自作他演プレ

ゼンテーション」なども取り入れている．「1対 1プ
レゼンテーション」では発表者は営業担当者役とな

り，手許の資料を用いて説明を行う．このとき「1
対多プレゼンテーション」と異なり，説明に対する

反応が直接得られることが学生にとって新鮮なよう

である．「自作他演プレゼンテーション」では作成者

と発表者が異なるため，発表者は作成意図を正確に

伝える「指示書」の作成が必要になり，「発表者」は

「指示書」から意図を汲み取る能力が求められるな

ど，「自作自演プレゼンテーション」では得られない

学びができている． 
 

4. 現状と今後の課題 
WEBアンケートの運用を 2013年度前期科目から
開始したが，今回報告の通り現在は中断している．

学生のネット環境としてスマートフォンが普及して

いることなどから，再度 WEB アンケートを取り入
れ，一人の発表が終わる毎に評価アンケートが行う

ことを検討したい．評価項目についても，継続して

改良を加えていく予定である． 
プレゼンテーション授業を通じて，コミュニケー

ション能力等を高める取り組みを今後も継続してい

きたい． 
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タイピング能力に対するノート PCとタブレット PC利用間の差異 
 
The difference in typing skill between the use of notebook PC and the use of 

tablet PC. 
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あらまし：近年，スマートフォン・タブレット端末の急速な普及による新社会人のパソコンスキル低下が

懸念されている．情報教育においてキーボード操作は学習効果を保障する重要な要素であるが，タブレッ

ト PCの導入によりタイピング能力が低下する恐れがある．そこで，タブレット PCとノート PCの環境
を用意し，タイピング能力測定定結果を分析した．結果，タブレット PCとノート PCでは測定結果に大
きな差異は見られないことが確認できた． 
キーワード：コンピュータ操作，タブレット，タイピング 

 
 
1. はじめに 
現在，業種に関わらずパソコン能力が求められる．

この問題に対処する必要性から，大学の情報教育で

はパソコンスキル向上に取り組んでいる．  
しかし，近年スマートフォン・タブレット端末の

急速な普及により，従来はパソコンが役割を担って

いた作業をスマートフォンで行うようになり(1)，新

社会人のパソコンスキル低下が懸念される．タブレ

ット端末の利用に伴いタイピング能力の低下が考え

られるが，タイピング学習に関する研究 (2)(3)が重ね

られてきたように，キーボード操作は情報教育にお

いて学習効果を保障する重要な要素の 1つである． 
今回，タブレット PC の導入によるキーボード操
作環境の変化が学習効果に影響する度合いを検証す

るため，タブレットPCとノートPCの環境を用意し，
タイピング能力測定結果を分析した． 

 
2. タイピング能力測定 
2.1 対象学生と授業 
郡山女子大学および同短期大学部（以下：「本学」）

で，1 年次に共通基礎科目として開講している情報
処理科目（以下「本科目」）の履修学生を対象とする．

本科目では，Operating Systemの基本操作やメールと
Webの利用方法を学ぶほか，オフィスソフトを用い
た文書作成やデータ処理について学ぶ． 
また，パソコンの活用能力を高めるために，本学

では ICTプロフィシエンシー試験 3級（以下「P検
3級」）の対策講座を実施している．P検 3級ではタ
イピング速度が評価されるが，この能力はパソコン

活用上必須の能力である．タイピング能力は短期間

での取得が困難であるため，習得時間の確保と練習

成果の管理の観点から，本科目の授業内で練習時間

を設けている． 

 
2.2 使用機器 
使用機器を図 1 に示す．大学生は Windows8 搭載
タブレット PCを用いる．タブレット PCの操作は，
タッチディスプレイによるソフトウェアキーボード

とクリックが基本であるが，本科目で実施するオフ

ィスソフトの学習には適さない．そこで，取り外し

型のキーボードと USBマウスを用いて，学習に影響
が無いよう配慮した．短大生は Windows7 搭載ノー
ト PCを用いる． 
2.3 測定方法 
本科目の授業時に学生各自がタイピング練習を実

施する．タイピング練習ソフトには，ICT プロフィ
シエンシー検定協会の WEB サイトで無料公開され
ているダウンロード版タイピング練習ソフト(4)を用

いた．1 回の練習に要する時間は約 5 分である．練
習後には 100点満点で点数が表示さる． 
図 2は，学生各自がタイピング練習結果の点数を
入力した Excel シートの様子を示す．結果を入力す
るとグラフから練習成果を確認する．この Excel シ
ートを履修学生から回収し，分析に用いた． 

 
図 1 使用機器 

短大生用 
ノート PC 

大学生用 
タブレット PC 

※キーボード・USBマウス付 
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図 2 練習成果入力画面 

 
図 3 タブレット PC使用 大学 1クラスの測定結果 
 

 
図 4 タブレット PCとノート PCの成長率分布比較 

 
3. 分析結果 
図 3及び図 4で用いたデータは，本稿執筆時に回

収した大学 1クラス，短大 1クラスのタイピング練
習回数 8回分のデータを用いている． 
タブレットPCとノートPC間におけるタイピング

能力の成長を比較するために，回帰分析を行い近似

曲線の傾きを求めた．タブレット PC を用いたクラ
スのタイピング能力の変化を図 3に示す．横軸は，
測定回数を表している．縦軸は履修学生全体の平均

点を表している．同様にノート PC を用いたクラス
でも分析を行った． 
また，成長率の分布からタブレット PC 導入の影
響を比較した．タブレット PCとノート PCの成長率
をヒストグラム化したものを図 4に示す．横軸は，
履修学生個人ごとの成長率を 0.5 で区切った範囲を
表す．縦軸は，履修学生全体に対する割合である． 
結果，タブレット PCとノート PC間に大きな差は
見られず，タイピング練習を重ねることで同等の測

定結果を得ることを確認した． 
 
4. まとめ 
情報教育へのタブレット PC 導入が与える影響を
確認するため，タイピング能力測定結果の差異を分

析した．タブレット PC の外付けキーボードはノー
ト PC のキーボードと比べて小さいため，タイピン

グ測定結果に影響があると予測した．結果，タブレ

ット PC でも外付けキーボードを用いることで，ノ
ートパソコンとの大きな差異がないことを確認した．

ノート PC と同様のキーボード操作環境を用意する
ことで，影響のない学習環境の構築が可能である． 
本学では，平成 27年度より全クラスでのタブレッ
ト PC を用いた情報教育が始まる．今後もタイピン
グ能力測定を継続し，情報教育改善の一助としたい． 
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あらまし：ISD(instructional systems development)モデルに基づいて行った e ポートフォリオ設計の

実践報告をするとともに，そこで得られた知見を元に，本実践で設計した e ポートフォリオと同タイプ

の e ポートフォリオで必要となる学習目標と評価基準の設定を効率よく行うためのモデルを提案した． 

キーワード：eポートフォリオ，インストラクショナル・デザイン，ISDモデル 
 
1. はじめに 
近年，我が国においても e ポートフォリオを導入

する教育機関が増えてきている．e ポートフォリオ
は、学びの成果をデジタルデータで保存し、閲覧す

ることができるツールにすぎない．e ポートフォリ
オを導入する上では，使用するシステムの選定や開

発だけでなく，e ポートフォリオを用いてどのよう
な学習を行うのか，それをどのように評価するのか

など，カリキュラムや学習活動内容についての設計

（インストラクショナル・デザイン; ID）が必要と
なる．しかし，現状においては，e ポートフォリオ
導入時に，ID が十分に行われているとは言いがた
い．その理由として，e ポートフォリオの導入時に
ID が重要という認識が普及していないことや，e ポ
ートフォリオ導入担当者に ID の知識があるとは限
らないことがあげられるだろう．このような状況に

おいて，よりよい e ポートフォリオ上での学習設計
をするためには，ID の重要性の認知と同時に，e ポ
ートフォリオ導入のための ID モデルが提案され，
それが認知されることが重要となる． 
そこで本発表では，Dick and Carey（2004）による

ISD(instructional systems development)モデルに基づ
いて行った京都大学グローバル生存学（Global 
Survivability Studies；GSS）における e ポートフォリ
オ設計の実践報告をする．その過程で得られた知見

を元に，本実践と同タイプの e ポートフォリオを設
計する場合に，学習目標と評価基準の設定を効率的

に行うためのモデルを提案する． 
 

2. 教育プログラムへの eポートフォリオ導入 
2.1 教育プログラム GSSの特徴 

GSS は，9 研究科の大学院生が，自身が所属する
研究科・専攻での研究活動に加えて，自らの意志で

参加する 5 年一貫の教育プログラムである．GSS で
は社会の安全安心に寄与できるグローバル人材を育

成することを目標とし，いわゆる座学科目，実習系

科目，学生自身がプロジェクトを計画・実行する科

目などを提供する． 
2.2 eポートフォリオ導入の目的と状況 

e ポートフォリオ導入前は，学習活動の評価指標
として，科目の履修履歴や参加科目ごとのレポート

などを用いていた．しかし，参加学生の所属研究科

が多様であることから，同じ科目であっても，学生

の研究内容や研究手法が異なることにより，従来の

学習活動終了後のレポートや履修状況による評価で

は，適切な評価や指導が難しいという問題があった．

そこで学生の学びを質的・量的な観点からより適切

に評価し，効果的な指導につなげていくために，e ポ
ートフォリオを導入し，それに合わせて学習活動内

容や評価基準の改訂を行うこととなった． 
2.3 使用する eポートフォリオシステム 

CMS は Sakai2.9 を使用し，e ポートフォリオシ
ステムは “Karuta”を使用する．Karuta は，モント
リオール商科大学が開発した e ポートフォリオシ
ステムであり，カスタマイズが GUI 上で容易にでき
る点が特徴である． 

 
3. eポートフォリオ上での教育設計過程 
3.1 ISDモデル 

本実践では， Dick and Carey （ 2004 ） による
ISD(instructional systems development)モデルを用い
て教育設計を行った．ISD モデルは，教育設計過程
をニーズアセスメントから総括的評価までの 10 段
階に分けており，この段階に従うことで効率的に教

育設計を行うことができる．   
3.2 eポートフォリオ導入への ISDモデルの適用 

GSS は 2012 年度が実施初年度であり，e ポート
フォリオは 2013 年度に設計，2014 年 5 月に実働開
始した．本実践時には，既に稼働している教育プロ

グラムであったため，現行のカリキュラムの整合性

を考慮しつつ，基本的には既存の科目の範囲内で e 
ポートフォリオ上での教育設計を行うこととなった． 
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ISD モデルの 10 段階のうち 7 段階目は「教材の
開発と選択」であるが，本実践ではすでに科目が存

在することから省略した．また，8 段階目以降は「形
成的評価」，「教授方略の改訂」，「総括的評価の設計

と実施」であるが，2014 年 5 月に実働を開始した
ばかりでその段階には至っていないため省略した． 
3.3 e ポートフォリオの教育設計の実践報告 

ISD モデルの 1～7 段階目までを用いて，e ポー
トフォリオにおける教育設計を行った．各段階の内

容に基づいて GSS 導入のための問いを立て，それ
に答える形で設計を行った．その問いと実践内容，

ならびに成果物と実践過程で得られた e ポートフ
ォリオに IDT モデルを活用する上での留意点を整
理したのが表 1 である． 

ISD モデルでは，基本的には段階に沿って設計を
行い，形成的評価以降で各段階に戻って修正すると

いう流れである．しかし，本実践は稼働している教

育プログラムが対象であることから，必ずしも ISD 
モデルに沿って設計を行うのではなく，適宜，段階

間の往来を行った． 
 

4. 学習目標と評価基準設計を効率的に行う
ための ID モデルの提案 

表 1 で示した留意点を元に，e ポートフォリオで
必要となる学習目標と評価基準の設計のための ID 
モデルを以下に提案する． 
（１）全体学習目標を記述する 
学習プログラムの修了時に，学習者がどのような

スキル・知識・態度を身につけているべきかについ

て，できるだけ具体的に記述する． 
（２）全体学習目標を個別の学習目標に分類する 
全体学習目標の記述を知識・スキル・態度の 3 側

面から分類し，それぞれを独立させて記述する．こ

れらの学習目標をすべて達成すれば，全体学習目標

が達成できるように記述する． 
（３）学習目標を学ぶ場面と，学んだことを活用で

きる場面を記述する 
学習目標ごとにその目標はどのような場面で学べ

るのか，どのような場面で活用できるのかを記述す

る．例えば，プロジェクトマネジメントの技法は書

物やセミナーなどで学べるが，活用するのは実際に

プロジェクトマネジメントを行う場面になる． 
（４）学習目標を「～できる」で記述する 
３の「活用場面」を参考にして，学習目標を行動

目標として「～できる」で記述する．ここでは学習

者に期待する最大レベルの行動目標を記述する． 
（５）評価基準を決める 
４で示した行動目標を「動詞」で分割し，それぞ

れに対して３段階程度での評価基準を作成して，最

後に一つの文章にする．例えば，「適切な問題点を見

つけ出し，わかりやすく説明できる」であれば「問

題点を見つけ出せる」「説明できる」についてそれぞ

れ段階別評価基準を作り，最後に合成する． 

（６）教授方略を決める 
学習目標を達成するためにどのような教授方法が

必要かを決める．例えば，「プロジェクトマネジメン

トについて説明できる」ことを目指すならば，プロ

ジェクトマネジメントについての書籍やセミナーを

教授方略として使えるが，「自ら計画立案し，それを

最後まで実行できる」ことを目指すならば，実際に

それを行わせることが教授方略に含まれる． 
 

5. おわりに 
本報告では，ひとつの e ポートフォリオの設計プ
ロセスを，IDT モデルに基いて示し，その設計にお
いて必要となる学習目標と評価基準を効率的に設計

するための ID モデルを提案した．ただし，本報告
はあくまで e ポートフォリオのひとつのタイプ（ラ
ーニング e ポートフォリオ）の導入事例である．e ポ
ートフォリオはその目的に応じて使い方も変わるた

め，他のタイプの e ポートフォリオの場合は，導入
プロセスも異なる．今後，多様な e ポートフォリオ
の導入事例の報告がされ，それらの検討が進むこと

で，e ポートフォリオの目的に応じた適切な教育設
計を支援するモデルが構築されることが期待される． 

 
表 1 IDTモデルに基づく設計の実践内容と留意点 

 
参考文献 

(1) ウォルター・ディック，ルー・ケアリー，ジェイムズ・
O・ケアリー:“はじめてのインストラクショナルデザ
イン”,ピアソン・エデュケーション, （2004） 

導入時における問い 導入時に行った内容 成果物 導入過程で得られた留意点

教育目標
を明確に
するため
のニーズ
アセスメ
ント

GSSプログラム修了
時に学生がどのよう
な状態になっている
べきか？GSSの目指
すリーダー像とはな
にか？

GSSの特性（研究科横断型教育プロジェクトであること
や，研究そのものは研究科の指導のもとで行うことな
ど）の中で，参加学生がどのような学びが行えるのか
を議論した．

パンフレットやシラバスからキーワードを抜き出し，各
キーワードが意味するものを，GSSに関わる教員間
（一部学生も参加）で議論することで，GSSのリーダー
像を明確にしていった．

パンフレットなどには教育プログラム修了後に期待され
るリーダー像と，この教育プログラム内での達成目標
が混在していたので，それらを分離し，プログラム内で
達成すべき目標に焦点を当てた．

GSSが目指すリー
ダー像を記述し
た．

設計するeポートフォリオで記録する学
習活動の範囲を明確にする．対象が，
教育機関での学習活動全般なのか，特
定のコースでの学びなのか，インフォー
マルな学習も含むのかなど．

本事例は，教育プログラム内でのeポー
トフォリオ設計なので，教育プログラム
内で達成すべき学習目標を明確にし
た．

教育目標
の分析

GSSのリーダーに
とって必要なスキ
ル・知識・態度はど
のようなものか？

GSSが目指すリーダ像の記述を分解し，知識（言語情
報），スキル（知的技能），態度の観点から整理した．

GSSの参加学生は，各自が所属する研究科で研究指
導を受けているので，研究に関わるスキルなどは除外
し，異文化理解やプロジェクトマネジメント能力など，
GSS提供科目の特性に合わせた（GSSの中で学んで
いける）知識・スキル・態度を抽出した．

GSS修了時に修
得すべき、10個の
学習目標を決定し
た（GSSの10個の
学習目標）

新たな教育プログラムであっても，ジェ
ネリックスキルに関しては，すでに存在
する教育プログラムやAAC&Uが提供し
ている16個のジェネリックスキルの評価
基準などが参考になる．

本事例では，AAC&Uの16個のスキルを
参考にしつつ，GSSの特性を活かした形
でアレンジし，そこにないもの（GSS学生
が持つべき基本的な態度など）は新た
に追加した．

学習者分
析とコンテ
キスト分
析

GSS提供科目の中
で、学習者は何を学
びうるのか？どのよ
うに学びうるのか？

GSS提供科目の中
で、学習者はこれま
で学んだことやスキ
ルを、どのように活
用できるのか？どの
ように向上させてい
けるのか？

GSS科目の特性を分析し、座学科目、実習系科目、プ
ロジェクト系科目の3種類に大別した．科目の種類ごと
に、必要となる知識やスキルを明確にした．

10個の学習目標すべての学習機会が偏らないよう
に，同じ種類に属する別科目での学習活動内容をアレ
ンジすることで調整した．

10個の学習目標
と各科目との関連
付けを行った（カリ
キュラムマップの
作成）．

GSS提供科目の多くは，学習活動の大
枠は決まっていても，各活動内容は学
生によって大きく異るという特性があ
る．そこで，各科目での必ず達成すべき
学習目標と，学習計画に応じて学生自
身が選択できる学習目標を決めた．

パフォー
マンス目
標の作成

学習目標ごとの、そ
の目標を達成してい
ることを示すパフォー
マンスはどのような
ものか？

学習目標ごとに，各科目の学習活動の中でどのような
ことができたら学習目標を達成したことになるのかとい
う観点から見直し，パフォーマンス目標として書きなお
した．

学習目標ごとに，
GSS修了時の最
高レベルのパ
フォーマンス目標
を記述した．

各パフォーマンスについて、どのように
して測定するのかを意識しながら記述
する。「どのように測定するのか」は、以
降の評価基準や教授方略の開発にも
関わる。どのようなことができたら良い
のかを，「～できる」という表現で文章化
すると，明確になりやすい．

評価基準
の開発

学習目標ごとの、達
成すべきパフォーマ
ンスの達成段階を評
価するための基準は
なにか？

学習目標の段階的評価基準を作る上で，各段階の意
味を議論し，学生は10個の学習目標のうちのいくつか
において最高レベルの評価基準を達成することを目指
すこととした．

その基本方針を踏まえた上で，パフォーマンス目標を
構成する下位目標を抽出し，下位目標ごとに段階別評
価基準を作成し，それを合成して，学習目標ごとに3段
階の評価基準を作成した．

10個の学習目標
に対する各3段階
の評価基準（ルー
ブリック）

評価基準の意味付けをする必要があ
る．例えば松竹梅の3段階の場合，
・合格ラインは松なのか梅なのか
・各科目での達成を目指すのはその学
習目標（松竹梅のいずれでもよい）なの
か，学習目標の特定レベル（例えば，
竹）なのか
・いきなり松レベルを達成できるのか，
梅から順に達成させるのか
などを決める必要がある．

本事例では，
・プログラム修了時に，少なくとも3つの
松レベル，5つの竹レベルを達成した上
で，10個の学習目標すべてを達成して
いること
という設定にした．

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 222 ―
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あらまし：本稿では，Moodle のプラグインとして開発した学習内容選択支援ツール“LCM（Learner's 
Controlling Map）ブロック”の拡張について検討した．その結果，拡張の方向性として，Moodle2系への
対応，モバイル端末への対応，学習方法の選択支援機能の追加が挙げられた．また，拡張の第一段階であ

るMoodle2系への対応を行った． 
キーワード：Moodle，LMS，プラグイン，課題分析，インストラクショナルデザイン 

 
 
1. はじめに 
オンライン学習の成功のためには，学習者自身が

適切な学習内容や学習方法を選択し，自らの進捗管

理（自己評価）を行うこと，すなわち自己主導学習

スキルが必要だと言われているが，すべての学習者

が自己主導学習スキルを持ち合わせているとは限ら

ない．だからと言って手厚い支援をしすぎては自己

主導学習スキルが育たないというジレンマがある．

そこで筆者らは，既存の LMS（Learning Management 
System）にプラグインを付与することで，主導権は
学習者にありながらも，教授者やオンラインシステ

ムによる適切なサポートを行う自己主導的な学習環

境の構築を目指してきた．開発したプラグインの 1
つに，インストラクショナルデザインにおける学習

課題分析に基づいた学習内容選択支援ツール“LCM
（Learner's Controlling Map）ブロック”がある(1)． 
本稿では，LCMの拡張を検討し，第一段階である

Moodle2系への対応について報告する． 
 

2. 学習内容選択支援ツール（LCMブロック） 
LCMブロックは，学習者による学習内容の選択の

支援を目的にしており，オープンソース LMS
（Learning Management System）として普及している
Moodle で動作するプラグインである．LCM ブロッ
クを用いれば，学習課題構造の表示，色による進捗

状況の可視化，ならびに学習順序のアドバイスの提

供等の機能をLMSに付加することができる（図 1）．
学習者がこれらの情報を参考に学習項目を選択する

と，該当するコンテンツ群が表示される．なお，学

習項目はあくまで学習者が選択し，システム側によ

る順序の制御は行わない．LCM ブロックは，2009
年に Adobe Flash8および Action Script2.0で開発して
おり，Moodle1.9.5で動作する． 

 
図 1 Moodle1.9における LCMブロックの画面例 

（参考文献（1）の図 3） 
 
3. 拡張の検討 
近年開発された Moodle プラグインを調査したと

ころ，LCMブロックに類似したプラグインが 5点見
つかったが，全く同じ機能を持つプラグインはなか

った(2)．よって，2009 年に開発した LCM ブロック
は，現在でも有用なツールであると考えられる． 
一方で，より広く普及させるためには，次の３点

の課題への対応が必要だと考えられる． 
3.1 Moodle2系への対応 

2014 年 6 月現在，Moodle の最新バージョンは
Moodle2.7である．Moodle2からデータベース構造等
の内部仕様が大きく変わったため，現在普及してい

る Moodle2 系では，現状の LCM ブロックは動作し
ないという課題がある．今後の拡張の第一段階とし

ては，Moodle2系への対応が必須である． 
3.2 モバイル端末への対応 
「LCM を iPad で使用したい」という要望がある

が，LCM ブロックは，Adobe Flash8 および Action 
Script2.0 で開発したため，iPad 等の Flash 非対応環
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境では動作しない．しかし，近年ではスマートフォ

ンやタブレット型コンピュータといった新型携帯端

末の普及が目覚ましい．Moodle本体も公式アプリの
配布などのモバイル対応を進めていることから，プ

ラグインもモバイル端末への対応を行うことが望ま

しい．なお，モバイル版 Flash Playerの開発が見送ら
れたことからも(3)，今後は Flash以外の開発言語を用
いるなど，継続的に，さまざまな学習環境で利用で

きるプラグインにすることが求められるだろう． 
一方で，教授者向けの課題分析図作成ツール（4）

に関しては，PC上での図形描画を想定し，当面は現
状のままとする．今後は利用者の意見などを踏まえ，

使いやすさや教育設計の支援機能を見直していく． 
3.3 学習方法の選択支援 
自己主導的な学習をより積極的に支援するために

は，学習内容や進捗情報だけでなく，「どのように学

ぶか」の手助けとなる情報も有用だと考えられる．

そこで，選択した学習項目（Moodleではコース内の
セクションに該当）に含まれるコンテンツの種類を

提示する機能を追加することで，学習方法（どうや

って学ぶか）の選択を支援したい． 
 

4. 開発 
まずは LCM ブロック拡張の第一段階として，

Moodle2 系への対応を試みた．主要ファイル構成と
変更箇所を図 2にまとめる． 
主な新規追加ファイル（図 2の*）は，version.php

と dbディレクトリ内のファイル群である．Moodle2
系から Moodle のデータベースにてプラグインのバ
ージョン管理が行われるようになったため，

version.phpが必要となった．また，Moodleデータベ
ースへの独自テーブルの追加方法が変わったため，

dbディレクトリ内のファイル群を作成した． 
Moodle1.9のプラグインから存在していたものの，

今 回 修 正 し た フ ァ イ ル （ 図 2 の ** ） は
block_course_sections_struct.php， getNodeInfo.php，
getStructInfo.php などである．これらは Moodle のデ
ータベースへアクセスする API部分などを修正した． 
一方で，全く修正していないのが ui.swfである．

これは Adobe Flash8および ActionScript2.0で開発し
た LCMブロックの本体ファイルである． 
以上の修正により，Chrome35，Firefox30，IE11と

いったブラウザを用いて，Moodle2.7 にインストー
ルした LCMブロックがMoodle1.9の LCMブロック
と同様に動作することを確認した（図 3および図 4）． 
 
5. おわりに 
本稿では，LCMブロックの拡張の検討と，第一段

階である Moodle2系への対応について報告した．今
後モバイル端末への対応を検討し，最終的には学習

活動の種類を提示する機能を付与することで，学習

者に「学習内容（何を学ぶか）＋学習方法（どうや

って学ぶか）」のヒントを与えることを目指す． 

Moodle2 
 └ blocks 
   └ course_sections_struct 
     ├ block_course_sections_struct.php ** 
     ├ version.php * 
     ├ ui.swf 
     ├ getNodeInfo.php ** 
     ├ getStructInfo.php ** 
     └ db 
       ├ install.xml * 
       └ upgrade.php * 

図 2 主要ファイル構成 
 

 
図 3 Moodle2.7における LCMブロックの画面例 
 

 
図 4 LCMブロック拡大時の画面例 

 
附記 
本研究は，JSPS 科研費若手研究（B）課題番号
25750085の助成を受けた． 
 

参考文献 
(1) 高橋暁子, 喜多敏博, 中野裕司, 市川尚, 鈴木克明：

“課題分析図を用いた学習内容選択支援ツールの開

発 -Moodleブロックによる学習者向け機能の実装-”,
日本教育工学会論文誌, 35(1), pp.17-24 (2011) 

(2) 高橋暁子 , 学習内容や学習方法の選択を支援する
Moodle プラグインの最新動向：Moodle Moot Japan 
2014 要旨, p.27 (2014) 

(3) アドビ システムズ社, モバイルブラウザー向け Flash 
Player、Flash Platform、Flash の今後について【2011
年 11月 17日】http://www.adobe.com/jp/aboutadobe/ 
pressroom/pressreleases/20111117_adobe_flash.html
（2014.6.20閲覧） 

(4) 高橋暁子・喜多敏博・中野裕司・鈴木克明：“教授者
用の課題分析図作成ツールの開発－ Moodle への実
装と評価”，教育システム情報学会誌，29(1)，pp.7-16 
(2012) 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 224 ―



デザイン研究アプローチによる教授設計理論とシナリオ開発手法を融合した
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あらまし：シナリオ型のｅラーニング等の教材を設計・執筆する授業の実践について，デザイン研究アプ

ローチに基づき 1年目から 2年目への報告を既に行った．今般，次いで 3 年目の評価・分析を行い，それ

をふまえた 3 年目への改善を本報告で行う．大教室にてチーム単位で行う即興創作やその発表に対する

抵抗と，それを乗り越えた後の意欲・関心の向上に着目し，細かなエチュードを追加したところ，授業評

価，成績，修了率がさらに向上した． 

キーワード：学習コンテンツ，インストラクショナルデザイン，ｅラーニング，シナリオ，デザイン研究 
 
 
1. はじめにー背景と目的 
 

2009 年度より国立大学法人Ｓ大学にて，デジタル

表現技術の向上を企図し，全学部・学年を対象とし

た選択科目「シナリオ入門」（以下，本科目）が開設

された．この授業において第 1 著者は，これから社

会人になる大学生に「魅力あるストーリー型デジタ

ル教材コンテンツの設計技術」を教授していくこと

とした．この授業のデザイン研究アプローチに則っ

た継続的改善が本研究の目的である(1)．本稿では，既

報の 2009 年度から 2010 年度の取組み(1)（以下前報

告）をふまえ 2011 年度への改訂を報告する．  
 

2. 受講者概要と方法 
2.1 対象者とシナリオ執筆志向 

2011 年度の履修登録は 89 名であり，2009-10 年

（以下，前 2 年）同様に 2011 年度もシナリオライタ

ーを職として目指す学生はおらず，引き続き本科目

の受講と学生の関連性への言及を要した． 
2.2 2011年度の実践方法 
前 2 年の実践をベースに，前報告において重要と

いう結論を導いたデザイン原則（表 1）をふまえ，プ

ログラムを改訂した（表 2）．その上で，授業満足度・

修了率・成績という定量評価および自記式アンケー

トによる定性評価を分析した．なお，前 2 年同様，

授業満足の定量評価は，大学および講師と 2 主体が

評価を実施した．自記式についてはまず定性データ

分析ソフト KH Coder(2)を用い，頻出単語を理解し，

アンケートの再読をした．それらをもとに新たなデ

ザイン原則を導いた． 

 

表 1 2009-10年度で得られたデザイン原則 

①個別作業とグループ作業を組み合わせる 

②グループ形成は日常の交友と分け，難易度の 

低い細かなラポール形成のステップを踏む 

③教材設計課程でｼﾅﾘｵ活用の必然を吟味する 

④発表に品質向上を促進するｹﾞｰﾑ性を持たせる 

⑤理論の講義は極力資料に回し実習を増やす 
 

2.3 2011年度の主な内容と改訂点 
2011 年度の主な内容と変更点を挙げる（表 2．○

数字は表 1 との対応．☆：新規事項，★改変事項）． 
 

表 2 2011 年度の主な内容 
初日：オリエンテーション/☆ゴール提示（昨年度

のサンプルと最終日オーディション記録上映）④

/☆簡易な創作エチュード②/☆チーム作りと即興

劇①②/★ID 理論概説⑤/「教えること」設計③ 
2 日：★シナリオ概説⑤/設定づくり②/初稿書出し 
3 日：プロット細分化練習/★シナリオ理論⑤/☆原

稿とセオリーの照合⑤・★相互助言改訂① 
4 日：チーム代表作決定②④/配役決め練習②④/絵
コンテ投影アフレコ風オーディション・表彰②④ 
 
特に重点をおいたのは，開講早期の自己開示の促

進とチームビルディングである．これは前年のアン

ケートから，各チーム内での相互助言が創作とモチ

ベーションにきわめて大きいと思われたためである．

具体策の例として，最終日に行うグループ対抗のア
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フレコオーディション（各チームの代表作の絵コン

テを投影し，メンバーが配役を演じ，競う）の昨年

度の模様の上映を初日 1 時限目に行うなど，科目の

ゴールイメージを早めに提示し，チームワークへの

動機づけを図った．また，平易な創作練習やメンバ

ーとのコミュニケーションをスモールステップで丁

寧に行い，自己開示の抵抗を低くしていった． 
 
3. 結果 
3.1 定量評価 
修了率，成績（平均点）は表 3，学生による授業満

足度は表 4 のとおりであった．講師実施の満足度調

査が微減であったほかは 3 年連続で向上し，また大

学実施の満足度で本科目のスコアも，3 年連続で関

連科目全体平均を上回った． 
 

表 3 修了率と試験の得点の 2 年間比較 

 
表 4 授業満足度の比較（5 点満点） 

 
3.2 定性評価－自記式アンケートのコメント 

2011 度のアンケートの自記式部分を KH Coder で
分析したところ頻出語句は表 5 のとおりであった． 

 
表 5 2011 年度授業の感想・改善頻出語句 15 位迄 
抽出語 回数  抽出語 回数 
よい・いい 65  ある 26 
楽しい 44  グループ 25 
思う 39  発表 17 
人 37  講義 16 
できる 37  時間 14 
シナリオ 37  作品 14 
自分・自己 27    

 
これを手がかりにアンケートを再読したところ，

次のような特徴に整理された（表 6）． 

  

表 6 2011 年度自記式アンケートの集約 

（○数字は同様件数） 

 
4. 考察 
4.1 結果からの考察 

2010 年度に比して，講師実施の満足度は微減なが

らも，他の修了率・成績・満足度のスコアの上昇か

ら，改善は進んだものと思われる． 

4.2  デザイン原則の提案と今後の展望 
自記式アンケートを中心に，本取組を通じ新たに

以下のデザイン原則に至った． 
 ①ゴールと科目全体の過程を冒頭に可視化する 
 ②簡易な創作を前半に入れ，自己開示への耐性を

徐々に増す 
 ③グループ内での「少しの冒険」を重ね，相互の

関係性を深める 
 ④背景理論の講義を減らす分，後半で事故の原稿

と諸理論の照合をさせ，適用を促す． 
これに次ぐ 2012 年度への評価も続け，より精度の

高いデザイン提案をしていきたい． 
 

参考文献 
(1)柴田喜幸，鈴木克明：教授設計理論とシナリオ開発手法

の融合によるケース教材開発授業のデザイン研究アプロ

ーチ，教育システム情報学会 2014 年度第２回研究会予稿

集 A2-4（2014） 
(2)KH Coder ホー ムページ  http://khc.sourceforge.net/
（accessed 01 June 2014）

 

肯定的意見 
コミ

ュニ

ケー

ショ

ン 

さまざまな学部学年との出会い，関わり⑨ 
グループで話し合う重要性・楽しさ，始め

はＧ活動が面倒だったがやがて好転等㉒ 
手を挙げる，人前で話す楽しさ，大切さ４ 
アフレコの楽しさ・結束④ 

シナ

リオ

作成 

遅刻者も創作の練習にするなど工夫 
人気アニメを構成の実例にした点⑥ 
人物や状況設定の楽しさ・重要性③ 
手順に沿えば書ける 
わかりやすい表現の工夫の楽しさ 

ＩＤ 人に教えるということを学べた 
進め

方 
討議・ビデオなど進め方の変化がよい⑤ 
お菓子・飲み物ＯＫもグループを活性 

将来 就職，社会人になるのに有用④ 
否定的意見・改善提案 

ｺﾐｭﾆ

ｹｼｮﾝ 
グループを定期的に変えてほしい④ 
自分が下手だとみじめに② 

ID 講義難しい③ 
進め

方 
進度の個人差に工夫を② 
実践（作業）時間を増やす⑤ 
もっと発表する機会を② 
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ジェネリックスキルを身につける授業設計 
－eポートフォリオ Maharaの活用－ 

 
The Instructional Design which learns Generic Skills 

-Using of the e-Portfolio Mahara- 
 

田中 洋一 
Yoichi TANAKA 
仁愛女子短期大学 

Jin-ai Women’s College 
熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム学専攻 

Graduate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
Email: you@jin-ai.ac.jp 

 
あらまし：ジェネリックスキルを身につける，初年次教育及びキャリア教育科目の授業設計について報告

する．教育方法としては，真正な学習をめざし，e ポートフォリオ（オープンソース Mahara）や協同学
習（グループワーク）を活用している．学習効果としては，特性的自己効力感尺度，進路選択に対する自

己効力尺度，ジェネリックスキル標準テスト（PROG），eポートフォリオ等を使用して分析した．  
キーワード：授業設計，真正な学習，協調学習，eポートフォリオ，ジェネリックスキル 

 
 
1. はじめに 
筆者が所属する仁愛女子短期大学生活科学学科生

活情報専攻は事務職（医療事務を含む）を希望する

学生が多いため，「ジェネリックスキルを身につけ気

配り心配りのできる女性を育てる」ことを 2013年度
からのキャッチフレーズとしている．そのため，ジ

ェネリックスキルを身につけるための初年次教育及

びキャリア教育科目を 2014年度から導入した．教育
方法としては，真正な学習（田中，2013）をめざし，
アクティブラーニング室において協同学習（グルー

プワーク）を実施している．学習支援システムは，

授業ポータルサイトとしてオープンソース LMS「仁
短 Moodle」，学習成果の蓄積・共有・リフレクショ
ンの場として eポートフォリオ「仁短Mahara」を活
用している．２つのシステムは Moodle ネットワー
クを使いシングルサインオンで利用している．学習

効果は，特性的自己効力感尺度，進路選択に対する

自己効力尺度，ジェネリックスキル標準テスト

（PROG），eポートフォリオ等を使用して分析する． 
 

2. 初年次教育 
初年次教育として，専攻必修講義科目（１年前期）

である「生活情報論」の内容を見直し，河合塾と株

式会社リアセックが共同で開発した PROGに基づき，
授業を設計した． 
 
第 1回：ガイダンス，現代人に求められている能力 
第 2回：情報収集力（演習，グループワーク） 
第 3回：情報分析力（演習） 
第 4回：情報分析力（グループワーク） 
第 5回：課題発見力（演習） 
第 6回：課題発見力（グループワーク） 
第 7回：構想力（演習） 

第 8回：構想力（グループワーク） 
第 9回：表現力【書く】（演習） 
第 10回：表現力【書く】（グループワーク） 
第 11回：表現力【話す】（演習） 
第 12回：表現力【話す】（グループワーク） 
第 13回：表現力【話し合う】（演習） 
第 14回：表現力【話し合う】（グループワーク） 
第 15回：実行力（演習），まとめ 
 
 本科目では「問題解決のためのリテラシー強化書

【講義編】及び【演習編】」という２冊の教科書を用

いており，演習の授業回では前もって【講義編】を

学習してもらうように指示している．2015年度から
は筆者が制作した動画やスライドを用いて反転授業

を行う予定である．  
 

 
図 1 仁短Maharaワークシート例 

 
 演習やグループワークを実施する際は，Mahara上
にワークシートとして入力し，受講者間で共有して

いる．たとえば，グループでブレインストーミング

し付箋を用いてマップ化した成果物は，後日 PDF化
し，ワークシートに挿入している．2015年度からは
タブレットを用いて撮影し，学生自身が Mahara に
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アップロードする予定である．また，授業の最後に

は，毎回 Mahara 上に「振り返りノート」を記述さ
せ，リフレクションを行っている． 
 グループは 4～5名ずつ８つに分けている．学籍番
号が近い学生の関連づくりのため，前半８回は学籍

番号順とした．後半７回は，コーチング流タイプ分

け「簡易 CSI（Communication Style Inventory）テス
ト（鈴木，2002）」を用いて，コントローラ，プロモ
ータ，サポータ，アナライザが混在するようにグル

ープ分けを行った． 
 

 
図 2 仁短アクティブラーニング室 

 
3. キャリア教育 
キャリア教育として，専攻選択演習科目（１年前

期＋学外研修）である「キャリアプランニング」を

2014年度新設した．専攻の常勤教員６名が最低１回
担当し，2012年度から実施している学外研修を４回
分として組み込んだ． 
 
第 1回：ガイダンス，キャリアとは 
第 2回：ジェネリックスキルテスト 
第 3回：働く価値に関するワークショップ 
第 4回：自己分析（自己 PRをするために） 
第 5回：女性の働き方について 
第 6回：国際理解 
第 7回：ジェネリックスキルの振り返り 
第 8回：ネットリテラシー 
第 9回：名刺作成 
第 10回：企業研究 
第 11回：社長に学ぶ 
第 12回：グループワーク（質問紙作成等） 
第 13回：学外研修１ 
第 14回：学外研修２ 
第 15回：ワークシート作成，グループ発表 
 
 ジェネリックスキルテスト「PROG」を実際に受
験した上で，自分の弱み・強みを理解し，２年間の

行動計画や自己 PR を作成する．教員は自分の専門
に基づき，働く価値観，自己分析，ワークライフバ

ランス，企業研究等を担当する．前期最後の回には，

地元の社長によるセミナーを聴くことにより，働き

方や生き方のヒントを得る．学外研修は，北陸テク

ノフェアにて，グループごとに企業ブースをまわり，

名刺交換（前期に作成）・インタビューをして，報告

書にまとめることで実践力を身につける． 
 学習支援システムは，ポータルサイトとして仁短

Moodle，振り返りノート及び報告書の共有として仁
短Maharaを活用している． 
 筆者は 15 回のうち 5 回分（第１～第 3 回，第 7
回，第 11回）を担当しており，働く価値に関するワ
ークショップでは NPO法人「日本キャリアカウンセ
リング研究会」の「はたかちカード」を用いている． 
 
4. 自己効力感 
自己効力感の測定としては２つの尺度を用いた．

１つは成田ら（1995）の「特性的自己効力感尺度（23
項目，５件法）」，もう１つは浦上（1995）の「進路
選択に対する自己効力尺度（30 項目，４件法）」で
ある．特性的自己効力感尺度は学習による点数の変

化が少ないため，「キャリアプランニング」の 1回目
にのみ測定し，進路選択に対する自己効力尺度は 1
回目と 10回目に測定した．１回目に実施した２つの
尺度による相関係数は 0.53，特性的自己効力感尺度
の平均値は 68.56，進路選択に対する自己効力尺度の
平均値は 76.64 である．また，２回とも測定できた
学生の進路選択に対する自己効力尺度に関する 1回
目の平均値は76.96，10回目の平均値は77.53である．
平均値は増加したが，t検定による有意差はない．有
意差がないのは，20～30点も減少している学生が数
名いることが要因として考えられる． 

 
5. まとめ 
ジェネリックスキルテスト（PROG）は１年後期
末に再度受験するため，正課及び正課外の活動によ

り学生がどれだけジェネリックスキル（リテラシー

及びコンピテンシー）を身につけたか，分析する予

定である．生活情報専攻の２年間で身につけるべき

学修成果をルーブリックにまとめ，質的データの直

接評価であるパフォーマンス評価（ポートフォリオ

評価）と量的データの直接評価である客観テスト（ジ

ェネリックスキルテスト：PROG）でアセスメント
できるように計画している． 

 
 

参考文献 
(1) 成田健一ら:“特性的自己効力感尺度の検討―生涯発
達的利用の可能性を探る―”, 教育心理学研究, 第 43
巻, 第 3号, pp.306-314 （1995） 

(2) 鈴木義幸:“コーチングのプロが教える「ほめる」技
術”, 日本実業出版社（2002） 

(3) 田中洋一:“真正な学習を目指したプログラミング入
門―eポートフォリオを用いた協調学習―”, 第 38回
教育システム情報学会全国大会講演論文集 , 
pp.235-236 （2013） 

(4) 浦上昌則:“学生の進路選択に対する自己効力に関す
る研究”, 名古屋大学教育学部紀要, Vol.42, pp.115-126 
（1995） 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 228 ―



大学初年次における自動化された数学オンラインテスト等による 
自主的学修時間の可視化及び分析について 

 
For Analysis and Visualization of the Active Learning Time 
by Automatically Online Test on Mathematics Education 

for the Fresh Students of University 
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*1山口東京理科大学 一般基礎 
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あらまし：工学系の大学初学年の数学教育において，対面授業を行いながら，同時に教室外(授業外)にお

いて e-Learning環境，特にオンライン小テスト(可動係数をもつ出題方式，自動採点機能付き，複数回

受験可能，出題問題・評価の即時共有)を提供した(以下，小テストという)．この学修成果物は受講者の

主体的な学びを期待するものであるが，小テスト評点は受講生の数学知識レベルを判断できる指標とな

り，学習者と指導者間で即時共有することができる．一方小テストの所要時間は，教室外で活動している

学習活動時間を計測していることになる．この所要時間は，大学教育の単位に対する自主的学修時間を可

視化かつ直接的な情報となっている．さらにこの e-Learning サイトに対する学習者のアクセス累積件

数も同時に集計される．この累積件数は自主的学修時間を計る間接的な時間指標になっていると考える．

本稿では私たちが実践した教育活動における自主的学修時間となる教育ビッグデータを紹介する． 
キーワード：大学初学年，数学 e-Learning，オンライン小テスト，自主的学修時間，大学講義単位． 

 
1. はじめに 
第一筆者は工学系の単科大学において，初学年を

対象にした数学教育を担当している．以前は旧来式

の対面授業を実施していた．近年学習管理システム 
(Learning Management System, 以下 LMS)と情報通
信技術 (Information and Communications Technology) 
が進化し，数学教育における e-Learning 環境を構築
し易くなり，教室外に実行される自主的学修環境を

提供し易くなった． 
第二筆者との共同で数学 e-Learning サイトを構

築することになり，このサイトを基盤にして数学問

題を出題する小テストを提供した．それに伴う教育

ビックデータを紹介する． 
一方，大学教育における講義 2 単位とは，2 時間

講義×15週と自主的学修(事前予習・事後復習)60時
間を必要とすると定めている． 
本稿では先の教育ビックデータを通して，この規

定された自主的学修時間を分析している． 
 
2. 数学 e-Learning システム 
研究室内に CentOS 系のサーバ群を設置し，ソフ

トウェア Moodle を使用して LMS サーバシステ
ムを構築した．このサーバ運用ではネットワーク的

に安全・強固なシステム構成にしている(図 1)． 
さらに数学 e-Learning に向けて，数学オンライン

テスト評価システム  STACK，数式処理システム 
Maxima，グラフ画像処理 Gnuplot，Web上の数式表
現用 MathJax，組版処理システム AMS-LaTeX を

 
図 1  LMS サーバ群のシステムイメージ 

 
組み入れた(文献(1)～(4))． 
これらの数学教育向けソフトウェア群により，受

講者はいつでも，どこでもインターネット経由で受

験できる小テスト提供環境が構築できた． 
 
3. 数学教育の学習環境 
平成 25 年度前期に実施した数学 e-Learning とし

て，数学リメディアル教育である基礎数学について

解説する． 
 

3.1 対面授業の履修状況 
4 月初めに全ての入学者は数学プレイスメントテ
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ストで分類された 5つのグループに分けられ，少人
数クラスの対面授業を受講する．すなわち 2時間講
義を 15回分受講している． 
 

表 1 数学科目の履修状況 
科目 種別 単位数 履修者 合格者 
基礎数学 必修 ２ 39人 38人 

 
3.2 小テストの提供状況 
上位クラスに対して数学 e-Learning を対面授業

の進行に合わせて提供した(表 1)．特に小テスト受験
に対して特殊な受験制約を設定した(表 2)． 

 
表 2 小テストの受験制約 

受験期間 受験時間 問題数 受験回数 
約 2週間 最大 60分 大問 5問, 無制限 

 
小テストでは 7 分野：方程式，2 次関数，指数関

数，対数関数などに分けて出題している．例えば 2
次関数における大問 1問の受験者の受験状況イメー
ジを示す(図 2)． 
 

 
図 2 小テストの受験状況イメージ 

 
3.3 小テストの受験情報 
図 2 の受験者の「2 次関数」分野における受験状

況を集計したものが表 3で示す． 
 

表 3 小テストの受験情報集計 
受験回数 得点 総所要時間 

4回 68～91点 209分 
 
表 3からこの受験者モデルの自主的学修時間を次

の計算式で試算してみる． 
209分×7分野÷60分=約 24時間 23分 

 
これは自主的学修時間 60 時間の 38%であること

を示している． 
 
3.4 数学 e-Learningサイトへのアクセス情報 
 教室外の自主的学修を実行することは数学  e-
Learning サイトを利用していることになる．このサ
イトへのアクセス件数情報をグラフ化したのが図 3
である． 
 

 
図 3 サイトへの曜日別時間帯別アクセス状況 

 
 このアクセス状況から特定の受講生の利用状態を

示すことは出来ないが，次のように平均化した指標

を導き出せる． 
総アクセス件数 16,383件÷39名＝約 420件 

 
仮にアクセス件数からサイト滞在時間に換算でき

ることができれば，これも自主的学修時間の一部と

して試算することができる． 
 
4. 自主的学修時間について 
 講義単位に対する自主的学修時間を正確に計測す

ることは相当困難である．しかし著者達が構築した

数学 e-Learning で得られた統計情報が可視化を行
い．また時間計測できる間接的な指標を導き出して

いることが分かる． 
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大学初年次における情報系授業実施前後の知識調査結果の比較 
 

A Comparison of the Knowledge Survey Results for University Freshmen 
before and after the ICT-related Class 
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あらまし：筆者らは，大学間連携事業「学士力養成のための共通基盤システムを活用した主体的学びの促

進」において，情報に関する基礎知識調査を開発し実施している．2013年度の大学新入生を対象として，
入学当初にプレイスメントテストを行い，そのおよそ 1年後に，同一問題で到達度テストを実施した．本
稿では，プレイスメントテストと到達度テストの結果を比較し，全体の平均点や正答率の推移に焦点を当

てて検討する． 
キーワード：初年次情報教育，基礎知識調査，プレイスメントテスト，到達度テスト，高等学校教科「情

報」 
 
 
1. はじめに 
大学新入生が有する情報に関する基礎知識を把握

することは，基礎的情報教育などの，初年次教育プ

ログラムの改善のために重要である．そのために筆

者らは，大学間連携事業「学士力養成のための共通

基盤システムを活用した主体的学びの促進」におい

て，情報に関する基礎知識調査のためにプレイスメ

ントテストを開発するとともに，2013年度の大学新
入生を対象とした情報に関する基礎知識調査を実施

し，その結果を分析した（1）．  
 

2. 本研究の目的 
本稿では，2013年度の大学新入生に対して，プレ

イスメントテストのほぼ 1年後に行った到達度テス
トの結果を，プレイスメントテストの結果と比較し

て示す．とくに，問題別・カテゴリ別における正答

率に着目し，1 年間の授業を受講した後に現れた変
化を検討する．これにより，初年次学生が 1年間で
得た情報に関する知識を明らかにし，初年次教育に

おける情報分野のプログラムの改善に資する知見を

得ることを目的とする． 
 

3. 調査の概要 
3.1 テストの概要 
本調査で利用したテストは，筆者らが，大学間連

携事業「学士力養成のための共通基盤システムを活

用した主体的学びの促進」において開発したもので

ある．開発に当たっては，教育システム情報学会情

報教育特別委員会が 2007年に改訂した「情報診断評
価テスト（2）」を参考にしたほか，当時の委員会メン

バーからの助言を得た． 

情報教育の 3つの学習目標（情報活用の実践力，
情報の科学的な理解，情報社会に参画する態度）の

下位に，複数の学習分野・学習規準を設定し，それ

に合わせて問題を作成した．最終的に，14の学習分
野にまたがる合計 40問の問題を開発した．なお解答
方法は，5 つの選択肢（うち 1 つは「わからない」）
より正答 1つを選択する方式とした．1問 2.5点，合
計 100点満点である． 
3.2 テストの実施 
プレイスメントテストは，国立・私立，あるいは

文系・理系を含む 8つの大学・短期大学の新入生を
対象に，2013年度の始めに実施された．また，到達
度テストは，プレイスメントテストと同一の問題を

使用し，学年末あるいは 2年次の当初に実施された．
ただし，到達度テストを実施したのは，プレイスメ

ントテストを実施した 8 つの大学のうち，4 つの大
学のみであった．そのため本稿では，その 4大学に
ついて比較を行うこととする． 
大学や学部等によってテストの実施方法が異なり，

ウェブ上で LMS を用いて解答を行う場合や，マー
クシートを用いて解答を行う場合などがあった．標

準的な解答時間は，プレイスメントテストが 30分，
到達度テストは 20分に設定した． 
3.3 結果の概要 
表 1に全体の受験者数，平均点，標準偏差を示す．

また，表 2に，学習目標ごとに平均点，標準偏差，
得点率を示す．  
全体的に見ると，全体・各目標の平均点は上昇し

ており，標準偏差は減少している．1 年経過し，初
年次の学生たちの情報に関する基礎知識は上昇して

おり，ばらつきも少なくなったことが読み取れる．  
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4. 設問別正答率の分析 
表 3に，設問別の正答率，正答率の差を示す．表

3 では，正答率 40%未満が黒塗り白抜き文字，60%
未満が灰色塗り白抜き文字，70%未満を灰色塗りで
表示している． 
設問別に正答率の推移を見ると，正答率が変わら

なかったあるいは減少したものは 2問のみで，残り
は正答率が上昇していた．そのうち，5％以上正答率
が上昇したものは 16 問，10％以上上昇したものが
10問であった． 
目標別に見ると，情報活用の実践力に関する設問

に，上昇率の高いものが多い．とくに，情報検索（検

索条件）（検索条件ではないものを選ばせるもの，**1）
は 19.8%，プレゼンテーションソフトの利用（プレ
ゼンソフトの基本機能を選ばせるもの，**2）は
18.9％と大幅に上昇している． 
正答率が 40％未満の問題は，7問から 5問に減少

した．そのうち，標準化と通信プロトコル（無線通

信の規格でないものを選ばせるもの，**3）は，15.3％
も上昇している． 

 
5. まとめと展望 

2013 年度の新入生に実施した情報に関する基礎
知識調査について，プレイスメントテストと到達度

テストの結果を比較した．到達度テストはおおむね

得点が上昇しており，各大学における情報関連科目

等を通じ，学生が知識を得ていることが示唆された． 
今後は，各大学の情報関係科目のシラバスなどを

検討し，授業内容と学生の得た知識との関連につい

て検討したい． 
 

付記 
本研究の一部は平成 24 年度文部科学省大学間連携共同

教育推進事業，科学研究費補助金（24501131）の支援を受
けている． 
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表 1 結果の概要 
項目 プレイスメントテ

スト 
到達度テスト 

受験者数（人） 1,510 1,283 
平均点（点） 60.8 67.9 
標準偏差 16.57 15.28 

 
 

表 2 学習目標別の平均点・得点率・標準偏差 
項目（満点） プレイスメン

トテスト 
到達度テスト 

情報活用の実践力

(30) 
22.6 

75.3% 
5.78 

24.8 
82.7% 

5.67 
情報の科学的な理

解(37.5) 
20.7 

55.2% 
7.48 

23.5 
62.7% 

6.90 
情報社会に参画す

る態度(32.5) 
17.5 

53.8% 
6.12 

19.6 
60.3% 

5.46 
 

表３ 設問別正答率 
目標	 学習分野	 問題内容	 プレ	 到達	 

情
報
活
用
の
実
践
力	 

情報の特質

と情報手段 
情報の特性 79.2 80.4 

情報の収集

と整理 

情報収集の手段と方法 * 29.0  37.3 
情報検索（検索方法） 87.9 92.1 
情報検索（検索条件） **1 40.6 60.4 

情報の加工 
ワープロソフトの利用 85.2 87.2 
表計算ソフトの利用 ** 77.1 88.3 

情報の表現 

情報表現の工夫 88.8 90.6 
マルチメディア表現 ** 45.3 55.7 
プレゼンテーションソフトの

利用 **2 65.0  83.8 

プレゼンテーションの実践・評

価 *** 90.5 90.5 

情報の発信

と評価 
情報発信にともなう留意点 ** 55.9  68.7 
情報の評価と更新 81.7 83.3 

情
報
の
科
学
的
な
理
解	 

情報のディ

ジタル表現 

情報と情報量(記憶媒体容量) * 79.5 86.8 
情報と情報量(2進数変換) * 29.3  35.1 
アナログとディジタル * 20.3  26.0 
データ圧縮 ** 60.0  72.1 

情報の定式

的処理 ソフトウェア ** 52.2  65.7 

情報機器 

入力装置 * 75.6 83.3 
出力装置 41.5 45.9 
記憶装置 39.9  44.6 
周辺機器 * 50.7  55.7 

情報通信ネ

ットワーク 

情報通信ネットワークの仕組

み * 63.8  73.4 

標準化と通信プロトコル **3 37.6  52.9 
インターネットの仕組み ** 62.5  75.3 

セキュリテ

ィ技術 

認証とパスワード * 86.6 93.3 
アクセス制御とファイアウォ

ール * 47.8 53.0 

不正アクセスの防止 79.2 79.7 

情
報
社
会
に
参
画
す
る
態
度	 

情報社会の

進展 
情報システムの普及 21.4  22.8 
学習方法の変化 ** 74.0 89.4 

情報社会の

問題点 
情報ネットワーク社会 * 56.8  64.7 
情報格差 64.0  68.7 

コミュニケ

ーションの

拡大 

コミュニケーションとその変

遷 *** 77.6 75.2 

通信手段の使い分け * 27.7  34.2 
情報の受信・発信(電子メール)* 64.6  74.0 
情報の受信・発信（SNS）* 77.0 86.9 
メディアリテラシー * 54.1  59.7 

情報社会に

おける個人

の役割 

情報の信頼性と信ぴょう性 86.1 90.9 
情報の管理とセキュリティ * 61.1  68.3 
インターネットと犯罪 * 64.6  73.2 
知的財産権	 49.1 53.6 

* 5%以上上昇，** 10%以上上昇，*** 減少・変わらず 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 232 ―



E3-3

― 233 ―



教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 234 ―



履修管理システムの運用状況報告と Androidアプリ開発 
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あらまし：大学教育における履修計画では，シラバスと履修要綱をもとに将来を見据えて受講科目を選択

しなければならないが，これが入学したばかりの大学１年生が最初に突き当たる壁になることも少なくな

い．本研究では履修計画作業を ICT化するとともに，修得済み単位を同時に管理するWebサービスを構
築し，実際に学生に適用し得られた結果を報告する．更にWebサービスでの履修計画情報を利用した
Androidアプリケーションを開発したため，その概要を述べる． 
キーワード：カリキュラム，シラバス，モバイル，Webサービス 

 
1. はじめに 
教育現場においても様々な局面で ICT化が図られ

つつあるが，大学における履修計画作業は履修要綱

を参照しながらの机上での作業となるケースが多い．

神奈川工科大学（以下本学）においても最終的な科

目登録はWebシステムにより行われるが，この目的
は事務サイドの作業効率化をねらったものである． 
学生は年度の始めに 1年（前期・後期）の履修計

画を立てるが，カリキュラムは複雑で例外が多く，

なおかつ情報が分散しているため，未来を見据えた

計画を立てることよりも，必要な情報を得るために

多くの労力を割いてしまい，結果的に肝心な履修計

画自体が疎かになってしまいがちである．また，単

位の計算などを手動で行うため，ミスが生じる可能

性が高い． 
本研究では既に取得した単位情報やシラバス，卒

業要件等の履修計画に必要な情報を連携し，Webシ
ステムとして提供することにより，学生に科目間の

繋がりを認識させ，将来のキャリアを見据えた学習

計画の助けとなるためのソフトウェアシステムであ

る 「履 修管理システム」（ RMS: Registration 
management system）を構築した．Android アプリケ
ーションを含めた詳細な説明は参考文献(1)(2)にて述

べられている．本稿では初めに大まかなWebシステ
ムの構成を説明した後，3度目の適用となる 2014年
度の履修登録期間においての本システムの適用方法

と結果を述べる． 
 

2. システムの構成 
RMS は Web アプリケーションである．システム

の基本構成は，時間割画面・科目リスト画面・卒業

要件画面・ツリー画面・オプション画面から成って

いる(図 1）．時間割画面は本システムの中心的画面
であり，履修可能な科目とその基本情報が曜日・時

限ごとに表示され，履修したい科目を選択すること

で履修計画を行う(図 2)．科目リスト画面や卒業要
件画面，ツリー画面は，履修済科目の選択や要件の

集計・比較，科目間の関係の可視化などにより，時

間割画面での履修計画をサポートしている． 
 

3. Androidアプリケーションのシステム構成 
Androidアプリケーションを提供する目的は「学

生の履修計画を支援する」ことではなく，「普段の学

生生活において，いつでも時間割等の確認が行える」

ことである．この目的を達成するため，データベー

スを利用し時間割とともに教室・担当教員の表示，

ウィジェットによる次の時限の科目の表示を実装し

た（図 3）．これに補講・休講科目の表示，テストや
課題提出の日程・メモを追加する機能を実装する． 

 
図 1 システム基本構成 

  
図 2 時間割画面 
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図 3 Androidアプリケーションの時間割表示画面 
 
4. 適用方法 

2014年度 4月 9日から 16日にかけての履修登録
期間において，本システムの 3度目となる学生への
適用を行った．今回は対象範囲を拡大し，情報学部

の情報工学科（以下 I科）・情報ネットワーク・コミ
ュニケーション学科（以下 N 科）・情報メディア学
科（以下 D 科），創造工学部ホームエレクトロニク
ス学科（以下 H科）の計 4学科に協力してもらった．
学年は本システムのカリキュラムが 2012 年度以降
の入学者にしか対応していないため，1 学年から 3
学年を対象とした． 
このうち各学科の 1学年と H科の 2学年に対して

のみ，新入生ガイダンスでシステムの紹介を行った．

また，売店や本プロジェクトの活動拠点の入り口に，

URLと QRコードを乗せた広告（片方は動画）を展
示し，広く存在を周知させようと試みるとともに，

学科対応の申請フォームを作成し，非対応学科にお

ける需要を調査した． 
 

5. 結果と考察 
2013 年度と 2014 年度の履修登録期間前後におけ

るログイン数推移の比較を図 4に示す．2013年度に
おける 1日当たりの最大ログイン数は 120弱であっ
たが，2014年度は 400弱まで伸びた．しかし，各期
間前後における学科毎の利用ユーザ数によると，I
科は母数が増えたにも関わらず利用者数はそれほど

増えておらず，去年と比べての増加分はほぼ他学科

によるものだと言える．特に I科 1学年の利用率は，
2013年度は 66.0%だったが，2014年度は 46.3%にま
で低下していた．今回初めて適用した H科に関して
は，ユーザ数は I 科に比べ少ないものの，学生数に
対する割合は 1年生が 49.1%，2年生が 46.6%と，最
もユーザ数の多い I科とほぼ同じ結果となった． 

2014 年度の履修中単位数を学年ごとに集計した
結果，1 学年と 2 学年は平均約 43，標準偏差約 6.5
だったのに対し，3 学年は平均約 36.5，標準偏差約
10.4 と，3 学年に大きな特徴が出た．また，期間内
における学年毎の一人あたりのログイン回数を集計

した結果，学年が上がるにつれ平均ログイン回数が

上昇しているのがわかる．一人あたりのログイン回

数を目的変数とし，学年を説明変数として回帰分析

をした結果，r=0.155502，t=2.9365，p=0.00354(<0.05)
となり，小さな正の相関が確認できた．更に，学年

別の主要ページ毎の閲覧数割合（図 5）によると，
学年が上がるにつれて時間割ページを見る割合が増

えている．以上の 3点により，学年が高くなればな
るほど慎重な履修計画が必要になり，カリキュラム

ツリーや要件ページ等の考察用のページが重要にな

っていると言える． 
 

 
図 4 履修登録期間におけるログイン推移 

 
図 5 主要ページの学年別閲覧数割合 

 
6. まとめ 
 履修計画をサポートするための Web システムで
ある履修管理システムを，対象を拡大し 3度目とな
る適用を行った．前回よりも各学科において先生方

の協力を得ることができ，順調にユーザ数が増えて

いる．学年別の分析の結果，学年が上がるにつれカ

リキュラムツリー等の高度な機能の需要が高まって

いることが示された．今後はサポートシステムとし

ての面やモバイルアプリケーションへの派生に重点

を置き開発していく方針である． 
 

参考文献 
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短大における街なかキャンパスでのアクティブラーニングの試み 
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あらまし：生活系短大生を対象とした「協働型サービスラーニング」の手法の導入による「社会人基礎力」育成のため

のプログラムの展開実験を進めてきた。「協働型サービスラーニング」の多くが、「学内での学び」を基にして、学生の「自

発性」と「ボランティア精神」による「学外での学び」を保証する取り組みであるが、本学科のプログラムの特徴は、学

外での活動における協働型サービスラーニングの実践ではなく、それを学内で実施するイベントにより実践している点で

あった。それをこれまで選択履修による 1 専攻単位で実施してきたが、2013 年度より、学科単位で必修履修とすること

になったことを受けて、このプログラムにこれまでの倍以上の学生を収容する必要が出てきた。そのため、1つのイベン

トでは収容しきれず、複数のテーマに分散させることを目的として、「社会人基礎力」の項目により決めた「選択パター

ン」を設定したうえで、運用を開始した。さらに、2014 年度からは、学びの場としての『街なか・サテライト（アクテ

ィブ・キャンパス）』を学外などに求め、本学科各コース専修者としてふさわしい専門性の保証と学生個人の能力アップ

を目指した『生活学科アクティブ・ラーニング・プロジェクト』を展開し始めた。その概要と方向性を報告する。 

 

キーワード：短大教育，協働型サービスラーニング，社会人基礎力育成，アクティブラーニング 
 
 

1. はじめに 
文部科学省が説明する「アクティブラーニング」

とは、教員による一方向的な講義形式の教育とは異

なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた

教授・学習法の総称である。学修者が能動的に学修

することによって、認知的、倫理的、社会的能力、

教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。

発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が

含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッショ

ン、ディベート、グループ・ワーク等も有効なアク

ティブラーニングの方法である（1)。 

「アクティブラーニング」とは、いわゆる「能動

的な学習」のことで、学生の教室内外でのアクティ

ブな学習姿勢のことでもあるように思われるが、そ

の実現のために提供される学習環境の提供形態に意

義があると考える。それは、教室内でのグループ・

ディスカッション、ディベート、グループ・ワーク

等の学習形態の提供をはじめ、特徴的に学内外で提

供される学習環境も含むものである。つまり、「アク

ティブラーニング」の実現には、教授側が「学習者

の思考を活性化させるための環境」をいかに提供で

きるかどうかにかかっているともいえるであろう。 

「社会人基礎力」の育成と関連付けた「アクティ

ブラーニング」プログラムとして、これまで、本学

科（名古屋女子大学短期大学部生活学科）では、他

大学（愛知工科大学自動車短期大学）や地域団体（地

域貢献ボランティア協会）との『協働型サービスラ

ーニングの実施』を目標として、教科「バーチャル・

カンパニー演習」をカリキュラム内に設置して、地

域貢献のためのイベントの運営と実施をその教科の

内容として取り組んできた（２）～（4）。2011 年度の入

学生に対しては、「協働型サービスラーニング」の強

化を図るために、地域貢献ボランティア団体と連携

して、セミナーによる「ボランティア」と「社会人

基礎力」の育成プログラムと「学外でのボランティ

ア活動実践」プログラムとしての地域貢献ボランテ

ィア活動への課外活動との仲介を実験した。この取

り組みに参加する学生には、いわゆる「サービスラ

ーニング」の核心の 1つともいえる学生本人の自発

的な参加が必要である(5)。2012年度からは、これま

で 1つのテーマで実施してきたこの取り組みに、複

数のテーマを設定することによる、プログラムの選

択制を導入した。教育目標を「社会人基礎力」の育

成として明確にし、そこに示された「3 つの能力」

によりテーマを設定し、関連する教員がそれぞれ示

した内容により、履修するプログラムを選択するも

のである(6)。約 120名を対象としたその実験を経て、

2013年度からは、10名の教員によるテーマを約 170
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名が選択して取り組む 1年次必修科目『地域貢献演

習』をスタートさせた(7)。 

ここでは、「協働型サービスラーニング」の発展形

として、2014年度より地域貢献ボランティア団体と

連携してスタートした新たな「アクティブラーニン

グ」の学習環境を提供する、いわゆる「街なかキャ

ンパス」について、その内容を報告する。 

 

2. 教科『地域貢献演習（入門・基礎・実践・応
用）』 

教科『地域貢献演習（入門・基礎・実践・応用）』

は、短期大学での正課の授業で「社会人基礎力」を

育むための実践的な取り組みにリンクした形で

2013 年度よりの新カリキュラムで設定したもので

ある。1 年次の 2 セメスタは、必修科目として短期

大学部生活学科（生活情報コース、食生活コース、

生活創造デザインコース）の学生が全員履修する。 

教科『地域貢献演習』を「協働型サービスラーニ

ング」の場としていく目的と期待されるその効果と

しては、 

(1) 短大の 1、2年生を対象に実施することで、学

生一人ひとりが自らにとって将来必要な学習の意味

を確認し、地域や社会問題への関心を広げ、グルー

プでの協同学習で基礎的な力をつける。 

(2)実践的な情報技術教育への導入教育としてモ

チベーションを高めるとともに、ＩＴ環境への理解

を深め、より実践力の高い専門職養成を図る。 

(3)大学と地域団体との連携によるコミュニケー

ション教育プラットフォームを構築することで、効

果的な協働型サービスラーニングのプログラム開発

および評価体制を構築する、ことなどがある。 

 

３．街なかキャンパス『COCOキャン・タウン』 
このプログラムは、教科『地域貢献演習（入門・

基礎）』の必修科目としての取り組みを終えた 2年次

の学生を対象として、2 年次には選択科目となる同

教科の後半（実践・応用）で「アクティブラーニン

グ」プログラムの学びの場として提供するものであ

る。本学科の各コースで提供する特徴的な『生活学

科アクティブ・ラーニング・プロジェクト』プログ

ラムの中の一つでもあり、本学科各コース専修者と

してふさわしい専門性の保証と学生個人の能力アッ

プを目指している。街なかキャンパス『COCO キャ

ン・タウン（こころとこころでふれあい街なかキャ

ンパス・タウン）』は、生活情報コースで提供するプ

ログラムであり、主に、生活情報コース 2年の学生

が参加する。毎月 1回、名古屋市中心部に近い観光

名所『鶴舞公園』内に、ライブステージを中心にし

たテント村を設置し、各テントをブースとして学生

たちが構成する「チャレンジチーム」が企画運営す

るイベントを実施したり、学生の作品や調査報告な

どを展示する。2014年 6月に第 1回を実施し、学生

が企画運営する子供向けゲームやフリーマーケット、

「協働型サービスラーニング」として実施する各種

イベントの案内ブースなどで、公園利用の観光客や

地域住民などに向けたサービスを提供した。テント

を利用する各ブースの企画や検討、制作などは、教

科『地域貢献演習（実践・応用）』で設定された「チ

ャレンジチーム」で活動展開し、毎月 1回実施する

この街なかキャンパスで自分たちの企画を世の中に

問う。実施後は、教科内で「振り返り」を行い、次

の『COCOキャン・タウン』で、再度試行することを

繰り返す。 

 

4．おわりに 
教科『地域貢献演習（実践・応用）』で設定された

「チャレンジチーム」としては、①春待ち小町（本

学で実施する地域の子供向けイベント）プロモーシ

ョン、②春待ち小町マルシェ（学外で実施する地域

の子供向けイベント）プロモーション、③ゆるキャ

ラプロモーション、④オリジナル弁当プロモーショ

ン、⑤COCOキャン・タウンプロモーション、⑥春待

ち小町アネックス（新たな地域で実施する地域の子

供向けイベント）プロモーション、⑦オリジナルグ

ッズプロモーション、⑧ミュージックライブプロモ

ーション、⑨ニューウェーブプロモーション、⑩オ

リジナルフーズプロモーション、⑪フリーマーケッ

トプロモーションがあり、それぞれのチャレンジチ

ームで検討を重ねた企画ができ次第、逐次ここで自

分たちの企画を世の中に問うていく。今後の実施を

通じて、試行錯誤を続けながらも、この取り組みの

「学習環境としての効果」の可能性を追求していく。 
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ノートテイキングの継続性とその意味づけ
A Continuity and its meaning in NoteTaking

岡田政則*(Masanori OKADA)† 中崎崇志 (Takashi NAKAZAKI)†

† 金沢学院大学
Kanazawa Gakuin University

あらまし: 学校教育では学生に経験を積ませながら獲得した知識や技能を筆記/実技試験で測り卒業さ
せる。社会生活では教育現場と異なり、社会人それぞれが必要かつ未知の知識や技能に対して自分自
身で習熟することを求められる。それには日々の生活の中でデータをキャッチしそれを整理することで
すでに持っていたものと組み合わせ再利用する必要がありそれは創造性とも言える。本研究ではデー
タのキャッチとしてノートテイキングの演習の中でその継続性と創造性の関係を考察する。
キーワード 創造性,CAP三角形,ノートテイキング,PBL

1. は じ め に

知識には形式知の面と暗黙知の両面がある。教育環
境においては特に小学校の低学年ではまず読み書きや
計算に慣れることから始めて徐々に暗黙知として知識
を獲得していく。その後形式知を受け入れるだけの基
礎ができてくれば、形式知を自分の物とすることつま
り暗黙知への変換が可能となり知識獲得となる。
本学では 2013 年度より地域連携事業として県また

は近隣の市町村と連携した演習をもうけている。これ
は自治体の取り組みの中で本学の学生がその専門性を
生かしてそれらに参加の体験を積むことを意味する、
いわゆる PBL(Project Based Learning)である。PBL

は学生にとって実践的な問題解決の経験であり、創造
性を発揮する場でもある。その中で学生は講義演習の
中で身につけた暗黙知を利用して学外での打ち合わせ
に出席し必要な協力を得ると言った能動的な態度で取
り組む必要がある。
本学科では問題解決能力育成としてノートテイキン
グの演習を組み入れている。この報告では創造力とそ
の継続性について考察する。

2. 経験への誘導

2. 1 教 育 環 境
年度最初の通常の教室では、生徒/学生 (以下学生)に

とって、どの教科でも新しい学習内容で始まる。そこ
では目新しい言葉が多く出てきて、その説明に時間が
割かれる。言い換えると特定の知識を仮定しない期間
であり、学生は比較的受け身になっているとも言える。

2. 2 知識獲得と暗黙知
教授学習においては教師から学習者へ全ての学習内

図 1 教育環境における経験の移動

容を言葉や文字を利用したメッセージとして伝えてい
る訳ではない。教師は自分の中で暗黙知の部分を形式
知へ変換して伝えるとともに暗黙知のまま伝える部分
もある。形式知の形であると文書化が容易になり効率
的に伝わり学習者は効率的に理解可能と言えるが、コ
ツのように形式知にならない部分があることは周知で
あろう。
学習者の理解は認知科学的にメディアから受けとっ

た内容を頭や体で統合化し暗黙知として、長期記憶に
蓄積されることである。ここでは統合化した知識を他
者に表現できて知識獲得とする。

2. 3 経験の場と移動
図 1は横軸を受け身/能動的な参加態度、縦軸はその

場のメッセージの交換の量の対称性として教育環境に
おける経験の種類を 4 つのタイプに分類した。学生の
態度において左の列は受動的であり、右の列は積極的
(能動的)であることを示している。また学生本人と他
者とのメッセージの量において上段は非対称であり下
段は対称であることを示している。タイプ 0は、入学
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の前後であり、誰とも話しにくい状態である。タイプ 1

は、学習活動が始まるが、ほぼ新しい内容を学ぶ受動
的な態度である。タイプ 2は、授業が進み、形式知を
暗黙知に変換している。質疑応答もそれなりに生じる
が、まだ教師側からのメッセージの量が多い。タイプ
３は、教室では自らが発表（教師役）する段階であり、
他者と対等に活動する。このタイプは PBL等の教室外
での活動の場も含む。

2. 4 経験の誘導と PBL

教育環境においては各授業での経験だけでなく学年
進行に伴った経験が必要となる．PBLを、これまで身
につけて暗黙知化された技能や知識を他者のために貢
献する場と考えると、図 1 においてタイプ３になる。
PBLの参加者は能動的な態度で関係者と対等なやり取
りが求められる。この PBL では正答がないことが多
い。与えられた条件を元に、話し合いの中で曖昧な事
柄を明確にしつつ実際の行動に移る必要がある。

3. ノートテイキングの継続性

3. 1 有意味発見学習のモデル化
[2]、[1]において CAP三角形 (図 2) として有意味発

見学習のモデル化を行った。

図 2 CAP 三角形モデル

これは C(ollect Data) の部分で観察したり閃いた
データを記録し、必要に応じて A(rrange)の部分で集
めてあったデータを引き出しグループ化や因果関係を
導くことでモデリングを行い、P(resentaion)の部分で
理論付けしたりプロトタイプの作成を行う正答がない
問題解決のモデルのひとつである。

3. 2 ノートテイキングの継続性の検証
この学習モデルでは、最初にデータの記録によってア
イデアやその前段階のデータを集める必要がある。著
者の一人が、メディアデザイン学科の 1 年生の必修科
目の中で A5のノートを持たせて、2013年 4月より 7

月までの正味 3ヶ月間に 47人の 1年生全員にノートテ
イキングの演習を行っている。
2012年度 (以下 media2012) [2]では、ノートテイキ

ングの効果を TTCT にて計測した。2013 年度 (me-

dia2013)では、ノートテイキングの効果を発想数と継
続について解析した。

3. 3 発想数と継続期間の相関関係
本報告の切っ掛けは、media2012(n=26)のノートテ

イキング施行の前と後では発想数 (t = 3.1, p = 0.004)

と思考の粘り強さ (t = 4.4, p = 0.000) で有意差が認め
られ、他のコンポーネントでは有意差は認められなかっ
たことにある。

• media2012 の発想数は 30 分のテストである
TTCT のものである。これは短期的なものと考えら
れるので発想数短期と呼ぶ。

• media2013 の発想数は 3ヶ月間のものであり、
ノートのページ数である。これを発想数長期と呼ぶ。

• media2013 の継続性とは提出した回数である。
提出しない週にはほとんど書いていないことが確認で
きている。

3. 4 解 析 結 果
• media2013で継続性と発想数長期の間には中程

度の相関があることが分かった (r=0.572)。
• 継続性と発想数短期の間には media2012におい

て 0.298の弱い相関があり、加えて media2012の男子
だけを取り出した場合は 0.465の相関が見られた。

4. ま と め

全体的にはノートテイキングを続けることと長期の
発想数に相関があることがわかる。自分の問題に目を
向け、アイデアをキャッチしたり外に目を向けて観察し
た事柄を記録して再利用していく学生は、良いものを
制作しているようだ。
言い換えると、短時間でのアイデア出しでは必ずし

も良いアイデアを創出できないのではないかとの仮説
を持っている。実際に卒業制作において学生を指導し
ていると、短時間に集中して制作するよりも、自分の
制作過程を記録しながら試行錯誤を行った方が良いも
のができていると思われる。
今年度のゼミ活動として、K市の行事を市役所の方

とともにビデオで撮影してそれを編集し、CM として
コンテストに応募する PBLが進行中である。
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ビジネスゲームＹＢＧによる経営学教育実践 

A Practice of the Management Education Using Business Game YBG 
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あらまし：ビジネスゲームを用いた体験型シミュレーション教育は，擬似的な経営体験を通して知識を身

につけていく手法であり，学生の学習意欲を高める効果が大きい．その普及には「入門的な教材が少ない」

などの阻害要因があったため，教員自身がインターネット対応のビジネスゲームを容易に開発できるシス

テムを構築し．入門用のビジネスゲームを添付して導入を簡易化した．人間とコンピュータエージェント

との競争も効果的である． 
キーワード：体験教育，経験教育，ビジネスゲーム，シミュレーション，YBG 

 
1. ビジネスゲームとは 
社団法人私立大学情報教育協会(1)(2) によれば，経

営学教育の課題として，学生の参加意識を高めるこ

とが必要としており，そのためには疑似体験による

臨場感ある教育手法が効果的とし，ビジネスゲーム

をその一例としてあげている．ビジネスゲームを用

いた体験型シミュレーション教育は，学生のモチベ

ーションを高め，主体的参加機会を増大する効果が

大きい．企業経営のように複雑な要因が絡み合った

事象を学習するためには，個別の理論や手法の講義

だけでは十分ではないため，実際の企業事例をもと

にしたケースの討議を通じてさまざまな視点から深

い理解を得ることが一般的である．しかしそれだけ

では，得られた知識を体得するには十分ではない．

ビジネスゲームはこれを補完するために，擬似的な

経営体験を通して確かめながら知識を身につけてい

く手法である． 
 

2. プラットフォームの開発 
ビジネスゲームは体験型教育としての効果が高い

が，その普及にはいくつかの阻害要因があった． 
①入門的な教材が少ない． 
ビジネスゲームを授業に導入するためには，教員

にとって入門に適した教材が必要であるが，殆どな

いと言ってよい． 
②運用ノウハウがわからない． 
仮に適当なビジネスゲームを入手できたとしても，

ゲームそのものが提供されるだけでは十分ではない．

時間配分やチーム構成，解説内容などの運用ノウハ

ウをまとめたマニュアルが必要である． 
③ゲームを改造できない． 
他者が開発したビジネスゲームを，教員が教えた

い授業内容に合わせて改造できることが理想である．

コンピュータを利用するビジネスゲームでは，改造

するためにはプログラミングが必要となるが，これ

は多くの経営系の教員にとっては不可能に近い． 
 

このような阻害要因をなくして，教員自身がビジ

ネスゲームを開発できる仕組みを実現するため，ビ

ジネスゲームの開発と運用を支援するシステムとし

て，YBG(Yokohama Business Game) (3)を構築した．こ

のシステムを利用して，全国の経営系・商学系等の

大学教員が，各自の授業に合わせたビジネスゲーム

を開発・運用している．YBG の最大の特長は，教員

がビジネスゲームを開発できるように専用の簡易言

語を実装したことである． 
 

3. サンプルゲームの提供 
YBG システムには，サンプルゲームとして，レス

トランゲームとベーカリーゲームが添付されている．

実際のゲームのほかに，プレーヤマニュアル，イン

ストラクターマニュアル，分析用ＥＸＣＥＬシート，

解説用 Powerpoint も付属している． 
 
(1)レストランゲーム 
プレーヤがオフィス街のレストランの経営者とな

って，ランチで競争するゲームである．プレーヤが

ランチの価格，材料費，広告費を決定すると，これ

に応じて来店客が増減する．経営目標は累積営業利

益を増やしていくことである．意思決定項目は３つ

しかなく，YBG のゲームの中ではもっともシンプル

なものの一つである．このゲームでは，①マーケテ

ィングの主要な要素である Price，Product，

Promotion をどのように組み合わせて，他社と競争

するかということと，②損益構造を理解して利益を

あげるということ，を理解させるのが目的である．

横浜国立大学のビジネスゲームの授業での最初のゲ

ームなので，今後のゲームにも必要となる損益分岐

点の解説や，EXCEL による計算方法も指導する． 
 
(2)ベーカリーゲーム 
プレーヤがフランスパンを製造・販売するベーカ

リーの経営者となって競争するゲームである．プレ

ーヤが，パンの販売価格，製造数，材料調達数を決
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定すると，販売価格に応じて来店客が増減する．た

だし，客が来てもパンが品切れだと販売できず（機

会損失），逆にその日に余ってしまった場合は廃棄損

となる．経営目標は剰余金を増やしていくことであ

る．このゲームでは，①価格に対する消費者動向，

②生産と販売のマッチング，③材料調達→生産→販

売というプロセスでの時間遅れ，を理解させるのが

目的である．また，損益計算書に加えて，貸借対照

表の構造も解説する．このゲームも意思決定項目は

３つであり，シンプルなものであるが，時間遅れの

要素があるので，前述のレストランゲームより，難

しいものとなっている． 
 

4. ＹＢＧにエージェントを実装する意義 
ＹＢＧによるビジネスゲームは，もともとヒュー

マンプレーヤ間での競争や協調を前提としている．

そのビジネスゲームに，コンピュータエージェント

を参加させる意義としては，次の点が考えられる． 
ヒューマンプレーヤの間にコンピュータエージェン

トを参加させることで，ヒューマンプレーヤの学習

効果を高めることを支援する．通常のヒューマンプ

レーヤだけのビジネスゲームでは，学生は自チーム

の意思決定に集中してしまい，他チームを分析する

ことが十分にできてないことが多い．そこで，コン

ピュータエージェントという特別な存在を参加させ，

その行動に注目させ，分析させることは，学習効果

を高めるのに有効と考えられる． 
ＹＢＧではソースコード記述でエージェント機能

を実現できるので，レストランゲームにこれを適用

した事例について報告する．ここで対象としたのは，

経営学部３年生向けのビジネスゲームのクラスで，

受講者１８人を３人一組で６チームに分け，そこに

コンピュータエージェントを１チーム加えた．コン

ピュータエージェントは「前のラウンドで最も営業

利益の高かったチームの意思決定を，次のラウンド

でそのまま真似る」という戦略をとった．全７チー

ムの累積営業利益の推移を図１に示す．全７ラウン

ドを実行した結果，コンピュータエージェントは第

２位であった． 
 

 
図 1 レストランゲームの累積営業利益 

ゲーム終了後のレポートで，コンピュータエージ

ェントについてどのように対応していたかを聞いた

ところ，１７名の学生のうち，１１名がその影響を

受けていたと答えており，また６名が影響を受けて

ないと答えている．影響を受けなかったという学生

も，コンピュータエージェントの行動の分析はして

いるので，その存在が一定の影響を与えているとい

うことができる．また，コンピュータエージェント

の行動を真似ないという学生も存在したが，異なる

意思決定を考えさせることで学習の幅を広げている

とも考えられる．これはコンピュータエージェント

が Pedagogical Agent(5)として学習支援をしている

ということができる．他の授業での利用例も含めた

考察では，コンピュータエージェントの経営能力が

低くて経営成績が下位の場合には，学生はその挙動

に関心を持たなくなる傾向があるので，コンピュー

タエージェントには，ある程度高度な経営能力を組

み込む必要がある．ただし，コンピュータエージェ

ントの戦略は，学生が推測できるようにシンプルな

ものとするのが望ましい．  
 

5. まとめ 
これまでの実践により，「ヒューマンプレーヤの間

に，コンピュータエージェントを参加させることで，

ヒューマンプレーヤの学習効果を高めることを支援

する」ことが YBG において実施可能であることが確

認できた．今後さらに，コンピュータエージェント

を参加させることで，ビジネスゲームが目的とする

競争や協調の状況の発生を強化し，より学習効果を

高めることも期待できる． 
現在，YBG は全国約１００の大学等に提供されて

おり，ユーザ会議を春休みと夏休みに開催して，利

用事例やノウハウなどの情報交換を行っている．今

後は，経営系・商学系以外の学生のビジネスリテラ

シー教育への拡大や，各教員が開発したビジネスゲ

ーム教材の流通も促進していく必要がある． 
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アクティブ・ラーニング用パイロット教室導入とその効果

The Educational Effects of Prototype Classroom 
with ICT devices for Active Learning 
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あらまし：普通教室の講義科目におけるＩＣＴ機器を用いた授業改善に注目が集まる中で，本学でも普通

教室でのＩＣＴ機器活用授業を組織的に進める活動がスタートしている．本稿では，２０１３年度に導入

したアクティブ・ラーニング用パイロット教室の設計思想と設備整備，導入設備を想定した事前検証実験

で得られた結果，授業での活用による効果測定結果について報告する．

キーワード：アクティブ・ラーニング，クリッカー，電子黒板，フロー理論

1. はじめに
東海大学は建学以来，文理融合の教育理念を推進

してきており，高度な専門知識を身につけるだけで

なく，「現代市民として身につけるべき教養」につい

ての教育を目指している．具体的目標として「自ら

考える力」「集い力」「挑み力」「成し遂げ力」の４つ

の力の育成をカリキュラムの中心に据え，各授業に

おいて，これら４つの力のどれかを育成することを

義務づけている．この中の，自ら考える力は，「学習

力」「思考力」「探求力」から構成されており，これ

らの力を育成するには，アクティブ・ラーニングの

導入が効果的である(1)．

双方向性のある授業，生徒同士が学び合い教え合

うグループワーク，マルチメディア教材を活用した

臨場感の高い教材による疑似体験，学習状況把握装

置による学習行動の把握により，「自ら考える力」の

育成を図ることを目的とし，そのためのＩＣＴ支援

機器を活用するための訓練を教員が行うためのアク

ティブ・ラーニング用パイロット教室を導入した．

2. アクティブ・ラーニング用パイロット教室

2.1 教室設計のコンセプト

本学では，東海大学チャレンジセンターにおいて，

ソーラーカーによる世界大会出場やロケットの打ち

上げ実験などの PBLや，プロジェクト入門や集い力
演習などのグループ学習主体の授業などの，高度ア

クティブ・ラーニングを積極的に推進してきた．一

方で，普通教室を利用した講義形式の授業のアクテ

ィブ化については，個々の教員での取り組みはあっ

たが，組織的取り組みとしては未着手であった．

そこで，講義形式授業のアクティブ化に組織的に

取り組むための拠点となる教室を２教室整備した．

この２教室はＩＣＴ支援機器の効果的な活用を検

証・研究することを目的としており，電子黒板・ク

リッカー・グループワーク用什器・タブレット端末

からの無線投影装置などを備えている．また，本来

講義配信のために設置する講義集録装置のカメラ位

置やカメラ数を変更し，講義中の教員の動き全体や，

そのときの学生の学習行動，提示している資料を同

時に記録できるようなＦＤ用収録装置を設置した．

これは，効果的な活用事例を教員同士で共有し，組

織的なアクティブ・ラーニング導入を促進すること

を狙いとしている．

2.2 アクティブ・ラーニング用教室の設備

アクティブ・ラーニング用教室の主要な設備は，

三連電子黒板（図 1），壁面投影大型プロジェクタ（図
2），提示コンテンツ切替用タッチパネル，グループ
ワーク用什器とＩＣカード読み取り式クリッカー

（図 3），ＦＤ用講義収録装置（図 4）である．

図 1 三連電子黒板

図 2 塗るスクリーンと大型プロジェクタ
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図 3 グループワーク用什器とクリッカー

図 4 収録装置による FD用収録例

3. 事前検証実験
東海大学公開講座「青少年の SNS

キュリティーポリシー」において，

カー活用，パネルディスカッションにおけるクリッ

カー活用，提示テーマについてのグループディスカ

ッションを行った．参加したのは学生と社会人

45名で，講演やパネルディスカッションにクリッカ
ーを導入することで参加意識が強まると感じた参加

者が 9割以上という結果であった．

図 5 クリッカー利用よる参加意識の変化

4. 授業での効果
アクティブ・ラーニング専用教室を使用した

ログラミングの入門レベルの講義において

己評価のアンケートを実施した．第１回目の授業後

と第７回目の授業後を比較したものを図

す．図 6から，授業が進むにつれて学習内容も難し
くなってくるため理解度が右側に移動している

方で，授業時間の体感を示した図 7
移動していることから，授業時間は短く感じている

ことがわかり，さらに図 8の分布は左に移動してお
り授業を楽しく感じていることがわかる

３つの分布については，Ｕ検定を実施し

５％で有意差があることも確認した

グループワーク用什器とクリッカー

用収録例

SNS利用と企業のセ
，講演中のクリッ

パネルディスカッションにおけるクリッ

提示テーマについてのグループディスカ

参加したのは学生と社会人の計

講演やパネルディスカッションにクリッカ

ーを導入することで参加意識が強まると感じた参加

．

クリッカー利用よる参加意識の変化

アクティブ・ラーニング専用教室を使用した，プ

ログラミングの入門レベルの講義において，授業自

第１回目の授業後

と第７回目の授業後を比較したものを図 6～8 に示
授業が進むにつれて学習内容も難し

右側に移動している．一

7の分布が右側に
授業時間は短く感じている

の分布は左に移動してお

り授業を楽しく感じていることがわかる．これら，

Ｕ検定を実施し，有意水準

５％で有意差があることも確認した．

図 6 理解度自己評価の変化

図 7 体感授業時間の変化

図 8 楽しさの変化

5. まとめ
導入したアクティブ・ラーニング教室

て，参加意識が高まったり，ある程度難易度の高い

授業を展開しても積極的に学習したりしていること

が分かった．今後，成績データも含めた総合的な分

析や，他の授業で同様のアンケートを実施していく

ことで，この教室の効果の検証を進めていく．
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謝辞

本研究のアクティブ・ラーニング教室の整備は平

年度「私立大学等教育研究活性化設備整備事業」

参考文献
アクティブ・ラーニングの試み”, 筑紫女

学園大学・筑紫女学園大学短期大学部紀要 , Vol.5, 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 244 ―



コンテストを用いた多角的な試行錯誤から学ぶ理科実験実習プログラム 

Program of Science Competition based on Diversified Trial and Error Approach  
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あらまし：初学者に対し，様々な知識に対する興味や意欲を持続させながら学習させるには様々な工 

夫が必要になる．しかし小学校での理科科学分野では難易度などの問題から動機づけが難しくなってき

ている．そこで，我々は小学生が理解しにくい電磁気分野に焦点を当て，競争原理とトレードオフ課題

を導入することで試行錯誤しながら多くのことを学ぶことができる理科実験実習プログラムの開発を

行い，昨年度から複数校間で継続的な運用を行っている．本研究ではそのプログラムについて報告する．  
キーワード：問題解決型実験教材，実験装置，試行錯誤型実験，教育機関連係, 競争原理 

 
 

1. はじめに 
エネルギー問題が身近なものとなった昨今，この

分野への教育が注目されている．しかし，電気や磁

気は見ることができないため，初めて学ぶ小学生は

難しさや苦手意識を抱いてしまう場合が多い．そこ

で，北海道道東地区で唯一の電気専門学科を有する

本校はこれまで数年間にわたり電磁石に関する出前

授業を行ってきた．この授業では全員参加型の実験

を展開することで理科分野へ興味を持たせる活動を

実施してきた．特に昨年度は，これまで高専におい

て「動機づけ」，「満足感」を考慮した問題解決型学

習やそれを拡張したコンテスト型式で運用してきた

学習方法(1,2)を小学校の理科学習に取り入れた． 
本研究では，小学校向け理科教育に昨年度の活動

を通して得られた知見である競争原理を導入による

効果を基に，より学習に対する動機づけを強化した

理科実験実習プログラムについて報告する． 
 

2. 理科実験実習プログラムの概要 
本研究における理科実験実習プログラムは，小学

校 5年生を対象とし，主テーマとして電磁石を扱う．
この理科実験実習プログラムは以下の項目によって

構成される． 
1教科書レベルの電磁石の基礎を学ぶための， 
全員体験型実験によるグループ学習 

2 項目 1.の結果を基にして強力な電磁石を試行 
錯誤しながら製作するグループ学習 

3 競争原理とトレードオフ課題を導入した電磁 
石の性能コンテスト 

4 比較検討を主とする壁新聞型レポートの作成 
特にコンテスト型式の実験を導入することで，試

行錯誤による問題解決学習を自発的に行わせること

ができる．これにより自ら思考し知識を得る部分と

ID タスク名
Q4 14年

10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7

1 電磁石の基礎実験

2 強力電磁石の製作

3 学校対抗電磁石コンテスト

4 壁新聞レポートの作成

  
図 1 グループ学習の日程 

 
体験から学習する部分の相乗効果が得られることを

目指している．ここでは以下の効果が期待できる． 
・参加生徒の発想力や問題解決能力などを強化し，

科学・工学の導入教育が実現できる． 
・生徒全員を実験に参加させることで，実験への

興味を喚起する． 
・高専の強みである専門性や，教材の製作方法，

問題解決型学習の企画や実際の運用方法を参

考にしてもらうことで，地域貢献につなげる． 
なお，各学習は図 1に示す日程で実施する．昨年

度は 2校の小学校，総数 80名程度で実施した．今年
度も市内のK小学校とT小学校で連携のもと同等の
規模で実施する予定である． 

 
2.1 全員体験型実験によるグループ学習 
ここでは，これまで実施してきた出前授業の内容

を踏襲しながら，新学習指導要領の物質・エネルギー

「電気の働き」に関する学習を各連係校に対し 1回
90分で実施する．なお，この授業では参加生徒全員
で電磁石の性質について実験を通して理解してもら

う．それと同時に，実験開始時に電磁石の凄さにつ

いて実演することで，実験に対する動機づけを狙っ

ている．また，教材の扱い方よって結果が大きく変

化しないようにも工夫している．これらを図 2，図 3
に示す．  

G3-1

― 245 ―



 
図 2 動機付けのための実演   図 3 電磁石ユニット 

 

 
図 4 昨年度の各小学校の製作例（一部） 

 
 

2.2 トレードオフ課題を導入した試行錯誤型実験

と性能コンテスト 
一般に，あるシステムの性能向上を目指す場合，

試作し検証する試行錯誤という過程が必要となる．

教育現場においてもこの過程は物事を深く理解する

上で有効に作用する．そこで我々は本校の学生実験

に競争原理を取り入れることで，自発的な試行錯誤

を促す試みを数多く取り組んできた．ここで得られ

た知見を基に，昨年度から小学生を対象としたコン

テスト型式の試行錯誤型実験を実施している．この

実験では，参加している各グループが同じものを製

作できないよう，敢えて材料の個数等の条件を調整

している．なお，昨年度の電磁石製作事例では，コ

ンテスト目標を達成はしているが，図４に示すよう

に，電磁石の形状は小学校内では同形状に収束した．

ただし，小学校間で比較すると形状等が全く異なっ

ていた．これの違いを比較検討することで生徒に発

想の幅を持たせられることが確認できた．これは学

校間で実施できたことが大きく影響している． 
以上の経緯を踏まえて，今年度は試行錯誤におけ

る情報収集と比較検討のために，従来のレポート形

式ではなく，写真を主体としたシートに簡単なコメ

ントを書き加えるだけで資料を作成してもらう．ま

たコンテストの目標設定については，前年度の課題

を継承しつつ，同一の電磁石でもう一つの別の課題

も達成するものとする．これは 1)生徒たちの行った
様々な工夫を勝敗に反映できるように設定すること

で，まとめ学習の動機づけに繋げる．2)コンテスト
の条件を部分的に継続することで，前年度の結果を

知識として継承でき，それを自らの経験として再利

用することができる．これらの事項を通して学習の

相乗効果が期待できる．今年度は前年度と同じ課題

となる単純な磁力の大きさを競う課題と，いかに大

きなものを持ち上げられるかを競う課題をトレード

オフ課題として設定する予定である． 

2.3 レポート形式の壁新聞作成 
壁新聞作成ではコンテスト終了後のまとめ学習の

中で実施する．まず，まとめ学習では図 5のような
コンテスト映像や各種測定試験結果を提示しながら，

なぜそのような結果になったかを高専側担当者が解

説をする．なおコンテストは校内対抗ではなく，学

校同士の対抗戦とすることで，比較検討をさせやす

くなることがわかっているため，今年度も踏襲する．

また，ハイスピードカメラなどを用いて，吸着現象

のメカニズムを解説するなど，参加生徒の実験に対

する動機づけの向上についても継続して実施する．  
この解説の後に，小学校教育に合わせたプレゼン

技法やＰＣ活用法について講義を行う．ここでは表

現技法，配色や図表の使い方が中心となる． 
その使い方説明の後，実験のまとめとして班ごと

に壁新聞つくりを実施する．今年度は小学校教諭の

意見も取り入れ，全員参加を促すために各グループ

で A1用紙一枚を基準に 2週間程度で作成する． 
 

3. まとめ 
本研究では，グループ学習用教材に対し，コンテ

ストを用いた多角的な試行錯誤から学ぶ理科実験実

習プログラム競争原理を導入することで動機づけの

開発を行った．特に， 
・電磁石に関する基礎的事項についての全員体験 
型実験によるグループ学習教材 
・競争原理を導入しつつ，トレードオフ課題を設 
定することで試行錯誤を効果的に行うことが 
できるグループ学習教材 

・効果的な表現を行うためのプレゼン技法 
について開発し，複数の小学校で継続的に実施して

いくものである．今年度は 10月から開始される電磁
石の単元に合わせて，実施していく予定である． 
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Ｓ小学校Ｋ小学校

図 5 昨年度のコンテストの様子 
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信念対立解明アプローチを基礎とした 
異文化理解力涵養プログラムのパイロット実践 
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あらまし：考え方の差を乗り越えて互いを理解する異文化理解態度を涵養する教育プログラムを，信念対

立解明アプローチと呼ばれる理論を基礎において開発した．本稿では，この教育プログラムデザインの意

図とパイロット実践した結果について報告する 
キーワード：異文化理解態度，信念対立解明アプローチ，異文化理解力涵養ワークショップ 

 
 
1. はじめに 
我々は，メタ認知スキル育成の補助ツールとして

の思考外化ツール「思知」を開発し，自他の思考に

目を向ける教育を，医療従事者や大学初年次生など

を対象に継続的に実践している(1)．そこでは自己の

立場や考えの前提を明確にすること，異なる判断指

針に立つ他者を想定するメタ認知の実施が議論に先

立って明示的に求められる．創造的議論における他

者思考の推定の重要性に気づき議論過程でもメタ思

考活動が活性化する効用が明らかになってきている． 
文化的背景を異とする外国人との相互理解を伴う

議論力(異文化交流力)を培うためには．(1)デリケー
トなことの議論を回避する日本人的精神性を変容し，

対立の根底にある文化・価値観の違いに目を向け受

容する心的素養の醸造，(2)過度に防衛的，攻撃的に
ならずに異なる文化的背景を推定・理解する思考と

その伝達様式の鍛錬に資する教育プログラムの開発

が重要と考えている．このために本研究では，(a)自
国の文化，道徳観，倫理観に沿った相手の理解では

本当の意味での異文化間コミュニケーションが成立

しないこと，(b)自分の思考の前提，判断の指針，異
なる背景／前提に立つ対立する考えの様相に目を向

けて明示的に思考することの重要性に自ら気づきそ

の鍛錬へと動機付ける触媒として機能する新たな思

考外化環境を開発し，これを組み入れた教育プログ

ラムを開発する， 
2. 信念対立解明アプローチ 
京極らの信念対立解明アプローチ(2)は，構造構成

学を理論的基盤とした信念対立解明のための方法論

である．京極によれば信念対立は，「それにかかわっ

た方たち自身の信念に疑義の余地を持たず，矛盾す

る信念に直面したがゆえに陥った泥仕合だ」として

いる． 

京極らは，現象，志向相関性，構造の関係を明ら

かにした上で，この構造が成立する原理を明らかに

している．そして，信念対立の様相を解明し，自他

の疑義の余地無き信念を揺り崩すことでこれを解消

する方法論を構築している． 
異文化理解においても，自分の思考の前提に閉じ

こもり相手の思考の前提を受容しない構造は，信念

対立の内実は異なっても，この構造は共通であると

考えられるため，本研究では信念対立解明アプロー

チを基礎においてシステムを設計した．より具体的

には，解明フレームと呼ばれる関係性の外化フレー

ムと，疑義の余地無き信念を揺り崩す問いをシステ

ムに組み入れた．  
 

3. ワークショップデザイン 
図 1に本研究で開発した情報システムの画面イメ

ージを示している．この詳細については，辻川(3)に

譲り，本稿ではこのシステムを組み入れたワークシ

ョップデザイン(以下，理解態度涵養WS)について概
略する．WSは，以下のプロセスより構成している． 

WS におけるステークフォルダには主に，ケース
ライタ(CW)とディスカッションメンバ(DM)がいる．
WSにおいて CWと DMの立場は交代で担当するこ
とにしている．以下では，自身の経験を WSで議論
する立場の CWの活動とその設定意図を述べる． 
① 自己内対話(1)：自分が体験した外国人との対立
を例にとり，自他の思考の前提，対立の様相を解

明フレームに沿って分析する．【意図：自他の思

考の違いにぼんやりと目を向けるのではなく，自

分の思考の前提，自分が想定する相手の思考の前

提を明示的に言語化して記述することで，それら

の違いに分析的，意識的に目を向けさせる．】 
（①’：DMに記述した事例の概要を説明する） 
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② 自己内対話(2)：信念対立解明のための一般的問
いを自己の事例にあわせて特化し，①で外化した

自分の思考を対象に掘り下げて分析する．【意

図：自分の思考にない問いかけが，思考の深化，

拡大に資することを経験・実感させ，疑義の余地

無き信念を揺り崩すレディネスを高める．】 
③ ディスカッション：解明フレームを協調作成する
議論目標を設定し，他者と議論しながら解明フレ

ームを作成する．【意図：自分の思考と異なる他

人の思考に触れ，疑義の余地無き自分の考え／信

念が絶対ではないことを実感させる．】 
④振り返り：事例の再記述を通じて思考を振り返る．

【意図：議論を通じた自分の思考の変化に明示的

に気づかせる．】 
4. 異文化理解態度涵養ワークショップ 
本研究で設計した教育プログラムの有用性につい

て感触を得るため，大学生 2年次生 6名(3名×2グ
ループ．4 名が外国人留学生，2 名が日本人学生)を
対象に WS を実施した．ここでは，WS 実施後に参
加者に行ったインタビューの結果を一部紹介する． 

1) 質問の具体化活動について 
¥ このボックスみたいなところ(質問)を見てると、
初め書いた時には考え付かなかったようない

ろんな視点っていうのを得られるきっかけに

なって，それはすごくおもしろいです．いろん

な考えがでたり，自分の考えが固まってきた

り・・・っていうところが，面白いと思います． 
2) 事例の再記述について 
¥ たぶん Backgroundのところが，あまり深く考え
てなかったなあっていうことに気付きました．

最初はただ周りのみんながポイ捨てしてるか

らって，Backgroundに関して思ってたんですが，
その裏には○○君の言うように，自分のテリト

リーだけを責任もってきれいにして，公共のと

ころは人に任せるっていうのも考えるように

なりました． 
3) 総論 
¥ 僕は今日の議論で言ったことは，やっぱりある
問題に関して考えるときは，自分の文化とかに

ついて考えるのではなくて，相手のことを分か

ったうえで自分の考え方と対立して結論出し

た方がいいんじゃないかと思うんです．だから，

今日の議論でも曖昧さとかに関しては，自分が

たぶん外国人としてだったら，自分の国ではそ

うではないから，もう日本人はダメという風に

思ってしまう．でもやっぱり日本人と議論する

ことによって，なぜそうするのかがわかってき

て，その行動の意味が分かったうえで考えてみ

ると，そこまでおかしくないなぁ，�しろ自分

の考え方の方が��っとおかしいんじゃな

いかなぁっていうところまで，相手の行動の

いいところが見えてくるんです． 
5. まとめ 
本稿では，信念対立解明アプローチを基礎におい

た異文化理解力涵養のための支援システムと，教育

プログラムの設計について述べた．パイロット実施

した WSは想定以上の手応えが得られたように考え
ている．今後，WS での教育効果が期待できる学習
者特性を明らかにするとともに教育プログラムをよ

り洗練していきたい． 
参考文献 
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図 1 信念対立解明アプローチを基礎としたシステム （解明フレーム） 
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下級生とのチームによる協同学習を含んだ授業「プロジェクト管理」の実践 
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あらまし：著者らはこれまでにプロジェクト管理について学んだ 3 年生がプロジェクトマネージャとし
て 1 年生とのチームによるプロジェクトを管理する演習授業を実践してきた．2013 年度の学科のカリキ
ュラム変更に伴い，2つの授業から構成されていた内容を 1つの授業に集約して再構成した．その再構成
した授業の実践結果について報告する．さらに，過去の授業の結果に基づいたいくつかの改善策に関して，

結果およびさらなる改善方法について検討する． 
キーワード：プロジェクト管理，PBL，複数学年，協同学習，PHP 

 
 
1. はじめに 
著者らはこれまで，3 年生が 1 年生のプロジェク

トベース学習(Project Based Learning, PBL)における
課題解決を，プロジェクト解決の手法を用いて，プ

ロジェクト管理者(Project Manager, PM)として管理
する演習授業を実践してきた(1)．この授業において

は，3 年生はプロジェクト管理について学んだ知識
を実践することができ，1 年生は，課題解決の手法
を学ぶとともに，立場の違うメンバとのチームによ

る活動を体験できる．2012年度の授業では，69%の
学生が演習を通して成長したと感じ，63%の学生が
1 年生と合同の演習をやってよかったと思うと回答
しており，また演習を担当した教員も学生を頼もし

く感じるなど，学生の人間的な成長も見られ，教育

的にもよい効果が得られたと考えている．一方で，

プロジェクトの立ち上げおよび計画の段階で，クラ

イアント役の教員とコミュニケーションをとらず，

自分の考えだけでシステムの仕様を決定するケース

が多かった，さらに課題に取り組むうえで必要とな

る PHPプログラミングの学習が障害となり，思うよ
うにプロジェクトを進めることができないなどの課

題も見つかった． 
2010 年度から 2012 年度までは，3 年生は座学中

心の授業である「プロジェクト管理」と，2時限連続
の演習授業である「ヒューマンシステム実習 3」の
組み合わせで行っていたが，カリキュラムの変更に

より 2013年度から「プロジェクト管理」を 2時限続
きの授業で実施することになった． 
本発表では，カリキュラムが変更になった 2013年
度の「プロジェクト管理」の実践結果と，課題に対

する改善の取り組みとその結果について報告する． 
 

2. 授業の概要 
2010 年度から 2012 年度までは，この演習を受講

する 3年生は，前期にプロジェクト管理を履修し，
後期にヒューマンシステム実習 3を受講していたが，
2013年度からは後期にプロジェクト管理を 2時限続
きの授業 15回として実施することとなった．そのう
ちの，前半の 4回でプロジェクト管理についての知
識や，プロジェクト管理で用いるツール(WBS やガ
ントチャートなど)の使い方について学ぶ．また，同
時にプロジェクトで用いる PHPの基礎や，プロジェ
クト管理ソフトウェアの使い方なども学ぶ．その後，

5 回目から 7回目までに，後半で 1 年生と実施する
プロジェクトの立ち上げを行い，計画を作成する． 
後半の 8 回目から 14 回目までの授業では，実際

に 1 年生とプロジェクトを実施し，3 年生は計画に
沿ってプロジェクトを管理する．14回目でプロジェ
クトを完了し，プロジェクトの振り返りを行う．15
回目では，最終成果を発表し，最終レポートを作成

する． 
演習後半の各回の授業では，チーム内でグループ

活動を行う．その日の成果物やメンバの活動につい

て報告し合い，記録を CMS(Course Management 
System)の掲示板へ投稿する．また，各メンバはその
日の成果を日報として CMSの掲示板へ投稿する． 

 
3. 授業実践 

2013年度のプロジェクト管理の受講者は 8名であ
った．また，後半の 1年生とのプロジェクトにおい
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ては，3年生 1名につき 4名の 1年生とチームを組
んだ．ほかの 1 年生は，1 年生だけでチームを組ん
でプロジェクト学習に取り組んだ．プロジェクトの

テーマは PHP による Web アプリ開発で，具体的な
テーマは，出席管理システム，課題提出システム，

教室予約システム，希望研究室申請システムの 4つ
であった． 
過去の授業における課題に対する改善のための対

策として，Webシステム開発に必要な PHPプログラ
ミングの基礎についての教材を開発して授業に取り

入れた．また，プロジェクトの問題分析を行う際に

クライアント役の教員から意見を聞くことを促すた

め，課題を提示する際にシステムの詳細な仕様は記

述せず，クライアントから意見を聞かなければ仕様

が決められないようにした． 
 
4. 実践結果 
前半のプロジェクト管理に関する学習では，説明

が詰め込み気味となり，課題演習などの時間を十分

にとることができなかった．一方，PHP講座はほと
んどの学生が積極的に取り組み，教員への質問も活

発であった． 
後半の 1年生とのプロジェクト演習においては，
積極的に 1年生とかかわりを持ち，チームをまとめ
るよう努力していた．チームでの演習を苦手とする

学生は見られなかった． 
15 回目の授業終了後にアンケート調査を実施し

た．回答者は 7人であった．表 1にアンケートの質
問と結果を示す．2012年度と同様の質問に関しては，
2012年度の結果も併せて示す． 
 

表 1 アンケート結果 
質問 回答  

(※カッコ内は 2012年度の結果) 
Q1.  PMの役割を果た
せたか? 

ちゃんと / まあまあ 
果たせた 
・・・100% (62.5%) 

Q2.  プロジェクトは成
功したか? 

成功した  
/ だいたい成功した 
・・・71.4% (43.8%) 

Q3.  クライアントとコ
ミュニケーションがと

れたか? 

十分 / まあまあ  
とれた 
  ・・・42.9% 

Q4.  PHP講座は役に立
ったか? 

大変 / ある程度  
役に立った 
・・・85.7% 

 
5. 考察および今後の取り組み 
アンケートの問い Q1 および Q2 への回答から，

2013 年度は 2012 年度よりも学生は PM として役割
を果たし，プロジェクトも成功したととらえている．

2013年度から選択科目となったことで，モチベーシ
ョンの高い学生が受講していたためではないかと思

われる．カリキュラム変更により合計の時間数は減

少したが得られる学習効果は変更前に劣らないよう

だ． 
アンケートの問い Q3 への回答から，問題分析を

行う際に，クライアントとのコミュニケーションを

とれていないと考える学生が多かったようである．

実際の授業では，数名の学生が教員に質問すると，

その回答を他の学生にも教えてしまい，教員へ質問

せずに済ませるケースも見られた．この点について

は引き続き改善策を考える必要がある． 
アンケートの問い Q4 への回答から，ほとんどの

学生にとって PHP講座が役に立ったようである．ア
ンケートの自由記述では，2012 年度までは PHP に
よるプログラミングについて否定的な意見が見られ

たが，2013年度はそのような意見はなかったことか
らも，PHP講座が効果的であったことが窺える． 

2013 年度までの実践においていまだ解決できて
いない課題に対して，2014年度以降の授業で予定し
ている改善のための取り組みを以下に示す． 

1 つめは前半の講義への反転授業の導入である．
前半でプロジェクト管理に関する知識を習得する講

義を行ったが，時間に対して学ぶべき事項が多いた

め詰め込み気味となり座学の授業では学生の集中力

が続かないようであった．また，課題の分析やツー

ルの使い方などを，実際に手を動かして演習する時

間の確保も難しい．このため，講義の部分をWebコ
ンテンツ化して学生に提示し，授業の前に学習し，

授業では課題に取り組む反転授業を取り入れること

で，学生が主体的に知識を獲得する姿勢で臨み，授

業中は各学生へのきめ細かい支援に時間が取れるよ

うな構成にしたいと考えている． 
2 つめは，プロジェクトの問題分析と，その解決

策としてのスコープ・仕様決定の過程で，クライア

ントの意見をほとんど聞かず，独りよがりとなって

いる点に対する改善策である．実際のプロジェクト

では，コミュニケーション不足による行き違いは致

命的となる場合もある．クライアントの意見を聞く

ことの重要性を認識し，コミュニケーションをとる

ことを促すための工夫が必要である．この対策とし

て，仮想的な状況設定の中で PMとしての役になり
きり，クライアント役の教員等と意見を交換しなが

ら問題を掘り下げ，スコープや仕様を定義し，クラ

イアントの了解が得られたら先に進める，ロールプ

レイ的な要素を取り入れた手法を導入したいと考え

ている． 
 
謝辞 本研究は科研費（26350287）の助成を受けた

ものである． 
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グループによるアンケート作りと発表を取り入れた情報処理演習 
 

Information processing exercises that incorporate  
questionnaires created by the groups and group presentations 

 
梶木 克則，  桝井 猛 

Yoshinori KAJIKI，Takeshi MASUI 
甲子園大学 総合教育研究機構 

Institute of General Education, Koshien University 
Email: kajiki@koshien.ac.jp 

 
あらまし：情報リテラシー教育としてワード・エクセル・パワーポイントを教えているが，関連付けて教

えられないかと考え，アンケート作りを取り入れた．昨年度前期は個人で二択１問のアンケートを作り，

集計処理，発表までを行った．同じクラスの後期の演習では，5つのグループに分け，グループで話し合
いアンケートを作り，発表までを行うよう演習内容を発展させた．話し合いには SNS を使い，個人の発
言が記録されるようにした． 
キーワード：協調学習，ICT活用教育，アンケート，プレゼンテーション 

 
 
1. はじめに 
高校での教科「情報」が始まり10年以上になるが，

いまだに高校で情報処理の演習を受けてこなかった

とか，1年程度であったため覚えていないというケー
スも多く，相変わらずスキルの格差は狭まっていな

いように思われる．パソコンスキルの能力差が大き

いため，これまで通り初心者向けのテキストを使わ

ざるを得ないが，扱う題材については少しでも興味

を持って取り組んでもらえるものをと考えた．そこ

で2013年度からアンケート作りを取り入れ，回答結
果を集計分析し，レポートにまとめ，発表するまで

を一貫して行う演習内容に変更した． 
アンケート作りには，以前から利用しているグー

グルのクラウドサービスのフォーム（2）（3）（アンケー

ト作りから集計まで）の機能を利用した．前期の演

習では，各自で二択の1問だけのアンケートを作り，
実施した結果を集計分析し，レポートにまとめ，発

表するまでを試みた．自分で考えたアンケートであ

り，得られた生のデータを使うことから，身近な題

材としてとらえ，興味を持って取り組んでもらえる

と考えた．また，1つの題材を元に，ワード，エクセ
ル，パワーポイントを活用するため，実際の使い方

が取得できると思われた． 
同じクラスの後期の演習では，クラスを5つのグル

ープに分け，グループでの話し合いによる自由なア

ンケート作りに発展させ，グループで発表するとこ

ろまでを行う演習内容とした．話し合いにはSNSを
使い，個人の発言が記録されるようにした． 

2013年度前期に実施したアンケート作りを取り入
れた演習の試みについては，昨年度の全国大会で発

表（1）しており，本稿では後期に実施したグループに

よるアンケート作りと発表について述べる． 
 
2. アンケート作りを取り入れた演習の試み 
パソコンスキルの幅がかなり広い新入生に対して，

基本操作から教えることとなり，当然初心者向けの

基本的な操作手順を含む市販のテキストを指定する

ことになる．こうしたテキストは，標準的な機能を

修得できるよう考えられており，全員が同じ課題に

取り組むため，これだけでは面白味に欠けると思わ

れる．そこで，個別の要素を取り入れ，個々に考え

て完成させる部分を増やした演習内容として，アン

ケート作りを取り入れた．少しでも興味を持って取

り組んでくれるのではないかと考えた． 
これまでにもゼミや統計関連などの少人数の授業

で，グーグルのフォームを利用したアンケート作り

を取り入れた演習を実施してきた．自分の興味のあ

ることをアンケートにして，結果を予測し，実際の

結果と比較分析しながら，集計やグラフ化を工夫す

ることでエクセルのスキルアップにつながり，レポ

ート作りや発表準備にワードやパワーポイントを利

用する．Webを活用した演習課題であり，生のデー
タを収集処理できるところが良いと思われる． 
2.1 アンケート作りとその条件 
自由なテーマでアンケート作りを行うと，少人数

であればなんとか対応できるが，大勢になると多様

な質問に対応するのに時間がかかり過ぎる恐れがあ

り，これまで控えていた．しかし，一昨年の全国大

会の特別公演で，条件付きの 1問だけのアンケート
作りというヒントを得て，2013年度前期に実施した
演習では，「二択の設問で，回答がほぼ半々に分かれ

そうな設問を考えること」という条件で，ごく簡単

なアンケートを個別に作ることとした． 
二択の設問の前に，性別を尋ねることと，選択肢

を選んだ理由を文章で答えてもらうように指導した．

アンケートの回答画面を表示させるショートカット

を集め，共有フォルダに置くことで，アンケートに

答えてもらうことができる． 
2.2 レポート作りと発表準備 
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アンケートの設問作りから集計分析までをレポー

トにまとめ上げ，発表準備のためのスライド作りま

でを行うことが狙いである． 
まず，アンケート実施に先立って，考えた設問の

回答が半々に分かれるであろう根拠などを，レポー

トの素案として入れておいてもらった．その他，予

想される結果，アンケート文面，アンケート結果，

集計方法，グラフ，分析と考察，参考文献などの項

目をレポートに盛り込むように指導した． 
2.3 前期最終回の発表会 

8人に発表してもらった．聴く側の人は，「テーマ
についてや，発表のよかった点，こうしたら良くな

るとか質問など」について，これもグーグルのフォ

ームを利用して，投稿してもらっている．性別との

相関も考慮した発表もあり，非常に簡単なアンケー

トながら発表までの一連のパソコンスキルの修得が

行えたと思われる． 
 
3. グループによるアンケート作りと発表 

2013年度前期の情報処理演習では，個人による二
択 1問だけのアンケート作りを取り入れた，個人的
な演習内容になった．後期はグループによる話し合

いで，みんなの関心があるテーマを選び，質問内容

と選択肢もいろいろな人の意見を盛り込み，本格的

なアンケート作りを行えるように発展させた．話し

合いには SNS を利用し，記録が残せるようにした．
また，発表に向けたスライド作りには，マイクロソ

フトの SkyDriveの Webアプリの PowerPointプレゼ
ンテーションの機能を使い，共同編集ができるよう

メンバーを登録して利用した． 
3.1 話し合いによるアンケートのテーマ選び 
グループ分けはこちらから指定し，1 グループ 6

人から 8 人までになるように調整し，5 つのグルー
プに分けた．演習室では自由席のため，グループご

とに集まるようにはせず，話し合いは全て SNSを通
じて意見を発言するようにした． 
アンケートのテーマについて，まず個人思考とし

て各自 2つ以上メモ帳に入力するように指示した．
SNS上に 5つのコミュニティをあらかじめ作ってお
き，管理者の承認により参加できるようにし，班ご

とに話し合いができる場を整えた．各班で 2つのテ
ーマに絞ってもらい，班の代表者が参加する別のコ

ミュニティで，各班のテーマを提示してもらい，同

じテーマについては調整を行い，最終的に 5つのテ
ーマが決まった． 
3.2 グループによるアンケート作り 
テーマ決定後，テーマに沿った設問と選択肢を

SNS上で出し合い，順序も検討された．それを元に，
アンケートの文面作りは各自で行い，そのリンクを

グループの SNS内で見られるようにし，代表とする
アンケートを選び，各班ごとに最終のアンケートの

URLを提出してもらった．図 1にある班のアンケー

トの例を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 班代表のアンケート文面の一例 
3.3 アンケートの実施と集計・レポート作り 

5 つの班のアンケートが出そろったところで，ク
ラス全員で 5つのアンケートに回答し，結果をエク
セル形式でダウンロードして，各班のメンバーに配

布し，集計処理とレポート作りは各自で行った． 
3.4 グループによるスライド作りと発表 
各自で作成したレポートを元に，グループのメン

バー全員の力を合わせて，発表のためのスライド作

りを行えるように考えた．SNS で話し合いながら，
共同でスライドの編集ができるように，Webアプリ
の PowerPointを利用した．あらかじめこちらで 5つ
の班の空のスライドを用意し，各班のメンバーを編

集可能な共有者として登録し，メールでリンクを送

信しておいた．各班ごとにスライドの共同編集が行

え，発表の際も簡単にスライドショーを始めること

ができる．同じスライドを同時に編集してしまうと，

つぶし合いになってしまうので，担当するスライド

の番号を決めてから行うように指導した．スライド

作りにおいて，SNSはスライドの見出しと分担を話
し合うのに利用された． 

 
4. まとめ 
前期の演習においては，簡単なアンケート作りか

ら集計処理，レポート作り，プレゼン準備までの一

連のリテラシー教育をかなりはしょりながら行った．

後期前半にエクセルの基本操作について数回にわた

り時間かけて説明し，前期の説明不足を補った． 
グループによるアンケート作りやスライド作りは，

話し合って作るという新しい要素が加わり，これま

での個人的な演習とは違って，満足度や達成感が大

きくなるという感想も得られた．SNSによる話し合
いについては賛否両論である． 
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Emscripten を用いたWeb ベースパーサーとエディターの開発 
 

Development of a Web-based editor with a parser using Emscripten 
 

鳥原  悠平*1, 香川  考司*2 
Yuhei TORIHARA *1, Koji KAGAWA*2 

*1
香川大学大学院工学研究科 

*1Graduate School of Engineering, Kagawa University 
*2
香川大学工学部 

*2Faculty of Engineering, Kagawa University  
Email: s14g473@stmail.eng.kagawa-u.ac.jp 

 
あらまし：プログラミング初心者がソースコードを記述する際には、文法上の誤りや変数名の誤入力など

が頻繁に起こり得る。そこで、それらのエラーの解決の手助けをすることで、プログラミング学習支援を

行う。その方法として、Web ベースで機能するプログラミングエディターとパーサーを提案し、開発を
行った。システムの実装を行うにあたって、システムのベースとして CodeMirror を用い、そこに
Emscriptenを用いたパーサーや jsTree を追加することで、構文解析や構文木の生成といった機能を実装し
た。 
キーワード：プログラミング学習, Emscripten, Web ベース 

 
1. はじめに 
プログラミング初心者がプログラミング学習を行

う場合、様々な問題に直面することが想定される。

例えば、プログラミング言語の文法上の誤りや変数

名の間違いなどの入力ミスや、コンパイルエラー発

生時の修正個所の判別が難しいことなどが挙げられ

る。したがって、それらの問題の解決を支援するた

めのシステムの開発が必要であると考えられる。入

力ミスを減少させる手段としては、Eclipse のような
高機能なエディターを利用することが考えられる。

しかし、これらのエディターは基本的にユーザー側

にインストールやバージョンアップへの対応などの

作業を必要とする。よってそれらの手間を省くため

に学習用として Web ベースのエディターが望まれ
る。しかしWeb ベースエディターは JavaScript で実
装されるため、通常 Bison などで記述される構文解
析部の実装が難しいという問題がある。 
本研究では、C 言語のソースコードを JavaScript 

に変換できる、Emscripten(1) を用いたWeb ベースパ
ーサーとエディターの開発を行う。 

 
2. システムの要件 
プログラミング初心者への学習支援を行うため、

学習者がプログラミングへの苦手意識を持ちにくく

する必要がある。そのため、初心者の陥りがちな構

文エラーの発生原因がわからないという問題を取り

除く必要がある。また、入門者でも導入が容易に行

えるように、Web ベースシステムとして開発する。
そして、教員側から容易に拡張を行えるよう、拡張

しやすいシステムでなければならない。Adobe Flex 
と ActionScriptを用いるシステム(2)も Web ベースだ
が、開発環境のセットアップとコンパイルが必要な

ため、HTML と JavaScript に基づくシステムが、よ
り柔軟性・拡張性が高いと考えられる。 

 

3. Emsctripten 
Emscriptenとは、LLVM インフラストラクチャー

(3)が生成した仮想マシンの機械語 (LLVM-IR)を
JavaScript のコードに変換するシステムである。こ
れにより、LLVM 用のコンパイラが提供されている
様々なプログラミング言語から JavaScript へプログ
ラムを変換することが可能となっている。C/C++ 言
語の場合の変換の流れとしてはフロントエンドであ

る Clang を利用して C/C++のコードを中間言語へ変
換、Emscripten でこれを JavaScript に変換するとい
うものである。 
本システムでは、Web ベースのエディター上に記
述されたC言語のソースコードに対して構文解析を
行い、解析結果をエディター上に反映することを想

定している。しかし、Web ベースのエディターは
JavaScript によって構成されており、また、構文解
析器は、Bisonから C 言語のコードで出力されてい
るため、そのままではエディター上で実行すること

はできない。そこで、LLVM コードを JavaScript に
変換することが出来る Emscripten を利用する必要
がある。 

 
4. システムの概要 
本研究のシステムは、ブラウザー上のエディター

領域に入力された C 言語のソースコードに対して
構文解析を行い、結果をブラウザー上に出力すると

いうものである。それに加えて、解析結果をもとに

構文木を作成し、これもブラウザー上に出力する。

構文解析器は LLVM コードで出力されているため、
それをブラウザー上で実行するために、Emscripten 
を利用している。また、解析結果から構文木を作成

するために、解析結果を JSON で書き出しそれを
jsTree という JavaScript ライブラリーを使用し構文
木として出力している。学習者は、このシステムへ

Web ブラウザーから通常の Web ページと同様にア
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クセスし、システムを利用する。アクセスしたシス

テムのページ上のエディター領域に C言語のソース
コードを入力し、構文解析の開始を表すボタンを押

すことで、ソースコードの構文解析を行い、その結

果がブラウザー上に出力される。そして、その結果

をもとに、学習者は構文エラーや入力ミスなどのエ

ラーチェックを行い、スムーズにプログラミング学

習を行える。さらに、構文木を見ることで、関数の

動作やプログラムの流れについての理解を深めるこ

とが可能である。本システムの構成については、図

1 に示すとおりである。 

 
図 1 システムの構成 

 
5. システムの実装 
本研究では、CodeMirrorに手を加える形で、シス

テムの実装を行っている。そのため、CodeMirror 本
来の機能である関数や変数の強調表現についてはそ

のまま利用している。それに加えて、構文解析器と

字句解析器からなるパーサーを実装し、ソースコー

ド上の構文エラーを検知することが出来る。さらに、

jsTree を用いて、構文木を生成する機能を「式」に
対してのみではあるが実装している。 
今回実装できたシステムの全体図を図 2 に示し

ている。 
 

 
図 2 実装したシステム 

6. まとめ 
本研究では、プログラミング初心者へのプログラ

ミング学習支援を行うために、Emscripten を利用し
て Web ベースで機能するプログラミング用のエデ
ィターとパーサーを開発した。Emscripten は C 言語
を JavaScript に変換することが可能なので、そのま
までは Web ブラウザー上に表示することのできな
い構文解析結果を、Web ブラウザー上に表示するこ
とが出来る。Web ベースのシステムであり、導入が
容易であるため、学習者は学習環境づくりを気軽に

行える。また、入力にミスがある場合に指摘がある

ため、プログラミング時の入力ミスに気づきやすい

といえる。さらに、システムは JavaScript によって
記述されているため、カスタマイズを行うことが出

来る。これらの特徴から、1 章で述べたシステムに
求められる要件を概ね満たしているといえる。しか

し、構文エラーの原因の判別を行う機能はまだ未実

装である。また、C 言語以外のプログラミング言語
への対応など、システムの発展の余地はまだまだ残

っているといえる。 
 

7. 今後の課題 
今回の研究では、Web ベースのエディターと C 

言語パーサーの基礎の部分の実装は出来上がった。

しかし、実際にプログラミングを行う際に学習者へ

の手助けとなる構文エラーの検出や原因の判別、ユ

ーザーの定義した変数や関数への対応、入力ミスが

あった場合の指摘などの機能は未実装である。また、

プログラミング言語の文法や構文への理解を深める

ために、入力したソースコードをもとに C プログラ
ム全体に対する構文木を生成し、表示する機能を追

加する必要があるといえる。プログラム全体に対す

る構文解析は時間がかかる可能性があるが、

WebWorker を利用することで、構文解析をバックグ
ラウンドで行うことが出来るようになる。 
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ツリー表示を活用した Ajaxベースプログラミングエディタの構築 
 

Development of an Ajax-Based Programming Editor Utilizing a Tree View 
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あらまし：Flex などで使われる正規表現は単純な文法に基づくが，初心者がその構文構造を正確に理解す

ることは難しい．このため，ビジュアルプログラミング環境を用いて支援した．その結果，学習者は，構

造を理解して目的の正規表現を作成できるようになった．しかし，入れ子が深くなるため、その操作は煩

わしく、多くの表示スペースが必要になった．そこで，ブロックスタイルの利点を保ちながらも，より少

ない操作と表示スペースを提供できる、ツリー表示を活用した Ajax ベースのプログラミングエディタを

構築する． 
キーワード：Ajax ベース，ブロックスタイル，入れ子構造，木構造 

 
 
1. はじめに 

Scratch (1) や Blockly (https://code.google.com/p/ 
blockly/) などのブロックプログラミングエディタ

は，あらかじめ用意されたビジュアルパーツ（以下，

単にパーツ）を組み合わせることでプログラミング

するスタイルを提供する．これは，言語の文法の理

解が不十分でも，目的のプログラムを容易に作成す

ることを可能にしたものである． 
そこで筆者らの研究グループでも，Blockly をベー

スに，大学生でも習得に苦労する Flex の正規表現の

編集を支援する，Web ベースグラフィカルプログラ

ミングエディタ（以下，先行システム）を開発した
(2)．これは，既存のブロックスタイルエディタでは

対象としていなかった，より複雑な式を持つ言語を

支援する試みである．その結果，学習者自身が構造

を理解して正規表現を作成できるようになった．し

かし，入れ子の深い構造をブロックスタイルで扱っ

た場合にはより多くのパーツを操作しなければなら

ず，操作が煩わしくなり表示に多くのスペースを要

するなどの問題があった．図 1-1 と図 1-2 に正規表

現における例を示す． 
 

 
図 1-1 テキストで記述された正規表現 

 
 関数型言語 Haskell の場合，ブロックの連結方式

に柔軟性がないとやはり表示スペースを取りすぎる

ことが判明した(3)． 

 
図 1-2 パーツで記述された正規表現 

 
本研究の目標は，パーツの操作と表示スペースを

より少なく抑え，ブロックスタイルのように複雑な

構造を支援できるプログラミング環境を開発するこ

とである． 
 
2. ツリー表示に基づく UI 
先述の問題は，ブロックスタイルで深い入れ子構造

を有する言語を支援した際に頻発する．これはブロ

ックスタイルが構造を包含関係で指定することによ

る．このため本研究では，ツリー表示に基づくユー

ザインタフェース（以下，略して UI）を用いる． 
正規表現は，連接と選択と反復の３つの演算に基

づく．それらは図 2 のような木構造による表現が可

能である． 
そのようなツリー表示を利用した UI として，

Cloud9 (https://c9.io/) や Eclipse のような統合開発環

境でも既に利用されている，アウトラインエディタ

が挙げられる．Eclipse の場合，アウトラインエディ

タはクラスやメソッド等の階層を編集するために利 
用されているが，本研究では式の階層を編集するた 
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図 2 木構造で表現された正規表現 
 
めに用いる． 
木構造に基づく UI に求められる最低限の編集機

能は，作成，入力，移動，削除などである．それを

Web ベースで提供しているライブラリに jsTree 
(http://www.jstree.com/) がある．またブロックスタイ

ルの操作性を意識して，木構造に基づく UI のパー

ツである部分木を格納するパーツパレットを設置す

る．そうして作成された木構造で表された正規表現

から実コードを生成し，プログラミングエディタに

挿入する．したがって本システムは，パーツパレッ

ト，木構造に基づく UI，プログラミングエディタか

ら構成される． 
ここで，エディタはブロックスタイルではない一

般的なものとする．ブロックスタイルは用いず，正

規表現を作成する際に必要であればツリー表示に基

づく UI を活用するといった使い方を想定している． 
 
3. システム構成 
本研究システムは Ajax ベースである．これは

HTML5 や JavaScript のライブラリ，既存のオープン

ソースなシステムなどを利用し，要件を満足するシ

ステムを効率良く開発するためである．また利用者

にとっても，インストールやバージョンアップとい

った煩わしい作業を省けるなどの利点がある． 
パーツを格納するパーツパレット，既存のプログ

ラミングエディタ，木構造に基づく UI は，それぞ

れ jQuery UI，CodeMirror (http://codemirror.net/) ，
jsTree により実装した． jQuery UI とは jQuery 
(http://jquery.com/) が提供する UI で，jQuery とは

JavaScript の標準的なユーティリティライブラリで

ある．さきほど紹介した jsTree も jQuery を用いてい

る．CodeMirrorは既存のWebベースエディタである．

それら jsTreeと CodeMirror間に実装した正規表現の

変換器を配置し，木構造に基づく UI で正規表現を

作成する機能を開発した．図 3 が本システムのスク

リーンショットである． 
 
4. システム評価 
本システムと先行システムのそれぞれで十個の適

当な正規表現を作成し，その際に要した操作（作成，  

 
図 3 スクリーンショット 

 
入力，移動，削除）の回数を調査した．その結

果，本システムによる操作回数は先行システムの

約 40%に抑えられていることが明らかになった．

同様に，正規表現の表示に要したスペースの面積

も調査したところ，本システムは先行システムの

約 30%に抑えられているという結果になった． 
 
5. おわりに 
今回はエクスプローラ風な UI でシステムを開発

した．その結果，先行システムと比較し，ほどよい

操作と表示を提供できた． 
それでも，テキストで記述された正規表現と比較

すると，表示に要した面積は大きい．このため，正

規表現が長く，かつ，個数が増えた場合には，スペ

ースを多く取り過ぎてしまう．そこで将来の課題と

して，ツリー表示を必要に応じて呼び出す仕組みを

構築することが挙げられる． 
現在，多層薄皮 UI“Tangerine”を構想している．

これは，外見は通常のテキストエディタだが，内部

的には構文の木構造を保持し，ドラッグ＆ドロップ

などの特定の操作をしたときだけ木構造やブロック

構造などの適切な UI を表示するといった支援を提

供する．たとえば，正規表現のコード箇所にマウス

オーバーした際に，ツリー表示を呼び出し，そこで

正規表現を編集するなどである． 
 

参考文献 
(1) Maloney 他 :, “Scratch: A Sneak Preview,” Second 

International Conference on Creating, Connecting, and 
Collaborating through Computing. Kyoto, Japan, 
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Webプログラミング演習における学習進捗把握 
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あらまし：これまでWeb教材を用いた授業における学習進捗状況を把握し，TA活動支援のためのモニタリング
システムの構築を行ってきた．本システムでは，Web 教材の閲覧履歴や課題プログラムの採点結果などをタブ
レット端末から閲覧し，指導を必要とする学生を発見し，指導に必要な情報を閲覧することが可能となっている．

本システムを，Web プログラミングの演習で利用するために機能拡張を行った．Web サーバのログ情報，Web
アプリケーションの自動テストツール Selenium，断続的インテグレーションツール Jenkinsなどを利用し，演習
を妨げることなく学習進捗を把握することが可能となった． 

 
キーワード：Webプログラミング，学習進捗把握，モニタリング 

 
1. はじめに 
大阪工業大学情報科学部では，PCを利用した演習

科目が多数開講されている．このような演習科目に

は，Web教材として用意された課題を学生が順次解
いていく授業形態をとるものが多くある．C 言語や
Java言語のプログラミング演習科目においては，100
人を超える学生が最大 6教室に分かれ同時進行して
いるため，学習者の進捗を把握するのが困難である． 

C言語や Java言語などのプログラミング演習科目
において，学習者の進捗を把握するためのシステム

を運用している大学が存在する[1][2][3][4]．その多
くは，ソースコードをコンパイル，実行して採点し

学習進捗を把握したり，ソースコードの編集履歴か

ら学習進捗を把握したりしている．GUI操作を必要
とするプログラミングを採点するシステム[5]も存
在するが，Webプログラミングは自由度が高く，進
捗把握が非常に困難である．また，掲示板などのよ

うに，入力データを保存し，次の遷移画面で表示さ

せるものが多く，進捗状況を把握する作業が，演習

の妨げになることがある．そこで，演習を妨げない

ように配慮した学習進捗把握を行う． 
 
2. 本システムの概要 
これまで学習者の学習進捗を手元のタブレット端

末で確認し，迅速な TA 活動を行うためのモニタリ
ングシステムを構築してきた[6]．タブレット端末の
画面を図 1に示す．机に対応したセルには学籍番号
や進捗などが表示され，セルをタップすることでよ

り詳細な情報を閲覧することが可能である． 

 
図 1	 講義室レイアウト画面 

 
Webプログラミングの演習においては，作成した

プログラムだけで学習進捗を把握することができな

い．そこで，Webログや Seleniumにより動作確認を
行うことで学習進捗を確認し，これまで構築してき

たモニタリングシステムでも閲覧可能とした． 
 

3. Webログによる進捗把握 
Webログにはアクセスした記録を保存するアクセ

スログとエラーが発生した記録を保存するエラーロ

グがある．これらのWebログから次の学習進捗を把
握することが可能である． 
● ステータスコードが 200でリクエストが GETで
あれば，ファイルやディレクトリのアクセス権設定

が終了 
● ステータスコードが 200 でリクエストが POST
であれば，記事の投稿に成功 
自分以外の掲示板を定期的に巡回している学生も存

在するため，自分の掲示板をデバッグするためにサ

ーバにアクセスしたログだけを IP アドレスをもと
にフィルタリングする必要がある． 
 
4. Seleniumによる進捗把握 

Web ログにより投稿に成功した学生の掲示板に対
して，機能に関する進捗を把握するには実際に投稿

してチェックを行う必要がある．そこで，教員及び

TA がブラウザにて進捗確認のための記事を投稿す
る代わりに，自動テストツール Selenium IDEとユニ
ットテストを実行する PHPUnitを利用して，自動的
にテストを行うこととした． 
テスト項目は，サンプル掲示板と Selenium IDEを
利用し，図 2のように実際にブラウザを操作し，テ
ストのための操作を記録する．記録した操作を

PHPUnit にて利用できる形式でエクスポートしたも
のが図 3である． 
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図 2	 サンプル掲示板と Selenium IDE 

 

 
図 3	 PHPUnit用スクリプト 

 
掲示板の入力欄の名前は学生によって異なるため，

htmlファイルを走査して名前を決定したり，投稿内
容に通し番号を付与したりしている．Selenium IDE
を利用してブラウザ画面のスナップショットを保存

することができるため過去の掲示板の状態を確認す

ることも可能である． 
 
5. Jenkinsによる進捗管理 
掲示板の機能に関する進捗を把握するために

PHPUnit によるユニットテストを定期的に実行すれ
ばよいが，何度も同じ記事を投稿すると学生に迷惑

がかかるため，学生の進捗に合わせて適切なテスト

を行う必要がある．そこで，Webログから学生の進
捗を把握し，適切なユニットテストを適切なタイミ

ングで行うために断続的インテグレーションツール

である Jenkinsを利用する． 
Jenkinsでは学習進捗を以下の 4段階に分けて，そ

れぞれの段階の進捗状況を確認するためのユニット

テストを 1つのジョブとして設定している． 
● ファイルのアクセス権設定が終了した段階 
● 投稿内容が表示に反映される段階 
● 改行を含む記事が適切に処理される段階 
● htmlタグの対策済みの段階 

前段階のユニットテストが成功しないと次の段階の

ユニットテストに進まないようにジョブの依存関係

を定義することによって，ビルドパイプラインを設

定している．ビルドパイプラインを使うことによっ

て，演習の妨げとなるような投稿を定期的に行うこ

とを回避している． 
図 4 のようにビルドパイプラインをビュー表示す
ることによって学生毎の進捗把握が可能である．し

かし，クラス全体の進捗を確認することはできない．

そこで，既存のモニタリングシステムが参照してい

るデータベースを各ジョブの終了時に更新すること

で，モニタリングシステムから学習進捗を閲覧可能

とした． 

 
図 4	 進捗確認パイプライン 

 
6. まとめ 

C言語や Java言語のプログラミング演習用に構築
したモニタリングシステムを Web プログラミング
演習においても活用できるように進捗状況を収集す

る仕組みを構築した．サーバの負荷や実際の進捗と

の整合性を検証するために，後期の演習科目にて運

用し，評価を行う予定である．今後は，テスト項目

に対応した指導内容や指導に必要な情報の提供を充

実させることを考えている． 
 
謝辞 
	 本研究は，科研費(25330424)の助成を受けたもの
である． 

参考文献 
(1) 加藤 利康, 石川 孝：“プログラミング演習支援シス

テムにおける学習状況把握機能の提案",情報処理学
会研究報告コンピュータと教育(CE),Vol.2013-CE-120, 
No.2, pp.1–8 (2013). 

(2) 井垣 宏, 齋藤 俊, 井上 亮文, 中村 亮太, 楠本 真
二：“プログラミング演習における進捗状況把握のた
めのコーディング過程可視化システム C3PV の提
案”,情報処理学会論文誌, Vol.54, No.1, pp. 330-339, 
(2013). 

(3) 蜂巣 吉成 , 吉田 敦 , 阿草 清滋 ：“プログラミング
演習におけるコーディング状況把握方法の考察”, 情
報 処 理 学 会 研 究 報 告 コ ン ピ ュ ー タ と 教 育

（CE）,Vol.2014-CE-125, No.3, pp.1-8 (2014). 
(4) 内藤 広志，齊藤 隆：“プログラミング演習の自動採

点システムの評価法と進捗状況”，情報処理学会研究

報告コンピュータと教育(CE), Vol.2013-CE-120, No.1, 
pp.1-7 (2013)． 

(5) 内藤 広志，齊藤 隆, 水谷 泰治：“GUIプログラミン
グ課題の自動採点方式について”，情報処理学会研究

報告ソフトウェア工学(SE), Vol.2008-SE-161, No.11, 
pp.81-88 (2008)． 

(6) 安留 誠吾, 伊藤 拓也：“タブレット型端末を用いた
TA活動支援 Webアプリケーション”，教育システム
情報学会	 第 36回全国大会，C1-2，(2011)． 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 258 ―
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あらまし：近年のソフトウェア開発の現場ではテスト駆動開発（TDD）の実施が推奨されている．TDD
での開発には様々な利点があるため，ソフトウェア開発初心者の TDDスキルを養うことが有効と考えた．
そこで本稿では，ソフトウェア開発初心者の TDDスキル育成を目的とし，TDDの開発サイクルやテスタ
ブルコードの書き方といった TDDスキルを，ソフトウェア開発演習の中で育成する支援手法を開発する． 
キーワード：テスト駆動開発（TDD），ソフトウェア開発，ソフトウェア開発演習，ソフトウェアテスト 

 
 
1. はじめに 
近年のソフトウェア開発の現場では，アジャイルソ

トウェア開発手法の採用が増加しており，その中ではテ

スト駆動開発(1)（TDD）の実施が推奨されている．TDD
は開発者自身がプログラムとして動作するテストを作

成しながら開発を進める手法である．TDD での開発に
は開発促進や品質向上等様々な利点があり，ソフトウェ

ア開発を学び始めた初心者の内から TDDを実践し，そ
のスキルを身につけることが有効と考えた．しかし，初

心者が独学でTDDスキルを身につけるのは困難である． 
そこで本稿では，ソフトウェア開発初心者の TDDス

キル育成を目的とし，ソフトウェア開発演習の中で

TDDスキルを育成する支援手法を開発する． 
 

2. 研究背景 
2.1 テスト駆動開発の概要 

TDD ではまず，作成するシステムを段階的に詳細化
し，必要な機能・モジュールを列挙する．次に，それら

が行うべき振る舞い（満たすべき仕様）を ToDoリスト
に記述する．そして記述した項目中で実装が容易そうな

ものから，以下の手順で開発する． 
①：テストを作成し実行，失敗することを確認 
②：目的のコード（プロダクトコード）を記述しテ

ストを実行，成功することを確認 
③：テスト成功を維持したままリファクタリング 
以上 3手順を 1サイクルとし，これを短時間で繰り返
すことで機能・モジュールを 1つずつ実装し，1つのシ
ステムを組み上げる．テストはメソッドの引数と期待す

る戻り値の組み合わせによるテストデータと，実際の戻

り値と比較するテストコードによって作成され，テステ

ィングフレームワーク上で実行される．テスト失敗後は

できる限り小さな修正で成功させるよう努め，その後に

リファクタリングを行う．実装完了後当該項目を ToDo
リストから削除し，次の項目を実装する．テストすべき

項目が新たに発生した際は，それもリストに追加する． 
テストを実行するとプログラムの成否という形でフ

ィードバックを得られるが，開発者はこれを記述したプ

ロダクトコードの正しさの判断材料，あるいは次に取る

べき行動の指針として使うことができ，開発促進の効果

をもたらす．また，自動テストが可能（テスタブル）な

テストコード及びプロダクトコード（ソースコード）を

必要とするため，開発者はテスタブルな設計を意識する

ようになる．さらに，自動テストの存在により開発中の

予期せぬバグの作り込みが減少し，品質向上に繋がる． 
2.2 ソフトウェア開発初心者への導入 

TDD は現場の開発者のみならず，ソフトウェア開発
初心者にも有効な手法と考えられる．そこで本稿では，

大学におけるソフトウェア開発初心者にTDDを学ばせ
たいと考えた．しかし，初心者が TDDを行うには幾つ
かの困難がある．TDD を用いた開発プロセスは特殊で
あり，初心者が自力で遂行するのは困難と考えられる

（問題点①）．また TDD に必要なテスタブルコードの
作成には，設計や実装のスキルが不可欠である（問題点

②）．また，テストの作成は初心者にとっては難しく，

かえって開発を停滞させかねない（問題点③）．さらに，

大学の講義等で専門的にTDDを学ばせるような時間は
取れない（問題点④）． 
そこで本稿では，以上の問題点を解決し，ソフトウェ

ア開発初心者に TDDを実践させることで TDDスキル
を育成することを目的とし，支援手法を開発する． 
2.3 先行研究・関連研究 
吉田ら(2)は，プログラミング学習に TDD を取り入れ
ることでの様々なスキルの育成を目指し，支援システム

を開発した．しかし，プログラミング学習段階での支援

であるため，ソフトウェア開発の現場に則した TDDス
キルを育成するには十分ではない．上河内ら(3)は，テス

ト方法がわからない学習者に対し単体テストフェーズ

での支援を行っている．TDD を行うにはテスト方法の
理解が重要と述べており，本稿でもその考えを踏襲する． 

 
3. テスト駆動開発支援手法 
3.1 支援手法の要件 
ソフトウェア開発初心者のTDDスキル育成を目的と
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する支援手法の開発にあたり，以下の要件を定める． 
要件①：ソフトウェア開発プロセスの中で TDDスキ

ルの育成が行えること． 
要件②：テスタブルコード作成支援が行えること． 
要件③：テスト作成の負担を減らすこと． 
要件①は問題点①と④を，要件②と③はそれぞれ問題

点②と③を解決する．以上 3つの要件を満たすため，本
稿では開発環境上で状況をリアルタイムに監視し，収集

した履歴を分析して学習者に様々な支援を行う． 
3.2 ソフトウェア開発演習への導入支援 

TDDでは開発サイクルをモジュール 1つ 1つに対し
て短時間で繰り返すことが重要であるが，この開発サイ

クルは一般的なソフトウェア開発プロセスとは大きく

異なっており，初心者が初めから自身で行うのは難しい．

そこで本稿では，初心者育成のために大学等で広く行わ

れているソフトウェア開発演習の中で，TDD の開発サ
イクルを円滑に実施できるよう支援を行う．具体的には，

ソフトウェア開発プロセスの中で今現在自身がどんな

作業をしているか，TDD の開発サイクルのどの段階に
いるのかといった開発状況を把握し，それに基づいてソ

フトウェア開発プロセスとTDDの開発サイクルに則っ
た開発ができるよう誘導や提示を行う．これにより，要

件①を達成する． 
3.3 テスタブルコード作成支援 

TDD を行うにはテスタブルコードが重要となるため，
その作成支援が必要である．本稿では，あるソースコー

ドとテストデータの組が与えられた時，テスタブルコー

ドは以下の性質を持つと定義する．  
・テスタブルなテストコード 
独立性：あるテストは他のテストに依存せず，常に

同じ結果を示す 
再現性：テストを異なる条件下で実行しても，常に

同じ結果を示す 
・テスタブルなプロダクトコード 
同一性：同じ入力に対し常に同じ出力を返却する 
単独性：1メソッド内のロジックは 1つである 
本稿では，以上 4つの特徴を観点として開発者のソー
スコードを分析し，テスタブルでないと判断された箇所

と原因を開発者に提示することで，テスタブルコード作

成の支援を行う．これにより，要件②を達成する． 
3.4 テスト作成支援 
テストの作成は通常の実装工程では行われない作業

であり，現場の開発者であっても負担となると言われて

いる(4)(5)ため，その負担を軽減する支援が必要である．

本稿では，テストを全て手動で作成するのではなく，テ

スト項目に対してテストデータを与えることでテスト

コードを自動的に生成する手法により支援を実現する．

これにより，要件③を達成する． 
 

4. システム設計 
3 章で述べた支援手法を実装したシステム開発に向
け，システム要件や機能の洗い出しを行う．システム要

件とそれに対応する機能は以下の通りである． 
①：開発者の開発状況をモニタリングし，開発履歴

を収集すること（開発履歴収集機能） 
②：モニタリングに基づき現在の開発状況を把握す

ること（開発状況把握機能） 
③：ソフトウェア開発プロセスと TDDの開発サイク
ルに則った開発ができるようナビゲートするこ

と（開発ナビゲート機能） 
④：テスタブルコードかどうかを判定しアドバイス

を提示できること（テスタブルコード判定機能） 
⑤：テストデータからテストコードを自動生成でき

ること（テストコード自動生成機能） 
開発履歴収集機能は，他の機能全ての基礎となる機能

である．開発者の開発状況を常にモニタリングし，ソー

スコードのスナップショットや，どのようなナビゲート

を行ったか等他の機能が発生させる履歴等を収集する． 
開発状況把握機能では，収集した履歴により開発者の

現在の開発状況をリアルタイムに把握する． 
開発ナビゲート機能では，把握した状況を用いて，開

発者が現在どの段階にあり次何をするべきかを提示し

たり，テストを作成しない等 TDDのサイクルから外れ
た時にその旨を警告したりする．さらに，予め定義した

形式に則った機能設計書を読み込ませることで ToDo
リストを自動生成し，リスト中のテスト項目とテストコ

ードを対応付けることで，両者の関係を視覚化する． 
テスタブルコード判定機能では，収集したソースコー

ドのスナップショットを解析してソフトウェアメトリ

クスを計測し，メソッドのシグネチャや規模，コード内

の重複等からテスタブルでない箇所を推定し，原因と共

に学習者に提示する． 
テストコード自動生成機能では，システムにテストデ

ータの組み合わせを与えることで，テストコードを自動

的に生成する．また，Web アプリケーション開発のこ
とを考慮し，フォームからの入力やデータベース部をテ

ストするためのテストコードも自動的に生成する． 
 

5. おわりに 
本稿では，ソフトウェア開発初心者の TDDスキル育
成を目的とし，その支援手法の開発を行った．TDD を
初心者に行わせることの問題点と要件を挙げ，支援手法

の具体化と開発を行い，システムとして実装するための

要件と機能を検討した． 
今後は，検討した要件に基づいてシステムを実装し，

実際のソフトウェア開発演習の中で用いて評価を行う． 
 

参考文献 
(1) K. Beck:“ Test-Driven Development: By Example”，

Addison-Wesley Professional（2003） 
(2) 吉田英輔，角川裕次:“テスト駆動開発に基づくプログラ

ミング学習支援システム: 初心者開発者のためのセルフ
トレーニングアーキテクチャ”，電子情報通信学会技術研
究報告．SS，Vol.105，No.331，pp.27-32（2005） 

(3) 上河内頌之，松浦佐江子:“Javaプログラミング初学者に
対するテスト方法学習支援ツール” ，電子情報通信学会
技術研究報告．ET，Vol.106，No.364，pp.37-42（2006） 

(4) B. George and L. Williams:“A structured experiment of 
test-driven development”，Journal of Information and Software 
Technology，Vol.46，No.5，pp.337-342 （2004） 

(5) N. Nagappan，M. E. Maximilien，T. Bhat，et al.:“Realizing 
quality improvement through test driven development: results 
and experiences of four industrial teams”，Journal of Empirical 
Software Engineering，Vol.13，pp.289-302 （2008） 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 260 ―



プレゼン設計活動からの理解態度モデルの構築 
 

Learner Modeling to Capture Learning Attitude through Presentation Design 
 

瀬田 和久*1, 谷口雄紀*1
，池田満

*2 
Kazuhisa SETA*1, Yuki TANIGUCHI*1, Mitsuru IKEDA*2 

*1, *2大阪府立大学大学院理学系研究科 
*1 Graduate School of Science, Osaka Prefecture University 

*2北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 
*3School of Knowledge Science, JAIST 

Email: seta@mi.s.osakafu-u.ac.jp 
 

あらまし：ものごとを掘り下げて理解しようとする理解態度の涵養は生きる力の源泉ともなるが，自らの

理解態度を認識・意識化して変容に取り組むことは必ずしも容易ではない．教師がスライドを予め準備し，

学習者は必要なスライドをここから選択してプレゼン設計する環境で，理解再構成の必要性への気づきに

どのように対応したか（メタ認知的コントロール活動の有無）を把握することにより，理解態度を推定す

る学習者モデルについて述べる． 
キーワード：学習者モデル，理解態度，プレゼン設計活動，メタ認知 

 
 
1. はじめに 
本研究で設定する学習目標は，より良いプレゼン

テーションができるようになるためには，学習対象

を表面的に理解するこことではなく，深く理解する

ことが大切であることを理解（メタ理解）すること

にある．このために，プレゼン設計活動を通じた学

習活動の振り返りにおいて，自身の学習態度への気

づきを促す学習支援システムの開発を目的とする． 
本稿では，このための学習者モデル構成法につい

て考察する． 
 

2. 理解態度とメタ認知 
Tobias ら の KMA (Knowledge Monitoring 

Assessment)(1)では，メタ認知モニタリング能力の測

定手法を提案し，学習態度との関係を分析している．

KMAでは，以下の 2つの課題を学習者に提示する．	 
① 文章題などを提示し，正答できる・正答でき
ないを問題を解く前に判断させる	 

② 多肢選択を提示し，答えを選択させる	 
①は理解のモニタリングタスクであり，②は問題

解決タスクである．①②の結果の一致度をもとに，

モニタリング能力を測定するものである． 
この結果をもとに学習者特性を分析すると，一致

度が高い学習者は，学びの努力が持続する勤勉な学

習者である傾向にあり，一致度が低い学習者は学び

への取り組みが怠情で，ドロップアウトする割合が

相対的に高い傾向にあることが明らかにされた． 
態度は行為の選択，実施を規定する．ある状況で

複数の利用可能な行為があるとき，どれを選択する

か，あるいは，行為そのものを実施するかどうか（状

況の改善を図るか）を特徴付ける． 
これらのことから，本研究では，プレゼン設計活

動を通じた学習者のメタ認知活動（モニタリングと

コントロール）をトレースすることで，その実施を

統制する態度的側面を捉えるモデルを提案する． 

 
3. プレゼン設計を教材とした学習スキーム 
認知的な特性としての学習への取り組み態度を計

算機システムが推定するためには，「学習者の実際の

理解とそれへの認識・信念」を捉える必要がある． 
本研究では，スライドの見栄えではなくよりよい

学習方略の体現（学習活動のデザイン）に意識を向

けるための認知リソースを確保するための工夫とし

て，あらかじめ準備しておいたスライドをもとにプ

レゼン資料を構成するスライド選択方式を採用した

プレゼン作成課題を学習者に与えている．このこと

で，各スライドにその内容と選択の望ましさ（望ま

しい，望ましくない），内容の妥当性（間違っている

／正しい／不十分）などを表すメタデータを付与し

ておくことが技術的に可能になる． 
準備しておいたスライドを対象とする，理解表明

課題とプレゼン構成課題の 2つのタスクを設定する
ことで， 

(2-1)理解表明課題により，学習者のベースレベル
の理解状態（正しい（誤った）理解をしている）

とそれへのメタレベルの認識（例．誤った理解を

しているにもかかわらず正しく理解していると

学習者は認識している） 
(2-2)プレゼン構成課題でのプレゼンテーションへ
の(非)採用により，学習トピックの当該領域にお
ける重要性認識（メタレベル） 

を計算機システムが部分的に推定することが可能と

なる． 
 

4. 理解態度推定のモデル 
本研究において理解表明とスライド選択結果はプ

レゼン設計の前後に位置する順序性があるので，プ

レゼン設計開始前の不十分な知識状態，誤り（ベー

スレベル）が，プレゼン設計課題を通じて変容した

かどうか，すなわち，自身の知識状態への気づきを
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きっかけとした理解の修正（メタ認知コントロール）

に取り組んだ可能性を推定することが可能となる． 
表 1において，例えば，選択が望まれるスライド

について「間違っている」と理解表明した学習者が，

当該スライドを「プレゼンに組み入れる（選択）」し

た場合には，「(3)プレゼン設計活動を通じて自己の
誤りを認識し，再学習により理解を正しく修正した

可能性がある」ことを表している．これに対して，

当該スライドを「プレゼンに組み入れない（非選択）」

した場合には，「(6)プレゼン設計（他者への説明の
機会）を通じても，自己の誤りを認識できずに，再

学習もなされていない可能性がある」ことを表して

いる． 
このようなモデル化により，理解態度に着目した

以下の 4つの学習者タイプに分類した． 
MC学習者:理解表明課題あるいはプレゼン設計活動
により「理解が不十分であることを認識し，再学

習により正しく修正した学習者．(2)(3)(10)(11)の学
習者がこれに相当し，学びに真摯に取り組む学習

者と捉えられる． 
NonMC学習者: 理解表明課題を通じて「知識の誤り，
不十分な知識状態への自覚が生じたにも関わらず，

プレゼン設計活動を通じてそれに向き合わず，再

学習に取り組まなかった学習者．(5)(8)の学習者が
これに相当する．学びに怠情な学習者と捉えられ

る． 
NonExpLStG 学習者: 他者への説明課題の遂行を通
じても，自身の知識の誤りを認識するきっかけと

はならず，再学習にいたらない学習者．(6)(7)の学
習者がこれに相当する．自己モニタリング，コン

トロールの手段としての説明活動を学習戦略とし

て持ち合わせない学習者と捉えられる． 
NonReflective 学習者: 学習項目は正しく理解してい
るものの，当該領域におけるそれを学ぶことの意

義，位置づけを考えようとしない学習者．(4)の学
習者がこれに相当する．転移可能な学習方略獲得

の意識が低い学習者と捉えられる． 
 
5. まとめ 
本稿では，学習者が実施するプレゼン設計活動か

ら，学習態度を捉えるための学習者モデルについて

考察した．このモデルに基づいた，助言生成の仕組

みについては既に開発している(2)．今後は，学習ス

キームとしての有用性を検証したいと考えている(3)． 
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表 1 プレゼン設計課題を通じた理解態度の推定モデル (一部)【図中，MはMeta, Bは Baseを表す】 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 262 ―



プレゼン設計活動を通じた理解態度変容への発見的学びを促す助言生成機能 
 

Guidance Function to Prompt Learning by Observation for Cultivating their 
Understanding Attitude 

 
岸本 一樹*1, 瀬田 和久*2, 池田 満*3 

Kazuki KISHIMOTO*1, Kazuhisa SETA*2, Mitsuru IKEDA*3 
*1, *2大阪府立大学大学院理学系研究科 

*1,*2 Graduate School of Science, Osaka Prefecture University 
*3北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 

*3 School of Knowledge Science, JAIST 
Email: kishimoto@kbs.cias.osakafu-u.ac.jp 

 
あらまし：自らの理解態度の認識と意識化，変容への持続的取り組みは必ずしも容易ではない．理解した

つもりの学習内容を，自分と同等他者に説明することは，理解態度へ向き合うきっかけとなる貴重な学習

機会である．一方で，理解態度は直接的な指摘による短期間での変容を望むより，学習者自身がその必要

性に気付き，主体的，発見的に自ら学び続けるように促すことが望ましい．本稿では，学習者の振る舞い

に基づき，適応的に助言を提示することで理解態度変容への発見的学びを促す助言生成機能によって期待

される効用について述べる． 
キーワード：理解態度，発見的学習，プレゼンテーション設計 

 
1. はじめに 
理解態度は学習成果を大きく左右する一因である．

態度は暗黙的，潜在的で個の認知的特性に強く根ざ

すため，その変容へ向けた指導は必ずしも容易では

ない．教示による指導は馴染まず，学習者自身が主

体的に取り組む必要性を感じ，持続的に取り組む強

い動機付けを与えることが重要であると考えられる． 
本研究では自分と同等他者に，理解したつもりの

内容を説明するプレゼンタスクを与え，プレゼン設

計課題，協調学習課題に取り組ませる． 
プレゼンスライドのアピアランスではなく，他者

への説明の質が自身の理解の深さに強く関わること

に気づかせ，それが能力ではなく態度に起因するこ

とに発見的に気付かせる学習スキームの開発を目指

している．後述する(1)事前準備するスライドを用い
たプレゼン設計課題と(2)理解能力の差が必ずしも
大きくはない同等他者との協調学習がこの達成に有

利に働くと考えている． 
 

2. 理解態度とメタ認知 
Tobias ら の KMA (Knowledge Monitoring 

Assessment)(1)では，メタ認知モニタリング能力の測

定手法を提案し，学習態度との関係を分析している．

KMAでは，以下の 2つの課題を学習者に提示する． 

① 文章題などを提示し，正答できる・正答でき
ないを問題を解く前に判断させる 

② 多肢選択を提示し，答えを選択させる 

①は理解のモニタリングタスクであり，②は問題

解決タスクである．①②の結果の一致度をもとに，

モニタリング能力を測定するものである． 
この結果をもとに学習者特性を分析すると，一致

度が高い学習者は，学びの努力が持続する勤勉な学

習者である傾向にあり，一致度が低い学習者は学び

への取り組みが怠情で，ドロップアウトする割合が

相対的に高い傾向にあることが明らかにされた． 
また，一般に態度は行為の選択，実施を規定する．

ある状況で複数の利用可能な行為があるとき，どれ

を選択するか，あるいは，行為そのものを実施する

かどうか（状況の改善を図るか）を特徴付ける． 
上述のことより，理解態度の変容を促す学習スキ

ームの開発にあたっては，以下の気づきを与える情

報システム的支援機能を実現する必要があると考え

ている． 
a) メタ認知モニタリング実施の必要性 
b) メタ認知的気づきを（メタ認知）コントロー
ルする必要性 

c) a) b)の実施が，理解の深化に資すること 
d) a) b)の実施・選択が，理解態度に起因すること 
本研究では，理解態度の変容を促すこのような気

付きを与えるために，谷口らが提案した学習者モデ

ル(2, 3)に基づいて学習者の理解態度をプレゼン設計

活動より推定する．そして，その結果に基づいて学

習者に適応的に助言を提示する機能を開発した． 
本稿では，機能実現の仕組みと期待する効果を述

べる． 
 
3. 学習シナリオ 
本システムを組み入れた学習シナリオを図１のよ

うに三つのフェーズから構成している． 

 
図 1 : システム利用の流れ 
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① 領域学習フェーズ：学習者は対象領域の内容
を学習し，理解したつもりになっているとす

る（本研究での支援対象外）． 

② プレゼン設計フェーズ：理解したつもりにな
っている学習内容を自分と同等他者に説明す

るプレゼン資料を，システム上に組み入れら

れたプレゼンスライドを用いて設計する． 

③ 協調学習フェーズ：②の資料を用いて協調学
習する． 

本稿で主題とする理解態度変容を促すきっかけと

しての助言は，②の終了時，③に移行する前に提供

するため，ここでは②を掘り下げてより詳しく説明

する．②では，以下の三つの課題に取り組む． 
②-1) 理解表明：システム内に用意されたスライ
ドそれぞれについて，「理解している」「理解

していない」「スライドが間違っている」より

選択して学習トピックへの自身の理解を表明

する． 
②-2) プレゼン設計：学習プランを設計し，用意
されたスライドを(非)選択・系列化することで，
課題を実現するプレゼンテーションを構成す

る 
②-3) 学びの振り返り：システムからのガイダン
スメッセージを受け，学びを振り返る． 

本研究では，事前準備するスライドのそれぞれに，

「スライドの内容」，「選択が望ましい／望ましくな

い」，「内容が間違っている／正しい／不十分」など

のメタデータを与えている． 
したがって，各スライドに対する①での理解表明

結果，②でのスライド選択活動に基づいて，学習者

のプレゼン設計行為の意味を計算機が部分的に推定

することができるようになっている．  
 

4. 助言生成機能 
本機能で提示する助言は，教示による効用を学習

者に与えようとするものではなく，後続する協調学

習における発見的学びの動機付けを与える（レディ

ネスを高める）刺激として実現している． 
3で述べたように，②-1)の理解表明課題と，②-2)

プレゼン設計課題には順序性があり，それぞれメタ

認知モニタリングとメタ認知コントロール課題とし

て捉えることができる．したがって，②-1)における
自己の理解への気づきが，②-2)においてどのように
コントロールされたかをトレースすることで，プレ

ゼン設計課題を通じて学習者が実施したメタ認知活

動を部分的に推定することが可能となる． 
例えば，「(L1)理解表明課題を通じて知識の誤り，

不十分な知識状態への自覚が生じたにも関わらず，

プレゼン設計活動を通じてもそれに向き合わず，再

学習に取り組まなかった学習者」，「(L2)他者への説
明課題の遂行を通じても，自身の知識の誤りを認識

するきっかけとはならず，再学習しなかった学習者」

といった学習者傾向を推定できるようになっている． 
この結果に基づいて，図 2右に示すようなガイダ
ンスを提示する．ここでは例として，上述の(L1)と
推定された場合に提供する助言を示している．これ

は，2 で述べた気づきを学習者個々の課題文脈で提
示するものになっており，協調学習での理解態度変

容への発見的学びを促す刺激として実現している． 
 

5. 結論と今後の課題 
本稿では本研究で提案する学習態度の変容を促す

ための学習支援システムのうち，学習者の振る舞い

に基づいた助言生成機能の仕組みと期待する効果に

ついて述べた． 
今後は提案した助言の効果の検証と，学習者タイ

プに基づいた協調学習グループの形成機構の開発に

取り組みたいと考えている． 
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図 2 開発システムのプレゼン評価画面 
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プレゼンテーション・リハーサルを対象とした 
ピアレビュー支援のためのプレゼンテーション再構成手法 
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あらまし：プレゼンテーション・リハーサルを対象としたピアレビュー支援では，レビューの質的な向上
のため，発表内容を再現しピアに確認させることが重要である．一般に発表内容は，スライドコンテンツ
と口頭説明を通じて伝達される．しかし，従来の再現手法では，スライド情報のみを用いることが多く，
十分な再現性の確保が難しい．そこで，本研究では，双方の情報を利用したプレゼンテーションの再現方
法を提案する． 

キーワード：プレゼンテーション・リハーサル，ピアレビュー，スライドコンテンツ，口頭説明 
 
 
1. はじめに 
プレゼンテーション・リハーサルは，発表内容に

関するプレゼンタの知識を洗練化させるピアレビュ
ーの一形態である．ピアからの指摘や批評は，プレ
ゼンタ自身が持つ知識の不十分，不適切さに対する
気づきを与えることに貢献する(1)．しかし，一般に
レビュー作業の負荷は高く，ピアにとって発表を聞
きながらレビューのコメントを作成することは容易
でない．著者らは，この問題を解決しピアレビュー
の効果を高めるために，プレゼンテーション・リハ
ーサル支援環境(2)の構築を行っている． 
本環境では，プレゼンテーション終了後，ピアに

レビューコメントを精緻化させるためのインターバ
ルを設けている．この際支援システムは，各ピアの
ノート PC 上でプレゼンテーションを「再現」し，
発表内容に関する想起や確認を支援する．この再現
を行うにあたり，本研究ではこれまで，スライド上
の情報はテキストデータ化を行うなど重点的に扱う
一方で，口頭説明に関しては発表動画を提示する程
度の検討に留まっていた．しかし，プレゼンテーシ
ョンでは一般に，発表内容はスライドと口頭説明を
通じて伝達される．そのため従来の支援方法では，
プレゼンタがスライドに含まれない情報を口頭で補
足的に説明する場合などに対応できず，レビューの
ための十分な再現性を確保できていないことが知見
として得られていた． 
プレゼンタにとって有益なレビューコメントを得

るには，やはり口頭情報をスライド情報と同程度に
再現することが必須である．そこで本稿では，これ
までのレビュー支援をベースに口頭説明の情報を加
えてプレゼンテーションを再現する方法を提案する． 

2. プレゼンテーションの再現 
本研究ではまず，我々がこれまで積極的に扱って

こなかった口頭説明の情報をテキストデータとして
取得する方法を検討した．その上で，スライドと口
頭説明の双方を用いた発表の再現について検討した． 

2.1 口頭説明のテキストデータ化 
口頭説明の内容をテキスト化するには，即時性の

観点から，音声認識技術を用いることが理想的であ
る．しかし現在の技術では，プレゼンテーションの
ように連続した大量の発話を正確に取得することは
困難である．例えば河原(3)の研究では，90分間の講
義における単語認識率は平均 70%程度であり，さら
に字幕として提示するにはかなりの修正作業を要す
ることが報告されている． 
そこで，我々が着目したのが発表者ノートである．

最近では，発表経験の浅いプレゼンタはプレゼンテ
ーション・ソフトウェアの発表者ノート機能を使用
して，口頭説明の台本を用意することが多い．した
がって，本研究ではこれを口頭説明のテキストデー
タの土台として利用する．なお，発表者ノートに記
述がない内容は手作業で文字起こしを行う． 

2.2 再現方法の検討 
前節の方法により，スライドと口頭説明ともにテ

キストレベルで扱うことが可能となった．これら双
方のデータは PC 上で単純に表示するだけでなく，
より高い再現性を確保するためには表示方法を工夫
する必要がある．その方法として我々は，スライド
コンテンツと口頭説明の間の対応関係に着目した．
通常，プレゼンテーションの場においてプレゼンタ
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は，スライドコンテンツを聴衆に対して
提示すると同時に，その内容を読み上げ
たり，さらに口頭で補足説明をしながら
発表を進めていく．したがって，同時刻
に聴衆に向けて伝達されるスライドコン
テンツと口頭説明には対応関係が存在す
る．我々は，この対応関係を明確にする
ことで，ピアがプレゼンテーションの構
造や流れを目視しやすくなり，レビュー
のための再現性向上につながると考えた． 
 
3. プレゼンテーション再構成手法 
以上の考察にもとづき，本研究ではプ

レゼンテーションを再現するための手法
を提案する．著者らは，これを「プレゼ
ンテーション再構成手法」と呼んでいる．
本手法は以下に示す 2つのプロセスから
構成される． 

(1) 分割 
プレゼンテーションにおけるすべてのスライドコ

ンテンツと口頭説明を分割する．基本的に，スライド
コンテンツは箇条書き単位で分割し，口頭説明は文単
位に分割する．本研究では，これら分割されたスライ
ドコンテンツと口頭説明をそれぞれ「スライドエレメ
ント」，「オーラルエレメント」とよぶ． 

(2) 統合 
分割されたスライドエレメントとオーラルエレメ

ントを対応付け，全てのエレメントをまとめる．統
合は次の手順で行う． 
(a) スライドエレメントとオーラルエレメントをそ
れぞれ発表の時間に沿って配置する． 

(b) それぞれのエレメントのうち，同時に聴衆に向
けて伝達されているもの同士を対応付ける． 

 
4. プレゼンテーション再構成ツールの開発 
前章の提案にもとづき，我々はプレゼンテーショ

ン再構成ツールの試作を行っている．本ツールは
Mac OS X上で動作し，プレゼンテーション・ソフト
ウェア Keynote で作成したドキュメントファイルを
インポートすることができる． 
図 1に，本ツールを用いて再構成を行ったデータ

の例を示す．プレゼンテーションビュー上の左側に
スライドエレメント，右側にオーラルエレメントが
表示され，対応するエレメント同士は線で結ばれる．
これにより，ピアはスライドコンテンツと口頭説明
の双方を同時に参照しながらレビューを行うことが
可能となる． 
またこの図において，8 番目のオーラルエレメン

トはどのスライドエレメントとも対応していないこ
とが見て取れる．先に述べた通り，このようなプレ
ゼンタの口頭でのみ伝達される情報は，従来，発表
動画を参照する以外に確認方法がなかった．それが，

本研究で提案する再現方法を用いることにより，容
易に参照可能になると考える． 
 
5. おわりに 
本稿では，ピアレビュー支援を目的とした，スラ

イドコンテンツと口頭説明の分割・統合によるプレ
ゼンテーション再構成手法について述べた．現在は，
発表内容の再現方法に関する検討が中心であるため，
今後はこの再現を用いたレビュー方法の検討が課題
となる．また現状において本ツールは，リハーサル
終了後に発表内容を確認することを可能としている
が，リハーサル中に即座に確認することは難しい．
その理由は，発表者ノートに記述されていない口頭
説明の内容を手作業でテキストデータ化している点
や，エレメントの分割・統合の自動化が不十分な点
にある．したがって，これらの問題についてもさら
なる検討が必要である． 
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pp. 641-644, (2012)  

図 1 プレゼンテーション再構成ツールのインタフェース 
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聴衆者理解の可視化に基づいた「話し方」支援

Speech Improvement Support System Based on 
Important Contents Extraction from Speech and Slides

小尻智子, 鍛治貴也
Tomoko KOJIRI, Takaya KAJI
関西大学システム理工学部

Faculty of Engineering Science, Kansai University
Email: kojiri@kansai-u.ac.jp

あらまし：プレゼンテーションはスライドの内容を言葉で補いながら，聴衆者に伝えたい内容をわかりや

すく説明する．スライドに書かれた内容と言葉での説明の意図が対応していない場合，伝えたい内容が正

確に伝えられない場合がある．本研究では，口頭発表のうち，重要な箇所を強調する話し方に焦点をあて

る．口頭発表では，スライドで重要と表現されている箇所に対して，重要であることを伝えるような話し

方をすることが望ましい．そこで，発表者の音声情報とスライドのレイアウトより，聴衆者が理解するで

あろう重要箇所をそれぞれ取得する．取得した音声とスライドの重要箇所の相違を指摘することにより，

主張したい内容が伝わりやすい話し方ができるよう支援する． 

キーワード：プレゼンテーション，話し方，重要箇所抽出，音声

1. はじめに
プレゼンテーションは，伝えたい内容を視覚的に

表現したスライドに加えて，口頭発表で内容を補足

する．口頭発表はスライドを説明する言葉に，音や

動作で抑揚をつける．この音や動作は大切な箇所や

注目してほしい箇所（以後，重要箇所と呼ぶ）を強

調する役割を果たす．聴衆者に重要箇所を正確に伝

えられない発表は，スライドと音・動作によって聴

衆者が理解する重要箇所が一致しないプレゼンテー

ションをしていることが原因の一つと考えられる．

プレゼンテーションの作成を支援する研究のうち，

スライドの内容や構成を対象とした研究は多く存在

する[1, 2]．また，口頭発表のうち補足発言の生成を

支援する研究も存在する[3]．しかし，音や動作など

を対象としている研究はあまり存在しない．本研究

では音による話し方（以後，話し方と呼ぶ）を対象

とする．重要箇所が伝わる話し方をするためには，

聴衆者がスライドと話し方から認識する重要箇所を

発表者が理解したうえで，重要箇所が伝わる話し方

を意識する必要がある．そこで，スライドと話し方

から聴衆者が理解するであろう重要箇所を抽出し，

可視化すると共に相違点を指摘することで，話し方

の改善を促すシステムを構築する．

2. 「話し方」支援のアプローチ
話し方とスライドそれぞれで主張したい内容を強

調するために用いられる表現を表 1 に示す．

表 1 重要箇所の表現方�

話し方 スライド

音量大，速度遅，

前に間を置く

修飾文字，文字色の変化，インデ

ントの最上位に配置，アニメーシ

ョン

話し方とスライドから認識できる重要箇所が異な

る場合，聴衆者は発表者が主張したい内容を正しく

理解できない可能性がある．そこで，発表の音声と

スライドよりそれぞれが表現している重要箇所の相

違を検出し，相違点があった場合に指摘することで，

良い話し方ができるように支援するシステムを構築

する．システムは，聴衆者の重要箇所の理解に関す

る知識を持ち，スライドと発言の音声データそれぞ

れから発表者が強調していると推測される箇所を抽

出する．抽出された重要箇所を比較し，矛盾があっ

た場合は，矛盾を改善するようなアドバイスを生成

する（図 1）．

図 1 話し方支援システムの�要

3. 話し方支援システム

3.1 強調意図抽出手法

話し方支援システムでは，スライドと音声データ

から，発表者の意図する重要箇所を抽出する．スラ

イドからの重要箇所の抽出では，スライドを構成し

ているオブジェクトに付与された属性を利用するこ

とで，修飾文字やアニメーションといった表現を抽

出する．

一方，話し方が示している重要箇所は，音声デー

タを時間と周波数で標本化したものを，音量，間，

速度の側面から解析することによって抽出する．

 音量大：音の大きさは周波数の大きさで表され

る．周波数の大きさは振幅で表現されるため，

振幅が一定以上の値が一定期間連続して続い
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る箇所を音量大区間とする．

 間：間とは，人が意図的に話すことをやめてい

る区間のことである．振幅が閾値以下の値が一

定以上連続して続いた箇所を間区間として検

出する．

 速度遅：スライドに強調の意図を持つオブジェ

クトが多く配置されている場合，スライド全体

を丁寧に説明する．そこで，スライドごとの平

均発表時間を計算し，平均時間よりも発表時間

が長いスライドを，速度が遅いとみなす．

3.2 アドバイス提示手法

音声とスライドの重要箇所は同じであることが望

ましい．本研究では具体的な重要箇所ではなく，発

言とスライドとの重要箇所の個数の相違点を示すこ

とで，発表者自身で話し方を改善してもらうことと

する．

スライドごとに，スライドの重要箇所数と音声か

ら抽出された個々の重要表現の数を比較し，異なる

場合に相違点ありと検出して発言を改善する趣旨の

アドバイスを生成する．例えば，スライドの重要箇

所よりも音声の音量大の箇所が少ない場合，スライ

ドの重要箇所の中で強調して話されていない箇所が

存在している．そこで，「スライドの重要箇所につい

て発言する際，声を大きくすることを意識してくだ

さい．」というアドバイスを生成する．

3.3 プロトタイプ・システム

C#を用いてプロトタイプ・システムを構築した．

音声テータの処理には Scilab を利用した．スライド

は Microsoft 社の PowerPoint のバージョン 2007 以降

を対象とする．

図 2 システム・インタフェース

図 2 にシステムのインタフェースを示す．スライ

ドごとに，検出された重要箇所と，話し方に関する

アドバイスが閲覧できるようになっている．スライ

ド画像には，抽出された強調箇所が★で示されてい

る．音声波形画像には，スライドを説明している音

声波形が 2 つ表示される．音量大の音声波形には抽

出された音量大区間が赤色で描写され，間の音声波

形には抽出された間の区間が紫色で描写される．発

言改善アドバイス画面には，スライドと音声の重要

箇所に関する相違点から検出されたアドバイスが表

示される．

4. 評価実験
本学の学部生 6 名(A～F)を被験者として評価実験

を行った．まず，被験者に自身の研究発表スライド

3 枚を用いて発表してもらった．その後，システム

を利用して発言改善アドバイスを見てもらった後，

もう一度同じスライドを用いて発表してもらった．

実験前後で，話し方に対する意識を問うアンケート

を実施した．

アンケートの結果を表 2 に示す．システムを利用

する前に重要な箇所を意識できていた被験者は A，

E の 2 名しかおらず，間を意識できていたのは A の

みであった．一方，システムの利用後は，全ての被

験者が重要箇所を意識できており，強弱を意識でき

ていた被験者は 4 名，間を意識できていた被験者は

2 名であった．ただ，速度を意識できていた被験者

はいなかった．このことからアドバイスを出すこと

で約半数の被験者の意識は変化したが，一回の利用

では音量，間，速度の全てに関して注意をさせるま

でには至らなかった．

表 2 アンケート回�

5. おわりに
本研究では，プレゼンテーション発表時のスライ

ドと発言から聴衆者の理解する重要箇所を抽出し，

相違点を指摘するシステムを構築した．評価実験の

結果，システムを利用することで発表時の意識をあ

る程度変化させることができた．今後は音声が説明

しているスライド箇所を特定することで，より的確

なアドバイスが生成できるシステムへと拡張したい．
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中国（内モンゴル）における情報モラル意識の現状 
－日中比較研究：インターネット依存との関係－ 

 
The Current State of Information Literacy Education in Neimenggu 
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フスルト*1, 野崎 浩成*1, 江島 徹郎*1, 梅田 恭子*1 
Husiletu*1, Hironari NOZAKI*1, Tetsuro EJIMA*1, Kyoko UMEDA*1 

*1愛知教育大学教育学部 
*1Faculty of Education, Aichi University of Education 

Email: nozaki@auecc.aichi-edu.ac.jp 
 

あらまし：本研究では、内モンゴル（中国）の中高生・大学生および、日本人大学生を対象に、情報モラ

ル意識とインターネット依存度との関係を調査した。その結果、日中間で比較すると、インターネット依

存度に有意差がみられ、内モンゴルの大学生が日本人よりも有意に高いこと、インターネット依存度が低

い群の方が、情報モラル意識が全体的に高いこと、などが明らかになった。 
キーワード：インターネット依存度､情報モラル､日中国際比較 

 
 
1. はじめに 

情報モラルについて基本的な考え方は、日常のモ

ラルと変わらない部分が多い。日常のモラルで「し

ていけないこと」は情報モラルでも「していけない」

と考えられる。情報モラル課題については、情報発

信の場面でのプライバシーの保護、人権・著作権の

尊重、情報発信に伴う責任などが挙げられる。そこ

で、本研究では、安藤（2010）に基づいて、①情報

社会の倫理、②法の理解と遵守、③安全への知恵、

④情報セキュリティ、これら 4 つを、「情報モラル意

識」としてとらえ、その現状を日本と中国（内モン

ゴル）の 2 ケ国で調査することにした。 
 

2. 研究の背景と本研究の目的 
2.1研究の背景 

中国の内モンゴル自治区では中学校から寄宿生に

なる学生が多い。そして、2003 年から 2007 年まで

に中国全体の学生たちのインターネット利用の割合

が 54%～91%になった。インターネット利用の割合

が急に増加しているので、インターネットでの危険

も増えることが考えられる。 
2.2研究の目的 

本研究の目的は、日本人大学生と中国内モンゴル

中・高・大学生の情報モラルの現状を明らかにする

ことである。そして、情報モラルとインターネット

依存度の関係を調査する。インターネット依存度が

高くなっていると考えられる若者たちの情報モラル

意識がどの程度になっているだろうか。本研究での

調査を通じてこのような点を明らかにする糸口を得

たいと考えている。 
 

3. インターネット依存度と情報モラル意識の
関係について調査 

3.1 調査方法 

3.1.1 調査用紙 
インターネット依存度を測る調査用紙は「日本人

大学生のインターネット依存傾向測定尺度作成の試

み」（郑 艳花 2007）より引用した調査用紙（49 項目、

5 件法）を用いる。この測定尺度は、得点が高いほど

インターネット依存傾向が強いことを示している。 
情報モラル意識を測る調査用紙には「計画的に取

り組む情報モラル指導」（安藤 2010）を用いた。内モ

ンゴルでの調査では、これらの調査用紙を中国語に

翻訳したものを用いた。 
3.1.2 調査対象 

調査対象者としては、内モンゴルの師範大学 47 人、

内モンゴルウランㇹト第二中学校の高校生 50 人、中

学生 48 人であった。一方、日本は、愛知教育大学 40
人であった。 
3.1.3 調査手順 

調査対象者となった学生に調査用紙を配布し、回

答を依頼した。 
3.1.4 調査時期 

2013 年 10 月 7 日から 10 月 20 日までに内モンゴ

ルの学生の調査を行った。11 月 11 日、愛知教育大

学の学生に調査を行った。 
3.2 結果と考察 

3.2.1 インターネット依存度と情報モラル意識につ

いての分析 
日本人大学生のインターネット依存度の高群と低

群を比較した所、両者には、情報モラル意識（平均）

にはあまり差が見られないことが示された（表１）。

その一方で、内モンゴルの中学生・高校生・大学生

のインターネット依存度の高群の情報モラル意識

（①情報社会の倫理）が低く、インターネット依存

度の低群の情報モラル意識（①情報社会の倫理）が

高いということを分かった。 
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表１ インターネット依存度と情報モラル意識の

関係（日本人大学生） 
  モラル 

意識 
依存度 

①情報社会
の倫理 

②法の理解
と遵守 

③安全への
知恵 

④情報セキ
ュリティ 

高群(17 人) 23.00 21.56 20.56 18.19 
低群(23 人) 23.92 21.58 22.42 19.58 

 
 
表２ インターネット依存度と情報モラル意識の

関係（内モンゴルの大学生） 
  モラル 

意識 
依存度 

①情報社会
の倫理** 

②法の理解
と遵守 

③安全への
知恵** 

④情報セキ
ュリティ 

高群(16 人) 16.77 17.70 15.27 15.50 
低群(31 人) 20.20 19.27 20.73 18.40 

**p<.01 
 
表２には、内モンゴルの大学生のインターネット

依存度の高群と低群について、その情報モラル意識

の平均値を示した。t 検定の結果、①情報社会の倫理

（t(43)=3.83, p<.01）、 ③安全への知恵（t(43)=5.17, 
p<.01）で有意差がみられた。 ④ 情報セキュリテ

ィは有意傾向がみられた（t(36)=2.35, .05>p>.01）。 
よって、インターネット依存度の高群は、情報モ

ラル意識が低く、インターネット依存度の低群は情

報モラル意識が高い、という傾向があることが示さ

れた。 
 

3.2.2 情報モラル意識の 4 つの下位尺度の相関関係

についての分析 
情報モラル意識の 4 つの下位尺度について、相関

関係を分析した所、内モンゴルの大学生では、①情

報社会の倫理と③安全への知恵、②法の理解と遵守

と③安全への知恵、それらについて中程度の相関が

みられた（表３）。 
 
表３ 内モンゴル大学生における情報モラル意識

①～④の相関行列 
 ②法の理解と遵守 ③安全への知恵 ④情報セキュリティ 
①情報社会の倫理 .37 .43 .14 
②法の理解と遵守  .46 .23 
③安全への知恵   .23 
 
 

3.2.3 インターネット依存度と依存項目についての

分析 
内モンゴルの学生がインターネットを遊びで利用

する場合、「チャット」、「ゲーム」、「音楽と映画」を

選んだ人が多い。その一方で、日本人の大学生がイ

ンターネットを遊びで利用する場合では、「音楽と映

画」だけが多い、ことが分かった。 
3.2.4 生徒たちのインターネット利用カテゴリの割

合 
内モンゴルでは 76%の学生がインターネットを遊

びのため使っている。ただ、内モンゴルの学生のう

ち 17%の学生がインターネットを学習のため使って

いる、ことが示された。 
3.2.5 日本と中国（内モンゴル）の大学生のインター

ネット依存度の比較 
日本と中国（内モンゴル）の大学生のインターネ

ット依存度の平均と標準偏差を示した(表４)。t 検定

の結果、インターネット依存度の平均値には有意差

がみられた（t（83）= 4.93, p<.01）。 
よって、表４より、インターネット依存度は、内

モンゴルの学生のほうが日本人よりも有意に高いこ

とが示された。 
 

表４ 日本と内モンゴルの大学生の 

  インターネット依存度の平均と標準偏差  

      インターネット依存度**         

日本人    平均点  標準偏差 

（n=40）    97.2          31.2       

内モンゴル  平均点  標準偏差 

（n=47）    133.7         36.4            

**p<.01 
 

4. まとめと今後の課題 
本研究では、日本人大学生 40 人、内モンゴル師範

大学の大学生 47 人、内モンゴルの高校生 50 人、内

モンゴル中学生 48 人を対象に、インターネット依存

度と情報モラル意識の関係について調査した。さら

に、日本人大学生と内モンゴル大学生との比較を行

った。これにより、内モンゴルの学生たちの情報モ

ラル意識を明らかにすることができた。インターネ

ット依存度が高い群は情報モラル意識が高いと予想

された。しかし、本研究で行った調査結果を分析し

たところ、内モンゴルの大学生ではインターネット

依存度が高い群は情報モラル意識が低いという結果

が得られた。 
今後の課題として、インターネット依存度が高く

なっている者に対して、過度の依存を解決する方法

について教育することである。今回は、日本と内モ

ンゴルの比較調査を行ったが、今後は日本と中国以

外の諸外国についても比較調査を行うことが今後の

課題である。 
 

参考文献 
(1) 郑 艳花:"日本人大学生の「インターネット依存傾向

測定尺度」作成の試み"，心理臨床学研究 25(1)，pp.102-
107 (2007) 

(2) 安藤正幸:"計画的に取り組む情報モラル指導"，研究集

録 29，神奈川県立総合教育センター，pp.29-36 (2010) 

(3) 林徳治，慮雷，黒川マキ，井上史子:"ICT の教育利用

に関する日中の比較調査研究 : 中国山東省済南市を

対象として"，教育情報研究 : 日本教育情報学会学会

誌 21(1), pp.3-13(2005) 
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米国マサチューセッツ州の情報教育について 
－「知識と技能」分野－ 
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あらまし：本稿では，米国マサチューセッツ州における情報教育の｢知識と技能｣分野に関して概説し，我

が国のカリキュラムへの示唆を得ることを目的とする．概観した結果，情報技術の古きを知り新しきを知

るという，温故知新の視点が，我が国の教育に欠けていることが示唆された． 
キーワード：情報教育，カリキュラム，知識，技能，米国， マサチューセッツ州 

 
 
1. はじめに 
米国マサチューセッツ州の教育制度は，6 歳～16

歳が義務教育機関となっており，学校段階は以下の

通りである． 
小学校： 6 歳～10 歳，1 年生～ 4 年生 就学義務有 
中学校： 11 歳～14 歳，5 年生～ 8 年生 就学義務有 
高 校： 15 歳～18 歳，9 年生～12 年生 16 歳迄義務 
情報教育に該当する内容は，主に「知識と技能

(Knowledge and Skills)」，「技術的な知識と技能

(Technological Knowledge and Skills)」の分野において

学ぶ．情報の信憑性や著作権，情報コミュニケーシ

ョンのような内容に関しては「ラジオとテレビ放送，

デザインとビジュアルコミュニケーション，グラフ

ィックコミュニケーション (Radio and Television 
Broadcasting  Design and Visual Communications 
Graphic Communications)」の中で学ぶ．州の教育省

によって，学ぶべき事の項目は決められているが，

日本のように学年ごとにどこまで学ぶかは明示され

ておらず，各学校の采配に委ねられている．本稿で

は ， Massachusetts Department of Elementary and 
Secondary Education(ESE) によって策定された , 
Massachusetts Curriculum Frameworksに示されている

「知識と技能」分野に関して概説し，我が国のカリ

キュラムへの示唆を得ることを目的とする． 
 
2. 「知識と技能」分野について 
以下に，「知識と技能」に関して学習すべき項目と

して挙げられている内容の概要を示す． 
2.A 問題解決とトラブルシューティングができる． 

2.A.01c  問題を明らかにし，記録できる． 
2.A.02c  問題の考えられる原因を明示できる． 
2.A.03c 問題の解決策を決定し検討する． 
2.A.04c  基本的なトラブルシューティングと保 

守作業について説明し，それを実行できる．

2.B 基本的なネットワーク技術について説明できる． 

2.B.01c インターネットとイントラネットの機 
能について述べる． 

2.B.02c  ネットワーク用語を明示できる． 
2.B.03c  LAN と MAN と WAN を識別できる． 
2.B.04c  ネットワークの目的について述べる． 

2.C  ネットワークシステムのハードウエアとソフ

トウエアのコンポーネントについて述べ，これ

を使用できる． 
2.C.01c  種々のタイプのケーブルを使用してネ

ットワークを構築できる． 
2.C.02c  ターミナルがネットワークの構成にど

のように接続されるかについて述べる． 
2.C.03c  ダイヤルアップ接続に使用されるモデ

ムを確認し，これを利用できる． 
2.C.04c  ネットワークアプリケーション（ファッ

クス，ボイスメール，オンラインサービス，電

子メール）を区別できる． 
2.C.05c TCP/IP プロトコルの特質と用途を要約

できる． 
2.D  プログラミング概念について説明できる． 

2.D.01 コンピュータのプログラムとは何かを明

らかにできる． 
2.D.02c コンピュータのプログラムがどのように

作動するかを明らかにできる． 
2.D.03c 個々のプログラミング言語に適したアプ

リケーションを選択できる． 
2.D.04c  機能，方法，処理手続きを明示できる． 
2.D.05c  プログラミングの構造を明示できる． 
2.D.06c 手続き型プログラミングとオブジェクト

指向プログラミングを識別できる． 
2.D.07c フローチャート作成の目的と用途を明示

できる． 
2.E マルチメディアツールとグラフィックツールを

利用できる． 
2.E.01c  様々な双方向のメディアツールについ
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て述べることができる． 
2.E.02c  描画・絵画プログラムを使用して，イラ

ストレーションを作成できる． 
2.E.03c  外部の周辺機器を使用して，図画をイン

ポートやエキスポートすることができる． 
2.E.04c  種々のグラフィックファイルのフォー

マットを明示できる． 
2.E.05c  ビデオクリップを開き作動できる． 
2.E.06c  単純なビデオクリップを作成できる． 
2.E.07c  音声ファイルを再生し記録できる． 

2.F  HTML 文書を作成できる． 
2.F.01c 複数のアプリケーションを利用できる． 
2.F.02c 単純な HTML タグを使用して，HTML 文

書を作成できる． 
2.F.03c HTML 文書をブラウザで開く． 
2.F.04c 基本的なデバッグ技術を利用できる． 

2.G コンピュータのハードウエアを見分け，インス

トールできる． 
2.G.01c  コンピュータの主な分類を区別できる． 
2.G.02c 主要なハードウエアのコンポーネント

と，その機能と関係を区別できる． 
2.G.03c コンピュータの記憶装置のタイプを区

別できる． 
2.G.04c 適切にコンピュータを取り扱う事がで

きる． 
2.G.05c コンピュータシステムにハードウエアを

インストールし，設定できる． 
2.H コンピュータのオペレーティングシステムを使

用し，サポートできる． 
2.I ソフトウエアをインストールし，設定できる． 
2.J 職業と社会における情報技術の役割について説

明できる． 
2.J.01c 情報技術の歴史年表を描き出す． 
2.J.02c 専門的な認証を確認する． 
2.J.03c 技術の社会への影響力を明らかにする． 
2.J.04c 技術を確認し，職場や社会におけるその

用途について述べる． 
2.J.05c 社会や産業界における双方向メディアの

用途を描き出す． 
2.K セキュリティとリスク認識の問題について説明

できる． 
2.L プロジェクトのマネジメント技能を明示できる． 
2.M ドキュメンテーションを準備し，提示できる． 
2.N ユーザーサポートサービスについて． 
2.O ネットワークの設計コンセプトを認識． 
2.P 接続を確立するために TCP/IP を使用． 
2.Q ネットワークのパフォーマンスを維持し，監視

し，トラブル解決を行う． 
2.R インフラストラクチャ―のコンポーネントをイ

ンストールし，設定する． 
2.S ネットワークのアプリケーションをインストー

ルし，設定する． 
2.T ネットワークの管理と保護． 

2.U マザーボードをインストールし設定する． 
2.V 様々なバスのタイプを確認し，説明する 
2.W 様々な CPU のタイプを確認し，様々な CPU を

インストールする． 
2.X メモリモジュールをインストールする． 
2.Y 様々な記憶装置をインストールし，設定し，テ

ストする． 
2.Z  システムの消費電力要件を判定し，マルチメ

ータによって電圧をテストする． 
2.AA 様々なアダプターカード・インターフェース

カードをインストールし，設定し，テストする． 
2.BB 様々なアウトプット装置をインストールし，

設定し，テストする． 
2.CC 予防保全手続きを実行する． 
2.DD システムのバックアップと復旧を行う． 
2.EE  ハードウエアの問題を解決する． 
2.FF ソフトウエアの問題を解決できる． 
 
3. 我が国のカリキュラムへの示唆 

本稿では，ESE によって策定された, Massachusetts 
Curriculum Frameworksに示されている「知識と技能」

分野に関して概説した．我が国の情報教育において，

実施が必要と思われる内容の一つが，2.J の職業と社

会における情報技術の役割についてである．ESE の

示す実施例として，「情報技術の一つの領域について，

その発端から今日に至るまでをたどった年表を作成

する．それには，職業のことや，技術によって引き

起こされる主要な変化についても含めることとす

る．」と示されている．すなわち，情報技術の古きを

知り新しきを知るという，温故知新の方針である．

Windows が誕生する前のパソコン通信の時代を知れ

ば，Twitter や LINE のような短い文でのやりとりを

する双方向メディアが，けして新しい道具ではない

ことに気づくであろう．初期の頃は 1 行程度しか送

れなかったパソコン通信が，徐々に長い文章が送れ

るようになっていく技術の進歩とともに歩んだ人々

にとって，大容量のデータが瞬時に送れる時代に，

一言か数行程度の言葉のやりとりしかできないツー

ルがこれほどまでに流行るとは想像し得なかったで

あろう．単文によるコミュニケーションのずれや炎

上は Windows が誕生するずっと以前から起きてい

た．情報技術の歴史を知った上で，現代の社会的問

題とされているネットトラブルなどについて学ぶ視

点が，我が国の情報教育に欠けているため，そのよ

うな教育の必要性が示唆された． 
 

参考文献 
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Curriculum Frameworks, Massachusetts (2011) 
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韓国の情報リテラシー教育と情報倫理教育の現状 
     

 
Fact of Information Literacy and Information ethics Education in Korea 
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あらまし：社会の各分野でのコンピュータの普及により，情報リテラシー教育が重要になっている．韓国

では 1980年代後半から，小中学校にもコンピュータ教育を実施している．韓国の情報教育課程は認識教

育，プログラミング教育，応用ソフトウェアの活用教育，問題解決力向上教育の順に変わってきた．情報

機器の急速な発展に伴い，情報通信コミュニケーションの教育と情報倫理教育が重要な部分を占めている．

今後は，情報の処理過程に基づいての計算的思考力を向上させることにその中心点が移動している 

キーワード：情報教育, 韓国, 情報倫理教育, 情報リテラシー 

 
 
1. はじめに 
コンピュータの発展は，社会全般に拡散され，コ

ンピュータは，生活全般に渡って使用されている．

コンピュータを学ぶことは社会と疎通する重要な技

術であると言えるだろう．Wing（2006）は，計算的

思考がすべての人のため必要であると主張して，基

本的な教育 3R（読み取り，書き込み，数え）に加え，

4番目の要素として教育すべきだと主張している（6）．

  

一方，韓国では，多くのユーザーがサイバースペ

ースに接続し，さまざまな社会問題を引き起こして

いる．教育者らは，サイバースペースでの倫理教育

が重要であることを認識し，情報倫理教育を強調し

てきた．本稿では，韓国の情報教育の変遷過程を見

ながら，今後の情報教育の中心的な分野の変遷につ

いて議論する． 

 

 

2. 韓国の情報教育の変遷 
韓国の学校における情報教育の変遷過程は，教育

課程のモデルを中心に見ることができる．韓国の情

報教育は，コンピュータの認識教育モデル教育，プ

ログラミング教育モデル，応用ソフトウェア活用教

育モデル，ICT を活用した問題解決力向上モデルの

順に発展してきた(1)(2)． 

 

2.1 コンピュータの認識の教育モデル 

韓国のコンピュータ教育の開始時期に相当する．

この時期には，コンピュータの特性を理解すること

を教育の目標とした． 

 

2.2 プログラミング教育モデル 

この時期は，1970年代後半に該当する．すべての

コンピュータの学習者のプログラミング作成能力を

習得させて，自分に必要なプログラムを自ら開発し

て使用するようにした時期である．プログラミング

作成能力を育つことを教育の目標とした． 

 

2.3 応用ソフトウェアの活用教育モデル 

1987年，韓国文教部は「コンピュータ教育強化方

案」を発表した．パーソナルコンピュータの発達と

ともに，一般ユーザーが頻繁に使用するプログラム

が，商業的に開発された時期である．この時は，応

用ソフトウェア活用する能力を育つことを教育の目

標とした． 

 

2.4 ICTを活用した問題解決力向上モデル 

2000年代のインターネットの発達と様々な形態

の情報機器が開発された時期である．この時期は，

ICTを活用して，学習者の問題解決能力を向上させ

ることを目標とした．学校現場の準備不足のために，

ハードウェアの普及により重心を置いて実施し，学

生の思考能力（問題解決力）の育成にはある程度の

限界があった． 

 

2.5 計算的思考力の向上 

コンピュータ科学の発展の過程には多くの科学者，

技術者，数学者らの努力があった(3)．コンピュータ

サイエンスが独自の学問分野に発展する過程で形成

された独特の考え方である計算的思考をコンピュー

タサイエンスを中心に育てなければならないという

ことを強調する時期であると理解することができる． 
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2.6 リテラシー教育と情報倫理教育 

リテラシー教育は，韓国のコンピュータ教育の始

まりから実施されたと判断することが望ましい．し

かし，情報倫理教育は，パーソナルコンピュータの

普及以降の時期である，応用ソフトウェア活用教育

モデル以降の時期として見ることが望ましい．特に，

インターネットの急激な普及により，学生らがゲー

ムに没入するような現象が現れ始めた 2000年以来，

重点的に実施された．韓国のコンピュータのコース

を見ると，より明確に示されている． 

 

3. 韓国の情報教育の領域 
 

3.1 ICT活用のガイドライン 

1998年に発足した金大中政権は ICT活用を奨励し

た． 

2000年には「小，中等学校情報通信技術教育運営

指針」を発表（4）した．その内容領域は以下の 5分野

に分かれている．「情報の理解と倫理」，「コンピュー

タ基礎」，「ソフトウェアの活用」，「パソコン通信」，

「総合活動」．総合活動は，4つの領域を統合して活

動することであり，重要な内容は，総合活動を除い

た領域にあった．その中で，情報通信技術が社会に

与える影響に関する領域である「情報の理解と倫理」

は，そのタイトルが示すように，倫理教育がその内

容の半分近くを占めていた． 

2005 年には情報通信技術教育運営指針が改訂さ

れ，発表された（5）．この指針は，小学校１年生から

高校１年生までを５つの段階に分け，それぞれの段

階を５つの領域に分けて，達成すべき事項を示した

ものである．その領域は，「情報化社会の生活」，「情

報機器の理解」，「情報処理の理解」，「情報加工と共

有」，「総合活動」で構成された．倫理上の領域は「情

報化社会の生活」領域に含まれた． 

 

3.2 情報通信倫理教育の内容 

韓国において，情報倫理教育が強く進められるよ

うになったのは，ネット中毒と呼ばれるほどにコン

ピュータを利用することに起因すると考えられる学

生の逸脱行為と，サイバー空間での犯罪行為の増加

が原因であると考えられる．現行の情報倫理教育の

内容は，インターネットの逆機能（有害情報，中毒，

プライバシーの侵害，サイバーテロ，詐欺，著作権

侵害，ウイルス被害）を中心に扱っている．特に小

中学生を対象にした場合には，生活の規範，ルール

に関連する中毒現象，個人情報の保護，言葉の暴力，

著作権侵害，ウイルス被害，個人情報保護を中心に

扱う． 

しかし，情報技術の特性によって表示される技術

的な現象や，哲学のような深みのある内容について

はまだ扱っていない． 

 

 

4. 示唆 
情報教育は，コンピュータ科学技術が社会的に広

がっていく状況に応じて中心の内容を変更して発展

してきた． 

コンピュータ認識教育モデル，プログラミング教

育モデル，応用ソフトウェアの活用モデルは，コン

ピュータ技術がコモディティ化されて個人的に普及

される過程に現れた現象であると言えよう． 

現在のコンピュータ教育は，情報科学を中心とし

た独自の領域を確立していく過程である．韓国のコ

ンピュータ教育は，情報教育にその名を変え，情報

処理の過程そのものにより焦点を置くようになって

きた．また教育面では，情報科学の内容よりも，情

報処理機器を利用するユーザーの思考プロセスに，

より焦点を合わせてきたことを示している． 
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音のでるペン・絵本を用いた小学校における英語授業デザイン

A Proposal for English Classes in Elementary School  
-With Sound Pens and Picture Books- 

佐藤 久美子
*1, 島村 雄次郎

*1, 横山純子*2

Kumiko SATO*1, Yujiro SHIMAMURA*１, Junko YOKOYAMA*2
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玉川大学大学院教育学研究科（教職専攻）

*1Graduate School of Education, Tamagawa University 
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旺文社
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あらまし：旺文社で開発された「音のでるペン」を用いた英語教材（『ハッピープラネット』発表者佐藤が総合監修）

を小学校での英語活動に応用し、英語が教科になる2020年を視野に入れた、次世代型小学校英語教育・指導法を提案する

ものである。今回使用するポスターやワークシートは旺文社が開発し、小学校教員がこれを使った実践授業を紹介する。

企業、大学の研究者、小学校教員が協力し、これからの英語教育・学習環境デザインを提案する。 
 

キーワード：音のでるペン，英語絵本，小学校，次世代型，英語教育 

1. はじめに
2011 年度より、小学校５、６年生において英語教

育が必修化となった。楽しい英語活動を目指し、ベ

ネッセの 2013 年の調査によると、７割近くの子ども

たちは英語の授業に満足しているという。一方で、

小 学 校 に よ っ て は ALT （ Assistant Language 

Teacher）がもっぱら主として英語で教えていたり、

担任が英語と日本語を使い教えたりと、内容にはか

なりばらつきが見られる。担任が教えている場合は、

児童の気持ちを察し、楽しめるコミュニケーション

活動を取り入れることができるが、英語の発音自体

に自信のない教員が多い。英語の単語・フレーズや

発話力に、限りがある。ALT が教えている場合は、

子どもが実際に興味を持つ場面や必然性のある会話

場面の構築に、問題が多くみられる。 

しかし、2014 年、文部科学省から 2020 年には５、

６年生は英語が教科化になり、３年生から必修化と

いう方針が発表された。少しでも、全国でばらつき

のない、子どもが興味を持ち、かつ、必然性のある

場面設定を行い、担任の発音問題を解決する教材、

指導法の開発が急がれる。 

そこで今回は、小学生の英語教育で大いに推進さ

れる絵本を用い、かつ、「音のでるペン」を用いてこ

の絵本を指導する指導法、教材を提示することが目

的である。すべての絵本に含まれる単語、フレーズ

を触れるだけで音がでるので、担任の発音不安が解

消される。さらに、絵本を読み聞かせるだけでは終

わらずに、電子黒板と音のでる英語ポスターを使用

し、必然性のある会話場面を設定しながら、子ども

が話したいことを表現する指導法を紹介する。

2. 「音のでるペン」の開発上の工夫
本研究に用いた音声ペンは、児童が使用するテキ

ストに特殊な印刷（ドット状のコード）を施し、そ

のコードをペン先端の光学センサーで読み込むこと

で、プログラムを起動する仕組みになっている。児

童は紙面をタッチするだけで、聞きたいときに、聞

きたいだけ、ネイティブによる良質な英語のインプ

ットが可能となる。 

外国語活動を行う際の課題の１つは、児童に英語

の音声を聞かせる機会をどれだけつくれるかという

ことである。ALT が常に授業に参加できるのが理想

であるが、現実的には学級担任だけで進めることが

多くなると考えられる。英語の発音に不安を感じて

いる教員にとっても、音声ペンによる英語音声のイ

ンプットは授業運営に自信と余裕を与えると考えら

れる。 

また、児童が使用することを意識し、ペンの電源

を入れた後は、紙面をタッチするだけで動作するよ

う、簡単な操作性を追求した。ペン本体には電源ボ

タンと音量調節ボタンのみ搭載しているので、操作

を間違えることもない。安全面では、欧州玩具安全

規格(EN71)に合格しており、小学生も安心して使え

る仕様となっている。 

なお、本研究で用いた音声ペンは、録音機能、ゲ

ーム機能も搭載している。楽しいアクティビティを

通して英語を身につけることを重要視しながら、音

声ペンの録音機能で英語の発話を自然に促す、イン

タラクティブな教材を目指し、開発した。
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3. 「音のでるペン」での一斉授業の可能性
小学校の外国語活動は、子どものコミュニケーシ

ョンの素地を育てるためである。そのために必要な

のは子どもが英語を話したくなる状況を教師が意図

的に作り出すことである。 
外国語活動の主活動の大きな流れは、①状況の設

定②単語練習③ダイアローグ練習④アクティビティ

となる。最終的にはアクティビティの段階で子ども

が自信を持って話すことができるように授業を組み

立てる。そこで大切なのがダイアローグ練習である。 

 

3.1 ダイアローグ練習
図1は旺文社の教材である。日常的な生活の場面

が漫画になっていて、音声ペンでタッチすると英語

が聞こえる仕組みになっている。ダイアローグ練習

は「教師対児童」→「教室の左半分対右半分」→「男

子対女子」→「隣同士」と大勢から２人組へと、よ

りリアルなコミュニケーションに近づけていく。し

かし、一斉授業の隣同士のペア練習になると、教師

は全員をゆっくりと指導する余裕がない。そこで、

音声ペンを活用するのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 旺文社英語絵本  

ペアに１枚、ダイアローグのシートと音声ペンが

あると、発音など不安なところをその場で確認する

ことができる。 更に図２のように情報量を抑えた吹

き出しにすると、役割が明確化されたシートになる。 

図2 吹き出しつきポスター 

3.2 視覚的情報と音声情報
 小学校の外国語活動は原則文字の指導をしない

ため、ダイアローグ練習の際、子どもの視覚的な情

報を与えるために、吹き出しやイラストを使うこと

が多い。絵本を理解させるには、この視覚情報プラ

ス音声情報の両方を与え、児童にも、この両方に注

意を払うように指導することが大切である。最後に、

児童がその発達年齢に従い持っているであろう、背

景的知識が使える場面を含む絵本を与えれば、より

理解しやすくなるであろう。そこで、日常生活の場

面の中で、日常生活で使えるフレーズを導入するこ

とで、実際の生活でも早速使うことが可能になり、

身近な体験や経験を話すという目標にも近づくこと

ができる。 

3.3 教師のための教材
さらに、音声ペンは、教師の教材研究用にも活用

できる。現在、小学校で使用している副読本「Hi, 

friends!」（文科省）には教師用の指導書がある。指

導書とは別に音声 CD が付いてくるが、教師が教材研

究をしようとすると、その CD を聞く必要がある。小

学校教師は毎日全教科を教えているため、実は、教

材研究の時間を十分に取ることができない。そこで、

音声ペンで指導書をタッチし、音声が必要なだけ聴

ければ、教師の教材研究が格段に楽になるのである。 

 

3.4 アウトプットにつなげる表現活動と実践授業
音声ペンで音がインプットされ、それを児童が反

復・模倣し、会話に慣れることが容易にできる。そ

して最後に行うことは、模倣で終わらずに、音ので

る本やポスターで学んだ表現を使い、自分たちの話

をすること、すなわち、アウトプットすることであ

る。コミュニケーション力の育成とは、学んだ表現

を正しく繰り返すだけではなく、自分の経験や身近

なできごと、話したいことを表現できること、皆の

前で堂々と話せることで身につくのである。このメ

ディアを使った授業を従来の指導法で行った授業と

比較し、児童の表現力にどのような差がみられるの

か、その実践授業の結果と成果を今回発表する。 

今後、音声ペンと電子黒板という新しい教育媒介

を用い、さらに、担任の工夫と授業力を合体させる

ことで、2020 年を視野に入れた、学習効果が高い、

かつ、楽しい授業が推進できると期待している。 
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語学教育のための学習環境デザイン 

－eポートフォリオ連動型フランス語学習デジタル教材－ 

 

Design of Learning Environment for Language 
-Digital Materials with ePortfolio for Studying French- 

 
有富 智世, 喜久川 功 

Chise ARITOMI, Isao KIKUKAWA 
常葉大学 

Tokoha University 
Email: aritomi@fj.tokoha-u.ac.jp 

 
あらまし：初修外国語教育を対象に，授業内外での汎用性を備えたフランス語学習デジタル教材の開発を

行った．本教材は，紙教材とデジタル教材の双方のメリットを鑑みて制作し，学習支援のポートフォリオ

も学習コンテンツと連動させる仕組みで作り上げた．一般的なフランス語入門用教科書との併用が可能で，

PC 並びにスマートフォン等での同等使用も実現した．学習環境デザインから創成した本教材から現場が

求める教材について呈したい． 
キーワード：語学教育，フランス語，学習環境，デジタル教材，e ポートフォリオ 

 
 
1. はじめに 

初修フランス語教育における授業改善や自主学習

促進を視野に入れた教材の研究開発を行ってきた．

授業の内外で学習のベースとなる教材は，学びの主

軸となるツールである．授業者と学習者の双方にお

いて，教室環境や学習活動に適合する汎用性の高い

教材が求められる．そこで，紙教材とデジタル教材

の双方のメリットを融合し，学習支援のポートフォ

リオも学習コンテンツと連動させてフランス語学習

を広く支援する先進的な第二言語学習支援システム

を構築した（デジタル教材「Web〈なびふらんせ〉」：

2013 年 4 月 1 日より公開)．本教材は，一般的なフ

ランス語入門用教科書との併用ができ，PC 並びにス

マートフォン等での同等使用も可能にした．語学教

育に携わる者の視点から創成した本教材は，いま現

場で求められている教材を形にしたものである．本

稿では，他の言語教育においても参考例となり得る

学習環境のデザインを呈する．  
 
2. デジタル教材の概要と活用 

フランス語入門用教科書で学習する文法範囲を

12 課で構成し（実用フランス語技能検定試験 5級レ

ベル），各課に 7つの学習コンテンツ（文法，文法練

習問題，語彙と表現，動詞活用，動詞活用練習，資

料，写真と動画）と総合問題のコンテンツを備え，

独自開発の eポートフォリオを搭載した． 

授業では紙教材の教科書をベースに進める教員が

多い．これは「読む」「書く」行為との関係において

紙の利便性を重要視しているからである．授業では，

学習者個々に教科書を有効利用させながら同時にデ

ジタル教材の効率性を活かして学習コンテンツを導

入し，学習活動の活性化を図ることが望ましい． 

2.1 文法のコンテンツ 
文法コンテンツは文法参考書に当たる．学習者に

は予習/復習用に提供でき，プリントアウトで使用し

た場合もノートや参考資料として活用できるよう配

慮した（PDF/A4 サイズ約 2 枚で作成）．紙教材の良

さを取り入れ，かつ必要に応じていつでも Web で確

認できる「ミニ文法参考書」である．これを授業時

の文法解説では「デジタル教科書」として使用する．

黒板使用による解説からプロジェクターで例文や図

表を提示し，時間短縮で効率よく解説が行える．学

習者にとっても表示の見易さは解り易さに繋がる．

iPad 使用の場合は，注目させたい箇所を簡単に拡大

/縮小できる点でさらに有効性が高まる．授業外の学

習支援としても理解に遅れの見られる学習者を置き

去りにせず，細やかなサポート教材の提供となる． 

2.2 文法練習問題のコンテンツ 
デジタル教材の良さは，紙教材のような紙面の制

限を受けないことである．文法事項定着のための充

分な問題数を用意し，学んだ文法をクイズ感覚で解

きながら習得度を高めていけるものとした．反復学

習を想定してアクセスする度に問題はシャッフルさ

れる．語学学習の練習問題としては，「書く」行為も

含め設定した．また，授業時にこのコンテンツから

プロジェクターで練習問題を提示し，必要に応じて

板書やハンドアウトの手間もなく練習問題の追加が

できることも想定し作成した．（総合問題のコンテン

ツも同様の活用ができる） 
2.3 資料および写真と動画のコンテンツ 

語学学習において文化事項の学びと関連付けて学

習活動を展開することは大切である．紙教材では紙

面の有限性から資料や情報の掲載に制限が加わる．
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デジタル教材はこの問題を一掃し，豊富な資料や多

くの写真と動画の提供を可能にする．授業時にこれ

らを有効利用して様々な学習活動が行える． 

また，言語が話されている背景（現地）の歴史，

生活，文化，芸術等について学習者が関心を深め，

さらに知りたい情報へと自らアクセスする学びへ導

けることも期待できる．デジタルという媒体で学ぶ

からこそ見込める学習効果である．さらに，本コン

テンツは，場面に合わせた対話文の作成や文化事項

の調べ学習等にも利用でき，iPad 等でのグループ学

習にも展開できる点で学びの拡張が望める．  

2.4 その他のコンテンツ 
語彙と表現，動詞活用，動詞活用練習のコンテン

ツは，フランス語/日本語が瞬時に移行するカード形

式の Web 教材版で，「文字の提示」と「音声の確認」

と「語彙の暗記」を同時に学習させることができる． 

また，動詞活用も練習問題で効率よく量を消化し

ながら慣れさせていくもので，学びたい時に PC やス

マートフォンから気軽に学べ，反復練習ができる教

材の提供となっている． 
 

3. e ポートフォリオ 
学習者は教室での学習内容と平行し，先述の学習

コンテンツを用いて自主学習を進める．ポートフォ

リオは，学習コンテンツを使って学ぶ「学習サイク

ル」の連環の中で学習記録が自動的に蓄積され，学

習過程と習得度を学習者自身が省察しながら語学学

習を継続していけるようシステム化を図った. デジ

タル教材の各課学習の区切りに「テスト」を用意し，

学習者は「テスト結果」から学習の「省察（コメン

ト）」を記述する．デジタル教材ならではの即時性や

効率性および利便性から学習者各自が自己省察およ

び学習過程におけるフィードバックを手軽に行い，

タイミングを逃さない効果的なポートフォリオを実

現化した． 

また、ポートフォリオには，「クラス設定」と「ポ

ートフォリオ・ベストプラクティス」の 2 機能を加

えて拡張させた． 

「クラス設定」機能は，教員がクラス毎のポート

フォリオ一覧から学習状況の把握および理解度等の

情報を集約的に得て授業に反映できるよう開発した

ものである．個別対応やクラス単位の現状把握のみ

ならず，学期末の評価等においても相対的な参考資

料として利用できる． 

「ポートフォリオ・ベストプラクティス」機能は，

ある学習者のポートフォリオを氏名・学籍番号等を

匿名にして保管し，他者に公開可能なフォーマット

で提示できるもので，授業を共有する学習者間での

学習過程の見直しに繋げられるものである．他者と

繋がり，情報の共有化が図られるデジタル教材の良

さを活かして授業時にフィードバックで利用できる

よう開発した． 

 

4. おわりに 
現在はスマートフォンが普及し，様々な語学教材

のアプリもダウンロード可能である．しかし，授業

形態で使用するフランス語入門用の何らかの教科書

と併用でき，「読む・書く・聴く・話す」の総体的学

びに配慮し，かつ異文化理解の学びにも通じたデジ

タル教材は，アプリでは存在しない．学習内容自体

に偏りのあるものやインストラクショナルデザイン

を感じられないものが散見される．授業形態を主と

した授業内外での学習において効果的に利用するに

は補足のためにかなりの工夫を要する．デジタル教

材の開発においては，インストラクショナルデザイ

ンを強固なベースに，学習者に何を実行すれば着実

に力がつき，学習を継続する中でどう発展するのか

を明解に知らしめ，学習者の心理に立った教材の具

体化に腐心した． 

紙媒体である教科書，PC，スマートフォン等の各

特性を活かして使い手の可能性を拡げ，学習の目的

やタイミング（状況）に応じてこれらを自由にシフ

トできる学習環境を整えることが有効だと考える．

学びのための教材を様々に提供しつつこれらが有機

的な繋がりを成すことを学び手に明確化し，学習者

が複数の教材を自由に繋げて学び方を見出せる媒体

を創ることが，教育の情報化の推進においてまさに

求められている教材開発ではないだろうか． 

教材間の繋がりや連環的学びが学習者に明示され，

授業時における「学習コンテンツ」の導入，「クラス

設定」機能を利用した「e ポートフォリオ」の取り

込み，「ポートフォリオ・ベストプラクティス」機能

を使用してのフィードバックなどにより，授業の内

外で教員と学習者が結びつき，学習者間においても

学びの共有が図られることが理想である．このよう

な学びの実現を可能にする学習環境のデザインを現

場の教員が主体的に教材開発に取り組み，公表して

問うていくことが，新たな学びのあり方の模索に繋

がるのではないだろうか． 
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デジタルペンを活用した遠隔授業での仮想机間巡視システムの研究 

今井順一 

千歳科学技術大学 

Study of Walk Around the Class and Check System Using the Digital Pen 

     Junichi IMAI 

Chitose Institute of Science and Technology 

Email: j-imai@photon.chitose.ac.jp 

 
あらまし:北海道では,過疎地域や離島の小規模校と都心部の大規模校との間における教育格差を解消するために，大規模校と小

規模校間でテレビ会議システムを利用した、遠隔授業が導入されている．しかし，教員が通常の対面授業のように机間巡視を行

うことが出来ないことから，生徒の授業理解の把握に困難状況が生じると言った課題が挙げられている．このような課題に対し，

本研究では筆記データを PC上に送信できるデジタルペンを活用し，筆記データを遠隔で授業を行う教員にリアルタイムに送信

することで仮想的な机間巡視を行えるシステムを構築し，解決を図ることとした． 
 

キーワード：デジタルペン，遠隔授業，机間巡視，リモートデスクトップ 

 
1．はじめに 

 北海道では少子化等の影響もあり，地域の過疎化に伴

い，地方の高校の小規模校化が進行している．併せて，

離島や郡部の小規模校等では教員数が少ないこともあ

り，都市部にある大規模校並みの教育水準を維持する

ことが困難な状況が見られる．このような問題を解決

するために，ICT を活用した遠隔授業システムを活用
した教育が，離島や地方の小規模校において導入され

ている．この取り組みをさらに進め，実りあるものに

するためるため，北海道教育委員会は 2013 年度から
2016年度の 4年間の予定で文部科学省の研究開発校制
度を活用し，遠隔授業による単位認定を目指すことと

した．そのため，生徒のニーズに対応した選択科目の

拡充を進め，都市部と変わらない教育環境を提供し，

教育水準の維持向上を図り，教育活動の充実に務める

研究が始まっている(1)． 

 
2.仮想机間巡視システム 
現在，北海道内で試行的に行われている遠隔授業は，

地方の小規模校(以下，キャンパス校とする)と都市部の
大規模校(以下，センター校とする)をウェブカメラやマ
イクで接続するテレビ会議形式を採っている．しかし，

この形式では教員と生徒が離れた教室にいるため，生

徒の様子を把握し難いとの指摘が，授業担当教員のア

ンケート等から多く見られた． 
本研究では，生徒の授業理解の度合いを見極める机

間巡視が，遠隔授業ではその実施が困難であることか

ら，遠隔授業時に机間巡視の代替えと成り得るシステ

ム構築のため，筆跡情報のデジタル化が可能であるデ

ジタルペンを利用し課題解決を図ることとした．デジ

タルペンは，生徒の筆跡情報をパソコン上にリアルタ

イムで表示することが可能になる．教員はデータをリ

モートデスクトップシステムにより閲覧し，生徒一人

一人の学習状況を把握することにより，遠隔地の生徒

に対しても，対面授業時に机間巡視を行っているのと

同様の状況を作り出し，対面授業と同一の水準での指

導を行うことを目指すことにより，授業の質保障を担

保することが期待されるのである． 

 

図 1:仮想机間巡視システムのイメージ図 
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 システムを構築するにあたり，既存の機材やシステム

を組み合わせて使用した．デジタルペンはアノト式デ

ジタルペンを使用し，専用の Bluetooth 受信機で受信
する．送信された筆記データの閲覧には大日本印刷社

製の Open NOTE を使用した（図 1）． 

 

3.実証実験 

 構築した仮想机間巡視システムの実用性を検証する

ために，本学において仮想的な遠隔授業の環境を構築

した．実験ではキャンパス校を想定した教室に本学の

学部 1年生 10名を生徒役として配置し，センター校を
想定した教室には教職課程を履修している学部 4 年生
を教員役として配置し，実際に数学の遠隔授業を行っ

た．実験を開始する前に，生徒役の学生 10名にはデジ
タルペンの使い方の簡単な説明を行い，教員役の学生

にはOpen NOTEや他の機材等の使い方の簡単な説明を

行った．図 2，3は，リモートデスクトップを介して見
ることが可能な，授業時における生徒のノート画面で

ある． 

 

 

図 2.OpenNOTEで見た全体のノート画面 
 
 

 

図 3.OpenNOTEで見た個人のノート画面 

4.評価 
 実証実験終了後に生徒役の学生と教員役の学生にそ

れぞれヒアリング調査を行った．ヒアリングの結果，

仮想机間巡視システムを使用した遠隔授業に対しては，

生徒役の学生，教員役の学生双方から概ね好意的な意

見が得られた．ただし，ノートを遷移する際に Open 
NOTE のシステム上の問題から，ノートを一斉に遷移
させなくてはならず，その手順が複雑で解りにくいと

いった意見が挙げられた． 
生徒役の学生からの意見としては解らない部分が出

てきても，ペンが止まっていることを教員に気付いて

もらうことで，1人で悩まずに指導を受けることができ
て良いという意見や，自分のノートが常に見られてい

ることで緊張するといった意見も挙げられた．教員役

の学生からの意見としては，生徒全員のノートを常に

見ることができるため，生徒全員のペースに合わせて

授業を進行できるといった意見や，ノートを見てその

状況に応じて個々に指導を行うことができて良いとい

った意見も挙げられた． 
 
5.まとめ 
 本研究では遠隔授業時に，机間巡視を直接行うこと

が出来ず，生徒の学習状況の把握が不十分となる課題

に対して，デジタルペンを活用した机間巡視の代替と

なるような遠隔授業支援システムを構築し，実証実験

を行った．構築した仮想机間巡視システムは，実証実

験後のヒアリング調査では概ね好意的な意見を得るこ

とができた．しかし，ノート遷移が複雑であることな

ど，問題点も散見された．そのため，ノートを遷移す

る際の簡易マニュアルの作成や全体の利用手順の単純

化を図ることが必要と思われる．今後は実際の高校の

教室からの実証実験を行い，その実用性の検証に取り

組む予定である． 
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複数のタブレット端末とポータブルな力覚提示デバイスを用いた 
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あらまし：本稿では，複数のタブレット端末と力覚提示デバイス（SPIDAR-tablet）を用いて力積の変化
を体験することができる学習支援システムを構築する．学習者は画面上の対象物を指で弾いて打つと同時

にその衝撃を指で感じることができる．また，複数のタブレット端末で対象物の位置を共有することで同

一の仮想実験環境を共有できると考えられる．検証では，本システムを用いて被験者が跳ね返りによる力

積の変化を体験できることを確認した． 

キーワード：タブレット端末，力覚提示デバイス，初等力学，学習支援システム 
 
 
1. はじめに 
近年，学習の現場でタブレット端末などの情報機

器を導入する事例が増加している(1)．またタブレッ

ト端末に組み合わせて使うことで同時に力覚を体験

させることができるデバイスに SPIDAR-tablet があ
る．SPIDAR-tabletはタブレット端末と組み合わせる
ことで，タッチ操作と同時に 2次元的な力覚（最大
出力:X,Y方向各 2[N]）を学習者に提示できるデバイ
スである(2)．Hidaniらは SPIDAR-tabletとタブレット
端末を用いて学習者による実験環境の自由設計が可

能な仮想滑車実験環境を構築した(3)．このシステム

では，直接指で滑車を配置することができ，様々な

滑車の組み合わせによる重さの変化を力覚が伴った

操作で比較することができる．しかし，近年このよ

うな個人学習を対象とした SPIDAR-tablet を用いた
初等力学の学習支援システムの研究は開発されてい

るが，複数人の学習者を対象とした研究はない． 
そこで，本研究ではエアホッケーを題材とした仮

想実験環境を構築し，複数のタブレット端末と

SPIDAR-tablet を用いた学習支援システムを構築す
る．学習者らは本システムを用いることで，知識や

発見を共有し合いながら体験学習ができると考えら

れる．また仮想実験環境と SPIDAR-tablet を利用す
ることで，跳ね返りによる衝突時の力積の変化を体

験できると考えられる．このシステムを用いて学習

者は視覚と力覚から力積の変化を判断する．そのた

め検証では，システムを実際に用いて得られる出力

の変化に対する学習者の評価の精度を調査し，学習

者に与えるフィードバックの正確性を確認する． 
 
2. ユーザインタフェースと操作方法 
2.1 仮想実験環境の構成 
図 1にタブレット端末の画面に表示される仮想実

験環境とアイテムの名称を示す．システムを起動す

ると仮想実験環境が表示され，中心に円形のパック

が静止している．指で接触した箇所に正方形のマレ

ットが表示され，ドラッグすることでこれを操作で

きる．マレットをパックに衝突させることでパック 
を打つことができる．またタブレット端末の上部に 
 

 
図 1 仮想実験環境 

 
1パックを打つ 2.パックを受け取る 

  
図 2 跳ね返りによる力の変化 

マレットマレット

パック

通信接続ボタンパック動作を設定するボタン
（力積の変化を体験可能）

パックを打つ

力を体験

パックを受け取る

跳ね返り

力を体験

（打った
時より
弱い）

力積の変化の体験が可能なユーザインタフェース 
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図 3 システムの外観と情報通信の詳細 

 
は力覚提示デバイスの SPIDAR-tablet を装着してい
る．これにより学習者は中央のリングに指をかける

ことで，パックを打つと同時にパックを打った時に

生じる力を体験できる．パックは壁に跳ね返ると，

跳ね返りにより速度が減衰する．衝撃力は速度に比

例するため，図 2に示しているようにパックを受け
取る時に生じる力はパックを打った時に生じる力よ

り小さくなる．また，図 1の左側のボタンを使用す
ることで跳ね返りによる力積の変化を体験できる． 
 
2.2 仮想実験環境の共有 
図 3 にタブレット端末と SPIDAR-tablet を用いた

システムの外観を示す．図 1の右下の通信接続ボタ
ンを押すことで，仮想実験環境の共有が開始され，2
台のタブレット端末で同一の仮想実験環境の操作と

力の体験が可能になる．このような通信によって学

習者らがパックを打ち，受け取る時の衝撃の変化か

ら仮想的な実験の体験が可能であると考えられる． 
 
3. 検証実験 
本実験において，システムを用いて得られる出力

の変化に対する学習者の評価の精度を検証する．実

験では被験者 4人（大学院生 2名（A, B），大学生 2
名(C, D)）を 2組に分け，1組ごとにパックを打つ側
と受け取る側に分け，受け渡しを 2回行わせた．受
け渡し後，受け取った側の被験者に 1度目に体験し
た出力と 2度目に体験した出力を比べさせ大きさが
どのように変化したか回答を得た．今回パックを打

つ側の仮想実験環境には出力値を表示しており，受

け取る側が感じた大きさの変化を確認することで実

際に出力された数値と照らし合わせ，回答の正誤判

定が行う．被験者が正しい回答をした場合は「正」，

間違えた回答は「誤」，わからない場合は「不明」と

している．この試行が 30回行われた後，打つ側と受
け取る側を交代して，同様の実験を行った．図 4は
出力値の変化に対する被験者の回答を示す．横軸は

システムにより被験者に提示された 1度目の出力値，
縦軸は 2度目の出力値を示す．図中の「誤」，「不明」
のおおよそ近くに「正」が散布されているが，これ 

 
図 4 出力値の変化に対する被験者の回答 

 
は知覚が安定していなかったため偶発的に正解した

場合や個人差による知覚の違いなどが原因であると

考えられる．図 4より被験者は比較対象の出力値の
差が約 0.4[N]以上であると正確な判断を行っている
ことを確認できた．しかし，それ以下の差であると

判断することが難しいことや，被験者の意見から出

力値が 0.6[N]以下であると力を知覚すること自体が
難しいことなども確認できた．また今回の結果に則

した跳ね返り係数を設定した図 1の左側のボタンを
使用することで，学習者が壁の跳ね返りによる力積

の変化を体験したことも確認できた． 
以上のことから，本システムを用いた力積の変化

を体験する実験において，学習者に適切な力覚フィ

ードバックを与える必要があると考えられる． 
 
4. まとめと今後の課題 
本稿では，複数のタブレット端末と SPIDAR-tablet

による学習支援システムを構築した．今回の検証か

ら，システムを用いて得られる出力の変化に対する

学習者の評価の精度と跳ね返りによる力積の変化を

体験できることを確認した．今後の課題として，被

験者が正確に体験できる出力値について更に検討す

ることや，共同に学習ができるシステムへの向上な

どが挙げられる． 
本研究の一部は，日本学術振興会科研費

（No.24501199）の助成による． 
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e ポートフォリオを活用した実践的インターンシップの 

産学連携支援に関する考察 
   A Study on the industry-university cooperation of practical internship 

using e Portfolio 

新目 真紀*1, 半田 純子*1, 長沼 将一*1, 玉木 欽也*1, 小松 大*2

Maki ARAME, Junko HANDA, Shoichi NAGANUMA, Kinya TAMAKI, Masaru KOMATSU 
*1青山学院大学ヒューマン・イノベーション研究センター *2朝日ネット株式会社
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あらまし：専門人材を育成するための実践的なインターンシッププログラムを実施するためには産学の密

接な関係が重要となる．本研究では実践的インターンシップを実施するにあたって、準備段階から e ポー

トフォリオを活用することによって、事前研修、実施中の振り返り、事後研修における産学連携を支援し

た．本実践結果をもとに、実践的インターンシッププログラムにおける効果的な e ポートフォリオの活

用方法を提案する．

キーワード：実践的インターンシップ，産学連携，インターンシップの実施評価，e ポートフォリオ

1. はじめに
大学におけるインターンシップ実施割合は年々高

くなっている．2013 年の文部科学省の調査では，大

学全体の約 7 割が，インターンシップを大学の単位

として認定している(1)．2011 年の中央教育審議会(2)

では，インターンシップにおける地域・産学の連携

の必要性が提示され，インターンシップの充実・深

化が，キャリア教育の体系化という観点からも重要

な政策的課題であることが提示されている．

青山学院大学ヒューマン・イノベーション研究セ

ンター（HiRC）は，文部科学省の平成 25 年度成長

分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事

業に採択され，ソーシャルメディアやモバイルコミ

ュニケーションを有効活用し，次世代インターネッ

トにおける危険・脅威に対応するための基礎能力を

備えた人材育成に取り組んだ．本事業において，イ

ンターンシップは，育成プログラムに参画した学生

が，中核的専門人材としてのアドバンテージをもっ

て，就職活動ならびに就業活動に臨むことができる

ようになる実践的な学習の機会として位置付けてい

る．そこで本研究では，専門家育成プログラム受講

者向けの実践的なインターンシップの産学連携支援

方法について考察する．

2. 研究の目的
2013 年に HiRC が実施した企業，大学キャリアセ

ンター，学生を対象としたインターンシップに関す

る意識調査から 3 者間の連携それぞれに課題がある

ことが明らかになった(3)．(1)待遇や学生の扱い，情

報の不足など企業側に改善が必要な問題．(2)実施時

期と授業との兼ね合いなど，大学と企業の両方で改

善につなげられなければならない問題．(3)インター

ンシップの効果が上がるように，学生の目的意識を

明確にさせるなど，大学と学生個人の課題．そこで

本研究では，実践的インターンシップを実施するに

あたって必要な支援をインターンシップの事前段階，

実施段階，事後段階に分けて考察する．

3. 先行事例の知見
インターンシップについてハンドブックを公開し

ている北米のブリガムヤング大学と，インターンシ

ップに SNS 環境を利用しているオーストラリアの

ロイヤルメルボルン工科大学の事例から産学連携で

考慮すべき点を検討する．

まずブリガムヤング大学には，インターンシップ

に関する取りまとめを行うインターンシップオフィ

スが存在し，インターンシップを実施する意義を大

学、学生、企業の立場から説明し，実施前の研修や

実施中の指導評価についてガイドラインを提出して

いる．インターンシップ実施前のオリエンテーショ

ンでは，履修方法，課題，評価，担当教員との連絡

方法，保険，契約，不測の事態への対応などの説明

をすることがガイドされている．学部や学生と受入

先とは，インターンシップに関する覚書きを交わし，

保管することを義務付けている．インターンシップ

実施期間中は，学部にインターンシップのアドバイ

ザを設置し，受入先に電話をしたり，訪問したり，

学生にインタビューしたりして，インターンシップ

の状況を把握し指導することを推奨している．一方，

受入先企業にも，学生の学習目標を理解し，インタ

ーンシップのアドバイザに学生の出席状況を含め，

定期的にレポートすることが求めている．評価には

2 つのレベルが存在し，(1)アンケート形式で学生自

身が自分の経験を評価するもの，(2)受入企業が実施

中に最低 2 回は学生の活動評価するもの，そして，

学部として全体的な取組について評価を行っている．

学部は，学生への評価，フィードバックのために，

受入先企業と連絡を取るように義務付けている．

次にロイヤルメルボルン工科大学で行われている

ソーシャルメディアを活用したインターンシッププ
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ログラムの概要について説明する．同大学では，イ

ン タ ー ン シ ッ プ と い う 用 語 は 使 わ ず ，

enterprise-learning という表現を使っている(3)．概要

としては，企業での現場での実習時間（週 3－4 時間）

以外にソーシャルメディアで企業とのつながりを持

ち，ネット上で実務経験を得たり，その経験を共有

したりするものである．学内で選考された学生と協

力企業が Yammar というソーシャルメディアでコミ

ュニティを形成し，12 週間にわたり実習を行う．学

生は，大学に授業料を払うが，企業からは賃金は得

ない実践的な学習体験を主としたものとなっている．

学生の活動については，大学側の担当者と企業側の

担当者で評価され，その結果に応じて，単位を得る

ことができる．

先行事例の調査から，産学連携体制を支援するた

めには，インターンシップの事前段階から関係者間

のレディネスを高めることが効果的であると考えら

れる．また評価は，企業，学生，教員それぞれが実

施し，時間の経過とともに蓄積される．省察におい

ては，多段階で実施するのが効果的と考えられる．

本研究では，上記 2 点の支援に e ポートフォリオを

活用し，実践結果をもとに有効性を検証する．

3．研究方法
3.1 調査期間 

本研究では，2014 年 8 月 8 日から 8 月 14 日に実

施する朝日ネット株式会社におけるインターンシッ

プの実践結果をもとに考察を行う．e ポートフォリ

オを利用するのは，インターンシップに関わる企業

担当者 5 名と，資格認定科目の担当教員 3 名，学生

4 名，産学連携を支援するコーディネータ 4 名の合

計 16 名である．e ポートフォリオ利用期間は，イン

ターンシップの事前研修を行う6月25日から事後研

修を行う 9 月 25 日までとした．

本研究では，事前，実施，事後に関係者に意識調

査を行い，期間中の e ポートフォリオの有用性に関

する認識の変化を調査する．また e ポートフォリオ

のアクセス履歴を解析し，特に利用されているデー

タがどのようなものであったかを考察する．

3.2 e ポートフォリオの設定方法 

e ポートフォリオとして利用するのは，朝日ネッ

トの manaba folio とした．manaba folio の設定方法は

以下である．まずインターンシップを科目として登

録し，科目の受講生として学生 4 名を登録する．企

業関係者及び資格認定科目の担当教員を教員として

登録し，コーディネータは補助教員として登録する．

登録した関係者は，プロファイル情報を登録する．

この設定によりインターンシップに参加する学生は，

e ポートフォリオにログインすると資格認定科目の

他にインターンシップ科目が表示される．インター

ンシップが専門家育成プログラムの一環であると認

識する効果が期待される．

企業担当者及びコーディネータは，インターンシ

ップ実施前から，学生のプロファイル情報が閲覧で

きるとともに，事前課題を閲覧することができる．

これらの設定により関係者のインターンシップ実施

に関するレディネスを高める効果が期待される．

3.2 アンケート調査方法 

1986年にDavisが提唱した技術受容モデル(3)では，

ICT の利用行動を説明する上で「知覚された有用性」

と「知覚された使い易さ」という 2 つの信念が重要

であることが指摘されている．そこで e ポートフォ

リオに関する認識調査では，Davis ら調査を参考に

設問１~5 を事前・実施中・事後で実施する．

設問 1：学生のプロフィールを閲覧できることは，

活動に有用である．

設問 2：学生の提出課題を閲覧できることは，活動

に有用である．

設問 3：e ポートフォリオ上での学生と関係者とのや

り取りを閲覧できることは，活動に有用である．

設問 4：教員が e ポートフォリオのメンバにいるこ

とは，活動する上で有用である．

設問 5：キャリア支援の専門家が e ポートフォリオ

のメンバにいることは，活動する上で有用である．

4．研究の結果と今後の課題 
現時点では e ポートフォリオの設定と事前アンケ

ートを実施しただけであるが，発表では，アクセス

履歴を分析し，より詳細な結果を発表したい．本報

告では，コーディネータの支援方法については詳細

な検討はなされなかったが，コーディネータを支援

することが産学連携の協働を促進し，結果としてイ

ンターンシップの質保証に寄与する可能性がある．

今後は，e ポートフォリオの活用方法と共に，コー

ディネータの支援方法についてより詳細な研究を進

める予定である．
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キャリア形成を意識した ICT を活用した PBL の実践
－エンターテインメント性の導入とアウトカムズ重視の試み－

Practices of PBL using ICT being aware of a career development
-The introduction of entertainment and attempt of outcome's importance -

森 祥寛
Yoshihiro MORI

金沢大学総合メディア基盤センター
Information Media Center, Kanazawa University

Email: mori4416@staff.kanazawa-u.ac.jp

あらまし：パソコンを使用する場合は，その場その場にあわせた使用方法を考え，的確に作業を実施して

いかなくてはならい．その使用方法を考えさせるために実施している PBL型の授業について紹介し，その

成果についてキャリア教育の面から報告する．特にエンターテインメント性の付与による動機形成と維持

について，重点的に報告したい．

キーワード：ICT活用教育，エンターテイメント

1. はじめに
近年，学士力や社会人基礎力という形で，コミュ

ニケーションスキルやチームで働く力，課題発見力

や問題解決力等が学生に求められている (1)．これを

受けて，大学では，所謂「主体的な学び」について

アクティブラーニング等を活用する形で実践が行わ

れている．その１つとして，グループワークを用い

た学生参加型の授業として，計画や問題が与えられ

その解決方策を検討していく PBL（Project／Problem 
Based Learning）型の授業がある．

この PBL 型授業を，森は，金沢大学の共通教育（所

謂，教養教育）で「情報発信リテラシーⅠ，Ⅱ」「医，

薬，保健系のための情報処理」「動画配信サービスを

用いた情報発信演習」「プレゼンテーション演習」と

いった科目で開講している．

本稿では，これらの授業実践を踏まえた上での成

果と課題を報告する．

2. 授業の構成とプロジェクト設定

2.1 授業構成

森が実施している授業は，情報，特にパソコンリ

テラシーについて学ぶためのものである．詳細な内

容については，公開されている金沢大学の授業シラ

バス (2)を参照してほしい．授業の違いはその切り口

の違いで有り，授業構成の骨子はほぼ同じである．

以下がその構成で，全 15 回の授業の中で

① 授業を通しての目標と身につけるべき能力

についての説明と，実施するプロジェクトの

方向性の提示 

② 学生による①を踏まえた企画作成 

③ 企画に沿ってグループメンバーを集め，実施

計画書作成の上で作業を進める 

④ 成果の取りまとめ 

の 4 つについて実施していくことになる．  

2.2 プロジェクトの設定と企画書の作成

2.1①のプロジェクトの方向性とは，授業目標を踏

まえた大まかなもので，「自分なら，どんな情報を，

どの様に発信するか／してみたいか（情報発信リテ

ラシー）」「動画配信サービスの番組を作り，実際に

配信する（動画は新サービスを用いた情報発信演習）」

等である．学生はこれを受けて，実際に作業を行っ

ていくためのプロジェクトの企画を立てていく． 

企画作成時の指導として「企画を実施した結果の

成功状態を具体的な数値目標をたてて示させる」「企

画書作成に使用するソフトウェア等は自由」という

2 点を示している．これは企画書が，他者を説得す

る起点となる資料と位置づけ，そのために必要なこ

とは何かという視点を持たせるためのもので，特に

前者は，学生が持ちにくい視点であり，アウトカム

ズを明確にするためにも必須の要素として示してい

る．2014 年度は，この上に，目標を達成することで，

誰にどの様な利得が生じるかまで考えさせている． 

2.3 グループの作成と実施計画書の作成

企画書作成は，全員に行わせているが，実際にそ

れをプロジェクトとして実行するかどうかは，企画

作成後，「この指止まれ」方式で行った．これは企画

を実施したいという意思をもつ学生に，自らリーダ

ーに立候補してもらい，自分の企画をプレゼンテー

ションさせた後に，フォロワーとなる学生に集まっ

てもらう方法である．なお，授業では，グループの

規模（人数）の制限はせず，リーダーが可能と判断

すれば何人のグループでも了とした．従って，人数

が１人であっても，その企画を実施したいのであれ

ば，それについても了とした．

この「この指止まれ」方式は，企画を実施するた

めには，人が必要で，人を集めるためには何を行え

ば良いかを考えさせ，行動をおこさせることができ
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る．またグループに加わるためには，何をすべきか

を考えさせることにもなり，グループ結成後の立場

にかかわらず行動を求めていくことができる．

グループ結成後，リーダーの企画書をもとに実際

の作業を行うための計画書を作成させる．計画書で

は，企画書に書かれた目標を実現するために具体的

にどの様な作業が必要かをピックアップさせ，作業

に必要な人員配置，タイムスケジュール等を考えさ

せている．この作業は，人が動く（作業をする）と

いうことには，必ず費用が発生するという視点を明

確化させるためのものであり，プロジェクトに係る

予算見積もりという視点までを意識させている．

また，この時に，グループ活動を進めさせる一助

として，リーダーシップとともにフォロワーシップ

についても調べさせ，グループ内での立ち位置とグ

ループへの貢献について考えさせている．

2.4 プロジェクト実施と結果

授業で学生が企画したプロジェクトを実施した結

果，初期段階において（情報発信開始若しくは放送

第 1 回等）は，企画立案時の数値目標を達成する見

込みが立たないという状況であった．ほぼ全ての企

画において同様の状況となっており，自身の企画や

実施計画の問題点を浮き彫りにする結果となってい

る．学生は，この経験によって，「プロジェクトを企

画通りに作業ができれば良い（過程）」から「企画で

設定した目標を達成させる（結果）」という「成果を

上げなくてはいけない」という視点の切り替えがで

きるようだ．授業では，これを踏まえた上での対応

策について考えさせることで，最後には目標を達成

するにいたる場合が多い．キャリア教育という観点

からは，この視点の切り替えこそが，重要であると

考えている．社会にでて「働く」場合，「成果」を求

められるが，教育の場では「過程」に重きを置く場

合が多い．社会が求める人材となるために，様々な

技術や技能を持つことは必要かつ重要だが，それを

活かす行動をとれるようにするにはどうしたら良い

か．その答えの 1 つを，当該授業では与えていると

考えている．

一方で，学生が企画したプロジェクトには，エン

ターテインメント性が含まれる場合が多い．情報教

育の授業においては，これを積極的に活かしていく

べきである．エンターテインメント性が付加された

プロジェクトでは，活動に対する動機を高い状態で

維持することができる．

また，近年の学生の傾向として，ディスカッショ

ンやグループワークに対しての敷居は低く，話し合

いを行うこと，或いは進めることへの得意不得意は

あっても，全員が話し合いに参加できるだけの下地

ができていた．ただし，これらの授業が選択科目で

あることから，そもそもディスカッション等が苦手

な学生は履修をしていないこともあるだろう．所感

としては，プロジェクト作業を通じて，学生は，グ

ループ作業を進めるための効率的・効果的な話し合

いの仕方等を習得していったように思われる．予め

リーダーシップとフォロワーシップについて学ばせ

たことも，グループ内でどのように活動し，グルー

プにいかに貢献していくか，寄与していくかを考え

る下地になった．

3. まとめ
パソコン等の ICT 機器は，十分に社会に浸透して

おり，これらを使用しないで済むことは，ほとんど

あり得なくなっている．その中で，ICT 機器をより

良く活かさせるための教育をどの様に行うかは，非

常に重要である．大学生の場合，単に操作方法を教

えるという教育はほぼ終了しており，単純な操作で

学生が躓くことはほとんど無い．そこでこれらの授

業では，様々な状況下で，自分なりに工夫しながら

使用していくということを，企画書作成，実施計画

書作成，プロジェクト実施作業，成果発表等，具体

的な作業のもとで学習させていった．

本稿で報告した授業は，情報分野の授業だが，ICT
機器等の活用自体は，学ぶべき事項の 1 つに過ぎな

い．ICT が社会の中に浸透しているという現状を踏

まえて，それを自分たちのやりたいことに，より良

く活かしていくこと，そしてその方法を学ぶことこ

そが主眼となっている．実際にプロジェクトベース

で活動させることは，良い方法となっていることは，

これまでに論じたとおりである．

情報に関する教育は，言語教育とあわせて，これ

から社会に出て行く学生にとって，所属の分野を問

わず重要な位置を占める．それは各種専門教育の結

果，得られた知識や技術を活かすための土台となっ

ているからである．今後，情報に関する新しい教育

／授業の形を考え，提案していく必要があるだろう．

参考文献
(1) 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向け
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あらまし：現在、グローバル化の進展やテクノロジーの急速な発展に伴い、21 世紀型スキルなど主体的
に生き抜くための能力・資質が提唱され、そのなかで ICT に関する知識やスキルは、他者との相互作用
や問題解決のために不可欠なリテラシーと定義されている。今後の人材育成のなかで ICT に関するリテ
ラシーをいかなる場でどのような内容や方法をもって育成するかは非常に重要な課題である。そこで本稿

では、ICTのなかでも特にモバイル端末に焦点をあて、モバイル端末の生活・学習利用の意識に関する簡
易調査の内容と結果を報告する。 
キーワード：ICTコンピテンシー，人材育成，モバイル端末，問題解決，学習利用の意識，  

 
 
1. はじめに 
グローバル社会の到来そして進展、人口構成の変

化や長寿化（日本における少子高齢化）、個人・家族・

社会の変化、エネルギー・環境問題の深刻化、そし

てテクノロジーの急速な進展に伴い、ゼネラリスト

から連続スペシャリスト（自分が興味を抱ける分野

において高度な専門知識や技能を習得し続けること）

へ、孤独な競争からみんなでイノベーションする方

向へ、金儲けと消費から価値ある経験へなど新たな

仕事観や働き方（ワークシフト）が模索され、提案

されてきている[1]。そして、このような時代の人材
育成象が各国で提言され、教育改革として能力観（コ

ンピテンシー）や具体的なカリキュラムが示されて

きている[2]。そこでは、言語・数・情報を扱う基礎
的リテラシー、思考力や学び方の学びを中心とする

高次認知スキルが各国共通で示され、個の自立を含

む社会や他者との関係についての社会スキルは各国

の事情に応じた形で提案されてきている[2]。ICTに
関しては、現在及び将来のネットワーク社会の進展

を踏まえた上で、思考力や社会スキルを育成するた

めの重要な基礎的リテラシーの一つと位置づけられ

ている。今後の人材育成のなかで、学び続けること

を意識した上で ICTに関するリテラシーをいかなる
場でどのような内容や方法をもって育成するかは非

常に重要な課題である。 
一方、ネットワーク技術の進展に伴う知識基盤社

会、そして上述したワークシフトを検討する上で重

要なキーワードの一つは、「学び続ける力をいかに育

成するか？」という課題である。特に、ネットワー

ク上の知識やスキルを収集して学ぶ、電子掲示板上

等で他者から学ぶ、e-learningコンテンツを履修する
等々、対面ではないネットワークを介した学習環境

において、知識やスキルのキャッチアップさらには

知識の創造が行われていくために、課題や目的に応

じた ICTを用いた学習環境を自ら設定して有効活用
できる力を身に付けておく必要があると考えられる。 
そこで本研究では、ICT のなかでも特にモバイル

端末に焦点をあて、モバイル端末を活用した主体的

かつ持続的な学習・教育・問題解決利用の可能性を

探究することを目的とし、その最初のステップとし

て、大学生のモバイル端末の生活・学習利用の実態

調査、モバイル端末を活用した学習スキル及び主体

的にモバイル端末を問題解決に活用できる関心・興

味・態度を身に付けるための学習利用促進プログラ

ムの開発を行っていく。 
本稿では、大学生のモバイル端末の生活利用・学

習利用の意識に関する簡易調査と学習プログラムの

内容、及び簡易検査の結果について報告する。 
 

 

 
図１ 学習プログラムの流れと学習内容 
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2. モバイル端末の学習利用促進プログラム 
モバイル端末の学習利用促進プログラムにおける

学習目標は以下のとおりである。  
 モバイル端末(ICT)の活用による問題解決の重

要性を理解することを通して、主体的にモバイ

ル端末を活用して問題解決を行っていく関

心・意欲・態度を身に付けること。 

 学び続ける社会の意味を理解することを通し

て、モバイル端末(ICT)を活用した学習スキル

の必要性を認識し、主体的に活用して学習を進

める関心・意欲・態度を身に付けること。 

また、事前・事後アンケートを含めた学習プログ

ラムの流れと学習内容を図 1 に示す。1 日目のプロ
グラムでは、事前アンケートを実施後、ワークシー

トを活用したモバイル端末の生活利用と学習利用の

各々について他者と情報交換を行い、利用してみた

い方法を記述する活動を行った。そして、モバイル

端末の学習利用に関する気づきを記述した。2 日目
の最初には、PISAで問われる次の学力やコンピテン
シー出現の背景を知ること、モバイル端末利用と問

題解決の関係を認識すること、そして働き方の変化

と ICT活用の関係を考えることを通して、今後必要
とされる能力、そして社会（仕事）と人材育成の関

係を理解しようとすることを試みた。さらに、モバ

イル端末の日常生活利用、そしてモバイル端末を利

用した学習方法に関するに関するケースの紹介を通

して、主体的にモバイル端末を活用して問題解決や

学習を行っていくこと、そして授業における ICT活
用に対する関心・意欲・態度を身に付けることを目

指した。 
 
3. モバイル端末の生活・学習利用の実態調査 
実態調査は、学習利用促進プログラムの事前アン

ケートとして実施された。図 2は調査の質問項目で

ある。質問項目は、同期・非同期コミュニケーショ

ン（3問）、知識獲得と共有（3問）、情報の収集（2
問）、問題解決（8問）に分類できる。 
 
4. おわりに 
本稿では、大学生のモバイル端末の生活利用・学

習利用の意識に関する簡易調査と学習プログラムの

内容について説明した。今回のプログラム及び調査

では、教育学部の 3・4年生 50名に対して実施して
いるところである。この先、事後調査アンケート II
が実施可能な対象者に対しても実施する予定である。 
今後の課題として、調査観点では、使った手段や

学びをリフレクションするための調査項目や情報の

蓄積・検索、他者との協調といった調査項目が不足

しているので、これらの質問項目を付加していくこ

とが必要である。また、モバイル端末の生活・学習

利用可能性について検討していかなくてはならない。 
なお、本研究は JAPET&CEC「モバイル端末を活
用した学習環境検討委員会」のタスクとの一つとし

て実施している。 
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図 2 モバイル端末の生活・学習利用の実態の調査項目 
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あらまし： ゲームなどが持つ多様な演出手段を応用した高度インタラクティブ教育コンテンツを評価し，
分析するためには，特に学習者の集中状態との関連性が問題となるため，従来の方法では困難である．評

価・分析のためには，様々な生理指標である心拍，体温，呼吸，視線行動等を同時に計測するモニタリン

グシステムを構築することが不可欠であると言える．このようなシステムを構築した上で，対話状況と同

時進行する複数の生理指標とを突き合わせた上で，その分析手法を実験，計測を通じて構築していく． 
キーワード：高度インタラクティブ教育コンテンツ，ゲーム，生理指標，集中状態  

 
 
1. 序 
教育システム研究において，構築した教育システ

ム・コンテンツの評価をどのようにおこなうかは，

一つの課題となってきた．従来の教育システム研究

においては，評価はもっぱら被験学習者に対するア

ンケートや，事前テスト・事後テストの比較によっ

ておこなわれることが多い．しかし，アンケートは，

学習中の学習者よりリアルタイムに得られる情報で

ないため，結果が正確でなく，アンケート実施時の

雰囲気や気分などにその結果が左右されるという問

題がある．事前テスト・事後テストによる方法にお

いても，オーバーオールに見た場合での教育効果の

測定には有用であるが，学習者のリアルタイムの反

応やその過程を観察することはできないため，自ず

とその分析能力や精度には限界がある．特に近年の

シリアスゲームなどの高度にインタラクティブな教

育システムを対象とする場合，これらの評価方法で

は改善のための情報を得ることが難しく，開発には

ほとんど役立たない．また，その情報を元にフィー

ドバックを与えるといったこともできない． 
一方で，近年の様々なセンサの高度化と低価格化，

情報処理能力の向上により，人間の様々な生理指標

を収録・利用することができるようになりつつある．

このようなヒューマンデータは，うまく収集するこ

とができれば，これまでのアンケート等の評価方法

とは比べものにならない精度で学習者の行動，応答

の時間的な変動を得ることができ，かつ，学習過程

に関わる情報を収集することができるので，その分

析方法・評価方法が明らかとなれば，教育システム

研究や教育コンテンツ開発にとって，大きな進歩と

なりうる．評価方法を確立するところまで行かなく

ても，リアルタイムに没入度・集中度などを得るこ

とができれば，様々な目的に役立てることができる． 
 

2. 没入度・集中度のモデル 
没入度，集中度に関しては，古典的であるが，興

味深い研究としてMihaly Csikszentmihalyiが 1975年
に提唱した「Flow」の概念がある(2)．「Flow」は，人
間がスポーツ，登山，チェスといった活動に高度に

集中した状態と定義される．また，この状態は図 1
のように自分の能力と与えられる課題が高いレベル

でバランスしたときに生じるとされる．これはいわ

ゆるシリアスゲームやトレーニングゲームを研究・

開発する観点からは非常に興味深い． 
一方で，Csikszentmihalyiが実施した「Flow」研究

は 1970年代から始まった比較的古い研究であり，ア
プローチとしても生理指標は用いられず，インタビ

ューやアンケートなどに頼った調査方法に依存して

いるため，現時点の技術水準においては信頼性が疑

わしい部分もある．その後の研究でも，手法につい

ての革新はあまり見られない(3)．  
我々は，Csikszentmihalyiの「Flow」を被験者の集

中度・没入度を示す高次の指標として捉えて，これ

と体温，心拍・呼吸といった生理指標やその変動の

関係を科学的な実験を通して解明したい． 
この解明によって，ゲームなどの要素を含む高度

なトレーニングシステムなどの教育システムの評価

が初めて可能になると考えられる． 
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図１．Flowの領域 

 
3. 情動モデル構築へのアプローチ 
高度インタラクティブ教育コンテンツでの学習者

のモデル構築に向けて，以下のように段階的に考え

る必要がある． 
(1)複数の生理指標の同時計測システムの構築 
(2)複数の生理指標と集中状態に関連すると思わ
れる内部状態の関係の解明 

(3)集中状態の情動モデルの構築と実験的証明 
(4)高度対話型コンテンツへの評価などの応用 

 
現在の研究段階は，(1)(2)の段階であり，集中状態

につながると考えられる複数の生理指標データを収

集するシステムを構築し，一定の対話の操作ログ等

と生理指標データの突き合わせをおこなうことで集

中状態の抽出，情動のモデルへ研究を進めていきた

い． 
 

4. 複数の生理指標の同時計測システム 
３章で述べた複数の生理指標の同時計測システム

においては，被験者となる人間の様々な生理指標，

すなわち，心拍，体温，呼吸，視線行動，動態等に

ついて，同時計測がおこなえる計測システムを構築

する．このシステムでは，評価対象となるコンテン

ツやシステムはコンテンツ提示 PC で実行され，被
験者に提示・実行されるが，その際の被験者の生理

指標である心拍，体温，呼吸，視線行動，動静等を

同時に収録するためのセンサとして，アイカメラ，

心電計，サーモグラフィカメラ，モーションセンサ，

Webカメラなどを用意し，収録用フロントエンド PC
に接続し，得られた行動データをデータ収録用サー

バ等で記録する．これらの情報処理によって，生理

指標を高精度で収録できるシステムを構築する．こ

のうち，前処理をおこなう収録用フロントエンドで

は，視線行動やモーションセンサと実際の入力デー

タをつきあわせ，被験者の注意がどこにあり，何を

しているかを推定・分析する行動認識をおこなう．

このようなシステムにより，ゲームなどをおこなう

人間データを収録し，そのデータを分析することで

ゲーム的な演出を用いている教育システムに対する

評価をおこなえるシステムを目指す． 
 

 
5. 生理指標としての心拍変動 
現時点で集中状態につながる生理指標として有望

な指標としては，「心拍変動」がある．心拍変動は精

神的なストレスにより変動することが知られており，

0.05Hz 以下の低周波成分，0.1Hz 以上の高周波成分
を抽出すると，一定の課題を与えるなどしたときの

ストレスにより，高周波成分が低下し，低周波成分

が増大することが知られている(4)．すなわち，被験

者の心拍変動を分析することでその被験者が受けて

いたストレスの分析をおこなうことが原理的には可

能である．しかし，心拍変動により得られた「スト

レス」がどの程度，「集中状態」にリンクしているか

はよくわからないので，いくつかの実験や計測を通

じて，その利用性と信頼性を求めていきたい． 
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あらまし：近年，学習用カードゲームが注目されており，プロパティ交換法を始めとするカードゲームを

元にした学習用ゲームの作成法も幾つか論じられてきた．しかし，「ゲームで何が学習できるのか」，また，

「高等教育において，ゲームを使った学習が必要であるのか」等，学習用ゲームの目標や意義は未だ曖昧

である．本研究では，これらの考察をするために，既存のカードゲームで学習可能な課題を整理する．本

稿では，プロパティ交換法が適用可能なカードゲームと，その学習課題の種類を再検討するために，既存

のカードゲームで学習可能な課題を整理するための学習課題の分類項目の提案をする． 

キーワード：学習用カードゲーム，プロパティ交換法，学習課題 

 

 

1. はじめに 

 近年，学習用カードゲームが注目されている（1）～

（3）．本研究では，カードゲームを「カードを使って

行うゲーム全般」とする．例としてトランプを用い

たゲーム，トレーディングカードゲーム，カードを

使ったドイツゲームが挙げられる．ドイツゲーム（4）

はドイツスタイルの（ルールがシンプルかつ思考力

を要求する）ボードゲームを指す．梅津らは学習用

カードゲームを作成するために，プロパティ交換法
(2)を提唱した．プロパティ交換法は，Stevens の尺度

分類を利用して，演習問題の問題文と答えをカード

の属性と変換し，同じルールの新しい学習用ゲーム

を作成する方法である．梅津らの論文では，プロパ

ティ交換法を用いた学習用カードゲームの作成シス

テムの作成能力と難易度が検証されている．しかし，

システムで作ったゲームの学習効果の検証はまだ不

充分である．

本研究では，梅津らの論文を参考に，プロパティ

交換法を使ったカードゲーム作成アプリ（図 1）を

開発し追試を行った．システムで作成したゲームに

ついて考察したいところ，（1）これらのゲームは高

等教育で適用が困難である（カードゲームで勉強で

きる内容が簡単すぎる，そもそも学生や社会人はカ

ードゲームで勉強する必要がないのではないか），（2）
もともとのカードゲームの面白さ（テンポの良さ）

が失われる場合がある等の問題や疑問が生じた．こ

れらの問題の原因が，プロパティ交換法において，

「カードゲーム」と「学習課題」の組み合わせが悪

いからではないかと仮定し，議論を進める．

 本研究の目的の一つは，高等教育において利用可

能な学習用カードゲームを開発するために，カード

ゲームと学習課題の適切な組み合わせを提示するこ

とである．そのために，本稿では，既存のカードゲ

ームで学習可能な課題を整理するための学習課題の

分類項目の提案をする．

 

図 1 カードゲーム作成アプリ 

2. 学習課題の分類と整理 

2.1  予備調査 

2014 年 5 月に，北海道情報大学のドイツゲームサ

ークルのメンバーである学部生 8 人に，12 種類のゲ

ーム（ブラフ，ビッグアイデア，ガイスター，ブロ

ックス，動物将棋，ワードバスケット，たほいや，

ゴキブリポーカー，ゴキブリサラダ，人狼ゲーム，

ラミィキューブ，世界の七不思議）に対して，「ゲー

ムのどこが面白いと感じているのか」，「ゲームで何

が勉強できると思うか」の二点について，自由記述

形式のアンケートを実施した．
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表 1 予備調査の回答例 

ゲーム名：ビッグアイデア 

どこが面白いと感じているのか：カードの組合せで

無限に新しいアイデアが生まれる．人によって同じ

カートを使っても違うものが作れる．みんなでワイ

ワイできる．みんなで話ながらプレイする，勝負負

けがはっきりとつくゲームではないから仲良くでき

る． 

何が勉強できると思うのか：配られたカード名を使

って自分の口でゲームを進める力が身に付くから，

プレゼンテーションが上手くなる．一年生のうちか

らゲーム感覚で勉強できる人の話を聞くか，その事

を活かして自分の話につなげる力も身に付く． 

表 1 はその回答の一部である．アンケートの結果

から，例えば「ビッグアイデア」というゲームでは，

学習課題として「プレゼンテーション力」，「情報を

活かす能力」が導き出せるのではないかと考え，ゲ

ームと学習課題の対応を明記する分類方法を検討し

始めた． 

 

2.2 学習課題の分類項目の提案 

カードゲームで学習可能な課題を分類するために，

目標分類学（5）を考察した．目標分類学では，学習課

題を大きく「知識」，「技能」，「態度」に分ける．ま

た，ガードナーは，人間の知能を評価するために，

多重知能理論（6）を提唱している．本研究では，これ

らを踏まえ，学習課題を「言語・語学」，「論理・数

学」，「視覚・空間」，「身体・運動」，「音楽・リズム」，

「内省的」，「対人的」，「博物学」に分類した（図 2）．
しかし，多重知能理論の分類は，傾向の尺度の基準

が曖昧である．従って，目標分類学の三つの学習領

域の学習の型を再分類し，知識と技能方面の学習領

域を「記憶」，「理解」，「応用」，「分析」，「統合」の

五段階，態度方面の領域を，「認識」，「反応」，「評価」，

「内面化」，「統合」の五段階とした．

図 2 学習課題の分類項目案 

 

図 3 レーダーチャート 

2.3 分類項目の利用方法の検討 

図 3 は，ビッグアイデアの学習可能な項目をレー

ダーチャートで示した例である（図の数値は筆者が

仮設定した値を使用している）．これを「プレゼンテ

ーション」等，他の学習課題も同じようにレーダー

チャートで表示し，傾向が近い内容同士に対して，

プロパティ交換法を適用してみる等の利用方法を検

討している．レーダーチャートを用いた理由は，直

感的に学習課題やカードゲームの傾向を示すためで

ある．

 

3. まとめと今後の課題 

本稿では，カードゲームで学習が可能な課題を整

理するために，目標分類学と多重知能理論に基づい

た学習課題の分類項目を提案した． 

今後の課題として，本稿で提案した学習課題の分

類項目の妥当性の検証を行う必要がある．また，こ

れらの検証を踏まえ，プロパティ交換法が適用可能

なカードゲームと，その学習課題の種類を再検討す

る． 

参考文献
(1) 梅津孝信, 平嶋宗, 竹内章, 学習ゲーム作成のための

部分構造交換法とそと実践例, 電子情報通信学会論

文誌, Vol. J88-D-I, No. 1, pp. 36-44 (2005)
(2) 梅津孝信, 平嶋宗, プロパティ交換法とそれに基づ

く学習ゲーム設計システム支援システムの開発, 人

工知能学会論文誌, Vol. 22 No. 1, pp. 19-28 (2007)
(3) 梅津孝信, 東卓弥, 平嶋宗, 竹内章, 学習用カードゲ

ームのオーサリングシステムの開発と実験評価, 教

育システム情報学誌, Vol. 30, No. 2, pp.148-159 (2013)
(4) 有田隆也, ドイツボードゲームの教育利用の試み―

考える喜びを知り生きる力に結びつける―, コンピ

ュータ＆エデュケーション, Vol. 31, pp. 34-39 (2011)
(5) A Big Dog, Little Dog and Knowledge Jump Production: 

Bloom‘s Taxonomy of Learning Domains, 
http://www.nwlink.com/~donclark/hrd/bloom.html (2014
年 5 月 21 日参照)

(6) Gardner, H.:  “Intelligence Reframed: Multiple 
Intelligences for the 21st Century”, Basic Books (2001)  

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 294 ―



ゲームを課題としたプログラミング初心者のための 
学習環境に見られる特徴と分析 

 
Characteristic of the Learning Environment using the Task of Game Creation 

for Programming Beginners 
 

 
野口 孝文*1，千田 和範*1，稲守 栄*1 

Takafumi Noguchi*1, Kazunori Chida*1, Sakae Inamori*1 
*1釧路高専 

*1 Kushiro National College of Technology 
Email: noguchi@kushiro-ct.ac.jp 

 
あらまし：プログラミングを学ぶ初心者にとって，条件判断や繰り返しの制御構造が組み合わさることが

難しさのレベルが一段と増す．我々は，その負担を軽減するためにイベントドリブンでプログラムを動作

させることを 15 年前に提案し，これを用いゲームを課題にしたプログラミングの授業を実施している．

本論文では，授業で学生に課してきたプログラミングの課題とその特徴について報告する．この課題には，

多様な学習者に対応できて，それぞれが工夫しながら結果を導き出すことができるという特徴がある． 
キーワード：プログラミング教育，ゲームプログラム，プログラミング初心者， IntelligentPad 

 
1. はじめに 
初心者のプログラミング教育においては，コンピ

ュータ利用に関する知識やプログラミング環境利用

の知識，プログラミング言語に関する知識，論理的

思考力等の多様な知識が学習者に必要とされるばか

りでなく，これらの知識に関して多様なレベルの学

習者にも対応しなければならないという難しさがあ

る．そのため，初心者のプログラミング教育では，

学習者の負担を軽減しながらも多様な学習者に対応

できるプログラミング環境が要求される．さらにそ

れぞれの学習者を満足させ興味を高める適切な課題

が求められる． 
これまで我々は，高専の電気工学科 2 年生を対象

に，ゲーム作りを通したプログラミングの授業を実

践してきた(1)(2)．ゲーム制作の課題は，それぞれの学

生によって作品の質に差ができるが，それぞれの学

生が完成させることによって達成感を得ることがで

きるという特徴がある．2 年生のプログラミングの

実習では，ゲーム制作を課題にすることで，学生の

興味を引くばかりでなく，学習者の多様な能力を発

揮させ強化するようにもしている． 
本報告では本システムを用いて学生が制作した作

品に見られる特徴について述べる． 
2. プログラミング環境 
2.1 IntelligentPad システム 

IntelligentPad は，パッドと呼ばれるオブジェクト

をダイナミックに組み合わせたり，変更したりでき

るシステムである．パッドは，ディスプレイ上に可

視化され，マウスによる直接操作でパッドを自由に

組み合わせることができる．パッド同士の結合は，

標準化されたスロットの結合によって行う． 
本システムでは様々な機能を持つパッドが用意さ

れている．そしてパッドの一つに，C 言語のサブセ

ットからなるスクリプトを記述することができる

「手続きパッド」がある．授業では，この手続きパ

ッドを用いている．手続きパッドと既存のパッドを

組み合わせることで，多様なプログラムを作ること

ができる．図 1 は，入力した値を 10 倍して表示する

プログラムの例である．キーボードからの数値の入

力でプログラムは実行される． 

 
2.2 イベントドリブンによるプログラム記述 
図１に示したプログラムはキーボードからの入力

によるイベントによって起動する．授業で作成する

プログラムもイベントドリブンにより，タイマなど

のイベントと組み合わせることで，繰り返し文をほ

とんど記述すること無しに多様なプログラムを実現

している． 
学生に提示しているシューティングゲームを図 2

に示す．また図の下に，パッドの貼り合わせを示す． 
このゲームは，「shoot」ボタンを押すと左下からパ

ッドが放物状に打ち出される．一方，別のパッドが

左端から現れる．パッド同士が当たると，下から打

ち出されたパッドは，左下隅に消え，当てられたパ

ッドは，下方に落下する．絵の表示や重なり判定，

移動といった機能をパッドで与えることで，学生は，

軌道の計算や衝突時の動作プログラムを記述するだ

けでシューティングゲームを実現できる． 

テキストパッド 

数値パッド 手続きパッド 

図 1 手続きパッドを用いたプログラム 

スロット結合 
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2.3 シューティングゲーム 

図 3 に学生の作成した作品の例を示す．学生は，

基本動作をするパッドを作成し複写してプログラム

を変更したり，初期値を変更したりして，さらにた

くさんの動くパッドを作る． 
本プログラミング環境では，絵の上手な学生は絵

を工夫したり，プログラムの得意な学生はプログラ

ムを工夫したりと，それぞれの得意な点を発揮しプ

ログラムへの興味を深めることができる．次章に学

生の作成した作品に見られる特徴について述べる． 

3. 実習課題に見られる特徴 
本システムを用いて学生が制作したシューティン

グゲームに見られる特徴について述べる．学生は熟

達度に応じて，パッドの数，スクリプト（手続きパ

ッドに記述した C 言語を用いたプログラム）の量や

画像ファイルの数等で工夫をすることができている．

2010 年度から 2013 年度の過去 4 年間について，2 年

生が制作したシューティングゲームで使用したパッ

ドの数を表 1 に示す．表中の数字は，使用したパッ

ドの数と学生の人数の関係を示している．また，合

計は学生の総数を表し，最大パッドはその年度の中

で一番多くパッドを用いた作品のパッド総数と，括

弧の中はパッド総数の内の手続きパッドの数を表し

ている．  
年度によって，人数の分布に若干の差はあるが，

使用しているパッドの数が 40 枚から 90 枚の間に分

布していることが分かる．多くの学生の手続きパッ

ドの使用枚数は4枚から7枚程度であるが，中には，

10 枚以上使う学生もいる．また．パッドの数が少な

くても絵が上手なことから興味を引く作品や多くの

絵を用いた作品も有り，多様な学生に対応すること

ができている．  

 
図 4 に 2013 年度のシューティングゲームに使わ

れたパッドの数と絵のファイルの数との関係をグラ

フにした図を示す．図のパッドの数が 60 の実線の楕

円で囲む付近を見ると，絵のファイル数が広く分布

していることが分かる．これは，絵の得意な学生は，

絵を増やすという工夫をしたと考えられる．また，

破線の楕円で囲む付近を見ると，絵のファイル数は

同じだが，パッドの枚数に広がりがある．これは，

プログラミングが得意な学生は，パッドの数を増や

す工夫をしたと考えられる．いずれの学生も自身の

得意な分野を発揮している．  

 
4. おわりに 

本論では，我々が開発してきた初心者のためのプ

ログラミング学習支援システムを紹介し，これを用

いて学生が制作したシューティングゲームに見られ

る特徴について述べた．本システムは，15 年近く高

専のプログラミング実習に利用している．また，初

心者のプログラミングばかりでなく，これを発展さ

せた授業でも用いることができている．本研究の一

部は，科学研究費基盤研究(C)(24501168)および新領

域(24118709)を受け推進している． 
参考文献 

(1) 野口孝文，田中譲：“プログラミング学習のためのツ

ールキットシステムを用いたマイクロワールド”, 教
育システム情報学会論文誌，Vol. 16, No.4, pp. 208-216 
(2000) 

(2) 野口孝文：“マイクロワールドにおける教材提示と管

理”，電子情報通信学会，信学技報，Vol.106，No.437，
pp.39-42 (2006) 
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図 3 学生が制作したシューティングゲーム(2013)

パッドの数 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 
40 未満 2 3 3 5 
40～50 11 10 15 14 
50～60 13 8 8 14 
60～70 11 12 9 4 
70～80 3 5 7 1 
80～90 4 3 1 1 
90 以上 3 3 3 2 
合計 47 44 46 41 

最大パッド 156(16) 146(15) 136(18) 135(18) 

表 1 シューティングゲームで使用したパッド数
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モバイル端末とゲーミフィケーションを用いた就職活動支援システムと実証

実験 
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now” to prepare for job search by mobile device and gamification 
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あらまし：大学において行われる就職活動の事前準備においては，講義形式での学習が多い．これには，

継続的な学習等の点で問題がある．そのため，学生は十分な就活知識を持たずに実際の就活に入ることが

あり，その結果失敗して後追いで知識を得る場合が多い．本研究では，予備知識なく就活を行う学生を減

らし，大学が提供する就職指導と連携する就活支援システムを構築し，その実証実験を行った．学生に効

果的・継続的に就職活動事前知識を得てもらうため，学生がアクセスしやすい携帯端末を活用し，システ

ムには，ゲーミフィケーションを用い，ユーザを活性化させ，就活事前知識をゲーム感覚で学べるシステ

ムとした。 
キーワード：教育システム情報学会，全国大会，Microsoft Word，テンプレート 

 
 
1. はじめに 
現在，就職活動（以下，就活と呼ぶ）の事前学習

については，大学内においては講義形式で行われて

いることが多い．本報告において実証実験の行われ

た兵庫県立大学においても講義形式で行われている．

しかし，これには，主に以下の問題点があげられる．

①参加できなかった学生は就職活動知識を得ること

ができない．②その場限りであり，繰り返し学習す

ることが難しい．③学生の就職活動知識習得の進捗

状況が把握し難いの３点である．  
最近，さまざまな分野において，ゲーミフィケー

ションが注目されてきており，ビジネス社会を中心

に成功事例が現れつつある(1)．ゲーミフィケーショ

ンとは，ゲームの思考方法やその実現形態・機能を

適用し，ユーザの自発的な行動変化を促すなどして，

販売促進や問題解決能力育成などに活用する，ゲー

ムシステムとは限らない新たな情報システム概念で

ある．本来やりたくないことにゲーミフィケーショ

ンを援用することで，モチベーションの維持につな

がることや，自発的行動が促され，ユーザの負担軽

減につながることが期待できるだけでなく，知的課

題に対する達成感によって自己実現欲や知的充足感

を充足できるといわれている．最近では，携帯端末

を用いてゲームの機能を使用した地震防災教育が行

われ，教育ツールとして研修として利用されただけ

でなく，会場の熱気が感嘆すべき状況であったこと

が報告されており(2)大きな教育的効果が期待できる． 

そこで，本研究では，前述した①～③の大学にお

ける就職活動の問題点を解消するため，ゲーミフィ

ケーションのコンセプトに基づく，モバイル端末対

応の就職活動支援システム「就活なう」を開発し，

大学生がゲームを楽しむ感覚で，就職活動知識を習

得できるようにした．これにより，アクセスがしや

すくなり，学生が大学にいかなくても，自宅の布団

の中でも事前学習が行える．また，時間にとらわれ

ずに学習が行え，繰り返し学習することが可能なだ

けでなく，さらに，ゲーミフィケーション技術を援

用することで，学生の学習のモチベーション向上，

負担軽減を図っている． 
 

2. 就活なうシステム 
「就活なう」のホーム画面を図１に示す。自由応募

学生の就職活動における、企業へのエントリーから

最終面接までのプロセスの中で、ビジネスマナー、

エントリーシート、履歴書、面接について、備えて

おくべき就職活動知識を、３択のクイズ形式で出題

して解答させる．ビジネスマナー，エントリーシー

トなど就職活動の局面をとらえてジャンルとし，問

題作成は，この各ジャンルについて３０問程度を作

成し，その中からランダムで１０問を表示するよう

にした．各問題に対しては，３つの解答を用意し，

各解答へ配点する．一般的には，正解は一つなの

で，正解に１点を配し，誤答は０点とした．システ

ム的には，就職支援のみならず，種々の検定問題を 
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図 1 ホーム画面 
作成することができる． 
ユーザは，会員登録後，ホーム画面から「クイズ

へ」をタップしスタートする． 
回答を選んで，「次の問題へ」をタップすると次の

問題へと進んでいき，１０問回答を行うと，結果を

表示する．  
システムには，学習のモチベーション向上のため，

ポイント・レベル・アバター・コレクション・ラン

キング機能を取り入れた．クイズを行うとプレイポ

イント＋正解数に合わせたポイントを得ることがで

き，一定のポイントがたまるとレベルが上がり，ユ

ーザのやる気を喚起する．また，レベルに応じて，

新しい自分のキャラクター（アバター）が追加され，

ユーザは好きなアバターを選択できる．ホーム画面

には，このアバターとポイントランキングを表示し，

競争させることでモチベーションアップを図った 
 

3. 実証実験 
実証実験においては，大学生に「就活なう」への

アンケート協力依頼のチラシを，主な対象者である

2015 年卒就職活動学生を中心として配布して行っ
た．アンケート協力者にはインセンティブを用意し

た． 
実験では，「就活なう」を学生に実際にプレイして

もらい，（１）事前テスト，事後テストの実施，（２）

プレイ状況のデータ取得，（３）アンケート調査を行

った．2013年 12月下旬から 2014年 1月上旬にかけ
て行い，登録者は大学 2年から大学院 3年までの 31
名であったが，事後テスト，アンケートまで行った

有効回答数は 18名にとどまった． 
事前テスト・テストは，就活なうで取り扱う内容

ではあるが，全く同じ問題にならないような問題を

作成した．事前，事後テストの問題は同じ問題とし，

３択問題を１０問ユーザに回答させた． 
事前テストは，会員登録後すぐホーム画面を表示

する前に必ず行うこととし，事後テストは，実験開

始後２０日後に，メニューに表示して行わせること

とした．また，メニューにリンクを設置し，あわせ

てオンラインにてアンケートも行った． 
 

4. 結果と考察 
事前・事後テストはどちらも 10問出題で，どちら

のテストも受験した人数は 19人であった．１問正解
を１点としたときの平均正答数の平均値は，事前テ

ストに比べ，事後テストの方が大きくなっており，

本システムによる学習効果があると考えられる． 
また，アンケートにおいては，モチベーションの

上昇に寄与したものについての設問では，クイズ形

式とランキングの評価が高いことがわかった．とく

に，ランキングの表示については，システムの使用

状況のデータ取得からも，ランキング上位者が順位

を抜かされると，再び連続でクイズをプレイするな

ど，競争している様子が確認できており，繰り返し

学習するためのモチベーションアップの効果がある

と考えられ，本システムは，講義形式の②その場限

りであり繰り返し学習することが難しいという問題

点を解消できうることが示唆された． 
次に，就活なうを利用した場所についての設問に

対する回答については，実際の使用環境も，自宅で

の使用が半数程度を占めているとの結果が得られた．

自宅でも就活の事前学習を行うことを支援すること

ができている．本システムを構築するにあたって，

携帯端末の活用を決めた理由は，講義形式の事前学

習に①参加できなかった学生は就職活動知識を得る

ことができないという点を解消し，大学に行かなく

ても事前学習ができるシステムであることであった．

よって，本システムは講義形式の事前学習に参加で

きないような学生も知識を得ることを支援できるシ

ステムであると考えられる． 
 
 

参考文献 
(1) 大平茂輝, 川西康介, 小林尚哉, 長尾確：“ゲーミフィ
ケーションを導入したゼミ環境における議論スキルの

リアルタイム評価に関する分析”, 第 38回教育システ
ム情報学会全国大会講演論文集, pp.33-34 (2013) 

(2) 藤岡正樹, 梶 秀樹, 三平洵：“携帯端末による地震防
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地域安全学会論文集, Vol.14, pp.133-139 (2011) 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 298 ―



Experience APIに対応した学習成果物収集のための 
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あらまし：MOOC の隆盛に見られるよう，昨今人々の e ラーニングにおける学習スタイルが変容し，個
人の学習の記録や成果物が複数の組織のLMS等Web上の学習ツールに散在するということが珍しくなく
なってきている．このような状況に対応するため，本稿では Experience APIに対応したブラウザ拡張機能
を開発し，学習ツールの違いに関わりなく，ブラウザ上での様々な学習の成果物を効率的に一所に蓄積す

る方法を提案する． 
 
キーワード：Experience API，ブラウザ拡張機能，学習成果物，データ連携 

 
 
1. はじめに 
今日の MOOCの隆盛などに見られるように，学習

者が自身の所属組織にとらわれず，LMS 等 Web 上
のさまざまな学習ツールを利用する場面が多く見ら

れるようになってきている．学習者にとってこのよ

うな状況には学習の機会が広がるというメリットが

ある一方，学習の履歴や，学習成果物のデータがそ

れぞれの学習ツール内に散在し，扱いにくくなって

しまうという問題もある．これを解決するためには，

複数の学習ツール内に蓄積されている情報を収集し，

学習者がコントロールできるひとつの場所に保存す

るということが必要になろう．そこで本研究では，

学習に関する情報の収集，蓄積のための規格である

Experience APIを活用し，より多くの種類の情報を，
学習ツールの区別無く効率的に収集するシステムを

提案，開発する． 
 

2. 先行事例 
複数の学習ツール内のデータを連携して利用する

試みについては，すでに以下のような方法をとる事

例が存在している． 
・	 特定の２種類以上の学習ツール同士それぞれ

を拡張して互いのデータを連携する方法をと

るもの（e.g. Moodleと Maharaの連携） 
・	 ミドルウェアを開発し，それを通じて複数ツ

ール間でデータをやり取りするという方法を

とるもの（e.g. Glue!, Campus Project） 
	 しかしこれらのうち前者はあくまで特定のツール

間の連携のみしかできないという点，後者は各ツー

ルのもつデータの構造の差異を吸収しきれず結果と

してごくわずかな種類のデータしかやり取りできな

いという点で問題があった． 
一方かねてより SCORMの後継として開発の進ん

でいた，学習情報の収集，蓄積に関する標準規格，

Experience APIの Version1.0が 2013年にリリースさ
れた．この規格を用いたシステムは，以下の３点で

これまでの事例の欠点を克服するシステムを構築し

うるものであると考えられる． 
・	 各学習ツールから収集した情報をツール間で

直接連携させようとするのではなく，LRS
（Learning Record Store）と呼ばれる共通の学
習情報記録専用のシステムに保存し，それを

相互利用させるというアーキテクチャを前提

とする点 
・	 各ツール内の学習成果に関する情報を「誰が

何をどうした」というシンプルかつ柔軟性の

ある「ステートメント」という形式で取り扱

うことにより，より多くの種類の学習情報に

対応できるという点 
・	 「ステートメント」に添付ファイルをつける

ことができるため，学習の履歴や評価のみな

らず，たとえば提出した課題のファイルや小

テストの解答，ディスカッションのポスト等

学習の結果生み出された成果物そのもののデ

ータも蓄積できる点 
 

3. Experience APIの活用 
現在 Experience APIを活用している事例の多くは

図１の通り，LMS や Web 上のコンテンツを
Experience APIに対応させ，そこから LRSにデータ
を送信するというアプローチをとっている．このよ

うな方法をとれば，当然 Experience API対応済みツ
ールであれば何であれ，そのデータを LRSに収集蓄
積することができよう．しかし 2014年 6月現在では
80近くの Experience API対応製品が存在していると
いう報告もあるものの，まだ現状実稼働している 
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図１	 Experience API対応製品の例 

図２	 本研究の構想するシステム構成

学習ツールについては未対応のものが多く存在して

いる．

そこで本研究では，学習ツール側の Experience API
対応状況に関わらずデータの収集を可能にするため，

図２のようにユーザの使用するブラウザから直接

LRSに情報を送信する方法をとる。この方法をとる
先行事例はすでに存在しているが（Klaas Poortinga 
2014），現状ブラウザで閲覧中のWebサイトの URL
や単純なテキスト情報のみを扱うにすぎない．本研

究ではユーザの学習成果物そのものの蓄積という点

に着目し，これを実現するシステムを提案する．

4. ブラウザ拡張機能の動作
上述のシステムを実現するために，本研究では

Web ブラウザ「Google Chrome」の拡張機能を開発
し，LMS「Moodle」上の活動モジュールでの学習の
結果、成果物をメタデータとともにステートメント

化して LRSに送信する仕組みを構築した．開発した
ブラウザ拡張配下のような流れで動作する．

① あらかじめ拡張機能には LRS のアクセス先
URL，およびユーザがもつ LRS のアカウン
ト情報を設定しておく．

② ブラウザが表示しているページの URLを常
時監視．URLのパターンがMoodleの「課題」
や「小テスト」の提出結果を表示するページ

と一致する場合は，データを LRS に転送可
能なページであることをユーザに通知

③ ユーザがデータを LRS に送信することを選
択した場合は，表示されているページの

HTLM をパースして，そこから得られた情

報を使い，Experience APIに準拠した JSON
形式の「ステートメント」を作成する．例え

ば「課題」モジュールの場合は，課題提出画

面上に表示されている課題名，評点等を

Experience API ステートメントの object や
result プロパティの値として設定し，また実
際に提出したファイルを画面上のリンクか

ら取得して，その容量，ファイル名等を

attachment プロパティの値として設定する．
またファイルそのものも RFC1341 におけ
る multipart/mixed の定義に準拠してステー
トメントに添付する．

④ 作成したステートメントを，あらかじめ拡張

機能にユーザによって設定された認証情報

を使って BASIC 認証を通過し LRS 側に
POSTする．

なお，上記とは別に，今回開発対象外のモジュー

ルや，Moodle以外の学習ツール上のデータ収集に対
応するために，ユーザが手動で入力したメタデータ

をもとに作成したステートメントに，ブラウザ上に

表示されている HTML をそのままローカル保存し
たデータを添付して LRS に添付ファイルとして送
信できる機能も実装した．

5. おわりに
今回の研究においては，利用する学習ツールの別

なく，簡単にその学習情報を収集する仕組みを構築

することを企図した．今後は，LRSに蓄積した情報
をいかにして活用するかという点に注目し，今回開

発したブラウザ拡張により蓄積した情報を Mahara
等 e ポートフォリオシステム上で活用する仕組みの
開発を行う．
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オンラインディスカッションの個別発言に対する 
トゥールミンモデルに準拠した論証要素分析方法の考察 

 
Argumentation element analysis of each statement on the online discussion 

based on Toulmin model 
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あらまし：発言間の構造可視化機能を有する電子掲示板 GMSS(Group Memory Support System)上の議論に

対し，個別発言内容をトゥールミンモデルに基づき分析するための方法論を確立した．GMSS 上で実際に

展開された 8つの議題を分析し，各発言内の文節それぞれが同モデルで提唱している 6要素のどれに該当

するかを判別するためのルールを策定した． 

キーワード：論構造可視化，トゥールミンモデル，社会人学習，論証学 
 
1. はじめに 
筆者らは，東工大イノベーションマネジメント研

究科で実施している社会人を対象とした技術経営

（MOT：Management of Technology）分野のサーティ
フィケート・プログラム「キャリアアップ MOT（以
下 , CUMOT）」で使用する電子掲示板システム
(GMSS:Group Memory Support System)上でのグルー
プ討議に対し、その議論構造の分析にトゥールミン

モデルを適用することの有効性を先行研究で示した
(1)．本稿では，この手法により詳細な分析を続ける

にあたり，同モデルが提唱する 6要素のタグ付け判
定の客観性と信頼性を高めるため，その判定ルール

を検討したので報告する． 
検討には，2014年度の CUMOTコースで提示され

た2種類のグループ課題に関する 4グループの議論，
合計 8議論を用いた．総発言数は 307だった. 

 
2. トゥールミンモデル 
トゥールミンモデルは，図 1に示すような 6つの

要素で論証構造を表現するモデルである(2). 各要素
の定義を以下に示す.  
① C(Claim):主張 
 評価を確立しようとしている結論 
② D(Data):データ 
    主張の基礎として訴える事実 
③ W(Warrant):論拠 
    データを出発点として主張へのステップが
合法的であることを示すもの 

④ B(Backing):裏付け 
  論拠の背後で保証をもたらすもの 
⑤ Q(Qualifier):限定詞 
  データが論拠によって主張に与える力の程

度を明示する言及 

⑥ R(Rebuttal):例外的な条件 
  論拠づけされた主張が覆される, または論駁

されうる例外的な条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 トゥールミンモデル 
 

3. 本研究のスコープ 
本研究で対象とする議論のスコープと環境を明確

にする． 
2 者ないし多者間で行われる言語のやり取りには
様々な形態がある．結論への合意形成への到達を主

たる最終目的としない会話(conversation)やダイアロ
ーグ(dialog)に対し，ここでは最終目標として合意形
成を明確に意図して行われるやり取りである議論

(discussion)を取り扱う．ただし，各自が対立する主
張それぞれの立場を固定して行われる議論，すなわ

ちディベート(debate)は考慮しない． 
他方，合意形成される結論の種類には， 
(a) 提示された一つの主張に対する賛否を問うも
の（クローズドクエスチョン型） 

(b) 提示された条件下での新しい手法やシステム
としての主張提案を求めるもの（オープンク

エスチョン型） 
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の2種類がある．本研究では(a)(b)両方を対象とする． 
さらに，一つひとつの発言に完璧な論証構造を要

求するのではなく，できるだけ多くの参加者による

多様な発言の積み重ねによって形成された合意（結

論）の論証構造が完璧であることを求める環境を前

提とする．これは，CUMOT のような社会人学生向
けコースにおいて，課題の検討期間が比較的短く，

かつメンバーそれぞれが自らの業務と研修との両立

に奮闘するなかで進められる議論であることを強く

意識するものである． 
 

4. 要素別判定ルール 
以下，3 章の内容を前提として 2 章に記載した個

別要素定義を一部改変しながら判定ルールを考察す

る．例外的な条件(R)のみは前出の定義のままとする． 
4.1 主張(C) 
まず同定すべきは主張(C)である．6要素のなかで

も主張(C)は最も発現頻度が大きいことが好ましく，
実際，先行研究の分析データでも最多発現となって

いた．この主張(C)の判定ルールは以下とする． 
① 想定される結論としての候補を，他の要素と
の論証構造で提示した文章または文節 

② 他の要素との論証構造の下で表明された既出
の主張に対する賛同．ただし，明らかな単独

要素の提示発言の場合を除く． 
①では，主張(C)の単独表記では論証にならないとし
て排除する．②も同様に賛同のみでは排除するもの

の，データ(D)など他の要素の言及によって主張が暗
示的に特定されているものは主張を内在させている

が表記が省略されているとみなす．他方，前述した

設定環境では，結論提出の締切り前にそれまでの議

論をまとめた仮結論が提示されることが多い．そし

てその後締切りまでは仮結論の部分修正や補強を意

図した発言が多くなるため，このような発言を②の

例外条件として設定する． 
4.2 データ(D) 
本来，データ(D)は同一発言内で主張(C)とペアで

提示されるべきである．しかし，言及する主張(C)
がコンテキストから明らかな場合，発言としてはデ

ータ(D)単独での提示もあり得る．さらには，主張(C)
が不確定だが議論進行上は重要と思われる事象を問

題提起または他者意見喚起を目的として提示するケ

ースもあった．これらも踏まえて，データ(D)の判定
ルールを以下とする。 
① 明示された主張または想定される主張に対し，
その妥当性を論証するために必要な事実を提

示した文章または文節 
なお，“事実”には完璧な客観性と信憑性を求めない．

また，主張との論証ロジックの妥当性も求めない．

これは，そのデータ(D)が提示された時点や発言者自
身での論証に不備があったとしても，後続の議論で

正しい論証に基づく結論の一要素となる可能性があ

るからである． 

4.3 論拠(W)と裏付け(B) 
論拠(W)と裏付け(B)の判別は非常にあいまいだが，

以下にそれぞれの判定ルールを示す． 
論拠(W) 
① データ(D)から主張(C)への論証の妥当性を直

接的または限定的に示す文節または文章 
裏付け(B) 
① 論拠(W)（明示されたか否かを問わず）の背後
で妥当性を保証する，論拠(W)より間接的また
は一般的で，信頼性の高い文章または文節 

上記のとおり，論拠(W)と裏付け(B)はともにデータ
(D)から主張(C)への論証に関与するものであり，内
容のレベル差で区別する．ただし，法律や信頼性の

高い統計データ，さらにはその妥当性がほぼ検証さ

れている汎用的知見などは裏付け(B)と判定する．議
論の実データでは，トゥールミンモデルが必須要素

だとする主張(C)，データ(D)，ならびに論拠(W)の 3
要素ではなく，主張(C)，データ(D)，ならび裏付け
(B)の 3 要素で発言が構成されている発言がときど
き出現した．この場合は，汎用的な裏付け(B)の記述
をその論証のコンテキストの中で限定的な論拠(W)
の表現に落としこまなくても，論証の妥当性は十分

に理解され得ると発言者が想定したためだと言える． 
4.4 限定詞(Q) 
限定詞(Q)の判定ルールは以下とする． 
① データ(D)から主張(C)に向かう論拠の蓋然性
を明示する語，語句，文節，または文章 

先行研究(1)でも述べたとおり，主張(C)に対する限定
条件は単独で表記されるだけではなく，他の要素の

表現に内包されている場合も多い．従って，限定詞

(Q)は文節以下まで範囲を広げて抽出判定すべきで
ある．そして，結論の論証構造の表記においてもこ

の限定詞(Q)をもらさずに記述することで，蓋然性へ
の対応がより完璧になる． 
 
5. まとめ 
本稿に記載した判定ルールにより，トゥールミン

モデルに基づく要素判定の非属人性が高まったので，

改めてグループ討議における論証と結論形成のプロ

セスを詳細に考察する．また，現状のルールと自然

言語処理技術では不可能な判定の全自動化の実現に

向けた判定ルールの改善を検討する． 
 
謝辞 本研究は科学研究費補助金（基盤研究 C）
23501097（研究代表者 比嘉邦彦）の助成を受けた． 
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算数文章題の単文統合型作問演習におけるログデータからの思考の変化の分析 
〜第１選択単文の観点から〜 

 
Analysis of Change of Thinking from Log Data in MONSAKUN 
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あらまし：問題を解くだけではなく，問題を作るということが，学習者の理解を深めるのに有益であると

されているが，作問演習の実施が難しい上に，そこで効果が得られるメカニズムは明らかになっていない．

本稿では，単文統合型の作問演習環境モンサクンの利用データの分析から学習者の思考を推定する技術を

確立する第一歩として，学習者が最初に選択したものに注目して傾向を調査し，その理由を考察する．   
キーワード：作問学習，単文統合型，思考プロセス，ラーニングエンジニアアナリティクス 

 
 
1. はじめに 
学習対象の理解を深め，確認するための活動とし

て一般的に問題解決演習が行われているが，問題を

解くのでは無く，問題を作ることも教育的に意義が

あることが古くから知られている(1)．本研究で対象

としている算数の分野でも作問演習についての研究

も行われ，その効果が示されている(2)(3)．しかし，作

問活動は学習者，教授者共に非常に負担のかかる作

業であるために十分な作問量を確保することが難し

く，従来は実用的な実施が困難とされてきた． 
そのような作問学習を授業などで行えるようにす

るための学習支援システムとしてモンサクンが開発

されている．モンサクンの特徴は，次節で説明する

単文統合型という作問演習形式を採用することによ

り，短い時間内でも数多くの作問活動が行えること

にある．実際に小学校での授業での実践的利用が多

く行われており，十分な作問量が確保できると共に，

問題の解決と作成の両方への効果や問題の識別能力

の向上といった効果も報告されている(4)． 
本研究では，作問学習における学習者の思考を推

定し，適切なフィードバックを返すことを目標とし

て，モンサクン上で得られた作問過程のデータから

思考を推定する手法の開発を目指している．本稿で

は，その第一歩として学習者が最初に選択する単文

に注目して分析した結果を報告する． 
 

2. 単文統合型作問演習 
モンサクンにおける作問演習形式である単文統合

型というのは，学習者が自由に文章を作成するので

は無く，用意された単文の選択と組み合わせとして，

要求される条件を満たす算数の文章題を作る演習形

式である． この形式での作問課題の一例を図 1に示
す．モンサクンで提示される課題は，作成する問題

の要求として式と物語の種類，それを組み立てる材

料として 5または 6個の単文を提供する．この課題
では「8-3」という式で答えを求める，「あわせてい
くつのもんだい」を作ることを求めている．学習者

は提示された単文の中から 3つを適切に選ぶと，求
められた問題を作れる．この課題では単文 1，2，3
を組み合わせることが正解となる．ただし，モンサ

クン上で単文が提示される並びはランダムである． 
この課題は式が引き算であるのに対して，「あわせ

ていくつのもんだい」という足し算を想起させる問

題を作ることを要求しており，これを学習する小学

校 1年生にとって解くのが難しいとされているもの
である．このような問題は逆思考問題とよばれ，モ

ンサクンが提供する課題にも含まれている． 

課題：「8-3」でけいさんできる「あわせていくつ」 
	 	 	 のもんだいをつくろう 
単文 1：白いうさぎが３びきいます 
単文 2：黒いうさぎが？ひきいます 
単文 3：白いうさぎと黒いうさぎがぜんぶで８ひきいます 
単文 4：白いうさぎが８ひきいます 
単文 5：白いうさぎは黒いうさぎより３ひきおおいです 
単文 6：ちゃいろいうさぎが３ひきいます 

図 1	 単文統合型作問演習の課題例 

このような形式で作問を行うことにより，学習者

は提示された単文の範囲で作問をするので自由度は

失われるが，文章を作成する負担は軽減され，要求

される条件に必要な要素を考えることにより焦点が

当てられるというのが，期待される効果である． 
そして，このように作問を定義すると，作問を与

えられた 6つの単文から 3つを選ぶ組み合わせ探索
問題となり，探索空間を規定できる．これによって

作問タスクを明確にすると共に，学習者の回答プロ

セスがコンピュータ処理可能になるメリットもある． 
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3. データ分析 
3.1 対象データ 
本研究では，モンサクンにおいて逆思考問題の作

問として最初に出てくるレベル５の 1問目を対象と
して，広島大学附属小学校での 2年生を対象とした
授業内での利用のデータの分析を行った．対象とし

た授業では，最初に児童がモンサクンを利用して指

定したレベルの課題を行う．そして，指定されたレ

ベルに含まれる課題を少し変更したものを使って教

室全体で考え，可能であれば最後の 5分ほどでまた
モンサクンを利用した．今回のデータは児童がレベ

ル 5に取り組んだ最初の授業から 3回分の授業のデ
ータ（1日目と 2日目の間は 2日空き）である． 
3.2 データの概要 

1 日目で対象とする作問ができたのは 39 名中 17
名であったが，2 日目以降はほぼ全ての児童が作問
できた．1日目には授業後の利用はできなかったが，
2日目以降は授業後にも実施し，3日間のトータルで
対象の課題を最大 8回行った児童もいる．ただし，
レベル 5の全 12問を完了してから，また最初の問題
に戻るようになっているので，作問できた後にすぐ

に同じ課題を行ったわけではない． 
3.3 データの傾向 
ここでは，3日間をトータルとして，3回以上作問

に正解した 31 名のデータを用いて，最初，2 回目，
3 回目に作問できたときに最初に選択された単文を
分析対象とした．表 1に各回のデータを示す． 

表１	 1回目から 3回目の正解のデータ 
	 1 回目	 2 回目	 3 回目	 

単 

文 

選択 

者数 

操作 

回数 

（平均） 

答え 

合わせ 

（平均） 

選択 

者数 

操作 

回数 

（平均） 

答え 

合わせ 

（平均） 

選択 

者数 

操作 

回数 

（平均） 

答え 

合わせ 

（平均） 

1 6** 27.17 5.33 3** 22.33 4.67 2** 3.00 0 
2 1** 35.00 8.00 1** 3.00 0.00 4** 7.50 0.5 
3 7** 10.57 1.86 15** 11.94 2.00 15** 7.87 0.64 
4 16** 42.13 5.81 11** 17.20 2.70 9** 33.67 6.5 
5 0** -  -  1** 13.00 2.00 1** 12.00 0 
6 1** 50.00 10.00 0** -  -  0** 3.00 -  

**: 2項検定において有意水準 1%で有意差 

選択されるカードがランダムであると仮定し，期

待値を均等として適合度検定を行った．その結果，1
回目から 3回目までそれぞれχ2(5) = 35.380，38.089，
32.284 で有意水準 1%で選択に有意差が見られた．
よって，児童が意図的に選択していることが分かる． 
同様の条件で各単文の選択において 2項検定を行

い，1 回目は単文 4，2 回目は単文 3 と 4，3 回目は
単文 3が有意に多かった（p<.01）． 
ライアンの方法による多重比較によっても，1 回

目は単文 4が単文 2, 5, 6に比べて，2回目は単文 3
が単文 2, 5, 6に比べて，単文 4が単文 6に比べて，3
回目は単文 3が単文 1, 5, 6に比べて多かった． 
これらの結果から正解の回数に応じて，多く選ば

れる単文の傾向が変化していったことが分かる． 

4. 考察 
最初に多かった単文 4の選択は，この課題までに

行ってきた課題から得られた単純なルールを適用し

ていることが推定される．分析対象となるレベル 5
の課題までは，提示されている式の中の数字の順番

とカードを並べた際の数字の順番が一致し，数量の

関係を表す文（例えば，この課題では単文 3）が最
初に来ることはなかった．つまり，この課題までは

文章と数式の関係を把握していなくても作問ができ

てしまったと言える．よって，同じように考えると，

条件に合うのは 8という数をもち関係を表すもので
はない単文 4であり，最初に取り組んだときにこれ
を選択した児童が多かったことと一致する． 
一方，単文 4に代わって多くなる単文 3は「白い

うさぎと黒いうさぎがぜんぶで８ひきいます」とい

うもので，「あわせていくつ」の問題の構成を特徴付

けるものである．この課題では，この種類の単文は

これだけであり，これを選択することで求められて

いる条件の一つが満たされる．このため，これを最

初に選ぶということは，作ることを要求されている

問題の特徴を理解していると推定できる．ただし，

単に回答を憶えている児童がいる可能性もあるので，

更なる調査が必要である． 
有意ではないが 3回目の正解においても，正解に

含まれない単文 4を最初に選択する者も少なくない．
これについては 2度解けたといっても，単に正解を
憶えるわけでも，求められる文章題の特徴をきちん

と理解しているわけではなく，まだ試行錯誤で解い

ている可能性がある．単文統合型作問環境の目標は

作問活動を通じて物語とそこに含まれる数量関係，

式の関連を理解させることであり，それを促進する

ための更なる支援が必要と考えられる． 
 

5. おわりに 
本稿では，モンサクンを児童が授業の中で利用し

たデータから，最初に選ばれるカードに注目してデ

ータを分析し，その理由について考察した．分析の

結果から学習者の選択は 2つの単文に集中し，それ
ぞれの理由が推定できた．今後はデータの量を増や

すことにより，この推定の妥当性を検証するととも

に，作問プロセス全体を対象としていきたい． 
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あらまし：近年，教学上の改善・発展に関して，学内外の大規模データに基づいた問題発見／解決への注

目が高まっている．本研究では，入学前から 4 年間の学士課程を通してのあらゆるデータを時系列に整理

してこれを学修ライフログ化し，これと個人特性データを含めた大規模データから学修成果の評価や学修

支援のための知識発見を行うことについて検討する． 
キーワード：大規模学修データ，ライフログ，教学 IR，学修支援，数理モデル，データマイニング 

 
 
1. はじめに 

近年，ビッグデータ，データサイエンス等の用語

に代表されるように，大規模なデータに基づくエビ

デンスベースでの意思決定が重要視され，さまざま

な分野において議論，研究，実行されている． 
高等教育においてもそれは例外になく，教育の質

保証において，データに基づく教育プログラムの評

価や施策の立案，成果の可視化等が喫緊の課題とな

っている．これに関連して，IR（Institutional Research），
EM（Enrollment Management），LA（Learning Analytics）
などさまざまな観点から，データに基づく教育改善

のアプローチが研究されている． 
本稿では，大手前大学（以下，本学という．）にお

ける入学前から 4 年間の学士課程を通した学修デー

タの収集と活用の事例や計画について報告し，大規

模データから学修成果の評価や学修支援のための知

識発見とその活用を行うことについて検討する． 
 

2. 大規模学修データの活用 
2.1 教学上の KPI策定 
教育改善のための教学 IR が担うべき重要な機能

として，KPI（重要業績評価指標）の策定と，これ

に基づく具体的方策の提案がある（1）．本学では，デ

ィプロマポリシーに基づいた卒業生の質保証を実現

するための「学士課程教育のグランドデザイン」を

制定し，全学的にすべての教育活動がこれを参照し

てその実現に向けて活動することとしている．教学

IR の立場においては，あらゆる教育活動がこのグラ

ンドデザインに沿って設計されているかどうか，ま

た学生がその学修成果としてグランドデザインに示

された目標値を達成しているかどうかを明らかにす

ることが求められる．グランドデザインに基づく活

動の実施状況や学生の目標達成状況などについて適

切な指標と測定方法を定め，これを KPI として

PDCA サイクルを回すことが必要である． 

2.2 学修支援 
学修支援の観点からは，入学前から学士課程を通

してのあらゆる学生データを紐付け，その特性を詳

細に分析することで広い意味での学修支援を行うこ

とが重要であり，これも教学 IR の重要な役割である．

なかでも，学習困難に陥っている学生や，中途退学

の可能性がある学生をいち早く発見し，適切な支援

を行うことが，質保証の意味でもリテンション率向

上の意味でも求められる． 
2.3 学生データの収集とライフログ化 

本学において，学生に関するデータは従来から表

1 のように各部署や教員個別に管理されてきた．シ

ステムに関しても，教務システムや LMS（Learning 
Management System）など，複数のシステムが独自に

開発され運用されてきたが，学内のさまざまなシス

テムを一元化するプロジェクトが発足し，数年計画 
 

表 1 学生に関するデータと所管部署 
部署 主なデータ 

教学運営室 入学前学習取組状況，出欠席（全授業・オリエン

テーション等），全学実施の試験結果，学習アン

ケート，インタビュー調査 
学習支援セ

ンター 
課題提出状況，学習支援センター利用状況，チュ

ーター報告書 
教務課 成績，履修状況，三者面談記録，学生異動 
学生課 学籍情報，アルバイト・サークル状況，奨学金，

学生アンケート，特殊支援報告書 
ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝｽﾞｵ

ﾌｨｽ 
入試種別，出身校課程，出身校評定値，入試成績 

情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝ

ﾀｰ 
LMS 上の学習データ，LMS 利用ログ，その他シ

ステム利用ログ 
ｷｬﾘｱｻﾎﾟｰﾄ室 進路決定状況，就職活動履歴，面談結果 
就業力育成

支援室 
学修振り返り，プレゼン映像，自己アピール 

資格ｻﾎﾟｰﾄｾﾝ

ﾀｰ 
資格講座受講状況，資格取得状況 

図書館 図書貸出履歴，OPAC 利用ログ 
各教員 各授業の課題，テスト結果等 
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でこれを実行している最中である． 
最終的にはシステム上で学生のさまざまなデータ

が一元化されることが望まれるが，まずは学内にお

ける教学 IR や教学評価研究の担当部署により各部

署のデータを集約し，各種のデータを横断した学生

データを作成しつつある．入学前から 4 年間の学士

課程を通してさまざまなタイプのデータが存在する

が，全ての授業の出欠席状況や，LMS 等のシステム

ログ，課題のデジタルデータなどを含め，大規模な

データを時系列に整理し，学修ライフログとしてこ

れを活用することを目指す．その際には，先述のグ

ランドデザインに基づく KPI や，学修支援のための

情報の可視化を十分に意識することが必要である． 
 

3. 数理的アプローチとその事例 
3.1 数理的アプローチ 

大規模な学修ライフログを構築することができた

としても，莫大・多様で複雑に関係しあうデータか

らいかに意味のある情報を抽出するかが問題である． 
効果のある教育プログラムや，高い成果をあげる

学生の成長フロー，支援すべき学生などを発見する

にあたり，学生・教員個人から教育プログラムまで，

教育の場そのものを統合的な大規模システムとして

捉え，その非線形で動的な構造のモデルをデータか

ら推定しこれを活用していくことが有効と考えられ

る．そのためのアプローチとして，データマイニン

グや機械学習の手法を用いたさまざまな検討が近年

提案されつつある．入学前後から 1 年次の種々の修

学状況データにより 3 年次前期までの単位取得状況

を推定する決定木分析を行った例（2），さまざまなデ

ータマイニング手法により，学生の学修成果を予測

する数理モデルを構築する例（3）などがある． 
3.2 数値実験 

学修データをデータマイニング的に分析する例と

して，2009 年度入学生について，入学前から初年次

までのデータにより経年後の状態を推定する数理モ

デルの構築を試みた．クラス分類問題と捉え，以下

の 2 種類のクラス分類のためのモデル構築を行った． 
(1) 《修学状況》「4 年間のうちに退学・除籍/4 年

間で卒業/4 年で卒業できず留年」の 3 クラス 
(2) 《学修成果》「卒業時に進路決定/未決定」の

2 クラス 
入力変数（特徴量）としては，表 2 に示す 12 の変

数を用いた．数理モデリング手法としては，ニュー

ラルネットワークの一種である多層パーセプトロン

（MLP）と RBF ネットワーク（RBFN），および決

定木アルゴリズムの C4.5 を用い，機械学習ツール

Weka（4）により実行した．データ数は(1)については

794，(2)については 621（退学・除籍者を除く）であ

った．10-fold cross validation の結果を表 3 に示す． 
入学前から初年次のデータを用いることでその後

の退学・除籍や留年等の修学状況を予測し，支援の

必要な学生を早期に発見できることが示唆される． 

表 2 入力変数 
変数 値 

性別 名義尺度，2 クラス 
学部 名義尺度，3 クラス 
入試種別 名義尺度，7 クラス 
出身校課程 名義尺度，5 クラス 
出身校評定値 連続値，[0, 5] 
導入教育（入学前学習，新入生

オリエンテーション）参加率 
連続値，[0, 1] 

必修 4 科目出席率（春学期） 連続値，[0, 1] 
必修 4 科目出席率（秋学期） 連続値，[0, 1] 
1 年次春学期末修得単位数 離散値（最大値 20） 
1 年次秋学期末修得単位数 離散値（最大値 48） 
1 年次春学期末通算 GPA 連続値，[0, 4] 
1 年次秋学期末通算 GPA 連続値，[0, 4] 

 
表 3 クラス分類実験結果（正答率） 

手法 (1)修学状況 (2)学修成果 
MLP 80.7% 58.8% 
RBFN 82.6% 63.6% 
C4.5 82.9% 59.4% 

 
進路決定状況に関しては，今回のようなデータのみ

では精度良く予測することは難しい． 
今回の実験では入学前から初年次のデータのみを

入力変数として扱ったが，より広範囲のデータを結

合し，意味のある変数やルールを発見することで，

学修成果や学修支援に活きる KPI の策定を推進する

ことが可能と思われる．またこれを実際の施策策定

に結びつけるには，現実的に活用できる数理モデル

の構築が必要であり，モデルの可解釈性も重要な視

点である．また，教育環境等の変化を吸収する動的

なモデル構築も求められるであろう． 
 
4. おわりに 

本稿では，学修データの集約とライフログ化，そ

れによる教育改善についての要点と本学の事例をま

とめ，簡単な数理的モデリングの例を示した．今後

はさらに広範囲のデータを結合した大規模なライフ

ログ化を行い，数理的アプローチを援用しながら教

育改善のための知識発見の手法を開発していきたい． 
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あらまし：近年，e-Learningによる教育・学習が盛んに行われている．我々は e-Learningを対象として
学習者自身が問題を作成，共有できる投稿型自主学習素材共有システム S-Quizを開発した．S-Quizを
用いた教育実践で作成された問題数のバランスが悪いことが確認された．本稿では，この問題を解消す

るための作問制御インタフェースについて述べる．学習者が問題の正答語句を選択する時に，学習者が

授業中に作成した電子ノートを用いて，作成数の少ない学習対象語（LTW: Learning Target Word）の
強調により作問を誘導させることで，問題数のバランスをよくすることを目指す． 
キーワード：e-Learning，投稿型自主学習素材共有システム，問題数のバランス，作問制御 

 
 

1. はじめに 
近年，e-Learningを用いた教育・学習が盛んに行わ

れていている (1) ．我々は，e-Learningを対象として，
学習者が問題を作成し解答できる投稿型自主学習素

材共有システムS-Quizを開発した(2)． 
大学の専門科目で、S-Quizを用いた作問を宿題課

題としたところ，特定の学習対象語（LTW: Learning 
Target Word）について作問されないなどの問題点が
明らかになった．LTWは，学習対象とする専門分野
を学ぶ上で，学習者が理解するべき重要な語句と定

義する．作成された問題を共有して学習に利用する

ので，各LTWについて，問題出題に十分な数が必要
である．そこで我々は，投稿された問題数のバラン

スを良くする（それぞれのLTWについての問題数が
所定の問題数を超えている状態）ための作問制御を

考案し，シミュレーションによる性能評価を行い，

問題数のバランスを良くできる結果が得られた(3)． 
次に，我々は，S-Quizが学習者に特定のLTWにつ
いて作問誘導させる方法を考察した．作問誘導とは，

特定のLTWを提示し，作問を薦めるものと定義する．
学習者を作問誘導に従わせるためには， 
①学習者への作問誘導のタイミング 
②どのLTWが作問誘導されても，作問が可能 

が重要と考える．本稿では，S-QuizがどのLTWにつ
いても学習者の作問誘導ができる作問制御インタフ

ェースについて報告する． 

2. 投稿型自主学習素材共有システム 
 S-Quizは学習者が多肢選択問題を作成・共有でき
る学習環境を提供している．図 1に S-Quizの問題作
成画面を示す．学習者はジャンルの選択と問題文，

正答 1個，誤答 3個を入力し問題を作成・投稿でき
る．学習者は S-Quizに投稿された問題を共有し，問
題解答を通して自主学習に利用できる． 

 

 
図 1 S-Quizの問題作成画面 

 
3. 作問制御 

S-Quizに投稿された問題数のバランスを良くする
ために，投稿数の少ない LTW について，学習者に

作問してもらう必要がある．我々は，該当する LTW
の問題を作らせるために，作問誘導のタイミングと
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作問誘導の方法について述べる． 
3.1 作問誘導のタイミング 
学習者がある LTW について問題文などを入力し

てから作問誘導すると，S-Quizは学習者に作問して
いた問題を止めてもらい，提示した LTW について

作問させることになる．学習者が作問していた問題

から，作問誘導しても学習者は従いにくいと考える．

また，学習者が作問するとき，初めに正答を考えて

から作問を始めると考えられる．そのため，学習者

を作問誘導に従わせるためには，正答を入力する前

に行う必要がある．我々は，学習者が正答を決める

時に，作問誘導することで，特定の LTW を正答と

する問題を作らせることができると考える． 
そこで，学習者に問題の正答（以下，正答語句）

を入力させてから，作問させる．我々は，学習者が

正答語句を入力する時に作問誘導することで，作問

の流れの中で誘導できると考える． 
3.2 正答語句の入力 
正答語句の入力は，S-Quiz が LTW を提示し，学

習者が選択する．学習者に投稿数の少ない LTW に

ついて作問誘導しても，その LTW について理解し

てなければ作問することができない．学習者が作問

誘導に従い，作問できるために，まずどの LTW で

も正答語句とした作問がしやすい状態にする． 
そこで，S-Quizが学習者に LTWと，各 LTWに対

する説明などを提示する．これより，学習者が作問

誘導した LTW について理解していなくても，LTW
の説明が，問題文を考えるためのリソースとなるた

め，作問がしやすくなると考える． 
 
4. 正答語句を入力するインタフェース 
正答語句の入力方法には，学習者が授業中に作成

したノートを利用する．全ての学習者が S-Quizとノ
ートを連携させるために PC で作成したノート（以
下，電子ノート）を利用する．電子ノートは，授業

内容や教師が発言した内容などを学習者自身が記述

するものである．電子ノートを利用することで，自

分の言葉でそれぞれの LTW についてまとめられて

いるので，問題文のリソースになる．また，教師が

授業で利用した資料よりも，資料に書かれた LTW以
外の説明も含まれることが考えられるので，同じ正

答の LTWでも問題のバリエーションが期待できる． 
4.1 正答語句の選択方法 
正答語句の入力は学習者が電子ノートに書かれて

いる LTW を選択する．S-Quiz は学習者が電子ノー
トに書かれている LTW を理解させるために，文字

に色を付けておく．LTWを選択すると，問題作成画
面に移り問題文や誤答など入力する．また，学習者

が自由に正答を入力できるフォームも提供しておく． 
4.2 電子ノートを用いた作問誘導 
学習者の電子ノートに書かれている投稿数の少な

い LTWを提示するために，学習者に他の LTWより
も作問誘導する LTW を注目させて，正答語句に選

択し，作問してもらう方法について説明する． 

(a)学習者に作問誘導する LTWの強調 
作問誘導を行う LTW を学習者に注目させるため

に，背景色を付けて強調させる．しかし，学習者に

電子ノートの内容を表示した範囲に，背景色の付い

た LTWが見えなければ，他の LTWを正答語句とす
る問題が作られやすいと考える． 
(b)作問誘導する LTWの表示 
そこで，背景色の付いた LTW が表示されるよう

に，電子ノートの内容を表示させる．背景色の付い

た LTWだけでなく，その LTWの説明も表示される
ので，作問が可能になると考えられる． 
電子ノートを用いた作問誘導(a)，(b)を実装した作

問誘導画面を図 2に示す．図 2では，学習者に電子
ノートに書かれた「第 2世代コンピュータ」につい
て作問誘導を行う画面である．学習者が背景色の付

いた LTW を正答語句に選択し，作問することで，

投稿数の少ない LTWの問題数を増やしていく． 
 

 
図 2：作問誘導を行っている正答選択画面 

 
5. まとめ 
本稿では，問題数のバランスを良くするための，

学習者に投稿数の少ない LTWの作問を行うように，
正答語句の選択時に電子ノートを利用した作問制御

インタフェースについて述べた．今後，作問制御イ

ンタフェースを利用した，学習者が作問誘導に従う

かの評価実験を行う．なお，本研究の一部は，平成

26年度科学研究費補助金基盤研究（C）「基礎知識学
習のための作問を活用した e-Learning システムの開
発」(課題番号 26330401)の補助を受けている． 
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あらまし：日本のソフトウェア開発力の向上は国際競争の中で不可欠であり，また，ソフトウェア開発に

対する社会の要望は今後一層拡大することが予測される．したがって，プログラミングを不得手とする層

への対応・支援はこれまで以上に求められると考えられる．我々はこれまで，プログラミングを不得手と

する学習者層を対象とし，彼らのプログラミングの成熟的学習活動を支援することを目的として研究を

進めてきた．ここでは，従来のプログラミング教授法の限界は，感覚技能を言語情報で十分に表現できな

い点にあると仮定している．そして，プログラミングが学習経験に強く関係する暗黙的思考である点に着

目し，蓄積経験が強く反映される眼球運動を分析すれば，プログラミングの経験・理解程度を推定でき，

さらに，その結果に基づくことで新たな学習指導法を構築できると考えている．以上の準備段階として，

本稿では，プログラミングトレース学習の思考過程の視線運動の追跡による推定法を提案し，学習者の経

験・理解の度合いに応じて眼球運動の振る舞いに特徴が存在することを明らかにする． 
キーワード：プログラミング学習，視線計測，トレース，思考過程，推定 

 
 
1. はじめに 
情報工学に関連する大学等専門領域において，プ

ログラミング技能は特に重要な科目として位置づけ

られている(1)．しかしながら，プログラミング学習者

の集団に対してその素養を分析すると，高度な論理

思考力を持つ学習者を含む層とそうではない層の二

つの層が各学年必ず存在するよう感じられる．この

傾向は，年齢や性別，教育水準の差に関わらず，等

しく発生することが従来から経験的に知られている
(2)．日本のソフトウェア開発力の向上は国際競争の

中で不可欠であり，そのためには，プログラミング

を不得手とする層の支援が必要である．そして，彼

らを支援するためには，何が原因で理解を妨げてい

るのかを明らかすることや，また彼らの理解度に適

した教授法を提供する必要があると考えられる．  
このような背景のもと，プログラミングの学習支

援を対象とした研究は，1. 学習者の分析と特徴の発
見，2. プログラミング学習の教示方法の提案，3. プ
ログラミング学習支援ソフトウェアの開発の 3種類
に大別される．しかしながら，ほとんどは初心者を

対象としたもので，さらに示唆・提言に留まってい

る．初学者からスタートして学習者が個々の学びの

段階に応じて成熟的に学習を進めるための学習支援

法や，学習者の学びの段階に応じた教授法の提案に

までには至っていない． 
我々はこれまで，学習者の理解度を詳細に定義す

ることで，成熟的学習活動を可能とする教材の開発

を目標に研究を進めている．この中ではとりわけ，

プログラミングが学習経験に強く関係する暗黙的思

考技能である点に着目し，蓄積経験が強く反映され

る眼球運動を分析することで，プログラミングの理

解度を推定可能であると考えている．以上の準備段

階として，本稿では，プログラミングトレース学習

の思考過程の視線運動の追跡による推定法を提案し，

学習者の理解度の度合いに応じて振る舞いに特徴が

存在することを明らかにする．  
 
2. 従来の教育手法 
本研究では，プログラミング学習の中でもプログ

ラミングの読解に着目する．プログラミング読解の

際には洞察力が強く求められるため，従来の言語情

報に強く依存した教授法だけではプログラミングの

不得意層を十分に支援できない．本研究では，プロ

グラミングそのものは言語であること，経験主導型

の学習であることの 2点に着眼し，プログラミング
の理解度を評価するために視線計測の情報を活用す

る．経験の度合いに応じて視線の軌道には特徴が存

在するとの考えに基づき，プログラミングの成績に

は表れない経験の量を定量的に表すことで，経験の

度合いに応じた思考パターンを定義する．そして，

思考パターンからプログラミング読解の過程を把握

し，この情報を教材開発に活用することを考えてい
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る．以上の目標のもと，本稿では，理解度・経験の

度合いに応じて視線軌道のパターンに特徴が存在す

るかどうかを実験から明らかにする． 
 
3. 実験条件 

C 言語の全般的な基本文やアルゴリズム基礎・演
習といったプログラミングの基本を既に習得してい

る大学生 3年 6名を被験者として実験を行った．課
題に集中させ，リラックスした気分にさせるため外

部から内部を見ることのできない教室を利用して実

験を行った．なお，眼球運動計測には, トビー・テク
ノロジー社製 X2-30 アイトラッカーを使用した． 
被験者 6名に対して行ったインタビューの結果か

ら，プログラミングに対する得手不得手の主観評価

とプログラミング関連科目の成績を参考として，被

験者を得意群 2名，普通群 2名，不得意群 2名の計
3群に分類した．実験では，6種類の簡単なソースコ
ードを対象とし，被験者の群に応じた相違を分析し

た．なお，実験では，被験者のプログラミングに対

する慣れ・経験を問うために，ソースコードの中で

改行コードやインデントの削除を任意に行っており，

その結果を図 1の結果からも確認できる．  
 
4. 結果及び考察 
実験結果の一例を図 1に示す．得意群では，被験

者同士で注目箇所にほぼ一致が見られ，とりわけ処

理の中で重要となる箇所を注視できていたことを確

認した．次に普通群では，プログラミングの処理を

全体的に何度も確認する傾向にあり，また，被験者

間で視線軌道に相違が見られた．最後に不得意群で

は，普通群と同様に注視箇所に広がりが見られた．

特に，被験者に応じて視線軌道に強い特徴があり，

その多様性が示唆された．変数宣言やヘッダといっ

た処本質的に重要ではない箇所に注視が行われてい

る点や，処理の中で必ず確認が必要な箇所への注視

が行われていない点は不得意群の特徴であった．ま

た，プログラミングに対する慣れを問うために行っ

た改行やインデントの任意抜粋に過剰に反応してい

た．問題によっては複数被験者の注目箇所に一致が

見られた場合もあったが，理解が不足していたため

ソースコードの読解を途中で中断していたことがそ

の理由であり，このことは実験中の口答説明から確

認された．改行やインデントの任意抜粋に反応した

理由として，被験者が記憶に留めていない記述パタ

ーンであったため，何らかの処理がこの点に存在し

ているのではないかと記憶を疑っていた結果であっ

たことが，実験後のインタビューから確認された．  
 
5. おわりに 
本研究では，プログラミングが学習経験に強く関

係する暗黙的思考技能である点に着目し，蓄積経験

が強く反映される眼球運動を取得することで，プロ

グラミングトレースの思考過程の分析を行った．そ

の結果，学習者の層に応じた視線運動の特徴を確認

した．多くの教示の現場では，教授者は「プログラ

ミングでは実践が重要であり，考えることが重要で

ある」と説明している場合が多い．本稿での実験の

結果，プログラミング不得意層，特に経験が不足し

ている学習者は，ソースコード全体に重要な意味が

あり，全てを考え理解する必要があると解釈してい

ることが示唆された．たとえばプログラミング導入

講義の段階ではヘッダなどの意味を理解する必要は

ない反面，プログラミングを不得手とする学習者は

そのことに対して理由を見付けられず，その結果学

習を途中で放棄する場合が多いのではないかと考え

られる．なお，意味のないものに意味を見付けよう

とする学習者は素養がないと述べた Dehnadi らの知
見と一致が見られる．よって，教示の現場では，憶

える箇所，考える箇所の強調とその繰り返しが重要

となるのではないかと考えられ，この点の検証は今

後の課題として明らかにする予定である． 
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図 1 実験結果の一例．左は得意層，中央は普通層，右は不得意層 
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白畑 貴瑛*1,小松川 浩*1 
Takaaki Shirahata*1, Komatugawa Hiroshi*1 

*1
千歳科学技術大学大学院 

*1 Graduate school of Photonics Science Chitose Institute of Science and Technology  
Email: shirahata209@kklab.spub.chitose.ac.jp 

 
あらまし：本研究グループは,初等中等教育の教員によるタブレット端末用教材の自作を簡単に行える
iPadアプリケーションの開発を進めてきた. 特に本研究では, 日頃アプリケーションを活用いただいてい
る現場教員のニーズに従い, 新たに画面共有機能や素材登録機能を開発して評価した. 
キーワード：iPad，教材作成，授業支援 

 
1. はじめに 
本研究グループは , 初等中等教育向けの学習用

iPad アプリケーションを開発し, 授業での利用を試
みてきた. そして, 教育現場のニーズから教員が簡
単な操作で授業利用のための iPad教材を作成できる
オーサリングツールを開発した. そこでは, 画像の
読み込みや文字の入力などの基本的な機能を有する

ツールを開発した. 本研究では，利用頻度の観点か
ら研究を進め, 画面共有機能の試作と素材登録機能
を開発した. 

 
2. iPad 用教材作成支援オーサリングツール 
本研究グループが開発してきた iPad 用教材作成

支援オーサリングツール（ズッキーニ）について説

明する. 
2.1 ズッキーニとは 
	 ズッキーニは 2つのコンセプトの元に開発された. 
 	 1 つ目は授業科目を問わず利用できることであ
る. 様々な科目の教員が自分の授業で簡単にオリジ
ナルの教材を活用できるように文字の制御などの汎

用的な機能が多く備わっており, 教材の内容や使い
道は教員の裁量によるものが大きい. 表 1 にズッキ
ーニの主な機能を示す. 
	 2つ目は教材作成に関わる全ての作業を iPadで行
えることである. タブレット端末の携帯性を活かし, 
あらゆる場所で授業を行う事ができるようにするた

め, ネットワークの有無などに左右されずに機能す
るように開発された. 
2.2 ズッキーニに関するヒアリング 
	 本研究では, ズッキーニの機能拡張を行うべく, 
以前にズッキーニで教材を作成したことのある教員

に対してヒアリングを行い, 利用上の問題点や要望
などを調べた. その結果を下記に示す. 
・	 教材を作成するには画像の準備が大変 
・	 大量の画像を iPad上に置いておくのは難しい 
・	 一台ずつ生徒の iPadを見ていくのは大変 
・	 グループワークなどで活用したい 
・	 1台ずつ生徒の iPadを見て歩くのは大変 

・	 電子黒板などと連携してネットワークによって

画面を共有したい 
 
上記のニーズに対し, ズッキーニはグループワー

クでの利用が検討されており, 画像の扱いに不便さ
があることがわかった. 
 

表 1 教材作成のための機能 
機能名 機能説明 
描画 iPad画面上に手で線を書ける機能. 

画像制御 iPad内の写真を読み込み教材内で用
いることができる. また, 画像は指
で触ることで動かすなどの操作が

できる機能. 
文字制御 文字を挿入し, 文字を指で触ること

で動かすなどの操作ができる機能. 
制限機能 画像や文字などを生徒が編集でき

ないようにする機能. 
コンテンツ

出力 
教員が作成した教材を他の iPadへ
送るための出力機能. 

グループ 
機能 

画像や文字を関連付け, 1つの固ま
りにできる機能. 

素材登録 
機能 

教員が用意した画像や文字を素材

としてポップ内に登録できる機能 
 

3. 開発した機能について 
新たに開発した機能について述べる.  
本研究に関連したタブレット端末の授業利用に関

するヒアリングを通して, 学校現場の教員がタブレ
ット端末を用いて, 協調学習や画像などの資料を提
示して授業を行っていることがわかっている. また,
本研究のヒアリング結果から, 画像の利用を簡便化
できる素材登録機能と, 協調学習での需要がある画
面を共有する機能を開発することとした. 
3.1 素材登録機能 
	 素材登録機能は, 画像を教材中のポップウィンド
ウに格納する機能である. 教材の設問における選択
肢や教材作成に利用できる画像を収納するための入
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れ物として想定した. 

	 	 	 	  
図 1 素材登録機能の画面 

	 図 1 左側は登録された素材の一覧である. これら
の一覧から画像任意の画像を選ぶと画面上に選択し

た画像が表示される. 
3.2 Bluetooth / Wi-Fiを用いた画面共有機能 
画面共有機能は 1台の iPadをホストとして, ズッ

キーニ上の教材の取組みの様子を送信する機能であ

る. 協調学習や教員による添削などの活用を想定し
た. 共有は「1対 1」もしくは「1対多数」において
片方の画面を送るものである. 

 

 
図 2 画面共有例 1対多数 

 
4. 学校現場での検証 
新たに開発した機能の検証結果を述べる. 画面共

有機能については岩見沢市と千歳市の中学校教員に

ヒアリングして調査した. また, 素材登録機能は千
歳市の中学校及び岩見沢市の中学校で授業実践を通

じて評価した. 
4.1 Bluetooth / Wi-Fiを用いた画面共有機能 
	 画面共有機能のヒアリングの結果を下記に示す. 
・	 生徒が取り組んだ成果の添削に利用したい 
・	 課題後の解答送信に利用したい 
・	 野外写真を取って共有するために利用したい 
・	 基本的に生徒対教員で使うと思う 
・	 生徒の画面への書き込みも欲しい 
・	 思考を表現する道具として欲しい 
・	 課題の経過を観察し、生徒の画面などをコント

ロールできることを希望する 

4.2 素材登録機能を活用した授業実証   
	 検証では, 学校現場で素材登録機能を利用するこ
とで, その有用性を調べた. また, 素材登録機能の
活用を促すために, 画像素材を登録し教員へ配布し
た. 
	 千歳市の中学校における実証では, 教員は化学反
応式の教材を作成した. 画像は生徒への選択肢とし
て授業中に活用された. 図 2 は教員が作成した教材
である. 教材の作成時間は 10分であった. 岩見沢市
の中学校の教員は配布された画像のみを利用して授

業を行った. 図 3 は授業により生徒が利用している
様子である.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         

図 2 化学反応式 
 

          
図 3 イオンの教材の利用風景 

 
5. まとめ 
本研究では中学校教員へのヒアリングを元に新た

に機能を開発した. そして, 中学校において開発し
た機能を検証し評価した. 画面共有機能は協調学習
や課題の添削への利用が期待される. 授業実証から
素材登録機能は, 設問に対する選択肢や課題学習に
利用された. また, 教材作成においても素材登録機
能に登録された画像は利用されたことから, 学校現
場において有用な機能であると示唆された. 

 今後は, 事前に画像素材を用意していくことで
ズッキーニの利用を促すか調査する. そして, カメ
ラを用いて画像を読み込むことで教員が簡単に教材

を準備できないか検討する. 加えて画面共有機能を
導入し, 素材登録機能と合わせて運用することで, 
ズッキーニの活用を促すことを目指す. 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 312 ―



聴衆視線とスライド構成特徴のハイブリッド分析による 
プレゼンテーション推敲支援 

 
Hybrid Analyses of Audience Gaze and Characteristics of Slide Construction 

for Supporting the Elaboration of Presentation 
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あらまし：本研究では，初学者自身によるプレゼンテーションスライド推敲の支援として，２つの有望ソ

ース「聴衆によるスライドの目視追跡行動」と「スライドデータ自体に内在する構成的特徴」のハイブリ

ッド分析によるスライド中の問題箇所抽出手法を開発する．本メカニズムを導入した支援システムを開発

することで，これまで活用が難しかった潜在ソースを活かした新たなスライド推敲支援の可能性を探る． 
キーワード：聴衆視線，スライド構成特徴，ハイブリッド分析，プレゼンテーション推敲支援 

 
1. はじめに 
スライドを用いたプレゼンテーション能力の重要

性が盛んに指摘され，様々な教育プログラムが試み

られている．特に，プレゼンスライド作成推敲は，

重要な能力でありながら，現実的支援が難しい．学

習者が自らスライド推敲を行うには，「スライド中の

問題箇所」の把握が重要だが初学者には難しく，現

状では教授者（熟練者）が個別に手作業で行うしか

ない．その作業コストが，学習者に対して問題箇所

を十分に示唆できない要因となっている． 
これに対し，スライド作成・推敲支援に関するシ

ステム開発（1）（2）が報告されており，いずれも一定

の有効性を認めることができる．しかし，研究ゼミ

など実際のプレゼン実施時の聴衆の潜在的な問題点

認知を現実的に活用し得るスライド中の問題箇所抽

出支援は，現状では実現されていない． 
本研究では，初学者自身によるプレゼンスライド

推敲の支援として，２つの有望ソース「聴衆による

スライドの目視追跡行動」と「スライドデータ自体

に内在する構成的特徴」から，スライド問題箇所を

抽出・提示するメカニズムの開発を目指す． 
 
2. 問題点とアプローチ 
2.1 初学者によるスライド推敲における問題点 
スライドの作成・推敲を行う上での問題点のうち，

本研究では，主に以下の点に着目する．  
（問題点１）聴衆の理解を阻害するスライド構成上

の問題箇所を作成者自身が発見することは難しい．  
（問題点２）聴衆からのコメントはスライド推敲に

有益だが，時間制約ゆえ十分なコメント得ることは

困難である． 
2.2 アプローチ 
本研究では，まず，聴衆の理解を阻害するスライ

ド構成上の問題箇所を抽出する手法を開発する．ま

た，プレゼンテーション視聴時に，聴衆の理解困難

を体言する特徴的視線動向を抽出する手法を開発す

る．さらに，両者を重ね合わせた分析に基づいて，

スライド中の問題箇所を推定する手法を開発する．

その上で，これらの手法を導入したプレゼンテーシ

ョンスライド推敲支援システムを開発することで，

スライド中の問題箇所の容易な把握，それに基づい

た的確な推敲を実現することを目指す．スライド中

の問題箇所抽出の概要を図１に示す． 
 
3. スライド中の問題箇所抽出手法 
3.1 スライド構成特徴の分析 
本研究では，各スライド中の構成特徴（ミクロ），

１つのプレゼンを形成するスライド間関係レベルの

構成特徴（マクロ），双方を抽出する．スライドに記

載された内容は是非とも活用すべき存在だが，意味

的レベルでスライドの記述内容を解釈する自然言語

処理は現実的ではない． 
そこで本研究では，プレゼン実施前後に，発表者

が準備したスライドデータを入力としたデータ工学

的分析を行う．特に，各スライド中の構成特徴（要

点強調，体言止め⇔過度な文章形式，記述階層構造，

記述量の過不足，図表の挿入等），スライド間関係レ

ベルの構成特徴（スライドタイトルに着目したプレ

ゼン構成，特徴フレーズのスライド間の出現接続状

況等）を分析することで，スライド構成上の理解阻

害要因を抽出する．まず，関連研究での取り扱いと

著者らの経験に基づいて，聴衆の理解を阻害するス

ライドの特徴について考察した．その結果を踏まえ，

第１段階として，各スライド中の構成特徴について，

以下のものに着目し，自動抽出手法を検討している． 
①強調記述不足／過多：適切な重要記述の強調がな

されていないスライドでは，聴衆は注目すべき場

所が分からない（目の置き場がない）状態に陥る． 

TA2-1

― 313 ―



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 スライド中の問題箇所抽出の概要 
 

②記述量過多：１スライドあたりの記述量が多すぎ

る場合，スライド中の記述内容の目視（読み取り）

に時間を要する． 
③説明不足：構成的特徴として表出し得るものとし

て，図表，数式，専門用語などに対する説明記述

が不足しているものに焦点をあてる．  
3.2 特徴的な視線動向の抽出 
人の視線は, 通常「左上から右下へ」規則的に動

く（Zの法則）ことが知られている（3）. これを聴衆
の正常な視線動向とし,理解困難時に特有の視線動
向について考察した．その結果を踏まえ，まず，以

下の動向に焦点をあてる． 
・動向Ａ[視線散漫]：聴衆が注目するべき箇所（目
の置きどころ）を得られない場合に生じるものと考

えられる不自然な視線動向． 
・動向Ｂ[追跡困難]：スライドの記述内容の目視に
よる追跡が追いつかず，内容把握の途中でプレゼン

が次のスライドへと移行してしまう状態． 
・動向Ｃ[視線遡及]：聴衆がスライド中の特定箇所
の理解に苦しむ際，あるいは，記述配置不備等に伴

い，他の箇所に理解の助けを求めようとする意識か

ら発生するものと思われる記述順を遡る視線動向． 
本研究では，非接触型（設置型）の視線計測装置

を用い，プレゼンテーション視聴時の聴衆の視線を

取得・蓄積する．その後，視線データを分析し, 上
述の特徴的視線動向を抽出する． 
3.3 ハイブリッド分析 
スライド中のそれぞれ抽出したスライド構成上の

理解阻害要因，特徴的視線動向を重ね合せ分析し，

スライド中の問題箇所を推定する．そのために，実

際のプレゼンリハーサル時の視線動向を入念に分析

し，「典型的なスライド構成上の理解阻害要因と視線

動向のペア」を整備する．ただし本研究では，これ

らペアを安易に固定し抽出を試みるのではなく，プ

レゼン様態や聞き手による差の実際的検討を重視し，

ペア DBを知見と共に丁寧に整備する． 
 

4. 実験・初期検証 
特徴的視線動向の存在確認，理解阻害要因との兼

ね合いの観察，課題抽出を目的として，初期的な検

証実験を行った．被験者（情報系大学生 3 名）に実
際にプレゼンテーションを視聴して頂き，その間の

視線を計測した．取得した視線データと解析し，イ

ンタビュー結果と照らし合わせて検証を試みた． 
その結果，着目する視線動向のいくつかの出現を

確認することができた．一方，出現様態や理解阻害

要因との兼ね合いについては，被験者による相当の

差が認められた．特に，視線移動速度の個人差が大

きいことが認められ，視線滞留を検出する際の閾値

設定について知見を得ることができた． 
 

5. おわりに 
本稿では，聴衆視線とスライド構成特徴の分析に

よるプレゼンスライド推敲支援について述べた．特

に，素性の異なる２つのソースのハイブリッド分析

によるスライド中の問題箇所抽出について述べた．

今後は，実際的検証を重ね，各分析手法の検討・改

善を進めたい． 
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あらまし：一般的にプレゼンテーションスキルが低い研究初学者の多くは，熟練者の指摘をもとに自分が

作成したプレゼンテーションドキュメントをアップグレードしていくが，修正作業に注力するものの，修

正内容や理由を必ずしも理解しているとは限らない．そのため，アップグレードプロセスを内省する機会

を提供することが必要である．本研究では，アップグレード終了後のドキュメントとアップグレード毎の

ドキュメントの差分情報から，プレゼンテーションスキーマを用いたアップグレードの有用性を評価する

とともに，内省すべき箇所を見出す手法について述べる． 
キーワード：プレゼンテーション，認知的徒弟制，アップグレード，意味的構造，ドキュメントレビュー 

 
1. はじめに 
認知的徒弟制は，社会構成主義に立脚した学習理

論であり，実践共同体における真正な活動で発揮さ

れる熟練者の認知スキルを初心者が段階的に習得す

る方法論を提供する(1)．筆者らは，これまで大学な

どの研究グループを対象として，研究熟練者の活動

をモデル化するとともに，そのモデルに基づいて研

究初学者による研究スキル習得支援のための徒弟制

的な学習環境について検討してきた．特に，研究内

容を伝える上で極めて重要であるプレゼンテーショ

ンを題材に，研究内容からプレゼンテーションドキ

ュメント（P-ドキュメント）を作成するスキルに着
目している. 

P-ドキュメントの作成では，伝えようとする研究
内容を分節化・系列化し，「何を・どのような順序で」

提示するかを決めるとともに，ドキュメントの構成

要素となるスライドの内容およびその系列をデザイ

ンすることになる．デザインされるスライドは，研

究内容の「何を・どのような順序で」提示するかに

依存することからも，P-ドキュメント作成では分節
化・系列化の作業が重要である(2)．本研究では，「何

を・どのような順序で」提示するかを表す構造を，

P-ドキュメントに内在する意味的構造と呼び，この
意味的構造の構成経験を積むことが，P-ドキュメン
ト作成スキルの向上にとって最も重要な課題である

と考えている．柴田ら(2)は，研究初学者がプレゼン

テーションスキーマ（P-スキーマ）を用いて P-ドキ
ュメントを作成する場合，P-スキーマが意味的構造
を構成する上で有用であることを示した．P-スキー
マとは，研究グループに蓄積された P-ドキュメント
に内在する意味的構造の共通部分を取り出したもの

である． 
一般に，研究初学者は P-ドキュメントを作成する

機会が少ないため作成スキルは低いと考えられる．

そのため，発表練習や P-ドキュメントの添削を研究
グループ内の研究熟練者や中級者に行ってもらうこ

とで，初学者が気づかない修正点を指摘してもらい

ながら，P-ドキュメントを洗練していくことが多い．
このとき，初学者は不慣れな研究発表を無事に遂行

することに意識が向きがちとなるため，熟練者らに

よる添削や指摘などからP-ドキュメントの各バージ
ョンを修正した理由・修正内容を必ずしも理解して

おらず，事後の P-ドキュメント作成時でも熟練者か
ら同様の指摘・添削を受けることが多い． 
本稿では，P-スキーマを用いた P-ドキュメントの

アップグレードの有効性を評価するために，各 P−
ドキュメントのバージョンの差分情報を求める手法

を提案する．また，研究初学者がアップグレード後

に，上記の評価手法に基づいて，内省すべき P-ドキ
ュメントのバージョンを同定する支援手法について

述べる．  
	  
2. アップグレードプロセス上の P-ドキュメ
ントの評価方法 

2.1 アップグレード間の差分情報 
P-スキーマを用いた P-ドキュメントのアップグレ

ードプロセスでは，P-スキーマを意味的構造構成の
基盤として利用することができるため，アップグレ

ード序盤にアップグレードが終了した P-ドキュメン
ト（FP-ドキュメント）の意味的構造に近づき，終盤
は意味的構造を変更する頻度は小さくなり，スライ

ドコンテンツの変更に注力するようになると考えら

れる．一方，P-スキーマを用いずにアップグレード
した場合，アップグレード終盤までスライドコンテ

ンツに加えて意味的構造の変更が行われると考えら

れる． 
こうしたアップグレードプロセスを表現するため

に，本研究では FP-ドキュメントと各バージョンの
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P-ドキュメントとの差分情報を同定する手法を検討
している．また，本手法では差分情報を視覚的に表

現するために，ドキュメントの修正箇所を分類して

いる．まず，P-ドキュメントは，発表構成を表す意
味的構造と構成単位であるスライドに分けることが

できる．さらに，スライド内の修正は，修正箇所に

よって発表構成や発表内容の表現などの修正対象が

異なる．以上の２点から， 発表構成に関わる「意味
的構造」，と「スライドのタイトル部分」，発表内容

の表現に関わる「スライドのタイトル部分以外」の

３つに修正箇所を分類した．次に，それぞれの修正

箇所で行われる修正操作を，「追加」「削除」「変更」

「移動」の４つに分類した． 
上記の分類をもとに，各修正箇所の修正操作に P-

ドキュメントを変更具合の大きさに適した重みをつ

けることで，差分情報を「（修正操作の実行回数）×

（修正操作の重み）」と定めた．この結果をもとにグ

ラフとして表現する．以下に差分情報をグラフ化し

た例を提示する． 
 

 

図 1：アップグレードプロセスにおける 
差分の遷移グラフ 

 
2.2 意味的構造の修正 
	 意味的構造は，P-ドキュメントの構成単位である
スライドを表現するメタデータで構成される．研究

熟練者から添削を受けた研究初学者は，添削内容を

もとに発表内容，発表の場に合わせた分節化・系列

化を再度行い，各スライドに適したメタデータを変

更する．  
	 メタデータの編集は直接意味的構造の編集に関与

し，発表構成に大きく影響することから，上記で述

べた３つの分類の中でも重みを高く設定した．  
 
2.3 スライドのタイトルの修正 
スライド内に表現されている発表内容は，メタデ

ータだけではなく，スライドのタイトルでも表現さ

れていることが多く，発表内容を構成するメタデー

タと同等な役割をもつと見なすことができる．その

ため，タイトル部分の修正が P-ドキュメントに与え
る影響は，意味的構造の修正と同程度であることが

考えられる． 主にタイトルはテキストで表現される
頻度が高い傾向から，テキストの修正操作（追加，

削除，変更）の重みを高くし，図表の修正操作に低

い重みを付けた． 
 

2.4 スライドのタイトル以外の修正 
	 発表内容を表現するスライドコンテンツは，アッ

プグレード時の作成者の考えに基づいて記述される

ため，同一な修正操作を他のバージョンで行うとは

限らない．より詳細に初学者が行った修正遷移を表

現するために，コンテンツの修正箇所をテキストボ

ックス，図表，図形の大きく３つに分類し，それぞ

れの構成要素（形，色，字体など）まで詳細化した． 
 
2.5 差分情報を用いたリフレクション 
各バージョン間の P-ドキュメントと FP-ドキュメ

ントとの差分情報を図１に示すようなグラフや修正

操作の実行回数で表現することで，各バージョンの

P-ドキュメントの変遷を比較することができる．研
究初学者はグラフの傾きや修正操作の実行回数の増

減から，アップグレード中の差分情報が大きく変化

した起点および終点となったバージョン間を事後に

内省すべき箇所として同定することができる．  
 

3. まとめ 
	 本稿では，認知的徒弟制に基づいた研究グループ

内において，研究初学者が自身の研究をプレゼンテ

ーションするスキルの向上に着目し，P-スキーマを
用いた意味的構造の作成の有効性を示してきたが，

一般的な初学者は何度も P-ドキュメントをアップグ
レードするため，複数回以上意味的構造を作成する

場合の有効性を示してこなかった．本研究は，アッ

プグレードプロセスでのP-スキーマを用いた意味的
構造の有効性を示す評価方法として，各バージョン

のドキュメントと FP-ドキュメントとの差分情報を
用いて分析する方法を述べた．また，P-ドキュメン
トのアップグレード結果からリフレクション支援に

利用する方法について述べた． 
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プレゼンテーションスキーマ変更によるスキルアップ支援手法	 
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あらまし：	 研究者が研究内容のプレゼンテーションを行うとき，聴衆者に応じて研究内容がわかりやす

く伝わるように工夫する必要がある．しかし，研究初心者は研究内容を表現する経験が少ないため，これ

を行うことは容易ではない．筆者らはこれまで研究グループ内でのプレゼンテーションの典型的な意味的

構造を表すスキーマを基盤としてプレゼンドキュメントを作成する支援手法を提案してきた．本研究では，

研究者以外の聴衆にもわかりやすく研究内容を伝えるためのスキーマを定義して，プレゼンテーションを

行えるような支援手法を提案する． 
 
キーワード： プレゼンテーションドキュメント，プレゼンテーションスキーマ，スキル，研究グループ 

 
1. はじめに 
	 研究者がプレゼンテーションを行う状況は学会や

一般人向けの研究室公開など多岐に渡るため，聴衆

者に研究内容を理解してもらうためには，研究内容

を様々に表現するスキルが必要である．	 

	 大学のような研究機関において，大学生は研究初心

者として研究グループに所属する．研究グループで

は，研究初心者を対象にした認知徒弟制に基づく学

習が行われている．認知的徒弟制とは，あるグルー

プの初心者が熟練者を模倣，直接指導してもらうこ

とで研究初心者が熟練者のノウハウを習得するプロ

セスをいう．研究初心者は，研究グループのプレゼ

ンテーションを模倣することで経験を積みかせてプ

レゼンテーションスキルの向上を行っている．	 

しかし，研究初心者は発表経験が浅いため，プレ

ゼンテーションドキュメント（以下，P-ドキュメン
ト）の作成は容易ではない．P-ドキュメントを作成
するには，研究内容をスライドごとに分割する作業

「分節化」と，分割したスライドを関連性のあるよ

うに順序づける作業「系列化」が必要である．この

「分節化」「系列化」によって規定される「何を・ど

のような順序で」を提示するか表現したものを意味

的構造と言う(1)．筆者らは，これまでに研究初心者

がP-ドキュメント作成ができない問題を解決するた
めに，認知的徒弟制の観点に基づいた支援として，

プレゼンテーションスキーマ（以下，P-スキーマ）
を利用することを検討してきた(2)．P-スキーマとは，
研究グループごとに存在する典型的な意味的構造で

あり，研究グループに蓄積された各プレゼンテーシ

ョンを意味的構造で表現し，その中から共通の部分

として抽出されるものである．その P-スキーマを研

究初心者に提示し，研究内容の意味的構造を作成さ

せることで，意味的構造構成スキルを高める支援を

実現してきた(2)． 

しかし，こうした支援では，	 P-スキーマが指向す

る文脈で求められるプレゼンテーションは可能とな

っても，異なる文脈でも適した P-ドキュメントを作

成できるとは限らない．例えば，研究者以外の一般

人向けに研究内容を説明する文脈向けの P-ドキュ

メントを作成するには，これまでの P-スキーマを基

盤としているだけでは難しい．	 

そこで，本研究では従来研究グループから抽出し

てきた P-スキーマとは別に，一般人でも理解でき，

かつ印象づけられるようなプレゼンテーションスキ

ーマを定義し，その P-スキーマを研究初心者に提示

させ，プレゼンテーションスキル向上を検討してい

る．	 

	 

2. プレゼンテーションスキル向上手法 
	 ここでは，従来のプレゼンテーションスキル向上

手法と本研究の手法について具体的に述べる．	 

	 まず，P-ドキュメントの意味的構造とは，ファイ

ルメタデータ，セグメントメタデータ，スライドメ

タデータ，リレーションメタデータの４種類のメタ

データによって構成されていて，木構造で表現され

ている．	 

	 ファイルメタデータは，発表の際に制限される発

表時間や発表の場といった文脈情報である．セグメ

ントメタデータは，発表内容をいくつかの意味的な

まとまりで分割したものである．スライドメタデー

タは，スライドで説明している内容やスライドの位

置付けを表現したものである．リレーションメタデ

ータは，スライド間の関係を明示的に表現したもの

である．	 

	 研究グループの P-ドキュメントを意味的構造で

表現し，共通の意味的構造を抽出することで，その

研究グループの P-スキーマを定義した．その P-スキ

ーマを足場として研究初心者に与え，意味的構造構
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成する場を提供することで支援をした．それによっ

て意味的構造構成スキル向上への貢献も見られてい

る(2)．	 

	 しかしながら，従来の P-スキーマが指向していな

い文脈，つまり一般人を対象にした P-ドキュメント

の作成は困難である．そこで，本研究では新たな P-

スキーマとして iSchema を作成し，足場として与え

るP-スキーマをiSchemaに変更することで研究内容

の表現を多様に行えるように支援する．プレゼンテ

ーションスキーマによるスキル向上支援を，図１に

示す．	 

	 本研究では，TED(3)で用いられるプレゼンテーショ

ンドキュメントを参考にして	 取り出した P-スキー

マを iSchema とした．TED は一般人を対象としたプ

レゼンテーションを行っている傾向があるため，従

来の P-スキーマよりも一般人に対してより分かり

やすい研究内容の表現に貢献すると考えられる．

iSchema の特徴としては，プレゼンテーションの導

入に発表者自身の研究内容に関する体験を述べる部

分が挙げられる．この点は従来のプ P-スキーマには

存在しない内容である．iSchema を，図２に示す．	 

	 本研究では，研究初心者に提示する P-スキーマを

従来のスキーマではなく，iSchema を提示すること

で支援を行う．このようにして足場として与える P-

スキーマを変更し，研究内容の表現を多様にさせる

ことで，プレゼンテーションスキルの向上を促す．	 
 

3. 意味的構造構成支援システム 
筆者らは，これまでに Microsoft 社の PowerPoint

のアドインとして，プレゼンテーションドキュメン

トの意味的構造構成を支援するシステムを開発して

きた．本研究では，このシステム上で iSchema を提
示し支援を実施する．これにより，iSchema の中か
ら必要なメタデータを選択することで，iSchema に
基づいた意味的構造を構成することが可能である． 

 
4. まとめ 
本稿では，プレゼンテーションスキル向上手法と

して，新たな P-スキーマ iSchemaを提示し，意味的
構造を構成する場を提供することを提案した．今後

はこの手法の有効性を評価するために，ケーススタ

ディを行う予定である 
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図 1 プレゼンテーションスキーマ変更による 
スキル向上支援 

 

 
図 2  iSchema 
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画像編集における操作レディネスとコンピュータ不安のタブレット PC と PCの比較 
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あらまし：学習指導要領では，コンピュータの基本的な操作はすべて小学校段階で身につけるように示さ

れている．そこで，本研究では，中学校 1年生を対象に，画像編集に焦点をあて，操作レディネスとコン
ピュータ不安等の側面から，タブレット PCとデスクトップ PCの比較を行った．その結果，これまでの
使用経験の有無やコンピュータ不安に関わらず，タブレット PCの方が操作ができることが分かった． 
キーワード：タブレット PC，デスクトップ PC, 操作レディネス，コンピュータ不安，中学校 1年生 

 
 
1. はじめに 
小学校学習指導要領(1)では，小学校卒業時点でコ

ンピュータの基本的な操作を確実に身に付けておく

べきとの考え方が示されている．近年，タブレット

PC（以下タブレット）等の ICTを用いた授業実践も
数多く報告されているが，現実的にこれらの力が本

当に身に付いているのだろうか．また使用する機器

がタブレットとデスクトップ PC（以下 PC）で違い
があるのだろうか．物理的な側面から見ると，現時

点においては PCの方が経験も保有率も高い(2)一方，

タブレットの方が直観的に操作ができる． 
操作面から見た研究として，石原(3)は小学生を対

象にタブレットと PC の文字入力の差異を測り，そ
れぞれの良さと課題を指摘している．そこで本研究

の調査の課題設定として「画像（写真）編集→プレ

ゼンソフトに取込んで作品を作成」とした． 
また，コンピュータの操作は心理面にも影響を及

ぼし，特に操作による不安が高いとコンピュータ不

安に影響することがわかっている(4)． 
以上より，本研究では，中学校 1年生 7クラスを

対象にタブレットと PC に関する利用状況とコンピ
ュータ不安等を問う調査を行った(5)．その結果を基

に 2クラスを抽出し，実技調査等を行った．本稿で
は後者の件について報告する．そして，以降のタブ

レット等を用いた実践研究のための基礎とすること

を目的とする． 
2. 研究の方法 
中学校 1年生を対象に，PCとタブレットを用いて

年賀状を作成する授業を行い両者を比較した． 
日程：2013年 9月（事前調査）と 12月（授業） 
参加者：愛知県内の K中学校 1年生．事前調査は 1
学年全 7クラスの 249名．実技調査は PC群 29名，
タブレット群（以下 Tab群）31名．（有効回答数） 

事前調査：コンピュータ不安や ICT機器の保有状況
等を調査紙を用いて調べた．コンピュータ不安は愛

教大コンピュータ不安尺度（ACAS）を用いた(6)．ま

たコンピュータ学習に対する興味や自信等も調べた
(4)．尚，ここでいうコンピュータとは，事前は両群と

も PC とタブレットの絵をそれぞれ見せて「このコ
ンピュータについて」という問い方をした．事後は，

使用した機器についてのみ問うた． 
実技調査/事後調査：2時間で写真入りの年賀状を作
成する授業を行った．1 時間目は対象機器の操作レ
ディネス（以下レディネス）を実技調査した．実技

調査では，年賀状を作成する工程に沿って，教師が

ある操作を指示し（例：文字を入力して下さい），生

徒が操作をすることを繰り返した．生徒 2,3 名に 1
人の TA が付き，リストに基づきチェックした．チ
ェックした操作項目は表 1 に示した．TA はもし担
当の生徒が操作方法がわからなければ，1 アクショ
ン毎に操作方法を教えた（例：TAが文字入力する箇
所をタップ→生徒が自力で文字入力．この場合，入

力箇所のタップ×，文字入力〇とチェック）．また授

業の最後に，先生に宛てた自分の写真入りの年賀状

の設計図を書いた．2 時間目は年賀状を完成させ，
コンピュータ不安等や授業で行った操作を行ったこ

とがあるかの経験を調査紙によって調査した． 
使用機器：本研究ではタブレットの定義を，操作を

直感的に操作できるタッチパネルであること，フォ

ルダをユーザーに意識させないようなシステムにな

っていること，持ち運びができることとする．今回

は，タブレットは NEXES7(Android4.3/4.4)を，PCは
OSがWindows7のものを一人 1台用いた． 
使用ソフト（PC・タブレット）：画像編集ソフト（ペ
イント・ Images Easy Resizer），プレゼンソフト
（MSOffice2007・QuickOfficeの PowerPoint）． 
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3. 結果 
3.1 PCとタブレットの自宅での使用率 
 PC を自宅で使っている人数は，PC 群が 21 名，
Tab群が 27名であり，両群には有意な差は見られな
かった．一方，タブレットかスマートフォン（以下

スマホ）を使っている人数は，PC群が 16名，Tab群
が 8 名であり，Tab 群が有意に少なかった(p<.05)．
ここから，調査校においてもスマホを含むタブレッ

トの使用率より，PC の使用率が高いこともわかる．
一方，Tab 群では家族がタブレットかスマホを使っ
ている人数が 25名いた． 
3.2 操作経験 
表 1の全ての操作項目についてクラス間の人数の
差はなかった．操作毎の操作経験の差は表 1のとお
りであり，画像編集は経験なしが多く，それ以外は

文字入力を除いて経験の有無の差はなかった． 
3.3 コンピュータ不安 
コンピュータ不安については，事前・事後それぞ

れ 2群間に有意差は見られなかった．群ごとに上記
3.2 の経験数の多少と事後のコンピュータ不安得点
を比較すると，PC群においては PC操作の経験が少
ない人は，コンピュータ不安が高い(p<.05)が，タブ
レット群では有意差は見られなかった． 
3.4 操作レディネス 
レディネスを操作ごとに 2群で比較した結果は表

1のとおりである．Tab群の方が操作できる人数が多
いか，同じであることがわかる． 
経験したことのある操作数とレディネス得点には

相関がみられなかった．このことから，ある操作を

やったことがあるという経験と実際に操作できるか

は別だということがわかる．さらにコンピュータ不

安とレディネスの間にも相関は見られなかった． 
3.5 作品の一致度 
設計図と作品の一致度を，構図，文章の内容，イ

ラスト，写真のサイズと切抜きの形を各 2点満点で
評価した．その結果 PC・Tab群の平均は各 5.2と 6.0
であり作品の一致度は Tab群の方が有意に高かった． 

4. まとめと考察 
 以上の結果，PC群と Tab群の特定の操作の経験人
数は差はなく，また Tab群の方がタブレットの使用
率が低いにもかかわらず，Tab 群の方が操作できる
人数が多かった．また，PC群は先行研究と同じく PC
経験が少ない人はコンピュータ不安が高いという関

係がみられるが，Tab 群では見られなかった．つま
りタブレットの方が経験によらず操作できているこ

とがわかる． 
 この理由としては以下の二つが考えられる．1 つ
目にタブレットの方が機能や操作が限定されている

ことから，他の機能や操作に対する緊張や誘惑がな

いことである．これは作品の一致度が Tab群が高い
ことからも支持される．2 つ目に，家族の持つスマ
ホ等の影響で，タブレットを身近なものと感じてい

るからではないかと推測される．2 クラス間では統
計的な差は見られなかったが，事前調査から PC に
比べてタブレットを学ぶ「興味」や操作に対する「自

信が」高いことがわかっている（5）． 
 今後は，実技調査の対象を増やし，経験や周り環

境や興味等の個人特性との関連についてより詳細な

調査を行いたい．また，これらの結果を基に，タブ

レット PCの授業への応用を行っていきたい． 
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表 1 実技調査の操作項目，および操作経験があった人数と操作ができた人数(+.05<p<.10, * p<.05, **p<.01) 
 アクション数 

(階層構造除く) 

操作経験 操作レディネス 

経験有の人数 
有無の差 

操作できた人の人数 

操作項目 PC群 Tab群 PC群 Tab群 PC群 Tab群 
ソフトの起動 1 2 - - - 24 31* 
写真ファイルを開く 4 4 - - - 8 28** 
サイズ変更 3 3 13 11  12 24** 
トリミング 3 4 9 8 無** 4 31** 
保存 6 6 16 10  11 16 
写真の挿入 5 4 12 11 無+ 15 15 
写真の配置 1 2 - - - 28 26 
文字の入力 1 1 23 24 有** 26 25 
フォントサイズの変更 4 3 14 9 無+  13 15 
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あらまし：初年次の情報リテラシー科目である『情報活用法 I』の授業は，高校の情報教育を踏まえて，
より高いレベルの情報活用能力とコミュニケーション能力を養うこと，情報倫理について学ぶことを，目

標として掲げている。しかし，アンケート調査により，学生の「情報活用の実践力」はともかくも，「情

報の科学的な理解」と「情報社会に参画する態度」は予想を大きく下回っていることが判明した。この報

告では，情報リテラシーの現状と授業の取り組みを紹介し，情報リテラシー教育の問題点を指摘する。 
キーワード：情報活用の実践力，情報の科学的理解，情報社会に参画する態度，Web検索，著作権教育 

 
 
１．はじめに 
開講 2年目の『情報活用法 I』（前期，2単位，必

修）は，「情報リテラシー」科目であると同時に，教

職の免許法施行規則に定める科目『情報機器の操作』

（2 単位）に対応する科目でもある。学期初めに，
高校での教科「情報」で学んできたことを確認する

ために，情報リテラシーの調査を行っている。この

発表では、まず調査結果について報告する。次に調

査結果を踏まえた上で，教職課程にも配慮した講義

と演習を展開していることについて述べる。 
 
２．情報リテラシーの調査結果 
以下の結果は，地方私立大学の新設人間学部 1年

生の計 52名を対象に，アンケート調査により得られ
たものである。そこで，数値はおおよその値を示す

ことに注意する。高校での教科「情報」の履修状況

は，『情報 A』42名，『情報 B』0名，『情報 C』2名，
『その他』4名，『不明』4名である。『情報 A』を履
修した学生が 80％を占め，これは全国平均値よりも
10％ほど高い。『情報 B』『情報 C』の履修者が極端
に少ないことは，学校選択の 1科目履修では，出身

高校の情報科教員の配置状況や教員のスキルの問題

に原因があるという報告がある。（１） 
2.1  情報活用の実践力 

● 入力法 
ローマ字入力 88％，ひらがな入力 12％ 
● タイピング 
ブラインド・タッチができる   12％ 
キーを見ながら両手打ちができる 62％ 
● 使用 OS 

Windows36 名，Mac2 名（自宅にて），不明 14 名。

バージョンまで答えられた学生は 25％である。OS

の名称をきちんと覚えていないことが分かる。 

● 使用アプリケーション 
高校ではWindows OSの下で，大多数がWord，Excel，
PowerPoint の使い方を学んでいるが，使えない／分
からないと答えた学生が，順に 10％，20％，40％
いた。どの程度使えるか，レベルは調査では分から

ないので，演習で確かめる必要がある。 
● 電子メール 
携帯メールは全員使っているが，PCメールも使用し
ている者は 12％にすぎないことが判明した。 
● Web]検索 
使いこなせている 60％，使いこなせていない 30％。
ただし，80％の学生はウキペディアを利用している
と答えている。 
2.2  情報の科学的理解 

情報の科学的理解は，『情報 B』0名の履修状況か
ら推測されるように，まったく不十分であることが

わかった。たとえば，アドミニストレータの管理権

限，1ビットの状態数に答えることができた者は，1
名にすぎなかった。アナログ／デジタル，1バイト，
アプリ，クラウドとは という問に答えられた学生は，
数名である。 ハードウェア，ソフトウェアとは何か
について答えることができた者も，10名に満たない。 
2.3  情報社会に参画する態度 
● LINE 
90％の学生が友人との連絡に欠かせないとして使っ
ている。 
● SNS 
入っている人は，40％であった。 
● ツイッター 
やっている人は 65％もいるが，本格的なブログをや
っている学生は 10％と少ない。 
● ネットショッピング 
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やったことがある人は 71％ 
● ネットオークション 
やったことがある人は 15％ 
● 著作権の引用 
引用については，引用に許可を必要とするなど，75％
が正しく理解していなかった。 
● 青空文庫 
知っている人は 30％，ただし，実際に作品を読んで
いる人はほとんどいない。 

 
３．『情報活用法 I』の講義と演習 
上記の調査結果に基づいて，今後の大学教育で必

要とする情報リテラシーの育成を，講義と演習，レ

ポート課題で展開している。 
3.1 情報活用の実践力 

● 電子メール：DEEPMailを使用 
携帯メールの流儀とは異なる，大学のWebメールが
公的の場合に使えるように指導した。パスワードの

重要性を認識させてから，デフォルトの設定を変更

させ，件名と適切な署名を入れること，CC と BCC
が使えることを求めた。ファイルの添付は，大半の

学生はできていた。 
● 日本語文書処理：Wordを使用 
どの程度のスキルと作成能力をもっているかを確か

めるために，いきなり作成すべき演習課題（学内文

書の作成）を与えた。全員がワープロ操作を一応は

できることは確認できたが，文書作成は予想よりも

かなり低いレベルであった。そこで，レポート等の

文書作成に必要な操作（フォント，ページレイアウ

ト，脚注，コメント，段組み，ルビ，図の挿入，表

の作成，文字カウントなど）を学ばせた。他方で，

文書作成に必要な日本語作文技術について講義した。

たとえば，日本語の表記と文体，学内・社内文書の

書き方，段落とパラグラフ，起承転結，パラグラフ

ライティングなど。 
課題：学会の論文書式に従ったレポートの作成 
課題：作文技術―事実と意見の区別 
● Web検索：Googleを使用 
効率的な情報収集のスキル（たとえば，論理演算を

使う検索，用語の定義，フレーズ検索など）の復習

をした上で，今後の学習や研究に役立つような，高

校ではやらない演習を行う。たとえば，学術・学校

情報検索（大学図書館，国会図書館，WebcatPlus，
CiNii Books， CiNii Articles，Google Scholar，JAIRO，
アリアドネ，教材・素材サイト，学校教育ポータル

サイト，電卓・高度計算サイト，WolframAlpha，翻
訳・読み上げサービス，オンライン辞典，海外検索，

など）。価格.com，窓の杜などのサイトも紹介した。 
課題：Web検索の問題点についての考察 
● 著作権 
ルールとマナーを区別した上で，まず知的財産権・ 

著作権の概要を学び，次に学校教育における著作権 

の例外規定および引用について詳しく解説した。引 

用については，stap細胞の論文を題材に，どのよう 

な問題点が指摘されているか，コピー＆ペーストは 

引用の範囲内であれば許可を必要としないことを説 

明した。コピー＆ペーストを一概に否定しない。 

3.2 情報の科学的理解 

 情報処理学会の一般情報処理教育の知識体系
（GEBOK）（２）が求めるような情報科学の体系的な
講義は，カリキュラム上で不可能である。そこで，

代わりに項目を絞って，要点を分かりやすく説明す

ることにした。主な項目は，アナログ／デジタルと

は何か，ビットと状態数，バイト，コンピュータの

構造と機能，コンピュータの特性（記憶と再利用），

アドミニストレータの権限，デジタル情報の特性，

クラウドなどである。 
課題：アナログ量，デジタル量の例をあげて，   

それぞれの特徴を調べる 
課題：FAXによるメッセージの伝送 
3.3 情報社会に参画する態度 

 コンピュータの進化と活用範囲の拡大，人間の諸

活動への支援（障碍者が教員として活躍している例

を紹介），セキュリティ，ネットワーク社会の賢く安

全な歩き方，電子メールを使う上での注意事項，ク

ラウドと個人情報の保護などについて解説した。ク

ラウドは便利ではあるが，情報流出の危険性という

重要な問題が生じることを認識させる必要がある。 
著作権については，法律を守るだけでなく，青空

文庫やクリエティブ・コモンズの活動などを紹介し，

著作権の在り方を自分たちで考え，提案していくこ

とが重要であることに注意を向けさせた。 
課題：著作権の保護期間の延長問題，および著作権 
   侵害の非親告罪化の問題について 
課題：リベンジポルノの問題 
課題：忘れられる権利とは何か 
課題：日本語ワープロの普及がもたらした文明論

的・文化史的意味を考える。 
 
４．おわりに 
大学の情報リテラシー教育は，それぞれの大学が

高校の情報教育との接続を考慮した上で，在学中の

学習・研究に役立たせるだけでなく，卒業後の社会

との接続にも配慮しておこなう必要がある。情報社

会の在り方を考える情報リテラシー教育を学士課程

教育の中でカリキュラム横断的に実践していくこと

が求められている。（３） 
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漫画を用いた創作性を意識した著作権教育 
 
 
Copyright Education using Manga materials with awareness of the creativity 
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あらまし：著作権の教育は，情報社会において必須の教育であるが，その学習手法は一般に限られがちで

ある．学校教育では特に，他者の著作物を無断で用いることの問題を示し，そのようなことを単純に禁止

することを求めることが多いと考えられる．情報社会では，誰もが創作者になり得，他者と共同で創作す

る可能性と重要性を学習者に想起させることが肝要であり，先人の創作を尊重した上で，新たな創作活動

を行う意識と態度が必須である．本実践では，大学における創作性を意識した著作権教育事例を紹介し，

他者と協調的に創作を行うための教育の重要性と成果を述べる．  
キーワード：著作権，創作性，漫画 

 
1. はじめに 
情報社会では，誰もが著作物の創作ならびに利用

に関わることが想定され，著作権教育は必須である．

著作権は，知的財産権の中で唯一，権利取得のため

に申請等の手続きを要さず，著作物が創作された時

点で著作者に与えられる権利である．これは，似た

著作物が創作された場合，それぞれが独自に創作さ

れたものであれば，両方に権利を認めることを意味

する．文化の発展への寄与を目的とする著作権法な

らではの手続きであるが，この意味するところを初

等・中等教育ならびに高等教育段階にある学習者に

発達段階に応じて適切に伝えることは難しい． 
初等・中等教育においては，まずは，他者への権

利侵害を防ぐための教育活動を推進すると考えられ，

一般に「○○をしてはいけない」といった教育にな

りがちである。もちろん，既存の著作物の利用には，

基本的に著作権者の許諾が必要である．しかしなが

ら，大学入学時に，実際に学生への調査を行うと，

引用といった著作権の制限規定に関する理解が，他

者の権利保護への理解に比して乏しく，高校段階で

は，他者の権利侵害を防ぐための教育に留まってい

る様子が示唆されている（1）． 
グローバルな情報社会では，先人の知識を活用し，

他者と協調しながら，新たな創作活動を行う人材の

育成が特に求められている．内閣に設置された知的

財産戦略本部では，2014 年 6 月 20 日，知的財産推
進計画 2014を掲載したが，著作権に関して，海外に
おける模倣品・海賊版対策の推進の他，コンテンツ

人材（クリエーターならびにアーカイブに係る人材）

の育成が重要施策として掲げられていることからも

明らかである（2）． 
本稿では，高等教育における著作権教育として，

創作性を意識した学習を実践し，情報社会における

高等教育の著作権学習のあり方について，創作性の

側面から考察する． 
 

2. 実践内容 
本実践は，2014年前期の以下の授業内で行った． 

授業概要：一齣漫画を用いた発想法・思考法を目指

した選択 2単位の演習授業である． 
対象：北海道大学 1年生 23名 
実践内容： 
1．5 月 22 日，本論文の著者の一人である牧野の一
齣漫画を一部改変し，学習者に提示した．改変箇

所は，一齣漫画の人物の顔（差替え）と，吹き出

し中のセリフである．それぞれの改変内容は，オ

リジナルであるが，基本の漫画の画面構成は同一

である．当該の改変漫画について，学習者に創作

性の有無の判断とその理由を求めた．その上で，

牧野漫画をパーツ化し，自由にパーツを使って，

学習者独自の漫画を作成させることを授業課題

とした．また，自身の漫画の意図をキャプション

として学習者に付与することを求めた． 
2．5 月 29 日，学習者がパーツを組み合わせた独自
漫画とキャプション（学習者全体のもの）を確認

し，創作性の有無の判断と理由について記述した． 
 
3. 実践結果 
学習者が作成した漫画例を図 1，2に示す．2つの
漫画は，右側は同じパーツで，左側は異なるパーツ

を適用し，独自セリフを入れている．また，図 1は，
更に右の人間にサングラスを付加させていた．元々

提示したパーツは，左右 5種類程度であるが，人間
のみ，孤島のみといった，より細かなパーツも使え
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るようにしたため，組合せの可能性は，かなり多く

なっている．このような学習者独自の漫画を，各学

習者が 1枚提出し，20余の「独自漫画」が作られた．  
 

 
図 1 第二のベートーベンの耳は聞こえていた 

 

 
図 2  すぐに炎上してしまうネット社会 

 
実践 1，実践 2 における回答が両方揃っている対

象者（有効回答数 21）の結果を報告する．各自が組
合せ漫画を作成する前の実践 1では，創作性判断の
結果は，「創作性があると考える」4 票，「少し創作
性があると考える」13票，「創作性はないと考える」
2 票であった．一方で，学習者全体の独自漫画に関
しては，「創作性があるものがあった」が 19票，「全
ての作品であまり創作性は感じられなかった」が 2
票であり，「創作性はなかった」と回答した学習者は

一人もいなかった．パーツは自分のものでなくとも，

組み合わせた結果である「独自漫画」には創作性が

あると判断する学習者が大幅に増えたことがわかる．

一方で，自分自身の「独自漫画」に関しては，創作

性の有無を判断結果は，「創作性があると考える」1
票，「少し創作性があると考える」13票，「創作性は
ないと考える」6票，「その他」2票と，むしろ，創
作性がないと考える傾向が強かった． 

 
4. 考察 
なぜ，「独自漫画」に関する創作性に関する判断に

違いが生じたのか．実践 1では，「少しの創作性あり」
と答え，全員の独自漫画では「創作性あり」と判断

した学習者は，13名である．その理由をいくつか抜
粋する．「すべての作品が，コラージュとして捉えら

れたから（以下略）」，「パーツの組み合わせ方に，そ

の人にしか思いつかないような様々なものがあり，

オリジナリティを感じたから」，「（略）訴えてくる内

容が素晴らしかった。このような作品に創作性がな

いとは，口が裂けても言えません」等，学習者全体

の作品を見ることで，個々の学習者の発想とオリジ

ナリティを感じることができたからと考えられる．

著作権法第 12条では，編集著作物が定義されている．
「編集物でその素材の選択又は配列によつて創作性

を有するものは、著作物として保護する」とあり，

本項に該当する著作物が生成できたとも考えられる．

実際には，オリジナル画像の改変にあたる作業が含

まれているため，一般には単純に言えないのである

が，本実践に限れば，著者の一人である牧野により

許諾されたオリジナルのパーツを用いているため，

著作権法上は，二次的著作物を創作したことに対応

していると言える． 
学習者による「独自漫画」の創作性に関する判断

とその理由を確認すると，創作性を自身の体験とし

て考察するためには，多様な人の考えや発想に触れ

る必要があり，また，実際に「独自漫画」といった

創作活動を実践することが必要である．高等教育に

おける著作権教育は，単純な「○○してはならない」

教育を脱却し，創作性を意識した著作権教育を行う

ことが必要であると考える．そのための学習手法と

して，それ自身が著作物である漫画を活用すること

が有用であることが示されたと考える． 
 

5. まとめ 
本稿では，漫画パーツを組み合わせ，学習者独自

の漫画を構成させることにより，著作権における創

作性を考察する学習を実践した．単純にパーツを組

み合わせた漫画を一つ確認したからと言って，学習

者に創作性を考えさせるきっかけにはならない．実

際に学習者自身が，独自漫画を創作するとともに，

多様な考えや発想に触れることを通して，創作性を

考えることができるのである．また，自らが行った

活動が，著作権法上，どのような権利に関わるのか

を踏まえることで，著作権に関する理解を深めるこ

とにもつながる．本実践は，情報社会における創作

活動を，グローバルに協調的に進められるコンテン

ツ人材の育成に資する効果的な教育であると考える． 
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教材配信で出逢いを演出するデジタルサイネージ 
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あらまし：本研究では，デジタルサイネージ（DS）を通じた教材配信により学習者（学生）を実世界で
結びつける手法を提案する．具体的には，DS を通じて配信された教材の視聴状況を学習者ごとに RFID
で記録し，同じ教材を視聴したことのある学習者を特定する．そして，そのような学習者が DSの教材視
聴可能領域内に入ると，共通して興味をもつであろう教材を割り込みで配信し，出逢いを演出する． 
キーワード：デジタルサイネージ，教材配信，RFID，Peer Student 

 
1. はじめに 
本研究ではこれまで，教材配信用デジタルサイネ

ージ（DS：Digital Signage）を開発し，キャンパス内
の休憩室や講義棟エントランスで 5 分程度の教材
（ビデオ，スライド）を配信してきた(1)．また，学

生が配信教材を視聴しないという状況を改善するた

めに，DSに Kinectセンサを導入し，学生（視聴者）
をクイズ教材に重畳表示してインタラクティブに解

答できるようにした(2)．さらに，RFIDリーダを導入
し，学生（RFIDタグを所持）の教材視聴状況を収集
して，特定の学生の視聴未完了教材を割り込み配信

する機能も実装している(3)． 
これまで，DSによる教材配信だけで学習を完了さ

せることを目指してきたが，キャンパス外でも学習

を継続させるためには，DS以外の学習機会を提供す
べきである．例えば，学生が自宅や外出先からサー

バにアクセスし，Webブラウザ上で配信教材をオン
デマンド視聴できるようにすることが求められる．

本研究では現在，このような個人を対象とした学習

機会の提供に加えて，複数人を対象とした学習機会

の提供が重要であると考えている．特に，学生をコ

ンピュータシステムの中ではなく，実世界で結びつ

けることが最重要であると考えている． 
本稿では，DSを通じた教材配信により学生を実世

界で結びつける，すなわち，DS設置場所での“出逢

い”を演出する手法を提案する． 
 
2. DSによる教材配信 
本研究の DS システムはクライアントサーバ構成

を採用しており，通常時，指定の時刻に指定の教材

（クライアント内にファイルが存在している）を配

信する．通常時の教材配信において，RFIDタグを所
持した学生が DSの教材視聴可能領域（VA：Viewable 
Area）に入ると，RFID リーダによりその学生 ID

（RFIDタグ内に記録されている）が取得され，サー
バに送信される．サーバは受信した学生 ID に基づ
いて配信すべき教材を選定し，選定した教材の ID
や配信制御データをクライアントへ送信する．そし

て，クライアントは受信した教材 ID に対応する教
材を割り込みという形で配信する． 
クライアントは複数存在し，サーバには学生 ID

に対応する個人データや視聴状況データ，教材デー

タなどが記録されている．DSシステムの構成を図 1
に，クライアントの外観を図 2に示す． 

 
図 1 DSシステムの構成 

 
図 2 DSシステムの外観 
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3. 出逢い演出手法 
本研究における“出逢い”は，DSによる教材配信

を前提として，次のように定義される． 
共通の興味をもっている複数の学生が，実世界に

おいてお互いの存在を認識できる範囲内に存在し，
共通の興味をもっている可能性に気づくこと． 
この定義において，興味は教材に対するものであ

り，範囲は VAとなる．よって本研究では，RFIDリ
ーダにより VA にいる学生を特定し，(1) それら学
生の興味を取得して，(2) もっとも共通して興味を
もつような教材を選定（割り込み配信）することを

目指す． 
このような教材配信により，VA にいる学生に教

材を一緒に視聴させ，共通の興味をもっていること

に気づかせる．そして，学生が視聴した教材につい

てその場で意見を交わすことから友人関係を形成し

ていき，日常的に一緒に学習する Peer Student へ発
展することを期待している． 
3.1 興味の取得 

本研究では，学生は配信教材に興味があれば，一

定時間（1 分程度を想定）以上 VA にとどまって視
聴すると考える．よって，学生が VA にとどまって
いる時の配信教材に対して興味を取得する．例えば，

図 3では，学生 1，学生 2，学生 4が教材 2に興味を
もっているとして，複数の DS からサーバに興味デ
ータを記録する． 
3.2 教材の選定 

出逢いを演出する教材配信は，スケジュールによ

って時間帯が指定される．これは VA に長時間とど
まっている特定の学生への教材配信に偏らないよう

にするためであり，多くの教材に対する興味を取得

するためでもある．勿論，出逢いを演出する教材配

信時（出逢いモード）においても，VA にとどまっ
ている学生の興味は取得されている． 
出逢いモードにおいて，ある学生が最初に VA に

入ってから一定時間（1 秒程度を想定）内に同 VA
に入ってきた学生が出逢い演出の対象となる．出逢

いを演出する教材の選定例を図 4に示す．この図で
は，教材 1，2 に興味をもっている学生 1 が最初に
VAに入り，その直後に学生 2～5が VAに入ってい
る．演出の対象は学生 1および学生 2～5であり，学
生 1ともっとも興味が共通する教材 2（学生 2，4が
興味をもっている）が出逢いを演出する教材として

選定されている．つまり，学生 1と学生 2，4との出
逢いを演出している．なお，出逢いモードにおいて，

視聴完了教材の配信は視聴を誘発しないと考え，選

定対象から外している． 
 
4. おわりに 
本稿では，DSによる教材配信を通じて出逢いを演

出する手法を提案した．現在のところ，提案手法は

単純なものであるため，今後は，提案手法を洗練さ

せながら，DSシステムへの実装に取り組む．そして，

実際に出逢いを演出できるのかを実験により明らか

にしていく． 
提案手法は，Peer Studentへの発展を期待している

が，そのための積極的な介入はしない．例えば，RFID
により学生を特定できることから，教材配信に加え

て，共通した興味をもっている学生の氏名をディス

プレイに表示するといった積極的な介入が考えられ

る．しかし，本研究で目指しているのは，学生にシ

ステムの介在を感じさせない自然な出逢い，言い換

えれば，Ambient Intelligence による偶然の（運命的
な）出逢いの演出である．出逢いの可能性に気づき，

Peer Student へ発展させるための行動をとるかどう
かは学生自身に委ねたい． 
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図 4 教材の選定例 

 
図 3 興味の取得例 
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SDNおよび仮想化技術による動的なサーバ実習環境構築システムの提案 
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あらまし：本稿では，サーバでの操作実習を行う実習環境構築において，実習用サーバのネットワークア

ドレス割り当て方法と，その割り当て方法における実習環境を SDN(Software Defined Network)及びサーバ
仮想化技術により実現する方法について提案する．受講者全員に個別のサーバを割り当てて実習を行うよ

うな環境において，受講者および実習環境構築の負担を軽減するために，動的ネットワークアドレス割り

当てと，全サーバに同一のネットワークアドレスを割り当てる方法の双方を組み合わせることとした．さ

らに本提案の実現性を確認するためにサーバ構築環境の実装を行った．  
キーワード：サーバ実習，サーバ仮想化技術，SDN，実習環境構築 

 
 
1. はじめに 
サーバ仮想化技術により，受講生１人に対し１つ

のサーバを提供することが可能となり，より実践的

な実習が可能となりつつある．しかし，受講者各々

に対し別々のサーバを割り当てることから，サーバ

への接続方法などにおいて個別のインストラクショ

ンが必要となる．また，実習用のサーバの構築にお

いても，個別の接続を意識した設定が必要となる． 
そこで本研究では，実習用サーバのネットワーク

接続において，受講生のサーバ接続における負担と，

実習用サーバ構築における設定作業の負荷の軽減を

図る，実習環境構築システムに関する提案を行う． 
 

2. ネットワークアドレス割り当て方法 
複数の実習用サーバを用意する場合，各々の実習

用サーバにネットワークアドレスを割り当て，受講

生に対して使用するサーバのアドレスを通知する必

要がある．以下に割り当て方法及び受講者への通知

方法について説明する． 
2.1 動的ネットワークアドレス割り当て 
動的ネットワークアドレス割り当ては，サーバが

新たに起動する毎に，そのサーバにネットワークア

ドレスを自動的に割り当てる方法である．この方法

には DHCP 等があるが，既に確立した技術であり，
設定も容易である．しかし，アドレスが自動的に割

り当てられることから，受講生が，自分が使用する

サーバのアドレスを知ることは困難である． 
2.2 動的割り当てのおけるアドレスの通知方法 

DHCP のように動的に割り当てられたアドレスを
受講生に対して通知する方法として，ダイナミック

DNSと呼ばれる技術がある．これは，あらかじめ受
講生各々に利用するサーバのドメイン名を割り当て，

これとDHCPにより割り当てられたアドレスを動的
に対応づける方法である．これにより，受講生は，

常に同じドメイン名で実習用サーバにアクセスする

ことが可能となる． 
このためには，ダイナミック DNS 機能をもった

DNSサーバを環境内に用意する必要がある． 
2.3 静的ネットワークアドレス割り当て 
静的なネットワークアドレス割り当ては，サーバ

が有するネットワークインターフェース毎に，固有

の値を設定する方法である． 
本稿が対象としているサーバ仮想化技術において

は，仮想サーバの生成時に，仮想サーバ自動構築ツ

ールによりアドレス設定を行う方法がある．このよ

うなツールの例としては，Vagrant や Chef 等があ
る．これにより，容易にアドレス割り当てが実現で

きる． 
2.4 静的割り当てのおけるアドレスの通知方法 
静的割り当てにおいては，受講者毎に使用するア

ドレスを決めておき，サーバを起動する都度に，そ

のアドレスを設定することで，受講者は，あらかじ

め通知されたアドレスを用いて実習用サーバに接続

することが可能となる． 
このためには，仮想サーバ自動構築ツールに対し

て受講生とネットワークアドレスの対応に応じた設

定を与える必要がある． 
2.5 同一ネットワークアドレスの割り当て 
受講生毎にアドレスを通知することを省略する方

法として，全ての実習用サーバに同一のネットワー

クアドレスを付与する方法がある． 
この場合，通常のネットワーク接続では，同一の

ネットワークアドレスの存在によりサーバとの通信 

TC2-2

― 327 ―



 
図 1 同一ネットワークアドレスによる接続 

 
はできなくなるが，ネットワーク仮想化技術により，

受講生の端末と特定のサーバを接続することが可能

となる．この例として VLAN接続がある．図 1に示
すように，受講生の端末が接続されたネットワーク

スイッチで端末毎に VLAN-ID を付与し，仮想化サ
ーバ内の仮想ネットワークスイッチにより実習用サ

ーバ毎に振り分けることで，特定のサーバとの通信

が可能となる． 
 

3. 実習環境構築の提案 
3.1 用途別のネットワークインターフェース 
実習用サーバへのネットワークアドレスの割り当

てについては，受講生の利便性を考慮すると，受講

生個別に別々のネットワークアドレスを通知する必

要のない同一アドレス割り当て方式が有効である． 
しかし，VLAN等のネットワーク技術が必要とな

るほか，実習用サーバを外部のネットワークに接続

する必要がある場合には，このような方法ではネッ

トワーク接続が困難になる． 
そこで，実習用サーバに以下のような 2つのネッ

トワークインターフェースを持たせ，別々の方法で

アドレスを割り当る手法を提案する． 
	 ・受講生との接続を行うための，同一アドレス 

	 	 	 の割り当て 
	 ・外部ネットワーク接続のための，静的もしく 

	 	 	 は動的なアドレス割り当て 
このような構成をとることで，受講生側からは同

一のネットワークアドレスで個々のサーバにアクセ

スできる．また，外部ネットワーク接続に対しては，

受講生とアドレスの対応を考慮せずに，動的もしく

は静的な割り当てを行うことができ，通常のネット

ワーク設定で外部との通信が可能となる． 
サーバ仮想化技術により，複数のネットワークイ

ンターフェースや仮想Hubによる複数ネットワーク
は容易に実現できる． 
3.2 SDNによるネットワーク制御 
前述の方法で，VLAN技術を用いることで，受講

生は個別のサーバにアクセスすることが可能となる．

しかし，通常の VLAN機能を有するネットワークス
イッチでは，ポート単位でしか VLANのタグを付与
することができない．したがって，接続するポート 

 
図 2 システム構成 

 
により使用できるサーバが特定されることになるた

め，実習者は正しいポートを選んで接続する必要が

ある．このため，接続するポートによらず使用する

サーバへと接続を行うためには，利用者毎に

VLAN-IDを指定する必要がある． 
利用者毎に VLAN-ID を指定する方法として，認

証と VLAN-ID の指定を組み合わせる，動的 VLAN
あるいはダイナミックVLANと呼ばれる技術がある．
しかし，これらはメーカー固有の技術であり汎用性

にかける．そこで我々が以前に提案(1)した SDN技術
と認証との連携を使用し，接続を行うこととした． 
3.3 実装 
この提案が実現可能であることを確認するために，

提案の実装を行った．構成を図 2に示す．図のネッ
トワークスイッチには SDN の実装の 1 つである
OpenFlowに対応したネットワークスイッチ（Pica8)
を用いた．また仮想化には KVM及び Open vSwitch
を用いた． 
初期状態では，受講者の端末は全て管理サーバに

接続されている（図中の①）．ユーザ認証により，受

講者が使用するサーバが起動され（図中の②），その

サーバとの接続に使用される VLAN-ID の割り当て
を OpenFlow によりネットワークスイッチに指示す
ることで，受講者の端末はサーバへと接続される．

（図中の③） 
この環境は OpenFlow の実装の１つである Trema

の演習を行うために構築した．外部接続については，

必要なソフトのダウンロードのためのインターネッ

ト接続だけであることから NAT構成とした． 
 

4. まとめ 
本提案により，受講生及び実習用サーバ構築双方

の負担の軽減が可能となった．今後は，本提案を実

際の演習に適用し，より効率的な構築方法へと改善

を行っていく予定である． 
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あらまし：本稿では，学習者の仮想実験状態に応じて設問提示を伴う無機化学学習支援システムを提案し

た．学習者の行動履歴をもとに出題する設問を確率的に決定することによって，学習者が十分に理解でき

ていないと想定される知識に関する設問を優先的に出題できる．出題される設問を行動履歴のみから推定

することによって，学習者は学習状況の確認を目的としたテストなどを行わずに，実験のみを通じて学習

を進めていける．評価実験により，提案システムを用いた演習を継続的に行うことで，学習を進められ，

無機化学反応に関する知識獲得の効果の可能性を確認できた．  
キーワード：拡張現実感，化学学習，確率モデル，繰り返し学習 

 
 
1. はじめに 
高等学校における化学では，実験を通じた学習が

重要視されているが，授業時間外では実験を伴う学

習を行えないため，仮想的に実験が行えるシステム

が必要となる．高橋らは理論化学を対象とした化学

現象を再現可能な仮想環境を構築し，演習を行うシ

ステムを開発した(1)．このシステムでは，仮想環境

を構築し，中和反応に関する実験の再現やモル濃度

の計算などの演習が行える． 
一方，我々の研究グループでは，無機化学学習を

対象として，拡張現実感技術を用いた仮想環境内で

実験を行える学習支援環境を提案してきた(2)．学習

者は，定性分析実験に関する設問に対して仮想実験

を行い，実験結果を用いて解答を行うことで学習を

進めることができ，システムを継続的に利用するこ

とによって定性分析実験の反応に関する知識獲得の

効果を確認した(3)．しかしながら，提示される設問

を自動的に選定することができないため，事前に行

った紙上テストなどの結果から提示設問を毎回決定

する必要があった． 
そこで本研究では，学習者の理解状態に応じて自

動的に提示設問を決定できる無機化学学習支援シス

テムを提案する．学習者の仮想実験環境内での行動

履歴から，提示設問の反応に関する学習者の理解状

態を確率的に推定し，推定結果を用いて次演習の提

示設問を決定する．学習者は推定された設問に対応

する実験を行いながら学習を進めていく．以下，提

案手法の詳細を示す． 
 

2. 提案システム 
図 1に提案システムの仮想環境を示す．本システ

ムでは，入出力インタフェースはマーカー，USBカ
メラ，ディスプレイから構成され，ディスプレイ上

に図 1の仮想環境を構築する． 

 
図 1 仮想環境 

 
入出力インタフェースでは，学習者が仮想実験や

演習の解答のために行うマーカー操作を USB カメ
ラの撮影映像から認識する．認識したマーカーの映

像に図 2 のようにマーカーに対応する実験器具の
CG を重畳表示し，仮想実験に用いる元素や試薬に
よって実験器具の CG を変化させることで，定性分
析実験の反応を再現できる．また，提案システムで

は，実験器具の CG の他に，設問，仮想実験で使用
する元素や試薬を含む水溶液の状態，正誤判定結果

をディスプレイ上の仮想環境に提示する．学習者は，

提示設問を確認した後，仮想環境の各マーカーに対

応した実験器具の CG や水溶液の状態を確認しなが
ら，提示設問に対応した仮想実験を進める．学習者

は，正誤判定結果を確認することで，仮想実験によ

り生じた実験結果の正当性を確認でき，反応の誤認

を回避できる． 
演習中は，各設問に対する学習者のマーカー操作

から，実験時間と解答時間，実験試行回数，不正解

回数の情報を取得しておく．取得した仮想実験状態

の情報をもとに，次演習の提示設問を決定する．提

示設問は，全設問に出題される割合を設定し，ラン

ダムに選択する．全設問に割合を設定することで，

一度覚えた反応に関する設問も再度演習で提示され

設問 

解答マーカー 

実験器具の
CG 

正誤判定結果  

 

水溶液の状態 
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る可能性を残せる．割合の設定方法は，演習した各

設問の反応に関する学習者の理解状態を不正解回数

が 1回以上などの四つの条件により推定し，推定条
件に当てはまる設問の割合を高く設定する．なお，

推定条件は，事前に用意した設問に対する仮想実験

の様子の映像を複数の判定者に確認させ，実験実施

者が反応を覚えていないと判定者が考えた四つの条

件を扱う．演習で提示される設問を 350回のシミュ
レーションにより決定した設問の提示回数を図 2に
示す．ここでは，設問番号 21, 29が推定条件の一つ
に当てはまる場合，設問番号 21, 29の割合は図 3の
ように高く設定される．図 2から，割合を高く設定
した設問番号 21, 29の提示回数が多いことを確認で
きる．従って，反応を覚えていないと推定した設問

の割合を高く設定することで，反応を覚えていない

設問を提示されやすくできる．このように，学習者

の実験状態をもとに各設問に割合を設定することで，

次演習では学習者の理解状態に合うような設問を提

示する． 
 

 
図 2 シミュレーションによる設問提示回数 

 

 
図 3 各設問に対応する設定割合 

 
 
3. ホ౯ᐇ㦂 
本評価実験では，学習課題は沈殿反応に関する 35

問とし，1 回の演習で提示する設問は 7 問とした．
また，被験者は大学院生 1名とした． 
評価実験手順は，仮想実験状態に応じて決定した

提示設問について演習を行わせた．次に，前演習の

翌日から 4日後までに，それまで演習した沈殿反応
に関する全設問について紙上テストを行い，直後に，

実験状態に応じて決定した提示設問について演習を

行わせた．これらの手順を繰り返すことで，被験者

は学習課題の 35問について学習を進めた．なお，各
テスト後は被験者に対して正答は提示していない． 
被験者のテスト出題設問数と正解数の推移を図 4

に示す．図から，テスト出題設問数と設問正解数が

テスト回数とともに増加していることが分かる．従

って，仮想実験状態に応じて決定した提示設問につ

いての演習を繰り返し行うことで，学習を進められ

る可能性を確認できた．さらに，図の 19回目の紙上
テストでは，演習を行った沈殿反応に関する 35問の
設問全てに正解できていることが確認できる．この

ことから，被験者は仮想実験状態に応じて決定した

提示設問についての演習を繰り返し行うことで，学

習課題である設問 35 問に対応する沈殿反応に関す
る知識を獲得できたと考えられる． 
以上より，提案システムを用いた学習者の仮想実

験状態に応じた設問提示による演習を継続的に行う

ことで，学習を進められ，無機化学反応に関する知

識獲得の効果の可能性を確認できた． 
 

 
図 4 テスト出題設問数と正解数の推移 

 
 ࡾわ࠾ .4
本稿では，学習者の仮想実験状態に応じて設問提

示を伴う無機化学学習支援システムを提案した．学

習者の過去の行動履歴より確率的に出題設問を推定

することによって，適切な問題を選択できる．評価

実験により，提案システムを用いた演習を継続的に

行うことで，学習を進められ，無機化学反応に関す

る知識獲得の効果の可能性を確認できた．今後は，

学習効果の評価実験を様々な反応に対しても行って

いく必要がある． 
なお，本研究の一部は科学研究費補助金若手研究

（B）（No.22700819）の援助による． 
 

ཧ⪃ᩥ⊩ 
(1) 高橋勇，小西達祐，伊東幸宏：“高等学校の化学実験

を題材とした教育支援システムの対象世界モデルに

ついて”，日本化学会情報化学部会誌，Vol. 20, No. 1, pp. 
11-15（2002）  

(2) Okamoto, M., Sumida, R. & Matsubara, Y.: “Inorganic 
Chemistry Learning Support System using AR-based 
Virtual Environment and Question Recommendation 
Method”, Proceedings of the 21st International 
Conference on Computers in Education, pp. 
411-417(2013) 

(3) 隅田竜矢，岡本勝，松原行宏：“拡張現実型仮想環境
での設問提示を伴う無機化学学習支援システム”，教

育システム情報学会第 38回全国大会講演論文集，pp. 
107-108（2013） 
 

0
50

100
150
200
250
300
350

1 3 5 7 9 11131517192123252729313335

設
問
提
示
回
数

[回
]

設問番号

0
0.04
0.08
0.12
0.16

0.2

1 3 5 7 9 11131517192123252729313335

設
問
設
定
割
合

設問番号

0
5

10
15
20
25
30
35

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19

設
問
数

[問
]

テスト回数[回]

テスト

出題設

問数

設問正

解数

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 330 ―



WEB上の学習コンテンツのセンスによるフェンシングサポートの提案 
 

The proposal of the fencing support by the sense of the study contents on 
WEB 

 
松本 哲*1 

 
Satoru MATSUMOTO*1 
*1ヒューマンサクセス 

*1HumanSuccess 
  

 
あらまし：近年では学習者自身が所有する携帯端末等から高品位のマルチメディアコンテンツを世界規模

で展開されている無償のWEBサービスを用いて手軽に保存・再生できる．自己学習用のメモ書きや他の
学習者への説明コンテンツがクラウド等に多量に蓄積される場合がある．それをセンスし，似通った傾向

で分類して仮想のフェンスを建て，仮想の学習の場を生成する．圏内に近づく者に自動で学習サービスを

提供し始め，誘導し，WEB上の学習の場を活性化させる学習環境の提案を行う． 

 
キーワード：フェンシング，クラウドコンピューティング 

 
 
1. はじめに 
近年では学習者自身が所有する携帯端末等から高

品位のマルチメディアコンテンツを世界規模で展開

されている無償の WEB サービスを用いて手軽に保
存・再生できる．自己学習用のメモ書きや他の学習

者への説明コンテンツがクラウド等に多量に蓄積さ

れる場合がある．それをセンスし，似通った傾向で

分類して仮想のフェンスを建て，仮想の学習の場を

生成する．圏内に近づく学習者に自動で学習サービ

スを提供し始め誘導し，WEB上の学習の場を活性化
させる学習環境の提案を行う． 

 
2. 先行研究と学習対象者 
クラウドコンピューティングを取り入れた，VOD

教材におけるタイムライン上のアノテーションを掲

示板で共有する事は，協働学習での理解の深化に結

びつく良いアプローチである事が本稿の著者を含む

先行研究の試行授業で傾向として現れていた．(1) 
この先行研究にもあるように，クラウドコンピュ

ーティングを取り入れると，数多くの学習者のサポ

ート，ユーザが作成したコンテンツを将来的には

Bigデータとして扱える． 
また，全く他の商用事例として，ユーザ数が約 1

億 2700 万人のクラウド上でのドキュメント等のコ
ンテンツ管理を行うＩＴＣとクラウドコンピューテ

ィングシステムを活用したアプリケーションが

2014年の 5月の時点で既に存在する．  
本稿では，先行研究やクラウドコンピューティン

グの現状の背景より，多量の学習コンテンツとユー

ザの行動データより学習者をより良い方向へ誘導す

るシステムを提案する．学習過程にて，サービスや

ヒントを過剰に与えると成長を阻害する恐れがあり，

本稿で提案するシステムは，高等教育以上の受講生

や生涯学習を行う方を利用対象者とする． 
 

3. 提案 
提案の学習支援概要について示す． 

3.1 学習支援について 
エキスパートシステムに似たクラウドコンピュー

ティングを活用したシステムにより，e ラーニング
の域から，e エデュケーションの域へと学習者の躓
きを事前に先回りをして抑止するシステムを提案す

る． 
3.2 学習効果について 
学習者の躓きを事前に先回りをして抑止可能なら

ば，躓きが少なくなり，学習の場が活性化すると予

想される．また，躓き予測が成功した数だけ，後の

学習者の学習時間が短縮される． 
3.3 学習者の嗜好が収集できる 
圏内計算時に学習者の学習シラバス上での嗜好が

収集でき，学習シラバスの見直しや学習トレンドが

把握でき，ラーニングからエデュケーションへの域

に ITCサポートがシフトしてゆくと予想される． 
 

4. システムの提案 
現時点での多くの Bigデータ活用は，顧客の位置

情報行動（購入・嗜好傾向の）履歴等を扱われる．  
電子機器によるセンシングにて，コンピューティ

ングで予測できる事項の活用は，主に，どの圏内に

入っていて，どのサービスが必要かを調べる事であ

る．つまり，多くの人々の嗜好傾向によるサポート

の事前準備に絞られる． 
上記のサポートを学習支援に結びつけて，次の図

１．に示すシステムを提案する． 
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図１ 躓きを予測して支援 
 
図１．のシステムでは，次の学習上の３要素を元

に支援をする提案を行う． 
a) 学習した事項(キーワード等) 
b) 判らない課題（つまづいている課題） 
c) 学習者の今欲しい情報 
 
また，システムインターフェースとして，ユーザ

自身が所持する端末と無償の商用クラウドサービス

を結びつけ，手軽にアサインする仕組みを用意する．

図２．図３に示す． 
 

 
       図２ Uploadアサイン１ 
 

 
       図３ Uploadアサイン２ 
 
現在では，コンテンツのアップロードや再生はユ

ーザの手元の軽量な端末からでもストレス無く行え

る端末や回線が普及しており，ユーザが各々利用し

ているシーンに合わせたストレージを集約できる仕

組みが必要となる． 
 

5. 予想される効果と今後について 
現在，システムの提案のみで，実践には至ってい

ない為，予想される効果を述べる．次の３点が効果

として予想される． 
a) 学習の停滞の抑止 
b) 新たな学習トレンドの発見と協働学習の活性

化 
c) 後続の学習者の学習速度の向上とコンテンツ
の質の向上 
 
6. まとめ 
近年の ITC教育を支える技術的な面は理想に近づ
いてきている．学習の躓きの傾向等を警告する事や，

同じ学習嗜好の学習者を集約する事で学習者の e ラ
ーニングサポートを e エデュケーション領域へとシ
フトさせる事ができるのでは無いかと考え，システ

ム提案を行った．今後，実践を行い，学習の停滞の

抑止，新たな学習トレンドの発見と協働学習の活性

化，後続の学習者の学習速度の向上とコンテンツの

質の向上に繋がるか，実践データを収集して可否の

判別を行う予定である． 
 

参考文献 
(1) 松本 哲，堀出 雅人，西之園 晴夫：“アノテー
ションを共有するクラウド環境上のシステムを用い

た協働学習の効果”，教育システム情報学会研究報告

２６(５) ，pp. 83-86 
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チーム構築を支援する eラーニング教材開発についての研究計画 
－協調学習を活用したベトナムでの企業研修の事例－ 

 
Research Planning of e-Learning Contents Development  

to Facilitate Team Building in Workplace 
- Case Studies in Collaborative Learning in Vietnamese Workplaces - 

 
小山田 陽*1, 北村 士朗*1 

Akira OYAMADA*1, Shiro KITAMURA*1 

鈴木	 克明
*1, 喜多 敏博*1 

Katsuaki SUZUKI*1, Toshihiro KITA*1 
*1
熊本大学大学院 教授システム学専攻 

*1Graduate School of Instructional Systems, University of Kumamoto 
*Email: oyamada@st.gsis.kumamoto-u.ac.jp 

 
あらまし：今日、企業では異文化の中で事業価値を創造する人材の育成ならびに組織の開発が求められて

いる。そのためには従来の個人を育成する発想ではなく、チームを構築する発想での企業研修が必要とな

っている。本発表では、協調学習理論に基づき学習プロセスを設計し、開発した eラーニング教材を企業
研修に用い、学習者が単なる内容理解に止まらず、行動につなげる意識が醸成出来たかを、形成的評価と

して検証する計画を立案した。 
キーワード：協調学習，eラーニング，チーム構築 

 
 
1. はじめに 
本研究の背景として、国内での少子高齢化による経

済縮小を理由に、海外へ進出する企業も増えている

現状がある。しかし、その多くが現地人材の組織的

な育成に課題を抱えている。今回は、その解決策の

一事例として ASEAN 諸国の中で経済成長が著しく
日本からの積極的な企業進出が続いているベトナム

での、協調学習を活用した e ラーニングによる企業
研修の事例を研究対象として取り上げた。 
 
2. 研究目的 
状況認知理論や正当的参加理論等の協調学習理論

に基づき学習プロセスを設計し、開発した e ラーニ
ング教材を実務教育に適用し、その有効性を帰納的

に検証することが本研究の目的となる。本発表では

その一部として研究計画を報告する。なお、ここで

の有効性とは、学習者の学習内容の理解に止まらず、

理解した内容を行動につなげるチーム意識の醸成へ

の貢献と定義する。即ち、研究仮説「個別学習およ

び協調学習の一連の学習プロセスを持つ e ラーニン
グ教材により、組織内のチーム構築を促進すること

が出来る」の検証を行うことが目的となる。 
 

3. 研究意義 
顧客ニーズが多様化、複雑化した中で、企業は如

何にして新たな価値創造をしていくのか。「人材育成」

がその解と言われて久しいが、効果的かつ効率的な

人材育成の方法はまだ見えていない。個人主義の台

頭や価値観の多様化により、かつて日本企業の強み

であった組織能力（チームワーク）が機能しなくな

っている。実務的に、どの様に人を育成すれば、個

人能力を高め、そして組織能力を高めることが出来

るのか。その実践解の一助となるべく本 e ラーニン
グ教材を開発する。 
一方、学術的には、先行研究として 1990年代、社

会的構成主義による学習観の中で Wenger, E. 等に
よる正統的周辺参加理論等の協調学習理論(1)(2)が着

目され始めた。1990年代後半より、国内外で協調学
習理論を対面教育に適用した多くの研究が行われて

いる。続いて 2000 年代に入り、協調学習理論を e
ラーニングに適用した研究が特に海外で盛んに実施

されている。更には、2000年代後半からは国内でも
高等教育機関、医療機関、企業、その他専門機関等、

実務上での e ラーニングの協調学習が研究され始め
ている。本研究もその一環としての e ラーニング教
材開発という位置付けとする。 

 
4. 研究方法 
本研究は、協調学習理論に基づいた e ラーニング

教材の開発研究となる。教材開発のプラットフォー

ムとしてオープンリソースの LMS（ Learning 
Management System：学習管理システム）である
Moodleを使用し、現地語（ベトナム語）に翻訳した
企業研修教材を開発する。学習コンテンツとしては、

中小規模製造業の製造スタッフおよびそのチームリ

ーダーを対象とすることを想定した。学習プロセス

としては、Pentland(3)に従い、チーム間コミュニケー

ションを高める目的で、eラーニング上の個別学習、
協調学習（学習者間での相互レビュー）、そして協調

学習（学習支援者から学習者への支援）へと学習活

動を使い分けながら構成する。（図 1参照） 
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4.1 検証方法 
同教材に対し、受講前後（事前評価と事後評価）

での学習者の内容理解度の差異、および行動意欲の

変化を定量的かつ定性的に計測することで開発した

同教材での有効性を形成的評価として検証し、考察

を加える。教材の開発方法としてはプロトタイピン

グとし、出来れば複数回の形成的評価を繰り返し、

教材品質を高める。１回の形成的評価の評価者に 7
〜10 名、合計 20〜30 名とする。また、現実的には
評価者は同一の組織に限らず、異なる組織からの協

力を得るが、各回の形成的評価への協力者（評価者）

の配分については作為を加えずに行い、個々の評価

者の率直な意見や感想、フィードバック等を収集す

る。行動動機の変化を測る心理アセスメントでは、

認知行動の内、社会的関係性の項目に着目し、組織

行動につながる意欲の変化を分析する。 
 

 
 

図 1 研究方法 
 

4.2 コンテンツ概要 
具体的に、当 e ラーニング教材が使われる場面と

しては、各ユーザ企業において一括採用した従業員

が一斉に受講する場面もあるが、非定期に採用した

従業員が個別に受講する場面もあり得る。従って、

本研究の要素である協調学習部分を、定期的な新規

採用の従業員間だけで実施出来ない場合もある。よ

って、その受講者の学習を支援するファシリテータ

ー役となるリーダーを育成する必要が生じる。以上

のような想定より、当教材では、受講対象者として

(1)新規採用された従業員と(2)その学習支援役のリ
ーダーとなる従業員の 2タイプの学習コンテンツを
用意する。両区分の対象者に共通の職務に対する意

識を持たせることで職場でのチーム構築を高める。

各区分での学習コンテンツ概要は表 1参照。 
 
5. 今後の研究課題 
今回、学習コンテンツは両区分共、日本語教材を

現地語（ベトナム語）に翻訳して使用する設計にし

た。今後の研究課題としては、例示内容等について

は言語的な翻訳だけではなく、商習慣の違い等、社

会文化的な翻訳を加える必要があると考えられる。

その際、どのような観点での社会文化的な翻訳が効

果的か、検証の必要がある。 
更には、今回、チームリーダーによる学習支援を

実施するが、実務上での持続的なチーム構築のため

に e ラーニング上でどのような学習支援がより効果
的か検証を重ねたい。 

 
表 1 学習コンテンツの概要（案） 

 

教材  
新規採用従業員用教

材コンテンツ  

チームリーダー用教

材コンテンツ  

学習

者  

新規採用従業員 チームリーダー 

（初級管理者） 

前�

��  

1. Webが利用出来る 1. Webが利用出来る 

2. 当業務経験を持つ 

3. 新規採用従業員用を

受講済み 

入�

��  

1. 初めて同社の当業

務に携わる 

2. 初めて当 eラーニン

グを受講する 

1. 同社のチームリーダ

ー業務に携わる 

2. 初めて当 eラーニン

グを受講する 

学習

目標  

( )内の

数値は

チャン

ク数 

1. 会社で働く意味を

考える (2) 

2. 同社の方針を理解

する (1) 

3. 同社の業務を理解

する (4) 

4. 同社の評価ルール

を理解する (2) 

1. 左記受講者の疑問に

答える (2) 

2. 左記受講者と目標を

共有する (1)  

3. 左記受講者を励ます 

(1) 

4. 左記受講者の間違い

を矯正する (2) 

出�

��  

上記を満たすこと 上記の方法を理解する

こと 

教材

構成  

導入＋内容 9チャンク

（後半に協調学習）＋

まとめ* 

	 ＝ 全 11チャンク 

*：まとめには Q&A掲

示板を用意 

導入＋内容 6チャンク

＋まとめ* 

 ＝ 全 8チャンク 

*：まとめには FAQと

問合わせ先を用意 

��

時間  

標準で 8時間程度 標準で 6時間程度 

 
参考文献 
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(2) Wenger, E. et al, 櫻井祐子(訳) “コミュニティ・オブ・
プラクティス ― ナレッジ社会の新たな知識形態の
実践”翔泳社（2002） 

(3) Pentland, A.S. 有賀裕子(訳)“チームづくりの科学”
DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー Vol.37, 
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学習活動をダイナミックに制御するための IMS-LD活用法の提案 
 

A Method for Dynamic Control of Learning Activities Using IMS-LD 
 

喜久川 功*1, 有富 智世*1, 宮寺 庸造*2 
Isao KIKUKAWA*1, Chise ARITOMI*1, Youzou MIYADERA*2 
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常葉大学 
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あらまし：本研究では，「学習の流れ・役割・グループのダイナミックな変更を可能とするデジタル教材」
の作成・実行環境を内包する LMS の開発を目的とする．本稿では，本 LMS を実現するための手段とし
て，IMS Learning Design(IMS-LD) の発展的活用手法である「LDOパッケージ」を提案し，その実現方法
について述べる． 
キーワード：IMS Learning Design，ラーニングデザイン，デジタル教材，パッケージ，ダイナミック制御 

 
 
1. はじめに 
近年，国内では「教育の情報化」のさらなる促進が求
められている．例えば，文献(1)では，「21世紀にふさわ
しい学びの環境とそれに基づく学びの姿（例）」として，
「デジタル教材，情報端末，ネットワーク環境等が整備
され，情報通信技術を活用して，一斉学習に加え，個別
学習や協働学習を推進することが期待される」と述べら
れている． 
上記期待に応じた「新たな学びの環境」を実現するた
めには，情報端末やネットワーク環境の整備だけでは不
十分であり，デジタル教材に「学習を効果的に推進する
仕組み」を持たせる必要があると考えられる．このよう
な「学習を推進する仕組みを持つデジタル教材」を作成
するための標準規格として，SCORM や IMS-LD(2)が挙
げられる．しかしながら，これらの規格では，「複数の
役割やグループを組み合わせた学習活動の一連の流れ」
を十分に表現することができず，そのため，学習者の役
割やグループを適時適切に変更する等のダイナミック
な学習活動制御が実行困難である． 
そこで，本研究では，「学習の流れ・役割・グループ
のダイナミックな変更を可能とするデジタル教材」の作
成・実行環境を内包する教授学習支援システム（以下，
本研究では LMS と表記）」の開発を目的とする．本稿
では，まず，「新たな学びの環境を実現するためのデジ
タル教材像」を明確にした後，「求められるデジタル教
材は，既存の標準規格で実現可能か」を精査し，対応不
可の項目を問題点として抽出する．次に，本問題点を解
決するための要件を整理する．最後に本要件を満たす
LMS を実現するための手段として「LDO パッケージ」
を提案し，その実現方法について述べる． 

 
2. デジタル教材に関する標準規格の現状 
デジタルファイル（テキスト，画像，動画など）単体
では，効果的な学習を推進するには困難である．すなわ
ち，「新たな学びの環境を実現するためのデジタル教材
像」は，以下の①～⑥で示すような「処理」を伴うデジ
タルファイルの集合体として捉えるべきであると考え
る．なお，④・⑤・⑥は，一斉学習・個別学習・協働学
習を組み合わせた学習を推進するために必要と考えら

れる． 
①「一斉学習」を推進する 
②「個別学習」を推進する 
③「協働学習」を推進する 
④「教材と活動がリンクした学習の流れ」を提供する 
⑤「役割」や「グループ」のダイナミックな変更を可
能にする 

⑥「学習の流れ」のダイナミックな変更を可能にする 
デジタル教材を対象とする代表的な標準規格に，

SCORMや IMS-LDが挙げられる．そこで，SCORMや
IMS-LD上において，求められるデジタル教材の実現可
能性を精査した．その結果を表 1に示す（表の「内容」
欄の数字は，上記①～⑥に対応）． 

 
表 1 「求められるデジタル教材」への対応状況 

内容 SCORM 
1.2 

SCORM 
2004 

IMS-LD 
Level A 

IMS-LD 
Level B 

① △ △ ○ ○+ 
② ○ ◎ ○ ◎ 
③ △ △ ○ ○+ 
④ △ △ ○ ○+ 
⑤ × × × × 
⑥ × × × × 

 

◎高度な対応が可能  ○対応可能 
△実践時の工夫で対応可能 ×対応が困難 

 
表 1から，全ての規格において，⑤と⑥が対応困難な
事がわかる（問題点①）．なお，「IMS-LD Level B」の①・
③・④は，⑤・⑥の対応が困難なため，「◎」に至らな
い結果となった（問題点②）． 

 
3. 問題解決のための要件 
本研究では，1章で述べた「新たな学びの環境」を実
現するため，表 1の①～⑥が「◎」になる事を目標とす
る．そこで，表 1から目標達成に一番近いと判断できる
「IMS-LD Level B」を活用（「Level B」は「Level A」の
追加拡張であるため，「Level A」の活用も含まれる）す
る事とした上で，2章で述べた問題点を解決するための
要件を整理した．その結果を以下に示す． 
要件①：「複数の役割やグループを組み合わせた学習
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活動の一連の流れ」が表現可能 
要件②：「学習の流れ・役割・グループのダイナミッ
クな変更」が実現可能 

要件③：「IMS-LD」による柔軟な教材デザインが実
行可能 

要件①～③を満たすことで，表 1の「IMS-LD Level B」
の⑤と⑥が「◎」となり，これにより，①・③・④も補
強され，全ての項目が「◎」になると考える． 

 
4. LDOパッケージ 

3章で述べた要件を全て満たすためには，IMS-LDの
仕様を包括しつつ，その枠組みを何らかの形で発展的に
活用できなければならない．そこで，本研究では，
IMS-LD の活用手法として「LDO パッケージ」を提案
する． 
4.1 LDOパッケージの定義 
まず，「求められるデジタル教材」を，「IMS-LD Level 

Aの要素からなる様々な部品および Level B（Level Aに
追加拡張した部分）の要素からなる様々な部品の組み合
わせ」として捉える．ここで，「IMS-LD の部品」を，
「IMS-LD オブジェクト（以下，LDO(Learning Design 
Object)）と定義する．なお，Level Aの LDOを LDO_A，
Level Bの LDOを LDO_Bと表記する． 
そして，複数の LDOから構成されるデジタル教材を
「LDO パッケージ」として定義する．教材開発者は，
教材に必要な LDOを作成し，作成した LDOを意図し
た通りに組み合わせることによって，「LDOパッケージ」
を柔軟にデザインする事が可能である（これにより，要
件③が満たされる）．また，「LDO パッケージ」は，要
件①・②を満たすために，以下のLDOから構成される． 
●要件①・②を達成するための LDO_A：「複数の役
割やグループを組み合わせた学習活動の一連の流れ」
の「土台」を構成するために用いられる LDO であ
る．具体的には，【役割】，【環境】，【学習活動】，【サ
ポート活動】などが挙げられる． 
●要件①・②を達成するための LDO_B：LDO_A で
構成された「土台」に組み込む事で「複数の役割や
グループを組み合わせた学習活動の一連の流れ」を
完成させ，かつ，「役割やグループ変更を伴う学習活
動の流れ」を制御するためのLDOである（以下，【学
習活動制御】）． 
次節で，これら構成要素の実現手法について述べる． 

4.2 構成要素の実現手法 
【役割】，【環境】，【学習活動】，【サポート活動】とい
った LDO_Aは，「IMS-LD Level A」のスキーマ（XML
構造）を用いる事で作成可能である．しかしながら，【学
習活動制御】を担う LDO_Bについては，「IMS-LD Level 
B」をそのまま利用するだけでは作成不可能である．そ
こで，本研究では，LDO_Bを実現するための手法とし
て，「IMS-LD プロパティ拡張」(3)を用いる．「IMS-LD
プロパティ拡張」とは，「Level B」のメイン機能である
「プロパティ」を独自に解釈・活用し，「プロパティ」
の値の参照・変更によって「学習の流れ・役割・グルー
プのダイナミックな変更」の処理を実現可能にしたもの
である．これにより，「役割やグループ変更を伴う学習
活動の流れ」を制御する LDO_Bを作り出す事が可能と
なる．なお，本拡張は，「プロパティ」の「活用法」の
みの拡張であり，「Level B」のスキーマは維持されるた

め，目標達成のための必要最低限の拡張で実現可能であ
る． 
4.3 LDOパッケージの具体例 
前述の通り，「LDOパッケージ」は複数の LDOから
構成され，LDO は，教材の内容に即した形で作成され
る．そこで，本節では，図 1に示す内容の教材を例に，
どの部分が LDOとして該当するかを示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 LDOで構成される教材例 
 
まず，LDO_A の【役割】には，「学習者（メイン）」
「ペア①（初級）」「授業者」などが該当する．また，【学
習活動】には，「テーマに関する内容の学習」や「ペア・
プログラミング課題」などが該当する（【環境】は【学
習活動】内に組み込まれる）．LDO_B の【学習活動制
御】には，「ペア・プログラミング課題のペア決定」や
「グループ活動 or 個別活動の意思決定」などが該当す
る（図中の分岐を伴う矢印部分）．なお，【役割】：「授業
者」の【サポート活動】：「ペア決定」「意思決定」等は，
上述の【学習活動制御】が組み込まれた際に，自動で生
成される LDO_ Aとなっている．これにより，教材実行
時に，授業者に対して分岐をコントロールできるような
インタフェースが提供される． 

 
5. おわりに 
本稿では，IMS-LD の発展的活用手法として，「LDO
パッケージ」の提案を行った．これにより，「学習の流
れ・役割・グループのダイナミックな変更を支援するデ
ジタル教材」の作成・実行環境の実現が可能となった． 
今後の課題は，本環境を構築する事，さらに，本環境
を内包した LMS を開発した上で，授業実践等を通し，
LMSの有効性を検証する事である． 
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あらまし 拡張性を有する学習支援システム ELECOA による作問学習支援環境構築の検討について述

べる．ELECOA の特徴は，教材オブジェクトと呼ぶプログラムモジュールを追加することで，機能拡

張性とコンテンツ再利用性を両立させた柔軟な学習環境を提供することにある．今回は教材オブジェク

トの動的生成機能など，作問学習に必要な機能検討を行った結果を報告する． 
キーワード  拡張可能学習支援システム，教材オブジェクト，作問学習 

 

1. はじめに

筆者らは，機能拡張性とコンテンツ再利用性の両立

を目的とした学習支援システム ELECOA 
(Extensible Learning Environment with 
Courseware Object Architecture)を提案してきた．

ELECOA は，教材オブジェクトと呼ぶプログラムモ

ジュールの追加によってインクリメンタルな機能拡張

が可能な枠組みを実現している．これまでに，独習型

環境への適用としてSCORM 2004規格およびその拡

張機能の実装を行った(1)．また，Learning Design (LD)
規格(2)をベースとしたグループ学習環境への適用の検

討を進めてきた(3)．本稿ではグループ学習への適用の

一環として作問学習をとりあげ(4)，現状を報告する． 

2. ELECOAのグループ学習への適用

図1にELECOAの構成の概要を示す．学習制御の

ために，教材オブジェクトと呼ぶプログラム部品を連

動させる．各学習者に対して，SCORM規格のコンテ

ンツ構造やLD規格のアクティビティ構造に対応する

階層型（木構造型）の制御構造が割り当てられる．教

材オブジェクトは，木構造の各ノードに配置される(1)．

各教材オブジェクトは，親子の教材オブジェクトと通

信しながら，自身の配下のどの子ノードを提示するか

などの制御を行う． 

グループ学習の場合は，図1に示すように，教材オ

ブジェクトが，他の学習者の教材オブジェクトと情報

交換を行ない，複数の学習者の学習状況を勘案しなが

ら個々の学習者の学習の流れを制御する．  

 
図1 ELECOAに�るLD��の実� 

3. 作問学習の実現

本研究で対象とする作問学習は，グループ学習の課

題として，複数の学習者が問題を作成・共有・レビュ

ーする形態である(5-6)．このために必要とされる機能は，

「問題の動的な追加と修正」，「問題に付随する議論の

追加と制御」である．前者は，作問学習環境に特有の

機能である． ELECOAでは，階層型の学習制御構造，

および，学習資源は，学習開始時にすべて定義されて
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いることを前提としていた．しかし，作問学習では，

学習者が動的に問題を作成し，それらを相互に共有・

修正する機能が必要となる．後者は，これまで実現し

たグループ学習と同様の機能である．しかし，作問学

習では，学習方略によって，問題作成者と他の学習者・

教員の役割が異なっていて，議論の順序に制限が加わ

ることもある(6)．したがって，問題ごとに異なる議論

の制御が求められる． 
以上に基づき，作問学習のための教材オブジェクト

の検討を行った．教材オブジェクトの構成を図 2 に，

実装したシステムの画面を図3に示す．学習に参加し

ているすべての学習者に図2に示す構造が割り当てら

れる．問題リスト教材オブジェクトは，問題の新規作

成，一覧，選択といったコマンドを受け取る．問題の

新規作成の場合，問題リスト教材オブジェクトは，配

下に新たな問題教材オブジェクトを生成する．問題教

材オブジェクトは，問題編集，問題閲覧などのコマン

ドを実行する．議論教材オブジェクトは，コメント編

集，コメント閲覧などのコマンドを実行する．議論の

制御は，問題教材オブジェクトと議論教材オブジェク

トの内部の状態遷移マシンで行われる．これにより，

例えば，作問者は他学習者や教員にコメントを求める

が，問題の修正は必ず作問者自身が行う，といった制

御が可能となる． 

4. まとめ

拡張性を有する学習支援システムELECOAの作問

学習への適用について述べた．今後，作問学習に必要

な議論制御などのバリエーションの拡大や，独習型環

境と統合した実用的なシステムの実現を目指す． 
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performance and a performance graph waveform 
- Beginners' piano performance evaluation - 
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本研究では，ピアノ技能が初級段階の保育士等志望者を対象に，その演奏情報を基にフィードバックを行

うことで技能習得を支援するシステムの構築を目指している．本報告では，教員による従来の主観的な指

導内容と保育士養成課程の学生６名の演奏 MIDI データから得た各特徴量のグラフの間の関連性を，教員

の模範演奏から得たグラフと比較しながら目視で検証した．その結果，教員による指導内容には演奏中の

局所的な指摘だけでなく演奏全体における俯瞰的な指摘が見られ，MIDI データを局所的及び俯瞰的に分

析することによる学習支援の実現可能性が示された． 
キーワード：ピアノ，自学自習，演奏評価，MIDI，フィードバック 

 
 
1. はじめに 

保育士や幼稚園教諭志望者を対象とするピアノの

授業において，多くの教員は指導の経験に基づき直

感を重視して学生の演奏を評価する方法を経験して

いる．しかし各教員の指導方針が微妙に異なること

や，学習者の演奏レベルを客観的に評価する手法が

発見されていない等の理由から，授業の支援方策と

して e ラーニングは積極的に導入されてこなかった．  
一方，ICT 技術を用いてピアノ演奏のスキル向上

を支援する様々な研究がこれまで行われてきた．秋

永らは MIDI の演奏データを観察しながら対面指導

を行うことでスキルが向上していく可能性を示した
(1)．大島らは指導者の優れた演奏が生徒へ伝授され

ていく課程を定量的に示した(2)．三浦らは音階演奏

の自動評価のために，学習者の演奏 MIDI データか

ら得た特徴量を提案し，その特徴量と複数の専門家

による主観評価との関連性を求めている(3)．しかし，

いずれの研究もピアノの対面指導を支援するレベル

の自動評価機能の実現には至っていない．そこで筆

者らは，保育士や幼稚園教諭志望者を対象とするピ

アノの対面指導を支援する学習システムの実現を目

指す．現在までに，演奏 MIDI データの可視化ツー

ルを開発し，教員と学生の演奏データのベロシティ

の波形を比較した結果，音楽教員の指導内容と学習

者の波形の特徴に一致する部分を確認した(4)． 
本報告では，指導教員の主観的評価内容を更に掘

り下げて行うことに加え，ベロシティ以外の項目に

ついて，主観評価内容と学習者及び教員の演奏 MIDI

データから得られた波形の関連性を分析した． 
 

2. 方法 
実験の概要を示す．被験者は学生6名と教員1名，

曲目はバイエル 104 番，期間は 2013 年 10 月 1 日よ

り 1 月 14 日実技試験までの 4 ヵ月間，その間のピア

ノ授業は計 7 回実施し，MIDI データ収録を計 4 回行

った．演奏の評価は実験者の田中が行った．具体的

には，指導経験を基に直感を重視して 8 項目の観点

（表 1 参照）で記述した(5)．その例として，一名の

学生「HO」についての記述を表 1 に示す．なお，評

価の際には演奏を聴取はしているものの，MIDI デー

タから得られた波形は見ていない． 
 

表 1  学生 HO について教員の評価 

 
 

 

図 1  学生 HO テンポの波形 (学生は黄色，教員は青色) 

項目名 指　　導　　内　　容

テンポ 16分音符の連続で少し速くなるが，許容範囲であり自然なテンポ感です。

リズム 16分音符が次の音と２つ単位で少しくっついている。

左手音量 1p，3pにおいて，３拍目の第１指が強すぎるので３拍目を少し軽く弾くように。

右手音量 1p，3pにおいて，３拍目の第１指が少し押しつけていて大きすぎる。

両手音量 左手が少し大きすぎる。

左手発音長 2p，4pの付点８分音符の２・３拍目の８分音符が躍動感はあるが少し短かい。

右手発音長 付点の後の３拍目が同音の弾き直しの時に大きく切れる。

全体印象 全体にリズムとテンポに躍動感があって良い。

1P 2P 
4P 

3P 
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次にこれら 8 項目について，開発した MIDI 演奏デ

ータの可視化ツールから得たグラフを比較した．グ

ラフの例として，図 1 にテンポの波形を示す．1p～
4p は曲のパラグラフを示す． 

 
3. 結果 

表 1 の「テンポ」の記述「16 分音符の連続で少し

速くなるが，許容範囲であり自然なテンポ感です。」

について図 1 を確認すると，グラフ上の 2p と 4p が

16 分音符の連続する箇所であり，特に 2p において

若干テンポの上昇が見られた．また「全体印象」の

記述「全体にリズムとテンポに躍動感があってよい」

に対して，1p のグラフでは教員と学生のテンポに上

昇傾向が見られた． 
次に「リズム」の記述に示した「16 分音符がくっ

ついている」様子はグラフから確認することは困難

であった． また，「左手音量」と「右手音量」の記

述に示した「3 拍目の音が強すぎる」指摘も同様に

困難であった． 
一方で「両手音量」の記述に示した「全体に音量

が大きい」様子は図 2 のグラフより明確に見て取れ

る．図 2 の学生の左手（灰）と右手（緑）の幅に対

して，教員の左手（青）と右手（赤）の幅の方が広

いことから，学生の左手の音量が大きい様子が読み

取れる． 
 

 
 

図 2  学生 HO の「両手音量」の波形 
(学生左手は灰色･右手は緑色，教員左手は青色･右手は赤色) 

 

 
 

図 3  学生 HO の「左手発音長」の波形 
 

さらに「左手発音長」と「右手発音長」の記述で

は 3 拍目の指摘であることから描画では見にくいと

思われたが，図 3 のグラフより学生の発音長が教員

よりも短い様子が確認できる．右手発音長も同様で

あった． 
 
4. 考察 

前節にて 7 項目の評価記述の内容がグラフの波形

から読み取れるケースと読み取るのが困難なケース

を指摘した．波形からの読み取りは一般に演奏全体

の傾向を把握しやすい．本研究で提案する可視化ツ

ールを実際の対面授業支援や，演奏の自動評価及び

フィードバックに応用することを想定した場合，学

習者の演奏 MIDI データから得た打鍵情報に加えて

演奏全体の傾向を考慮することが必要であると考え

られる．前節の「リズム」の指導内容である 16 分音

符がくっついている様子及び，或いは「左手音量」

と「右手音量」における 3 拍目の音が強すぎる指摘

は局所的な内容であることから，MIDI の打鍵情報か

ら分析する手法が考えられる．一方，「テンポ」や「両

手音量」の指導内容は，演奏全体またはグループフ

レーズという俯瞰的な解釈であり，グラフ波形から

も確認しやすいといえる． 
  前節で述べた「テンポ」の項目で自動フィードバ

ックを実現するためには，適切な範囲における変化

率が許容範囲かどうかを判断する必要がある．図 1
の波形より，1p と 3p ではテンポの上昇率が異なっ

ている．1p では演奏開始の高揚感により学習者の演

奏テンポが上昇したがそれは主観評価では許容範囲

内とされていた．一方，3p では 2p のダイナミクス

と音域の高まり後の落ち着いた場面であるためテン

ポが上昇はなく，違和感は指摘されなかった．この

項目では波形を見て対面指導を行う方法は教員にと

って指導しやすいと考えられるが，自動フィードバ

ックを実現するには適切な指標を検討する必要がある． 
以上より，学習者の演奏 MIDI データを局所的か

つ俯瞰的に分析することにより対面授業支援や自動

フィードバックへの応用可能性が示された．今後の

課題として，評価指標の具体化や数式化，授業実践

における本指標の活用が挙げられる． 
 

参考文献 
(1)  秋永晴子: ” MIDI 機能付き自動演奏ピアノと映像お

よびコンピューターによる学習支援システムの活用”, 
夙川学院短期大学研究紀要, 22: pp.9-46  (1998) 

(2)  大島千佳, 西本一志, 小長谷明彦: “ピアノ指導方法

の差異が及ぼすピアノ学習への影響について”, 情報

処理学会研究報告  [音楽情報科学 ], (94):pp.77-84  
(2000) 

(3)  三浦雅展, 江村伯夫, 秋永晴子, 柳田益造:, “ピアノ

による 1 オクターブの上下行長音階演奏に対する熟達

度の自動評価” ,日本音響学会誌 ,66(5), pp.203-12,  
(2010) 

(4)  田中功一, 鈴木泰山, 辻靖彦: “ピアノの上達を目指

す学習者と指導者の演奏 MIDI データの傾向について

―ピアノ指導者の視点から”, 情報処理学会研究報告 
[音楽情報科学], (10):p.1-6,  (2014) 

(5) 付録 http://www.amy.hi-ho.ne.jp/pf-tanaka/JSiSE/  

3P 1P 2P 4P 

1P 2P 3P 4P 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 340 ―



二胡初心者のための弓動作学習支援環境の構築 
 

Development of A Bow Stroke Gesture Learning Environment for Novice 
 Erhu Learner 

 
菊川 史貴*1, 曽我 真人*2, 瀧 寛和*2 

Fumitaka KIKUKAWA*1, Masato SOGA*2, Hirokazu TAKI*2 
*1
和歌山大学大学院システム工学研究科 

*1Graduate school of Systems Engineering, Wakayama University 
*2
和歌山大学システム工学部 

*2Faculty of Systems Engineering, Wakayama University 
Email: s145062@center.wakayama-u.ac.jp 

 
あらまし：これまで，演奏難易度が高く，計測が困難なことから，擦弦楽器の学習支援に関する研究事例

は少ない．特に，二胡に関しては本研究プロジェクトを除くと，ほとんどない．そこで，本研究では弓の

動かし方に注目して，磁気式位置センサを用いて演奏中の弓の位置と角度を計測し，リアルタイムで弓の

動きの診断を行うシステムを開発した．評価実験を行い，従来手法では困難な独学での間違いの認識と改

善を行えたという結果を得た． 
キーワード：スキル学習支援，学習支援環境，擦弦楽器，二胡，磁気式位置センサ 

 
 
1. はじめに 
一般的に，独学で楽器の演奏スキルを学習する際

には，間違った癖がついてしまったり，弾き方が分

からないために上達できず挫折してしまうことがあ

る．特に，バイオリン，チェロ，二胡といった擦弦

楽器の場合，弦を押さえる位置，圧力，弓の動き，

速さ，加速度，角度など音を構成する要素が多く，

正確な音高を出すことさえ初心者には難しい． 
そこで，本研究では，二胡の演奏スキルの学習支

援環境を構築し，初心者が抱えるこれらの課題を解

決することを目指す．本論文では，構築したシステ

ムの詳細とシステムを評価するために行った評価実

験の結果について述べる． 
 

2. 関連研究 
近年では，センサ機器やPCの性能の向上により，

楽器演奏に関するスキルの分析や学習支援環境の構

築が進められている．磁気式位置センサを利用した

研究事例としては，ピアノの演奏者の手指動作分析
（1）などが挙げられる． 
また，擦弦楽器であるバイオリンにおいても多く

の分析が行われ，バイオリンの音高トレーニングを

行うシステム（2）なども存在する．しかし，このシス

テムでは音高を診断しているため，間違った音が出

た原因がどこにあるのか，それをどう修正すべきか

が分からない．そこで，本研究では磁気式位置セン

サを用いて動作を取得し，そのデータに基づいた診

断を行い，上述の課題を解決するシステムを目指す． 
また，二胡の学習支援に関する研究は本研究グル

ープ以外ではほとんどない．本研究グループでは，

二胡の演奏スキルの学習支援環境の構築を目指し，

二胡の演奏スキルの分析（3）と弦を押さえる指の位置

についての学習支援環境の構築（4）を行った．本研究

では，先行研究に引き続き，指の位置と同様に正し

い音を奏でるために必要な弓動作のスキルに関する

学習支援環境の構築を目指す． 
 

3. 提案手法 
本研究で構築した学習支援環境について述べる． 

3.1 システム概要 
構築したシステムの概要を図 1に示す．システム

は PC，磁気式位置センサ LIBERTY，二胡から構成
される．LIBERTY は Polhemus 社が開発した磁気式
位置センサで，トランスミッタが発生させた磁界内

でのレシーバの位置と角度を取得することができ，

そのデータを PC に送信できる装置である．二胡の
共鳴胴にトランスミッタ装着し，弓の両端にレシー

バを装着することで，演奏時の弓動作のデータを取

得し，PC上で診断結果を学習者に提示する． 

 
図 1 システム概要 

 
3.2 システム画面 
二胡の弓動作において教本などで挙げられる間違

った動作は，「弓が共鳴胴から離れている」，「弓が地

面と水平でない」，「弓が身体に対して水平でない」

の 3つである．これらの例を図 2に示す．本システ
ムでは，これらの間違った弓動作について診断を行
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ない，診断結果をフィードバックする．フィードバ

ックは弓動作をリアルタイムで反映した二胡の 3D
モデル上で行われ，3Dモデル内の弓の色の変化によ
って間違いの種類を認識させる．弓の色と間違いの

種類の対応を表 1に示し，それぞれに対応したシス
テムのフィードバックを図 3，図 4，図 5に示す． 
また，システムが用意した楽譜上の演奏ポイント

の移動に合わせて演奏することで，演奏時の弓動作

の結果を楽譜上にフィードバックする楽譜画面も構

築した．楽譜画面を図 6に示す．楽譜上のフィード
バックはそれぞれの色に対応したアイコンで示す． 

 
図 2 間違えた弓動作 

 
表 1 弓の色と間違いの種類の対応 

色 間違いの種類 図 
緑 正しい弓動作 図 3左 
黒 弓が共鳴胴から離れている 図 3右 
青 弓が地面と水平でない（左下がり） 図 4左 
赤 弓が地面と水平でない（右下がり） 図 4右 
紫 弓を持つ右手が身体から遠すぎる 図 5左 
橙 弓を持つ右手が身体に近すぎる 図 5右 
 

 
図 3 正しい(左)と弓が共鳴胴から離れている(右) 

 

 
図 4 弓が地面と水平でない 

 

 
図 5 弓が身体に対して水平でない 

 

 
図 6 楽譜画面 

4. 評価実験 
システムの評価を行うために評価実験を行った．

二胡演奏初心者 8名を対象に，従来手法として DVD
を用いた学習手法とシステムを用いた学習手法をそ

れぞれ 10分ずつ行ない，学習後にアンケートを行っ
た．アンケートの評価項目を表 2に，その結果を表
3 に，評価尺度を以下に示す．表 3 内の値は 1~5の
それぞれの値を評価した人数を示している． 

 
1. 全く同意できない 
2. 同意できない 
3. どちらともいえない 
4. 同意できる 
5. 非常に同意できる 

 
表 2 アンケートの評価項目 

 間違いの種類 
A 弓動作の間違いを認識できた 
B 弓動作の間違いを改善できた 
C この学習手法は弓動作の学習に役立つ 

 
表 3 アンケートの結果 

 システム DVD 
 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

A 0 0 0 3 5 1 5 1 1 0 
B 0 0 1 3 4 3 2 3 0 0 
C 0 0 1 2 5 1 4 2 1 0 

 
表 3より，システムを用いることで，従来手法で

は困難な独学での間違いの認識と改善を行うことが

できたという結果が得られた．また，弓動作の学習

として有用であるという結果が得られた． 
 

5. まとめ 
本論文では，初心者が独学で擦弦楽器の演奏方法

を学習する際の課題を解決するために，磁気式位置

センサを用いて，リアルタイムで弓動作の間違いを

診断し，フィードバックする学習支援環境を構築し

た．評価実験から，システムにより，従来手法では

困難な間違いの認識と改善を行えたことを示した． 
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あらまし：本研究では数式の抽象概念の操作系に VRを使った身体的インタラクションを導入し，記号と
しての数式表現を保持したままで数式の抽象概念の理解を促進可能なフレームワークを提案した．具体

的には，VR空間上に Leap Motionを用いて両手 6自由度操作系を構築し，両手の仮想アバタを介して数
式モデルを直接把持・変化させることを可能にした．システムの評価として，操作性および，提案システ

ムを通して獲得された概念の評価を行った． 
キーワード：バーチャルリアリティ，学習支援システム，熱力学 

 
 
1. はじめに 
我々はこれまで，熱力学を対象とした VR 学習支

援システムを開発してきた．このシステムは，気体

の圧力，温度を力覚，温覚として提示可能な VR提示

系，そして，VR提示系の操作に伴い変化する数式と
グラフウィンドウの 3つの情報提示系から構成され
る．先行システムでは，VR 提示系を操作すること
で，その結果としての反応を数式やグラフとして提

示していた．しかし，このような VR 提示系からの
一方向的なインタラクションでは，数式-グラフ間の

対応関係の理解が促進されないという問題があった．

そこで，3 つの提示系を相互に関連付けるためのイ
ンタラクティブ提示系を提案し，数式-グラフの情報

提示系に身体的インタラクションを導入することを

考えた．本論文では，VR提示系-数式間の情報提示

系の改善について議論する．具体的には，数式提示

系における独立変数の変化に対して身体的インタラ

クションを導入するためのモデル化を行い，実装し

た結果を示す． 

 

2. 数学的概念への身体的インタラクション 
2.1 身体的インタラクション 
身体的インタラクションとは，身体を取り巻く環

境との循環的な相互行為を指す(1)．身体的インタラ

クションの主体的な活用は，自身の行為を通して複

雑な環境を洞察する視点を見出すことから，「身体性

を考慮した教育方法」としての応用が議論されてい

る(2)．例えば，杉野（2010）は，数学の抽象概念の理
解を促進するために身体性を用いることの効果につ

いて考察している． 
一般に，数式という抽象的記号を用いて記述され

る数学的抽象概念は，代数操作などの記号の直接的

変換を通しての理解される．しかし，ヒトの認知過

程においては，抽象的概念を具体的かつ身近な概念

にたとえて（メタファ的投射）理解していることが

分かっている(3)． 
2.2 概念メタファとイメージスキーマ 
 メタファとは隠喩のことであり，文章を彩る言語

表現上のみのテクニックと認識されることもあるが，

我々の日常生活の中にも無意識化で登場している．

この潜在化したメタファが我々の言語や思考におい

て重要な部分を形成していることが近年指摘されて

いる(1)． 
 ここで，概念メタファとは文字通りメタファを通

して概念を理解することである．例えば「気分が上

昇する，下降する」といった表現は，実空間には存

在しない人間の気分を上昇や下降といったまるで物

体のように表した概念メタファである． 
 そして，我々が日々身体を通じて繰り返し経験す

ることを抽象化することで獲得した，普遍的かつ抽

象的な認知パターンをイメージスキーマという．例

えば「彼はトラブルの中にいる」と表現した時，我々

は「トラブル」に箱というイメージスキーマを適用

し，その人の状態を「中にいる」と表現している．

我々はこのイメージスキーマと想像力の営みによっ

て概念間の関連付けを行うことにより，抽象的な思

考や意味を理解することができる (2)． 
2.3 数学的概念への身体的インタラクションの導入 
数学への身体性の導入として，数式記号そのもの

に数式が持つ物理量の概念メタファを投射し，身体

的インタラクションを構築することを考える．具体

的には，VR空間上に 3次元表示された数式に対し，
両手 6自由度の操作系を持つアバタを用いて直接的
インタラクションが可能な環境を構築する． 

 
3. 提案手法 
3.1 両手６自由度操作系の構築 
自然な身体的インタラクションを仮想空間内で実

現するため，両手 6自由度操作系を構築した．提案
システムの構成を図 1に示す．操作系は，Leap Motion
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を用いて実現する． Leap Motionは，デバイス本体
に埋め込まれた赤外線 LED とカメラを用いて人の
手や指の位置・姿勢を検出し，24点のボーン情報と
して取得することができる．取得されたボーンの位

置・姿勢は，リアルタイム（サンプリング・レート：

約 120Hz）で PCに送信され，VR空間上のアバタの
位置・姿勢を制御する．  

 
3.2 アプリケーション：数式操作インタフェース 
提案システムで用いた数式を式(1)に示す．我々が

作成したインタフェースでは，熱力学第一法則を表

す式の内， 
 

∆𝑈𝑈 = 𝑄𝑄 + 𝑊𝑊  
𝑊𝑊 = 𝑃𝑃 × ∆𝑉𝑉  

 
の 2つの式を表示している．ここで，∆𝑈𝑈は気体の
内部エネルギー𝑈𝑈の変化量，𝑄𝑄は気体に対する外部か
らの熱量，𝑊𝑊は気体がされる仕事，𝑃𝑃は気体の圧力，
∆𝑉𝑉は気体の体積𝑉𝑉の変化量を表している．ただし，
断熱変化は外部からの熱の出入りがない状態変化な

ので，𝑄𝑄は 0である． 
 

 
図 1，提案システム構成：数式操作インタフェース 

 
仮想空間での数式への直感的なインタラクション

を実現するにあたり，単純に数式の変数を大小させ

るのではなく，前述した概念メタファを用いて，変

数自体が持つ物理量の変化に伴ったインタラクショ

ンを設計した．例えば，圧力のモデルには圧力をか

けると，その部分が沈み他の部分が膨らむという風

船のイメージスキーマを適用した（図 1）．  

 
図 2，圧力𝑃𝑃のモデルの視覚的変化 

 
 
 

4. 数式操作インタフェースの操作性の評価 
4.1 実験 

開発した数式操作インタフェースの操作性につい

て簡易的な評価を行った．評価は成人男性 10名を対

象に，装置とインタフェースの説明を行った後，Leap 
Motionによる操作に慣れてもらうために 1分間のト
レーニングタスクを行った．実験タスクとして，実

際に𝑃𝑃と∆𝑉𝑉を自由に操作してもらった（フリータス
ク）．実験タスク後，適用した身体的インタラクショ

ンを通して，𝑃𝑃と∆𝑉𝑉の数式記号にメタファマッピン
グされた概念を正しく理解できたかどうかを評価し

た． 

 
4.2 結果 
 評価の結果，圧力に対して握るというインタラク

ションでパラメータが上昇するのは，イメージと合

っていてわかりやすく，視覚的かつ触覚的に印象に

残ったという意見があった．また，紙の上での数式

の代数操作よりも，直感的にそのパラメータの持っ

ている物理的概念を理解することができたという意

見があった．これらのことから，主観的評価におい

て提案システムの有効性を示すことができた． 
 

5. まとめと今後の展望 
本研究では，数式の抽象概念に身体的インタラク

ションを導入するためのモデル化とその実装例を示

した．また，ユーザ評価によって主観的観点から有

効性を示した．  
今後の展望として，今回の評価の結果を踏まえた

上でインタフェースを改良する．その後，熱力学の

範囲における他の 3つの状態変化(等温，定圧，定積)
についても対応させる． 
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あらまし：身体動作と異なる動きを知覚した場合に，

じているときと実際の力覚を感じているときの脳の認知状態の違い

その状態を分析することで，類似性と

る．また，BMI による知覚の誤認

キーワード：擬似力覚，脳波，脳血流

1. はじめに
擬似力覚とは，自己運動が投射されたマウスカー

ソルなどの視覚刺激の速度比の変化によって，

的に力が生じていると錯覚する現象である

力覚は視覚刺激のみで感覚提示を行うことができる

ため，従来の力覚デバイスよりもコスト・簡便性に

おいて優れている．また，力覚デバイスによる物理

的な触力覚提示と組み合わせることで，汎用的な

状提示ができる可能性が示されている

しかし，擬似力覚を汎用システムに応用するため

に，知覚した力の大きさを評価する必要がある．従

来，擬似力覚は，基準となる力覚の大きさと擬似力

覚の知覚量を比較し、アンケートにより評価してい

た(3)．このような評価方法は主観的であり，個人に

より感じ方が異なるため，擬似力覚を実装したシス

テムの開発は困難である．

そこで本研究では，擬似力覚生起時における脳波

および脳血流を分析し，擬似力覚知覚時の脳活動の

変化を調べ、これらが擬似力覚を評価する客観的な

指標となるかどうかを検討する．

2. EEGによる計測
2.1 実験環境
計測には電極数 64ch，サンプリングレート可変

4，8，16kHz)のBIOSEMI社のACTIVE
入力装置は Sensable社の 3次元触覚力覚インターフ
ェースの PHANTOM Omniを使用する．
歳代の右利きの健常男性 3名である．
2.2 実験手順
画面上に表示される，PHANTOM
動きに同期しているカーソルの速度比を

50%の 2 条件に設定し，脳波計測を行った．被験者
には，前方の画面に表示される球を

擬似力覚知覚時の NIRSと EEGによる脳活動分析

Measurement and Analysis of Brain Activity in perception of
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身体動作と異なる動きを知覚した場合に，力覚を感じる現象を疑似力覚という

じているときと実際の力覚を感じているときの脳の認知状態の違いを NIRS と EEG を利用して計測し，
類似性と判別性を評価した．疑似力覚は，技能学習時の教育手段に利用でき

による知覚の誤認識を分析することにより，技能教育への応用が期待でき

脳血流，ブレインマシンインタフェース

自己運動が投射されたマウスカー

の変化によって，擬似

的に力が生じていると錯覚する現象である(1)．擬似

は視覚刺激のみで感覚提示を行うことができる

ため，従来の力覚デバイスよりもコスト・簡便性に

おいて優れている．また，力覚デバイスによる物理

的な触力覚提示と組み合わせることで，汎用的な形

状提示ができる可能性が示されている(2)．

擬似力覚を汎用システムに応用するため

に，知覚した力の大きさを評価する必要がある．従

は，基準となる力覚の大きさと擬似力

し、アンケートにより評価してい

．このような評価方法は主観的であり，個人に

ため，擬似力覚を実装したシス

本研究では，擬似力覚生起時における脳波

および脳血流を分析し，擬似力覚知覚時の脳活動の

変化を調べ、これらが擬似力覚を評価する客観的な

，サンプリングレート可変(2，
ACTIVE-TWOを用い，
次元触覚力覚インターフ

を使用する．被験者は 20
名である．

PHANTOMのスタイラスの
動きに同期しているカーソルの速度比を 75%及び

条件に設定し，脳波計測を行った．被験者

画面に表示される球を PHANTOMのス

タイラスを操作して，追いかけるタスクを課す．

の球の速度は約 6cm/s であり，決められた範囲を水
平方向に往復する．まず，速度比

に表示されるカーソルを操作し

比を 75%に変更して同様の操作を行う

図 1 タスク時間
2.3 脳波データ処理
計測した脳波データにはノイズが混入しているた

め，8-30Hzのバンドパスフィルタを通し，
波の帯域を抽出し，フーリエ変換により脳波を周波

数成分に変換して扱う．また

インの変化による影響を軽減するために，周波数成

分のパワースペクトルに対し，正規化を行い，

の範囲で表現する．さらに，情報量を圧縮するため

に 1ch毎に 8Hzから 30Hzの
波データに主成分分析を行い，主成分得点を求める．

2.4 結果
累積寄与率が 80%以上となるように主成分得点を
採用し，それらをニューラルネットワークの入力と

して識別を行った． 速度比

力として使用したとき，擬似力覚が生起したと判別

された確率が高かった電極を図

図 2 識別率の高い電極

による脳活動分析
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現象を疑似力覚という．疑似力覚を感

を利用して計測し，

学習時の教育手段に利用でき

応用が期待できる．

タイラスを操作して，追いかけるタスクを課す．こ

であり，決められた範囲を水

速度比 100%で，画面上
に表示されるカーソルを操作し(図 1–TASK1)，速度

に変更して同様の操作を行う(図 1–TASK2)．  

タスク時間

計測した脳波データにはノイズが混入しているた

のバンドパスフィルタを通し，α波とβ

波の帯域を抽出し，フーリエ変換により脳波を周波

数成分に変換して扱う．また，オフセットや計測ゲ

インの変化による影響を軽減するために，周波数成

し，正規化を行い，0.0-1.0
の範囲で表現する．さらに，情報量を圧縮するため

の 23次元で表現される脳
波データに主成分分析を行い，主成分得点を求める．

以上となるように主成分得点を

採用し，それらをニューラルネットワークの入力と

速度比 50%の脳波データを入
力として使用したとき，擬似力覚が生起したと判別

された確率が高かった電極を図 2に示す．

識別率の高い電極
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3. NIRSによる計測
3.1 実験環境
実験機器は日立製作所のウェアラブル光トポグラ

フィWOT-100を用いた．入力装置は EEG計測と同
様に PHANTOMを使用した．被験者は 20歳代の右
利きの健常男性 1名で，前頭部の 16ヵ所(図 3 ch4-19)
または 10ヵ所(図 3 ch7-16)を計測する．前頭部は高
次脳機能を司る(4)と考えられているため，ここを計

測部位とした．

図 3 計測箇所
3.2 実験手順
カーソルの速度比を 50%の 1条件に設定し，脳血

流計測を行った．被験者には EEG計測と同様のタス
クを課すが，前後のレストはそれぞれ 7秒に変更し，
16ヵ所の脳血流計測した．また，PHANTOMを使用
して 5Nの抵抗力を生成し，10ヵ所の脳血流を計測
した．

3.3 脳血流データ処理
計測したデータに混入したノイズを除去するため

に 0.02-0.1Hzのバンドパスフィルタを適用させる．
そして，タスク開始の 5秒前から終了から 10秒をブ
ロック単位として切り出しを行う．

ブロックデータの先頭から 5秒間と，最後の 5秒
間を用いてベースラインを求め，データからベース

ラインの値を各時刻で差し引くことで，波形の開始

時，終了時の値をゼロに補正する．

3.4 結果
タスク毎に得られた酸化ヘモグロビン変化の波形

を加算平均した結果，ch10，ch12において大きな変
化が見られた．また，速度比 100%のタスクに比べ
て 50%のタスクでは，酸化ヘモグロビンの増加する
タイミングに約 1秒の遅れが見られ，力覚生成時と
比較すると 4～5秒の遅れが見られた(図 4，5)．

図 4 ch10の計測結果

図 5 ch12の計測結果

4. 考察
脳波計測では，側頭部から後頭部にかけて擬似力

覚の生起を識別できる電極が多く見られた．これら

の部位は視覚認知や聴覚認知を担っている．擬似力

覚は視覚刺激による錯覚現象であるため，脳におけ

る視覚情報を処理する領域が反応するのではないか

と推測できる．

脳血流計測では，各タスクにおいて酸化ヘモグロ

ビンが増加するタイミングが異なっていることがわ

かる．このことから，感じる力(擬似力覚感知)が大
きくなると脳血流の反応が遅れると考えられる．

5. おわりに
擬似力覚生起時の脳活動の変化を，脳波，脳血流

計測によって検証した．脳波を計測する実験では，

擬似力覚の生起を判別できる電極を調べた．また，

脳血流の計測実験では，各タスクにおける血流変化

のタイミングのずれを観測し，知覚した力覚の大き

さによってずれが生じるという仮説を立てた．

今後は，PHANTOMで生成した力覚と疑似力覚の
比較を脳波計測による検証を行いたい．また，脳血

流計測において，今回計測を行った被験者以外にも

同様の傾向がみられるかについて確認を行いたい．

参考文献
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Bumps and Holes without a Haptic Interface: the 
Perception of Pseudo-Haptics Textures”, Conference on 
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April 24-29 (2004) 

(2) 伴祐樹 , 梶波崇 , 鳴海拓志 , 谷川智洋 , 廣瀬通孝 : 
“Pseudo-Haptics を利用した形状提示のための視触力
覚システムに関する基礎的検討”, 電子情報通信学会
技術研究報告. PRMU, パターン認識・メディア理解
110(381), pp.347-352 (2011) 

(3) 石井雅博 , 佐藤秀一 : “3 次元空間における
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No. 6, pp.J188-J191 (2012) 
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Presentation evaluation system using the Kinect sensor 
 

河上 奏太*1， 伊藤 貴大*2 ， 清水 翔平*2 ，松本 豊司*3 

Sota Kawakami*1, Itoh Takahiro*2,  Simizu Shohei*2, Matsumoto Toyoji*3 

*1金沢大学 理工学域 機械工学類 
*1Mechanical Engineering, College of Science and Engineering, Kanazawa University 

*2金沢大学大学院 自然科学研究科 数物科学専攻 
*2 Division of Mathematical and Physical Sciences,  

Graduate School of Natural Science & Technology, Kanazawa University 
*3金沢大学総合メディア基盤センター情報教育部門 

*3 Information Media Center, Kanazawa University 
 

Email: gymnopedian@gmail.com 
 

あらまし：プレゼンの経験が少ない学生でも、容易に学習を行えるプレゼン評価システムを開発してい

る。システムは、Kinect センサーを用いて姿勢情報を取得し、模範例を参考にプレゼンテーションを

行っている学生の動作を解析し、模範的なプレゼンテーション例と比較評価を行っている。 

キーワード：Kinect、モーションキャプチャ、プレゼンテーション 

 
 

1. はじめに 
魅力的なプレゼンテーションを行うためにプレゼ

ンテーションの練習をするというのは非常に難しい。

原稿を覚えたり、スライドに工夫を凝らしたりする

ことは一人でも出来る。けれども、実際に話す自分

の姿を確認して改善するには聞き手が必要である。

さらに、どのようなプレゼンテーションを行えば身

内以外の聞き手に興味を持ち続けてもらえるか、と

いったことは判断が難しい。 
そこで、我々は Kinectセンサーを用いてプレゼン

テーションを行っている人の姿勢情報を解析するこ

とでプレゼンテーションを定量的に評価し、効果的

なプレゼンテーションの練習を行うことが出来るシ

ステムの開発を行った。 
2014年 3月の段階では評価する対象の腕の動きを

カウントし、手を使ったジェスチャーをカウントす

ることで評価を行うシステムの開発を行った。しか

し、単純に腕の動きをカウントするだけでは、マイ

クの有無・パソコンの操作・意味のない動き等が評

価する際のノイズとなるといった課題があった。そ

こで、我々は評価方法を次のように変更した。模範

となるプレゼンテーションの骨格情報と評価対象の

骨格情報の類似度を数値化することで評価を行う方

法に変更した。我々は、この評価方法でシステムを

開発した。さらに、インターフェイスの改善も行っ

た。 
 
 

2. Kinectセンサーについて 
Kinectセンサーとは、本来 2010年にマイクロソフ

トより発売されたジャスチャーや音声認識によって

直感的に操作が可能なゲームデバイスであった。と

ころが、センサーとして非常に優秀であったため発

売当初から有志による解析が行われた。その後、2012
年に公式にWindows対応のKinectセンサー及び開発
キットが公開された。 

Kinectには、RGBカメラ・赤外線カメラ・マイク
が搭載されており、今回は主に赤外線カメラを用い

て深度情報から骨格情報を獲得し、利用する。 
 

3. 評価方法 
模範となるプレゼンテーションの動画を用意し、

評価対象となる人にKinectの前で模範のプレゼンテ
ーションを模倣してプレゼンテーションを行っても

らう。このときの評価対象のジェスチャーと、模範

となるプレゼンテーションのジェスチャーを比較し、

どの程度模範に近いプレゼンテーションを行えてい

るかを数値化することで評価を行う。 
3.1ジェスチャーの類似度を評価する方法 
「ジェスチャー 時間的に対応のあるポーズの

列」である。 
ジェスチャーの類似度の評価： 
①空間的な類似度・・・ポーズの類似度 
②時間的な類似度・・・ポーズの時間的な変化の類

似度 
本来、ジェスチャーの類似度を評価するまめには、

この 2つを評価する必要がある。 
私たちは、ジェスチャーを簡単に評価するために、

①のみを評価することにする。 
つまり、「動画に描画されたジェスチャーを評価す

る」という問題を次のように置き換える。 
「動画を構成する 1枚 1枚の画像に描画されたポ

ーズを評価する」 
したがって、私たちは、画像に描画されたポーズ
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の類似度を評価する。 
これを動画を構成する画像のほとんど全てで行う

ことにより、ジェスチャーの類似度を評価できると

考えている。 
ここで、「ほとんど全て」とは、1秒間における数

十枚の画像を全て評価しないで、適当に何枚か選ん

で評価することにする。これは計算量を削減するた

めである。 
 

3.2見本と被験者の骨格情報を利用して、ポーズの類
似度を評価する方法 
■骨格情報の取得 
私たちが使用する Kinect は、20 か所の骨格の 3
次元の位置情報、座標 を取得することが出来

る。 
これらのうち、体の先端に位置する、頭・手（右・

左）・足（右・左）の 5 か所を除く、15 か所の骨格
の座標を使う。 
つまり、見本と被験者の、この 15か所の骨格の座
標の比較を行う。 
■ポーズを測る数学的な量 

① 比較したい骨格を先述の 15 か所の中か
ら 1つ、この骨格 を決める。また、この骨格

の座標を とする。 
② この骨格 に隣接する 2 つの骨格 の

座標をそれぞれ とする。 
③ を始点とし、 を終点とするベクトルを

、 を始点とし、 を終点とするベクトルを と

する。 
④ ベ ク ト ル が 成 す 角 度 を

とする。 
この角度 は、骨格 の周囲における局所的なポー

ズの情報を表す量である。 
したがって、各骨格におけるこの角度を、見本と

被験者について求める。図 1に使用する骨格の概要
を示す。 

 
図１ 評価に使用する骨格 

 
そして、それらを比較することによりポーズの類

似度を評価する。 
■評価方法 

① 見本の、先述の 15か所全ての骨格におけ
る角度、 を求める。 

② 被験者の、先述の 15か所全ての骨格にお
ける角度、 を求める。 
③ 15か所全体の二乗平均誤差 は、 

 
この誤差 を用いて、被験者が、その時、見本の

ポーズと、どのくらい似たポーズを取っているか測

ることが出来る。 
図２に開発中の評価画面を示す。自分の骨格情報

（画面左側）と見本の骨格情報（画面右側）が並ん

で表示される。左上に総合評価が表示され、右上の

ボタンを押すことで見本の動画が全画面表示で再生

される。 

 
図２：開発中の評価画面の様子 

 
4. 今後の課題と展望 
現在はまだシステム開発を行っている段階だが、今

後完成したシステムを実際に使用してもらい、フィ

ードバックを得ることでより良い評価方法の検討、

インターフェイスの改良を行っていく。精度と取得

できる情報量が向上した次世代Kinectも今後販売さ
れる予定なので、センサーの改善による評価精度の

向上も期待できる。最終的にはゲーム感覚で楽しみ

ながら模範的なプレゼンテーションを追体験するこ

とができるシステムを目指して開発を行っていく。 
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BlockEditor Hinoki:ビジュアル-Java相互変換システムを利用した 
オブジェクト指向入門教育の実施と分析 

 
BlockEditor Hinoki: Practice and Analysis of Object-Oriented Programming Education  

Using Mutual Language Translation Between Visual And Java 
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あらまし：オブジェクト指向プログラミング(OOP)の授業では，構文エラーによってオブジェクト指向
(OO)の概念学習が阻害されてしまう学習者が観察される．本研究ではビジュアル-Java 相互変換システム
「BlockEditor」の OO指向拡張版（コードネーム：Hinoki）を開発し，プログラミング入門教育を修了し
た大学２年生向けの OOPコースで本システムを利用した授業を実施した．当該年度の言語選択状況やプ
ログラムの質などの年度比較を通じ，本システムの有用性を検証する． 
キーワード：プログラミング教育，オブジェクト指向，ビジュアルプログラミング，Java 

 
1. はじめに 

オブジェクト指向プログラミング（OOP）の授業
では，オブジェクト指向（OO）の概念理解が重要で
あるが，概念理解が困難な学習者もいる．OO の概
念理解が困難である理由の一つに構文エラーが考え

られる．学習者は構文の学習やエラー修正に注力し

てしまい，OO の概念理解が阻害されてしまうため
である． 
本研究では，松澤らによって提案されているビジ

ュアルプログラミング言語（VPL）とテキスト記述
型言語の相互変換によるプログラミング入門教育支

援システム（BlockEditor）(1)のオブジェクト指向構

文への対応と，当システムを利用した OOP の授業
を実施した．当該年度の言語選択状況や，プログラ

ムの質などの年度比較を通じて当システムの利用形

態と有用性を分析する． 
 

2. OOPの授業での問題点 
2.1 本学 OOPの授業 
本学の OOP 入門講義は IS（information System）

を専攻する学生に対して行われており，文科系の学

科の学生と科学系の学科の学生が１：１の割合で受

講している．  
授業は松澤らによる OOPの教材(2)を，この講義用

に再編したものを使用している． 
2.2 授業での問題点 
講義担当の教員からヒアリングを行った結果，次

のような学習者の存在が問題として挙げられた． 
問題点1	 躓きによる課題の蓄積 
問題点2	 他クラスのインスタンス変数の直接参照 

1の学習者に関して，本学のOOPの講義では，OOP
の基本の学習の題材にシューティングゲームを扱っ

ている．ゲームを毎週拡張して学習を行う．課題が

回ごとに独立していないため，躓いて課題ができな

かった学習者は次の課題に取り組むことが出来ない

という問題がある． 
2 の学習者に関して，このような学習者は，カプ

セル化されたクラス設計や，概念学習，利点などの

学習機会を損なってしまうという問題がある． 
 

3. 先行研究 
松澤らによる BlockEditorは OpenBocks(3)を基盤に 

開発されている．VPLとテキスト記述型言語の相互
変換により，言語間のシームレスな移行を可能にし

ている．しかしオブジェクト指向構文への相互変換

には対応しておらず，オブジェクト指向の学習に利

用することができない． 
 
4. BlockEditor Hinoki 

BlockEditor Hinokiの外観を図 1に示す．左側の「フ
ァクトリ」からブロックを取り出し，キャンバスに

設置することでクラスを設計することが可能である．

Eclipseのプラグインとして開発している． 

 
図	 1	 BlockEditor Hinokiの外観	 

4.1 設計目標 
	 OOP の授業で利用できるブロック型言語とテキ
スト記述型言語の相互変換能力があり，学習者自身 
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図 2 BlockEditor Hinokiのアーキテクチャ 

	 

図	 3	 動的ブロック作成のアーキテクチャ	 

 
が設計したクラスをブロック型言語で利用できるこ

とが設計目標である. 
4.2 アーキテクチャ 

BlockEditor Hinokiのアーキテクチャを図 2に示す．
アーキテクチャの変更点は，1)．プロジェクトを動
的に解析し，「プロジェクトブロック定義ファイル」

を作成する，2)．式や文の抽象構文木(AST)への変換
の拡張，である．  
4.3 動的なブロックモデルの作成 
図 3に動的なブロックモデル作成のアーキテクチ

ャを示す．  
BlockEditor Hinokiでは同一プロジェクト内の Java

ファイルを解析し，学習者の作成したクラスのブロ

ックモデルの記述された「プロジェクトブロック定

義ファイル」を作成している．基本的なブロックモ

デル（変数など）は，「ブロック定義ファイル」に記

述されている． 
この 2つのファイルを読み込むことで，基本的な

ブロックと学習者自身が設計したクラスオブジェク

トのブロックを利用可能にしている． 
4.4 OO構文への相互変換能力の拡張 

OOの Blockから Javaへ変換する際の ASTへの変
換，Block から Java へ変換する際の DOM への変換
に対応した．これにより表現できるプログラム構成

要素が増え，OOPに対応した表現が可能である． 
 
5. ブロックの仕様 
ブロックはプログラムの処理を抽象的な日本語で 

 
図 4 銀行口座クラスをブロックに変換した例 

 
表現するように設計している．ブロックで表現され

た銀行口座クラスを図 4に示す．このクラスには，
残高を表すインスタンス変数とコンストラクタ，預

金するメソッドが定義されている．  
 
6. 評価と今後の展望 

BlockEditor は本学の OOP コースで利用されてい
る 48個の構文要素のうち 47 個に対応している．未
対応な構文要素はコメント文である．これは他の方

法で代用可能であるため，OOPの授業に利用可能な
相互変換能力があると評価できる． 
現在本学の学部 2年生を対象としたOOPの授業で

BlockEditorを利用している．現在授業で提出された
ソースコードの年度間の比較，分析を行う．プログ

ラム作成履歴の分析には Programming Process 
Visualizer(PPV)(4)を利用する． 

2.2節での問題 1に関しては，課題の提出率を昨年
のものと比較し，期限内に課題を提出できる学習者

が増えることを検証している. 問題 2 に関しては，
PPV を用いて学習者のソースコードを分析し， 
private の インスタンス変数が増えることを検証し
ている． 
その他，学習者の BlockEditorの利用推移や，記述

された処理を分析し，学習者の利用形態を分析する. 
本発表ではこれらの検証結果に関して報告を行う． 
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船舶機関における危険事象の因果関係に関する学習支援システム 
 

A Leaning Support System for Understanding the Cause and Hazardous 
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あらまし：本研究では，経験の浅い若手船員が，実機関がない机上でも，船舶機関における危険事象の因

果関係について学習できることを目的とし，学習支援システムを開発する．出題には，熟練船員の知識を

もとに作成する危険事象の因果関係図を用いる． 

キーワード：船舶機関，危険事象，因果関係，学習支援，出題 
 
1. はじめに 
近年，主に経済的な理由から日本人機関士および

機関員は減少し続け，技術の伝承の面においても，

初心者が熟達者とともにプラントの運用を経験する

機会が減少している（1）．また，「2007年問題」以降，
団塊世代の熟練船員が大量に退職を迎えることによ

り，その知識が若手船員に十分に継承されないこと

が問題になっている．その若手船員の養成機関であ

る商船学校では，カリキュラムの一環として航海実

習が組まれている．しかし，実習時間が少なく，危

険事象に直面する機会はほとんどないため，経験を

要する異常の原因特定の方法や対処法を学習するこ

とが難しい． 
そこで本研究では，経験の浅い若手船員が，実機

関がない机上でも，危険事象の因果関係に関して学

習できることを目的とし，熟練船員が経験から得た

知識をもとに，危険事象の因果関係に関する学習支

援システムを開発する． 
本システムにおける出題には，船舶機関における

危険事象の因果関係や対処法などの情報を表す因果

関係図を用いる．また，機関図を用いることで，危

険事象が生じる場所も学習できる． 
 

2. 危険事象の因果関係図 
船舶機関における危険事象に関する情報を抽出す

るために，熟練船員にヒアリングを行い，得られた

因果関係や対処法などの情報を図 1のような因果関
係図で表す．この図は，危険事象ノードと因果関係

のあるノード同士を繋ぐ原因リンク，事象が生じる

場所ノードを繋ぐ場所リンク，対処法ノードを繋ぐ

対処リンクで構成されている． 
例えば，「乳化した潤滑油によるストレーナーの目

詰まり」という事象に対しては，原因：「潤滑油乳化」，

場所：「潤滑油ストレーナー」，対処法：「ストレーナ

ー掃除」の因果関係がある．  

また，原因にはそれぞれ優先順位を設定する．優

先順位とは，実際の現場での事象の生じやすさを示

す指標である．優先順位の値が高い程，生じやすい

事象であり，船員にとっては認知度が高いすなわち

その事象に関する問題の難易度は易しいと考えられ

る．出題はこの優先順位に基づいて行う． 
 

図 1 危険事象の因果関係図 
 
3. TELLUSを用いた機関図 
本システムでは，学習者が実機関のイメージを掴

むことができるように，図 2のような機関図を用い
る．学習者はその図を探りながら原因を特定してい

く．機関図の表示には，富士電機・発紘電機の遠隔

監視ソフトウェアである「TELLUS」（2）を用いる．

表示する機関図は出題に合わせ，正常な状態と異常

な状態をシステム内で動的に変化させる． 
各機関をクリックすることで，図 3のような詳細

な状態を示す画面へと遷移する．そこで異常がある

と判断した場合は，その具体的な事象内容の解答へ

移る．解答形式については，次章で述べる． 
また，本システムでは，学習者が原因を特定する

までの機関の探り方も考慮する．明らかに連続して

原因がない機関を探った場合，理解できていないも

のと判断する． 
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図 2 TELLUS上の潤滑油系統 

 

 
図 3 ストレーナーの詳細な図 

 
4. 出題方法 
4.1 出題戦略 
本システムでは，図 1のような因果関係図をもと

に，危険事象に関する問題を自動生成し，学習者に

解答させる．出題は前述した通り，因果関係図上の

原因事象の優先順位に基づいて行う．優先順位が高

い，すなわち船員にとって認知度が高いと考えられ

る事象に関する問題から出題を行う． 
出題では，まず始めにある警報状態を表示する．

この時，システム内では，因果関係図上の事象ルー

ト（原因リンクの連結）が動的に選択される．例え

ば，「潤滑油圧力低下」→「乳化した潤滑油によるス

トレーナーの目詰まり」→「潤滑油乳化」というル

ートである．前述した TELLUS上では，これらの事
象を示す機関図が表示される．学習者は，表示され

た機関図を探り，このルート上の原因事象を特定し，

その具体的な事象内容を解答する．        
全ての原因事象を解答させた後，各事象の対処法

についても解答させる．対処法は下位の原因事象か

ら解答させる．したがって，上記の例の場合，最初

に「潤滑油乳化」，次に「乳化した潤滑油によるスト

レーナーの目詰まり」の対処法を解答させる． 
また，学習者の解答に誤りがあり，理解できてい

ないと判断した場合，解答における選択肢を変化さ

せ，再度同じ問題を出題する．さらに，正解した場

合でも，数問後に再度同じ問題を出題し，理解の定

着を図る． 
4.2 解答形式 
原因や対処法の解答には，選択式を採用する．例

えば，原因事象「潤滑油乳化」を解答させる問題の

場合，以下のような選択肢を与える． 
・ごみによるストレーナーの目詰まり 
・温度調整弁の不良 
・潤滑油乳化 
 学習者が間違った事象を選択した場合，フィード

バックとして，その事象が，どの事象の原因に該当

するか示す．上記の例の場合，「温度調整弁の不良」

を選択した場合，「潤滑油高温」の原因であることを

学習者に示す． 
 また，対処法については，以下のような選択肢を

与える． 
・潤滑油入れ替え 
・圧力調整弁の開放点検 
・温度調整弁を再調整 
学習者が間違った対処法を選択した場合，フィー

ドバックとして，その対処法が，どの事象の対処法

に該当するか示す．上記の例の場合，「圧力調整弁の

開放点検」を選択した場合，「圧力調整弁の不良」の

対処法であることを学習者に示す． 
4.3 誤答選択肢の選出 
解答における誤答選択肢は因果関係図から選出す

る．その際，出題に用いた事象ルートとは別のルー

ト上の事象から選出する．上記の例の場合，「潤滑油

圧力低下」→「乳化した潤滑油によるストレーナー

の目詰まり」→「潤滑油乳化」という事象ルートで

あるが，そのルート上以外の事象「ごみによるスト

レーナーの目詰まり」，「温度調整弁の不良」を誤答

選択肢として選出させている． 
 
5. おわりに 
本稿では，船舶機関における危険事象の因果関係

に関する学習支援システムについて述べた．今後，

危険事象の因果関係図をもとに，システムを開発し

た上で，商船学校の学生を対象とし，実証実験及び

評価を行う． 
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あらまし：本研究では, 知識定着のための数多くの教材群を有する eラーニングを活用した自学自習環境
を想定して, 学生が学習目標の設定, 学習, 振り返りによる自己評価, 新たな目標の設定といったポート
フォリオ型学習を支援するシステムを開発した. 特に, 自らが学習設定した内容の取組進捗を管理する学
習評価機能を中心に報告する. 
キーワード：eラーニング, ポートフォリオ型学習, LMS 

 
 
1. はじめに 
大学全入時代を迎え, 多様な背景を持つ学生が大

学へ進学する中で, 学生の学力や学習意欲の低下が
問題となっている. そうした中で, 高等教育機関で
は, 自学自習で自らの不足知識を補う e ラーニング
システムの活用が期待されている.しかし, 従来の e
ラーニングシステムでは, 授業と連携した課題など,
学生が教員からの指示に基づいて学習する利用方法

が前提となったコースマネジメントシステムの利用

が中心で, 学生の自学自習を積極的に支援すること
は必ずしも容易ではない. 
本 研 究 で 扱 う e ラ ー ニ ン グ シ ス テ ム 

（CIST-Solomon(1)）では, 学習者の自学自習での利
用を意識し, 体系的に整備された数多くの教材をツ
リー状に整理した上で, 学生が自由に教材を選択で
きるしくみとなっている.しかし, 学生が何らかの目
的に基づいて学習を計画（学習教材を選択）し, 選
択した教材に関する学習進捗の管理を行えるまでに

は 至 っ て い な い . そ こ で , 本 研 究 で は , 
CIST-Solomonをベースに, 学生の主体的な学びを支
援するための, 学生が自らコースをデザインし学習
できるポートフォリオ型 e ラーニングシステムの構
築し, その有用性の検討を通じて自学自習を支援す
る e ラーニングシステムを実現することを目的とし
た.  
2. 学習評価機能を備えたポートフォリオ型 e
ラーニングシステムの提案 

CIST-Solomon には, Learning Management System
（LMS）の一つとして, 教員が学習教材と期限を設
定した上で, 学生が課題として取り組めるコース機
能が整備されている. 提案するポートフォリオ型 e
ラーニングシステムは, このコース機能を拡張した
ポートフォリオ型学習を促す LMS である. ポート
フォリオ型学習とは, 学生の学習のプロセスを重視
する学習であり, 学生の学習の過程で生み出された

成果を見るものである (2). 提案するシステムでは , 
プレテスト, 学習目標・スケジュールの設定, 学習, 
ポストテスト, 振り返りの学習プロセスを一つのコ
ースとして扱う. コースの期間内に学ぶ教材は学習
者が自ら選択でき, 学習後に学習者が学習成果を評
価・確認できるようにする. ここで, 学習者が選択し
学習する教材は一人一人異なるため, 学習者の学習
成果の評価をする際にもその違いを吸収した上で, 
学習者群の中で個々の取り組みを評価できることが

望ましい. また, ポートフォリオの観点では, 単純
な進捗率や正誤情報だけでなく, 学習過程を評価す
ることが重要となるため, 学習者一人一人の教材へ
の取り組みを学習パターンとして分類し, 教材に取
り組む姿勢を含んだ学習成果を評価できることも重

要であろう. こうした点を意識して, 本稿では, 提
案するシステムの中にコースマネジメント機能, 学
習評価機能の 2 つの機能を構築する. 以下にそれぞ
れの詳細を述べる. 
2.1 コースマネジメント機能 
コースマネジメント機能は, 学生が自身の学習計

画をコースとして管理できる機能である. 教員は, 
プレテスト・ポストテストの用意と, テストの内容
に関連のある学習分野の教材を選択する. プレテス
トを受験した学生は, テストの結果を受けて, ポス
トテストに向けた学習計画として教員が選択した教

材から自身に適した教材を選択し, 学習を進める. 
学習計画は, 学習期間を複数に区切り, どの期間に
何を学ぶかを選択し計画を立て, 管理できるように
する(図 1に画像イメージを示す). 
2.2 学習評価機能 
学習評価機能は, 学習の進捗率と正誤情報の確認, 

学習プロセスの評価を行える機能である(図 2に画
像イメージを示す). 学習プロセスの評価には, 数値
を用いた評価とテキストによる評価がある. 数値を
用いた評価では, 学習者が選択した教材に対する取
り組み状況を確認できる. テキストによる評価では, 
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学習計画を立てる際や, 学習終了後など, 学習プロ
セスの様々な場面で学生自身が学習に対する評価を

テキストにより行う. また, 演習問題への学習成果
を一定の学習パターンとして分類し, 学習に対する
アドバイスをテキストとして提示する. 

 
図 1 学生のコースマネジメント機能画面 

 
図 2 学習評価機能のイメージ図 

2.3 学習ランクの定義 
CIST-Solomonの演習問題は, ドリル形式の問題と

なっている. 問題にはヒントが用意され, 問題の解
き方がわからない場合でも, ヒントを閲覧すること
で, 正解することが可能となる. 
本研究では, 学習者の学習への取り組みの評価に

着目し, 学習者の演習問題への取り組み履歴からパ
ターンを見いだし, 学習パターンとして定義した. 
この学習パターン定義を元に, 演習問題１問に対す
る学習ランクを定義した(図 3 にランクの定義を示
す). この学習ランクは, 特定の問題に対する最新の
2回分の学習パターンから判定される. A〜Bランク
はヒントを見ずに正解した場合に判定されるが, 一
度でも不正解になった場合には Bランクと判定され
る. C〜Dランクはヒントを見たあとに正解した場合
に判定されるが, ヒントを参考にして正解した場合
には C ランク, ヒントに頼って正解した場合には D
ランクと判定される. ヒントを参考にしたのか, ヒ
ントに頼ったのかを判断する基準は, 判定に用いる
2 つの学習パターンから次の学習パターンまでの経
過時間, もしくはヒントを見てから正解するまでの
経過時間となり, どちらかが 20秒を超えた場合には
ヒントに頼ったとされ, Dランクと判定される. Eラ
ンクは正解も不正解も出していない場合に判定され

る. これによって, ポートフォリオの観点で学習者
の学びの過程を評価できることを狙っている. 

 
図 3 学習ランクの定義図 

学習評価機能では, 判定された学習ランクに応じ
て, 学習者に対してメッセージを提示する. 提示す 
るメッセージは, 例えば判定された学習ランクの中
に Aが多ければ良い評価のメッセージを, Eや Dが
多ければ考えて解くようアドバイスするメッセージ

を提示する. これによって, 学習者が学習を振り返
る際に, 自身の学習に対する取り組み姿勢を意識で
きると考えている. また, 判定された学習ランクは,
テストの結果とも組み合わせることで, 学生に大し
た最適な学習コンテンツを推薦するといったナビゲ

ーションにも活用できる可能性がある. 学生が自ら
学習計画を立てる上では, 数多くの教材の中から自
身が学習する教材を選択することが不可欠である. 
学習コンテンツの推薦は学習計画を立てる上での参

考や指標としても有用であると考えられる. 
学習評価機能では, 判定された学習ランクによっ

て, メッセージの他に学習成果としてのポイントも
提示する. 学習ランクの重みはそれぞれ A〜E ラン
クに対し, 4〜0 ポイントと定義した上で, 学習者が
コースマネジメント機能により選択した学習教材群

で得られるポイントの合計値を学習成果としてのポ

イントとする. このポイントを用いて学びのプロセ
スを数値化することで, コースマネジメント機能に
よって学習者が作成する様々なコースでの自学自習

の学習状況を評価するための指標とすることが狙え

る. これにより, 学習者が選択する教材の数や内容
の違いを極力吸収し, 一定の方法での評価ができる
と考えている. 
3. おわりに 
本研究では, e ラーニング上で学生の自習を支援

するポートフォリオ型 e ラーニングシステムの実現
に向けて, 学習者自身が教材を選定し, コース設定
ができるコースマネジメント機能と, 学習パターン
を元に定義した学習ランクに基づいて, 学生に対す
るアドバイスや, 学習コンテンツの数や内容が異な
る学習においても一定の方法での学習評価を可能と

する機能を提案した. 今後は提案したシステムを開
発し,  夏期休業期間などを利用した学生の自学自
習課題を通じて評価を行う予定である. 
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eポートフォリオシステムのリフレクション活性化を 
狙った「いいねマーカモジュール」の開発 

 
Development of a marker module which aim at reflection activation of e 

portfolio system 
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あらまし：e ポートフォリオシステムにはリフレクションを促すシステムが必ずしも十分ではない．e ポ
ートフォリオシステムでリフレクションを行う機能の一つとしてコメント機能がある．ただコメント機能

によるリフレクションは活性化しにくいことがわかっている．そこでコメント機能の簡略版となる「いい

ねマーカ」を開発した．そのことにより,リフレクションの活性化を狙っている． 
キーワード：eポートフォリオ，リフレクション，モジュール開発 

 
 
1. はじめに 

1990年代から，メタ認知を促すとして注目された
ポートフォリオであるが，現在は場所をとらずに，

成果物がいつまでも保存できるなどの利点から，電

子化された eポートフォリオの導入が進んでいる． 
John Zubizarreta(1)(和訳,ゲーリー土持(2))では，ラ

ーニング(学習過程)・ポートフォリオ・モデルとし
て ， Reflection( 省 察 ) ・ Documentation( 資 料 ) ・
Collaboration(共同作業)の 3 つの要素を挙げている
(図 1)． 

 
図 1 ラーニング・ポートフォリオ・モデル 
(出典:ゲーリー土持(2)) 

「資料」では学生の学習過程を知るために，その過

程が分かる「資料」を提出させる．「共同作業」にお

いては，それらの「資料」を相互評価や，お互いに

協力して「資料」を作成させる．「省察」では，学生

が「資料」や「共同学習」を通じて自らの学習過程

を振り返ることである．3 つの要素内で１番重要な
のは，「省察」であるが，「省察」に至るまでには，

「資料」提出，「資料」の共同作成及び学習者同士で

相互評価する「共同作業」が重要だと考えられてい

る．相互評価をすることで他人の「資料」に意見し

客観的な視点を持つことや，自分の「資料」を他人

の意見を元に客観的に振り替えることで「省察」が

できると考えている． 
また Jenson ら(3)は Cycle of Documented Lifelong 
Learningとして Collection(収集)・Self-regulation(自己
調整 )・  Reflection(省察 )・ Integration(統合 )・
Collaboration(共同作業) があるとしている． 

 
図 2 Cycle of Documented Lifelong Learning 

５つの要素に順番があるわけではないが,成果物を
「収集」し,「自己調整」をする．そこで「省察」を
行い「統合」し「共同作業」することが必要な一連

のサイクルである．このサイクルを繰り返し行うこ

とが求められている．図 1,図 2 の要素を比べると 
「省察」と「共同作業」が出ていることからもわか
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る通り,ポートフォリオではこの二つは重要な要素
である．e ポートフォリオシステムではこれらの 2
つ要素を行うための機能が重要である． 
しかし，永田ら(4)の先行研究では，e ポートフォリ
オの「共同作業」を担う一つの機能であるコメント

機能の活用の少なさが課題とされており,これは学
生が他人の「資料」にコメントすることのハードル

の高さが原因と考えられる．この先行研究では,人を
介しての解決を提案しているが,本研究では，e ポー
トフォリオシステムに簡易的なコメント機能を搭載

することで，「共同作業」や「考察」に対するハード

ルを下げることを目的としている．  
 
2. システムの設計 
本研究のシステムは第 1章で述べた，「共同作業」

の一つである相互評価をシステムによって増やすこ

とを目的とする．そのために「いいねマーカ」を実

装をした． 
 

2.1 いいねマーカ 
「省察」を行うシステムとして，現在の e ポート

フォリオには，コメント機能等がある．しかしなが

ら，第 1章で述べたように，それだけでは十分でな
いことが明らかになっている．Facebookではユーザ
が投稿した記事に対してコメントによるフォードバ

ックができる．一方で「いいね!」ボタンを押して記
事の投稿者に対してポジティブなフィードバックを

返すこともできる．Facebookでは,その容易さからコ
メントによるフィードバックよりも「いいね!」ボタ
ンによるフィードバックのほうが多い．しかし,ポー
トフォリオでは,第 1章で述べたように「省察」が重
要である．ポートフォリオにおいて「いいね！」ボ

タンだけでは,ポジティブなフィードバックは受け
ることができるが,成果物の何が良かったのか「省察」
することは困難である． 
そこで,本研究では，その知見を活かし，「共同作業」
である相互評価を気軽にフィードバックを行うため

に図 2のような「いいねマーカ」を考案した．「いい
ねマーカ」はクリックしマーカ引くだけで良く，気

軽に使える．また，マーカに 2種類の色を設ける．
そのうちの 1 色は，ほめるための色であり，もう 1
色は，「資料」の修正点，見直すべき点を引くための

ものである．このことにより，「いいね」だけでは動

機づけで終わってしまう可能性が高いと考えられる

が，「いいねマーカ」により文章効果を高め「共同作

業」になる．伊藤ら(5)が行った先行研究ではウエブ
ブラウザにマーカ等で自由に書き込める機能を搭載

し，web 教材に気軽に書き込めるようにしている．
この先行研究では本などに書き込むようにweb教材
に気軽に書き込めることで本をマーカや書き込みを

利用した時と同じような文章理解を高める効果があ

ったとしている． 

 
図 3 いいねマーカ簡略図 

 
3. 開発環境 
本研究では,モジュールを開発できることからオ

ープンソースである,mahara eportfolio systemを使用
した．ほかの環境は以下の通りである． 

OS           CentOS 5.10 
DB           MySQL  
Webサーバー  Apache 
開発言語     php 5.1 
 

4. 評価 
評価はまだ行っていないが,専門家に試用しても
らい，形成的評価を行うことで，本システムの有効

性を明らかにしたい． 
 

5. まとめ 
本研究では，「いいねマーカ」のモジュール開発を

した．e ポートフォリオシステムの「共同作業」の
一つである，コメント機能を気軽にできるようにす

る，そのことにより「省察」の簡略化を行うことで,
リフレクションの活性化がでたと考えている．本シ

ステムの評価は今後,専門家に形成的評価を行って
もらい,本システムの有効性を明らかにしたい． 
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Mahara用配布プラグインの作成 
 

Creating a Distribution Plug-in For Mahara 
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あらまし：eポートフォリオシステムの「Mahara」において，教員から学生へ向けた「ページ」，「コレク
ション」，「ファイル」の配布を行うためのプログラムを作成する．学習者へ向けての一斉配布や個別配布

を可能にし，Mahara の利便性の向上をはかる．ページ，コレクションの配布機能は先行研究も存在する
が，コピー後の公開範囲の設定などの追加を行い，ファイルの配布機能も追加する．また，作成したプロ

グラムは本家Maharaへの適用を目指す． 
キーワード：Mahara，eポートフォリオ 

 
 
1. はじめに 
近年，高等教育機関を中心に eポートフォリオの

導入が進んでいる．e ポートフォリオは学生が授業
や課外活動などにおける成果を蓄積し，自己目標の

設定と振り返りや就職活動に役立てるなど，様々な

目的に用いられている．特に最近では学生が主体的

に学ぶ「学修」を促すような学修ポートフォリオが

注目を集めている． 
このように様々な用途に用いられ始め，今後さら

に利用が広がっていくことが予想されるが，e ポー
トフォリオは LMS のようなシステムと比べると比
較的歴史が浅い．また，ポートフォリオの取り組み

自体も日本では多くなかった．そのため，システム

自体に不足している機能もあると思われる． 
本研究では e ポートフォリオシステムの Mahara

に注目し，不足している機能の追加を行うことを目

的とする．不足している機能としては，「コレクショ

ン」、「ページ」、「ファイル」の配布機能に焦点をあ

てる．また，追加した機能は Mahara 本家へフィー
ドバックし，Maharaへ適用されることも目的とする． 

 
2. Maharaへの追加機能 
本研究では以下の 2つの機能の実現を目指す． 
 
a) コレクション・ページの配布 
b) ファイルの配布 
 
以下，それぞれについての概要および追加が必要

な理由を述べる． 
2.1 コレクション・ページの配布機能 

Mahara 上で教員が作成したコレクションやペー
ジを学生へコピーを可能にする機能である． 

e ポートフォリオでは，学習者自らが学習の成果
をどのように見せるかを考えコレクションやページ

を作成する過程も重要な操作である．しかし，パソ

コンの操作が苦手な学生や，e ポートフォリオ初心

者にとっては，ページやコレクションの作成といっ

た操作は大きな負担となる．ブラウザ上のドラッグ

操作で作成できるとはいえ，e ポートフォリオ初心
者ではどのようにページを作成してよいか分からず，

e ポートフォリオに対して苦手意識を持つ原因とな
ってしまう．また，教員がフォーマットを決め，学

生全員に同じ様式のページに入力させたい場合に，

Mahara では教員の作成したページやコレクション
を学生自身が操作してコピーすることが可能である

が，学生の負担がわずかに生じる．また，コピー後

にはページやコレクションの名称が「○○のコピー」

となるため，修正の手間も生じる．さらに，コピー

後の共有設定も設定しなくてはならず，この操作も

初心者には分かりづらい． 
このように，コレクションやページを学生側に作

成やコピーさせることが負担となることがある．こ

れらの操作は教員のねらいとしてページ内のコンテ

ンツ作成に重点をおきたい場合などには本質的では

ないこともあり，また，学生が eポートフォリオ自
体に苦手意識をもってしまう原因にもなりかねない．

そのため，教員側から学生側へコピーする機能が必

要と考える． 
コレクションやページを学生へ一斉にコピーする

ことで学生は決められたレイアウトのもとで文章の

入力やファイルの挿入などの最低限の操作で済むよ

うになる．教師や学生間でピアレビューなどが必要

な場合も内容がチェックしやすくなると考えられる．

この機能については先行研究が存在するが，本研究

ではコピーする際に前述の通り共有設定もコントロ

ールできるようにする予定である． 
2.2 ファイルの配布機能 
学生個人へとファイルのコピーを可能にする機能

である． 
例えば，成績やアンケート結果といった学生個別

のデータを Mahara で学生一人一人に利用させたい
場合を考えると，現在の Mahara では不便だと言え
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る．学生一人一人へデータを配布するには，メール

や USBメモリなどを用いてデータを渡し，学生自身
に Mahara へアップロードして利用してもらうしか
ない．また，配布が困難な場合はファイルを共有フ

ォルダに置き，学生が自分のファイルを Mahara へ
と読み込んでもらうことも可能ではあるが，成績な

どの場合は他人の成績を閲覧できてしまうことにな

るため不適切である．教員の負担も大きくなってし

まうため，ファイルの配布プログラムも必要と考え

る． 
教員が学生へとファイルをコピーする機能を追加

することで，教員・学生共に Mahara 上での操作が
少なくなり，負担が軽減されると考えられる． 

 
3. 追加機能の実装 
3.1 予備的実装 
昨年度は，ファイルの配布機能についての有効性

をはかるため，簡単に Perlによる実装を行った．こ
れはMahara自体に手を加えるプログラムではなく，
別プログラムとして動作する．1カラム目をMahara
のログイン名，2カラム目をファイル名とした CSV
ファイルを用意し，プログラムで Mahara のデータ
ベースを操作，ファイルのコピーを行うようにした． 
学習成果やアンケート結果等の個別データをこの

プログラムによって学生へ配布したが，配布の手間

が非常に軽減され，非常に有用であった． 
しかしながら，現在では管理者権限が必要な他，

CUI による操作なため，広く使ってもらえるプログ
ラムにはなっていない．やはり，Maharaのインター
フェースとして実装するのが望ましいと思われる． 
3.2 本実装の要件 
コレクション・ページの配布機能およびファイル

の配布機能について，Maharaの追加機能として実装
を行う．それぞれの機能での操作ページでは以下の

ような要件が必要となる． 
まず，コレクション・ページの配布機能の操作ペ

ージの構成としては，(1)配布元コレクション・ペー
ジ選択，(2)配布先ユーザの選択，(3)共有設定の 3つ
が必要となる．(1)では，配布元をできればプレビュ
ー付きで選択できるようにする．(2)では，ユーザを
検索，配布対象リストに追加する機能を持たせるほ

か，配布対象をテキストファイル等で指定できるよ

うにする予定である．また，(3)では，コピー元の共
有設定をコピー先へも適用するかしないかを選択で

きるようにする． 
次に，ファイルの配布機能の操作ページの構成と

しては，ファイルのドラッグ領域のみにしておくの

が最も簡単な構成案である．配布するファイルおよ

び CSVファイル（ユーザと配布するファイルの対応
を記述）を用意しておけば，フォルダごとまたはフ

ァイルすべてをドラッグすることでアップロード，

配布が行えるようにする．一部ブラウザではドラッ

グによるアップロードができないことがあるため，

その場合は別のページ構成にする必要があるが，現

在考案中である． 
以上のような要件で，それぞれの機能の実装を行

う予定である．実装していくなかで追加の機能等が

必要となった場合は合わせて実装していく． 
3.3 実装 
前節の要件をもとに，実装を行う．Maharaのプラ
グインとして動作するように実装し，本家 Mahara
への適用を目指す． 

 
 

4. まとめと今後の課題 
本稿ではまず，e ポートフォリオシステムの

Maharaについて，不足していると思われる機能を挙
げた．昨年度は予備的実装として Perlによるファイ
ル配布プログラムを作成し，実際に使用して学生へ

個別データの配布を行った．また，本実装へ向けた

要件の検討を行った．本年度は実装を行い，発表を

行う予定である． 
実装されればさらにMaharaが利用しやすくなり，

教員・学生ともに Mahara 操作時の負担が軽減でき
ると思われる．今後は早急に機能を実装し，試験運

用を行う予定である．また，ある程度試験運用が進

んだ段階で本家 Mahara へのフィードバックも行う
予定である． 
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あらまし：STACK は Moodle のプラグインとして動作し，小テストにおいて数式の自動採点を行うこと
のできるシステムであり，ポテンシャル・レスポンス・ツリーという機構により，数式の正誤評価だけで

なく，部分点や柔軟なフィードバックを与えることなどが可能である。このような STACKの機能を生か
した教育効果が高いと期待される良質な問題を貴重な教育資源と考え，それらを共有するための仕組みと

しての問題（アイテム）バンクシステムを構築した。そのために「拡張問題バンク」Moodle プラグイン
を開発すると同時に，共有された問題を自由に受験することができる仕組みを導入し，アイテム分析を行

う土台を築くことができた。 
キーワード：e-Learning，Moodle，オンラインテスト，オーサリング支援 

 
 
1. はじめに 
各教育機関や家庭において，高速インターネット

回線が普及するなど，情報インフラが整備されてき

たこと，また，コンピュータやタブレットなどの情

報端末が身近になってきたことなどから，近年ｅラ

ーニングによる教育・学習の機会が増えてきた。特

に，Moodle や Blackbord などの学習管理システム
（Learning Management System, LMS）を用いること
により，教材の配布，レポートの提出，小テストの

実施，成績の管理など機能を利用することができ，

LMSを導入している中・高等教育機関も多い。その
ような LMS の機能の中でも，小テストは自動採点
による採点の効率化や，その基盤の上での繰り返し

受験によるドリル学習的な活用により，知識の定着

のために重要な機能であると言える。しかし，小テ

ストで出題可能なテスト形式は，自動採点の容易さ

により，正誤判定型，多肢選択型，数値入力型がほ

とんどであり，理数系科目で要求される，計算問題

で数式を解答として求めるようなタイプの小テスト

が望まれていた。 
Sangwinらによる STACK(System for Teaching and 

Assessment using a Computer algebra Kernel)(1, 2)，

Maplesoft 社による Maple T.A. (3)，大阪府立大学の

MATH ON WEB(4)などは，数式で提出された解答を

自動採点することのできる，いわゆる数学ｅラーニ

ングシステムの例であり，それぞれ，Maxima，Maple，
webMathematicaの数式処理システムを利用すること
により，数式の自動採点を可能にしている。 
我々はこれまで，オープンソース・システムであ

ること，世界でも利用ユーザの多い LMS である
Moodleとの連携が実現している点に着目し，先に挙
げた数学ｅラーニングシステムの中の STACK の日

本語化，機能拡張などを行ってきた (5)。なお，

STACK3.0以降ではMoodleのプラグインとして動作
し，小テストの問題タイプの一つ「STACK問題タイ
プ」が利用可能となっていることから，STACKを利
用するための環境を構築すること自体は従来に比べ

て容易になったが，STACKを効果的に活用していく
ために最も大切なことは，いかに良質な小テストを，

いかに多く提供していくことができるかであると考

えている。 
 

2. 問題共有データベースの必要性 
良質な小テストの問題をできるだけ多く提供して

いくことの重要性は，STACK問題タイプに限らず，
その他の問題タイプでも同様であるが，STACK問題
タイプの問題は，他の問題タイプのものに比べて，

作問が複雑であるという理由で，特に留意しなけれ

ばならない。STACK問題タイプの作問の複雑さは，
STACKのポテンシャル・レスポンス・ツリー（PRT）
という機構に由来するところが大きい。PRT とは，
学生が提示した解答に対して，適切なフィードバッ

クを与えるために，学生が解答すると想定される解

答例を樹状に整理したものである。我々が「良質な」

問題と考えるものは，一つの問題を解くことを通し

て，学生が様々なことを学びとることができるよう

に設計された問題のことであり，PRTは良質な問題
を提供するために，不可欠のものであると位置づけ

ている。 
我々は良質な問題をより簡単に作成するために，

PRTの視覚化を可能にした問題作成支援ツールを開
発したが(6)，一方で，すでに作成された良質な問題

は貴重な教育資源であり，それらを共有することも

数学ｅラーニングを効果的に実施するためには重要
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であると考え，昨年，教材データベースとしての問

題バンクシステムを開発した(7)。実際，その重要性

が認識されていることは，仕様を作成することで，

異なる数学ｅラーニングシステムの問題も共有しよ

うとする試み(8)があることからも，伺い知ることが

できる。 
 

3. 問題バンクシステムの運用 
3.1 問題バンクの概要 
数学の問題をユーザ同士で共有することのできる

問題バンクシステムの運用として，我々は，Collect
（問題の収集），Use（問題の利用），Build Up（問題
バンクの発展）の三段階のフェーズを考えている。

Collectは，共有すべき問題を蓄積するフェーズであ
り，XML形式の STACKの問題をアップロードでき
る仕組みを提供している。Use は蓄積された問題を
利用し，各問題の受験データを収集するフェーズで

ある。そして，Build Upは，Useフェーズで蓄積さ
れた受験データをもとに，誤答分析を行い，集めら

れた問題に対して付加価値を与えるフェーズである。 
 

3.2 拡張問題バンクブロックの開発 
昨年は，主に Collectのフェーズを運用するために，

Moodleプラグインとしての「拡張問題バンク」ブロ
ックを開発した。このブロックが，問題バンクシス

テム開発の根幹となる。STACKの問題をアップロー
ドする際，大きなカテゴリとして「中学 1〜3年」「数
学 I, II, III」「数学 A, B」「大学」を指定することにな
るが，問題の検索を支援するために，それぞれのカ

テゴリ内にキーワードを自由に登録することが可能

である。これにより，なお，この拡張問題バンクブ

ロックにより，STACKの問題だけでなく，その他の
問題タイプのものについても登録・利用することが

でき，問題を個別にエクスポートすることが可能で

ある点など，従来の Moodle の「問題バンク」に比
べて柔軟な利用が可能となっている。 

 
3.3 問題受験インターフェースの設計 
今後，蓄積された問題を実際に受験することがで

き，その受験データを収集・解析することを想定し

て，問題受験インターフェースを設計した。 
 

 
図 1 問題受験インターフェース 

受験に際しては，まず受験する分野を選択すると，

登録されている問題の中から複数の問題がランダム

に提示され，受験者はそれに取り組んでいくことに

なる。また，受験するにはシステムにログインする

必要はなく，ゲストとしても受験が可能であり，そ

の受験データも蓄積されるようにカスタマイズして

いる。個別のアカウントでログインした場合は，こ

れまでの受験履歴・受験状況が表示され，新たに受

験する分野を選ぶ際の参考にすることが可能となっ

ている。 
 
4. まとめ 
良質な問題とは，一つの問題を解くことを通して，

学生が様々なことを学びとることができるように設

計された問題である。STACK の大きな特徴である
PRTを利用することにより，想定される様々な解答
パターンに対して柔軟に対応し，適切なフィードバ

ックを与えることができ，結果として良質な問題を

設計することが可能になると期待される。そのよう

な問題は貴重な教育資源であると考え，良質な問題

を共有することのできるプラットフォームとして，

問題バンクシステムを開発した。その基盤となるの

は Moodle プラグインとしての「拡張問題バンク」
ブロックであり，STACK の問題だけに限らず，

Moodle の一般の問題に対応する汎用化の可能性も
有している。さらに，問題バンク上で受験出来る仕

組みとしての問題受験インターフェース提供するこ

とにより，今後の受験データを収集・解析に向けた

準備を行った。 
このような，コンテンツの共有化は STACK に限

らず，ｅラーニングシステムの運用の促進につなが

ると期待される。 
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Web 調べ学習における課題展開支援の評価について 
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あらまし：Webリソースを用いた調べ学習では，リソースの多くが学習向けに構造化されていないため，
学習者は学ぼうとする学習課題に関する学習項目や学習順序を自ら決定しなければならない．特に，学習

課題について学びながら，学習課題の理解を深める上で重要な部分課題を見出し，展開することで学習を

進めていく必要がある．しかしながら，学習者にとってこうした課題展開は容易ではない．本稿では，学

習者による学習課題の分節化と課題展開を支援する手法の提案とその評価について述べる． 
キーワード：調べ学習, 推薦, 属性, 分節化, iPad, Scaffolding, Web 

 
1. はじめに 
従来の教科書や参考書等のテキスト教材では，学

習課題に対する学習項目や学習順序が目次として提

供されている．この目次は，学習課題についてよく

理解した教材作成者が，学習課題を学ぶ上で重要な

項目に分節化し，それらを学習者がわかりやすいよ

う系列化することで作成されている．学習者は，目

次に沿って学習を行うことで，教材作成者の意図す

る知識を構築することが可能である． 
一方，インターネットの発展に伴い，膨大で作者

の異なる多種多様なリソースが Web 上に存在して
おり，それらのリソースを横断的に利用することで，

幅広く深い知識が構築可能である．そのため，初等

教育から生涯学習において，Web上のリソースを用
いて調べ学習を行う機会が増えてきている．Web上
のリソースを用いた調べ学習の場合，学習課題に対

する学習項目や学習順序が与えられていないため，

学習者は，学習課題について学びながら，学習課題

を学ぶ上で重要な項目（部分課題）を見出し，学習

課題を部分課題へ展開することで，学習を進めてい

く必要がある．このような学習では，学習項目や学

習順序を学習者が決めるため，個別性の高い知識を

構築することが可能である．しかしながら，学習者

は学習課題について学ぶことに集中しがちで，学習

課題の展開が暗黙的になりやすく，幅広く深い学習

が滞りがちになる傾向がある． 
筆者らは，これまでに学習課題について学ぶプロ

セスと，学習課題展開のプロセスを明確に区別する，

Web調べ学習モデルを提案し，モデルを実現する学
習環境を提供することで，暗黙的であった学習課題

展開のプロセスを明示化し，課題展開を活性化して

きた（1）．同時に，構造化されていないリソースを用

いる場合，学習者はどのような課題を部分課題とし

て分節化すればよいかわからず，課題展開が滞って

しまうという問題点も確認している．特に，調べ学

習の初心者や，馴染みのない課題について学ぶ際に，

この傾向は顕著になることが想定される． 
本稿では，まず課題展開の活性化に寄与してきた

Web調べ学習モデルについて述べ，本研究の目的で
ある，学習課題の分節化と課題展開を活性化するた

めに，学習課題とその部分課題間の関係を表現する

属性を提示する手法，および学習者に展開すべき部

分課題や学ぶべき属性を推薦する手法について詳述

する．また，それらの手法を実現した支援ツールの

評価について述べる． 
 

2. Web調べ学習モデル 
本研究で想定している Web 調べ学習モデルでは，

Web上のリソースを用いた調べ学習を以下の３つの
フェイズからなるサイクルモデルと定義している． 

(1) Webリソース探索フェイズ 
検索サービスを用いて学習課題を学ぶため

に利用するWebリソースを探索する． 
(2) Navigational Learningフェイズ 

Webリソースを閲覧し，学習した内容をキー
ワードとして収集する．収集したキーワード

間を関係づけることで，課題について学んだ

内容を整理し，知識構造を表現する． 
(3) 課題展開フェイズ 

収集したキーワードから，展開すべき部分課

題を表すキーワードを選び，学習課題間の構

造（学習シナリオ）を作成する． 
課題展開フェイズで展開した部分課題について新

たに上記３フェイズを行い，部分課題が展開されな

くなるまで繰り返すことで，学習課題を展開し，学

習課題構造を作成していく．本研究では，Web調べ
学習プロセスを３つのフェイズに分割することで，

暗黙的であった課題展開フェイズを明示化し，課題

展開を行う足場を提供することで活性化を図ってき

た． 
 

3. 学習課題展開支援 
本章では，学習者による学習課題の課題展開を活

性化するための手法と，開発した支援ツールについ

て詳述する． 
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3.1 属性提示手法 
属性提示手法とは，学習者による課題の分節化を

活性化する手法である．学習課題のタイプに応じて，

学習課題とその部分課題となり得る課題との関係を

表す属性を提示することで，学習者に部分課題への

気づきを与え，学習課題の分節化を促す（2）．例えば、

学習課題として地球温暖化について学んでいる際、

「原因」や「影響」という属性を学習者に提示する．

この属性提示により，学習者が地球温暖化の原因で

ある温室効果ガスや影響である気候変動について学

んでいる場合には，それらを部分課題として展開す

ることに気づくと考えられる．また，学んでいない

場合には，地球温暖化の原因や影響に該当する項目

を Web 上のリソースから分節化することが考えら
れる． 
3.2 課題推薦手法 
次に，課題推薦手法について述べる．課題推薦手

法とは，学習者に対し，展開すべき部分課題を推薦

する手法である．学習者が学んだ内容の中で，類似

している内容をまとめていたとき，その上位概念と

なる内容を部分課題として推薦し，課題展開を促す．

例えば，地球温暖化の学習内容として，「温室効果ガ

ス」と「二酸化炭素」を学んでおり，かつ温室効果

ガスの一つとして二酸化炭素を捉えていた場合，温

室効果ガスを部分課題として推薦する．また，学習

課題において，提示している属性に見合う部分課題

が展開されていない場合，それらの属性を推薦する

ことで，属性に応じた部分課題の展開を促す． 
3.3 iLSB : interactive Learning Scenario Builder 
本支援ツールは，Apple社の iPad（３）上で動作する

アプリケーションとして開発している．本支援ツー

ルのユーザインタフェイスを図１に示す． 
本ツールでは，Web 調べ学習モデルに基づき，

Webリソースやページを閲覧し，学んだ項目をキー
ワードとして収集•関係付けすることで，知識構造を

表現する場や，収集したキーワードを基に，学習課

題構造を作成する場を提供している． 

図１	 ユーザインタフェイス 
 

更に，属性提示手法に基づき，学習課題の課題タ

イプに応じて，学習課題の分節化のための属性リス

トを提示する画面や，学習課題と部分課題間に属性

を付与する機能，また，課題推薦手法に基づき，学

習者の収集したキーワードのうち，包含関係を持つ

キーワードにアノテーションを行う機能や，提示し

ている属性に値する部分課題が展開されていない場

合，それらの属性を学習中の課題上に配置する機能

を有している． 
 
4. ケーススタディ 
支援ツールを用いて，属性提示による分節化と，

課題推薦による課題展開の活性化を調べるためのケ

ーススタディを行った．被験者は理工系大学生•大学

院生５名であった．１日目にWeb調べ学習モデルの
みを実現するツールを用いて調べ学習を実施し，２

日目に，使用する支援ツールの属性提示及び課題推

薦機能の有無により被験者を２群にわけ，評価を行

った． 
今回のケーススタディでは，属性提示及び課題推

薦の有無による課題展開の大きな差は見受けられな

かったが，属性提示を行った群では，１回目の実験

と比較して２回目の実験では，より多様な属性を用

いて課題を展開する傾向が見られ，学習課題の分節

化に対する属性提示手法の有効性が示唆された． 
 

5. まとめ 
本研究では，Web調べ学習における課題展開を活

性化するために，学習課題の分節化を活性化する属

性提示手法と，課題展開を活性化する課題推薦手法

を提案した．ケーススタディの結果，課題展開の活

性化に対する有意な寄与は見られなかったが，学習

課題の分節化に対する属性提示手法の有効性がうか

がわれた． 
今後，大規模な評価実験を実施して提案手法の洗

練を図る予定である． 
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看護信念対立の内省的記述に対する批評活動を通じたメタ思考スキル学習 
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あらまし：看護現場で起こる信念対立を適切に解消し，知識創造に繋げるためのメタ思考スキル教育が求

められている．本稿では，看護信念対立場面での思考プロセスを表現する内省的記述を批評する経験を積

むことで，メタ思考スキルの学習を促す教育プログラムについて考察する． 

   キーワード：メタ思考，動機づけ，看護サービス，信念対立 
 
1. はじめに 
近年，患者中心医療の実現に向けたチーム医療が

推進されている．チーム医療では，医療者や患者及

びその家族といった異なる立場の関係者が抱える多

様な医療ニーズの対立が指摘されている．対立の根

源的な原因が信念対立(1)である．チーム医療では，

関係者が互いの立場を認識し，異なる立場の考え方

について考えることで，信念対立を乗り越え，知識

を共創することが求められる．こうした背景から，

チーム医療において関係者間の調整を図る役割(2)を

担う看護師の対人コミュニケーションスキル，なか

でも自己や他者の“考え方について考えるスキル”

の学習を促す教育が必要だと考えられる．こうした

スキルのことをメタ思考スキルと呼ぶこととする． 
メタ思考スキル教育を困難にする要因として，学

習対象である思考の暗黙性の高さと，それに起因す

る学習法の不透明さがある．本研究では，看護現場

における信念対立に直面した際の思考結果を，看護

信念対立の内省的記述として明示化する．学習者は

他者が記述した内省的記述について問題点を指摘し，

その問題解決のための助言を与える批評経験を積む

ことで，その経験からメタ思考スキルについて学習

する．本稿では，看護信念対立の内省的記述に対す

る批評活動を通じたメタ思考スキルの学習を促す教

育プログラムについて述べる． 
 

2. 看護思考法研修 
筆者らは大学病院と連携して，看護師のメタ思考

スキルの向上を目的としたメタ思考スキル教育プロ

グラム（図１）を実施してきた．このプログラムの

基本的なアイデアは，メタ思考スキルの学習を分解

し，各段階の学習に適切な支援を提供することであ

る．学習段階は，研修参加１年目の学習者（１年生） 
が看護信念対立の内省的記述を通じて信念対立解明

スキルを学習する段階と，研修参加３年目（３年生） 
の学習者が，１年生が記述した内省的記述について

批評する活動を通じてメタ思考スキルを学習する段

階に分解している.プログラムに参加する学習者は，
自身の学習段階に応じて，信念対立解明スキルを学

ぶ側と教える側という二つの役割を担う．メタ思考

スキル教育では，学習対象が思考という暗黙性の高

いものであるため，講義などで知識として学習者に

直接的に伝えることは難しい．そのため，この教育

プログラムでは１年生が記述した看護信念対立の内

図１メタ思考スキル教育プログラム 
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省的記述を批評する活動を通じて，３年生に思考の

モニタリングやコントロールを行う経験を積ませる

ことで，メタ思考スキルの学習を促す．本稿では，

３年生の批評活動の添削と講評について説明する． 
 
3. メタ思考スキル学習段階 
3.1 看護信念対立の内省的記述の添削 
３年生は，１年次の信念対立解明スキル学習段階

で学習した内省的記述法についての知識をもとに，

１年生が記述した内省的記述の問題点を発見し，修

正する．具体的な添削事例を図２に示す．添削前は，

「…何でも相談するように伝えた」という行動に関

する判断が記述され，その記述の論理的役割を表す

タグとして事実が設定されている．事実タグは，実

際に観察された，他の記述に論理的に依存せずに成

立する記述に付与されるものである．３年生は，こ

の記述は，１年生が行った判断を記述していると考

え，事実タグを判断タグに変更し，その根拠となる

他の記述を根拠として参照するように添削している． 
図３は，添削の全体を示しており，他にも，タグ

の変更・根拠の追加が行われていることがわかる． 
3.2 看護信念対立の内省的記述の講評 
添削を終えた３年生は，批評支援システム(3)を使

って１年生が記述した内省的記述についての講評文

（図４）を作成する．講評文は「講評の概要」，「知

識の教示」，「一般的なコメント」，「具体的なコメン

ト」という４つのパラグラフで構成されており，「講

評の概要」で示した内容について，他の３つのパラ

グラフで重要なポイントを列挙する内容となってい

る．「講評の概要」では１年生が記述した内省的記述

の具体的な問題点を指摘し，その問題が発生する原

因の理解や問題自体の解決のための助言を行い，問

題解決後の効果などについて説明する．この指導方

略は，自らの思考を言語化し，他者に説明すること

ができる熟練の思考指導者の教授方略を参考にして

構成している．講評文の作成は簡単ではないが，３

年生が信念対立解明スキルを１年生に教える役割を

適切に担い，その経験からメタ思考スキルを学ぶこ

とができるように，添削の思考表現語彙と指導方略

を提供する批評支援システム(3)を開発している． 
3.3 批評活動を通じたメタ思考スキルの学習 
 本研究のメタ思考スキル教育プログラムにおい
て，３年生は批評活動の中で，信念対立解明スキル

の学習を１年生に説明することが求められる．これ

は，説明を考えさせることを通じて，熟練の思考指

導者と同じように，自身や他者の思考について考え，

説明させることでメタ思考スキルの学習を促す意図

がある．３年生は自身の過去の信念対立解明スキル

の学習をもとに，後輩である１年生が抱える信念対

立解明スキルの学習上の困難を，１年生が記述した

内省的記述から推測し，問題を解決するための助言

を行う．内省的記述には，１年生の看護信念対立場

面における思考結果が記述されているため，内省的

記述の問題点を指摘する行為は思考のモニタリング

に，問題解決のための助言を行う行為は思考のコン

トロールに相当する．   
３年生にメタ思考スキルの学習を促すために，批

評を通じて１年生の信念対立解明スキルの学習過程

についての説明を考えさせることで，思考のモニタ

リングやコントロールの経験を積ませることが本教

育プログラムの設計意図である． 
 
4. まとめ 
本稿では，メタ思考教育プログラムにおいて３年

生が，看護信念対立の内省的記述について批評する

活動が，メタ思考スキルの重要な認知活動である思

考のモニタリングとコントロールの学習に繋がるこ

とについて考察した． 
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図２ 具体的な添削の事例 

図３ タグの変更と根拠の追加の事例 

図４ 具体的な講評文の例 
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LDA を用いたレポート推薦機能を持つ e ポートフォリオシステム

ePortfolio System with Reports Recommender Function Based on LDA
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あらまし：本研究では，eポートフォリオ内の学習者のレポートの意味・内容を分析し，他者の有用なレ

ポートを推薦するシステムを開発した．具体的には，蓄積された学習者のレポートを文書分類手法である

トピックモデル（LDA）を用いて分析する．LDA は，文書中の単語頻度情報から，話題やカテゴリを意味

するトピックを推定可能である．本システムの特徴は，①LDAを用いレポートの内容からトピックを推定

可能である．②同一トピックで，表現や論述方法が異なる多様なレポートを推薦可能である．③推薦され 

た他者のレポートを参考にし，学習者が自身のレポートを修正すると期待できる．

キーワード： e ポートフォリオ，推薦システム，学習コミュニティ，認知的徒弟制，トピックモデル

1. はじめに
近年，学習理論の主流は，ヴィゴツキーに代表さ

れる社会的構成主義に移行しつつある．ヴィゴツキ

ー理論は，その後，物理的なスキルや過程よりも「メ

タ認知」や「経験による学習」を重視した認知的徒

弟制に引き継がれてきた．COLLINS らは，学校にお

ける具体的な教育法として，①モデリング

(modeling)：学習者が観察・模倣できるように教師が

課題遂行の成功例を見せる，②コーチング

(coaching)：学習者が課題を模倣する間，教師が観

察・励まし・ヒント・アドバイスなどのあらゆる学

習促進を与える，③足場かけ(scaffolding)：コーチン

グの一部とも解釈されるが，学習者の課題実行を支

援して成功に導くことであり，学習者の能力に適応

的に提供される．最終的には支援は減少し，フェー

ディングさせる，④詳述(articulation)：学習者が自身

の知識や思考を言語化し，外化する，⑤省察

(reflection)：学習者が自身の遂行と他者の遂行の差異

を比較できるようにする，⑥探索(exploration)：学習

者自身が解決すべき問題を発見できるような段階に

導く，を提案している(1)．

さらに，認知的徒弟制を実現するための有用な学

習環境として，LAVE and WENGER は，多様な熟達

レベルの参加者がスキルについて活発に話しあった

り，従事したりするインフォーマルな「実践コミュ

ニティ」を提唱している(2)．さらに，この考え方を

学校教育にあてはめて，「学習コミュニティ」という

教育アプローチが提案された(3)．学習コミュニティ

は，①多様な熟達レベルの参加者が参加し，それぞ

れはその貢献度によって評価され，成長のための支

援を受ける，②知識やスキルを発達させるという共

通目標を持つ，③「学び方」を学ぶ，④学習成果を

共有できる，といった特徴を持つ．この概念に基づ

き，様々な CSCL システムが開発されてきたが，同

時に同一トピックを学習するメンバによって構成さ

れる学習コミュニティを支援するので，メンバの熟

達レベルの多様性が小さく，他者から学び方や学習

成果を学べる範囲は限定される．

一方，長期間にわたり，多様な学習者の学習成果

物，成績，学習日記，学習履歴などを蓄積して公開・

共有する e ポートフォリオが近年，普及しつつある．

e ポートフォリオは，そもそも学習者個人のリフレ

クションを促進するためのツールとして普及してき

たが，Web サーバ上に大量に長年蓄積されてきた多

様な学習者データは，学習コミュニティの特徴①～

④を潜在的に兼ね備え，学習者が他者から学ぶため

の有用なツールとなりえる．以上の文脈より,植野ら

は, 個人の e ポートフォリオを構造化し，ハイパー

リンクでつなぐことにより，多様なパスで有用な他

者情報の発見を支援する e ポートフォリオ・システ

ムを開発している(4)．また，e ポートフォリオが大量

になってくると参照すべきものを発見困難になる問

題を解決するために推薦システムを開発している．

しかし，この推薦システムは表層的な統計データ（既

学分野，学習頻度，分野毎の理解度など）を用いて

推薦を行っており，学習成果物の内容は考慮してい

ない．

そこで本研究では，e ポートフォリオ内に蓄えら

れた学習成果物（例えば，レポート）の意味・内容

的な分析を行い, それを学習へ有効活用することを

目指す．具体的には, 他者の有用なレポートを参考

に本人のレポート作成支援を行うシステムを研究開

発する．意味・内容的な分析には，文書分類手法で

あるトピックモデルを用いる．

トピックモデルとは，文書中の単語は文書の潜在

的な意味(トピック) に依存して出現すると仮定し，

文書中に出現する単語の頻度からそのトピックを推

定する手法である．トピックモデルの代表例として，
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Latent Dirichlet Allocation (LDA)(5)があり，高精度かつ

計算効率が良いことから，これを採用する．

LDA は，文書中に複数個のトピックが混在すると

仮定し，それぞれのトピックがどれだけの割合で含

まれているか（以降，トピック分布と呼ぶ）を出現

単語により推定する手法である．LDA を用いた推薦

システムでは，LDA におけるトピック分布を用いて

分布間の疑似距離の算出を行い，これの近いものを

推薦する．本研究においてもトピック分布間の疑似

距離の算出を行う．

また，レポート特有の問題を考慮したレポートの

推薦方法を提案する．学習者のレポートとの類似度

が高いレポートを推薦する際，内容や表現などの差

異が少ない場合，参考にする箇所が少なくレポート

の推敲を促すことが難しいと考えられる．したがっ

て，LDA により推定したトピック分布の類似度が高

いレポート群を抽出し，その中から出現単語の類似

度が低いレポートを推薦する．これにより，意味や

内容が類似しつつ表現が異なった多様なレポートを

推薦できると考える．

2. 本システム概要

2.1 学習データ

本システムで用いる学習者のレポートは，植野が

長年開発してきた e ラーニング・ポートフォリ

オ”Samurai”(4)に蓄積されている，実際の大学院の講

義で課されたものを使用した．

レポートの課題は，テーラーの科学的管理論，リ

エンジニアリングの手法，ベンチャー精神の育成に

ついてなどである．

2.2 推薦メカニズム

他者のレポートを推薦しレポート作成支援を行う

場合，当該学習者のレポートと推薦レポートが類似

しすぎている場合，差異が小さいため参考にならな

いなどの問題が考えられる．

本システムでは，e ポートフォリオ内の学習者の

レポートの内容を考慮して以下のように推薦するこ

とで，①，②の問題を解決し学習者にとって有用な

レポートを推薦できると考える．

１． LDA を用いてレポート内容を分析する．

２． 学習者のレポートと類似したトピック情報

を持つレポート群を抽出する．

３． その中で使用している単語が類似しておら

ず，評価の高いレポートを学習者に推薦する．

LDA を用い内容を分析することで，課題との関連

性を制御し，使用単語の類似性を考慮することで表

現方法などが多様なレポートを推薦可能である．

図１は，本システムのレポート推薦画面を示す．

図１上部には，推薦レポートとその情報が示され，

下部には当該学習者のレポート情報が表示される．

表示される推薦レポートの情報は，課題名，書き出

し，トピック分布である．当該学習者のレポート情

報は，出現単語ランキング，各トピックの単語分布

図１ LDA を用いたレポート推薦システム

の上位語を表示している．詳細を表１に記載する．

各トピックを代表する単語は，課題の内容を反映し

ている．

表１．各トピックの単語分布の上位語

トピック 0 リエンジニアリング，部門，システム，

情報，知識，問題，プロセス，業務

トピック 1 管理，労働，科学，テーラー，作業，

生産，経営，賃金

トピック 2 技術,企業，産業，社会，革命，ベン

チャー，知識，日本，精神

トピック 3 経営，年，事業，評価，戦略，シェア，

企業，日本，コスト，システム

これらの情報と推薦されたレポートを参考にする

ことで，当該学習者に自信のレポートとの差異を学

び，レポートの推敲を促す．

現在，４年生大学の工学部の学生に本システムを

利用してもらい，システム評価を行っている．

参考文献
(1) Collins,A.and Brown,J.S. and Newman, S.E.:
“Cognitive apprenticeship: Teaching the craft of reading，
writing，and mathematics”. In L.B.Resnick(Ed.),Knowing，
learning, and instruction:essays in honor of Robert Glaser 
(pp. 453-494), Laurence Erlbaum Associates， NJ (1989)
(2) Lave,J and Wenger,E.:“Situated Learning: 
Legitimate Peripheral Participation”, Cambridge 
University Press, CA, (1991)
(3) Scardamalia,M and Bereiter,C: “Computer support 
for knowledge-building communities”, The Journal of the 
Learning Sciences, 3, pp265-283,( 1994)
(4) 植野真臣,宇都雅輝: “他者からの学びを誘発す

る e ポートフォリオ”,日本教育工学会論文誌,35-3, 
pp.169-182, 2011
(5) D.M. Blei, A.Y. Ng, and M.I. Jordan, Latent 
dirichlet allocation," Journal of Machine Learning 
Research, pp.993-1022. 2003.
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基礎知識学習のための作問を活用した知的学習支援システムの設計 
 

Design of an Intelligent Learning Assistance System by Using 
Question-Posing for Basic Knowledge Learning 
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あらまし：学習者の自主学習を期待して設計された e-Learning システムは，必ずしも想定した学習状態

の実現や学習効果を得ることができるとは言えない．そこで，想定した学習状態へ学習者を誘導し学習効

果を高めるため，e-Learning システムにシステム主導による学習支援機能を導入する．我々は，任意の

学習対象領域で基礎となるべき知識（以下，基礎知識と呼ぶ）を習得する基礎知識学習を支援する知的学

習支援システムを開発する．本稿は特に開発システムの設計について報告する． 
キーワード：作問学習，投稿型自主学習素材共有システム，基礎知識学習，知的学習支援システム 

 
 
1. はじめに 
近年，e-Learning による学習・教育が盛んになっ

ている．特に，e-Learning は自分のペースで自由な

場所，時間での利用が可能なため自主学習への利用

が期待されている．しかし，学習者の自主学習（学

習者主導性）を期待して設計された e-Learning シス

テム（学習環境を提供することを主目的とした

passive support system と考えることができる）では，

必ずしも期待した学習効果などが達成できるとは言

えないことが実験・実践を通じて明らかになってき

た．そこで，e-Learning システムに，システム主導

による学習支援機能を導入して，想定した学習状態

へ学習者を誘導し学習効果を高めることを考える．

我々は，任意の学習対象領域で基礎となる知識（以

下，基礎知識と呼ぶ）を習得する基礎知識学習を支

援する知的学習支援システムを開発する．本稿は本

研究の方針そのシステム設計について報告する． 
 

2. これまでの研究 
我々は，これまでに教材作成者（大学の教員など

を想定）の負担削減を目的として，学習者を教材作

成者として捉え，教材（多肢選択問題）を学習者自

身が作成し，それらを共有し，教材の充実をはかる

投稿型自主学習素材共有システムを開発した(1)．本

システム上で，学習者は，問題作成・投稿（図１）

や問題解答（図２）ができる（図はプロトタイプシ

ステム KSS のものである）．しかし，本システムの

試用実験や授業での活用などの結果，学習者主導に

よる問題作成・投稿の環境を用意しただけでは学習

者は積極的に作問をしないことが明らかになった． 
上記の問題に対して，学習者にとり作問は容易で

ないことに着目し，作問支援として，インタネット

リソースを活用して，問題作成の参考情報を学習者

に提示する機能を実現した．この支援情報により学

習者は容易に作問できるようになった．しかし，作

問過程を支援するだけでは，作問の文脈で学習者が

適切に自主学習できているとは言えないという新た

な問題点が明らかになった． 
 

 
図１ 問題作成・投稿画面 

 

 
図２ 投稿された多肢選択問題の解答 
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3. 作問を活用した知的学習支援システム 
投稿型自主学習素材共有システムが作問過程を支

援するだけでは，作問の文脈で学習者が適切に自主

学習できているとは言えない問題点に対して，シス

テム主導による学習支援機能を導入することにより

解決を図る．学習支援機能により，学習者を想定し

た学習状態へ誘導し，学習効果を高める．このため，

我々は，作問環境と適応的な学習支援機能を持つ知

的学習支援システムを構築する． 
この知的学習支援システムは，投稿型自主学習素

材共有システムが扱っていた基礎知識学習を対象と

する．種々の学習対象領域の学習で表１のように「ま

ずは覚える，知っておくべき」という基礎となるべ

き知識（基礎知識）がある．本研究では，基礎知識

をある程度まとまりのある単位で学習することを

「基礎知識学習」と呼ぶ． 
 

表１ 学習対象領域と基礎知識 

対象領域 基礎知識 

英語 英単語の品詞，意味，活用・・・ 

現代語

（国語） 
漢字，熟語，品詞，簡単な文学史・・・

化学 
元素（原子記号，原子量），分子（化学

式，特徴）・・・ 
 
本知的学習支援システムは，対象領域の基礎知識

学習を３段階のフェーズ（序盤・中盤・終盤）に分

割し，作問を学習者に行わせながら学習者支援を行

う．表２に各フェーズの支援の概要を示す． 
 

表２ 基礎知識学習の３段階 

学習段階 どのような支援を行うのか？ 

序盤 
自由な多肢選択問題の作問による学習

者の知識状態の推定 

中盤 
多肢選択問題解答による不足知識の補

完や誤った知識の修正 

終盤 
多肢選択問題のドリル＆プラクティス

による既有知識の強化 

 
4. システム構築 
 我々は，３章で述べたような作問環境と適応的な

学習支援機能を持つ学習支援システムを構築する．

作問環境は既に開発済みの投稿型自主学習素材共有

システムを利用し，学習支援機能は，知的教育シス

テムのアーキテクチャに基づき新規開発する．なお，

システム構築は，学習対象領域を固定した一次試作，

学習対象領域の固定しない二次試作の２段階で実施

する． 
 一次試作について，高校程度の化学の基礎知識学

習を対象としてシステム開発する．基礎知識学習の

３段階のフェーズの支援について，（１）知識状態を

推定するための学習者モデルと推論機構，（２）学習

者の不足知識の補完や誤った知識の修正のための教

授戦略制御機構，（３）学習者モデルと学習ログに基

づくドリル制御機構を開発する．また，インタフェ

ースは投稿型自主学習素材共有システムの作問環境

を参照するモジュールとして開発する．なお，領域

知識ベース，学習者モデル，教授戦略制御機構は領

域依存の形で実装する． 
 なお，本知的学習支援システムは，概念形成や問

題解決のような学習過程は支援対象としない．また，

本システムは，学習対象者が多肢選択問題を作成す

る能力を持つことを前提とする． 
 
5. 考察 
作問を用いた教育支援システムについて，国内外

で類似の研究があるが，本知的学習支援システムは，

e-Learning システム（学習者主導）に学習支援機能

（システム主導）を付与して，作問学習を適応的に

制御する．また，本システムのアーキテクチャは，

学習制御による高い学習効果を狙う新しい

e-Learning システムのフレームワークになる可能性

がある．1990 年代後半に同様なアーキテクチャ（マ

イクロワールドと知的教育システムの融合）の ILE
（Interactive Learning Environment）や BLE（Bi-modus 
Learning Environment）が提案されているが，本研究

ではそれらアーキテクチャを継承した実用色の強い

e-Learningシステムとして位置づけられると考える． 
 
6. まとめ 
本稿では，想定した学習状態へ学習者を誘導し，

学習効果を高めるために，システム主導による学習

支援機能を導入する e-Learning システムの設計につ

いて述べた．今後，我々は，任意の学習対象領域（一

次試作は高校程度の化学の基礎知識を対象予定）で

基礎となるべき知識を習得する基礎知識学習を支援

する知的学習支援システムを開発する．なお，本研

究の一部は，平成 26 年度科学研究費補助金基盤研究

（C）「基礎知識学習のための作問を活用した

e-Learning システムの開発」(課題番号 26330401)の
補助を受けている． 
 

参考文献 
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"Development of a Self Study Material Contribution and 
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SICE2007, pp.1615-1619(2007). 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 368 ―



地域連携型の教材共有システムの検討 
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あらまし：我々は, 義務教育の学校現場において ICT を利活用した授業実践の支援を行いながら, 持続可

能な ICT 活用教育の運用モデルの検討を行っている. 本研究では, 複数の地域が連携して教材やノウハウ

の共有を行うことで地域レベルでの ICT 活用が促進されると考え, 地域での協議会の枠組みの中での教

材とノウハウの共有に関する運用モデルの検討を目的とした. その上で, 教材の共有に必要なシステムの

検討を行った.  
キーワード：地域連携，運用モデル, 教材共有システム，義務教育，ICT 支援, 電子教材 

 
 
1. はじめに 

近年, 日本の義務教育機関に対して, 教育の情報

化が進められており, 2014 年現在普通教室への電子

黒板やタブレット端末などの ICT 機器の導入が行わ

れている(1)(2). しかし, 実際の教育現場では教材や活

用ノウハウの不足から, 上手に実施できていない状

況にある. この問題に対し, 本研究グループは, 大
学の地域貢献の一環で, 学生が ICT 支援員として活

動し, 複数の地域及び義務教育機関へ電子教材の作

成や授業実践の支援を行う中で, 教材の共有や連携

体制などの運用モデルの検討を行っている.  
 

2. 本研究での取り組み 
本研究では, 複数の地域が連携して教材やノウハ

ウの共有を行うことで, 地域レベルでの ICT 活用が

促進されると考え, 対応する運用モデルの検討を目

的とした. 具体的には, ノウハウの共有のために地

域連携の協議会を母体に推進することとし, 教材共

有については教材共有システムの利用を適用するこ

ととした. 本研究では, 本運用モデルについて, 研
究協力地域である千歳･夕張･栗山･遠別･岩見沢で実

証実験を行い, 評価した.  
2.1 提案する運用モデル 

本研究で提案する運用モデルは, 地域で協力して

教材やノウハウを共有する前提に成り立っている.  
そのため, 地域の大学が拠点となり各地域の教育

委員会や学校と連携した協議会を設定する. 本研究

で定義する協議会では, 学生又はNPO法人が ICT支

援員として支援を行うと同時にシステム担当として

教材の整備を行うに特徴を持つ. 協議会では, 年に

数回, 研究会を開き, 最初の研究会で授業設計及び

年度計画を立てる. その後, 上記のシステム担当と

連携して教材作成をし, ICT 支援員が協力して各校

で授業実践を行う. 毎回の協議会では, それまでに

行われた授業実践に関する成果発表を行う. 本運用

モデルでは, ここで公開した授業内容と教材を, 2.2
の教材共有システムを通して共有することとする. 
この一連の流れを繰り返すことにより, 地域で活用

する教材の蓄積と活用ノウハウの共有が図れると考

えた. 図 1 に提案する運用モデルのモデル図を示す.  
 

 
図 1 提案する運用モデルのモデル図 

2.2 教材共有システム 
本研究では, 電子黒板の教材を共有するシステム

として, 株式会社日立ソリューションズが開発した

『教育コンテンツ活用システム』を活用した.当該シ

ステムでは, 教材の登録･検索･ダウンロードができ

る. 教員はこのシステムから授業で活用したい教材

を検索し, ダウンロードすることにより活用した . 
活用したい教材が無い場合は ICT 支援員が教員から

ニーズを聞き, システム担当が作成してシステムに

登録して活用した. 教育コンテンツ活用システムの

画面イメージを図 2 に示す.  
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図 2 コンテンツ活用システムの画面イメージ 

 
3. 実証実験 

本研究では, 第 2 章で述べた運用モデルに沿った

実証を研究協力校である夕張市夕張中学校と岩見沢

市豊中学校で行った. 実証実験では, 上記の教材共

有システムを使用して実際に教材の利活用が行われ

るかという観点で, 評価を行った.  
3.1 夕張中学校の事例 

夕張中学校では中学 3 年理科の「状態変化」の範

囲で授業実践を行った. この授業では, 現場教員が

教材共有システムを確認したところ活用したい教材

が無かった. そのため, ICT 支援員経由でシステム担

当に連絡を取り, 教材を新規に作成した. 図 3 にシ

ステム担当が新規に作成した状態変化の教材を示

す.  

 
図 3 状態変化 

 
3.2 豊中学校の事例 

豊中学校では中学 3 年理科の「エネルギー（イオ

ン電池）」の範囲で授業を行った. この授業では, 現
場教員が教材共有システムを確認したところ授業で

活用したい教材に近い教材が見つかった. その教材

を改変し, 活用することとなったため, ICT支援員経

由でシステム担当に連絡し, 教材を改変した. 図 4
にシステム担当が改変したイオン電池の教材を示

す.  

 
図 4 イオン電池(亜鉛板と銅板) 

 
4. 今後の活動 

7 月末に第 2 回目の研究会を開催し, 各校の活用

ノウハウを共有することとしている. その後, 教材

共有システムに作成した各地域の教材を登録して , 
教材の共有も図る予定である. その上で, アンケー

ト調査で, システムの利用評価を行い, 必要な機能

の検討を行い, 全国大会当日に発表する.  
 

5. まとめ 
本研究では, 複数の地域で教材やノウハウを共有

する運用モデルの検討を目的とした . 具体的には, 
大学が拠点となり各地域の教育委員会や学校が連携

した協議会を設定し, 研究協力地域である千歳･夕

張･栗山･遠別･岩見沢にて運用モデルに沿った実証

実験を行ってきた. 今後の活動として, 7 月末に第 2
回目の研究会を開催し, ノウハウと教材の共有を行

い, アンケート調査によるシステム利用の評価を取

る.  
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「間違い探し」動画教材を用いた問題解決学習による 
ICT活用指導力育成のための学習方法 

Problem Solving Learning with “Spot the Different Videos” to Acquire 
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あらまし：近年教育の情報化が進展し，教員の ICT 活用指導力の向上が求められている．その中で，教
員養成課程の学生に対する ICT 活用指導力の育成が急務となっている．しかし，授業における ICT 活用
には唯一の方法はなく，児童生徒の学習環境および学習内容，学習状況によって変わるべきものであるた

め，ICT活用指導力育成のための指導は難しく，その方法は確立されていない．そこで，本研究では，教
員養成課程の授業において問題解決学習による ICT 活用指導力育成の学習方法を提案することを目的と
し，授業において好ましくないと思われる教育 ICT の活用方法が含まれる「間違い探し」動画教材に着
目した．この「間違い探し」動画教材を活用することで，学生の ICT 活用を多面的に評価し，より実践
的な ICT活用方法について自ら身につけることが可能になる． 
キーワード：ICT活用教育，ICT活動指導力，指導能力育成，間違い探し動画，問題解決学習 

1. はじめに 
近年，教育の情報化が進展し，教員の ICT活用指

導力の向上が求められている．それに伴い文部科学

省は第 2 期教育振興基本計画の中で「ICT の活用等
による新たな学びの推進」を挙げ，「できるだけ早期

にすべての教員が ICTを活用した指導ができること
を目指し，教員の ICT活用指導力向上のための必要
な施策を講じる」としている(1)．  
しかし，教育 ICT の活用には唯一のものはなく, 

学習環境や学習状況, 学習内容によって活用場面や
活用方法が変化するため，ICT 活用指導力の育成を
困難にさせている．現在は，現職教員を対象とした

研究は行なわれているものの，教員養成課程の学生

を対象とした研究は少ない．森下(2014)は，「教員養
成課程における ICT活用指導力育成のために科目や
環境を充実させ, ICT 活用指導力育成のためにどの
ようなカリキュラムを展開する必要があるかを明ら

かにしなければならない」と指摘しており(2)，ICT
活用指導力育成のための授業法，学習方法について

の確立が求められていることがわかる．また，東京

学芸大学においても，「授業における ICT 活用」の
講義を開講しているが，ICT 活用指導力育成のため
のカリキュラムの検討は今後の課題である． 
そこで本研究では，問題解決学習に着目し，教員

養成課程の授業において ICT活用指導力を育成する
学習方法の提案を目的とする．具体的には，従来の

教育方法では難しかった多様な ICT活用場面を「間
違い探し」動画教材を用いて再現することで，学習

者自らが問題を設定し，その問題を解決していくな

かで ICT活用指導力を身に付けていくことを目指す． 

2. ICT活用指導力育成の現状 
現在の教員養成においては，ICT 活用指導力の育

成を目指し，ロールプレイやケーススタディ，模擬

授業など教育方法が行なわれている(3)．しかし，多

様な ICT活用場面には対応できておらず，限定され
た場面や活用方法の指導しか行なえていない．一方，

マイクロティーチングのように少人数に対し動画の

使用もされてきているが，同様に多様な ICT活用場
面への対応が難しいという問題点が存在する． 

3. 「間違い探し」動画教材を用いた ICT活用指
導力育成のための学習方法 

3.1 問題解決学習による ICT活用指導力の育成 
	 問題解決学習とは，教師があらかじめ用意したも

のに従って学習するのではなく，与えられたあるテ

ーマに対し，学習者が自ら問題を設定し，それを解

決していくという学習である．問題解決学習の指導

の理論は，デューイの「反省的思考」が基となって

おり，問題を感じる，その問題がどこにあるか明確

にする，仮説を立てる，仮説を推敲する，検証する

といった活動によって問題解決していくことを示し

ている(4)． 
ICT活用指導力育成においては，多様な ICT活用

場面を学習者が経験し，その中で自らが場面に応じ

た問題を認識すること，そして，自らその問題を解

決することが，重要であると考えられる．つまり，

問題解決のプロセスを通して ICT活用指導力の育成
が可能になると期待できる．よって本研究では，問

題解決学習のステップとして，I(問題を認識する)，
D(問題を定義する)，E(様々な方法を試す)，A(計画
を実行する)，L(結果を検討する)という段階で問題
解決を行なっていく，IDEALモデルを採用する(5)． 
3.2 「間違い探し」動画教材 
「間違い探し」動画教材とは，市販のビデオ教材

（「お手本」型）の対になるものとして，医療・看護

分野で使用されている e-Learning教材である(6)．「お

手本」型が受動的な学習形態になるのに比べ，「間違

い探し」型を使用した学習方法では，学生が楽しみ
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ながらも主体的に取り組むことができる，視覚的に

とらえられる項目は学生の理解を促進させ，技術習

得に効果があるとされている(7)． 
本研究では「間違い探し」動画の閲覧が先行研究

での効果に加え，ICT 活用指導力の育成に重要な，
教育 ICT の活用場面における問題を認識する段階
（IDEALモデルの I段階）に有効であると考え，意
図的に ICT 活用における複数の問題を埋め込んだ
「間違い探し」動画教材を用いることにした． 
3.3 「間違い探し」動画教材を用いた学習方法 
本研究が提案する「間違い探し」動画教材を用い

た学習方法を図 1に示す．提案学習方法には，「動画
作成による学習方法」(図 1左)と，「動画閲覧による
学習方法」(図 1右)の 2通りがあり，いずれも IDEAL
モデル（図 1の中）に基づいて行なわれる．これら
の学習方法を取り入れることによって，ICT 活用指
導力の育成において困難とされている多様な ICT活
用場面の設定が可能となり，問題解決のプロセスを

通した学習者自身の教育 ICTの活用に関する新たな
気づきや認識の変容が期待される． 

 
 図 1 「間違い探し」動画教材を用いた学習方法 

動画作成による学習方法では，はじめに，数人の

グループにわかれ，教育 ICTの好ましくない使用法
(間違い)について議論し，ブレインストーミングを
行なう(I)．次に，ブレインストーミングによって整
理された好ましくない使用法とその場面に対して，

好ましい使用法(正解)とその場面を考える(D)．そし
て，はじめに出した教育 ICTの好ましくない使用法
とその場面を授業に取り入れるため，使用する教育

ICT，授業単元を決定し，授業案を作成する(E)．作
成した案をもとに授業を行い，「間違い探し」動画を

撮影する(A)．最後に，動画閲覧側と討論しながら答
え合わせを行なう(L)． 
動画閲覧による学習方法では，はじめに，「間違い

探し」動画を閲覧することで，ICT 活用の間違えに
ついて気づく(I)．次に，間違いだと思う点をコメン
トする．必要に応じて動画を繰り返し見返し，コメ

ントを加えていく(D)．そして，間違いだと思う点に
対する改善案を考え(E)，それに基づいて模擬授業を
実施する(A)．最後に，動画作成側と討論しながら答
え合わせを行なう(L)． 

4. 教員養成課程在籍学生に対する授業実践 
本学習方法を用いた授業実践を行った．動画閲覧

による学習方法は，東京学芸大学で開講されている

「授業における ICT活用」（受講者 43名）で実践さ
れ，動画作成による学習方法は，東京学芸大学教育

学部情報教育専攻の学部生 4名と同大学院情報教育
コースの大学院生 3名（計 7名）で上記授業の前に
別の場所で行われた．作成した「間違い探し」動画

教材を以下に示す(図 2)．なお，動画閲覧とコメント
入力には，東京学芸大学の授業リフレクションシス

テムを用いた(8)． 

 
図 2 「間違い探し」動画教材例 

5. おわりに 
	 本研究では，「間違い探し」動画教材を用いた ICT
活用指導力育成のための学習方法を提案した．本学

習方法に基づいた授業実践を行ったところ，学習者

から概ね好評を得ることができた． 
今後は，さらに実践を重ね，本学習方法の有用性

を検証するために継続的な評価を行っていく． 
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経験のある教員への小学校通知表所見の特徴単語提示による記載支援 
－プライバシデータとしての所見の分析について－ 
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あらまし：通知表の所見は，経験があっても現場の教員にとって非常に負担の大きい校務である．そこで

筆者らは所見記述支援を目指した研究を進めている．しかし，通知表の所見は学校における様々な文書の

中でも非常に高いレベルのプライバシデータであり，その扱いは最大限の注意が必要となる．本稿では，

このようなプライバシデータをどのような形で処理し，教員支援等に活用するかについて，テキストマイ

ニングの手法で分析した例を報告する． 
キーワード：テキストマイニング，小学校，通知表，教師教育，プライバシデータ 

 
 
1. はじめに 
通知表は学習指導要録とは違い，その発行に法的

根拠はないが，全国の小学校で作成されている．そ

の通知表の中でも，所見は教科等の評価として，数

値データ等で表現できない部分を自由記述として記

載されている． 
経験を積み，担任として何度も所見を記述してい

ると，ある程度の所見は書けるようになる．しかし，

少しでも児童の成長を促すために，どのような表現

をしたらよいかを悩んでいる教員は，経験豊富な教

員ほど多い（1）．そこで，著者らは教員が所見記述を

するための支援を目指し所見データの分析を進めて

きた． 
所見は非常に機密性の高いデータであることなど

から，通知表の実態や評価観点に関する先行研究（2）

（3）はあるものの，所見そのものについての先行研究

は見当たらない．今後，プライバシデータとしての

所見データを，教員の記述支援等に問題なく活用し

たり，共有したりすることが求められる． 
本稿では，テキストマイニングの手法を用いて，

所見を分析し，教員個別の特徴単語を，プライバシ

保護の観点から問題のない形で提示することで，当

該教員の記述支援をする例を報告する． 
 
2. 所見データのプライバシ保護 
所見は，どの児童にも通用するような文章ではな

く，それぞれの児童に合わせた記述が求められてい

る．つまり，児童をよく知っている者がその児童の

所見を読むと，当該児童の様子が分かる記述が大切

であると言われる．また，所見の文章内に個人名や

固有名詞等が記述される場合もある．そこで，仮に

所見データに付随する児童名や出席番号，性別など

の個人データや，所見内の個人名や固有名詞だけを

削除しても，所見の文章を読めば，どの児童のこと

が書かれているかを推測できる可能性はあり，プラ

イバシが完全に保護されたことにはならない． 
近年，様々なプライバシデータを個人情報保護の

観点から問題なく活用できるようなプライバシ保護

データマイニングの考え方が注目されている（4）．そ

のためのアプローチには暗号学的アプローチなどい

くつかあるが，計算が複雑であるなど手軽に活用し

づらいものが多く，簡単で安全な処理の仕方が求め

られている． 
今回，所見データをテキストマイニングによって

形態素解析を行い，全て単語に分解した．これによ

って，分解された単語の一覧からは元の所見の文章

を再生することは不可能となり，プライバシは保護

される． 
 
3. 所見記述支援 
所見記述において，他教員はあまり使用しないが

自分は多用する単語（特徴単語）を当該教員に提示

することで，自分の記述の偏りに気づく支援をする．

特徴単語を当該教員に提示したとき，実際の所見で

の使い方が思い出され，さらに，自分が他教員より

その単語を多用していることに気づけることが必要

となる．その点，経験のある教員であれば，単語レ

ベルの提示でも支援が可能であると考えられる．も

し，単語のみの提示では気づくことが難しい場合は，

特徴単語に前後 1文節を加えて提示する． 
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4. 調査方法と結果 
経験年数 17 年で，校内において指導的な立場で
ある教員（教員アとする）に，本人の特徴単語のみ

の提示と特徴単語に前後 1文節を加えた単語を提示
し，その単語の所見での使い方やその単語を自分は

多用しているかについて，該当する単語に○を付け

させた．その結果が表 1である．  
 
表 1  特徴単語を提示したときの教員アの反応 

 
 
 特徴単語のみの提示でも，約 9割の単語について，
所見におけるその単語の使い方を思い出せた．また，

42.9%の単語を自分の特徴単語と認めることができ
た．その後，前後 1 文節を加えて提示することで，
自分の特徴単語として認めた単語は 85.7%に増えた．
自分の書いた所見であり，経験もあるため，単語の

み，もしくは 1文節を加えることで，所見の記述支
援が可能であることがわかった． 
 
5. まとめ 
今回，教員に対して特徴単語のみの提示でも，実

際の所見における単語の使い方を思い出させること

ができた．さらに，特徴単語に前後 1文節を加える
ことで，提示された単語を自分の特徴単語であると

認識できた単語が増えた．このように単語レベルの

提示でも，経験がある教員であれば，所見での使い

方を思い出すことができ，所見記述支援の可能性が

認められた．今後は，今回とは経験年数が異なる教

員においても同様の調査を実施し，所見の記述支援

の可能性をさらに確かめたい． 
所見のようなプライバシデータを個人情報保護に

配慮して，教員支援に活用できる可能性がわかった

ことで，今後，このようなプライバシデータを個人

情報に配慮し，元のデータのままではなく，安全な

形に加工することで，様々な教育的活用に応用でき

ると考えられる． 
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どのように

使っていたか

分かったか

自分の特徴

単語として認

めたか

どのように

使っていたか

分かったか

自分の特徴

単語として認

めたか

1 科 ○ ○ ○

2 資料 ○ ○

3 物 ○ ○ ○

4 県 ○ ○

5 生活 ○ ○ ○

6 温まる ○ ○ ○

7 人物 ○ ○ ○

8 音 ○

9 体積 ○ ○ ○

10 暮らし ○ ○ ○

11 方 ○ ○

12 調べる ○ ○ ○ ○

13 変化 ○ ○ ○

14 社会 ○ ○ ○ ○

15 読み取る ○ ○ ○ ○

16 つく ○ ○ ○ ○

17 切る ○ ○ ○

18 水 ○ ○ ○ ○

19 理解 ○ ○ ○ ○

20 考え ○ ○ ○ ○

21 ロッカー ○ ○ ○ ○

22 様子 ○ ○ ○

23 表わす ○ ○

24 身 ○ ○ ○ ○

25 関係 ○ ○ ○ ○

26 図 ○ ○ ○

27 情報 ○ ○ ○

28 想像 ○ ○ ○ ○

89.3% 42.9% 100% 85.7%
全28単語中，

教員アが○をつけ
た語の割合

教員アの
特徴単語

単語のみ表示 単語＋前後１文節表示
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試験問題の分析支援システムの提案 
 

Proposal on an Analysis Support System for Exam Questions 
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あらまし：近年, 多種多様な資格試験や検定が行われているが, 試験の解答データに基づいて出題した問
題を評価することは次回の試験問題を作成する際に有効である. しかし, 試験問題の分析にはテスト理論
や統計などの専門的知識が必要となるため, 十分な試験分析をしきれていない. 本研究では, 試験問題の
分析負担軽減を目的とし, 試験問題の分析結果や次回の作問アドバイスを提示する試験問題の分析支援
システムを提案する.  
キーワード：テスト理論,	 作問支援システム,	 多肢選択形式問題,	 試験作成,	 ご当地検定	 

 
 
1. はじめに 
	 多くの教育現場では，学習者の理解度や能力を測

定するために様々な試験が実施されている．それら

の試験では，試験の得点から学習者を評価すること

はするが，出題した試験問題の妥当性や信頼性を評

価することは少ない．その要因として，試験問題の

分析に必要となるテスト理論や統計などの専門的知

識が不足しているため，十分な試験分析をしきれて

いないことが考えられる．そこで，我々は専門知識

を持たない試験作成者の試験問題の分析負担軽減を

目的とし，試験問題の分析結果や次回作問時のアド

バイスを生成する試験問題の分析支援システムを提

案する．本稿では, 岩手県盛岡市で開催されている
ご当地検定試験（1）「盛岡もの識り検定試験」（以下，

もりけん）の検定試験の被験者データを用いて，問

題分析の例を示す． 
 
2. 提案内容 
提案システムの概要図を図 1 に示す．図 1①の分

析では，古典的テスト理論や項目反応理論などを駆

使して項目難易度や項目弁別力，さらには信頼性に

関する分析などを行う．また，項目分析から明らか

になった項目特性を考慮し，次回作問する際に参考

になる作問アドバイスを生成する． 

 
図 1システム概要図 

 
3. 手動による試験問題の分析 

	 本稿では，試験問題を手動で分析した結果から，

項目分析の具体的な手法やアドバイスの生成ルール

を検討する．分析したのはもりけんの 2012年 3級で
出題された問題 100問である．受験者数は，全体で
120 名であった．分析手法としては，試験の信頼性
の指標としてクロンバックのα係数, 折半法, 再テ
スト法, 平行テスト法, など数多くの手法があるが, 
その中でも, 一般的に広く用いられているクロンバ
ックのα係数を用いた．また，項目難易度と項目弁

別力を古典的項目分析手法で算出した．表 1に各項
目の評価基準を示す． 
3.1 クロンバックのα係数 
	 クロンバックのα係数はテスト得点の信頼性係数

の値を内的整合性の観点から推定する公式である（2）．

計算式は次の式で表される.	 	 

α＝{項目数 /（（項目数）-1）} × {(1 - (各項目の分
散の合計) ) / 合計点の分散}} 
3.2 項目難易度 
	 項目難易度は，正答した受験者の全体受験者に対

する割合で，正答率と言い換えることもできる．値

の範囲は 0 から 1 までで，0 に近いほどその項目が
難しいことを意味し，1 に近いほど項目が易しいこ
とを意味する．当て推量による正解を考慮すると，

適切な項目難易度は 0.625 である(3)．古典的テスト

理論や項目反応理論を用いて算出することができる． 
3.3 項目弁別力 
項目弁別力は各項目がどれだけ成績上位者と下位

者を分別できるかを表す指標である．得点分布の形

状や信頼性に影響を与える．項目弁別力の値はプラ

スの値が大きいほど弁別力が高く，0 から 1 までの
値をとる．古典的テスト理論や項目反応理論を用い

て算出することができる．以下は古典的テスト理論

を用いた算出式である． 
(成績上位群 ／ 全体) － (成績下位群 ／ 全体 )  
成績上位群・下位群の人数は，合計点でそれぞれ

D4-1
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上位・下位 3 分の 1 あるいは 27%で求められる． 
表１項目の分析 

指標 手法 基準 
信頼性 再テスト法 0.80 以上あれば, 信頼性が

高い(4) 
 

平行テスト法 
折半法 
内部一貫法（ク
ロンバックのα） 

0.72 以上であれば, 信頼性
が高い(3) 

難易度 古典的テスト

理論 
項目反応理論 

.39 以下かつ.81 以上の項目
は難易度が不適切, .29以下
かつ.91 以上の項目は難易
度が極端に高い・低い 

弁別力 古典的テスト

理論 
項目反応理論 

.29 以下の項目は弁別力が
低く不十分,  .19 以下の項
目は弁別力が極端に低い 

 
4. 分析結果 
	 クロンバックの α係数を求めた結果, 0.911であり，
信頼性が高いテストであったことが分かった．古典

的項目分析の項目難易度，項目弁別力で分析した結

果の一部を表 2 に示す．なお, 表 2 中の項目番号は
実際のテストで出題された項目番号と異なる番号を

付与している. 表 2 の難易度，弁別力で下線が引か
れている項目は表 1の評価基準で「不適切」または
「不十分」と判定された項目である．また，二重下

線が引かれている項目は「極端に高い・低い」と判

定された項目である．下線や二重下線が引かれてい

る項目に関しては，項目の削除や修正が必要である

ことが示唆される． 
表 2項目分析結果 

項目	 	 難易度 弁別力 項目 難易度 弁別力 
1 0.92 0.19 26 0.98 0.09 
2 0.95 0.03 27 0.96 0.13 
3 0.94 0.09 28 0.98 0.03 
4 0.96 0.16 29 0.91 0.19 
5 0.96 0.13 30 0.88 0.28 
6 0.97 0.13 31 0.83 0.09 
7 0.93 0.19 32 0.81 0.28 
8 0.95 0.16 33 0.93 0.22 
9 0.77 0.41 34 0.87 0.31 
10 0.77 0.28 35 0.91 0.28 
11 0.71 0.19 36 0.80 0.25 
12 0.87 0.09 37 0.79 0.50 
13 0.83 0.31 38 0.63 0.31 
14 0.62 0.56 39 0.93 0.25 
15 0.88 0.28 40 0.89 0.16 
16 0.69 0.44 41 0.70 0.22 
17 0.64 0.34 42 0.36 0.31 
18 0.70 0.66 43 0.54 0.63 
19 0.42 0.56 44 0.53 0.41 
20 0.81 0.38 45 0.53 0.63 
21 0.58 0.34 46 0.73 0.31 
22 0.57 0.38 47 0.35 0.44 
23 0.80 0.38 48 0.65 0.16 
24 0.66 0.44 49 0.78 0.34 

25 0.81 0.25 50 0.79 0.50 
 
5. 作問アドバイスの検討 
	 4章の分析結果から，作問アドバイスを検討した．
項目難易度と項目弁別力の値により，表 3のような
作問アドバイスを生成することができると考える． 
 

表 3作問アドバイス生成ルール 
条件 作問アドバイス例 

α < 0.72 テスト全体の信頼性が低く, 良
いテストではない可能性がありま

す. また, 項目 nが信頼性を下げて
いる可能性があります.  

項目難易度 < 0.40 
または 
0.80 < 項目難易度 

項目 n は難しいまたは簡単な問
題の為, 悪い問題の可能性があり, 
見直す必要があります.  

0.30 < 項目弁別力 項目 n は成績上位と下位に差が
出ており, 成績上位の人が比較的
解ける良い問題だといえます.  

0.39 < 項目難易度 
< 0.81 
かつ 
項目弁別力 < 0.30  

項目 n は標準的な問題であり, 
成績上位と下位に差がない問題の

為, 差をつけるのであれば , 少し
問題を難しくすると良いでしょう. 

項目難易度 < 0.40 
かつ   
0.30 < 項目弁別力 

項目 n は難しい問題であり, 成
績上位と下位に差がでている為 , 
上位者が比較的解ける問題として

下位者と差を付けたい時に出題す

ると良いでしょう.  
0.39 < 項目難易度 
< 0.81    
かつ 
項目弁別力 < 0.30 

項目 n はかなり易しい問題であ
り, 成績に関係がなく解ける問題
の為, テスト序盤に使う問題とし
ては適しています. 

 
6. まとめと今後の検討課題 
本稿では， 試験問題の分析支援システムを提案し

た．また，項目分析の方法や作問アドバイスの生成

機能を検討するために，もりけんの試験結果を手動

で分析した．分析の結果から，項目難易度と項目弁

別力の結果から次回作問時のアドバイスを生成でき

る可能性が示唆された．今後は，被験者集団に依存

しない値を算出できる項目応答理論を用いて計算し

た場合についても検討する．また,	 試験分析支援シ

ステムを開発し,	 作問負担軽減につながる作問アド

バイスを生成できるシステムを開発する．	 	 
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あらまし：科目内におけるテストは，各学習者の状況，クラスの状況，問 (アイテム)の性質など有用な
情報を含む．しかし，成績が表計算ソフトウェアに記録されるような運用の科目では，平均点，分散，ヒ

ストグラム程度の情報しか利用されないことが多い．単純なフォーマットのデータを入力としてテストを

分析しレポートを出力する，広い範囲の科目で利用可能な Web システムの開発を報告する．このシステ
ムは，古典テスト理論等で分析を行い，様々な用途のレポートを生成する. 
キーワード：テスト，アイテム分析，古典テスト理論，学習評価，Web 

 
 
1. はじめに 
科目内におけるテストは，学習目標への到達を点

数で評価するために行われる．したがって，点数の

平均値，分散，最大値，最小値などの統計量や分布

には大きな関心が向けられる．しかし，テストの実

施結果にはそれよりも多くの情報が含まれている． 
多くの場合，テストは複数の問(項目，アイテム)

からなり，テストの点数は項目の点数の合計とされ

る．項目 N個の各々が 0点以上 A点以下の整数で評
価される AN 点満点のテストを考えると，テストの
合計の点数は 0,1,…,N の(N+1)通りだが，受験者の
得点のパターンは(A+1)N通り存在する．この，得点
パターンに含まれる追加の情報は，各項目の性質，

各受験者の性質を含む．これらの情報を得点のパタ

ーンから抽出する方法として，古典テスト理論，項

目応答理論がある(1)(2)(3). 
得点パターンの分析を実装している LMSは多い．

例えば Moodleは，1個の小テストを構成する問題群
に対して古典テスト理論に基づく分析を行い教授者

に表示する．しかし，大学の科目のテストにおいて，

得点パターンに着目した分析を教授者が系統的に行

っていることは多くないようである．その理由は，

紙のテストで得た成績を表計算ソフトウェアで管理

する運用では，そのような分析を行うための簡易な

ツールが一般的でないためであると推測する．分析

のためのツールとして，Windows 上で動作するスタ
ンドアローンアプリケーション Exametrika，
EasyEstimation や，Rのパッケージ CTT，irtoys，項
目応答理論に基づく商用ソフトウェア  BILOG，
MULTILOGなどが存在するが，いずれも教授者の学
習コストを要する．また，Moodleの古典テスト理論
による分析にしても，LMS外部で生成したデータに
対しては適用できず，汎用性に欠ける. 
本研究では，テスト理論の知見を有さない教授者

が容易に使用できる，他システムと疎に結合された，

テスト結果分析Webアプリケーションを開発した. 

 
2. 古典テスト理論 
複数の小問(項目)からなるテストを考える．ここ

では，各 A点満点の項目が N個集めたテストを考え
る．受験者 i=1, … ,Nの項目 j=1, … ,Mの点数を 0以
上の整数𝑋𝑋!"とする．項目 jの特性値は次のように計
算される. 
項目容易度 = !

!
𝑋𝑋!"!

!!! , 
項目弁別力 

 = !
!

𝑋𝑋!"!!が上位
!
! の!

− 𝑋𝑋!"!!が下位
!
! の!

, 

項目弁別係数 = 𝑋𝑋!"と𝑋𝑋! の相関係数, 

Cronbachの𝛼𝛼= !
!!!

1 −
!!
!!

!!!

!!
, 

ただし，合計点𝑋𝑋! = 𝑋𝑋!"!
!!! ，𝑋𝑋!(𝑖𝑖 = 1,…    ,𝑁𝑁)の分散

を𝜎𝜎!，𝑋𝑋!"(𝑖𝑖 = 1,…    ,𝑁𝑁)の分散を𝜎𝜎!!と書いた. 
	 項目弁別力，項目弁別係数は，学力の差に対する

点数の敏感性を表し，Cronbach の𝛼𝛼はテスト全体の
信頼性を表す. 
 
3. システムの仕様 
本システムは，解答パターンの行列𝑋𝑋!"と，各項目

の満点𝐴𝐴!を CSV形式のファイルとして受け取る. 
本システムは，Webページ上に分析結果を表示す

る．特に次の特性値と図を含む. 
l 項目の特性 

Ø 項目容易度，項目平均点，項目平均点，

項目標準偏差，項目弁別力，項目弁別

係数 
Ø 項目点数分布，項目特性曲線，項目と

総得点の散布図 
l テストの特性 

Ø テストの信頼性係数 
Ø テストの総得点分布 

l 項目と受験者の特性 
Ø S-P表 
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4. システムの実装 
本システムの開発段階での実装は文献(4)で報告し

た．Apache HTTP サーバ，MySQL データベース管
理システム，サーバサイドスクリプト PHPで実装さ
れている．グラフは Google Chart API を利用して
SVG で Web ページに描画している．分析結果ペー
ジのスクリーンショットの一部分を図 1に示す. 

 
4.1 HTMLファイルのポータビリティ 
本システムが生成する分析結果は，教授者が利用

する以外に，学習者やコース評価者，カリキュラム

編成担当者に提供するという用途を想定している．

ブラウザの機能で PDF 形式に変換して提供できる
ことはもちろんであるが，付随するスタイルシート

や画像ファイルを必要としない単一の HTML ファ
イルであるため，(JavaScriptを含む)HTMLコードを
コピーして，LMS，CMS 等の HTML エディタに貼
り付けることが可能であり，多くの用途に利用でき

る. 
 

4.2 プライバシーに対する考慮 
アップロードするデータは，学生者を特定する情

報を含む必要がない．しかし，学習者数が少ないコ

ースにおいては，他のデータとつきあわせて個人に

対する情報を抽出できる可能性がある. 

このことから，アップロードしたデータは PHPの
セッション変数としてセッションが持続する間のみ

保持し，破棄するようにしている．また，分析結果

に小問の点数-合計点の散布図を含む場合には，アッ
プロードしたデータすべてを HTML ファイルが含
むため，散布図の有無を分析者が選択できるように

している． 
 

4.3 分析者に対する考慮 
分析者にテスト理論の予備知識を要求しないため，

各特性値の説明と解釈のアドバイスを含んでいる. 
 

5. システムの評価 
本システムの評価は，現在のところ予備的な段階

にとどまっている．龍谷大学理工学部の入学時数学

プレースメントテストの結果の分析に，テスト理論

の知見のない分析担当者が利用したところ，特別な

インストラクションなしに使用することができ，仕

様通りに動作することが確認された．また，分析担

当者が各項目に対する知見を得たことが観察され

た. 
 
6. おわりに 
本システムは，別に用意したデータを分析できる

という点では，R のパッケージや，項目応答理論の
専用ソフトウェアと共通しているが，Webブラウザ
さえあれば使用できる Web アプリケーションであ
って，少ない学習コストで，無償で使用できる点で

優れている．一方，分析の範囲，柔軟性の点ではこ

れらに劣る． 
本システムの拡張として，項目応答理論に基づく

分析機能を付与することが考えられる．その際には，

いくつか検討すべき点がある．項目応答理論ではデ

ータの量が多く必要であるため，複数回の項目の使

用にわたってプライバシーに配慮しつつ実施結果を

蓄積する仕組みとする必要がある．また多くの計算

が必要であるため，サーバ側ですべての計算する現

在のシステムでは，同時利用者数に対する制限が厳

しくなる. 
本システムの開発の初期段階は，龍谷大学大学教

育開発センター2010年度 FD自己応募研究プロジェ
クト(4)で行われた． 

 
参考文献 

(1) 池田央:	 “現代テスト理論”，行動計量学シリーズ，
朝倉書店	 (1994)  

(2) 豊田秀樹 : “項目反応理論[入門編]”，朝倉書店 
(2012) 

(3) 植野真臣，荘島宏二郎:	 “学習評価の新潮流”行動計
量の科学	 4，朝倉書店	 (2010)  

(4) 樋口三郎: “精度の高いテストの研究”，FD・教材等
研究開発報告書第 13 号，龍谷大学大学教育開発セン
ター(2011) 

 
図 1 分析結果のスクリーンショット 
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学内模擬試験を用いた判別分析による診療放射線技師国家試験の合否予測
－2 年分の成績データを用いた検討－

Pass-Fail Prediction for the National Radiological Technologist Examination 
by Discriminant Analysis using Mock Examinations 
-Study on Using Examination Data of Results for Two Years- 
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あらまし：我々は 1 つの学校での活用を想定して，学内模擬試験成績から診療放射線技師国家試験の合否

を予測する手法の確立を目指している．その初期段階として，判別分析を用いた合否予測について検討を

行っている．本研究では，ある学校の 2 年分の学内模擬試験成績および国家試験成績を用いて，マハラノ

ビス距離による判別分析で合否予測の検討を行った．その結果，模擬試験の総合得点よりも 14 科目の得

点を属性として用いる方が，判別的中率が高いことが確認された．また，国家試験成績の複数の群に分け

て判別分析を行い，その結果を基に合否予測を行う際に，不合格群を 1 群から 2 群に増やすことで，合否

予測精度が高くなることがわかった． 

キーワード：診療放射線技師国家試験，学内模擬試験，判別分析，合否予測

1. はじめに
国家試験対策において合否予測に基づいた指導が

有効であると考えられる．現状の合否予測は教員の

経験に基づき直感的に行われていることが多いが，

客観的な予測ができることが望ましい．そのために，

国家試験の合否予測を行う研究が行われている（1,2）．  

我々は 1 つの学校での活用を想定して，学内模擬

試験成績から診療放射線技師国家試験の合否を予測

する手法の確立を目指している．これまでに，1 年

分のデータを用いて判別分析を用いた合否予測につ

いて検討を行った．その結果，模擬試験の 14 科目の

得点を属性として用いるのが効果的であること，国

家試験の成績を 5 群に分けた上で合否予測を行うこ

とが効果的であること等がわかった（3）．本研究では

先行研究に引き続き，2 年分のデータを使って同様

の検討を行った． 

2. 対象とする国家試験と実験概要

2.1 診療放射線技師国家試験の特徴と対象データ

試験は毎年 1 回実施され，14 科目から 200 問が出

題される．合格基準は 200 点満点で 120 点以上，か

つ 0 点の科目が 1 科目以下であることである．出題

形式は五者択一（マークシート方式）である． 

使用するデータは，ある学校における 2011 年度と

2013年度卒業生の 2年分の学内模擬試験成績と国家

試験成績である．学内模擬試験成績は科目ごとの得

点，国家試験成績は自己採点による総合点と正式な

合否判定から構成される．ただし，国家試験の自己

採点による合否判定と実際の合否が異なるデータは

分析の対象外とした．なおデータ提供元の学校や学

生個人に関する情報が特定できないように配慮して

データを扱っている．

2.2 実験の概要

国家試験の合否予測は，マハラノビス距離による

判別分析による手法を用いて，統計ソフト R で処理

を行った．本研究では 2 つの実験を行った．

【実験 1】模擬試験成績の 14 科目の得点と総合得

点の２パターンで，各回の模擬試験成績ごとの判別

分析を行う．

【実験 2】 全ての回の模擬試験成績全体を使った

判別分析(交差検証)を行う．さらに国家試験成績の

群の数を増やして判別分析を行い，その結果から合

否予測精度を調べる．

3. 実験 1：各回の模擬試験成績の判別分析

3.1 方法

合否の属性は，国家試験の自己採点による総合点

が 120 点以上の場合は A 群（合格），119 点以下の場

合は B 群（不合格）とする．A 群と B 群のいずれも

分散共分散行列の同等性を検定した結果，等しいと

判断されたため，両群の分散をプールした． 

判別的中率の算出においては，個々のサンプルに

対して，A 群の平均とのマハラノビス距離と，B 群

の平均とのマハラノビス距離を計算する．距離が小

さい方を当該データの群として予測する．その結果

と当該データが実際に属する群の比較を行い，正し

く予測できた回数をカウントする．全データに対す

る正しく予測できた回数の割合を判別的中率とする． 
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3.2 結果

実験結果を表 1 に示す．先行研究（3）の実験では自

己採点による合否判定と実際の合否が異なるデータ

を除外していなかったため，本研究とは結果が若干

異なる．表 1 より，両年度において，総合点よりも

14 科目の得点を属性として使う方が判別的中率は

高かった．また，14 科目を属性として使用した場合

の判別的中率は，2011 年度と 2013 年度ともに，国

家試験実施日に近い模擬試験ほど精度が高いという

結果にはなっていなかった．

表 1 各回の模擬試験の成績ごとの判別的中率

（単位%）                 

    属性 

模擬試験 

2011 年度 2013 年度 

14 科目 総合点 14 科目 総合点 

第 1 回 92.8 63.8 79.7 49.3 
第 2 回 86.2 70.8 89.6 64.2 
第 3 回 82.5 68.3 100.0 76.6 
第 4 回 85.5 69.6 85.3 75.0 
第 5 回 87.3 59.2 88.4 84.1 
第 6 回 93.0 70.4 91.3 75.4 
第 7 回 88.7 66.1   

4. 実験 2：全ての回の模擬試験の成績全体を使

った判別分析(交差検証)
4.1 方法

国家試験の成績を複数の群に分けて判別分析を行

うために，群の設定を表 2 のようにする．

 

表 2 各群の得点範囲

群数 A 群 B 群 C 群 D 群 E 群 

2(1+1) 200~120 119~0 - - - 
3(2+1) 200~135 134~120 119~0 - - 
4(3+1) 200~140 139~130 129~120 119~0 - 
4(2+2) 200~135 134~120 119~110 109~0 - 
5(3+2) 200~140 139~130 129~120 119~110 109~0

※群数の( )は合格群と不合格群の数を表す 

※網かけの部分■は合格, ■は不合格を表す 

実験 1 の結果から，判別的中率の高かった 14 科目

の得点を属性として使う．実験 2 では全ての回の模

擬試験成績全体を使って判別分析を行う．分散共分

散行列の同等性を検定した結果，等しくないと判断

された．そこで，マハラノビス距離を計算する際に

分散プールは行わないことにした．

合否予測的中率の算出においては，国家試験成績

を 2 群から 5 群に分けた場合について行う．次に，

予測した群が合否のどちらに対応しているかを基に，

合否予測を行い，実際の合否と比較を行い，正しく

予測できた回数を「正合否予測」としてカウントす

る．以上の合否予測処理を用い，各回の模擬試験に

ついて交差検証する．交差検証では，予測対象とす

るサンプルと同じ模擬試験のデータは判別分析時の

教師データとして用いない．つまり，各回の模擬試

験のデータを評価サンプル，それ以外を教師データ

として予測処理を行うという操作を模擬試験の回数

だけ繰り返して，全体のサンプル数に対する正合否

予測の回数を合否予測の的中率とする．

4.2 結果

表 3 に結果を示す．先行研究（3）の実験結果で国家

試験成績を複数の群に分けた上で合否予測を行うと

効果があることが分かっていた．本研究においては，

同じ 4 群の場合でも，合格群を 3 群にする場合に加

えて合格群 2 群と不合格群 2 群にする場合も調査し

た．この結果，群を増やすと予測精度が上がるとい

うよりは，不合格群を 2 群に分けた場合に合否予測

精度に高い効果が得られることが示された．また，

これについて両方の年度で同じ傾向であることが確

認された．

 

表 3 国家試験成績を複数の群に分けた場合の合否

予測的中率（交差検証）（単位%）

群数 2011 年度 2013 年度 

2(1+1) 80.6 83.7 
3(2+1) 82.8 85.7 
4(3+1) 78.9 86.2 
4(2+2) 88.7 88.9 
5(3+2) 88.3 89.4 

5. まとめ
本研究では判別分析による合否予測について，2

年分の成績データを用いて検討を行った．その結果，

模擬試験の 14 科目の得点を使用し，不合格群を 2
群に分けた場合の効果が大きいことが示された．本

研究の実験結果から実際の予測においては，判別分

析を用いる方法では，90%近い合否予測精度を確保

できるのではないかと思われる．  
今後の課題として，当該年度のデータを用いて次

年度の合否予測を行い，実際の予測精度の検討を進

めたい．精度の高い予測手法についても検討を続け

たい．  
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                          Big Data 処理による ICT活用の一例 
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あらまし：ICT を活用することにより, 学習時, あるいは前後の精神状態から学習効果まで, 学習者の
様々なDataを集めることが可能である. 一般的に, 学習者固有のDataはかなり複雑化されたものになる. 
学習者の Data は, 実体を処理することが可能であるため, Big Data であるといえる. , Big Data 
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光源の位置を自由に設定可能な ARを用いたスケッチ陰影づけ学習支援環境
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あらまし：本研究は，従来の学習環境に代わる新しいスケッチ学習支援環境を提案すべく行ったものであ

る．ARを用いて現実世界に重畳表示した仮想の光源とモチーフを操作することで，学習者が直感的かつ，

手軽に陰影づけの学習が行えるシステムの開発を目指した．学習者が描いたスケッチを濃淡について３段

階に分け，濃淡の分布が正しく描けているかを提示する機能を本システムではサポートしている．

キーワード：AR，陰影づけ，描画支援，光源位置，デジタル絵画

1. はじめに
近年，コンピュータを用いた描画支援に関する研

究が数多く行われている．曽我らは，学習者が画用

紙上にペンを近づけると，陰影も含めて，そこに描

画すべきものに関するアドバイスを提示するシステ

ムが構築を行った(1)．さらに，(2)では，モチーフの

描画において，概略形状から詳細形状へと，外接長

方形を描画させ，診断することによって，正確なス

ケッチ描画を可能にするとともに，描画の一般的な

スキルが養成されるように工夫された．しかしこれ

らの研究ではモチーフである皿とコップは実物を用

い，その寸法，配置，学習者の視点に関する情報を

予めシステムに入力し，部屋を暗くして光源を一つ

だけ設置する必要があった．また，この研究では学

習者が描画するのは実空間の紙面上であり，コンピ

ュータ上でデジタル絵画の描画支援を行うものでは

なかった．

一方，市販のドロー系ツールやイラスト系ツール

は，PC 内の仮想キャンバスに描画を行う．さらに，

その究極のシステムとして，(3)では，力覚インタフ

ェースを利用して，あたかも，現実世界のキャンバ

スに絵をかくかのごとく，仮想世界のキャンバスに

絵を描くことができる．しかしながら，これらのシ

ステムは，いずれも，描画を行うだけで，描いたス

ケッチ画や絵の診断は行わない．すなわち，学習支

援機能はサポートされていない．

さらに，(2)を改良した(4)では，また，モチーフを

CG で構成された仮想物体に変更し，AR マーカで配

置を学習者が自由に決定できるようにしたが，陰影

付の診断機能はサポートされていなかった．

2. 研究目的
そこで本研究では，モチーフの陰影を描画する際

に，モチーフは AR を用いて仮想物体とし，モチー

フの配置と学習者の視点，仮想光源の位置を自由に

決め，手間のかかるパラメータ入力が不要な学習支

援システムを構築する．そして，仮想のモチーフを

見ながら，仮想のキャンバス上で描画を行い，陰影

づけを行う．そして，システムは，学習者が描いた

陰影づけと正しい陰影付との違いに，学習者が気づ

くようにフィードバックを与える機能を提案する．

また，アンケート調査により学習効果が達成されて

いるかについて評価を行い，今後の指針とする．

3. システム構成
本システムでは，コンピュータ，Web カメラ，HMD，

ペンタブレット，AR マーカを使用する（図 1)．本

システムで使用する AR マーカは 2 種類でそれぞれ

モチーフと光源に対応している．一方，Web カメラ

と HMD を組み合わせたヘッドセットを学習者が装

着し，ビデオシースルー型 AR を用いて先に説明し

た仮想のモチーフと光源を風景に重畳表示する．

図 1 システム構成

4. システムの操作手順
本システムでは，スケッチを 3 つの行程に分けて

行う． 

初めに，学習者はモチーフと光源の AR マーカを

自由に操作しながら，任意に構図と光源の配置を決

める．これにより，好みの陰影を伴ったモチーフを

設定できる．設定が完了したら，ボタンを押すと構

図と陰影と視点が固定され，システムは，その視点

からの正解となるスケッチ画を取得し内部に保存す
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る． 

次に，学習者はモチーフの輪郭線の描画を行う．

ペンタブレットと付属ペンを用いて，クリックとド

ラッグでシステムを操作し，仮想空間上に描画を行

う． 

最後に，学習者はモチーフの陰影づけを行う．こ

の際，後述する各種診断機能を使うことが可能であ

る．これにより，学習者は自身がコンピュータ内の

仮想空間上に描いた絵とコンピュータが提示した正

解画を比較し，正解画とのずれを確認することが可

能である．なお，本システムでは，床面に投影され

る影については陰影づけの対象外とし描画を行わな

いものとして扱う． 

5. システムの機能
5.1. 描画機能

本システムでは，マウスカーソルを筆先にみたて，

PC 上の仮想のキャンバス上でドラッグをすること

で仮想空間上に描画を行えるようにした．また，学

習者がスケッチをする際に描画する色と，筆の太さ

を選択できるようにした． 

5.2. 描画画像自己診断支援機能
学習者は，任意のタイミングで，自分が描いた絵

と正解画を比較することが可能である．本システム

では，正解画と描画画像をそのまま比べるだけでな

く，3 値化を行ったものや，画素値のヒストグラム

を比較することもできる．学習者はこれらの情報を

元に，自らが描画した絵を正解画に近づけるには，

どのように描き直せばよいか判断する． 

6. 実験並びにアンケート調査
本研究で開発したシステムを被験者 9 人に利用し

てもらった．その後，主観評価によるアンケート調

査を行った．以下にアンケート結果から何項目か抜

粋したものを記載する（表 1）．
 

表１アンケート結果

質問項目 平均 分散

どこを濃くまたは薄く描き直せば良

いかわかったか

4.56 0.25 

自分が思い描いたとおりの濃さの陰

影を描くことができたか

2.89 0.99 

診断を繰り返し正解画に近づけるこ

とができたか

4.00 0.44 

システムを使うことで陰影の濃淡を

認識する能力は向上すると思うか

3.78 0.62 

システムを使うことで仮想空間上に

陰影を見本通りに描く能力は向上す

ると思うか

3.78 1.06 

7. 考察
どこを濃く，どこを薄く描き直せばいいか分かった

かという質問に対しては，平均は 4.56 となり，全質

問中，最も高い評価が得られた．また，診断を繰り

返し正解画に近づけることができたかという質問に

対しても平均が 4.00 となり，被験者から好評を得る

ことができた．従って，学習者が任意のタイミング

で自分が描いた絵と正解画を比較できる機能は，学

習者の認識の補助として上手く働いたと考えられる．

一方で，自分が思い描いたとおりの濃さの陰影を描

くことができたかという質問に対しては，平均が

2.89 となり 3 を下回ってしまった．これは，ペンタ

ブレットや HMD など使い慣れない機材や，システ

ム上で濃淡を調節する方法に戸惑う被験者が多かっ

たためであると考えられ，システムを見直す必要が

あると言える．また，システムを使うことで陰影の

濃淡を認識する能力は向上するか，システムを使う

ことで仮想空間上に陰影を見本通りに描く能力は向

上すると思うか，という質問では，アンケート調査

による主観評価ではシステムの有用性を示すことが

できないものの被験者からは好評が得られた．現段

階では，本システムに学習者が陰影の濃淡を認識す

る能力を伸ばす効果があると断言することはできな

い．しかし，今後システムの有用性を確かめていく

上での指標となった．

8. まとめ
本研究では，コンピュータ上でスケッチを行う際

に，モチーフと光源を，AR マーカを使った仮想物体

とした．これにより，光源の位置を容易で直観的に

変更可能なシステムの開発を可能とした． 

また，仮想空間上にスケッチを行う際，モチーフ

の陰影を正しく認識し，濃淡を描き分けることがで

きるように支援するシステムの開発を目指した．こ

れを実現する手法として，学習者がスケッチ中の任

意のタイミングで自らが描いた絵とコンピュータ上

で求めた正解画を比較し，その違いの気づきを学習

者に対して与えるシステムの構築を行った． 

その結果，本システムを利用した学習者は，自ら

が描いた絵をどのように描き直せば，正解画に近づ

けることができるかを理解することができるという

ことが分かった．
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データグローブを用いた指文字動作スキル学習支援システムの構築 
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あらまし：本研究では，データグローブを用いた指文字動作スキル学習支援システムの開発を行った．本

システムは，データグローブを装着した学習者が行った指文字動作を記録し，システム内に記録されてい

る手本の指文字動作と比較することで，学習者にアドバイスを提示することが出来る．また，本システム

は学習者の動作と手本の動作を 3Dモデルにより再現することが可能である．両者の 3Dモデルを重ね表
示させることで，学習者は自身の指文字と手本の指文字との違いを確認し，学習を行う．システムの使い

やすさに関してアンケートを行った結果，3D モデル自体の改善とアドバイスの内容の充実が今後の課題
として得られた． 
キーワード：データグローブ，指文字，スキル学習支援，3Dモデル 

 
 
1. はじめに 
指文字などの手指の動作についてのスキル学習で

は，熟練者からの客観的なアドバイスがとても有効

である．手指の動作の学習方法には，熟練者に教わ

る方法と書籍などで自習学習を行う方法がある．し

かし，自習学習では熟練者からのアドバイスを得る

ことが難しいため，学習者の動作が正しいか否かの

判断は，学習者自身の主観に依存する．そこで，自

習学習を行う学習者に対して客観的なアドバイスを

提供するシステムが必要であると考える． 
以上の背景から，本研究では学習者と熟練者の動

作のズレを計測し，学習者にアドバイスを提示する

システムの構築を目指した．学習者には，熟練者の

動作と学習者自身の動作を再現した 3D モデルを提
示する．これらの 3D モデルは重ね表示が可能で，
学習者は熟練者との動作の違いを視覚的に理解する

ことが出来る． 
 

2. システム構成 
本システムは，データグローブ及び PC により構

成される．データグローブでは学習者の手指の動作

を取得し，PCでは 3Dモデルやアドバイスの提示を
行う． 
2.1 データグローブ 5DT Data Glove 14 Ultra 

5DT社が開発した手指のモーションキャプチャシ
ステムである．各指の第 2関節，第 3関節及び指の
間の計 14 箇所に光ファイバ式の曲げセンサが取り
付けられている．これらのセンサは，関節の最大曲

げ角に対する曲げ角の割合を，0.0~1.0の小数値で取
得する．本システムでは，センサの値を関節の曲げ

角度に変換したものを利用している． 
2.2 システムウィンドウの構成 
本システムのウィンドウは，3Dモデル提示部，ア

ドバイス提示部，そしてシステム操作部の 3要素で
構成されている(図 1)． 

3D モデル提示部には，熟練者の動作を再現した
3Dモデルが表示される．また，データグローブのデ
ータを基に学習者の動作をリアルタイムで再現した

3Dモデルも表示される．更に 3Dモデルは視点の変
更が可能であり，動作を様々な角度から確認するこ

とが出来る． 
アドバイス提示部では，学習者に対し，データグ

ローブから得られたデータを基にアドバイスを行う．

具体的には，熟練者の動作とのズレが大きい指につ

いて，「○○指のズレが大きいです」というアドバイ

スをテキストにより提示する．更に，学習者の動作

を点数化し，今回の点数，前回学習時の点数と，点

数の向上値を表示する． 
操作部では，システムの次の操作が可能である． 
・学習する指文字の選択 
・熟練者の動作の再生速度の変更 
・学習者用 3Dモデルの表示または非表示 
学習する指文字は，本システムの使用中に適宜変

更することが出来る．その際，変更前の指文字につ

いては，最後に学習記録した学習者の動作の点数の

み保持される．また，動作の再生速度は，3段階（速
い，普通，遅い）から選択できる．そして学習者用

の 3D モデルは表示の切り替えが出来る．これは熟
練者の動作のみを確認したい場合に用いることを想

定している． 
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図 1 システムの GUI 

 
3. 対象動作 
指文字とは，日本で用いられている手話表現の一

種である．指文字では日本語の 50音と片手指の形状
を一対一で対応付けることで言葉を表現する．この

ことから手指の形状が大変重要な要素であると考え

られる． 
 

4. ズレの計測 
本システムが持つ指文字の動作データは，データ

グローブの各センサの時系列データである．それぞ

れのセンサのデータについて DP マッチングを行う
ことで類似度を計算した後，それらを指ごとに合計，

正規化することで，各指のズレの値とした．これら

のズレの値を元に，アドバイス提示部でアドバイス

を行う． 
4.1 アドバイスへの利用 
前節の手順により求めた各指のズレの値を元に，

アドバイス提示部では，ズレの大きい指の指摘と，

学習者の動作の点数を表示する． 
 

5. 評価実験 
本研究で構築した指文字学習支援システムについ

て，その使用感を評価するアンケートを行った．回

答者は 20代の男女 8名．本システムを 10分程度利
用した後に，5 段階評価のアンケートを実施した．
主な項目は以下の通り． 
a) 自分の手指動作がモデルで正確に再現できて

いた（1:出来ていなかった⇔5:出来ていた） 
b) 重ね表示時でも、手指動作は見やすかった 
（1:見づらかった⇔5:見やすかった） 

c) 重ね表示により手本動作との違いを認識でき

た（1:出来なかった⇔5:出来た） 
d) データグローブの装着は簡単だった 
（1:面倒だった⇔5:簡単だった） 

e) 学習中、データグローブが煩わしく感じた 
（1:感じた⇔5:感じなかった） 

f) システムの操作は短時間で習得できた 

（1:出来なかった⇔5:出来た） 
 

5.1 アンケート結果 
各項目の評価の平均値及び分散値を表 1に示す。 
 

表 1 評価アンケートの結果 
質問 a b c d e f 
平均 3.1 3.0 3.8 4.8 4.1 4.6 
分散 0.8 1.0 1.9 0.2 1.1 0.5 
 

5.2 考察 
データグローブの使用感については、高い評価を

得ることが出来た。しかし、学習者の手が小さいと、

データグローブとの間に隙間ができることが確認さ

れた。その為、データグローブのセンサを学習者の

手指に密着させる工夫が必要である。 
3Dモデルについては、システム上の実際の配置と

学習者が予期した配置が異なるケースが目立った。

その為、手本動作を確認する際に学習者が混乱して

しまい、学習の妨げとなった。その他、熟練者のモ

デルと学習者のモデルを重ね表示した際に、両者の

区別が難しいという意見も多く、3Dモデル自体を大
幅に改善すべきであることが明白となった。 
アンケート結果については、提示されたアンケー

トに対してどのように改善すべきか分からないとい

う意見が得られた。これについては、ズレの計測に

類似度のみを用いたことが原因であると考える。類

似度のみでは、熟練者の動作と学習者の動作がどの

程度近しいかという点しか判断できない。その為、

ズレに対し、指をもう少し曲げるべきか伸ばすべき

かという指示を出すことが出来なかった。よってこ

れらの判断にも対応できるよう、システムを改良し

なければならない。 
 

6. まとめ 
本研究では、データグローブと 3D モデルによる

指文字学習支援システムの構築を行った。実験結果

より、アドバイス提示及び 3D モデルの大幅な改善
が課題として得られた。また、今後の方針として、

連続した指文字（“おはよう”など）の学習への対応

を目的としている。その為には、学習者の動作デー

タを指文字ごとに分割しなければならない。そこで、

より高度な判定手法である HMMの導入を検討して
いる。 
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画像処理による縄跳びフォーム改善支援 
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あらまし：本研究の目的は，初学者を対象とした，縄跳びフォームの改善支援環境の設計と開発である．

我々はフォームに関する 4 つの身体部位に焦点を当て，それらの動作をモニタして画像処理による支援
を行う．具体的には，各部位の動作に独立した閾値を定め，それをフォームの判定基準とする．学習者へ

のフィードバックには，2種類の動画とテキストを使用する．本研究では，これらを使用したフィードバ
ックの有効性について検証を行った． 

キーワード：スキル学習支援，縄跳び，フォーム，動画解析 

 
 
1. はじめに 
従来の縄跳びに関する研究では，フォームについ

ての言及が少ない．一般的に，学習者は縄跳びを行

う際，そのフォームを意識しない．意識的にフォー

ムを安定させることは，学習者自身の足の負担を軽

減させ，長時間の運動を可能とする． 

縄跳びフォームは身体スキルの一種である．加村

らは，文字によるアドバイスを使用して学習者の好

ましくないフォームの改善を試みた(1)．文献「スキル

サイエンス入門」(2)によると，身体スキルには理解・

獲得の困難性が存在する． 
本研究では，これらの問題解決のアプローチとし

て，「運動の計測」(2)に注目する．そして，このアプ

ローチを利用した支援システムの設計を行う． 
 

2. 提案手法 
文献「縄跳び教室」(3)より，我々は表 1．安定した

フォームの 4つの動作を全て体現している状態を，
安定したフォームと定義する． 

表 1．安定したフォーム 
 動作 
① 手の位置が肩より前にある 
② 身体の傾きが適度に前に傾いている 
③ 着地時の腰の位置が適度に沈んでいる 
④ 縄の回し方が手首で回している 
 
スキル学習に関しては，「スキルの獲得には，繰り

返し練習することによって技を身体に覚えこませる

プロセスが不可欠である．」とある(2)． 

 
図 1．身体スキル獲得の学習プロセス 

 
図 1は，その学習プロセスの概要である． 
A) 認識：パフォーマンスした結果より，学習者

は身体スキルに関する各部位の動作を認識

する 
B) 修正：認識した動作に基づいて，学習者は自

身の間違ったメンタルモデルを修正する 
C) 体現：学習者は修正したメンタルモデルを実

際に体現しようとする 
ここで，学習者の体現動作の計測方法について述

べる．表 1の 4種類の動作の方向は，学習者の身体
に対して前，後，上，下の４方向である．本研究の

目的では，これらの 2次元平面上で行われる動作に
着目する．本研究では，カメラを使用して学習者の

身体の側面を計測する．  
また本研究では，加工した映像を 2種類使用して

学習者にフィードバックを行う．1 つ目は，注目す
べき部位に画像処理でマーカーを付け，その動作を

追跡する．そして，表 1の動作に関連する情報を強
調し，表 1の達成を視覚的に表現する．2つ目は 表 
1 の動作が行われている時間のみで動画を構成する． 
これらの動画の目的は，次の通りである．1 つ目

の動画は，表 1の動作を学習者が達成していない状
態について，学習者自身に認識させる．2 つ目の動
画は，1つ目の動画との比較対象とする．具体的に，
表 1の動作について，達成状態と未達成状態の差分
を認識させ，修正方法を直感的に促す．これらによ

り，身体スキル理解の困難性(2)を減少させる． 
 

3. システム 
本システムは，動画解析システムと支援システム

の 2種類から構成されている．動画解析システムは，
学習者の体現動作を撮影した映像を取り込み，映像
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処理後に解析結果を抽出する．支援システムは，動

画解析システムの解析結果を取り込み，学習者に対

するフィードバック情報を表示する. 
縄跳びフォームを解析するシステムは，鍋島や加

村らなどの研究がある(1)(4)．本研究では，動画解析シ

ステムの開発言語に VC++を使用し，ライブラリに
OpenCV を使用した．また，支援システムの開発言
語に ActionScript を使用した．以下にシステムの概
要を示す． 
3.1 動画解析システムの概要 
まず，システムは画像処理によって学習者の身体

のシルエットを抽出し，その最上端点を頭，最下端

点を足，左端点を手，右端点を腰と認識する．これ

らの 4点の座標情報を使用して表 1の動作を解析す
る．その概要を図 2，表 2に示す． 

 
図 2．表１の 4つの動作計測の概要 

表 2 解析に使用する値 

① 頭と足を結ぶ線と手と足を結ぶ線の外積値 
② 頭と足を結ぶ線に対する地面の角度 
③ 足と腰の距離 
④ 手と腰の距離 
 
ここで，頭の点をフレームごとに追跡し，極小値

から次の極小値までを 1跳躍とする．本研究では，
表 2の基準に使用する値に閾値を設け，1跳躍ごと
に判定を行う．その後，2 章で示した 2 種類の動画
と，判定結果を記録したファイルを抽出する． 
3.2 支援システム 
支援システムでは，上記の動画とファイルを取り

込み，学習者に対するフィードバックを表示する．

表示内容は，2 種類の動画，文字による改善アドバ
イス， 表 1 の動作を達成していない状態のタイム
ライン，全フレーム画像に対する表 1の動作を達成
しているフレーム画像の割合である． 

 
4. 評価実験 
本研究では，2 種類の動画を使用したフィードバ

ックの有効性を検証した．実験の被験者は，比較的

単純な前後一重跳びを容易に行える男性 10 人とし

た．そして，30秒間で安定したフォームを達成して
いる割合に基づいて，10人を均等に 2つのグループ
に分けた．今回の実験の対象スキルは，前一重跳び，

後ろ一重跳び，駆け足一重跳びである．実験群には，

本システムを使用したフィードバックを行った．統

制群には，2 種類の動画の代わりに，加工前の撮影
動画を表示したシステムを使用して，フィードバッ

クを行った. 
それぞれのグループに，実験群を 3回，統制群を

3回，計 6回の実験を実施し，有意差検定を行った．
その結果，前一重跳びにおいて 5%水準で有意差が
認められた． 

 
5. 考察 
前一重跳びにおいて有意差が認められた理由とし

て，2つの考えが挙げられる．1つ目は，一般的に最
も経験数が多い跳び方である．2 つ目は，縄跳びの
中で最も単純な跳び方である．以上より，学習者は

自身のフォーム制御が本支援に対して比較的容易に

できたと考えられる. 
後ろ一重跳びに有意差が認められなかった原因は，

縄を回す手の回転方向が逆であるため，他の跳び方

と比べて身体が後ろに傾くと考えられる．よって，

身体の傾きの閾値が適していなかったと考えられる． 
駆け足跳びに有意差が認められなかった原因は，

左右の足の動作が左右非対称であるため，システム

が動作を正確に計測できなかったと考えられる． 
 

6. まとめ 
本研究では，安定した縄跳びフォーム獲得におけ

る身体スキル理解の困難性を少なくすることを目的

とした．その方法として，学習者にスキルを直観的

に理解させることを提案した．具体的には，カメラ

で撮影した学習者の体現動作を，画像処理によって

加工・編集し，2種類の動画を作成した．実験では，
それらを使用してフィードバックを行った．実験の

結果，前一重跳びにおいて，5%水準で本システムの
有意差が認められた．今後，他の跳び方に対する有

効なフィードバックの方法に関して研究したい． 
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あらまし：打楽器の演奏動作は楽曲を演奏する上で重要であり，その習得には熟練者からの指導が有効で

ある．しかし，熟練者から直接指導を受けられない場合には，教則本による自主練習を行うことになる．

この時，成果の判断が難しい．そこで本研究では，Kinectを用いたドラム練習者のための自主練習ツール
に，練習支援機能を新たに実装した．本機能によって，練習時のアドバイスのコメント表示や，練習の進

捗状況の視覚的な確認が可能となる． 
キーワード：ドラム，Kinect， スキル学習，練習支援 

 
 
1. 序論 
画像センサーの Kinectが発売されて以来，運動学

習に関する様々な研究がなされている(1)(2)．本研究で

は身体を動かして演奏する打楽器に着目した． 
ドラムやティンパニなどの打楽器は，腕の振りや

姿勢などの演奏動作が，音色や楽曲の曲調に深く関

わっている．そのため，演奏動作の習得は不可欠で

あり，練習をする際には熟練者から指導を受けるこ

とで効率的に習得できる(3)．しかし，指導を受ける

機会は限られているため，多くの場合自主練習する

必要がある．ところが教則となる書籍や映像を用い

た自主練習では，演奏動作が教則通りかを判断する

ことは初心者には難しい． 
ドラムは全身を使って演奏するため、演奏動作を

練習する際は上半身と下半身それぞれ別々の練習が

必要になる．更に上半身の演奏動作の練習は体幹の

姿勢，腕の振り，スティックの指使いに分類される．

我々はこれまでに，ドラムの腕の振りに関する演奏

動作を客観的に判定するツール(以下，本ツール)を
開発してきた(4)．本ツールは，左右の手首・肘・肩

の関節の動きを教則の動きと比較し，どの程度一致

していたかを表示する．しかし，本ツールは教則と

練習の関節の角度の一致率を判定するのみで，どの

部分がどのように異なっているか確認できない．そ

のため演奏動作をどのように改善すればいいのか判

断できない．そこで，本研究では本ツールに練習支

援機能を実装した．本機能は練習中にコメントを表

示することで，教則の演奏動作とどのように異なっ

ているかを練習者に提示する．これにより教則との

差異を具体的に確認でき，またコメントのアドバイ

スに従うことで演奏動作を改善できる． 
 

2. 自主練習ツール 
2.1 システム構成 
 本ツールの構成を図 1に示す．本ツールは画像セ
ンサーの Kinect を利用して練習者の骨格を認識し，
その情報を処理して GUIに表示する．本ツールには
教則となるデータ(以下，教則データ)を作成する教
則データ作成機能と，練習者の演奏動作と教則デー

タを比較判定する練習機能がある．GUIを操作して
システム管理部にアクセスし，Kinect の制御やスト
リームの取得を行う．取得したストリームをそれぞ

れの機能に渡して，その処理した内容を GUIに表示
する． 

図 1 システムの構成 
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2.2 教則データ作成機能 
教則データ作成機能はKinectから得た映像を基に
教則データを作成する．教則データの名前と記録す

るテンポを設定し，記録を開始すると腕や肩の関節

の座標(以下，関節座標)を Kinectを用いて取得する．
取得した座標を設定したテンポ毎に保存することで

教則データを作成する．  
2.3 練習機能 
練習機能は練習者の演奏動作と教則データを比較

し，どれだけ一致していたかを提示する．練習機能

の GUIを図 2に示す．映像表示部には練習者を撮影
している映像を表示し，その映像上に骨格と関節を

明確にするためのマーカーを描画する．コントロー

ル部は練習の開始，教則データの選択などができる．

レコード表示部には経過した小節数や時間を表示す

る．コメント表示部には，後述する練習支援機能の

コメントが表示される． 
練習を開始すると，教則データと映像それぞれか

ら関節座標を取得する．そして，腕の振りや姿勢を

比較するために，教則データと練習者の関節の角度

をそれぞれの関節座標を用いて計算する．それら二

つの角度をリアルタイムに比較し，差が予め設定し

た閾値以内なら一致したと判定する．練習を終える

と，教則データと練習の関節毎の一致率を表示する． 
 

3. 練習支援機能 
練習支援機能は図 2のコメント表示部に練習に関

するアドバイスとなるコメントを表示する．練習者

の演奏動作と教則データをリアルタイムに比較し，

関節を開きすぎ，あるいは曲げ過ぎと判定されると，

それに応じたコメントを練習者に提示する．例えば，

練習と教則データとの角度の差異が+15°を超える
と「少し曲げましょう」，-30°を超えると「曲げ過
ぎです」といったコメントを表示する． 
教則データとの差異が連続で判定されたタイミン

グで，コメントと判定した時刻を表示する．また，

練習中は関節毎に差異を判定しているため，コメン

トも関節毎に表示する．表示されたコメントは練習

を終えた後でも確認できる． 

 教則データとの差異が多いとコメントが多く表示

されるため，練習者はコメントを確認することで，

自身の改善点を認識できる．そして，コメントのア

ドバイスに従って練習を繰り返すことで，表示され

るコメントの数を減らすことができ，結果的に教則

データとの一致率を向上させることができる． 
 

4. 動作実験 
今回実装した練習支援機能の動作実験を行った．

左右の腕で 4 分音符を交互に刻む単調な練習(デー
タ 1)，基本的な 8ビートを刻む練習(データ 2)，フィ
ルインを含む 8ビートを刻む練習(データ3)の 3つの
教則データを用意し，実際に練習を行って正しくコ

メントが表示されるか実験した． 
練習中にわざと間違った演奏動作や，Kinect の誤

認識が起こるような動きをすると，それに応じたコ

メントが表示された．また，練習を終えた後，判定

結果のグラフでコメントが表示された箇所を確認し

たところ，コメントに応じた教則データとの差異を

確認できた．これにより実装した機能は正常に動作

していることが確認できた。 
 

5. 結論 
本研究では，これまで開発してきたドラム練習者

のための自主練習ツールに，練習支援機能を実装し

た．これにより自身の改善点を視覚的に確認できる．

またコメントのアドバイスに従って練習を繰り返す

ことで教則通りの演奏動作に近づけることができる． 
現在，コメントによるアドバイスができるのは関

節の角度に関することのみで，打拍であるリズムや

面を打った時の力加減に関するアドバイスができな

い．今後はそれらをアドバイスできるような機能を

実装する必要がある．また，教則データとの体格差

が変わっても正確に判定できるように，体格毎の教

則データを用意したり，練習前に体格差を補正する

機能も実装する必要がある．その他に，データベー

スを用いて進捗を管理する機能も検討している． 
今回の実験は動作検証のみだったので，ドラムの

経験者・未経験者を対象とした実験を実施し，本ツ

ールを評価する必要がある．その一環として，本校

で開催される高校生を対象としたオープンキャンパ

スで本ツールのデモを実施し，本ツールを体験した

学生を対象にアンケート調査を行う予定である． 
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図 2 練習機能の GUI 

教 育 シ ス テ ム 情 報 学 会　JSiSE2014

第 39 回 全 国 大 会　2014/9/10 ～ 9/12

― 390 ―



WebGL とジェスチャー認識デバイスを用いた 
プログラミング例題提示システムの開発 

 
Development of a Program Visualization System using WebGL  

and Motion Sensing Input Devices 
 

森田昌樹
*1, 香川考司

*2 
Masaki MORITA*1, Koji KAGAWA*2 

*1
香川大学工学研究科 

*1Graduate School of Engineering, Kagawa University 
*2
香川大学工学部 

Faculty of Engineering, Kagawa University 
Email: s14g484@stmail.eng.kagawa-u.ac.jp 

 
あらまし：WebGL を用いた 3D グラフィックによるプログラミング初心者向けの学習支援システムと

Kinect または Leap Motion を用いた NUI (Natural User Interface) を用いた入力システムを開発する。  
キーワード：WebGL, Kinect, OpenNI, Leap Motion, NUI 

 
1. 背景 
プログラミングを学習する初心者が for文や while

文といったループ構造などのプログラムの制御構造

を理解することは難しい。よって、プログラミング

初心者向けに学習支援を行うシステムを提案する。

一般的な学習方法である教科書・参考書などのテキ

ストを用いた講義形式の授業では、制御構造を理解

しているか、確認することは難しい。初心者にとっ

ては理解できないまま学習意欲が低下し、学習を放

棄してしまう可能性が非常に大きい。そこで本研究

では初心者にとって講義形式の授業の中でも制御構

造の理解を確認しながら学習できる教材としてのシ

ステムを開発する。 
まず初心者である学習者に楽しく学習してもらう

にはどのような方法を取るのが良いのかを考えた。

テキスト形式の資料ではプログラムの制御構造の説

明は文章またはフローチャートの場合がほとんどで

あり、学習者側は文章を読んだだけでは理解が難し

い場合が多い。そのため、制御の流れを分かりやす

くするために 3D グラフィックスを用いて可視化を
行う。さらに Kinectや Leap Motionなどのジェスチ
ャー認識デバイスによる操作に対応させることで、

ゲーム感覚で楽しく学習してもらうことを目的とし

ている。 
ジェスチャー認識デバイスは上下奥行きなどの 3

次元の情報の取得が可能であるので 3D グラフィッ
クスと相性が良いと考えた。手の動きやジェスチャ

ーを用いて、3D空間でのカメラやプレイヤーの操作
を想定している。 

3D の表示部分では、Web ブラウザーを利用した
3Dグラフィックスの規格であるWebGLを用いてこ
のプログラムの構造を 3D オブジェクトとして可視
化する。3Dにすることで学習者が直感的に見て理解
しやすい例題提示システムを提供する。 

Kinect から取得したデータを OpenNI (Open 

Natural Interaction) ライブラリにより制御し、サーバ
ー上の JavaServletを通してブラウザー上で扱える形
に変換するインタフェース部分のシステムが既存の

研究では完成されている。Han らの研究(1)ではソー

スプログラムを構文解析して中間言語に変換し、こ

の中間言語を 3D可視化部で処理して 3Dモデルを作
成するWebシステムが開発された。このシステムは
制御構造の振舞いを示しているわけではない点とユ

ーザーからのインタラクションが未実装な点があり、

本研究ではこれらを参考に 3D 空間生成部分を実装
し、初心者を対象とした分かりやすいプログラミン

グ学習支援システムを開発することを目的とする。

このシステムは演習への導入としてプログラムを理

解してもらうための利用や、教員が講義中に教材と

してスクリーンに映し出し、デモとしての利用を想

定している。 
代表的な可視化システムの例として UUhistle(2)と

Jeliot 3(3)を参考にした。これらのシステムは 2Dのア
ニメーションでプログラムの動作を可視化している

が、プログラミング初心者にとっては直感的に分か

りづらく、アニメーションを目で追いにくい点など

が挙げられた。これらの点に注意しシステムの開発

を進めた。 
 
2. システム概要 
システムは学習者にとって導入作業が不要である

Webベースシステムとする。他のWebシステムとの
連携が容易な点や、教員にとってシステム導入の指

導を行わなくてよい点が大きなメリットである。 
本システムは Kinectまたは Leap Motionからの入
力操作部分、ソースコードから条件式の位置を探し

出す解析プログラム、制御構造解析プログラムから

得られたデータを元にソースコードを 3D で可視化
し、ブラウザーで表示するプログラム部分から構成

されている。 
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本システムの構造は図 1のとおりである。 
 

3. 制御構造解析プログラム 
制御構造解析プログラムとはソースコード中の

while 文、for 文、if 文などの条件式の位置やインデ
ントの深さの情報を取得するプログラムである。こ

れにより各条件式の位置関係が把握できるようにな

り、可視化が容易になる。 
プログラムの処理の流れとしては、初めに条件式

を解析したいC言語のソースファイルを指定して読
み込む。GNU indent をもちいてソースファイルのイ
ンデントを整える。次に、ソースコードを 1行ずつ
読み込み、先頭から半角スペースの字数でインデン

トの深さを調べる。そして if 文や for 文などの条件
式が出現すると、データ保存用の配列に「条件式が

出現したインデントの字数」、「条件式の種類」、「条

件式が出現した行数」を格納する。また、閉じブレ

ースが出現するとインデントの字数を前述の「条件

式が出現したインデントの字数」と照らし合わせ、

同じであれば、「条件式が終了する行数」としてカウ

ントし配列に格納する。これにより各条件式の位置

関係が把握できる情報が取得することが可能である。 
 

4. WebGL による 3D 描画処理とプログラム

の可視化 
ウェブブラウザーで 3D グラフィックスを表示さ

せるための仕様はWebGLを利用する。WebGLの補
助ライブラリとして Three.jsを用いる。 
まず、3Dオブジェクトを描画するためにはシーン 

(scene) と呼ばれるオブジェクトを配置するフィー
ルドを生成する。このシーンの中にオブジェクトや

それを照らす光源、さらにそれを映し出すカメラな

どの 3D の描画に必要な要素を追加する。そして制
御構造解析プログラムより解析結果を配列として受

け取り、条件式の位置や種類を把握し、種類に応じ

たオブジェクトを位置情報に従い配置する。図 2は
WebGLを利用した 3Dグラフィックスでプログラム
の制御構造を可視化した例である。立方体のオブジ

ェクトはThree.jsのCubeGeometryメソッドを用いて
作成し、座標を指定してシーンに追加する。立方体

を結ぶ直線は始点座標と終点座標を指定し、Lineメ
ソッドを用いてシーンに追加する。アニメーション

を行うためには描画処理を行う関数 renderを定義し、
render 関数内でシーンとカメラの位置情報に変更が
あった場合は変更を反映して再描画を行うメソッド

を 利 用 す る 。 さ ら に render 関 数 自 体 は
requestAnimationFrame メソッドを用いて毎秒約 60
フレームで繰り返し実行する。 

 
5. まとめ 
プログラミング初心者への教育支援のため、

WebGL とジェスチャー認識デバイスを用いたプロ
グラミング例題提示システムの提案と構築を行った。 

Webベースのシステムである点に関して、システ
ム全体については未完成であるが、目標としていた

システムの実現が可能な段階までは調査を進めた。

Kinect または Leap Motionからのデータをブラウザ
ー上で扱える形に変換する方法は確立済みであり、

あとはそのデータをインタラクティブ 3D アニメー
ションに反映させるだけである。可視化したいソー

スコードを解析するために制御構造解析プログラム

を作成し、その解析結果を反映して 3D オブジェク
トの配置を行う部分は実装済みである。 
今後の課題としては、3Dアニメーション、本シス
テムをサーバー上に配置しインストールを必要とせ

ず、ブラウザーでアクセスするだけで利用できるよ

うにシステムを構築するなどが挙げられる。 

 
図 1：システムの全体構造 

 

 
   図 2：システムのスクリーンショット 
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あらまし：プログラミング教育の現場では，教員は学生から提出されるプログラムの評価を行う必要があ

る．これは教員の負担となるので，プログラム間の類似性を機械的に評価できれば教員が採点を行う際の

負担を軽減できると考えた．本研究では，類似性を評価する手法として構文木を用いたカーネル法を使用

していた．本稿では，カーネル法の補助を目的としてプログラムの構成要素数から類似度を定量化する手

法を新たに追加する．

キーワード：プログラミング教育，プログラム間の類似性，カーネル法，クラスタリング

1. はじめに
プログラミング教育の現場では，教員は学生から

提出される大量のプログラムを目視により妥当性を

判断し，それぞれのプログラムに適した評価を行う

必要がある．授業で出題される課題は簡単なアルゴ

リズムで解ける問題が多く，提出されるプログラム

はほとんど差異の無いものとなる．教員はこれらの

プログラムを何度も評価することになるため，評価

を行うことが負担となる．また，教員が間違えた評

価をする可能性も存在する．そこで，プログラム間

の類似性を機械的に評価できれば，教員の負担を軽

減できると考えた．以前の研究では，入出力の比較

や制御構造の比較などの比較法を感度が高いと考え

られるものから順に比較する段階的感度比較法を採

用していた(1)．しかし，この手法は順序尺度や間隔

尺度に問題がある．

本稿では，本研究で使用していたカーネル法につ

いての説明と，カーネル法の問題点を補うための新

たな手法について述べる．

2. カーネルを用いた類似性の定量化(2)

2.1 カーネル法とは
本研究では，類似性を求める操作としてカーネル

法を用いていた．カーネル法とは，データ構造間の

内積に相当するスカラ値を定義することによって，

内積空間上の種々のアルゴリズムを一般のデータ構

造へ適用できるようにする方法である．この内積を

求める関数をカーネルと呼ぶ．プログラムはラベル

付き木として表現できるので，木に関する既知のカ

ーネルを使用できる．これにより，プログラム間の

類似度を数学的に解析できる．

2.2 カーネル法の問題点
カーネル法では，類似度の計算を部分木の内容の

比較によって求めており値自体は意味を持たない．

つまり，出力された値だけではプログラムのどの部

分が異なるのかといった違いの詳細を知ることがで

きない．さらに，この手法で求められる類似度は，

式の順序や変数の使い方などのコーディング手法の

違いでは大きく変化するが，プログラムの計算量に

関する違いはコーディング手法の違いよりも小さな

変化となる．これより，プログラムの計算量に関す

る違いよりもプログラムの構造の違いの方が重要視

されてしまう．

3. 新たな手法
本研究ではカーネル法の問題点を補うことを目的

として，プログラムの構成要素の数から類似度を定

量化する方法を提案した．比較対象の要素として

 変数の数

 関数を呼び出した回数

 演算子の数

 選択文の数

 反復文の数

の５つを定義し，２つのプログラム間のユークリ

ッド距離を類似度とした．それぞれの構成要素につ

いての詳細を以下に示す．

① 変数の数

これは変数が宣言される数をカウントした．

型ごとの区別は無く，配列も 1つの変数とし
てカウントする．

② 関数を呼び出した回数

これは関数，手続きを呼び出した回数をカウ

ントした．関数の中には，平方根を求める

sqrt関数といった数学関数なども含まれる．
③ 演算子の数

これはソースコード中の’+’，’-’，’*’，’/’
の数をカウントした．ただし，選択文，反復

文の条件として使われる演算子，配列の添え
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字として使われる演算子はカウントせず，算

術代入文の右辺で使われる演算子のみをカ

ウントした．

④ 選択文の数

これは if文，case文といった選択文の数をカ
ウントした．case 文については，それぞれの
条件を 1つの選択文としてカウントし，if 文
についても else if は 1 つの選択文としてカ
ウントした．ただし， else についてはカウ
ントしない．

⑤ 反復文の数

これは for 文，while 文といった反復文の数
をカウントした．for 文については，ソース
コードには書かれていないが繰り返すごと

に変数の値も増えるため，同時に演算子の数

も 1増やしている．

また，得られたユークリッド距離に対してクラス

タリングを行った．

4. プログラムの解析
神戸高専のプログラミング I の授業で提出された，

1000 までの素数を判定するプログラムの解析結果
を図 1に示す．

図 1：解析結果

図１のグラフはデンドログラム（樹形図）という

グラフで，各個体がどのようにクラスタとしてまと

められていくかを表したものであり，縦に並んでい

る数字は出席番号を示している．この図から提出さ

れたプログラムは表１のように分類される．

表１：分類結果

グループ 出席番号

グループ A 3,4,7,14,20
グループ B 16,17,29,32,33,34,37
グループ C 8,27,28
グループ D 1,2,9,10,11,12,13,15,19,21,

23,24,25,26,30,36,38,40
グループ E 5,6,18,22,31,35,39

表 1と実際のプログラムを照らし合わせてみると，
グループ Aは未提出のグループであり，グループ C
は題意を満たしていないグループであった．それ以

外のグループは題意を満たしており，特にグループ

B では素数の判定を√nまで，グループ D では n−1
まで繰り返しを行っていた．グループ E に関して
は，繰り返し回数はグループ Dと同じだが，if文の
数が多いなど独自の書き方をしているプログラムが

多く存在した．このことから，この手法によって求

められた類似度はプログラムの計算量に関する違い

が大きく影響していることが考えられる．

5. まとめ
カーネル法の問題点を補うための新たな手法とし

てプログラムの構成要素の数から類似度を求めた．

また，求めた類似度に対してクラスタリングを行う

ことでプログラムの計算量が似ているいくつかのグ

ループに分類することができた．今後の研究では，

定義の細分化といった手法の改善や，カーネル法の

結果も含め教員がより確認しやすくなるためのデー

タの可視化を行っていく必要がある．
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反転授業を導入したコンピュータプログラミング科目での協調学習 
 

Collaborative Learning in A Computer Programming Course  
that Adopted The Flipped-classroom 
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あらまし：本学のコンピュータプログラミング科目では，学生の基本文法のつまずきの解消とプログラミ

ングの技能の向上が課題となっている．この課題に対し，反転授業の実践により今年度は授業での課題に

加え，協調学習の実施によりプログラミングの技能習得を強化する取り組みを行っている．本稿では，中

間試験の結果に基づく反転授業の効果と協調学習の取り組み状況について述べる． 
キーワード：反転授業，アクティブラーニング，協調学習，コンピュータプログラミング，授業改善 

 
 
1. はじめに 
反転授業は，学生の授業の理解度を向上させるた

めに e ラーニングを用いて授業の学習内容を予習と
して学生に割り当て，授業では学生同士の協調作業

や相互作業を伴う実習を主に行う．[1] 
本学では，情報通信技術を活用して様々な問題解

決を図れる人材の育成を目的に 2013 年度からコン
ピュータプログラミング科目において本学の e ラー
ニングを活用した反転授業を実施し，その効果と実

施方法について改善を重ねてきた[2, 3]．本取り組み
では，基本文法のつまずきの解消とプログラミング

の技能の向上が課題となっている．今年度は授業で

の課題に加え，協調学習の実施によりプログラミン

グの技能習得を強化する取り組みを行っている．本

稿では，中間試験の結果に基づく反転授業の効果と

協調学習の取り組み状況について述べる． 
 

2. プログラミング科目での反転授業の導入 
本学では，e ラーニングを活用した授業改善を積

極的に図っている．利用されている eラーニングは，
2000 年度より学内でシステムおよび教材開発が行
われており，アカウント数は本学と関連校を含めて

67000 ユーザ，情報関連の教材数（教科書＋演習問
題＋テスト問題）は 6600コンテンツとなっている．
教材は Flash により作成され，その中でアニメーシ
ョンを用いて学習内容の解説や画像を表示し，学生

の内容理解がしやすいように工夫している．また，

学生が教材により学習した履歴（学習時間，閲覧教

材，進捗率，正解数，ヒント閲覧数等）は LMS
（Learning Management System）にて記録される． 
本学のプログラミング科目では，本学の e ラーニ

ングを用いて反転授業（Flipped-Classroom）を実施
している．実施科目は「プログラミングスキル（学

部 2年春学期・必修科目）」で，教員 2名，TA8名，
今年度の履修者数は 51である．科目内容と授業スケ
ジュールを表 1に示す．学生は C言語プログラミン

グを学習する．特に，学生が学部 1年次に履修した
基本文法の復習に続き，関数，構造体，ポインタを

取り扱う． 
 

表 1 学習内容と授業スケジュール 
週 学習内容 週 学習内容 
1 ガイダンス・ 
変数 

9 構造体 1・協調学習 1 

2 条件処理 10 構造体 2・協調学習 2 
3 反復処理 11 ポインタ 1・協調学習 3 
4 配列 12 ポインタ 2・協調学習 4 
5 関数 1 13 ポインタ 3・協調学習 5 
6 関数 2 14 最終課題 1 
7 関数 3 15 最終課題 2 
8 中間試験 16 期末試験 

 
本科目は 2コマ 180分の授業であり，反転授業の

実施手順は次の通りである． 
1. 教員は学生にその週に学習する内容を e ラーニ
ング教材により予習として割り当てる 

2. 学生は予習を行い，難しい箇所を抜き出す 
3. 授業開始直後，出席確認と予習の理解度を図るた
めの確認テストを実施する 

4. 授業前半，教員は約 15 分程度で学習内容を説明
する．説明が長い場合，説明を 2回に分ける 

5. その後，学生は課題に取り組み，教員は課題確認
カードを配布する 

6. 課題確認カードは，学生が課題終了後に TAによ
る課題の確認を経て，回収される．出席確認と課

題確認カードが揃って出席と見なされる．課題が

授業中に終わらない場合，翌週までの宿題となる 
7. 授業後半，学生はグループに分かれて協調学習を
行う 
 

3. 授業内での協調学習の実施 
今年度，第 9週以降，授業後半 60〜90分において
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プログラミング教育における作問活動の改善について 
 

Improvement of Activities Making Quizzes in Programming Education 
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あらまし：プログラミング教育の学習効果の向上をめざして，学習者が作問を行い，学習者同士が評価し

あう活動をブレンドした授業を試みてきた．しかし，作問することを難しく感じる学習者が多く，学習意

欲を低下することになることがわかった．そこで，教科書の中から作問する箇所を選び，空欄補充選択問

題を作成する方法を取り入れた．本稿では，アンケート調査による学習者の意識の変容等の比較結果につ

いて報告する． 
キーワード：作問，協調学習，ブレンディッドラーニング，プログラミング教育 

 
1. ���に 
プログラミング教育の学習効果の向上をめざして，

筆者らは現状の教育体制である一斉授業に，e ラー

ニングによる個別学習，学習者同士が相互評価を行

う協調学習，自作のアルゴリズム作成支援システム

の活用などを同一単元内で組み合わせて行うブレン

ド型授業を実践してきた(1)．実践後のアンケート調

査や試験の成績から，ブレンドした e ラーニングに

よる小テストは，学習内容の知識向上に効果的であ

ることが分かった．さらに，知識向上を確実なもの

にするために，与えられた問題を解くだけよりも学

習内容の理解度の向上に有効とされている作問活動

をブレンドすることにした．ブレンドの有無による

試験の成績比較の結果，プログラミングの学習内容

の理解度向上にわずかに有効であることがわかった．

しかし，作問することを難しく感じる学生が多く，

学習意欲を低下させることになっていることもわか

った(2)．そこで，教科書から問題にすべき箇所をみ

つけ，その箇所を空欄補充選択問題にする作問活動

（以下，教科書を活用した作問活動という）を試み

た．本稿では，アンケート調査による学習者の意識

の変容の比較した結果について報告する． 
 

2. ����と評価 
A 高専電子情報工学科 2年生 40 名を対象に，教科

書を活用した作問活動と作成した問題の学習者同士

による評価活動をブレンドしたプログラミング教育

を実践した．授業は１回 90 分で前学期 15 回，後学

期 15 回の計 30 回実施した．各章の終わりに，プロ

グラム作成課題と教科書を活用した作問活動を実施

した． 

教科書を活用した作問活動では，学習者は 1.問題

の目的，2.問題，3.誤答と助言文を作成する．問題

の空欄箇所は，3択の空欄補充問題とする．さらに，

学習者同士による評価は，問題の妥当性，空欄箇所

の妥当性，誤答と助言文の妥当性を 5段階（5. 良い，

…，1．悪い）で評価し，コメントを記述する． 

2.1 作問活動と評価活動による意識の変容 
平成 24 年度は自由に作問活動を行わせ，平成 25

年度は教科書を活用した作問活動を行った．両年度

とも 30 回目の最後の授業実践後，表 1に示すような

作問活動と評価活動に関する 28 項目のアンケート

調査を行った．「5：思う～1：思わない」の 5段階で

評価した．平成 24 年度と平成 25 年度の意識の平均

評定値について，有意差検定を行った結果を表 1 に

示す．表 1の m，SD，t，p は，それぞれ平均，標準

偏差，t値，有意確率を意味している． 

あくまで学習者の主観によるアンケート結果では

あるが，有意差が認められた項目より，教科書を活

用した作問活動について次のことがわかった． 

(1) 小テストを解くよりも復習になる 

項目 1 より，教科書を活用した作問活動は，問題

を解くよりも学習内容の復習になるといえる． 

(2) 学習意欲を向上させる 

項目 8 より教科書を活用した作問活動は学習意欲

を向上させるといえる． 

(3) 作問の難しさを軽減する 

項目 24 より，教科書を活用した作問活動を行った

平成 25 年度の学習者は，平成 24 年度の学習者に比

べ，問題作成が難しいと思わなくなっていることが

わかった．これにより，教科書を作成した作問活動

は作問の難しさを軽減するといえる． 

2.2 作問の優先項目 
学習者が作問するときに重視した項目（表 2）の

優先順位（1～6）を記入してもらい，各項目の優先

順位の個数をクロス集計した．回答人数は 38 名であ

る．この表を 6×6の分割表として，χ2検定をした．

その結果，度数の偏りは有意であった（χ２

(25)=174.6，p<.01）．そこで，残差分析を行った結

果，有意性が認められたセルの中で正の残差である

F4-4

― 397 ―



セルに*印をつけた． 

表 2 の平成 25 年度と平成 24 年度の結果を比較し

て，学習者が 1 番に問題の学習内容を重視している

のは同じであった．教科書を活用した平成 25 年度は，

2 番に問題の選択肢（誤答）と誤答に対する助言文

を重視するようになったことがわかった．問題の難

易度，学習者に役立つことやオリジナル性を重視し

ていないのは同じであった． 

 

3. ��������� 
自由に作問活動を行わせるよりも，教科書を活用

した作問活動は，作問の難しさを軽減し，学習意欲

を向上させることがわかった．また，作問活動にお

いて，学習者が問題の選択肢（誤答）や助言文を重

視するようになったこともわかった．  

今後は，作問活動の前に学習内容のポイントを整

理する作業を行わせるなど，学習内容の知識向上を

確実なものにするための方法を検討したい． 
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表 1 作問活動と評価活動に関するアンケート調査 

 
 

表 2 作問の優先項目のクロス集計とχ2検定結果 

 

ｍ SD ｍ SD ｔ ｐ
1 問題作成は小テストを解くよりも復習になる 2.9 0.9 3.6 0.9 3.5 **
2 問題作成は小テストを解くよりも学習意欲を向上させる 2.8 1.0 3.2 0.9 1.5
3 問題作成は小テストを解くよりも学習内容の理解度を向上させる 3.3 1.0 3.6 1.0 1.4
4 問題作成は小テストを解くよりもプログラム作成能力を向上させる 3.5 1.0 3.5 0.9 0.3
5 問題作成は小テストを解くよりもプログラム言語の文法知識を向上させる 3.5 1.0 3.6 1.0 0.2
6 問題作成は小テストを解くよりもプログラムの知識を向上させる 3.5 0.9 3.6 1.0 0.5
7 問題作成は復習になる 3.9 0.8 4.3 1.0 2.2 *
8 問題作成は学習意欲を向上させる 2.9 0.9 3.4 0.9 2.4 *
9 問題作成は学習内容の理解度を向上させる 3.6 0.9 4.0 0.8 1.5

10 問題作成はプログラム作成能力を向上させる 3.9 0.9 3.7 1.0 1.3
11 問題作成はプログラム言語の文法知識を向上させる 3.9 0.9 3.9 0.8 0.0
12 問題作成はプログラムの知識を向上させる 3.9 0.8 4.0 0.8 0.4
13 他者の問題を評価することは学習内容の復習になる 3.6 0.9 3.9 0.9 1.2
14 他者の問題を評価することはプログラム作成能力を向上させる 3.2 1.0 3.4 0.9 1.3
15 他者の問題を評価することはプログラム言語の文法知識を向上させる 3.5 0.9 3.7 3.7 1.3
16 他者の問題を評価することはプログラムの知識を向上させる 3.6 0.9 3.8 0.8 0.8
17 他者が作成した問題の空欄箇所は適切である 3.7 0.7 4.0 0.8 1.4
18 他者が作成した問題の選択肢（誤答）は適切である 3.7 0.8 4.1 0.8 1.7
19 他者が作成した問題の選択肢（誤答）に対する助言は適切である 3.5 0.7 4.0 0.8 2.8 **
20 他者の評価内容は適切である 3.7 0.8 4.2 0.7 2.4 *
21 他者の評価内容は素直に受け止めることができる 3.9 0.8 4.5 0.6 3.3 **
22 他者の評価内容は問題の修正に役立つ 4.1 0.7 4.2 0.9 0.4
23 作成した問題の選択肢（誤答）に対する，他者からの助言は適切である 3.6 0.8 4.1 0.9 2.1 *
24 問題を作成することは難しい 4.2 0.9 3.4 1.1 3.7 **
25 解答の選択肢（誤答）を考えるのは難しい 3.6 1.1 3.9 1.1 1.3
26 解答の選択肢（誤答）に対する助言を考えることは難しい 4.1 0.8 4.0 0.9 0.8
27 他者が作成した問題は難しい 3.5 0.8 3.1 0.9 1.8  
28 他者が作成した問題を評価することは，難しい 3.9 0.8 4.2 1.0 1.3

** ： p < .01    * ： p < .05

No. 評　　価　　項　　目
平成24年度 平成25年度 有意差検定

平成24年度 平成25年度
優先順位               優先順位

 項目 1 2 3 4 5 6 合計 1 2 3 4 5 6 合計  項目 1 2 3 4 5 6 合計 1 2 3 4 5 6 合計

問題の難易度 4 9 11 7 7 1 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 問題の難易度 1 2 4 8 13 10 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

問題の選択肢（誤答） 1 6 11 12 7 2 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 問題の選択肢（誤答） 9 14 11 4 0 0 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

誤答に対する助言文 0 0 0 6 15 18 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 誤答に対する助言文 2 13 9 11 2 1 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

問題の学習内容 22 9 3 5 0 0 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 問題の学習内容 23 1 6 3 2 3 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

問題のオリジナル性 3 3 5 4 9 15 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 問題のオリジナル性 1 1 1 7 8 20 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

学習者に役立つこと 9 12 9 5 1 3 39 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 39 学習者に役立つこと 2 7 7 5 13 4 38 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 38

合計 39 39 39 39 39 39 234 39 39 39 39 39 39 234 合計 38 38 38 38 38 38 228 38 38 38 38 38 38 228

問題の難易度 -1.0 1.0 1.8 0.2 0.2 -2.2 * 問題の難易度 -2.5 -2.1 -1.1 0.8 3.2 1.7 **

問題の選択肢（誤答） -2.2 -0.2 1.8 2.2 0.2 -1.8 * ** 問題の選択肢（誤答） 1.3 3.7 2.2 -1.1 -3.0 -3.0 ** *

誤答に対する助言文 -2.5 -2.5 -2.5 -0.2 3.3 4.5 ** ** 誤答に対する助言文 -2.1 3.2 1.3 2.2 -2.1 -2.5 ** *

問題の学習内容 6.1 1.0 -1.4 -0.6 -2.5 -2.5 ** 問題の学習内容 7.9 -2.5 -0.2 -1.6 -2.1 -1.6 **

問題のオリジナル性 -1.4 -1.4 -0.6 -1.0 1.0 3.3 ** 問題のオリジナル性 -2.5 -2.5 -2.5 0.3 0.8 6.5 **

学習者に役立つこと 1.0 2.2 1.0 -0.6 -2.2 -1.4 ** 学習者に役立つこと -2.1 0.3 0.3 -0.6 3.2 -1.1 **

**： p < .01 ，  *： p  < .05　 **： p < .01 ，  *： p  < .05　

実度数 期待度数

調整化残差 有意差検定

実度数 期待度数

調整化残差 有意差検定
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日本語入力練習システムを用いた学習履歴の分析 
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あらまし：著者らは，実技系検定試験の合格を目指す短大生に，1年目は情報系学生を対象に 2年目は家
政系学生を対象に，日本語入力練習システムを利用したタイピング指導を実施した．本システムの特徴は，

授業と授業外の学習を連動させた学習支援が可能であり，教授者は各学生の学習履歴（授業／授業外）を

把握することで，授業内の学習指導を円滑に行うことができる．ここでは、2012年度と 2013年度の学習
履歴やアンケートを通して，学生の専門性と学習状況の相違を分析した結果を報告する。 

キーワード：習熟度，E-learning，授業外学習，学習履歴 
 
 
1. はじめに 
著者らが所属する短期大学部の学生の多くは，い

ろいろな実技系検定試験の資格取得を目指している．

特に，日本語ワープロなどの情報系検定資格を目指

す学生が多い．日本語ワープロ検定では，早く正確

に日本語を入力することを求められる．今まで，学

生たちは市販のタイピングソフトなどを利用し，入

力練習を行ってきた．しかしながら，これらのソフ

トは授業と授業外での学習を連動させることができ

ず，授業内での活用が困難であった． 
そこで，著者らは，授業と授業外の学習を連動さ

せたソフトである日本語入力練習システム（以下「シ

ステム」という）を開発し，2012年度より稼働させ
た．初年度は主に情報を学ぶ学生を対象に，2013年
度は総合的に家政を学ぶ学生を対象にシステムを利

用してきた．  
ここでは，その 2年間における学習履歴と学生の
学習意欲や授業時に採集したアンケートなどを総合

的に比較しながら，学生が所属する各専攻分野が本

システムを用いた学習にどのような影響を及ぼして

いるのか，学習履歴情報の分析結果を報告する． 
 

2. システムの特徴 
授業と授業外学習を連動させ，効果的にシステム

を利用するため，以下のような特徴を有する． 
2.1 細分化した習熟度レベルの設定 
対象となる検定の受験基準（7 段階の検定級）を
基本に，学生の学習意欲を考慮して開発当初は 13
レベルに設定した．しかしながら 1年を経過した時
点で，学生からの要望に応えるべくさらに上位 10
レベルを追加して 23レベルに設定した．  

2.2 4つの学習モードの開発 
図 1に示すように，授業モード，検定モード，自
習モード，自由モードを開発した．授業内では，授

業／検定モードを利用し，教員の開始の合図で習熟

度に応じた問題が出題され，一斉に利用する．また，

授業外学習では自習／自由モードを利用する．授業

／検定／自習の各モードは習熟度に応じた問題が提

示され，それぞれの学習結果で習熟度が変化する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. システムの利用 
2012年度は検定モード 10回と授業モード 14 回，

2013年度は検定モード 9回と授業モード 15 回実施
し，自習モードは毎週 2回以上の学習を課題とした．
利用週数の違いから 2012年度は最低 52回，2013年
度は最低 61回を課題数とした． 
3.1 対象学生 

2012年度は情報系学生 47名，2013年度は家政系
学生 156名について，システムを利用した授業を実
施した． 
3.2 対象学生の意識の違い 
目標とする入力文字数について，図 2に示すよう

図１ 4つの学習モード 

Web学習 

対面授業 授業外学習 

習熟度 

検定 
モード 

授業 
モード 

自習 
モード 

自由 
モード 
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に 2012 年度は 750 文字以上と答えた学生は 36%で
あるのに対して 2013年度は 29%であった． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また，空き時間を見つけてタイピング練習をしよ

うと思うかという問いには，図 3に示すように 2012
年度は 85%がとても思う・わりと思うと答えたのに
対して，2013年度は 72％であった．これらの結果か
ら，タイピングに対して 2013年度の学生は，やや意
識が低いことがうかがえる． 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
3.3 学習量 
各年度の前期の一人あたりの自習モードの学習量

を比較すると，2012 年度の 48.4 回に対し，2013 年
度は 38.8 回と学習量の低下が見られた．そのため，
後期の授業内でクラスごとの習熟度分布グラフを見

せるなど学生に刺激を与え，利用するよう呼びかけ

たところ，図 4に示すように，後期の学習量は激増
し，結果的には通年の平均利用回数が 2012 年度は
106.1回に対して，2013年度は 118.6回まで伸びた．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学生の自習モードの学習回数を図 5に示す．2012
年度では 150回以上の学生は全体の 22.5％，課題数
（2012年度52回）をやや超える程度の学生は65％，
ほとんど学習しない学生は 12.5％であり，多くの学
生は課せられた学習回数は達成した．2013年度では
150 回以上の学生は 25.5％と 3 ポイント増えたが，
課題数（2013 年度 61 回）をやや超える程度の学生
は 51.1％，ほとんど利用しない学生は 23.4％と 10
ポイント以上高い．このことから二極化の傾向が判

明した． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

3.4 習熟度変化 
平均習熟度の変化と平均学習回数の比較を図 6に

示す．授業開始時の平均習熟度を比較すると 2012
年度は 4.33，2013年度は 3.85とやや 2013年度のほ
うが下回っていたが，後期終了時には 2012 年度は
7.68に対し，2013年度は 7.92と 2012年度を上回っ
た．特に 2013年度の後期は，平均学習量が増加した
ことにより平均習熟度が上昇している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. まとめと課題 
2013 年度の学生はタイピングに対する学習意欲
がやや低く，前期は学習回数が少なかったものの，

後期には学習回数も増え，2012年度を上回る学習回
数，習熟度の伸びを得ることができ，多様な学生に

もシステムは対応できた．後期終了時のアンケート

から，システムは学生の文字入力の精度を上げるツ

ールとして役に立ったと学生自身が分析している．

2013年度は，情報系以外の学生の授業であり，平均
学習量が減少することが想定され，開発当初の目的

である，授業／授業外学習の効果的な連動が達成で

きるかどうか危惧されたが，学習履歴に基づいた指

導により一定の成果が得られた． 
今後は，学習意欲が低く，課題を達成しない学生

に対しての指導方法を確立するとともに，在宅学習

を自発的に行うような環境づくりが必要である．  
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英文法Web学習支援システムを利用した学習結果の分析 
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あらまし：著者らは，2008年度に英文法Web学習支援システムを開発し，以降システム改良を繰り返し
ながら，大学の授業の中で英語力の向上に向けた取り組みを実践している．本システムの特徴は，授業と

授業外の学習を連携させ，学習者の習熟度レベルに沿った Web 教材を提供できることである．ここでは
20014年度前期において，事前に実施したアンケートデータから各学習者の習熟度レベルの推移と学習活
動状況を分析した結果を報告する． 
キーワード：ブレンド型授業, Web学習支援システム, ブレンド教材 

 
 
1. はじめに 
著者らは，大学および短期大学の英語関連科目に

おいて，独自に開発した英文法Web学習支援システ
ム（以下，英文法システムという）を用いたブレン

ド型授業を実施している． 
本研究では，授業と授業外の学習を連動させた学

習を重視しており，特に学習者の持続的な学習を維

持させることを目的とした習熟度別 Web 教材を用
いた学習を実施している． 
ここでは，本システムが実施している学習の流れ

に従い，授業開始時に実施したアンケートおよび英

文法システムによる Web 学習における各学習者の
習熟度レベルの推移と学習活動状況を分析した結果

を報告する．  
 

2. 実践授業の概要 
英文法システムを活用した授業は，四年制大学・

短期大学の家政・保育系学科を対象に 3つのクラス
において下記のように実施した． 
2.1  実施期間と受講者数 
実施期間：2014年度前期（2014年 4月～7月） 
授業科目：「英語 1」（短大），「総合英語 B-1」（四

年制大学），いずれも一般教養の英語科目 
受講者数：30名（短大 1年生），30名（四年制大

学 2年生），34名（四年制大学 2年生），計 94名 
2.2 英文法システムの利用した学習方法 
毎回の授業時では，前半 60分間でテキストに基づ

いた一斉授業を行い，後半 30分間に英文法システム
を用いたWeb学習を行った．Web学習では，初回に
学習者の習熟度レベルを判定し,個々の学習者の習
熟度レベルに対応したWeb教材（英文法問題）で学
習を実施した． 
また，初回の Web 学習時に Web 学習ポイントメ

モを配布し，その用紙を記入する目的，Web学習の

どの過程で記入するか，またその際，どのような情

報をどのように記載すればよいかを指示し，記入後

の用紙の活用法についても事前指導を実施した． 
 

3. 英文法システムについて 
3.1 習熟度別Web教材（英文法問題） 
英文法システムで用いるWeb教材として，英検の

3級相当，準 2級相当，2級相当の文法問題をそれぞ
れ 600問，計 1,800問を用意した．それら 3種類の
教材を一定の割合（25%）で組み合わせ， A から I
までの 9 段階の習熟度レベルに対応した習熟度別
Web教材を設定した．学習者に対しては，各自の習
熟度レベルに対応した問題がランダムに 20 問選択
され出題される．  
また，Web学習を初めて利用する際に，学習者に

対して「習熟度判定」を実施し，習熟度レベルを決

定した．2度目のWeb学習からは，出題された問題
数の正答率が 60%以上場合は１つ上位の習熟度レベ
ルに，正答率が 40%未満の場合は１つ下位の習熟度
レベルに，次回のWeb学習時に習熟度が移動する． 
3.2 Web学習の流れ 
授業では，前半 60分の講義ののち，後半 30分で

Web学習（Web小テスト）を実施した．Web小テス
トでは，参考書や辞書を参照せず，自分の知識をも

とに解答させるが，毎解答後にテストで正解した問

題は和訳や解説を参照することができる． 
Web小テスト終了後，学習者は紙媒体のメモ用紙

を用いて「学習ポイントメモ」を記載する．学習ポ

イントメモは，新しい学習事項や理解が不確かな内

容，単語や熟語とその意味などを抜き出しなど，

Note-Taking 手法により学習者自身にとって世界で
自分だけの英語教材を作成する． 

Web小テストで誤答した問題は，自宅等で翌週の
授業までに，すべての問題を正解するまで繰り返し
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学習することを義務付けている． 
また，テスト結果や習熟度レベルの変化は学習履

歴閲覧機能により，学習者の励みになるように自由

に閲覧できるようにした． 
 

4. 開始時アンケートの結果 
英文法システムを授業で利用するにあたり，授業

に対する取組み方などを問うアンケート（回答者数

は 92名（97.9%））を実施した． 
「この授業にはどのように取り組みたいと考えて

いるか（複数回答可）」という設問に対し，「実力を

伸ばして，英検や TOEIC等の資格を取りたい」，「基
礎を確認しながら，少しずつ難しいものにもチャレ

ンジしたい」が各 35名（38.0%），「基礎をしっかり
マスターしたい」が 64 名（69.6%），「とりあえず，
単位を取りたい」が 38 名（41.3%）であった．「と
りあえず，単位を取りたい」という項目だけを選択

した者は 14名（15.2%）に留まり，多くの学習者は
英語学習に対し何らかの目的を持っていることがう

かがえる． 
「この授業では，理解しにくい問題や誤答した問

題は，辞書などを活用してしっかり調べたいと思う

か」という設問に対しては，「そう思う・どちらかと

いえばそう思う」85名（92.4%）で，92名中 7名を
除き，ほとんどの学習者は「理解しにくい問題や誤

答した問題をしっかり調べたい」と思っている． 
「Web小テストでは，問題を解答するだけでなく，

その内容や新出語彙なども理解できるようにしたい

と思うか」という設問に対して，「したい・どちらか

といえばしたい」が 77 名（83.7%）であった．「ど
ちらともいえない」が 10名（10.9%），「あまりした
くない・したくない」が 5名（5.5%）であった． 
これらの結果から，この授業にしっかり取り組ん

でいこうと考えている学習者が多いと考えられる． 
 

5. 学習履歴の分析成果（中間報告） 
図 1は，初回習熟度判定時（以降，初回という）

および授業回数 6 回の Web 学習習熟度判定（以降，
中間という）の人数比を示している．初回に比べて，

中間が上昇していることがわかる．例えば，初回で

は下位（A-B）と判定された者が 62名（66.0%），中
位（C-D）が 24名（25.6%），上位（E以上）と判定
された者は 8名（8.5%）であった． 

中間では，下位（A-B）が 36名（38.3%），に減少
し，中位（C-D）は 40 名（42.5%）に，上位（E 以
上）が 18名（19.1%）に増加している．短い期間で
はあるが，初回から中間に至る学習過程で，習熟度

レベルが上昇している． 
表 1は，習熟度レベルの変化状況と最終誤答数（平

均）を示している．最終誤答数とは，Web小テスト
の誤答問題について次回授業時までに正解できない

まま残された問題数を示す．習熟度レベルが下位に

移動した学習者が最終誤答数はもっとも多く，上位

習熟度レベルに移動が大きくなる学習者ほど，最終

誤答数が少なくなった．しかし，開始アンケートの

分析結果からは，習熟度レベルの変化の差による変

化は見られず，そのような傾向が見られなかった． 
 
表 1 習熟度レベルの変化と最終誤答数の平均 
習熟度の変化 人数 最終誤答数（平均） 
下位に移動 
（-1～-3） 13 4.1 

変化なし 
（0） 27 3.7 

上位に移動 
（1～3） 46 2.6 

上位に移動 
（4以上） 8 2.4 

 
6. おわりに 
学習者の習熟度レベルに沿ったWeb教材（英文法

問題）を活用した英文法システムを授業に取り入れ，

その学習履歴を分析した結果，学習者の習熟度レベ

ルが上昇していることが確認された．習熟度レベル

が下位に移動している学習者について，Web小テス
トの誤答問題についてすべてを正解するまで繰り返

し学習に取り組んでいない傾向が見られた．しかし，

開始時アンケートとそれら学習者の学習への取組み

方との関連は，特に見られなかった． 
今後，それら習熟度レベルの向上に結び付かない

学習者に対し，まずはWeb小テストで誤答した問題
を正解できるまで学習させることを学習指導を強化

し，それによって習熟度レベルに変化が表れるか経

過を追跡したいと考える． 
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大学紀要人文社会編（55）, pp.103-115 （2009） 

(3) 杉村藍，武岡さおり，尾崎正弘:“ブレンド型授業に
おける効果的なWeb教材の活用について”, 2010年度
ICT授業実践報告書, pp.83-93 （2011） 
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ブレンド型授業による科目についてメディアと意識における違いの比較 
 

Comparison of Difference in Media and Attitude Related to Ability  
among Subjects with Blended Classes 
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あらまし：授業は，大きく分けて講義，演習，実験の３つの型がある．これまで 10 数年間にブレンディ

ッドラーニングで授業を実践してきた．その中の 10 科目を取り上げて，授業展開を比較するために，授

業で利用したメディアを比較する．型による違いは何か，科目間で意識の平均評定値の変化に違いがある

のかを分析し，考察する． 

キーワード：ブレンド型授業，授業展開，利用したメディア，意識の変化，授業型 

 
1. はじめに 

  現在，高等教育機関を中心にして，効果的で，効

率のよい，魅力的な授業にするために，ブレンディ

ッドラーニングが実施されている(1)(2)．企業の研修

において，ブレンディッドラーニングを実施する方

法が報告されている．著者はもの作りと評価活動を

取り入れた問題解決力を育てる大学教育を進めてい

る［８］．講義の支援として，多様な学生に学習する

機会を増やし，個人に対応して予習や復習が｢いつで

もどこでも｣できるように支援することが提言され

ている．  

 その一環として，著者は講義整理ノート，e ラー

ニング(講義スライドによる学習，演習問題による学

習，学生作成教材の相互学習と評価)，小テストなど

を組み合わせたブレンド型授業を実践した．それら

の授業方法，意識の変化，用語認知度，役に立つ活

動などを調査分析して，効果があったことを報告し

た(4)-(15)． 

 これらの成果を基にして，小学校，中学校，高等

学校，大学，専門学校，企業などを対象にして，効

率的，効果的，魅力的なブレンド型授業の進め方か

ら実践しての効果などをまとめて，｢eラーニングか

らブレンディッドラーニングへ｣というブレンディ

ッドラーニングに関する書籍を編集し，出版した(3)． 

 ここでは，その後に授業設計して，実践したいく

つかの科目とそれまでの科目について，意識の変化

を比較して，効果を比較するために，利用するメデ

ィアを比較する． 

 

２.研究目的 

ブレンド型授業を実施した科目について，利用し

たメディアとその実施方法によって，どのように効

果に違いがあるのかを知るために，授業方法，利用

したメディア，事前と事後に実施した意識調査，用

語認知度調査の結果を比較する． 

 

３．授業型 

授業は，大きく分けて，講義型授業，演習型授業，

実験型授業に分けられる．講義は教室において教師

が学習者と対面しておこなう授業で，演習などを一

部組み合わせて実施することも多く，集合学習中心

の授業形態である． 

演習型授業は授業で学習者に問題や課題を解かせ

て，その解答やその解説をおこない教授した内容の

理解を深める授業で，個別学習を主として集合学習

を従にした個別学習と集合学習を組み合わせた授業

形態である． 

情報科学系の実験型授業は，情報科学の理論と原

理を検証し，知識を理解・定着させ，基本的な実験

操作技能を体得し，厳密で着実な作業態度を育成す

ることを目的にして，コンピュータを実際に動作さ

せて，プログラミングの基礎，アルゴリズム，コン

ピュータの操作技能を体験的に学ぶ授業形態であり，

最終的に報告書を提出する個別学習が中心の授業形

態である． 

 

４．比較方法 

調査した質問項目を大きく分けると，一般的な意

識と科目内容に関する意識に分けられる．実施した

意識調査の評価項目の例として，科目Ａの評価項目

を表１に示す．各科目の授業の最初と最後に記入し

た一般的な意識の変化にはどのような違いがあるか

を有意差検定によって，比較する． 
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５．利用したメディアの比較 

Ａ大学の情報系科目 10科目について，利用したメ 

ディアを比較する．科目ごとに授業内容と計画を説

明する．講義型授業は科目 A～Eの５科目で，演習型 

 

表１ 科目Ａの実施した意識調査の評価項目の例 

 

 

表２ 各科目で利用するメディア 

 

授業は科目 F～H の３科目で，実験型授業は科目 I，

J の２科目である． 

授業中あるいは授業外でメディアを利用した頻度

を４段階に分類して表２に示す．表２の記号◎，○，

□，△は，それぞれほぼ毎週使用する場合，約 1/3

の 4～5回使用する場合，2回使用する場合，1 回使

用する場合を示している． 

謝辞: 本研究の一部は科学研究費補助金基盤研究

(C)「25350364」の補助を受けて行なわれた． 
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種類 評価項目
 (1)コンピュータに対する興味や関心
 (2)コンピュータに対する理解
 (3)コンピュータの操作スキル
 (4)コンピュータの利用方法や場面の広がり
 (5)課題を設定する力，問題発見力
 (6)物事を計画的にする力，企画する力
 (7)学習した知識の理解の深まり
 (8)自ら学習する力，学ぶ力
 (9)情報を収集する力，調べる力
(10)情報やデータを整理しまとめる力
(11)情報を分析する力
(12)自分の考えを文章で表現する力
(13)自分の考えを文章以外で表現する力
(14)他人にわかりやすく説明する力
(15)プレゼンテーションする力
(16)人の話を聞く力，人に質問する力
(17)コミュニケーションする力
(18)適切に自己評価する力
(19)適切に他人評価する力
(20)修正したり改善する力
(21)物事を深く追求する力
(22)遂行する力
(23)協力し合う力
(24)満足感
(25)成就感
(26)問題を解決する力
(27)知識を構成し創生する力
(28)自分で考える力
(29)創造する力

(30)この分野に対する興味や関心

(31)コンピュータの歴史についての知識

(32)コンピュータの情報の表現についての知識
(33)コンピュータの基本構成の知識
(34)コンピュータが動作する原理の知識
(35)基本情報技術者試験を受験する意欲

一
般
的
な
意
識

科
目
内
容
に

関
す
る
意
識

種類 メディア名 A B C D E F G H I J
小テストの解答スライド ◎ ◎ ◎ ◎
演習問題の解答スライド ◎ ○
講義スライドによる講義 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
解説についての配付資料 ◎ ◎ ○ ○
教科書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
実験書 □ □
例題プログラムと演習問題 ◎
作品の相互評価 ○ ○
自主課題の説明書 □
自主課題プロの相互評価 □
用語認知度調査用紙 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
意識調査用紙 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
演習問題用紙 ◎ ◎ ◎ ◎
歴史の流れ記述問題 ◎
小テスト ◎ ◎ ◎ ◎
講義整理ノート ○ ○ ○
講義計画と方法の説明書 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
用語解説課題の説明書 △ △ ○
歴史上の人物の紹介説明書 △
情報科授業設計説明書 △ △
情報科授業設計演習用紙 ◎ ○
計算問題の解答用紙 ◎
質問票 ◎
クリッカー ◎
イメージスキャナー ◎
PC △ ○ ○ ○ ◎ ◎

講義スライドによる学習 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
演習問題による学習 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
小テスト解答スライドの閲覧 ◎ ◎ ◎ ◎
用語解説の閲覧 □ □
報告書の閲覧 ○ ○
歴史上の人物の紹介の閲覧 □
評価シート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
例題プログラム ○
用語解説の枠組み △ △ △
報告書の枠組み △ △ △ △ △ △ △ △
歴史上の人物の紹介枠組み △
情報科授業設計枠組み △ △
計算問題の解答枠組み △
講義整理ノート ○ ○ ○
質問メール ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
掲示板 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ほぼ毎週，○ 約1/3(4～5回)，□ ２回，△ 1回

e
ラ
ー

ニ
ン
グ

講
義
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アイディアスケッチ指導のための反転学習教材の開発 
 

Flipped classroom for Idea Sketch in Monozukuri Education 
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あらまし：近年，高等教育においても，チームで問題解決を行う力の育成が重要視されており，アクティ

ブラーニングの一種である PBL(Project / Problem Based Leaning)が注目されている．しかし，チームで問題
解決を行う場合，各メンバーのイメージを共有することが重要であるものの，そのための手法であるアイ

ディアスケッチの指導を授業時間内に行うことが困難であるという課題がある． 
	 本研究では，授業時間に影響を与えずにチームでの問題解決活動をより円滑にすることを目的として，

1）図示することへの抵抗感を減らす，2）他者に情報が伝わりやすいアイディアスケッチが書けるように
なる，ことの 2つを目標として，アイディアスケッチ指導の反転学習に取り組んだ．その結果，指導によ
って学習者の図示することへの抵抗感及び技能に関する意識の変化と，他者に情報を伝達するためのアイ

ディアスケッチが描けるようになることが確認された． 
 
キーワード：PBL，ものづくり，反転学習，高等教育  

 
 
1. はじめに 
鳥取大学では，チームで問題解決ができる人材育

成のために，全学部を対象としてものづくり活動を

中心としたプロジェクト型問題解決授業を行ってい

る．チームでの問題解決においては，頭の中のアイ

ディアを他者と共有することが重要であり，授業で

はアイディアスケッチの利用を推奨している．しか

し，多くの学生は，図を書く事に抵抗があり，かつ

相手に情報を伝えるための図を書く方法を知らない

ため，アイディアスケッチを書く事ができていない． 
一方で，プロジェクト型問題解決授業では，当該

授業で学ぶ学習事項の指導時間が，プロジェクトの

活動時間確保を妨げており，低減が必要とされてい

る．そのため，アイディアスケッチの指導を，新た

に授業時間内で行うことは不可能である．さらに，

授業時間外を利用した効果的指導法も明らかになっ

ていない． 
そこで本研究では，プロジェクトの活動時間を減

らすことなく， 1）学習者の図示することへの抵抗
感を減らす，2）他者に情報が伝わりやすいアイディ
アスケッチが書けるようになる，ことを目標として，

反転学習教材を作製し，実践を行った．その結果，

指導によって学習者の図示することへの抵抗感及び

技能に関する意識への変化と，他者に情報を伝達す

るためのアイディアスケッチが描けるようになるこ

とが確認された． 
 

2. 提案する反転学習教材のデザイン 
反転学習は，e-Learning の一種であり，知識伝達

を授業時間前に行うことを特徴とする教育手法であ

る．その種類として，個人の習熟を促すための「完

全習得学習型」と，基礎的知識の伝達を授業時間外

に行い，授業ではより高度な学習を深める「高次能

力学習型」の 2 種類がある(1)．本実践は，これまで

授業時間内に行う事ができていなかった知識伝達を

授業前に行い，授業時間内の活動の質を向上させる

ことに主眼をおいているため，「高次能力学習型」に

位置づけられる． 
また，反転学習教材の開発にあたり，教材と学習

者の相互的な活動を促すために，学習者が各自で学

ぶための解説教材と解説に対応したクイズ，練習を

兼ねた課題の 3点を「反転学習教材」とした．解説
教材には，約 5分間の動画を用いた． 
また，反転学習部分を指導の一環としてガニェの

9 教授事象に対応させ，授業時間外の活動と授業時
間内の活動を合わせて，表 1の通り設計した．なお，
Step7から 9の活動は，授業にて既に行われている発
表会で行うことで，プロジェクト活動時間に影響が

ないよう工夫した．  
解説教材で扱った内容は図 1の 6点であり，成果

物の評価基準は，「図に文字や例などの説明を加えて

いるかどうか」の 1点とした． 

Step ９教授事象 教材 
１ 注意喚起 前時授業・解説動画 
２ 目標提示 解説動画 
３ 前提条件の提示 解説動画 
４ 新規事項の提示 解説動画 
５ 学習指針の提示 解説動画・クイズ 
６ 練習 課題 
７ フィードバック 授業 
８ 評価 授業 
９ 保持・移転の促進 授業 

表 1	 授業と教材の設計 
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3. 実践 
実践は，2014年度前期に，工学部専門科目３科目

と全学共通科目 2科目の計 5科目で，32名の学生を
対象に行った．課題は，それぞれの授業内容に関連

するテーマを設定した（表 2）．さらに，実践後に図
２の質問項目を用いたアンケートを実施した． 
配信とクイズには Moodle の小テスト機能を利用

した．動画の設計ポリシーは，次の通りである． 
・	 原稿を読むのではなく，実際の授業のように

話し，ライブ感のある教材にする 
・	 話している所に関係ある部分を指示する	  

 
4. 結果 
アンケート結果は図 3・4の通りである． 
アイディアスケッチの評価は，表 1に示した段階

の Step9 までが終了した科目 E のみを対象とし，
Step6時点で 5名が，Step9時点で 9名全員が，説明
を含めて他者にアイディアを伝えるための図を書く

事ができていることを確認した． 
 

5. 考察 
図 3・4のアンケート結果から，提案する教材は，

図示することへの抵抗感と技能に関する意識の変化

に効果があるといえる． 

また，学年やクラスは違うもの，2013年度前期授
業では，あるクラスの受講者 4名中 3名が，絵だけ
もしくは字だけのアイディアスケッチを書いていた

のに対して，今回は Step6 までの段階で，半分の学
習者が説明と図を併記できるようになり，その後の

指導を通して全員が説明と図を伴うアイディアスケ

ッチを書けるようになったことから，本教材は一定

の効果をもたらすと考えられる． 
さらに，「元々抵抗感がない」者や，「元々図で示

すのは上手い」者など，学習者の経験による差があ

ることも確認された．この点においても，反転学習

の形態をとることで，より学習者の状況に応じた教

育を行うことができると考えられる． 
また，Step7の活動を口頭発表ではなくアイディア

スケッチ交換による共有にすることが，より他者を

意識したアイディアスケッチの指導につながること

も確認できた． 
 
6. 今後の展望 
反転学習を実施する際の課題は，学習者によって

異なる学習環境である．今回，動画教材やネット上

での Web クイズに関して，パソコンの習熟が低い，
家のネットワーク環境が整っておらず家からアクセ

スができない等の問題があり，学習が円滑に進まな

かった例が確認された．今後，教材の形式や提供方

法を含めて，検討を行う予定である． 
 

付記 
本研究の一部は，平成 23年度文部科学省特別経費

プロジェクト「総合的な視点にたった先進的ものづ

くり教育プログラム」として行った． 
参考文献 

(1) 東京大学 大学院情報学環・反転学習社会連携講座:
“反転学習とは”,  
http://flit.iii.u-tokyo.ac.jp/about/index.html#Flip 
（2014.6.23.確認） 

問１）	 アイディアスケッチについて学んだことで，

図を書く事への抵抗感が減った（選択） 
問２）	 アイディアスケッチについて学んだことで，

図で示すことが上手くなった（選択） 

授

業 
区分 課題テーマ 

調査 
対象数 

A 
工学部 
専門科目 

提案する土産物 6 
B 既存の竹粉砕器 1 
C 提案する教材 10 
D 

全学共通

教育科目 

提案する電子工作 9 

E 
GW中に見つけた 
ワクワクするもの 

9 

図 3	 アンケート問１に対する回答（抵抗感） 

図 4	 アンケート問２に対する回答（技能） 
 

表 2	 実践科目と対象者数 
 

6% 

56% 

16% 

3% 

19% とてもそう思う	 

そう思う	 

そう思わない	 

全くそう思わない	 

元々，抵抗感がない	 

13% 

50% 

34% 

3% とてもそう思う	 

そう思う	 

そう思わない	 

全くそう思わない	 

元々，図で示すのは上手
い	 

1）アイディアスケッチは，頭の中のイメージを 

	 他者に伝えるためのものである 

2）文字による説明を加えると良い 

3）基本図形を組み合わせて表現すると良い 

4）使用例を示すと良い 

5）パースを揃えると良い 

6）第三角法と等角投影法を基本として，組み合わ 

	 せながらアイディアを表現すると良い 

 
図 1	 教材で扱った内容 

図 2	 アンケート項目 
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大学教員による授業内容の決定方法に関する分析 
 
Analysis on University Teachers’ Decision Making on Setting Course Contents 
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あらまし：大学教員の授業設計時の取り組み内容を明らかにし，その内容を教員研修等に反映することを

目的として，東北大学の教員を対象に，授業設計・授業準備に関する調査を行った．その結果，授業内容

の決定方法は，教員の職階や専門分野により違いがあることが明らかになった．これらの知見を活かして，

全学的および分野別の研修の開発・設計に取り組むことで，より有効な研修を提供できると考えられる． 
キーワード：教授設計，授業設計，インストラクショナル・デザイン，FD 

 
 
1. はじめに 
専門分野により，それぞれ研究方法や教授方法が

異なるだろうということは，これまで広く一般的に

認識されてきたことである．しかしながら，それが

具体的にどのように違うのか，それぞれの分野の教

員がどのように教育活動を設計し，実践し，評価し

ているのかについて，大学教員を対象とした総合的

な調査の報告はこれまでにない． 
そこで，これからの高等教育を担う若手教員の育

成プログラムや支援方法の開発に役立てるために，

東北大学に在籍する全教員を対象に「大学教員によ

る授業準備調査」を実施した．調査の全体に関する

速報は報告書（1）に掲載している．本稿では，その中

から，授業内容の決定方法について取り上げ，職階，

専門分野別の傾向について統計的に分析する．また，

この結果をもとに，教員研修プログラム等の開発の

際に留意すべき点について議論する． 
 
2. 調査の概要 
本調査の対象は，2012 年 12 月時点で東北大学に

在籍する教員とし，2013 年の 2 月に調査票を送付し

て実施した．調査票では，回答者の属性と授業準備，

改善の取組みに関する 24 の質問を設けた．  
本調査票の回収数は 1,290 件（回収率 47.37%），

このうち有効回答数は 1,137 件（41.76%）であった． 
回答者の属性のうち，職階と専門分野を表 1 に示

す．回答者のうち，職階と専門分野の両方を回答し

た者は 1,122 人であった．表 1 からは，人文・社会

科学では教授の割合が多く，それと比較して医歯薬

学など理系分野では助教の割合が多いが，これは，

もともとの東北大学の在籍教員の割合を概ね反映し

たものになっているといえる． 
 
3. 調査結果 
調査票の質問の中から，「授業の内容をどのように 

表 1 回答者の属性 
  人文

科学

社会

科学
農学 理学 工学 医歯

薬学
全体

教授 
度数 26 36 21 67 126 91 367

% 40.0 46.8 34.4 31.2 37.8 24.5 32.7

准教授
度数 24 28 18 66 106 61 303

% 36.9 36.4 29.5 30.7 31.8 16.4 27.0

講師 
度数 5 2 0 9 7 60 83

% 7.7 2.6 0.0 4.2 2.1 16.2 7.4

助教 
度数 10 10 21 68 94 157 360

% 15.4 13.0 34.4 31.6 28.2 42.3 32.1

その他
度数 0 1 1 5 0 2 9

% 0.0 1.3 1.6 2.3 0.0 0.5 0.8

合計
度数 65 77 61 215 333 371 1,122

% 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
 

図 1 授業内容の決定方法（全回答）（1） 
 
決定しましたか（複数回答可）」についての回答を取

り上げ，職階と専門分野別の傾向について分析する． 
3.1 授業内容決定方法の全体の傾向 
授業内容の決定方法についての全回答の集計結果

を図 1 に示す．全体では，「2．学科・研究科等の要

請・指針」が最も多く 38.2%，続いて，「1．自分で

自由に決定」36.9%，「4．同僚や他の先生方との話

し合い」36.1%であった． 
3.2 授業内容決定方法の職階別傾向 
次に，職階別に集計した結果を図 2 に示す． 
カイ二乗検定の結果，項目 1（χ 2(3)=60.049, 

p<.001），項目 3（χ2(3)=9.098, p<.05），項目 4（χ2(3) 
=24,097, p<.001），項目 5（χ2(3)=12.789, p<.01）につ

いて職階による有意差が認められた． 
この結果から，職階が高くなるほど自身で自由に

授業内容を決定している割合が高く，同僚や他の先 

32
113

293
409

123
432

418

0% 20% 40% 60%

7. その他

6．指定された教科書に基づいて

5．前任者の授業に基づいて

4．同僚や他の先生方との話し合い

3．学科・研究科等における合議

2．学科・研究科等の要請・指針

1．自身で自由に決定
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***p<.001, **p<.01, *p<.05 
図 2 授業内容の決定方法（職階別） 

 
生方との話し合いをもとに決定する割合は低くなる

ことがわかった．一方で，学科・研究科等の要請・

指針，指定された教科書に基づく決定をしている割

合は，職階による差はなかった． 
3.3 授業内容決定方法の専門分野別傾向 
続いて，専門分野別の集計結果を図 3 に示す． 
カイ二乗検定の結果では，項目 1（χ2(5)=106.718, 

p<.001），項目 2（χ2(5)=32.913, p<.001），項目 3（χ
2(5)=17.033, p<.01），項目 4（χ2(5)=13.102, p<.05），
項目 5（χ2(5)=18.576, p<.01），項目 6（χ2(5)=14.630, 
p<.01）となり，すべての項目で有意差が認められた． 
特に，自身で自由に決定すると答えた割合は，人

文・社会科学では 7 割近くに上ったのに対し，医歯

薬学では 2 割強にとどまった．学科・研究科の要請・

指針は，農学では 2 割にとどまる一方，医歯薬学で

は 5 割近くに上った．その他の項目（項目 3～6）で

は，概ね文系分野で低く，理系分野で高い傾向にあ

った． 
 

4. 考察 
職階別の分析結果からは，職階が高くなるほど自

身で自由に授業内容を決定しており，一方で若手は，

同僚や他の先生方との話し合いを参考にする割合が

高いことがわかった．これらのことから，職階が高

いほど，比較的自由に授業内容を決定し，若手は組

織内の合議や同僚・先輩教員らとの話し合いにより

決定していることがわかる． 
専門分野別にみると，文系では特に自由に授業内

容を決定している傾向が強い一方で，理系では，組

織的な意思決定がなされているといえる．これは，

理系分野には資格取得のためのカリキュラムや，数

学，物理など，積み上げ式で学ぶ内容が順序立てて

設定されている科目があること，教えるべき科目内

容の教科書が存在する場合が比較的多いことなどが

関係していると考えられる． 
これらの差異の一部には，専門分野による各職階

の教員割合の違いも影響していると考えられる．表

1 に示したように，例えば人文科学では回答者の

40%が教授であったのに対し，医歯薬学では教授が

約 25%，助教が 42%となっている．ここで，助教の

みを抽出して分析したところ，助教であっても，例 

***p<.001, **p<.01, *p<.05 
図 3 授業内容の決定方法（専門分野別） 

 
えば文系分野において自身で自由に授業内容を決定

している割合は理系分野よりも高いなど，概ね分野

別の傾向があることがわかった．しかし，教授のみ

を抽出した場合と比較して，助教間では分野別の差

異が小さくなる傾向があった． 
以上のことから，授業内容の決定においては，職

階や専門分野により異なる方法がとられており，こ

うした違いに配慮して教員研修プログラムの内容を

開発する必要があるといえる．例えば，文系分野で

は，授業設計に取組む場合，「何を教えるか」が出発

点になる傾向にあるのに対し，理系分野では，学科・

研究科の要請や指針，合議の内容の確認，まわりの

教員とのコミュニケーションや，前任者の授業内容

を踏まえることから始め，「どう教えるか」を中心に

設計に取組む傾向にあることを念頭におく必要があ

るといえる． 
 
5. 今後の課題 
他の設問の回答結果についても分析を実施すると

ともに，教員に対するインタビューを実施し，職階，

専門分野別にみられる差異の理由について，質的な

データとあわせて，さらに分析を進めることを予定

している． 
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あらまし：本研究では，板書を用いた授業と，スライドを用いた授業において，教師の行う説明パターン

に着目し，その比較を行う．予め，授業における教師の情報の与え方を分類した説明パターンを定義し，

それぞれのタイプの授業のビデオ分析を行った．その結果，スライドによる授業では，授業で用いられる

説明パターンの数が少なく，それらの間の遷移も単調であるのに対して，板書による授業では，出現する

説明パターンが豊富であり，それらの間の遷移が多様であることが分かった． 

キーワード：板書，スライド，授業分析，説明パターン，説明構造 
 
 
1. はじめに 
授業における情報の提示手法として，板書あるい

はスライドが用いられている．これらの提示手法に

はそれぞれに特徴があり，教員の経験や好みで使い

分けられているが，その違いの分析は十分ではない．

我々は，これまでに学習者に提示される情報量の観

点からの分析を行い，定量的に比較した(1)． 
本研究では，板書による授業と，スライドによる

授業の違いを，学習者にどのように情報が提示され

るのかという，学習者への情報提供パターン（説明

パターン）の観点から分析し，その違いを明らかに

する． 
 
2. 分析の方法 
2.1 説明パターンの定義 
我々は，板書による授業とスライドによる授業に

おいて，「情報提示」のあり方，「指し示し」の有無，

教師による「説明」のタイミングに注目して，それ

ぞれの項目を以下の通りに定義した． 
板書においては，情報提示の項目として，新規に

板書を行う「提示」，強調のための「マーク」，書き

加えを行う「追加」の三つを，指し示しの項目は，

板書への指し示しの有無の二つを，説明の項目とし

て，説明が提示の前からはじまる「提示前」，提示と

同時に行う「同期」，提示後に説明を行う「提示後」，

および説明のない「説明なし」の四つを定義した． 
スライドにおいては，情報提示の項目として，一

度に提示する「一括提示」，アニメーション機能を用

いて徐々に提示を行う「アニメ提示」，提示の追加を

行う「部分追加」の三つを定義した．指し示しと説

明の項目は板書の場合と同じである． 
これにより，板書，スライドいずれの場合も，「情

報提示」「指し示し」「説明」の三項目の要素を組み

合わせた 24 種類の説明パターンが定義される． 
 

2.2 分析対象の授業とその分析 
板書の授業として 10 種類，スライドの授業として

6 種類の授業の分析を行った． 
2.1 で述べた説明パターンを記録するための専用

の分析シートを作成し，ビデオ映像を再生しながら，

それぞれの項目をチェックして記録を行った． 
記録が行われた分析シートのデータに基づいて，

説明パターンごとの出現頻度のグラフ，説明パター

ンの遷移図を作成し，板書による授業とスライドに

よる授業の違いを分析した． 
 

3. 分析の結果 
3.1 説明パターンの出現頻度 
それぞれの授業での各説明パターンの一時間あた

りの出現頻度を，図 1，図 2 に示す．スライドの授

業では，パターン 3，7 に集中する傾向にあることが

分かる．これらは，情報提示が「一括提示」で，説

明が「提示後」の説明パターンである．スライドの

授業では，スライドで一括提示を行い，そのあとで

説明を行うことが多いということである．一方板書

の授業では，比較的多様な説明パターンが出現して

いる．中でも，パターン 6，7，18 の頻度が高いこと

がわかる．パターン 6 は「提示」「同期」で，パター

ン 7 は「提示」「提示前」で，いずれも指示し「無」 
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図 1 スライドによる授業の説明パターンの出現 

 

 
 

図 2 板書による授業の説明パターンの出現頻度 
 
である．これらは，説明を伴った板書による提示が

多く行われていることを示している．また，パター

ン 18 は情報提示が「追加」で指し示しが「有」，説

明のタイミングが「同期」である．これは，説明を

行いながら，補足の説明を行っている場合である． 
 

3.2 説明パターンの遷移 
分析シートのデータに基づいて，授業で出現した

説明パターンをノードに，その遷移を矢印で表わし

た状態遷移図を作成した（図 3，図 4）． 
スライドによる授業では，出現する説明パターン

の数が少なく，遷移が単調であることがわかる（図

3）．これは，スライドの授業では，内容を提示して

説明するというパターンを基本として，情報を効率

的に提示しているためだと考えられる．一方で，説

明パターンの変化が少ないため単調で飽きやすくな

ることが懸念される． 
板書による授業では，出現する説明パターンが豊

富であり，それらの間の遷移が多様であることが分

かる（図 4）．これは，板書の授業では，説明を行い

ながら，思考のプロセスを反映させた板書による提

示を行うことにより，構成的理解を助けているため

だと考えられる．また，説明パターンに偏りが少な

いのは，状況に応じた説明パターンの使い分けが行

われやすく，そのことが単調になることを防ぎ，あ

る種の分かりやすさにつながっているのではないか

と考えられる． 
 

3.3 説明パターンの定量化 
これまでに述べたそれぞれの授業での説明パター

ンの違いを定量的に表わすための指標として，説明

パターン指標 EPI（Explanation Pattern Index）を以下 

  
 

図 3 スライドによる授業の説明パターンの状態

遷移例 

 
 

 
図 4 板書による授業の説明パターンの状態遷移例 
 
の式で提案する． 
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pE は単位時間当たり（1 時間=60 分）の説明パタ

ーンの総数， rH は説明パターンの豊富さを表わす相

対エントロピーである．この定義を用いると，今回

分析した板書の授業の値は平均で 122.8 であり，ス

ライドの授業は平均で 46 である． 
 

4. まとめと今後の課題 
本研究では，板書の授業と，スライドを用いた授

業の説明パターンに着目し，それぞれのタイプの授

業のビデオ分析を行い，違いを明らかにした． 
説明パターンの遷移の特徴分類や，それらと理解

のしやすさの関係を調べることが今後の課題である． 
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ID基礎力養成に向けた ID実力チェックの設計 
 

Design of ID Basic Skill Check  
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あらまし：本発表ではインストラクショナルデザイン（ID）の基礎力養成を支援するための，ID 実力チ
ェックの設計について報告する．本ツールではインストラクショナルデザインを用いた教材設計の基礎力

を①入口（責任範囲）を明確にできる，②課題分析を行い，指導方略を立案できる，③形成的評価を実施

して改善できる，の 3点に分け，それぞれに対するスキル診断のための問題を作成しツールとして提供す
ることとした． 
キーワード：ID基礎力，学習支援システム，インストラクショナルデザイン 

 
 
1. はじめに 

ID は多様な教育設計を支援するためのモデルや
理論の提供を通じて実践者を支援する分野である．

ID の知見が教育の質向上に役に立つ可能性は周知
されつつあるが，現場において十分に活用できてい

るとまでは言い難い．そこで筆者らは ID スキル養
成の支援について実証的に検証するために，基礎力

養成のための環境をWeb上に構築してきた(1) (2)．こ

の Web サイトには，ID に関する用語集やこれまで
開発されてきた ID に関連するツールなどが含まれ
ている．本発表ではWebサイトの一部として組み込
まれることを想定した ID基礎力養成のための ID実
力チェックツールの設計について報告する． 

 
2. ID実力チェックツールの概要 
2.1 ID基礎力とは 

ID基礎力とは，次の二点ができることを指す． 
(1) ID のシステム的アプローチに従って小規模
な教材を開発できる 

(2) 自分が不案内な領域における教材開発プロ
セスについても，問題があった場合に適切な指摘が

できる 
IDの基礎を学ぶ書籍「教材設計マニュアル」(3)は，

大学・大学院での教科書としても用いられている．

本書では 1時間程度の紙教材を作成するための企画
書作成から教材の開発，形成的評価までを学習する

ことができる．この教材作成活動の中でも，他者が

作成した教材企画書，課題分析図や方略表，さらに

教材作成報告書（形成的評価報告書）が適切である

かどうかを確認し，改善点があればどこを修正すべ

きか指摘できるスキルを ID 基礎力と定義した．他

者が作成した成果物に対して相互チェックができる

ことを重視している理由は，自分が不案内な領域で

あっても，他者の教授内容を ID の視点で指摘がで
きる必要があり，これが SME（内容の専門家）との
協働の基礎になっていくと考えられるためである(2)．  

ID基礎力には次の 3種類の知識・スキルが含まれ
る（表 1）．ひとつは知識レベルであり，学習目標に
対応した課題分析図の種類について説明できるとい

った内容を含み，選択問題を用いたテストで確認す

ることが可能である．二つ目は，他者や自分が作成

した企画書等の資料を見て，不備がないかを確認し

指摘できるスキルである．実際に企画書を作成する

際は，この相互チェック力を用いて自らの資料をレ

ビューすることになるため，企画書作成ができるた

めのスキルに含まれると言えるであろう．最後は，

自分自身で企画書等の資料を作成できるスキルであ

る．作成された資料は，漏れやミスがない完成度が

高い状態であることが求められるため，難易度は 3
つの中で最も高い．開発する実力チェックツールで

は 1 と 2 のスキルに焦点を当てて開発し，3 につい
ては，システムで自動化できない部分が生じるため，

個別の確認が必要になるので対象外とすることにし

た． 
 

表 1 ID基礎力チェック項目 
チェック項目 例 

１. 知識レベルのチェック テスト＝選択問題 
２ . 相互チェックできるかの
チェック 

企画書の不備の指摘 

３．自分で作成できるかのチェ

ック 
企画書の作成 
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2.2 目的と対象者 
本ツールでは，ID基礎力に対する実力を利用者自

らが確認できる情報を提供し，確認できた実力不足

点については，学習コンテンツを提示することで学

びに誘導するところまでを狙う．また，本ツールは

市川ら(2)が開発している基礎力養成のためのWebサ
イト（IDポータル改訂版）上に公開することを予定
としているため ID ポータルを閲覧した人すべてが
対象者となり，IDに関する既存知識やスキルは問わ
ない． 
2.3 提供方法と内容 
本ツールは(1) IDポータルにある，(2) 実力チェッ
クツールからアクセスできる．実力チェックの中に

は(3) 「導入」と「自己チェック」の 2 機能が用意
されており，どちらを利用するかは利用者自身が選

択できる．実力を診断する自己チェック機能は，他

者が作成した教材に対して改善点を指摘ができるか

を確認できる機能であるため，初心者にとってはハ

ードルが高い．そこで，初心者や ID に関心を持ち
始めた人向けに，開発を検討しているのが導入であ

り，自己チェック機能の利用ができるまでのスキル

向上を目指すように誘うことも狙いにある．導入部

分はまだ検討段階であるが，事例ベースでのコンテ

ンツを想定している． 
本発表で取り上げる自己チェック機能は基礎力を

支える能力を次の 3点に分けて提供することとした．  
①入口（責任範囲）を明確にできる  
教材企画書の作成に当たる部分で，学習目標の明

確さ，学習目標と評価方法の整合性，学習課題の種

類の適切さ，学習目標と評価テストの整合性などが

対象である．ある教材設計の企画書に対して，その

内容が適切かどうかを判断できる問題を用意する． 
②課題分析を行い，指導方略を立案できる 
学習内容の提供方法について検討する部分であり，

学習課題に適した課題分析図の選択・作成，課題に

応じた方略の提案，課題分析図を基にした指導方略

の提案が含まれる．ある教材作成のために用意され

た課題分析図やチャンクごとの作戦を見て，企画書

に書かれた教材のための課題分析図や方略として適

切であるかを確認できる問題を用意する． 
③ 形成的評価を実施して改善できる 
作成した教材を用いた評価を実施する部分に相当

する．形成的評価の趣旨や必要な手順と留意点に，

さらに評価の結果の解釈やレポートへの報告方法が

対象となる．用意された教材作成報告書（形成的評

価報告書）を見て，実施方法や報告内容が適切であ

るかを確認できる問題を用意する． 
 
能力ごとに自分のスキルレベルを確認できるテス

トが用意され，学習目標を確認した後に問題にアク

セスできる（図 1）．自己評価結果は詳細な結果と併
せて対象スキルを習得するためのリソースも提示す

る（図 2）． 

 
3. 今後の課題 
本発表では ID 基礎力養成ツールの設計について
述べた．詳細機能を充実させ，完成後に形成的評価

を実施する予定である．さらに長期的な運用させる

ことで，実運用での成果についても調査していく必

要がある． 
 
 

 
図 1実力チェック学習項目選択画面案 

 
 

 
図 2「自己チェック」画面例 
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ＩＤ実力チェック（基礎力編）

身につけておくべき能力リスト
□学習目標を明確化できる
□学習目標を分類できる
□事前・事後テストを作成できる
□前提条件を設定し，前提テストを作成できる

■出入口（責任範囲）を明確にできる

パフォーマンス
チェック

＃以下には選択した箇所に対応した学習教材が表示される（次スライド）

■形成的評価を実施して改善できる

■課題分析を行い指導方略を立案できる

ID基礎力が身についているのかを確認してみましょう！
本サイトでは，ID基礎力をつぎのように定義しています．

ここを

クリック
した
場合

画面Ａへ

認定証を発行する

(1)インストラクショナルデザ
インのシステム的アプロー
チに従って小規模な教材を
開発できる

(2)自分が不案内な領域にお
ける教材開発プロセスについ
て，問題があった場合に適切
な指摘ができる

この基礎力を支える能力を次の３点に分けています．それぞ
れができるかをチェックしていきましょう．

パフォーマンスチェック
以下に示す教材企画書の内容を確認し，必要あれば修
正コメントを書きましょう

（１）タイトル：「熱帯魚を飼ってみよう！」

内容：熱帯魚を飼うために最低限必要な知識と魚選びのポイ
ントを説明する。海水魚は扱わず、淡水魚のみを扱うことにす
る。 ○ＯＫ／●ＮＧ

（２）教材の対象者集団：これから熱帯魚を飼ってみようと考え
ている初心者。○ＯＫ／○ＮＧ
（３）学習目標と学習課題の種類：
①何も見たり聞いたりせずに、店に行って熱帯魚を飼うのに

必要な道具を揃え、ミスが無い様にセッティングできるようにな
る。○ＯＫ／○ＮＧ
②～～～～

入力終了（評価へ） 画面Ｂへ

ＮＧをクリッ
クすると理
由欄がでる
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人材開発担当者に期待されていること 

ASTDコンピテンシー改訂と世界調査の検討 
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ASTD研修開発専門家のコンピテンシーが 2013年に改訂され、基盤的コンピテンシー６つと職務に応じ
て必要となる 10 専門領域にまとめられた。また 25 年間続いている世界規模の調査からは、人事部への
期待が大きく変化していることが報告された。この世界規模の潮流に立ち遅れている我が国の現状を打破

するためには人材開発の専門家が人事部全体の変革を主導していくことが求められていることを述べた。 
キーワード：HRD，人材開発，企業内教育，コンピテンシー，インストラクショナルデザイン 

 
 

1. はじめに 
126か国に 4万 1千人の会員を有する世界最大の

研修開発専門家組織 ASTD（American Society for 
Training & Development）は、2014年 5月 6日の
第 71 回年次大会で、学会名称を ASTD から atd
（Association for Talent Development）に変更した。
研修という手段を示す用語を組織名称から初めて外

し、人材（タレント）の開発に着目していこうとい

う決意を表したものであるが、活動の骨格は継続し

ていくとの方針も表明された。 
本稿では、変わりゆく人材開発担当者に求められ

る職能（コンピテンシー）を ASTDコンピテンシー
と世界調査を検討して考察する。 
 

2. ASTDコンピテンシー 
ASTDは、組織結成 70年目の 2013年に、研修開

発専門家コンピテンシーを改訂した。研修開発専門

家全員に重要な基盤的コンピテンシー６つ（表１参

照）と職務に応じて必要となる専門知識と行為をま

とめた研修開発の 10専門領域（表 2）で構成されて
いる。人材育成担当者の目指すコンピテンシー世界

標準の代表例である。 
 

3. 世界調査に見る動向 

ウルリッチら（1）は、1987 年から 5 年おきに人事
担当部門のコンピテンシーについての世界調査を実

施してきた結果の変遷を、以下のように報告してい

る。1987年には、人事部コンピテンシーはビジネス
知識・人事の職務の遂行・変革マネジメントの 3つ
にまとめられると報告した。1992年の調査結果には、
その３つに人事のプロがビジネスの現場に出るため

に必要になった個人に対する信頼が加わり、1997年
にはさらにグローバル化を含めて社外の動きに目を

向けることが重要になった結果として組織文化マネ

ジメントが追加された。2002年の調査では、迅速な
変革と戦略的な意思決定とマーケット主導のつなが

りを含む戦略への貢献が浮かび上がり、2007年の調
査では、戦略の構築家と組織文化と変革の後見人と

人材の管理者・組織の設計者とで構成される組織能

力の構築が決め手になったと報告した。 
2012年に人事部とそれ以外を含む回答者 2万人以
上の協力を得て実施した最新の調査では、信頼され

る行動家、戦略的ポジショナー、組織能力の構築者、

チェンジ・チャンピオン、人事のイノベーター／イ

ンテグレーター、テクノロジーの提案者の６つを人

事部が活躍する領域として整理した。 
 

 表 1：研修開発の基盤的コンピテンシー
（ASTD2013年版） 

領域 できること 

ビジネス 

スキル 

ニーズを分析し解決策を提案、ビジネス

スキルを応用、課題を計画・実施、戦略

的に思考、変革する 

グローバルな

視点 

文化の差異に順応、異なる視点に敬意を

伝える、自身の気づきを拡張、他者に考

慮するために行動を適応、多様性を擁護、

多様な貢献を活用 

業界知識 
専門知識を維持、業界の変化や動向に遅

れをとらない、産業分野の知識を構築 

対人スキル 

信頼を構築、効果的にコミュニケーショ

ンする、ステークホルダに影響力を行使、

パートナーとネットワークする、感情的

知性を示す 
パーソナル 

スキル 

適応力を示す、個人的な成長を見習う 

テクノロジ 

リテラシ 

テクノロジに対する自覚を示す、テクノ

ロジを効果的に活用 
注：ASTDのWebサイト（http://www.astd.org/Certifica 
tion/Competency-Model）における説明を鈴木が訳出
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表２：研修開発の 10専門領域（ASTD2013年版） 
領域 やること できる必要があること 

パフォーマ

ンス改善 

ヒューマンパフォーマンスの

ギャップを分析しそれを埋め

るためにシステム的プロセス

を応用する 

顧客を特定、パフォーマンス分析を実施、原因分析を実施、システムを分析、

データを収集、顧客とステークホルダのニーズを組み入れ、解決策を選択、プ

ロジェクトを管理・実施、関係を構築・維持、組織のゴールに照らして結果を評

価、変化をモニタ 

インストラ

クショナル

デザイン 

多様な方法を用いてインフォ

ーマル・フォーマルな学習ソ

リューションを設計・開発する 

ニーズアセスメントを実施、適切な学習アプローチを特定、学習理論を応用、他

者と協働、カリキュラム・プログラム・学習ソリューションを設計、教材を設計、テク

ノロジを分析・選択、テクノロジを選択・統合、教材を開発、学習デザインを評価 

研修実施 魅力的で効果的なやり方で

インフォーマル・フォーマルな

学習ソリューションを実施する 

学習環境を管理、研修実施を準備、目標を伝達、コースの目標と学習者のニ

ーズに学習ソリューションを合致、インストラクタとしての信用を確立、肯定的な

学習の雰囲気を創出、多様な学習方法を実施、学習を支援、参加を呼びかけ

学習意欲を構築、建設的なフィードバックを付与、学習成果を確保、ソリューシ

ョンを評価 

学習テクノ

ロジ 

特定の学習ニーズに応える

ために多様な学習テクノロジ

を適用する 

多様な専門領域をまたがってテクノロジを効果的に利用、研修開発ソリューショ

ンとしてテクノロジをいつどのように使うかを特定 

学習インパ

クトの評価 

学習ソリューションのインパク

トを測定するために学習測定

法や分析法を用いる 

顧客の期待を特定、適切な戦略・研究デザイン・尺度を選択、評価計画を伝達

して支持を獲得、データ収集を管理、データを分析・解釈、学習分析法を応

用、意思決定を助ける提案を作成 

学習プログ

ラムのマネ

ジメント 

組織の人事戦略を実行する

上でのリーダーシップを提供

し、研修プロジェクトや活動を

実施する 

ビジョンを確立、戦略を確立、アクションプランを実施、予算を立案・監視、スタ

ッフを管理、プロジェクトを管理・実施、外からのリソースを管理、法的・倫理的・

規制の要求事項へのコンプライアンスを確保 

統合的タレ

ントマネジ

メント（TM） 

人材開発戦略を通して、組

織の文化・能力・可能性・エ

ンゲージメントを確立する 

組織目標に TMを合致、TMシステムを活用、マネージャが部下を開発できるよ

うに備えさせ、開発リソースの配信を準備、パフォーマンスの高い職場を推進、

労働力と次世代計画を調整、キャリア開発計画プロセスを支援、キャリアの移行

を支援、エンゲージメントとリテンションを援助、組織と個人のアセスメントを実

施、結果とインパクトを示すために TM分析法を活用 

コーチング ゴールを設定し、行動を起こ

し、強みを最大化する他者の

能力を向上させるためにシス

テム的なプロセスを適用する 

コーチングへの同意を確立、クライアントと信頼関係と親密性を確立、コーチと

しての存在感を示す、積極的傾聴を実演、強力な質問で尋ねる、直接的コミュ

ニケーションを使用、アウェアネスを創出、学習機会を設計、ゴールや計画をつ

くる、進歩とアカウンタビリティを管理、倫理ガイドラインと専門家標準に合致 

ナレッジマ

ネジメント

（KM） 

知識の共有と協働を勧めるた

めに知的資産を捉え、流通さ

せ、保存する 

KMを主唱、KMのベストプラックティスと教訓をベンチマーク、協働を奨励、ソー

シャルラーニングを支援、知識文化を確立、KMのインフラ開発を支持、テクノロ

ジを活用、情報のライフサイクルを管理、KM ソリューションを設計・実施、知識

を学習に変形、KMの成功を評価 

チェンジマ

ネジメント 

個人・チーム・組織を現状か

ら望ましい状態に移行させる

ためにシステム的なプロセス

を適用する 

変化の後援者と主体者を確立、関与を構築、変化への契約を創出、フィードバ

ックを付与、変化の戦略的計画を支援、変化の介入策を支持、変化の組織文

化への統合を奨励、結果を管理、変化の成果を評価 

注：ASTDのWebサイト（http://www.astd.org/Certification/Competency-Model）における説明を鈴木が訳出した。 

 

4. おわりに 

ウルリッチら(1)は、人事部の最も重要な役割は価

値の創造であり、自部門の戦略と目標を持ち、それ

らを「企業文化、人材、リーダーシップに転換する

ことに焦点を絞った企業（ビジネス）（p. 50）」だと
する。常に相容れない要求を意識し、外部のトレン

ドとステークホルダの期待に注意を払いながらも企

業の要求や優先事項、社内の行動に落とし込む作業

（アウトサイド・イン）に取り組むなかで、人事の

専門性が大きく変わったと指摘し、「いまや CHRO
（最高人事責任者）は引く手あまたの職務であり、

さまざまな部署のビジネスリーダーたちがそのポジ

ションを狙っている（p. 53）」という。 
この世界規模の潮流に立ち遅れているのが、CLO
や CHRO が取締役会にいない、あるいはいたとし
てもその執行役を支える人材開発の専門性を有する

プロ集団が存在しない我が国の現状であろう。人材

開発の専門家が人事部全体の変革を主導していくこ

とが求められているのではないだろうか。 
参考文献 

(1) ウルリッチら（2014）加藤万里子（訳）『グローバル
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ノート PC で実現する仮想サーバー＆クライアントによるストリーミング

実験環境

The Video Streaming Experiment System Developed by The Virtual Server 
and Client in a Notebook PC

大倉孝昭
Takaaki okura

大阪大谷大学教育学部
Faculty of Education, Osaka Ohtani University

Email: okurat@osaka-ohtani.ac.jp

あらまし：現在、字幕付きストリーミングビデオを用いて、学習環境改善の研究を進めている。他大学へ

出かけ、インターネット上のビデオサーバーを閲覧する評価実験をした。 その際、さまざまな問題が生

じた。(1)事前にＰＣを届け出る必要がある (2)LAN 環境が整備されていない教室がある (3)ポートが閉

じていることが多い (4)ネットワーク速度に不安がある そこで、字幕付きストリーミングビデオの実験

環境をモバイルＰＣの中に実現した。これにより、字幕評価実験、研究打ち合わせなどにおける環境への

不安が解消された。

キーワード：Hyper-v，ストリーミングビデオ，Windows 8.1，モバイル PC

1. 課題設定
現在、字幕付与ツール（CaptionMaster）を用いて

ストリーミングビデオに字幕を付与する、アノテー

ションを付与する、仮想トリミングにより要約ビデ

オを作るなどの作業を通して行う学習の研究を進め

ている(1)。これまで、研究発表や実践・検証実験をす

るため、海外や他大学へモバイル PC を持って出張

し、インターネット上に公開された自前のメディア・

サーバーを用いたデモや、字幕の評価実験を行って

きた。

海外の場合には、日本のサーバーからストリーミ

ングを受信すること自体が困難な環境も多く、実験

用サーバーをインストールした別の PC を持参し、

発表会場で LAN を組んで共同研究者の支援を受け

ながらデモを行うなどの工夫をした(2)。一方、国内の

他大学における実験では、インターネットの利用を

前提にしていたが、(1)事前にＰＣを届け出る必要が

ある (2)LAN 環境が整備されていない場所がある 

(3)学内 LAN でもポートが閉じていることが多い 

(4)ネットワークの接続経路・状態に不安がある な

どの問題が起こった。

多様なネットワーク環境を想定し、現地で実験環

境を組み替えたりする心配の不要な“ストリーミン

グビデオを用いる実験環境”をモバイルＰＣの中に

実現し、どこでもサーバー＆クライアントによる実

験を可能にすることを目指した。

2. 問題解決方法
利用者・実験参加者がクライアント OS（Windows）

のデスクトップ画面からブラウザを起動し、Web，
ビデオストリーミングのサービスを受けるというの

が、一般的な利用イメージである。利用者は、ブラ

ウザ越しに別の場所に置かれたサーバーと通信をし

ており、それが海外なのか、同じ PC 内なのかは明

確には認識しないのが普通である。

そこで、Windows 8.1 pro. （以下 Win8.1）をクラ

イアント OS とし、その中に仮想環境（Hyper-v）を

たて、Windows Server 2008 R2（以下 Win2008）を構

築した。そこに、ストリーミング・サーバー Wowza 
Streaming Engine 4.1，Web サーバーとして Apache 2.4，
サーバー・サイド・スクリプトとして PHP 5.0 のサ

ービスを立てた。利用者は、一般的な Windows PC と

同じように利用できる。また、Win2008 の操作は、

Hyper-v マネージャのウィンドウを通してアクセス

する。つまりリモートデスクトップを使っているの

と、同じ状態で利用可能である。もちろん、この PC
をルータ経由で LAN に接続すると、他の PC からリ

モート接続でサーバーを制御することが可能である。

3. ハイパーバイザ型の長所

代表的な仮想化技術として、ホスト OS 型とハイ

パーバイザ型がある(3)（図１）。

図１ 仮想化技術の違い（出典 Ascii.jp）
ホスト OS 型では、１台の物理マシンの上に仮想

化ソフトをインストールし、そこに仮想マシンを構
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築して動作させる。Win8.1 をホスト OS としてその

上で Win2008 を動作させると、ホスト OS の層の上

に仮想化ソフト、その上にサーバーの層がのる形と

なるので、Win2008 が物理マシンのリソースを直接

利用することは困難である。そのため、間接的にそ

れらを活用するための拡張機能を通して、USB イン

タフェースや HDD を使うことになる。手軽ではあ

るが、ホスト OS のためにリソースが消費されるこ

とや、実行時のオーバーヘッドによる速度低下、が

避けられないことなどの問題点がある。

一方、近年利用が広がっているハイパーバイザ型

では、物理マシンの上に“ハイパーバイザ”と呼ば

れる仮想化レイヤが作られ、その上で仮想マシンが

実行される。そのため、ハイパーバイザが物理マシ

ンのリソースを直接利用でき、ゲスト OS の動作速

度の低下を最小限に抑えられるという長所がある。

Win8.1 の中に構築したにもかかわらず、Win2008 が

そのままネットに接続されている状態が実現できる。

さらに、ハイパーバイザ型においては、特に CPU の

マルチコア化の恩恵が享受できるため、ビデオスト

リーミングなどの負荷が大きな実験環境を構築する

には最適である。ただしこの機能は、これまで Server 
OS（2008，2012 など）の機能として提供されていた

Hyper-v をクライアント Hyper-v として利用できる

ようにしたもので、Win8 pro. 64bit 以上の OS に限定

されている。

4. 仮想サーバーのネット環境設定
Hyper-v では、Win8.1 と Win2008 が並立している

ような印象を受ける。Hyper-v マネージャを用いて、

“仮想スイッチ”を設定する。スイッチには“内部”、

“外部”、“プライベート”の 3 種類がある。内部ス

イッチをたてると、Win8.1 のネットワーク・アダプ

タ一覧に「Hyper-v 仮想イーサネット アダプタ」と

して現れる。これに、固定 IP を付与（192.168.137.1）
する。これは、Win2008 のネットワーク設定では、

デフォルトゲートウェイの IP アドレスとなる。

一方、本 PC は、WiFi の DHCP 環境下で通常のク

ライアント PC として利用しており、それを崩さな

いで、同時に他の DHCP クライアント PC からは、

実験用サーバーとして接続・利用したいと考えた。

そこで、Win8.1 の WiFi アダプタを外向けには DHCP
クライアントの設定のままで、“インターネットの共

有”機能を有効化。

表 1 共有設定の詳細

Flash video Web 
HTTP，HTTPS 

リモート

デスクト

ップ 

PC の IP ア

ドレス 
192.168.137.245 ← ←

外部ポー

ト番号 
1935 80，443 3389

内部ポー

ト番号 
1935 80，443 3389

サービスとして Flash Video Streaming，Web サーバ

ー（HTTP，HTTPS），リモートデスクトップを稼動

させ、表 1 のように構成した。

この設定により、外部マシンに対する Web サービ

ス、Flash Video Streaming、リモートデスクトップが

無線 LAN（DHCP）で利用できるようになった。も

ちろん、当該 PC の Win8.1 からはインターネット上

の他の URL 上のサービスも受けられる。同一マシン

にある仮想サーバーなのか、インターネット上に公

開されたサーバーなのかの違いは判らない。また、

WiFi ルータに接続された他の PC からも同様に利用

できる。ただし、DHCP では動的に IP アドレスが割

り当てられるため、現在は動作が確認できたところ

で、WiFi アダプタの IP を調べて（ipconfig 等のコマ

ンド）、確認後に利用している。

さらに、有線 LAN の場合には、Win8.1 のローカ

ルエリア接続アダプタに同様の IP アドレス設定を

行うことで、実験環境が構成できる。もちろんその

際には、WiFi アダプタを無効化するだけではなく表

1 のような設定をやり直す必要がある。また、ブリ

ッジ接続を用いて外部ネットワークと Win2008を接

続する方法もある。

5. Streaming サービスのアドレス
現在、Video Streaming に同期する字幕サービスを

Web ページに FlowPlayer と関連するコンポーネント

を配置し（スクリプトで記述）、rtmp プロトコルを用

いて実現している。Web サービスは、Apache2.4 であ

る。そのため、Web ページに Streaming サーバーへ

のパスを知らせる（書き込む）必要がある。同一 PC
の別のサービスを相対パスで指定することは困難な

ので、PHP を用いて動的にサーバーの IP アドレスを

Web ページに書き込む方式で対応した。

6. まとめ
Hyper-v による仮想環境に Win2008 サーバーをた

て、WiFi 接続でこのサーバー上の Web ペーを閲覧

することや、Streaming サービスによる字幕評価実験

が可能になった。Win8.1 と Win2008 が並立してお

り、1 台の PC で LAN 上と同様のサーバー＆クライ

アントの実験ができる。さらに、同一マシンである

から物理的な距離やインターネットの不安定性を気

にする必要がなくなった。
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Moodleで動作する協調作問学習システムの開発と実践 
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あらまし：著者らが提案する eラーニングシステムのアーキテクチャであるELECOAの枠組みを用いて，
Moodle上で協調作問学習が行えるシステムを構築した．本システムでは，ELECOAにおいて，問題の動
的な追加と他学習者との同期，学習者の状態に応じた動作の制御，外部サービスとの連携などを実現して

いる．大学の講義で本システムの実利用を行い，動作を確認するとともに，今後の課題を考察した． 
キーワード：協調作問学習，Moodle，ELECOA 

 
 
1. はじめに 
講義内容に関連した問題を学習者が作る作問学習

は，理解の向上に有効である．ICT を用いて，作成
した問題の相互閲覧，評価，議論，改善を行う協調

的な作問学習システムに関する研究も行われている
（1）．一方，著者らは，e ラーニングシステムの機能
拡張性と，コンテンツの流通・再利用性の両立を目

指したアーキテクチャである ELECOA の提案を行
ってきた（2）．ELECOAでは，コンテンツの動作に必
要な機能は，「教材オブジェクト」と呼ぶプログラム

部品が提供する．システムに新規の教材オブジェク

トを追加することにより，機能拡張を行うことがで

きる．また，教材オブジェクトを可搬とすることに

より，相互運用性を確保することを意図している．

これまでに，独習型のコンテンツである SCORMに
対応した教材オブジェクトを開発した（2）．現在は，

協調学習に必要な教材オブジェクトの開発を進めて

いる（3）．また，ELECOAに準拠したコンテンツを動
作させることができる Moodle のプラグインも開発
した（4）．本研究では，ELECOAを用いて Moodle上
で協調作問学習が行えるシステムを構築した．開発

したシステムの概要と，実践結果を述べる． 
 

2. 協調作問学習システムの概要 
Moodle の ELECOA 対応プラグインと，協調学習

用の教材オブジェクトを用いて，協調作問学習シス

テムを構築した．ELECOAは階層型のコンテンツを
対象としており，コンテンツの各ノードに教材オブ

ジェクトが割り当てられる．コンテンツを起動する

と，学習者ごとに教材オブジェクトのツリーが生成

される．教材オブジェクトは，実行中のコンテンツ

を制御する．SCORM コンテンツであれば，コンテ

ンツ構造の各ノードに SCORM対応の教材オブジェ
クトが配置され，シーケンシングなどの制御を行う．

協調作問学習では，ツリーの末端ノードは，問題作

成，編集，閲覧（解答），問題に対する議論スレッド

の作成，議論などの活動に対応する．中間ノードで

は，ロールによる動作制御，議論の状態の制御など

を行う．教材定義ファイル（マニフェストファイル）

の記述でこれらを組み合わせることにより，様々な

タイプの協調学習環境を作成できる．図 1に，単純
な協調作問学習活動の教材オブジェクトの配置例を

示す．コンテンツを起動すると，これらの教材オブ

ジェクトのツリーが学習者ごとに生成される． 
 

 
図 1 協調作問活動の構成例 

 
独習型のコンテンツと比較して，ノードの動的な

追加，学習者の状態による動作の制御，外部サービ

スとの連携などを行う点が特徴的である．学習者が

作問を行うと，問題のノード群が動的に作成される．

他の学習者のツリーには，ページ（末端ノード）遷

移のタイミングで，動的に作成された問題のノード

群が追加される．学習者ごとにすべての問題を含む

ツリーが生成されるが，教材オブジェクトは，他の

学習グループ（本システムは Moodle のグループが
利用できる）に属する学習者が作成した問題は表示 
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表 1 事後アンケートの結果 （𝑁𝑁 = 89） 
 そう思う ややそう思う あまりそう 

思わない 
そう思わない 

問題を作ることによって，授業内容の理解

が深まりましたか． 
65.2% 29.2% 3.4% 2.2% 

他の学生が作った問題を見ることによっ

て，授業内容の理解が深まりましたか． 
76.4% 21.3% 1.1% 1.1% 

作った問題に対して議論することで，授業

内容の理解が深まりましたか． 
52.8% 39.3% 6.7% 1.1% 

作問学習は楽しかったですか． 52.8% 34.8% 6.7% 5.6% 
 

しない，自身が作成した問題以外は編集できない等

の制御を行う．議論を行うには，外部サービスを利

用する．議論スレッドの作成や議論の閲覧などに対

応するノードを選択すると，議論サービスに遷移し，

議論を行うことができる．なお，問題の作成や編集

も外部サービスを利用している（図 1であれば「問
題作成」ノードや「問題編集」ノードを選択すると

呼び出せる）． 
 

3. 講義における実践 
ある大学の 1年生を対象とした講義で，構築した

協調作問学習システムを用いた実践を行った．利用

した作問活動は，図 1とほぼ同じ単純な構成とした．
全 15回の講義中第 8回までに，コンピュータ，イン
ターネット，情報収集，情報倫理等について講義を

行い，第 9回と第 10回の講義において作問活動を行
った．第 9 回の講義では，1 組 4 人のグループを作
り，これまでの講義内容に関連した問題を 1人 2問
以上作成するように指示した．そして，次回の講義

までに，グループメンバーが作成したすべての問題

に意見，感想，質問などを書き込み，必要に応じて

議論，問題の修正を行うように指示した．第 10回の
講義ではグループ内での議論を継続した．そして，

グループごとに良問を 2問選出し，提出させた．な
お，第 10回の講義では，議論は主に対面で行った．
また，問題の提出には，本システムではなく，Moodle
の標準機能を用いた．図 2に，本システム利用中の
画面を示す． 
本実践では，92 名の受講者中 90 名が活動に参加

した．問題ノード群の動的な生成や外部サービスと

の連携が行えていることを確認した．講義後に行っ

たアンケートの結果を，表 1に示す．作問学習自体
については，おおむね好意的な回答であった．一方

で，本システムは，いくつかの不具合や使い勝手の

悪い点が見つかった．後者の例を 2つ述べる．学習
者は，議論スレッドにおける新規のコメントを確認

するために，問題ごとに用意された議論の閲覧ペー

ジを巡回する必要があった．新規コメントの通知機

能が求められる．また，前述の通り，学習者ごとに

すべての問題を含むツリーを生成し，グループやロ

ールに応じて，表示や実行の可否を制御している．

そのため，問題数が多くなるにつれて動作が遅くな

った．多人数で快適に利用するためには，この仕組

みの見直しが必要である． 
 

 
図 2 協調作問活動中の画面 

（表示している問題は，講師が例として入力したもの） 
 

4. まとめ 
本研究では，ELECOAの枠組みを用いて，Moodle
上で協調作問学習が行えるシステムを構築した．大

学の講義で実践した結果，本システムの有効性と課

題が示された． 
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あらまし：タイピング演習時の一つ一つのキー打鍵記録を抛棄せず，かつ標準化された手法で蓄積する

ための Experience API(xAPI)の活用方法について提案する．演習用ソフトウェアは筆者らが Moodleのモ
ジュールとして実装し，大学初年次教育の現場での試用を進めている．提案システムの設計と実装を通

じ，同 APIが細粒度の学習履歴の扱いに適することを示す． 
キーワード：Experience API，タイピング，学習履歴 

 
1. はじめに 
筆者らは大学初年次の計算機リテラシ教育におい

て，キーボードによるタイピングの演習を日常的に

行っている．高校の教科「情報」が開設されてから

10 年以上が経つが高校までのタイピングへの習熟
は十分とはいえず(1)，大学での演習を行わなければ
文書作成やプログラミング等の科目の進行に支障が

出てしまうのが現状である．カメラやタッチスクリ

ーンのように入力装置が多様化してきた昨今におい

ても，大量の文字データを入力し続ける用途におい

ては依然としてキーボードが主な位置を占めており，

大学入学後の初期段階での演習と，その学習履歴の

利用は切要なものといえる． 
本稿では，タイピングの学習履歴を標準的な手法

で記録するための方法として，Experience API(xAPI)
の活用を提案する．キーの打鍵間隔のような詳細な

粒度の履歴記録に適し，また履歴データへのオープ

ンアクセスを志向した形での記録が可能となる． 
 

2. 背景 
タイピング演習の学習履歴を記録する場合，指標

として一般的に打鍵時間(打鍵速度)やミス率などの
客観データを用いることが多い(2)．演習を行ったと
いう事実の記録や合格/不合格の決定を行いたいの
であれば，それらの縮約された客観データでも十分

であろう．しかしタイピングという行為を詳細に観

察し，改善を行うための研究としての視点を持つの

であれば，より詳密な細粒度データの取得が必要と

なる．先行事例として，個々の文字ごとの打鍵間隔

を分析するもの(3)や視線判定を用いるもの(4)，学習
者本人が報告する熟達感を用いるもの(5)を挙げられ
る． 
これらのような詳細な学習履歴が求められる一方

で，履歴データ入出力のオープン化による研究コミ

ュニティへの貢献を意図する場合，記録時には特定

のプラットフォームやデバイスに依存しない，標準

化された手法を用いることが望ましい．現在広く普

及している標準規格 SCORM(6)を利用すると，タイ
ピングの学習履歴はデータモデルを用いて 
・cmi.success_status の値を passed として「合格」
の状態を記録 
・cmi.score_raw の値を設定し，タイピングの打鍵
速度を点数化したものを記録 
のように書けるが，これらの記録は学習の結果を

示すことはできても，学習過程の細粒度データを扱

うものとして相応しいとはいえない． 
そこで，本研究ではより柔軟な学習履歴の記録に

適し，必要に応じて語彙を自ら定義可能な

Experience API(以下 xAPI とする)を採用することに
した．次節にて，xAPIの概要を述べる． 

 
3. Experience API 

xAPI は Rustici Software 社が中心となって開発を
進め，米国の標準化団体 ADL(Advanced Distributed 
Learning)によって公開が行われている標準規格であ
る(7)．xAPIは学習経験に関する履歴をステートメン
トと呼ばれる形式で LRS(Learning Resource Store)に
配送・記録するための，一連の仕様を定めたもので

ある．同じく ADL が公開していた従来の標準規格
SCORMとは異なり，学習履歴の記録のために LMS
の存在を前提としない．LMSはなくても構わないが，
履歴の格納場所である LRS は必要となる．xAPI は
Webブラウザの種別や端末デバイスへの依存性がな
く，オフラインの学習形態にも対応できることが特

徴である．履歴データであるステートメントは「名

詞 - 動詞 - 目的語」の 3 つ組によって表現され，
それぞれの語彙は ADL が公開，推奨するものもあ
るが，標準化に協力する世界各国のベンダ，ユーザ

が自ら語彙を作成し，利用することも可能となって

いる． 
学習の結果だけでない経過の情報や学習者の心理

状態，学習と直接の関連があるか否かを決められな
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い動作などについても取り扱えるため，細粒度の学

習履歴を前提とした本研究の目的に xAPI は適して
いる．本研究では，学習者によるキーの押し下げ動

作を"pressed"，キーの押し上げを"released"として動
詞を定義し，LRSに送信するステートメント中で用
いることにした． 

 
4. 提案システム 
本研究では，学習者による打鍵時のキーの押し下

げ，押し上げの日時をミリ秒単位で取得し，LRS上
に蓄積することを目的としてシステムの設計と実装

を行った．慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスの科目

「情報基礎 1」において，主な対象者を入学初年次
の学生とし，週 1回 180分の演習中に用いて試用を
行った．学習者は 1つの教室内に最大約 35名で，1
人が 1台の端末を占有可能となっている． 
提案システムは Moodle のモジュールを中心に実

装を行った．学習者はWebブラウザで Moodleのペ
ージにアクセスし，タイピング演習用ソフトウェア

を起動する．演習用ソフトウェアは筆者らが

JavaScriptにて実装したものである．演習中の学習行
為と，履歴が LRSに格納されるまでの処理の流れは
以下の通りとなる． 

1. 演習用ソフトウェアは学習者に対し「この文字
列をキーボードから入力してください」との打鍵指

示を出す 
2. 指示に用いた文字列の内容とその発生日時を，

演習用ソフトウェアは Moodle上の PHPプログラム
に伝える 

3. 打鍵指示を見た学習者はキーボードに対し，押
し下げと押し上げの操作をくり返し，演習を進める 

4. キー入力によって発生したイベントを演習用
ソフトウェアが捕獲する 

5. 打鍵の内容となるキーの種別と日時を，演習用
ソフトウェアは Moodle上の PHPプログラムに伝え
る 

6. 文字列の入力が完了し演習上の 1つの単位が完
了すると，Moodle上の PHPプログラムは xAPIのス
テートメントとなる JSON 形式の文字列を生成し，
LRSに送信する 
学習行為と LRSへの履歴送信の流れを図 1に示す． 
 

 
図 1 提案システムの処理の流れ 

 
また，キー"A"の押し下げ行為を学習履歴として

LRSに格納するための，実際のステートメントの例
は図 2のようになる． 

図 2  xAPIのステートメント 
 

5. おわりに 
	 本稿では，タイピング演習履歴のための xAPI の
活用を提案し，試作システムの構成について示した．

システムの設計と実装を通じ，タイピングの個々の

打鍵のような細粒度履歴の扱いに xAPI が適するこ
とが明らかになった．今後の課題として，取得した

履歴の時系列解析による学習活動の傾向予測と，

LRSへのアクセスのオープン化を挙げられる．特に
後者のオープン化は，大学初年次教育を対象とした

本研究とは異なる対象者の学習履歴も統一的な手法

で扱うことにより，学習者の属性の差異によるタイ

ピングの傾向の違いを見出すような組織横断型研究

への発展が期待できる．タイピングはキーボードを

見ずに行うタッチタイピングが好ましいため，視線

移動の履歴を LRSに蓄積することも，今後の検討項
目となる． 
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{ 
    "actor": { 
        "name": "Yori Tanaka", 
        "mbox": "mailto:yori@example.com", 
        "objectType": "Agent" 
     }, 
     "verb": { 
         "id": "http://future-learning.info/xAPI/verb/pressed", 
         "display": {"en-US": "pressed"} 
         }, 
    "timestamp": "2014-06-10T11:28:33.940Z", 
     "object": { 
"id": "http://example.com/activities/key-a", 
        "definition": { 
            "name": { "en-US": "Key A" } 
        } 
    } 
} 
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Excel VBAを用いた履修管理支援システムの構築とその運用 
 

The construction and operation of the Learning Management Support System using 
Excel VBA. 

 
 

池村 努*1 
Tsutomu IKEMURA*1 

*1北陸学院大学短期大学部コミュニティ文化学科 
*1 Community and Culture Department, Hokurikugakuin Junior College 

Email: ikemura@hokurikugakuin.ac.jp 
 

あらまし：履修を支援するシステムとして履修管理システムの活用が進んでいる．本研究では，Excel
を用いたパーソナルコンピュータ上で動作する履修支援システムを構築してきた．今回は，これに対

する年度ごとの更新，カリキュラム変更に伴う内容の変更，マクロの修正・改良，他大学履修科目の

単位認定への対応を加え，新たに導入された教務システムとのすりあわせと，改良に向けた調査検討

を行った． 

キーワード：履修支援，履修管理システム，学生支援，Excel VBA 
 

1. はじめに 
学生の履修指導に用いるコンピュータシステムと

して，履修支援システムが広く一般に用いられてい

る．同システムでは学生の履修状況や単位取得状況

の管理が期待され，それに応えるシステムが構築さ

れている．本学においても教務システム上で履修管

理・支援が行われるようになっているが，他学科と

共通して運用する汎用的なシステム構成となってい

る．著者の所属する学科では多様な資格取得を目指

しているため，他学科と共通する汎用的なシステム

では網羅しきれない部分が多く，これに対応するこ

とが課題となっている． 

2013 年度から教務システムの更新が行われたが，

汎用的なシステム構成に変更はなく，資格取得支援

など学科独自の要素については対応が取られないま

まであった．そこで 2009年度より試験的導入を図っ

てきた履修管理支援システムを更新し，新カリキュ

ラムへの対応と，新教務システムへの対応を図った． 

今回は履修管理支援システムの概要と，更新に向

けた取り組みについて報告する． 
 

2. 研究概要 
履修管理支援システムの要素として，教務システ

ムから出力されるデータから履修管理に必要なデー

タ抽出を行う機能と，卒業要件と資格取得に関わる

テーブルを出力する機能がある．教務システムと本

システムから出力されるデータはどちらも Excel 形
式のため，システム構築は Excel VBAを用いて行っ
ている．履修管理支援システムは 2009年に基本形を
構築し，その後 2013年度の教務システム更新に合わ
せて改良を行っている． 
本研究ではパソコン上で動作する履修管理支援シ

ステムの構築と，有効性の確認について行っている．

履修管理支援システムは実際に学生の履修指導に役

立て，資格取得支援に活用している． 

 
3. システム構成 
本システムは，教務システムから提供される履修

データをもとに学生ごとの単位取得・履修状況を抽

出し，集計の後所定のブックに転記することにより

履修状況および，資格取得条件，卒業要件を満たし

ているかについて確認を行うように制作されている．

抽出と転記機能は Excel VBA を用いたマクロによ
り構築し，抽出対象となるカリキュラム年度の条件

に応じてパラメータを変化させ実行する． 
履修管理支援システムの運用手順を以下に示す． 
① 提供された「履修登録データ」から成績管理に

用いる「履修時期」「学籍番号」「科目コード」

「成績評価」「カリキュラム年度」を用いて履

修中科目に対する成績処理の準備を行う．「カ

リキュラム年度」は開発初期には利用していた

が，現在は利用していない． 
② 「履修時期」を用いて履修中の科目の判定を行

っている．履修時期が抽出対象のセメスターよ

り前で，且つ履修中となっている科目の場合は，

単位不認定となったものとして素点に 1点以上
60点未満を記入するようにしている． 

③ 加工を終えた「履修登録データ」を「一時ファ
イル.xlsx」と別名保存し，汎用的に用いること
ができるように備える． 

④ 必要に応じ，他大学取得単位読込処理を行う．
この結果の転記は自動化されていないため，必

要に応じ手作業で転記処理を行う． 
⑤ 取得単位数集計処理を起動し，データ転記処理

を行う．この際抽出対象年度を選択するステッ

プを設け，カリキュラム年度に合わせたデータ

が選択されるよう処理を行う． 
⑥ 最後に，予め作成した「履修管理ファイル」に

科目コードごとに履修者データを転記する． 
⑦ 転記が完了した後，転記先のデータは日付を組

B5-1

― 421 ―



み合わせて保存し，同一ファイル名の上書きに

よるトラブルに備える． 
転記が完了した段階で，「履修管理ファイル」では

予め設定された関連づけ処理により，自動的に卒業

要件と資格取得要件の判定が実施される．システム

利用者は作成されたファイルを確認する事により，

卒業と資格取得に必要な条件を容易に確認する事が

できるようになる．システムを構成するファイル一

覧を表 1に示す． 
表 1 履修管理支援システムファイル構成 
履修管理支援ブック マクロが記述されたシステム本体 

履修管理ファイル 
学籍番号で表引きが行われるよう，リ

ンク処理が予め作成されたファイル 
入学年度別に作成 

履修登録データ 教務システムから出力される履修状況

と成績を含むデータ 

一時ファイル 
教務システムを元に加工した結果を保

存 
後の行程で使用する 

出力ファイル 
履修管理ファイルに履修データを転記

したもの 
完成形 

従来は成績通知書を元に，一名ずつ確認を行って

いた作業が，本システム導入により，短時間で完了

することになり，履修指導の準備に掛かる時間が短

縮された．結果として，学生への履修指導に掛けら

れる時間が増加し，履修管理支援システム導入の効

果があったと考える．  
 

4. 2014年度改良点 
2013 年度後期より教務システムが更新されたこ

とに伴い，「履修登録データ」が変更になった．これ

に伴い，履修管理支援システムのデータ形式に合わ

せた変換を行う機能の開発を行った． 
新教務システムから出力されるデータ形式を確認

し，現行システムからの移行について検討した． 
取得済単位については，新教務システム上から

Excel 形式で出力することができる．この際，オプ
ションとして「素点」と「評価」が選択可能となっ

ているが，「素点」で出力した場合，認定科目（Tで
表記）は本来ならば単位認定されている学生につい

て何も表示されなくなるとこが確認された．このた

め教務システムの出力データを，履修管理支援シス

テムに用いるためには「評価」を選択する必要があ

ることが確認された．また，履修中の科目について

は何れのオプションを選択しても表示されず，別途

処理が必要となることも確認された．履修指導上，

履修中科目を把握する必要があるため，教務課から

履修中科目データ提供を受け対応することが必要に

なる． 
新教務システムから出力される「履修データ」の

表示形式は従来の教務システムと大きく異なり，行

方向に学生名，列方向に科目名が並ぶ表形式となっ

た（図 1）．このため，新教務システムから出力され

るデータは従来のシステムにそのまま出力結果を用

いることができず，表示形式の違いに対応する処理

が必要となることが明らかになった．また，履修中

の科目についても従来と異なる形式で出力され，新

教務システムから出力された形式のままでは履修管

理支援システムに用いることができないことが明ら

かになり，同様に対応が必要となることが確認され

た． 
 

5. まとめと考察 

取り組みを開始してから 5年が経過したが，本「履
修管理支援システム」構築と改良によって，履修支

援が効率的に行われるようになった．履修登録時に

気づいていなかった資格取得の可能性を指摘し，履

修の追加を促すことにも繋がっている．一方で，シ

ステムの汎用性が確立されておらず，誰でも活用す

るためには，さらなる操作手順等の見直しが必要で

ある．また，履修のアドバイスとして使用するため

には，継続課題とした「シミュレーション機能」や

「履修プラン提示機能」の搭載が急務と思われる． 
新教務システム導入により履修支援機能が提供さ

れ，本履修管理支援システムは不要となる事も覚悟

していたが，新教務システムにおいてもできること

とできないことがあり，資格取得支援と履修アドバ

イスの機能については，本システムを特徴付ける機

能であることが明らかになった．今後も新教務シス

テムの機能を活用しつつ，さらなる改良を加えてい

きたい． 

 
旧教務システム「履修データ」イメージ 

 
新教務システム「履修データ」イメージ 

図 1 教務システム成績出力形式 
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数学知識構造のグラフとウェブ教材の連携 
 

Combination of Graph of Mathematical knowledge structure and Web 
Materials 

 
中村 晃 

Akira NAKAMURA 
金沢工業大学 基礎教育部 

Kanazawa Institute of Technology, Academic Foundation Programs 
 

あらまし：数学のウェブ教材のリンク構造を基にグラフを用いた数学の知識構造の可視化に取り組んでい

る。ウェブ教材では、直線的な学習ではないため、教材全体を把握することが困難である。そこで、数学

の知識構造を可視化したグラフとウェブ教材を連携することにより、数学の知識構造のどの部分を学習し

ているかを把握しながら学習できる環境を構築した． 
キーワード：eラーニング，可視化，グラフ，知識構造, 数学 

 
1. はじめに 
筆者は数学のオンライン参考書というコンセプト

で「KIT 数学ナビゲーション(1)」というウェブ教材

を開発してきた。この KIT数学ナビゲーションは参
考書部分と問題演習部分から構成されている。参考

書部分のリンク構造が数学の知識構造と類似してい

ると考えて、ウェブページをノード、ハイパーリン

クをエッジとしたグラフによる数学知識構造の可視

化に取り組んできた(2),(3)．可視化することにより、

ウエブサイト全体を俯瞰することができ、ウエブサ

イトの問題点を把握しやすくなった。その結果，サ

イトの改善を効率よく行うことができる副産物も生

じた(4)。可視化する際に実施したネットワーク解析

で得られデータを活用することで，今まで不可能で

あった機能をウエブサイトに付加することが可能と

なる。本論文では、新たに取り組んでいる可視化し

た数学知識構造とKIT数学ナビゲーションのウェブ
ページとの連携について報告する． 

  
2. K IT 数学ナビゲーションについて 

KIT 数学ナビゲーションでは，1 ページ 1 テーマ
というコンパクトなページ作りをしている．言い換

えると，1 つの数学の要素知識を 1 ページにまとめ
ている．要素知識の解説で他の要素知識と関連する

場合はハイパーリンクを張り，クリックするだけで

参照できるようにしている．ハイパーリンクは知識

の参照に使われているのでハイパーリンクの方向は

応用的な知識が記載されているページから基本的な

知識が記載されているページに向かっている．この

ような作成方法によりウェブ教材の長所である検索

とハイパーリンクを活用でき，効率よく学習するこ

とが可能である．各ページ間に張られたハイパーリ

ンクの構造が数学の知識構造に対応していると考え

ている．  
KIT 数学ナビゲーションはインターネット上に公

開しており，アクセスログの解析の結果によると，

平成 26年 5月の実績では平日でおよそ 7千名の利用
者がいる．利用者の約 80％が googleなどの検索エン

ジンからのアクセスである(5)． 
 

3. リンク・バック・ラーニング 
KIT 数学ナビゲーションを検索経由で利用してい

る学習者のKIT数学ナビゲーションでの学習目的は
検索キーワードと強い関係があると想定される．学

習目的のページの内容を読んで不明な点があればハ

イパーリンクが張られている参照ページで更に学習

を進めることになる．言い換えると，検索を利用し

た学習者は目標の地点から学習を始め，分からない

部分があればリンクをたどりながら基礎に向かって

立ち返り学習をしていくことになる．筆者はこのよ

うな学習方法を「リンク・バック・ラーニング(6)」

と呼んでいる．図 1に従来の積み上げ学習と対比し
たリンク・バック・ラーニングの概念図を示す． 

 
4. グラフとウエブサイトの連携 

KIT 数学ナビゲーションのハイパーリンクの構造
では，応用から基礎に向かって学習するのは容易で

あるが，基礎から応用に向かって学習するのが困難

であるという問題点を抱えていた． 
4.1 グラフからウェブページへのリンク 
ウェブページをノード，ハイパーリンクをエッジ，

 

 

積み上げ 

学習 

 

キーワード 

ウェブページ 

ﾘﾝｸﾊﾞｯｸﾗ
ｰﾆﾝｸﾞ 

(立ち返り 

学習) 

 

基   礎 

ステップ 2 

ステップ 3 

学習済 

図 1 リンク・バック・ラーニングの概念図 

目標 

リンク 

ステップ１ 

応用 
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ページタイトルをノードラベルとしたグラフによる

数学知識構造の可視化を試み，その成果を公開して

いる(7)．グラフの作成には Gephi(8)を使い，グラフの

インターネット上への公開には，JavaScript GEXF 
Viewer for Gephi(9)を利用している．この Viewerはい
ろいろな機能を具備しているが，Viewerから KIT数
学ナビゲーションへのハイパーリンクを張る機能は

ない．そのため，数学の知識構造を俯瞰しながら KIT
数学ナビゲーションを用いて数学を学習するのに手

間がかかった．そこで，選択したウェブページ(ノー
ド)をクリックすることでウェブページを閲覧でき
るようにViewerソフトに機能を付加した．図 2は「三
角関数の定義」を選択した状態の数学知識構造のグ

ラフである．左端のメニュー欄の最上部に KIT数学
ナビゲーションの三角関数の定義を記載しているペ

ージへのハイパーリンクがある．その下に，Inbound 
Links（選択したページにリンクを張っているページ
のリスト）と Outbound Links（選択したページから
リンクを張っているページのリスト）があり，その

リストの 1つをクリックすると，そのページが選択
された状態になる．Inbound Linksのリストを利用す
ると選択したページより応用的なページを容易に確

認でき，かつ，その内容を記載したウェブページを

クリックするだけで参照することができる． 

 

 

4.2 ウェブページからグラフへのリンク 
数学ナビゲーションのシステムに変更を加え，現

在閲覧しているページから，現在閲覧しているペー

ジが選択されている状態の数学知識構造のグラフが

表示できるハイパーリンクをページ上部に設置した

（図 3を参照）．  
 

5. 連携効果 
KIT 数学ナビゲーションの参考書部分のページ数

は約 800ページである．これだけ大規模なサイトに
なると，サイトマップとメニューバーだけでは全体

を俯瞰することができず目的のページを探すのに時

間がかかる場合が多い．サイトの全体を俯瞰できる

グラフによる可視化を利用すると，閲覧しているペ

ージがサイトのどの部分にあたるのか（今回の場合

は数学の知識構造のどの部分に当たるのか）を可視

化したグラフ上のリンクをクリックするだけで容易

に確認することができる．しかも，Inbound Linksと
Outbound Linksのリストを利用すると，基礎に立ち
返るだけでなく，学習している項目の応用分野もク

リックするだけで参照できるようになり，学習効率

が上がるだけでなく，学習に対するモチベーション

の向上にも繋がると期待できる． 
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図 2 数学知識構造のグラフ 

 

図 3 三角関数の定義を記載しているページの
スクリーンショット 

グラフへのハイパーリンク 

ウェブページへのハイパーリ

ンク 
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看護における考え方の指導のための添削システム 
 

Reviewing System for Guidance of Thinking in Nursing 
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あらまし：本研究は，看護の世界で問題となっている「燃え尽き症候群」の解消のために，熟練看護師の

指導時の思考を表現する語い体系を構築し，さらにそれを提供する看護師のための指導支援システムを設

計・開発した．これにより新人の指導者に指導の足場を提供することができ，看護師の悩みの解消に寄与

すると期待できる． 
キーワード：添削，看護教育，オントロジー  

 
 
1. はじめに 
病院看護では，看護師が業務の結果について悩み

を深め，追い詰められて離職にまで至ってしまう「燃

え尽き症候群」が問題となっている(1)．医学的な価

値観と多様な患者の価値観の両方を引き受ける看護

師は，日々，非定型な問題への対応を迫られている

ため，簡単には明確な解法を見出せないことが原因

であると考えられる． 
これに対して筆者らは思考を訓練する研修・指導

として，個々の非定型な問題に対する思考の経緯を

書き表し，その論理構造を説明するための思考法を

提供し，実際の病院看護組織と連携して研修を行っ

てきた(2)． 研修で学習者は，思考の論理構造を表現

するためのツール（思知）を用いて自らの思考の経

緯を書き表す．指導者は，書き表された文章を添削

することで，思考の指導を行う．本稿では紙面の都

合により思知の詳細な説明は参考文献に委ねるが，

本稿が対象とする添削は本研修の思考法の指導に限

定する． 
本稿では本研修の指導の言語化について検討する．

研修の分析を通して，指導者が自らの思考を上手く

言葉に表せられないために，効果的な指導ができな

いという問題が浮かび上がった．看護の問題が非定

型であることが，指導を難しくしていると考えられ

る．これに対し筆者らは，熟練の指導者の思考を収

集・体系化しそれを再利用して添削指導を行うツー

ルを設計・開発した．これにより指導者は，過去の

指導から言語化された意図を通して助言文を再利用

することができる．優れた指導の意図を語い体系と

して提供することで，より良い指導を促せると期待

できる． 

2. 添削指導の収集と体系化 
本章では，熟練の看護師の思考を表す語いの収集

と，その体系化について述べる． 
思考という暗黙的な活動を見える形で収集・蓄積

するのは非常に困難である．そこでまず，自らの思

考を言葉にできる熟練の指導者に指導時の意図・理

由を言葉にしてもらった．それを指導の段階や内容

によって大別し，オントロジーとして体系化した． 
体系化の結果，指導法は学習の負担を軽減するた

め，文章の問題点を 2 つまでに限定する方法に絞ら

れた．その指導は次の４項目で構成される．括弧内

はそれぞれの項目の語い数を示す． 
 
（１） 問題指摘(8)：「論理構造が明確になってい

ない」のような，文章について，どんな問題が

どこにあるのかを指摘する内容 
（２） 原因同定(13)：「悪い結果にとらわれすぎて

いる」のような，その問題がどのような視点，

考え方に由来するものなのかを説明する内容 
（３） 解決助言(7)：「結果論的な思考の回避」の

ような，文章の書き手がとらわれている悩み・

問題を解消する，またはよりよい方向へ導く考

え方を教授する内容 
（４） 効果示唆(6)：「現状の問題への理解の深化」

のような，上記の考え方をすることによっても

たらされる効果について解説し，思考の改善に

対する意欲的な取り組みを促す内容 
 
 オントロジーのうち，上記の 4 つの指導内容を実

際の指導の流れに沿って表記した 1部を図1に示す．

今まで暗黙的だった指導の思考が，「結果論的な思考
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を指摘」のように言語化され，それぞれの思考の下

に熟練の指導者が実際に指導したコメントが対応付

けられている． 

 
図 1 体系化された思考 

 
3. 添削支援システム 
本章では体系化された語いを添削指導に対して提

供する添削支援システムの概要について述べる． 
 

 
図 2 添削支援システム：添削画面 

 
図 1 はシステムを用いた添削画面である．優先問

題指導法略に合わせて問題指摘，原因同定，解決助

言，効果示唆の内容を問う質問が埋め込まれている．

プルダウンメニューをクリックすることでそれぞれ

の項目の回答として図 1 に示したように過去の指導

内容が参照され，指導者はその中から今回の事例に

適した内容を選択することで添削指導を進めること

が可能である． 
添削を終えると選択した添削文から講評文章が構

成され，出力される．過去の添削文から選択する以

外に自分で文章を入力することもでき，それぞれ指

導内容の中に適切なコメントが見つからなければシ

ステム上で要素を追加することも可能である． 
 

4. 予備実験 
添削を行うに当たって，本提案システムが添削者

が自らの思考を言葉にする行為を助けることを確か

めるための予備的な実験を行った．本章ではその実

験内容と評価について述べる． 
 
 

4.1 実験内容 
今までに看護師への指導を経験のある指導者 5 名

に対して，あるケースに対して最初に一般的なエデ

ィタであるメモ帳を使って満足がいくまで添削指導

をやり切ってもらい，その後同ケースについてもう

1 度，今度はシステムを用いた添削を行ってもらっ

た．それぞれの指導で作成された講評文章を回収し，

その内容を比較して評価した． 
4.2 評価内容・結果 

2 章で述べた指導内容４項目のそれぞれについて， 
該当する記述が全く見られなければ 0 点，記述はあ

るが修正内容の例示のみで解説がない，説明が不十

分であれば 1 点，教示内容が不足なく記述されてい

れば 2 点として評価した． 
評価の結果メモ帳を用いた添削の評価はそれぞれ，

被験者 A：11 点，B：12 点，C：12 点，D：9 点，E：
7 点となった． 
各被験者のメモ帳を用いた添削とシステムを用い

た添削の評価点の差分のグラフを図 3 に示す． 

 
図 3 メモ帳と添削ツールの評点の差 

 
メモ帳を用いた添削では，解法の例を示すだけで

詳細な解説がないコメントや，そもそも全く記述が

見られない指導内容が目立ったが，システムを用い

た添削ではそれらの不足はほぼ無くなり，また記述

があった項目についてもより詳細にコメントが書か

れる傾向があることが確認できた． 
 

5. まとめ 
本研究では，看護師の悩みを解消する指導の確立

を目標に，熟練添削者の思考を再利用するシステム

を設計・作成した．また予備的な実験において，こ

のシステムが新人指導者の思考を言葉にする行為を

補助できていることが確認できた． 
今後はこのシステムを病院での実際の指導現場に

導入し，その効果を評価する予定である． 
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あらまし：近年，小学校では新聞を教材として活用する教育(NIE)が盛んに行われている．小学校におけ

る NIE では，地域に関連した記事を学習のテーマに設定することが多い．そこで本研究では，検索イン

タフェースとして地図に注目し，地図上から目的の記事を検索できる支援システムの構築を目的とする．

本稿では，現在試作中である支援システムの概要を説明する．  
キーワード：NIE，検索システム，検索支援，地図学習 

 
1. はじめに 

近年，全国の小学校をはじめとした教育機関では，

新 聞 記 事 を 教 材 と し て 活 用 す る 教 育 NIE 
（Newspaper in Education）が実施されている．NIE
を実施することにより，児童の読解力や社会への関

心が高まるだけでなく，記事内容を話題にした会話

が増加することでコミュニケーション能力の育成な

どにも効果がある． 
NIE では，各新聞社が発行する紙媒体の新聞また

は各社が Web 上で公開している Web 新聞を利用す

る．しかし，これらの新聞は児童を対象として書か

れていないため，児童が理解できない単語や表現な

どが存在する．したがって，新聞記事を読んでも内

容を理解できないだけでなく，興味のある記事を探

すことも困難である．また，NIE を行う教師側の問

題として，教科の指導内容が増え，新聞活用の時間

の確保が難しいといった問題もある．そこで，新聞

記事の検索を支援するシステムがあれば，NIE の効

果を高めることができ，また教師の負担も軽減でき

ると考える． 
小学校での NIE では，地域に関連した記事を学習

のテーマとして取り上げ，身近な地域の特徴や出来

事を調査することが多い．また，小学校の中・高学

年で，地図の読み方や都道府県の位置を覚えるなど

地図に関する学習を行う．そこで本研究では，検索

インタフェースとして地図に着目する． 
本稿では，小学校中・高学年を対象に，地図を用

いた新聞記事検索支援システムを提案する．地図と

新聞記事を紐付けることで，記事に関連する場所や

自分が住んでいる場所との位置関係の把握が容易に

なる．また，地図上で記事を調べたいエリアを絞り

込めるため，視覚的に記事を選択できる．これらに

より，検索容易性が向上するだけでなく，地図学習

も同時に行えると考える． 
 

2. 地図を用いた既存の記事検索システム 
地図上に配置された新聞記事を検索・閲覧できる

システムは幾つか存在する．goo が提供する「goo
ニュースマップ」や，マップニュースの提供する「地

図新聞」は，新聞記事から位置情報を抽出し，地図

上にマーカーを立てて情報提供する．地図を利用し

た記事検索は，気になる場所とその周辺の記事を視

覚的に捉えることができるため，地域に関連した記

事の検索に有用であるといえる．しかし， NIE での

利用を想定した場合，以下の問題がある． 
① マーカーのクリック時に表示される情報が見

出しだけで，児童に対して記事の内容が伝わり

にくい． 
② 表示されている地域に，どのようなカテゴリの

記事が存在するのか，一目で判断しがたい． 
③ 記事のカテゴリによる絞り込み機能がない． 
④ 記事の発行日や期間による絞り込みがない． 

 
3. 提案システムの概要 
3.1 支援機能 

既存システムの問題①から④を解決するため，以

下の機能を有する検索支援システムを提案する． 
(1) 地図による記事検索機能 
(2) カテゴリによる絞り込み機能 
(3) 発行日・期間による絞り込み機能 

 また，その他の支援機能を考案するため NIE の実

践例を調査し，それを基に以下の機能を追加する． 
(4) 関連記事の比較表示 
(5) 地図学習の参考情報の提示 
提案システムのメインインタフェース案を図 1 に

示す．画面中央には Google Maps API を利用して地

図を表示し，記事から抽出した位置情報を基にマー

カーを配置する．地図の右側には記事見出しや内容

を表示し，地図の下部には機能をメニュー表示する． 
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図 1 メインインタフェース案 

 
3.2 地図による記事検索機能 

小学生向けの検索支援として「語彙力を必要とし

ない検索」が有用である（1）．そこで，既存システム

と同様，新聞記事を地図上に配置し，そこから任意

の記事を検索・閲覧できる機能を実装した． 
地図上にマーカーを立てる際に必要な場所情報は，

新聞記事のリード文に着目し，その中にある地名を

利用する．地名が住所まで記述されている場合はそ

の場所にマーカーを設置するが，市名や県名までの

場合はそれぞれ市役所や県庁に設置する．また，リ

ード文に複数の地名が存在する場合は地名の情報量

が多い方を優先する．地図上のマーカーがクリック

されると記事に関する情報ウィンドウを表示する．

情報ウィンドウには，問題点①を解決するため，｢マ

ーカーの場所｣，「記事タイトル」，｢記事の画像｣，｢記

事の発行日｣，｢新聞社名｣などを表示する．図 2 に情

報ウィンドウ案を示す． 
同じ場所に複数の記事が存在する場合は，最新記

事のカテゴリを基にマーカーを立てる．また，地図

外に記事概要を表示し，最新記事を含めた記事の見

出しの一覧も表示する．児童が読みたい記事の見出

しをクリックすると記事概要を表示する． 
 

 
図 2 情報ウィンドウ案 

 
3.3 カテゴリによる絞り込み機能 

既存システムの問題②と③を解決するために，記

事のカテゴリに基づいてマーカーの色を変更する．

また，指定されたカテゴリに属する記事のみを表示

する機能も実装した． 地図上に表示するマーカーは

最新記事のカテゴリを基にしているため，絞り込み

によって最新の記事が表示対象外になった場合は，

絞り込んだカテゴリを基にマーカーを再設定する．

設定するカテゴリについては，子供向けポータルサ

イトを基に検討中である． 
3.4 発行日・期間による絞り込み 

既存システムの問題点④を解決するために，今日，

一週間以内，一ヶ月以内，一年以内の 4 つの期間で

絞り込みできる機能を実装した． 
3.5 関連記事の比較表示 

NIE では，地域に関連した記事を集めると共に，

他県や他の地域における類似記事を探し，どのよう

なことが行われているのかを比較する学習も行われ

ている．そこで，同じテーマの新聞記事を複数提示

し，児童が読み比べできる機能を実装する．この機

能により，児童は新聞社による情報の差異を調べて

比較できる．具体的な提示方法は今後の課題である． 
3.6 地図学習の参考情報の提示 

小学校では地図学習において，「自然や産業などに

着目し，総合的に地図を読む」学習を行う（2）．その

導入部分として，地域の自然や産業について書かれ

た新聞記事を集め，関心を高める取り組みが行われ

る例がある．そこで，地図上や地図外に，地域の名

産品や，景勝地などを表示することで，児童の関心

を高める機能を実装する．具体的な提示情報や提示

方法は今後の課題である． 
 

4. おわりに 
本稿では，小学校中・高学年を対象に，地図を用

いた新聞記事検索支援システムを提案した． 今後の

課題として，子供向けカテゴリの設計や関連記事の

具体的な表示方法を検討する．また，地図学習の参

考情報提示のため，具体的な提示情報・方法も検討

する．最終的には，本研究室で行っている一般新聞

を子ども向けに言い換える研究と小学生向けの記事

を推薦する機能（3）などと組み合わせ，小学生が容易

に新聞記事を検索・閲覧できる総合的な NIE 支援シ

ステムを構築する． 
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深谷 和義 

Kazuyoshi FUKAYA 
椙山女学園大学教育学部 

School of Education, Sugiyama Jogakuen University 
Email: kfukaya@sugiyama-u.ac.jp 

 
あらまし：高等学校において共通教科を担当している教員配置の現状を，愛知県内の公立高等学校を対象

に調査した．まず，各学校に対して，教科ごとの教員人数と週担当時数を教員の職名別で調査した．その

際，複数教科を兼務している教員の状況も調べた．また，学科別でクラス当たりの週担当時数の傾向につ

いても調査した．その結果，教諭の人数の割合が低いのは芸術と家庭で，教諭の週担当時数の割合が低い

のは芸術，情報，家庭の順だった．また，情報だけ突出して複数教科兼務の教諭が多いことが分かった．

さらに，学科によって，教員配置の状況が異なる傾向にあった． 
キーワード：高等学校，共通教科，教員配置，情報科，愛知県 

 
 
1. はじめに 
公立高等学校における 1学級の生徒の数は，「公立

高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律」において，40人が標準とされている．また，
教諭等の教員数についても，同法により標準が定め

られている． 
一方，学級規模を小さくしたり少人数指導形態等

を取り入れたりすることが児童生徒に好影響を与え

ることが言われている（1）．そのため，少人数指導や

TT（Team Teaching）実現のために，各学校に対して，
教員が加配されている． 
しかしながら，配置・加配されている教員には，

教諭等の正規雇用教員だけでなく，非常勤講師等の

非正規雇用教員も含まれる．本来は，教員採用試験

に合格した正規教員のみが教えることが，教育の質

を保証するために望まれる． 
本研究では，共通教科を中心に，学校における教

諭，非常勤講師といった職名別での教員配置の現状

を明らかにする． 
 

2. 各学科に共通する各教科 
高等学校の学科には，普通科，専門学科（農業科，

工業科，商業科等）及び総合学科がある．各学科に

共通する教科（共通教科）には 10教科があり，すべ
ての教科に必履修科目が設けられている． 
共通教科には，国語，数学，外国語のように，高

校三年間でおよそ 10単位以上履修し，受験に重要視
されている教科がある．これらの教科は各学校にお

ける担当教員も大勢必要である．一方，芸術，家庭，

情報のように，ほとんど受験に関係なく，大半の生

徒が 2単位のみ履修しているだけの教科もある．こ
れらの教科は必要な教員数が少なく，場合によって

は教諭が一人も配置されていない学校があり得る． 
筆者は文献（2）において，情報を担当する教員の

職名別の週担当時数や他教科との兼務の状況を調査

している．しかし，ここでは，情報のみに言及して

おり，他の共通教科を含めた検討をしていない． 
そこで，10 教科あるすべての共通教科について，

教員がどのように配置されているかを調査した． 
 

3. 調査方法 
本研究においては，調査対象を愛知県立高等学校

とした．2013年度における愛知県立高等学校は 148
校ある．そこから，人数や授業形態が異なる定時制・

通信制を除いた全日制課程だけを対象とした．対象

の学校数は 146校であった． 
調査は学校ごとに毎年度作成している公文書の学

校経営案によって行った．まず，設置されている学

科を確認した．次に，「教職員名簿」から教員一人ひ

とりの職名，担当教科，担当教科の週担当時数を調

べた．また，「生徒の編成」から学年ごとでクラス数

と生徒人数を確認した． 
教員は，教頭，教諭，再任用教諭（以下，再任用），

期限付任用教諭・講師（以下，常勤講師），非常勤講

師の 5種類の職名に分けた．教科は，共通教科は 10
教科をそれぞれ区別し，専門教科はすべて一括りに

まとめて扱った．なお，情報や家庭のように共通教

科と専門教科のいずれにも科目がある教科は双方を

分けて扱った． 
 

4. 調査結果と考察 
4.1 職名別教員人数の割合 
調査対象の学校における全教員数は 9,870 人であ

った．教科ごとに職名別での教員人数の割合を求め
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たものを図 1に示す．人数が多い教諭と非常勤講師
のみ図中に割合を数値で示している（以下の図も同

様）．なお，複数教科を兼務している教員の場合，2
教科なら 1/2人，3教科なら 1/3人としてそれぞれの
教科で数えている． 
教諭人数の割合は全体で約 3分の 2であった．教

諭人数の割合が低い教科は，芸術と家庭である．両

教科は大半の学校で 2単位のみ履修されている教科
である．特に，芸術は音楽，美術等の科目ごとに教

員免許が分かれており，それぞれ非常に少ない時数

のみ設置されている． 
4.2 職名別週担当時数の割合 
全教員の週担当時数は計 123,806 であった．週担

当時数の割合を職名別で教科ごとに求めたものを図

2 に示す．教諭の時数の割合が一番低い教科が芸術
であることは図 1と同じであるが，続いて情報，家
庭の順になっている． 
一般的に，教諭は週担当時数が他の職名の教員よ

りも多いため，図 1に示す人数の割合よりも図 2に
示す時数の割合の方が高い．しかし，情報だけは逆

に時数の割合の方が低くなっている．これは，次節

で示すように情報は兼務が多く，少ない時数だけ担

当している傾向にあることが原因である．逆に非常

勤の場合は，人数の割合の方が高いことが一般的だ

が，情報のみ時数の割合の方が高い． 
4.3 複数教科兼務の教諭の割合 
各教科を担当する教諭を取り上げ，その教科のみ

を担当している教諭と他教科を含む複数教科を兼務

している教諭の割合を図 3に示す．兼務している教
諭人数の割合は，情報が圧倒的に高く，続いて公民，

家庭の順である．公民は 1994年度に再編されるまで
は共通の社会であった地理歴史との兼務がほとんど

である．家庭は専門教科家庭との兼務が多い． 
4.4 学科による教員配置の傾向 

146 校を学科で分けた教員配置の状況を図 4 に示
す．ここでは，教員の平均週担当時数を 1クラス当
たりにしたものを職名別で示している．学科の中で，

普通科は1クラスの平均生徒数が 35人を超える学校
とそうでない学校に分け，それぞれ普通(多)，普通
(少)としている．また，普通科と専門学科の両方が
ある学校を普通(併)としている．普通(多)，普通(少)，
普通(併)，専門学科，総合学科の学校数は，それぞ
れ 70，9，24，35，8校であった． 
全体の時数が多いのは専門学科で，次いで総合学

科であった．普通科では，普通(少)の方が普通(多)
よりも時数が多かった．生徒数が少ないだけでなく，

時数が手厚い体制だといえる．ただし，多いのは，

ほぼ非常勤の時数の違いと一致する． 
 

5. まとめ 
共通教科の中で，教諭が担当している人数の割合

と教諭が担当している週担当時数とを比較して後者

が低い教科は情報だけであった．また，情報は複数

教科を兼務している教諭が他の教科と比べて圧倒的

に多かった． 
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図 1 教科ごとの職名別教員人数の割合 

 

 
図 2 教科ごとの職名別週担当時数の割合 

 

 
図 3 教科ごとの複数教科兼務の教諭人数の割合 
 

 
図 4 学科別クラス当たりの教員平均週担当時数 
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開発した実習用教材を用いた中学校の技術・家庭科 

「プログラムによる計測・制御」の授業実践と評価 (1) 
 

Practice and efficiency evaluation of an own developed equipment for the 
curriculum "Industrial Arts and Homemaking" in a junior high school (Part-1) 

 
丸本 憲一*1, 森石 峰一*2 

Marumoto Norikazu *1, Minekazu MORIISHI *2 
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*2大阪電気通信大学 
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あらまし：中学校の技術・家庭科「プログラムによる計測・制御」の授業で使用する実習用教材は，様々

な条件を考慮する必要があり，選定はなかなか難しい．いくつかある教材の中で，筆者が最も適切である

と選定した教材を利用し学習する生徒が，意欲や関心を持って取り組み，また学習の成果を挙げることが

できるかどうかについて検証した．さらに学習効果を高めるために用いた副教材の活用や，学習過程での

「言語活動の充実」にも言及する． 
キーワード：プログラムによる計測・制御，計測・制御実習用教材，プログラム作成 

 
 
1. はじめに 
中学校の技術・家庭科において，平成 24 年度より

「プログラムによる計測・制御」が必修項目になっ

た． 
この授業で用いる実習用教材の条件は，アクチュ

エータとセンサ，インタフェースの役割が学習しや

すいことが重要である．また，授業展開や生徒自身

の関心・意欲・態度及び創意・工夫が高められるよ

うに，結果が分かりやすく，失敗してもすぐに改善

できることが必須である．さらに，少ない授業時数

で展開でき，省スペースで壊れにくく，一人 1 台で

利用できることが望ましい． 
このような条件を満足する実習用教材が見つから

なかったため，以前は，プログラムを作成する実習

のみにとどめていたが，筆者の 1 人である森石が開

発したインタフェース（図 1）と Logo Writer をベー

スにした計測・制御システムを動作させるソフトウ

ェア(1)に出会い，それらを活用する授業を実践した． 
 

 
図 1 森石が開発したインタフェース 

 
本稿では，筆者が勤務する京都府八幡市立男山東

中学校の 3 年生を対象に行なった授業「プログラム

による計測・制御」の設定内容及び，副教材の利用

と効果，授業の過程で見られる生徒の意欲・関心・

態度等から推測する学習効果について述べる． 
 

2. 学習目標と指導内容の設定 
「プログラムによる計測・制御」の授業時数は，

2013 年 12 月 5・12 日と 2014 年 1 月 9・23 日の 4 単

位時間(1 単位時間 50 分) しか確保できなかった． 
この授業時数で実現するために，学習目標を①計

測・制御システムの仕組みと働きを理解する．②計

測・制御システムを操作し，その基本的な知識や技

能を身につける．③簡単な課題に沿って，プログラ

ムを作成できる技能を身につける．④課題を解決す

るためのプログラムを作成すると設定した(2)． 
また，指導内容は，日常生活の中の計測・制御の

しくみを理解させることと，アクチュエータを制御

（開ループ制御）するプログラムを作成させること

に重点をおいた． 
なお，計測・制御学習を行なう前に，Logo Writer

を用いてプログラムを作成する実習を 6 単位時間行

なっている． 
 

3. 授業の実際と生徒の反応 
授業では，初めて見るインタフェースに対して興

味を示す生徒が多い．これは，すべての電子部品が

目視できるので，教科書を用いた学習で得られた知

識を，再確認することが出来ることが一因であると

考えている． 
実習では，コンピュータとインタフェースをケー

ブルで接続させ，例題のプログラムを実行させると

ころから始めた．その結果，本実習でアクチュエー

タと仮定した LED（以下，LED と記述する）が指示

通りに点灯したのを見て，感動を声で表現する生徒

が多かった．この反応は，実行結果がディスプレイ
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上に表示されるのみの，プログラムを作成する実習

では確認できなかったが，具体物である LED が点灯

する計測・制御実習に対する期待感が増した結果で

あると考えている． 
実習では，LED を課題に沿って様々に点灯させる

プログラムを作成した（図 2）． 
 

 
図 2 授業風景 

 
従来の授業では，積極的な参加をしなかった生徒

を含めた全員が，この授業では意欲的にデバッグに

取り組んでいた事が非常に印象的だった．さらに，

従来の授業では，あまり考えず教師に解答を求める

ような生徒であっても，自分自身で完成させようと

試みる姿勢が見られた． 
これは，実行結果（評価）が明確であり，修正点

が生徒自身に分かりやすく，また手軽に修正や実行

が行なえ，容易に再評価できる実習用教材を用いた

効果である．この効果により，生徒はさらに意欲が

かきたてられ，次の課題を催促する様になった． 
課題の後半に，交通信号機のシミュレーションを

作成する課題を設定した．理由は，生活の中で身近

に存在し，登下校でも利用している信号は，具体的

にイメージしやすいと考えたからである．しかし，

筆者らは，この課題は難易度が高いので，プログラ

ムを作成する準備段階で，交通信号機をシミュレー

ションする LED が点灯する順序を，可視化するため

の副教材が必要であると考えた．この結論により，

LED が点灯する順序を可視化するための点灯設計

図を完成させてから，プログラムを作成させること

にした（図 3）． 
 

LED
番号 色

未使用 8 赤
未使用 7 青

6 赤
5 黄
4 青
3 赤
2 黄
1 青

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

東西
信号機

南北
信号機

時間(秒)  
図 3 点灯設計図の一例 

 
この点灯設計図は，縦軸に LED の番号，横軸を時

間経過にしており，点灯するところを塗りつぶす方

法で設計ができる． 
この点灯設計図を完成させることで，これを手掛

かりにしてプログラムを作成させられ，比較的容易

に課題を克服させることができた．また，生徒がデ

バッグを行なう際も，点灯設計図で確認すれば，ど

の部分が間違っているかを，容易に見つけることが

できる．さらに，指導する際に，どの部分に間違い

があるのかを助言しやすく，完成まで容易に導くこ

とができた． 
最後の授業では，LED をイルミネーションの様に

点灯する課題を設定した．点灯パターンは，生徒に

発想させ，前述の点灯設計図を応用して設計させた

後に，プログラムの作成をさせた．残念ながら，4
単位時間という短い授業時数の中で，十分に創意あ

る「作品」を完成させるところまで指導できなかっ

たが，最後まで意欲的に取組んでいた．「またこの授

業があれば続きをやりたい」という感想が聞かれた

ことが印象的であった． 
 

4. この教材を活用した授業を通して 
指導項目（内容）に対して適切な教材は，生徒の

関心・意欲・態度を高めるのに非常に効果的である．

具体的で分かりやすい結果（評価）が，生徒の意欲

を高め，そのことが学習効果の向上に結び付いた．

アクチュエータという具体物がインタフェースを介

してコンピュータに接続されている「状況」自体が

生徒の意欲を高めていた．それを操作して自分の思

い通りに動くという成功体験が，さらに学習効果を

高め，次の学習への意欲につながった． 
また，この実習用教材を用いた授業において，課

題を克服するために点灯設計図（副教材）を用い，

それを元にプログラムを作成するという過程は，言

語力（国語力）の育成に効果があると感じた．中学

校学習指導要領では「生徒の言語活動を充実する」
(3)ことが示されており，筆者が勤務する中学校では，

「確かな学力」形成に向けた取組の中で「全教科で

の言語活動の充実」を重視している(4)．交通信号機

を点灯させるという具体的な課題を克服する過程で

思考力・判断力を育み，プログラム言語を用いてプ

ログラムを作成する学習は，言語活動の充実そのも

のに該当するのではないかと考える． 
この授業実践を踏まえ，今後は照度センサやタッ

チセンサを用いた閉ループ制御への授業展開を考え

ている． 
 

参考文献 
(1) 森石峰一,横山宏,魚井宏高：“中学校の技術・家庭科の

「プログラムによる計測・制御」で利用する学習教材

の開発と試用” ,教育システム情報学会誌, Vol.29, 
No.4 , pp.190-200  (2012) 

(2) 文部科学省：“中学校学習指導要領解説 技術・家庭

編”，教育図書, pp.36-37 (2008) 
(3) 文部科学省：“中学校学習指導要領(平成20年3月)”，

東山書房, pp.15-16 (2008) 
(4) 京都府八幡市立男山東中学校：“Ⅳ学力形成の基本的

立場 3「確かな学力」形成に向けた取組” ,学校要覧
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開発した実習用教材を用いた中学校の技術・家庭科 

「プログラムによる計測・制御」の授業実践と評価 (2) 
 

Practice and efficiency evaluation of an own developed equipment for the 
curriculum "Industrial Arts and Homemaking" in a junior high school (Part-2) 

 
森石 峰一*1, 丸本 憲一*2 

Minekazu MORIISHI*1, Marumoto Norikazu *2 
*1大阪電気通信大学 

*1 Osaka Electro-Communication University 
*2京都府八幡市立男山東中学校 

*2 Otokoyamahigashi municipal Junior High School,Yawata,Kyoto 
Email: moriishi@isc.osakac.ac.jp 

 
あらまし：本稿では，京都府八幡市立男山東中学校の 3 年生を対象にした「プログラムによる計測・制御」

の評価を行なった．その結果は，計測・制御システムの仕組みと働きについては，指導方法及び指導回数

の改善が必要である．また，プログラム作成の技能を身につける指導や，課題を解決するプログラムを作

成する指導については，課題の選定には再考の余地を残すが，有効な学習内容であると判断できた． 
キーワード：プログラムによる計測・制御，計測・制御システム，プログラム作成，授業評価 

 
 
1. はじめに 

中学校の技術・家庭科において，必修項目になっ

た「プログラムによる計測・制御」の指導内容は，

㋐コンピュータを利用した計測・制御の基本的な仕

組みを知ること，㋑情報処理の手順を考え，簡単な

プログラムが作成できることとされている(1)． 
本稿では，筆者の 1 人である丸本が京都府八幡市

立男山東中学校の 3 年生(3 クラス 73 名)を対象に行

なった授業「プログラムによる計測・制御」の評価

を，授業終了時のアンケートをベースに，学習目標

に沿って検討する． 
 

2. 授業の概要と学習目標 
「プログラムによる計測・制御」の授業は，2013

年 12 月 5・12 日と 2014 年 1 月 9・23 日の 4 単位時

間(1 単位時間 50 分)で行なわれた． 
この授業の学習目標は，①計測・制御システムの

仕組みと働きを理解する．②計測・制御システムを

操作し，その基本的な知識や技能を身につける．③

簡単な課題に沿って，プログラムを作成できる技能

を身につける．④課題を解決するためのプログラム

を作成するとしている． 
 

3. 計測・制御システムの理解についての評価 
学習目標の①計測・制御システムの仕組みと働き

を理解するには，計測・制御システムの構成要素を

理解する必要があると考えた． 
計測・制御システムの構成要素についての指導は，

12 月 5 日の前半に講義形式で行なっただけなので，

理解度の変容を把握するために，12 月 5 日と 1 月 23
日にアンケートを実施した． 

表 1 は，「計測・制御システムの構成要素」の設

問に対する回答を，正解数で分類したものである． 

表 1 計測・制御システムの構成要素の理解 
正解数による分類 群 人数 

12 月 5 日・1 月 23 日とも全問正解 A 7 
12 月 5 日全問正解・1 月 23 日数問正解 B 6 
12 月 5 日全問正解・1 月 23 日全問不正解 C 4 
12 月 5 日数問正解・1 月 23 日全問正解 D 5 
12 月 5 日・1 月 23 日とも数問正解 E 48 
12 月 5 日・1 月 23 日とも全問不正解 F 2 

合 計  67 
 
この分類の中で注目したのは，A群と D 群である．

これらの群に属する生徒は全体の約 19%であるが，

12 月 5 日に学習した内容を，1 月 23 日になっても正

確に記憶していたことになる． 
筆者らは，これらの群に属する生徒が，当該内容

を自ら復習した結果であると考えている．それは，

約 81%の生徒が正しく理解できていないことや，C
群のように，12 月 5 日に全問正解していながら 1 月

23 日には全問不正解になった生徒がいることから

である． 
したがって，計測・制御システムの構成要素の理

解度を深めるためには，A 群と D 群が行なったと考

えられる復習を，できる限り多くの授業時に取り入

れることが望ましいと考える． 
 

4. 基本的な知識や技能についての評価 
学習目標の②計測・制御システムを操作し，その

基本的な知識や技能を身につけるための学習内容を，

12 月 5 日に 1 個の LED を点灯させるプログラムの

作成，12 月 12 日に 8 個の LED を順番に点灯させる

プログラムの作成，1 月 9 日に信号機のシミュレー

ションの作成．1 月 23 日に LED によるイルミネー

ションを生徒自身が創作する計画で設計した． 
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表 2 は，LED を点灯させる実習の難易度について

の設問に対する回答である． 
 

表 2 LED を点灯させる実習の難易度 
 12/5 12/12 1/9 1/23 

難しくなかった 22 17 10 15 
どちらかといえば 
難しくなかった 

36 32 26 28 

どちらかといえば 
難しかった 

8 16 27 22 

難しかった 3 4 6 4 
合 計 69 69 69 69 

 
この結果から，1 個の LED を点灯させるプログラ

ムの作成については，容易に理解できることが分か

る．その後，実習内容は高度になっていくが，難し

いと感じている生徒の変化量は緩やかである．した

がって，生徒は計測・制御システムの基本的な知識

や技能を身につけることができたと考えている． 
ただし，1 月 9 日に実施した信号機のシミュレー

ションの作成については，後述するように再考の余

地があると考えている． 
 

5. プログラム作成の技能についての評価 
学習目標の③簡単な課題に沿って，プログラムを

作成する技能を身につけることができたかの評価を．

12 月 12 日に実施した授業を中心に行なう． 
表 3 は，プログラム作成の容易さについての設問

に対する回答である． 
 

表 3 プログラム作成の容易さ 

 練習

１ 
練習

２ 
練習

３ 
追加

問題 
とても簡単に 
作れた 

35 30 18 10 

どちらかといえば

簡単に作れた 
20 20 16 3 

難しいが作れた 13 15 7 48 
難しいので 
作れなかった 

1 4 13 1 

時間が足りないの

で作れなかった 
0 0 15 7 

合 計 69 69 69 69 
 
練習 1 は，左側から右へ 0.2 秒間隔で，LED を順

番に点灯させるプログラムの作成であり，練習 2 は，

左側から右へ 0.2 秒間隔で，順番に点灯する LED を

移動させるプログラムの作成である． 
練習 3 は，練習 2 で作成したプログラムを 4 回繰

り返すプログラムの作成である．この課題を完成さ

せるためには，以前学習した「くりかえせ」の命令

を思い出せるかが重要になる．追加問題は，練習 2
を右側から左へと点灯方向を変えただけである．こ

れらは，学習進度調整用の課題として取り入れた． 

したがって，最も重要な課題は練習 1・2 である．

これらについては，ほとんどの生徒がプログラムを

作成できているので，生徒はプログラムの作成技能

を身につけられたと考えている． 
 

6. 課題を解決するプログラム作成の評価 
学習目標の④課題を解決するためのプログラム作

成を達成するための学習内容を，正面と側面のみの

一般的な信号機の点灯プログラムを作成した後に，

男山東中学校の校門前にある歩行者用押しボタンが

付いている信号機の点灯プログラム作成に発展する

ことに決定し 1 月 9 日に実施した． 
表 4 は，信号機の点灯プログラムの作成について

の設問に対する回答である． 
 

表 4 信号機の点灯プログラムの作成 
 一般的 校門前 

とても簡単に作れた 13 2 
どちらかといえば簡単に作れた 24 2 
難しいが作れた 30 9 
難しいので作れなかった 4 54 
時間が足りないので作れなかった 0 4 

合 計 71 71 
 
この結果から，1 月 23 日までの学習内容と一般的

な信号機の点灯プログラム作成は，高い接続性を持

っているといえる．しかし，校門前信号機の点灯プ

ログラムの作成については，難易度が高く接続性が

低いといえる．ただし，授業進度に余裕を持たせる

ことができれば，接続性を高められると考えている． 
 

7. まとめ 
八幡市立男山東中学校の 3 年生を対象にした「プ

ログラムによる計測・制御」の評価を行なった． 

計測・制御システムの仕組みと働きについては，

指導方法を改善し，指導回数を増やす必要がある． 
12 月 12 日に実施した練習 1・2 で，プログラムを

作成できる技能を身につける指導ができた．また，

信号機といった課題を解決するプログラムを作成す

る指導もできた．これらについては，課題の選定に

は再考の余地を残すが，有効な学習内容であると判

断できる． 
これらを総合すれば，改善点はあるが，計測・制

御システムを操作し，その基本的な知識や技能を身

につける指導ができたと考えている． 
生徒は，新しい学習領域であったために，難しさ

や戸惑いがあったようであるが，本実習に対して興

味を持ったと回答した生徒は 69 名中 65 名，また，

楽しいと回答した生徒は 69 名中 67 名であったこと

から，一定の評価が得られたと考えている． 
 

参考文献 
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保育者の「話し方」をブラッシュアップするための学習支援システムの提案 

Learning method to support a narrative skill for nursery teacher 
白井 由希子,高橋 一夫,新谷 公朗 

常磐会短期大学幼児教育科 

Tokiwakai College, Early Childfood Education 

 

あらまし：保育現場の言語表現活動では，自分の話す内容が聞き手に理解されているか，集中して聞いて

いるかという不安が常に保育者につきまとう．人前で「話す」ことの学習方法としては，例えばビデオ等

が用いられている．しかし，学習者の内的要因を省察するには映像だけでは難しい．そこで本研究では，

心拍数とビデオデータを用いた学習支援システムを提案する．学習者の緊張度や集中度の提示により，学

習効果の向上を図ることができると考える． 
キーワード：話し方，緊張度，心拍数 

 
1. 聞き手の態度に対する保育者の不安 
保育活動において，保育者は子どもとコミュニケーショ

ンがとれているかということを意識している．しかし指示や

指導，援助に伴う会話を対象者がどの程度理解している

かを確認することは，乳幼児を対象としているため難しい．

多くの場合，保育者は子どもが指導者の言動を注視して

いるかを理解度の判断材料としていると思われる．例え

ば絵本の読み聞かせの場面等で，子どもの笑顔や，絵

本や読み手に視線が向いていることがそれにあたる．子

どもが保育者の話を聞いていない状況は，保育者自身

が不安を覚える要因であるとも考えられる． 

このような状況を経験し学習する機会として，保育者

養成のカリキュラムには，現場での実践を含め実習の科

目が設定されている．このような科目では，実践の様子

をビデオ撮影してフィードバックに活かすなど，学習者が

客観的に状況を把握できる方法が提案されている． 

本研究では実践での学習支援システムとして，ビデオ

動画と共に学習者の内面的な情報を提供する方法を提

案する．学習者の心拍数を分析し，緊張感や集中度を

提示することで学習効果の向上が期待できると考える． 

 
2. 先行研究 
従来の手法には，実習科目における実践の様子をビ

デオ撮影したものを評価したり(大倉 2009)，撮影した映

像にコメントを付けながら学習する方法(金子他 2008)が

ある．前者は e-ラーニングを利用し，ビデオを個別に視

聴しながらコメントが書き込め，それらを学習者らが共有

しながら学習できる．後者はシミュレーション学習で，学

生や教員など外部からの評価を共有することで，単独学

習にはない効果をあげようとしている． 

しかし，ビデオ等の動画は，実践の状況を説明する上

では有効な資料となるが，学習者の内面を推察すること

は難しい．学習者自身の主観的な記憶からその場面で

の振る舞いについて検討を加えていくことになる．多くの

場合，その場面での学習者の緊張感や不安感が次回

への反省点として議論されるが，そのような感情を抱い

たプロセスが議論されることは少ないと考えられる． 

ビデオ映像から学習者の不安要因を抽出し提示でき

れば，学習効果をより上げることができると考える． 

 
3. ビデオと心拍センサを用いた学習支援
システムの提案 

前述した学習効果を得るため，本研究ではビデオと心

拍数を用いた学習支援システムを提案する．実際に学

習者の実践の様子をビデオ撮影し，それを評価に用い

ることで，失敗した箇所，外部からの影響による結果が

表面的に明白となる．しかし，これだけでは振り返る要素

としては弱いと考え，学習者自身の心拍を計測し，心拍

の変化から様々な状況の要因の提示を試みる．ビデオ

データと心拍データを合わせることで，学習者の心理状

態がより明確に提示でき，次の実践での失敗をより回避

するための手法を，学習者自身が習得できると考える． 

従来は，学習者の主観に頼っていた学習者自身の内

的な要素を定量的に抽出でき，学習者の主観の変化を

も時系列で分析することが可能となる．図 1 は提案する

学習支援システムのサービスイメージである．心拍を測

定するセンサは，myBeat1を用いる．心拍周期（RRI）2を

用いて心理状態の分析を行う． 

 

4. 心拍数を用いた心理状態の計測 
4.1. 心拍数を用いた先行研究 
一般的に心拍数は，健康状態や運動強度を示すと言

われているが，緊張しているかリラックスしているか等の

心理状態や集中度の分析にも利用されている(吉岡他

2001)．集中時は心拍動が速く・規則正しくなり，リラック

ス時ではゆっくり・不規則になると言われている． 

                                                   
1myBeatとは，ユニオンツール社が開発した，心拍データを取得
するセンサで，拍周期・心拍波形・心拍数の心拍情報と，体表温，

3軸加速度で検知した体の動きを記録することができる． 
2自律神経によってコントロールされている心臓の鼓動（心拍周期）
は，心の状態の変化によって周期に変化が生じると言われている． 
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4.2. センサを用いた予備実験 
提案する学習支援システムに心拍センサを用いた分

析方法を実装するための予備実験として，実際にセンサ

を装着して以下のような実験を実施した． 

 実験状況は，3 名の聞き手の前で絵本の読み聞か

せを行う．但し，難易度を上げるために絵本は英語

版を用意した．被験者（読み手）に心拍センサを装

着し，その様子をビデオカメラで撮影． 
 心拍周期(RRI)から RRV（RRIの分散値）を算出． 

4.3. 実験結果 
実験から得られた心拍周期のデータをグラフ化したも

のを示す．図2は英語の絵本の読み聞かせをした際のも

の，図 3 は座っただけの状態のものである.座っているだ

けの状態の心拍周期は,約 800～950sec の間で一定の

値を保ち続けている.一方,読み聞かせの状態は,約 500

～3500sec の間で振れ幅は大きい.これらの実験結果か

ら，心拍データを元に学習者の心理的な変化を抽出で

きることが確認できた．また，緊張状態や集中度の識別

にも可能性を見出すことができた．さらにビデオ映像と照

合し，外部刺激による心拍データの変化の要因を探るこ

ともできる。反省・振り返りのきっかけが視覚的に提示さ

れることで，学習効果の向上が期待できると考える。 

 

5. まとめ 
本稿では，ビデオと心拍センサを用いた保育者の実

践，実習を支援する学習支援システムを提案した．心拍

センサの予備実験の結果から，心拍の変動を分析する

ことで，学習者の異なる緊張感や集中度を検出する可

能性を確認できた．今後は実験データを増やし，状況の

違いによる心拍変動の傾向を探ると共に，ビデオの動画

情報との統合を図り，システムの有効性を検証したい． 
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図 1 学習支援システムのサービスイメージ 
 

 

図 2 心拍周期(絵本の読み聞かせ時) 
 

 

図 3 心拍周期(座っているだけの状態) 
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学習者観察・関与過程における脳活動の特徴
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あらまし：大学生 2名 1組を教師役と学習者役のペアに設定し，図形構成課題を遂行する学習者役に，教

師役がヒント提示を行う場面の脳活動計測を実施した．ヒント提示は，状況に応じて，教師役が提案して

行っても，学習者役の要求によって行ってもよい設定とした．ヒント提示前後の教師役の脳活動に着目し

て分析した結果，教師役自ら提案してヒントを提示した場合と，学習者役に求められてヒントを提示した

場合とでは異なる特徴を示すことが明らかとなった． 

キーワード：図形，運動，タングラム，助言，脳活動

1. はじめに
数学教育における図形領域の内容には，(1)図形の

特徴，(2)平面・空間，(3)運動・変換，(4)論証，(5)
計量の主に 5 つがあるが，「(3)運動・変換」におい

ては，図形を様々な方向に動かして見ることのでき

る能力の育成が重要となる(1)．

例えば，小学校第 1 学年の「かたちしらべ」では，

直角二等辺三角形を複数枚用いて，様々な形を構成

したり，平行運動（ずらす），対称運動（うらがえす），

回転運動（まわす）といった活動を経験させたりし

て，運動に対する体験的な学習活動を行っている．

これらは，小学校高学年での図形の合同条件や拡

大・縮小の学習の素地となるものである．ただし，

これらの指導においては，数と計算のように系統的

なカリキュラムが十分に構築されているわけではな

く，学習者間の理解の差が大きいことも指摘されて

きた．また，学習者の実態に応じた適正な指導方法

の確立も，重要な検討課題といえる．

ところで，学習者の学習状況に応じた適正な指導

法（観察・関与）のあり方を考えるにあたって，今

日では脳活動データなどの生体情報を用いた研究も

実施されている．例えば，算数科の「数と計算」領

域における虫食い算課題を用いて，学習者とヒント

提示者（教師）の双方の脳活動データを取得・対照

することで，ヒント提示がもたらす生理学的データ

の特徴解明も行われている(2)．

本研究では，観察・関与の良し悪しが閃きや理解

に大きく影響する図形領域を対象に，7 枚の図形の

ピースを運動させ，指定された形を構成するタング

ラムを課題として，学習者役が形を構成し，教師役

がヒント提示を行う過程における双方の脳活動計測

を実施する．とりわけ，本稿では，ヒント提示前後

の教師の脳活動に着目して，その特徴を明らかにす

ることを目的とする．

2. 方法
2.1 実験概要
脳活動計測実験の概要は以下のとおりである．

実験期間：2014 年 4 月～5 月

実験場所：京都教育大学

被験者：大学生 12 名（2 名 1 組，男性 10 名，女性 2
名；20.9±0.9 歳）

計測方法：近赤外線による光計測装置 NIRO-200（浜

松ホトニクス）を用いて，2 名 1 組の左前頭前野

（左前額部）の脳活動を同時に計測した．    
2.2 実験課題・環境設定

タングラム（7 つのピースを用いて，指定された

形を構成するパズル）を実験課題に用いた．1 試行 1
問として 3 試行を実施した．各試行の制限時間は，

90 秒間とし，試行間には 80 秒間の休憩を設けた（図

1）．
実験は，被験者を「教師役」と「学習者役」の 2

名 1 組のペアに設定して行った．学習者役の役割は，

タングラムに取り組むことである．一方，教師役の

役割は，学習者役がタングラムに取り組む様子を観

察しながら，ヒントを提供することである．本実験

でのヒントは，教師役が学習者役に手元に置かれた

模型を用いて，1 回につき 1 ピースの置き方を提示

するものである．ヒントを提示するタイミングは，

制限時間内に指定された形を完成させるという条件

のもと，教師役，学習者役のどちらでもヒントが必

要だと判断した場合に手元のベルを鳴らして知らせ

ることとした．すなわち，ヒントを提示するのは教

師役であるが，制限時間内であれば，双方とも任意

のタイミングでヒント提示を提案したり，ヒント提

示を要求したりできる．1 試行あたりのヒント回数

に制限は設けなかった（7ピースのため，最大 7回）．

なお，両者が時間を把握できるよう，残り時間が表

示されるタイマーを設置した．
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図 1 実験課題

3. 結果
3.1 行動観察データ

被験者全 6 組（A～F 組）とも，制限時間内に全て

の問題を間違いなく完成させた．

表 1 は，各組において提示されたヒント数を示し

たものである．表内の「教師提案」，「学習者提案」

は，教師役と学習者役のいずれがヒントの提示を提

案したかを示している．全体としては，教師提案に

よるヒント提示が合計 11 回と，学習者提案よりも 4
回多い結果となった．また，F 組では，ヒント提示

が 1 度も行われなかった．

表 1 組別のヒント提示回数

3.2 脳活動データ
 光計測装置によって取得できる脳活動データは，

oxygenated hemoglobin（以下，oxyHb），deoxygenated 
hemoglobin（以下，deoxyHb）の 2 種類である．図 2
は， B 組の教師役と学習者役の脳活動データを示し

たものである．一般的に脳活動の活発化は，oxyHb
の増加と，それによる deoxyHb の相対的な減少によ

って説明され，oxyHb が主要な指標として用いられ

ることが多い．そこで，以下では，oxyHb を指標と

し，ヒント前後の変化に着目して分析を実施する．

図 2 脳活動データ（B 組）

表 2 は，表 1 の 18 回のヒントについて，ヒント提

示時点の脳活動の値を 0 として，ヒント提示前後各

5 秒間の平均値を正（＋），負（－）の値に分類し，

ヒント前後の脳活動の変化を整理したものである．

教師提案の場合，「－⇒＋」が最も多く（11 回中 7
回）半数以上である．一方，学習者提案の場合，教

師提案と同じく「－⇒＋」が最も多いものの，半数

以下であり，全体に分散する傾向にある．

表 2 ヒント提示前後各 5 秒間の脳活動変化

図 3 は，左図が教師提案（11 回），右図が学習者

提案（7 回）のヒント提示前後各 5 秒間の脳活動変

化の平均値と標準誤差をグラフ化したものである．

いずれの場合も，ヒント提示前から提示後にかけて

上昇するが，教師提案の方でより顕著であること，

学習者提案の標準誤差が大きいことが挙げられる．

  

図 3 ヒント提示前後各 5 秒間の脳活動平均値

4. 結語
タングラムを用いた図形課題遂行過程における教

師役（ヒント提示側）の観察・関与時の脳活動の変

化について検討した．

その結果，教師提案ではヒント提示後に活発化す

るという一定の傾向を示すものの，学習者提案では

そのように一定した傾向は見られなかった．

教師がヒントを主体的に出す場合と，要求されて

出す場合とでは，教師側の意識が異なることが推測

されることから，提案者の差異を意識して助言のあ

り方を検討していくことが重要である．
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看護メタ思考スキルを育成するための学習経験設計意図の表現 
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あらまし：暗黙性の高い個人・集団の思考を対象とする教育のモデリングにおいて，思考の振り返りに関

する学習活動の間の関係性が経験的に構成されることが多く，何をどのようにモデリングすればいいかは

明らかでない．本稿では，看護サービス質の向上を支えるメタ思考スキルの教育に注目し，オントロジー

を用いて，メタ思考スキルを育成するための学習経験に関する概念の体系化・構造化による設計意図の表

現について報告する． 
キーワード：オントロジー工学，教育設計，メタ認知，看護サービス 

 
 
1. はじめに 
教育設計の合理的な構成を明らかにする汎用的な

方法を提供するためのモデリング手法
 (1)(2)
に関する

研究が行われている．本研究では，必ずしも正解が

ないような実践問題の問題解決における暗黙性の高

い個人・集団の思考を対象とする省察型の教育のモ

デリングに焦点をあてる． 
省察型の教育においては，思考の振り返りに関す

る学習活動の間の関係性が経験的に構成されること

が多く，何をどのようにモデリングすればいいかは

明らかでない．本研究は，教育設計者間での設計意

図の共有を進め，継続的な教育改善を促すために，

学習経験の設計意図に関する概念の体系化・構造化

を目指している． 
本研究の対象は，看護サービスを実施するための

メタ思考スキルの育成である．ここでいうメタ思考

とは，考えることについて考えることであり，特に，

直面した問題に対して論理的に思考し，他者の立場

を考慮しつつ他者との相対的関係を意識したうえで

自分の思考を深めることをゴールとして，自分の思

考を客観的にモニタリングし，コントロールするメ

タ思考に焦点をあてる． 
本稿では，オントロジー工学的アプローチを用い

て，看護メタ思考スキルを育成するための学習経験

設計意図の表現と，それに基づく設計意図の共有支

援，さらに学習者向けの学習目標の認識支援の枠組

みについて報告する． 
 

2. 看護メタ思考スキル育成の教育プログラム 
看護サービス現場での様々な状況の中で，異なる

立場の関係者が明快な正解がないような実践問題の

解決において，学習者自らの思考を振り返る経験を

基礎にして暗黙性の高い知識・スキルの習得を支援

する必要がある．筆者らは，過去 3年間にわたって，
大学病院と連携して看護師のメタ思考スキルの向上

を目的とした看護思考法教育プログラムを実施して

いる． 
教育プログラム全体の学習目標は，看護師自らの

思考を論理的に表現するスキルの形成と共に，他者

とのインタラクションの構造を自らの思考の枠組み

として内化するという思考スキルを学ぶ手がかりを

理解し，それを用いてメタ思考スキルのトレーニン

グをしつつ，教育プログラム後にもメタ思考スキル

を学び続ける動機付けを得ることである． 
この教育プログラムは以下の特徴がある． 

1. 思考の論理構造を明確に表現することで，思考

を振り返る経験の質を向上させることを支え

る思考外化支援ツール（思知）を中核教材とし

て使用 
2. 思知を使いケースライティング時の自分思考

を振り返る経験と書かれたケースについて他

の学習者と議論する時の集団思考を吟味する

経験のつながりを学習者に意識させ，メタ思考

の形成を促す教育 
3. 段階的な学習者役割のメタ思考の形成を促す

ために前段階の学習経験から次段階の学習経

験への教育的作用の設計
(3) 

メンバー：自分思考の論理表現などの基礎を

中心に学習を進める１年目の学習者 
リーダー：メタ的な視点で議論における集団

思考のプロセスを俯瞰することで，メタ思考

スキルを学ぶ２年目の学習者 
ファシリテーター：メンバー・リーダーの学

習を支援（ケースの添削など）することを通

じて，メタ思考スキルを学ぶ３年目の学習者 
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3. 看護メタ思考の形成を促す学習経験の設計 
本研究が注目する省察型の教育においては，特に，

学習経験間の関係性に暗黙的な部分が多い．設計意

図の共有と継続的な改良設計には，そのような設計

意図を明確にすることが不可欠である．例えば，メ

ンバー時に習得した自分の思考を明確にする学習経

験と，リーダー時の他者の思考を理解する学習経験

の間に込めた設計意図を明確に表現する必要がある．

ここでは，設計意図の表出を支援するためのオント

ロジーベースのメタ思考教育設計意図の表現法を説

明する． 
3.1 設計表現支援枠組みの全体像 
図１は，メタ思考学習経験の設計意図の表現を支

援する枠組みの全体像を表している．この枠組みの

コアモジュールは学習活動の背後にある学習目標に

関する概念，教授・学習方略などの教育設計に関す

る概念を構造化するメタ思考育成オントロジーであ

る．それに基づいて，メタ思考スキルの形成を促す

教育プログラムの設計，特に，学習経験間の関係性

を明確に表現する．設計意図表現 UI（ユーザーイン
タフェース）は，設計モデルを教育設計者にとって

視覚的に理解しやすく，設計を表現しやすいビュー

を提供し，学習目標認知 UI は，学習者がメタ思考
スキルの学習目標を認識しやすいビューを提供し，

メタ思考スキルの意識的な学習を促す． 
3.2 学習経験間の関係性の概念化 
ここで，学習者役割の転換に込めた設計意図の設

計モデル表現を説明する．図２は学習経験間の関係

性に関する概念階層の一部を示している．経験によ

る促進(A)の関係概念には，役割転換前の経験による
促進(B)と発見的学習の経験による促進(D)があり，
本教育プログラムでの，メンバー経験からリーダー

経験への役割転換(C)を，Bの関係性の一つとして位
置づけている． 

メンバーからリーダーへの学習者役割の転換の設

計意図には，「自分の思考を明確にする能力は，他者

の思考を理解することに役立つ」という経験的知識

が背景としてある．このことを学習経験間の関係と

してモデル化したのが図３である． 
図３は，メンバー(c2：主体)の役割を担う時の自
分の思考の結果(c4：対象)について論理構造を同定
する(c3：学習内容)ことを通じた思考表現スキルの
習得(c1：学習目標)する学習経験が，リーダー(c6：
主体)の役割を担う時の，集団思考プロセス(c8：対
象)での他者思考構造を同定(c7：学習活動)する観察
学習(c5:学習方略)の学習経験を促進することを表し
おり，特に，自分の思考の論理構造と同定という学

習内容が，他者の思考構造の同定という学習活動を

誘発することを関係 R1で表現している． 
このようにメンバー時の思考表現スキルの習得と

いう学習目標の達成経験とリーダー時の他者の観察

による学習という学習方略の遂行経験に関する概念

を体系化・構造化することで，学習経験間の関係性

の設計意図が表現されている． 
 
4. まとめと今後の課題 
本稿では，オントロジー工学的手法を用いて，看

護メタ思考スキルを育成するための学習経験設計意

図の表現支援枠組みを提案した．今後，設計意図共

有・学習目標の認知の支援機能を開発しつつ，学習

経験に関する設計意図の表現メディアの特徴，更に，

設計意図の明確化が教育設計者と学習者に与える影

響を明らかにするための研究を行う予定である． 
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協調学習における韻律特徴を用いた発話タグ推定モデル 
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あらまし：協調学習において，説明や質問といった参加者が発する発言の意図（以後，発話タグ）を推定

できれば，学習時の議論状況をリアルタイムに評価できるようになる．本研究では，協調学習における既

存の対話コーパスデータの各発言に発話タグを付与し，ピッチや話速，抑揚といった韻律特徴に基づき，

機械学習により発話タグを推定するモデルを提案する．評価実験の結果，4割強の精度で 6種類の発話タ
グを正しく推定できることを確認した． 
キーワード：協調学習，発話タグ，韻律特徴，音声会話 

 
1. はじめに 
協調学習は主に参加者の対話によって進展するた

め，テキスト・チャットなどで参加者によって各発

言に付与される説明や質問，同意といった発話タグ

に基づき学習時の対話状況を分析する研究が行われ

ている(1,2,3)．このような発話タグを自動的に推定す

ることができれば，学習時の対話状況をリアルタイ

ムに評価できるようになる．しかし，発話タグを自

動推定する研究の多くは，テキスト対話を対象とし

ており(4)，コミュニケーションとしてより自然な音

声対話は対象とされてこなかった．音声認識を利用

する手法も考えられるが，多人数会話の場合，特に

誤認識が多く生じてしまうという問題がある． 
本研究では発話におけるピッチや話速，抑揚とい

った韻律特徴に着目し，協調学習における参加者の

発話タグを自動推定することを目的とする．協調学

習に特徴的な発話タグを既存のコーパスに付与し，

音声の韻律特徴に基づき，機械学習を用いて発話タ

グを推定するモデルを提案する． 
 

2. 分析データ 
2.1 発話タグの付与 
本研究では，先行研究で構築した協調学習マルチ

モーダルコーパス(5)に収録されている，知識共有タ

イプの課題に取組む 10グループ分（1グループ 3名）
の会話音声データを利用する． 
発話タグとして，一般的な会話における 42種類の

談話タグが定義された SWBD-DAMSLタグ(6)を参考

にした．2 名のアノテータによる付加作業を通し，
使用する必要がないタグや，新たに追加すべきタグ

を選定し，文法レベル 14個，文意レベル 6個の発話
タグを付与することとした．タグ付けの妥当性を検

証するために，1 グループのデータに対して 2 名が
独立で発話タグを付与した結果，観察者間の一致度

は十分であることを確認した（Cohen’s κ=0.69）． 

音声から書き起こされた 2559 個の各発言に発話
タグを付与した結果，各発話タグのデータ数にはば

らつきが見られた．そこで，議論状態を推定するた

めに重要と考えられる「平叙文」，「疑問文」，「同意」，

そしてデータ数が比較的多い「相槌」，「笑い」，これ

ら以外を「その他」とした計 6種類を本研究の推定
対象として扱う． 
2.2 韻律特徴データの付与 
発話タグと音声との関係を分析するために，コー

パスに記載されている発話開始／終了時間情報に基

づき，発話の音声データ（wav形式，2512ファイル）
を音声切り出しソフトウェア WAVEFLT2 により抽
出した．ここで，ソフトウェアが抽出できなかった

非常に短い発話は除外している． 
韻律データを取得するために，音声分析ソフトウ

ェア Praat(7)を使用した．本研究では「ピッチ」，「話

速」，「抑揚」，「インテンシティ」および「ポーズ」

の韻律特徴に着目する．ピッチ（Hz）は，発話にお
ける 0.1秒毎のデータを取得した．話速は Praatから
算出されるシラブル数と発話時間から，1 秒当たり
のシラブル数を求めた．抑揚はピッチの最大値から

最小値を引いた値とし，インテンシティ（dB）は Praat
スクリプトに基づき算出した．ポーズ（sec）は，前
発話からの経過時間に応じて 8種類のタグを設定し
た．ここでは，前発話から 0.5 秒刻みで 3 秒後まで
のポーズを表すタグを 6 種類，3 秒以上経過してか
ら発言されたタグを 1種類，また発話が他の発話区
間と重複していることを表すタグを 1種類付加した． 

 
3. 発話タグ推定モデル 
3.1 推定に利用する特徴 
発話タグ推定モデルを構築するために，2.2節で述

べた音声韻律特徴に加えて，前発話タグ，ピッチの

頻度情報，性別の 3種類を考慮した． 
前発話タグは，発話の直前になされた発話のタグ
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を表す．相槌に関しては 1つの発話に対して複数回
なされる傾向が見られたため，１つの発話に対して

複数の相槌が打たれた場合，すべての相槌の前発話

タグはその発話タグとした． 
ピッチの頻度情報として，全発言のピッチ平均情

報を k-means法を用いて 10個のクラスタに分類し，
1 発話の 0.1 秒ごとのピッチのフレーム値が各クラ
スタにどの程度分類されるか求めた．ピッチの値が

取得できなかったフレームの場合は，非取得用のク

ラスタを 1個用意し，そこに分類した． 
最終的に発話タグの推定に使用する属性は，ピッ

チ 3種類（最大値，最小値，平均），インテンシティ
2 種類（最大値，最小値），抑揚，話速，発話時間，
前発話タグ，ポーズ時間，ポーズタグ，性別，ピッ

チの頻度（11種類）の計 23種とした． 
3.2 モデル作成に用いる学習アルゴリズムの検討 
推定モデルの作成のために，機械学習ソフトウェ

アWeka(8)を使用した．発話数が 200を超える発話タ
グ（平叙文，疑問文，相槌）に関しては，リサンプ

リングを行い，サンプル数の上限を 200に設定した．
本モデルをリアルタイムで利用する状況を想定し，

正確に推定することが困難だと考えられる前発話タ

グの有無を考慮した 2種類のモデルを構築すること
とした． 

10-fold交差検証法によるモデル評価を行い，結果
が良好であった 5種のアルゴリズムを比較検討した．
表 1 に各アルゴリズムにおける発話タグ分類の
F-measureの値を示す．リアルタイムでの使用も考慮
すると SVMが最も高い精度となることが示された．
モデルの推定精度を高めるために，精度を下げる属

性を除外する属性選択を行った．結果，前発話タグ

を属性に含める場合は 16種，含めない場合は 17種
の属性がモデル推定のために選択された． 

 
表 1 学習アルゴリズムの比較結果 

アルゴリズム モデル 1 
（前発話タグ有り） 

モデル 2 
（前発話タグ無し） 

C4.5 0.421 0.354 
NN Search 0.382 0.350 
NB Tree 0.473 0.399 

Random Forest 0.411 0.404 
SVM 0.460 0.443 

 
4. 発話タグ推定の評価 
属性選択で得られた属性を用いて，前発言タグ情

報を利用するモデル（モデル 1），利用しないモデル
（モデル 2）の 2 種類の発言タグ推定モデルを作成
した．分類器は SVMを使用し，評価には Leave one 
out 交差検証法を用いた． 
表 3 に発言タグ推定の F-measure を示す．全体と

して，両モデルともに 4割強の精度で発話タグを推
定できており，ランダムな推定（1/6≒0.167）と比較
して 2倍を上回る精度となった．特に「相槌」や「笑
い」は他と比べて高い値を示している．「疑問文」は

相手に同意を求めるために，平叙文直後に現れる付

加疑問文が多かったため，精度が落ちたと考えられ

る．「同意」については，機械学習にかけたサンプル

数が少なかったことが原因として挙げられる． 
今回は音声の韻律特徴に着目しているが，今後は

音声認識結果や視線対象などの情報を統合したモデ

ルに拡張することで精度を向上できる可能性がある． 
 

表 2 発話タグ推定モデルの推定結果 
発話タグ モデル 1 

（前発話タグ有り） 
モデル 2 

（前発話タグ無し） 
平叙文 0.452 0.419 
疑問文 0.313 0.358 
同意 0.277 0.022 
相槌 0.662 0.579 
笑い 0.650 0.658 
その他 0.426 0.140 
平均 0.486 0.452 

 
5. おわりに 
本研究では，協調学習における個々の発話に対し

て発話タグを手動付与し，音声データから取得され

る韻律特徴に基づいて発話タグを推定するモデルを

提案した．全体として，精度は 4割強の精度となる
ことを確認した．今後の課題として，韻律特徴以外

の情報を統合して推定精度を高める手法を検討して

いく予定である． 
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ジャグリングの動作可視化による気づき支援システム 
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あらまし：本研究ではジャグリングの練習を,熟達者の動きと学習者の動きを同じ画面上で見られるよう

にすることにより，熟達者との動きの違いに気づくことのできるような練習システムを提案する．気づき

を支援するために，①RGBカメラデータ，②スケルトンデータ，③動きの特徴的な部分のみをマッピング

したデータ，④道具の軌道を抽出したデータの 4種類を用い，学習者がデータを切り替えながら熟達者と

の動きを比較する． 

キーワード：スキル学習，熟達化，身体知，ジャグリング 
 
1. はじめに 
ジャグリングの技能を習得する場合，熟達者か

ら指導を受ける方法が一般的である．しかし，熟

達者は自身の技術を，十分に言語化・表象化・意

識化することが難しい身体知[1]として獲得してい

ることが多い．そのため，技術を伝えることは熟

達者にとっても難しく，指導を行える人材が少な

い．また一方で，この身体知となるジャグリング

の技能を自学で習得することも困難である． 
そこで本研究では，モーションキャプチャを用

いて熟達者との違いを認識することによる技能

習得に着目し，システムの設計・開発を行う． 
熟達者の動きと学習者の動きを同じ画面上で

見られるようにし，熟達者との比較を行いながら，

暗黙的に獲得されることの多い身体知を能動的

に探求できるようにする．そこで，学習者が 4種
類の異なったデータを切り替えながら熟達者と

のジャグリングの技能を比較することで，技能を

習得するうえで問題となる点を気づくことがで

きるような練習システムを提案する． 
なお，今回，ジャグリングの中でも最も一般的

なボールを用いたジャグリングについて焦点を

あてることとする． 
 
 

2．システムの設計 
本研究では練習システムの構築に，Kinect for 

Windows[2]を利用する．これにより，身体にセン

サなどを必要とせずモーションキャプチャが行

えるため，データの取得が練習の邪魔にならない

利点がある．  
ジャグリングの技能をより深く習得・理解する

ためには，学習者が熟達者との技能上の違いに気

づけることが重要である．しかし，ジャグリング

の技能は，身体の動きや道具の軌道などの 2要素
が複雑な相関をもっている．そこで，上記の 2要
素をそれぞれ独立してみることができるように

する．今回採用した 4つのデータと気づきを支援
できると考える点を以下に示す． 
①RGBカメラデータ(図 1)：ビデオカメラ等で撮
影した映像データを用い，両要素の相関 
②スケルトンデータ(図 2)：身体を棒のような形で
出力し，身体の動きのみの違い 
③マッピングデータ(図 3)：身体の動きの一部分
(図 3においては手の先)をマッピングし，身体の
動きの中でも特徴的な部分の違い 
④道具の軌道データ(図 4)：道具(ボール)の軌道の
みを出力するデータを用い，道具の軌道の違い 
上記のデータを適宜切り替えながら学習でき

るように設計することとし，本研究における学習
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者と熟達者の動作比較用のインタフェースを図 5
に示す． 

 

 

図 1：RGBカメラデータ 図 2：スケルトンデータ 

 

 
図 3：マッピングデータ  図 4：道具の軌跡データ 

 

 
図 5：比較用インタフェース 

 

3．本システムを利用した学習の流れ 
 本システムは学習者として，月 2回のジャグリ
ングの体験教室に通う小学生を対象としている．

本システムを用いた学習の流れを図 6に示す．本
システムでは，学習フェーズ，撮影フェーズ，比

較フェーズの 3つのフェーズを設ける． 
学習フェーズにおいては，練習・実践を行う前

に熟達者の動画によって，技能を学習する． 
撮影フェーズにおいては，学習者が練習・実践

を Kinectの正面で行い，学習者がジャグリングを
する際のデータを取得する． 
比較フェーズにおいては，学習者が 4種類の異

なったデータを切り替えながら複数回，同一画面

上で熟達者との動きを比較する． 
なお，図 6における技能構造とは，どのように
ボールを投げ，そのボールがどのような軌道を描

き，どのタイミングでボールをキャッチするのか

というようなジャグリング動作を指す． 
 以上の 3つのフェーズをもっても，学習者が熟
達者との動作の違いを認識することができない，

または動作の違いを認識することはできたがな

ぜそのような違いが生じたのかわからず，修正方

法が不明である場合には，次回の体験教室での解

決を図るものとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6：本システムを用いた学習の流れ 
 

4．おわりに 
本研究においては，ジャグリングの家庭練習シ

ステムについて設計を行った． 
今後の展望として，システムを完成させ，実践

を行い，不足している機能やデータを明確にし，

改善するとともに学習者が本システムを用いる

ことでどの程度違いを認識することができるの

かの検証を行っていく． 
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「なぜなぜカルタ」を用いたクリティカルシンキング授業実践の評価 
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あらまし：情報が氾濫する現代社会では，さまざまな情報に対してクリティカルシンキング(CT)する必要

がある．しかし，学生は疑問・問題に直面すると，PCやケータイに頼り，答がいとも簡単に入手できる．

つまり仮説を立てて考えるという基本的な姿勢すら育成されにくくなっている．そこで，学生が仮説を立

て，考えたことを発言して，楽しく CTを身につける「なぜなぜカルタ」を開発した．本稿では，大学生

を対象の授業実践を行い，その結果を報告する． 

 
キーワード：クリティカルシンキング，授業実践，カードゲーム，カルタ，大学  

 
 
1. はじめに 
現代では疑問・問題に際して，解答・解決のため

の 1次情報のみならず，答とも思われる 2次情報，3

次情報まで，Webで容易く入手できる状態にある．

本来自らが考えるべきレポート課題においてさえ，

学生は安易に Webに頼ってしまう傾向にある．自ら

疑問を持ち，自ら仮説を立てて考察することは，認

知的コストが高く，面倒なので避けられがちである． 

つまり，この情報社会の環境下において，自ら疑

問を持ち自ら仮説を立てて考察することが，身につ

きにくくなっている．これは，クリティカルシンキ

ング(以下「CT」という)の基本的事項であり，かつ,

現代の学生には極めて重要となっている． 

このような状況を改善するためには，疑問を持ち

仮説を立てることの楽しさと，その重要性をまず身

をもって理解する必要があろう．そこで，疑問を持

ち仮説を立てる楽しさを仲間と共有できるカードゲ

ーム「なぜなぜカルタ」を開発し，これを用いて学

生に授業実践を行った． 

なお，CTは，先入観に囚われず，論理的に考え，

合理的な決定を導き出す能力と意思（若山 2009）で

あり，大学の授業で学ぶことにより向上すると考え

られる（若山 2011，若山ら 2013）． 

2. 研究目的 
本研究の目的は，カードゲーム「なぜなぜカルタ」

について以下の 4点を明らかにすることである. 

(1) カルタの評価 

(2) 興味を持った理由 

(3) 役に立つ事項 

(4) 事前事後の意識変化 

 
3. 研究方法 
3.1 調査・分析 

A大学で 2014年 6月に行われた 3年次対象の論理

的思考のゼミで，「なぜなぜカルタ」を授業教材にし

た．まず学生 15名にルールを説明し，ゲームの実演

練習をしてから，ゲームを実施した．教員は授業の

前後に，7段階の評定（「1.まったくそうでない」か

ら「7.非常にそうである」）と自由記述による調査を

行った．学生は調査の回答を自分のケータイから

Webのフォームに記入することとした．学生が送っ

た各項目得点を対象とし，SPSS20.0を用いて分析し

た．なお，倫理的配慮として教育・研究以外に使用

せず，成績に無関係であり，記入内容の利用を望ま

ない場合には成績発表の後でも教員に連絡する旨を

説明した． 

 

E5-2

― 445 ―



3.2 ゲームの方法 

人数は，おおむね 4～15人程度で，いわゆる「い

ろはカルタ」同様に，親が読み札(図 1)を読み上げ

参加者が取り札(図 2)を取り合う． 

さらに「あ」の取り札を取得した人は，「なぜ」プ

ラス「あ」から始まる質問を発する．例えば「なぜ，

雨は空から降るのか？」「なぜ，飴は美味しいのか？」

となる．その右隣の人から順に 10秒以内にその答え

の仮説をあげていく．仮説をあげられない場合はパ

スしても良いが，最後の仮説を言った人が「あ」の

読み札を取得する．終了時に取り札(1点)+読み札(2

点)の合計点が多い人が勝ちとする． 

 

    

図 1：読み札の例  図 2：取り札の例 

 

4. 結果 
(1)授業終了時に「なぜなぜカルタ」について尋ねた

ところ，「なぜなぜカルタは興味深い」「またやりた

い」ともに「ややそう思う」「そう思う」「非常にそ

う思う」の合計が 100％，「身に付けることに役立つ」

同 94％，「考えることが楽しくなりそうだ」同 81％

であった． 

(2)興味深い理由について自由記述で尋ねたところ，

「頭を考えたり回転させることができるし，普段か

ら考える習慣ができるかもしれない．」「イメージを

言葉に変換することも最近の若者は苦手だと言われ

ているので良い練習になると思う．」など，このカル

タの効用について述べているものが多かった． 

(3)また，何の向上に役立つかを複数回答で尋ねたと

ころ，思考の柔軟性(87％)，知的好奇心(67％)，探

究心(60％)，一所懸命さ(40％)，決断力(40％)，集

中力(40％)，決断力(27％)と回答した． 

(4)授業開始時と終了時の変化を表 1に示す． 

 

5. 考察 
参加者の感想では「なぜなぜカルタは興味深い」

「またやりたい」とあり，このカルタに対する全体

的な評価は極めて高かったことが分かる．「考えるこ

とが楽しくなりそうだ」と CTを行うに必要な認知的

なコストを下げる効果が期待できそうである．遊び

方は極めて単純だが楽しみながらできることが学生

に受け入れられたのであろう．自由記述にもあるよ

うに，仮説を立ててみることに対して前向きに取り

組む姿勢がみられており，授業前後の変化からもこ

の実験により仮説を立てることのおもしろさが理解

される可能性があろう．さらに，このカルタが思考

の柔軟性，知的好奇心，探究心の向上など CTの要素

の向上に役立つこと考えられていることが示唆され

た．また，考えたことを言語化するための認知的な

コストに変化に有意差は見られなかったものの，こ

のカードゲームにより，疑問を持ち仮説を立てる重

要性の理解が深まることが示唆された． 

今回は，実験参加者が 15名と少なかったが，今後

カードの効用を見極めるべく更なる調査研究が必要

である．なお，本研究の一部は，科学研究費助成事

業 基盤研究（C）課題番号 23501173の助成を受けて

いる． 
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平均 S.D. 平均 S.D. 有意

仮説を立てることはお

もしろい
5.00 1.41 5.60 1.12 † 

考えたことを言葉に

することは面倒くさい
4.13 1.51 4.47 1.51 n.s.

疑問を持つことは大

切である
5.93 1.28 6.67 0.49 * 

*：p＜.05　† ：p＜.10

授業前 授業後

表1：授業前後の変化
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看護サービス学習を持続させるメタ思考力不足認識手法の開発 
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あらまし：本研究では，信念対立の構造を明らかにするケースライティングツール「思知」を中核教材と

して，メタ思考力不足の認識によって看護サービス思考力に対する学習意欲を継続させる看護思考力教育

法の構築を目指している．本稿では，学習者のメタ思考力不足の認識と学習意欲の向上の関係について，

メタ思考力不足を自覚するための自己評価項目を用いた手法を複数回の研修内で実施して得られたデー

タを用いて報告する． 
キーワード：メタ思考，動機づけ，看護サービス，信念対立 

 
 
1. はじめに 
患者中心の看護サービスでは，医師が保有する医

学知識（医学の価値観）と患者の価値観の相互作用

によってサービス価値が共創される．患者の価値観

を尊重した看護サービスを実現するためには，サー

ビス提供者である看護師一人ひとりに，医学の価値

観と患者の価値観の両立を可能とする高次の思考ス

キルが必要である．筆者らは，医療サービス・イノ

ベーション人材育成を念頭に，基礎講義，ケースラ

イティング（CW）， CW の講評，議論，振り返り講

義，の五つのセッションから構成される教育プログ

ラム（看護思考法研修）を開発，実践している（1）．  
しかし，たとえ新しい教育プログラムを実施した

としても，学習者の「既に知っている・できている」

といった誤った思い込みにより，動機づけが高まら

ないことが，学習の主要な阻害要因の一つとなって

いる．学習者の好奇心と現状との隔たりが知覚され

たときに動機づけが高まることから，その認識が誤

った思い込みであったと学習者自らに気付かせるこ

とで，学習への動機づけを高める手法が考えられる． 
自身の能力に対する自己評価は，専門職者として

の実践に結びついており，専門職者の実践の特性で

ある省察的実践は，自己学習を促進する（2）．看護師

育成の現場において，自己評価を主体的学習の継続

支援のためのツールとして用いた事例が報告されて

いるものの，患者中心の看護サービスに貢献する本

質的な思考力を学習対象とした自己評価項目・手法

の開発は，これまでほとんどなかった．この理由の

一つとして，これらの高次の思考スキルを観察可能

な看護師の専門職者行動に結び付けることが困難で

あることが大きい．本研究では，教育プログラムに

おいて動機づけを高める対象である高次の思考スキ

ルを看護思考力と位置づけ，思考スキルと看護師の

専門職者行動を結びつけるための四つの概念を定義

することで，学習者自らがメタ思考力不足を認識す

るために使用できる項目として体制化した． 
 

2. メタ思考力不足認識を促す自己評価項目 
作成した自己評価項目を図 1 に示す．学習プログ

ラムの構成単位に相当したスキルは，学習内容を設

計し，それを学習者と共有するうえでは，適切な粒

度と抽象度である．しかし，評価項目として展開す

るうえで独立性に欠け，評価項目に高次の思考スキ

ルを直接表す語彙を使用した場合，本質的な理解が

なくても回答できる表面的な内容となってしまう．

また，既存のメタ認知に関する項目を使用したとし

ても，看護師の専門職者行動として必要になるメタ

図 1 メタ認知不足認識手法に使用した自己
評価項目 

学習⽬標スキル：ベースレベル思考とその表現
1. 患者がいつでも効果的な治療を受けられるように，看護記録を⾏うこと
2. ⾃分⾃⾝の仕事について，常に振り返ること
3. 問題と関係あることと無関係なことをきちんと区別すること

看護計画専職P
⾃⼰の振り返り専職P
客観性評基S

学習⽬標スキル：思考のモニタリング
4. ⾃分の考えとそれを⽀える理由や根拠の区別を明確にすること
5. 判断を下す際は，義理⼈情よりも事実や証拠を重視すること
6. 仕事がより安全に⾏われるような⽅法を変更するため，職場で議論すること

客観性評基S
変⾰促進・改善専職P

学習⽬標スキル：思考のコントロール
7. ⾃分の考えも⼀つの⽴場に過ぎないと認識すること
8. 同僚や上司と，お互いに積極的に批判したり，批評し合うこと
9. ⼀つの考えに固執せず，多様な考え⽅や⾒解をすること

積極的発⾔専職P
⾃⼰の振り返り専職P

学習⽬標スキル：信念対⽴解明スキル
10.安全とコストが両⽴しないときでも最善の改善案の実現に努めること
11.議論を振り返り，議論から考え⽅を学ぶこと
12.⾃分の⽴場に有利なものも不利なものも含めて，あらゆる根拠を求めること

変⾰促進・改善専職P

誠実さ評基S

客観性評基S
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思考スキルの評価項目として妥当性に欠ける． 
本研究では，高次の思考スキルを観察可能な専門

職者行動に対応づけることで項目の妥当性を担保す

る．「学習目標スキル」「評価基準スキル」「専門職者

パフォーマンス」「専門職者行動評価項目」の四つの

概念を定義し，それらを段階的に関連付けていくこ

とで思考スキルと専門職者パフォーマンスの関連づ

けを可能にした．各概念と概念の構成要素などの自

己評価項目作成の詳細および自己評価手法について

は，別稿（3）に譲るとして，以下では，看護思考法研

修で得られた自己評価データから考察を加える． 
 

3. 看護思考法研修での実施 
県立医科大学附属病院の医療スタッフを対象に，

平成 25 年度内に計 3 回実施した看護思考法研修（シ

ーズン A・B・C）において，一日目の開始時，二日

目の開始時，二日目の途中（シーズン B・C のみ），

二日目の終了時に，学習モニタリングのセッション

として自己評価を実施した．二日目の学習モニタリ

ングにおいては，学習者は前回の学習モニタリング

セッションで自己評価した専門職者行動評価項目に

対する現状認識の変化を自己評価するシートと学習

意欲の変化を自己評価するシートが配布され，それ

ぞれの項目について，どの程度変化したかを 9 段階

（-4：とてもさがった・とても弱くなった～+4：と

てもあがった・とても強くなった）で回答した． 
本研究では，四つの学習目標スキル各 3 項目に対

する自己評価から得られた評定値を平均化し，学習

目標スキルごとの自己評価平均値の推移を変化デー

タとして扱う．これらの変化データは，データ数が

少なく統計的分析に適さないことから，統計的分析

を行わずグラフ化するにとどめ，得られたデータか

ら考察を加える． 
二回連続で研修に参加した看護師Ｔ（初学習者）

の変化データを図 2 に，すべての研修に参加した看

護師 A（リーダー）の変化データを図 3 に示す．両

名共に，研修が進むにつれて，学習目標スキルにつ

いての現状認識の自己評価が下方修正されているこ

とがわかる．一方，研修で学ぶスキルとは直接的に

関係のないダミー項目については現状認識の変化が

ないことがわかる（看護師 A の一回目のダミー項目

が大きく上昇しているが，これは，看護師 A のグル

ープで，ダミー項目に関連する議論が行われたため

であると推測する）．これらのことから，両名は，研

修に参加することで看護思考法についての学習が進

み，自身の現状に対する評価が厳しくなった状態で

あることが伺える．研修前にある程度できていると

思っていたことが，研修を受けて実はそれほどでき

てないかったことに気付いたことで，今後，これら

の専門職者行動評価項目に関連する学習目標スキル

に対して積極的に学習しようとすることが期待でき

る．実際に，学習意欲は，研修を通して高くなって

おり，看護サービス学習の継続が期待できる． 
 

4. おわりに 
現在の専門職者行動評価項目の 12 項目のうち 6

項目が専門職者パフォーマンスと結び付けることが

できた．残りの 6 項目のうち評価基準スキルの評価

項目で代替えした 4 項目は，具体的なパフォーマン

スとして表現されておらず，研修内で使用する語彙

と近い語彙で表現されている．そのため，学習者が

研修内容の看護場面への適用を意識せずに回答して

しまう可能性が考えられる．その場合，実際の看護

場面に対する省察的実践の機会，つまりは学習機会

を減らしてしまうことになる．そのため，すべての

項目を専門職者パフォーマンスと結び付けることが

必要である．このことから，更なる文献調査やイン

タビュー調査を実施し，専門職者行動評価項目を洗

練することが今後の課題である． 
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図 2 看護師 T（初学習者）の現状認識の変化デ
ータと学習意欲の変化データ 
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図 3 看護師 A（リーダー）の現状認識の変化デ
ータと学習意欲の変化データ 
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あらまし：プログラミング学習の支援方法としてプログラムの可視化，ビジュアルプログラミングがある．

しかし，全くの初心者を対象としたプログラムソースの適切な可視化は少ない．また，ビジュアルプログ

ラミングからテキストプログラミングへの移行は，記述形式が異なるため，関連づけが難しい場合がある．

本研究では，インフォグラフィックスを用いたソースコードの可視化を提案し，プログラムソースとの関

連づけを試みる． 
キーワード：アルゴリズム理解，ビジュアルプログラミング，可視化，インフォグラフィックス 

 
 
1. はじめに 
1.1 研究背景 
本学では，CG やインタラクティブな技術を用い

るプログラミングの講義がある．それらの講義で得

た知識は，卒業研究の作品制作に活かされている．

グラフィカルな要素やインタラクティブな要素を取

り入れた作品は年々増加する傾向にある． 
しかし，美麗なグラフィックやインタラクション

からプログラミングに興味が湧いても，ソースコー

ドをなかなか理解できない場合がある．そのためプ

ログラミングに対して苦手意識を持ってしまい，作

品制作に苦労する学生がいる．文字の羅列から拒絶

反応を示す学生もおり，そういった学生のプログラ

ミングに対するハードルを下げる工夫が必要となる．  
1.2 先行事例と問題点 
プログラミング学習者を支援する研究として，プ

ログラムの可視化がある．Moreno らの開発した
Jeliot3（1）は，変数の遷移や関数の呼び出しなど，プ

ログラムの流れをアニメーションで表現し，学習者

の理解を支援する．テクマトリックス株式会社の製

品 Understand（2）は，制御フロー，変数・関数の呼び

出しなどをダイアグラムやグラフで可視化し，大規

模なプログラムの解析を容易にする． 
また，プログラムの可視化から派生したビジュア

ルプログラミングの研究がある．ビジュアルプログ

ラミングは図や矢印を用いるので，テキストプログ

ラミングの知識が乏しくてもプログラムを作れる．

データフロー型のビジュアルプログラミングでは，

LabVIEW（3）や Max（4），制御フロー型のビジュアル

プログラミングでは，Scratch（5）や Etoys/Squeak（6）

などが挙げられる． 
しかし，プログラムの可視化では，個々の処理内

容を文字で表現するものが多く， 現実とリンクさせ
たイメージに置き換えることを難しく感じる学習者

がいる．また，ビジュアルプログラミングを理解で

きても，記述形式が異なるために，テキストプログ

ラミングへ関連づけることが難しい学習者もいる． 
1.3 研究目的 
本研究では，対象学生がグラフィックに興味を持

っていること，より具体的なイメージを想起させる

可能性があることからインフォグラフィックスを利

用したソースコードの可視化を試みる．グラフィカ

ルでインタラクティブなプログラムに興味を持つが，

プログラミングに対して苦手意識のある学生を研究

対象とする．対象学生がソースコードを理解するた

めに，本研究の可視化手法が寄与できるのか，プロ

グラミングに対する苦手意識を軽減できるのかを調

査する．  
 

2. 可視化概要 
2.1 可視化の対象 
本研究では，グラフィカルでインタラクティブな

要素を含むプログラミングを前提とし，ソースコー

ド内で利用頻度の高い構成要素を可視化する．変数， 
 

 
図 1繰り返し処理を可視化した例 

F5-1
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配列，制御構造，図形描写，画像処理，入出力処理

を変換対象とする．個々の要素をピクトグラムに置

き換え，プログラムの流れを 1つのインフォグラフ
ィックスに変換する．図 1は，繰り返し処理をオー
ソドックスに可視化した例である． 
2.2 可視化する言語 

Java で書かれた Processing という統合開発環境を
利用する．Processing は，グラフィック描写やイン
タラクティブな操作を Javaよりも平易なコードで実
装できる．様々な大学の CG を学ぶ講義でも使用さ
れている． 

 
3. インフォグラフィックスの実験 
3.1 実験概要 
制作したインフォグラフィックスから意味を読み

取れるか，ソースコードとの関連性を感じられるか，

検証を行う前に 1時間程度の予備実験を実施した．
本学のデザインやプログラミングを勉強している学

生 8名からアンケートを取り，インタビューを行っ
た．被験者は Processing の利用経験があることを前
提としている．今回は，プログラミングスキルが高

い学生にも実験に参加してもらい，提示する可視化

の善し悪しについて質問した． 
3.2 実験の仮説 
本研究では，インフォグラフィックスからプログ

ラムの処理内容を読み取れる．もしくは，ソースコ

ードのみでは意味のわからない処理でも，インフォ

グラフィックスと見比べることで処理内容を理解で

きるという仮説を設定した． 
3.3 実験の手順 
始めに，Processing のスキルやプログラミングの

苦手分野の確認を目的とするアンケートを行う．次

に，同じ意味を持つがデザインの異なるインフォグ

ラフィックスを 4つ並べた紙を提示し，全体を通し
てインフォグラフィックスの意味を考えさせる．回

答方法は自由記述・口述から選択させる．回答時に

は，選択理由や提示したインフォグラフィックスに

ついて尋ね，そのやり取りを録音している．回答後

はインフォグラフィックスに対応するソースコード

を見せ，被験者の理解と一致しているか確認を取る．

もし答えられなかった場合は，ソースコードとイン

フォグラフィックス両方を提示し，処理内容を説明

する．意味を考えるとき，意味を教えられたときの

いずれも，参考になったインフォグラフィックスに

順位を付け，参考にならなかったものにはバツを付

けさせる．意味とデザインを変えた同形式の問題を

9問解かせ，最後に同じ処理の流れを表す 10種のデ
ザインをわかりやすい順に順位付けさせる． 
3.4 実験の結果と考察 
変数や配列の可視化では，コップに水を入れてメ

モリで値を示す表現と箱に値の書かれた丸いものを

入れる表現が選ばれる傾向にあった．被験者からは，

実際に値を出し入れしているイメージを持ちやすい

というコメントがあった． 
色の指定では RGB を表す絵の具を３色並べるこ

とで，実際の色をイメージしやすいという意見が多

数寄せられた． 
 

 
図 2 繰り返し処理を可視化した例 

 
繰り返し処理に関しては，デザインを学びプログ

ラミングを苦手とする被験者が，ソースコード表記

に合わせた図 1の表現よりも繰り返し処理を毎回記
述する図 2の表現を選ぶ傾向にあった．図 1では繰
り返しの表現は読み取れるが，処理内容は図 2のよ
うな表現がわかりやすいという発言が多く見られた．

このことから，ロジックを理解できない学生には，

毎回どのような処理が行われているか表記された形

式がわかりやすい傾向にあると考える． 
実験では，文字情報のみではなく現実世界とリン

クした表現を取り入れることで，プログラミングが

書けない学生も処理の内容を説明することができた．

その後，ソースコードを見せて説明することで，初

めて概念を理解できた学生も複数見られた． 
実験後，被験者達は「図であれば意味を理解でき

る」，「楽しく勉強できそう」，「面白い」といった感

想を述べた．以上のことから，プログラミング学習

時に適切な図を提示することで，被験者の理解を補

助でき，苦手意識を和らげる効果を得られる可能性

があると考える． 
 

4. おわりに 
本稿では，インフォグラフィックスを用いたソー

スコードの可視化を検討し，インフォグラフィック

スから意味を読み取れるか，ソースコードと関連づ

けられるか予備実験を行った．今後は，被験者数を

増やし，多くの実験結果から回答の傾向を見いだし

たい．そして，実験結果を基にインフォグラフィッ

クスを改良し，様々な処理パターンにおいてどの可

視化が適切なのか検証を行う予定である． 
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あらまし：初級プログラミング学習において，実行可能なプログラムを提示すると解読できるにも関わら

ず，プログラムの作成が困難な学習者が多く見られる．これは，制御構造などのプログラムを記述するた

めの文法や概念は理解しているものの，提示された問題に対してプログラムとしての構築ができないこと

が要因の 1つであると考えた． 
	 そこで，プログラムを処理単位ごとに日本語で表現したものを提示するとともに，それに対応したプロ

グラムを，1文単位に分けて提示し，適切な順番に組み合わせるという既存の支援方法を組み合わせた授
業を実施した．本稿では，支援方法の実施報告とその結果を報告する． 
キーワード：プログラミング教育，アルゴリズム的思考法，ビジュアルプログラミング 

 
 
1. はじめに 
初級プログラミング学習において，逐次，分岐，

反復といった制御構造や，変数，配列といったデー

タ構造の理解が困難な学習者が多く見られる．その

ため，プログラムの作成も難しくなっている．しか

し，完成したプログラムを提示すると，プログラム

の実行結果が解読できる学習者は少なくない．この

理由として，様々な要因が関係していると考えられ

るが，本稿では，制御構造などのプログラムを記述

するための文法や概念は理解しているものの，提示

された問題に対してプログラムの形での構築ができ

ないことが 1つの要因であると考えた．換言すれば，
日本語で提示された問題を理解し，さらに，プログ

ラムの文法や概念は理解しているものの，与えられ

た問題の結果をプログラムの概念に合わせて記述で

きないということになる．これは，日本語という「自

然言語」から，プログラム言語への転換ができてい

なためではないかと考えた． 
そこで，プログラムを処理単位ごとに日本語で表

現したものを提示するとともに，それに対応したプ

ログラムを 1文単位に分けて提示し，適切な順番に
組み合わせるという既存の支援方法を組み合わせた

教育を実施した．本稿では，この教育方法とその結

果を報告する． 
2. プログラムの作成過程 
筆者らはこれまでに，初級のプログラミング学習

者がプログラムを作成する際の過程で，学習者が到

達する必要のある段階について，(1)問題の理解と(2)
プログラムへの転換に分類している．さらに，(1)を
(1a)要求の理解，(1b)結果の理解，(2)を(2a)プログラ

ムの概念の理解，(2b)プログラムの文法の知識，(2c)
解法の再構成，の 5つに分類し，それぞれの作成過
程での支援方法を提案している (1,2)．しかし，(2c)に
ついては，具体的な支援方法の提案ができていない． 
本稿では（2c）解法の再構成の支援を念頭におい

た教育として実施したことから，この作成過程での

具体的な支援方法の 1つなるとも考えている． 
3. 実施した教育方法の概要 
3.1 対象授業と対象者 
文系である S大学の 2年生前期に配当されている

「プログラミング初級演習Ⅱ(1 回 2 コマ×15 回)
（以下	 初級演習 2）」の授業のうち，2014 年 4 月
14日〜6月 12日の計 5回の授業で実施した．この授
業の履修者は，1 年生後期に行われた「プログラミ
ング初級演習Ⅰ（以下	 初級演習 1）」の授業におい
て C言語の学習を統合開発環境で行っている. 
3.2 使用したシステム 
この授業ではアルゴリズム的思考を身につけるこ

とを主目的としており,初級演習Ⅰにおいて使用し
た C言語の統合開発環境を使用せず，Webブラウザ
上で動作するビジュアルプログラミング環境（以下	 

AT）を使用した(3)．このシステムでは，制御構造や

データ構造をブロックで表し，これらのブロックを

組み合わせてプログラムを作成する．さらに，コメ

ントと同様の機能をもつ「計画」ブロックも用意さ

れている．  
3.3 授業の概要 

2014年度の初級演習 2で，教育方法を実施授業で
「例題の提示」と「課題の提示・作成」を行った．

F5-2
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「例題の提示」および「課題の提示・作成」方法は，

下記のとおりである．  
1， 例題の提示 
（1）	 プログラムの処理単位ごとに AT の「計画」

ブロックを用意 
（2）	 「計画」ブロックにプログラムの処理を日

本語で表現したものを記述 
（3）	 それぞれの「計画」ブロックに，例題の解

答となる「要素（for文，if文など）」ブロッ
クを準備し提示 

2， 課題の提示と作成 1 
 （1）課題提示：問題文とともに，プログラムの

処理単位ごとに「計画」ブロックを用意し，

それぞれの「計画」ブロックに，プログラ

ムの処理を日本語で表現したものを予め

提示 
（2） 課題の作成： 
	 1「計画」ブロックに，プログラムを 1 文単位

に分けた正解の「要素」ブロックを用意し，

学習者が適切な順序に並べ替え 
	 2「計画」ブロックに，学習者がプログラム作

成に必要な「要素」ブロックを作成し，プ

ログラムの組み立て  
3，課題の提示と作成 2 
（1）	 課題の提示：問題文のみ提示 
（2）	 課題の作成：学習者自身が「計画」ブロッ

クをプログラムの処理単位に作成し，処理

の概略を日本語で記述し，プログラム作成

に必要な「要素」ブロックを作成し，プロ

グラムの組み立て 
なお，2013年度においては，上記の 1および 3を

実施している． 
4. 教育方法の評価と考察 
4.1 評価方法とその結果 
教育方法の評価を行うために，2013年度初級演習

2で提示した課題と同じ課題を 2014年度に提示した．
この課題は，繰り返しと，a = a + 1 といった同じ変
数の値の計算を含むもので，解答は AT上行い，学
習者がブロックを作成，組み立てる問題である．な

お，両年度とも，課題の提出期限は提示した授業日

の授業時間内としている．また，授業には TA
（Teaching Assistant）が複数人待機しており，自由
に質問出来る環境にある．結果を表１に示す． 

	 さらに，結果の妥当性を確認するため，各年度の

履修者が初級演習 1 の授業終了時に行ったテスト
（期末テスト）の中から，プログラムを作成する問

題についての結果を示す．ただし，各年度でテスト

内容が異なるため，共通に提示した問題の結果のみ

を示す（表２）．なお，期末テストは筆記で行った．  

4.2 考察 
	 期末テストの正解率をみると，両年度に大きな差

異はない．つまり，初級演習 1終了時点での学習者
のプログラム理解度に差異はないといえる．しかし，

本稿で示した教育方法を実施したところ， 2014 年
度の初級演習 2の課題の正解率が，2013年度に比べ
優位に高いといえる．このことから，学習者にとっ

て，プログラムの処理単位で日本語を提示すること

によって，自然言語からプログラム言語への転換が

できるようになったと考えることができる．  
5. まとめ 
本研究では．初級プログラミング学習において，

プログラムの作成が困難な学習者に対して，プログ

ラムを処理単位ごとに日本語で表現したものを提示

するとともに，それに対応したプログラムを，1 文
単位に分けて提示し，適切な順番に組み合わせると

いう教育支援について報告した．結果，従来の教育

方法に比べ，課題の正解率が高くなった．  
今後，この教育方法の実施結果を，統計手法によ

り，プログラムを作成することが困難な要因を含め

た検証を行う必要があると考える． 
さらに，本教育を実施するにあたり，本稿ではプ

ログラムを約半年学習した後の学習者（2 年生）に
対して行ったが，初学者（1 年生）に対して実施・
評価する必要がある． 

 
謝辞 

本研究は JSPS 科研費 26350284「��記法を用
いた表現��のための教育プログラムの��」

(研究代表者:山本樹)の助成を受けたものです. 
 

参考文献 
(1) 山本樹，國宗永佳: “アルゴリズム的思考における問

題解決プロセスの検討”，電子情報通信学会技術研究

報告，ET2013-21，pp.13-18（2013） 
(2) 國宗永佳, 山本樹, 新村正明, 香山瑞恵: “初級プログ

ラミング学習におけるプログラム作成過程と支援方

法の検討”，教育システム情報学会第 38回全国大会公
演論文集，pp.379-380（2013） 

(3) 小林慶，國宗永佳，山本樹，香山瑞恵，新村 正明:
“アルゴリズム的思考法教育を支援するビジュアル

プログラミング環境の運用と評価”，電子情報通信学

会技術研究報告，ET2013-44，pp.87-92（2013） 

表２	 期末・年度別正解者数・正解率	 

	 2014 年度(N=73)	 2013 年度（N=30）	 

	 
分岐	 

反復＋	 

分岐	 
分岐	 

反復＋	 

分岐	 

正解	 41	 21	 14	 7	 

不正解	 32	 52	 16	 23	 

正解率	 0.56	 0.29	 0.47	 0.23	 

	 

表１ 年度別正解者数・正解率 
	  2014年度(N=73) 2013年度(N=30) 
正解 62 7 
間違い 10 23 
正解率 0.85 0.33 
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あらまし：コーディング演習において，時間をかけてもデバッグが完了しない学習者が一定数存在する．

そのような学習者に対し，デバッグ活動支援を行うツールが数多く開発されているが，それらのツールは

初学者が抱える典型的問題点(1)ツールから得られる情報から自分のプログラムの正誤を判断できない(2)
正しいデバッグの手順を身につけていない，を必ずしも解消できない．本稿では，対象世界上での同期観

察環境・正しいデバッグ手順を学ぶためのワークシートに基づくデバッグ学習支援環境を提案する．  
 

キーワード：プログラミング教育支援, デバッグ学習支援, 可視化 
 
1. 研究の背景・目的 
コーディング演習では，時間を費やしても演習課

題を終わらせることができない学習者が一定数存在

する．我々は，(1)デバッグ支援ツールから得られる
情報を基に自分のプログラムの挙動の正誤を判断で

きない(2)正しいデバッグ手順を身につけていない
ために場当たり的にデバッグを行ってしまう，とい

う 2つの問題点がこの原因であると考えている． 
	 問題点(1)について，プログラムの挙動の可視化に
より正誤判定を支援するツール(AZUR(1)など)が数
多く開発されている．これらは一定の支援効果を持

つと考えられるが，以下の 2つの理由から必ずしも
充分な支援にならない．(1-1) アルゴリズムやプログ
ラムの仕様は，データ構造が持つ役割や空間的特徴，

相対的位置関係などといった概念を含む形で与えら

れることが多い．我々はこのような概念を表現する

場を対象世界と呼ぶ．しかしながら，多くの可視化

ツールでは基本的に挙動の再現の場がデータ構造

(変数，配列など)を直接視覚化したものである．そ
のため，座学で学んだアルゴリズムの挙動とツール

で再現された挙動を比較できない(1-2)正しいプログ
ラムの挙動を想起できないため，可視化された自分

のプログラムの挙動が正しいか判断できない． 
	 以上より本研究では，学習者と正解プログラムの

挙動を対象世界上で（(1-1)に対応）並べて可視化す
ること（(1-2)に対応）によって，両者を比較しつつ
観察できるツールを提供することで問題点(1)を解
消する．以下，このツールを同期観察ツールと呼ぶ。 
	 問題点(2)について，デバッグ学習を支援するシス
テムに DESUS(2)があるが，DESUS の支援対象は関
数の中の制御に着目したトレースが中心であり，デ

バッグ手順全体の学習支援には主眼をおいていない．

そこで我々は，一定の体系に基づいたデバッグ方法

(体系的デバッグ)を学ばせるために，デバッグ手順
を示すワークシート(以下 WS)を学習者に提示し，
WS 上での作業を繰り返すことにより自然に適切な
デバッグ手順を身につけられる学習環境を提案する．

WS 中には上述の同期観察ツールが組み込まれる．
これらによって問題点(2)を解消する．  
	 本稿では以上の議論をもとに同期観察ツール・デ

バッグ方法学習 WSを含む学習支援環境を提案する． 
2. 体系的デバッグ手順と初学者の問題点 
	 本システムで採用したデバッグ戦略では，推定に

よるデバッグ(3)(ステップ 1,	 2)と逆戻りデバッグ(3)

（ステップ 3）を組み合わせてバグの原因箇所の絞

り込みを行う．表 1 に各ステップにおける初学者が

抱える問題点と本システムの解決策を示す．	 

表 1 各ステップにおける問題点 
([ ]:問題点(1)，{ }:問題点(2)，に対応．( ):その他) 
ステップ 初学者の問題点 解決策 
ステップ 1 

(プログラム内
の呼び出し 
関係の整理) 

{A}呼び出し関係の
整理手順を想起でき

ない 

{A}WS により
想起を支援 

ステップ 2 
(バグのある関
数の絞り込み) 

{B}絞り込み手順を
想起できない 

{B}WS により
想起を支援 

ステップ 3 
(関数内におけ
るバグ範囲の

絞り込み) 

[C]着目関数中のプ
ログラムの挙動がわ

からない 
[D]自分のプログラ
ムの挙動と正しい挙

動の差がわからない 

[C]対象世界上
で挙動を再現す

るツール 
[D]同期観察ツ
ール 
 

ステップ 4 
(設計や実装の

修正) 

(E)誤った挙動を正す
ための修正箇所・内

容がわからない．  

(E)後述 
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	 ステップ 1 ではプログラム内の関数呼び出し構造

を整理する．ステップ 2 では関数呼び出し構造を元

にバグ誘発入力データの流れを分析し，流れに関与

していない関数（＝今回のバグの原因となりえない

関数）を除外する．更にデータの流れ上の関数をテ

ストし，そのテスト結果に基づいて除外し，バグ原

因を内包する関数を絞り込む．ステップ 3 では，バ

グ原因を内包する関数コードから，正しくない結果

が生じた点を発見し，そこから逆戻りして論理が誤

っている点を発見する．	 

	 ステップ 4 の問題(E)について，今回提案するシス
テムでは直接的支援は難しい．しかし，ステップ 3
までの支援でバグ範囲の絞り込みは行われており，

修正内容についても挙動の不適切な点に着目させて

いるので，少なくとも場当たり的な修正を繰り返す

ことは防げると考えている． 
3. 支援方法 
3.1 ワークシート 
図 1，2の各WSの①，②，…は作業手順を示す． 

(ア) プログラム呼び出し関係整理のワークシート 
	 図 1 はステップ 1 の問題{A}を支援する WS であ
る．学習させたい手順は(i)プログラムに含まれるモ
ジュールを全て想起する,(ii)モジュール間の呼び出
し関係を整理する,である．この手順(i)を実行させる
ためにボタン①があり，押下すると領域<1>に各モ
ジュールを表す楕円オブジェクトが置かれる．これ

によってモジュールをリストアップするという作業

を学習者に想起させる．このオブジェクトを使って，

領域②上でモジュールの呼び出し関係を作図させる

(手順(ii))．これにより学習者に呼び出し関係のまと
め作業を想起させる．その際，必要に応じて領域<3>
のソースコードを確認できる．最後にボタン③で正

誤判定を受ける．  

 
図 1 プログラム呼び出し関係整理ワークシート 

(イ) バグ関数絞り込みワークシート 
	 図 2 はステップ 2 の問題{B}を支援する WS であ
る．学習させたい手順は(i)テストする関数を選ぶ,(ii)
テスト入力データを定める(iii)それに対して期待さ
れる出力を想起する(vi)関数を実行し実出力と期待
出力を比較する,である．まず，①「テストする関数
を選ぼう」に注目した学習者に手順(i)を行わせる．
次に，②の入力データ領域にテストデータをセット

させる(手順(ii))．そして，③に期待出力をセットさ

せる(手順(iii))．最後に，④に従って，関数の実行と
結果の比較を行わせる(手順(iv))．  

 
図 2 バグ関数絞り込みワークシート 

3.2 対象世界上での同期観察 
同期観察ツールは対象世界上でプログラムの振舞

いを再現する．左側が学習者のプログラム，右側が

正解プログラムについての領域である．このシステ

ムでは，<1>が学習者のプログラムの挙動を,<2>が正
解プログラムの挙動を再現する対象世界となってお

り，各プログラムの振舞いを対象世界上で観察する

ことができる(ステップ 3 の[C]の解決)．<3>に置か
れた prev,nextボタンを押すことにより，両プログラ
ムを同期させながら実行状態を進めたり前に戻すこ

とができる．これにより，学習者は自分のプログラ

ムと正解プログラムの挙動の違いを観察し，比較す

ることができる(ステップ 3の[D]の解決)． 
同期観察ツールは現時点で実装済みであり，小規

模ながら評価実験を行って，学習者支援効果を示唆

する結果を得ている． 

 
図 3 同期観察システムの外観 

4. まとめ 
本研究では，コーディング演習におけるデバッグ

学習支援について考察し，体系的デバッグ手順とそ

の手順における初学者の問題点をまとめた．更に，

学習支援システムの枠組みを提案し，その一部を実

装した．今後は，未実装の機能を実装し，システム

全体としての学習支援効果の評価を行う予定である． 
参考文献 

(1) 泉俊幸,橋浦弘明,松浦佐江子,古宮誠一: “プログラミ
ング学習支援環境 AZUR : ブロック構造と関数の可
視化”,電子情報通信学会技術研究報告. KBSE, 知能ソ
フトウェア工学,110(386), pp.61-66(2011) 

(2) 江木鶴子,竹内章: “プログラミング初心者にトレース
を指導するデバッグ支援システムの開発と評価”, 日
本教育工学会論文, 32(4),pp.369-381(2009) 
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大学初年次を対象としたプログラミング入門科目の展開 
 

Introductory Programming Courses targeted at university first year 
 

坂田 圭司*1 
Keiji SAKATA*1 

*1東海大学情報教育センター 
*1ICT Education Center, Tokai University 

Email: kgsakata@tokai-u.jp 
 

あらまし：東海大学情報教育センターでは，2014 年度から「プログラミング入門」科目を設置して，学生

の所属学科や専攻を問わないプログラミングスキル教育を開始した．授業は，Scratch を用いたプログラ

ム要素と処理の流れの理解から始め，Processing によるグラフィックスプログラミング，計測制御プログ

ラミングを経て，グループワークによる作品製作までを内容としている．今回の発表では，実践結果に関

して報告を行う． 
キーワード：プログラミング，CS アンプラグド，Scratch，processing 

 
 
1. はじめに 
大学初年次において，プログラミング学習を実施

することは，ソフトウェア開発スキルを向上させる

だけでなく，試行錯誤による問題解決力を身に付け

られることから，専門分野を問わず幅広い学科や専

攻の授業で取り入れるべき内容である． 
従来の大学での情報教育では，パーソナルコンピ

ュータの操作と利用を中心とした授業が多く開講さ

れてきた．情報端末の機種とソフトウェアが多様化

した近年において，授業内容の刷新が課題となって

いる．学生は卒業後に高度に情報化されつつある社

会での活躍が期待されている．これらの現状で，大

学での情報教育は，高度な ICT の活用による問題解

決力を身に付けることに主眼を置いたカリキュラム

を展開する必要がある． 
東海大学情報教育センターでは，湘南キャンパス

の学科・専攻に所属する学生を対象に，情報の授業

を開講して年間延べ 1 万人以上が履修している． 
これらの学生のうち，主に初年次を対象として，

2014 年度春学期から「プログラミング入門」科目を

新設して，学生の問題解決力を向上させることを目

的に，言語に依存しないプログラミングスキルの習

得を行う授業を展開している． 
 

2. 初年次でのプログラミング学習の必要性 
大学でのプログラミング授業は，理工系の専攻で

多く設置されてきた。授業では，限られた授業時間

数を考慮して，基本的な文法と構文の理解を中心と

した内容が多い．このため，アルゴリズムの理解が

不十分のまま進み，実験や卒業研究等でプログラミ

ングスキルの必要性が高まった段階で，再び学び直

す学生が多く見られる（1）．プログラミング入門の履

修者 28 人に対して，授業初回に実施したアンケート

では，10 人が大学の授業でのプログラミング経験が

あるにも関わらず，学び直すことを求めて履修した

ことが判明した（表 1）． 

表 1 授業でのプログラミング経験（回答数 28） 
 回答 人数 
1 習ったことがない 16
2 中学校以前から経験あり 0
3 高校ので経験あり 2
4 大学で経験あり 10
 
また，同アンケートでのプログラミングに対する

イメージでは，「とても難しい」が 12 人，「結構がん

ばれば出来そう」が 9 人で，全体の 75%が苦手意識

を持っていることが分かる（表 2）． 
 
表 2 プログラミングへのイメージ（回答数 28） 
 回答 人数 
1 とても難しい 12
2 結構がんばれば出来そう 9
3 少しがんばれば出来そう 6
4 普通に出来る 0
5 得意な方だと思う 1
 
上記のアンケート結果から，大学初年次ではプロ

グラミング経験者が非常に少なく，プログラミング

スキルを身に付けるための入門授業の必要性が確認

できた． 
 

3. プログラミング入門の内容 
プログラミング学習は，他の授業では身に付けに

くい下記の能力向上に効果的である。 
 (1) 目標を設定する力 

(2) 必要な項目を考える力 
(3) 処理の手順を考える力 
(4) 誤りを見つけて解決する力 
特にプログラムのバグとその修正は，「失敗から逃

げるのではなく，原因を見つけて問題解決する」こ

とを，実習を通して受講者に実感させる大きな役割
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を果たせる。これらは，学生の専攻分野を問わず，

高学年での授業や就職後の社会活動でも効果がある

と考えられる． 
本センターのプログラミング授業は，言語毎に開

講していたプログラミング科目を整理して，プログ

ラミング入門・基礎・応用の 3 段階で系統的な学習

が行えるようにカリキュラム改定を実施した． 
プログラミング入門は，初年次のプログラミング

未経験者を主な対象として，CS アンプラグドと学習

ツールを用いた授業内容としている．2014 年度春学

期開講授業で，本研究の対象となった授業計画を表

3 に示す． 
 

表 3 プログラミング入門の授業計画 

授業内容 習得目標 

1: ガイダンス 概要，学習環境の把握 

2: CS アンプラグド学習 1 コンピュータに依存しない

問題解決の考え方 3: CS アンプラグド学習 2 

4: Scratch 実習 1 プログラムの要素・処理の

流れ，オブジェクト指向の

基本 

5: Scratch 実習 2 

6: Scratch 実習 3 

7: 計測制御プログラミング 1 
入出力の実践 

8: 計測制御プログラミング 2 

9: Processing 実習 1 
グラフィックス 
ユーザーインタフェース 

10: Processing 実習 2 

11: Processing 実習 3 

12: グループ作品製作 1 

グループワークによる実践
13: グループ作品製作 2 

14: グループ作品製作 3 

15: 作品発表，まとめ 

16: 定期試験 知識の確認 
 
授業目標は，「自分でプログラムを作り出せる基礎

力を身に付ける」ことであり，プログラミング言語

の文法や開発環境の操作を習得することは中心では

無い． 
授業の前半は個々でのスキルアップを主として，

後半はこれまでの学習内容を組み合わせたプログラ

ム作品を 4 人一組の協同で製作することで，実践的

な企画・設計・作成・検証の流れを体験できるよう

にしている． 
学習ツールは，(1) 学習内容に適しているか，(2) 

操作が煩雑でないか，(3) 利用環境を選ばず学生の

予習復習が容易か，という条件を満たすソフトウェ

アを選択をした． 
Scratch は，MIT が開発したプログラミング学習ツ

ールで，世界中の初等中等教育では多く使われてい

る.大学初年次においても，最初の段階においては，

プログラミングのエッセンスを習得するには効果的

なツールである。 
これまでの調査では Scratch での学習後に，高水準

言語によるプログラミングへステップアップすると，

操作や内容のギャップが大きく，学生の学習意欲と

理解度が低くなる傾向が見られた（2）（3）．プログラミ

ング基礎の授業は，言語によるコーディングが必須

であり，学習内容の連続性を持たせる必要がある。 
これを解決するために，Processing によるプログラ

ミングを次の内容とした．Processing は，シンプルな

文法で充実したグラフィックスプログラミングを行

える特徴を持つ．Java 言語をベースとしているため，

次のステップでの他のプログラミング言語への導入

となる．また，開発環境はシンプルで習得に余計な

時間を必要としないため，入門段階での授業利用に

向いている．Scratch と Processing の現行バージョン

は，Web アプリで提供されており，教室環境への依

存を最小限に授業活用が可能である（4）（5）． 
さらに，Arduino，計測制御プログラマー，ロボッ

トカーを用いた計測制御プログラミングを学習内容

に加え，コンピュータにおける多様な入出力を扱う

スキルを身に付けることを目指している． 
 

4. まとめ 
日本では大学入学時においてもプログラミングの

経験者が少なく，従来の授業内容では学生の学習意

欲や理解度向上させ，高学年での実践に繋げるのは

難しい． 
初年次において，言語に依存しないプログラミン

グ学習を実施することは，分野を問わない問題解決

力の向上に繋がることを期待できる． 
本研究では，新たに設置したプログラミング入門

科目で，プログラミング言語に依存しない学習を実

践して，学生の意識変化やスキル向上を調査してい

る．発表では実際の授業内容を報告するとともに，

2014 年春学期における成果報告を行う． 
 

参考文献 
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(2) 坂田圭司, 遠藤陵二, 「高大連携におけるプロ

グラミング学習の実践」，日本情報科教育学会第 4 回

全国大会 (2011) 
(3) 坂田圭司, 遠藤陵二, 「ソフトウェア開発にお

ける基礎学習の実践と評価」，日本情報科教育学会第
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(4) 坂田圭司, 高橋隆男， 「データ可視化および組

込みプログラミングを用いたソフトウェア開発学習
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大学コンソーシアム京都単位互換事業における e ラーニングの課題 
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あらまし：大学コンソーシアム京都の大学間連携の主要な事業として，加盟大学・短大相互による単位

互換が挙げられる．年間のべ約 6,000 名の出願者を数える国内でも最大規模の単位互換制度となってい

る．2011 年度からは「e 京都ラーニング」というシステムを構築し，VOD 形式による e ラーニング授

業も提供し，受講者も毎年増加している．一方これまでの取り組みで様々な課題も明らかになっている．

本稿では，これまでの e ラーニングによる単位互換授業提供の取り組み状況，受講実績や課題等につい

て報告する． 

キーワード：e ラーニング，コンソーシアム，大学間連携，単位互換授業 
 
 

1. はじめに 
大学コンソーシアム京都は，1998 年 3 月に文部大

臣（当時）より財団法人（2010 年より公益財団法人

に移行）としての設立認可を受けた．法人格を持つ

大学コンソーシアムとして，全国最大規模の事業を

展開している．これまで，「ステージプラン」という

名称で 4 年ごとの中期計画を策定・実行しているが，

本年 2014 年度より新たな期である「第 4 ステージプ

ラン」を開始した．このステージでは，①大学間連

携による教育プログラムの充実 ②大学の発展を支

える教職員の育成 ③大学のまち京都・学生のまち

京都活性化 ④国際交流プログラムの充実 ⑤調査

研究機能の再構築 の 5 つを具体的な事業計画とし

ている．最初に挙げた「大学間連携による教育プロ

グラムの充実」は，設立当初からコンソーシアムの

中核として取り組んできた単位互換事業，社会人向

けの生涯学習事業に加え，2011 年度から新たに開始

した e ラーニング事業から構成される．2013 年度単

位互換出願者のべ約 6,000 名（e ラーニングを含む），

「京(みやこ)カレッジ」という名称で提供している

生涯学習出願者のべ約 1,000 名，e ラーニング出願者

約 1,000 名という規模になっている． 
この e ラーニング事業は，2008 年度～2010 年度に

文科省 戦略的大学連携支援事業の選定を受け，加

盟大学のうち 7 法人 10 大学・短期大学と京都市，大

学コンソーシアム京都の共同事業として，教養教育

の共有共用化を目的として構築した連携 e ラーニン

グシステムと制度が基になっている．この共同事業

では，「e(いー)京都(こと)ラーニング」という名称の

システムを立ち上げ，2010 年度に遠隔講義による同

期型授業とVODによる非同期型授業を試行提供し，

連携校学生に限定した単位互換による受講を開始し

た．文科省からの 3 年間の資金補助終了後，この連

携事業で構築したシステムおよび授業コンテンツ等

は，通常の単位互換事業に引き継がれ，受講対象も

単位互換制度の包括協定をしている 51 大学・短期大

学全体に拡大した．通常の単位互換事業に組み入れ

られて以降の 2011 年度から 2013 年度も引き続き単

位互換制度の一環として，e ラーニング科目（非同

期型 VOD 授業と教室での集合授業・VOD を組み合

わせたブレンディッド型授業）の提供をおこなって

いる．出願者数・受講者数とも単位互換事業全体の

2 割近くを占めるほど大幅に拡大している．一方，

連携事業で導入したサーバ類等が老朽化しており，

その更新を検討する時期に差し掛かっているが，そ

の費用捻出等が事業継続の新たな課題となっている． 
 
2. 大学コンソーシアム京都について 
大学コンソーシアム京都は，日本有数の大学都市

とも言える京都市が，1993 年に策定した「大学のま

ち・京都 21 プラン」をベースとし，1994 年に発足

した「京都・大学センター」をその前身としている．

同年には，15 大学・13 短期大学での単位互換事業を

開始した．1998 年に名称を現在の「大学コンソーシ

アム京都」に変更すると同時に，財団法人設立の許

可を受けた．事業内容としては，単位互換，生涯学

習をはじめとした教育・施設管理事業の他に高大連

携・インターンシップ事業，調査・広報事業，教育

開発事業，学生交流事業等と多岐に渡っている．加

盟団体は 2013 年度で京都地域の全ての国公私立 50
大学・短期大学（学生総数約 17 万名）と京都市・京

都府及び京都地区経済団体（京都商工会議所，一般

社団法人京都経済同友会，公益社団法人京都工業会，

京都経営者協会）である． 
 
3. 単位互換事業の概要 
大学コンソーシアム京都が実施している単位互換

事業は，他大学が開講する科目を履修し，修得した

単位が所属大学の単位として認定される制度である．

前述の第 4 ステージプランで新たに設置された「教
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育事業企画検討委員会」で，これまでとは異なる新

たな事業展開等の検討を開始したところだが，現在

のところは学生の幅広い関心や興味に応じて，文化，

芸術，政治，経済，自然科学など，複数の学問分野

にわたる科目を 10 テーマに分類し提供している． 
この単位互換事業には，2013 年度 50 大学・短期

大学（全加盟大学のうち 2 校が不参加，加盟大学以

外で 3 校が単位互換制度のみに参加しているためコ

ンソーシアム加盟大学とは構成が若干異なってい

る）が単位互換包括協定を締結し，毎年約 550 科目

を提供している．受講者数も，毎年のべ 6,000 名（社

会人の生涯学習である「京（みやこ）カレッジ」生

を含む）を超える規模となっている． 
ここ数年の推移（京カレッジを除く単位互換生の

み）を見てみると，2011 年度は 40 大学・短期大学

から 6,030 名が出願し 5,643 名が受講，2012 年度は

41 大学・短期大学から 6,055 名が出願し 5,601 名が

受講した．2013 年度は 46 大学・短期大学から 540
科目の単位互換授業を提供し，42 大学・短期大学か

ら 5,754 名が出願，4,952 名が受講した．全体の受講

者数はここ数年減少しているが，それでも年間のべ

5,000 名規模の受講者規模を維持している．提供科目

数，受講者数ともに，大学間の単位互換制度として

は日本最大である． 
前述した戦略的大学連携支援事業では，e ラーニ

ング科目の受講登録システムを Web アプリケーシ

ョンとして開発し，実装した．2011 年度からは e ラ

ーニング科目だけではなく，大学コンソーシアム京

都が提供するすべての単位互換授業の出願に本シス

テムを利用している．これにより，従来各大学の教

務部門窓口において紙ベースでおこなっていた（例

年単位互換授業の受講者が多い一部大学は別途専用

の電子出願システムを使用していた）出願処理が

Web でおこなえる様になり，作業の省力化と出願に

係る事務処理時間を大幅に短縮することができた． 
 
4. e ラーニング授業提供状況 
戦略的大学連携事業の取り組みとして，2010 年度

前期に非同期型 VOD 授業 7 科目，同期型遠隔講義

授業 3 科目を提供し，それぞれ 114 名，16 名が受講

した．また，後期にも非同期型 VOD 授業 3 科目，

同期型遠隔講義授業 2 科目を提供し，それぞれ 51
名，8 名の受講があった． 

通常の単位互換事業に組み込まれた初年度にあた

る 2011 年度は，非同期型 VOD 授業 13 科目，同期

型遠隔講義授業 1 科目，ブレンディッド型授業（教

室での集合授業と VOD を組み合わせたもの）1 科目

を提供し，それぞれ 447 名，1 名，59 名が受講した．

提供科目数は連携事業時の年間 15 科目と同数であ

ったが，受講者数は対象を，単位互換包括契約を結

ぶ 51 大学・短期大学全体に拡大したこともあって，

のべ 189 名から 507 名へと大幅に増加した． 
 2012 年度は，6 大学・2 短期大学（すべて当初の

連携事業参加校）から，非同期型 VOD 授業 12 科目，

ブレンディッド型授業2科目合計14科目を提供した．

前年度まであった同期型遠隔講義授業の提供はなく

なったが，受講者数はのべ 771 名となった． 
 2013 年度も 6 大学・2 短期大学（連携事業参加校

が 1 校提供を取りやめ，1 校が新規に 2 科目提供）

から，非同期型 VOD 授業 15 科目，ブレンディッド

型授業 2 科目の合計 17 科目を提供した．出願者数は

974 名，受講者数は 905 名と更に増加し，単位互換

受講生全体の 2 割近くを占めるまでとなっている． 
 
5. まとめ 
年間の受講者 5，000 名規模の大学コンソーシアム

京都における単位互換制度に，e ラーニング授業が

正式に組み込まれて 3 年が経過した．科目提供する

教員はほぼ固定化しており科目数は増えていないが，

受講者数は確実に拡大し，単位互換受講生全体の 2
割近くを占めるまでになった．もはや e ラーニング

による単位互換授業は特殊な授業形態ではなく，加

盟大学の学生に広く受け入れられる存在となったと

考えられる．受講生からは，「時間割の決まっている

授業とは異なり自分のペースで学べる」，「他大学キ

ャンパスまで出かけることなく幅広い科目が受講で

きる」等，e ラーニングの特性を肯定的に受け止め

るコメントが寄せられている．受講生の期待に更に

応えていくためには，より幅広い分野の科目提供と，

科目数拡大も必要かも知れない． 
 一方，単位互換出願と e ラーニング授業提供のた

めのシステム管理やコンテンツ制作補助等の人件費，

サーバ保守費等に毎年維持費が発生している．また，

文科省からの補助を受け整備したサーバやネットワ

ーク機器等のハードウェアや運用ソフトウェアも稼

働から 6 年が経過し，その更新等について検討する

時期となっているが，こちらも高額な支出が予想さ

れている．ここまで述べたように，大学コンソーシ

アム京都の単位互換事業全体における e ラーニング

の重要性は増していることは間違いなく，これらの

提供は今後も強く求められている．例えば，プラッ

トフォームのクラウドへの移行等も含め e ラーニン

グ環境をどう維持するか検討が急務である． 
 

参考文献 
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ステム情報学会，第 38 回全国大会講演論文集，
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マレーシア工科大学・マレーシア日本国際工科院（MJIIT）は，マレーシアにおいて日本型工学教育を行う高等教育機関

として 2011 年 9 月 12 日に開校した．MJIIT は，日本との連携を図りながら東南アジアにおける日本型工学教育の国際

拠点となることを目指し，東南アジア地域を中心としてグローバルな課題に取り組む人材の育成を目指ざす．MJIIT に

対する日本からの教育支援として，協力大学 25 校の他，外務省，文部科学省，経済産業省，日本商工会議所及び国際協

力機構（JICA）から成るコンソーシアム（JUC）を結成し，日本人教員派遣や教育カリキュラムの策定等を協力してい

る．本発表では、JUC 加盟校である山口大学とマレーシア日本国際工科院の連携によるグローバル工学教育プログラム

の実践について報告する。 
 
キーワード： グローバル人材育成事業、グローバルエンジニア教育、モデルベース創造設計、技術経営 
 
１． はじめに 

日本経済の国際化にともなってプロジェクトは複雑

さを増し，業界横断的になり，そして国境を跨いでグ

ローバル化した．それとともに，グローバルプロジェク

トに対応できるエンジニアやマネジメント人材の育成

の要望が高まっている．このような要望に対応すべく，

大学の教育環境も『グローバル化』して大きく様変わ

りしようとしている． 
山口大学は、文部科学省によるグローバル人材育

成推進事業（平成 24 年度～）の推進校として採択さ

れた［１］。ASEAN・東アジア新興国のダイナミズムを

取り込み，未来の日本を担うグローバル技術系人材

の育成を目指す。また、山口大学はマレーシア工科

大 学 ・ マ レ ー シ ア 日 本 国 際 工 科 院 （ MJIIT; 
Malaysia-Japan International Institute of 
Technology）を支援する JUC 加盟校［2］として、

MJIITの教育活動に密接に関わり、MJIITとの連携

を図ってきた。 
本発表では、山口大学と MJIIT が連携して実施し

たグローバル工学教育プログラムについて報告す

る。 
 

２．マレーシア日本国際工科院 
2001 年，日本政府はマレーシア政府からの国際

工科大学設置の提案を受け，日本・マレーシア首脳

会談で同構想を推進することに合意し，日本国政府

によるMJIIT整備事業に対する円借款による支援が

実施されました［3,4］）． 2011 年 9 月 12 日に MJIIT
が開校し，初年度学部生約 70 名，大学院生約 30 名

を受け入れました［5］．  
MJIIT は大学院に重点を置いた学術機関（工科

院）であり，MJIIT は，日本との連携を図りながら東

南アジアにおける日本型工学教育の国際拠点となる

ことを目指し，日本の高い技術力や労働倫理を習得

した人材を育成する． 
  

３． グローバル工学教育プログラム 
3.1 育成するグローバル人材像 
 山口大学が目指すグローバル人材像は、“異文化

を理解し、海外で働く自覚を持ち”、ならびに“国際技

術者としての基礎力と海外企業で働く自信を持つ”エ
ンジニアである。このようなグローバルに活躍できるエ

ンジニアを育成するために、（１）専門分野の知識と技

能、（２）問題発見能力、（３）コミュニケーション能力、

（４）チームワーク力、（５）語学力、（６）国際的視点な

らびに国際感覚、（７）自己研鑽力、と（８）日本人とし

ての自覚と誇りを身につけることを目指して、グロー

バル工学教育プログラム“タイトル：モデルベース創造

設計プロジェクト”を実施した。 
3.2 モデルベース創造設計プロジェクト 
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モデルベース創造設計プロジェクトの大きな特徴

は、山口大学と MJIIT が連携して行うこと、ならびに

UTM クアラルンプールキャンパスを拠点にして実施

したことある。このプロジェクトの目標は、（1）日本とマ

レーシアの文化をお互いに学び合うこと、（2）機械工

学における高度な技術者能力、および（3）産業を創

造するための技術経営能力を修得することある。レゴ

のマインドストームを用いたロボットデザインというテ

ーマで 2013 年度に実施したモデルベース創造設計

プロジェクト（平成23年8月18日～9月2日於UTM 
クアラルンプールキャンパス）には、山口大学工学部

機械工学科の学生15名、MJIIT・MPE学科の学生

18 名が参加し、成功裏に終了した。 
本プロジェクトの学習プロセスを図 1 に、コースカリ

キュラムを表 1 示す。 

 
表 2 モデルベース創造設計プロジェクトの概要 

Step 1:設計を体験しよう 
Step 2：モデルベース設計を学ぼう 
  2.1 要求分析と構想設計 
  2.2 1DCAE に基づく複合物理シミュレーション 
  2.3 CAD を用いた３次元デジタルモックアップの

定義 
  2.4 FEM を用いた詳細解析 
Step 3：創造設計の実践 
  3.1 企画・コンセプト開発 
  3.2 システムレベル設計 
  3.3 詳細設計 
  3.4 プロトタイピング 

  3.5 事業プランニング 
  3.6 デザイン・コンテストの実施 
 
3.3 期待される成果 
技術力と経営力を両立する創造的リーダーシ

ップの醸成を目指して、前述の 3 つの目標に対し

て、以下の成果が期待できる。 
1. 日本の学生はマレーシアの文化を理解し、マ

レーシアの学生は日本の文化を理解する。お

互いの文化を理解し合うことで、グローバル

に活躍するためのリテラシーとヒューマ

ン・コンピテンシーを修得する。 
2. 機械工学における高度な能力（コンセプト設

計，機能設計，メカトロニクス製品開発，プ

ロトタイプ検証）を修得する。 
3. 産業を創造するための技術経営能力（企業戦

略，組織設計，市場予測，顧客ニーズの特定，

競合分析，戦略立案、事業性評価、サービサ

イジング）を修得する。 
 
4. まとめ 
 
参考文献 
[1] 文部科学省、報道発表、“平成 24 年度「グローバル人

材育成推進事業」の採択事業の決定につい
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[2] 平成 26 年 4 月現在，次の 25 大学が協力大学としてコ
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北陸先端科学技術大学院大学，明治大学，立命館大学，

立命館アジア太平洋大学，大阪大学，山口大学，近畿
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岡山理科大学，九州工業大学，金沢大学，豊橋技術科
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運営支援専門家派遣”，2011 年 7 月 1 日 
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b49257c5c0079e999?OpenDocument 

[4] 日本国政府 大臣官房国際化国際協力政策室資料，

2011 年 9 月 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koku
sai/010/shiryou/__icsFiles/afieldfile/2012/03/27/13
12754_01.pdf 

[5] 外務省 報道発表資料，“マレーシア日本国際工科院

（MJIIT）の開校”，2011 年 9 月 6 日 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/23/9/09
06_06.html 

図 1 学習プロセス 
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情報処理能力向上のための教育の質保証
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あらまし：IT の発達やデジタル化は、情報社会にとって極めて重要なものである。特に、情報化は社会や人に対する

影響が個人の日常生活に至るまで及んでいる。しかし、情報が空気のように社会に蔓延している現代では、情報の過剰負

荷に伴う、自己防衛や退避症候群が行われていると考えられる。このことに対し、ある調査を実施し、その結果から「IT

の活用と情報環境」の変化がみられた。また、その中で、教育の質保証や高大連携などにみられる連携型教育の効果、実

態などについて報告する。 

 
キーワード：教育の情報化と最適環境 過剰負荷現象 退避症候群 ＵＲＡとプロジェクト組織 高大連携 

 

1. はじめに
世界は、経済面でも「光」と「影」の格差が生じ

「明」と「暗」、「勝ち組」と「負け組」など二分化

している。その中で情報社会は人間の知的な活動領

域を拡げ、お互いの競争を通じて個人の能力を伸ば

す。個人の能力の強化は、企業や国家、家庭の価値

や社会倫理の後退を招く結果へと進んでいる。教育

等高等機関も同様なことが言える。 

経済の発展は、情報社会にとって重要なものであ

る。情報が空気のように社会に蔓延している現代で

は、情報の過剰負荷に伴う、自己防衛や退避症候群

が行われていると考えられる。これに対し、2005 年

からある調査を実施し、その結果から自己防衛や退

避症候群の実態と状況等が分かりつつある。さらに、

個人と社会の関係には、必要なコミュニケーション

が必要である。最近の傾向では、コミュニケーショ

ンが以前より少ない。それは退避症候群に観られる

情報を避けているからだと推察できる。また、コミ

ュニケーションの欠如とも言える。「IT の活用と情

報環境」に関する調査などの結果から「IT の活用と

情報環境」の変化など、特に自己防衛や退避症候群

の実態と状況等に対して、ある調査を実施し、その結

果から「IT の活用と情報環境」の変化や、あるいわその

中で、教育の質保証や高大連携などにみられる連携型教育

の効果、実態などについて報告する。 

 

2. 情報処理能力向上への期待
現代の若者はこれからもコンピュータやその関連

する道具を利用する機会が増えると推測される。今

回は、社会と人間関係に的をあて、個人の存在と集

団、さらに社会との関わりの中で個人のおかれてい

る状況を把握（自己分析）するために、調査を実施

し、その結果と前回までの関連性に関し、前回報告

した。そのなかで「プロジェクト組織形成の可能性」

に関し、結論的ではあるが、大学・高等教育機関や

高等学校、特に、義務教育機関である小中学校には、

いち早く「多機能性のあるプロジェクト組織」が必

要である。それは、多様な社会、複雑化社会、様々

な国の人たちといった項目と内容が挙げられる。も

ちろん、その国家のルールはあるが国際化となると

国家のルールが変わる。いろいろな地域でいろいろ

なことが毎日起き、その対応に追われる社会なので

ある。 

企業事例として、企業の組織では、ある時期にタ

テの関係からヨコの関係へシフトし、その後マトリ

ックスに変わった。この変化は社会も同じと考えて

捉えられる。なぜなら、人の集まりが組織であり、

また社会であるからだ。情報社会は人間の知的な活

動領域を拡げ、また人間はお互いの競争を通じて個

人の能力を伸ばし、その結果たくさんの産業が生ま

れた。大学等高等教育機関では社会で活躍し、ある

いは貢献できる人材の育成に対し責任がある。そし

て大学が学生に対して「質の保証」は絶対的な重要

なことである。 
大学の目的は「学術の中心として、広く知識を授

けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、

道徳的及び応用的能力を展開させること」（学校教育

法第 52 条）である。日本の大学は諸外国の大学に

比べても評価は必ずしも高くない。大学教育に対し

高度の実践的能力を有することか、それとも高い倫

理観を持つことか、学術を究めるのか、その方向性

と評価は様々である。学術研究の高度化と人材養成、

社会の期待に適切に応えることが新しい大学像など

であると評価され、また就職率の高さであろう。よ

って、大学教育において広範囲な枠で情報教育を実

施する必要がある。一般論として、大学における情

報教育は社会変化と共に流動的で、教育モデルも同

様である。さらに、情報教育の基盤となるコンピュ
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ータサイエンスの基礎を十分に把握し理解させるこ

とが重要かつ目標となるだろう。 
21 世紀に入り、世界は経済的側面が二分化した状

況に陥っている。企業社会では、「勝ち組」と「負け

組」である。二分化された状況であっても人間の知

的な活動領域は止まらず拡大へ進んでいく。ライバ

ル企業同士はお互いの競争を通じて個人の能力を伸

ばすだろう。しかし、知的活動の競争が、情報を増

加させ情報の過剰負荷に伴う、自己防衛や退避症候

群が行われていると考えられる。この仮説に対する

検証のために、2005 年からある調査を実施し、その

結果から自己防衛や退避症候群の実態と状況等が分

かりつつある。個人と社会の関係には、必要なコミ

ュニケーションが必要であり、コミュニケーション

が従来よりも少ない。それは退避症候群に観られる

情報を避けているからだと推察できる。また、コミ

ュニケーションの欠如とも言えるだろう。 

 
表. 文化的活動評価項目と内容および資質内容 

 
3. 意識の変化と知覚情報の再認識

 調査項目内容 

�  �  ��������� �  

�  �  �������� � 

�  �  ������������� ���� � 

�����  ��������������  � 

家庭環境の文

化的資質 
絵画、美術工芸品、外車、百科事典一式 他

     注)上記の項目内容は「文化的知識」に触れない。 

        また、「家庭環境の文化的資質」は 2001 年のも 

        ので今回は参考資料として使用。 

 
や「能」は「視点移動の文化」といわれている。 

  結果のとおり、文化的活動の評価がかたより(低い

評価)であることは、知覚と深く関係があることを意

味している。さらに、特定的な知覚技能も「文化」

といえることから知覚スキル能力が低いということ

がわかる。 

コンピュータの利用がホームページの閲覧と検索

およびメール送受信程度で終わっているところに現

代社会の影響がそのまま出ていると推測する。これ

は、また、水平－垂直の錯覚が生じている可能性も

ある。これは、同じ長さにもかかわらず被験者が垂

直成分が水平成分より長いと判断してしまったこと

である。実験結果から水平位置には問題ないが、垂

直位置に問題が生じている。つまり、２次元知覚反

応であり、奥行きの知覚がはたらいていない。そし

て、前述のように垂直位置が３次元にならない理由

になる。なぜなら、これらは習慣性のもので文明の

発達と物質の量の多さによる。 

  情報文化の概念や情報文化の捉え方には、様々な

分野・領域の知識人、経営者などが自分たちの知っ

ている範囲で異なった認識のもとで語っている。 

一方、「文化」に関しては、片方氏、今井氏は「人

間が一定の目的にしたがって自然に働きかけ、生活

を充実・発展させること。また、その過程で作り出

されたもの、ことに学問・芸術・道徳・宗教など精

神面のものをいう場合が多い」と述べている。また、

宮島氏、藤田氏らは、「文化とは生活上の必要や物質

的利害を超えた次元で人々の精神的欲求に応える意

味と象徴の体系」で一般的解釈であると述べている。

見田、山本氏らは、「科学、技術、芸術、道徳、慣習

などの社会的現象である」と述べている。   以上、知覚情報から文化的側面を見ることができ

た。また、文化的活動の低さは、各個人の文化の欠

如と破壊および認識・処理の遅さが伺える。さらに、

被験者たちには文化の階層がある。つまり、序列性

が存在している。これは、固有の価値基準をもち複

数の基準の機能を使い、認識、種別するのである。

また、画像処理やインターネット利用には十分な注

意とケアーの必要性があると考える。 

  情報文化は、「真、善などの理念に基づき、人間の

生活向上のための設備等による学問、宗教、道徳な

どの精神面の変化を具現化されたものである」とい

える。この実験・調査では「認知科学」あるいは「認

知心理学」の分野が出てくるが、これらの領域は「情

報」と「文化」に深く係わりがあり、要素や種類に

属する。もちろん、この二つに共通する言葉「認知」

は人間の反応に関し、情報理論の応用において活用

されている。特に文化的活動の評価基準を芸術、教

養、娯楽および芸術・教養の４つの項目に絞り文化

的資質に関し実施した(表.に示す)。 

  この点について、さらなる実験調査を行い、知覚

情報と文化的経験との関係を明らかにしたい。また、

次元知覚に影響を与える要因として知性と教育レベ

ルの高低が考えられる。 

参考文献・文化的環境の資質に関して 
(1) 金山,窪田,小林「情報処理能力育成と教育の質保証と

の関係」教育システム情報学会全国大会.2011 年．
  この実験・調査は、数十年前に実施し、その成果

が得られている。文化的活動の調査総合結果(表.に

示す)からも分かるように、芸術性、教養性が少ない。

その反面、娯楽性があるという結果が得られた

（2002）。知覚できる範囲だけを合理的、科学的な分

析の対象に、絶対的存在に視点をおき、そこから移

動しないで他の対象をおさめていくのである。「歌舞

伎」や「能」などは、被験者のほとんどが芸術・教

養移動の認識がないことになる。つまり、「歌舞伎」 

(2) 金山「知覚に関する情報処理環境の変化と意識」

PC 利用技術学会全国大会,2005 年．

(3) 窪田,金山「情報化と教育環境の影響分析」教育

システム情報学会全国大会,2009 年． 

(4) 金山「情報メディア産業のビジネスモデル調

査・分析」拓殖大学経営経理研究所 11 月定例会,

拓殖大学経営経理研究所,2005 年．学経営経理

研究所第 79 号,2006 年.
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学生の評価コメントと支持数のギャップ分析 
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あらまし：学生が授業評価で記述したコメントを，自身で内省的に分析できるようにするため，本研究で

は，他の学生からの支持数を各コメントに付与できる機能を設けて，コメントの頻出語と，支持数の多か

ったコメントのキーワードを比較検討しギャップを求めた．その結果，学生が記述したコメントは好評の

多さから類似した内容が目立ち，支持に反映しにくい傾向にあったが，学習対象への配慮や，教師の振る

舞いに関する意見は支持数が多く，このようなギャップは学習者に内省を促すきっかけとなった． 
キーワード：相互評価，コメント，ソーシャルボタン，支持数，LMS 

 
1. はじめに 

相互評価は学習者間の同僚性を高め，特に教職課

程での模擬授業の実践においては，教育方法の改善・

向上が期待できる．筆者は大学生を対象に，模擬授

業の相互評価を LMS 上で行い，facebook 等にあるソ

ーシャルボタン（いいね！ボタン）を各コメントに

配置し，その押下数によって，有用なコメントを強

調したり，参考になるコメントの書き方を示したり

した（1）．では相互評価の際に，学習者はどのような

コメントを書き，どのような内容が支持を得ている

のか．それを学習者自身で分析させることで，コメ

ントの書き方に対する内省を促し，的確かつ客観的

に書けるための考察ができるようになると考えた． 
 そこで，コメントから抽出した頻出語と，ソーシ

ャルボタンの支持数が高かったコメントのキーワー

ドを学習者自身で挙げさせ，本研究ではこれらのデ

ータを用いて，コメントの傾向と支持とのギャップ

を求めた．学習者が挙げた結果をそのまま用いたた

め，データの厳密性という問題は内在するが，学習

者がギャップを自分なりに感じて，内省や考察に作

用したかどうかを捉えることが目的である． 
 

 
 

図 1 ソーシャルボタンの提示画面 

2. 模擬授業の相互評価 
筆者担当の教職科目（平成 25 年度後期）において，

大学２年生 22 名が相互評価を実施した．これは，１

人が教師役となって，スライド教材を用いた５分間

のマイクロティーチングを行い，他の学習者は生徒

役として授業直後に評価する．それを３週かけて全

員が実施するという内容である．授業評価は独自開

発の LMS を用い，教材提示や説明など授業スキル

９項目に関する段階評価と，100 字程度のコメント

（必須）を入力させた．コメントはクラス全員が閲

覧可能であるが，匿名で表示されるので，誰が記入

したのかはクラス内ではわからない関係にある．そ

して，支持できるコメントには，ソーシャルボタン

（以下，＋１）を押下できるようにした．＋１は匿

名で１コメントにつき各人１回だけ押すことができ，

押した人数が即時に反映される（図 1）．ただし，押

下の取り消しはできない．  
 
3. 評価コメントと支持数とのギャップ 
3.1 頻出語と＋１キーワードのクラス使用数 

相互評価のコメントについて，林の簡易なテキス

トマイニング(2)を学習者自身に行わせ，頻出語を１

人 10～12 個程度抽出させた．支持を得たコメントに

ついては，＋１の合計値の高い順からキーワードを

１人 10～12 個程度を抽出させた．つまり，頻出語は

簡易マイニングから得たものであるが，＋１のキー

ワードは学習者の目視によって抽出したものなので，

現れる単語の種類は若干の違いがある．クラスの頻

出語と＋１のキーワードをそれぞれ集計した結果，

上位 11 語までが同一となった（表 1）．そして，11
語のクラス 22 名の出現数をコメントと＋１でそれ

ぞれ集計し，支持の程度を割合で求めた．例えば「よ

い」という頻出語は，クラスの 17 名が挙げたが，＋

１のキーワードとして挙げたのは 6 名で，クラス支

持率は３割程度だったことを意味する．このような

ギャップが，自身の注目点と他者からの支持との違 
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表 1 上位 11 語のクラス出現数と支持率 
頻出語/キーワード コメント ＋１ 支持率 
よい 17 6 35.3 
わかりやすい 17 9 52.9 
説明 15 8 53.3 
スライド 13 11 84.6 
内容 12 10 83.3 
声 11 5 45.5 
生徒 9 8 88.9 
時間 7 3 42.9 
聞きやすい 7 4 57.1 
授業 6 3 50.0 
視線 5 4 80.0 
単語の種類 99 153  
語数 254 249  

 
いをクラス内で端的に表した１つの指標となる．し

たがって，「よい」「わかりやすい」といった好評や，

「時間」「声」といった要素は，支持に反映しにくか

ったことを意味している．その一方で，「生徒」「視線」

といった授業対象への配慮と受け取れるような単語

は，少ない出現数ながらも支持につながっており，

「スライド」「内容」といった単語も，学習者が注目

しやすい要素ではあるが，同様に割合は高かった． 
 
3.2 支持を得た単語と合計＋１数からの補足 
 クラスにおける支持の傾向を補足するため，学習

者 22 名の，コメントの頻出語と＋１で挙げたキーワ

ードに共通した単語を除外し，＋１側に残ったキー

ワードをクラス集計した．その結果，「小さい」「難し

い」といった指摘につながるような単語や，「強調」

「確認」「簡潔」といった教師の振る舞いを表した単

語が上位となった．さらに，もう１つの補足材料とし

て，授業スキル９項目の段階評価の平均値を用い，各

学習者の合計＋１数との関連をグラフで表した（図

2）．これを見ると，合計＋１数の多い学習者は，段階

評価が低い傾向にややある（r =-0.38）． 
 
3.3 考察 
 以上より，学習者が記述したコメントは，好評や 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 学習者の評価平均と合計＋１数との関連 

適不適（時間を守った・過ぎたなど）で評価されやす

い要素に多く寄りがちで，支持にあまり至らなかっ

た．これは，頻出語のクラス出現数の多さから判断す

ると，どれも類似したコメントになりがちで，クラス

に支持の選定の難しさを与えたと思われる．それに

対して，対象への配慮や，要素の中でも具体的に述べ

やすいもの，教師の振る舞いに関する記述が，クラス

出現数は少なかったものの，クラス内での支持を高

めた．好評が多数を占めるコメント一覧の中で，詳細

に指摘したコメントが現れるとそれが際立って，結

果的に支持を集めたと推察される．このことは，授業

評価を厳しく行った者が，合計＋１数が高かったこ

とにも関連する．こうして「自身のコメントの甘さ」

と，「指摘への他者からの支持」との間で生じたギャ

ップが，コメント記述に対する内省促進のきっかけ

になったといえる． 
 分析後の学習者の自由記述では，「相手を褒めるだ

けの短絡的なコメントが多かったため，＋１があま

りもらえなかった」や，「対象がその学年で合ってい

るか，その学年ならばどうしたら楽しくなるかとい

うコメントは特に共感してもらえた」などの記述が

見られた． 
 
4. まとめ 

本研究では，コメントから抽出した頻出語と，＋

１数が多かったコメントから得たキーワードをもと

に，記述の傾向と支持とのギャップを学習者自身に

感じさせ，それが内省に作用したかどうかを捉えた． 
好評や述べやすい要素に関するコメントが多くを

占め，支持に反映しにくい状況のなか，学習対象へ

の注目や教師の振る舞いなど，具体性を持ったコメ

ントが支持につながった傾向を示した．これらの支

持傾向をギャップとして認識させることで，各々の

学習者の内省に働きかけるきっかけを与え，より具

体性のあるコメントを書けるような意識を促したと

いえる． 
 今後の課題としては，今回のギャップ分析は，学

習者の活動において抽出した単語をそのまま用いて

データ化し，そこから内省を促すことができたかど

うかを検討したため，ギャップを厳密に求めたもの

ではなかった．例えば，評価コメントを＋１数の高

いものと低いものに分けて形態素解析を行い，それ

ぞれから抽出された単語を比較検討して，ギャップ

そのものの実態を明らかにしていくことも，１つの

アプローチとなろう． 
本研究の一部は，科学研究費補助金若手研究 B（課

題番号 24700903）の助成を受けたものである． 
 

参考文献 
(1) 石川貴彦:“ソーシャルボタンの評価から見た大学生の

コメントの分析”, 教育システム情報学会第 38 回全国
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あらまし： ピアアセスメントにおける課題の一つとして，評価の信頼性が評価者の特性に依存する問題が指摘さ
れている．この問題を解決するために，評価者特性を表す母数を付加した項目反応理論が提案されてきた．しか
し，既存モデルでは，ピアアセスメントのように評価者数が増加したとき，評価者母数数に対するデータ数が少な
くなり，高精度な母数推定が期待できない．また，先行研究で採用しているベイズ推定法では，母数推定精度が，
分析者が決定する事前分布の母数（超母数）に依存する．以上の問題を解決するために，本研究では，通常の項目
反応モデルに対し，できる限り評価者母数が少なくなるように，評価者の「評価の一貫性」と「評価の厳しさ」を
表す母数を付加した，ピアアセスメントのための新たな項目反応理論を提案する．さらに，超母数に依存しない提
案モデルの母数推定法として，超母数に事前分布を仮定する階層ベイズモデルを用いた推定法を提案する．
キーワード： ピアアセスメント，項目反応理論，信頼性，評価者特性，階層ベイズ

1 はじめに
　近年，構成主義における学習評価法として，学習者同士に
よる学習成果物の相互評価法，ピアアセスメントが注目され
ている．ピアアセスメントは多数の利点を持つことが報告さ
れており [1]，これまでに様々な学習場面で利用されてきた．
一方，ピアアセスメントの課題として，評価の信頼性が評

価者の特性に依存する問題が指摘されている [1][2]．具体的に
は，次のような評価者特性が評価の信頼性低下を引き起こす．
1) 評価者間で評価の甘さ/厳しさが存在すること．2) 評価者
間/評価者内で評価基準が一貫している保証がないこと．
同様の課題は，複数の評価者による論述式テストの採点な

どでも指摘されており，この問題を解決するために，評価者特
性を表す母数を付加した項目反応理論が提案されてきた（例
えば，[1][2][3][4]）．
しかし，既存モデルでは，ピアアセスメントのように評価

者数が増加したとき，評価者母数数に対するデータ数が少な
くなり，高精度な母数推定が期待できない．また，先行研究
で採用しているベイズ推定法では，母数推定精度が，分析者
が決定する事前分布の母数（超母数）に依存する [5]．
以上の問題を解決するために，本研究では，通常の項目反

応モデルに対し，できる限り評価者母数が少なくなるように，
評価者の「評価の一貫性」と「評価の厳しさ」を表す母数を付
加した，ピアアセスメントのための新たな項目反応理論を提
案する．さらに，超母数に依存しない提案モデルの母数推定
法として，超母数に事前分布を仮定する階層ベイズモデルを
用いた推定法を提案する．提案手法の特徴は次の通りである．
1) 既存手法よりも高精度な母数推定が可能である．2) 評価
者の評価の一貫性と厳しさの影響を反映した学習者の能力推
定が可能である．3) 評価の信頼性向上が期待できる．

2 評価者特性を考慮した項目反応理論

　本研究では，学習者 j（j = 1, · · · , J）の課題 i（i = 1, · · · , I）
に対する評価者 r（r = 1, · · · , R）の評価カテゴリ k（k =

1, ...,K）で構成される「学習者」×「課題」×「評価者」の三
相データ U を扱う．通常の項目反応モデルは，このような三
層データに直接には適用できない．この問題を解決するため

に，多値型項目反応モデルとして知られる一般化部分採点モ
デルや段階反応モデルに対し，評価者特性を表す母数を付与
した項目反応モデルが提案されてきた [1][2][3][4]．
例えば，宇佐美 [2]は，一般化部分採点モデルに評価者パラ
メータを加えた以下のモデルを提案している．

Pijrk =
exp

∑k
m=1 [αiαr(θj − (βi + βr) − dimdr)]∑K

l=1 exp
∑l

m=1 [αiαr(θj − (βi + βr) − dimdr)]

ここで，θj は学習者 j の能力，αi は課題 iの識別力，αr は評
価者 rの評価の一貫性，βi は課題 iの位置母数，βr は評価者
rの位置母数，dik は課題 iにおける評点 k の閾値母数（ただ
し di1 = 0），dr は評価者 rの閾値母数を表す．母数の識別性
のために，Πrαr = 1，

∑
r βr = 0，Πrdr = 1を仮定する．

植野ら [1]は，ピアアセスメントのための項目反応理論とし
て，段階反応モデルを拡張した以下のモデルを提案している．

Pijrk = P ∗
ijrk−1 − P ∗

ijrk

P ∗
ijrk = [1 + exp(−αi(θj − bi − εr,k))]

−1

ただし，P ∗
ijr0 = 1，P ∗

ijrK = 0とする．ここで，biは課題 iの
難易度，εr,k は評価者 r による評点 k への厳しさを表す（た
だし εr,1 < εr,2 < · · · < εr,K−1）．
しかし，これらのモデルは，評価者数が増加したとき，評
価者母数数に対するデータ数が少なくなり，高精度な母数推
定が期待できない．
また，先行研究の多くでは，母数推定法としてベイズ推定

法を採用している．具体的には，各母数に事前分布を仮定し
て事後分布を導出し，マルコフ連鎖モンテカルロ (MCMC)

法を用いて，各母数の EAP(Expected a posterior)推定値を
求めている．しかし，この推定法では，分析者が決定する超
母数に母数推定精度が依存することが知られており [5]，先行
研究のような恣意的な超母数の決定は好ましくない．
以上の問題を解決するために，本研究では，通常の項目反
応モデルに対し，できる限り評価者母数が少なくなるように，
評価者の「評価の一貫性」と「評価の厳しさ」を表す母数を付
加したモデルを提案する．さらに，超母数に依存しない提案
モデルの母数推定法として，超母数に事前分布を仮定する階
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層ベイズモデルを用いた推定法を示す．

3 提案モデル

　本研究では，ピアアセスメントにおける項目反応理論とし
て，段階反応モデルを拡張した以下のモデルを提案する．

Pijrk = P ∗
ijrk−1 − P ∗

ijrk

P ∗
ijrk = [1 + exp(−αiαr(θj − bik − εr))]

−1

ただし，P ∗
ijr0 = 1，P ∗

ijrK = 0とする．ここで，bik は課題 i

において評点 k を得る難易度，εr は評価者 r の評価の厳しさ
を表す．ただし bi1 < bi2 < · · · < biK−1 とする．また，母数
の識別性のために，Πrαr = 1を仮定する．
提案モデルでは，評価者の「評価の一貫性」と「評価の厳し

さ」母数を，評価者一人につき一つずつになるように付与し
ている．これにより，評価者数の増加に伴う評価者母数数の
増加が既存モデルに比べて緩慢となる．
提案モデルの母数数は，K = 5 とすると，2R > 3I かつ

I > 2のとき，既存モデル [1][2][3]と比べて最も少なくなる．
これらの条件は，課題数に対し評価者数が多いピアアセスメ
ントでは一般に満たされるといえる．
図 1に，評価者母数の異なる 2名の評価者における，提案

モデルの反応曲線を示す．図 1 では，横軸が θ，縦軸が各評
点が付与される確率を表す．評価者母数は，Rater1(左図)は
αr = 1.5, εr = 1.0，Rater2(右図)は αr = 0.8, εr = −1.0と
した．
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図 1 異なる評価者による提案モデルの反応関数

図 1より，評価の一貫性が高い Rater1の分布では，θが変
化したときの各評点への反応確率の変化が大きいことがわか
る．これは，Rater1の方が学習者の能力を精度良く識別でき
ることを意味する．また，Rater1 は，評価の厳しさ εr が大
きく，反応曲線は全体として右に移動していることがわかる．
これは，Rater1 から高い評点を得るには，Rater2 から同じ
評点を得るより高い能力が必要であることを意味する．
次に，提案モデルの階層ベイズ事後分布を導出する．ここ

で，各母数の集合を θ = {θj |j = 1, · · · , J}，αi = {αi|i =

1, · · · , I}，b = {bi|i = 1, · · · , I}，bi = {bik|k = 1, · · · ,K−
1}，αr = {αr|r = 1, · · · , R}，ε = {εr|r = 1, · · · , R}，各母
数の超母数を τθ，ταi，τb，ταr，τε，尤度を L(U |θ,αi, b,αr, ε)

で表す．このとき，データ U を所与として，提案モデルの階
層ベイズ事後分布は以下のように書ける．

g(θ, τθ,αi, ταi , b, τb,αr, ταr , ε, τε|U)

∝ L(U |θ,αi, b,αr, ε)g(θ|τθ)g(τθ)g(αi|ταi)g(ταi)

g(b|τb)g(τb)g(αr|ταr )g(ταr )g(ε|τε)g(τε) (1)

ここでは，θj ,logαi,logαr, εr の事前分布に正規分布を用
いる．階層ベイズでは，これらの正規分布の母数（平均 µτ，
分散 σ2

τ）に対してさらに事前分布（超事前分布と呼ぶ）を仮

定する．超事前分布は共益事前分布とし，µτ の事前分布には
正規分布，分散 σ2

τ には逆ガンマ関数を用いる．他方，bi の事
前分布には，平均値ベクトル µb，共分散行列Σb のK − 1次
元正規分布を用いる．超事前分布として，µb の事前分布には
K − 1次元正規分布，Σb には逆ウィシャート分布を用いる．
ここでは，式 (1) の階層ベイズ事後分布に対し，MCMC

法を適用し，提案モデルの母数と超母数を同時に推定する．
MCMC法には，Patz et al.[3]や宇佐美 [2]でも採用している
Metropolis hastingsと Gibbs samplingを組み合わせた手法
を用いる．階層ベイズモデルでは，通常のベイズモデルの場
合と異なり，MCMC の各更新ステップに超母数の更新が付
与される．母数の EAP推定値は，MCMCから得られたサン
プルの平均値として求められる．

4 実データへの適用
　本研究では，提案モデルの妥当性を確認するために，次の
被験者実験を行った．

1) 著者らの一人が開講している統計学の e-learning講義か
ら 5課題× 20名分のレポートを収集し，本講義の受講経験の
ある理系大学院生 20名に採点させた．採点は，筆者らが用意
したルーブリックを用いて 5段階で行わせた．2) 収集した評
価データを用いて，提案モデル，宇佐美 [2]，植野ら [1]の母
数をMCMCで推定し，モデル選択基準の一つとして知られ
る BIC を算出した．BIC では値が最大となるモデルを最適
モデルとみなす．3) J=R=5, 10 になるように抽出したデー
タについても同様に BICを求めた．
実験結果を表 1に示す．表 1から，全ての場合で提案モデ
ルが最適なモデルとして推定されたことがわかる．

表 1 実データによるモデル比較

J=R=5 J=R=10 J=R=20

提案モデル -209.55 -394.85 -1511.71

宇佐美 [2] -239.48 -443.30 -1593.89

植野ら [1] -222.68 -472.75 -1734.20

5 おわりに
　本稿では紙面の都合上割愛したが，母数推定精度や信頼性
に関する実験でも，提案手法が優れた性能を示すことを確認
している．発表ではこれらの実験結果の報告も予定している．
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あらまし：相互評価に取り組む学習者の視線行動を計測し，相互評価への取組み特性と，視線行動特性つ

いて研究を行なっている．相互評価から学習者は，他学習者提出物の閲覧や評価と，被評価結果の閲覧か

らの学習に取り組む．これらから，課題への取り組みが改善する場合と，改善につながらない場合がある．

これらは閲覧箇所に特性があると考えている．今回，一連の研究に向け，研究設計に取り組んだ． 
キーワード：相互評価，振り返り学習，誤り改善特性，視線行動  

 
 
1. はじめに 
授業における相互評価への取り組みは，様々な学

習効果が期待できる．実施方法は，授業の最終回に

実施される場合や，日常的な課題の中で繰り返し取

り組まれる場合，他に課題に取り組むプロセスに相

互評価を組み込む等の方法で実施されている(1-4)．相

互評価は，授業における課題を用いて実施する場合

が多い．課題を通した相互評価として，「他学習者提

出物を見る」，「他学習者提出物を評価する」，「他者

学習者による自己提出物の評価結果に触れる」等か

ら，様々な学習に取り組む．これら行動の切り替え

は各自でマネージメントする場合が多く，例えば授

業時間内のように取り組み時間に制約がある場合，

各自の興味や，授業への取り組み状況に依存して，

相互評価で期待される学習効果への取り組みが不十

分になってしまう場合がある． 
学習者の状態把握を行なうために，各種行動を計

測して，行動履歴から学習者状態把握を行なう取り

組みは多くなされている．その多くはサーバログや

マウスやキーボード等の入力履歴等を用いられてい

る．しかし，これらのデータから捉えられる学習者

行動は限られてくる．視線行動は無意識的な行動で

あり，学習者の状態に大きく影響される．アイカメ

ラに代表される，視線行動を計測する装置は，高価

な計測装置であった．しかし近年，安価になりつつ

ある(6)． 

本研究では，相互評価への取り組みにおける学習

者の視線行動を含めた行動の記録と，継続して取り

組む相互評価への取り組み，さらに課題提出状況を

総合的に捉える．これらから，誤りを改善できる学

習者と誤りを改善できずに誤りを繰り返す学習者と

の視線行動特性の違いについて明らかにしたい．本

報告では，一連の研究に向けた第一歩として，研究

に向け，各種検討を行なったので，報告を行なう． 
 

2. 相互評価への取り組み 
我々は，これまで相互評価への取り組みとして，

Web展覧会システムと評価者視点の学習への 2種類
の取り組みを行なってきた(1,4)． 

Web 展覧会システム(4)は，マルチメディアコンテ

ンツの制作において，各自が取り組んだ成果の発表

の場として，Web展覧会を実施．2007年頃より CG
やWebアニメーションの授業に導入し，年間 4種類
の授業にて年間 6回実施してきた．これらから，学
習者の取り組み意欲の向上と制作作品の質向上につ

ながることが解ってきた． 
日常的な授業に相互評価を取り入れ，課題を用い

た相互評価により，評価する視点としての評価者視

点の学習に取り組んできた(1)．2010年から取り組み，
2 種類の授業にて，授業回で 9 回分，各授業回で 2
〜3 種類程度の課題，のべ約 300 件の課題に相互評
価を導入してきた．これらより，振り返り学習につ

ながり再提出率の向上や，ケアレスミスの低減を含
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め提出物の質向上につながることが明らかになった． 
	  
3. 相互評価における学習者行動と興味 
相互評価では，他学習者提出物の閲覧，他学習者

提出物の評価，他学習者による自己提出物の評価結

果等から，様々な学習を行なう．これらを学習する

には，学習者が図 1に示すような各種行動に取り組
み，学習につなげる必要がある．相互評価における

取り組みは，多くの場合，授業時間内にて行なわれ

る．そのため，限られた時間の中で各取り組みに取

り組む．この取り組みにおいて行動の切り替えは学

習者にゆだねられている．そのため，学習者の興味

に依存して，特定の行動に偏る場合が見られる．学

習者にとって優先的に学習に取り組む事項は，学習

者の学習状態に依存して，大きく変容する．これら

は，学習者の学習状態を把握して，学習者に対して

必要な行動をガイドし，適切にマネージメントする

必要がある．優先的に学習する事項は，これまでの

授業での課題への提出状況，提出物の被評価結果，

他学習者提出物の評価傾向等からの推測が可能であ

ると考えている． 

 
図 1 相互評価時の学習者行動 

我々が構築した相互評価システム(evPoints) (1)は相

互評価に取り組む画面を３分割し，課題提出，他学

習者評価と評価結果比較，他者による自己提出物の

評価結果を表示する部分に別れている．相互評価で

は，「課題提出」，「他学習者提出物の閲覧と評価」，

「被評価結果の閲覧と他学習者提出物評価結果の比

較」を段階的に取り組む段階的相互評価に取り組め

る．そのため，evPoints を用いた相互評価にて，各
情報が表示されるセグメントに対する視線における

閲覧傾向の把握は可能であると考えている． 

 
図 2 evPoints(1) 

4. 視線追跡装置（アイカメラ） 
視線追跡装置は旧来より多く開発され利用されて

きた(5)．近年の技術的革新に伴い，視線追跡装置も

安価な製品が発売されはじめた．Tobii EyeX Dev 
Kit(6)は€99($139)で提供されている．視線の計測方法
は非接触型・角膜反射法である．また，API が提供
されているため，必要なシステム構築が可能である．

この度，計測に向けた計測システムの構築に取り組

み始めている．今後，evPoints等のWebシステムと
の連携に向けたテストに取り組みたい．  

 
図 3 Tobii EyeX Dev Kit(6) 

5. まとめ 
今回，相互評価における視線行動を用いた学習者

の状態把握に向けた，研究の設計について述べた．

この中で，これまで我々が取り組んできた相互評価

について触れ，サーバログからは捉えにくい行動が

あることを示した．これらを解消するために，視線

とサーバログから総合的に分析する必要がある．そ

のため，近年安価になりつつある視線追跡装置の紹

介を行なった．今後，計測ソフトとWebシステムと
の連携ソフトの構築に取り組み，学習者の学習特性

と視線行動特性との関連性について，計測と分析に

取り組みたいと考えている． 
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ピアレビューの経験が学生の自己評価に与える影響

Effect of peer-review experience on students’ self-evaluation of their report 
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あらまし：ピアレビューの経験が，大学一年生の自己評価に与える影響を分析した．H25年は，評価の基

準（ルーブリック）なしに作成したレポートについて，ルーブリックを用いて他者レポート 2件及び自己

レポートの評価（自己評価 1）を行った．H26年は，ルーブリックを示し作成したレポートを自己評価と

ともに提出させ，（自己評価 2），その後，同じルーブリックを用いて他者レポート 2件及び自己レポート

の再評価（自己評価 3）を行った．3件の自己評価を比較したところ，自己評価 2より自己評価 3の方が

高い評価となった．また，自己評価 3の評価点分布は，自己評価 1と同様の傾向を示した．

キーワード：ピアレビュー，自己評価，ルーブリック，初年次教育

1. はじめに
我々は，複数学部の大学一年生が履修する教養科

目の一単元において，ジレンマ問題についてのレポ

ート作成とそのピアレビューを実施している．この

ピアレビューは，時間の制約とお互い様効果への対

処として(1)，同じ時間帯の複数クラス間で完全に匿

名のピアレビューを実施するシステムを開発(2)，評

価基準としてルーブリックを示し，評価を記入した

シートをメールで交換するものである．

本研究では，ピアレビューを受けることではなく，

ピアレビューをするという経験が自己評価に与える

影響について分析するため，ピアレビューの前後に

行った自己評価を比較した．学生の中にまだ評価を

するための基準が備わっておらず，また相互評価を

することの意義も明確に理解されていない大学一年

次前期においては，ピアレビューの実施が必ずしも

意図した効果を上げない可能性が示唆されたので，

報告する．

2. 方法

2.1 対象

本研究では，平成 25年および 26年ともに文学部
1年生，および理系 4学部（医・工・生物生産・理）
混合クラスの 1年生という 2集団の学生のうち，課
題を期限までに完遂した学生（表 1）の自己評価を
対象に分析を行った．

表 1 対象人数
平成 25年 平成 26年

レビュー後
レポート

提出時
レビュー後

文学部 132 129 98 
理系学部 167 551 279 

（単位：人）

2.2 平成 25 年のピアレビュー

4 月の授業の課題として提出した小レポートを題
材に，レビューシートの交換によるピアレビューを

実施した．

ピアレビューは，この授業用に用意したメールア

カウントと学生のメールアカウントをランダムに組

み合わせた対応テーブルを用意し，レビュー開始時

間に合わせて授業用アカウントから評価者へレポー

トを送信する．学生は評価シート（Excelファイル）
とルーブリックを LMS からダウンロードし，各レ
ポートを評価した後，評価シートを受信したメール

に添付して返信する．返信されたメールは，評価者

のメールアドレス情報を削除して被評価者へ転送さ

れる．この方法により，各学生は自分を含む 3人の
レポートを 7項目により評価した．本研究では，こ
のうち自己評価だけを分析対象とする（自己評価 1）．
各評価項目（表 2）はルーブリックに示された基

準に従い，ABCのいずれかで評価したのち，その理
由を具体的に説明するよう指示した．

表 2 評価項目
Q1 最初に明確な立場表明がされているか
Q2 意見と事実は区別して表現されているか

Q3 意見にはその根拠が述べられているか
Q4 反対意見についても考察されているか
Q5 文章の最後は，論旨の振り返りと論証の確認

による結論となっているか

Q6 論理が明瞭にたどれるような文章表現になっ

ているか
Q7 特別な理由なしに口語的表現・強調表現等が

使用されていないか
Q8 その他（気付きやコメント）

H5-4

― 469 ―



平成 26 年

図 1 文学部評価割合

図 2 理系学部評価割合

表 3 自己評価の比較（文学部）

表 4 自己評価の比較（理系学部）

2.3 平成 26 年のピアレビュー

平成 25年同様，4月に提出したレポートを題材に
した．レポートの課題も同一である．ただし，平成

26年はレポート作成時にルーブリックを示し，レポ
ート提出時にそのレポートの自己評価を合わせて提

出させた（自己評価 2）．評価項目は平成 25 年と同
一だが，評価指標は細分化し A～E の 5段階として
いる．平成 25年の Bは平成 26年の B・Cに，25年
の Cは 26年の D・Eに相当する．  
ピアレビューの方法は平成 25年と同様で，各学生
は自分を含む 3人のレポートを評価した．この時の
自己評価を自己評価 3とする．

3. 結果
文学部，理系学部双方とも自己評価 3は自己評価

2より高い評価となっている（図 1，2）．つまり，ル
ーブリックだけを基準に行う自己評価は案外厳しい

が，ピアレビューをすると自己評価は甘くなる傾向

があることになる．

また，フィッシャーの正確確率検定（有意水準 5%）
では，自己評価 1と自己評価 3の評価点分布には理
系学部の項目 7以外は有意差が認められず，自己評
価 2の影響は感じられない（表 3，4）．

4. まとめと考察
平成 26年の実践に対して，事前に示されたルーブ

リックに従いレポートを作成するので自己評価 2は
高くなり，他者の評価をした後は自らの不足点等に

気づくため自己評価 3は低くなると予想していたが，
逆の結果となった．その理由としては，以下の 3つ
を考えている．

まず，大学 1年生前期では，まだ大学での成績評
価を受けた経験がない．高校までの評価が主として

「相対評価」であれば，ルーブリックによる評価で

はなく，相互の比較により「この程度で良い」とし

てしまうことが考えられる．また，用意したルーブ

リックが適正でないために，判断に迷いが生じてい

る可能性もある．さらに，本実践で行ったのは匿名

レビューではあるが，学生には学生同士でレビュー

をしているのは自明であるから，お互い様効果が生

じているのかもしれない．

今後は，より有効な評価指標を作成するとともに，

指標に基づいた評価をさせる方法を検討することが

課題である．
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